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あらまし：産業技術短期大学情報処理工学科では，学生のプログラミング能力の向上を目指して，2017
年度のプログラミング演習科目において，ホワイトボードを活用したグループワークに着目した教育を実

践したので，本稿でその教育効果について考察した．学生アンケートから，ホワイトボードの活用は，ペ

アプログラミングの際に学生同士の考えを共有するのに有効であり，グループワークによりプログラミン

グ技術の向上につながる可能性のあることが確認できた． 
キーワード：問題解決型学習，グループワーク，プログラミング教育，ホワイトボード 

 
 
1. はじめに 

産業技術短期大学情報処理工学科では，旧来の一

方向講義から脱却し，学生間ならびに学生と教員間

のきめ細かな「双方向コミュニケーション」をベー

スとした協調学習を実践することで，学生の学習意

欲を向上させ学習成果につなげることを目標として

きた．特に，学生のプログラミング能力の向上を目

指して，長年に亘り様々な科目で「問題解決型実習」

を取り入れ，PBL(Problem Based Learning)教育を実施

している (1)． 
従来，ソフトウェア開発手法として，エクストリ

ームプログラミングでのペアプログラミングにおい

て，グループディスカッションを通して問題解決を

はかる開発手法が確立している(2)．また，グループ

学習によるソフトウェア開発を目指したプログラミ

ング教育において，グループ内での相互の教えあい

を促進し，特に設計段階のフローチャートについて，

学生同士によるピア・レビューを取り入れることで

課題達成度が高くなることが報告されている(3)． 
今回，筆者らは，学生のソフトウェア開発能力の

更なる向上を目指し，1 年次後期に開講しているプ

ログラミング演習科目において，ホワイトボードを

活用したグループワークを実践し，グループワーク

が学習意欲にもたらす効果について考察を行った． 
 
2. プログラミング教育の取り組み 

本学科は，ソフトウェアエンジニアの育成を目的

に，プログラミング教育を学科の重点教育と位置付

けている．2017 年度は，図 1 に示す様々な科目の中

でプログラミング教育を行った．1 年次前期のプロ

グラミング基礎演習を基盤として，プログラミング

演習科目群，実験科目群，卒業研修を配置している．

表 1 に一連のプログラミング演習科目の授業テーマ

を示す．本稿で対象となる演習科目は，1 年次後期

に開講している「プログラミング演習Ⅰ」である．

週1回90分2コマの授業で15週に亘って実施した．

表 2 に当該科目の授業テーマおよびアンケート内容

を示す． 

 
図 1 プログラミング教育の取り組み 

表 1 プログラミング演習科目の授業テーマ 

 

表 2 プログラミング演習Ⅰの授業テーマ 
およびアンケート内容 

 

科目名 授業テーマ

プログラミング基礎演習 入出力，演算，分岐構造，反復構造

プログラミング演習Ⅰ 関数，配列，グループで問題に取り組むPBL

プログラミング演習Ⅱ ポインタ，構造体，ファイル処理，探索，ソート等

プログラミング演習Ⅲ オブジェクト指向プログラミング

授業週 授業テーマ アンケート

第1週 プログラミング基礎演習の復習

第2週 プログラミング基礎演習の復習 (2) グループワークに関するアンケート

第3週 配列

第4週 配列 (2)

第5週 文字配列

第6週 関数の使い方

第7週 関数の作成 ホワイトボードの活用に関するアンケート

第8週 関数と配列

第9週 PBL-0（調査）

第10週 PBL-1（要求分析、外部設計）

第11週 PBL-2（内部設計）

第12週 PBL-3（プログラミング）

第13週 PBL-4（プログラミング、テスト）

第14週 PBL-5（テスト(続き)、発表準備）

第15週 PBL-6（発表、振り返り） PBLの振り返りアンケート
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図 2 ホワイトボードを用いた演習風景 

 
3. プログラミング演習Ⅰにおけるグループ

ワークの実践 
グループワークは 2 人一組のペアをつくり，15 週

に亘って実施した．グループワークで用いたホワイ

トボードは，図 2 に示す縦 120cm 横 90cm の移動式

であり，2 人で共同作業をするのに適した大きさと

なっている．授業前半の 8 週の演習は，練習課題お

よび提出課題について次の流れで実施した． 
(1) 提示された練習問題のプログラムに，グループ

で検討しながらコメントを記入する 
(2) 練習問題のフローチャートを作成すると共に，

テストデータを検討する 
(3) 提示されたフローチャートの解答例を基に，フ

ローチャートのチェックを行う 
(4) 各人でプログラムを実行し，結果を確認する 
(5) 続いて提出課題のフローチャートを作成する 
(6) さらにグループ間でフローチャートのレビュ

ーを行い，修正を加える 
(7) フローチャートを基に各人がプログラミング

し，実行，結果の確認をする 
ここで下線部分では，ディスカッションを活性化さ

せるためホワイトボードを用いている． 
後半の 7 週の PBL 課題は，「リバーシ」のプログ

ラムとした．始めに，ゲームのルール，実行画面，

操作方法等について調査をさせた．その後，システ

ム開発の手法に基づき，各週で要求分析，外部設計

（ゲームのルール，General Flowchart，画面設計，操

作設計），外部設計を基に内部設計（機能分割，デー

タ設計）に取り組ませた．さらにプログラミング，

テストを経て各グループでそれぞれの成果について

発表させた後，振り返りアンケートを実施し，PBL
について振り返らせた．PBL 実施時も前半と同様，

ホワイトボードを有効活用してグループ内でディス

カッションすると共に，グループ間レビューを実施

させた． 
 
4. アンケート結果および考察 

ホワイトボードを活用したペアプログラミングに

よるグループワークの効果を検証するために，2 週

目にグループワークに関するアンケート(表 3)，7 週

目にホワイトボードの活用に関するアンケート，15
週目に PBL の振り返りアンケートを実施した．図 3
にグループワークに関するアンケート結果を示す． 

表 3 グループワークに関するアンケート 

 

 
図 3 グループワークに関するアンケート結果 

ほぼ全ての学生が，グループワークが有効であると

回答した．自由記述では，ペアで議論することによ

りプログラムを深く読むことができる，ペアで話し

合ってフローチャートを作成することで，プログラ

ムが組みやすいとの意見が多くみられた．また，グ

ループ間レビューについては，コミュニケーション

が活発でフローチャートに関する新しい発見や欠点

の指摘があり，有効であるとの意見を得た． 
ホワイトボードに関するアンケートでは，ホワイ

トボートをペアで活用すると，意見交換がスムーズ

に行え，議論がしやすいとの評価が得られたと共に，

グループ間レビューでは他のグループのフローチャ

ートに啓発される等，ホワイトボードの使用により

グループワークが活性化されていることが示された． 
PBL の振り返りアンケートからは，プログラミン

グの知識が増えたと共に，ペアで協力してプログラ

ムを組むと一人で行う時以上の成果があがったとの

回答が多く，グループワークの効果が表れる結果と

なった． 
 
5. おわりに 

プログラミング演習科目において，ホワイトボー

ドを活用したグループワークを実践した．学生同士

が考えを共有するのにホワイトボードを有効活用し

グループで学習することにより，プログラミング技

術の向上につながる可能性のあることが確認できた．  
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質問内容

Q1.練習課題へのコメント記入は有効でしたか？

Q2.練習課題のフローチャート作成は有効でしたか？

Q3.提出課題のフローチャート作成は有効でしたか？

Q4.提出課題での、グループ間レビューは有効でしたか？
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あらまし：リハビリテーション学の習得には基礎的な物理学の知識が要求されるが，高等学校における履

修状況の多様性から専門科目へ接続可能な知識の担保が困難になっている．そこで本研究では，入学前や

初年次の学生を対象とした自学自習中心の物理学習プログラムを開発する．物理学とリハビリテーション

学の学習内容を相互に対応付けることにより，物理学習に対するモチベーションの向上とリハビリテーシ

ョン専門科目への知識の転移を円滑に行うことを狙う．本稿ではその構想について述べる． 

キーワード：物理学習，リハビリテーション学，入学前教育，初年次教育 

 

 

1. はじめに 

リハビリテーション学は理学療法学，作業療法学

等を含む学問領域であり，人体の構造・動作や装具

を初めとする福祉機器等をその対象に含む．このた

め物理学との関連が非常に深く，リハビリテーショ

ン学を深く理解するためには基礎的な物理学を事前

に習得していることが前提となる．しかし，リハビ

リテーション学部の専門基礎科目である「基礎物理

学」の受講者を対象とした調査結果によれば，高等

学校在籍時の物理系科目の履修状況は様々であり，

全く履修しなかった学生も多く存在した(1)．このた

め，通常の集合教育による授業の実施は極めて難し

いのが現状である．これまでにビデオの閲覧を伴う

反転授業(1)や通信教育用教材を用いた入学前教育等

に取り組んできたが，学習効果の観点から期待する

成果は挙げられていない．この理由として，物理学

に対する学習モチベーションの低さが考えられる． 

このような現状を鑑み，入学前・初年次学生を対

象とした自学自習中心の物理学習プログラムを開発

する．本研究ではリハビリテーションの専門基礎科

目として位置付けられる運動学を題材としたコンテ

ンツを用いる．大学入学前にリハビリテーション学

の学習内容に触れることにより，物理学習のモチベ

ーションの向上を図ると共に「基礎物理学」の講義

を円滑に進めるための学力向上を図る．更に運動学

と物理学の学習を相互に対応付け学習活動をくさび

形に実施することにより，物理学の知識を運動学の

学習に効果的に転移させることを狙う．本稿ではこ

の構想について述べる． 

 

2. 物理学習の現状と課題 

リハビリテーション学部では，1 年次前期に「基

礎物理学」を 8 コマ開講している．表 1 に示すよう

に，授業内容はリハビリテーション学特に運動学分

野の基礎となる力学を中心としている．なお，物理

系科目を履修していない或いは履修したが習得状況

に自信のない学生が受講者の多数を占めるため，事

前に NHK 高校講座の Web コンテンツ(2)を閲覧させ

る反転授業を取り入れた． 

 

表 1 「基礎物理学」の授業内容 

回 内容 回 内容 

1 物理量について 5 力のつり合い 

2 等速・等加速度運動 6 運動の法則 

3 重力・垂直抗力など 7 力のモーメント 

4 摩擦力・圧力など 8 仕事とエネルギー 

 

しかしこの取組みも「基礎物理学」の成績向上に

余り奏功せず，運動学を初めとするリハビリテーシ

ョン専門科目への接続が順調に行われているとは言

い難い．この理由について，定期試験の答案分析や

口頭調査に基づく考察を行った．その結果として，

i) 物理は計算問題であるという認識が学生に強く

あり，現象や動作を言葉で説明する能力が不足して

いる，ii) 物理学はリハビリテーション学を習得する

ための基礎科目であることを理解していない，こと

を要因として考えた．特に ii)については，リハビリ

テーション学部に進路を定めた学生であっても高等

学校時に物理科目を全く履修していないケースが散

見したことからも容易に推察された． 

 

3. 物理学習プログラムの概要 

そこで本研究では，入学前・初年次学生を対象と

した自学自習用の物理学習プログラムの開発を行う．

リハビリテーション学の中でも特に運動学の分野は，
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運動を力学的に説明するバイオメカニクス(3)(4)と関

連が深い．そこで，物理学習に運動学の学習をくさ

び形に取り入れることにより，リハビリテーション

学部に進学する高校生の物理学習に対するモチベー

ションの向上を図ると共に，物理学の知識をリハビ

リテーション学の学習に転移させることを狙う． 

 

図 1 物理学習プログラムによる学習の流れ 

 

図 1 に本研究で開発する物理学習プログラムによ

る学習の流れを示し，以下学習内容を説明する． 

 

(1) 運動学教材を用いた物理学の学習 

最初に運動学で用いられる教材を用い，概念の理

解に必要な物理学の概念を対応付けるための学習を

行う．図 2を用いてその概要を説明する． 

 

図 2 運動学の概念と物理学の概念の対応付け 

 

図 2 は運動学で用いられる筋のメカニクスの概念

図であり，腕を直角に曲げて手におもりを載せた状

態を維持しているところを表す．図において， 

 どこにどのような力が働くか 

 この状態を維持するための条件は何か 

等を問い，どのような物理学の概念が必要かを考え

させる．後述する動画やシミュレータを用いながら

学習し確認テストを用いて理解を確認する． 

 

(2) 物理学教材を用いた物理学の学習 

(1)で学習者が必要と考えた物理学の単元につい

て，物理学の教材を用いた学習を行う．ここでは高

等学校の「物理基礎」「物理」レベルの教材を題材と

し，(1)と同様に動画やシミュレータを用いた学習と

確認テストを実施する． 

 

運動学教材の理解に必要な物理学の単元を一度で

全て見つけ出せるとは限らないので，学習者は(1)(2)

の過程を必要に応じて交互に繰り返しながら学習を

進めていく． 

 

4. 学習教材の概要 

本研究においては，テキストや静止画像に加えて

解説用の動画やシミュレータを用いる．シミュレー

タは Unity 2018.1(5)を用いて作成する予定である．

Unity は統合開発環境を持つゲームエンジンとして

広く利用されているが，オブジェクトに対し重力計

算等の物理演算を容易に設定することができ，また

Android や iOS 等のプラットフォームに広く対応す

るため，PCだけでなくスマートフォン用の学習環境

も開発することが可能なこと等がその理由である．

作成したコンテンツは LMS (Moodle)に搭載する予

定である． 

 

5. おわりに 

リハビリテーション学部の入学前・初年次教育を

対象とした物理学習プログラムについて述べた． 

物理学とリハビリテーション学(特に運動学)との

親和性は非常に高く，大学入学前に本プログラムで

基礎的な物理学を学習することにより，大学におけ

るより高度な授業の実施とリハビリテーション学へ

の知識の転移が可能になるものと期待している． 

今後は，物理学と運動学の単元間の関連の調査，

動画・シミュレーション教材の開発と本プログラム

による学習効果の検証を実施していく． 
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初学者向け C言語プログラミング教育のための開発環境の構築と 

基礎的な分析機能の実装 
 

Constructing Development Environment of C Programming Language for Novice 

Learners and Implementing a Function of Basic Analysis 
 

大下 昌紀*1, 買田 康介*2, 松本 慎平*2 

Masanori OHSHITA*1, Kosuke KAIDA*2, Shimpei MATSUMOTO*2 

*1 広島工業大学大学院工学系研究科 

*1 Graduate School of Science and Technology, Hiroshima Institute of Technology 

Email: md18003@cc.it-hiroshima.ac.jp 

*2 広島工業大学 情報学部 

*2 Faculty of Applied Information Science, Hiroshima Institute of Technology 

Email: {bl16023, s.matsumoto.gk}@cc.it-hiroshima.ac.jp 

 

あらまし：我々は，大学などでプログラミングを不得意とする学習者の支援に資することができ，大学生

が受ける授業で手軽に利用可能な C言語エディタである Hello Cを開発した．Hello Cは，プログラミン

グに十分に慣れていない学習者にとって使いやすいユーザ体験を提供できるため，初学者のプログラミ

ングに対する抵抗感の低減に貢献できるものである．本稿では，Hello Cのコンセプトや諸機能などの詳

細を述べることを目的とする．また，プログラミング教育におけるラーニングアナリティクスのツールの

ひとつとしての Hello Cの有効性を示すため，学習者がコンパイルを行わなかった時間間隔である impass

を検知可能な機能を追加した．特に本稿では，問題ごとに impassの値を自由に設定できるようにした． 

キーワード：プログラミング，C言語，学習用エディタ，初学者，impass 

 

1. はじめに 

プログラミング教育を充実させるためには，学習

しやすい環境の整備と，学習履歴を踏まえた上での

学習者診断とそれに基づく適応的な教授法構築の 2

点が大きな課題となると考えられる．とりわけ，両

者の要件を同時に満たすことができ，初学者に適し

た設計を有したシステムが必要であると考えられる．  

そこで著者らは，コンピュータに不慣れな学習者

が大学などの授業の中で手軽に利用でき，かつ，ラ

ーニングアナリティクスのツールとして利用可能な

Windows 端末用の C 言語エディタである Hello C(1)

を開発した．これは，実アプリケーションの開発を

一切想定しておらず，基本的な C言語の学習にのみ

特化したプログラム開発環境である． 大学などの C

言語を教授する講義では，多くの場合，Linuxなどの

専門的な環境のエディタや，Visual Studio などのリ

ッチな統合開発環境が用いられる．しかしながら，

これらの環境は，プログラミングに初めて触れる学

習者やコンピュータの基本操作に十分に慣れていな

い学習者にとっては非常にハードルが高い．Hello C

は，プログラミングに十分に慣れていない学習者に

とって使いやすいユーザ体験を提供できる．よって，

初学者のプログラミングに対する抵抗感の低減に有

効に働きかけることができると考えられる． 

本稿では，Hello Cのコンセプトや諸機能などの詳

細を述べることを目的とする．また，プログラミン

グ教育におけるラーニングアナリティクスのツール

のひとつとしての Hello C の有効性を示すため，学

                                                        
1 http://helloc.kuroppi.net 

習者がコンパイルを行わなかった時間間隔である

impass(2)の検知が可能な機能を追加し，それを用い

た基礎分析の結果を示すことを目的とする．具体的

には，問題の難易度にあった impassを検知できるよ

うにし，その有用性について議論した． 

 

2. Hello C 
Hello C1は，C 言語の学習に特化した Windows 専

用のプログラミング開発環境である．Hello Cの外観

を図 1に示す．Hello Cは，初学者がプログラミング

学習を進めるうえでできる限り非本質的な認知負荷

を掛けないよう，簡易プロジェクト管理機能，簡易

デバッガ機能，静的解析機能，オートコンプリート

機能，構文チェック機能，複数ファイルのコンパイ

ル機能，ソースコード圧縮保存機能，練習問題取得

機能などを提供している．Hello C は，Visual 

Basic .NET Framework 4.5を用いて開発されている．

コンパイルと実行は，Windows用 gccで行う． 

初学者向けのエディタはいくつか存在するが，

Hello Cは他にはない独自の機能として，練習問題取

得及び回答の送信機能を有している．サーバサイド

アプリケーション(Hello C Server)では，学習者の回

答ログの確認はもちろんのこと，正誤判定結果や学

習者の進捗状況を都度で把握できる．Hello C Server

は Ubuntu16.04で動作し，開発言語は PHP7.1.11，Web

サーバソフトウェアとして Apache2.4.29，データベ

ース管理システムとして MySQL10.1.28-MariaDB を

用いている．Hello Cは，練習問題とそのテストケー
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スを Hello C Serverからダウンロードできる(図 1参

照)．ダウンロード後練習問題のプログラム開発に取

り組んだ後，学習者はそのソースコードを Hello C 

Serverに送信できる．なお，送受信共に，JSON形式

でデータの受け渡しを行っている．このとき，Hello 

C Server 側の負荷を考慮し，テストケースをクリア

したソースのみをサーバ側で自動採点するようにし

ている．このような仕組みを採用しているため，

Hello C Serverに負荷が集中することはまれである．

したがって，XAMPPなどを利用し，一般的な汎用計

算機をサーバ用システムとして利用できる．このこ

とから，Hello Cサーバ・クライアントシステムを利

用することで，従来は容易ではなかったラーニング

アナリティクスに基づいたプログラミングの学習支

援が容易に実現可能となった． 

本稿では，Hello C Serverに対して，問題の難易度

に応じた impass(2)の検知が可能な機能を新たに追加

した．impassとは，学習者がコンパイルを行わなか

った時間間隔である．この機能により，学習の進捗

が順調ではない学習者を発見し，状況に応じて必要

なアドバイスを必要な時に適宜提供できるようにな

った．本稿では，問題作成時，impassの時間を設定

できるようにした．その根拠として，図 2に，練習

問題ごとのコンパイル間の時間間隔の割合を示す．

図 2では，最初のコンパイル，全コンパイルからの

時間間隔が 2分以下のコンパイルは impassとは言え

ないため，これらを除き，時間間隔が 2分から 10分

のコンパイル数，時間間隔が 10分以上のコンパイル

数 2つのみに着目して，その割合を示している．先

行研究では，impassの時間間隔は一定であった．一

方，図 2より，問題ごとにコンパイルの時間間隔の

割合は異なっている．問題の内容によっては，2 分

から 10 分の時間間隔の場合でも impass として検出

すべき場合も考えられるため，impassの値を教授者

が問題ごとに自由に設定できるようにした．  

プログラミング学習において，ラーニングアナリ

ティクスを志向した研究は多く存在する．先行研究

では，プログラムの記述，コンパイル，実行を可能

とするWebサービスを構築し，学習者の作業の進度

集計，エラーの分類集計，作業の遅れている学習者

の検出等の機能を教授者に提供している(3-5)． 

これらシステムは，学習者・教授者にとって有用

な機能を提供するが，高性能なサーバ基盤が必要で

ある．よって，同様の環境を構築することは容易で

はない．このことは，プログラミングを苦手とする

学習者の支援に向けて大きな障壁といえる．Hello C

は，この問題を解決可能な仕組みであり，この点で

意義があると考えられる． 

 

3. おわりに 

本研究では，大学生が受ける授業で手軽に利用可

能な C言語エディタ Hello Cのコンセプトや諸機能

などの詳細を述べた．また，プログラミング教育に

おけるラーニングアナリティクスのツールのひとつ

としての Hello C の有効性を示すため，学習者がコ

ンパイルを行わなかった時間間隔である impassを検

知可能な機能を追加した． 
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図 1 HelloCの練習問題機能 

 
図 2 問題ごとのコンパイル間の時間間隔の割合 
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知識習得のための e ラーニングにおける学習プロセス可視化 

のための機能提案 

Proposal of Function Analyzing Learning Process 

for Knowledge Acquisition in E-Learning 
 

加藤巽*1, 上野春毅*1, 小松川浩*1  
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あらまし：複数週の授業を通じて一つの知識領域を習得するような大学の授業を想定し、授業時間外で	

e ラーニングを用いて段階的に知識の習得を図る学習者の学習パターンの可視化を図ることを目的とす

る。このため、適応型学習支援システムを用いた授業モデルに対し、学習者の主体的学習状況（予習、

復習、反復学習等）を多面的に分析し、学習パターンの分類と学習成果（確認テストの成績）の関係を

調べ、eラーニングの新たな LMS 機能の提案を行う。	 
キーワード：学習者特性・行動分析	

 

1. はじめに 
複数週の授業を通じて一つの知識領域を習得する

ような大学の授業を想定し、授業時間外で	eラーニ

ングを用いて段階的に知識の習得を図る学習者の学

習パターンの可視化を図ることを目的とする。	

我々は、複数週で到達できる授業内容に呼応する

構造的教材を整備し、それを用いて学習者に主体的

な学習を行なわせ、学習成果を確認テストで確認す

る授業モデルの提案と評価を行ってきた
(1)
。本研究

では、その一環として、提案モデルの中での学習者

の学習状況（予習、復習、反復学習等）を多面的に

分析し、学習パターンの分類と学習成果（確認テス

トの成績）の関係を調べた。 
 

2. 授業モデル及びシステムの概要 

2.1.授業モデル 
我々の提案する授業モデルを図 1に示す。提案モ

デルでは、複数回分の授業を一つの単元として、各

回に段階的な学習目標を設定する。例えば、3 回分

の授業において、1 回目を知識の用語・概念の理

解、2 回目を知識の活用、3 回目を知識の応用とし

て設定している。そしてこの目標を実現する授業内

容に呼応した演習問題をレベル別教材として、2.2

記載の適応型学習支援システム上に用意しておく。

提案モデルは、毎回の授業の予習段階で自分のレベ

ルを確認しながら学習させ、授業開始時には確認テ

ストでレベル判定させるサイクルを基本とし、これ

を繰り返し実施させるものである。これにより、同

一システム（同一コンテンツ群）を学生が自らのペ

ースで反復的に学習し、複数週の授業の学習目標を

達成していく。	

 
図 1. 本提案モデル 

 
2.2.適応型学習支援システム 
本システムは、授業開始時に用いられる確認テス

ト機能と、授業時間外で予習・復習に用いられる知

識修得学習機能と復習モード機能、模擬テストモー

ド機能を有する。システムで使う教材群は、2.1 節

の各週の学習目標に、項目反応理論(IRT)
 (2)
の 1〜7

レベルの難易度が対応するように構造的に整備され

ている。具体的には、1〜2 レベルが 1 回目、3〜5

レベルが2回目、6〜7レベルが3回目の授業の学習

目標に対応している。	

確認テスト機能は、IRT に基づき学習者の正答・

誤答の状況から逐次学習者の習得度を-3.0〜+3.0

の能力値として推定し、能力値に応じたレベルの問

題を出題する機能である。設定された個数の問題を

出題し終えると、算出した能力値を対応する 1〜7

のレベルとして学習者に即時フィードバックする。

知識修得学習機能は学習者が教材を自ら選択して学

習に取り組むことができる機能である。復習モード

機能は、確認テストで誤答した問題を復習するため

の機能である。模擬テストモード機能は、一通り学

習を終えた学習者が自らのレベルを確認するための

機能である。	

	

3. 授業への適用 

3.1.授業内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P1-04 
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授業モデルは、本学の授業である「C プログラミ
ング」において 2017 年度に実施し、2018 年度も同

様の授業内容で実施している。本授業では、プログ

ラムの知識を反転で予習させ、プログラムの作成を

授業で実施した。15 回の授業で取り扱った知識

を、表 1に示す。また、授業内で取り扱ったレベル

別教材の例として、変数のレベル 3の演習問題を図

2に示す。	

 
表 1.	各授業で取り扱った知識	

授業回 取り扱った知識 

1〜4	 変数、配列、条件式、繰り返し文 

5〜7	 関数 

9〜12	 ポインタ 

13〜15	 構造体 

 

 
図 2.変数のレベル 3の問題	

 
3.2.分析 
学習の進度によって最適な学習方法が異なるとい

う仮定のもと、各授業時間外における学習者の学習

状況について、予習、復習、反復学習として学習パ

ターンを分類し、確認テストの成績との関係性を分

析した。学習パターンの分類は具体的に、予習：前

の授業外学習よりも高いレベルの教材群を学習し

た、復習：前の授業外学習よりも低いレベルの教材

群を学習した、反復：前の授業外学習と同じレベル

の教材群を学習した、と定義した。前後の授業外学

習における各レベル別教材の学習回数を集計し、1

問以上学習していればそのレベルの教材を学習した

と見なして分類した。さらに、学習方法と成績の関

係性には知識間で差異がないものとして、関数、ポ

インタ、構造体それぞれの第 1〜3 回の授業外学習

をひとまとめにして集計した。これらの各学習パタ

ーンでの、学習後の確認テストでの能力値の差に関

して統計量を求めた。第 1回から第 2 回にかけての

分析の結果を表 2に、第 2 回から第 3 回にかけての

分析の結果を表 3 表す。これらの結果を比較する

と、第 1回から第 2回にかけては「予習と反復」が

件数が多く、能力値が向上している傾向にあり、第

2 回から第 3 回にかけては「反復のみ」が件数が多

く、能力値が向上している傾向にあることが分かっ

た。	

 
表 2. 第 1回から第 2回にかけての分析結果 

 
表 3. 第 2回から第 3回にかけての分析結果 

 
今後は、現在実施している 2018 年度の授業のデ

ータを加え、レベル別教材ごとの学習回数で学習者

のクラスタリングを行い、クラスタごとの確認テス

トの差異を比較する。これらを通じて学習者の学習

プロセスおよび確認テストの成績の関係性を調査

し、LMS 機能の提案を行う。	
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学習パターン	

能力値の	

差の平均	

能力値の	

差の標準偏差	 件数	

予習のみ	 1.01	 1.63	 4	

反復のみ	 0.92	 1.74	 18	

予習と反復	 1.66	 1.89	 43	

復習と反復	 2.1	 0.00	 1	

予習と復習と反復	 0.1	 0.00	 1	

学習パターン	

能力値の	

差の平均	

能力値の	

差の標準偏差	 件数	

予習のみ	 2.17	 2.15	 4	

反復のみ	 1.22	 1.65	 39	

予習と反復	 0.94	 1.93	 22	

復習のみ	 -1.00	 0.00	 1	

復習と反復	 2.88	 1.87	 4	

予習と復習と反復	 2.00	 1.84	 2	
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チャットボットを利用した補足説明動画の 

制作ニーズ抽出支援システムの開発 
 

Development of a Needs Extraction Support System for Supplementary 
Explanation Videos by Using Chatbot 

 

小菅 李音*1, 高木 正則*1, 山田 敬三*1, 佐々木 淳*1 

Rio KOSUGA*1, Masanori TAKAGI*1, Keizo YAMADA*1, Jun SASAKI*1 
*1岩手県立大学ソフトウェア情報学部 

*1Faculty of Software and Information Science, Iwate Prefectural University 
Email: g031n057@s.iwate-pu.ac.jp, (m-takagi, k-yamada, jsasaki)@iwate-pu.ac.jp 

 
あらまし：著者らが所属する大学では，教科書や演習問題を含む eラーニング教材に加え，重要部分の補

足説明のために独自制作した講義映像を公開し反転授業を行っている．この映像は前年度までのアンケー

ト結果に基づいて制作しているが，詳細なニーズを十分に捉えられていない．そこで，本研究では，新規

映像の制作に対する詳細なニーズの抽出を目的とし，チャットボットを利用した学習者との対話によるニ

ーズ抽出支援システムを開発した． 

キーワード： チャットボット，ニーズ抽出，反転授業，説明動画制作 

 

 

1. はじめに 

近年，インターネット上で，無料で大学の講義を

受講できる MOOC(Massive Open Online Course)が注

目を集めている．また，講義映像を利用した反転授

業の実践も広がっている(1) ．岩手県立大学ソフトウ

ェア情報学部 1 年次に開講されている専門基礎科目

「情報基礎数学」（以下，基礎数学）においても，教

科書や演習問題を含む e ラーニング教材に加え，重

要部分の補足説明のために独自に制作した講義映像

を公開し，反転授業形式で講義を行っている．この

講義映像は，前年度までの履修者に行った毎回の授

業評価アンケートで意見の多かった e ラーニング教

材の分からなかった箇所に基づき，教員がホワイト

ボードに向かって説明している様子を撮影して制作

している.しかし，学習者が分からないと感じた部分

を自由記述で回答してもらった現状のアンケート結

果のみでは，学習者がつまずいている具体的な箇所

や，該当する部分をどのように補足説明をしてほし

いのか，等の詳細なニーズを十分に把握しきれてい

ない．そこで，本研究では，新規映像の制作に対す

る詳細なニーズ抽出を目的とし，チャットボットと

のチャットログ，e ラーニング教材の学習ログ，補

足説明動画の視聴ログを利用したニーズ抽出支援シ

ステムを提案する． 

 

2. 関連研究 

丸本ら(2)は，空港計画における対話型アンケート

システムを開発した．システムでは，入力された意

見に対しての返答文を生成し，繰り返し問い返すこ

とにより，意見だけでなくその背後にある期待や懸

念を引き出していた．また，山内ら(3)は，対話シス

テムにおける話題誘導のための応答文生成法を提案

している．このシステムでは，ユーザにシステム側

が目標とする話題へ対話を誘導している．話題誘導

には，概念辞書や Web 検索を用いており，更に説明

文を加えた話題誘導応答文の生成も行っていた．以

上の研究は，本研究と対象は異なるが，ユーザとの

対話によってニーズを抽出する方法として本研究に

応用できると考えた． 

 

3. システムの提案と開発 

本研究では，システムが学習者と自動で会話をす

るチャットボットを採用する．チャットボットは時

間を問わず利用できる特徴や，学習者の発言を解析

して返答文を作成できるため，現状のアンケートよ

りも学習者から要望を引き出すことができると考え

られる． 

3.1 システム概要 

本システムの概要を図 1 に示す．本システムは，

学習者とチャットボットとのやり取りを表示する入

力/出力機能，チャット文解析/生成機能，理解不足

箇所判定機能の 3 つの機能から構成されている．本

システムは，学習者が e ラーニングでの事前学習後

図 1 システム概要図 
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に自身の学習の振り返りとして利用することを想定

している．学習者には，自身が分からないと感じて

いる部分について発言してもらう．システムは，学

習者の発言から，数学に関連する単語を検出し，単

語に関係する数学の単元や関連知識について掘り下

げた質問を繰り返し行う．このような会話の中から，

ニーズを抽出していく． 

ニーズの抽出には，e ラーニングの学習記録（進

捗率，ヒント閲覧回数）やチャットログ，補足説明

動画の視聴ログを集めたデータと，知識マップを利

用する．  

3.2 知識マップの制作方法 

 本研究では，e ラーニング教材に対する補足説明

動画の作成ニーズを抽出するため，e ラーニング上

の教科書情報に基づいて知識マップを制作する．数

学における順列の範囲を例として，e ラーニングの

教科書情報を図 2，作成した知識マップの例を図 3

に示す．知識マップは教科書ごとに前提知識となり

うるもの同士を関連付け，木構造で表現した． 

 

 

 
 

 

 
 

3.3 ニーズ抽出手法 

本システムで抽出したい詳細なニーズとは，学習

者の理解が不足している箇所と，教員が該当箇所を

説明する方法である．ニーズの抽出は，2 つニーズ

を段階に分けて考える．理解不足箇所の判定は，e

ラーニングの学習記録や既存の補足説明動画の視聴

ログから，事前学習を適切に行っている学習者のみ

のチャットログを活用する．理解不足箇所は学習者

の発言の中から数学に関する単語を検出し，制作し

た知識マップを用いて単元を絞り込んで特定する．

理解不足箇所を特定した後は，該当箇所がどのよう

に分からないのか，解説方法をいくつかの選択肢（公

式の説明，例題の説明など）を示しながら対話を進

め，最終的な解説方法を決定する．抽出したニーズ

は，補足説明動画を制作している教員に伝える． 

3.4 システムの開発 

本研究では，図 3 の知識マップを構築し，入出力

機能とチャット文生成機能を開発した．開発言語に

PHP，HTML，JavaScript，を用い，WEB アプリケー

ションとして開発した．チャットボットを手軽に利

用してほしいと考え，PC とスマートフォンのどちら

でも利用できるように，レスポンシブデザインとし

た．図 4 にシステムの画面例を示す． 

 

 

 
 

4. おわりに 

本研究では，反転授業で利用する補足説明動画の

新規制作に対する詳細なニーズの抽出を目的に，チ

ャットボットとのチャットログ，e ラーニング教材

の学習ログ，補足説明動画の視聴ログを利用した補

足説明動画の制作ニーズ抽出支援システムを提案し

た．今後は，基礎数学の授業で本システムの利用実

験を実施し，現状のアンケートで抽出できるニーズ

と比較することで，本システムの有効性を評価する． 
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図 2 教科書情報 

図 3 知識マップ 

図 4 システム画面例 
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作問学習における思考力・判断力・表現力の自己評価支援機能の開発と評価 
 

Development and Evaluation of Self-Assessment Support Function for 
Thinking, Judgment and Expressive Abilities in Problem-Posing Learning 

 

佐藤 雅希*1, 高木 正則*1, 山田 敬三*1, 佐々木 淳*1 

Masaki SATO*1, Masanori TAKAGI*1, Keizo YAMADA*1, Jun SASAKI*1 
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あらまし：近年，思考力・判断力・表現力の育成が重要視されている．我々は作問学習を通した主体的な

思考力・判断力・表現力の向上を目的とし，自発的フィードバックループを促す作問学習支援システムを

提案している．本研究では，作問学習後に思考力・判断力・表現力を自己評価し，各能力の変化を可視化

できる機能を開発した．また，本機能を大学の授業で利用した結果から作問学習と思考力・判断力・表現

力の関係を分析した． 

キーワード：作問学習，自己評価，思考力・判断力・表現力 

 

1. はじめに 

近年，高等教育では知識・技能だけでなく，思考

力・判断力・表現力の育成の重要性が指摘されてい

る（1）．これまで我々の研究グループでは，学習者が

問題を作成し，その問題を相互に解答・評価するこ

とで理解を深める作問学習を大学等の授業で実施し

てきた．また，作問学習を通して学習者が主体的に

思考力・判断力・表現力を向上することを目的とし

た，自発的フィードバックループを促す作問学習支

援システムを提案している（2）．本システムでは，作

問学習のプロセスを自己調整学習の面からモデル化

し，学習者の現在の理解度の認知を促す自己認知フ

ェーズ，向上させたい能力などの選択を行う目標設

定フェーズ，問題の作成・登録，相互評価を行う作

問/相互評価フェーズ，自己評価や他者評価をもとに

振り返りを行う振り返りフェーズの 4 つに分けてい

る．本稿では，作問学習後に思考力・判断力・表現

力を自己評価できる機能を開発し，大学の授業で本

機能を利用して自己評価を行った結果を述べる． 

2. 関連研究 

西田らは，「情報科」大学入試選抜における CBT

システムの研究開発のなかで思考力・判断力・表現

力の多面的かつ総合的な評価手法にについての研究

を進めている（3）．一方，Barak らは Web上で知識を

共有する方法として，作問と相互評価を融合させた

オンラインシステムを開発している（4）．しかし，い

ずれの研究でも作問学習と思考力・判断力・表現力

との関連は研究されていない． 

3. 自己評価支援機能の開発 

3.1 自己評価用ルーブリックの作成 

本研究では，思考力・判断力・表現力を評価する

ためのルーブリックを開発した．表 1 に思考力のル

ーブリックの一例を示す．表 1 は作問の際に，利用

できると思われる出題箇所を列挙する活動が，作問

を通じた創造的思考力と関連すると考えて設定した． 

表 1 思考力のルーブリックの一例 

評価 

規準 

評価基準 

レベル 0 レベル 1 レベル 2 レベル 3 

作問課題

に関連す

る単元や

内容を列

挙する 

作問課題

に関連す

る単元や

内容を 1

つも見つ

けること

ができな

かった 

作問課題

に関連す

る単元や

内容を 1

つ見つけ

ることが

できた 

作問課題

に関連す

る単元や

内容を 2

つ見つけ

ることが

できた 

 

作問課題

に関連す

る単元や

内容を 3

つ以上見

つけるこ

とができ

た 

 

3.2 自己評価機能の開発 

本機能は，開発言語に PHP，JavaScript，DBMSに

MySQLを用いてMoodleの活動モジュールとして開

発した．自己評価入力画面の例を図 1 に示す．学習

者はシステムに表示されたルーブリックをもとに自

己評価を行う．また，自己評価結果の閲覧画面の例

を図 2 に示す．自己評価で選択されたルーブリック

の選択項目は，背景色が濃く表示される．また，前

回の自己評価の結果は該当の選択項目に印が付き，  

 

 
図 1 自己評価の入力画面例 
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他者の自己評価の結果は円グラフで表示される．さ

らに，思考力・判断力・表現力に関連する各規準を

まとめ，評価基準を得点化することで思考力・判断

力・表現力を数値化した．学習者には各能力を 10 点

満点に換算してレーダーチャートで可視化し表示す

る．図 3 にその画面例を示す．この画面には，今回

の結果，前回の結果，全体の平均が示される． 

 

 
図 2 自己評価結果の表示の画面例 

 

 
図 3 思考力・判断力・表現力の可視化の画面例 

 

4. 作問学習における自己評価の実践 

4.1 作問学習の概要 

本学ソフトウェア情報学部 1 年次に開講されてい

る専門基礎科目「情報基礎数学」（以下，基礎数学）

で行われた作問学習で，開発した機能を利用して自

己評価を実施した．基礎数学は数学リメディアル科

目として，A〜C の 3 科目が開講されており，ソフ

トウェア情報学の様々な分野で必要となる数学的概

念の基礎を学ぶ．授業では学生を 4〜5名ずつグルー

プに分け，各グループに 1人の教員や TA（Teaching 

Assistant），SA（Student Assistant）を配置している．

本実践は，平成 30 年度前期の基礎数学 C を受講し

ている学生 57 名を対象に行われた作問学習におい

て自己評価を実施した． 

4.2 自己評価の実践 

授業の流れを表 2 に示す．学習者は予習として問

題の作成を行い，授業では作成した問題をグループ

内で相互評価した．また，良問の条件を示し，グル 

 

表 2 作問学習の流れ 

目安の時間 作問学習の流れ 

予習 問題の作成 

10 分 前回の振り返り・演習の説明 

30 分 グループ内での作問の相互評価 

10 分 グループごとの良問の選出 

10 分 選出した問題を用いた確認テスト 

10 分 自己評価 

ープ内で一番優れていると思われる問題を選出して

もらった．最後に，各グループが選出した問題を用

いて確認テストを行なった．これらの演習はすべて

CollabTest（http://wbc.soka.ac.jp）上で行われ，これら

の演習の後に自己評価を行った． 

自己評価の結果，算出された思考力・判断力・表

現力の得点を表 3 に示す．思考力と判断力の得点の

分布は正規分布に近い形となったが，表現力につい

ては低い得点に分布が偏っていた．これは良問とし

て選出されなかった学生が自己評価の際に低い基準

しか選択できない評価規準が存在していたことや，

表現力に関連する評価規準が思考力や判断力に比べ

て少なかったことが原因であると推測される． 

 

表 3 思考力・判断力・表現力の得点 

能力 満点 最小 最大 平均 
標準 

偏差 

思考力 17点 6点 13点 9.24点 1.92 点 

判断力 11点 1点 9 点 5.56点 1.58 点 

表現力 5点 0点 5 点 1.27点 1.05 点 

 

5. おわりに 

本稿では，作問学習における自己評価支援機能の

開発と作問学習における自己評価の実践結果につい

て述べた．本機能を用いた自己評価を行うことによ

り，各学習者の思考力・判断力・表現力を可視化で

き，各学習者にフィードバックをすることができた．

また，思考力・判断力・表現力の得点の分布を分析

した結果，一部のルーブリックについては評価基準

の改善も必要であることが確認された． 

今後はルーブリックに質的な評価規準を追加する

などの改善をし，継続的に作問学習後の自己評価を

実施する予定である．また，自己評価結果の推移を

可視化し，自己評価が変化した際に学習者自身が変

化の理由を記入できるように機能を改良する．さら

に，作問学習支援システムにおける他の機能の実装

も進める． 
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問題分類演習で明らかになる数学の問題解決上の誤りの分析 
 

 

Analysis of Learning Mistakes in Mathematics on Problem Classification 
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あらまし：問題文を読んで立式し，計算して答えを求める数学のテストでは，計算過程と答えが書かれた

解答用紙から学習者の問題解決上の誤りのすべてを検出することは困難である．そこで，本研究では，読

んだ問題を解法ごとに分類する問題分類演習を提案し，問題解決上の誤りの検出を試みた．また，大学の

授業で実践した結果から，誤りの検出手法を検討した． 

キーワード：問題分類演習，数学教育，学習履歴分析 

 

 

1. はじめに 

岩手県立大学ソフトウェア情報学部の数学リメデ

ィアル科目「情報基礎数学」では，毎回の授業で確

認テストを行っており，テスト後にはテストで分か

ったことや学習方法で良かった点，悪かった点を振

り返りシートに記載させている．この振り返りシー

トを分析した先行研究(1)では，成績上位者は成績下

位者より振り返りシートへの記述量が多く，記述内

容には具体的な原因や対策が書かれている傾向があ

った．一方，成績下位者は記述量が少なく，具体的

な改善点や対策に関する記述がなく，あいまいな記

述が多い傾向があった．この結果は，成績下位者は

自身の誤りを特定できていないことを示唆している．

この原因として，テスト後の振り返りに活用される

解答用紙には，答えを導く途中式や問題の解答が記

載されているが，問題を解く際の学習者の思考過程

が記載されないため，その思考過程に問題を解決す

るうえでの誤りが存在した場合，具体的な改善点や

対策に気付けない可能性があると考えた． 

そこで，本研究では，数学の学習においてテスト

の解答用紙に現れない学習者の問題解決上の誤りの

検出を目的とし，数学の問題分類演習を提案する．

また，大学の授業で問題分類演習を実践した結果を

用い学習者の数学における問題解決上の誤りを分析

した． 

2. 問題分類演習の概要 

2.1 問題分類演習の定義 

本研究における問題分類演習とは，ある特定の解

法によって分類された問題のグループが複数提示さ

れ，このいずれかのグループと同じ解法で解くこと

ができる問題を各グループに分類する演習である． 

実際の演習では，まず，提示された全グループの

問題例を読み，各グループに所属する問題で使われ

る知識や解法を把握する．次に，分類対象の問題群

の問題を読み，問題群の各問題で使われる知識・解

法を把握して，最も類似する解法を使って解いてい

るグループに各問題を分類する． 

2.2 誤りを可視化する問題分類演習の問題の要件 

解答用紙に現れない問題解決上の誤りを検出する

ため，数学の問題を解く過程を調査した．数学的問

題解決過程について，植阪ら(2)は問題文の逐語的理

解を行う過程，状況の全体的理解を行う過程，解法

を探索する過程，計算を実行する過程の 4 つに分類

し，問題文の逐語的理解と状況の全体的理解を理解

過程，解法の探索と計算の実行を解決過程と分類し

ている．この場合，解法の探索と計算の実行は途中

計算と計算結果に反映されるため，学習者の解答用

紙に誤りが出現する．しかし，問題文の逐語的理解

と状況の全体的理解は解答用紙に記載する前の過程

であり，解答用紙には思考過程が残らない．そのた

め，「解答用紙に現れない問題解決上の誤り」を検出

するためには理解過程を問うことが必要である． 

また，理解過程を問う上で，与えられた問題文の

状況を整理することが非常に重要である．そのため，

問題文に存在する数学的な用語のみで問題が分類で

きてしまうことは，状況の全体的理解の観点から望

ましくないと考えられる．よって，問題分類演習で

出題する問題の構成要件を以下の通り定義する． 

 問題文の逐語的理解を問うことができる 

 状況の全体的理解を問うことができる 

 問題文の中にグループを識別できる単語が入

っていない 

3. 問題分類演習の実践 1 

平成 29年 11月 20日に本学で開講された情報基礎

数学 B の受講者を対象に問題分類演習を実施した（3）．

問題は順列と組合せの範囲から出題した．問題分類
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演習の結果を表 1，問題分類演習の得点とその他の

学習結果との相関を表 2 に示す．表 2 の確認テスト

平均点とは，各授業に実施された 10 点満点の小テス

ト 7 回分の平均点であり，ヒント閲覧回数はこの授

業の予習課題となっている e ラーニング教材での学

習時のヒントを閲覧した回数，プレイスメントテス

トの得点は，入学前に実施される学力診断テストの

得点（100 点満点）である． 

表 2 から問題分類演習とプレイスメントテストの

得点に弱程度の相関があることが確認できる．ヒン

ト閲覧回数は，理解度が高い学習者ほどヒントを見

ずに問題に解答できるため，問題分類演習の得点と

弱い負の相関が見られたと考えられる．一方，確認

テスト平均点と問題分類演習の得点は無相関であっ

た．これは，授業ごとに実施される確認テストでは，

解法がその授業で実施している内容に固定されてし

まい，複数の単元で使われる解法の中から適切な解

法を選択する必要がないため，複数の解法グループ

から適切な解法グループを選択する問題分類演習の

得点とは相関が無かったと考えられる． 

 

表 1 問題分類演習の結果 

満点 20 

平均点 3.5 

最高点 12 

最低点 0 

標準偏差 3.5333 

 

表 2 問題分類演習の得点と学習ログとの相関 

確認テスト平均点 0.0631 

ヒント閲覧回数 -0.345 

プレイスメントテストの得点 0.303 

 

4. 問題分類演習の実践 2 

問題分類演習の結果からどのような学習者の誤り

を検出できるかを調査するため，本学で実施されて

いる情報基礎数学Cの再履修者向けの集中講義で問

題分類演習を実施した．対象者は受講者の 4 名で平

成 30 年 2 月 26 日にベクトルの単元で実施した．問

題分類演習では，単元 A（ベクトルの内積），単元 B

（ベクトル方程式），単元 C（位置ベクトル）の 3

つに 2 問ずつ問題を分類できるように出題した． 

問題分類演習の結果と期末テストのベクトルの問

題（各単元 2 問，合計 6 問）部分の解答用紙を比較

し，その結果を学習者ごとに分析した．分析結果を

表 3 に示す．表 3 の学習者 A は，問題分類演習を全

問正解したが，期末テストのベクトルの問題 6 問の

正答率が最も低かった．学習者 A の解答用紙を分析

した結果，公式の適用は正しく行えているが，公式

そのものを誤って覚えていた傾向が明らかになった．

この結果は，問題分類演習では，問題の概念的な理

解を問うことができるが，公式の定着を問うことが

できないことを示唆している． 

期末テストのベクトルの正答率が最も高い学習者

D は，問題分類演習ではベクトル方程式の媒介変数

に関する問題を誤答しており，期末テストも同様な

問題を誤答していた．この時，解答用紙では立式そ

のものを間違えており，概念的にこの単元を理解で

きていないということが示唆された．以上より，問

題分類演習では，解答用紙を確認することなく分野，

単元の概念的な理解ができているかを調べることが

でき，他のテストの結果や解答用紙の途中式も一緒

に分析することで，学習者の具体的な誤りを特定で

きることが期待される． 

 

表 3 各学習者の問題分類演習と期末ストの結果 

 

問題分類演習 

正答数 

（各単元 2 問） 

期末テスト 

正答数 

（各単元 2 問） 

単元 A 単元 B 単元 C 単元 A 単元 B 単元 C 

学習者 A 2 2 2 0 0 1 

学習者 B 0 2 1 1 1 1 

学習者 C 1 1 0 1 0 1 

学習者 D 1 1 1 2 1 1 

 

5. おわりに 

本研究では，学習者の問題解決上の誤りを特定す

るため，問題分類演習を提案し，大学の授業で実践

し考察を行った．その結果，問題分類演習では，数

学の概念的な理解ができているかを問うことができ

ると示唆された．また，複数のテストの結果を用い，

具体的な誤りの特定を行うことが可能であると考え

られる．今後は，問題分類演習で明らかになる学力

と他のテストで明らかになる学力の関連性を明確に

する，さらに，学習者の問題解決上の誤りをパター

ン化し，それに学習者を分類することで，学習者の

具体的な誤りを特定する手法を検討する．  
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小説執筆を対象とした質問提示型アイデア導出支援 
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あらまし：小説を書くときに小説を通して伝えたいテーマを持っていても、テーマを伝えるために必要な

出来事や登場人物などのアイデアが出ないために、小説を書くことが出来ない人がいる。本研究では小説

執筆に必要なアイデアの種類を特定し、テーマや既出のアイデアに対して新たなアイデアの導出を促すよ

うな質問を提示することで、アイデア導出を支援する手法を提案する。 

キーワード：質問提示，発想支援，アイデア導出，小説執筆 

 

1. はじめに 

「小説家になろう」や「カクヨム」に代表される

小説投稿サイトの登場により、執筆した小説を公開

することが容易になり、小説執筆に興味を抱く者も

多くなってきた。一方で、特に小説執筆の初心者の

中には、小説で伝えたいテーマは思いついても、作

品として完成させることができない者が存在する。

そのような執筆者を支援するために、本研究ではこ

れまで、小説の骨組みとなるプロットの構造と、プ

ロットを作成する際に考えることとそれらの関係を

モデル化したプロット構築モデルを提案してきた(1)。

また、プロット構築モデルのうち、小説世界の時間

に沿ったイベント系列であるストーリーを記述する

ことにより、情景を説明するのに十分かつ、小説世

界に対して矛盾の無いプロットの作成支援手法を提

案してきた。この手法は不足しているアイデアを補

うことに対しては効果的であるが、プロットやスト

ーリーの主幹となるアイデアの導出は支援しない。

本研究では小説を通して伝えたいことであるテーマ

から、プロットの主幹となるアイデアの導出を支援

するシステムの構築を目的とする。 

アイデアの導出に関連する研究としては、発想支

援におけるアイデア収集支援の研究がある。このよ

うな研究には、ある一つの問題に対して独立した複

数のアイデアを発想することを目的としている研究

が多い(2)。一方小説では、小説の流れとなるような

一連のイベントと、イベントが起こる場を発想する

ことが重要である。本研究では、イベントや場を構

成する要素を特定するとともに、それらの導出を促

すための手法を提案する。また、導出されたイベン

トからテーマを説明しうるイベント系列を推薦する

手法も考案する。 

2. テーマからアイデア導出支援のアプローチ 

図 1 に本研究で定義したプロットの構造を示す(1)。

根ノードは小説全体を示しており、葉ノードは小説

中のイベントが提示される順序で記述されている。

シーンは同じ場で起こった意味のあるイベントをま

とめたものであり、複数のシーンはさらにそれらを

包含するシーンとして集約される。それぞれのイベ

ントやシーンは時間や登場人物、場所といった設定

を含む。プロット上部のシーンで構成される大まか

な話の流れをシナリオと呼び、小説の主幹となる。

以後、イベントと設定をまとめてアイデアと呼ぶ。 

テーマからアイデアを導出する際、人によっては、

これらのアイデアのうち特定のアイデアしか導出で

きなかったり、アイデア間の関連に気づけなかった

りする。そこで、本研究ではテーマや既出のアイデ

アに対して質問を与えることによって、新たなアイ

デアの発想を促す手法を提案する。また、与えられ

た質問に答えることでアイデアを発想できるシステ

ムも開発する。システムでは、アイデアと質問の関

係を俯瞰的に見る事ができ、アイデアの整理に有用

であるとされている、概念マップ形式を導入する。 

質問には、イベントを導出する質問と設定を導出

する質問がある。イベントを導出する質問のうち、

時間の前後関係を表す質問から導出されたアイデア

は、シナリオとなり得る。そこで、時間の前後関係

を表す質問のうち、テーマに到達するイベント系列

の流れを、シナリオの候補となるイベント系列とし

て推薦する。 

 
図 1 プロットの構造 

3. 質問に基づいたアイデア生成支援システム 

テーマや既出のアイデアから、新たなアイデアの

導出を促す質問の種類を表 1に示す。質問は大きく

3つの種類に分けられる。ID 1，2，3は設定を導出

する質問、ID 4，5，6は既存のアイデアに対する時

間の前後関係を伴ったイベントを導出する質問、ID 

7，8 は既存のアイデアの意味を変化させ新たなアイ

シーン

イベント イベント イベント イベント イベント

シーン シーン シーン シーン

シーン シーン シーン シーン

……

……

シナリオ
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デアを導出する質問である。 

表 1 質問の種類 

ID 導出を期待するアイデア 質問 

1 時間の情報 いつ 

2 場所の情報 どこ 

3 登場人物の情報 だれ 

4 次のイベント どうなった 

5 原因となるイベント なぜ 

6 方法となるイベント どうやって 

7 アイデアの言い換え、詳細 なに 

8 逆のアイデア XX でなければ 

(XX は既出のア

イデア) 

質問によるアイデア導出と、導出されたアイデア

からシナリオを推薦できるシステムを開発した。シ

ステムはブラウザ上で動作する Web システムとな

っている。図 2にシステムのインターフェイスを示

す。システムを起動するとテーマの入力を求められ

る。このときテーマは「○○を伝えたい」といったよ

うに形式化した形で入力する。テーマを入力し決定

すると、「○○を知る」というテーマノード（青色）

が生成される。既存のノードをクリックし、表示さ

れたウィンドウ（図 2 (b)）から質問を選択し、回答

となるアイデアを入力することで新たなアイデアノ

ード（黄色）を追加できる。このとき、生成された

アイデア間は質問で連結されていることとなる。質

問ノードは各質問ごとに異なる色となる。 

 
図 2 システムインターフェイス 

シナリオはイベントの順序によって表現される。

テーマは小説の最後に示されることが多いため、テ

ーマノードを終端とするイベント列はテーマを示す

シナリオとなりうる。表 1 において ID 4 の質問で

導出されたイベントは未来のイベントを表し、ID 5，

6 は過去のイベントを表している。そこで、これら

の質問で導出されたアイデアを時系列順に変換した

ものを、テーマを表現する小説世界のイベント系列

として推薦する。図 2 (a)のマップに対するシステム

の推薦を図 3に示す。 

 
図 3 シナリオ推薦例 

 

4. 評価実験 

10 名の大学生・大学院生で評価実験を実施した。

被験者に「努力の大切さを知る」というテーマを与

え、アイデア発想、シナリオ作成、アンケートを 2

セット行ってもらった。1 セット目は紙とパワーポ

イントのうち、被験者のやりやすい方で概念マップ

を作成しアイデア発想してもらった。2 セット目は

同様のテーマでシステムを用いてアイデアを発想し

てもらった。1 セット目と 2 セット目のマップ、ア

ンケートの比較により、質問によるアイデア発想の

有効性を検証する。その後、システムのシナリオ推

薦機能を使用した上で、再度シナリオを作成しても

らった。推薦されたシナリオを使用し、シナリオを

変更したか否かを、アンケートにより調査し、シナ

リオ推薦の妥当性を検証する。 

質問によるアイデア発想の有効性について、アン

ケートの結果、全ての被験者がシステムを用いたほ

うがアイデアを発想しやすかったと回答していた。

具体的には「より具体的なアイデアが出せた」「気付

いていなかった因果関係を知ることにより、新しい

アイデアが生まれた」といったコメントが得られた。

このことから、質問を提示することが被験者のアイ

デア発想を刺激した可能性が示唆された。 

シナリオ推薦機能について、3 名の被験者は、ア

イデアの種類が少なく、シナリオに使用できる分量

のイベント系列が推薦されなかった。残りの 7 名の

アンケート結果より、2 名が推薦されたイベントの

一部をシナリオとして使用し、5 名が使用しなかっ

たと回答した。この 5 名は推薦されたイベント系列

を既に自身のシナリオとして使用していた。この結

果から、推薦されたイベント系列はシナリオになり

得るものであることが明らかになった。今後はすで

に被験者が作成しているシナリオを考慮したイベン

ト系列の推薦方法を考案していきたい。 

5. おわりに 

小説執筆において、テーマに沿ったシナリオ導出

支援のために、既出のアイデアに質問を与えること

による新たなアイデアの導出支援手法、および導出

されたアイデアからシナリオになり得るイベント系

列を推薦する手法を提案した。今後の課題としては、

すでに作成されたシナリオを考慮したイベント系列

の推薦や、面白さを加味したイベントの系列の抽出

が挙げられる。 
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ICT 上の学生データを用いた中途退学者の分析手法の検討 
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あらまし：我々は先行研究にて Deep Learning を用いて, 大学内のデータを分析し, 在学生の中から将来
的に中途退学する学生を推論するプログラムの開発を行ない, 76%程度の推論精度を得た. 本研究では, 
これとは別に，データ分析に基づき明示的に退学者の特性を示す特徴量を調べた．この特徴量を入力デー

タの一部として Deep Learningに適用することで，別の特徴量抽出を行えるか，適切なネットワーク構造
を調べることが可能と考えている. 
キーワード：ICT 中途退学者推論 データ分析 プログラム   

 
 
1. はじめに 
学生のデータを活用して退学者動向の解析

は,Institutional Research(IR)の観点でも重要なテーマ
になっている．2014年に文部科学省が公表した中途
退学者の実態調査の結果では, 1163 校の大学・短期
大学・高等専門学校に対し, 2012 年度中途退学者の
状況を調査したところ, 同年代における退学者は, 
全学生数の 2.65%にあたる 79, 311人となっている(1). 
また近年, Deep Learning(以下 DL) が機械学習の新
たなアプローチとして注目を浴びている. DLに関す
る話題は画像認識, 音声認識, 自然言語処理, ゲー
ムなど様々な領域に広がり, 教育への適用も期待さ
れている．そこで本研究では先行研究(2)で行った DL
を用いた中途退学者推論の精度とデータを統計を用

いて分析した結果を比較し, その推論精度を検証し
た. 

 
2. 本研究の目的 
これまでの分析では, 分析者がそれまでの経験か

ら入力するデータを決定し分析していた. 近年ハー
ド,ソフトウェアの性能向上により, DL を用いて利
用可能である全てのデータを入力して, 分析するこ
とが可能となった. しかしどのデータが主な特徴と
して現れているかどうかを把握することが難しかっ

た. そこで DL で特徴量があることが分析できたデ
ータ自体を分析し, そのデータの特徴量を把握する
ことで, DLに入力するデータを設定することが出来, 
DLの精度の向上を見込むことができると考えた. 

 
3. 先行研究 
3.1 概要 
先行研究では中途退学者推論プログラムを用いて, 

中途退学者の推論精度のさらなる向上を目的として

推論を行った. A 大学のデータを学習データとして
入力し , 分析を行った .調査の結果 , 学習比率を
80:20 とし,中間層が 5 層でノード数が 10 個>15 個

>20 個 >25 個 >30 個と増加していく構造で ,  
batchsize が 548, 学習回数が 1000回という条件にお
いて, 推論精度が 76%程度となった. 

 
3.2 先行研究で利用したデータ 
取り扱う学生のデータに関しては, 研究倫理委員

会による確認のもと手続きを行い, 学生番号や氏名
などの個人情報を特定できる情報を匿名化して取り

扱った. 本研究で用いたデータは A大学の複数のデ
ータから取得し, データセットにした. データセッ
トとは本研究で用いるために整えたデータ群である. 
本調査の対象は, 1998 年度から 2017 年度に A 大学
へ入学し入学前教育を受けた学生から一部を抽出し

た計 3514人となった. 3514名の内, 中途退学をした
学生の数は一定数存在している. 本研究では, Eラー
ニングシステムと大学の講義を管理するシステムと

学生の過去の成績データを管理するシステムの 3つ
のデータベースから得た 37 列のデータを使用した. 
E ラーニングシステムは学習時間,学習の進捗率、E
ラーニングを利用したテストの結果などの学習状況

のデータを利用し, 大学の講義を管理するシステム
では入学年, GPA, 学科, 出席率などのデータを利用
し, 学生の過去の成績データを管理するシステムで
は高校のランク, 入学方法, 基礎学力テストの結果
などのデータを利用した.  

 
4. 特徴量の抽出 
4.1 概要 
本研究では先行研究で利用したデータセットを分

析して, 退学者の特性を示す特徴量を調べた. まず
全ての列からデータの欠損が 7割を超える列を排除
した. その結果 16列のデータとなった. その後重複
して存在する列データを統合し, 8 列のデータとな
った. 一連のデータ列の項目を表 1に示す. 8列のデ
ータにはGPAなどの成績情報がなかったため, 新た
にデータベースから一年必修の前期科目と後期科目
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の成績の二列のデータを取得した. これらの成績情
報は数学と情報の成績情報である. その際2008年か
ら 2016年のデータだけを抽出し, 1864件のデータと
なり, 退学者数は同じく一定程度の割合で分布して
いる. 

 
表 1 データセット 

Eラーニングの学習結果 
高校のランク 
入学方法 
学科 
入学年 
出席率 
数学の成績 
情報の成績 

 
4.2 決定木の活用 
退学の情報を目的変数として，決定木及びその拡

張手法でアルランダムフォレストを用いて，説明変

数を特徴量として寄与度を調べた. 解析パッケージ
として R 言語を用いた.説明変数の候補変数として
は，表 1のデータセットを用いた． 
図 1に決定木の結果を示す．図 1から，授業ポー

タルシステムで取得した授業の出席状況と授業外学

修時間で活用している eラーニングシステムの課題
達成率が高い寄与を示すことが分かった．これらを

アンサンブル平均処理として評価するため，ランダ

ムフォレストを用いて特徴量分析を行った.解析パ
ッケージは同じく R を用いた．結果を図 2 に示す．
この結果からも, 出席率と e ラーニングの達成率が
特徴量として高い寄与を持つことが確認できた． 

 
図 1 決定木の結果例 

 

 
 

図 2 特徴量の寄与度 
 

5. 今後 
本研究では，図 2に示した特徴量を取得できた．

一方で、我々の先行研究(3)では，SOMとクラスタリ
ングを用いた分析を通じて，高校の評定平均が特徴

量として強く寄与することを示している．今後, 本
研究で得られた特徴量及び先行研究の結果を入力デ

ータの一部として D Lに適用することで，別の特徴
量の存在を調べる．また，DLの推論性能評価を通じ
て，適切なネットワーク構造（適した特徴量抽出可

能な構造）を洗い出していく．これらをデータベー

ス化して，退学者分析システムとしての活用の可能

性を検証していく.  
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あらまし：サッカーのキックを対象に, 競技者がいつでもアドバイスを得られるように, 様々なアドバイ

スをレポジトリとして蓄積し, 参照できる環境を構築してきた. レポジトリでは同じ目的に対するアドバ

イスが複数存在するため，競技者に有用なアドバイスを推薦することは効果的である．有用なアドバイス

は体格差や経験によって異なるため, 同じアドバイスを良いと思う競技者が役に立ったと感じたアドバ

イスを推薦するとよい. 本研究では, 蓄積されたアドバイスの中から競技者に適したアドバイスを推薦す

るために協調フィルタリングを導入し, その効果を検証する.    
キーワード：身体スキル, アドバイス推薦システム, 協調フィルタリング 

 
1. はじめに 
身体スキルとは動作の目的を達成するために必要

な体の動かし方である. 多くの場合, コーチや他の

競技者からアドバイスをもらい練習することで身体

スキルを獲得する. しかし, 競技者が一人で練習す

る場合はアドバイスを得ることができない. そこで, 
競技者たちが日々の練習の中で受け取ったアドバイ

スを蓄積するレポジトリを構築するとともに，動作

目的ごとに蓄積されたアドバイスを閲覧して活用で

きるアドバイス共有環境を構築した[1]. このレポジ

トリは, 競技者自身のアドバイスに対する主観的な

評価も保持しており，アドバイスを閲覧する際は目

的ごとに評価点の平均の高いものから表示するよう

になっていた. しかし, 身体スキルに関する有用な

アドバイスは競技者の体格や経験によって異なる．

したがって， 多くの人にとって良いと判断されたア

ドバイスが 必ずしも競技者が求めているアドバイ

スとは限らない.    
 ある推薦対象者と嗜好の類似した他者の情報を用

いて推薦を行う方法の一つに，協調フィルタリング

がある[2]. この手法は, 蓄積されているユーザの履

歴データから推薦対象者と嗜好の似ている他者の集

合（他者群）を見つけ出し, 他者群と推薦対象者の履

歴データを参照することで，推薦対象者の思考と合

致していると推測されるアイテムを推薦する.  
本研究では開発したアドバイス共有環境に協調フ

ィルタリング手法を導入し，個々の競技者に適した

アドバイスを推薦してスキル獲得を支援する．体格

や経験が類似している競技者たちは, アドバイスに

対する嗜好も似ていると捉えられる. そこで，競技

者のアドバイス評価履歴を用いて，推薦対象者であ

る競技者と他の競技者たちとの評価の類似度を推定

し, 類似した競技者たちが良い評価をしたアドバイ

スを推薦する.  
 

2. アドバイス推薦のアルゴリズム 
レポジトリから推薦するアドバイスを決定するア

ルゴリズムを以下に示す.  
Step 1: 類似度を計算する他の競技者を特定する． 
類似度を計算する他の競技者は，推薦対象者と同じ

アドバイスを推薦したことのある競技者である. そ
こで，全競技者のアドバイスの評価履歴を取得し，

1 つでも推薦対象者と同じアドバイスを評価したこ

とのある競技者の集合を取得する. 
Step 2: Step1 で取得した競技者と推薦対象者の類似

度を計算する.  
本研究では体格や経験が類似した競技者たちは評価

の傾向も類似すると仮定している. そこで，推薦対

象者と競技者が共通して付与したアドバイスの評価

点のユークリッド距離の逆数を用いて，競技者間の

類似度を計算する. 式 1 に推薦対象者と競技者 i の
類似度 Similarityi の計算式を示す．n は共通して評価

したアドバイスの個数であり，pi は推薦対象者の評

価値，qi は他の競技者の評価値である．  

𝑆𝑖𝑚𝑖𝑙𝑎𝑟𝑖𝑡𝑦௜ =
1

1 + 𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒௜

 

                      (1) 
 𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒௜

= ඥ(𝑝ଵ − 𝑞ଵ)ଶ + (𝑝ଶ − 𝑞ଶ)ଶ + ⋯ + (𝑝௡ − 𝑞௡)ଶ 
 
Step 3:競技者間の類似度を用いて個々のアドバイス

のスコアを計算する.  
スコアは推薦するアドバイスを決めるための値であ

り，高いものほど推薦されることとなる. 推薦され

るアドバイスは, 推薦対象者にすでに提示されたア

ドバイス以外を対象とする．アドバイス j のスコア

Scorej の導出方法を式 2 に示す. m はアドバイス j を
評価した競技者の総数であり，個々の評価点に競技

者の類似度をかけたものの平均をスコアとして算出

している． 
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𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒௝ =
∑ (𝑆𝑖𝑚𝑖𝑟𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦௧ ∗ 𝑞௧௝)௠

௧ୀଵ

𝑚
 

                                         (2) 
3. 評価実験 
協調フィルタリングを用いた身体スキル獲得に対

する有効性を評価するために, 評価実験を実施した. 
被験者は大学生 10 名（A~J）である. 対象とする身

体スキルはサッカーのインサイドキックとした． レ
ポジトリには 104 個のアドバイスが蓄積されており，

それぞれのアドバイスには，1～3 の 3 段階で平均 20
個の評価値がすでに付与されている. 
  実験では評価点の平均点が高いものから表示する

機能（ランキング形式）と，提案する協調フィルタ

リングを用いた推薦機能（フィルタリング形式）を

比較することで，協調フィルタリングの有効性を評

価する. まず，被験者にはランキング形式のシステ

ムでアドバイスを検索してもらい, アドバイスを意

識しながらインサイドキックの練習をしてもらった. 
その後, 検索したアドバイスに対して 1～3 の 3段階

で評価を入力してもらった．この作業を 10 回繰り返

してもらった. その後, フィルタリング形式のシス

テムを用いて同様にインサイドパスを練習してもら

い, 最後にアンケートに回答してもらった.  
個々のシステムを用いた際に付与された，アドバ

イスの評価点の個数を表 1 に示す. 評価点 3 が「良

い」，1 が「悪い」に対応している．ランキング形式

と比較すると, フィルタリング形式では 3 と評価し

たアドバイスの個数が増え, 1 と評価したアドバイ

スの個数が減少していた. 両群のアドバイスの評価

点に対して両側 t 検定を実施した結果、有意差が見

られた(t(9)=-3.718, p<.05). 
 

表 1 アドバイスの評価点 

被験

者 

評価点 

ランキング形式 
フィルタリング 

形式 

3 2 1 3 2 1 

A 4 4 2 7 3 0 

B 7 2 1 7 3 0 

C 2 4 4 5 3 2 

D 3 3 4 4 4 2 

E 4 3 3 5 4 1 

F 4 3 3 6 3 1 

G 3 4 3 6 4 0 

H 2 3 5 5 4 1 

I 3 5 2 1 7 2 

J 5 4 1 5 5 0 

合計 37 35 28 51 40 9 

 
アンケートの結果を表 2 に示す. 4 がフィルタリン

グ形式ほうが良い, 1 が提案システムのほうが悪い，

の 4 段階となっている. 質問 1 より推薦されたアド

バイスの質について, 10 名の被験者が 4 または 3 と

回答した. また, 質問 2 の身体スキル獲得への効果

についても，7 名の被験者が 4 または 3 と回答して

いた. このことは提案したアドバイス推薦機能の身

体スキル獲得への有効性を示唆している. 質問 2 で

2 と回答した被験者は, 「書いてある内容が, イメー

ジできなかった」と述べていた. 現在構築している

レポジトリにはテキスト形式のアドバイスのみ保持

している．したがって，入力されているアドバイス

によっては動作のイメージができないものもあった. 
今後はアドバイスの画像や動画も格納できるよう，

レポジトリを改良していきたい.  
 

表 2 アンケート結果 

アンケート 
回答 

4 3 2 1 

推薦されたアドバイスの質は 

どちらの方がよかったですか？ 
2 8 0 0 

どちらの推薦方法のほうが動作

改善につながりましたか？ 
2 5 3 0 

 
4. まとめ 
本論文では, 先行研究で開発したアドバイス共有

環境において個々の競技者に応じたアドバイスを提

示するため，協調フィルタリングのアルゴリズムを

適用したアドバイス推薦機能を構築した. 評価実験

の結果，すべての評価点の平均によるランキング形

式と比べ，協調フィルタリングを用いたアドバイス

推薦の方が，競技者が有用と感じるアドバイスを推

薦できたことが明らかになった. しかし，推薦対象

者は練習を通じて成長していくため，有効なアドバ

イスは時間とともに変化していくことが想定される．

今後は時間変化を考慮して適切なアドバイスが推薦

できるよう，推薦機能を拡張していく． 
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ライティング成果物のルーブリック評価機能を備えた 

ポートフォリオシステムの開発と実践 
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あらまし：ルーブリック評価機能を備えたポートフォリオシステムの開発と，それを利用した授業実践の

結果を報告する．受講者が提出した学習成果物に対し，紙ベース・ルーブリックとオンライン・ルーブリ

ックの両方を用いて自己評価を行った．その結果，紙ベースとオンラインには差がなかった． 

キーワード：eポートフォリオ，ルーブリック，ピアレビュー，ライティング 

 

1. はじめに 

2012年の「質的転換答申」以降，学修プログラム

の改善を目的として，学修成果の把握に努めるとと

もに，評価の標準化が求められるようになった．そ

の方法のひとつとしてルーブリックの活用が推奨さ

れている． 

しかし，ルーブリックは運用の困難さから普及が

進まず，高等教育の現場では答申が意図した転換は

進んでいない．その理由のひとつとして，紙ベース

のルーブリックを印刷・配布し，評価を実施した後

に，回収・集計する一連の作業負担が大きいことが

考えられる． 

そこで，本稿ではルーブリックの運用を軽減する

ことを目的としてオンライン・ルーブリック機能を

備えるポートフォリオシステムを開発し，授業で実

際に使用して，紙ベースとの差を比較した． 

 

2. TEC-folioとは 

TEC-folio は 2012 年度に採択された大学間連携共

同教育推進事業「〈考え，表現し，発信する力〉を培

うライティング／キャリア支援」において開発され

たライティング支援のための e ポートフォリオシス

テムである．授業，課外活動，ライティングセンタ

ーでの使用を想定し，(A)課題管理，(B)学習成果物

管理，(C)ポートフォリオ管理，(D)ルーブリック管

理の機能を有する．ここでは(D)を中心に説明する． 

 

3. ルーブリック 

3.1 ルーブリック管理 

 TEC-folio でのルーブリック利用は，あらかじめ

(D)に用意された専用テンプレートをローカル PCに

エクスポートし，Microsoft Excel で編集・保存した

後，再度(D)にインポートする(図 1)．入力項目とし

て，1)ルーブリックのタイトル，2)課題内容，3)ルー

ブリック(評価規準，観点，評価基準)，4)メモ，5)

原著者および改変者，6)Creative Commons ライセン

ス選択がある．評価規準および評価基準の段階は，

Excel の表の挿入・削除で調整する．また，評価基準

に評点を入力することで，評価規準の平均値を算出

して評価を行うこともできる． 

授業担当者があらかじめルーブリックを作成して

システムにインポートしておけば，受講生の(D)に共

有され，(C)で使用できる．この他，受講生が自分で

ルーブリックを作成することもできる． 

 

 
図 1 (D)ルーブリック管理機能 

 

3.2 ルーブリックの使用 

共有されたルーブリックは，(C)で引用され，評価

が行われる(図 2)．①まず学生は(C)で学習項目を作

成する．②次に(B)から成果物を引用するとともに，

③(D)からルーブリックを引用する．④その後，「自

己評価」の鉛筆アイコンを押下することで画面にル

ーブリックが表示され，引用した課題のルーブリッ

ク評価を行う．ルーブリック評価の入力は，該当す

る基準項目を押下してハイライトさせ，最後にコメ

ントを記入して⑤保存ボタンを押下する(図 3)． 

 

インポート エクスポート 
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図 2 (C)ポートフォリオ管理機能 

 

 
図 3 (C)-④におけるルーブリック評価 

 

4. 授業実践 

紙・ルーブリックとオンライン・ルーブリック間

における評価の差を調べるために，2016年度の授業

科目「文章力をみがく」の 1 クラス，23名の受講生

に対し，論証文課題を第 12 週から 15週の 4回にわ

たって課した(表 1)．そして，提出された課題につい

て，紙・ルーブリックとオンライン・ルーブリック

の双方を用いて自己評価させた(表 2)．課題 1,4につ

いては TEC-folio で教師評価も実施した． 

 

4.1 分析 

 まず，(1)紙とオンラインの比較を行うために，表

1 の 1S-2S の 2群間および 3S-4S の 2 群間の差を検

定した．つぎに，(2)受講生と教師の比較を行うため

に，表 1 の 1S-1T の 2 群間および 4S-4T の 2群間の

差を検定した．これらの帰無仮説として「2群間の

評価には差がない」とした．ルーブリック評価の値

は順序尺度であることから，(1)に統計パッケージ

R(ver.3.5.0)の Wilcoxon符号順位検定

(wilcoxon.exact(paird=T))を，(2)に Wilcoxon順位和検

定(wilcoxon.exact(paird=F))を適用した． 

 

表 1 ルーブリック評価条件 

週 課題番号 ルーブリック 受講生評価 教師評価 

12 1 オンライン 1S 1T 

13 2 紙 2S － 

14 3 紙 3S － 

15 4 オンライン 4S 4T 

 

表 2 ルーブリックの規準と説明（3段階基準） 

番号 規準 説明 

N1 資料の取り扱い 意見に関連する資料を選択しているか 

N2 自分の意見 言いたいことが明確に示されているか 

N3 全体の構成 全体の構成が整っているか 

N4 学術的な作法 学術的な作法が守られているか 

N5 日本語の表現 日本語の表現・表記が適切であるか 

 

4.2 結果と考察 

 (1)の 2 群間では N5を除いて p>0.01であり、有意

差が認められなかった(表 3)． (2)においても，1S-1T

のN5および 4S-4TのN1を除いて有意差が認められ

なかった．N5 の p 値の幅が大きい傾向にあるのは，

記述量が多く，解釈の多様性を許容しているためと

考えられる．今後，標本数と標本サイズを拡大する

とともに，評価基準のレベル数や字数との関連につ

いても検証を行う必要がある． 

 

表 3  2群間の p値(n=23) 

 
(1)紙とオンライン (2)受講生―教師 

1S-2S 3S-4S 1S-1T 4S-4T 

N1 1.000 1.000 0.451 0.018 

N2 1.000 0.375 0.511 0.085 

N3 0.549 0.727 0.191 1.000 

N4 0.148 0.500 0.069 0.132 

N5 P<0.01 1.000 0.017 0.110 

 

5. おわりに 

 オンライン・ルーブリックは，学生による評価の

簡便さだけでなく，教師がルーブリック作成・管理・

共有する際の負担を軽減する．このため，自己評価，

教師評価にとどまらず，実施がより困難なルーブリ

ックによるピア評価も実現可能となる．オンライン

利用環境があれば，より多くの学習現場でルーブリ

ック利用が促進されることが期待できる． 
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ビジュアル情報処理教育のための映像補助教材における一考察 
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あらまし：ビジュアル情報処理技術のような視覚的に結果が得られる情報処理技術の教育において，教材

に映像を用いることで学習者の理解が深まると考えられる．しかし，１つの映像に収録できる情報は限ら

れるため，視聴した学習者の疑問に応える仕組みが必要である．本研究では映像内にリンクを設置し，他

の付加的な学習教材を参照できる機能を実現する．本機能により，映像を視聴するだけのものでなく学習

者から能動的に学習できる教材とすることを目指す． 

キーワード：映像教材，動画共有システム，反転学習，ビジュアル情報処理教育 

 

 

1. はじめに 

映像教材は形や色といった視覚的な情報や，変化

や手順など動きのある内容の学習に適しているが，

学習者が集中して閲覧できる視聴時間は限られるた

め，多くの情報を詰め込むことはできない．そのた

め，学習者は映像再生中に詳しく知りたい内容があ

れば，テキストなど別の教材から情報を探す必要が

ある．映像教材を自学自習用に提供する場合，学習

者がさらに別の教材を用いてまで学習するかは個々

のモチベーションに左右されるため，映像視聴中に

即座に補足情報を提示できる仕組みが必要であると

考える． 

そこで，本研究では映像内の任意の領域に設置し

たリンクから補足情報を提示できる教材を共有する

Web システムを提案する．図 1 に試作したシステム

を示す．本システムにより，学習者は映像視聴中に

クリックまたはタッチ操作で即座に補足情報を得る

ことができるため，テキスト等，他の教材から探す

手間を省くことができると考える． 

 

2. ビジュアル情報処理教育における映像教材 

本研究における映像教材は，産業技術短期大学に

おけるコンピュータグラフィックスや CAD，画像処

理といったビジュアル情報処理に関する科目での使

用を想定している．ビジュアル情報処理では，処理

結果が図形や色，動きのように視覚的に表示される

ため，映像を用いることで高い学習効果があると考

えた．我々は本研究の前段階として，映像に設置し

た矩形状のリンクから，矩形内に表示された内容に

対する補足情報の提示が可能な CD-ROM 教材およ

び作成ツールを開発した（1）．図 2 に開発した CD-

ROM 教材を示す．この教材を使用した学習実験より，

同じ内容の講義授業より高い学習効果を確認した．

また，学習への興味や集中に関するアンケート調査

図 2 CD-ROM 教材での試み 図 1 試作システム 
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の結果から，「動きがある教材は飽きない」といった

映像を用いたことへの肯定的な意見が得られた． 

 

3. 提案システム 

映像教材を自学自習用として学習者に活用を促す

には，昨今のタブレットやスマートフォンといった

個人のデバイスの多様化への対応が必要である．そ

こで，本システムでは様々なプラットフォームでの

動作を想定した Web システムとして開発する． 

3.1 映像の配信と管理 

映像の共有にはオープンソースソフトウェアで

ある YouPHPTube（2）を使用する．Web ページから映

像の再生まで，すべて HTML5 で構成されているた

め，パソコンに限らずスマートフォンやタブレット

PC での利用が可能である．また，一般的な動画共有

システムと同等の機能とユーザインタフェースを持

つため，学習者に対し，動画視聴方法に関する説明

はほぼ必要ない．また，YouPHPTube は以下の管理機

能を持つため，教育機関を想定した運用も可能であ

ると考えられる． 

• 映像のアップロードおよびエンコード 

• ユーザ管理 

• グループによる視聴許可 

• 視聴数の集計 

3.2 リンク機能を持つ映像教材 

YouPHPTube をベースとしてリンク機能および補

足情報の表示機能を試作した．図 3 にリンクによる

補足情報の提示機能を示す．Javascript と HTML5 の

図形描画要素である canvasタグを使用して映像内に

赤線による矩形の表示を行った．映像のタイムライ

ンに沿って矩形の位置を変えることができるため，

映像内の動きに合わせて表示することが可能である． 

矩形内をクリックまたはタッチした際の補足情報

は，同一 Web ページ内に設置した iframe に表示す

る．マルチウィンドウに未対応なスマートウォン等

でも閲覧が可能になることを想定している．試作シ

ステムでは，3 次元コンピュータグラフィックスの

技術に関して説明する映像を使用し，補足情報から

モデリングについてのテキストを閲覧することが可

能である． 

 

4. おわりに 

本研究ではビジュアル情報処理教育の自学自習に

おいて，リンク機能から補足情報の提示が可能な映

像教材を提案し試作した．オープンソースソフトウ

ェアを使用することでプラットフォームに依存しな

い Web システムとして構築することができた．ただ

し，スマートフォン等画面の小さなデバイスでは補

足情報が見づらい場合があるため，レイアウトや表

示方法については改良が必要であると考えられる． 

今後，実際にビジュアル情報処理を学ぶ学生を対

象に試作した映像教材を提供し，教材ツールとして

の使い勝手や，学習に対するモチベーションの変化

について調査を行う．また，矩形の描画や補足情報

の挿入といったオーサリングについても機能として

開発を進める． 
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あらまし：近年，学習管理システムやデジタル教科書システム等に蓄積された学習ログや成績などのデー

タを教育改善するために分析する，ラーニングアナリティクスと呼ばれる研究が推進している．本稿では，

デジタル教科書のログを利活用したクイズ自動生成システムを紹介し，語彙力を向上できるかどうかの

評価実験を実施した． 

キーワード：デジタル教科書，ラーニングアナリティクス，クイズシステム 

 

 

1. はじめに 

日本政府は，デジタル教科書を 2020 年までに

初等中等教育へ導入する事を検討している. デジ

タル教科書を導入することにより，教科書内に音

声や動画を活用することで, 教育や学習の質の向

上を期待している [1]. しかしながら，デジタル教

科書を利用することで収集することができる学

習ログの分析に関する研究は，現状，議論の段階

に留まっていることが多い. 

近年，教育工学の研究者は，ラーニングアナリ

ティクスと呼ばれる研究分野に注目している．多

くの大学機関では，学習管理システム，e-ポート

フォリオやデジタル教科書システムなどから収

集できる教育ビッグデータ分析の研究が進めら

れている． 

本稿では，大阪大学の留学生センターの日本語

教育においてデジタル教科書システムを導入し，

その収集することができるログの中でもハイラ

イトの操作ログを利活用するための，クイズシス

テムを開発した．そのクイズシステムが，教員が

作成するクイズよりも語彙力を向上するかどう

かを評価している． 

 

2. クイズ生成のアルゴリズム 

学習者が何かを学んだとき，時間の経過とともに

学んだことを忘れることが，従来の研究から分かっ

ている．また，思い出すときの手掛かりを学習者に

与えることは，記憶の定着に繋がっている． 

本研究では，エビングハウスの忘却曲線の理論に

基づいて，最適な復習のタイミングを提供する[2]．

さらに学習したことを効率的に思い出させるために，

検索手掛かりのヒントを提供する[3]．公式 1は，最

適な学習タイミングを提供する条件式である(nは生

成されたあるクイズを行った回数を示す)． 

𝑇𝑛 = {
5𝑇𝑛−1   クイズの答えが正しい場合

𝑇1  上記以外                                     
 

 

例えば，生成されたあるクイズを正解した場合，

そのクイズが次に出題されるタイミングは，5 時間

後になる．その 5時間後に出題される同じクイズを

正解すると，次に出題されるタイミングは，25時間

後になる．不正解の場合は，出題されるタイミング

はリセットする．これにより，学習者の最適なクイ

ズのタイミングを提供している． 

 

3. クイズインタフェース 

図 1は，クイズのインタフェースを示す．学習者

がデジタル教科書内でハイライトすることにより，

その部分を穴埋め式クイズとして出題する．また，

思い出すときの手掛かりとして，ヒントボタンをク

リックすることで，単語の綴りの一部を見ることが

できる．これにより，学習者はその綴りを頼りに，

単語を思い出すことができる． 
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図 1 クイズインタフェース 

 

4. 評価実験 

4.1 対象と手順 

2017 年 9 月に大阪大学の留学生センターにおい

て，本システムを利用した学習を試行した．図 2は，

評価実験の手順を示す． 

(1) 教員は，講義の前に日本語学習に関するデジタ

ル教科書をアップロード 

(2) 被験者の日本語能力を測定するために 40 問の

事前テストを実施（事前テストの内容は，アッ

プロードした教材の単語から作成） 

(3) 事前テストに基づいて，実験群（本システム有

り）と比較群（本システム無し）にグループ分け 

(4) 実験群は，デジタル教科書とともに本システム

のクイズシステムを利用し、学習を行なった．

比較群は，デジタル教科書とともに教員が作成

したクイズを利用し，学習を行なった. 

(5) 語彙力が向上したかどうかを測定するために事

後テストを実施 

 

 
 

図 2 評価実験の手順 

 

4.2 結果 

表 1は，事前テストの結果を示す．事前テストの

結果から，双方のグループの日本語語彙力には，有

意差がなかった（p>0.05）．表 2は，事後テストの結

果を示す．その t-testは，実験群と対照群の間に有意

差はなかった（p>0.05）． 

 

表 1 事前テスト 

グループ 人数 平均 標準偏差 p 

実験群 6 35.8 2.91 p>0.05 

 
対照群 6 32.6 6.26 

 

表 2 事後テスト 

グループ 人数 平均 標準偏差 p 

実験群 6 32.6 6.15 p>0.05 

 
対照群 6 31.1 5.58 

 

4.3 考察 

表 2の結果から，本システムを利用した被験者は，

事前テストと比べて，平均点が 3.2 点上昇している

ことが分かる．対照群に関しては，実験群と比較す

ると平均点が 1.5点上昇した．t-testの結果から，双

方のグループに有意差はみられなかったが，少なく

とも本システムが自動生成するクイズシステムは，

教員が作成するクイズと同等の効果を得ることが分

かった．従って，教員が学生のために毎回クイズを

作成する作業をしなくても，本システムを利用すれ

ば，同等の教育効果を得ることができる． 

 

5. まとめと課題 

本研究は，デジタル教科書のハイライトのログを

利活用することで，クイズを自動的に生成するアル

ゴリズムとシステムインタフェースを紹介した．評

価実験において，本クイズシステムは，教員が作成

するクイズと同等の効果を得ることを示した．今後

は，被験者を増やし，日本語学習以外の分野に応用

することを進めていく． 
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日本語初級レベルのグループオンライン授業での教室活動に関する研究 
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あらまし：ビデオ会議を含む対面コミュニケーションに関連するプロセスについては，非言語コミュ

ニケーション，感情，認知などが関係しているとされるが，現在のオンライン授業はそのプロセスを

理解し生かせているのだろうか．実際にグループでのオンライン日本語授業を担当している教師へイ

ンタビューし，現状のオンライン授業での教師活動について考察する． 

キーワード：web 会議システム，オンライン授業，日本語教育，遠隔教育 

 

 

1. はじめに 

本稿では，対面コミュニケーションができるウェ

ブコミュニケーションシステムを使い，同じ時間に

インターネットでアクセスし顔を合わせて行う授業

をオンライン授業とする．オンライン授業は，教師

と学習者が１対１で行うプライベート授業，２−４

人の学習者が専用システムを使い行うグループ授業

があり，グループ授業は，２−４人程度の少人数か

ら，大教室に集まった学習者に向けて講義を行うも

のもある． 

筆者は，様々なレベルの学習者を対象にした日本

語オンライン授業の経験があるが，その中で，特に

初級レベルの学習者のグループ授業において，他の

レベルを教える際には感じない「やりにくさ」を感

じた．また，同様の悩みを他の日本語教師からも聞

いたことがあるが，初級レベルの学習者とのオンラ

インプライベート授業ではこのような「やりにく

さ」はあまり感じなかった．しかし，ミネルバ大学

や，NTT ドコモが離島の学校と協力し行っている授

業などからみると，ディスカッションのような交流

型授業では通常の対面授業とほとんど変わらない授

業が行えるように思われる． 

現在，日本語教育においては，教師一人に対して

複数の学習者が学ぶ形式のオンライン対面授業は，

盛んに行われているわけではないが，介護関係の技

能実習生の増加などにより，ニーズは増えると予想

される．そこで本研究では，初級レベルのオンライ

ン授業に関して研究する前段階として，前述したよ

うな「やりにくさ」が実際にあるのか，あるとした

場合それはどのようなもので原因は何なのかを探る

ことを目的として，授業を担当した教師へインタビ

ューを行い，SCAT（Steps for Coding and 

Theorization）でインタビュー結果を分析する． 

 

2. Video-mediated Communication（VMC）

について 

コンピュータを介在したコミュニケーション CMC

＝Computer-Mediated Communication には，共時的

コミュニケーション(Asynchronous CMC:ACMC)と共

時的コミュニケーション(Synchronous CMS:SCMC)が

あるが，Nguyen の研究(2008) （1）では，CMC は同期

的でも非同期的でも，学習者の外国語開発を改善す

る潜在的な利点を持っていると結論づけられてい

る．SCMS の中でも特にオンライン会議システムよ

るコミュニケーションは，Video-mediated 

Communication (ビデオを通したコミュニケーショ

ン，この場合のビデオは録画したものではなく，双

方が同時にアクセスしているものを指す．以下

VMC)と言われ，チャットなどのテキストによる

SCMC とはまた違う特徴がある． 

VMC の特徴としては，通信の遅延や視点の不一致

など解決されていない技術的な問題が複数あり，

VMC は Face to Face(以下 FTF)に比べ微妙な感情の

手がかりを見失いやすい．また，VMC は動きや位置

を制限するため，心理的距離を測る選択肢が少な

く，文字や聴覚でのコミュニケーションよりも親密

性は低くなる．そして，それらのことがコミュニケ

ーションに影響する．例えば，同調や関与度が FTF

より上手く働かない，感情の伝わり方なども FTF と

は異なる点が見られる（Kappas 他 2011：Chapter 5 

Parkinson and Lea）（2）． 

そして，現在のテレビ会議システムや web 会議シ

ステムには技術やシステムの制限があり，教師と学

習者の視線が一致しないためお互いにどこを見てい

るかわからず，ノンバーバルコミュニケーションが

伝わりにくいことが明らかになっている（3）（4）． 
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3. 担当教員へのインタビュー 

前述した問題は，他の教師の授業でもあり得るの

かを明らかにするために，日本語初級レベルのオン

ライン授業を担当したことのある教師 2名と，中上

級のレベルを担当している教師 1名に非構造のイン

タビューを行った． 

現在，プライベートでの初級オンラインレッスン

を担当している日本語教師は多いが，グループ授業

を体験している者は，さほど多くないと思われる．

今回話を聞いた 3名のうち A 氏は，日本の私大の非

常勤講師として，アジア各国とのコンソーシアムで

のプロジェクトの初級グループオンライン授業を 5

年に渡り担当した．また， B 氏はプライベートで

のオンラインレッスンのベテランであり，日本語教

師向けにオンラインプライベートレッスンをするた

めの講座の講師なども担当しているが，グループで

のレッスンは初中級に対するレッスン１コースのみ

である．C氏は，教員と同じ部屋に学習者がおり，

同様に多地点からオンラインで授業に参加する学習

者もいるいわゆるハイブリット授業で，中上級のレ

ベルが混在するクラスを担当している． 

まず，初級レベルのクラスを担当した A氏 B氏と

もが，オンライン授業には制約もしくは限界を感じ

たと話した．大きな原因は，やはり回線やコンピュ

ータの性能の問題で，インターネット技術が進んで

いるとはいえタイムラグが起こる,学習者側の表情

がよく見えないなど技術的な問題である．そして，

2 名ともが教室で行う対面授業とオンライン授業を

比べて，できないことが多いと感じていることがわ

かった．実際，B氏はオンラインでもプライベート

はほとんど制約を感じないと話した． 

また A氏は，オンライン授業にはシステムエンジ

ニアのサポートを受けられるなど恵まれた環境であ

ったそうだが，それでも対面でできる様々な活動が

オンライン授業ではできないという制約を心理的に

受け入れ，ある意味割り切って授業に臨めるように

なったのは，担当開始から 4 年ほど経ってからだっ

たと語った． 

C 氏は，中上級の学習者が混在するクラスを担当

しているが，授業の中では主にファシリテーション

に徹しており，技術的な問題よりも心理的なことに

ついてのコメントが多かった． 

 

4. 終わりに 

3 名へのインタビューから，現在の日本語初級レ

ベルのオンライン授業は通常の対面授業をオンライ

ンに焼き直している場合が多く，Kappas 他

（2011）のいうような VMC のプロセスを理解した上

で授業に生かせておらず，そのため教師がやりにく

さを感じることがあるのではないかと考えた．実際

に，藤本(2008,2011）（5）では，対面授業とオン

ライン授業の授業活動について対比し分析したとこ

ろ，学習者の間違いに対する教師の訂正方法や，学

習者に対する呼びかけ，また，学習者の発話などに

FTF とオンライン授業で違いが見られた．これら

は，技術的問題を回避するための行動とみられる

が，このような対面授業とオンライン授業の活動の

違い（この場合はできないことも含む）をまず最初

に明らかすることで，オンライン授業の特徴を考え

ることができるのではないだろうか． 

以上から，これからニーズが高まる可能性のある

グループでの現状のクラス活動を授業観察法などの

手法を使い分析し，対面授業との差を明らかにし

て，オンライン特有のグループ授業に示唆を得るこ

とを今後の研究の課題とする． 
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あらまし：高齢になると身体能力が低下する．特に物体との距離感を測る深視力の低下は高齢者の交通事

故の割合の増加にも影響していると考えられる．そこで本研究では深視力の向上において VR を活用した

トレーニング方法の確立を目的とする．本稿では，VR における開発を進めるうえで，まずトレーニング

による効果の検証を行い，開発している VR トレーニング教材の概要および今後の課題について述べる． 

キーワード：VR，深視力，トレーニング方法，仮想現実空間，交通事故防止 

 

 

1. はじめに 

平成 29 年の交通事故発生件数は，47 万 2069 件で

死者数は 3694 件，負傷者は 57 万 9746 件となって

いる(1)．近年特に，高齢者ドライバーの事故の割合

が増えており，60 歳以上の交通事故の割合は 2006

年から 2016 年の間で約 10％も増加している．その

原因の一つに加齢による動体視力の低下があげられ

る．動体視力の中でも物体との距離感に関する目の

認知能力である深視力の低下は交通事故の発生に関

連することが示されている(2)．高齢者にとって低下

した深視力を簡単に向上させることは難しい． 

そこで本研究では，高齢者が容易に取り組むこと

ができる，VR を活用した深視力向上のためのトレ

ーニング教材を提案する．本稿ではまず，VR 教材に

実装予定のトレーニングについて効果の検証を行っ

た上で，開発した VR トレーニング教材の概要およ

び今後の課題について述べる． 
  

2. 深視力トレーニングによる効果測定 

2.1 実験の流れ 

深視力を向上させるためのトレーニングの流れを

図 1 に示す．枠で囲んだ部分を 5 回繰り返すことで

1 セットのトレーニングとする．トレーニングの期

間は 1 週間とし，約 2 日に 1 セットのペースで計 3

セット行い，開始時と終了時に深視力を測定した． 

 

 
図 1 トレーニングの流れ 

 

2.2 測定方法 

深視力の測定には大型免許試験で使用されている

深視力計（図 2）を用いる．この深視力計では三桿

（さんかん）法と呼ばれる測定方法が採用されてい

る（図 3）．三桿法とは 3本の黒く細い棒を並べ，

左右の 2 本を固定した状態で中央の棒を被験者から

見て手前と奥へ往復的に動かし，3本の棒が平行に

なったと感じた時点で停止スイッチを押し，棒の位

置の誤差を計測する方法である(3)．測定は 3 回行

い，その平均値を用いる．  

 
図 2 深視力計 

 

  
図 3 深視力の測定と三桿法のイメージ 

 

2.3 被験者の選定 

研究への同意の得られた 20 代の大学生 14 名を対

象に深視力検査を行い，深視力テストの合格ライン

（棒の位置の差が 2cm 以内）を通過できなかった 3

名を対象者とした．合格ラインは大型免許取得と同

じ基準を用いた． 
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2.4 結果と考察  

 トレーニング前後に測定した深視力の値を表 1 に

示す．トレーニング後には被験者 3 人とも基準とし

た合格ラインの 2cm を下回ることができた．また，

トレーニング前後の差は，-1.24 から-4.24 と個人に

よって違いはみられるが，本トレーニングには一定

の効果があると考えられる．  

 

表 1 トレーニング前後の深視力(cm) 

ID トレーニング

前 

トレーニング

後 

トレーニング

前後の差 

1 6.20 1.96 -4.24 

2 2.26 1.02 -1.24 

3 3.52 1.18 -2.34 

平均 3.99 1.39 -2.60 

 

しかし，今回の実験ではコントロール群を設定し

ていないため，実験結果については，2 度の深視力

検査により検査に慣れたため，良い結果が得られた

可能性も考えられる．  

 

3． VR を用いた自己トレーニング教材の概要 
今回行った深視力のトレーニング方法について，

その有効性を確認した．しかし，この方法ではトレ

ーニングをする人が部屋にある実際の物体との距離

を測らなければならず，手間がかかるという問題点

があった．そこでこの問題点を解決するために， VR

を用いて深視力の自己トレーニングを行うことので

きるシステムを開発している．システムは，HTC が

開発した VIVE の VR（図 4）と音声ガイダンスで構

成している．音声ガイダンスに従って VR 内にある

物体を決定することによって，トレーニング実施者

自身が物体の距離を測定する必要性をなくすことが

でき，現実感も損なわずに深視力のトレーニングを

行うことができる．現在製作中の仮想現実空間及び

動作のイメージを図 5 に示す． 

今後の実施評価については，通常のトレーニング

方法と VR を使用した時の深視力の向上度の差を測

定するとともに，開発したシステムの使用感，操作

性，現実感などをアンケートで調査する予定である．

それに加えて SSQ 法などのアンケート調査も行い

3D 映像に対する品質測定も行う予定である． 

 

 
図 4 VR 装着の様子 

 
図 5 製作中の仮想現実空間 

 

4．おわりに 

本研究では，深視力トレーニングの効果を検証

し，VR と音声ガイダンスによる自己トレーニング

システムを開発した．今後は開発システムの有効性

について評価実験を行う予定である．またその際に

は，VR の使用による以下の課題についても検討す

る．1 つ目は VR を使うことによる体調不良（VR

酔い）への対策についてである．VR による体調不

良は頭を動かしたときの反応の速さや，空間内での

動きの速さに関係すると考えられていることから，

VR を使う際の移動を減らすことを考える．2 つ目

は，VR の画面で表現される物体との距離が見せか

けであることから，実際の深視力のトレーニング方

法との効果の違いに関する検証方法を検討する． 
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個別学習における相互学習の導入が初学者の学習意欲に与える影響 
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あらまし：個別学習において初学者が感じる独学の困難さの解消と学習意欲の向上を目的として，個別化

教授システムを取り入れたプログラミング研修に，学習者同士がグループで教えあう相互学習時間を設

定し実践を行った．本稿では，実践後のアンケート結果から個別学習における相互学習の導入が初学者の

学習意欲に与える影響と今後の課題を検討する． 

キーワード：個別学習，個別化教授システム，相互学習，プログラミング研修，新入社員研修 

 

1. はじめに 

日本の IT 系企業の多くは，エンジニア職の新入社

員研修において入社時のスキル別に関係なく同一の

カリキュラムを設定している．しかし，各単元の理

解が次の単元を習得するうえでの必須知識となるプ

ログラミング言語の研修では，初学者が講義の進捗

についていけず，業務に必要なスキルを完全に習得

できないまま研修期間を終えることも少なくない．

このような背景から筆者は，完全習得学習の一形態

で，学習者それぞれのペースで各単元を習得してか

ら次の単元に進む個別化教授システム（Personalized 

System of Instruction）を取り入れ，新入社員向けプロ

グラミング研修を行った(1)． 

その結果，従来の一斉授業形式での研修と比較し

て事後テストの点数は向上した．一方，終了後のア

ンケートからプログラミング経験のない受講者（以

下，初学者）は経験のある受講者（以下，経験者）

に比較して学習意欲が低くなる傾向があり，周囲の

ペースについていけない焦りや不安といった独学へ

の困難さを感じていることが示された．そこで，初

学者の学習意欲の向上と独学の困難さの解消を目的

として，個別化教授システムを取り入れたプログラ

ミング研修（以下，個別学習）に，学習者同士がグ

ループで教えあう相互学習時間を設定し実践を行っ

た．本稿では，実践後のアンケート結果から個別学

習における相互学習の導入が初学者の学習意欲に与

える影響を検討する． 

 

2. 実践 

本実践は，システム開発サービスを提供している

Y 社の 2018 年度新入社員研修のうち，Java 言語コ

ース（7 日間）を対象とした．受講者 14 名（プログ

ラミング経験あり 1 名，プログラミング経験多少あ

り 3 名，プログラミング経験なし 9 名）の 1 クラス

で，外部講師 1 名がプロクターを担当した．研修は

自己学習可能な独習教材，合格を必須とする単元ご

との通過テスト，通過テストの即時フィードバック

といった個別化教授システムの要素を取り入れて設

計された．さらに，本実践では毎日夕方 30 分程度の

相互学習を設定した．相互学習は 3～4 名が 1 グル

ープとなり，各自が一日の学習を振り返り，その日

の進捗や理解できなかった点などを共有した．理解

できなかった点はグループ内で説明しあい，必要に

応じてプロクターが解説を行った． 

このように学習者同士での教えあいの時間をもつ

ことで初学者が感じる独学の不安を軽減することを

期待した．また初学者以外の受講者にとっても，他

者に説明することで自らの理解度を認識し知識の定

着をはかる効果があると考えた． 

 

3. 方法 

本実践は，コース終了後の受講者アンケート（「5. 

とても当てはまる」「4. やや当てはまる」「3. どちら

ともいえない」「2. あまり当てはまらない」「1. まっ

たく当てはまらない」の 5 件法）で評価した． 

相互学習の導入が個別学習での受講者の意欲にど

う影響するかについては，本実践を「相互学習を取

り入れた個別学習（以下，相互学習あり）」とし，「相

互学習を取り入れていない個別学習（以下，相互学

習なし）」とのアンケート結果(1)を比較した．設問は

個別学習に対する学習意欲について ARCS モデルを

参考に注意（おもしろかった）・関連性（やる気が出

た）・自信（自信がついた）・満足感（満足度が高か

った）の 4 項目で設定した．また本実践のアンケー

トでは学習意欲のほかに，相互学習での教えあい，

自己ペースの学習について設問を設定し，あわせて

自由記述でコース全体に対する感想をもとめた． 

 

4. 結果 

4.1 個別学習に対する学習意欲 

個別学習に対する学習意欲の回答では相互学習の

導入に関わらず，経験者と比べて初学者ほど平均値

が低い傾向がみられた（表 1）．初学者の回答は「相

互学習なし」ではすべてが 3.0 以下と否定的な回答 
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表 1 個別学習に対する学習意欲（平均値） 

 

である一方，「相互学習あり」は自信を除き 4.0 と肯

定的な回答であった．自信については「相互学習あ

り」でも 3.3 とやや否定的な傾向がみられ，内訳は

初学者 9 名中 6 名が「3. どちらともいえない」「2. 

あまり当てはまらない」であった．また，相互学習

による差の検討を行うために，初学者の回答につい

て t 検定を行った．その結果，注意（ｔ(13)=3.37, 

p<.01），関連性（ｔ(13)=2.23, p < .05），満足感（ｔ
(13)=2.16, p < .05）で有意差が認められた．一方，自

信（ｔ(13)=0.93, n.s.）は有意差が認められなかった．  

4.2 相互学習での教えあい 

相互学習については，情報共有の時間があらかじ

め設定されていたことや教えあいによる理解の深ま

りに肯定的な回答が多く，初学者も含めて平均値は

4.0 を上回った（表 2）．一方，グループ内での質問

のしやすさについて，初学者は 9 名中 6 名が「3. ど

ちらともいえない」「2. あまり当てはまらない」と回

答しており，平均値も3.0と否定的な傾向があった． 

また，初学者の自由記述では「説明しあうことで

理解が深まり，自分のペースがわかってきた」「進捗

が速いグループメンバーについていくことで期限内

に課題を終わらせることができた」といった相互学

習を有効に活用できたという意見と，「自分より進ん

でいる人の足を引っ張っている心配があった」「周り

のペースについていくことが難しいと感じた」など，

周囲への遠慮や焦りを感じたという意見に分かれた． 

4.3 自己ペースでの学習 

表 3 に自己ペースでの学習について回答を示す．

個別学習をどのように始めればよいかわからない，

講師へ声をかけるには気が引けたという設問では，

経験によらず平均値は 3.0 以下と低かった．一方，

個別学習で一斉講義を行わないことについて，初学

者の回答は 2.6 と否定的で，自己ペース学習であっ

ても講義による教え込みを望んでいることが示唆さ

れた．また周囲に対する遅れへの不安や焦りは初学

者ほど高く，進捗を意識するあまり理解より先に進

むことを優先するという傾向も示された． 

 

5. 考察 

本実践の結果から，初学者の個別学習に対する学

習意欲は経験者に比べると低い傾向があるが，相互

学習を導入した本実践では，興味・関連性・満足度

について肯定的に感じていることがわかった．これ 

表 2 相互学習での教えあい（平均値） 

 
 

表 3 自己ペースでの学習（平均値） 

 
 

は自己ペースで進む個別学習に教えあいの要素を加

えたことで，学習意欲が高まったと考えることがで

きる．導入した相互学習については初学者も含め学

習者全体が，教えあいにより理解を深めることがで

き有用であると感じていることが示された． 

一方，初学者は周囲との進捗差に不安や焦りを感

じており，相互学習での質問を遠慮したり，理解し

ていなくても先に進めたりする傾向があることも，

わかった．企業活動においては，決められた時間内

に成果を出すことが要求されるため，納期への意識

や焦りは必ずしも悪いものではない．しかし，その

ために理解がおろそかになることは，業務に必要な

基礎スキルを習得するための新入社員研修において

望ましいとはいえない．今後，スキル別での相互学

習やプロクターの介入などの対応を検討したい． 

 

6. 今後の課題 

本実践では，相互学習を導入することで個別学習

の特性を活かしながら初学者の独学の困難さを軽減

し，学習意欲を向上させることを目指した．しかし

取り上げた 2 つの研修は，受講者属性や 1 日の研修

時間などの条件が異なっており，分析に十分な受講

者数ではないことも考慮し今回は単純なデータの比

較となった．そのため，結果の妥当性，信頼性は限

定的である．このあと開催を予定している同様の新

入社員研修において引き続きデータを収集し分析を

おこなっていく． 
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定期試験を振り返る授業実践の報告 
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あらまし：自己調整学習を促進することをねらいに、定期試験を振り返る授業を行った。任意の科目を選

び、試験への学習方法、間違いの種類などをもとに、間違いのパターン・次につながる学びについて記述

してもらった。その結果、多くの学生が自らの学習不足を認識したことがわかった。しかし、振り返りを

踏まえた学習方法は必ずしも具体的ではなく、さらに検討が必要であることがわかった。 

キーワード：自己調整学習，学習経験，リフレクション，試験の振り返り 

 

 

1. はじめに 

主体的な学びの必要性が強調されるようになり、

自己調整学習の方略や支援についての実践・研究が

増えつつある。本稿の実践もこの流れの延長線上に

ある。筆者は X 工業高等専門学校にて、キャリア関

連科目を担当してきた。本科目は、社会に広く目を

向けさせ、さまざまな職業・働き方のあることを示

すと同時に、主体的な学習方法を身に付けさせるこ

とをねらいとしている。この中で、自らの学習方法

を認識し、その上でどのような学習方法をとるべき

なのかを考えさせるために、定期試験の振り返り授

業を行った。本稿では、この結果について報告する。 

2. 振り返りの内容 

本稿で取り上げる科目は、高専の１年生を対象と

した必修科目である。対象となる学生は４クラス、

170 人。１回の授業時間は 45 分で、前期後期各 15

回、通年 30 回で行われる。試験の振り返りは後期

の中間試験が終わった時点で行った。 

本科目では中間試験を実施していないため、任意

の試験について、L.B. ニルソンが紹介しているシー

トを一部改変したものを使用した（p.93）（１）。大項

目は以下の４つである。 

1. 試験の概要と勉強の詳細（予想成績と実際成

績／学習時間／特に用いた学習方法など） 

2. 間違えた問題の分析（間違えた問題の種類や

間違いの種類） 

3. 間違いのパターン 

4. 何を学んだのか（次に何がいかせるのか） 

１と２とを踏まえて、３と４で自己分析をする形

となっている。 

3. 結果 

振り返りは、紙、または Google フォームへの記

入という形で行えるようにした。155 人の学生が

Google フォームでの振り返りを選択し、本稿はその

結果に基づいている。なお、学生らが対象とした科

目は、数学・物理などの理系科目が約 54%、英語・

国語・社会などの文系科目が約 41%、保健体育など

のその他科目が約 5%であった。 

3.1 予想していた成績と実際の成績 

返却された解答用紙を手元に置き、実際の点数と

予想していた点数とを記入してもらった。10 点刻み

での分布を図 1 に示す。 

 

図 1 予想点と取得点の差違の人数分布 

予測と実際のズレが「-15 点～+15 点」の範囲内

の学生が約 75%、ズレが「-16 点」あるいは「+16

点」を超えた学生は約 15%であった。 

3.2 学習にかけた時間 

学習にかけた時間の人数分布を図２に示す。 

 

図 2 学習にかけた時間の人数分布 
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学習が「0～5 時間」であった割合は 57.1%、「6

～10 時間」であった割合は 33.1%で、それ以上時

間をかけて学習をした学生は少数であった。 

3.3 特に用いた学習方法 

自由記述の内容を、「問題を解く」「補習に参加す

る、友人・先生に聞く」「見直す・暗記する」「まと

め直す」に分類して集計した。結果を図３に示す。 

 

図 3 特に用いた学習方法の人数分布 

「問題を解く」がもっとも多かった。なお、科目

と学習方法の関連は集計していない。 

3.4 間違いの種類 

「内容をよく知らない」「不注意」「問題の誤解」

「完了せず」「その他」の中から選んでもらった。最

大 8 個までで合計 338 個であった。図 4 に示す。 

 

図 4 間違いの種類の人数分布 

「内容をよく知らない」「不注意」が多くを占め、

「完了せず」（時間が足りなかった）は少数であった。 

3.5 自己分析 

最後に、「間違いのパターン」と「何を学んだのか

（次に何がいかせるのか）」を自由に記述してもらっ

た。これらが自己分析にあたる。まず、間違いのパ

ターンについて示す。記述内容を大きく３つに分類

した。１つは「勉強不足」などと記述されたもので、

パターンの分析とは言えないものである（分析不足）。

次に、「ケアレスミス」「問題の読み違い」「焦ってし

まった」など、問題を解くプロセスに起因すると考

えたものである（プロセス）。最後は、「解き方を完

全に理解していなかった」「範囲を見落としていた」

など事前の準備不足に起因すると考えたものである

（事前）。これらの人数分布を図５に示す。 

 

図 5 間違いのパターンの人数分布 

この３分類に対応させながら、「何を学んだのか

（次に何がいかせるのか）」の自由記述を見ていった。 

分析不足では、「勉強時間を長くする」「日ごろの

勉強が大切だと分かった」などの抽象的な記述が目

立った。しかし、「勉強への意欲の足りなさが今回の

原因。ただ、友達と勉強しているときは比較的モチ

ベーションが保たれた。このように勉強の仕方を変

えたいかないと（後略）」と勉強方法を変えることに

気付かされたという記述もあった。 

事前では、「勉強時間をきっちり確保するために、

あらかじめ勉強時間の計画を立てておく。」「応用が

きかないことが分かったので、応用力を身に付ける

ために何回も復習しようと思った。」など、より具体

的な記述が多く見られた。 

プロセスでは、「見直しをする」「焦らずに丁寧に

解く」など、問題を解く過程の行動を改めたいとす

る記述があった。しかし、その中の 19 件には、「正

しくしっかりと覚え、見返しをする」「もっと早めか

らテスト勉強に取り組む」など、事前の準備への言

及があった。 

4. 考察とまとめ 

任意の試験について、点数・学習時間・学習方法・

間違いの種類を具体的に見直し、間違いのパター

ン・次への学びについて自己分析をしてもらった。 

その結果、約 63%の学生が（事前 77 件＋プロセ

ス中 19 件）が事前準備の不足、すなわち、普段の

学習が不足していることに気づき、なんらかの方法

をとる必要があると認識したことがわかった。 

他方、「何を学んだのか（次に何がいかせるのか）」

については、「時間をのばす」「見返しをする」など

具体性に欠くものが見られた。試験の振り返りを自

己調整学習につなげるためには、よりいっそう具体

的な学習方法・計画が記述できるように項目を改善

する必要のあることがわかった。 

本研究はJSPS科研費16K00479の助成を受けた。 
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臨床工学技士国家試験対策のためのMoodle向け問題入力補助機能の提案 
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あらまし：臨床工学技士国家試験対策では，1)出題形式に慣れる，2)知識の定着の両立が求められる．1)

のためには，過去問による演習が有効である．2)知識の定着のためには理解の確認を繰り返すことが必要

であるが，過去問のみの演習では問題があるため出題形式を増やすことによる効果的な学習方法を検討し

たい．複数の出題形式の問題で反復練習するためには，1つの過去問情報に対応する複数の形式の問題を

準備することが望ましい．本稿では，これらの問題整備の効率化のために，臨床工学技士国家試験の過去

問を入力することで，同じ内容を問う複数形式の問題を自動生成する手法を提案する． 

キーワード：臨床工学技士，LMS，Moodle，問題入力補助 

 

 

1. はじめに 

臨床工学技士養成の教育現場における目標には，

知識の理解，技術の習得，国家試験合格が挙げられ

る．臨床工学技士国家試験の学習においては過去問

題を繰り返し解き，知識を定着させていく反復学習

が有効的といわれる(1)． 

臨床工学技士国家試験の対策では，1)出題形式に

慣れる，2)知識の定着の両立が求められる．1)のた

めには，過去問ベースの問題演習が有効である．2)

知識の定着のためには，理解の確認を繰り返すこと

が必要であるが，過去問のみの演習では答えのみを

覚えてしまうなどの問題があるため出題形式を増や

すことによる効果的な学習方法を検討したい．過去

問題は多肢選択形式で，この形式に着目すると，過

去問形式とは異なる多肢選択形式の問題で反復練習

することが現実的である．これに応えるためには，1

つの過去問に対応する複数の形式の問題を準備する

ことが望ましい． 

問題を反復練習するための環境としては

LMS(Learning Management System)のテスト機能をベ

ースとすることが妥当と考える．LMS は教育機関で

の導入実績があり，費用対効果の面でも有効である

と考えるためである． 

臨床工学技士国家試験の出題形式とは異なる多肢

選択形式の問題としては，正解数を提示する場合の

問題や提示しない場合の問題，正誤を問う論理を逆

転させる問題などが考えられる．通常，異なる形式

の問題情報を別々に入力しなければならない． 

本研究では，この問題整備を効率化するために，

臨床工学技士国家試験の過去問を入力することで，

同じ内容を問う複数形式の問題を自動生成する手法

を提案する． 

 

 

2. 関連研究 

福坂らの研究(2)は類似問題整備の効率化という本

研究と共通する目標に対して，出題形式は固定し問

題文などの問題そのものを過去問から構築した知識

ベースから半自動生成（人手による確認・修正を前

提）する手法である．これに対し，本研究は過去問

の問題内容は固定し出題形式を変えた問題を完全自

動生成する手法である点が異なっている． 

畑らの研究 (3)や問題入力効率化ツールである

Kimooton(4)は対象者が問題入力者である点は本研究

と同様である．しかし，これらはひとつの出題形式

でのみ出力するのに対し，本研究は異なる複数の出

題形式で出力する点が異なっている． 

 

3. 臨床工学技士国家試験出題形式 

臨床工学技士国家試験の出題形式（国試形式）に

は 5 肢択 1，5 肢択 2，5 肢択 3 の 3 種類がある．5

肢択 2および 5 肢択 3 の解答候補の組合せは，通常

10 通りであるが，国試形式では 5通りに限定して出

題される．図 1 に 5肢択 3の国試形式問題の例を示

す．問題は，問題文，選択肢（図中 a～eの選択肢），

解答候補の組合せ（図中 1～5の選択肢）から構成さ

れる．過去問情報は，これらの問題情報および解答

候補の正しい組合せを示す選択肢の番号から成る． 

 

4. 提案する機能 

本研究で提案する問題入力補助機能を図 1 に示す．

3 章で述べた国試形式の過去問情報を入力すること

で，解答候補の組合せそのものを直接問う 2 種類の

多肢選択形式問題を出力する．すなわち，解答候補

の数を明示する問題(形式 A)および明示しない問題

(形式 B)の 2 種類である．これらの問題を，LMS に

インポート可能なフォーマットに変換して出力する． 

本機能の実装は，Moodle などの LMS への組み込
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みと LMS の外部ツールの 2 通りが考えられる．本

研究では，LMS のひとつである Moodleを対象とし，

LMS の外部ツールとして実装する．それは出力フォ

ーマットを LMS ごとに変えることで，容易に様々

な LMS に対応できる利点があるためである． 

 

5. 予備評価 

提案する問題入力補助機能の有効性を検証するた

めの予備評価として，国試形式および国試形式とは

異なる形式(形式 A)の問題入力に要する時間を計測

した． 

入力する問題は過去問の 5肢択 2と 5肢択 3の問

題で，問題文中に図がある問題および図がない問題

をそれぞれ無作為に 3 問ずつ抽出した．構築した

Moodle に国試形式および形式 A の問題情報をそれ

ぞれ入力し，3 問の入力に要する時間を測定した．

問題文中に図がある場合は，PDFファイルの問題情

報から図を切り出す時間も国試形式の入力時間に含

める．なお，形式 Aの問題入力時は既に図を切り出

していることから，図を切り出す時間は含まない． 

この計測結果を図 2 に示す．1 問の問題情報を入

力するためには分オーダーの入力コストを要するこ

とが示された．そのため，国家試験 1回分（180問）

すべての問題を入力するために相当の時間を要する

ことが予想できる．今回は予備評価であり，実際に

は Kimooton(4)などの効率化ツールを使って評価する

方がより実践に近い評価になる．しかし，この結果

から，提案する問題入力補助機能によって，問題入

力者は国試形式による問題入力のみでよく，入力コ

ストを抑えることが可能になることが示唆された． 

 

6. まとめ 

本研究では，出題形式を増やすことによる効果的

な学習方法を検討する初期段階として，問題整備を

効率化のために，臨床工学技士国家試験の過去問を

入力することで，同じ内容を問う複数形式の問題を

自動生成する手法を提案した．予備評価で問題入力

には相応の時間を要することを確認した．提案機能

によって，問題入力者は国試形式による問題入力の

みでよく，入力コストを抑えることが可能になると

考えられる． 

提案機能の実装は，LMS のひとつである Moodle

を対象とし，容易に様々な LMS に対応できる利点

を有する LMS 外部ツールとして実装する．具体的

な実装方法については今後検討する． 
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図 1 提案する問題入力補助機能の概略 

 
図 2 国試形式および形式 Aの問題入力時間 
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確率の文章題における思考過程の分析 
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あらまし：数学の文章題についての学習者の思考過程を確率の分野を対象として調査した．学習者の文章

題に取り組む思考過程を変換，統合，プラン，実行の 4過程に分け，それぞれの過程に対応する問題を出

題し，考察を行った．調査の結果，文章題でつまずいているのか，確率の概念でつまずいているのか，あ

るいは両方かなどのパターン分けをすることができた．学習者の思考ごとの能力の差まで測ることは困

難であったが，各過程の能力にどのように取り組んでいるかが分かる特徴的な回答をしている学習者も

数名見られた．  

キーワード：数学文章題，確率，思考過程 

 

1. はじめに 

確率の問題は文章での出題が一般的である．その

ため文章題に苦手意識を感じている学習者は，確率

の問題にも苦手意識を持つことが多い．それと同時

に，確率の公式を導き出す過程に苦手意識を持って

いる学習者も多い．このように確率の問題に苦手意

識を持っている学習者は，文章題につまずいている

のか，確率の概念につまずいているのか，あるいは

両方かなど理解を妨げている原因が分かりにくい現

状が存在する．従って，学習者がどこの過程につま

ずいているのかを把握することが必要である． 

2. 対象とする思考過程 

本調査では学習者の文章題に取り組む思考を変換，

統合，プラン，実行の 4過程に分け調査を行った． 

変換・統合・プラン・実行の四過程は図 1 のよう

になっており，1 つ 1 つの過程が独立しないで一連

の流れとしてつながっている(2)～(5)． 

 

図 1 思考過程イメージ図 

変換過程は問題文の 1 文 1 文を理解する過程であ

る．1 文ごとに表現されている内容を理解するため

に，数学の事実に関する知識や言語知識を必要とす

る過程である． 

統合過程は 1 文 1 文のイメージを関係づけ，問題

についてのメンタルモデルを作り出す過程である．

ここでいうメンタルモデルとは「何がどのように作

用するかを考える」ことを指す． 

プラン化過程は解決方略のプランニングを行う過

程であり，式を組み立てる過程である． 

実行過程はプラン化過程で作られた数式を計算す

る過程である．ここでは，四則計算の実行に直接関

わる計算の手続き的知識が使用される． 

3. 実験 

本調査では，対象となる思考過程の関係性を調べ

るため，変換，統合，プラン，実行に対応する問題

を各 5問，確率以外の計算題を 10問の合計 30問出

題し，被験者(理科系大学の 3～4 年生 15 名)を対象

として数学の学力調査を行った．次に，問題に対し

てどのような意識で取り組んだかを調査するために

アンケートを配布し，回答させた． 

4. 結果と考察 

本調査の各課程の結果を表 1 に示す． 

理解・解決過程ともに良好なタイプⅠの学習者は

5 名であり，この学習者たちは全過程において優秀

な成績をおさめていた． 

理解・解決過程ともに不良なタイプⅣの学習者は

2 名であり，この学習者たちの解答用紙は空欄が多

かった．問題が難しく解くことができなかった際に，

解く努力をしたが解答に至らなかったのか，問題を

見て諦めてしまったかなどの判別にはヒアリングの

必要があると考えられる． 

理解過程のみ良好なタイプⅡの学習者は 4 名であ

り，この学習者たちの解答を見ると，2４を 8と解

答している箇所や，
6

36
を約分せずに解答している箇

所など確率の概念ではなく計算能力にも低い傾向も

見られた．タイプⅡの学習者のうち 1名の解答用紙
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を見ると，図 2 や 3のように，解答欄以外のスペー

スに統合過程に該当する図や表を作成しようという

意思が見られた．また，タイプⅡの学習者 Bは事後

アンケートの統合過程に関する「本調査の文章題を

解く際，イメージを頭の中で想像しながら行っ

た」，「本調査の文章題を解く際，イメージを絵や図

でかいたりした」という設問に対して，5段階評価

中 4番目の高い評価をしていて，統合過程に対して

の高い意識が見られた． 

解決過程のみ良好なタイプⅢの学習者は 2 名であ

った．2 名のうち 1 名の解答の一部を図 4 と 5 に示

す．この回答は正答から 1 つ解答が抜けている状態

である．これが，ケアレスミスなのか，誤答なのか

を判断することが出来ず，ヒアリングの追加が必要

である． 

特徴が見られなかったタイプⅤの学習者は 2 名で

あり，この学習者 2 名は各過程において平均的な点

数であり，解答やアンケートからも特徴的な部分は

見られなかった． 

5. 今後の課題 

本調査では四つの思考過程を理解，解決の二過程

に分けて調査を行った．しかし，二過程での調査で

は，正確な過程ごとの関係性まで測ることは困難で

あった．  

また，確率独自に対する思考を知ることも必要に

なってくる．学習者の回答が文章題全体によるもの

なのか，確率特有の回答なのかを，今後行う調査の

前に部類分けをすることで，確率につまずいている

のか，文章題につまずいているのかなどの内容を測

ることが出来ると考える． 

全体的な調査の正確性の向上のためにも，問題の

見直しやアンケートの改定など四つの思考過程に対

応した問題を作成する必要がある． 
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表 1 タイプ別の学習者の平均点 

 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

変換 4.0 4.0 3.0 2.0 4.0 

統合 4.5 3.0 2.5 1.5 3.3 

プラン 4.6 1.3 4.5 1.3 4.0 

実行 4.6 1.3 4.5 2.5 4.5 

平均 4.4 2.4 3.6 1.8 3.9 

計算力 3.7 3.5 3.0 1.3 4.0 

Ⅰ 理解・解決過程ともに良好な学習者 

Ⅱ 理解過程のみ良好な学習者 

Ⅲ 解決過程のみ良好な学習者 

Ⅳ 理解・解決過程ともに不良な学習者 

Ⅴ 特徴が見られなかった学習者 

 

図 2 学習者解答用紙抜粋Ⅰ 

  

図 3 学習者解答用紙抜粋Ⅱ 

 

図 4 学習者解答用紙抜粋Ⅲ 

 

図 5 学習者解答用紙抜粋Ⅳ 
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図の外化によるプログラム内容理解における学習者評価 
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あらまし：プログラミングの理解力向上を目的として学習者がプログラム全体の流れやイメージを図と

して外化する方法を考えた．使用したプログラム課題は雑誌の購読サイトをモデルしたものであり，記事

によって閲覧できるかどうかを判断するものである．いきなり図を描くことは困難なことから構文の意

味や役割，必要性とクラス間の関係，繋がりを意識させる支援課題を作成した．図を描く実験群と描かな

い統制群の合計 8人で比較を行った．両群の理解度に大きな違いはなかった．実験群は，図を外化できた

学習者とできなかった学習者に分かれ，外化できた学習者には理解度の向上が見られた． 

キーワード：プログラミング，外化，図，理解力向上，学習手法 

 

 

1. はじめに 

プログラミング学習をする上で重要なのは，その

内容を理解することである．しかし，学習者の中に

はプログラムの内容を理解したつもりとなっている

ことがある．この原因として構文 1 つ 1 つを単体で

しか理解できていなく，全体の流れを把握できてい

ないこと，それによって構文の役割をプログラム全

体の動作の流れと結び付け考えられていないことが

挙げられる．  

これを解消する方法として外化に着目した．外化

とは認知プロセスの途中で生み出される処理結果を

何らかの形で表すことを示す(1)．外化を行うことに

よって自身が考えていることが明確になり，問題を

解いていく上でヒントなる．本研究では，学習者に

プログラム全体の動作の流れを図として外化しても

らうことで内容理解の向上を図る． 

 

2. 学習目標 

本研究では，オブジェクト指向プログラミング

(OOP)の javaを学習対象とする．OOP のプログラム

を理解するためには，個々の構文だけではなく，ク

ラス間の関係性を理解することが必要となる．OOP

の理解に関して表 1 のようなプログラム内容理解

レベルを設定した．レベル 1 は，構文 1つ 1 つの意

味や役割，必要性をプログラム全体のイメージや動

作の流れと結び付けて考えることができない状態で

あり，レベル 4 は，構文の意味や役割，必要性とク

ラス間のやり取りと繋がり，がプログラム全体のイ

メージや動作の流れと結び付けて考えることができ，

実行結果がある程度予測できている状態である．本

研究では，学習者の理解がレベル 4 に到達すること

を目標とする． 

 

 

表 1 プログラム内容理解レベル 

レベル 1 
一つ一つの構文が何をしているかが分

かる 

レベル 2 
プログラム全体から見た構文の意味，

役割，必要性が分かる 

レベル 3 
クラス間，構文同士の繋がり，関係性

を理解し，正しく繋げることができる 

レべル 4 
全体としての構文の集合体を正しく繋

げて動かすことができる 

 

3. 学習手法 

3.1 内容理解レベルを上げる手法 

本研究では 2 章で述べた表 1 のレベルに沿って，

学習者の理解レベルを向上させることを目標とする．

そのために以下 3つの手法を適用する．  

1 つ目は学習者が考えているプログラムの全体の

イメージや動作の流れを図として外化してもらうこ

とである．外化は 2 回行うことを想定している．外

化に際しては，特に指示を出さず，学習者のプログ

ラムのイメージ図を描かせる．2 つ目は理解レベル

を上げる支援課題である．レベルごとに段階を踏ん

で出題し，学習者が 2 回目のときに図として外化で

きる状態にするための支援を行う．内容は構文の意

味や役割，クラス間の関係を問う問題である．3 つ

目は学習者の理解度を確認する理解度チェック問題

である．内容は実行結果の予測やソースコードの一

部を改変したプログラムの実行結果の予測，クラス

間でやり取りされているインスタンスや変数の中身

を問う問題となっている ． 

学習手法を行う手順としては最初にソースコード

を配布し，1 回目の外化を行う．その後，支援課題で

プログラムの内容を意識させ，2 回目の外化を行う．

最後に理解度チェック問題を行い学習者の内容理解
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度を確認する． 

3.2 問題の分類 

理解度チェック問題の各問について表 1 のレベ

ルと比較し，2種類の問題を作成した． 

1 つ目は，表 1 のレベル 2~レベル 3 相当の問題

で，部分的なプログラムの動作の流れが分かってい

れば答えが予測できる問題である．これを分類 1 と

する．2 つ目は表 1 のレベル 4 相当の問題で，プロ

グラムの動作の流れや内容を理解できていないと解

くのが難しい問題である．これを分類 2とする． 

3.3 評価基準 

2 回目に外化した図と，理解度チェック問題の解

答を評価した． 

図の評価基準は以下の 2点である． 

(1) メインクラスを中心として見たときの動作の

流れやロジックが正しいかどうか 

(2) メインクラスとサブクラスのやり取りや繋が

りが正しいかどうか 

理解度チェック問題は分類 1 と分類 2 の正答数を

比較した． 

 

4. 実験の構成 

図を描く実験群と描かない統制群で比較実験を行

った．統制群の学習を行う手順は図を外化すること

を除いたものとなる．事前問題を作成し，実験群と

統制群の能力が均等になるようにした．対象者は情

報系大学の学部 4年生 8人である． 

 

5. 実験結果 

実験を行った結果，実験群は図として外化できた

学習者 2 名とできなかった学習者 2 名に分かれ，正

答数に大きな差が出た．実験群の理解度チェック問

題の結果を表 2 に，学習者 C，Dが外化した図を図 

1，図 2に示す． 

C，D は図を外化できた学習者である．Cは分類 1

の問題と比べて分類 2 の正答数が多かった．これは

C の外化した図がプログラムのメインとなるロジッ

クを中心にした内容であり，このような図を描くこ

とによって理解度が向上し，レベル 4 に到達したの

ではないかと考える． 

一方，D は分類 1 の正答数が多かった．これは D

の図がCと比べてロジックに関わる内容が描かれて

いなかったため，理解度が向上せず，レベル 4 に到

達しなかったと考える． 

図を外化できなかった A，B はアンケート結果か

ら C，D との大きな違いとしてクラス間や構文同士

などのオブジェクト間の関係を意識していなことが

分かった． 

A は図を外化するときにプログラムの大まかな流

れしか意識できていないことが分かった．これは支

援課題で意図したことが意識できず，プログラムに

対するイメージがぼやけたままだったのではないか

と考えられる． 

一方，B は図を外化するときに何も意識していな

かった．これはプログラムのイメージが持てておら

ず，支援課題で意図したことを意識しようがなかっ

たのではないかと考えられる． 

 

表 2 実験群の理解度チェック問題の正答数 

 実験群 

学習者 A B C D 

分類 1 1 1 5 6 

分類 2 1 1 6 1 

合計 2 2 11 7 

 

 

図 1 学習者 C が外化した図の例 

 

 

図 2 学習者 D が外化した図の例 

 

6. 今後の課題 

今後の課題として，図を外化できなかった学習者

がでたこと，図を外化できたが本研究で想定してい

たレベルまで理解度の向上が見られなかった学習者

が出たことからこれらのことについて解決策を考え

ていく． 
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あらまし：大阪教育大学では，情報活用能力の育成と，それらを活用した学校教員としての指導力を養成

するために，平成 29 年度学部入学生よりノートパソコンの必携を行っている．学部新入生の入学後，当

該学生の所持端末の状況や，授業における大学生活の中での活用について調査を行った結果，ノートパソ

コンの必携を実施し，情報端末の活用機会が増えたことが確認された．また，必携実施にともなう問題点

も明らかになった．本稿では，ノートパソコン必携 2年目の取り組みについて報告を行う． 

 

キーワード：モバイル，BYOD，ノートパソコン必携 

 

 

1. はじめに 

大阪教育大学（以下，本学）では，豊かな教養と

広い視野を有し，教育現場を担える人材を輩出する

ポリシーのもと，学生の ICT 利活用能力の向上を目

指すべく，2015 年からノートパソコン（以下，PC）

の必携についての議論を重ね，2017 年度の学部入学

生から PC必携を行っている（1）．本稿では，PC必携

2 年目の新入生に対して実施した，PC必携に関する

意識調査およびその考察について述べる． 

 

2. PC必携実施の過程 

 2015 年 4 月に，本学学長からの情報端末の必携

化に対する諮問があり，法人設置の情報メディア基

盤委員会で検討を行った．既に必携化を実施してい

る，主に教員養成学部の大学へ訪問をしたり，学内

でのアンケートを実施したりした．2015年度 8月に

実施した学内アンケートでは教職員・在学生を対象

とした（回収数：教職員 116，学生 897）．コンピュ

ータ必携に対する賛否について，教職員の 54%，学

生の 55%から前向きな賛成，教職員の 22%，学生の

33%からは反対の意見を得た．賛成意見では，「便利」

「今後不可欠」「個人所有できるメリット」が主な意

見として挙げられる一方，反対意見では「金銭面」

に対する不安が挙げられた． 

調査やアンケートをもとに，更に検討を深め，2017

年度から情報端末の必携化が実施される運びとなっ

た．2018 年度の必携情報端末の仕様概略は以下のと

おりである． 

• ネットワーク：Wi-Fi で接続可能 

• バッテリ：5 時間以上（8時間以上推奨） 

• ハードウェアキーボードを有する 

• OS：Windows 8.1 later OS X 10.10 later 

  （Macは10.13にアップデート可能なこと） 

• Office：Word, Excel, PowerPoint 相当 

• セキュリティ：定義の自動更新が可能 

3. 新入生が持参する情報端末 

入学者への案内は，入学募集要項で言及し，合格

通知書に必携化の案内を同封した．機種の問い合わ

せについて，十数件の問い合わせがあったものの，

大きな混乱はなかった．また，FAQ 対応として本学

情報処理センター内に専用の Web ページを開設し，

対応をはかった． 

 新入生が持参した PC の仕様については，ノート

パソコン点検届を記入してもらい，本学 ICT 教育支

援ルームにて集計を実施した．2018 年 5 月 31 日ま

でに回収できた 920 件のノートパソコン点検届（新

入生全体=940 名，回収率 97.9%）の集計内容から，

いくつかのデータを紹介する． 

 

 
図 1 必携端末の機器メーカー内訳（台） 

 

2018 年度の新入生における必携端末の機器メー

カーの内訳について，図 1 に示す．本学の大学生協

で取り扱っている端末メーカーが 1 社存在し，その

メーカーが全体の半数近くを占めている．なお，同

メーカーの端末 455 台のうち，生協 PC は 382 台で
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あり，すべてが生協 PC というわけではなく，73 台

は別の方法で入手していることが確認できる． 

 また，所持端末のオペレーティングシステム（OS）

の内訳を図 2に示す．必携の仕様から，Windows 端

末もしくはMac端末の複数種類を認める方針ではあ

るものの，87%が Windows 端末を所持する結果とな

った．一部，ある特定の OS 端末を推奨する専攻が

あった．ただし，あくまでも専攻からの「推奨」で

あるため，完全に各専攻が希望する端末環境は実現

できていない．また，Windows OS 端末の所有者の

中には僅かではあるが，仕様を満たしていない

Windows 7 端末を所持する者も確認された． 

 
図 2 必携端末の OS内訳（台） 

 

 次に，端末の購入値段帯について，図 3 に示す．

新入生のうち 534 名（58%）が 15-20 万円の値段帯

の端末を所持していることがわかる．このうち，生

協 PC（18万円程度）が 382 名である． 

 
図 3 必携端末の購入値段帯の内訳（万円） 

 

必携端末の購入時期について，図 4 に示す．ほと

んどの新入生は年度が変わる 3 月，4 月に準備を行

っていることがわかる．なお，生協 PCについては，

受け渡しを兼ねたセットアップ講習会を 2018 年 4

月 2日～4日の間に実施している． 

 

 
図 4 必携端末の購入時期 

 既に所有している PC の持ち込みをある程度認め

る仕様ではあったものの，図 4 から，88%の新入生

が何かしらの形で PC を新規で購入していることが

伺える． 

Office 環境の導入については，マイクロソフト社

の Word, Excel, PowerPoint 相当が利用できれば良い

としている．2017 年度には，生協 PC に Microsoft 

Office をバンドルせずに，ウチダの学割 Office（2）の

導入を案内した．Office インストールの作業工数が

相当数かかり，本学 ICT 教育支援ルームへの問い合

わせが相当数発生したことから，QA 対応の負荷を

下げるため，2018年度には Microsoft Office をバンド

ルした生協 PC の販売とした．導入状況を表 1 に示

す． 

 

表 1 ウチダの学割 Office の導入状況（件） 
 2017年度 2018年度 

ウチダ Office購入数 494 112 

ウチダ Office導入支援対応件数 123 6 

 

4. 学生の利用状況 

 2017 年度に引き続き，必携端末利用者に対する

PC必携に関するアンケートを実施した．1 年次必修

科目である ICT 基礎 aで実施した（2018 年 5月末～

6 月初旬に実施）．アンケートの中で，必携 PC は毎

日持参するのではなく，必要な授業時にのみ持参す

る者（週 2-3 日程度）が多いことがわかった．これ

は，授業担当者が PC 持参を指定している場合に，

受講生が PC持参を義務であると認識している反面，

それ以外の授業では不要であることが伺える． 

 図 5 に，入学して 2 ヶ月経過した時点での必携制

度に対する是非を問うた結果を示す．PCを授業内で

活用する機会が 2017年度に比べてやや増え，全体と

して，肯定的な意見が増えたことが確認できる． 

 

 
図 5 必携制度に対する是非（2017年度・2018年度） 

 

5. 今後の課題 

 PC必携 2年目が開始され，学内に個人所有 PCが

当たり前にある状態に段々と移りつつある．あらゆ

る情報にアクセスできて便利な反面，利用者からの

声として，依然として「Wi-Fi が接続できない区域」，

「充電箇所の確保」，「さらなる授業での活用」を望

む声は多い．授業をはじめとする様々な利用シーン

を，学生，教職員それぞれに提案し，学生の ICT 利

活用能力の向上を支援するように努める．  
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他者との相互作用を重視したキャリア教育科目 

のデザインのための相互評価学習の試行 
 

Trial of Peer Assessment Learning for Career Education Course  
with an Emphasis on Interaction between Learners 

 

桑原 千幸* 

Chiyuki KUWAHARA* 

*京都文教短期大学 

*Kyoto Bunkyo Junior College 
Email: ckuwahara@po.kbu.ac.jp 

 

あらまし：短期大学の初年次キャリア教育科目において，他者との相互作用を重視したキャリア教育科目

をデザインするために，Moodle を用いて 2 種類の相互評価学習を試行した．実践後の受講生のアンケー

ト調査から，匿名の課題を相互評価する群（匿名群）よりも氏名を表示した課題に対して相互評価を行う

群（実名群）のほうが，他者から評価を受けることについてやりがいを感じていることがわかった．自分

とは異なる他者の考えを知ることの意義や楽しさに関しては，匿名群，実名群ともに肯定的であった．相

互評価学習システムについては，匿名群のほうが使いやすいと回答した．評価対象者の実名／匿名につい

ては，実名群のほうがどちらでもよいと答えた割合が多かった． 

キーワード：キャリア教育，相互評価学習，Moodle，ARCS モデル，デザイン研究 

 

 

1. はじめに 

キャリア教育の目的の一つは，他者との相互作用

の中で自己理解を深め，主体的なキャリア形成能力

を育成することである．筆者はこれまで，短期大学

初年次にキャリア意識と進路選択自己効力を高める

ことを目的として，進路選択課題に関わる相互評価

学習を中心とした授業を設計し，Moodle を活用した

相互評価学習が進路選択自己効力の向上に有効であ

ることを明らかにした（1）．しかしながら，相互評価

学習の実施は全体のうちの一部の回のみであり，授

業全体を通じて活発な相互コメントを促すコミュニ

ティづくりや足場かけの検討が必要であることが分

かった．また，多様な学生が受講する非同期 eラー

ニング形式の科目において同様の実践を行ったとこ

ろ，授業全体を通じた相互コメント学習により，他

者を評価することが自らの学びやキャリア意識の向

上に役立ったという意見が得られた（2）． 

そこで本研究では，既存の相互評価学習実践モデ

ルを発展させ，他者との相互作用をさらに重視した

キャリア教育科目をデザインするために，Moodle を

用いて 2 種類の相互評価学習を試行し，実践後の受

講生のアンケート調査をもとに，相互評価学習方法

と相互評価学習システムについて検討する． 

 

2. 方法 

2.1 対象 

私立短期大学において，2018 年度前期に 1 年次選

択科目として開講されたキャリア教育科目「キャリ

ア形成論」 2 クラスの受講者 75 名を対象とした．2

クラスともに，家政系学科，栄養士養成，幼児教育，

の 3 つの専門分野の学生が混在したクラスである． 

2.2 授業設計と相互評価学習方法の概要 

短期大学初年次にキャリア意識と進路選択自己効

力を高めることを目的として，キャリアプラン作成

という進路選択課題を中心とした授業を設計した．

第 1 回～10 回は，キャリアプラン作成に必要となる

社会状況についての知識習得や自己理解を目的とし

た講義・演習を行い，第 11 回～15 回でキャリアプ

ラン作成・発表とそれに関わる相互評価学習を行う． 

第 1 回～10 回のうちの 2 回の講義について，授業

の最後のリフレクション課題を LMS に提出し，次

回の授業で他の学習者の課題を閲覧・評価する相互

評価学習を行った．課題提出，相互評価学習には

Moodle を用いた．2 クラスのうち，一方はデータベ

ースモジュールに匿名で課題を提出し，匿名での相

互評価を行った．もう一つのクラスは，フォーラム

モジュールに各人が氏名を表示して 1 件のディスカ

ッションとして課題を提出し，投稿内容を匿名で相

互評価した．以下，本稿では前者を匿名群，後者を

実名群と表記する．評価の対象は，両群とも「お互

い様効果」を考慮せず，教員が一人あたり 5～7 件を

ランダムに割り当てた．評価尺度については，両群

ともに「いいね」「なるほど」「読んだよ」の 3 段階

でコンボボックスから選択する方法を採った．相互

評価学習方法の違いを表 1 に示す． 

表 1 相互評価学習方法の比較 

 匿名群（N=36） 実名群（N=39） 

Moodle 

モジュール 
データベース フォーラム 

投稿者氏名 匿名 実名 

評価者氏名 匿名 匿名 
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2.3 調査方法 

2回の相互評価学習終了後に Googleフォームで調

査を行った．有効回答数は匿名群 33 件，実名群 38

件の計 71 件であった．相互評価学習に対する動機づ

けの把握を目的として，ARCS モデル(3)を参考に 12

項目（5 件法）を作成し，各項目について，「まった

くそう思わない」を 1 点，「そう思う」を 5 点として

得点化した．また，評価対象となる課題の投稿者氏

名表示／非表示の好み，システムの使いやすさ（5 件

法），相互評価学習方法およびシステムについての任

意の自由記述についても同時に回答を求めた． 

 

3. 結果 

3.1 相互評価学習課題に対する動機づけについて 

相互評価学習における，他の学生の意見を読むこ

と，他の学生から評価されることに対する動機づけ

に関する質問項目について，各群の回答平均値（標

準偏差）を算出し，対応なしの t 検定を行った結果

を表 2 に示す．「他の学生から意見を評価されること

はやりがいがあった」という設問のみ，実名群のほ

うが優位に高かった（t(69)=-2.177,  p<.05）． 

また，自由記述からは，匿名群，実名群ともに，

自分とは異なる他者の考えを知ることの意義や楽し

さに関する意見が多数得られた． 

3.2 システムの使いやすさ 

システムの使いやすさについて 5 段階で評価した

結果の平均値は，匿名群が 3.91（SD 0.15），実名群が

3.34（SD 0.21）であり，t 検定を行ったところ，デー

タベースモジュールを利用した匿名群の方が優位に

高かった（t (64.574)=2.231, p<.05）． 

3.3 評価の実名／匿名について 

相互評価学習の実施において，評価対象となる課

題の投稿者氏名の表示／非表示についての好みを尋

ねた結果を表 3 に示す．匿名群／実名群によって好

みに差があるかを検討するため，期待度数が少ない

「氏名を表示」の列を除外して，カイ 2 乗検定を行

ったところ有意差が認められた（χ 2(2)=15.178,  

p<.01）．残差分析から，実名群のほうが匿名群より

も「どちらでもよい」と回答した割合が多かったこ

とが明らかになった． 

表 3 投稿者氏名の表示についてのクロス集計 

クラス 匿名 氏名を表示 
どちらでも

よい 

匿名群 27 0 6 

実名群 14 3 21 

 

4. まとめ 

他者との相互作用を重視したキャリア教育科目を

デザインするために，Moodle を用いて課題提出が匿

名／実名の 2 種類の相互評価学習を実践した結果，

以下のことが明らかになった． 

 実名群のほうが，他の学生から評価を受ける

ことにやりがいを感じている． 

 Moodle のフォーラムモジュールよりも，デー

タベースモジュールを使った群のほうが，シ

ステムの使いやすさについて肯定的である． 

 評価対象者の氏名表示について，実名を望む

ものは両群ともに少ないが，実名群のほうが

どちらでもよいと答えた割合が多い． 

今後は，相互評価学習方法と進路選択自己効力

の変化との関連を調査し，他者との相互作用を重

視したキャリア教育科目のデザインを検討してい

きたい． 
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(* p <.05)

匿名群 実名群

(N =33) (N =38)
 面白かった(A) 4.30(0.81) 4.50(0.65)

 やりがいがあった(R) 4.00(0.61) 4.11(0.56)

 自分の考えに影響を与えた(R) 4.33(0.92) 4.13(0.93)

 相手のためになる評価ができた(C) 4.06(0.79) 4.00(0.57)

 やってよかった(S) 4.33(0.78) 4.32(0.62)

 今後もやってみたい(S) 3.91(0.95) 3.89(0.86)

 面白かった 4.18(0.73) 4.18(0.65)

 やりがいがあった 3.94(0.61) 4.24(0.54) *
 自分の課題の内容に影響を与えた(R) 3.97(0.98) 3.84(0.79)

 自分ができたことを認めてもらえた(C) 4.03(0.85) 3.87(0.74)

 やってよかった(S) 4.21(0.74) 4.16(0.72)

 今後もやってみたい(S) 3.82(0.92) 3.74(0.72)

※各セルは，平均値（SD)を示す

t検定質問項目

他の学生の
意見を読むこと

他の学生から
評価されること

表 2 相互評価学習に対する動機づけ 
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アルゴリズムの特徴理解を促す 

アルゴリズムアニメーションと学習課題の分析 
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あらまし：アルゴリズムアニメーションはアルゴリズムの動的な振舞いを学習者に伝えやすいというメリ

ットがある．しかし，アルゴリズムの特徴を理解させるためには不十分な場合がある．本研究では文字列

検索アルゴリズムのボイヤー・ムーア法のアニメーションを開発し，さらに特徴理解を促すための学習課

題を取り入れた．具体的には，他のアルゴリズムの動作と比較させること，特徴が顕著にあらわれる文字

列の動作を確認させることと考えた．実験結果からアニメーションや学習課題について分析を行い，今後

の課題の明確化を行った． 

キーワード:アルゴリズムアニメーション，アルゴリズム学習，特徴理解，文字列検索 

 

 

1. はじめに 

アルゴリズムアニメーションとは，データ構造な

どを視覚的に表現して，それらを動的に変化させる

ことにより，アルゴリズムの動作を直感的に学習者

に伝えようとするものである．アニメーションの利

点として教科書中の文章による解説や静的な図形に

よる解説では理解することが難しいアルゴリズムの

動的な振舞いを学習者に伝えやすい点が挙げられる
(1)．しかし，時間計算量やアルゴリズムの効率など

の見た目だけでは伝えられないものは理解させるこ

とが難しい場合がある．本研究では文字列検索アル

ゴリズムのボイヤー・ムーア法（以下 BM法）を対

象として，アルゴリズムアニメーションを開発し，

さらに特徴理解を促す学習課題を取り入れ．具体的

には，他の文字列検索アルゴリズムの動作と比較さ

せること，入力機能を用いて特徴が顕著にあらわれ

る文字列の動作を確認させることを課題とする． 

 

2. 学習課題 

 BM 法の特徴理解を促す学習課題について説明す

る．学習者に理解させる BM 法の特徴(2)を表 1 に示

す． 

2.1 他の文字列検索アルゴリズムとの比較 

BM 法の他に力まかせ法，クヌース・モーリス・

プラット法のアニメーションを実装した．これらの

文字列検索アルゴリズムと BM法との違いはパター

ンの先頭から照合することや不一致情報を利用しな

いことである(1)．学習者は同じ文字列に対して，そ

れぞれの文字列検索アルゴリズムのアニメーション

を確認することで BM法の特徴や実際の文書処理で

実用的であると気づかせることができると考えた． 

2.2 特定の文字列の動作確認 

BM 法の特徴が顕著にあらわれる文字列を 2 種類

用意した．用意した文字列を表 2に示す．「aaaaaaaaa」

「baa」は最大時間計算量の文字列，「This is an apple」

「apple」は平均的な時間計算量の文字列である．学

習者は最低限この文字列のアニメーションを確認す

る．これらの文字列のアニメーションを確認するこ

とによって時間計算量や実際の文書処理で実用的で

あると気づかせることができると考えた． 

   

表 1 理解させる BM法の特徴 

パターンの末尾から照合 

不一致情報をもとに，何文字ずらすかを決定 

実際の文書処理等において，実用的である 

最大時間計算量 O（mn） 

平均的な時間計算量 O（m/n） 

m:テキストの長さ，ｎ:パターンの長さ 

 

表 2 用意した文字列 

テキスト パターン 

aaaaaaaaa baa 

This is an apple apple 

 

3. アニメーション教材について 

アニメーション教材について説明する．アニメー

ション教材はブラウザ上で動作するものとした．ア

ニメーション教材の全体図を図 1 に，出力結果を 

図 2 に示す．アニメーションは照合するごとにテキ

ストの照合位置が緑色に変化していき．不一致とな

った場合は照合位置が赤色に変化し，次の照合位置

にパターンをずらすという動作をする． 
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図 1 アニメーション教材の全体図 

 

 
図 2 結果の説明 

 

4. 実験について 

4.1 実験概要 

本研究では，学習者に BM法に関する問題を出題

し，BM 法の動作を示した静的な図を参照した場合

の解答と，アニメーション教材および特徴理解を促

す学習課題を用いた場合の解答を比較して，学習方

法が有効であるかを検証する．またアンケートを実

施し，BM 法の特徴の理解度や実装してほしい機能

や改善点について調査を行う． 

実験は情報系学科 4年生 4 人に対して行った．実

験期間は 1週間とし， 実験中は他の被験者との相談

およびインターネットの閲覧は禁止とした． 

4.2 実験の流れ 

実験は以下の手順で行った． 

(ア) 文字列検索アルゴリズムの動作を示した図を

参照しながら問題に取り組む．（事前問題） 

(イ) アニメーション教材および学習課題の操作を

行い，問題に取り組む．（事後問題）問題の内

容は事前問題と同じである． 

(ウ) アンケートへの回答 

以上の作業が完了したら実験終了である． 

 

 

5. 実験結果 

 事前・事後問題の結果を表 3に示す．問 1,問 2 で

は時間計算量以外の特徴に関する問題，問 3,問 4 で

は時間計算量に関する問題を出題した．評価方法は

〇，△，×の 3 段階評価とした．未回答や的外れな

解答は×，抽象的な解答や不足している解答は△，

具体的な解答は〇とする． 

 事前と事後問題の実験結果を比較すると大半の学

習者の解答に改善が見られた．特に問 3，問 4 にお

いては事前問題では×の解答が目立っていたが，事

後問題では大半の解答に改善が見られた． 

 アンケートの結果としては「アニメーションを見

ることで直感的に理解」や「最悪の場合の時間計算

量はアニメーションで見ることによって理解できた」

などのアニメーションを実際に見ることで理解でき

たという回答が見られた．また，「遅い理由，早い理

由がテキスト量とパターンによって変わるという事

が分かったが，文章にするのが難しいと感じた」や

「一般的な時間計算量では，説明をするのは難しい」

などの時間計算量がなぜそうなるのかを文章にする

ことが難しいという回答が見られた． 

 

表 3 事前・事後問題の結果 

 
 

6. アニメーションと学習課題の分析 

 実験結果およびアンケート結果をもとに，アニメ

ーションと学習課題について分析を行った．アニメ

ーションについては学習者の入力した文字列や検索

方法を保存するためにデータベースと連携させる必

要があること，また時間計算量の曖昧な理解に繋が

る可能性のあるアニメーションの表面的な速さを注

視させないように，アルゴリズムの段階的な表示が

必要であると考えた．学習課題については不充分な

学習内容や学習者の操作の不足，学習者の既有知識

を考慮しなかったことなどが時間計算量の曖昧な理

解に繋がってしまったではないかと考えた．そのた

め学習課題の内容や組み立てをどのようにするのか

を考える必要がある． 
 

参考文献 
(1) 古川勝康，井上勝行，魚井宏高，首藤勝:“制御の流

れに重点をおいてアルゴリズム学習を支援するシス

テ ム の 構 想 ”， 電 子 情 報 通 信 学 会 技 術 報

告,pp159-166(1997-03-15) 

(2) 大森克志，木村春彦，広瀬貞樹:“アルゴリズムの基

礎”(1997) 

問題番号 事前 事後 事前 事後 事前 事後 事前 事後
〇 〇 △ 〇 △ 〇 △ 〇
× △ △ 〇 △ 〇 △ △
× 〇 × △ × 〇 × △
〇 〇 × 〇 × 〇 〇 〇

問1
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機械学習による学習者の理解度推定 
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あらまし：現在大学では学生の学力の低下が課題となり，教員は学生のつまずきを把握し，それに併せた

学習支援を行うことが必要となっている．そこで本稿では，大学で従来から活用されているリアクション

ペーパーや授業アンケート，小テスト，試験などの情報をもとに，機械学習を用いて学習者の理解度の推

定を試みる．理解が不十分な学生を早い段階から客観的に把握することができれば，最適な学習指導を促

すことが可能になると考える． 
キーワード：データマイニング，学習分析，機械学習，リアクションペーパー 

 
1. はじめに 

大学生の学力の低下が問題となり，近年リメディ

アル教育を導入する大学が増えてきている．そのた

め，従来の講義では理解ができない学生も増えてお

り，教員は学生のつまずきを把握し，それに併せた

学習支援を行う必要性が求められている．一方，教

育情報のビッグデータ化に伴い，学習履歴と学習者

の行動を分析することで，学習の質の向上をはかる

研究も進んでいる． 
そこで本稿では，大学で従来から活用されている

リアクションペーパーや授業アンケート，小テスト，

試験の点数などの情報をもとに，機械学習を用いて

学習者の理解度の推定を試みる．従来から大学の講

義で活用されているデータから，学生の成績を推定

することができれば，講義を進めていく過程の中で

理解が不十分な学生を客観的に把握することが可能

となり，学習指導の改善に繋げることができる． 
 

2. 先行研究 

東(1)は，カリフォルニア大学バークレー校で実施

された Minute Paper(2)をベースとした「学習の振り返

りシート」を用い，大学生の授業に関する自由記述

と学生自身による理解度と予備知識に関する主観的

評価から学生の理解度と関連の強い要因を分析した．

授業ごとの自由記述に関しては，「軽い振り返り」「深

い振り返り」など 7 つのタグ付けを行い，定期試験

の点数との関連分析を行った．分析の結果，「深い振

り返り」に弱い正の相関(r=0.314, p<.05)は見られた

ものの，定期試験の結果に強く影響を及ぼす要因を

見つけることはできなかった． 
そこで本稿では，学生の理解度と関連のある要因

を探るのではなく，理解度の低い学生と関連のある

要因を分析し，学習データから成績不良の学生を推

定する問題を考える． 
  

3. 機械学習による成績の推定 

3.1 学習データの説明 

本稿では，先行研究で用いた学生 66 名分の学習の

振り返り(自由記述)，理解度と予備知識度合の 5 段

階アンケートの結果，小テストの点数，及び定期試

験の点数を分析データとして使用した． 
目的変数には定期試験の点数を使用した．説明変

数には次の 13 変数を用いた．授業毎の(a1)小テスト

の点数，(a2)理解度，(a3)予備知識度の 3 つの変数．

学習の振り返りの自由記述文章における(b1)専門用

語の平均出現頻度，(b2)文字数の平均の 2つの変数．

さらに振り返り文章にタグ付した(c1)深い振り返り，

(c2)軽い振り返り，(c3)質問，(c4)感想，(c5)一言，(c6)
要望，(c7)疑問，(c8)授業内容のみ，の 8 つの平均出

現回数を説明変数とした． 

3.2 変数間の相関関係 

 13 の説明変数に目的変数を加えた 14 種類の変数

に対し，相関行列を作成し，変数間の相関関係を調

べた． 
その結果，目的変数と最も相関が高かった変数は

(c5)一言(r=-0.47)，次いで(c4)感想(r=-0.43)であった． 
説明変数間では，(b2)文字数の平均と(c1)深い振り

返り (r=0.856)， (b1)専門用語と (c1)深い振り返り

(r=0.803)が高い相関を示した．いくつかの変数間で

高い相関はみられたが，本稿では成績不良の学生を

推定することを目的とするため，全ての変数をその

まま予測モデルの変数として扱うことにした． 

3.3 推定アルゴリズム 

教師あり学習でクラス分類ができる 7 つの機械学

習のアルゴリズムを用い，成績の推定を行った．本

稿では，主に成績不良の学生を推定することを目的

としているため，目的変数である定期試験の点数（平

均値：58.7，SD：18.7）を 2 つのカテゴリ（60 点以

上：問題なし，60 未満：問題あり）に分類し，バイ

ナリデータとして扱った． 
推定結果の評価には，前節で挙げた学生のデータ

を学習データとモデル評価を行うテストデータに分

割し，推定結果の妥当性の検証を行う交差検証を用
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いた． 

3.4 各アルゴリズムによる推定精度 

それぞれの機械学習アルゴリズムによる推定精度

(F 値)を表 1 に示す．7 つの中で，Random Forest で
成績を推定したときの精度が 53.3%と最も高かった

ため，本稿では Random Forest による分析結果をも

とに考察を行った． 
表 1 成績推定における精度（F 値） 

アルゴリズム名 精度 

Naive Bayes 42.9% 

Generalized Linear Model 30.8% 

Logistic Regression 30.8% 

Deep Learning 40.0% 

Decision Tree 40.0% 

Random Forest 53.3% 

Gradient Boosted Trees 30.8% 

 

3.4 Random Forest による分析 

Random Forest とは複数の決定木の結果をあわせ

て，識別，回帰，分類を行うアンサンブル学習であ

る．本稿では，ランダムサンプリングする説明変数

の数（木の深さ）を 4，木の数を 100 として予測を

行った．構築された予測モデルにおける説明変数の

重要度を表 2 に示す．ただし，各変数の重要度は最

大値の変数を 1 として相対化したものである． 
表 2 説明変数の重要度 

説明変数 重要度 

(b1) 専門用語の平均出現頻度 1.00 

(c4) 感想 0.93 

(c1) 深い振り返り 0.77 

(c7) 疑問 0.70 

(c6) 要望 0.68 

(b2) 文字数の平均 0.66 

(c5) 一言 0.60 

(c3) 質問 0.45 

(a2) 理解度 0.38 

(a1) 小テストの点数 0.27 

(c2) 軽い振り返り 0.17 

(c8) 授業内容のみ 0.01 

(a3) 予備知識度 0.01 

 
表 2 より，成績を推定するにあたり(b1)専門用語

の出現頻度が最も重要度が高く，次いで(c4)感想，

(c1)深い振り返りの影響が高いことがわかった．学

生の主観評価である(a2)理解度や(a3)予備知識度は，

さほど成績の推定に影響を及ぼしていない結果とな

った． 
さらに成績が「問題あり」の学生を決定する際の

影響度の高い説明変数を調べた．その結果を図 1 に

示す．成績「問題あり」に正の影響を及ぼしている

変数は，(c4)感想と(c2) 軽い振り返りであった．す

なわち，振り返り文の内容が「感想」または「軽い

振り返り」に分類された回数が多かった学生ほど，

成績が悪かったことを示している． 
 

 
図 1 成績「問題あり」に対する説明変数の重要度 

 
一方， (b2) 文字数の平均は負の影響度が最も高

くなっていることから，振り返り文章の文字数が多

い学生ほど成績が悪くないといえる．また， (b1) 専
門用語に関しても成績「問題あり」に対して負の影

響があることがわかった． 
 

4. おわりに 

本稿では，機械学習アルゴリズムを用いて大学生

の成績の推定を行った．推定精度が最も高かった

Random Forest による分析の結果，学習の振り返りに

おいて「文字数」や「専門用語」が少なく，「感想」

が多い学生ほど，成績が「問題あり」になることが

わかった．一方，「文字数」や「専門用語」が多く，

「疑問」が多い学生ほど成績は「問題なし」であっ

た． 
今後の課題としては，予測精度を向上させるため

にデータ数を増やすことが考えられる．また，学習

者の自由記述の文章を，どの視点から分類をすれば

学習者の特徴を最も表す分類になるのかを再検討す

る必要がある．本稿で用いた分類は，KHcoder(3)のコ

ーディングルールに基づいたものであったが，先行

研究(4)(5)にみられるような別の分類法も検討する必

要がある． 
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全盲と弱視を同一の教材で対応し、盲ろうにも対応する学習支援システム 
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あらまし：本研究は、全盲と弱視という学習メディアの異なる視覚障害を有する学生らが、同一の教材で

学習を行うための教育支援システムと学習環境の整備に関するものである。従来、全盲は点字、弱視は拡

大文字と言った別々の学習メディアが用意され、全盲と弱視を同時に教育するには、各々に対応した教材

を用意する必要があった。そのため、教師側の負担は大きく、教材作成に多くの時間が必要である。特に

点字は話し言葉で、一般文書の書き言葉から変換すると、誤変換等の問題があった。また、弱視の見え方

は様々で、個々の障害に対応するため、様々な補償機器を組合せる必要がある。そこで、様々な情報機器

などを活用し、１つの教材で全盲と弱視という学習メディアの異なる視覚障害者に対応できれば、新たな

展開が期待される。また、このシステムは、盲ろうという、目と耳の両方とも不自由な学生に対しても対

応可能であることが示唆された。 

キーワード：家庭学習，電子教科書，電子黒板，視覚障害 

 

 

1. はじめに 

視覚障害者が利用する学習メディアは全盲と弱視

で異なり、全盲は点字を利用し、弱視は拡大文字を

利用する。更に弱視は、視覚障害の状況が個々に異

なるため、拡大文字の大きさや字形も様々であり、

さらにルーペや拡大読書器のような補償機器を併用

する場合も多い。 

一方、中途失明者等は、点字の読み書きの習得に

多大の時間が必要なため、点字での学習が困難とな

り、点字ではなく音声を利用した学習となる。実際、

中途失明者が多く在籍する視力障害センター等では、

音声教材だけで学習できるように工夫している。つ

まり、視覚障害者の学習メディアとしては、点字・

拡大文字・音声の三種類の教材が混在している。 

これを教員側から考えると、学習者の要求に従っ

て、点字・拡大文字・音声の三種類の学習メディア

を用意する必要があるということである。また、拡

大文字の場合は、学習者の状況により様々な文字サ

イズを用意する必要がある。教室で、教員が「教科

書の 5 ページを開いて下さい」と言っても、点字・

拡大文字・音声の各教材では、開くページが異なる

ため、「点字は、16 ページ。12 ポイントの文字は 5

ページ。18ポイントの拡大文字は、12ページ。音声

は、8 番目の初めから」と言うように、教材ごとに参

照頁を指定しなければならない。 

これをもしも、情報機器を活用し、リアルタイム

で各々の障害補償を行い、１つの教材から、三種類

の学習メディアに対応し、さらに弱視の個別対応も

可能であるならば、このような問題は解決する。さ

らに、教材作成にかかる時間を生徒の学習理解度の

把握に当てることが出来るため、最適な学習教材を

提供することが可能になるであろう。さらに、この

システムを活用することにより、全盲と弱視を一つ

の教材で教育することが可能な画期的なものとすべ

く、盲学校等での学校でも利用可能なように、教授

方法の改善や実証実験も含めて検証を進めていく。 

 

2. 視覚障害者の利用する教材 

視覚障害者の利用する教材は 4つに大別される。 

①点字：主として全盲が利用 

②拡大文字：中度・重度弱視など 

③普通文字：軽度弱視など 

④音声教科書：重度弱視・全盲など(DAISY 等) 

 

通常、教材作製を行う場合は、最初、③の普通文

字教材を作製する。②の拡大文字は普通文字のフォ

ントサイズを変更して作製する。①の点字は普通文

字を点訳ソフトで点字に変換し、変換ミスを修正す

る。④の音声教科書は、普通文字を合成音声ソフト

で読ませて録音し、音声ファイル化する。つまり、

普通文字を基準にそれぞれのメディアに変換する。 

変換されたメディアは、それぞれの出力形式に従

って、パソコンから出力することが可能である。例

えば、パソコン上で、普通文字を点字に変換して、

1 行だけ点字に出力できる、点字ディスプレイを利

用すると、点字出力が可能となる。 

また、合成音声ソフトを利用すると、画面の普通

文字を合成音声で読み上げることができる。さらに、

パソコンのディスプレイをタッチディスプレイに交

換すると、指の操作で、画面を拡大・縮小すること

が可能となる。 
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これらの機能をもしリアルタイムで変換出来たら、

同時に様々な障害を持つ視覚障害者に対応できる可

能性がある。つまり、3 つの変換を同時に行うこと

ができればよい。 

 

普通文字 → 点訳 → 点字 → 点字ディスプレイ 

→ 拡大処理 → タッチディススレイ出力 

→ 合成音声 → 音声出力 

 

最大の問題は、これらの処理がリアルタイムで行

うことが技術的に可能かどうかである。そこで、今

回の研究では、その問題の検証を行うこととした。 

 

3. 3つの教材をリアルタイムに出力する端末 

普通文字を点字に変換し、点字ディスプレイで出

力する方法や、合成音声を利用して出力する方法は

以前にも報告してきた[1]。また、画面を拡大したり、

電子黒板の文字を手元に出力して大きくしたりする

手元型電子黒板なども報告した[2]。さらに、電子教

科書と電子黒板を利用して、点字と音声を同時に利

用するシステムも報告した[3]。しかし、画面拡大も

含めて、3 つの教材を同時にしかもリアルタイムに

利用することは、技術的な困難を伴う[4]。 

そこで、端末のスペックも含めて、検証を行うた

めにノートタイプとデスクトップタイプを試作した。 

ノート型・デスクトップ型ともディスプレイは、

タッチタイプ式である。指先で操作が可能なように

工夫した。また、両者ともに点字ディスプレイを標

準装備とし、画面読み合成音声も装備した。図 1 に

試作機のイメージ図を示す。 

 

 
図 1 ノート型とデスクトップ型の試作機イメージ 

 

 この試作機で、様々な技術的問題の検証を行った。 

 

4. 盲ろうとは 

盲ろうとは、目も耳も不自由な状態を言うが、状

況に応じて次の 4種類に大別できる。 

1) 全盲ろう（全く見えず、全く聞こえず） 

2) 盲難聴（全く見えず、難聴） 

3) 弱視ろう（弱視、全く聞こえず） 

4) 弱視難聴（弱視、難聴） 

 

また、盲とろうの障害により４つに分類される。 

・先天盲ろう（先天的に盲、ろう） 

・盲ベース盲ろう（元来視覚障害者が、後天的に、

聴覚に障害を生じた場合） 

・ろうベース盲ろう（元来聴覚障害者が、後天的に、

視覚に障害を生じた場合） 

・中途盲ろう（元来障害のない人が、後天的に、視

覚と聴覚の両方に障害を生じた場合） 

 

今回の試作機が、盲ろうの学生にも対応出来るかも

検証を行った。もしも、点字の読める全盲であれば、

対応できる可能性がある。 

 

5. 検証 

初めに、技術的な検証を行った。実際に 1 つの教

材で、パソコン内部でリアルタイムに変換して、3つ

の教材を利用できるかどうかを検証した。 

 

5.1 リアルタイム変換に求められるスペック 

最も厳しいのは、点字のリアルタイム変換である。

合成音声の変換に CPUの能力が利用されると、HDD

では厳しく、SSD が必須なことが示された。また、

メモリは、最低でも 8GB 程度が必要であった。CPU

は、比較的古いものでもメモリが十分にあり、SSD

であれば運用できることが分かった。また、画面拡

大には GPU 性能も必要なため、CPUと GPU の一体

型では、最低ラインとしては、Pentium G4500 以上の

CPU が必要となった。 

5.2 視覚障害者向け対応 

スペックが、5.1を満たせば、3 つの教材のリアル

タイム変換が可能であることが示されたが、実際に

運用すると、専門用語辞書が不可欠であることが示

された。一般的な用語でも、点字変換と音声変換で

は、変換結果が違う場合もあり、今後の課題である。 

5.3 盲ろう対応 

点字が理解できる盲ろうに対しては、教材提示に

は対応できることが分かった。しかし、質問などの

リアルタイムのやり取りには、質問専用の機器を用

意する必要があった。今後の課題である。 

 

6. おわりに 

視覚障害者のための文字拡大・音声出力・点字出

力の 3 つの補償をリアルタイムに行い、視覚障害だ

けでなく、盲ろうにも対応した、学習支援システム

を試作した。このシステムを利用して、視覚障害者

と聴覚障害者の同時学習が可能であることが示唆さ

れた。 
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H5P教材の例示と共有のためのWebサイト構築 
 

 

Construction of Website for Exemplification and a Sharing  
of H5P Learning Materials 
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Takahiro KAGOYA 

仁愛大学人間生活学部子ども教育学科 

Faculty of Human Life, Department of Child Education, Jin-ai University 
Email: kagoya@jindai.ac.jp 

 

あらまし：LMS や CMS 上で，インタラクティブなコンテンツを作成・共有が可能な H5P を用いて，小

学校での学習に活用できる教材を制作し，それらを自由に投稿共有できる Webサイトの構築を行う． 

学年・科目毎に，事例を提示することで，将来的には教諭らが地域性のある教材や独自性のある教材を内

製しそれらを共有して小学校等で活用できるプラットフォームとなることを目指している． 

キーワード：H5P，小学校, インタラクティブ教材，コンテンツ共有，マイクロラーニング 

 

 

1. はじめに 

近年の情報社会の進展に対応すべく，文部科学省

では「情報教育（情報モラル教育を含む）〜情報活

用能力の育成〜」，「学習指導での ICT 活用（教員に

よる ICT 活用，児童生徒による ICT 活用）」，「校務

の情報化」で構成される教育の情報化についての施

策を進めている．(1) 

「学習指導での ICT 活用」については学習指導要

領にも例示がなされ，それらの例示は ICT 活用の目

的によって，情報活用能力を育成するためと，教科

の学習目標を達成するための 2 つに大きく分けられ

る．さらに，それらは教師による ICT 活用と，児童

生徒による ICT 活用に分けられる． 

教師による ICT活用については映像や音声といっ

た情報の提示にとどまっている側面がみられ，デジ

タル教科書や既存のデジタル教材を授業で活用する

場面も増加しているであろうが，それらはパッケー

ジ化されているものが多く，部分的な改変やそれら

の共有は難しい．また地域に依存する教材（例えば

産業・特産，伝統・文化などに関連するもの）や個々

の児童の理解度に応じて柔軟に対応するためには，

独自に内製する必要がある．児童生徒による ICT 活

用に対しては，その教材内製がより困難であること

が予想される． 

一方，高等教育や企業内教育においては，より自

律的に学習を進められる e ラーニング環境が提供さ

れることが一般的なものになりつつあり，パッケー

ジ教材に加えて内製化された教材を CMS（コンテン

ツ管理システム）や LMS（学習管理システム）上で

利用できるようにしている場合が多い．このような

システムを小学校において組織的に利用する場面は

まだ多くは見られないが，学習者用デジタル教科書

等の普及にあわせて，補助的なデジタル教材の需要

も増加することが予想される． 

2. インタラクティブ教材とマイクロラーニン

グ 

これらの背景にもとづき，小学校の学習指導に利

用できるデジタル教材を教師や ICT 支援員，あるい

は学習者自らが内製し共有できる Web サイトを構

築することを計画した． 

各教材は，教科・単元における部分的な内容を取

り扱うことになるが，単に文章・画像のみで構成す

るのではなく，学習者の PC やタブレットの操作に

より結果や状況が変化したり，問題文に解答したり

するようなインタラクティブ（双方向的な）コンテ

ンツを検討する．これにより学習者のコンテンツへ

の興味・関心を高め学習意欲が向上することを期待

する． 

また，各教材の学習内容を極力細分化し，学習者

が短期的に繰り返し利用することを可能とする．こ

れにより近年「マイクロラーニング」(2)という言葉で

表現される学習形態に対応可能していく．細分化し

た内容は CMS や LMS で必要に応じて配信され，そ

のフィードバックを再度教材内容の検証に利用して

いく． 

 

3. H5Pとその利用について 

フリーな OSS のコンテンツ共有フレームワーク

として H5P(3)が開発され，利用が広がりつつある．

H5P は，インタラクティブな HTML5 コンテンツの

作成，共有，再利用を誰でもが簡単に行えるように

することを目的に，コミュニティにて開発・運用が

されてきている．このフレームワークは，Webベー

スのコンテンツエディタ，コンテンツタイプを共有

する Web サイト，既存の CMS/LMS のプラグイン，

HTML5 リソースをバンドルするためのファイルフ

ォーマットで構成されている．Web ベースのエディ

タは，デフォルトでは，マルチメディアファイルや
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テキストコンテンツを追加したり置換したりするこ

とで，様々な種類の H5P コンテンツタイプを作成で

きる． 

コンテンツタイプとして，本稿執筆時 39 種があ

り，ゲーム的な要素を取り入れたものや，マルチメ

ディアを活かすもの，クイズ的なもの，ソーシャル

メディアと連携するもの，それらの複数の特徴を組

み合わせるようなものとなっている．特に動画に対

しその途中で解説やクイズを埋め込みインタラクテ

ィブな視聴を可能にするインタラクティブビデオは，

非常に高機能なコンテンツでありながら，その利用

方法も容易であり，利便性が高い． 

コンテンツは H5P サイトで作成出来る他，

Drupal(4)，WordPress(5)，Moodle(6)等のプラットフォー

ムとの統合が進められており，H5P をプラグインと

して組み込めば，いずれかの CMS上でも作成でき，

また作成した H5P コンテンツを他方の CMS にイン

ポートして利用することが可能となっている．ある

いは，H5P サイトで作成したコンテンツを iframe タ

グで埋め込む形式であれば，静的な Webページでも

利用可能である．またそれらの H5P のコンテンツタ

イプは，すべての H5P 互換 Web サイトで同じよう

に機能する．またモバイル端末を含む HTML5 互換

のブラウザで利用可能となっている． 

なお，筆者は H5P のコンテンツタイプ毎のインタ

ーフェイス文字列，Moodle・WordPress の H5P プラ

グインの文字列，H5P 関連ドキュメントなどの翻訳

も進めている．(7) 

 

4. 例示と共有のためのサイト構築 

H5P プラグインを導入した Web サイトを

WordPress にて構築し，学年・教科・単元などにおい

てどのような H5P のコンテンツタイプを利用可能

かを例示することとした．以下はその一部であり随

時追加する． 

 Agamotto：連続画像を比較する 

社会科第 3・4 学年 県の地理的位置（白地図） 

理科第 4 学年 顕微鏡の使用手順（画像拡大） 

 Arithmetic Quiz：四則演算の自動出題 

算数第 2 学年 乗法九九 

 Dialog Cards：画像・音付きダイアログカード 

国語第 3・4 学年 漢字のへん 

音楽第 5・6 学年 音符，休符 

 Drag and Drop：画像や文字のドラッグ＆ドロッ

プによる位置クイズ 

理科第 4 学年 人の体のつくり 

社会科第 3学年 県内の産業 

 Drag the Words：単語穴抜きクイズ 

国語第 3・4 学年 指示語・接続後 

 Flashcards：画像フラッシュカード 

社会科第 3・4学年 地図記号 

 Image Hotspots：画像に複数のホットスポット 

算数第 5 学年 平面図形相似 

 Image Sequencing：画像の並べ替えクイズ 

理科第 3 学年 昆虫の成長 

 Timeline：操作可能な年表 

社会第 6 学年 年表（時代と文化遺産） 

 

これらの例示においては，多くの画像・写真等を

用いることになるため，Creative Commons 等の各種

ライセンス に従い，それらを H5P 教材ライセンス

としても提示することとした． 

コンテンツを管理する Wordpress には，これらの

例示および共有を可能とするため，以下の機能をプ

ラグインや設定によって加えている． 

 ユーザ登録機能：教材制作を希望するユーザが

自由に会員登録し，教材を投稿できるようにす

る． 

 カスタムフィールド：教材投稿時に，学年や科

目を指定することで，分類・検索を容易にする． 
 

5. まとめと課題点 

本稿ではインタラクティブコンテンツのフレーム

ワークである H5P を用いて，小学校での学習に活用

できる教材を制作し，それらを自由に投稿共有でき

る Webサイトの構築を行った．教材を例示すること

で，それを元に派生させた教材を制作したり，類似

したコンテンツタイプで新たな異なる教科・単元の

教材を制作しやすくなると思われる． 

最終的には小学校現場での授業のみならず家庭学

習などで手軽に利用できるコンテンツのハブサイト

として利用されることを目指している． 

現場での利用検証を通じて，サイトの利用のしや

すさや，H5P による教材制作の難易度，教材の利用

シーンの確認等を行っていく必要がある． 

また本稿ではH5Pの機能性についての課題点につ

いては取り上げていない．また教材内容にあわせた

新たなコンテンツタイプについても，今後検討して

いきたいと考えている． 
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成人学生に対する学習コミュニティ構築を目的とした 

学生同士の学び合いに関する実態調査 
 

A survey on university students' learning from each other at all study centers 
nationwide at the Open University of Japan 

 

辻 靖彦, 芝﨑 順司 

Yasuhiko TSUJI, Junji SHIBASAKI 

放送大学 教養学部 

Faculty of Liberal Arts, The Open University of Japan 
E-mail: tsuji@ouj.ac.jp 

 

あらまし： 放送大学では 2017 年度に作成されたアクションプランの中でリメディアル教育の充実と学生

同士の学び合いの促進を重要課題として掲げている。その目的のために本稿では，対面環境における学生

同士の学び合いの現状を把握するために，全国 50箇所の学習センターを対象にアンケート調査を行った．

その結果，回答したセンターの 35.1%において学生同士が学び合い支援するサークルやボランティアグル

ープが存在することが分かった．更にその中から選択した 4つの学習センターに対して訪問によるインタ

ビュー調査を行った所，以下の特徴が明らかになった：(1) 数学や英語など特定の内容を学生同士で学ぶ

サークルでは指導も可能なリーダー的な少数の学生が大きく貢献している，(2) 面積が大きい県にあり在

籍学生がそれほど多くない学習センターにおいては学生同士のサポートの制度やサークルは存在してい

ても相談に来る学生があまりいない，(3) 学生同士のサポートを行っている学生は情報共有等のために横

の繋がりを欲している． 

キーワード：学生同士の学び合い，リメディアル，学習コミュニティ，学習サークル，チュータ 

 

 

1. はじめに 

文部科学省の中央教育審議会（2008）では大学の

機能別分化を提唱しており，大学・短期大学・高等

専門学校が学校種ごとにそれぞれの位置付けや期待

される役割・機能を十分に踏まえた教育や研究を展

開すると共に，各機関が個性・特色の明確化を図り，

その特性を活かして一層の多様性を確保することが

重要としている． 

そのような状況のもと，放送大学では 2017年に新

学長より提示されたアクションプラン(1)の中で，リ

メディアル教育の充実と学生同士の学び合いの促進

が重要課題として示されている． 

2018年現在，放送大学には学部と大学院合わせて

約 87000 人の学生がおり，学生は全国 50か所にある

いずれかの学習センターに所属している．学習セン

ターは各都道府県に少なくとも 1 つ存在する．この

ように全国各地に学生が分散している点からも学生

同士の学び合いを促進させるにはオンラインと，オ

フラインである対面環境の双方から適切な支援方法

を模索する必要があると考えられる．対面環境であ

る各学習センターには様々なサークルや学生会等が

存在しており，その中で理数系科目や英語など，リ

メディアル教育に相当する内容を学生同士で一緒に

学び合う形式のサークルや，学生の学び方そのもの

をサポートするボランティアグループ等も存在して

いる．そのような特徴的なサークルや取り組みは弊

学の広報誌(2)でも紹介されている． 

しかし，実際に全ての学習センターの中でどのく

らいのセンターにそのようなサークルが存在するの

か，そして具体的にどのような活動を行っているの

かといった俯瞰的な状況や活動の実態は明らかにな

っていない． 

そこで本稿では，全学的な学生同士の学び合いを

いかに促進させるか，その方略を検討するための第

一段階として，各学習センターを対象に学生同士の

学び合いに関する実態調査を行った． 

 

2. 学生同士の学び合いに関する実態調査 

2.1 アンケート調査 

初めに全国の学習センターを対象に質問紙調査を

行った．その概要を以下に示す． 

目的 各学習センターにおける学生同士の教え合い

や学び合いの実態を明らかにするため 

期間 2018年 2月 10日～3 月 9 日 

対象 50 箇所の学習センターの所長先生 

方法 Web アンケートによる自由記述形式 

調査項目 

 学び直しや学び方を支援するサークルや 

ボランティアグループの有無 

 その他、学習と関連する取り組み 

 そのようなサークル等に対する学習センター

の支援内容 

2.2 回答結果 

回答結果を表 1 に示す．これより，回収率は 74.0%

（37/50）であり，回答した機関の 35.1%（13/37）の

センターにおいて学生同士が学び合う，もしくは学

習に関するサークルやボランティアグループが存在

することが分かった．具体的には，英語関係のサー
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クルが最も多く 7 機関，学び方や学習に関する相談

をするサークルやグループが 6 機関，卒業論文や修

士論文に関する支援や交流を行うサークルが 3 機関，

数学を学ぶサークルが 2機関であった． 

その一方で，パソコンサークルや年に数回程度の

単発型の講習会やイベント，そして講師を派遣する

形式の課外授業など上記以外の学習に関するサーク

ルや取り組みを行っている機関は 29.7%（11 機関）

であった．そしてこれらのいずれのサークルやグル

ープも存在しないと回答した機関は 35.1%（13機関）

であった． 

 

表 1 学び直しや学習を支援するサークル等の有無 

 
 

2.3 訪問によるインタビュー調査 

 前節の回答結果より，学生同士が学び合うサーク

ル等における具体的な取り組み状況，課題，ニーズ

を明確化することで今後の効果的な学生コミュニテ

ィの構築に繋がる可能性が考えられる． 

 そこで，前節にて「学生同士が教え合い・学び合

うサークルやグループが存在する」とみなした 13

機関から特に先進的な取り組みやサークルが存在す

る 4 機関を選定し，訪問によるインタビュー調査を

行った．以下，調査の概要を示す． 

目的 特に先進的な取り組みを行っている学習セン

ター及びサークル等に対して具体的な現状，課題，

要望を明らかにするため 

期間 2018年 3月 13日～3 月 31日（4日間） 

対象 4 つの学習センター（A，B，C，D とする）

の所長先生およびサークル代表者またはグループメ

ンバー 

方法 半構造化インタビュー 

調査項目 

 学習センターの支援体制，課題，考え方，本部

への要望 

 サークルやグループ等の活動状況，メンバー，

課題，ニーズ，大学への要望 

 

ここで，4 センターの特徴及び対象者について簡

潔に述べる． 

A 学習センター 

 A 学習センター（以下，A とする）は中部地方に

ある学習センターであり，所属学生数は約 3200名で

ある．2.1節のアンケートでは数学サークル，英語サ

ークル，プログラミングサークルが存在すると回答

していたのでその 3 サークルの代表者と所長先生に

インタビューを行った． 

B 学習センター 

B 学習センター（以下，B）も中部地方にある学

習センターであり，所属学生数が約 1200 名である．

B 学習センターにはボランティアのナビゲータが行

う学生相談制度があり，所長先生及びナビゲータの

卒業生一名にインタビューを行った． 

C 学習センター 

 C 学習センター（以下，C）は関西地方の都道府

県にある学習センターであり，所属学生数は約 4500

名である．C 学習センターには数多くの学生サーク

ルがあり，その中から数学，英語，パソコンサーク

ルの学生 3名と所長先生にインタビューを行った． 

D 学習センター 

D 学習センター（以下，D）は北陸地方にある学

習センターであり，所属学生数は約 1300 名である．

ピアサポートという学生支援サークルがあり，所長

先生及びそのサークルメンバー3 名にインタビュー

を行った． 

 

2.4 インタビュー調査の結果 

以下，訪問調査のインタビューの結果をまとめる． 

① 数学や英語など特定の内容を学生同士で学ぶ

サークルでは指導も可能なリーダー的な少数

の学生が大きく貢献している 

② 面積が大きい県にあり在籍学生がそれほど多

くない学習センターにおいては学生同士のサ

ポートの制度やサークルは存在していても相

談に来る学生があまりいない 

③ 学生同士のサポートを行っている学生は情報

共有等のために横の繋がりを欲している 

①はAの数学と英語サークルおよびCの数学サーク

ルのインタビュー結果が論拠になっている．②は B

及び D の相談件数を基に記しており，③も B と D

の学生のインタビュー結果を論拠としている． 

 

3. 考察 

2.4節の結果①より，学生同士が学び合う学習サー

クルはごく一部の学生のボランティア精神に基づく

貢献によるところが大きく，持続性に課題があると

考えられ，大学による交通費の支給など公的な支援

が必要と考えられる． 

結果②と③においてはBとDに所属している学生

がなかなか学習センターに来ることができないとい

う地理的な要因に基づく可能性が考えられる．この

点においては，Webサイトや SNS など，オンライン

ツールによる学生相談サービスの導入により解決で

きる可能性が考えられる． 

参考文献 

(1) 放送大学:“Vision’17”, 

http://www.ouj.ac.jp/hp/gaiyo/action_plan.html（取得日：

2018年 6月 10日） （2017） 

(2) 放送大学:“広報誌 ON AIR”,  

http://www.ouj.ac.jp/hp/gaiyo/onair.html（取得日：2018

年 6月 11日）, （2017） 

回答 詳細 回答数（N=37）
数学 2
英語 7
学び方・学習支援 6
卒論・修論支援 3

合計 13
上記以外のサークルや取り組みが
存在

11

いずれのサークルも無し 13

学生同士が教え合い・学び合う
サークルやグループが存在
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あらまし：コメントデータの人手による評価には多大なコストが必要である．大学の授業アンケートにお

いても同様であり，適した評価指標が必要である．そこで本研究では，自由回答文の一部に対して人手に

よる 6 段階のランク評価を行い，LSTM を用いた感情分析による学習と未評価のランクの確率の評価を行

った． 

キーワード：自由記述解析，感情分析, アンケート分析，講義評価, LSTM 

 

 

1. はじめに 

講義アンケートの形式には選択式と自由記述式が

ある．特に，自由記述式の場合は選択式のように設

問が限定されていないため，アンケート回答者の自

由な意見調査が可能である．講義アンケートを実施

することで教育の質の向上を図る大学にとって，教

員や講義に対する学生の率直な意見は有用な情報で

あると考えられる．しかし，教育分野に特化した場

合でのテキストを分析する手法が確立されていない

ことから講義アンケートの自由回答文の分析を行う

には多大な人的コストや時間的コストが必要になる．

また，自然言語処理分野では，文章分類や文章評価

の研究は，商品レビューやアンケートの自由回答項

目等の解析が行われている． 

これまで筆者らは講義アンケートの自由回答文

(以下，コメント)の評価からコメントを構成する単

語を評価し，反対に単語から構成されるコメントの

評価する互いに評価する方法を開発してきた(1)．一

方，ニューラルネットワークの機械学習を利用した

評判分析が新しく行われてきており，LSTM（Long 

Short Term Memory，以下 LSTM)(2)が利用されてい

る．そこで本研究では， ニューラルネットの多層化

と LSTMを用いた機械学習による授業アンケートの

評判分析を行った結果について述べる．また，既存

手法との比較を行う． 
 

2. 使用したデータ 

本研究では，岡山理科大学総合情報学部情報科学

科で 2014 年春学期に実施した講義アンケートの

1678 件を利用した．1678 件のうち 12 人の学生がそ

れぞれ100件のコメントを6段階で評価したものを，

学習データのシードとして結果を利用している． 

 
図 1 コメントと単語の再帰的評価法 

 

3. コメントと単語の再帰的評価法よる解析 

コメントと単語の再帰的評価法を，以下について

以下に述べる（図 1）． 

(1)評価コメントを利用した単語評価推定：学習用の

シードデータの評価コメントからコメントに含まれ

る単語の評価推定を行う．手順としては，評価コメ

ント中の各単語の評価から単語ランク分布を作成し，

単語ランク分布から単語の評価を推定する． 

(2)単語ランク分布から未評価コメントの評価推

定：評価コメントから作られた単語評価を直接使用

し，それを利用して得られるコメント評価を再び単

語評価に利用する． 

(3)全コメントの評価推定：人手で評価したコメント

とそれから推定された単語の評価， また未評価のコ

メントの評価を利用して， 全コメントの評価を推定

する． 推定手法としては， 次の(3-1)と(3-2)を全コ

メント評価の改善がなくなるまで繰り返す．  

(3-1)未評価コメント内に含まれる単語の評価分布か

ら最大ランクをコメントの評価とする． 

(3-2)単語を含んでいるコメントの評価分布から最大

ランクを単語の評価とする． 
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図 2 コメント評価の学習と評価の概要 

 

 
図 3 ニューラルネットの構成 

 

4. アンケート自由記述の LSTM による解析 

図 2 に示すように，講義アンケート全体のうち 100

件を人手で評価し，これをシードデータとして

LSTM を用いた機械学習に学習させる．学習モデル

は，入力されたコメントに対して 6 クラス分類の結

果の出力を行う分類モデルである(図 3)．シードデー

タである100件のコメントのうち80件を学習データ，

20 件をバリデーションデータに用いて学習を行う．

中間層は embed 層，LSTM 層で構成し，LSTM 層に

は dropout を適応する．パラメータ更新の勾配法に

は Adam（Adaptive moment estimation）を用いる．損

失の計算は，出力された推定結果と評価ラベルとの

平均二乗誤差より計算し，パラメータの更新を行っ

ている．  

 

5. アンケートの推定の評価 

12 人の評価者ごとに 100 件のコメントに対して，

評価者の評価値と 2 つの手法による評価の推定値の

相関係数の結果を表 1 に示す．クローズドテストの

結果からは，コメントと単語の再帰的手法の精度の

平均が 0.569 に対して LSTM を用いた機械学習の精

度の平均 0.914 でありかなり良好と考えられる． 

これに対して，1542 件の未評価コメントを推定結

果の例を表 2 に示す．推定結果からは，多くの未評

価コメントにおいて，コメントと単語の再帰的評価

法の評価平均より LSTMを用いた機械学習の評価平

均の方が低い傾向が見られた． 

 
 

表 1 クローズドテストによるアンケート評価と 

推定ランクとの相関 

評価者 再帰的評価法 LSTM 

A 0.773 0.906 

B 0.482 0.901 

C 0.359 0.937 

D 0.573 0.896 

E 0.521 0.928 

F 0.475 0.913 

G 0.284 0.925 

H 0.734 0.924 

 I 0.779 0.871 

 J 0.535 0.916 

 K 0.657 0.927 

 L 0.661 0.919 

平均 0.569 0.914 

 

表 2 未評価コメントの手法による評価の相違 

コメント 

再帰的手

法による

評価平均 

LSTM に

よる 

評価平均 

わかりやすいと思います 4.5 3.5 

板書がよい 2.167 3.167 

授業が分かりやすい 4.333 3.083 

黒板を消すのが速い 2.333 3.000 

CG の作り方を学べる 3.333 3.000 

数学が実際にどのように利用

されているかがわかる 
4.5 1.75 

実技教科なので，演習や課題

で技術が身につく 
2.833 1.583 

課題の答え合わせをしっか

りやってほしい 
1.167 1.5 

声が小さい．数字を入れた

計算を教えてほしい 
1.167 1.583 

声がとおっていない，きき

づらい，生徒をみない 
1.583 1.0 

 

6. 今後の課題 
手順生成については，閾値の設定やヒューリスティ

ックスが強く，改良の余地が多い．また，未評価コ

メントの評価推定結果が低くなりやすい傾向が見ら

れる．学習量や未学習情報の影響が大きいと考えら

れる．また、重要な要素を講義との関連に応じて取

り出せるようにしたい． 
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あらまし：大学入学時点で自身のキャリアについて明確なイメージを持った学生は少ない．一方で個々の

学生に合ったキャリアの道すじを入学後速やかに学生に示せれば，大学 4年間での履修計画により具体的

な動機をもたせることができる．本研究では入学時における自己分析アンケート結果を基にカリキュラム

科目を選択する際に必要な価値観や職業分野をニューラルネットワークによって即時に割り出すことが

可能なアプリケーションを開発した． 

キーワード：ニューラルネットワーク，アプリケーション，アンケート，キャリア 

 

 

1. はじめに 

大学入学時点で希望職種が正確に決まっている情

報系学生は多くない．しかし，4 年間の履修科目計

画の初期設定および初年度の履修科目の確定は入学

後すぐにしなければならない．そのため一貫性の乏

しい暫定計画を立ててしまい，明確なイメージを持

つことなく 4年間を過ごしてしまう可能性がある．

また，専門的な講義は 2 年後期～3 年前後期に集中

しており，実際に講義を受けた時には他の講義を受

講することが出来ない場合が多い． 

そのため，学生の目指すキャリアの明確化は入学

後速やかに行われるべきであり，それを支援するた

めのアプリケーションが必要である．本研究では，

そのために将来従事する可能性の高い産業分野を，

入学時の自己分析アンケートの結果から，即時に割

り出すことができるアプリケーションを開発する事

を目的とする．本稿ではニューラルネットワークエ

ンジンにより学生の職業意識とキャリアとの相関関

係を使い，上記のような支援アプリケーション作る

ことを目標とし，その可能性について検討した． 

 

2. アプリケーション開発概要 

本アプリケーションの概要を図 1に示す．ニュー

ラルネットワークにより，3 種類のアンケート「あ

なたの学習スタイル」「キャリア・アンカー」「ITを

応用する興味のある産業分野」の相関関係を学習さ

せる．学習結果を用いてユーザの「あなたの学習ス

タイル」から他のアンケート結果を予測する． 

「あなたの学習スタイル」は株式会社ラーニング

バリューが学習方法を振り返るために作成した全 9

問の自己探求チェックリストである．それぞれの項

目の和を求めることで学習スタイルは「Do」「Look」

「Think」「Plan・Grow」に 4 種類に分けられ，点数

が高いものほど自身の学習スタイルに近くなる．  

「キャリア・アンカー」はある人物が自らのキャ

リアを選択する際に最も大切な価値観や欲求，周囲

に左右されない不変なものを表す言葉である．キャ

リア・アンカーは 40問の質問を 6段階で点数付けし

た結果を集計することで専門(TF), 全般管理(GM), 

自立・独立(AU)，保障・安定(SE)，起業家的創造性

(EC)，奉仕・社会貢献(SV)，挑戦(CH)，生活様式(LS)

の 8つのカテゴリーに分類される(1)． 

ITを応用する興味のある産業分野とは IPA情報処

理推進機構出版の「未来コンパス」が作成している

「明日をつくる IT技術者」の冊子に紹介されている

IT分野について 4段階で回答するオリジナルのアン

ケートである(2)． 

学習結果の結合荷重をファイルに出力する．ユー

ザ入力より得た「あなたの学習スタイル」の結果と

学習結果の結合荷重を用いて「キャリア・アンカー」

と「ITを応用する興味のある産業分野」の予測結果

をグラフ形式で出力する． 

 

 
図 1 アプリケーションの概要 

 

3. ニューラルネットワークによる学習 

本アプリケーションでは「あなたの学習スタイル」

から「キャリア・アンカー」，「キャリア・アンカー」

から「ITを応用する興味のある産業分野」との相関

関係を学習する 2つのニューラルネットワークを用

いる． 

ニューラルネットワークの構成は入力層，中間層，
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出力層からなる 3層パーセプトロンである．今回中

間層のユニット数は出力層のユニット数＋バイアス

ユニットとしている．中間層のユニット数は，現在

の学習データ数ではユニット数が少ない状態でも十

分な学習結果が得られたことから，出力層の数＋バ

イアスユニットとしている． 

学習アルゴリズムにはバッチ勾配降下法を用いた

バックプロパゲ―ションを利用している．学習率の

調整にはモーメンタム法を用いて処理をしている(3)．

活性化関数にはシグモイド関数を用いており，差の

計算には二乗誤差関数を使用した． 

 

4. 実験内容 

まず，本実験では 19人分の 4年生のアンケートデ

ータを教師データとして用いて，ニューラルネット

ワークで学習し相関関係を求める．その後，本実験

の被験者である 7人の 3年生に前述の 3種類のアン

ケートに回答してもらった． 

回答した被験者のアンケートの中で「あなたの学

習スタイル」のアンケートデータのみを学習したニ

ューラルネットワークに入力し「キャリア・アンカ

ー」と「ITを応用する興味のある産業分野」の予測

結果を出力する． 

 

5. 結果 

教師データを用いて学習したニューラルネットワ

ークから求めた予測出力結果と各アンケート結果の

適用例を示す．図 2では各アンケート結果と予測出

力結果を示す．本稿では予測精度評価を行うために

一番精度が良かった結果と悪かった結果のみを示す． 
 

 
図 2 予測出力と各アンケート結果の比較グラフ 

(a) 一番精度が良い結果(キャリア・アンカー) 

(b) 一番精度が悪い結果(キャリア・アンカー) 

(c) 一番精度が良い結果 

(ITを応用する興味のある産業分野) 

(d) 一番精度が悪い結果 

(ITを応用する興味のある産業分野) 

 

ここで，縦軸は各アンケートの点数を表しており，

横軸は各アンケートの結果項目を示している．図

2(a), (c)より予測精度が一番良い場合，アンケートデ

ータと予測出力結果はほぼ等しい値を示している．

また予測精度の確からしさも 80％を超えている．対

して，図 2(b),(d)の予測精度が一番悪い場合，アンケ

ートデータと予測出力結果の値は近しくないが傾向

は捉えられている．図 3に図 2(b)の予測出力結果に

ゲインを付与した結果を示す． 

 

 
図 3 図 2(b)におけるキャリアアンケート結果と 

ゲインを付与した予測出力の比較グラフ 

 

ここで，縦軸は各アンケートの点数を表しており，

横軸は各アンケートの結果項目を示している．図 3

よりゲインを付与することでアンケートデータと予

測出力結果が近しくなった．この要因は主に 2つあ

ると考えられる．1 つ目はニューラルネットワーク

の学習である．ニューラルネットワークは予測精度

高めるために多くの教師データを用いて学習する．

これは本質的に平均化処理であるため，際立った予

測結果を出力し難くなっていると考えられる．2 つ

目は教師データ自体の精度である．「あなたの学習ス

タイル」「キャリア・アンカー」「ITを応用する興味

のある産業分野」の相関関係の偏りによって，ニュ

ーラルネットワークの学習そのものが偏った学習を

行っていた可能性がある． 

 

6. おわりに 

本研究では学生アンケートを行い，ニューラルネ

ットワークを用いることで学生向けの職業意識と産

業分野を割り出すことが出来るアプリケーションの

開発を行った．4 年生のアンケートデータを教師デ

ータとし，2 年生の「あなたの学習スタイル」アン

ケートデータからキャリア・アンカー」と「ITを応

用する興味のある産業分野」を予測した．結果とし

て両アンケートとも比較的高精度な予測ができたが，

際立ったデータに対する予測は不十分である． 

今後の課題は教師データのより詳細な分析やゲイ

ン付与アルゴリズムの検討である． 
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あらまし： 近年，ライティングスキルの育成手法の一つとしてライティングプロセスに基づく指導が注目されている．ライティ
ングプロセスは「計画」，「文章化」，「推敲」などの作業の系列とみなすことができ，プロセスに基づく指導は一般にこれらの出
現パタンに基づいて行われる．しかし，執筆者数が増加すると，指導者が全ての執筆者の執筆パタンを把握することは困難にな
る．そこで本研究では，キーストローク・ログデータを用いて，各執筆者の文章執筆パタンを推定できる機械学習手法を開発す
る．提案モデルは，隠れマルコフモデルにおける潜在状態を作業内容とみなし，作業内容の遷移確率に執筆者依存性と時間依存
性を導入したモデルとして定式化する．また，本発表では，提案モデルの実データへの適用例と有効性評価について報告する．
キーワード： ライティングプロセス，キーストローク・ログ，隠れマルコフモデル，MCMC

1 はじめに
近年，高等教育においてライティングスキル育成の重要性

が広く指摘されている．ライティングの指導法としては，完
成した文章に指導者がフィードバックを与える形式が一般的
であったが，近年では，ライティングのプロセスに着目した
指導も注目されるようになってきた [1]．ライティングプロセ
スは「計画」，「文章化」，「推敲」などのサブタスク（以降では
「作業内容」と呼ぶ）の系列とみなすことができ [2, 3]，ライ
ティングプロセスに基づく指導は，一般に各執筆者の作業内
容の出現パタンに基づいて行われる．作業内容の出現パタン
の分析には，執筆者に思考内容を発話させる口頭内省法やビ
デオを用いた再生刺激法が古くから用いられてきた．しかし，
これらの方法は時間的・経済的なコストが大きいため，執筆者
数が増加すると実用できない問題がある．この問題を解決す
るアプローチの一つとして，コンピュータ上で執筆者にライ
ティングを行わせ，その際のキーストローク・ログデータを
用いてライティングプロセスを分析する手法が注目されてい
る [1]．しかし，先行研究ではライティングプロセスの類型化
を行うに留まっており，作業内容の出現パタンを執筆者ごと
に推定できる手法は見当たらない．
そこで，本研究では，キーストローク・ログデータから執

筆者ごとの作業内容の出現パタンを推定する手法を提案する．
提案手法は，隠れマルコフモデル（HMM）における潜在状態
を作業内容とみなし，作業内容の遷移確率が執筆開始からの
経過時間と執筆者に依存すると仮定したモデルとして定式化
する．提案モデルの利点は次のとおりである．1）状態出現の
執筆者依存性と時間依存性の導入により，一般の HMMに比
べてデータ適合が向上する．2）各執筆者の作業内容の出現パ
タンを確率分布として推定でき，各執筆者のライティングプ
ロセスを定量的に把握できる．3）作業内容の出現分布の差異
を執筆者間で比較することで，一般的なクラスタリング手法
を用いたライティングプロセスの類型化も可能となる．
2 キーストローク・ログデータと特徴量抽出
本研究では，キーストローク・ログデータを収集するために

キーロガーシステムを開発した．開発したシステムは，執筆
者に提示したテキストエリア上でキー入力操作が行われるた
びに，文字列とカーソル位置の情報をタイムスタンプととも
に記録する．本研究では，このシステムにより得られたキー
ストローク・ログデータに機械学習手法を適用するために，各

執筆者のログデータを特徴量の時系列データとして定義する．
具体的には，時系列データから移動窓方式（微小な時間幅を持
つ分析フレーム単位で特徴量を抽出する方法）により，時点ご
との特徴量を抽出する．特徴量には，関連研究で共通して利
用されている次の 7 種類の特徴量（以降ではライティング特
徴量と呼ぶ）を用いる．1）平均文字数，2）バースト（1秒以
内での連続入力）回数，3）5秒以上停止回数，4）文字追加操
作の回数，5）文字削除操作の回数，6）相対カーソル位置の平
均値 ，7）カーソル移動の回数．
以上による，各執筆者のデータは 7 次元のライティング
特徴量の系列データとして定義される．具体的には，執筆
者 i ∈ I = {1, · · · , I} の j ∈ J = {1, · · · , J} 番目の分析
フレームに対する f ∈ F = {1, · · · , F = 7} 次元目の特徴
量を変数 Xijf ∈ R とし，Xij = {Xij1, · · · , XijF } で表す
と，執筆者 i のライティング特徴量の系列データは Xi =

{Xi1, · · · ,XiJ}で定義できる．本研究では，データXi の集
合X = {X1, · · · ,XI}から，執筆者ごとの作業内容の出現パ
タンを推定する機械学習手法を開発する．具体的には，ガウ
シアン隠れマルコフモデルにおける状態遷移確率に執筆者依
存性と時間依存性を導入したモデルを提案する．
3 執筆者依存型時間依存隠れマルコフモデル
提案モデルでは，執筆者 i の j 番目の分析フレームにおけ
る特徴量 Xij に対して「状態」と呼ばれる潜在変数 Sij ∈
S = {1, · · · , S} を想定する．状態 Sij は直前の状態 Si,j−1

に依存する遷移確率に従って得られると仮定する．また，
提案モデルでは，各データ Xi を一定の時間幅を持つ T 個
の時間区分 T = {1, · · · , T} に分割したとき，遷移確率が
時間区分と執筆者にも依存すると仮定する．具体的には，
状態 s から状態 s′ に遷移する確率を Ass′ で表し，時間区
分 t において執筆者 i が状態 s を取る確率を ϕits，データ
Xij が属する時間区分を tij ∈ T とすると，潜在状態 Sij

は一つ前の分析フレームの状態 Si,j−1 = s に従う遷移確率
と，執筆者と時間区分に依存する状態出力確率の積として，
P (Sij |Si,j−1 = s,A,ϕi) = As,Sij

· ϕi,tij ,Sij
で得られると仮

定する．また，初期状態 Si1 の確率は，S 次元の多項分布で
表される初期確率 π = {π1, · · · , πS}と状態出力確率 ϕi,1,Si1

の積として，P (Si1|π,ϕi) = πSi1 · ϕi,1,Si1 で生起すると考え
る．他方，各時点のデータは状態 Sij に依存した正規分布に従
うと仮定する．具体的には，f ∈ F 次元目の特徴量 Xijf は，
状態 s を所与として，平均値 µsf，分散 σ2

sf を持つ正規分布
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図 1 状態ごとの特徴量出力分布における平均値パラメータの正規化値

表 1 各状態の解釈
大区分 小区分 対応する状態
待機 - 状態 1

文章化 速筆型 状態 2，9

遅筆型 状態 3，7

推敲 修正量多 状態 8

修正量少 状態 4

全体修正 状態 5

個別箇所修正 状態 6

表 2 クラスタごとの評価得点
レトリカル評価 メカニカル評価

クラスタ 1 2.467 (.146) 3.065 (.431)
クラスタ 2 2.673 (.114) 3.615 (.198)

p 値* .027 <.001

*ウィルコクソンの順位和検定

図 2 執筆者 1の状態出現分布 図 3 執筆者 2の状態出現分布

p(Xijf |µsf , σ
2
sf ) = N(µsf , σ

2
sf )に従うと仮定する．

4 評価実験
本章では，実際のキーストローク・ログデータを用いた提案

モデルの適用例と性能評価について述べる．本実験では，あ
るテーマについて論述させる課題を 72名の被験者に行わせた
際のデータを用いた．回答時間は 45分とし，特徴量はフレー
ム幅 30秒，ステップ幅 10秒の移動窓方式で抽出した．
このデータを用いて，まずは，提案モデルの最適な状態数 S

と時間区分数 T を求めた．対数周辺尤度が最大となる値を求
めたところ，S = 9，T = 10が最適値として選択された．こ
のとき，提案モデルのパラメータ推定手法には周辺化ギブス
サンプリングを用いた．次に，S = 9，T = 10の提案モデル
に基づいて状態の解釈を行った．ここで，各状態からのデー
タ出力分布（正規分布）の平均値を正規化した値を図 1 に示
す．図 1から，各状態の特徴を表 1のように解釈した．
提案モデルでは，状態の解釈と状態出現分布 ϕi に基づいて

各執筆者の作業内容の出現パタンを分析できる．例として，図
2，図 3に代表的な執筆者の状態出現分布 ϕi を示した．図の
横軸は時間区分を表し，縦軸が各状態の生起確率を表す．図
より各執筆者のライティングプロセスについて次のように解
釈できる．執筆者 1（図 2）は，初期の時間区分では待機状態
の割合が大きく，時間進行とともに速筆型文章化，推敲作業
の順に出現割合が高くなり，後半の時間区分では待機状態に
戻っている．このことから，この執筆者は，計画・文章化・推
敲作業を順に行なった上で，余裕を持って書き上げている理
想的な書き方の執筆者であると解釈できる．これに対し，執
筆者 2（図 3）は，遅筆型の文章化作業の出現比率が時間区分
全体を通して高く，推敲状態の出現頻度が著しく少ないこと
が読み取れる．提案モデルでは，このように執筆者ごとの作
業内容の出現パタンを時間区分ごとに定量的に把握できる．
次に，提案モデルで推定された作業パタンの妥当性の評価

について述べる．ライティングのプロセスとスキルには関係
があることが知られている [4]．そこで，提案モデルに基づき
ライティングプロセスのクラスタリングを行い，得られたク
ラスタとライティングスキルの関係を分析し，先行研究と類

似した知見が導けるかを評価する．具体的には，状態出現分
布の Jensen-Shannon(JS) 擬距離を執筆者間で求めて階層的
クラスタリングを行い，各クラスタに属する執筆者の成果物
の質を評価した．このとき，クラスタ数は擬似 F値により決
定された 2 クラスタとした．各クラスタに属する執筆者の状
態出現分布を比較したところ，各クラスタの特徴は次のよう
に解釈できた．クラスタ 1 は，一定の待機ののち，速筆型の
文章化段階が続き，後半では全体的な推敲，軽微な修正を一
定割合で含みながら待機状態に移行している．計画，文章化，
推敲がバランスよく生起しており，余裕を持って執筆が完了
する理想的なプロセスと解釈できる．クラスタ 2 は，相対的
に書き出しが遅く，執筆開始後には遅筆型の文章化作業が長
く続き，終了時間直前で軽微な修正や特定箇所の修正などが
生起する傾向がある．文章化が遅く，推敲に十分に時間を割
くことができないクラスタと解釈できる．
一般に，執筆が早く，推敲に時間をかける執筆者はスキルが
高いことが知られている [4]．このことを確認するために，ク
ラスタごとに成果物の質を評価した．具体的には，各執筆者
の成果物を「構成の読みやすさ（レトリカル）」と「表層的な
読みやすさ（メカニカル）」の 2つの観点で 2名の専門家に採
点させた．評価カテゴリには，レトリカル評価では 5段階，メ
カニカル評価では 4段階で採点を行わせ，2名の専門家の平均
点を最終的な得点とした．結果を表 2に示す．実験結果より，
クラスタ 1 の執筆者群の得点が両方の観点においてクラスタ
2 より優位に得点が高いことが確認でき，先行研究の知見と
一致したことがわかる．この結果から，提案モデルを用いて
推定した執筆者の状態出現分布が実態を正しく反映しており，
その分布に基づくライティングプロセスの分析は適切な知見
を導ける妥当なものといえることが示された．
5 まとめ
本研究では，キーストローク・ログデータから各執筆者の作
業内容の出現パタンを推定する執筆者依存型時間依存隠れマ
ルコフモデルを提案し，実データ適用を通して提案モデルを
用いた分析例とその妥当性を示した．紙面の都合で割愛した
提案モデルと推定法の詳細などは宇都ら [5]を参照されたい．
参考文献
[1] Mo Zhang, Jiangang Hao, Chen Li, and Paul Deane. Classification

of Writing Patterns Using Keystroke Logs, pp. 299–314. Springer
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あらまし：本論文では，会話の中にある見過ごされがちであるが，新たなアイデアにつながるキーワード

を含んだ文脈（潜在的シナリオ）を発見し，新たな価値の創造につながると考え，会話分析をしている．

しかし，潜在的シナリオの発見プロセスについて，まだ確立されていない．そのため，本論文では，潜在

的シナリオを発見するプロセスの確立を目指すため，実験を行い，その結果を述べる所存である．   
キーワード：会話，Keygraph，潜在的シナリオ 

 
 
1. はじめに 

山口ら（2008）は，例外とされている発言は既存

の価値観を壊して新しい価値観を創るきっかけとな

る可能性があると述べている(1)． 
そこで筆者らは，会話に潜む登場頻度の少ない言

葉に着目し，このような言葉は，例外とされる可能

性があるが，新たな価値観を創るきっかけにもなる

可能性があると考えた． 
 
2. 先行研究 

2.1 Keygraph 

Keygraph とは，大澤（2006）が提唱した，テキス

トデータに潜む顕在的な事象および潜在的な事象の

発見する解析手法である(2)． 
テキストデータを構成する単語一つ一つの登場頻

度や単語同士の繋がりの強さを表す共起度を計算し，

テキストデータの中で，重要な役割を果たしている

単語を抽出する．計算した登場頻度と共起度により，

抽出した単語のネットワーク図を生成する． 
単語間の共起度の計算には，Jaccard 係数を用いる．

単語 A と単語 B の共起度を計算する場合，次式のよ

うに求める． 
 

Jaccard(A, B) = 𝑛𝑛(𝐴𝐴 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 𝐵𝐵)
𝑛𝑛(𝐴𝐴 𝑜𝑜𝑜𝑜 𝐵𝐵)

     (1) 

 
 ネットワーク図を構成している言葉をつなぎ合わ

せ，文脈にすることで，テキストデータに潜む顕在

的事象および潜在的事象を発見することができる． 
本論文では，会話の中にある登場頻度が低い言葉

をつなぎ合わせることで得られた文脈を潜在的シナ

リオをと呼ぶ． 

2.2 Keygraph の課題 

Keygraph で生成されるネットワーク図は，表示す

る単語の数を増やすと，ネットワーク構造が複雑に

なる場合があり，潜在的シナリオを発見することが

難しくなるといった課題がある（図 1）． 

 
図 1：複雑なネットワーク図 

 
この課題を改善するために，大澤（2006）は潜在

的シナリオを発見しやすいネットワーク図を生成す

る方法を提案している(3)．しかし，ネットワーク図 
を初めて見るとその読み方もさまざまであり，とま

どいを隠せない．そこで，なんらかの指南が必要で

はないかと感じており，どのような見方であれば潜

在的シナリオを発見しやすくなるか，素人の目線で

試行錯誤してみた． 
 
3. 本論文の目的 

本論文では，Keygraph によるネットワーク図から

潜在的シナリオを発見しやすくするためのプロセス

を素人の目線で探索し，そこでの気づきから得られ

たステップを提案することを目的とする． 

4. 準備 

4.1 ディスカッションをする 

本論文では，学習塾をケースにしている．ディス

カッションのテーマは，「中学受験を考えていて，こ

れから通わせたい塾に求めることは」にした． 

4.2 ネットワーク図を生成する 

ディスカッションをもとに Keygraph により，複数

のネットワーク図を生成する． 

4.3 潜在的シナリオを発見する 

Keygraph によって生成された複数のネットワー

ク図から，人間が解釈可能な文脈(シナリオ)を複数

作成し，潜在的シナリオを発見する． 
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5. 潜在的シナリオを発見するプロセス 

Keygraph により，ネットワーク図を 132 枚生成し， 
潜在的シナリオを発見する過程で，以下のプロセス 
で潜在的シナリオを発見していることが分かった． 

5.1 複数のネットワーク図を生成する 

表示する言葉の数などの条件を変え，複数のネッ

トワーク図を生成する． 

5.2 複数のネットワーク図を見る 

表示する言葉の数が少ないネットワーク図（図 2）
を初めに見る．その後，徐々に表示する言葉の数が

多いネットワーク図（図 3）を見る．このようにす

る理由としては，表示する言葉の数が少ないほど，

潜在的シナリオを発見するのが容易であるためだ． 
 

 
図 3：表示する言葉の数が少ないネットワーク図 

 

 
図 4：表示する言葉の数が多いネットワーク図 

 

5.3 言葉をつなぐ 

複数のネットワーク図を見ていく中，登場頻度が

低い言葉に着目し，その言葉の周辺にある言葉とつ

なぎ合わせて，見つけることが可能な限り，潜在的

シナリオを発見する． 
これにより，「嫁さんが娘を塾に通わせる」(図 4)

と「子どもだけでなく，嫁さんと相性が良い先生が

良い」(図 5)といった潜在的シナリオを発見した． 
 

 
図 4：「嫁さんが娘を塾に通わせる」を発見したネッ

トワーク図 

 
図 5：「子どもだけでなく，嫁さんと相性が良い先生

が良い」を発見したネットワーク図 
 

5.4 複数の潜在的シナリオをつなげる 

発見された潜在的シナリオである「嫁さんが娘を

塾に通わせる」と「子どもだけでなく，嫁さんと相

性が良い先生が良い」にはどちらも登場頻度が低い

「嫁さん」がある．また，ネットワーク図より，「嫁

さん」が二つの潜在的シナリオを繋げていることが

わかる（図 6）． 
 

 
図 6：「塾に子どもを通わせるときは，嫁さんにお願

いするため，子どもだけでなく，嫁さんと先生の相

性も良い方が良い」を発見したネットワーク図 
 
 「嫁さん」で，に二つのシナリオをつなげると「塾

に子どもを通わせるときは，嫁さんにお願いするた

め，子どもだけでなく，嫁さんと先生の相性も良い

方が良い」という潜在的シナリオを発見できた． 
 

6. まとめ 

ディスカッションを Keygraph により，ネットワー

ク図を生成し，潜在的シナリオをいくつか発見する

ことで，潜在的シナリオを発見するプロセスを見つ

けることができた． 
ただし，本論文では，潜在的シナリオを発見した

のは，筆者らのみであるため，今後，筆者以外の人

が，本論文で見つけることができたプロセスで潜在

的シナリオを発見することが可能か，検証していく． 
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企業研修と連動したキャリア教育プログラムの開発と実践 
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あらまし：本学におけるキャリア関連の授業（企業研究）において，２０１７年度に実践した企業連携に

ついての発表である．企業における従業員研修と，大学における学生のための学習活動を連動させ，それ

ぞれのプロセスの中で協働できる接点を作ることで，双方における学びへの動機づけ，学習効果等の向上

を狙いとしている．また，今後，両者が共に学ぶための新しい学習プログラム・学習環境を開発したいと

考えている． 

キーワード：キャリア教育, アクティブラーニング, PBL, SECI モデル, 授業設計, 授業実践 

 

 

1. はじめに 

近年，社会人基礎力が提唱され，多くの大学等で

アクティブラーニング型の授業設計を実践している

が，本学でも，２０１３年度からアクティブラーニ

ング室を整備し，グループワークや協調学習型の授

業を取り入れ，学生の自主的な活動を主体とした授

業設計を行ってきた．特に，企業・地域との連携に

は力を入れており，企業の方々を招いた特別授業や

地域活動への参画などに努力してきたところである．

一方で，企業経営者等との懇談の中で，採用時のミ

スマッチによる従業員の早期離職や，次世代を担う

中堅スタッフの育成などが企業の喫緊の課題であり，

大学等において提唱されている社会人基礎力の必要

性が，就職後の現場でも継続的に高まっていること

を指摘された．さらに，企業における従業員研修等

のプログラムを開発・実施する過程で，研修参加者

の言動の中から，学ぶことに対するモチベーション

が，企業研修という位置づけの学びよりも，学校と

いう場や環境である方が高いことの可能性を知り，

環境も目的も全く違う企業人と学生という２種類の

学びが融合した共同学習になることで，お互いに高

い効果を及ぼすのではないかと考えた． 

そこで，本稿では，これらの相互作用をどのよう

な形で実践すれば，学生がリアリティを持ち，かつ，

企業側の研修参加者の学習意欲の向上につながるか

という視点で試行した事例を考察する． 

 

 

2. 研修・授業の位置づけと設計 

企業における従業員のための研修活動と，大学等

における学生のための学習活動を同時進行かつ共同

で行うことで，双方における学びへの動機づけ，学

習効果や自己効力感の向上が見込めるという仮説の

もと，本来であれば，両者が共に学ぶための新しい

学習プログラム・学習環境を構築するのが理想であ

るが，今回は，日程的な制約もあり，企業側，大学

側双方が持つ既存の制度（研修・授業）を並行して

実施，協働させる形で授業設計を行った． 

図１ 共同学習プログラムのイメージ 

 

2.1 企業研修側の授業設計 

企業側の研修プログラムは，福井商工会議所，参

加企業，大学が協力し，「ふくい右腕プロジェクト

（FRAP）」と題して将来の幹部候補のための研修プ

ログラムを試験的に開発．プレゼンテーション，コ

ミュニケーション，商品企画，マーケティングなど

の内容で構成される７回の連続講座とした． 

具体的な研修プログラム設計の流れは次のとおり

である． 

 

〇２０１７年６月 

福井商工会議所からの依頼により会員企業６

社からの研修に関する要望等についてヒアリン
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グを実施した． 

 

〇２０１７年８月 

各社２名程度が参加する７回の連続研修プロ

グラムを企画．そのうち，第４，５回目のプレゼ

ンテーション演習を本学での企業研究の授業の

中で実施するような流れとした． 

 

〇２０１７年９月から研修スタート 

(1) 9/26 スタートアップ，目標設定 

(2) 10/30 コミュニケーションとプレゼンスキル 

(3) 11/14 マーケティング，企画演習１ 

(4) 11/30プレゼン実習１（大学の授業として実施） 

(5) 12/21プレゼン実習２（大学の授業として実施） 

(6) 1/15 マーケティング，企画演習２ 

(7) 2/13 最終企画プレゼンテーション 

 

 
図２ 第２回（プレゼンスキル）の研修の様子 

 

 

2.2 短期大学（本学）での授業設計 

 

〇授業名等：企業研究 １回生７７名 

〇実施期間：後期１０月～２月 

 

２０１７年度からのカリキュラム変更により１年

次後期に設定された「企業研究」では，経営やマー

ケティングの考え方の基礎を学習したのち，主に地

元企業を対象にした研究活動を行う．３人１組のチ

ームを編成し，福井県が選定している「実は福井の

技」の企業群の中から１社を選び，企業の沿革や事

業内容、強み等についての調査から全体でのプレゼ

ンテーションまでを行う．学生はその発表に対して，

相互フィードバック等を行うことで，調査内容を受

講者全員で共有できるような流れを組み立てている． 

この発表機会の中で，４週分を外部からの企業を

招いて実施したが，そのうち２週分を今回の「ふく

い右腕プロジェクト（FRAP）」の企業研修の場に設

定した．これらの回では，研修参加企業６社が，３

社ずつに分かれて２０分間のプレゼンテーションを

実施．その内容を，学生に加えて，研修派遣元の企

業の経営陣，人事担当等が評価・フィードバックを

行った．学生には，その回での企業からの発表が研

修活動の一環であること，発表以前にも研修を実施

しており，その流れの中での発表であること等は事

前に説明している．図３のように，大講義室の前段

から中段には学生，後段には発表評価者としての企

業経営陣、人事担当者等を配置する形で発表を行っ

た． 

 
図３ 企業研究の授業で発表する参加企業の様子 

 

 

3. 授業設計の考察と今後の課題 

学生にとって，企業人と共に学ぶことはリアルな

学びの場の提供である一方で，企業人にとっても大

学等はリアルな学びの場であり，リアルな学習者で

ある学生との共同での学びは従来の研修を超えた学

びのリアルな体験になる可能性を秘めており，高い

相互作用が期待される．従来のインターンシップや

企業による授業へのゲスト参加等の連携協力ではな

く，双方が共同学習する環境が定着することで，学

生にとっても，就職時のミスマッチによる早期離職

やモチベーション低下などの諸問題に対応できる可

能性が高まり，キャリア教育のあり方に新たな変化

をもたらす可能性があることを期待している． 

今回の授業設計の今後の課題は，企業研修，授業

それぞれの評価のあり方についてである．学習プロ

グラムの設計においては，大学等における学習効果

の評定が主に個人を中心になされるのに対して，企

業においては，ナレッジマネジメント等に代表され

るように，組織としての成果が問われることが多い．

そこで，今後は，「組織的知識創造の理論」といわれ

る SECI モデル（野中氏ら）等のフレームワークを

活用し，かつ，企業からの研修者と授業を履修する

学生が実践コミュニティを形成できるような環境を

整備していきたいと考えている．学習者の意欲向上

などの測定や自己効力感の変化に加えて，企業側か

ら見た人事考課等の評価との比較など多方面からの

評価を実施し，引き続き学習プログラムの修正・改

善等を継続していきたいと考えている． 
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出前授業を通じた特別支援学校教員に対する技術教育手法の教育効果 
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あらまし：筆者らの出前授業において特別支援学校教員は支援機器活用に対する関心が高いが，多くの教

員は電子工作に関する知識や経験が乏しいため，支援機器の開発や製作が困難である．特別支援学校教員

を対象に事前学習と学習内容を定着させるための学習管理システム（Learning Management System：LMS）

を構築し，高専の初等教育方法である「失敗から学ぶ」を取り入れた LMS を用いた技術教育手法を提案

し，教育手法を評価する． 

キーワード：出前授業，特別支援学校教員，技術教育，LMS  

 

 

1. はじめに 

舞鶴高専では，福祉情報教育ネットワークの事業

とは別に平成 22 年から，地元の京都府立舞鶴支援学

校と連携して支援機器の試作品開発等を行ってきた．  

これらの活動の中で，特別支援学校教員は支援機

器活用に対する関心が高く，自分で支援機器を自作

できる特別支援学校教員もいるが，多くの特別支援

学校教員は電子工作に関する知識や経験が乏しいた

め，支援機器の開発・製作が困難であることが判明

した．そこで，特別支援学校教員が基礎レベルの電

子工作に関する知識を学習できる学習管理システム

（Learning Management System，以下 LMS）を構築

する必要がある． 

本取り組みでは，「特別支援学校教員に対してモノ

づくり力の向上を図る出前授業を実施する」ことで，

特別支援学校教員が自ら問題解決できる力を養成す

る．そして，出前授業で実際に使用できる機器を自

分たちで製作することで，「十分な機器の確保」，「故

障時のメンテナンス技術の習得」および「新たなニ

ーズへの発展」を目的としている．これまでの取り

組みで出前授業実施中に，特別支援学校教員同士が

互いに教え合う姿が見られるようになり，技術教育

としても一定の成果が上がっている 1)． 

本取り組みでは，この取り組みを加速させるため

に，LMS の教材に高専の初等教育方法である「失敗

から学ぶ」を取り入れた事前学習と学習内容を定着

させるための出前授業（支援機器の製作会）を行う

技術教育手法を提案する． 

本研究では，出前授業で製作する支援機器の資料

の閲覧や工具，電子部品等の電子工作を行うための

知識を学習できる LMS を構築し教育効果を評価す

る． 

2. 提案する技術教育手法の構想 

2.1 技術教育手法の構想 

図 1 に本研究の技術教育手法の構想を示す．図 1

に示す全国の高専が連携している福祉情報教育ネッ

トワークの技術教育では，技術教育の電子工作のレ

ベルが中級レベルのものとなっており，学習者は支

援機器を作るだけの作業となっているため，特別支

援学校教員の技術力は身についていない．そこで本

研究室では，技術力を身につけるために基礎レベル

のはんだ付けや簡単なスイッチの製作等の技術教育

を行い，機器の改良や故障した場合の修理等が身に

つけられるような技術教育システムの開発に取り組

んでいる．本研究で提案する技術教育手法では，

LMS の教材に「失敗から学ぶ」を取り入れることで

適切な事前学習を行い，学習内容を定着させるため

の出前授業（支援機器の製作会）を行う技術教育シ

ステムを構築する．「失敗から学ぶ」とは，失敗例を

図や動画で原因や対処方法を解説することで理解が

進む工夫を施す．本研究で構築するシステムは図 1

の基礎レベルの太字部分であるLMSによる eラーニ

ングに相当する． 

 
図 1 提案する技術教育手法の概要 
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2.2 e ラーニング教材の一例 

図 2 に本研究で作成したコンテンツの一例を示す． 

本研究では，基礎レベルの教材としてはんだ付け

の学習，部品の説明，工具の使い方，計測器の使い

方を作成した．また，過去の出前授業の教材に失敗

例を取り入れる等のブラッシュアップを図り作成し

た．最後に学習者と管理者が交流できる掲示板と

Q&A を作成した． 

 

図 2 制作したコンテンツの一例 

 

3. 出前授業の一例 

3.1 握りスイッチの出前授業 

出前授業に参加した特別支援学校教員は 10 名で

ある．握りスイッチは，2 つの木材の片方にタクト

スイッチを固定し，蝶番で 2 つの木材を取り付けて

木材を握ることでタクトスイッチの ON/OFF を制御

できる支援機器である．図 3 に握りスイッチの資料

の失敗例を示す．今回の出前授業の事前学習として

失敗例を取り入れた製作手順の資料と製作で使用す

る工具の使い方を LMS にアップロードした． 

 

(a) ケース 1            (b) ケース 2 

図 3 握りスイッチの失敗例 

3.2 評価と考察 

表 1 に握りスイッチの評価シートを示す．評価内

容は，図 3 に示す失敗例の内容をポイントとして評

価シートを作成する．評価シートは〇（できている），

△（普通），×（できていない）の 3 段階で評価した．

評価シートの結果から〇は 2 点，△は 1 点，×は 0

点の合計を評価点として数値化した．参加者 10 名分

の支援機器の評価は指導者が行った．図 4(a)は，こ

れまでの出前授業の参加回数と数値化した支援機器

の評価結果を示し，図 4(b)にこれまでの出前授業に

参加した回数と支援機器の完成した順番の相関関係

を示す．図 4(a)より，出前授業の参加回数が少ない

特別支援学校教員も含め全員の評価点が高いことが

分かる．この結果から，特別支援学校教員は失敗例

から支援機器の製作のポイントを守っていることが

確認できる．図 4(b)より，参加回数が増えるごとに

完成した順番が早くなっていることが分かる． 

本研究では，出前授業に参加した回数と支援機器

の完成した順番の相関性を評価するために相関係数

を用いる．その結果，相関係数 r は—0.72 であった．

データ数 10 の場合の有意水準 0.05 は，相関係数 r

が—0.63以下のとき有意であり，これを満たしている．

これより，強い負の相関があり，出前授業への参加

回数が多くなるごとに支援機器の製作時間が早くな

り，出前授業の成果が表れているといえる． 

 

表 1 評価シート 

 
 

 

（a）参加回数と評価点 （b）参加回数と順番 

図 4 評価シートによる数値化 

 

4. おわりに 

本研究では，高専の初等教育である「失敗から学

ぶ」を取り入れた LMS による事前学習と学習内容

を定着させるための出前授業（支援機器の製作会）

を行う技術教育手法を提案した．握りスイッチの出

前授業の実施において，参加回数と支援機器の製作

にかかる時間は，強い負の相関があることが確認で

きた．これらの結果から，提案した技術教育手法の

有用性が実証できた． 

今後の課題としては，出前授業で使用する評価シ

ートの汎用化の検討や出前授業の内容の充実を図る

予定である． 
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1 回路が正しく組めていて動作するのか

2 はんだ付けが正しくできているのか

3 平行電線は正しく裂けているのか

4 配線ケーブルは正しく剥けているのか

5 タクトスイッチの足は正しくつけれているのか

6 蝶番は固定されているのか

7 モノラルプラグはツメで固定されているのか

8 ホットボンドの量は適切であるのか

握りスイッチ
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大学間単位互換 e ラーニング授業 10 年間の取り組み 
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あらまし：大学コンソーシアム京都における大学間連携主要事業に，加盟大学等による単位互換がある．

2009 年度から一部加盟校による先導的取り組み，2011 年度からはコンソーシアム全体を対象とした  

e ラーニング授業も提供している．しかし，ここ数年単位互換事業に対する期待や環境も変化しており，

10年目にあたる今年度で一旦これまでの e ラーニングの取り組みを終了させることとした．本稿では，

これまでの実績や課題等について報告する．   
 

キーワード：単位互換授業，大学間連携，コンソーシアム，e ラーニング 
 
 
1. はじめに 
大学コンソーシアム京都は，1998 年 3 月に文部大

臣（当時）より財団法人（2010 年より公益財団法人

に移行）としての設立認可を受けた．法人格を持つ

大学コンソーシアムとして，全国最大規模の事業を

展開している．現在の事業は，単位互換，生涯学習，

インターンシップ，高大連携・接続，FD，SD，国

際連携，京都学生祭典，京都国際学生映画祭，大学

地域連携・大学都市政策，全国大学コンソーシアム

協議会，勤労学生援助など多岐に渡っている．この

中でも加盟大学相互の単位互換事業は，財団の前身

である「京都・大学センター」設立当初に開始され

た中核事業である．提供科目数も減少してはいるが，

現在も 450 科目前後で推移している．ピーク時は年

間のべ 10,000 名を超える受講者があったが，ここ数

年受講者数は縮小傾向にある．これとは別に「京(み
やこ)カレッジ」という名称で提供している社会人向

けの生涯学習に毎年のべ約2,000名弱の出願があり，

このうち一部科目は単位互換事業に相乗りという形

での受講となっている． 
また，2008 年度～2010 年度に文科省 戦略的大学

連携支援事業として採択を受け，加盟大学のうち 10
大学・短期大学の共同事業で構築した連携システム

と制度を基にした e ラーニングによる単位互換授業

の提供が加わった．この共同事業では，「e(いー)京
都(こと)ラーニング」という名称のシステムを立ち

上げ，2010年度に遠隔講義による同期型授業とVOD
による非同期型授業を試行提供し，連携校学生に限

定した単位互換による授業提供を開始した．3 年間

の補助事業終了後，構築したシステムおよび授業コ

ンテンツ等は，大学コンソーシアム京都の単位互換

事業に引き継がれ，受講対象も単位互換制度の包括

協定をしている約 50 の大学・短期大学全体に拡大し

た．通常の単位互換事業に組み入れられて以降の

2011 年度から引き続き単位互換制度の一環として，

e ラーニング科目（非同期型 VOD 授業と教室での集

合授業・VOD を組み合わせたブレンディッド型授

業）の提供をおこなっている． 
単位互換事業全体の受講規模縮小に伴い，相対的

に e ラーニングの受講率が高まっているが，開始当

初の「教養教育の共有化」という目的を含め，大学

コンソーシアム京都内で今後の e ラーニング事業の

方向性を明確に定めることができていないという問

題もある．また，単位互換制度そのものを取り巻く

環境も大きく変化していることもあり，e ラーニン

グに関しては 2018 年度を以て，事業そのものを一旦

終了することとした． 
 
2. 単位互換事業の概要 
大学コンソーシアム京都が実施している単位互換

事業は，他大学が開講する科目を履修し，修得した

単位が所属大学の単位として認定される制度である．

学生の幅広い関心や興味に応じて，文化，芸術，政

治，経済，自然科学など，複数の学問分野にわたる

科目を 10 テーマに分類し提供している． 
この単位互換事業には，約 50 大学・短期大学が単

位互換包括協定を締結し，毎年 450～500 科目前後を

提供している．受講者数は，ピークであった 2001
年度にのべ 14,000 名を超える出願，10,000 名を超え

る受講があった． 
ここ数年の推移（京カレッジを除く単位互換生の

み）を見てみると，2014 年度は 516 科目提供，4,702
名が受講，2015 年度は 589 科目提供，3,412 名が受

講，2016 年度は提供科目数が 457 科目と大きく減少

したものの 3,120 名の受講があった．2017 年度も 435
科目を提供したが受講者数は 2,400 名とこれまでよ

り大幅に減少した．全体の受講者数はここ数年減少

しているが，提供科目数，受講者数ともに，大学間

の単位互換制度としては日本最大である．しかし，

大きな曲がり角に差し掛かっているのは間違いない． 
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3. e ラーニング出願者数・提供科目数の推移 
2011 年度に正式な単位互換事業として包括協定

をしている約 50 の大学・短期大学全体を受講対象と

して以来，これまでにのべ 103 科目の e ラーニング

科目の提供をおこなった． 
表 1・図 1 に示すとおり，ここ数年単位互換事業

全体および e ラーニング科目への出願者数が大幅に

減少していることが分かる．出願者数全体に占める

e ラーニングの割合も一時相対的に拡大し，その役

割がある意味重要になってきていたが，提供科目数

の減少もあり 2015 年度の 20%弱をピークに単位互

換全体に於ける e ラーニング科目出願率も大きく減

少している． 
表 1：単位互換出願者数推移 

2011 2012 2013 2014
単位互換出願者数 6,030 6,055 5,754 5,287

eラーニング出願者数 507 784 974 808
eラーニング出願率 8.4% 12.9% 16.9% 15.3%

2015 2016 2017 2018前期
単位互換出願者数 3,615 3,369 2,549 1,762

eラーニング出願者数 695 567 297 125
eラーニング出願率 19.2% 16.8% 11.7% 7.1%  

 

 
図 1：単位互換出願者数推移 

 
 この間 e ラーニングによる提供科目数は，2011 年

度・2012 年度 14 科目，2013 年度 17 科目，2014 年

度 16 科目，2015 年度 15 科目，2016 年度 13 科目，

2017 年度 9 科目となっている．これまでの提供科目

と受講者数は表 2 のとおりであり，のべ 4,757 名の

受講があった． 
表 2：e ラーニング提供科目・受講者数 

科目名 開講大学名 受講者数
eビジネス論 京都光華女子大学 67
インド仏教史 京都文教短期大学 16
キャリア形成論 京都文教短期大学 165
コミュニケーション論 京都文教短期大学 856
コンピューティングファンダメンタルズ 京都光華女子大学 170
リビングオンライン 京都光華女子大学 91
京都学：京都の食文化を知る 京都ノートルダム女子大学 542
経営情報論 京都光華女子大学 224
経営情報論a 京都光華女子大学 101
経営情報論b 京都光華女子大学 104
自然と観光 京都嵯峨芸術大学 135
消費者取引と大学生 京都産業大学 85
消費者取引と大学生～理論と実際の対策～ 京都産業大学 133
情報科学 明治国際医療大学 362
情報処理技術 京都学園大学 314
数の理解 京都光華女子大学短期大学部 325
統計学（社会現象をデータで理解する） 京都女子大学 197
特別講座科目２「仏教のこころー真実と救いー」 京都女子大学 18
特別講座科目４「仏教のこころー真実と救いー」 京都女子大学 160
日本史特殊１Ｂ「京都の近代」 京都女子大学 152
日本伝統文化論：雅楽はどこからきたのか 京都ノートルダム女子大学 29
仏教の人間観Ⅰ 京都光華女子大学 1
仏教学入門 京都文教短期大学 81
文学作品を よ む　 『小倉百人一首』の世界　ー鑑賞と研究の違いを ふまえてー 京都文教短期大学 429
総計 4757  
 
 授業ごとの受講者数も，科目によって数名から

200 名弱と幅がある．また，科目内容もある意味多

岐に渡っていると言えないこともないが，前身とな

った戦略的大学連携事業時に掲げた「教養教育の共

有共用化」という目的には少し遠いというのが実状

と言わざるを得ない． 
 
4. 単位互換事業における e ラーニングの今後 
 単位互換 e ラーニング科目は，前述のとおりこれ

まで多くの学生が受講した実績がある．一方，通常

授業とは異なり時間や場所に拘束されないことから，

一部学生の単位数稼ぎ目的等の安易な受講に繋がっ

ている面も否めない．また，科目開設や運営のため

の人的負担や設備・機材の維持，更新等の経費負担

も重いものとなっている． 
 e ラーニング科目の提供は，2008 年度からの文科

省 戦略的大学連携支援事業としての採択が基にな

っており，その事業趣旨に鑑み，長期的な視点で取

り組んできた．ちょうど取り組みの端緒から 10 年を

迎えるにあたり，単位互換事業・生涯教育事業等を

所管する教育事業企画検討委員会で検討の結果，費

用対効果や昨今の加盟校の単位互換事業への期待の

変化等から，2018 年度末を以ってこれまで継続して

きた e ラーニング科目の提供及びプラットフォーム

運営の維持を一旦終了することとした． 
 
5. まとめ 
 これまで約 10 年間にわたり取り組んできた大学

コンソーシアム京都における e ラーニングは，役割

を終えることになったが，直近に実施した加盟校を

対象とした単位互換事業に関するアンケートの回答

では，地理的な距離の問題等から，通常の科目提供

大学キャンパスや大学コンソーシアム京都の拠点で

あるキャンパスプラザ京都で実施される単位互換授

業に参加が難しい大学から，距離を超えた形で参加

できる e ラーニング授業の継続を求める意見もあっ

た．今後は，大学に求められる教育機能や各大学の

教育目標との関係で，どのような単位互換科目が必

要か，またどのような単位互換の仕組みが必要かを

絶えず評価，改善し，大学コンソーシアム京都とし

ての特色ある単位互換事業のあり方を検討する中で，

e ラーニングなど新たな ICT 技術を活用したシステ

ムの構築を含む様々な可能性を議論することが必要

であると考えている． 
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ステム情報学会，第 42 回全国大会講演論文集，
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看護技術教育におけるウェアラブル学習システムの開発 
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あらまし：本研究の目的は，静脈注射・採血技術における「熟練の技（わざ）」や「コツ」などの「暗黙

知」を体得するために，これまで分析対象の盲点となっていた器具を持たない補助的な役割の手指に着目

をして，初学者が刺入しにくい血管における「技（わざ）」を目前で模倣しながら学習できるウェラブル

学習支援システムを開発することである．本稿ではこれまでの先行研究を踏まえ，拡張現実（Augmented 
Reality：AR）を用いた学習支援システムを開発したので，その概要について述べる． 
キーワード：看護技術，暗黙知，拡張現実，AR，ウェアラブル学習システム 

 
 
1. はじめに 
看護の持つ「暗黙知」の分析は，定量的に扱うこ

とが難しく，インタビューなどの定性的アプローチ

がとられてきた．従来の看護技術における学習支援

システムは，「知識」の部分や主体となる看護師のみ

に焦点を当てるようなものが多く，「技能」のもつ「暗

黙知」をリアルタイムに可視化してその場でトレー

ニングを可能とするような学習支援システムがなか

った．そこで本研究の目的は，静脈注射・採血技術

における「熟練の技（わざ）」や「コツ」などの「暗

黙知」を体得するために，これまで分析対象の盲点

となっていた器具を持たない補助的な役割の手指に

着目をして，初学者が刺入しにくい血管における「技

（わざ）」を目前で模倣しながら学習できるウェラブ

ル学習支援システムを開発することであり，このた

めに以下の 3 つの側面から研究を行っている． 
(1)静脈注射技術において，補助側の手指にセンサを
装着し，血管への刺入を行いやすくするための接触
力を分析する． 
(2)学習コンテンツとしてわかりやすく可視化する
方法を検討する．  
(3)ウェラブルメガネを用いてリアルタイムに学習
を支援するシステムを検討し開発する． 

現在，(1)について，補助指の接触圧と皮膚伸展圧
を分析し，熟達者と初学者の特徴の比較を行い，(2)
について検討している．本稿では(3)について，拡張
現実（Augmented Reality：AR）を用いて学習支援シ
ステムのプロトタイプを開発したので，その概要を
述べる．  

 
2. 先行研究 
著者らはこれまで看護技術の技能の暗黙性に着目

して，以下(1) ～(5)の 5 つの研究を行ってきた．   
(1)インタビュー調査から，多くの看護師は静脈の

確認ができればほとんどは静脈への刺入はできると

認識しているが，上手にできた瞬間を言語的に，「『く

くっと』，『すーっと』血管に入る感覚」と表現する

にとどまり，その感覚を正確に伝えることは困難で

あること(1)，初学者である看護学生は，手順を覚える

ことが技術のコツであると考えており(2)，学習支援

のプロセスとしては，手順のマスター，次いで熟達

者の特徴に近づけていくことが重要であることを明

らかにした．(2)静脈注射技術実施時の視線分析から，

初学者（看護学生）と熟練者（看護職）の特徴と違

い，熟練者は次の作業に向かって視線を動かす（先

行処理）ことなどを明らかにした(3)．(3)手順及び視

線の動きから，技術の振り返りを支援する内省型学

習支援システムと，手指用モーションキャプチャに

より技術実施時の手指動作をCG で再現できるシス

テムを開発した(4)．(4)看護技術の暗黙的な特徴デー

タを多様な視点から抽出するために，実施者の「脳

波」と「心拍」データの分析から，看護技術実施プ

ロセスにおけるリラックス状態と緊張状態を明らか

にした上で，熟練者と初学者の「技能」の特徴を比

較した(5)．(5)看護師－患者間の相互関係性の良し悪

しも技能の熟達に関係するのではないかという仮説

にたち，看護師と患者の生体リズム（脳波と心拍）

の同調情報（引き込み現象）の分析を行った結果，

看護師のリラックス状態が患者のリラックス状態を

引き起こしている可能性を示唆した(6)．以上の教材

について図 1 に例を示す． 
注射技術教育に関しては，従来，注射器の取り扱

いについては教授者も学習者も関心も高く，学習支

援のノウハウも蓄積されてきた．しかし，注射が困

難とされる患者個々の血管の特徴（例えばコロコロ

動く血管など）に合わせた左手指の技能については，

「血管の固定，伸展」といった目的しか示されず，
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どのように血管を固定して伸展させればよいかにつ

いては，十分に教授することができていなかった． 
そこで，採血や静脈注射技術における器具を持た

ない補助的な役割の手指が，血管への刺入をしやす

くしていることから，主体物以外の補助的な役割を

果たすもの（血管への刺入をしやすくしている手指）

に着目した学習支援システムの開発を目指す．補助

指の接触圧については，熟達者と初学者の特徴を比

較し，熟達者は初学者に比較して安定した接触圧(7)

と皮膚伸展圧(8)をもって技術を実施していることを

明らかにした． 
 

 
図 1 看護技術学習のための先行研究（一例） 
 

3. AR を活用したウェアラブル学習システム 
従来の看護技術教育の方法では，初学者はまず講

義で技術の目的，手順について学び，技術演習でデ

モンストレーションを見た後，実際に個別またはグ

ループでトレーニングを行うことが一般的である．

特に，初学者である看護学生は，手順を覚えること

が技術のコツであると考えているため，指導者はわ

かりやすいデモンストレーションを心がけることが

必要であった．一方，ICT が発達した近年では，動

画による学習や eLearning による場所や時間を問わ

ない学習が可能になった．しかし，実際に行う看護

技術トレーニングでは，動画映像が示されるモニタ

ーを見ながら実施することが多く，視線の移動など

の問題からリアルタイムの学習は困難である．特に

これまで分析対象の盲点となっていた器具を持たな

い補助的な役割の手指については，映像の手がかり

もなく，初学者が刺入しにくい血管における「技（わ

ざ）」を学ぶことは難しい． 
そのためまず，熟達者の看護技術方法を視線の移

動をすることなく学習できるようにAR（仮想現実）

を用いた学習支援システムを開発した．図 2 に示す

ように，学習者は技術トレーニングを実施する際に，

リアルタイムで眼前に透けて示される熟達者の技能

映像に従って，模倣（トレース）して学ぶことがで

きる．プロトタイプシステムでは，シミュレーショ

ンの腕モデルに画像を重ねることによりトレーニン

グ可能であることを確認している． 
しかし一方では，トレーニング前の画像の重ね合

わせの調整が必要であり，熟達者（他者）の映像と

初心者の技術映像の重ね合わせには，物品の位置の

確定や模倣の仕方など，工夫が必要である．さらに，

注射技術において，器具を持たない補助的な役割の

手指の動作方法は，血管への刺入をしやすくするた

めに必要であり，学習を支援する必要がある．先に

熟達者と初学者の接触圧と皮膚伸展圧について分析

を進めていることから，今後はそれらのデータをリ

アルタイムにシステム上で可視化していくことを考

えている．  

 
図 2 AR を活用したウェアラブル学習システム 
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ICTを活用した急性期脳梗塞治療の評価及び教育の取り組み 
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あらまし：本急性期脳梗塞の治療では，発症から治療開始時間までの時間の短縮等の処理効率の改善が喫

緊の課題である．著者らは，ICT技術を活用して，脳梗塞治療の効率を改善するための仕組み「Task Calc. 
Stroke」を設計・開発した．当仕組みには，処理効率の改善のため，誘導，実績の評価等の機能があり，
これらは医療スタッフの教育にも活用できる．本稿では，当仕組みによる解決及び成果を示し，今後の展

望を議論する． 
キーワード：脳梗塞治療，救急医療，プロトコル管理，医療の質評価，啓蒙，教育 

 
1. 緒言 
脳血管疾患等の救急医療では，早期の治療が重要

であり，患者の社会復帰率を高めることが示されて

いる．脳梗塞の t-PA 治療開始までの DTN（Door-	
to-Needle）時間，脳血管内治療開始までの D2P（Door-	
to-Puncture）等が早期治療の測定指標として示され，
各病院の医療の質評価の QI（Quality Indicator）プロ
ジェクト等でも，これらの時間が評価指標として使

われている． 
患者到着から治療までの検査・診察等には CT 検

査室，血液検査室等の複数の物理的に離れた部署が

関係してくるが，早期治療実現のため，救急医療に

あたる医療機関では，これらの多数の処置の手順に

相当する「プロトコル」を設計し，医療スタッフ（医

師，看護師等の医療従事者）がこれに従って処置を

適切に実行し，時間短縮を図っている．プロトコル

の設計では，救急医療を俯瞰した体制の構築，待ち

時間の削減，並列処置の実現の考慮が重要である．

プロトコル管理は，医療スタッフが医療行為の傍ら，

副次的に行っている．救急患者の疾患の種類は様々

であるため，処置する事項も様々である上に，医療

スタッフの数，顔ぶれ，経験等の救急医療の環境も

時間帯によって様々である． 
時間短縮の実現には，医療スタッフが早期治療の

重要性，プロトコルの仕組み，継続的改善の意義を

理解することが不可欠であり，彼らの練達と負担に

依っている．結果として，医療スタッフに相当の負

担が生じ，また待ち時間・ミス等の問題が生じてし

まうことがある． 
著者らは，これらの課題を解決するため，救急医

療のプロトコル管理に ICT技術を活用し，効率的・
効果的にタスク管理，情報連携等を行うことで，時

間短縮の安定及び医療スタッフの負担軽減を実現す

る取り組みを行った[1-4]．仕組みの設計及び実装で
は，処置の誘導，実績の評価の機能を準備し，医療

スタッフの教育に活かす試みを行った． 

 
2. 設計上の特徴及び構成 
以下に，救急医療現場での課題解決のためのプロ

トコル管理を実現する仕組みの設計上の特徴を示す． 
 

• 経過時間等の表示: 救急医療の現場では分単位
の時間が重要である．早期医療の実現，また時間

の意識の徹底のため，目標時間までの秒読み時間

あるいは病院到着からの経過時間をあらゆる端

末に時々刻々表示する． 

 
図 1  患者画面の例 

 
• 多対多の連絡網の構成: 従来の 1対 1の電話連絡
では，n 名の医療スタッフの連絡網の実現には，
理論的には n (n-1) / 2回の手間が必要である．小
倉記念病院（北九州市）の脳梗塞急性期治療プロ

トコルでは，患者ひとりあたり最小構成で 12 名
の医療スタッフが関与し，20 回弱の電話をかけ
る必要が生じていた． 

• 現在の状態の俯瞰表示: IM（Instant Messenger）等
の時系列表示では情報が流れていってしまい，過

去の内容を遡って確認する必要がある．救急医療

現場では治療に関する情報を集約し，時々刻々変

わる現在の状態を瞬時に解釈できるように表示
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する必要がある． 

 

図 2  構成概念図 

 
救急医療現場を考慮し，簡単に直感的に操作でき

る使い勝手の実現も留意した事項であった． 
 
3. 教育上の効果 
医療スタッフは早期治療の重要性，プロトコルの

仕組み，継続的改善の意義を理解することが不可欠

である．また，自機関の治療実績を適切に評価する

ことで，継続的に改善が期待できるという先行研究

がある[5-6]． 
 

• 誘導: 図 3に例を示すように，救急医療プロトコ
ルは処置の流れがある．定義された流れにしたが

って，処置を適切に誘導することで，ミスの削減

を期待できる． 

 
図 3  処置の遷移 

 
• 記録・集計: 処置過程の実績時間情報を自動的に
記録しているので，累積情報の集計結果をグラフ

表示し，各処置の開始の待ち時間，並列実行を容

易に確認し，評価することで，次の改善に結び付

けることができる．図 4 に特定のスクランブル
の処置の流れの表示例を示す． 

 

図 4  概要表示の例 

 
複数の患者治療間の対比表示，月あるいは年単位

での集計表示が可能であり，治療実績の中央値，最

小値，第 1四分位点（25%），第 3四分位点（75%），
最大値から改善の推移を確認することができる．図

5は月単位での集計表示例である． 

 

図 5  月単位の集計表示の例 
 
これらの機能によって，医療スタッフは自分の病

院の早期治療の時間実績を認識することができる．

自病院の正しい実績評価及び振り返りは，次の効率

改善のために重要である．また，この集計機能は医

療スタッフを時間計測，記録，計算，また実績報告

書作成の手間から開放する． 
 
4. 結語 
救急医療のプロトコル管理に ICT 技術を活用し，

時間短縮の安定及び医療スタッフの負担軽減を実現

する取り組みを行い，処置の誘導，実績の評価の機

能を準備し，医療スタッフの教育に活用する試みを

行った．また，実際の救急医療現場で，これらが効

率的及び効果的に機能し，教育上の効果を有するこ

とを確認するため，複数の病院で実証実験を行った．  
 

参考文献 
(1) 小山 裕司, 松本 省二, 吉良 潤一: “ICT を活用した救急医

療プロトコル管理”, 2016 年電子情報通信学会総合大会
（2016） 

(2) 小山 裕司, 松本 省二, 吉良 潤一: “ICT プロトコル管理に
よる救急医療の効率改善の取り組み”, 第 20 回日本医療情
報学会春季学術大会（2016） 

(3) 小山裕司，松本省二，吉良潤一:“急性期脳梗塞治療支援シ
ステムの取り組み”，情報処理学会 論文誌（IPSJ Journal），
Vol.57，No.5（2016） 

(4) Shoji Matsumoto, Hiroshi Koyama, Taketo Hatano, et al.: “The 
Development of Visual Task Management ICT System for Acute 
Stroke Care”, XXIII World Congress of Neurology（2017） 

(5) Noreen Kamal, Eric E. Smith, Caroline Stephenson, et al.: 
“Visualizing Acute Stroke Data to Improve Clinical Outcomes”, 
Stroke, Vol. 46, Issue 7（2015） 

(6) Cheryl B. Lin, Margueritte Cox, DaiWai M. Olson, et al.: 
“Perception Versus Actual Performance in Timely Tissue 
Plasminogen Activation Administration in the Management of 
Acute Ischemic Stroke”, Journal of the American Heart 
Association, Vol. 4, Issue 7（2015） 

(7) 二宮誠，川山相基，小山裕司ほか: “チケット管理システム
を活用した PBLプロジェクト評価ツールの開発”，第 63回
日本工学教育協会年次大会（2015） 

教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 72 ―



LINE@を利用した学習システムでの多様なクイズ問題提供環境の試作 
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あらまし：著者らは LINE@を利用した学習システムとして，これまでに医学英語や英単語・英熟語の学
習システムを提供してきた．これらで提供している問題は，数は多いが同一形式のものであった．これに

対して，医師国家試験や看護師国家試験では，さまざまな形式で問題が出題される．本稿では多様な問題

に対応した学習システムと，共同で問題を構築する環境の概要について報告する． 
キーワード：LINE@，学習システム，演習問題，医師国家試験，看護師国家試験 

 
 
1. はじめに 

SNS の一つである LINEは若年層だけでなく幅広
い年齢層でネットワーク上のコミュニケーションの

手段の一つとして利用されている．LINEのビジネス
向けのアカウントの一つである LINE@は，小規模店
舗，自治体等の情報発信の一手段として利用が急増

している．最近では大学においても広報活動や情報

提供を目的として LINE@が利用されている（1）． 
著者らは LINE@を利用した学習システムとして，
これまでに医学英語や英単語・英熟語の問題を提供

してきた（2,3,4）．これらで提供している問題は，数は

多いが同一形式のものであった．これに対して，医

師国家試験や看護師国家試験では，さまざまな形式

で問題が出題される． 
 
2. 医学英語と英単語学習システム 
図 1のように，医学英語学習システムでは接頭語
や接尾語の英語と日本語の組合せの正誤を問う二者

択一形式の問題，英単語学習システムでは四者択一

形式の問題を提供している． 

図 1 医学英語と英単語の学習システム 
 
これらの実装には，利用者からのメッセージや

LINE@のMessaging API（5）の「テンプレートメッセ

ージ」として提供される「ボタンテンプレート」（テ

キストや画像の表示と最大 4件までのボタン表示と
ボタンがタップされたときの動作の記述），「確認テ

ンプレート」（テキストや画像の表示と最大 2件まで
のボタン表示とボタンがタップされたときの動作の

記述）の応答を利用している． 
 
3. 多様な問題形式への対応 
医師国家試験や看護師国家試験等で出題される選

択式の問題の形式は，五者択一，五者択二，五者択

三，十者択二（数字 2桁）等とさまざまである．こ
れらに対しては，医学英語や英単語学習システムで

提供した手法が適用できない．LINE@の Messaging 
API の「ボタンテンプレート」では最大 4 件までの
ボタン表示と動作の記述しかできず，また複数のボ

タンを選択することができないからである． 
これらに対応するために，Messaging APIで提供さ

れる「イメージマップメッセージ」を今回利用する

ことにした．「イメージマップメッセージ」には，表

示された画像を利用者がタップすると，あらかじめ

設定された最大 50 件の領域ごとに個別のメッセー
ジを送信する機能がある． 
複数の選択については，ボタンや画像のタップご

とにメッセージが送出されるために，図 2の中央の
画像のように選択されたボタンの色を変化させた画

像を再表示し，二つ目の選択肢のボタンをタップで

きるようにした．なお，押し間違いや選択を修正す

るために，すでに選択されたボタンを再度タップす

ると選択が解除されるようにしている． 
複数の選択で順序が意味をもつものについては，

図 3の右側の画像のように，選択肢を複数段に表示
するようにしている．ボタンの選択と解除は図 2の
中央の画像の五者択二形式と同様であるが，別のボ

タンのタップにより選択の解除と再選択になるよう

にしている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

C1-3 

― 73 ―



図 2 看護師国家試験の学習システム 
 

4. クイズの問題の構築環境 
医師国家試験や看護師国家試験等の過去の試験問

題と正答は，厚生労働省のWebサイトで一般公開さ
れている．学習システムには，これらのデータを利

用していくが，著者らだけでの入力は困難であり，

本システムを利用してくださる方のご協力が不可欠

である．そこで，Microsoft Excel のファイルで入力
用のテンプレートを用意している． 
 

表 1 問題の形式 
種別 法律 
問題 看護師の離職時の届出が定められているのは

どれか． 
選択肢数 5 
選択肢 1 医療法 
選択肢 2 学校教育法 
選択肢 3 労働基準法 
選択肢 4 保健師助産師看護師法 
選択肢 5 看護師等の人材確保の促進に関する法律 
正解数 1 
正解順序 0 
正解 1 5 
解説 http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_ 

search/lsg0500/detail?lawId=404AC0000000086 
 
種別  
問題 看護師籍に登録されるのはどれか．2つ選べ． 
選択肢数 5 
選択肢 1 生年月日 
選択肢 2 受験年月日 
選択肢 3 卒業年月日 
選択肢 4 就業年月日 
選択肢 5 登録年月日 
正解数 2 
正解順序 0 
正解 1 1 
正解 2 5 

解説  
 
種別  
問題 50床の病棟で入院患者は 45人である．この病

棟の病床利用率を求めよ．ただし，小数点以下

の数値が得られた場合には，小数点以下第 1位
を四捨五入すること． 

選択肢数 10 
正解数 2 
正解順序 1 
正解 1 9 
正解 2 0 
解説  

表 1 は Excel の各行を表形式にしたものである．
種別や解説は試験問題に含まれていない項目である

が，分野ごとの学習や学習者へのフィードバックの

ために追加している． 
現時点では，Excelファイルからシステムにデータ

を登録するようにしているが，将来的にはWebイン
タフェースで入力できるようにする予定である． 
 
5. おわりに 
本稿では，医師国家試験や看護師国家試験等にみ

られる多様な問題に対応した学習システムと，共同

で問題を構築する環境の概要について報告した．試

験問題の形式は本稿で実装した以外にもさまざまな

形式が存在する．今後も多様な問題に対応できるよ

うしていく予定である．またすでに提供している医

学英語や英単語学習システムに関しても，操作性の

向上のために，今回実装した方法に変更する予定で

ある． 
筆者らの LINE@を利用した学習環境の一連の研

究では，(1)学習システムの構築，(2)学習システム上
でさまざまな教材や演習問題の提供，(3)学習システ
ムに記録される学習履歴をもとに教材や演習問題の

難易度と学習者の能力を推定する機能の提供，(4)学
習システムに蓄積された学習履歴の解析，を目標と

している． 
これらの機能は広く公開し，各機関の LINE@アカ

ウントからの利用できるようにする予定である．ま

た学習履歴は Learning Analyticsの研究にも利用でき
るようにする予定である．そのためにも多くの研究

者の協力と支援をいただけると幸いである． 
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あらまし：本研究の目的は，音読の流暢性自動評価ツールの開発である．これまでに，聞き手の印象を反

映させた音読評価指標を整理し，それらを音読見本上にマッピングしたレイアウトを用いた利用者へのフ

ィードバック機能を設計している．本稿では，フィードバック機能に対する利用者へのヒアリング結果と，

その結果に基づくフィードバック画面のレイアウト設計の成果を示す. 
キーワード：音読，流暢性，音読時間，ポーズ,可視化  

 
 
1. はじめに 
児童は読み練習を重ねて流暢性を評価，アセスメ

ントすることで学習効率の向上を高めることが示唆

されている(1)．また，学校教育においては，読み書

き困難児童の発達性ディスレクシアに対する認知度

が低く，特別な支援が受けられない現状が見受けら

れる(2)．家庭でも保護者は経験や専門知識が乏しく，

児童に対して適切な評価を行うことは困難である．  
読みの流暢性評価法として，読みの速度に着目し

た検査方法(3)や文字の読み書きの正確性を調べる検

査方法(4)がある．これらの指標を用いる際には「で

きるだけ速く正確に音読する」ことが求められるこ

とが多い．先行研究では，単一項目による評価や特

殊な検査が用いていた．評価に関する専門知識が必

要であったり，評価に長時間を要したりするなどの

問題がある．また，評価のために取得した音読の特

徴が音読のアセスメントに活かされないことが多い． 
本研究では，これまでに，文章音読に挿入された

ポーズ情報を利用した多面的指標(5)を用いることで，

読みの流暢性の自動評価ツール(6)を提案してきた．

本自動評価ツールで読みの流暢性評価指標としてい

る特徴量は以下の 5つである． 
1. ポーズの平均時間 
2. 1モーラあたりの音読時間 
3. 音読中のポーズ回数 
4. 所要時間に対するポーズ割合 
5. ポーズの位置種類 

 
本稿では，自動評価ツールで取得した音読の特徴

を利用者に効果的かつ効率的にフィードバックする

可視化方法の検討を試みる． 
 

2. アセスメント用インタフェース概要 
5 指標に基づく音読の特徴をアセスメントするた

めのインタフェースを設計した．利用者は音読指導

者を想定する．提案インタフェースを用いることで，

問題がある音読箇所の効率的な発見を目的とする． 
2.1 可視化する評価指標 
本研究では，数値データで表現される音読特徴を

可視化することとした．可視化する理由は，評価に

時間を要するデータを概観でき，情報に潜む知見の

獲得ツールとして確立されているからである(7)． 
可視化する特徴量としては，1 モーラの音読時間

とポーズの時間，およびそれらの位置とした．指導

者が児童の音読困難箇所を発見するためには，文章

情報を必要とする．そのため，可視化は，文章情報

に音読特徴データを付加する形とした． 
2.2 表示画面設計 
図 1に音読特徴を可視化した方法の例を示す．(1)

ルビ振りは，認識文の上に 1モーラの音読時間，下
にはポーズ時間を示す．(2)読み速度は，実時間で音
読評価の結果文章を順番に提示する．(3)速度下線は，
実時間で結果文章に下線を引き提示する．(4)分かち
書きではポーズの長さに対して対応する数の□を挿

入する．(5)文字サイズ変更では，音読時間を文字サ
イズに変換対応させた．(6)ヒートマップでは，音読
時間を色情報に変換対応させた． 

 
図 1	 音読特徴の提示方法 
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3. 対象者評価結果 
音読指導者 4名に設計画面を評価させた．その結

果，可視化手法とアセスメントに関する評価に分類

できた． 
可視化手法に関する評価を以下に示す． 

- 読みの変遷を視覚的に理解できて良い 
- ルビ振りは情報を精査するときに良い 
- ヒートマップのポーズは□がよい 
- ルビ振りは情報精査しか使えない 
- 分かち書きの数の違いが分かりづらい 
- 課題文章と比較できる画面が欲しい 
- 5 指標に視線情報を組み合わせると時系列を
拡張できるのではないか 

アセスメントに関する評価を以下に示す． 
- 詰まっている位置が分かり，指導に役に立つ 
- 読みの評価はモチベーション維持に使える 
- 上手に読めていると楽しくなるようなインセ
ンティブがあるといい 

可視化手法に関しては，(6)ヒートマップが特に好
評であり，問題箇所発見に役立つと指摘された． 
また，提案手法により，音読の評価が可視化され

ることが児童の指導に役立つという意見もあった．

指導時間に制約のある指導者でも児童の音読特徴を

概観することができること，客観的な評価が行える

可能性があること等が指摘された． 
 

4. 評価に基づくインタフェースの改良 
3 章に示した評価結果に基づき，音読評価の結果
と課題文章の比較を行える画面を 3種類作成した．
図 2にその一部を示す．（a）は現実世界の紙での比
較時の紙を重ねる行為のメタファーを取り入れた表

示方法である．（b）は結果文章と課題文章を平行に
並べ表示する方法である．3 番目は，結果文章の任
意行をマウスオーバあるいはクリックすると課題文

章と置き換わる表示方法である(図示は省略)． 

図 2	 文章比較画面 
 

情報可視化の目的には 4つの用途がある(6)．それ

らは，データ全体を広く眺める「概観」，問題点や新

しい現象を見つけ出す「解明」，データ要素の追加・

削除・注釈を行う「操作」，データの持つ意味を明快

に説明する「報告」である．図 2に示した画面設計
では，問題箇所の発見を目的としていた．そのため，

「概観」「解明」の用途のみを意識し，「操作」「報告」

に関する機能は盛り込めていなかった．そこで，問

題箇所の詳細情報の表示や操作ができるような表示

画面も作成した．結果を図 3に示す．（a）は問題箇
所一覧として表示する方法であり，（b）は音読評価
の結果文章上に問題点を表示方法である．

 
図 3	 問題箇所の詳細情報表示画面 

 
5. おわりに 
音読の流暢性を評価したデータの可視化手法につ

いて検討した．ヒートマップ型インタフェースが好

評であった．また，評価指標は数値よりも数量変数

に置き換えた方が特徴評価しやすいことが明らかに

なった．今後は，新しく作成したインタフェースの

評価実験を行う．また，新たに児童向けの流暢性評

価フィードバック方法も検討する． 
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あらまし：スポーツのスキル獲得では，身体の各動作部位に対する動きのコツを，直感的に認知しやすい

学習方法が有効である．本研究では，利用者が身体各部に自由に装着でき，装着部位の動き（速度ベクト

ル，加速度ベクトル）を観測するセンサを用いる．センサデータをもとに，利用者が選択した部位の動き

をシンボル化でき，そのシンボルを撮影された映像上に重畳表示できる映像再生システムを提案する． 
キーワード：内省支援，重畳表示，アノテーション，シンボル化，ポインティング 
 

1. はじめに 
近年では，熟達した競技者が，インターネットを

通じて練習方法やスキル獲得で重要なコツを動画発

信している．コツを伝えるために熟達者は，運動の

キーポイントとなる複数の身体の部位に対し，意識

を向けさせる説明を行う．知識習得を促す一般的な

講義コンテンツでは，前記のような意識づけのため

字幕などのアノテーションが使われる．一方で，複

数の部位が異なるタイミングで連動するスキル獲得

を促す目的では，指導部位やタイミング，指導内容

を容易に指し示す方法を提案することで，コンテン

ツ制作の容易性や習熟につながりやすい表現となる

ことが期待される．そこで，本研究では運動学習を

対象となる部位に対し，動画再生環境上で，容易に

指示入力（ポインティング）可能なアノテーション

の手法を提案する．本研究では運動を対象としたア

ノテーションをシンボルと呼び，競技者が動画上の

身体の任意の部位にシンボルを付与するシンボル化

を支援し，映像の対応する部位にシンボルを重畳表

示するシステムを開発する． 
2. シンボル化の要件および定義 
競技者が内省に注目したい部位にセンサを装着し，

同時に自分の動画も撮影しながら運動し，自分の動

きを把握しようとする試みがなされている．その状

況下で，競技者が内省に向けて，動画編集上のセン

サの装着部位とセンサ値の対応づけや，映像との同

期の手間が課題の一つである．また，運動の映像中

では，動きは直観的に認知しやすいことが望ましい．

本研究では，装着各部位の動きに対し，選択された

部位をシンボルで表す．その過程で部位との対応を

含めた内容定義を支援する．動画再生中に，変化す

る動きの中で，シンボルは，特定のシーンに対し，

センサ値と部位，時間に紐づく．なお，石原らの研

究(1)で字形ごとにある程度固まったイメージが存在

し，直観的に伝わりやすいため，本研究では，シン

ボルは文字のシェイプ（輪郭として字形等）を定義

する．また，内省に向けて，シンボル化は，装着部

位のセンサ情報（加速度等）を含む． 
3. シンボル化の手順 
本研究ではシンボルを用いたスキル学習のサイク

ルとして 1）身体の部位とシンボルを与えるタイミ
ングの選択，2）部位の運動のシンボル化，3）シン
ボルに対する運動の差から振り返り学習，を順に回

す．図 1に 2）のシンボル化の過程を示す．シェイ
プはシンボルの字形を表し，オノマトペで示す大ま

かな動きの感覚により具体的なパラメータをシステ

ムがユーザに提示する．パラメータはシンボルの示

す運動自体を表す．パラメータの軸は例えば運動の

速度を表し，幅は一定速度で運動するときの許容す

る速度の変化する幅を表す．パラメータは別のシー

ンで同じ様な動きをした時に，その動き間の差を検

出するために活用の可能性がある．本稿では，スキ

ル学習のサイクルの中の 1)，2)の部分に焦点を当て
た，動きのシンボル化支援システムを提案する． 

図 1選択した部位の運動のシンボル化の過程 
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4. ポイントを示すシンボルの重畳表示 
運動以外でアノテーションを使い位置を指定し，

レビューを行う研究として寳理らの研究が挙げられ

る(2)．しかし，運動では，シンボルを映像内で表示す

る位置は，部位に追従させる必要がある．そのため，

本研究では，シンボルが対応するセンサの上に重畳

される映像を提供する．シンボルを重畳する際には

AR 技術が活用可能であり，本研究では，センサを
AR マーカとして活用する手法を採用する．これに
より，シンボルを指し示したい身体の部位に重畳し，

表示することが可能になる． 
5. システム利用の流れ 
本研究で開発するシステムは，競技者の運動のシ

ンボル化とその閲覧を支援することを目的としてい

る．また，運動のシンボル化は映像，センサデータ

を取得した競技者以外でも可能である．システムは

利用者に I/F 上で学習対象として含まれる身体部位
の範囲を変えて選択可能にし，任意の粒度での対象

部位のシンボル化を可能にする．提案するシステム

の流れを図 2に示す．まず，競技者は身体にデバイ
スを装着し，練習を行う．競技者は練習中，自分の

練習の様子を撮影し，ウェアラブルデバイスは運動

に関する加速度などを検出する．運動後はシステム

を使い，運動のシンボル化を行う．利用者は，撮影

しておいた映像をサーバにアップロードし，Webを
通じた I/F で映像中のシンボル化を行いたい部位を
選択し，その時間，時間幅を指定してシンボル化す

る．また，シンボル付与後の運動を閲覧し，自身の

運動の課題を発見する． 
6. システムの機能提案と要件 
6.1 身体の運動を取得するデバイス 
本研究では，身体各部の動きを取得するために，

デバイスに 3軸の加速度，角速度，磁気センサを搭
載する．また，力の入れ具合を取得するために，筋

電センサの活用も検討する．筋電位その他のデータ

はその取得位置が身体上で異なるため，異なるデバ

イスを用意する．デバイスは，シンボル重畳の際の

マーカとしての役割も果たすため，カメラで映るよ

うにある程度の大きさを要する．また，デバイスは

競技者の身体に複数装着され，携帯端末へデータを

送信する．携帯端末は，サーバにデータを転送する

中継機能を持つ．デバイス同士の通信には無線通信

を活用する．しかし，無線通信方式の中には最大接

続数の制約が存在するものもあるため，デバイス同

士でネットワークを構成する手法も検討する．この

ようなデバイスで利用者の身体運動を取得する． 
6.2 部位へのシンボル重畳 
本システムでは，シンボル化及び，その重畳表示

をする際には，図 3に示すような映像閲覧 I/Fを用
いる．I/F内で競技者はシンボルを表示，又はシンボ
ル化する対象の部位の範囲の大きさを指定できる．

システムは利用者にシンボル化されてない部位や動

きに対しては，I/F内で部位を選び，それに対してシ
ンボル化を行うことも可能である．本研究では，範

囲の大きさを粒度と呼ぶ．粒度は，粒度スライダー

で指定することができる．この粒度に連動して，図 
3 中の左側の円の大きさが変化する．競技者は左側
の円で対象とする部位範囲を選び，右側の円でその

部位にシンボルを重畳した映像を再生，閲覧する． 
7. 終わりに 
本研究では，競技者に身体の任意の部位の動きに

アノテーションを付与するシンボル化支援をするシ

ステムの提案をした．システムは，利用者にシンボ

ル化を容易に行わせ，動画内で身体のセンサ取り付

け箇所にシンボルを重畳させることで，直感的な運

動の伝達を支援する．今後の課題としては，デバイ

スやシステムの開発が挙げられる．また，具体的な

シンボル化支援の方法についても検討を行いたい．  
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あらまし：児童の発音評価を視覚的にフィードバックするために，DNN の活動パターンに着目した．ま

ず予備研究として，DNN レイヤーの活動パターンを低次元多様体に布置した分布で，どの程度音素が識

別できるかを調査した．はじめに多層パーセプトロンを構成し，音声特徴量を学習データ，音素ラベルを

教師データとして学習した．そして parametric t-SNE 変換により，DNNレイヤーの活動パターンを 2次元

多様体上にマップした。多様体は局所的にはユークリッド空間とみなせるので、マージン最大化近傍法に

より識別テストを行った結果，構音位置の平均正答率は 82.6%，構音様式の平均正答率は 82.3%であった． 

キーワード：発音評価，フィードバック，DNN，可視化，音素識別 

 

 

1. はじめに 

私たちはこれまで，言語通級指導教室の発音指導

を支援するシステムを開発してきた．子どもたちが

発音練習をするためのシステム(1)では，練習時の発

音を，ターゲットである発音やその児童が誤りがち

な発音と比較した結果をフィードバックしていたが，

発音評価の精度があまりよくなく，改善を望まれて

いた．また，発音の正誤判定のみのフィードバック

は歓迎されず，“どの程度正しいか”のフィードバッ

クを望まれていた．むろん，構音上の問題点も指摘

できればなおよい． 

発音評価に関しては，Goodness of Pronunciation(2)

に基づく方法など，これまで数多くの先行研究があ

るが，近年，DNN による音韻特徴表現に関する研究

が報告されている．Nagamine らは，DNN の各ノー

ドに見られる，音素の弁別素性の特徴を調べている
(3)．また Simは，DNN 中間層の活動パターンを低次

元多様体に布置し，音素の分布を観察している(4)． 

そこで本研究は，児童の発音評価を視覚的にフィ

ードバックするために DNN の活動パターンを利用

することを目的とする．本講では，そのための予備

的研究として，DNNレイヤーの活動パターンを低次

元多様体に布置したマップ上で，どの程度音素が識

別できるかを調査した結果を報告する． 

 

2. 音声特徴量 

本研究では，「日本語話し言葉コーパス」(5)の音声

から Kaldi ツールキット(6)を使って特徴ベクトルを

抽出した．具体的には，13次元 MFCC特徴ベクトル

を求め，±4 フレームのスプライシングを行った．

LDA により 40 次元に次元圧縮し，MLLT により特

徴ベクトルの相関を削減した．そして，fMLLR によ

り話者の正規化を行った．このようにして得られた

各フレームの特徴量を，学習データ（training data, 

validation data）と評価用のデータ(test data)に分けた．

次に，HMM の遷移モデルの pdf のインデックスで

ある 497 個の idとの強制アライメントを行った．こ

れらの idは音素と対応が取れているので，最終的に，

各フレームの属性として音素を割り当て，これを教

師データとした． 

 

3. ネットワークの構成 

 ネットワークは，入力層（40次元），1つの中間層

（ノード数 256），4 つの中間層（ノード数 2048），

出力層（25次元）の多層パーセプトロンである．活

性化関数として，出力層に対してのみ softmax 関数

を用い，それ以外の層には ReLU 関数を用いた．こ

のネットワークを用いて音素の識別テストを行った

ところ，正答率は 85.0%であった． 

 学習データ(training, validation)，テストデータそれ

ぞれについて，DNNの最終層の活動パターンを得た． 
 

4. 低次元多様体への布置 

 3 章で得た活動パターンを 2 次元多様体に布置す

るために，parametric t-SNE(7)を用いた．parametric 

t-SNE は，training data のマッピング上に test dataを

マップすることができるため，評価したい音声と比

較したい音声の関係を視覚的に確認できるのではな

いかと考えた． 

parametric t-SNEでは，変換のためのモデルをDNN

で学習する．本研究では，この DNN の中間層を 3

層（ノード数はそれぞれ 100, 100, 400）に設定した．

学習とテスト用のデータとして，3章の DNN の学習

と評価に用いたデータから，各音素につき 10,000 の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

D1-2 

― 79 ―



training data，2,000 の validation data，3,000 の test data

をランダムに選んで使用した． 

 図 1，図 2 は，発音誤りがよく見られる音素対に

ついて学習データを布置したものである．図 1 は，

構音位置は同じ歯茎硬口蓋で，構音様式が摩擦であ

る/ɕ/（青）と破擦である/tɕ/（赤）の分布である．図

2 は，軟口蓋破裂音の/k, kʲ/（青）と硬口蓋摩擦音の 

/ ç/（赤）の分布である．どちらの図も，各音素独自

の領域と，重複領域が確認される．分布が重複して

いる領域に布置される音声は，聴感上もどちらの音

素にも似た音が分布しているかどうかを確認する必

要がある．実際に聴感上も区別しにくい音が分布し

ているのならば，ターゲットである音素の音声と誤

りがちな音声を布置したマップ上に，評価したい音

声をマップすることで，ターゲット発音や誤りがち

な発音との関係を視覚的に知ることができる． 

 

 
図 1  /ɕ/（青）と/tɕ/（赤）の分布 

 

 
図 2  /k, kʲ /（青）と/ç/（赤）の分布 

 

5. 識別テスト 

多様体上の各点の近傍はユークリッド空間である

ため，マージン最大化近傍法(8)により，音素認識テ

ストを行った（k=5）．その結果，子音の認識率は

77.6%，母音の認識率は 80.0%であった． 

先行研究(1)における発音評価のフィードバックで

は，起こりがちな発音誤りとの比較を提示するので，

音素の認識よりも，構音の位置や様式の誤りの検出

性能がより重要である．表 1 に，構音位置及び構音

様式で音素を分別した場合の正答率を示す．構音位

置の平均正答率は 82.6%，構音様式の平均正答率は

82.3%であった． 

 

表 1  構音位置及び構音様式の正答率 

構音位置の正答率 構音様式の正答率 

両唇音 0.830  鼻音 0.873  

歯茎音 0.871  破裂音 0.848  

歯茎硬口蓋音 0.820  摩擦音 0.843  

硬口蓋音 0.792  破擦音 0.791  

軟口蓋音 0.788  弾き音 0.813  

声門音 0.747  接近音 0.770  

平均 0.826  平均 0.823  

 

6. まとめ 

本講では，音声特徴量を入力とし，音素ラベルを

教師データとして学習した DNN のレイヤーの活動

パターンを多様体上に布置し，そのマップ上に評価

したい発音を布置することで，発音評価のフィード

バックを行うことを目的とし，実際にどの程度音素

を識別できるかを調査した．各音素は，一部領域が

重複しつつも，異なる領域に分布した．今後，重複

領域に布置された音声が，実際に聴感上も似ている

かどうかを確認する必要がある． 
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あらまし：競技かるたとは百人一首を用いた競技で，読み手が百人一首の上の句を読み，競技者が下の句

だけが書かれた札をとるという競技である．競技かるたにおいて有用な戦略として，決まり字と呼ばれる

ものがある．決まり字とは，競技かるたにおける上の句のこの文字が読まれると取る札が確定する文字の

ことである．決まり字は競技が進むごとに変化していくが，既存の練習素材ではこの変化に対応できてい

ない．競技かるたにおける決まり字変化の学習を可視化するとともに効率的にし，システム使用者がより

早く札を取ることができるように支援するシステムを Unity で開発し，決まり字変化機能を搭載している

システムと搭載していないシステムで比較を行い，システムの有用性を評価した． 

キーワード：競技かるた，決まり字，学習支援，Unity 

 

 

1. はじめに 

競技かるたとは，百人一首を用いた競技であり，

小学生から高齢者まで年齢を問わず楽しめる競技の

一つである．その歴史は江戸時代まで遡り，一般的

には，古典的な伝統文化であると捉えられることが

多い．しかし，競技かるたの本質としては，高度な

瞬発力，記憶力，精神力，集中力など，あらゆる分

野の技術が求められる激しいスポーツである．競技

かるたを行う上で重要な事項は，身体能力，集中力，

記憶力，耳の良さ，札の配置，決まり字などが挙げ

られる．本研究では競技かるたにおいて有用な戦略

のうち，「決まり字」と呼ばれるものに着目して研究

を行った．決まり字とは競技かるたにおける上の句

のこの文字が読まれると取る札が確定する文字のこ

とであり，競技の進行とともに変化する． 

 

2. 研究背景と研究目的 

従来の決まり字の学習方法として，図 1のような，

実際の札の上に決まり字が書かれた札を使って，競

技を行いながら学んでいく方法がある．しかし，こ

れは決まり字変化には対応しておらず，結局は自分

の脳内で逐次決まり字変化をシミュレーションして

いく必要がある． そのため，競技かるたにおける決

まり字の変化を可視化することで，学習者が競技か

るたの決まり変化をリアルタイムに学習できるシス

テムを構築した． 

 
図 1 既存の決まり字学習教材 

 

 

3. 関連研究 

関連研究として，札を決まり字の種類によって区

別し，可視化することで，盤面を見たときに一目で

札の分布が分かり，同じ種類の札が集まっているの

か，散らばっているのかが判断できるように設計さ

れたインタラクティブコンテンツの研究がある．こ

の研究は，自陣の札の配置を可視化しているもので

あるが，本研究は決まり字の変化を可視化するもの

であり目的が異なる． 

 

4. システムの概要 

本研究で構築したシステムを起動すると，図 2の

ようにランダムに 21 枚の札が選ばれ場に並べられ

る．任意のタイミングで上の句の音声が流れ，学習

者がその上の句に対応する下の句が書かれた札をク

リックすることで札をとることができる．決まり字

変化が起きる場合には，図 3のように，システム側

が自動で決まり字の変化を行ってくれる． 
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図 2 システムの画面 

 

 
図 3 決まり字変化 

 

 

5. 評価実験 

本研究で構築した決まり字変化機能を搭載してい

るシステムと搭載していないシステムを比較し，本

システムの有用性を評価するため，競技かるた初心

者である大学生 10名を対象に実験を行った．学習者

10 名を実験群と統制群の 2 群に 5 名ずつに分けて，

実験群は決まり字変化機能を搭載したシステムを用

いた学習を，統制群は決まり字変化機能を搭載して

いないシステムを用いた学習を 30分間行った．また，

学習者にはシステムによる学習の前後に，決まり字

が書かれていない札を使用したシステムを用いたテ

ストを行い，それを事前テスト，事後テストとした．

テストでは，音声が読み上げられる瞬間から札をと

る瞬間までの時間を札獲得時間とし，それを計測し

た．事前テストと事後テストの札獲得時間の差分を

向上値として，向上値を両群間で比較した． 

 

6. 実験結果 

実験群の事前テストと事後テストの結果を図 4に，

統制群の事前テストと事後テストの結果を図 5に示

す．図 4，図 5 の縦軸は札獲得時間である．また，

実験群と統制群の向上値の平均をグラフにしたもの

を図 6に示す． 

 

 
図 4 実験群の結果 

 

 
図 5 統制群の結果 

 

 
図 6 向上値平均のグラフ 

 

実験群，統制群ともに札獲得時間が減少している

という傾向が見られた．向上値を検定にかけた結果，

実験群と統制群の間に有意差は認められなかったが，

実験群のほうが統制群よりも向上値平均が高いとい

う結果となった． 
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あらまし：統合運動では，各運動要素に対する適切な運動能力の学習が必要となる．本研究では，バスケ

ットボールの 1対 1の場面におけるフェイント動作の学習支援環境の設計を行う．本研究では，オフェン
ス・ディフェンスの動作変更のタイミングに着目し，練習相手となる仮想のディフェンダをソフトウェア

実装し，突破スキル学習の一端を支援する．特に，身体動作計測のためにウェアラブルセンサを装着し，

複数の入力に応じた動的な支援環境を提案する． 
キーワード：統合運動，学習支援，仮想ディフェンス，フェイント動作，タイミング 

 
 
1. はじめに 
統合運動は，複数の身体部位を規律よく連動させ

る運動である．ボール競技などの多くが統合運動で

ある．本研究では，この統合運動の中でもバスケッ

トボールのオフェンス・ディフェンスの 1対 1の場
面におけるフェイント動作に注目する．統合運動ス

キルの獲得には，各運動要素の適切なタイミングで

の発動が重要である．そこで，フェイントのスキル

獲得のために，フェイント動作を構成する要素の一

つである動作変更タイミングの学習を支援する． 
フェイント動作を学習する上で，通常は現実の練

習相手の存在が不可欠であるが，常に想定するディ

フェンススキルを持つ相手と練習できるとは限らな

い．そのため，練習相手となる仮想のディフェンス

をソフトウェア実装し，フェイント動作学習環境を

構築する．また，学習者がオフェンスの適切な動作

変更を行うタイミングを習得する学習支援システム

を構築する． 
 

2. フェイント動作 
スキルは，認知スキルと運動スキルに大別される

(1)．フェイント動作において，認知スキルは相手の動

作を予測し，相手を騙すための最善の行動を考える

スキルである．また，運動スキルは，実際に相手を

突破する動作を行うスキルである．本研究では，こ

の 2つのスキルのうち運動スキルについて注目し，
その学習の一端を支援する． 
フェイント動作によって，ディフェンスを突破で

きる要因の 1つとして，オフェンスとディフェンス
の動作を行うタイミングのズレがある．このタイミ

ングのズレにより，オフェンスとディフェンスとの

間に移動距離の差が生じる．この生じた差によって

オフェンスは，より有利にディフェンスの突破を行

うことができるようになる．そのため，本研究では，

オフェンスとディフェンスの動作変更のタイミング

のズレの大きさに基づく気づきの支援を行う． 
 

3. 学習支援要件 
オフェンスの 1対 1における突破動作は，ディフ

ェンスの動作に依存するため，オープンスキル(1)の

側面が強い．そのため，学習者がオフェンス側の練

習を行う際，練習相手となる現実のディフェンスが

必要と考えられる．しかし，そのような練習相手を

常に用意できる訳ではない．そのため，本研究では，

練習相手となる仮想のディフェンダをソフトウェア

で実装し，突破スキルの初期学習を支援する． 
オフェンスがフェイント動作を行う際，ディフェ

ンスはオフェンスの動作を予測して動く場合もある．

しかし，これは高度な認知スキルを含む動作である．

本研究では，オフェンスの運動スキルの支援を行う

ことを目的としており，ディフェンスの予測に関す

る認知スキル的側面を極力除外する．そのため，デ

ィフェンスはオフェンス側の動作を予測せず，常に

追従する動作を行うことを原則とする．また，学習

者が動作変更を行うタイミングの習得に集中するた

め，学習者はボールを持たず，ピボット動作にてデ

ィフェンスを突破するような練習を考える． 
学習者にディフェンスとの動作変更のズレを大き

くなるよう支援を行う．スキルの構成要素には，タ

イミング（時刻の正確性），グレーディング（出力の

正確性），スペーシング（空間の正確性）がある(2)．

本研究ではその中でもタイミングの支援を試みる．

学習者とディフェンスの動作変更のタイミングのズ

レが最も大きくなるタイミングをシステムが予測し，
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示唆する．また，この一連の支援を学習者の体現と

同期的環境下で実現する． 
フェイント動作は複雑な動作を要する運動である．

そのため，センサを用いて運動データを計測し，デ

ータを処理，蓄積する．また，この処理をセンサで

はなく，汎用コンピュータで行うことで，デバイス

側の処理を軽減できる．一方で，この構成では，通

信の必要があるが，練習している学習者の運動を妨

げないために，無線通信でデータを送信することに

する．これらの要件より，システムフローを図 1に
示す．学習者の学習サイクルに対して，システムに

よる支援は同時に行う． 

 
図 1 システムフロー 

 
4. システム開発 
4.1 概要 
フェイント動作は前後左右の方向に動く素早い運

動である．そのため，この学習者の動作を計測する

ために，加速度センサを用いる．学習者はこのセン

サを腰と両足首に装着し，それぞれ体幹，両足の動

作を計測する．計測されたデータはコンピュータで

統合的に処理を行うため，各データを直接送信する．

無線通信を行うために Wi-Fi モジュールをセンサと
組み合わせて利用する．無線で送信される計測デー

タをコンピュータ側で処理し，学習者を追従する仮

想のディフェンスと提示するタイミングを予測する． 
コンピュータで作成した仮想のディフェンスとタ

イミングをフィードバックとして学習者に提示する

ために，透過型 VR ヘッドセットを装着し，これを
用いて運動中にフィードバックを行う．そのため，

学習者が転倒したり壁面にぶつかるなどの危険を排

除するため透過型とした．また，コンピュータから

ヘッドセットへの通信もセンサ同様 Wi-Fi を用いる．
学習者は，ヘッドセットに表示された仮想のディフ

ェンスを突破するようフェイントを行う．この時，

フェイント動作で今行っている動作から方向を切り

替えるべきタイミングをコンピュータで予測し，学

習者に提示する．これにより，学習者は適切な動作

変更のタイミングを擬似的に体験できる． 
4.2 フィードバック 
本研究では，仮想のディフェンスの運動とタイミ

ングの提示といった 2種類のフィードバックを実現
する．初めに，仮想のディフェンスは運動スキル支

援のため，自律的な運動は行わない．そのため，学

習者を追従する受動的動作を実現する．また，人間

は視覚からの刺激からの反応に 150から 225ミリ秒
要する(3)．そのため，本研究の仮想のディフェンス

は，観測した学習者の動きから 150ミリ秒遅れて追
従する設計とした．このとき，センサでの計測から

表示までのレイテンシはこれ以下であり，遅延補正

は不要である．システムは，学習者の加速度データ

を時間で 2重積分し，おおよその移動距離を計算す
る．この移動距離を元に仮想のディフェンスの動作

を作成する． 
動的なタイミング支援を行う上で，学習者の動作

モデルを考える．このモデルを作成するために，学

習者が仮想のディフェンスを突破しようとする動作

を記録し，蓄積する．この蓄積されたデータからモ

デルを作成する．また，動作の記録を蓄積する度に，

モデルを更新する．これによって，学習者の運動モ

デルを洗練することができる． 
学習者の運動モデルから学習者の動作を推測する．

この時，学習者が現在とは異なる方向に切り替えた

時にソフトウェア上のディフェンダとの距離が大き

くなるタイミングを計算し，動作を変えるよう画像

として VRヘッドセットに提示する． 
 

5. まとめ 
本研究は，統合運動としてバスケットボールの 1

対 1 の場面におけるフェイント動作に注目し，その

学習支援システムの設計を行った．練習時に学習者

の練習相手が必要となる問題に対して，ソフトウェ

ア上で仮想のディフェンダを実装し，学習者に提示

する．これによって学習者個人で練習が可能となる．

また，オフェンス・ディフェンスの動作変更のタイ

ミングに着目し，このタイミングの差による距離増

大を意図した実装を行っている．このためにウェア

ラブルセンサにて身体動作を計測する．	

今後，フィードバックのタイミングに加えて，イ

ンタフェースの改善などを考察する予定である．ま

た，学習者・仮想のディフェンダの精度を高めるた

めのデータの蓄積と，アクティブなディフェンダの

実装といった展開を予定している． 
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あらまし：本論では，Problem/Project Based Learning(PBL)をサポートするために開発されてきた ICT

ツールを概観し，その視座を構築することを目的とする．まず，様々に定義されてきた PBLの構成要素を

整理する．なお，本論では Problem / Projectの両者を対象とする．さらに，PBLをサポートするために

開発されてきた ICTを整理し，PBLのどの構成要素に対しての支援であったのかのマッピングを行う．最

終的に Contextual processへの支援を目的とした論文が著しく少ないことを示す． 

 
キーワード：ICT, Problem based learning, Project based learning 

 
1. はじめに 

これまでに，Problem/Project Based Learning (PBL) 
をサポートするために様々な ICT ツールが開発され

てきた．これに対して，本論文ではその視座を構築

することを目的とする． 
まず，様々に定義されてきた PBL の構成要素を整

理する．なお，本論では Problem / Project の両者を対

象とする．さらに，PBL をサポートするために開発

されてきた ICT を整理し，PBL のどの構成要素に対

しての支援であったのかのマッピングを行う． 
 

2. PBL の構成要素の整理 

代表的な Problem / Project based learning の論文を

参考にそれらの構成要素の整理を行った（表 1）（1）（2）

（3）．縦軸は PBL で利用される学習理論であり，横

軸は PBL の実施に関わる構成要素である． 
PBL で利用される学習理論としては Constructive，

Self-directed，Collaborative，Contextual process の 4
つを抽出した． 

Constructive とは，学習者の能動的な活動により知

識構造の構築および再構築を促す学習である（4）． 
Self-directed とは，学習者が自らの学習活動を計画

し，自己モニタリングを行い，自己評価をしながら

自ら学んでいく学習である（5）． 
Collaborative とは，複数の学習者が様々な相互作

用をするなかで行っていく学習である（6）． 
Contextual process とは，学習者が何らかの文脈と

の結びつきを意識しながら行う学習である．これに

より，学習によって得られた知識や技能を他の場面

（臨床現場等）において活用することが可能になる
（7）． 

PBLの実施に関わる構成要素はProblem，Student，
Teacher/Tutor の３つとした．Problem とは，問題その

ものである．Student とは，学習活動を行う学習者で

ある．Teacher/Tutor とは，学習を指揮する教員であ

る． 

表 1 PBL の構成要素対応表 

 Problem Student Teacher/Tutor 
Constructive    
Self-directed    

Collaborative    
Contextual process    

 
3. PBL を支援する ICT のマッピング 

 PBL を支援する ICT に関連する論文を 1976 年か

ら 2018 年 の Computers & Education 
(https://www.journals.elsevier.com/computers-and-educa
tion)から抽出した．論文数は合計で 40 本にのぼった．

図 1 に出版年度と出版数のグラフを示す．図 1 から

1994 年に初めて論文が出版され，その後，2010 年に

急激ピークを迎えた後に減少傾向にあることがわか

る． 
 図 2 に ICT のマッピング結果を示す（8）．以下では，

それぞれの構成要素に分類された論文を紹介した後，

全体の傾向を分析する． 
Problem, Student - Constructiveに分類された論文と

しては[Wang, 2013]があげられる（8）．Wang らは，コ

ンピュータの画面情報を利用して視覚的に学習者を

支 援 す る visualization-based environment for 
problem-based learning (V-PBL)を提案している．

V-PBLでは concept map などの機能が備わっており，

それにより学習者の知識構造の構築活動を支援する．

問題の知識構造の要素は事前に分解されて，V-PBL
内に設定されている． 

Student, Teacher/Tutor - Self-directed, Collaborative
に分類された論文としては[González-Marcos, 2016]
があげられる（9）．González-Marcos らは，project.net 
community editionや LimeSurveyなどの ICTツールを
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組み合わせて，Project Management 学習用の環境を

構築している（10）（11）．学習者らは Team managers や
Team members などの役割に分かれて，これらのツー

ルを使用し，プロジェクトの進捗管理を自らの手で

実施する．また，学習者らの行動は，教員と学習者

らによって，360 度評価を受けることができる． 
Problem, Student – Constructive, Self-directed, 

Collaborative, Contextual process に分類された論文と

しては [Sancho-Thomas, 2009]があげられる（ 12）．

Sancho-Thomas らは，リアルな CG 空間内でチーム

として問題解決を行うデジタルゲーム（NUCLEO）

を提案している．NUCLEO では，学習者の没入感を

高めることで，学習者のモチベーションを向上させ，

かつ，実世界でのプロジェクト活動に活かせる学び

を引き起こすことを狙いとしている． 
 図 2 から Contextual process の支援を目的とした論

文が著しく少ないことがわかる．Contextual process
は，学習効果を実世界に展開するために重要な要素

である．この要素への支援が少ないことは，そもそ

も課題が存在しない，認識されていない，もしくは，

課題を解決することが困難であるなどの様々な要因

が考えられる．しかしながら，これらの点を考察す

るためには，これまでに明らかにされている PBL 運

営上の課題をまとめ，それらの課題とのマッピング

を行う必要がある． 
 
 

 

図 1  Computers & Education 論文数推移 

 

 

図 2 ICT のマッピング結果 

 

4. おわりに 

本論では，PBL をサポートするために開発されて

きた ICT ツールを概観し，その視座を構築すること

を目的とした．そのために，PBL の構成要素の整理

を行った（表 1）．縦軸は PBL で利用される学習理

論であり，横軸は PBL の実施に関わる構成要素とし

た．そして， PBL を支援する ICT に関連する論文

を Computers & Education から 40 本抽出し，表 1 へ

のマッピングを行った． 
その結果，論文の出版数が 2010 年に急激ピークを

迎えていること，そして，Contextual process への支

援を目的とした論文が著しく少ないことが明らかに

なった．一方で，その要因にまでは踏み込んで分析

することはできなかった． 
今後は，これまでに明らかにされている PBL 運営

上の課題をまとめ，それらの課題とのマッピングを

行う． 
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あらまし：生徒が協働で課題を統計的に解決する活動を行う授業（PBL）を行った。この授業では、グル

ープに電子カードとそのカードを自由に結びつけることができるロイロノートを用いることにした。生

徒の思考活動を妨げることなく発表まで行えた。更に、Skypeを用いて、遠方の研究者と結び、生徒の発

表に対して、統計の実務家としての観点から意見を求めた。その結果、生徒は新たな視点を得て、課題を

深める活動を行えた。 

キーワード：統計教育，PBL，協働解決，ICT の利用 

 

 

1. はじめに 

統計に関する教育は、中学校では現在は「資料の

活用」（1）として扱われ、新学習指導要領では「デー

タの活用」（2）と改名して扱われる。改訂では、特に、

「主体的・対話的で深い学び」を重視し、統計本来

の実学的要素を学ばせることに主眼が置かれている。

単に記述統計の知識・技能を学ぶだけでなく、問題、

資料の収集・処理し、傾向をとらえ説明するという

一連の統計的問題解決のプロセス（PPDAC）（2）を学

び、資料の傾向をとらえ、説明することで、その傾

向を読み取ることができるようにすることが求めら

れている。すなわち、まさに PBL の実践と同じこと

が教室内で求められるようになっている。 

しかしながら、通常授業で統計の学習を PBL 形式

に則って行う場合、次の 2 つが課題となる。 

1）時間的制約が大きい 

2）生徒の出した結論から、更なる活動を引き起こ

させる仕組みが必要になる 

 1）については、中学の１時限の時間が 50 分であ

り、授業コマ数も PBL として扱えるのは 2，3 時間

が限度である。前者は生徒の思考・活動を大きく制

限してしまうし、後者は PBL 活動において PPDAC

サイクルを体験させるためには、生徒の思考活動に

焦点化（3）することが必要になってくることを意味し

ている。 

 2）については、多くの授業の活動で生じているこ

とではあるが、生徒が活動をまとめて、それを発表

することで、学習の終わりにしていることでは PBL

実践としては弱いということである。PBL では発表

で課題としたことをより深める学習、発表をふりか

えるり、更に結論を精緻化していくための活動が必

要である。このための動機付けが必要となってくる。 

本稿では、これらの問題を解決するために中学校

1 年生に行った実践事例について報告する。 

 

2. 時間的制約を図るための ICT 利用 

1)の課題を解決するために、思考の分断を少しで

も減少させるものとしては思考の記録が考えられる。

また、総コマ数が少ない問題としては時間の効率的

な使用が考えられる。 

統計を用いた PBL の授業では、時間が掛かるもの

として、「生徒の思考時間」、「計算時間」、「表現時間」

が考えられる。「生徒の思考時間」はできるだけ多く

確保するためには、「計算時間」、「表現時間」を短縮

することが求められる。 

 2 つの副問題を解決する手段として、ICT の利用

を考えた。ICT は特長としては、「距離、時間を問わ

ずに情報の相互のやり取りが可能、蓄積した情報を

自由に加工・編集・分析・表示することが可能」（4）

であることから、思考の分断や議論の分断が記録と

して残っていることで、多少なりとも改善が図られ

ることが期待出来る。また、計算時間や表現時間も

ツールの使用により改善は期待出来る。具体的に今

回の授業では、各グループに iPad Air２台、アプリと

してロイロノート、MyScript Calculator を用意した。 

 ロイロノートは生徒への資料提示と生徒がその資

料を加工、編集し、発表に用いるためである。

MyScript Calculator は、計算を容易に行うためにであ

る。両者とも直観的な操作体系で、手書きでの入力

ができることが大きい。生徒の思考活動を邪魔する

ことがなく、支援することに徹する。また、アプリ

の操作のための時間を割く必要がないことは、限ら

れた時間の中での授業の設計には、多いなる貢献で

ある。 

  

3. 更なる活動を引き起こさせる仕組み 
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授業では、生徒たちが自発的に問題解決を行い、

その結果をまとめ、発表を行う。教師は、この発表

に対して、解決の方法の妥当性、推論の妥当性、結

論の妥当性、過去の視点、得られた視点、新たな視

点などについての質問を投げかけ、生徒たちの思考

を活性化しようと試みる。しかしながら、生徒たち

にとっては、「いつもの授業」として受け取られやす

く、なぜそう考えるのかなど浸透しないこともある

のが実情である。また本質的に、統計に関しては、

文脈や課題設定、解決の方法、推論の妥当性に関し

ては、多くの専門的知識が必要になってくる。これ

は教師では出来ないことである。しかしながら、授

業に毎回専門家を連れてくることは現実的に不可能

である。 

 そこで、専門家とのコラボレーションを、インタ

ーネットを用いて（Skype）授業の様子を流し、特に

生徒の発表後にコメントを入れることを行った。こ

れならば、生徒にとっては専門家の前で発表すると

いう別の体験になるし、専門家の指摘に対して、生

徒は考えざるを得ない状況になる。 

 さらに、生徒たちの活動を活発にするために、一

つの課題に対して多くの資料を用いて考察する授業

法（One problem with Various data Method）を用いて、

生徒が専門家から指摘を受け、その指摘に反応出来

る素地を作っておく。（5） 

 

4. 授業の実際 

 授業は以下のように行った。 

〇授業名等：『過去から未来を考える（データ）Ⅰ・

Ⅱ』国立大学附属中学校１年生 参加人数：３７人 

〇実施日：2014年 10月 25日（Ⅰ60分＋Ⅱ60分） 

〇実施内容：奈良市の降水について、年々増加して

いるという記事についての是非を問う課題 1（表 2

参照）を基にして、グループ別に渡された資料を基

に判断を行い（課題 2）、それをまとめて発表をする。

発表後の専門家の意見を聞き、更にその結論を再検  

表 1．授業の展開 

表 2．課題１ 

次のような記事が出ました。 

2013 年の奈良市の雨の日は，106 日でし

た。これは，平年より１４日少なくなってい

ます。雨の日は年々少なくなる傾向にあり

ます。 

この記事は本当かな？ 

討し、発表を行う（課題 3）。 

 

5. PBL 授業での ICT を用いることの意義 

MyScript Calculator を用いることで、計算時間を短

縮できた。また、ロイロノートを用いることで、示

された資料を手書きで加工（図 1 参照）でき、さら

に断続的になりやすい活動に対しても速やかに生徒

たちは復帰出来た。結果、生徒たちは資料を基にし

て、資料の解釈に多くの時間を割くことができた。   

図 1． 生徒の発表時のグラフ 

 
また、Skype 参加を専門家にしてもらうことで、

PBL としての意義を持つことができ、かつ専門家か

らも負担が少ないことが確認できた。 

 

6. 今後の課題 

 中学校の統計教育においても、ICT を用いること

で PBL を行うことが可能であることを示せた。実践

レベルで ICT を活用し、PBL が行える中学校の数学

教師は少ない。多くの数学の教師が、生徒が ICT を

活用して PBL を行えるようになるためのワンスト

ップ教育ツールの作成が必要であると考える。 

 

謝辞 JSPS 科研費（No. 16K00979）の助成を受けた。 
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① 課題１の提示・共有 

② 課題１の補題の提示 

 ①を行うために必要な考えを出し合う（生徒の

素朴な概念を表出させる）   

③ 課題２ 課題１を示された資料を基に検討 

     ICT 活用  

④ ③の結果をグループ毎に発表する 

     ICT 活用・専門家からの意見 

⑤ 課題３ 全ての資料をグループに提示して、

それを基にして再度検討を行う。 ICT 活用 

⑥ ⑤の結果を，各グループが発表し，学級で共有

する。  ICT 活用 
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加速度計データを利用した学習者の活動状態の分析と学習者支援の検討 
 
 

A Study on Analysis of Learners’ Activities and Support for Learners  
Using Accelerometer Sensor Data 
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あらまし：本稿では，加速度センサのデータを用い学習環境における個人の活動状態や集団の状態を分析

し学習を支援する手法について，機器とそれを用いたデータの収集，分析事例の紹介を通じて検討を行う．

一般には高いサンプリングレートのセンサを用いることが望ましいが，時間的な面での精度（サンプリン

グレートの高さ）の必要性は分析手法によるということもいえる． 
キーワード：加速度センサ，学習者支援 

 
1. はじめに 

近年各種のセンサ類は安価になると同時に通信機

能と結びついて利用されるようになり，広く普及し

てきている．これらのセンサから得られる情報は学

習・教育環境においても学習者の状態を把握し学習

を支援するために利用できると期待できる．本稿で

はこのようなセンサ類のうち単純で広く普及してい

る加速度センサにより教育実践の場でデータを収集

し分析を試みた事例を紹介し，このようなセンサ類

を用いた学習支援の可能性について検討する． 
 
2. 加速度センサ 

通常加速度センサは機器本体の内蔵する素子に対

しての xyz 三軸の各方向の加速度の値を出力する．

これらの情報はそれ自体で対象の体位（姿勢）や運

動の状態，またその変化についての情報を提供し，

さらに他のセンサ（例えば GPS など）の情報と組み

合わせることで対象の物理的な所在や状態などを詳

細に把握するのに役立つ．また，各軸のまわりの回

転についての角加速度の値も含め六軸の情報を出力

するセンサも存在する．本稿では基本的な三軸の加

速度の情報のみをもとにした分析を紹介する． 
 

3. 加速度データの分析と活動の把握 
加速度センサを人体（被験者）に着用させ活動状

態を把握するという場合，センサが出力する三軸の

加速度の値を一軸に変換しさらに重力の影響を除去

して得られた値について，その増減を被験者の身体

の動きの様子を示すものとして観察することが多い．

この一軸に変換した加速度の値がゼロ軸をまたぎ増

減する周期をゼロクロスの周期と呼び，単位時間内

の加速度の値の増減の回数をこの周期に基づいて算

出した値をゼロクロス周波数と呼ぶ．この周波数に

ついて，人間の行動の種類とその行動に伴う周波数

は一定の範囲で対応することが指摘されている． 
多くの場合加速度センサは一定の間隔（サンプリ

ング周波数）で三軸の加速度の値を出力する．この

サンプリング周波数は上記のゼロクロス間隔や周波

数の計算の精度に影響するため，これらの値を着用

者の活動の分析に用いる場合，一般にはサンプリン

グ周波数がより高いほうが望ましい． 
加速度データにより着用者の活動状態を把握し，

その情報を学習支援に用いる場合，最も単純な方法

は，能動的な活動の代表的な身体活動を選びその活

動と対応する周波数の値が観察される頻度から活動

の活発さを計測しようとするものである． 
そのほか，集団の中で二者の活動内容が似通って

いることを周波数の値が近いことから判断し，ある

時間帯の中での活動の類似度を算出することで全体

の中で活動を共にする，すなわち協調的な関係にあ

ることを推測することも可能である(1)． 
 

図 1 「ちょっとすごいロガー」本体とバッ

テリー（名札ケースに入れたもの） 
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4. 機器の紹介 
本稿では「ちょっとすごいロガー(Ninjascan-light)」

(https://github.com/fenrir-naru/ninja-scan-light) を 使 っ

た学習者の活動のデータ収集と分析の試みを紹介す

る（図 1）．この機器は加速度センサの他 GPS や地磁

気センサ等数種類のセンサを搭載し，データは本体

のスロットを介して microSD カードに記録される．

われわれはこのうち加速度の出力データを分析に用

いた．加速度センサのサンプリング周波数は 100Hz

である．データ収集にあたってはこの機器を名札ケ

ースに収め学生に首からかける形で着用させた． 
 

5. データ収集と分析の事例 
ここでは 2017 年に実施された大学間連携の学習

プロジェクトと，同年のある大学の 1 回の授業の，

合計 2 種類の教育実践を対象として，収集を行った

データとその分析について紹介する．前者の事例で

は約 20 名の学生が野外見学と見学終了後の議論を

１日（ケース A），また屋内でのグループでの議論と

作業を計 2 日（一日ずつケース B と C とする）行っ

たものを分析の対象とする．一方後者の事例（ケー

ス D）はで約 30 名が通常の形式（座学）の授業を受

講しまた室外で軽い運動（歩行）を行っている． 

5.1 身体運動の持続時間の分布による比較・分析 

ケース A から D のデータについて，ゼロクロス周

期の平均値との比較により身体の活動・静止につい

て判定し，活動が持続する時間長について被験者全

体を対象として分布を観測した．この分布は先行研

究において個人および集団の心的状態との関連性が

指摘されている (2)．ケース B と C は対象者と活動内

容が同じであり，A は B および C に対し活動内容が

異なる．一方 D はそれらに対して対象者の集団も活

動内容も異なる．しかし，これらのケース間で活動

の持続時間の分布に差異はほぼ見られなかった． 

5.2 身体運動の周期の分布による比較・分析 

同じくケース A から D までについて，対象者の身

体運動を前述のゼロクロス周期（時間長）の出現頻

度（回数）の分布によって比較した（図 2）．このと

きなだらかな分布を示すケース B と C に比べ，A と

D にはある値(500 ミリ秒)の周囲により大きな出現

頻度の集中した分布が見られた．ケース A と D に共

通した特徴は室外での身体活動を含んでいることに

あり，また A と D で特徴的な分布となっている時間

長の値は，歩行などの身体運動について知られてい

る周波数の値(2Hz 前後)と符合する．ここから，加速

度データの観測より集団および個人の活動状況を推

測することが可能となると期待できる． 

5.3 アンケート調査との組み合わせによる分析 

ケース D のうち授業（座学）を行っている時間帯

を切り出し，学生個人ごとに 5.1 節と同じ方法で調

べた活動の持続時間の分布と，内省力や対人的な知

的能力など学力のある側面と関わる情動知能

(Emotional Intelligence)(3)に関するアンケートの結果

の相関を調査した．ここでは運動の持続時間の分布

がべき分布に近いと考え，分布を両対数グラフとし

てプロットし一次関数（直線）で近似して得たべき

指数の推測値を相関を調べる対象とした．その結果，

この推測値についてアンケートの結果との間に弱い

負の相関が見られた．これから，加速度データは情

動知能の値を推測する手がかりとはなり得ること，

しかし精度の高い推定に用いるには不十分であるこ

とが伺える．また，べき指数を推定するのに用いた

分布のグラフは，持続時間が 0.01 秒と 0.1 秒の間か

ら 1 秒あるいは 10 秒までの範囲でほぼ直線となる

形の分布を示している．このことから，活動の持続

時間の分布の分析を行う際にはサンプリング周波数

は 100Hz よりもある程度小さく，10Hz 前後でも充

分である可能性も考えられる． 
 

6. 学習支援への活用の可能性について 
これまでに述べたように加速度センサは学習者個

人の活動の状態や傾向，身体運動に現れる学習と関

わる特性などを把握または推測するのに役立つ．ま

た複数の学習者のデータを分析対象とすることで学

習者をグループに切り分け分析することが可能とな

る．特に，学生の多くが所持するスマートフォンが

内蔵する加速度センサからこのような情報を収集し

集約することにより，低コストで教員に学習支援の

ための情報を提供できる環境が構築可能となると期

待できる． 
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試行錯誤型理科教育プログラムにおける知識伝播の可視化のための 

教育支援システムの開発 
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あらまし：初学者に対し様々な知識に対する興味や意欲を持続させながら学習させるには様々な工夫

が必要になる．我々はこれまで試行錯誤を伴う協調学習をベースとした複数校横断型理科教育プログ

ラムを開発し，小学校で実践してきた．本研究では，この試行錯誤による発見的解決を学習者に効率的

に行なわせるための ICT を用いた思考支援システムについて報告する． 

 

キーワード：協調学習，競争原理，問題解決型学習，教育機関連携，ICT 利用 

 

 

1. はじめに 

近年，様々な教育機関において，課題の発見と解

決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習が取り入れら

れてきている．本校の授業や実験においても「動機

づけ」，「満足感」などを考慮し，問題解決型学習を

拡張した学習に取り組み，関連学会で成果報告を

行ってきた(1)．これらの活動から，複数校で授業や実

験を同時展開することでクラス単位では得られな

かった学習の広がりを目指し，小学校向け理科教育

用グループ学習プログラムを 2013 年度から行なっ

ている．その中で実験記録の時系列化を行うことで，

グループ学習の知識の伝播過程が明らかになると同

時に，効果的なアドバイスを与えられる可能性があ

ることが分かった．そこで試行錯誤型学習の学習過

程の記録と提示を ICT 機器により簡単かつ効率よく

行うことができるシステムの開発を行なった． 

本研究ではこの知識伝播の可視化のための教育支

援システムの概要について報告する． 

 

2. 複数校横断型理科教育プログラム概要 
まず提案システムを運用する複数校横断型理科教

育プログラムは小学校 5 年生を対象として構成され

ており，試行錯誤による電磁石製作を通して,電磁石

の特徴や性質を深く学んでいく．なお，このプログ

ラムは次の３つの活動によって構成されている． 

第1回 電磁石の基本特性に関する全員体験型実験（1

回 90 分） 

第2回 コンテストに向けた試行錯誤型グループ学習

（高専対応 90 分，小学校対応 2 週間程度） 

第3回 複数校／クラス参加による電磁石の性能コン

テスト（1 回 120 分） 

 まず 1 回目の実施目的は比較実験に慣れさせるこ

とと，授業で学んだ知識の再確認にある．特に知識

の再確認は，試行錯誤させる際のアイデアの下地と

なるため重要である．2 回目は自発的な試行錯誤を

促すために競争原理とトレードオフ課題を導入した

実習となる．ここではクラスや学校対抗のコンテス

トを実施することで，グループ間の相談を活発化さ

せる．それと同時に，実験用材料に材質や寸法形状

などにトレードオフ条件を導入することで多様な発

想を促し，競争原理と同様にグループ活動を活性化

させることができる．ここでは 2 軸の表に成果物の

実験結果を張り出すことで，最適解となる製作条件

を相談しやすくする手法を取り入れている．3 回目

は 2 回目の成果物を用いたコンテストとなる．この

コンテストを実施することが 2 回目の活動の動機付

けにも繋がっている．またコンテストの最後には総

評を行い，参加した学習者に対して知識の共有を促

している． 

2017 年度は市内の T 小学校 2 クラス 46 名の協力

のもと図 1 の様に本プログラムを運用した．なお当

該小学校では本プログラムの開始前となる 1 月中旬

までに参加児童は電磁石の単元を一通り学習してい

る．したがって，従来型の講義との間で知識の定着

度などを対比して検証することも可能である． 

 
 

図 1. 2017 年度の教育プログラムのスケジュール 

１2月 １月 ２月

1中旬まで

電磁石分野
正規授業

第１回
全員参加型

実験

製作
締切

第2回
試行錯誤型
グループ学習

事前
テスト

試行錯誤による
電磁石製作期間

事後
テスト

第3回
コンテスト

小学校教諭対応
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2.1 思考支援のための学習過程記録装置の構成 

一般に，学習者は失敗などを含む試行錯誤を通し

て事象の理解を深めることができる．この様な試行

錯誤型実験では，実験過程の記録内容とその活用が

学生の理解に大きく影響することがわかっている．

そこでまずは ICT 機器を活用した学習過程記録シス

テムを開発した．この概要について簡単に説明する． 

このシステムは図２の様に，製作物の属性値入力

用 RFID リーダ，製作物記録用 WEB カメラ，実験結

果入力用キーボード，情報確認用モニタと統括PCで

構成されている．生徒が作成した成果物の材料には

図２の右下の様に RFID タグを付加し，学習過程記

録装置に搭載された RFID リーダにタ RFID グをか

ざす事で諸元を取り込める様にした．なお，タグに

はその材料の物性値を記録してある．また各種実験

の測定値はキーボード通して入力する．図３は記録

データを画面に表示した様子である．ただし，各グ

ループで共用する必要があるため，操作ミスなどに

よるデータの混同なども一定数生じていた． 

 図４はシステムの記録データから，製作班が明確

なものを班別かつ時系列順に手動で実験後に並べた

ものである．この図より各班の成果物を比較すると，

特定の段階で評価の高かった成果物が次の段階には

他の班に伝播していることが分かった. さらに世代

を経ると評価の高い条件を互いに掛け合わせる工夫

も見られた．また試行錯誤過程がうまく進まず，評

価の低い班が存在することもわかった．この図から

試行錯誤が上手くいかない班の早期発見と，当該班

に対して方向性の事前指導を行うことができる可能

性が確認できた． 

 

 
 

 

 
 

2.2 学習過程記録システムの改良 

 前年度に開発したシステムの記録データから，試

行錯誤過程の指導の効果向上の可能性があることが

わかったが，記録した情報は製作中に閲覧できる機

能は有していない．しかし実験担当教員がその学習

過程でグループ指導を行うためには，まず保存され

たデータを班別に分類して提示できる機能が必要と

なる．あわせて開発したシステムはその大きさから

運用において更なる小型化と可搬性の向上の要望が

あった．そこで新たに知識伝播の過程を可視化する

ことに重点を置いた図５の様な学習過程記録システ

ムの機能を次のように設定する． 

 ・学習者が記録したデータの時系列順での提示 

 ・提示と記録システムとのネットワーク連携 

 ・分散作業のため班ごとで作業可能な机上サイズ 

なお，今回は実験結果の類似度から伝播過程を自動

的に判定するには保存データ件数が少なすぎるため，

まずは手動で簡単に提示することを目指す．また

ネットワーク連携については将来的には小規模学校

に対し遠隔地から指導を行うための布石としても考

えている． 

 

3. まとめ 

本研究では，試行錯誤を通して学習の幅を広げる

グループ学習を伴う教育プログラムにおいて，試行

錯誤に必要な思考過程を可視化し知識の伝播過程を

提示するためのシステムを提案した．今年度も，本

教育プログラムを 1 月から 3 月の間で実施すること

が決定したため，教育プログラムの運用を通して今

回開発したシステムの評価と改良を行なっていく予

定である． 
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ICT を活用した保育界に対する学習支援システム 
－保育者養成校発の試みと課題－ 
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- Attempts and Tasks of Childminder Training School- 
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あらまし：「保育」というキーワードを聞くと，昨今の報道などでも様々聞かれるように，人材不足，労

働環境，待機児童など，ネガティブなイメージを持たせるものが先行する．一方で保育者を志し保育者養

成校に入学してくる次代保育者が居ることも事実である．その者達も，次を担う保育者として勉学を積む

中で，学習過程，または卒業後の様々な事象から保育者を断念する者，離職する者も出る．これは現場と

養成校との意識のズレやミスマッチが原因の 1つであると考える．養成校としても，保育者を志す学生の

支援，教育と合わせて，職場となる保育界そのものに対し，養成校だからこそ出来る事があると筆者は考

える．本稿では，養成校発の保育者学習支援システムの開発，運用試行と課題について報告する． 

キーワード：幼児教育，保育者養成校，情報学，必修科目 

 

 

1. はじめに 

近年，頻繁に耳にする保育を取り巻く環境の厳し

さについて，様々山積する諸問題に立ち向かおうと

現場，行政機関などが解決に向けた施策を打ち出し

ている（１），（２）．しかし，未だ解決には至っていない．

筆者の在籍する保育者養成校においては，次代保育

者である学生の教育はもちろんであるが，この問題

に養成校の視点から出来る事があると考え，ICT を

活用した支援に取り組んでいる． 

 

2. 3 者を結びつける支援 

支援対象は，「保育者」としている．一口に保育者

と言っても，立場が違う 3者が見えてくる． 

2.1 3 つの「保育者」 

筆者は，支援対象である保育者を 

① 次代保育者 

② 現職保育者 

③ 潜在保育者 

の 3 立場に分け，それぞれを独立的に支援するので

は無く，一括した支援を行う事を目的とする（３）． 

 次代保育者とは，保育者を志し，現在養成校で学

習を積む学生を指す．現職保育者とは，園で日々子

どもと向き合い，保育技術，知識を子どもへと還元

する者を指す．潜在保育者とは，保育士証など，保

育に関連する資格の取得はしたものの，違う道で就

職した者，過去に幼児教育現場に身を置いたが，様々

な理由から現在は現場から離れている者を指す．  

2.2 3 者それぞれが抱える問題 

次代保育者である学生が抱える問題として，学内

での学習だけでは現場のイメージが掴みにくい，実

習という機会もあるが，その期間は僅か数日であり，

緊張も相まって，実習機会だけで保育の全てを理解

出来ない，実習先である園の情報不足からミスマッ

チが生じ，結果的に潜在保育者予備軍となる者も少

なからず出る，といった事が挙げられる． 

現職保育者が抱える問題として，日々の業務に追

われ，自身のスキルアップの機会を作る事が難しい，

自身が免許を取得してから長い年月が経ち，現在の

養成校で養成されてくる保育者とのコミュニケーシ

ョンの取り方が難しい，特に私立園では，他園との

交流も少なく，保育者同士の交流が同級生程度であ

り，世代を超えた同業者の繋がりが希薄である（4）． 

潜在保育者の抱える問題として，復職意欲はある

が，復職にあたって必要な情報が散在しているため

情報を探すのに手間も時間もかかる．保育園，幼稚

園などの Webは，欲しい情報が全て掲載されている

保証は無く，時に情報が古いものが掲載されたまま

であり，結局電話に頼らざるを得ない，復職意欲は

あるが，長年現場を離れているため，学び直しをし

たいが機会が無い，という事が挙げられる． 

2.3 解決に向けて 

前節で示した，それぞれの保育者が抱える問題に

ついて，筆者が提唱する「3 者を結び付けた支援」

を行うことで，その解決に広がりが出ると考える．

次代保育者が抱える「現場の情報不足」，潜在保育者

が抱える「欲しい情報の入手」について，現職保育

者からの情報提供で解決の道が開ける．現職保育者

が抱える「スキルアップの機会」，潜在保育者が抱え

る「学び直し」については，正に今，学びの途上で

ある次代保育者からの情報提供で，最新の学習情報

が入手できる．また，この次代保育者からの情報提

供は，学ぶ者が教える立場に回ることで生じる新た

な学習効果にも期待出来る． 

この環境を整えるため，筆者は LMS を活用した

保育者支援システムの開発，運用に取り組んでいる． 
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3. 三重保育パーク 

保育者を支援するにあたり，特に行政機関では人

材不足が言われる現職保育者の充足を目的として，

潜在保育者を対象とした「カムバックセミナー」を

開催するものを良く目にする．一方で，地理的時間

的な要因からカムバックセミナーへの参加が難しい

者も居り，全体的に復職にまで結び付く機会は少な

い様である．また，現職保育者の離職を防ぐために，

同じく行政主体となっての新人保育者研修事業など

も開催されるが，参加者からは，先の潜在保育者同

様，地理的時間的要因で参加し辛いという声も聞か

れる．地理的時間的な制約を取り除く事は ICT 活用

で得意とするところである．確かに，一堂に会し，

対面での研修には多大なメリットがある．しかし現

状，意欲はあっても地理的時間的に制約がかかり，

支援し切れない人材が居る事も事実である．そのた

め，養成校発での保育者支援システム「三重保育パ

ーク」を立ち上げ，支援に挑戦している（5）．保育者

養成校がこれまでの人材育成において，蓄積してき

た“養成知”を発信すると共に，保育現場から情報

を集め，広く発信をする場である． 

 
 

4. 運用課題 

三重保育パークが発信する情報において，特に現

場の園から提供される情報は，園の協力無しには成

り立たない．園からの情報を可能な限り集め，発信

したいと思うが，一方で園側としては，外に出した

く無い情報があることも事実である．運用開始から

現在まで，三重保育パークが発信する情報は，養成

校がこれまでの人材育成において蓄積してきた蓄積

知の発信が中心となっている．そのため，現在のと

ころの主な活用は，養成校での現在の教育内容の提

供，次代保育者と現職，潜在保育者の仮想空間上で

の交流が主となっている．この情報発信も意義があ

ることだと自負している．合わせて本システムの理

念を理解し，協力しても良い，情報提供しても良い

と思う私立，公立幼稚園，保育園，認定こども園か

らの情報提供も得ているが，情報提供が未だ不足し

ている事実は否めない．地道な活動を通して徐々に

協力園が増えてきており，継続した活動の重要性を

認識している．対象者の支援という面では，学生ら

が実習に出る前に，事前情報として園の傾向を掴む

という点では有益に働く事例が確認出来ている．ま

た，現職保育者から，手軽に活用が出来る，現職者

同士，悩みや意見交換が出来ることがありがたい，

養成校の「今」を知る事が出来る，次を担う保育者

養成に実習以外で関わる機会があることは貴重であ

る，などの意見が寄せられている．残念ながら，潜

在保育者に対する効果は，まだ十分な事例が上がっ

ていないため引き続き効果を探っていきたい． 

 

5. まとめ 

本稿は，保育者養成校が取り組む，新たな保育者

支援の事例を報告した．報道などで様々聞かれる保

育の現場，環境の実態がある一方で，保育者を志し

養成校に入学してくる次代保育者，現場で日々奮闘

する現職保育者，現在は現場を離れているが，機会

があれば復職をしたいと思う潜在保育者が居る．こ

の 3者に対し， 3者を結び付けて支援する試みはこ

れまで見られなかった．3 者を結びつけることで，

支援対象のそれぞれが，各自の立場を生かし，交流

することで生じる新たな保育者支援の環境づくりを

狙い活動を行った．養成校としても，次代保育者の

養成に終始するのでは無く，教育で培い蓄積されて

いる養成校の知を広く社会へと還元していくべきだ

と考える．その意味で，本研究は，養成校の新たな

在り方を指し示す指標となる． 
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スマートフォン適応の LMS用反転学習問題教材の CASによる自動生成 
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あらまし：反転学習用に線形代数の動画教材を作成してきた．視聴確認として，LMS 上の小テスト問題
を用いたいが，スマートフォンで視聴しそのまま問題に解答して，視聴内容への理解度を教員や学生が確

認できるような問題の開発が必要である．問題の形式として，行列等入力欄が多数ある場合や CAS式の
入力が必要な場合は学生に負担を強いることが確認されている．そこで，多肢選択問題等の簡易な形式で

はあるが 気づきをうながす問題をランダム出題用に CASにより自動生成する試みについて報告する. 

 
キーワード：反転学習，LMS，オンライン小テスト，スマートフォン活用 

 
 
1. はじめに 
大学初年次における数学教育において，線形代数

は微積分学とならんで非常に重要な科目であり，昨

今科学的研究の礎として深い理解が求められている． 
ベクトルや行列に関する計算技能としての習得は元

より，抽象ベクトル空間や部分空間，基底，線型写

像，表現行列，直交化，直交補空間，随伴写像，行

列の標準化に至る抽象的な理解が求められる科目で

あり，数学科のみならず理工系全般を対象としたい

わゆる STEM教育において重要度の高い科目である． 
このような科目においてはアクティブラーニング

が重要であることは言うまでもないが，吉冨は 2014
年後期より，反転授業を目標とした解説動画の開発

を行なってきた（1）．しかしながら，実際に反転学習

教材として活用するには，学生の動画を単純に見た

かどうかではなく，理解しているかどうかの指標と

その結果に基づく適切な対面授業設計が肝要である．

ここで，視聴確認の方法としては紙の課題を実施さ

せ提出させる方法とオンラインテストを用いた問題

実施の二通りの方法が考えられる．前者の場合，授

業に先立ち学生の理解度を知ることができない，課

題を忘れてくる，提出しない，といった問題が実際

にあり，後者による方法が少なくとも必須である． 
このような状況にあって，吉冨は所属の大阪府立

大学における Moodle をベースとする LMS 上で，
STACK（2）の問題を用意し，学生に実施を促してきた．

例えば，行列の基本変形を習得させるのに，指示通

りの変形を行わせ解答させる，連立 1次方程式の解
を入力させる等である． 

STACK の場合は，解答が行列の場合は正解例を用
意しておけば，その行列の型に応じた解答欄が生成

される．学生はここに数値を入れれば簡単に問題を

実施できるので問題開発も学生の解答も手軽に実施

できると考えたのである．次節では，STACKと多肢
選択の 2つの問題タイプについて，反転教材の視聴
確認での利用の観点から利点と問題点を検証する． 
 
2. 各問題タイプの問題点 
2.1 STACK 

Moodle 上で動作する STACK問題タイプの問題
は，正解が複数(無限)にあるような問題においてア
ルゴリズムによる判定ができるというメリットがあ

る．また，問題パラメータを乱数化することで学生

の不正行為を抑制することができる他，反復計算の

演習の効果も持つ． 
一方，STACKの背後で動作する CAS(Maxima)の

関数が上書きされている場合や，一部の関数や変

数，制御系の利用が禁止されている場合があり，そ

のままのコードではMaximaで動作確認できないた
めに CASになれた教員でも問題開発に時間がかか
ることがある．また，その結果，実際にどのような

問題データが生成されるかの把握が困難となること

がある．これは難易度の均等化というパラメータ生

成にとって重要な観点から支障となる． 
また，学生の解答入力においては CASの表現式

の入力の困難性，全角での誤入力による混乱，行列

の様に多数の解答欄への入力が必要，など学生に負

担をかけ，学習の士気を下げてしまうことが頻発す

る．これは学生のアンケート回答から判明したこと

であるが，特にスマートフォンの活用を重視する立

場からは，行列の各成分への入力は PCにおけるよ
うな Tab移動が使えず非常に煩わしい． 
入力支援にはMathTOUCH（4）のような優れた入

力支援アプリが開発されているが，一般的な高等教

育機関において利用できる状態には残念ながらまだ

至っていない．また，文系・理系問わず，数値を全
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角で入力してしまう学生が今年特に散見され，基本

的なリテラシーの低下も懸念され，反転教材の理解

度確認を手軽に行いたい場合には慎重を要する． 
 
2.2 多肢選択問題 

STACKにおける問題点に対処するため，当初か
ら多肢選択問題や真偽選択問題も取り入れていた．

Moodle標準の多肢選択問題は複数の正解を選ぶこ
とによって，その選択に応じた配点が可能であり，

また，個々の選択肢を選んだ場合のフィードバック

も設定できる．問題を適切に設計すれば特に概念理

解においては効果を発揮する．また，数値例を用い

ることでより具体的な思考を伴う問題も提供できる

ことから，いくつかのパターンを用意することで有

効活用できる可能性がある． 
しかし，残念ながら現状では，数値を乱数化する

ことはMoodleの問題タイプそのままでは難しい．
また問題のデータ構造上，数値によって判定を変え

ることはできない． 
吉冨は，2017年度の前期において，手動でいく

つかのパターンで多肢選択問題を作成し，実施し

た．しかし，手動でのこのような問題開発は時間が

かかる作業であり，後期には自動生成をすることを

検討していた． 
一方，長坂は，RIMS研究集会「数学ソフトウェ

アとその効果的教育利用に関する研究」において，

神戸大学におけるMathematica を用いて生成した
多肢選択問題の利用について発表した（5）． 
長坂の方法は，XML生成関数を開発し，これに

問題パターン生成関数，解答パターン生成関数を渡

し，生成するというものである． 
吉冨はこれとは独立にやはりMathematica によ
り，問題を生成して利用した．多肢選択問題の問題

構造は図 1，2にあげるように単純な構造をしてお
り，いくつかのオプションの他は，「問題用のパラ

メータ」「対応する選択肢のリスト」必要ならば

「個々の選択肢へのフィードバック」を与えること

により生成することができる．あとは，カテゴリー

と問題数を決定すればよい．また，この方法は

STACKにも有効でありフィードバック処理である
Potential Response Tree(PRT)の雛形を用意すれば
STACKの制限を回避した問題開発が可能である． 
	

3. まとめと今後の方針 
STACKと多肢選択問題の利点を活かし，問題点に
対処する方法として，Moodle 用 XMLデータの CAS
による自動生成を行なった．著者らの開発コードは

独立であるが，基本的な方法は同一であり，今後は

統一的に一般の大学でも Moodle を利用している機
関向けに公開して行きたいと考えている．特に府大

と神戸大の教材を比較して，用語の違いや議論の進

め方に違いがあることを再認識したので，このよう

な違いを吸収できるようにする汎用的な開発方法を

検討している．例えば，多言語化の枠組み（localeな
ど）や webMathematicaを用いた方法を検討している．
雛形から文言や構成を調整し生成するものである． 
 

 
 

図 1 XML の構造(問題部分まで) 
 

 
 

 図 2 XML の構造(選択肢) 
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あらまし：2013 年以降、国内の大学で反転授業の実践が広がりつつある．反転授業では、浅い学習にお

いて一定の学習効果のあることが分かってきた．学習に関する研究の知見から、浅い学習と深い学習を分

けて考えるようになってきた．我々は、反転授業の深い学習についての検討をおこなっている.深い学習

とメタ認知との結びつけて考える．2014 年より反転授業の事例収集に取り組んでおり、2016年度よりメ

タ認知の調査をおこなった．その結果、反転授業は、メタ認知に影響を与えることが分かった．とくに、

自己モニタリングの影響が示唆される．本稿では、我々のおこなった調査の概要について述べる． 
キーワード：反転授業，ブレンド型授業，ｅラーニング，メタ認知，ディープラーニング 

 
 
1. はじめに 

アクティブラーニングの広がりとともに、2013 年

以降、国内の高等教育機関で反転授業（Flipped 
Classroom）の導入が進み、反転授業の教育効果につ

いての検証も進んだ．反転授業に一定の教育効果が

あることが明らかになった．サンノゼ州立大工学部

の事例が示すように、知識の伝達に効果があること

が分かった．また、スタンフォード大医学部の例か

ら、知識伝達以外の効果についても指摘されている．

知識の伝達については、予習を含め学習時間が長く

なることから、学習効果が高まることは直観的に理

解される．また、対面授業時において、一斉講義形

式による対応ではなく、個別の対応がとられ適応的

な学習が実現される．このことからも知識伝達を高

めることに寄与すると考えられる． 
一方、スタンフォード大医学部の事例が示す深い

学習については、そのメカニズムを含め明らかにな

ったとは言えない。2015 年以降、アクティブラーニ

ングの深い学習として注目を集めるものが、スタン

フォード大医学部の事例に相当するものと推定され

る．アクティブラーニングの研究において、学習を

深い学習と浅い学習に分けることが指摘された．知

識の伝達の成否を学習の中心に捉える浅い学習と、

学習戦略の獲得や省察の洗練化といった、学習の中

心にメタレベルの学習を据える深い学習とに分類し

捉えることになっている． 
そこで、本研究では、反転授業における深い学習

について、効果やメカニズムについて検証すること

を目指す．反転授業の幾つかの実践事例を取り上げ、

そこに存在する特徴等の分類を試みる．反転授業の

デザインに資する情報になると考えるからである．

本研究において、得られたデータから授業による特

徴について示唆が得られた．以下に概要を示す．  
 

2. 深い学びとしてのメタ認知活動 

アクティブラーニングを実施した担当者は、授業

の実践時に、知識伝達とは異なる学習、学習者の態

度の変容に気づくことがある．アクティブラーニン

グを実践する教員には、深い学びは直観的に受け入

れられているように思われる．しかしながら、深い

学びの定義はいろいろ存在する．溝上は、「学習への

深いアプローチ」に基づいて深い学びを説明する[1]．

その中で、深い学びは、学習者の認知的なプロセス

に基づく点を、溝上らも指摘している．そこで、我々

は、認知的なプロセスと深い学びが不可分であると

考え、認知科学で研究されるメタ認知に着目した[2]． 
メタ認知は、人間の通常の認知活動に対し、高次

な認知活動のことを指す．メタ認知では、知識的な

側面（メタ認知的知識）と、活動的な側面（メタ認

知的活動）に分けて考える．例えば、メタ認知の活

動に、自己モニタリングと呼ばれるものがある．あ

る問題解決をおこなう際、自らの問題解決過程を，

他者に説明するような場面において、おこなわれる

と考えられる活動である．自からの問題解決過程を

逐次的な過程として客観的に捉え、内的な課程を言

語化し表出するといった活動から成る． 
アクティブラーニングでは、省察（Reflection）が

重要な活動要素として取り上げられるが、自己モニ

タリングは省察を司る活動と言える．学習者の中で、

自己モニタリングがおこなわれる場合、自らの行動

をモニタリングし、自らの活動過程を客観化し記憶

する．そして、同じような局面が発生した際、自己

モニタリングの結果記憶した内容を利用し、新たな

行動を起こす．その際、新しい行動は、以前の行動

と何かが変化している可能性がある．行動の変容が

見られることがある．とくに、他者からの指摘によ

って行動が変わるのではなく、自己モニタリングを
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通して、自律的に行動が変わる点が重要である． 
アクティブラーニングの効果を、自己モニタリン

グに集約して説明することは難しい．しかしながら、

メタ認知の一つである自己モニタリングを、省察と

して理解することから始めたい．深い学びをメタ認

知として捉えることで、効果の評価に、メタ認知の

研究成果を用いることが可能となる．具体的には、

立正大学で開発された成人のメタ認知尺度を用い学

習者のメタ認知活動を検証する． 
 

3. 反転授業実施の結果と考察 

我々は反転授業の調査において、対象とした授業

の授業前と授業後の 2 回、質問紙を配布し、学生に

回答してもらった．上記の成人のメタ認知尺度を用

いた調査を 2016 年の授業からおこなっている． 
対象とした授業は複数あるが、本稿では、その中

かの一つの高次能力型の授業で、2016 年と 2017 年

に集めた成人のメタ認知尺度質問紙の結果について

比較する．便宜上、調査した科目を、知識の定着を

目指した専門科目（完全習得型）、学生による発表と

全体討議をおこなった一般教養科目（高次能力型）

に分ける．我々の取り上げた高次能力型の授業は、

主に 1 年生を対象にした一般教養の科目であり、

Twitter や Facebook といったインターネット上のソ

ーシャルメディアについて紹介や課題を取り扱う授

業である． 
授業は反転授業形式でおこなった．学習者はグル

ープ毎に学習を進める．まず、講義を収録した映像

を予習教材とし、学習者はグループで予習に取り組

む．その後、対面授業で予習した内容に基づいてグ

ループで発表し、全体の討議をおこなう．15 回の授

業回の中、10 回程度こうした形式で授業を進める． 
成人のメタ認知尺度は、28 項目からなり、「答え

る前に､ 問題に対する別の答えについても検討して

いる」といった各設問に対し、そう思うから、そう

思わないまでの 6 段階で答えるものである．図 1 に

結果をグラフにしたものを示す．統計的に差がみと

められたのは 1 項目であるが、2016 年度は、全体的

に事後の方に値が小さくなっているように思われる．

一方、2017 年度のデータは、事後において、値が高

くなる傾向にあるように思われる．ただし、2017 年

度も統計的に差が認められたのは 1 項目であった．

事前のデータについて、2016 年度と 2017 年度に、

差は見られない．28 項目を集計した値について、

2016 年度と 2017 年度とも、事前と事後に差は見ら

れなかった． 
2016 年度と、2017 年度とも、1 項目ではあるが差

が見られることから、授業によって学習者のメタ認

知に何らかの変化があったことがうかがえる．ただ、

2016 年度と 2017 年度では変化の形態が異なってい

る．2016 年度と 2017 年度の授業での変化は、授業

時におこなった振り返り活動の数が異なっていると

いうものである．振り返り活動の頻度を高めたこと

によって、何らかの変化を促したことが示唆される．

我々の実践を通し、反転授業は、深い学習に何らか

の影響を与えることが分かった．  
 
4. まとめ 

本稿では、反転授業における深い学習の効果に関

する考察をおこなった．我々は、反転授業の事例を

集めた．深い学習をメタ認知として捉えることとし

た．メタ認知の調査には成人のメタ認知尺度を用い

た．その上で、反転授業をおこなう前後でアンケー

トをおこない、比較することとした．調査の結果か

ら、メタ学習活動が前後で変化する可能性が示唆さ

れた．授業の違いによって、変化に差があることも

分かった．このことから、振り返りの設定の仕方に

よって、メタ認知活動に変化が生じることが分かっ

た．  
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あらまし：⼭⼝⼤学では、理系⼤学院（⼯学研究科、理学研究科および農学研究科）を再編･統合した
創成科学研究科を平成 28 年度に開設し、総合理系⼤学院教育を開始した。創成科学研究科では、⽇進
⽉歩で進化する技術と激しく変化するビジネスを駆動できる学際的な⼈材の育成を⽬指し、全⼤学院
⽣を対象にした研究開発戦略論を開講した。当該科⽬の履修者数は 400 名に上る。本科⽬の学習⽬標
は、研究開発型企業におけるビジネスを成功させるための⽅法論として、技術開発戦略、研究開発戦略
ならびにビジネスモデルについて理解を深める。本科⽬では、複択肢複択式アンケートによりマネジメ
ントに関する理解度の評価を試みた。本発表では、4 選択肢複択形式による学習評価の有効性について
検討する。 
キーワード：総括的学習評価、複択肢選択型アンケート、創成科学研究科、研究開発戦略論 

 

1. はじめに 
⼭⼝⼤学では、平成 28 年度から全理⼯系⼤学院

（⼯学研究科、理学研究科および農学研究科）を再
編･統合した創成科学研究科を設置し、総合理系⼤学
院教育を開始した。⼭⼝⼤学では、⽇進⽉歩で進化
する技術と激しく変化するビジネスを駆動できる学
際的な⼈材の育成を⽬指す。学際的な教育プログラ
ムとして、全⼤学院⽣を対象にした研究開発戦略論
を開講した。当該科⽬の履修者数は 400 名に上る。
本科⽬の学習⽬標は、研究開発型企業におけるビジ
ネスを成功させるための⽅法論として、技術開発戦
略、研究開発戦略ならびにビジネスモデルについて
説明できることである。 

本科⽬の総括的学習評価を⾏うために、新しい 4
選択肢複択形式による試験を実施した。本論⽂では、
新しい 4 選択肢複択形式による学習評価の有効性に
ついて検討する。 

 

2. 結果および考察 
多肢選択形式のテスト（MCQ）は、多数の学⽣の

学習評価を効率的に⾏うための試験⽅法である。⽇
本では、⾼校⽣を対象にしたセンター試験（全国統
⼀マークシート式試験）がもっとも⼤規模な多肢選
択形式のテストである。また、医師国家試験におい
ても、多肢選択問題が採⽤されてきた（1-6）。 

本科⽬の試験は、教授者の意図がどの程度伝わっ

ているかを測り、評定する。そのため、完全に解答
が⼀致しなくても、部分的に⼀致していれば、⼀致
度の程度に応じて部分点を与える。また、採点に関
する操作を容易にするために、選択肢数を 4 つとし
た。以下にサンプルを⽰す。 

 
サンプル XA type 
次の中から、正しいと思う選択肢を選びなさい。 
a. …. 
b. …. 
c. …. 
d. …. 

 
図 1 は、解答者が 4 つの選択肢を全て選択した場合
の評定表を⽰す。評点は、出題者が設定した正答の
数に依存する。図中、クロスで⽰された枠（クロス
ド エレメント）は、起こりえない組み合わせを⽰す。
図 1 では、解答者が 4 つの選択肢を全て選択した場
合には、5 通りの評定があることが判る。 
 
(1) 出題者が設定した正答数が 4 個の場合
 正解率 100％ 評定 A 
(2) 出題者が設定した正答数が 3 個の場合
 正解率 75％  評定 B  
(3) 出題者が設定した正答数が 2 個の場合
 正解率 50％  評定 C 
(4) 出題者が設定した正答数が 1 個の場合
 正解率 25％  評定 D 
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(5) 出題者が設定した正答数が 0 個の場合
 正解率 0％  評定 E 
 

 
図 1 

 

ただし、評定の配点は以下の様に取り決める。 
 

Table 1 

Rating Score 
A  S: Full Score  
B  0.7 x S 
C  0.5 x S 
D  0.3 x S 
E  0 : Score less 

 

また、図 2 は、解答者が 0 個の選択肢を選んだ場合
の評定表を⽰す。この場合も、評点は出題者が設定
した正答の数に依存する。 
 
(1) 出題者が設定した正答数が 4 個の場合 

正解率 0％ 評定 E 
(2) 出題者が設定した正答数が 3 個の場合 
 正解率 25％  評定 D 
(3) 出題者が設定した正答数が 2 個の場合 
 正解率 50％  評定 C 
(4) 出題者が設定した正答数が 1 個の場合 
 正解率 75％  評定 B 
(5) 出題者が設定した正答数が 0 個の場合 
 正解率 100％  評定 A 
 

 
図 2 

 

クロスで⽰された枠（クロスド エレメント）は、起
こりえない組み合わせを⽰す。上述の評定ルールを
拡張し、解答者の選択数（0-4）と出題者が設定する
正答数（0-4）のすべての組み合わせを図 3 に⽰す。 
このようなアプローチを導⼊することにより、
MCQ による採点に部分点を与えることが可能とな
る。 
 

 
図 3 

 
3. おわりに 

統括的学習評価を効率的に⾏うために、新しい 4
選択肢複択形式による学習評価を⾏った。出題形式
は、指⽰正解数を与えない 4 選択肢複択形式した。
さらに、完全に解答が⼀致しなくても、部分的に⼀
致した場合には⼀致度の程度に応じて部分点を与え
るルールを導⼊することにより、0 点から満点まで
スムーズな評定点を与えることができた。 
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留学プログラムにおける eポートフォリオの運用とアセスメント 
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カッティング美紀*1, *2 

Miki CUTTING*1, *2 
*1立命館アジア太平洋大学 

*1 Ritsumeikan Asia Pacific University 
*2熊本大学大学院教授システム学専攻 

*2 Graduate School of Instructional Systems, Kumamoto University 
Email: cutting@apu.ac.jp 

 
あらまし：学びが多面的で，かつ遠隔で実施される海外プログラムの成果研究は容易ではない．eポート

フォリオは，そのような海外での学びのエビデンスを収集できるツールとして期待されている．本学の短

期留学プログラムでは，e ポートフォリオを運用した学びの可視化と成果研究を行っている．本稿では，

本学における留学前から帰国後までの e ポートフォリオの運用とアセスメントの実施について述べ，帰

国後のポートフォリオの分析から得られた結果を報告する． 

キーワード：eポートフォリオ，留学プログラム，振り返り，アセスメント 

 

 

1. 留学プログラムの質保証の課題 

近年，グローバル教育推進の流れを受け，高等教

育では，数多くの海外プログラムが提供されている．

しかし質保証の観点においては課題が多い．質を保

証するには，学習アウトカムを設定し，到達に繋が

る学習支援を提供し，アセスメントを実施する必要

がある．しかし留学プログラムの学習成果は，多面

的かつホリスティックであり，学習成果の特定や明

確化が容易ではない．さらに海外での学びのエビデ

ンスをどう収集するかという課題もある． 

このような留学プログラムにおけるアセスメント

の課題に対しては，学びを蓄積できる e ポートフォ

リオの活用が有効だ（1）と言われている．本学の短期

留学プログラムでは，2012年度から eポートフォリ

オを運用し，留学における学びの質保証の研究を行

っている． 

 

2. 留学ポートフォリオの運用 

本学の短期留学プログラムは，2，3 回生を中心に

20 名前後が参加し，アメリカに 2か月留学する．こ

のプログラムでは，留学前（国内）→留学中（海外）

→帰国後（国内）と，e ポートフォリオを継続的に運

用するコース設計となっている． 

2017年度の eポートフォリオの運用は以下の通り

である： 

留学前 

・留学における自己目標の設定 

・リフレクション練習と意義の理解 

・英語や現地調査などの課題 

・ラーニングコミュニティの形成 

・アンケート（意識調査など） 

留学中 

・日々の学びのリフレクション 

・コース目標の自己アセスメント 

・留学中間の振り返りと目標再設定 

帰国後 

・留学における学びと成長のレポート 

・ショーケースポートフォリオの作成 

（留学ポートフォリオの読み返しと成果物の選定） 

・ショーケースポートフォリオの相互評価 

 

留学中の日々の学びの振り返りは，経験学習（2）の

理論に基づき以下の通りである（3）： 

・その日の経験を振り返り，気づきと学びを記述 

・学びを応用するための目標設定 

・実践後の自己アセスメント  

 

参加学生は，留学中，学びの振り返りを e ポート

フォリオに毎日記述できるようになっている．学生

の記述は任意であるが，日々の提出率は非常に高い． 

 本プログラムでは，留学中の学生を e ポートフォ

リオで支援するため，「ピア・アドバイザー（PA）シ

ステム」を設けている．これは研修を受けた前年度

プログラム参加生が PA として活動し，留学中の学

生の日々の振り返りに対してフィードバックを書き，

留学中の学生の学びを支援するものである． 

 またアメリカの現地大学の教員も同じ e ポートフ

ォリオを運用しており，派遣側と受け入れ側の両サ

イドの教員が，同じポートフォリオ上で学生の支援

を行っている． 

 

3. アセスメント 

3.1 留学ポートフォリオのアセスメント 

本プログラムでは，留学ポートフォリオを運用す

ることで，留学中に学生が何を悩み，どんな挑戦を

し，何を得ているのか，一人ひとりの学びと成長の

プロセスを可視化・蓄積している．またコース目標

に対して定期的に自己アセスメントを行っており，
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各コース目標に対する学びのエビデンスを蓄積させ

ている．帰国後は，これまでの留学ポートフォリオ

を読み返し，留学における学びと成長を振り返り，

各コース目標における成果をショーケースとしてま

とめる． 

3.2 アウトカムの特定 

しかし先述の通り，海外プログラムにおけるアウ

トカムは多面的であるため，アセスメントを実施す

る際に必要となるラーニングゴールの特定は容易で

はない．そこで，まず本プログラムは，2012年度の

留学中の学生の学びの振り返り記述を分析し，プロ

グラムにおける学びの分析を行った．その結果とそ

の後のアンケート調査などをもとに，アウトカムの

改訂を行って来た．2014年度には，アメリカの派遣

先大学の研究者チームと共に，ルーブリックを運用

してポートフォリオの記述を分析し，学びの到達度

を共同調査した．そして，これまでの分析を踏まえ，

コースのアウトカムを 2 大学で話し合い，アウトカ

ムの再設定を行った．（4） 

3.3 学生の認知した学びの分析と結果 

2017年度は，再度，プログラムにおける学びを調

査するため，全学生が帰国後にポートフォリオに書

いた留学での学びと成長のレポートを分析した．こ

の分析では，学生が留学で得たと認知した学びを抽

出し，構造化することを目指した．MAXQDA ソフ

トウェアを用いて，全学生が記述したレポートから，

学びと成長に関するセグメントを抽出し，コーディ

ングを行った．次にカテゴリーにまとめ，構造化を

図った． 

この結果，授業関連の学び（自己発信，アメリカ

社会の理解，ボランティア，授業への慣れなど），他

者・仲間（チームワーク，仲間からの学び，仲間の

大切さなど），スキル・資質（英語，コミュニケーシ

ョン，振り返りなど），視野の拡大（日本への理解，

視野の拡大，ステレオタイプへの意識，アメリカ生

活での学び），自己（自信，自己理解），他者影響・

貢献，今後への意欲・将来ビジョンというカテゴリ

ーを生成した． 

次に，学生の認知したこれらの項目が，プログラ

ム目標と合致しているか照合を行った．プログラム

目標は，英語での発信力，英語アカデミックスキル，

英語コミュニケーション力，異文化間コミュニケー

ション力，多角的視野，他者との協働力，自分らし

い社会貢献，自己向上力であり，これらをコードカ

テゴリーと照らし合わせた結果，全目標項目が，抽

出されたコードカテゴリーと合致した．この結果か

らは，プログラム目標と学生の認知した学びが重な

っていることが示唆される．この学生の学びとプロ

グラム目標の合致は，e ポートフォリオやアンケー

トの分析，観察，聞き取りなどから，留学プログラ

ムの目標を数年に渡り特定・改訂してきたからでは

ないかと推測される． 

3.4 学びの関連性 

次に，学生のレポートでは，全体的に自己発信と

自信について多く書かれていたため，学生がアメリ

カで意識的に挑戦してきた「自己発信」が「自信」

に関連しているのではないかと仮定し，MAXQDA

を用いて，「自信」と「自己発信」の関連性を調べた．

「自信」の語彙検索を行った結果，29か所に表出さ

れ（22名中 10名のレポート），そのうち 27か所は，

「自己発信・パブリックスピーキング」のコードが

付与された箇所で見られた．このことから，学生の

「自信」は，「自己発信・パブリックスピーキング」

に関連している可能性がある． 

このアメリカのプログラムは，日本人が苦手とす

るパブリックスピーキング，発言力，自己発信力を

強化することが目標の一つである．英語を使って人

前でスピーチし，積極的に意見を伝える練習が，学

生達の自信に繋がっているのではないかと考えられ

る． 

 

4. 課題と展望 

今回は，帰国後の学生の学びと成長のレポートを

分析し，プログラム目標と照合させ，学びの関連性

を調べた．その結果，学生の認知した学びは，プロ

グラム目標と合致しており，また「自己発信・パブ

リックスピーキング」が学生の「自信」に関連して

いることが分かった． 

しかし，ここからはプログラム目標の到達度，学

びの向上，そしてプログラムの課題が見えない．例

えば，プログラム目標の到達度に関しては，学生は

留学中に自己アセスメントを行っており，各目標の

達成度とそれを示す事例を定期的に振り返り記録し

ている．その記録からは，留学期間中に到達度が全

体的に高まっているのが分かるが，データは学生の

主観に基づくものであり，成果分析に限界がある．

また学生は，留学後にショーケースポートフォリオ

を作成し，成果物を提示しながら各ゴールの到達に

ついて記述するが，どこまで何を達成し，何を達成

していないのかは明確でない．そこで今後はこれら

の課題を踏まえて，目標とその到達度を具体化・明

確化し，学生の到達度を明示できるようコースデザ

インの全体的な改善を行いたい． 
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あらまし：近年，eポートフォリオを活用した学習・評価が注目されており，特に相互評価（以下，ピア・

アセスメント）は学習動機を高めるといった効果が期待されている．しかし，ファシリテーターが学習者

のピア・アセスメントの活動状況を把握し，それに応じたファシリテーションを同時に提供することは容

易ではない．そこで，本研究では，eポートフォリオを活用した学習において，学習者個人のピア・アセ
スメントの活動を支援することを目的とする．具体的には，社会ネットワーク分析に基づきピア・アセス

メントの活動状況に応じたファシリテーションを自動で提供するシステムを開発した．本論文では，開発

したシステムについて述べる．  
キーワード：eポートフォリオ，ピア・アセスメント，学習評価，社会ネットワーク分析 

 
 
1. はじめに 
	 近年，eポートフォリオを活用した学習・評価が注
目されている．eポートフォリオを活用した学習・評
価では，特に，相互評価（以下，ピア・アセスメン

ト)は，そのプロセス自体が真正であり，学習者をよ
り自律的にさせ，学習動機を高め，学習者の自己の

内省を促すといった効果が期待されている(1)． 
	 ピア・アセスメントを行う際，ファシリテーショ

ンが必要な状況が学習者個人に存在すると考えられ

る．しかし，ファシリテーターが学習者のピア・ア

セスメントの活動状況を把握し，それに応じたファ

シリテーションを同時に提供することは容易ではな

い．このような学習者間の活動状況を把握・支援し

ている研究として，例えば，Rosen(2)らは，オンライ

ンディスカッション上でのやりとりから，学習者の

関係性を可視化している．また，Shimazaki(3)らはピ

ア・アセスメントの活動状況を分析し，その全体の

活動状況に対して支援している．これらは，学習者

間の活動状況を，全体的な視点で把握・支援してい

るが，特にピア・アセスメントの活動においては，

学習者個人の状況に応じて支援する必要があると考

えられる 
	 そこで，本研究では，eポートフォリオを活用した
学習において，学習者個人のピア・アセスメントの

活動を自動的に支援することを目的とする．具体的

には，関係構造を定量的に評価する手法である社会

ネットワーク分析(4)に着目することで，ピア・アセス

メントの活動状況を把握し，その状況に応じたファ

シリテーション方法を提案した(5)．そして，その方法

に基づきファシリテーションを提供するシステムを

開発した．なお，本論文では，開発したシステムに

ついて述べる． 
2. ピア・アセスメントの活動状況に応じたフ

ァシリテーション方法(5) 

	 本研究では，社会ネットワーク分析に用いられる

指標のうち，「次数中心性」，「媒介中心性」と「凝集

性」の指標に着目し，これらの具体的な閾値，条件

を定めることで，ファシリテーションを必要とする

学習者を特定することとした． 
	 学習者個人に対し，自動でファシリテーションを

提供できるように，上記で述べた指標において，そ

の閾値や条件を暫定的に決定し，それに対応するフ

ァシリテーション内容を検討した．その際，「ファシ

リテーションが必要な学習者」を，どの「社会ネッ

トワーク分析の指標」で，どの「閾値や条件」によ

って特定し，特定した「学習者の状況」に応じた適

切な「ファシリテーション」は何かを軸に検討し，

対応づけを行った．表１に，その結果を示す．たと

えば，「自分が所属する学習コミュニティ内でしか，

ピア・アセスメントを行っていない」学習者は，「媒

介中心性がその平均値の 1/2 未満」と特定できると
し，「他の学習コミュニティ内の学習者に対して，ピ

ア・アセスメントを行うように促す」などのファシ

リテーションを提供する． 
3. ピア・アセスメント活動支援システムの 

開発 
	 本章では，2 章で示した方法に基づきファシリテ

ーションを自動で提供するシステムの開発について

述べる． 
3.1 本システムの機能要件 
	 本研究の目的を達成するための機能要件として以

下の 3点が挙げられる． 
要件１）学習者は学習において生成される e ポート

フォリオを蓄積することができる． 
要件２）学習者は他の学習者に対して，ピア・アセ

スメントを行うことができる． 
要件３）学習者のピア・アセスメントの活動状況に

応じたファシリテーションを学習者に対し
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自動で提供することができる． 
3.2 システムの開発 
本研究では，3.1 節で述べた機能要件を満たす機

能を有するシステムをWebアプリケーションとし
て開発した．インターフェースは HTML，CSS，
JavaScript，エンジンは Java，社会ネットワーク分
析を行う演算部は R のパッケージ igraph，データ
ベースは MySQLを用いて開発した． 
3.3 システムの機能 
3.1 節で述べた要件に対応するシステムの機能

について以下に示す． 
機能 1:e ポートフォリオ蓄積機能	

	 学習者は，学習過程で生成された写真やレポー

トなどの e ポートフォリオを蓄積することができ
る．ファイルの形式は，音声，動画，写真などが考

えられる．なお，一つの学習過程において，eポート
フォリオは複数個蓄積することができる（要件１に

対応）． 
機能 2:ピア・アセスメント機能	

	 学習者は，ピア・アセスメントを行う相手を選択

し，選択した相手が機能 1により蓄積した eポート
フォリオを確認しながら，学習プロセスや学習成果

に対するコメントをテキストとして入力することが

できる．また，自分が受けたコメントも確認するこ

とができる（要件２に対応）．ここで，システム上で

は，どの学習者がどの学習者に対してピア・アセス

メントを行ったかをログデータとして蓄積する． 
機能 3:ピア・アセスメント活動支援機能 

この機能では，表１のファシリテーション方法に

基づきファシリテーションを提供する．具体的には，

機能 2により得られたログデータから，社会ネット

ワーク分析に基づき２章で示した各指標の値を算出

する．算出された値から，ファシリテーションが必

要な学習者を特定する．次に，特定した学習者の状

況に応じたファシリテーションとして，「他のグルー

プにピア・アセスメントを行ってください」などの

メッセージを学習者に提示する（図１上）．	

加えて，ピア・アセスメントの活動状況を，ネッ

トワーク図を用いて可視化する（図１下）．ここで，

各頂点は学習者を示し，有向辺はどの学習者がどの

学習者に対してピア・アセスメントを行ったかを示

す（要件３に対応）．	

機能 1から機能 3により，ピア・アセスメントの

活動を自動で支援できるようになる．これにより，

学習者は，ピア・アセスメントの活動状況を把握で

きるとともに，多様な学習者とピア・アセスメント

を行うようになると考えられ，学習者をより自律的

にさせ学習動機を高め，学習者の自己の内省を促進

させるといった効果が期待できる．	

4. おわりに 
	 本論文では，筆者らが提案したファシリテーショ

ン方法に基づき，ピア・アセスメント活動を支援す

るシステムを開発した．今後，開発したシステムを

授業等で継続的に実践し，本システムを利用するこ

とによる教育効果について評価・検証していく予定

である． 
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表１	 提案したファシリテーション方法(5)	

ファシリテーションが必要な状況 ファシリテーションが必要な 
具体的な状況 

社会ネットワークにおける 
指標の閾値および条件 ファシリテーション 

ピア・アセスメントが行われてい
ない 

・ピア・アセスメントを一度も行っ
ていない，かつ一度もされていない 入次数 = 0 かつ 出次数 = 0 (1)ピア・アセスメントを行うように促

す 
・凝集性に基づく学習コミュニティ
へピア・アセスメントを極端に行っ
ていない/されていない 

入次数 < 入次数の平均値/2 
または 
出次数 < 出次数の平均値/2  

(2)凝集性に基づく学習コミュニティ
内のメンバーに対して，ピア・アセス
メントを行うように促す 

ピア・アセスメントが偏っている 

・ピア・アセスメントの対象が少ない 
・同じ学習コミュニティ内でしかピ
ア・アセスメントを行っていない/され
ていない 

媒介中心性	 < 媒介中心性
の平均値/2 

(3)他の学習コミュニティまたは学習
者へピア・アセスメントを行うように
促す 

 

図１ メッセージとピア・アセスメントの 
活動状況を表示する画面 
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あらまし：信州大学教育学部では，スポーツ庁「学校における体育・スポーツ資質向上等推進事業」の助

成を受けて，運動感覚を教師と子どもが共に味わいながら「コツ」と「テクノロジー」を活用して「わか

る」を「できる」につなぐ体育授業の開発を目指している．本研究では，テクノロジーを活用した体育授

業の構想を提案し，その可能性を明らかにするための手がかりを得る． 
キーワード：新学習指導要領，主体的・対話的で深い学び，ICT 活用，運動感覚，附属学校との連携 

 
 
1. はじめに 
 中央教育審議会「体育・保健体育，健康，安全ワ

ーキンググループにおける審議の取りまとめ」では，

「各種の運動の行い方等を理解するとともに，その

運動をできるようにする」と述べられており，「わか

る」と「できる」を結び付けていくことが重視され

ている（１）．また，吉田（1996）は，「よい運動表象

を形成する過程では，過去の運動経験が動員された

り，他者観察や自己観察の結果が意識的に利用され

たりすることで，動き方の全体像が捉えられるよう

になり，さらに「コツ」が分かるようになることが

大切である」と述べており（２），教師と児童・生徒の

関わりや児童・生徒同士の協働的な学びの過程を通

して，「コツ」を共有することが運動感覚の共有につ

ながり，「わかった」段階を「できる」段階へと高め

ることが可能になる． 
 また，近年の技術革新により，オリンピック選手

やプロスポーツ選手の指導において，さまざまなテ

クノロジーが導入されている．試合中のパフォーマ

ンスを映像やセンサーを用いて可視化することによ

って，個々の運動量向上やチーム内の連携強化を図

っている．例えば，日本体育学会の大会では，テー

タの分析を活用をテーマにしたシンポジウムが開催

されている（３）（４）．このようなテクノロジーを小中

学校の体育授業に導入して，個々の児童・生徒の動

きを体育教師や体育補助員が把握しながら指導した

り，児童・生徒が自己の運動を見つめ直したりする

ことによって，「わかる」を「できる」に高めること

が可能になる． 
 信州大学教育学部では，スポーツ庁「学校におけ

る体育・スポーツ資質向上等推進事業」の助成を受

けて，運動感覚を教師と子どもが共に味わいながら

「コツ」と「テクノロジー」を活用して「わかる」

を「できる」につなぐ体育授業の開発を目指してい

る．そこで，本研究では，テクノロジーを活用した

体育授業の構想を提案し，その可能性を明らかにす

るための手がかりを得ることを目的とする． 

2. 新学習指導要領における ICT活用 
2.1 「総則」の記述から 
 2017年 3月に告示された新学習指導要領（小学校，

中学校）では，資質・能力の育成を目指す「主体的・

対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を進め

るために，言語活動や体験活動，ICT 等を活用した

学習活動等を充実することが求められている．そし

て，「情報手段を活用した学習活動を充実するために

は，国において示す整備指針等を踏まえつつ，校内

の ICT 環境の整備に努め，児童（中学校では生徒）

も教師もいつでも使えるようにしておくことが重要

である」とされている（５）（６）． 
2.2 中学校「保健体育編」の記述から 
 前出の「審議のとりまとめ」においても，「ICT の

活用等により，課題の到達度を確認し，必要な知識

を収集するとともに実践すること」とされている（１）． 
 具体的には，中学校学習指導要領解説（保健体育

編）では，次のような領域で，ICT 活用について言

及されている（７）． 
・「陸上競技」「水泳」：ICT を活用して自己のフォー

ムを観察したりすることで，自己の取り組むべき

技術的な課題が明確になり，学習の成果を高めら

れることを理解できるようにする． 
・「水泳」：教室での学習として ICT を活用して泳法

を確かめたり，課題を検討したりする学習や，保

健分野の応急手当と関連させた学習などを取り入

れるなどの指導計画を工夫することが大切である 
・「ダンス」：ICT などで自己のグループの表現や踊

りを観察したりすることで，自己の取り組むべき

技術的な課題が明確になり，学習の成果を高めら

れることを理解できるようにする 
・「体つくり運動」「器械運動」「陸上競技」「水泳」

「球技」「武道」「ダンス」：，ICT を効果的に活用

するなどして，体を動かす機会を適切に確保する

ことが大切である 
 また，「指導計画の作成と内容の取扱い」において

も，内容の指導に当たっては，コンピュータや情報
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通信ネットワークなどの情報手段を積極的に活用し

て，各分野の特質に応じた学習活動を行うよう工夫

すること」としており，具体的には，「体育分野にお

いては，学習に必要な情報の収集やデータの管理・

分析，課題の発見や解決方法の選択などにおける

ICT の活用が考えられる」とされている． 
 
3. テクノロジーを活用した体育授業の構想 
3.1 動きを可視化・自覚化する授業の構想 
 体育の授業時間内に十分な運動量を確保してそれ

を評価する方法としては，これまでは，教師による

観察記録や児童・生徒によるふり返りカード等が用

いられてきた．しかし，テクノロジーの発達により，

3D モーションセンサーを着用することで，個々の児

童・生徒の運動データを数値化・可視化することが

可能になる．また，これらの測定を裏付けるために

タブレット端末で撮影して動画を即時視聴すること

によって，技能の改善につなげることできる．タブ

レット端末で運動の様子を撮影して相互評価する実

践は行われてきているが，これにセンサーを組み合

わせることによって，テクノロジーを活用した体育

授業をどのように構想・実践すればよいかを探って

いく． 
 具体的な単元としては，球技領域・ゴール型（小

学校はタグラグビー，中学校はサッカー），と陸上運

動系／陸上競技領域・短距離走他を予定している． 
 導入予定の 3D モーションセンサーは，高い効果

が期待されるものの高価である．そこで，その簡易

版として，歩数計の利用も検討している．廉価版・

簡易版としての歩数計を持つことで，児童・生徒自

身も自己の運動量をその場で確認することが可能に

なる．簡便・安価な方法での動きの可視化・自覚化

によって，テクノロジーを活用した授業の教育現場

への普及・適用可能性も検証する． 
3.2 様々な運動感覚を身につける授業の構想 
 「テクノロジー」の活用に加えて，児童・生徒間

で「コツ」を伝え合いながら，様々な運動感覚を身

につけることも可能であると考えている． 
 新学習指導要領に示されている学力の３要素の中

で，特に「知識及び技能」に焦点を当て，「『わかる』

を『できる』にどのように結び付けていけばよいか」

を重視した授業を構想し，実践を行う．その際，「コ

ツ」を用いた体育授業を通して，児童・生徒が目指

す動きの構造を理解して「わかる」と感じることと，

目指す動きを実際に行える「できた」と感じること

がどのように結びつき，その背景に何があったのか

を探っていく． 
 具体的な単元としては，小学校・中学校共に，器

械運動領域・マット運動と水泳領域・クロール他を

予定している． 
 このような「コツ」を伝え合う体育授業では，教

師と児童・生徒の密な関わりや児童・生徒同士の協

働的な学びの過程が多く入ってくる．また，テクノ

ロジー活用により収集したデータを児童・生徒同士

で協働的に分析することによって，チームとしての

向上を図ろうとする態度にもつながっていく．これ

れは，新学習指導要領で目指している「対話的な学

び」として位置付けられる． 
 
4. おわりに 
 本研究では，テクノロジーを活用した体育授業の

構想を提案し，その可能性を明らかにするための手

がかりを得ることを目的とした．動きを可視化・自

覚化する授業としては，球技領域・ゴール型（小学

校はタグラグビー，中学校はサッカー），と陸上運動

系／陸上競技領域・短距離走他を予定している．ま

た，様々な運動感覚を身につける授業としては，器

械運動領域・マット運動と水泳領域・クロール他を

予定している． 
 今後の課題としては，これらの構想を実現するた

めに，具体的な単元計画および各時間の授業を検討

していく必要がある． 
 
付記 
 本研究の一部は，スポーツ庁 平成 30 年度「学校

における体育・スポーツ資質向上等推進事業」の助

成を受けたものである． 
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災害時の避難行動選択における競合の疑似体験が 

防災学習への動機付けに及ぼす影響に関する検討 
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あらまし：災害時の状況変化により，入手した情報から示唆される避難行動について変更を余儀なくされ

る場合がある．危険を伴う避難行動の選択を経験することは，適切な行動を選択するために参照すべき情

報を見直す契機となり，防災学習への動機付けを高める効果があると考えられる．本研究では，ロールプ

レイングゲーム風の学習支援アプリを開発し，避難行動選択における競合の疑似体験が学習意欲に与える

影響について検討した． 

キーワード：行動選択の競合，擬似体験，学習支援アプリ，防災学習，動機付け 

 

 

1. はじめに 

豪雨災害時には避難情報や水害ハザードマップ等

の情報を拠り所として，住民自らの判断で危険を回

避する行動として「立ち退き避難」「屋内での安全確

保」のどちらかを選択する必要がある（1）．しかし，

ハザードマップから屋内での安全確保が適切と確認

できた場合でも，発令された避難情報によっては立

ち退き避難が求められる場合もある．このように災

害時のある時点で適切と判断された避難行動も，そ

の後の状況変化により見直しを余儀なくされる場合

がある．Berlyne（2）は，概念間に葛藤が生じた場合，

それを解決するための知識を獲得したいと感じると

している．そのため，災害時の避難行動選択におけ

る競合に遭遇した場面で，安全が確保できない行動

を選択させることによって，適切な避難行動を選択

できる知識を身に付ける必要性に気付き，防災学習

への動機付けにつながると考えられる．  

このような回避すべき災害時の危険な状況を学習

のために経験する方法として，疑似体験が有用とさ

れている（3）．本研究では，大雨による河川はん濫が

迫っている状況を想定した自宅内において，学習者

が主人公となって主体的に行動するロールプレイン

グゲーム風の学習支援アプリを開発し，避難行動選

択における競合の疑似体験が防災学習への動機付け

に及ぼす影響について検討を行った． 

 

2. 学習支援アプリ 

 災害時には，住民は自ら必要な情報を入手して避

難行動を選択することが求められる（4）．この学習支

援アプリ（図 1）では，避難行動の選択時に参照す

る情報として，ハザードマップに記載された避難行

動に関する情報，公的機関によって発令される避難

勧告等の情報，自宅周囲での災害状況の 3 種類を用

いる．各情報を入手すると，その状況においてとる

べき行動として「避難所へ避難する」「2 階へ避難す

る」のいずれかが提示される．学習者は，これらの

情報に基づいて「避難所へ避難する」「2 階へ避難す

る」「見たいネット配信動画を見る」の中から自身が

とる行動として一つを選択する．その後，選択した

行動の正誤とともに，選択した行動をとることで起

こり得る結果について補足説明が示される．なお，

「見たいネット配信動画を見る」を総計 2 回選択し

た場合には避難の意思がないとみなし，逃げ遅れに

よって危険に遭遇することが学習者に示される． 

 

3. 評価実験 

本実験では，学習者が避難行動の選択における競

合を疑似体験することで，防災学習に対する学習意

欲に及ぼす影響を，学習支援アプリを用いて検証す

る．実験協力者は，18 歳～24 歳の大学生 36 名（う

ち女性 20 名，平均年齢 21.0 歳）であった． 

実験条件として，3 種類の参照情報から示唆され

る避難行動が全て一致する競合なし学習群，異なる

避難行動が示唆される競合あり学習群の 2 群を用意

し，各学習群に 18 名ずつ割り当てた． 

学習課題で出題する災害状況として，競合なし学

習群では，3 種類の参照情報から同一の避難行動（立

ち退き避難／屋内での安全確保）が示唆される 2 通

りを用いた．競合あり学習群では，2 通りの避難行

動と 3 種類の参照情報を組み合わせた 8 通り（2×2
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×2）から 3 種類の参照情報から同一の避難行動が示

唆される 2 通りを除いた 6 通りを用いた．  

実験では，最初に事前アンケートで“大雨災害時，

自分の身に危険が迫った場合，安全を確保する行動

をとることができると思いますか？”という質問に

よって「自信」について 7 段階（1：全くそう思わな

い～7：非常にそう思う）で答えるように求めた．次

に，タブレット端末を用いて，前提知識として，避

難行動，ハザードマップ，避難情報，自宅周囲の災

害状況に基づいた行動の必要性を教示した．その上

で，学習支援アプリを用いて，与えられた災害状況

においてとるべき避難行動を選択する学習課題（4

問）に取り組むよう求めた．学習課題の各問は，両

学習群とも無作為順序で出題した． 

最後に，事前アンケートと同様の「自信」を問う

質問に加えて，“大雨災害時，安全を確保する行動を

とるために防災についてさらに学ぶ必要があると思

いましたか？”という質問によって防災学習への「意

欲」について 7 段階（1：全くそう思わない～7：非

常にそう思う），“大雨災害時，安全を確保するため

にどのような情報源を参考にしようと思いますか？”

という質問によって「情報入手数」について選択形

式（9 種類の情報源から該当するものを全て選択）

で答えるよう求めた． 

 

4. 結果と考察 

競合あり学習群で避難行動の選択時に競合が発生

するのは，1 つの問の中で 2 種類以上の情報を入手

し，それらから異なる避難行動が示唆された場合で

ある．本実験では，競合の有無に着目した検討を行

うため，課題 1 問あたり平均 2 種類以上の情報を入

手した実験協力者（競合なし学習群：18 名中 7 名，

競合あり学習群：18 名中 9 名）を分析対象とした． 

学習課題の平均正答率（表 1）は，競合あり学習

群（52.8%）より競合なし学習群（89.3%）の方が高

かった．行動選択における自信を問う事前／事後ア

ンケートについては，平均正答率が高かった競合な

し学習群が学習後に上昇（事前 2.9 → 事後 4.1）し

たのに対して，平均正答率が低かった競合あり学習

群は低下した（事前 4.0 → 事後 3.8）．このように，

競合あり学習群では学習課題の不正解経験により自

信が弱まった反面，学習意欲については競合あり学

習群（6.0）の方が競合なし学習群（5.4）よりも高か

った．一方，競合なし学習群は，参照情報から示唆

された避難行動に従うことで，与えられた災害状況

で容易に安全を確保できたため，学習意欲が競合あ

り学習群より高くならなかった可能性が考えられる． 

また，情報入手数については，競合なし学習群（3.9）

よりも競合あり学習群（4.4）の方が高かった．この

点については，競合あり学習群が参照情報から異な

る避難行動が示唆される可能性を疑似体験した結果，

適切な状況判断にはより多くの情報を参照する必要

があると学習者が実感したためと考えられる． 

 

5. おわりに 

 評価実験の結果，避難行動選択における競合を疑

似体験することによって，防災学習への動機付けが

高まる可能性が確認された．しかし，アプリでの問

題回答中に複数の情報を入手しようとしない傾向が

見られ，両学習群でともに約半数（競合なし学習群：

18 名中 7 名，競合あり学習群：18 名中 9 名）の実験

参加者しか 1 問あたり平均 2 種類以上の情報を入手

しなかった．今後は，避難行動選択における競合を

すべての学習者が疑似体験できるように，複数の情

報を参照するまで避難行動が選択できないようにす

るなど，学習者の主体性と競合の疑似体験を両立さ

せる手法について検討していく予定である． 
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表 1 評価結果（平均値） 

実験条件 
課題 

正答率 

自信 
意欲 

情報 

入手数 事前 事後 

競合なし 

(n=7) 

89.3% 

(18.2) 

2.9 

(0.99) 

4.1 

(0.99) 

5.4 

(0.73) 

3.9 

(0.64) 

競合あり 

(n=9) 

52.8% 

(24.9) 

4.0 

(1.41) 

3.8 

(0.79) 

6.0 

(0.82) 

4.4 

(0.83) 

括弧内は標準偏差を示す 

図 1 学習支援アプリの画面例 
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あらまし：発見学習とは，観察と仮説の生成・検証を通してある分野の知識を理解する学習手法である．

しかし，観察するのみで仮説の生成に至らない学習者や，観察した内容と矛盾のない法則を生成すること

が困難な学習者が存在する．本研究では，物体の運動に関する法則を対象に，仮説の生成を支援するシス

テムを構築する．本システムを用いた仮説生成実験の結果，システムの利用により，矛盾のない仮説の生

成が促進されることが確認できた． 
キーワード：発見学習，学習支援システム，仮説生成支援，運動の法則，検証機能 

 
 
1. はじめに 
発見学習は，観察，仮説の設定，仮説の検証を通

してある分野の基本的な知識を理解させる学習手法

であり，理科などの自然科学の分野でしばしば導入

されている．しかし，発見学習に取り組んだとして

も仮説の生成に至らない学習者や，観察した内容と

矛盾のない法則を生成することが困難な学習者が存

在する．このような学習者は観察対象をどのように

捉え，観察から何を発見したらいいのかわからない

といった問題点がある．本研究では仮説の立て方に

焦点をあて，観察結果に対して妥当な仮説の生成を

支援することを目的とする． 
発見学習を対象とした研究として，Yoshikawa ら

は化学実験を対象に，マイクロワールドと呼ばれる

学習者が自由に操作可能な仮想環境実現した(1)．し

かし，これは環境を提供しているだけであり，法則

を導出する過程は支援していない．本研究では，現

実世界の物理現象を対象に，観察から運動の法則を

導出する過程を支援するシステムを構築する． 
2. アプローチ 
2.1 運動の法則の表現方法 
運動の法則とは，特定の運動をする物体や周囲の

条件を表しており，運動の特徴と，運動している物

体や周りの物体の性質を用いて表現することができ

る．例えば，池に風船が浮いていれば，軽い・丸い

という「物体の性質」，液体という「周りの物体の性

質」，浮くという「物体の運動」から，「軽くて丸い

ものは浮く」と表現することができる． 
このとき，法則には運動に関係のない性質は含ま

れておらず，運動に関係のある性質は全て含まれて

いることが望ましい．したがって，運動に対してど

の性質が関係あるのか試行錯誤し，過不足なく含め

るような考え方が必要となる． 
2.2 運動の法則の発見学習方法 
観察から法則を発見するために必要な学習ステッ

プが以下のように提唱されている(2)． 
ステップ1.	 対象の抽出 
ステップ2.	 観察対象の特徴分析 
ステップ3.	 仮説の設定 
ステップ4.	 仮説の整合性の検証 

ステップ 1と 2は観察に関するステップであり，運
動や物体の性質がどのようであるか意識的に観察す

る．ステップ 3と 4は仮説の生成に関するステップ
である．ステップ 3では，同じ運動をしている物体
に共通する性質を発見し，運動に影響を与える性質

を特定する．ステップ 4では，生成した仮説が，こ
れまでに観察してきた対象に対して矛盾しないかを

精査する．観察内容に対して矛盾した仮説が生成さ

れた場合は，ステップ 1～3のいずれかが十分でない
ため，いずれかのステップに戻ることとなる． 
発見学習では学習者が自身の観察した内容から運

動の法則を発見するため，正しい運動の法則を導出

するのに十分な観察が行われていない場合もある．

ステップ 1～4を繰り返し実施し，観察対象を増やし
て，それまで観察した対象全てに対して矛盾のない

ように仮説を修正していくことで，最終的には物理

の観点から正しい運動の法則に到達することとなる． 
2.3 仮説生成支援システムのアプローチ 
本研究では，ステップ 2と 3を容易に行える環境

の提供と，ステップ 4を自動的に検証する機能を通
して，観察した内容と矛盾しない仮説の立て方を支

援する．図 1に支援システムの枠組みを示す． 
ステップ 2に関して，ただ観察対象を眺めるだけ

では，運動や性質の特徴に気づくことはできない．

観察した物理現象を画像として管理する写真管理機

能を提供して，観察内容の外在化を実現することで

学習者の意識的な観察を促す．さらに，各画像に対

して物体の運動や性質，周りの環境をタグとして付

与できる環境を提供することで，様々な観点からの

観察を促す．ステップ 3に関しては，観察結果を用
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いて仮説を設定する方法を知らなければ達成できな

い．仮説生成支援機能として，まず，同じ運動をす

る物体の共通の性質を発見するために，観察した物

理現象の中から特定の運動タグが付与された物体を

検索できる仕組みと，同じ運動をする物体をグルー

プ化して性質を比較できる仕組みを用意する．そし

て，仮説の設定方法の理解を促すために，運動や性

質の入力欄を設けた仮説の雛形を用意する．ステッ

プ４に関しては，学習者が観察したものの中から整

合性を自動で検証し，矛盾への気づきを促すフィー

ドバックを行う機能を提供する． 

図１	 システム概要図 
3. 仮説生成支援システム 
仮説生成支援システムは，2.2 節のステップ 1～4

までを順番に達成していくものである．画像登録画

面では，学習者が観察対象を示す画像の入力・削除

ができる．特徴分析画面では，個々の画像に対して

観察した物体名や物体の運動，物体の性質，周囲の

環境をタグとして付与できる．本システムでは，物

体や環境を構成する運動や性質のうち，法則の導出

に関連のあるものをタグ集合として提供する． 
図2にステップ3に対応する仮説生成画面を示す．

仮説生成画面では，運動検索ボックスで特定の運動

が付与された物体の画像を検索することができ，そ

の検索結果をもとにグループを作成できる．また，

仮説の雛形として仮説生成ウィンドウを用意してお

り，作成したグループから雛型の入力欄である運動

の特徴と，物体や周囲の性質の発見を促す． 

図２	 仮説生成支援システム（仮説生成画面） 
仮説検証画面では，入力画像とタグに基づいて，

仮説の整合性を自動で検証し，矛盾に応じたフィー

ドバックを表示する．この検証支援機能は生成した

仮説から，仮説中の性質同士の矛盾，余分な性質の

存在，必要な性質の不足といった矛盾を検出する． 
4. 評価実験 
提案システムの仮説生成への有効性を検証するた

め，大学生の実験協力者 8名を対象に実験を行なっ
た．「浮く」「沈む」「滑る」「落ちる」に関する物理

現象の動画を合計 11 本と，対応する画像を用意し
た．学習者には動画を閲覧してもらい，システムに

登録した動画の画像に特徴を付与してもらった．そ

の後，付与した特徴を参考に，紙上で仮説を立てて

もらった．次にシステムの仮説生成画面を用いて画

像のグループ分けを行い②仮説を生成してもらった．

その後，仮説検証画面で仮説を検証し，フィードバ

ックを参考に③矛盾のない仮説を生成するための試

行錯誤をしてもらった．③の時間は 30分設けた． 
仮説生成支援機能の有効性を評価するために，①

と②の仮説生成数を比較した．紙上で仮説を立てら

れない運動があった学習者は，システム上において

仮説生成数が平均 1.0 増えた．両群の仮説生成数に
対して片側 t 検定を実施した結果，有意差が見られ
た(t(14)=-2.3760, p<.05)．これにより，同じ運動をす
る物体を視覚的に比較することは，同じ運動をする

物体に共通する性質の発見を促し，仮説生成に寄与

したと考えられる．また，検証支援機能の有効性を

評価するために，②と③で生成された仮説のうち，

矛盾のない仮説生成数を比較した．検証前に比べ，

検証して試行錯誤した後の方が矛盾のない仮説数が

平均 0.875 増えた．両群の矛盾のない仮説生成数に
対して片側 t 検定を実施した結果，有意差が見られ
た(t(14)=-3.862, p<.05)．これにより，システムのフ
ィードバックが仮説の矛盾の解消に寄与したと考え

られる．これらの結果から本システムの仮説生成へ

の有効性が示唆された． 
5. 終わりに 
本研究では，発見学習において，観察結果から法

則を導出するための支援システムを構築した．評価

実験の結果，本システムは観察から運動の法則を導

出することに有効であることが示唆された．評価実

験では観察対象を学習者に与えていたが，学習者が

自由に観察対象を選ぶ場合，法則導出に必要な観察

対象を選別できない可能性がある．今後は，法則の

導出を可能とするような観察対象の選択に着目し，

その支援方法を明らかにしていきたい． 
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視覚イメージを活用した「詩」学習のための教材開発
Development of materials for an active learning education of language on tablet PC
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1 背景

高等教育において、学習者がまず習得すべき技能とし
て、文章読解力があげられる。これは学校教育における
国語学習においてに習得すべきもので、どのような分野
に進もうと教科書や学術誌の精読は、その分野の学習を
続けるために必須の項目である。発達心理学の分野では、
言語活動は、内言の活用に達して初めて十全に可能とな
ると考えれられている。概念形成などの言語理解に至る
ために、人は幼児期より、外言の利用に初まり、自己中
心言語へ進み、最終的に内言の形で身につけるものと考
えられている。このような内言として問題を理解するた
めにも、外言としての言語表現を理解し、自在に使いこ
なせることが必要となる。当然、教科書等の記述理解と
いった受動的理解は不可欠である。数学や理科に関連し
た様々な問題解決を行う場合でも、学習者が解答に向け
て漠然と抱くイメージを明瞭な内言として定着させる
ことが必要不可欠と考えられる。このような言語表現を
可能とするために、小学校から高校までの国語科目の習
得は必須である。言語表現において、詩はより抽象度の
高いものと考えられる。研ぎ澄ました少数の言語表記に
より言語にのみ可能な詩的イメージ形成が可能となる。
詩は時代時代の言語表現の変化も反映するだけでなく、
作者それぞれが固有のイメージ表現のために独自の言語
表記をとる。このため様々な形式、表現をもち、詩的イ
メージの獲得は、より困難なものと考えられる。このよ
うな詩の学習は、通常の現代文学習よりさらに困難と思
われ、指導者の力量に委ねられていると考えれる。この
ような困難な詩の学習を支援することを目指し、ICT機
材の活用を考え、開発を行った。対象としては詩の学習
の入り口である小学校での教育での利用を考え、詩のイ
メージを学習者で自由に表現して比較可能とする、いわ
ゆるアクティブラーニングを想定した教材として開発を
行った。

2 狙い

高校や大学の物理の書き言葉で記述された問題では、
文字情報から幾何学的なイメージを形成し、物体の動的
な変化をイメージする必要が生じる。
ところで、日本語固有の特徴として、表音文字である
かたかな、ひらがなに加え、表意文字である漢字の多用
があげられる。これにより文章は意味理解のみならず、
書き言葉を担う文字自体のもつ固有の情報（視覚的印象）
の理解も必要となる。[2] こういった日本語の特徴を踏
まえて文字情報を正確に読み取り、正しい理解に至るた

めに、あるいは正確な表現を行うためにも、文字のもつ
視覚イメージに対する鋭敏な感受性が必要になるものと
思われる。このため、国語における言語情報の理解とそ
のイメージ形成という観点から、もっとも抽象性の高い
言語表現である「詩」の学習は重要と考えられる。

安西はその著書「やさしい詩学」[3]において

「私たちは、詩を書く場合、イメージのはっきりした
詩を書きたいものです。読むひとの心に、その形がくっ
きり浮かびあがるような言葉で書きたいものです。」

と述べている。このような作者の工夫を読み取り、詩
のもつイメージを明瞭に把握することが要求されている
と考えられる。「詩」を学ぶことは、理数系の文章を読
んでイメージを抱くことにもつながる。さらには、言語
活動を意欲的に行うためにも必要と考えられる。

3 タブレット PC用アクティブラーニング教材

視覚的なイメージと高度に抽象化された言語表現であ
る「詩」の理解において、その視覚的なイメージ形成が
重要な役割をなす。これは言語表現から資格イメージ形
成の一方向のみならず、言語表現と視覚的イメージの双
方向の変換が必要と考えられる。これを可能とするため
にさまざまな教育上の工夫が営々となされている。[?],

[5]

本教材では、文字情報から視覚イメージへ、また視覚
イメージから文字情報への双方向の変換が可能となる教
材を目指して開発されている。このため、学習者が特定
の詩から受けたイメージを抽象化された動画素片を組み
合わせて具体的な動画として表現することで各々の学習
者が文字情報から獲得した視覚イメージを動画として容
易に表現できるようにしている。これにより特定の詩か
ら各々が獲得したイメージを明瞭に比較できる。このよ
うな比較はアクティブラーニングでの学習者間の活発な
議論を引き起こす上で有効であると考えられる。具体的
な教材のプラットフォームとして iPadを用い、macOS

上のXcodeを用いて開発を行った。開発言語は swift3を
用いている。学習者が、詩のイメージを表現化のとする
ために、図 1に示すような動画素片をあらかじめ用意し
た。ここで用意した動画素片はおよそ５０種類であり、
それぞれが数秒の長さで、具体的なイメージを持たない
抽象化された画像からなる。

この動画素片を基に学習者それぞれが動画を作成する
が、そのためのアプリケーションソフトウェアの主画面
を図 2に示す。この画面は、用意された動画素片の表示
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図 1 ：用意したうちの６種類の動画素片のアイコン　　　
　　　
とともに、それを貼り付けるためのタイムライン画面か
らなる。洗濯した動画素片が、選択順に番号付けられた
後、画面右下の再生ボタンにより、順に表示される。学
習者はこの動画を教室に表示するとともに詩の朗読を行
い、他の学習者に視聴してもらう。その後、視覚的なイ
メージ選択がどのように受け止められたかを聞くことに
より、学習者が読み取った詩的イメージの比較を行い議
論するということを想定している。

図 2 ：動画作成のための主画面.　ここに並んだ動画素片を
自由に組み合わせ、詩から読み取ったイメージを作成する　　
　　　　　

教材および素材としての動画素片の詳細については当
日、タブレットを用いて発表する。
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問題集作成を通じて俯瞰的理解を支援する学習支援システム 
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あらまし：ある知識とその周辺知識の関係性を俯瞰視する「周辺知識の俯瞰的理解」と対象科目の学習状

況を俯瞰的に理解する「メタ理解としての俯瞰的理解」を支援するシステムを構築した．周辺知識の俯瞰

的理解を促進するために作問学習を，メタ理解としての俯瞰的理解を促進するために多次元的な知識マッ

プを使用する．システムは作問された問題を解き，その問題で使用された知識を同定する．さらに，使用

された知識を知識マップ上に表示する．学習者は知識マップ上で学習済みの知識間の関係性や単元全体の

中での位置づけを確認することができる．  

キーワード：俯瞰的理解，知識マップ，作問学習，知的学習支援システム 

 

 

1． はじめに 

学習においては個々の知識の学習に加えて，知

識間の関係性を理解したり，学習者自身の学習状

況を理解することが重要である．我々はこのよう

な理解を俯瞰的理解と呼ぶことにする．また，前

者を「周辺知識の俯瞰的理解」，後者を「メタ理

解としての俯瞰的理解」と呼ぶことにする． 

本稿では高校化学を対象に構築したこれらの

俯瞰的理解を支援するシステムについて述べる．

本システムは以下の学習支援環境からなる．(1)

関係性を持つ知識群に関する問題集を学習者に

作成させる周辺知識の理解支援環境(作問学習支

援環境)，(2)知識間の関係性を視覚化したマップ

(以下，知識マップ)を用いたメタ理解支援環境． 

本システムは学習者が作成した問題を解き，そ

こで用いられる知識を同定する．さらにシステム

は知識マップ上のこの知識に該当する領域に色

付けを行う．学習者は色付けられた領域間の関係

を知識マップ上で観察して俯瞰的理解を深める． 

2． 俯瞰的理解の支援のために 

2.1 周辺知識の俯瞰的理解 

 周辺知識の俯瞰的理解の支援には同クラス内

の別概念を多数想起させてそれらを比較させた

り，類似した知識を比較させることが有効と思わ

れる．学習者に問題を作らせる，いわゆる作問学

習では，取り扱う概念の選択や別解に対する考慮

などを通じてこの条件が満たされると思われる．  

 さらに周辺知識の理解を深めるには，単一の問

題ではなく，関連する概念や知識を用いる複数の

問題を連続して作成させることが有効と思われ

る．よって本システムでは学習者に関連概念や知

識を含む問題集を作成させる．  

前述のように本システムは知識マップへの色

付けのために，学習者が作成した問題を解き，そ

こで使用される知識を同定する．作問学習支援シ

ステムの関連研究には (1)や(2)などがあるが，問題

を解くのに用いる知識が限定されているため(例

えば，つるかめ算や二次方程式など)，作成された

問題を解いて使用された知識を同定する必要が

ない．我々のシステムはこのような問題解決と使

用知識の同定を行う点に特色がある．  

2.2 メタ理解としての俯瞰的理解 

メタ理解としての俯瞰的理解の支援のために，

学習者が作問に使用した知識を理解済みの知識

とみなし知識マップ上に色付けを行う．学習者は

単元全体の中で理解済みの知識がどこであるか

を確認するとともに，知識マップ上で理解済みの

知識の関係性を読み取る．ここで知識の関係性を
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見る観点は複数存在することが重要である．例え

ば，高校化学では以下のような観点がある．(ⅰ)1

つの概念が持つ様々な属性や関連知識の比較

(ⅱ)ある属性について異なる概念の属性値の比

較(ⅲ)ある作用に関連する様々な反応の比較． 

本研究と同様に知識マップを学習者の学習状

況の確認に用いる研究として(3)などがあるが，複

数の観点の切り替えについては考慮されていな

い．本研究では複数の観点を切り替え可能な知識

マップをシステム上に実現する．  

3． 知識マップの設計 

 知識マップが満たすべき条件として(a)「高校化

学の知識を幅広く表現できる」，(b)「複数の観点

の切り替えが行える」の 2 つがある． 

我々は高校化学の教科書等を調査し，(a)を満た

すために必要な知識マップの構成要素を図 1 のよ

うに設計した．  

 

図 1 ノードとアークの詳細 

 また，(b)を満たすために 2.2 で述べた(ⅰ)~(ⅲ)

の 3 つの観点を学習者の指定に応じて切り替え可

能なインタフェースを設計した．図 2 は知識マッ

プの表示例である．この例では観点(ⅰ)により酸

化銅(Ⅰ)という概念が持つ様々な知識の比較が行

える．もし学習者がマップ中の[色]属性に着目し

て観点(ⅱ)のマップ表示を求めた場合，様々な物

質の色の知識が並べて表示される． 

4． システムの構築 

以下の流れで学習支援を行うシステムを構築

した．①学習者にそれまでの作問によって色付け

された知識マップを参考に作問を行わせる②シ

ステムが作成された問題を解く③作成された問

題が不適切な場合は指摘し，再度作問させる④シ

ステムは問題を解くのに使用した知識に対して 

 

図 2 知識マップの表示例(観点(ⅰ)) 

知識マップ上に色付けを行う⑤①~④を繰り返す． 

 ①において学習者は知識マップの観点を切り

替えながら使用する知識を決める．そして，シス

テムが用意するテンプレートを使用して作問す

る．②ではシステムが prolog を使用して実装され

た問題解決器により問題を解く．③の指摘内容は

「問題が成立していない」と「問題は成立してい

るが解答が間違っている」である．④の例として

学習者が「酸化銅(Ⅰ)の色を答えよ」という問題

と「赤」という解答を作成したとする．システム

は使用する知識が「酸化銅(Ⅰ)の色は赤」という

知識であると同定し，対応する知識マップ上の箇

所に色付けする(図 2，中央最下段の「色」の枠内)．  

5． むすび 

本研究では問題集作成を通じて俯瞰的理解を

支援する学習支援システムを構築した．現在はシ

ステムのユーザビリティと学習支援効果に関す

る評価実験を計画中である． 
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留学生が日常生活における日本語使用を振り返ったときに 
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あらまし：日本の大学で学ぶ留学生が日常生活の中でどのような言語接触場面における出来事を印象深

いものとして挙げたかを調査した．最も多く挙げられた場面は大学内であり，その他は商業サービスや飲

食店等を利用した際の接客を受けた経験が多く挙げられた．学外においては初対面の相手との一時的な

対話が多く，交流を深める等のコミュニケーションが不足している実態が明らかとなった． 
キーワード：日本語教育，言語接触場面，リフレクション，自己主導学習 

 
 
1. はじめに 
外国語能力の習得は教室内での授業と教室外での

外国語との接触が組み合わされた時に最も早く進む
（1）とされており，教室外での日本語接触場面研究が

複数なされている(2)(3)(4)．うまくできた，できなかっ

たという強く印象に残る出来事を経験すると，それ

が強い動機づけとなり学習意欲が増す場合がある．

一方で，ただ負の失敗感だけを得ると挫折や諦めに

つながるおそれもある．接触場面での自らの言語使

用について自己省察することは，成功から秘訣を見

出したり失敗から学んだりといった過程を経て学習

者のビリーフ（言語学習について抱いている信念）

に肯定的な影響を与えると期待できるが，日常の中

では言語接触場面での言語使用について省察を行わ

ないまま忘れてしまいがちである． 
筆者らはリフレクションの記入と深化を促す対話

型 eポートフォリオ・モジュールの開発に取り組ん
でいる(5)．適切なタイミングで，記録しやすいツール

により記録を促すことで，日本語使用について内省

を行う機会が提供できる．そのために，筆者らは省

察を促す適切なタイミングについて検討するための

予備調査を行っている． 
印象深い日本語使用はその後の学習に影響を与え

る可能性が高いが，どのような接触場面での出来事

が日本語学習者の記憶に強く残るかについての先行

研究は少ない．そこで，今回は特に強く印象に残る

出来事がどのような状況，場面で起こっているかに

ついて調査した． 
 

2. 方法 
調査の対象者は日本国内の A 大学に通う留学生

16名（中国 15名，香港 1名，日本語能力試験 N2〜

３レベル）である．総合的な日本語運用能力をつけ

ることを目的とした授業において，リフレクション

活動時に記述した内容について，後日学生の了承を

得たうえで合計 138 件（学生 16 名に対して継続的
に 12 回実施された合計 192 件のうち 71.9％が回収
できた）のリフレクション記録を分析した． 
リフレクション記録は質問に回答する形式で記述す

るものであり，「日本語を使ったコミュニケーショ

ンで，特に印象に残った出来事を複数挙げてくださ

い」という冒頭の質問からその詳細を尋ねていく質

問が続く．記述された場面について分析を行った． 
 

3. 結果と考察 
結果を表１および図１に示す． 記述された場面は

10のカテゴリーに分けられた．記述された日本語接
触場面 136件中，91件が日本人と話したことを挙げ
た．留学生と日本語で話したこと（7 件）を含める
と，全体の約 72%が「話す」場面であった． 
大学内では教員との会話（9件），日本人学生との

交流（8件）が多く挙げられた．対象者の在籍大学に
は自律学習のできる選択授業があり，そこで日本人

学生と会話練習をしたことが複数回記述されていた． 
大学外については，商業施設や飲食店で接客を受

けた際に，日本語が通じなくて苦労した経験が多く

挙げられた．対話相手は初対面の接客業務従事者が

大多数を占め，接客を受ける目的でのその場限りの

言語使用が目立った．故障対応や商品の返品，不意

の来訪者応対等の非日常的な出来事が報告された．

留学生達は日本の生活にある程度慣れて定型的なや

り取りは問題なくこなせるが，予期しない出来事に

はうまく対処できず，その際に感じた悔しさや，受

けた親切が強く印象に残ったようだ． 
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図 1	 留学生が強く記憶する日本語接触場面の内訳 
 
なお，対話でないものには，聞いて理解できたと

き，メールでのやり取り，ネットショッピング，授

業での知識獲得，日本文化を知ったこと，新しく知

った語彙や表現の獲得等が記述されていた． 
 

4. まとめと今後の展望 
今回の調査では，留学生は印象に残る言語接触場

面について「話す」体験を多く挙げることが判った．

特に，予期せぬやり取りを成し遂げた（または失敗

した）体験については鮮明に記憶に残るようである．

また，今回の調査では日本で生活している留学生で

も日本語使用は接客場面での一時的なやり取りが主

であり，継続的な相手との交流目的の日本語使用が

不足している可能性が明らかになった．数少ない日

本語を話す機会をいかに増やすか，またその対話が

起こったタイミングを検知しいかに内省を促すかに

ついて検討を進めたい． 
日本語使用の機会を増やすには，本人が今後の行

動を変えようと思うことが重要であり，そのために

も普段の行動の内省が必要である．適切なタイミン

グで内省を促すには，例えば心拍数等の生体反応で

非日常的な出来事に遭遇していることを検知し，同

時に日本語を使用したことが確認できた際にそのし

ばらく後で働きかける等の支援が考えられる． 
今後は日本語接触を経験した学習リソース（人的，

物的，社会的）の分析や感情分析，日本語運用能力

との相関分析等さらに同データの分析を進める．  
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表 1 記述された接触場面の分類 

接触場面 件数（降順） 主な対話相手 
大学 50件(36.2%) 教員，授業ゲスト 
小売店 23件(16.7%) 販売員 
自宅 17件(12.3%) 配達員 
生活サービス 16件(11.6%) 係員，医師 
飲食施設 9件( 6.5%) 店員 
移動中 8件( 5.8%) 駅員，道案内 
場面言及無し 7件( 5.1%) 独学の感想 
アルバイト先 5件( 3.6%) 同僚，客 
その他 2件( 1.4%) 知人 
宿泊施設  1件( 0.7%) 給仕 
総計 138件(100%)  
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新時代の外国語学習の試み― 

―モバイル多言語学習アプリ『Wave“游”』の開発と課題 
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あらまし：モバイル端末，SNS の普及による情報送発信の簡便化は，外国語学習者の資質とニーズに大きな変化を与え

ている．報告者は，新時代の学習者の特質とニーズに適応できる外国語学習ツールとして，モバイル多言語アプリ『Wave

“游”』を開発中である．本報告では，正規公開中の中国語版「Wave 中国語“游”」とパイロット開発中の英語，日本語

版の開発課題，今後の開発展望，SNSとの連係も含め，モバイル活用による言語教育を考察する． 

キーワード：多言語，モバイルアプリ 英語 中国語 日本語 

 

1. はじめに 

近年，急速な勢いで普及するモバイル端末，SNS

による情報送発信は，人々の生活に広く浸透し，思

考，感性の在り方にも大きな変化を与えている．学

習者の資質とニーズは，IT 活用の教育現状を越えて

急速に変化し，その変化に対応しうる教育の進化，

発展が求められている．本報告では，モバイル端末，

SNS による軽便な情報送発信，インターネットの普

及による多言語コミュニケーション展開の時代に生

きる学習者の資質，ニーズに対応する新たな言語学

習ツールとして，目下開発中のモバイル多言語学習

アプリ『Wave“游”』の成果と課題，モバイル活用

による言語教育について考察する． 

 

2. 『Wave“游”』とは 

モバイル多言語言学習アプリ『Wave“游”』は，

大学教養課程の初修中国語教育改善を目指して開発

された e-learning システム&プラン“游”（１）を基盤

に開発を始め，本年度パイロット開発 3 年目を迎え

る．初期開発言語は，日本発のグローバル多言語学

習アプリとして，国際語である英語，第二の国際語

と称される中国語，日本語の三言語を選定した．先

行開発により多様なコンテンツと機能をもつ中国語

は，游”システムの発音と初級文法教材の一部をモ

バイル版アプリとして，改変再構築し，『Wave 中国

語“游”』として，2016 年度より公開している（２）

（図１）．英語と日本語は，パイロット開発として，

現在，内部公開によりコンテンツと機能の検討を重

ねている（『Wave日本語“游”』．『Wave英語“游”』）． 

 

3. 『Wave中国語“游”』 

ICT の補助による効果的，効率的な音声教育を基

礎に，基礎力の活用による中国語人材の育成を目指

した e-learning 中国語システム“游”は，中国語の

言語学的特徴と母語日本語の相違に着目した独自の

教育構想により構築されている．アプリ版もこの特

徴に基づき構築されている． 

3.1 構築基盤 e-learningシステム“游”の特徴 

ICT 補助による e-learning 中国語教育コース構想

により構築された“游”システムは，関与負荷仮説，

自動化理論，フォーカスオンフォーム等の第二言語

習得理論に基づくコンテンツ，これを補助する音声

学習の視覚化，自動生成・自動判定機能付き演習問

題，到達度テスト，学習履歴，質的誤答分析等の各

種統計分析機能を備えている．モバイル版アプリで

は，PC版“游”と異なり，小型で軽便な利用に即し

て，コンテンツ，機能の選定・改変を行い，ミニマ

ム化による最適化を図っている． 

3.2 コンテンツと双方向性学習機能 

『Wave 中国語“游”』のコンテンツは，「発音編」

と「表現の学習」（“游”システム第 2 部「発音と語

法の基礎」）の 2項目で構成される．すべての音声に，

効率的効果的な音声習得のための補助ツールとして，

ピッチ波形による声調波形表示機能（緩急，強弱，
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高低を表示するオリジナル開発）を備え，模範音声

とユーザ音声の瞬時比較，判定が提示できる（図 2）． 

3.2．モバイル単末アプリの教育運用 

大学教養課程における初級から上級までの一貫教

育を軸に構築されたため，PC 版“游”は，発音，語

法，会話，講読，語彙力増強，検定問題等多様なコ

ンテンツを有している．現在大学初級授業クラスで

は，PC版“游”を授業教材，反転授業用教材に利用

し，復習に演習問題，到達度テストを用いている．

この基本形態に，モバイルアプリ『Wave中国語“游”』

を加えて，音声学習の促進と活性化を図っている．

PC 版“游”も機種により，スマホで利用できるが，

モバイル版ツールとして特化して制作された『Wave

中国語“游”』は，精選された音声学習教材を簡潔で

明快な解説により，効果的，効率的に学習できるた

め，単独利用による運用でも効果を発揮できる． 

 

4. 『Wave日本語 / 英語“游”』， 

留学生を主対象とする日本語版，既習外国である

英語は，音声教育を重視する外国語学習として，声

調波形表示機能を含むプラットフォームを共有して

いるが，両言語とも日本人の初修外国語学習課題で

ある中国語とは異なるコンテンツと運用法が必要と

なる．日本語は，学習者にとって初修外国語となる

点から，中国語版と音声，教材レベルの共有性が高

い（図 3）．現在，増えているベトナム人学習者を対

象者に想定し，コンテンツ作成を進めている．既習

外国語である英語は，学習者のレベル，ニーズ，音

声的特徴の相違が大きく，声波形表示機能の改変（ピ

ッチ＋強弱）も含めて，有効かつ有用なコンテンツ

の開発を目指して検討，策定を進めている（図 4）． 

 

5. 『Wave“游”』今後の開発課題と教育展開 

言語的特徴に加えて，対象学習者が異なる中，日，

英三言語の多言語アプリの開発は，プラットフォー

ム＆コンテンツの共有，プラットフォームの共有＆

コンテンツの個別化，三言語の連係，比較学習等，

多様な開発内容を想定できる． 

5.1 今後の開発課題と基本設計 

現在，同一枠組みを基盤にコンテンツの個別開発

を進めているが，今後，語彙力増強等，共通コンテ

ンツも開発できる．具体的には，イラストによる三

言語単語学習（PC 版“游”第三部マルチメデイア

ピクチャデイクショナリー），コミュニケーション情

報発信のためのトピック作文（PC 版“游”第四部

基礎演習）をアプリ版に移行，再構築できる．  

5.2 SNSの活用 

既習学習事項を毎日個別学習者に送信し，履歴を

活用する「Line bot」を利用したクイズ学習の試み

は，即時的な送受発信を楽しむ現在の学習者の志向，

感性に呼応し，学習力の強化を図れる仕組みとして

試用予定である（３）．クイズ学習は，断片的，非構造

的な知識の伝達を通して，好奇心を喚起し，学習意

欲を高める学習活動として，モバイルアプリならで

はの軽便性を失わず，かつ不特定ユーザを特定ユー

ザに対象化できる点で注目される．PC離れが著し

い若い世代の学習者に対する学習ツールとして，活

用効果用効果が期待できる． 

    
図1 『Wave中国語“游”』 図2 『Wave中国語“游”』  

 

       
図 3『Wave 日本語“游”』 図 4『Wave 英語“游”』 

 

6. 終わりに 

モバイル端末アプリを利用した言語学習は，学習

状況の把握，個別履歴の蓄積が難しい．またコミュ

ニケーション活動も非構造的，断片的である．しか

し，教える側の策定する構造的知識の伝授を経て，

コミュニケーション活動に入る従来型の教授法では，

簡便で即時的なコミュニケーション活動に馴染む現

在の若い学習者層のニーズと乖離せざるをえない．

第二言語習得研究において，知識増進を図れない

output は，言語能力の向上に効果的でないとの言説

もあるが，モバイル端末を通じた非構造的，断片的

なコミュニケーション活動は，知識増進では計れな

い言語習得能力の向上を喚起し，input された情報，

知識を学習者が自己の内に取り込む intake を促し，

学習活動の発展を生む契機として注目される． 
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留学前後における英語字幕への視線停留データの比較 
 

Comparison of Fixation Data on English Subtitles Before and After Study 
Abroad 

大倉孝昭*1, 小山敏子*1, 地下まゆみ*1, 野口 ジュディー*2 
Takaaki Okura*1,Toshiko Koyama *1,Mayumi Jige *1, Judy Noguchi *2 

*1大阪大谷大学教育学部 
*1Faculty of Education, Osaka Ohtani University 

*2神戸学院大学  
*2Kobegakuin University 

Email: okurat@osaka-ohtani.ac.jp,tmkoyama@osaka-ohtani.ac.jp, jigemayu@osaka-ohtani.ac.jp, 
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あらまし：英語映画が英語学習に効果的な学習教材であることは，広く知られている．英語の聞き取りに

おいて，難易度が多少高くても英語字幕によって内容の理解が促進され，英語が聞き取り易くなるのでは

ないかと考えた．海外語学留学に参加した学生の研修参加前後に，字幕付き英語映画を視聴してもらい，

その視線の動きをデータとして取得した．研修により，聞き取り力が向上したと推測される学習者の視線

の動きと以前のデータを比較し，分析を試みたので報告する． 
キーワード：外国語学習,生体情報,英語字幕,視線停留データ 

 
1. はじめに 
外国語教育に映画を用い，その効果を計る試みは

以前から行われてきた．例えば，映画の字幕提示方

法による学習効果の研究(1)や，眼球運動の研究も行

われてきた(2)．また，最近では視線研究とテキスト

の読みの研究も行われるようになってきた(3)．映画

を用いた実践では，「字幕速度が速い」とか「あきて

しまう」などの問題点も指摘されてきたが，効果的

な視聴支援方法を明らかにしようとする研究はなか

った． 我々は，映画内のネイティブスピーカーの会

話聞き取りでは，難易度が多少高くても英語字幕に

よって内容の理解が促進され，英語音声が聞き取り

易くなるのではないかと考えた． 
一方，しばらく英語圏に滞在した後に帰国すると，

帰国後間もなくは，英会話聞き取りへのハードルが

低くなり，「英語が聞き取り易くなっている」ことを

実感する．この海外研修の効果は，字幕付き英語映

画を視聴する際の注視行動にも反映されるだろうと

考えた．そこで，海外語学留学に参加する学生の協

力を得て，研修参加前と後に，字幕付き英語映画を

視聴してもらい，その視線計測データの比較を行う

実験をおこなった． 

 

2. 実験の概要 
平成 30 年 1 月に，2 月末から 1 ヵ月間のニュージ

ーランド海外留学（現地の大学が主催するホームス

テイ型プログラム）に参加する，本学学生（M 氏）

に協力を要請し，快諾を得た． 
・閲覧機器：17.3 インチディスプレイ付き PC（Dell 
Precision M6700），OS：Windows7 pro. 
・視線計測装置：Tobii X2-60，サンプリングレート：

60Hz，精度：0.4°，画面： PC:Dell Precision M6700
の画面の枠部に計測ユニットを張り付けて使用，

Tobii Studio 3.2.1 にて制御 

・被験者 
M：本学学生 女性 21 歳 
・実験実施日 
渡航前：2018 年 1 月 29 日 17：00 から約 60 分間 
帰国後：2018 年 4 月 3 日 11：00 から約 60 分間 
・実験手順 
大学の個人研究室内の机上に閲覧用PCを設置し，

被験者に閲覧してもらった．  
(1) 実験参加同意書の提示，署名による同意確認 
(2) 実験手順の説明 
(3) プロフィール記入シートの記入 
(4) 視線計測実験 

シーンごとにキャリブレーションを行い，計

測装置と被験者の目の位置の調整を行った． 
(5) 映画の内容，キーワードを自由記述で記載 
・刺激素材 
作品 A：You’ve Got Mail から 6 シーン 
作品 B：Lincoln から 1 シーン 
登場人物が会話をする場面を選んだ． 
 

表 1 ムービークリップ（渡航前） 
 時間長 語数 語数/秒 
A－0 1 分 39 秒 268 2.7 
A－1 3 分 14 秒 355 1.8 
A－2 1 分 35 秒 171 1.8 
B－1 2 分 17 秒 337 2.5 
表 2 ムービークリップ（帰国後） 
 時間長 語数 語数/秒 
A－3 2 分 15 秒 259 1.9 
A－4 2 分 35 秒 381 2.5 
A－5 3 分 40 秒 438 2.0 

 
これらのムービーは，英語字幕付きで 17.3 インチ

の画面全体に 30 フレーム／秒で提示された．音声
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は，PC 内蔵のスピーカーを用いて，聞き取り易い音

量に調整して再生された． 
 

3. 実験の結果 
視線計測実験のデータについて，ムービー画面の

中央下部に矩形の AOI（Area Of Interest）＝字幕表示

領域 を設定し，いずれのクリップにおいても表示

される語数に大きな偏りがでないよう，会話がとぎ

れない場面 1 分間分を抽出して，停留点に関する分

析を行った． 
3.1 100ms 以上の注視回数（1 分間） 

表 3 渡航前の視聴実験(%) 
 100～ 200～ 300～ 400～ 
A－0 56.7 18.1 8.7 2.4 
A－1 54.1 24.3 4.1 4.1 
A－2 50.0 29.5 4.5 0.9 
B－1 45.4 22.3 11.5 3.8 
平均 51.6 23.6 7.2 2.8 

表 4 帰国後の視聴実験(%) 
 100～ 200～ 300～ 400～ 
A－3 43.7 21.4 18.4 6.7 
A－4 44.2 23.3 10.8 3.3 
A－5 41.5 17.0 11.3 7.5 
平均 43.1 20.6 13.5 5.8 

抽出された 1 分間のクリップにおいて，留学前後の

注視回数の割合（％）を比較すると，渡航前に較べ

帰国後のデータでは，100ms 以上 300ms 未満の割合

が減って，300ms 以上の割合が 10％から 19.3％に増

えている．これは，帰国後には，字幕を視聴してい

る時間が増えていることを示している． 
3.2 停留点の平均停留時間（1 分間） 
留学前後の平均停留時間を比較した． 

表 5 平均停留時間（ms） 
 渡航前 帰国後  

A－0 183.7 235.3 A－3 
A－1 192.7 199.4 A－4 
A－2 184.4 210.6 A－5 
B－1 194.5   
平均   188.8   215.1 
分散   31.0   337.4 

2 標本を使った分散の検定により，有意水準 5％で，

等分散とはいえないことが判った（p＝0.042＜0.05）． 
さらに，R x.64 3.3.0 を用いてマンホイットニーの u
検定を行った．その結果，ｐ＝0.052＞0.05 となり，

有意水準 5％で 2 群の平均停留時間には差がない，

という結論を得た．有意な差は確認できなかったが，

データを比較すると，帰国後に注視時間が長くなる

傾向のあることがみてとれる．  
 

4. 考察 
実験前は，海外語学研修によって，英語を常用す

れる時間が長くなると，英語聞き取り力が上がって，

字幕を注視する時間が減るのではないかと予想して

いた．ところが，字幕付き英語映画の字幕領域への

注視回数と平均停留時間を留学前後で比較すると，

帰国後の方が停留時間の長い注視行動が増えて，結

果的に平均停留時間も長くなっていることが判った．

これは，渡航前にはネイティブの音声を聞き取るこ

とに慣れていないため「字幕を読み取ろうとするが

間に合わず，追従できていない」ため，停留時間の

短い注視行動が多くなる．一方，帰国後，英語の聞

き取りに慣れた状態では，細かく視線を移動するの

ではなく「自信を持って聞き取り，広い視野で字幕

をとらえ，内容の確認をしている」と理解した． 
帰国後の実験で，ムービー視聴後に書いてもらっ

たレポートには，事実の箇条書きではなく，「○○が

××といって・・・」という会話内容を引き合いに

した物語が書かれていた．インタビューでも「渡航

前と較べ，落ち着いてビデオを見ることができた．」

という回答を得た．これらのことから，英語への慣

れは，字幕への停留時間を長くし「音声の補償とし

ての字幕の読み取り」ができるような効果をもたら

すと考えた． 
 

5. まとめと今後の取り組み 
海外留学により，字幕への停留時間が長くなり，

音声言語の補償として字幕を利用する力がつくので

はないかということが判ってきた．今回は研究協力

者が 1 名であったので，今後は複数の海外留学者予

定者に研究協力の要請を行い，仮説検証の確度をあ

げたい． 
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医学生・看護学生が「人工知能時代における学び」について考える授業 
 
 
A Class about “Learning in The Artificial Intelligence Era” for Medical Students 

and Nursing Students 
 

坂田 信裕*1 
Nobuhiro SAKATA*1 

*1
獨協医科大学情報教育部門 

*1Department of Information Literacy Education, Dokkyo Medical University 
Email: nobus@dokkyomed.ac.jp 

 
あらまし：医学部や看護学部において，従来の情報リテラシーの授業内容に加え，ロボット，人工知能，

IoT等の展開を考慮した授業も必要と考え，2014年度から，実際のロボットに触れ，今後のテクノロジー
活用を考える授業を実施してきた．さらに今年度から，今後の「人工知能時代」を踏まえ，医療における

人工知能の活用についての理解と，学生自身の学びを含め，今後を考える機会の授業も設定した．今回，

授業内容と実施状況について報告する． 
キーワード：テクノロジー教育，コミュニケーションロボ人ット, アクティブラーニング, 授業デザイン  

 
 
1. はじめに 
コンピューター，インターネットの発展に伴い，

医学部や看護学部の教育においても，従来からコン

ピューターリテラシーや情報リテラシー教育が行わ

れてきた．これは，電子カルテの展開などによる医

療現場の情報化においても，必要なリテラシーとし

て求められてきた． 
しかし，近年，急速にロボット，人工知能（AI），

IoT（Internet of Things）などのテクノロジーの社会展
開や医療や介護領域への応用検討が進んできている
1)．また，厚生労働省の今後の方向性としての AIや
ロボットなどのテクノロジー活用に関する工程表に

は，この数年間で，診療支援等への AIの活用が示さ
れている 2)． 
このような状況を踏まえ，2014年度から，医学部

および看護学部の授業でコミュニケーションロボッ

トに触れる機会を設けてきた．その授業では，医療

や介護におけるロボット活用や他のテクノロジーの

現状について知り，医療者として活躍する領域の今

後について考える機会としてきた． 
この取り組みに加え，2018 年度から，「人工知能

時代における学び」としたテーマで，AIの医療にお
ける活用に焦点を当て，現状理解とともに，医療者

として今後どのように考えていく必要があるのかを

議論する内容も含めた授業を考えた．今回，医学部

の授業実施内容を主として報告する． 
 

2. 「人工知能時代における学び」授業 
2.1 授業を考案した理由 

2014 年度から行ってきたテクノロジーの展開と
活用に関する授業では，ロボットや AI 等を含む幅
広い種類のテクノロジーに関して知り，学ぶ機会と

してきた．この取り組みにおいて，実際にコミュニ

ケーションロボットを見て，触れる機会を設けるこ

とで，ロボットに対する見方の変化や気づきなどが

観察された．さらに，他のテクノロジーを含め，医

療や介護におけるテクノロジー活用にも興味を持つ

きっかけとしての役割を担う授業になっていると考

えられた． 
しかし，様々なテクノロジーが日進月歩で発展し，

変化が見られる中，急速に活用検討や実用化が進む

AIは，今後の医療領域や，教育等の環境においても，
より重要度が増してくる可能性が考えられた．その

ため，より AI に焦点を当てた授業を行うことの必
要性についても考え，今年度，医学部では，１年生

の教養系科目「スタディ・スキルズ」の１コマを「人

工知能時代における学び」をテーマとして設定して

授業を実施した． 
2.2 授業デザイン 
具体的な授業デザインとして，事前課題を通して

医療における AI 活用に関する知識を得た上で，実
際の授業時に，グループでの相互説明や議論を介し，

学ぶ機会とした． 
授業に向けての事前課題では，医療と AI 活用に

関する１種類の動画の視聴と，２種類の資料の読解

による内容理解を求めた．さらに，「（質問１）資料

を視聴および読んで，人工知能の展開の現状につい

て，どのように感じましたか？」と，「（質問２）人

工知能の今後の社会展開や医療での活用が考えられ

る中，医師を目指すに自分とって，どのようなこと

を考えていく必要があると思いますか？」の質問を

提示し，回答の事前提出を求めた（回答提出は LMS
を用いて実施）． 
授業時には，この授業を設定した理由や目的など

を説明し，さらにコミュニケーションロボットを用

いて，一部の説明をロボットが行う形とした．また，

事前課題への回答を元に，各学生によるグループ内

での説明や議論等を行う機会を設けた． 
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2.3 コミュニケーションロボットの利用 
授業では，一部の説明をヒト型コミュニケーショ

ンロボット（Pepper：ソフトバンクロボティクス社）
で行った．説明内容を含むアプリを作成して，授業

開始時には，教員とロボットの模擬的な会話や説明

を行うなど，授業導入部分のツール的役割として利

用した． 
 

 
3. 授業実施とその影響 
3.1 事前課題（質問１）の回答 
事前課題では動画視聴と資料読解を求め，その後，

２つの質問を行い，その回答の提出を求めた．事前

課題「（質問１）資料を視聴および読んで，人工知能

の展開の現状について，どのように感じましたか？」

への回答をからは，「発展状況への驚き」，「作業速度・

効率化への影響」，「活用度・有用性」など，大きな

変化が起きている AI の現状理解に関する意見が多
く見られた．一方，「人との違い」，「人としてできる

こと」など，人について考える機会にもなっている

ことが分かった．また，これらには不安感や怖さな

どを示す意見も同時に含まれているものもあった．

このように質問１への回答結果から，AIの飛躍的な
能力向上が医療へ及ぼす影響（利点と課題点を含む）

知り，さらに，今後，自らを含め，医療者がどのよ

うに考えていくべきなのかなどについて考えるきっ

かけになっていると考えられた． 
3.2 事前課題（質問２）の回答 
事前課題「（質問２）人工知能の今後の社会展開や

医療での活用が考えられる中，医師を目指すに自分

とって，どのようなことを考えていく必要があると

思いますか？」への回答からは，「今後，AI をさら
に知る必要がある」，「AIと人との違いを把握する」，
「AIに任せきりならない」など，AIをより理解して
いくことに関連した考えが示されていた．また，「役

割分担」など，医師と AIの対応範囲を考えていく必
要性に関するものや，「医師として患者さんとの向き

合い方を考える」，「医師しかできないこと」など，

自らの立ち位置を考えている内容も見られた． 
また，質問１への回答と同様に，AIに対する期待

感だけではなく，不安感や怖さなどの気持ちも入り

混じっている状況であることもが分かった． 
3.3 事前課題を利用した説明・議論の機会 
このような事前課題への回答であったことを踏ま

え，授業では，グループ（4~5名）内で，自分の感じ
たことや考えをお互いに説明する時間を取り，さら

に他の人と同意する部分，および異なる部分を把握・

理解する機会を設けた． 
さらに，グループでの学習後，指名した学生に，

クラス全体（約 40名）へ自分の考えやグループ内の
他の意見を提示する機会を作った．なお，この授業

は，同じ内容で計 3クラス（約 40名 x 3クラス）実
施した． 
 
4. 授業終了時の意見等 
授業終了直前に，今回の授業を経ての考え，意見

等を LMS のアンケート機能を用いて収集した．問
いとして，『この授業「人工知能時代における学び」

は，「人工知能について知る・学ぶ」きっかけになり

ましたか？』では，10段階評価で，平均 8.37であっ
た（10が大変良いきっかけになった．1が良いきっ
かけではなかった．）． 
また，『今回の授業「人工知能時代における学び」

で，気づいたこと，学んだこと，考えたことなどを

回答してください．』への回答には，以下の内容が見

られた．「AI の今後の医療における可能性を知る機
会になった．」，「AI に関して考えることで，人間の
医師としてどうあるべきかを考える機会になった．」

など，AIに焦点を当てた授業としたことで，AIの現
状や今後に対する理解とともに，人や医師としての

存在を考えるなど，従来の授業では得られていない

意見が出されていた．また，グループ学習等を通し

て他人の意見を聞くことで，「自分では考えていなか

った AIの利点やリスクが分かった．」や，「他の人が
AIをどのように考えているかが分かった」など，他
の学生の説明等が，理解を深めることにつながって

いると考えられる意見も見られた． 
 

5. まとめ 
	 今回，2014年度から始めた新たなテクノロジーを
学ぶ授業を発展させる形で，医療における AI 活用
に焦点を当てた授業を実施した．事前課題およびグ

ループ学習の実施により，AIの現状や，利点・課題
についての理解，さらには将来の医療者としてどの

ように考えていくことが必要なのかなど，より踏み

込んだ内容を含む授業となっていることが考えられ

た． 
 

参考文献 
(1) 坂田信裕：コミュニケーションロボットと医療・介護

の関わり, ロボット No.236, pp36-41（2017） 
(2) 保健医療分野におけるＡＩ活用推進懇談会報告書, 

厚生労働省（2017） 
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000169233.html 
（2018年 6月 12日参照） 

図 1 ヒト型コミュニケーションロボットが
授業で概要説明を実施している状況例 
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認知機能低下予防教室における高齢者のロボットに対する反応と評価 
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あらまし：本稿では，地域在住の高齢者を愛称とした認知機能低下予防教室において，コミュニケーショ

ンロボットを用いたアクティビティプログラムの試行と，複数のロボットの機能紹介とデモを行い，、参

加者の反応の観察と自記式質問紙による調査を実施した。その結果、高齢者は、触れたり、話しかけたり

する親和的な反応を示し，興味をもてていた．希望する機能は，話し相手や予定の定時や指示が多く，写

真や体操は少なかった．動物型ロボットに関心が高いことから，多様なロボットの機能開発と活用を検討

していく必要がある． 

キーワード：高齢者，コミュニケーションロボット，認知機能予防教室 

 

 

1. はじめに 

高齢者の認知症予防は，高齢化社会の大きな課題

であり、介護保険制度の介護予防事業の柱の一つに

位置づけられている．近年、脳科学の発達により，

認知機能についての研究が進み、日常生活行動と脳

の認知機能との関係が示されている．また,人型コミ

ュニケーションロボットの開発は進み、介護におけ

る活用効果について検討されている． 

しかし、認知症予防に関して高齢者とロボットと

のかかわりを検証した研究は見当たらない．本報告

では、コミュニケーションロボットに対する高齢者

の反応と評価を調査したので報告する． 

 

2. 目的 

地域で生活する高齢者に対する認知機能低下予防

教室（以下，教室）におけるグループ支援を通し，

コミュニケーションロボットを利用した認知機能の

維持・改善を目指した効果的なケアプログラムを開

発している．本研究では、アクティビティの評価の

一環として,コミュニケーションロボットに対する

高齢者の反応と評価を明らかにする． 

 

3. 研究方法 

3.1 対象者 

A 市在住の 65 歳以上の認知症でない高齢者で，

2017 年度教室に参加希望した者 80 人のうち、2018

年 3月の教室の出席者 56人． 

3.2 調査方法・調査期間・分析方法 

対象者に対して，2018年 3月の教室参加時に無記

名自記式質問師調査を行った．教室での高齢者のロ

ボットに対する反応は，許可を得て写真撮影を行っ

た．認知機能検査（MMSE）は，2017 年 10月の第 1

回教室時に実施した．分析は、基本記述統計，検定

を行った． 

3.3 倫理的配慮 

対象者に対して，研究の概要、個人情報の保護等

について口頭と文書で説明し，同意書を取り交わし

た．本学研究倫理委員会の承認を得た． 

 

4. 教室の概要 

4.1 教室 

開催日程：2017年 9月～11 月に 2クラス各４回 

2018年 3 月に同窓会を開催 

      １回約 3時間  

一日の流れ： 

1. 健康チェック：血圧測定、SpO2測定 

2. 健康ミニ講座 

3. アクティビティ（知的活動を促すゲーム） 

4. 体操「ゴムバンド体操」 

5. 交流会 

4.2 ロボットを活用したアクティビティと講義： 

第 3回 10月 27 日（金） 

ロボホン、ペッパー：「機能紹介」10分 

第 4回 11月 17日（金） 

ロボホン：服薬指導, 

ペッパー：「クイズ（旧字体漢字）」20 分 

同窓会 3月 3日(木) ,3月 4日（金） 

ロボホン：計算 ペッパー：クイズ服薬 15分 

講義：「いろいろなコミュニケーションロボッ

ト」40分  
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5. 結果 

対象者は，男性 14 人，女性 42 人．平均年齢は，

男性 76.2±5.4歳，女性 75.7±5.9 歳であった．MMSE

得点（30点満点）は，男性 29.1±1.07点、女性 28.9

±1.73点であった． 

「これまでにロボットとの出会いがあったか」は，

「はじめて」28人，「見たことがある」19人，「触っ

たことがある」4人であった． 

 

 
 

 
 

  
 

 

表 1 ロボットについての意見（自由記載）抜粋 

・初めて本物を見ました．何を聞いても返事をして

くれると聞いてびっくりしました． 

・ロボット君達の成長の早さと，多様な得意術を持

っていることに感心した． 

・話したいことをセットしておかなくていいなら，

ほしいと思います．外出から帰った時，ただいま

と云ったらおかえりワンワンと云ってくれたらい

いなと思います．色々の会話が出来たらいいと思

います． 

・核家族が進んでいるので，家族の様な存在になる

と思う． 

・数年後に一人暮らしになった時，ボッコが便利だ

と思うし，用途に応じて複数個あればいいなぁと

思う． 

・生活の手助けと，ペット的なところが一番欲し

い． 

 

6. 考察 

教室のアクティビティでは，高齢者がロボットの

指示に合わせて取り組み，ロボットを支援する担当

者との 3 者間のかかわりにより和やかに取り組めて

いた． 

高齢者のロボットとの関わりの経験は少ないが，

教室ではそばに寄り，触れることができていること

から，関心があると思われる． 

高齢者は人型ロボットより動物型ロボットに対す

る反応が高いことから，動物型ロボットの活用も検

討していく必要がある．また、ボットに望む機能は，

話し相手や記憶のサポートが多く，コミュニケーシ

ョン能力の高いロボットが求められる． 

 

7. 今後の展望 

コミュニケーションロボットや動物型ロボットを

活用した，教室における認知機能低下予防に対する

活用方法を検討していく． 
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小学生の学習意欲を高めるマルチメディア教材を用いた 

認知症啓発教育の実践と評価 
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あらまし：認知症高齢者数が増加する中、認知症は誰もが関わる身近な病気となったことから、小学生に

対する認知症啓発教育が行われるようになってきているが、効果的な学習形態についての研究は少ない状

況にある。そこで本研究では、小学生の学習意欲を高め、興味関心をもって実践的に認知症に関して学ぶ

ことができるよう、スライド教材とコミュニケーションロボット Pepper、クリッカーを組み合わせた認

知症啓発教育を実践した結果、認知症に関する理解を深めることができた。 

キーワード：小学生，認知症啓発教育，マルチメディア教材 

 

 

1. はじめに 

厚生労働省の報告(1)によると、認知症高齢者数は

2025 年には 700 万人、65 歳以上の 5 人に 1 人に達す

るとされている。今や認知症は誰もが関わる身近な

病気であり、認知症の人ができる限り住み慣れた地

域で自分らしく暮らし続けることができる社会の実

現を目指し、「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢

者等にやさしい地域づくりに向けて～」（新オレンジ

プラン）を策定した(2)。その中で、「認知症を理解す

るための普及啓発の推進」のため、認知症サポータ

ー養成研修が全国で開催されている。特に小学生の

年代のサポーター養成講座受講者は累計 200 万人を

超え(3)、認知症サポーターとして認知症に対する理

解を基盤として実践的な活動が求められている(4)。 

認知症啓発教育で使用される小学生向け教材は、

開催者側に委ねられ、効果的な学習形態についての

研究は少ない状況にある。小学生が認知症高齢者を

正しく理解し、近隣の認知症の人や家族に対して、

自分なりにできることを実践する力を育成するため

には、認知症への興味関心、学習意欲を高め、学習

効果を期待できる教材開発が必要と考える。そこで

本研究では、小学生向けの学習形態として、視聴覚

的技法によって教育効果が期待されるマルチメディ

ア教材を活用することが有効と考えた。教材は、ス

ライド教材とコミュニケーションロボット Pepper、

クリッカーを組み合わせた認知症啓発教育を実践し、

その評価を行った。 

 

2. 対象  

 2016～2017 年、H 県の 3地区(K 地区、S 地区、B

地区)でポスターによる募集を行い、希望のあった小

学生 38 名とした。 

 

3. 教材開発 

3.1 学習目標： 

 ①学習者が認知症を含む高齢者への理解を深める

ことができる。 

②困っている高齢者を見かけた場合、大人に知ら

せることができる。 

3.2 教材開発 

教材の内容および構成は、認知症高齢者見守りネ

ットワークメンバーと検討し、高齢者への尊厳・肯

定的理解ができる内容とした。前半部分で、高齢者

への肯定的なイメージをつけ、後半部分では認知症

高齢者の理解と接し方、声のかけ方について具体的

に学ぶことができるように工夫した。教材開発にあ

たっては、学習意欲を引き出すために ARCS モデル
(5)を用いた。ケラーは、学習意欲に関連する要因を

「 Attention( 注 意 ) 」、「 Relevance( 関 連 性 ) 」、

「Confidence(自信)」、「Satisfaction」の 4 つに分類し

ている。今回の教材では、「Attention（注意）」は、

学習者の好奇心・興味を刺激・持続させるために、

親しみやすいイラストと参加者の祖父母を通して考

えることができるスライド教材、コミュニケーショ

ンロボット pepperによるクイズや要点の説明を行っ

た。関心を持続するため、クイズの回答結果をクリ

ッカーで即座に提示した。「Relevance（関連性）」で

は、小学生が自分の祖父母が認知症になった場合を

想定し、認知症高齢者への理解を深め対応できるた

めに、学習体験の意義を感じ、全ての人が住みやす

い地域になることが実感できるストーリー性を持っ

た教材とした。「Confidence（自信）」では、成功へ
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の期待感を持てるように、認知症高齢者への声のか

け方や大人に知らせるタイミングを学び、「地域で認

知症を疑う高齢者を見かけた場合、大人に伝えるこ

とができる」ことが達成できるようにした。

「Satisfaction（満足感）」は、小学生がこの研修に満

足し、さらに学びたい気持ちを引き出すこと、参加

者が認知症高齢者への理解が深まったと実感できる

よう、学習前後に認知症高齢者の理解に関する質問

を行った。また、参加者が「自分でもできることが

ある」との自覚を促すために、研修終了後にオレン

ジリングを配布した。 

3.3 倫理的配慮 

認知症サポーター研修会で研究協力を依頼する際、

関西医療大学研究倫理委員会に申請、承認を得た。

認知症高齢者見守りネットワークの事務局で、認知

症地域支援推進員が所属する地域包括支援センター

の担当者に研究の趣旨・方法を文書と口頭で説明、

承認を得た。参加者児童と保護者には、認知症サポ

ーター研修の当日、に文書と口頭で研究の趣旨・方

法を説明、同意書の提出をもって同意を得た。  

  

4. 結果と考察 

4.1 参加者の状況 

 参加者数は、K 地区 11 名、S 地区 15 名、B 地区

12 名、計 38 名であった。年齢は、K 地区 11 名中 7

名(63.6％)が小学低学年で小学高学年は 4 名(36.4％)

であった。S 地区では全員が小学高学年であった。B

地区では、12 名中 3 名(25.0％)が小学低学年で 9 名

(75.0％)が小学高学年であった。    

4.2 マルチメディア教材による学習効果 

 研修会後アンケートによる「スライド教材は分か

りやすかったですか」については、「わかりやすかっ

た」と回答したのは 38 名中 35 名(92.1％)であった。

自由記述では、「カラフルな絵と図、大きな文字でわ

かりやすかった」、「スライドショーが面白かった」

との記述があった。スライド教材は、親しみやすい

イラストと参加者の祖父母を通して高齢者のイメー

ジを広げたことから、参加者の興味関心を高め、認

知症への理解を深めたと考える。「Pepper の話はわか

りやすかったですか」については、38 名中 36 名

(95.0％)が「とてもわかりやすかった」、「わかりやす

かった」と回答した。しかし、自由記述では、「急に

話が止まったりして聴き取りにくかった」、「片言だ

った」との記述があり、聴き取りやすいスピード、

声のトーンに調整することが必要である。「クリッカ

ーを使うとわかりやすかったですか」については、

全員が「大変そう思う」、「思う」と答えた。クリッ

カーに関する自由記述では、「他の人の考えがわかっ

てよかった」との記述があり、興味関心の持続に役

立ったと考える。 

4.3 研修前後における認知症に関する理解の比較 

 研修会前後における認知症に関する理解の比較を

表 1 に示す。研修前後で有意差の見られた項目は、

「認知症は誰でもなる病気」(p≺0.001)、「困ってい

るのは認知症の人とその家族」(p≺0.002)、「近所の

見守りネットワークを知っている」(p≺0.004)であっ

た。参加者の多くは認知症への理解を深めたが、困

っている高齢者への声かけへの自信をつけるために

は、子供の目線で実践的に認知症高齢者への支援を

学ぶ機会をつくることが必要と考える。 

 

表 1 研修会前後における認知症に関する理解の

比較     n=38 

 
Wilcoxon の符号付順位検定 *p≺0.05 で有意差あり 

 

5. 結論 
 小学生の認知症啓発教育の学習形態としてマルチ

メディア教材を組み合わせて活用することは、小学

生に興味関心をもたせ、認知症への理解を深めるこ

とに役立つと考える。 
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行動ペースの加速によるタスク消費量増加システムの提案と構築 
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あらまし：現代は ICT の発展により高速化社会となり，平日 1 日当たりの仕事時間量が増加している．

先行研究において，BPM の速い音を聞くことで，人間の行動ペースが速くなることが報告されている．

また，音と同期した立体映像を見ることで，生理的覚醒度が向上し，より行動ペースが加速すると考えら

れる．本研究では，HoloLens を用いて，視聴覚刺激を与えることで，人間の行動ペースを加速させるシ

ステムを提案する． 

キーワード：AR，心理生理学，テンポ，タスクパフォーマンス，HoloLens 

 

1. はじめに 

現代の日本人の時間の使い方として，平日１日あ

たりの仕事時間量は年々増加傾向にある（1）．本研究

では， HoloLens を用いて，人間の行動ペースを加

速させることで，単位時間あたりのタスク消費量を

増加させるシステムを提案する． 

2. 本研究の仮説 

2.1 BPMによる行動ペースの加速 

2014 年に栗林らがまとめた総説では，BPM(Beat 

per minutes)の速い背景音を聞くと行動ペースが速く

なる事例がいくつか報告されている．これらには，2

つの原因が考えられている．1つは背景音の BPM と

周期的な身体運動のリズムが，同期するためである．

もう 1 つは，背景音の BPM が生理的覚醒度に影響

し，内的クロックが変化するためである．本研究で

は，後者の内的クロックの変化に着目した． 

2.2 内的クロックの加速 

内的クロックとは，時間認知のモデルとして想定

されているある種のタイミングパルスオシレータで

ある．内的クロックは生理的覚醒度が向上すること

でより加速する．2015 年に佐竹らは，立体映像・音

響刺激が生理的覚醒度の向上に影響を与えているこ

とを報告している（3）．この報告より，視覚と聴覚に，

立体感のある刺激を与えることで内的クロックの加

速を促せると考えられる. 

2.3 仮説のまとめ 

本研究では，内的クロックの加速を促し，人間の

行動ペースを加速させ，タスク消費量の増加を目指

す．内的クロックの加速のために，HoloLens を用い

て，視聴覚刺激を提示するシステムを提案する． 

3. 提案システムについて． 

3.1 視聴覚刺激 

視覚刺激の形状については，作業効率の向上のた

め，集中力が増加するような形状を選んだ．2012年

に橘らは，PC 作業に集中できる背景について研究し

ている（4）．その研究結果より，内向きに動く輪状の

刺激を与えると，集中力が向上すると考えられる．

聴覚刺激については，視覚刺激の変形の BPM に合

わせて，出力するようにした． 

3.2 刺激の BPM 

刺激の BPM は，最初にユーザが決定する．その

後，システムにより，ユーザが決めた値より 5%増

加した BPM が設定される．これによって，ユーザ

がより速いペースで行動ができると考えられる． 

BPM は最初から設定値ではなく，徐々に設定値へ

と変化するようにした．栗林らの研究（2）では，徐々

に強度小さくなる刺激と比べ，徐々に強度が大きく

なる刺激の方が，より強く評価されると述べられて

いる．本研究では，徐々に速くなる BPM を用いた． 

3.3 システムの構成 

本システムでは，キャリブレーションにあたる

BPM 調整モードと，行動ペースの加速を促す BPM

加速モードがある．ユーザは，BPM 調整モードで，

自身に適した BPM を設定する．上述した通り，BPM

は 5%増加した値で，システムに設定される．BPM

加速モードでは，最小値～設定値まで，BPM を加速

させる．図 1にシステムの表示を示す． 

 

図 1 システムの表示 
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4. 検証実験 

検証実験では，システムの有無によって，タスク

消費量に変化があるかを検証する．タスクとして，

10分間の読書を選択し，読んだ文字数を評価項目と

する．また，読んだ内容を理解しているか把握する

ため，内容理解度テストも実施した． 

⚫ 被験者 

16名の大学生（男性：9名，女性：7名） 

⚫ 読書対象 

小説 A，B（被験者が読んだ経験はない） 

⚫ 実験環境 

図 2 に実験環境を示す．また，システムの有無に

関わらず被験者には HoloLens を着用させた． 

 

 
図 2 実験環境 

⚫ 実験手順 

図 3 に実験手順を示す．被験者は小説ごとに 10

分間読書を行った．カウンタバランスをとるために，

パターン A，Bの２つに振り分けて実験を行った． 

 
図 3 実験手順 

⚫ 評価手順 

 読んだ文字数より，実験群・統制群ごとの平均値・

標準偏差を算出する．内容理解度テストの結果より，

小説 A，Bどちらかの正答率が 50％未満の被験者の

データは除外した．また，システムを用いた 16名全

員に SUS（5）とアンケートを回答してもらい，ユー

ザビリティも評価した． 

5. 実験結果 

内容理解度テストによって 1 名が除外された．ゆ

えに，15 名のデータから実験群・統制群ごとに文字

数の平均値，標準偏差を算出し，表 1に示す． 

表 1 文字数の統計量 

統計量 実験群 統制群 

平均値 7480.1 6951.07 

標準偏差 3489.55 1978.80 

 

 検定には，ウィルコクスンの符号順位検定（6）を選

択した．片側検定にかけた結果，p = 0.03091 となっ

た．これにより，有意水準 5%の場合に帰無仮説が

棄却され，実験群・統制群の平均値に差があること

が示された．表 1 より，平均値は実験群の方が大き

いため，システムを使用した方が多くの文字を読む

結果が示された． 

 図 4に被験者ごとの SUSの得点を示す．エラーバ

ーは（平均値－標準偏差）の範囲を示す．  

 

 

図 4 SUSの得点 

 また，アンケート結果では，「HoloLens が重い」，

「視覚刺激が読書の邪魔だ」と言う意見があった． 

6. 提案システムについて 

上記より，本システムを用いることで，単位時間

あたりのタスク消費量が増加するという結果が得ら

れた．しかし，視覚刺激と聴覚刺激の相乗効果によ

るものか否かは判明していない．視覚刺激の存在意

義が不明なため，今後は視覚・聴覚刺激が単体・混

合の場合による検証が必要となる． 
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表 1 人型ロボットと仮想キャラクタの特徴 

 仮想キャラクタ 人型ロボット 

形態 2次元 3次元 

動作 連続的 離散的 

 

人型ロボットを用いたプレゼンテーション動作の 
セルフレビュー支援方法 

 

Self-Reviewing Presentation Behavior with a Humanoid Robot 
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あらまし：研究初心者は，通常自分自身のプレゼンテーションを詳細にレビューすることは難しい．本研

究では，プレゼンテーションのセルフレビュー支援を目的としてプレゼンテーションロボットを開発した．

また，プレゼンテーション動作モデルを構築し，それに基づいてセルフレビューで評価すべき点を提示す

るチェックリストを作成した．本稿では，これらを用いたセルフレビュー支援方法を検討し，提案する支

援手法の有効性を検証する． 

キーワード：プレゼンテーション，ロボット，セルフレビュー，非言語動作，アバター 

 

 

1. はじめに 
プレゼンテーションは研究者にとって不可欠な研

究活動であるが，研究内容を適切に伝えることは容
易ではない．そのため，本番までにリハーサルを行
い，プレゼンテーションの改善を図る必要がある．
プレゼンテーションのリハーサルにはピアレビュー
[1]とセルフレビューがある．前者では研究メンバー
や熟練者から発表に関する指摘を受け，後者では発
表者自らが改善点を見出す．筆者らは，このうちセ
ルフレビューに着目し，研究初心者を対象とした支
援を検討してきた． 

自らのプレゼンテーションを見直す方法として，
プレゼンテーションを撮影した動画を用いる方法が
ある．しかし，自分自身がプレゼンテーションを行
う動画を視聴すると違和感を覚えるため，改善点を
見出すことは容易ではない．この問題に対し，先行
研究ではセルフレビューにおける気づきを促すこと
を目的として，学習者のプレゼンテーションを PC

上の仮想キャラクタが再現するプレゼンテーション
アバター（以下 P-アバター）を開発した[2]．ケース
スタディでは，セルフレビューに P-アバターを用い
ることで，改善点への気づきが促進されることが確
認された．一方で，視線や指差しといった非言語動
作への気づきは限定的であったことや，学習者がプ
レゼンテーションの何を改善すべきかを十分に理解
していない場合があることが確認された． 

そこで，本研究ではセルフレビューにおいて非言
語動作への気づきを促すために，身体性を有する人
型ロボットをアバターとして用いたプレゼンテーシ
ョンロボット（以下 P-ロボット）を開発した．また，
プレゼンテーション動作モデルを構築し，それに基
づいてセルフレビューで評価すべき点を提示するチ
ェックリストを作成した．本稿では，これらを用い
たセルフレビュー支援方法について述べる． 

 
2. セルフレビュー支援 
2.1 セルフレビューにおける気づきの促進 

セルフレビューでの気づきを促すためには，学習
者自身が感じる違和感を軽減する必要がある．そこ

で，本研究では学習者のプレゼンテーションを仮想
キャラクタや人型ロボットといったアバターに再現
させる．この際，アバターの容姿と声色は学習者と
全く異なり，かつ不快感を与えないものでなければ
ならない．容姿に関しては，アバターの容姿が人に
近いと違和感を与えてしまうことが知られているた
め，ある程度キャラクタライズされているものが好
ましい．そのほか，改善点に気づきやすくするため
に，学習者の動作をできる限り忠実に，また学習者
の話し方を維持して再現する必要がある． 

2.2 人型ロボットの優位性 

プレゼンテーションのセルフレビューを支援する
上で，人型ロボットは，仮想キャラクタと比較して
アバターとして適している特徴を有している．人型
ロボットと仮想キャラクタの特徴を表 1に示す．仮
想キャラクタはプレゼンテーションを 2次元で再現
するのに対し，人型ロボットは身体性を持つため，
プレゼンテーションの場の真正性が高まる．そのた
め，目線の方向や指差しで指し示す位置等を把握し
易くなる．このような特徴から，セルフレビューに
対するエンゲージメントが高まり，セルフレビュー
に集中できる効果も期待される．また，動作に関し
て，人型ロボットはハードウェアに合わせて動作の
再現が離散的になるため，再現の忠実性は損なわれ
るものの，学習者は些細な動きに捉われず主要なジ
ェスチャーに目が行き易くなると考えられる． 

 

3. プレゼンテーション動作モデル 
先行研究では，プレゼンテーションの関連研究や
書籍に基づき，図 1に示すようなプレゼンテーショ
ン動作モデルを構築した[3]．本モデルは 3つのレイ
ヤーから構成されており，レイヤー間の関係によっ
て，学習者の動作意図がどのような動作によって達
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図 1 プレゼンテーション動作モデル 
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図 2 プレゼンテーションロボットによる再現 

 
成可能かを示す． 

本研究では，セルフレビューにおいて改善点への
気づきを促すために，プレゼンテーション動作モデ
ルに基づき，レビューすべきポイントを示したチェ
ックリストを作成した．学習者はチェックリストを
参照しながらセルフレビューに取り組むことで，適
切に発表内容を伝達するための動作を行えているか，
それに適したスライドを作成できているか等を確認
することができる．これにより，学習者はより綿密
なセルフレビューが可能となり，改善点への気づき
が促進されることが期待される． 

 

4. プレゼンテーションロボット 
4.1 枠組み 

図 2に P-ロボットによる再現の様子を示す．P-ロ
ボットとして用いる人型ロボットとして，ヴイスト
ン社の Sotaを使用した．まず学習者のプレゼンテー
ションにおけるスライド遷移とアニメーション遷移，
およびモーションキャプチャデバイスのKinectによ
って学習者の動作と音声を記録する．これらの記録
情報とプレゼンテーションドキュメントに基づき， 

P-ロボットはプレゼンテーションを再現する．学習
者はセルフレビューのチェックリストを適宜参照し
ながらP-ロボットによる再現を見てプレゼンテーシ
ョンのセルフレビューに取り組むことができる． 

4.2 P-ロボットシステム 

本システムでは，まず学習者にプレゼンテーショ
ンを実施してもらい，プレゼンテーションにおける
スライド遷移とアニメーション遷移のタイミングを
記録する．同時に，Kinect によって音声とともに学
習者の 25関節の位置座標を取得し，Sotaでの動作再
現に必要な関節角度データを生成する．  

これらの記録情報に基づき，P-ロボットはプレゼ
ンテーションを再現する．スライドは，PowerPoint

で表示される．学習者の動作は，Kinect によって取
得された 25関節の動きが，Sotaの首，肩，肘，胴の
8 関節の動きによって再現される．また学習者は再
現の一時停止・再開を操作することができる． 

 

5. ケーススタディ 
本ケーススタディでは，P-ロボットが仮想キャラ

クターの P-アバターと比べて，セルフレビューにお

ける気づきを促すかを調べる評価を実施した．被験
者は 8名で，被験者全員にプレゼンテーションの記
録と，P-ロボットと P-アバターを 1 度ずつ用いた 2

回のセルフレビューを行わせた．セルフレビューは
P-ロボットと P-アバターを使う順序によって 2群に
分けた． 

ケーススタディの結果，P-ロボットを用いた場合
に非言語動作の改善点が有意に多く得られたことが
確認された．アンケートでは，注意制御・注意維持
の動作はP-ロボットの方が分かりやすいという結果
が得られた．一方，再現の忠実性は P-アバターに劣
るという結果も得られた． 

 

6. まとめ 
本稿では，プレゼンテーション非言語動作への気

づきを促すP-ロボットおよびレビューすべきポイン
トを提示するチェックリストを用いたセルフレビュ
ー支援方法を述べた． 

今後の課題は，プレゼンテーション動画や P-アバ
ターに対するP-ロボットの優位性を検証するための
ケーススタディの実施や，プレゼンテーション動作
モデルおよびチェックリストの洗練が挙げられる． 
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あらまし：ソーシャルランクでは，ランクが高い人は「上」，反対にランクが低い人は，「下」に表現され

る．先行研究では，ソーシャルランクを伴う単語を用いて，ヒトにおいて単語のソーシャルランクと空間

的配置が，その単語の認知に影響を与えるということが報告されている．しかし，神経科学の側面からの

検証は行われていなかった．本研究では，ソーシャルランクと空間的認知の関係を神経科学の側面から明

らかにするため，脳波計測実験を行った．実験の結果，視覚刺激の呈示がソーシャルランクが一致してい

るときよりもソーシャルランクが一致していないときのほうが脳波の振幅が大きくなることが分かった． 

キーワード：ソーシャルランク，空間的認知，空間的配置，神経科学，脳波 

 

 

1. はじめに 

我々人類が形成する社会には，ソーシャルランク

と呼ばれるピラミッド状の構造を持った上下関係が

存在する．ソーシャルランクは，ランクが高い人は

「上」，ランクが低い人はランクが高い人に比べて

「下」に表現される．本来，「上」，「下」という言葉

は，空間的な配置を表す表現であるが，ソーシャル

ランクを表す概念としても利用されている． 

Christoph D Dahl らの先行研究では，このソーシャ

ルランクを表す「上」，「下」と空間的な配置を表す

「上」，「下」は単なる比喩表現ではなく，実際の行

動に影響を与えることをチンパンジーを用いて示し

た(1)．その研究では，空間的な配置を表す「上」，「下」

がソーシャルランクを表す「上」，「下」の概念に直

接的な影響を与えていることが示され，ソーシャル

ランクを表す「上」，「下」は単なる比喩的な表現で

はないことが示唆された． 

Christoph D Dahl らの先行研究を踏まえ，我々の先

行研究では，我々人類において，ソーシャルランク

が表す「上」，「下」と，空間的な配置を表す「上」，

「下」との間に関連があるかについて心理物理実験

を行った(2)．その結果，チンパンジーにおけるソー

シャルランクが空間的な配置に影響するという傾向

は，人類でも同様な傾向を持つことが示唆された． 

しかし，我々の先行研究では，その示唆の根拠と

なる神経科学的な理由を見つけることができなかっ

た．本研究では，我々の先行研究を踏まえて，脳波

計測を行い，ソーシャルランクと空間的認知の関係

を神経科学の側面から明らかにする． 

 

2. 実験 

2.1 実験システム 

本研究では，我々の先行研究と同様の実験システ

ムを構築した．ソーシャルランクを伴う単語として

先行研究と同様に「教授」，「助教」，「講師」の 3 つ

単語を対象とした．ソーシャルランクは，「教授」＞

「講師」＞「助教」の順である． 

2.2 視覚刺激 

視覚刺激として，「教授」，「助教」，「講師」の 3

つの単語のうち，2 つの単語が 1 つの組み合わせと

して，注視点（＋印）を挟んで上下に配置した．実

験では，注視点（＋印）のみの画面と，視覚刺激（＋

印と文字）の画面を交互に呈示した．また，呈示回

数は，1つの組み合わせにつき 30回呈示した． 

2.3 実験手順 

本研究の心理物理実験として，被験者に事前に目

的の単語を教示し，その単語が表示されたか否かで

マウスクリックを行い回答してもらった．マウスク

リックは，目的の単語が表示されれば左クリックを，

表示されなければ右クリックを行うよう教示した．

（図 1） 

被験者に事前に伝えた目的の単語は，「教授」，「助

教」の 2 種類である． 

 
図 1 実験パラダイム 

＋

＋
講師

教授

＋

＋
教授

助教

＋ 助教（対象）があるので
左クリック

助教（対象）がないので
右クリック

時間
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2.4 脳波計測 

本研究では，心理物理実験と同時に脳波計測を行

った．使用した脳波計は，BIOSEMI Active Two シス

テムである．電極位置は，国際 10－20 法に従い配置

した．サンプリング周波数は，512Hzで計測した． 

 

3. 実験結果 

ソーシャルランクと空間的配置の関係の神経科学

的な理由を見出すために脳波解析を行った．被験者

は大学生 4 名であった．解析に用いた視覚刺激の組

み合わせとして，目的の単語として教示している「教

授」，「助教」を含む刺激である教授／助教，助教／

教授（〇／△の記法は，注視点を挟み〇がディスプ

レイ上側，△がディスプレイ下側に呈示されている

ことを表す）の 2種類とした．解析は，電極位置 Cz

（正中中心部）を用い，目的の単語，視覚刺激ごと

に分け，視覚刺激呈示のタイミングをオンセットと

して，全被験者のデータの加算平均を行った．また，

ノイズ除去のために，1～30Hz のバンドパスフィル

タを適応した．目的の単語ごとに整理し，目的の単

語が「教授」のときの視覚刺激：教授／助教，助教

／教授の脳波データを図 2，目的の単語が「助教」

のときの視覚刺激：教授／助教，助教／教授の脳波

データを図 3に示す． 

図 2，図 3 より，複数の特徴的な脳波を見出すこ

とができた．視覚刺激呈示から 0.1～0.3[s]の間に

N100，P200と呼ばれる脳波が観測されている．N100

は感覚刺激の大脳皮質到着と分析の初期段階に対応

するといわれており，図 2，図 3 ともに視覚刺激の

違いによる大きな潜時，振幅の違いは見られなかっ

た． 

次に，視覚刺激呈示から 0.3～0.5[s]にみられる陽

性の脳波は，高頻度の刺激と低頻度の刺激をランダ

ムに与えて、低頻度の刺激が呈示されたときや，注

意を向けている刺激が出現した際に現れる脳波であ

る P300 であると考えられる．図 2 において，視覚

刺激ごとに P300 を比較すると，潜時に大きな違い

は見られないが，助教／教授と呈示されたほうが教

授／助教と呈示されたときに比べて，振幅が大きく

なっていることがわかった．また，図 3 においても

潜時に大きな違いは見られなかったが，図 2 と同様

に助教／教授と呈示されたほうが教授／助教と呈示

されたときに比べて，振幅が大きくなっていること

がわかった． 

よって，図 2，図 3より P300 において，助教／教

授と呈示されたほうが教授／助教と呈示されたとき

に比べて，振幅が大きくなっていることから，ソー

シャルランクが一致した視覚刺激を呈示されたとき

よりもソーシャルランクが一致していない（不一致）

視覚刺激を呈示されたときのほうが振幅が大きくな

ることが分かった． 

     

 
図 2 目的の単語が「教授」のときの脳波 

（青線：教授／助教，赤線：助教／教授， 

灰色背景範囲が本研究で注目している脳波） 

 

 
図 3 目的の単語が「助教」のときの脳波 

（青線：教授／助教，赤線：助教／教授， 

灰色背景範囲が本研究で注目している脳波） 

 

4. 考察 

実験の結果，ソーシャルランクが一致していると

きよりもソーシャルランクが一致していないときの

ほうが脳波の振幅が大きくなることが分かった．こ

のような結果となった要因の１つとしては，ソーシ

ャルランクが不一致であることから違和感を感じ，

注意が向けられたのではないかと考えられる． 

我々の先行研究では，ソーシャルランクと空間的

配置の関係を反応時間のみで検証していたが，本研

究から脳波にも影響を与えていることが分かり，神

経科学的な理由の解明に貢献できると考えられる． 
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あらまし：意図を達成するために利用可能なリソースが異なれば，意図を達成する上で作られる指示が異

なってくる．これが「プログラミング的思考」を習得することが必要となる大きな理由の一つである．本

研究では，リソースが異なることによって，意図を達成すための指示が異なってくることを可視化し，言

語・思考活動の対象化できる学習環境を設計開発する． 

キーワード：プログラミング的思考，計算論的思考，異種リソース，リソースの対比，指示の対比，リフ

レクション 

 

1. はじめに 

小学校段階におけるプログラミング教育とは，「コ

ンピュータに意図した処理を行うように指示をする

ことができることを体験させながら，．．．普遍的に求

められる力としての「プログラミング的思考」など

を育成するもの」とされており，このプログラミン

グ的思考は，「自分が意図する一連の活動を実現する

ために，どのような動きの組み合わせが必要であり，

一つ一つの動きに対応した記号を，どのように組み

合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改

善していけば，より意図した活動に近づくのか，と

いったことを論理的に考えていく力」とされている．  

学習者の活動を学習につなげるためには，振り返

り（リフレクション）が重要であり，プログラミン

グ教育においても同様である．したがって，意図通

りの動きを実現する指示を作るだけでなく，その指

示が成立するのか，何故その指示でないといけない

のかを考えることが重要となる．理由を考えること

は解く以上に難しいといえるが，これは理由を考え

る際に利用するべき要素・概念（プリミティブ）が

提供されていないことが大きな要因となる． 

本研究では，指示に対するリフレクションの促進

を指向して，(1)同じ意図に対して，異なるリソース

を使って指示を組み立てさせ（ここでリソースは，

学習者が使える指示構成のための部品群となる），そ

のうえで，(2)同じ意図に対する異なる指示を対比す

ることで，それぞれの指示の妥当性を言語的に説明

させる，という活動を設計する．このような活動を

可能にするための，（I）意図に対する指示部品から

の指示組み立て，（II）指示とリソースの対比・可視

化，を可能にする学習環境の設計・開発，を試みる． 

以下 2 章では，まず，異なるリソースに基づいて

異なる指示を組み立てることが，単なる手段ではな

く，プログラミング的思考が普遍的に求められる力

である理由であるとの考察を述べる．3 章では，小

学生を対象とし，言語をビジュアルプログラミング

言語とし，ロボットを動かすこととしたフィードバ

ックとした学習環境の構想について述べる． 

 

2. プログラミング的思考と異種リソース 

 プログラミング的思考あるいは計算論的思考にお

いて最も重要な活動は，課題をコーディング可能な

ように変換すること，この活動は，「定式化」という

言葉に対応する．定式化という言葉は，定式化され

た後の解法／良定義の問題空間が存在していること

を意味しており，定式化前と定式化後の問題解決活

動は大きく異なる．たとえば，方程式で解くことを

前提とした文章題においては，方程式を立式できる

ようにするまでが定式化であり，立式後は方程式を

形式的に処理する問題となる． 

 ここで定式化を「自分が解ける問題に変換するこ

と」であるとすると，「数学的な見方・考え方」は，

数学的に解ける問題に定式化することであり，見方

考え方ができるとは，様々な定式化の方法を知って

おり，同じ状況に対しても様々な定式化によって数

学的記述に変化することが可能であることを指すと

解釈できる．幾何的に解く，代数的に解く，といっ

た言い方は，定式化の違いを表しているといえる． 

 数学で考えると，どのような定式化によっても同

じ解が導かれるということになるが，例えばある場

面を数学的に定式化することと，国語的に定式化す

ること，あるいは社会的として定式化する，といっ

たこともでき，それぞれの定式化において意味のあ

る異なった結果を導き出すことが可能となる． 

 ロボットを動かすことを前提としたプログラミン

グ的思考を考えてみると，ロボットに特定の動作を

させることが決まっている場合には，数学と同様に，

同じ解に辿り着くために用いた道具が異なっている

ということになる．目標が特定の動作ではなく，抽

象度の高い意図であった場合，異なる動作によって，

それぞれ意図を満たすことも可能となる． 

定式化するための思考をプログラミング的思考，
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定式化後に用いる解き方をリソースとすると，この

考え方は図１のように図式化でき，破線部分がプロ

グラミング的思考，実線が定式化後のそれぞれの知

識やドメインに依存した解き方ということになる．

情報化社会を，すでに様々な便利な方法が提供され

ており，それを使いこなすことが人の能力として求

められている社会であるといえる．それぞれの解き

方が使えるように元問題を変換する，あるいは変換

できるか調べることを定式化とすると，定式化能力

があるとは，それぞれの定式化によって得られる解

の意味・違いを知ることできることを含んでいる．

このような観点からすると，異なるリソースに基づ

くプログラミング的思考を行い，それらを対比させ

ることは，本質的となる．この対比がない場合には，

たとえプログラミングができたとしても，従来同様

の固有の手続きの学習と同様の活動になってしまい，

プログラミング的思考の本来の意味とは異なるもの

になる可能性がある． 

 

図 1 異種リソースとプログラミング的思考 
 

3. 学習環境 

本研究では，ビジュアルプログラミング言語が提

供するプログラム部品の集合をリソースとし，異な

るプログラム部品で構成される異なるリソースを用

意する．ロボットは，プログラミングに対するフィ

ードバックであり，学習者の高い動機づけや，教え

ることによる学習などが期待できることから用いる． 

図 2 に課題設定と異種リソースから作られるプロ

グラムの例を示した．ロボットを Start から Goal に

移動する指示を与えられた部品から組み立てること

が学習者に求めると，提供される部品群によって，

異なるプログラムが組まれる．ここでは，横に移動

する部品がある場合，方向を変える部品がある場合，

繰り返しを指示する部品がある場合，となっている．

本研究では，学習者が自分のプログラムと他者のプ

ログラムを並べて比較し，それぞれの部品・部品列

の対応付けを行うことを可能にする学習環境を実現

する．さらに，ロボットの動きとその動きを指示す

る部品・部品列の対応付けもできるようする． 

プログラミング的思考を直接的に言語化したり，

リフレクションすることは簡単ではないが，本学習

環境のように対比を用いることで，違いとしてそれ

ぞれのプログラミング的思考を言語化し，リフレク

ションできることが期待される． 

 

4. まとめ 

筆者らは，人の思考の論理的側面に注目し，その

モデル化，可視化，操作可能化，インタラクティブ

化を試みてきた(1,2)．これは人の思考全般をカバーし

ているわけではないが，学習者に対して「成功的教

育観」で教えることができるのは，この範囲の思考

のための知識や方法ではないかとの考えが，一連の

研究における基本仮定となっている． 

教えることが，個々の学習者の創造性や独自性に

対して負の影響を与えるかのような議論もあるが，

「巨人の肩の上に立つ」ためには教えられることが

不可欠であり，問題があるとすれば，教えられるこ

と自体ではない．教えられたことを，学習者が相対

的，メタ的，あるいは俯瞰的に捉えることできるか

どうかの問題となる．教えられる内容に対するこの

ような捉え方を促進する意味で，学習者が「試す」

ことができ，かつ，それに対する適切な「フィード

バック」が得られる「インタラクティブな学習環境」

が必要となる．この環境に情報システムだけではく，

教授者や学習者が含まれるためには，そこで使われ

る「言葉」の可視化・共通化が不可欠といえる．本

研究では，用意された範囲で学習者が様々に試し，

議論することができる環境を設計・開発することを

目指すが，その結果として，学習者の創造性・独自

性が養われることを指向するものである． 
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あらまし：我々は，移動制御に組み込み用小型コンピュータを用い，またこれを組み込んだ基板やモータ

を取り付けるためのベースに使われなくなった CD を用いた教材ロボットを開発してきた．本教材ロボッ

トは，左右のモータの回転方向や移動距離を直感的に理解できるようにビットパターンの動作命令とし

て設計している．これにより，幅広い学習者のプログラミングの入門用として利用することができる． 
キーワード：プログラミング教育，ロボット教材，メカトロニクス 

 
1. はじめに 

我々は，移動制御に組み込み用小型コンピュータ

を用い，またこれを組み込んだ基板やモータを取り

付けるためのベースに使われなくなった CD を用い

た教材ロボットを開発してきた．我々はこのロボッ

トを使用して小中学生対象に工作教室を 15 年以上

開催してきた(1)(2)．本教材ロボットは，左右のモータ

の回転方向や移動距離を直感的に理解できるように

ビットパターンの動作命令として設計している．こ

れにより，幅広い学習者のプログラミングの入門用

として利用することができる．  
2017 年度は，高専間におけるロボット人材育成事

業や大学におけるフレッシュマンセミナーや情報教

育の教材に利用できたことから，工学系の高等教育

機関における初心者教育の教材としても有効である

と考えている．本論文では，本ロボットを用いた教

材の特徴とこれを利用した授業について紹介する． 
 

2. 教材ロボット 
2.1 教材ロボットの構造 

図 1 左に本教材ロボットを示す．ロボットは，2 つ

のギヤドモータに直結した車輪によって移動するこ

とができる．ロボットはマイクロコンピュータによ

って制御され，その命令セットとして演算命令等の

他，モータ制御やセンサ入力を読み取る命令を用意

している（3）．また，ロボットを動作させるプログラ

ムの入力や実行をすべて図 1 のロボット上面にある

スイッチのみで行うようにしている．  

2.2 直感的に作成できるプログラム 

本教材ロボットの特徴は，ロボットを制御する命

令コードのビットデザインにある．プログラムの入

力や実行を，図 1 に示したロボットの上面前方にあ

る 8 つの LED にロボットの命令を表示させながら

行うことができる．図 1 右は，LED とスイッチの機

能説明図である．本ロボットでは，ロボットを移動

させる命令を直感的に分かりやすくなるように設計

している．LED の左 4 つを分割しそれをさらに 2 つ

ずつ左右のモータの動作に割り当ている．図に示す

上位 4bit の点灯パターン(0101)は，ロボットが前方

に進む命令を表している．これを左の 2 つの LED の

点灯を逆にして(1001)とすると，左のモータが後方

に回転するため，ロボットは左に回転する． 
8 つの LED の内右 4 つをロボットの前後進／回転

／停止に応じて距離／角度／時間に割り当てている．

各 LED に重みを付け，図の前進命令(0101 1010)では，

8+2=10cm 移動することに対応している．このよう

に本ロボットでは，移動命令を組み合わせたプログ

ラムを作成することでプログラミングや制御の仕組

みのイメージを容易に持つことができる． 
 

3. 授業への適用 
3.1 高等教育機関における利用 

2015 年から室蘭工業大学において，情報電子工学系の 1
年生 190 人を対象に所属学科の理解を深めることやメカ

トロニクスを理解することを目的にした「フレッシュマン

Left motor F 

Right motor F 
Right motor R 

Left motor R. 

8cm / 60° / 2sec
4cm / 30° / 1sec 

2cm / 15° / 0.5sec 

1cm / 7.5° / 0.25sec

red LED

yellow LED

push-button switch 

3 4 5 

図 1 教材ロボットと命令の表示 

R: Reverse rot.
F: Forward rot.
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PBL セミナー」で本ロボットを利用している．1 単位 15
回の授業のうち 3 回で，本ロボットを実習に用いている．

また，2016 年からは，情報電子工学系学科夜間主コース

の「フレッシュマンセミナー」における 15 回の授業のう

ち 7 回で，本ロボットを実習に用いている．2017 年北海

道大学においては，全学共通科目「情報学Ⅱ」2 単位 15 回

の授業のうち 2 回（４講義時間）で，およそ 100 名の学生

が「アルゴリズムとプログラミングの基礎知識」に関して

ロボットを用い学習した． 

3.2 室蘭工業大学 

室蘭工大の情報電子工学系学科夜間主コースの「フレッ

シュマンセミナー」について紹介する．本授業では新しい

試みとして，個別にロボットのプログラム作成の他，グル

ープで作品を作ることを行った．グループは 3 人が一組

で，3 台のロボットが協調（通信はないため，動作時間で

調整）して動作する作品を作った．作成した作品の発表の

様子を図 2 に示す． 
本授業の最後に提出する報告書に書かれた感想では，ロ

ボットの動作の調整が大変であったが，完成したことによ

る達成感が大きかったことが報告されていた． 

3.3 北海道大学 

北海道大学では，2017 年度後期開講の一般情報教育（2
単位，選択）の授業で，本ロボットを利用したプログラミ

ング導入教育を 2 週連続（1 週 90 分）で行った．2 クラス

を各 2 グループに分けて授業実践した．グループ 1,2 は文

系のみ，グループ 3,4 は主として理系学生である． 
初回は，ロボットの操作に慣れるとともに，指定された

長方形を描くこと，2 回目は繰り返しの表現方法を学び，

円弧と指定された図形もしくは文字の組み合わせを描く

ことを課題として課した．図 3 に授業の様子と課題の一つ

を示す． 
初回では，ロボットを制御するプログラムが図 1 で示し

た LED の ON/OFF（1/0）の並びに対応していることを理

解させ，それを命令として，2 進法および 16 進法の数で

表記することを課題として課した．2 進法での表現は，ロ

ボットに入力した LED 点灯の指示データを 1/0 にマッピ

ングするだけであり理解がしやすいようである．一方で，

学生は 16 進法には不慣れである．各グループで，4-7 名

（平均 2 割強）の学生の提出用紙に，（殆どはプログラム

の一部であるが，）2 進法から 16 進法への変換に何らかの

誤りがあった．さらに，プログラムの終了命令が無い，も

しくは誤っているプログラムも平均 2 割弱あった．これら

は各グループでほぼ一様に誤っており，文系・理系を問わ

ない誤りのように思われる．なお，この終了命令の誤りは，

ロボットの操作に慣れてきた 2 週目の提出では，1 割弱に

減った．  

3.4 北海道大学でのアンケート結果 

第 1グループを除き，第 2グループから第 4グループま

で，2週目の授業終了後に，アンケート調査を行った．項

目は，1．普段のコンピュータの利用目的，2．プログラミ

ング経験，3.プログラム作成，ロボットへの入力，修正，

実行の簡便さについて，4．プログラムの面白さ，興味，

関心等，5．ロボットに関する自由記述，に分類される．

本稿では，特にプログラム作成から実行までの簡便さ，興

味関心，ならびに自由記述を確認する．回答数は設問によ

るが全体で概ね 58 名である．また,プログラミング経験者

はうち 9名である． 

項目 3のうちロボットへのプログラム入力・修正・実行

に関わる内容は肯定的回答と否定的回答はほぼ拮抗して

いた．一方で，ロボットへの命令そのものは 6割が理解し

やすいと思ったにも関わらず，プログラムの作成が簡単で

あるとの質問に対する肯定的回答は 4割強であった．つま

り，プログラムを作成したものの，思う通りに動作しない

状況の利用者が 2割程度いたことが想定される． 

一方，本ロボットに対する面白さは 8割弱が肯定的に回

答しており，プログラミングに対する興味も 7割の学生が

増したと肯定的に回答している．プログラミング経験者が

15%程度である現状では，それらを差し引いても半数以上

の学生の動機づけ向上に成功している．このことから，大

学一般教育としてのプログラミングの導入教育として，本

ロボットは適切な教材であると評価できると考えている．  

 
4. おわりに 

本研究では，この教材ロボットを高等教育機関に

おけるプログラミングの導入教育として利用できる

ことを示した．そこではプログラミング経験のない

初心の学生でも容易に利用できていることから，本

ロボットは初心者のプログラミング教材に最適であ

ると考えている． 
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あらまし： 本研究は、プログラミング学習時における最も基本的な制御構造の IF 文・FOR 文の多重ルー

プの学習で、「入れ子構造」の学習が困難な要因に人間の認識の限界が関係することを取り入れて、認知

科学的な工夫を取り入れた教育法を提案するものである。まず、学習機材として IchigoJam を使用し、制

御構造の動作やそのタイミングの理解について音を利用する教材を開発した。その上でこの教材の学習

後に、理解が促進されたかについて調査した。その結果,音によるタイミングの理解を強化する教材を実

施後に,FOR 文の 2 重・3 重の理解が促進されることが示された． 

 
キーワード：プログラミング教育，初年次教育，入れ子構造，多重ループ，認知科学, 人間の情報処理 

 
 
1. はじめに 
プログラミング学習を初等教育から実施すること

の重要性が高まっている．それに伴い, 大学初年次
教育においてもプログラミング教育を含めて教育す

ることが推奨されている．本研究は, 大学初年次教
育における情報の基礎的な知識の修得におけるプロ

グラミングの制御構造の理解において, 効果的な教
育カリキュラムの構築を目的とし,その方法につい
て論じるものである． 
情報の基礎的教育に, 認知科学の知見を取り入れ

ることについて,例えば高校における「情報」教育で
は人間がどのように情報処理しているか, という視
点の重要性について言及しているものがある(1)． 
再帰的な「入れ子構造」を持つ数学的な課題とそ

の他の課題についての関連性についての先行研究は

あり(2) ,また第一著者の過去の研究では, 学習者は
高次の入れ子構造になるとその理解度を検証する課

題において正答率が下がることが論理-数学的課題
においても見られていた(3) 
本研究では,特にプログラミング学習時における

最も基本的な制御構造の IF文 FOR文の多重ループ
の学習で“入れ子構造”の学習が困難となる要因に, 
人の認識の限界が関係することを取り入れ,認知的
負荷が軽減するような認知科学的な工夫を検証する

ものである．  
 
2. 提案する教育カリキュラム 
本研究では，プログラミング学習うちの多重ルー

プ学習,すなわち制御構造について,特に繰り返し構

造の FOR 文の 2,3 重構造について音を用いて情報
の固まりを聴覚的に際立たせて提示することで,記
憶の負荷が減少し理解が促進するようになることを

目標とした． 
	 評価は，音による体験学習を実施後のテストの正

答率によって行う． 
	 実験環境については,大学初年次の情報学入門の
授業を使用することとした．この授業で著者ら

は,IchigoJam の機材を１人 1 台使用し,情報学全般
の知識の体験的学習の実践にも 2014 年度から取り
組んできている(4)． 
	 その一貫の中で,プログラミングの学習の際に本
研究内容の演習も実施することとした．演習に用い

る実験機器は 1 人 1 台 IchigoJam を使用すること
で実施した.	 IchigoJam は，BASIC 言語が動作す
るボードコンピュータであり，圧電サウンダを使用

し,音を出力するコマンドを入力すると,音による学
習が可能になる．PLAYコマンド,BEEPコマンドを
制御構造の含まれるプログラムに挿入し,体験学習
を実施する． 

FOR 文の制御構造の理解の例として,各ループの
繰り返しが固定の場合と可変の場合とも比較するこ

ととした． 提案する教育プログラムは．本研究の目
的である「音によるタイミングの教示により認知的

負荷が軽減されることで, 理解が促進される」が検
証されることを目指し，図１のような手順で,授業カ
リキュラムを実施した．  
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１．繰り返し構造 FOR文の１重の解説を行い,	  
	 	 IchigoJamでプログラムを組む練習をする. 
２．[テスト(1)] 
	 	 FOR文１重-3重の理解度を確認するテストを行う 
３．繰り返し構造 FOR文 1-3重の通常の解説を行い、 
	 	 IchigoJamでプログラムを組む練習をする. 
４. [テスト(2)] 
   FOR文１重-3重の理解度を確認するテストを行う. 
５.	 <音によるタイミング教示> 
	 	 IchigoJamの PLAYコマンドを使用し FOR文の 
	 	 1-3重の構造を理解する体験学習を行う. 
６. [テスト(3)] 
   FOR文 1重-3重の理解度を確認するテストを行う． 
７. [テスト(4)] 
   「５」の教示の 3ヵ月後の授業の最終回にて再度 
	 	 理解度を確認するテストを行う. 
 
	 図１	 IchigoJamを使用した音による 
	 	 	 	 	 タイミング教示の実践手順 
 
また,実際に使用したプログラムのうち、2重構造

の例は図２のようになる。外側のループが実行され

る時に「ド」の音がなり、内側のループが実行され

る時に「ソ」の音がなるように PLAYコマンドを組
み込む教材を作成した． 

 
 
10   for j=1 to 9 : PLAY”C” : wait 30 
20     for i=1 to 9 
30       print i*j , “ ”; :  PLAY”G” 
40       wait30 
50     next 
60     print 
70   next 
80   wait 30 
90   end 
 
	 図２	 IchigoJamによる Basicプログラム 
	 	 	 （FOR文 2重構造の教材の場合） 

 
3. 実践 
実践は，初年次の後期の情報学入門のプログラミ

ングを学習する授業で行なった．受講者数は	 	 	

85 名であり , テストは e-Leaning の教材を用い
WEB上で実施した．  

 
4. 結果と考察 
結果については,まず繰り返し構造の学習におい

て最初に FOR文の 1重構造のみ学習をした場合は, 
表１の通りとなる． 

 
	 表１	 [テスト(1)]における FOR文の正答率(%) 
 
 
 
 
 

 FOR 文１重に関しては、音によるタイミングの
提示を行わなくても正答率が高いともいえる。一方

で、一重に関して理解をしていても、二重、三重に

ついて応用して思考することはとても難解であるこ

とがみて取れる． 
 
	 表２	 [テスト(2)・(3)]の音によるタイミング 
     教示の実施前後の正答率（変数）の比較(%)	  

	  
	  
   
 
 
	 次に表２に,音によるタイミング教示前後の正答
率の比較を示す．FOR 文二重,三重については,音に
よるタイミング教示実施後に、正答率が 20%近くも
上昇することが確認された．このテストで使用した

WEB 課題は,授業では使用していないもので、また
授業では定数しか取り扱っていない． 
 

 表３	 [テスト(4)]における正答率（定数・変数） 
	 	 	 	 	 	 	 	 の比較(%) 

 
 
 
 
 
また,最終回における定数及び、変数のWEBによ

るテスト結果は表３の通りとなった．定数の課題に

ついては 3 重も含めて 9 割近い正答率にもなった。
一方で、変数については、音によるタイミング教示

の授業直後に行った正答率とほぼ変わらず知識が定

着している様子が見られた． 
	 これらの結果から，提案した教育プログラムは，

体験的理解を促すものとして，一定の効果が示唆さ

れたと考えられる．今後,変数による理解、特に 3次
の構造についての理解に、音以外のものを取り入れ、

認知的負荷を軽減することにより理解が促進するよ

うな教材を検討していく予定である． 
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ビジュアルプログラミングと論理力の養成を併用した授業実践報告 
 

 
Practical of Education Using Visual Programming and Training of Logic Skills 
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あらまし：筆者らは，これまでにプログラミング的思考力を育成することを目的に，初学者を対象とし

たプログラミング教育の中で，ビジュアルプログラミング環境を用いた授業を実施してきた．この中で，

プログラミング的思考力について一定の評価を得た．しかし，に関すると算数の作問学習ツールを併用

した教育を実践してきた．作問学習ツールでは，算数の概念を「作問」という方法で，思考する力を養

成した．結果，一定の学習効果が見られた．本年度はより思考力を養成することを目的に，論理の三角

形を利用した論理力養成ツールを利用した授業を実践した．本稿ではこの授業について報告する． 
キーワード：プログラミング的思考力，プログラミング教育，作文学習支援，論理トレーニング 

 
 
1. はじめに 

2020年度から小学校で実施されるプログラミン
グ教育の目的の一つとして，「プログラミング的思

考力の育成」が挙げられている(1)．これは「自分が

意図する一連の活動を実現するために，どのような

動きの組合せが必要であり、一つ一つの動きに対応

した記号を，どのように組み合わせたらいいのか，

（中略）といったことを論理的に考えていく力」と

ある．これは「プログラム」というツールを用いて

は論理的思考力を育成するものと捉えることができ

る．このことから，プログラミングに限らずすべて

の教科でプログラミング的思考は必要なものである． 
筆者は長い間，プログラミング的思考力を育成す

るための授業を試みてきた．しかし，近年になり顕

著にプログラミング的思考力の養成が困難になって

いた．そこで，プログラミング的思考を身に着けさ

せるため，2014年度からビジュアルプログラミング
環境「AT」（以下「AT」とする）を用いた授業を
実施している(2,3)．この中で，一定の学習効果が得ら

れたものの，プログラムに限定的であったことは否

定できない．これは，ATを利用したとはいえ，プ
ログラム言語特有の文法や動作概念を理解しなけれ

ばならならず，プログラミング的思考を養成するこ

とに困難を感じていた．そこで，2016年度より，学
習者にとって把握可能な課題であり，かつ，プログ

ラミング的思考を要求し，さらに，学習者にある程

度負荷のかかる難易度の課題として，算数文章題の

作問学習ツールである「モンサクン」を採用した(4)．

その後，本年度はプログラミング力にも必要であり，

プログラミング的思考力に必須の「論理的思考力」

を育成することを目的に，論理力育成のトレーニン

グツールを利用した授業を実践した．  
本稿では，プログラミングの授業内でこのツール

を用いた実践内容を報告する． 
 

2. 論理トレーニングツールの概要 
本稿で用いた論理トレーニングツールは，論理の

構造を情報の構造として表現するモデルの一つとし

て知られている Toulmin モデル(5)，その中でもしば

しば簡略化版として用いられる「根拠」「理由づけ」

「主張」の 3 つの要素で構成されるモデル（この 3
要素 に簡略化された Toulmin「三角ロジックモデル」
とする）を用いて，この三角ロジックモデルで表現

された論理構造を学習者が操作的に組み立てること

ができる演習環境を設計・開発されている（6）．この

環境は，キットビルド方式（7）を採用することで，学

習者が作成した論理構造の診断と診断に基づくフィ

ードバックが行えるようになっている．  
 

3. 実施概要 
3.1 実施目的 
論理トレーニングを授業で採用した目的は，学習

者自身が解決すべき課題を提示し，解決していく授

業形態をとったことによる．これにより，学習者は

「課題の提示」—「提示した課題を解決するための道

筋（設計）」—「実現」の 3つの段階を設定する必要
がある．これまでに学習者は「課題の提示」および

「設計」段階の経験がない．また，「実現」するた

めにも，論理的思考力が求められる．そこで，事前
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に論理力のトレーニングを実施する必要があると考

えた．また，論理力のトレーニングを実施すること

で，プログラミング的思考力の育成にもつながると

考えたためである．  
3.2 対象授業 
本稿で対象とする授業は，2018年度前期に A大学

で開講されている「プログラミング初級演習 2（以
下「初級演習 2」とする）」である．この授業の履
修者は，1年生後期に「プログラミング初級演習 1
（以下「初級演習」）とする」プログラミング教育

（ATでのプログラミング的思考の教育と C言語に
よるプログラミング言語の教育）を受けているもの

の，プログラミング言語の文法やデータ構造・制御

構造についての理解が不十分であり，アルゴリズム

を組み立てることが不十分な学生が多くを占める．

履修者数は 76名おり，再履修者が 47名，2年次は
29名である．  
3.3 実施内容 
学習者の多くがプログラミング言語の理解が不十

分であり，プログラムを組み立てること（アルゴリ

ズム力）が不十分なことから，授業の前半では AT
を用いてプログラムの基本的な構造を学習した．こ

の段階（第 4,5,6回授業）で，論理トレーニングツー
ルを利用した．論理トレーニングツールを大学生で

ある学習者が実施する際に，トレーニング内容が「国

語力」にも重なる部分があるため，「プログラミン

グには論理力が必要である」旨を説明し，プログラ

ミングの課題に入る前の「頭の準備運動」という位

置づけで実施した． 
授業後半は，PBL（Project Based Learning）とし，

Wi-Fiを用いて外部ハードウェアを制御することを，
ATを用いて実践している．外部ハードウェアを制
御する対象は，3色 6つ LEDである．これら 6つの
LEDをどのように点灯させるか（点灯順や LEDの
明るさの制御など）をグループごとに考え「設計」

する．その後，ATで設計した LEDの点灯方法を実
現する．後半の授業に入る段階で，もう一度論理ト

レーニングツールを利用（第 9回授業）し，さらに
利用したツールがこの課題と関係が強いことを説明

する．  
 

4. 評価予定の内容 
現時点で授業実施中であるため，今後，評価予定

を記す．まず，論理トレーニングツール自体の有効

性の評価を実施する．すでに，プレテストは実施し

ており，今後ポストテスト実施することから，論理

トレーニングツール自体の評価は可能である．合わ

せて論理トレーングツールが，プログラミングに及

ぼす影響について，授業で実施しているプログラミ

ング力に関する試験とツールの実施状況とを合わせ

た分析を行う． 
 
 

5. 今後の展望 
本稿で対象とした授業の学習者の中には，初級演

習 1で「モンサくん」を利用した学生が 31名，利用
していない学生が 35名いることから，算数の作文学
習が論理力に及ぼす影響を再検証することが可能で

ある．さらに，「モンサくん」「論理トレーニング

ツール」「AT」3つのツールが，互いに影響を与え，
それが学習効果として現れることを評価するための

分析方法について検討していきたい． 
 

謝辞 
本研究は JSPS 科研費 26350284，15K01023の助成
を受けたものです. 
 

参考文献 
(1) 文部科学省, 小学校段階におけるプログラミング教

育の在り方について, 平成 28年 6月 16日
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/122/
attach/1372525.htm”，（2018年 5月 30日アクセス） 

(2) 小林慶, 國宗永佳, 香山瑞恵, 新村正明：“アルゴリズ
ム的的思考法教育を支援するビジュアルプログラミ

ング環境の開発”， 教育システム情報学会研究報告，
Vol.27，No.4， pp.3-8（2012） 

(3) Nao Kono, Hisayoshi Kunimune, Tatsuki Yamamoto, 
Masaaki Niimura : "Development and Evaluation of 
Functions for Elementary/Secondary Programming 
Education The Visual Programming Environment "AT"", 
International Journal of e-Education, e-Business, 
e-Management and e-Learning, vol.7, no.1, pp.13-23, 
（2017） 

(4) 山本樹，林雄介，平嶋宗：”算数文章題の作問学習ツ
ールを用いたプログラミング的思考活動のための教

育についての検討”，日本教育工学会第 33回全国大会
論文集（2017） 

(5) Toulmin，S.E:The uses of argument，Updated Edition，
Cambridge:Cambridge University Press(First 
published:1958)(2003)． 

(6) 北村拓也，長谷浩成，前田一誠，林雄介，平嶋宗：”
情報構造オープンアプローチに基づく三角ロジック

モデルの操作としての論理演習の設計開発”，1F3-2，
第 31回人工知能学会全国大会（2017） 

(7) Hirashima，T.， Yamasaki，K.， Fukuda， H.， Funaoi，
H.: Framework of Kit-Build Concept Map for Automatic 
Diagnosis and Its Preliminary Use， Research and Practice 
in Technology Enhanced Learning ,pp.10-17(2015)． 

(8) 上島駿，國宗永佳，新村正明：”ビジュアルプログラ
ミング環境 ATによるWi-Fiを用いた外部ハードウェ
ア制御機能の開発”,教育システム情報学会第 42回全
国大会（2017） 

 
 

教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 140 ―



プログラミング的思考を評価するルーブリックの作成とその試用 
 

Development and Trial Use of Rubrics for Evaluating Programming Thinking 
 

西野 和典*1,  田中 太志朗*2,  近藤 秀樹*1,    
Kazunori NISHINO*1, Taishiro TANAKA*2, Hideki KONDO*1,  

山口 真之介*1,    大西  淑雅*1 
Shinnosuke YAMAGUCHI*1, Yoshimasa OHNISHI*1 

*1九州工業大学 
*1Kyushu Institute of Technology 

*2株式会社アラタナ 
*2aratana inc. 

Email: nishino@lai.kyutech.ac.jp 
 

あらまし：プログラミング的思考を評価するための記述式のルーブリックを作成した．作成したルーブリ

ックは，高等学校共通教科情報科で，「Scratch」でゲームを制作する授業の学習評価として試用した．そ

の結果，制作の結果であるゲーム作品だけでは読み取ることが難しい生徒の思考活動の状況をルーブリ

ックの記述内容から得ることができるなど，プログラミング的思考の評価手法として，ある程度有用であ

ることがわかった． 
キーワード：プログラミング的思考，ルーブリック，Scratch，ゲーム制作，高等学校情報科 

 
 
1. はじめに 
人工知能や IoT によって，世界は第４次産業革命

に突入しつつある．その大きな変革のうねりの中で，

世界的に教育の内容やあり方が議論されている．議

論の中では，21 世紀を生きる基盤能力として，情報

や情報技術を活用した問題解決力を育成する教育が

初等中等教育で重視されるようになり，コンピュテ

ーショナルシンキングを獲得するする教育として，

プログラミング教育が世界各国で展開されている． 
日本では，2013 年 6 月の「世界最先端 IT 国家創

造宣言」の中で，初等・中等教育段階からのプログ

ラミング等の IT 教育の推進が謳われ，将来どのよう

な職業に就くとしても，時代を超えて普遍的に求め

られる「プログラミング的思考」などを育むプログ

ラミング教育を小・中・高等学校を通じて充実させ

ることが求められている(1)． 
本発表では，プログラミング的思考を評価するた

めの記述式のルーブリックを作成し，高等学校共通

教科情報科で，Scratch でゲームを制作する授業の学

習評価として試用した教育実践について報告する． 
 
2. プログラミング的思考の評価方法 

2.1 プログラミング的思考 

文部科学省は，プログラミング的思考を「自分が

意図する一連の活動を実現するために，どのような

動きの組合せが必要であり，一つ一つの動きに対応

した記号を，どのように組み合わせたらいいのか，

記号の組合せをどのように改善していけば，より意

図した活動に近づくのか，といったことを論理的に

考えていく力」と定義している(1)．このプログラミン

グ的思考の定義やその特徴，さらにプログラムを初

めて学ぶ学習者を対象に短期間でプログラミング教

育を実施する必要性を踏まえ，本研究の実践では，

ブロック型のプログラミング言語である「Scratch」
を用いて作品制作を伴う授業を実践する． 
 

2.2 プログラミング的思考の評価方法 

プログラミング的思考に関しての評価基準や評価

方法については，議論や研究が進められている．そ

の研究の一つとして，小泉らによる評価基準の開発

がある(2)．小泉らは，学力の３観点のうち，思考力・

判断力・表現力の育成の観点からプログラミング的

思考の構成要素を「①動きに分ける(分割)」「②記号

にする(抽象化)」「③一連の活動にする(一般化)」「④

組わせる(アルゴリズム)」「⑤振り返る」「⑥論理的に

考えを進める」の 6 つに整理している． 
今回の実践では，「Scratch」を用いた作品制作を行

うが，「問題解決の過程で発揮される一連の思考活動

である」というプログラミング的思考の特徴と，プ

ログラミングによる作品制作という学習課題を考え

ると，制作後の作品評価や期末テストのような総括

的な評価より，学習者による毎時の振り返りと学習

改善を促すような形成的な評価が望ましいと考える．

また，総括的な評価では，作品制作の過程における

学習者の思考活動を読み取ることも難しい．そこで，

ルーブリックの評価規準の各段階の記述に対して，

その段階に到達した時点でその根拠を各自が記述す

る評価方法（以下，記述式ルーブリックと記す）に

取り組ませる． 
 
2.3. 記述式ルーブリックによる評価 

小泉らによる評価規準(2)を基に，今回実施する授

業に合わせて記述式のルーブリックを作成した．作

成したルーブリックの項目の一部を表 1 に示す． 
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表 1：評価基準と記述式のルーブリック（一部） 

 
3. 実践 
 佐賀県の A 高校からの依頼を受け，同高校の情

報科教員とアシスタント教員，さらに著者の研究

室の学生と ICT 支援を行う企業のサポートを受け

ながら，共通教科情報科の教育内容として次のよ

うなプログラミング学習を実施した． 
(1) 対象者 
 第 2 学年 3 クラス（38 人，38 人，42 人） 
(2) 目標 
 プログラミングの基礎を学習し，グループによ

る作品制作を行うなかで，問題解決のためのプロ

グラミング的思考を育成する． 
(3) 授業展開 

1～6 時：野球ゲームの制作を通じた「Scratch」
の基礎学習 

7～8 時：グループ（1 グループ 3･4 人で構成）

ごとに制作するゲームを構想・設計 
9～12 時：プログラミングによるゲーム制作 

(4) 学習評価 
2.3 で述べた記述式ルーブリックを試用してプ

ログラミング的思考を評価する． 
 
4. ルーブリックの試用と考察 
 記述式ルーブリックによる評価結果を表 3 に示

す．表 3 の「①動きに分ける」の結果より，評価

対象(101 人)のうち 41％の生徒がレベル 3 まで達

成することができたことがわかる．適切な記述が

見られた生徒の記述例を表 4 に示す． 
一方で，全体を通して記述が少ない生徒が多く

見られた．評価シートに取り組む時間が十分に確

保できなかったことや，評価シートへの取り組み

が授業の一部として定着しなかったことが原因で

あると考えられる．  

表 3：記述式ルーブリックによる評価結果 

 

表 4：記述式ルーブリックの生徒の記述例 

①

動

き

に

分

け

る

1. タコが動く 

2. プレイヤーが左右に動く 

ボールが下→上に動く 

3. タコがプレイヤーにあたったか判定する 

タコがボールにあたったか判定する 

4. スコアをふやしていく 

タコが小さくなる 

④

振

り

返

る

ボールがタコか画面の上端にあたったら，初期

位置に戻ってくるようにしたかったけれど，あ

たったところで止まってしまっていたので，ボ

ールの初期位置をプログラムに入れていなかっ

たのが原因であると考えて，「x 座標を１，y 座

標を−167 にする」を追加した． 

 
 表 4 の「①動きに分ける」に関する記述を見る

と，自分が制作するゲームにどのような動きや機

能が必要かを考え，それをゲームの流れに沿って

並べることができている．次に表 4 の「④振り返

る」に関する記述を見ると，意図した動きができ

なかった場合に，何が原因であるか，どうすれば

改善できるかを考えることができている． 
 これらの記述は，制作した作品からでは読み取

ることが難しい生徒の思考活動である．記述式ル

ーブリックの場合，自分の思考活動を書き出すた

め，プログラミング的思考の構成要素に該当する

思考活動ができているかを判別することができる． 
 
5. おわりに 
 本研究では，プログラミング的思考を評価する

ための記述式ルーブリックを作成し，実践・考察

を行った．実践では，制作された作品からは読み

取ることが難しい生徒の思考活動を示した記述が

見られた．  
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  段階１ 段階２ 段階３ 

 

 

 

 

① 

動 

き 

に 

分 

け 

る 

 

 

 

小泉ら

による

評価基

準 

既に経験済みの日

常生活や教科で既

習の内容につい

て，与えられた手

順を見て，既知の

事象が分解できる

ことに気付くこ

と． 

日常生活で経験した

ことや教科で学習し

た内容は，いくつか

のまとまりに分解で

きることに気付き，

自分なりの判断で分

解し，分解した内容

を書き出したり，他

者に伝えたりするこ

と． 

事象の階層構造に

気付き，階層に分

解した事象を書き

出したり，他者に

伝えたりするこ

と． 

 

作成し

たルー

ブリッ

クの基

準 

「野球ゲーム」や

制作した作品の全

体像は，いくつか

の動き・機能に分

割できると気づく

ことができる 

授業後半の作品制作

において，自分の作

りたい作品の全体像

を，いくつかの動

き・機能に分割する

ことができる 

授業後半の作品制

作において，いく

つかの動き・機能

に分割したもの

を，意図する全体

像を作る上で適切

な順序に並べるこ

とができる 

  段階 

1 2 3 

 

達

成

者

数

① 動きに分ける 69 48 41

② 記号にする  66 18 5 

③ 一連の活動にする 18 14 0 

④ 組み合わせる 79 13 2 

⑤ 振り返る 16 9 1 

⑥ 論理的に考えを進める 23 6 0 
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あらまし：平成 31 年度から釧路高専において複数分野教員の連携で行われる PBL 型演習（4 年次，複
合融合演習という）が実施される．同演習において筆者らが提案する演習テーマは，今後益々重要とな
る IoT を支える技術者育成を目的とし，複数分野の教員で授業チームが構成されることを利用して，IoT
技術における基礎事項を分野横断的に網羅した PBL 課題を提供できることが特徴である．本課題はセン
サ等の大量の情報（ビッグデータ）を効果的に活用するスキルを身に着けさせることが狙いであり，過
去にはない演習課題といえる．第 1 報では，演習（教育プログラム）の内容とその実施計画を述べた．
本稿では，各種センサモジュールのうち，カメラから得られた画像データの収集と蓄積方法ついて仮設
サーバーを構築し検証を行ったので報告する． 
 
キーワード：IoT, 技術者育成, ビッグデータ, PBL, 競争原理，協調学習, ジェネリックスキル, 教材 

 

 

1. はじめに 

第１報[1]で詳しく述べたが，釧路工業高等専門学

校では，平成 31 年度より分野横断的な共通教育によ

る PBL 型演習授業(以降，複合融合演習[2]と呼ぶ)を

4 年次通年の必修科目として週 4時間で実施する．

本授業では，複数分野の教員が一つの授業グループ

を構成し，特色ある演習テーマで授業を行う．筆者

らのグループで提供するテーマは，IoT 技術者育成

を目的としたもので，「IoT 創発型セルフドライビ

ングローバープロジェクト」(以降，本プログラムと

呼ぶ)というテーマ名である．これまで 筆者らは，

本プログラムの教材や計画中のカリキュラムに沿っ

て準備を進めていた．そのような中，本校の「第 4

次産業革命を推進する IoT 活用技術者の育成教育

プログラム（以降，育成プログラムと呼ぶ）」が，

平成 29 年度「“KOSEN（高専）4.0”イニシアティブ」

に採択されことを受けて，本プログラムをより充実

したものとするために，育成プログラムの内容との

連続性を考慮した授業内容となるように現在見直し

をおこなっている．具体的には，本プログラムで使

用する予定のマイコンボードは Intel 社の

Edison(Arduino 搭載)としていたが，育成プログラ

ムにおいて平成30年度から1年次と4年次の全員が

Raspberry Pi を授業で使用することが決まったため，

本プログラムにおいても Raspberry Pi(+ Arduio)に

変更することにした．特に 4 年次で予定されている

教育プログラムの授業では，Raspberry Pi からサー

バーへのデータの送信等を扱う内容となっており，

なおかつ複合融合演習の序盤で行われるため，本プ

ログラムではそこで得た知識を直ちにかつ存分に活

用することができる． 

上記のRaspberry Piとサーバー間のデータ送受信

については，H29 年度の卒業研究課題として仮設サ

ーバーを構築させて実際に試行した．その結果，本

プログラムの授業においてのレベル設定や問題点が

明らかとなったので本稿にて報告する． 

 

2. 教育プログラムの概要 

筆者らの教育プログラムの教材としてローバー

（自動車）の作成を取り入れる．本プログラムでは

意欲的に演習課題に取り組む動機付けができるよう

に，コンテスト（レース）を取り入れたカリキュラ

ムとする．演習は３～４名程度のグループを構成し，

そのメンバーが協力してコンテストに向けたローバ

ーの制作を行う．ローバーに各種センサやウェブカ

メラを搭載することで，それらから得られるセンサ

情報や周囲の環境情報を活用して，車を遠隔で制御

し競技コースを早く正確に走行できるようにする．

なお本プログラムでは演習内容を基礎，応用，発展

の 3 つのレベルに分けて段階的に知識レベルが向上

するように設定している．応用レベルまではモータ

制御，センサ信号取得，プログラミングの基礎を，

発展レベルで時間をかけて IoT 技術としての通信，

ネットワーク等の要素を学習する． 
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3. ローバーの構成 

改良型のローバーのイメージを図１に示す．ロー

バーには，距離センサ（超音波，PSD），加速度セン

サ，ジャイロセンサ，ウェブカメラを搭載する．カ

メラ以外のセンサデータの取り込みとモータ制御用

のマイコンとして Arduino UNO(以降，単に Arduino

と呼ぶ)を用い，カメラ画像の取得と，これを含めた

各種センサデータのサーバーへの送信用マイコンと

して Raspberry Pi Zero W(以降，単に Raspberry Pi 

と呼ぶ)を用いる．なおその際，図１にあるように，

両者の信号電圧レベルの相違から，レベルコンバー

タを介した通信となる．このように切り分けた理由

は，ローバーの制御部分とデータの送受信を全て

Raspberry Pi で行うと，若干プログラムがわかりに

くくなり，プログラミング初心者にはやや困難と思

われるからである．ただし，画像データの通信速度

の問題からウェブカメラは，Raspberry Pi に接続す

ることとした． 
 

4. センサデータのサーバーへの蓄積 

はじめに，本プログラムで構築を目指すシステム

を図２に示す．各チームのローバーからセンサデー

タおよび画像データが Wi-Fi 経由でサーバーに送信

される．サーバーに蓄積されたデータは各チームの

PC に取り出すことができる．また，PC からローバー

へ制御信号を送信する．H29 年度は Raspberry Pi か

らサーバーへの画像データ送信（図３参照）部分に

ついて卒業研究テーマとして試みた．このことにつ

いて以下に述べる． 

サーバーには Windows OS のマシンに Apach HTTP  

Server をインストールしたものを使用する．サーバ

ーと Raspberry Pi との通信は，Raspberry Pi に搭

載されているWi-Fiモジュールを介してHTTPプロト

コルを使用して行う．Raspberry Pi からのデータの

送信は POST リクエストによって行う．サーバーへは

複数のローバーからのデータが送信されるため，各

ローバーのRaspberry Piに割り振られたMacアドレ

スを用いることでローバーの判別を行った．カメラ

画像の取得は Raspberry Pi にインストールされた

OpenCV モジュールの Video Capture クラスを利用し

た．サーバーへの送信は各ローバーの MAC アドレス

を 取 得 し ， MAC ア ド レ ス と 画 像 を

multipart/form-data 形式としておこなった．当形

式は複数種類のデータを一度に扱える形式であり,

主に HTML フォームで使われ,データ長やデータ形式

などの情報も同時に埋め込まれて送信される.サー

バーでは，Raspberry Pi から画像データと共に同時

に送信された ID を名前としたフォルダを作り,そこ

に画像データを保存する．画像データのファイル名

は受信した日時を元に付ける.また，サーバーに送信

されたデータに応じてPHPスクリプトでHTMLページ

を動的に生成することで，サーバーに送信されたデ

ータをブラウザから閲覧することが可能である．以

上の取り組みから，ローバーとサーバーとのデータ

送受信の部分については，通信プロトコルやデータ

形式，プログラミングになじみが薄い学生にとって

はハードルが高く，本来の教育プログラムの目的を

見失う危険性が高いと判断した．そこで，プログラ

ムは予めテンプレートのようなものを準備しておき，

そこに必要な事柄を付け足す程度で目的のプログラ

ミングが完成できるようにすることとした． 

 

5. まとめ 

画像データのサーバーへの送信について検討をお

こなった．その結果，当該部分については，予めテ

ンプレートのようなものを準備しておく必要がある

ことがわかった．今後はセンサデータ送信，PC から

のローバー制御信号の送信等を検討する必要がある． 

 

参考文献 
[1] 千田和範他,IoT 技術者育成のための PBL を用いた教

育プログラムの開発,第 42 回教育システム情報学会全国
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[2] 例えば，四ツ柳隆夫他，15 歳から学士水準までの高

専学生に対する複合融合型創造性教育，工学教育（J. of 

JSEE）, 54-2, pp.62-68(2006) 
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物理的インタフェースを用いた経路制御学習のための 

「ルータ」教材開発に関する研究 
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 for Network Routing Control Using Physical Interfaces 
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*1広島大学教育学研究科 
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あらまし：情報通信ネットワーク技術の学習の問題点として，適切な教材が無いことが挙げられる．加え

て，情報通信が目に触れないところで働いているため，動作を直接見ることができないことも学習を難し

くしている．そこで我々は，物理的インタフェースを用いた情報通信 IP アドレス学習教材の開発を行っ

ている．本研究では，Raspberry Pi を用いた経路制御を直感的な操作で行うことのできる「ルータ」を

考案した． 

キーワード：経路制御学習，ルータ，Raspberry Pi 

 

 

1. はじめに 

現行の学習指導要領では，中学校技術・家庭科（技

術分野）および高等学校情報において，ネットワー

クの仕組みについて学ぶ内容が含まれている(1)(2)．

ネットワークを学ぶには，実際にネットワークを構

築することが，最も良い学習方法である．中学校や

高等学校においてネットワーク構築の演習を行うこ

とを考えると，実機のルータや Linux を設定するの

は，中学生や高校生とっては敷居が高いと考えられ

る．我々は，中学校や高等学校で利用できる，ネッ

トワークを学ぶための良い教材が無いと考えた． 

一方で，社会のインフラであるネットワークは，

我々が通常目にしないところで働いているため，ネ

ットワークに対する実感が乏しくなっており，ネッ

トワークの仕組みを学ぶ際に具体的なネットワーク

がイメージできず，学習を難しくしていると考えた 

そこで我々は，物理的可視化と物理的なインタフ

ェースを用いた直接操作というコンセプトを提案し，

ネットワークの動作を，フルカラーLED テープを用

いて物理的可視化し，IP アドレスの設定を，ボタン

とダイヤルを用いて物理的直接操作で実現した IP

アドレス学習教材を既に開発した(3)(4)． 

本論文では，既に開発した教材を基に，IP アドレ

スの設定やネットワークの動作の確認だけでなく，

物理的可視化と物理的直接操作による経路制御の学

習を行えるような「ルータ」教材を提案する． 

 

2. IP アドレス学習教材 

我々は，既にボタンとダイヤルを直接操作するこ

とで IP アドレスを設定し，pingによるネットワーク

の疎通を，フルカラーLED テープが IP アドレスに

よって異なる色の光の軌跡を表現することで物理的

可視化し，ネットワーク上の通信を直感的に理解で

きる IP アドレス学習教材を開発した．開発には，シ

ングルボードコンピュータである Raspberry Pi を用

い，教材はネットワークを構成する要素であるルー

タおよび端末である．開発した教材を図 1 に示す． 

 

 
図 1：開発した教材 

 

フルカラーLED テープは，フルカラーLED が図 2

のようにテープ状に連なったものである(5)．5V，

GND，PWM 信号の入力端子といった 3 つの端子が

あり，5V と GND を電源に，PWM 信号の入力端子

を RaspberryPi に接続することで使用できる．PWM

信号のみでフルカラーを制御でき，LED 一つ一つを

個別に制御できる． 

GRB の順に各色 8bit で 1 モジュール当たり 24bit

のデータを決められたタイミングで信号を入力する

ことでデータを送信する．連結して使用する場合，

RaspberryPi から近い側のモジュールのデータから

送信し，50µs 以上 LOW が続いた場合，全モジュー

ルでデータが確定し LEDへの出力へ反映される．(4) 

RaspberryPi で使用する場合，フルカラーLED テー

プを制御するためのライブラリ“rpi_ws281x”を利

用することで簡単に制御することができる． 

ping送信時に，送信先から帰ってくるタイプ 0 の

ICMP メッセージを解析し，LED テープが pingの送
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信側から受信側に向かって光が流れるように正方向

の光の軌跡を表現し，ping 受信時は，ping受信時に

受け取るタイプ 8 の ICMP メッセージを解析し，同

様にpingの送信側から受信側に向かって光が流れる

ように逆方向の光の軌跡を表現するようにフルカラ

ーLED テープを制御し実装した． 

フルカラーLED テープとダイヤルとして使用し

た DIP ロータリースイッチをそれぞれ図 2，3 に示

す． 

 

 
図 2：フルカラーLED テープ 

 

 
図 3：DIP ロータリースイッチ 

 

3. 経路制御学習教材 

新しく提案する経路制御学習教材では，既に開発

した IP アドレス学習教材と同様に，ボタンやダイヤ

ルによる物理的直接操作で IP アドレスの設定に加

え，経路表の設定も行えるようにする．そして，フ

ルカラーLED テープによるネットワークの動作は，

ルータがパケットを中継する流れを，それぞれの

LAN ケーブルに対応したフルカラーLED テープを

制御することで，物理的可視化する． 

3.1 ダイヤルとボタンによる経路表の設定 

経路表の設定は，IP アドレス学習教材同様にボタ

ンとダイヤルを用いて行う．経路表の設定に必要な

宛先ネットワークアドレスやゲートウェイアドレス

は IP アドレスの設定と同様に，2つの DIP ロータリ

ースイッチで指定し，それぞれのアドレスに対応し

たボタンを押すことで設定を保存する．設定の保存

が完了したら，それぞれのインタフェースに対応し

たボタンを押すことによって設定を送信し，経路表

の設定を行う．これにより，ボタンとダイヤルを用

いた物理的直接操作で，IP アドレスの設定と経路表

の設定が一つのルータ教材で行えるようになる． 

3.2 フルカラーLED テープによる物理的可視化 

 既に開発した IP アドレス学習教材では，traceroute

コマンドの原理を利用し，ネットワークの経路を，

LED を用いて物理的に可視化する traceroute 機能が

実装されている．本研究では，より直感的に理解で

きるように，フルカラーLED テープを用いてネット

ワークの経路の物理的可視化を行う．フルカラー

LED テープはそれぞれの NIC から出ている LAN ケ

ーブルに取り付け，パケットの流れがフルカラー

LED テープで表現できるようにする． 

Raspberry Pi はパケットキャプチャにより得られ

たパケット情報から宛先アドレスと，送信元アドレ

スを抜き出す．抜き出した情報と経路表を照らし合

わすことで，パケットがどの NICへ送られてきたパ

ケットか，そして，どの NICから送信するべきパケ

ットかを判断する．送られてきた NICに繋がったフ

ルカラーLED テープを逆方向に流れるように制御

し，送信するべき NICに繋がったフルカラーLED テ

ープを正方向に流れるよう制御する．それにより，

ルータによるパケットの転送の流れを表現すること

ができる．また，それぞれのネットワークアドレス

ごとに異なる色にしてフルカラーLED テープを表

現することで，ルータを介して異なる色にフルカラ

ーLED テープが変化することになり，異なるネット

ワークにパケットを中継しているルータの役割をよ

り直感的に実感できるようになる． 

 

4. おわりに 

本論文では，物理的インタフェースを用いた経路

制御学習のためのルータ教材の考案を述べた．ルー

タ教材を用いた実験により，ネットワークに重要な

IP アドレスと経路表の設定が，物理的インタフェー

スであるボタンとダイヤルを用いて設定することが

でき，ルータの機能である異なるネットワークへの

パケットの転送を，フルカラーLED テープを用いて

物理的可視化することができる．それだけでなく，

経路の選択や切り替えなどの経路制御実験を行うこ

とができ，様々な経路制御技術を，教材を用いて直

感的に実感することができる． 

今後は，教材案をもとに，Raspberry Pi に回路とプ

ログラムを実装し，教材の完成を目指す．そして，

中学校技術科や高等学校情報科において開発した教

材を用いた授業実践を行い，評価を行うことを考え

ている． 
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あらまし：本研究では，情報通信ネットワークにおけるプロトコル学習教材を，利用者の利便性を意識し

て改良することを目的としている．そのために，教材を構成するデバイスの統合と通信方式の変更を行い，

教材実行環境の汎用化を図った．本稿では，既存教材の概要と，改良に関しての課題を述べたうえで，ビ

ット同期・キャラクタ同期を扱った学習教材の改良の成果について述べる．  

キーワード：ネットワークプロトコル，教材開発，学習支援，ビット同期，キャラクタ同期 

 

1. はじめに 

社会の情報化が進み，情報及び情報機器等の活用

が社会生活に必要不可欠な基盤として発展する中，

これらを活用して高い付加価値を創造することので

きる人材の育成が求められている．これに伴い，高

校では各学科に共通する情報科目が設けられる(1)な

ど，情報を学習することの重要さが増している．ま

た，情報教科の教育の質を高める鍵は，実習教材を

使用した授業を行えることである(2)と，体験的な学

習を可能にする教材の必要性が指摘されている．実

際に，情報科目において，情報通信ネットワークに

ついて体験的に学ぶための教材開発や，実習演習を

行ったという報告がある(3,4)． 

本研究において，村松らは高校生のプロトコルに

関する知識が乏しいことを明らかにし，山本らは体

験的な学習を行うための高校生を対象としたネット

ワークプロトコル教材を開発し，高校での実験授業

での教材評価を行った(5)．また，これまでに教材運営

者および授業者の利便性を意識した教材の拡張を行

ってきた(6)．本稿では，本研究における既存のビット

同期教材とキャラクタ同期教材について，主として

学習者の利便性向上を目的に，教材を改良した成果

について述べる． 

 

2. 既存教材の概要 

本研究で開発した教材はプロトコルの基礎概念理

解を目的としている．ここでは，ビット同期教材と

キャラクタ同期教材に着目する．ビット同期とは，

送信機が送信した 1 ビットずつのデータを，受信機

がそのままビット列として受信する処理のことであ

る．キャラクタ同期とは，複数ビットを一まとめと

したビット列を，文字コード等の意味のある情報と

して送受信する処理のことである． 

2.1 教材構成 

本教材は，教員が持つ送信機器 1 台と学生が各自

で持つ受信機器から成る．送・受信機器双方の通信

機に Arduino Uno を，操作端末に PC を用い実装し

た．通信機の Arduino Uno 間で Zigbee による無線通

信を行い，データの処理を Arduino Uno に接続した

PC 上の Processingで行う構成である．通信機に関し

て，ビット同期用の教材とキャラクタ同期用の教材

は別の Arduino Uno で運用することとしている． 

2.2 教材の利用 

教材の利用には事前準備としてすべての PC に対

して Arduino ドライバのインストールを行う．利用

者は PCと通信機を接続し，COM ポート番号の確認

をする．学習する教材実行ファイルを開き教材画面

上で COM ポート番号を入力して学習を開始する． 

2.3 既存教材の問題点 

① 学習者は授業内容ごとに通信機と教材の実

行ファイルを変更する必要があり，どの通信

機を使うかの混乱や，使用する通信機の間違

いによる誤動作を引き起こす可能性がある． 

② 学習者は，通信機を接続するごとに COM ポ

ート番号の確認が必要となる． 

③ 各 PC で事前準備として Arduino のドライバ

インストールをする必要がある．高校授業で

の使用を想定した場合，使用する PC は多数

になるため準部負担が大きなものとなる． 

 

3. 学習教材の改良点 

問題点の解消と学習者にとっての利便性向上を目

的に受信機器の改良を行った．改良後の教材構成を

図 1に，改良後の受信機器を図 2にそれぞれ示す． 

3.1 通信機の統合 

問題点①の解消のために，ビット同期とキャラク

タ同期で使用する通信機を 1 つに統合した． 

3.2 通信方法の変更 

問題点②③の解消のために，通信機と操作端末間
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の通信をシリアル通信から，キーボードエミュレー

ションによるキーボード入力へ変更した．これによ

り，COM ポートの確認が不要となった．また通信機

は操作端末からキーボードとして認識されるため

Arduino ドライバのインストールは不要となった．

キーボード入力を可能にするために通信機の

Arduino Uno を Arduino Leonardo に変更した． 

3.3 教材実行ファイルの統合 

問題点①の解消のために，一つの実行ファイル内

で学習内容（ビット同期とキャラクタ同期）を選択

できるようにした． 

3.4 Unityでの教材開発 

Unityで教材開発を行い．操作用端末として多様な

OS の端末を使用できるようにした．学習者は自身が

所持する端末を用いて学習することができる．動作

可能 OSは，Android と Windows である．すなわち，

学習者自身が所有する携帯電話上での利用が可能で

ある． 

 

4. 改良教材の使用方法 

 学習者が使用する端末に教材の実行ファイル（ア

プリ）をインストールし，通信機を接続する．教材

アプリを実行することで学習を開始できる． 

ビット同期教材では，送信機器で送信するシリア

ルデータの設定（0,1から成るビット列の指定，周期，

ゆらぎの有無）を行う．受信機器では，受信したシ

リアルデータをサンプリングする周期と位相の設定

を行うことで，受信したビット列が表示される． 

キャラクタ同期では，送信機器で送信する文字列

と SYN コードの設定を行うことで，文字列を ASCII

コードに変換したビット列と SYN コードが送信さ

れる．受信機器では，受信したビット列が表示され

る．SYN コードの設定を行い，データの受信開始位

置を指定することで，8 ビット単位でビット列を

SYN コードや ASCII コードに変化し表示する． 

 

5. 考察 

5.1 運用面の利便性 

3.2 節の通信方法の変更により，操作端末への

Arduino ドライバのインストールが不要となったた

め，運用者の事前準備が軽減されたと考える． 

また 3.4 節の Unity での教材開発により，操作端

末に必ずしも PC を使用する必要はない．学習者の

所持するスマートフォンを用いることで，PC室など

の環境でなくても教材の運用が可能になると考える． 

5.2 使用面の利便性 

3.1節の通信機の統合により，学習者は学習内容ご

とに通信機器の変更をする必要がなくなり，どの通

信機を使うかの混乱や，使用する通信機の間違いに

よる誤動作を引き起こす可能性がなくなったと考え

る．3.2節の通信方法の変更により，COM ポートを

使用しないため，COM ポート番号の確認が不要とな

った．また 3.3節の教材実行ファイルの統合により，

学習内容を変更する際に，別の実行ファイルを開き

なおす必要がなくなった．以上により，学習者は教

材を使用する際に，学習外の操作に気をとられるこ

とがなく，学習に集中できるようになったと考える． 

 

6. おわりに 

 本稿では，ビット同期・キャラクタ同期教材につ

いて，教材実行環境の汎用化と問題点の解消を目的

とした改良の成果について述べた．今後は，本教材

を用いた実験授業を行い，改良の評価を行う． 
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図 1 改良後の教材構成 

 

図 2 改良後の受信機器（画面はビット同期） 
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あらまし：本研究では，「情報の符号化」教材:Let's Go! Go! マジカル・スプーンを，IoT環境での利用を

意識して，改良することを目的としている．そのために，教材基板の汎用化，クラウドを利用した情報の

送受信機能の実装，ソフトウェア・シミュレータの改良を行った．本稿では，既存教材の概要や利用方法

等を述べ，改良に際しての課題を示した上で特にソフトウェア・シミュレータについて，教育効果の向上

のための改良点・新規開発点について述べる．  

キーワード：ソフトウェア・シミュレータ, IoT, 符号化, 教材, 学習プログラム, 情報の科学 

 

 

1. はじめに 

近年，IoT(Internet of Things)への注目が高まってい

る．IoT とは「モノのインターネット」のことであ

り，従来情報発信の主体であったヒトではなくモノ

自体が情報発信の主体になるしくみをさす．本研究

では，「情報の符号化」に関する既存教材:Let’s Go 

Go! Magical Spoons(以下，MS と称す)(1,2)を，IoT 環

境で対応したものに改良することを目的としている．

本研究ではこれまでに，教材基板の汎用化やクラウ

ドを利用した送受信機能の実装を行った(3,4)．本稿で

は，MS の概要と，改良に関しての課題を示した上

で，ソフトウェア・シミュレータ(以下，シミュレー

タ)の改良の成果について述べる． 

 

2. 既存教材の概要 

本章では，既存教材の機能，利用フローを述べた

後で，シミュレータの問題点を示す． 

2.1 機能 

本研究での対象教材である MS は，情報処理にお

ける符号化を体験的に学ぶための学習プログラムで

ある．本プログラムの主たる特徴は 3 点ある．1 点

目は，利用者自ら飛行船を操作するためのコード体

系(以下，コードセット)を設計することにより，ソ

フトウェア設計者の立場で情報処理に関わることで

ある．この際，3 ビットで表現される状態やパリテ

ィビットの概念を学習する．さらに，自ら設計した

コードセットで本物の飛行船を操縦することで，納

得を伴う学習項目の理解が得られることを期待する． 

2 点目は，飛行船を実際に飛ばす際に，利用者が

情報システムにおける処理論理の制御動作の一部

(同期符号列生成・飛行船位置センシング・発信符号

決定)を代行することである．これにより，ヒューマ

ンエラーや情報伝達の課題解決を体験する． 

3 点目は，利用者が実世界を対象とした情報処理

を経験することである．ソフトウェアによる仮想世

界での飛行船操縦とリアル世界での操縦の両方を経

験することで，両者の違いを実体験でき，さらに実

世界における例外対策の必要性への認識が得られる

ものと期待する． 

2.2 利用フロー 

まず，利用者は飛行船制御用のコードセットを教材

画面より設計する．そして，そのコードセットをシ

ミュレータを介して MB に登録する．この時，登録

されるコードセットは，8 種の飛行船動作(上昇・下

降・前進・後進・右旋回・左旋回・停止・停留)を表

現するための 3 ビットとの符号と 1 ビットのパリテ

ィビットで構成される．次に，利用者が自ら想定し

たタイミングで，コードセット内のコードに対応す

るよう金属スプーンを叩くことで，MB に操作指令

を送信する．この時，MB 上の超音波センサにより

スプーンで表現された指令(スプーン指令)が感知さ

れる．そして，MB は受信したスプーン指令に対応

する飛行船動作を，登録されているコードセットに

より決定する．MB はその飛行船動作を，シミュレ
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ータや飛行船実機に送信する．  

2.3 問題点 

既存教材のうち，シミュレータの問題点を以下に

示す．既存のシミュレータは，プロペラの動きと飛

行船動作コードの対応を確認するためのインタフェ

ースであるため，視点が飛行船後部からの第 3 者視

点に固定されている．また，利用者が実際にシミュ

レータ上の飛行船を操作する際，プロペラは動くが，

背景に変化はなく，実機操作の際の運用イメージと

合わなかった． 

 

3. シミュレータの改良 

本章では，シミュレータ画面と飛行船動作コード

の登録用 GUI の改良点について述べる． 

3.1 シミュレータ画面の改良 

図 1 に改良版シミュレータの画面例を示す．前章

で示したシミュレータの問題点を解決するにあたり，

実世界の地図を利用することで，実機操作のイメー

ジと合うようにした．今回は，3D 地図作成オープン

ソースの Cesium(5)を利用することとした．  

この Cesium を利用したシミュレータを実現する

ことで，背景が 3D の実世界の地図上に飛行船が配

置される．そのシミュレータと改良版 MB とを接続

することにより，スプーン指令に対応して飛行船が

3D の地図上を動くようになる．  

改良版シミュレータの新機能は主に 2 点ある．1

点目は，実世界の地図を利用することで飛行船を配

置する地名を指定できるようになったことである．2

点目は，シミュレータ視点を変更できることである.

今回は，飛行船の操縦席からの視点と，空中から飛

行船を見下ろす視点の 2 つの視点を実現した．この

機能により，利用者は教師により設定された課題状

況に応じた様々な視点から飛行船や地図を確認する

ことができ，更なる現実感の提供が期待できる． 

これらの機能の利用した学習課題例として，飛行

船のフライト開始地と目的地を指定することが考え

られる．具体的には，「新宿駅から東京駅まで，実際

の道路に沿って飛行船を移動させよう」などである．

この場合，利用者はまずフライト開始地点を新宿駅

上空に指定する．そして，どのような経路を選択す

れば，東京駅にたどり着けるのかを考えさせた上で

実際に操作させる． 

3.2 コード登録 GUIの改良 

図 2に改良版のコード登録GUIを示す.既存のGUI

からの主たる 2 つの改良点を示す．1 点目は，動作

コードに対応する数値の表示方法である．既存の登

録画面では動作コードに対応した 16 進数表記のみ

の表示であったが，これに 2 進数と 10 進数を追加し

た．それにより，利用者の進数に対する関連知識と，

動作コードに対応した数値の認識を補助できること 

を期待する．2 点目は，パリティに関するパラメタ

設定機能である．既存のパリティ設定は，偶奇のパ

リティどちらかを設定できた．今回はこれに「パリ

ティなし」という選択肢を新たに加えた．これによ

り，パリティの必要性に関する理解補助を期待する． 

 

4. おわりに 

本稿では，MS の概要と改良に関しての課題を示

した上で，シミュレータの改良の成果について述べ

た．  

今後は，教材の汎用性や拡張性を意識して，教材

基板の改良や遠隔操作を実現する際に利用するクラ

ウドサービスと，複数台同時利用に用いるゲートウ

ェイの検討をしていくことで，より IoT 環境での対

応を意識した改良を図り，教育実践を目指す． 
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図 1:操縦席視点でのシミュレータ画面 

 

図 2:コード登録 GUI 
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中学校における学習・行動の評価としての通知表所見の分析 
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あらまし：通知表の所見は，仮に経験があっても現場の教員にとって非常に負担の大きい校務である．そ

こで筆者らは教員の通知表所見記述支援を目指し，所見の特徴単語抽出をするなどの分析をしてきた．し

かし，そのほとんどは小学校の通知表所見が対象で，中学校での所見はほとんど分析してこなかった．今

回，中学校の通知表所見を分析し，小学校の場合と同じように所見の記述支援に向けての分析結果を報告

する． 

キーワード：中学校，通知表，テキストマイニング，教師教育，学習行動評価 
 
 
1. はじめに 
著者らは小学校における通知表所見の記述支援を

目指し（1）～（10），自分が所見で多用する単語や自分以

外の他の教員が多用する特徴単語をその教員に提示

することで，所見の記述支援の可能性が示唆された
（6）． 
しかし，中学校の通知表の所見についてはデータ

が入手困難であったこともあり，ほとんど分析をし

てこなかった．中学校では教科担任制であるため，

小学校担任のように学校生活における学級生徒の全

ての様子を担任が見ているわけではない．それを補

うために，教科担任から情報を得ることなどで所見

の参考にしていると予想される．しかし，これらの

情報はあくまで担任自らがその生徒を直接観察評価

したわけではないため，どうしても学習面では学級

担任が担当している教科や特別活動，道徳など，行

動面では給食，清掃活動などの記述に偏ることが予

想される．このような意味でも，中学校における通

知表所見の記述支援は，小学校以上に求められると

考えられる． 
なお，最近働き方改革によって，様々な校務が省

力化される傾向にあり，負担感が高い通知表の所見

は毎学期の記述ではなく，回数が減らされる傾向が

見受けられる．仮に，通知表の所見欄が全学期でな

くなったとしても，学習指導要録の所見は必ずあり，

今後，特別な教科道徳の評価は所見として記述しな

ければならなくなってくる． 
 
2. 通知表所見データの全体的な傾向 
今回入手できた所見データは，同一都道府県の全

校生徒数 A 中学校：25 人，B 中学校：77 人といっ

た小規模の 2 つの中学校である． 

 
2つの学校の全体的な傾向を見るため，KH_Coder

を用いた出現頻度の高い抽出語リストが図 1 である．

右が A 中学校、左が B 中学校である．両校共に姿・

自分・学習・仲間・取り組む・活動といった単語が

上位 10 位を占めていた．これらは，「～取り組む姿

が見られました」・「自分から引き受け」・「仲間に働

きかけ」・「練習に取り組んだり」・「新しい活動を取

り入れたり」などと，学級の仲間との関わりや主体

性などの評価として使用されることが多かった．特

にB中学校では体育や国語などの具体的な教科で評

価する場面も見られたが，A 中学校では，「授業中の

図 1 2 校の出現頻度の多い単語 
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交流では，自分の考えをそのまま伝えるのではな

く・・」など，各授業全般にかかわる評価を記述す

るものが多かった． 
 
3. 特徴単語の抽出 
 

2 校 6 名の担任が記述した所見において，同学年

の担任同士で小川ら（11）の手法を使って特徴単語を

抽出したものが表 1 である．学年が違うと学年固有

の単語が不要語と抽出されやすいことは，小学校の

場合で確認できているため（4），同学年で比較した． 
 
表 1 抽出された同学年担任同士の特徴単語 
A 中学校同学年担任が 

多用する単語 
B 中学校同学年の教員が 

多用する単語 
期待・学期・貴方・先輩・

（やり）切る・来年度・

生活・丁寧 

班・合唱・単元・英語・

取り組み・向上 

貴方・期待・全校・立候

補・堂々・選挙 
班・積極・行う・授業・

考える・国語・数学・分

かる・深める 
欲しい・努力・力・進路・

楽器・実現・希望・貴方・

高校・夏休み・目標・充

実・相談 

責任・学級・面・教科・

内容・進む・意欲・体育 

 
表 1 のように，単語数は少ないが特徴単語を抽出

することはできた．A 中学校では「貴方」という単

語がどの担任も多用されており，「・・が，あなたの

素晴らしいところです」などと使用されている．こ

のように 3 名に共通する単語は，学校で書き方があ

る程度指導されているとも考えられる． 
これら抽出された特徴単語を，各担任に提示する．

自分が多用する単語については本人が自覚している

かどうか．また，自分はあまり使用しないが他の教

員が多用している単語は，参考にして語彙を増やす

かどうか．これらを各教員が判断し，気付きを与え

るのが本記述支援システムである． 
 
4. まとめと今後の課題 
今回，中学校においても小学校の所見と同様に特

徴単語は抽出された．しかし，今回入手できたデー

タからは，中学校の所見は小学校の所見ほど各教科

の具体的な内容まで記述することは少なく，教科で

の仲間との関わりや各生徒の全体的な頑張りについ

ての記述が多く見られた．小学校担任ほど自分の学

級の生徒を具体的に評価する場が少ないためと考え

られる． 
その意味でも，他の教員が多用する特徴単語から

生徒を評価する観点を増やすことは今後多面的に生

徒を評価することに繋がると考えられる．現在，こ

の記述支援システムをタブレット端末等で提示でき

るように開発している． 

今回，小規模の学校であったため，所見データそ

のものが少なく，特に他の教員が多用する特徴単語

の抽出が少なかった．今後，より多くの所見データ

から特徴単語を抽出し，小学校だけでなく，中学校

においても通知表所見記述支援システムを構築して

いきたい． 
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モバイルデバイスに対応した線形代数における 

行列変形アルゴリズム学習システムの開発 
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あらまし：理工系大学低年次で学ぶ線形代数には， 行列が入力されたとき，基本変形と呼ばれる基本的

操作を特定の順序で行って, 得られる行列を出力として返す形のアルゴリズムが多く存在する．このよう

なアルゴリズムの学習は, 紙上で計算過程を再現することで行われることが多い. 講義室での授業中に計

算過程を学習者がモバイルデバイス上で効率よく再現するシステムを開発した. また, 操作過程を時系列

として記録して, 学習者, 教授者が利用することができる. 

キーワード：eラーニング， 数学オンラインテスト， 線形代数，チュータリングシステム 

 

 

1. はじめに 

数学の e ラーニングの普及が進んでいる. 数学の

演習問題は, 最終的な解答が数式であるものが多い. 

数式には構造と文法があり自由に組み立てられるた

め, 学習者がコンピュータに入力する方法は自明で

ない一方, 数式処理システムを利用して厳密に自動

採点することができる.  STACK をはじめとして,数

学の問題のランダム生成と自動採点を行うシステム

が利用されている(1). 

紙上で実行する数学の演習問題では, 最終的な解

答に至る過程の記述を求めることが多い. これを e

ラーニングで実行するには困難がある. まず,  学習

者が数式処理システムの文法に従って解答を入力す

る方式は学習者の入力負荷が高く, 長い過程を入力

するのに適していない. また, 論理を自然言語で記

述した場合には, これを自動採点するのは困難であ

る. 等号で結んで数式を計算していくような過程に

限定しても, 等号の両辺が等しいかどうかは数式処

理システムで判定しうるが, 過程の記述として飛躍

があるかどうかの判定は容易でない. 数学の問題の

過程を解答させ自動採点する eラーニングの実現は

挑戦的課題と言える. 

STACK などの数学オンラインテストは, 大学書

年次程度の関数・ベクトル・行列の問題を一般的に

扱うシステムだが, 対象を限定すれば, 計算過程を

学習者の負担になることなく入力し自動採点できる

可能性がある. ここではそのような例として, 線形

代数における行列変形アルゴリズムを考える. 

行列の基本変形とは, 1 行の全成分を一斉に非零

定数倍する, ある行を定数倍して他の行に加える, 2

行を交換する, からなる操作の集合である. 基本変

形は行列の階数やジョルダン標準形を変えないこと

から, 与えられた行列に対して, 基本変形を部品と

して, 部品の列を組み立てて適用することにより, 

与えられた行列を求められる形に変形するアルゴリ

ズムが多く存在する. よく知られたものとしてガウ

ス-ジョルダン法があり, 連立 1次方程式を解くこと

などに用いられる. (2) 

従来は, 行列変形アルゴリズムを理解するための

紙上の演習では, 具体的な行列にアルゴリズムを適

用して, 行列の変形の様子を順に紙に記していくこ

とが行われてきた. この計算過程を学習者がコンピ

ュータに入力するのは難しくない.  つまり基本変

形のタイプ, 行番号, 係数だけを入力すればよい.コ

ンピュータが基本変形に応じて, 行列の成分を変更

するなら, 同じ成分を何回も手書きで写すよりもむ

しろ容易である. そこで, 数の四則演算と基本変形

の行列への作用を理解している学習者が, 基本変形

の列を適切に組み立てることを学習するためのシス

テムを構想した.  

報告者は, 池田の先行研究(3)をもとに, このよう

な線形代数学習システムを開発してきた(4). このシ

ステムは,  学習者が PCのブラウザ上でマウスとキ

ーボードを使って行列の変形を行うものである. し

かし, 線形代数の授業や演習は, 普通教室で実施さ

れることも多い. 授業の中で短時間だけこのシステ

ムを使うことを考えると, PCを使用しなければなら

ないことは強い制限である. そこで, 従来のシステ

ムを拡張し, 学習者がスマートフォンやタブレット

などのモバイルデバイスで利用するのに適したフロ

ントエンドを新たに開発した. 
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図 1 モバイル端末上での表示 

 

2. システムの仕様 

バックエンドは従来のシステムと共通で, 学習履

歴を記録するデータベースを備えたアプリケーショ

ンサーバと Web サーバからなる. 教授者は PC のブ

ラウザを用いて設定を行う. 一方学習者は, スマー

トフォンやタブレットなどのモバイル端末の Web

ブラウザ上で学習を行う. 

従来のシステムに対し, 画面サイズを調整してモ

バイルデバイスで, 実行可能とした. また, 従来の

マウス操作をタッチスクリーン対応とした(図 1). 

タップとドラッグで, 操作対象の行を直観的に指定

できる. iOSのMobile Safari, Android のChrome に対

応している.  

システムは, 各学習者が扱っている行列, それに

対して行った行基本変形(および解答に到達したと

する宣言), その時刻を記録する. それらのデータを

集約して表示するが, この表示はモバイルデバイス

未対応である(図 2). 

また, 従来のシステムでは行基本変形のみに対応

していたが, 列基本変形にも対応するように拡張し

た. 行と列に対応するモードがあり, 学習者ユーザ

が任意のタイミングで切り替えることができる. 

 

3. システムの評価 

本システムはモバイルデバイス上で 利用可能で

あることを開発者および協力者により確認した.  

今後は,  学習者として想定される大学生による

ユーザビリティの検証, コースの中で実際に学習に

使用しての検証を行う予定である.  

 

4. まとめ 

線形代数において, 行列に基本変形を次々に作用

させることで学習を行い, その操作履歴を記録する

システムについて, 教室での授業中の使用を意図し

てモバイルデバイス対応を行った. 

 

 

図 2 基本変形の適用履歴の表示 

 

本システムと比べられるシステムとして, モバイ

ルデバイス上で動作する, 行列を扱える関数電卓ア

プリがある. このようなアプリには, タッチ 1 回で

ジョルダン標準形を求めてくれるものがある. 本シ

ステムは, 単にモバイルデバイス上で行列を扱える

というだけでなく, 基本変形を基本操作として学習

者が操作の列を組み立てられること, その操作の過

程を記録できることに特徴がある. 

本システムは, 行基本変形ばかりでなく列基本変

形にも対応した. これにより, 例えば, 基本変形を

用いた行列式の計算への拡張が可能である. ただし, 

小行列式展開なども使用可能にしようとすると, 複

数の行列を保持してその中から変形する行列を選ぶ

ような機能を新たに追加することが必要になる. 
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あらまし：次期学習指導要領に盛り込まれた小学校段階におけるプログラム的思考の育成において，単に

ロボットやビジュアル系言語を試行錯誤的に体験させるだけでは，本来の学びの目的を達することができ

ない可能性があることを幼保系人材育成課程の学生の学びの観察から得られた結果に基づき，論じた． 
キーワード：小学校，プログラミング，幼保人材育成課程，作業課題，思考のアクティブ化 

 
 
1. はじめに 
	 次期学習指導要領（１）が公表され，高等学校共通

教科「情報」では，情報の科学的な理解により比重

が置かれ，小学校段階から「プログラミング的思考」

の育成が求められることとなった． 
	 現在，小学校段階からプログラミング教育を導入

するための試行錯誤的取り組みとして，スクラッチ

（Scratch）によるプログラミング学習を実施したり，
命令セットを与え，教育用のロボットを制御したり

することにより，「プログラミング」に取り組ませる

報告や紹介（２）（３）がなされている． 
	 ところが，その様な取り組みを進めているのは，

いわゆる「情報」を得意とする人々が多く，万人に

とっての情報教育を進める立場からは，検討すべき

課題が多い状況にあると考えられる． 
	 本稿では，小学校に子どもを送り出す役割を担う

幼稚園や保育園の人材を育成する立場から，小学校

におけるプログラミング思考の育成について，検討

を試みる． 
 
2. 日頃の学び 
	 一般に，幼保系人材の養成校のカリキュラムは，

厚生労働省（保育士）や文部科学省（幼稚園教諭）

により，細かく規定されている．そのため，２年制

の養成課程ではそのほとんどが，４年制の養成課程

でも大半の内容は，同じ様な内容とされている． 
	 また，その学びは，保育実習や幼稚園教育実習を

踏まえて，子どもに接する際に利用できる（パネル

シアター，エプロンシアター，ペープサート等の）

教材作成，並びに，ピアノ伴奏，絵本の読み聞かせ，

手遊びなど，技能系演習に比重を置かざるを得ない

状況にある． 

	 すなわち，作業課題を繰り返す形の学び（活動の

アクティブ化）が主流となっている．逆に，子ども

の様子や保育者の動きなどを観察したり，子どもの

発達段階の特徴を（知識として）身につけたりする

ことは（我々の観察に基づけば）得意ではない． 
	 例えば，学習指導要領の改訂のポイント（１）には，

小学校段階において，プログラミング的思考を扱う

科目などの一つとして，「算数」があげられている． 
また，幼保系養成課程における「算数」は，幼稚園

教諭免許取得を目指す者を対象として，子どもが，

小学校に進学した際（低学年を中心に）どのような

内容を学ぶのかを理解した上で，幼稚園での学びに

活かすことを考えさせる科目であり，数や量，図形，

時計などを扱う． 
	 高等学校段階までの学力が十分に定着していない

とは言え，大半の大学生にとっては，小学校低学年

レベルの問題を解くことは困難ではない．そのため

算数の内容を積極的に学ぼうとしない学生も多い． 
	 ところが実際には，簡単な加減乗除などの計算は

それなりにできるものの，「数」を扱う上で，大切な

考え方である「位取り記数法」については，十分に

理解できていない学生も多く見受けられる．実際，

基数を 10から 2や 16に変更した場合（2進数や 16
進数）混乱してしまう結果となる．また小数や分数

についても同様な結果が観察されている． 
	 我々は，プログラミングの学習においても，同様

な現象が生ずる可能性を危惧している．すなわち，

ロボットやビジュアル系言語により，視覚的な動き

だけを観ながら，単に試行錯誤を繰り返すだけでは，

目指すべき学びには至ることは難しいと考えている． 
	 本来，プログラムを作成する目的は，対象の役割

や動作などを観察・分析によりモデル化して，その
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働きや動作などを自動化・簡略化することであろう． 
その意味では，「プログラミング的な思考」の学びと

しては，対象を観察・分析し，モデル化する能力が

重要なポイントの一つであると考えられる． 
	 そこで，我々は，まず，大半が，プログラミング

を体験したことがないこと，今後の幼少連携などを

踏まえ，２年次生向けの「算数」（2017年 11月）で，
試行的に１時間のプログラミングを体験させた． 
	 小学校段階の学びに，プログラミング教育が導入

され，論理的な思考力の育成が大切になることなど

を伝え Scratchによるプログラミングを体験させた． 
	 先述したように（手や身体を動かす）作業課題に

は比較的静かに取り組むが，新しい知識や概念など

の理解にかかわる学びを苦手とする者が大半である． 
	 一般には難しいと感じられているプログラミング

だが，体験活動では，静かに学んでいる様子が観察

された．ただし，体験後の記述からは，小学校入学

前の子ども達に必要となる能力がいかなるもので，

いかに育成すべきか，どれだけの保育者が対応可能

であるかなどには言及されず，考えるべき目標には

達することができていなかった．（４） 
	 一方，同じ学生に対して，別の授業（教材開発論，

2018年 6月）において，保育者として，こども達を
園のバスに乗せたり降ろしたりする場面を想定し，

それを簡略化したフローチャートで，表現する課題

に取り組ませた（図１）．いわゆる「動かす」ことに

よる試行錯誤ではない課題であっても，対象を検討

して，モデル化することに取り組ませることは可能

であると考えられる． 

	 実際，プログラミングを体験していない２年次生

に同様の課題に取り組ませたところ，ほぼ同じ様な

学びの結果が得られた（図２） 

 
3. 今後に向けて 
	 幼保人材育成課程における学びの観察からは，

単に，作業課題を繰り返させるだけでは，課題に

埋め込まれた目標を達成させることは難しい． 
	 プログラミング的思考の育成には，提示課題の

工夫が重要であろう． 
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図 1 バスの乗降プロセスの検討例 

図 2 バスの乗降プロセスの検討例（２年次生） 
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あらまし：学部新入生に対する情報リテラシー教育において，オフィスソフトの基本的操作を習得させる

際には，学部の専門性に配慮することが望ましい．例えば，経済学部においては，表計算ソフトを用いて

実際の経済データに簡単な処理を施し，グラフ化して，短いレポートを作成するということである．本研

究では，例題作成支援に資することを目的にして，データ処理で使用する経済データのデータベース構築

の要件を議論する． 

キーワード：初年次教育，データ分析，実習用例題，実データ，経済時系列データ 

 

 

1. はじめに 

特に文系学部の新入生に対する情報リテラシー教

育において，オフィスソフトの基本的操作を習得さ

せる際には，学部の専門性に配慮することが望まし

い．例えば，経済学部においては，表計算ソフトの

実習として，実際の経済データを分析させることが

望ましい．本研究では，この実習で用いる例題の作

成支援に資することを目的にして，データ処理の実

習で使用する経済データのデータベース構築の要件

を議論する． 

 

2. 実際の実習内容 

筆者が所属する経済学部の新入生は，必修科目「デ

ータ処理入門」において表計算ソフトを用いた経済

データの基礎的な処理手法を学ぶ．セル番地を含む

数式の作り方は，変化率（増減率）・構成比（シェア）・

寄与度の算出や，基準年を=100とする指数化，物価

変動の影響を除く実質化を通して，関数の使い方は，

平均，中央値，標準偏差，変動係数（＝標準偏差÷

平均）の算出を通して学ぶ． 

授業で使用する最初の例題は，平成 29年度刊愛知

県統計年鑑の 11-3表「百貨店・スーパーの事業所数，

従業者数及び販売額等」から，百貨店における商品

別の販売額の平成 28 年の月次データを抽出したも

のである（図 1）．新入生の表計算ソフトへの習熟度

には大きな開きがあるのが現状であり，初学者が学

ぶべき基礎操作として縦横集計を採用した．また，

経済学部の新入生が，のちに受講する授業において

目にする機会が多いのは時系列データであることを

考慮した．さらに，このデータが百万円単位である

ことを伏せて，経済学部の新入生に経済データに対

する感覚を自覚させるねらいもある． 

セル番地を含む数式を作る実習のために，総務省

統計局「家計調査」および「消費者物価指数」から

抽出した図 2 の例題を用意している．経済時系列デ

ータの基本的な処理として，変化率・構成比・寄与

度，指数化，実質化の説明の後，図 2のデータを使

って実際に計算してみる． 

表計算ソフトの関数の使い方は，基本統計量の学

習を兼ねて，図 1の時系列方向に対して，平均，中

央値，標準偏差，変動係数を算出する実習を行う．

時系列データに対して平均や標準偏差を求めること

は，経済学分野での基本統計量の応用例であるリタ

ーンとリスクの考え方を知る上でも有用である． 

 

 
図 1 最初の例題（百貨店商品別販売額） 

 

 
図 2 セル番地を含む数式のための例題 
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3. 例題データベースの必要性 

新入生が表計算ソフトの基本操作を習得するため

に実習を繰り返すとき，例題となる経済データをそ

の都度入れ替える必要がある．例えば，図 1の代わ

りとなるデータとして，総務省統計局「家計調査」

より作成した菓子類への支出額（和生菓子，洋生菓

子，スナック菓子，チョコレート，アイスクリーム，

その他）を用いたり，財務省「貿易統計」より作成

した主要商品別輸出額（化学製品，原料別製品，一

般機械，電気機器，輸送用機器，その他）を用いた

りした実習を行っている．図 2の代わりに，厚生労

働省「賃金構造基本統計調査」の「第１表 企業規

模別新規学卒者の初任給の推移」から抽出した大卒

初任給額を，総務省統計局「小売物価統計調査」の

東京都区部小売価格から抽出したある品目の価格を

用いて，物価変動を除く実質化を実施するレポート

課題を出題している． 

データが入れ替わっても戸惑いなく表計算ソフト

の基本操作を学ぶ実習ができるよう，データの枠組

みは変更しない．図 1 は，縦方向は合計可能な 1 年

分の月次データであり，横方向は複数の部分を合計

する意味のあるデータであるという枠組みを有して

いる．図 2は，ある金額を示す長期の時系列データ

と物価を示す同時期の時系列データからなるという

枠組みである． 

実習を繰り返すときの練習用データは，まったく

の架空データや，実際のデータを模して作られた模

擬データを使うことも考えられる．こうしたデータ

を使えば，学生ごとに異なるデータを用いたレポー

トを出題することも可能になるという利点がある． 

しかし，経済学部の新入生には，実際の経済デー

タを用いた実習を行う方が，架空データや模擬デー

タを用いるよりも有効であると考え，本研究では，

実習用の例題作成に資することを目的として，経済

データのデータベース化を試みることとした．新入

生が表計算ソフトの基本操作を学ぶ目的は，その後

の大学での各分野における学習や研究においてツー

ルとして使用するためである．架空データより分野

に合わせたデータの方を用いる方が実習は効果的に

なる．経済学部生なら，模擬データを用いて経済デ

ータの分析の仕方を学ぶことも可能だが，実社会と

結びついている経済データは，実データのもつ数値

自体についても学ぶべきである． 

 

4. 例題データベースに必要な要件 

本研究で議論する例題データベースでは，図 1，2

の枠組みに当てはまる経済データの単なる寄せ集め

ではなく，指定した枠組みに当てはまるようにデー

タを再構築してくれる機能を必要とする．図 1，2

の枠組みに当てはまらない経済データの分析手法を

学ぶ可能性もあり，実際「データ処理入門」では，

図 1を縦方向に拡張し，7～8年に渡る月次データを

分析対象とするレポート課題を出題している． 

経済時系列データには，毎月末時点での自動車保

有台数のように，時系列方向の合計に意味がないも

のがあるので，データベースに格納するときには，

そのことを示す属性を付す．リターンとリスクを学

ぶのに欠かせない株式・為替データにも，時系列方

向の合計ができない旨の属性を持たせる． 

実際の経済データは，さまざまなフォーマットで

公開されており，例題データベースの内部ではデー

タの統一的な表現が望ましい．Tidy data(1)(2)(3)は内部

表現の１候補であり，例えば，「主要商品別輸出額」

は図 3のように表現できる． 

また，用語や単位を統一的に扱うため，用語集の

整備が望ましい．また，「百万円」単位で公表されて

いる金額データは，単位「円」と乗数（×106）を分

けて考えるとよい．用語集の構築には，できるだけ

既存のものを使う．例えば，総務省統計局は，統計

の LOD(Linked Open Data)化を進めており(4)，この中

で単位や単位乗数の定義をしている(5)． 

図 3 のデータから，図 1の枠組みに合う例題を作

るには，特定の地域向けの 1年分のデータを抽出し，

主要な商品 5 つを選択して，残りはその他としてま

とめる．また，金額と人数のように異なる単位を持

つデータを組み合わせた例題も考えられる． 

 

5. まとめ 

経済時系列データを分析する実習のための例題デ

ータベースの構築について議論した．経済データに

特有の属性を考慮するほか，Tidy dataの導入，用語

や単位の語彙の統一を提案した．今後は，授業で使

用したデータからデータベースの実装を試みる． 

 

参考文献 
(1) Hadley Wickham: “Tidy data”, Journal of Statistical 
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(2016) 
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Vol.67，No.9，pp.448-453（2017） 

(4) 西村正貴：“Linked Open Data（LOD）による統計デー
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図 3 データの内部表現 
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タブレットと TV 会議システムによる日本ベトナム間の異文化理解授業 

山本裕一*1，佐藤修*2,小柳千佳子*3,濱田和*4，佐藤聖子*5，西牧謙吾*6 

*1北海道大学情報基盤センター， *2国際交流基金ベトナム日本文化交流センター，*3札幌市立北辰中学校, *4大阪大学医学部附

属病院分教室,*5関西医科大学総合医療センター分教室,*6国立障害者リハビリテーションセンター病院 

*1Information Initiative Center, Hokkaido University 

Email:sierra@iic.hokudai.ac.jp 

あらまし：病院内に設置された院内学級では、様々な学年の子供達に対して、個々の病状に応じて入院や

治療などが行われる。このため子供達は空間的にも心理的にも閉鎖的な状況に置かれがちである。そこで、

我々外界との接触が困難な子供達が容易にコミュニケーションをとるためのツールとして双方向遠隔通信

環境による遠隔教育を行っている。本稿では北大院内学級と刀根山支援学級と共同で総合学習の一環として

行ったベトナムとの異文化交流授業等について報告する。 

キーワード：院内学級、異文化交流、テレビ会議システム、初・中等教育教育実践 

 

1. はじめに 

院内学級とは病院内に設置された病気の子供達

が療養しながら学習する教室であり、長期や短期の

入院のため生じる学習の遅れを少しでも解消するこ

とが第一義的な目的である。また入院や治療などで、

空間的にも心理的にも閉鎖的、抑圧的な状況に置か

れやすい病気療養児にとって、「気持ちの開放を図り、

外に開かれた友人との交流を図る」ことは回復へ向

けての意欲を育てることにつながる。北大病院院内

学級ひまわりではテレビ会議システムや SNS などを

用いて海外のさまざまな人々と異文化交流をはかっ

ている[1,2]。現在、定期的に異文化学習授業を行え

る拠点としては、2015 年に閉鎖された北大北京オフ

ィスに代り吉林省長春市にある東北師範大学がある

[3]。これまでは依頼出来る講師の都合で大方、中国

に関する授業となっており、多様な地域を子供たち

に紹介したい事、近年のベトナムからの留学生等の

増加もあり、昨年よりベトナムからの TV 会議システ

ムによる遠隔授業を模索してきたところである。 

 

2. ベトナムのネットワーク状況 

 

通信テスト及び遠隔授業はハノイ市にあるベトナム

日本文化交流センターから行っている。ネットワー

クはベトナム最大手の電気通信事業者である

Vietnam Posts and Telecommunications Group（ベ

トナム郵電公社）の商用回線を利用している。ベト

ナムは 2016 年より運用を開始しているアジア域内

を結ぶ新たな大容量光海底ケーブル Asia Pacific 

Gateway(APG)に参加した。APG は既存の回線が地震

や台風など故障の原因となる障害が多発する地域を

回避するルートを通っており、日本との接続性に関

しては以前より安定性が増している。 

また、ベトナム国内の平均通信速度は 2015 年の統計

によるとアジア太平洋地域 15 カ国中 13 位の

3.8Mbpsであったが2017年には 9.5Mbpsに改善して

おり（ちなみに日本は 20.2Mbps)、TV 会議システム

も安定的に利用出来るようになってきている。 

 

3. 各拠点のネットワーク環境 

これまで、院内学級での異文化理解授業では機会の

多くないこともあり、互いに授業を融通するために

都合が合えば、大阪の刀根山支援学級（阪大、関西

医科大）と共同で遠隔授業を行っている。ここでは

簡単に各拠点のネットワーク環境を説明する。 

 北大病院には医療用 LAN の他に北大の学内 LAN で

ある HIENS にも接続している。院内学級には数台の

PC を設置し、HIENS に直接接続している。児童は SNS

やメールにより友人や教員、家族などコミュニケー

ションを日常的にとることができる。また北大院内

学級では HINES の他に札幌市教育ネットワークにも

接続している。北大院内に設置されているテレビ会

議システムは Polycom 社の HDX7000-720 である。携

帯電話などのような低帯域から HDTV などの広帯域
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までの利用を想定されているビデオ規格 H.264 

/H.263 等と、音声規格 H.323 等を採用することによ

り HD720p による双方向通信が可能であり、多地点接

続機能により４地点まで接続可能である。  

現在、連携して遠隔授業を行っている大阪大学医

学部付属病院分教室（以下、阪大院内）は、2007 年

より教室にインターネット環境が整備され、2008 年

からは病室（個室）に無線 LAN 環境も整備され、更

に2012年には全ての病室で無線LANが利用可能とな

っている。なお、教室ではノート PC、タブレット、

テレビ会議システムは SD 画質に対応している

Polycom VSX6000 が利用できる[4]。 

2014 年から阪大院内学級に加え、テレビ会議シス

テムを持たない関西医科大学院内学級も遠隔授業に

参加してもらっている。当初は授業の様子を

TwitCasting や Ustream などのライブ配信サイトに

より配信し、iPad や PC 等の端末で視聴してもらっ

た。授業を視聴するだけの一方通行では、当然なが

ら子供達が飽きてしまう問題があったが、Polycom

の映像を Skype を通してやり取りすることにより双

方向性を確保している。 

4. 複数の院内学級が参加する異文化学習 

これまで我々は、総合学習の一環としてアラスカ

大学，国立天文台ハワイ観測所、サウジアラビアキ

ングサウド大学、北大北京オフィス、中国東北師範

大学とテレビ会議システムで結んできた。「異文化

理解・コミュニケーション、各教科の発展的補完の

総合的な取り組みと位置づけるとともに、各教科の

今後の学習の動機付けとなるべく授業を行ってきた。

これらの海外からの遠隔授業は講師の都合等により

定期的に行えない場合が多い上に、はじめに述べた

が、授業を行えた場合でも病気療養児の容態により

参加できる児童がわずかになってしまい、数少ない

遠隔授業の機会を生かせない場合もあった。そこで

Polycom の多地点接続機能を利用し、大阪大学院内

学級にも参加してもらう事によって児童の不参加に

よる授業の中止という事態を回避している[4]。更に

不定期になりがちな海外からの遠隔授業を補うため

に、互いの教室で行われる異文化学習等をテレビ会

議システムにより結んでいる。 

5. ベトナムからの遠隔授業 

2 月にハノイ-北大-阪大間で遠隔授業を行った（関

西医科大はハノイと Skype）。これまではハノイで

は PC 用ソフトウェアの Polycom PVX, Realpresence

（有償）を利用していたが、うまくつながらない場

合の原因の切り分けが PC の問題なのかネットワー

クの問題なのか判別できない事が多かった。そこで

PC 版 Polycom から Polycom 社が無償で提供してい

る iOS, Android 版 Polycom を利用することとした。

最近のアップデートにより安定的に利用でき、PC で

は必要なオーディオやビデオデバイスのセットアッ

プなしに、アプリのインストールのみで直ぐに使え

るからである。テスト段階では問題なく接続できた

のだが、本番ではアクシデントにより良好な通信状

況ではなかった。7 月に再度、ハノイからの遠隔授

業を行うのでその結果を含めて大会で報告する予定

である。 

 

図 1 左上:阪大、右上:ハノイ、下;北大 
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地域の放射線測定を題材とした情報教育における教材開発と評価 
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あらまし：福島は東日本大震災で原子力発電所の事故で放射性物質の降下があり汚染された．2013 年か

ら 5年間全 1年生の情報科目の中で，環境放射線の測定の課題を組み込み，グラフ作成の課題を継続して

きた．入門の科目における放射線教育や地域を生かした継続的な教材にできないか試行錯誤してきた．今

回，5年取り組んだ事柄をもとに，授業実践における学生が学べる事柄や，数値の有効性についての評価

した． 

キーワード：情報教育，表計算，放射線教育，原子力災害，地域教材 

 

1. はじめに 

2011年 3月に東日本大震災が発生し，地震津波の

影響で，東京電力福島第一原子力発電所の原子炉が

炉心溶融し，放射性物質が大気中に拡散・降下した．

当時，多くの小さい子供を持つ保護者は，住んでい

る地域が安全なのか？悩み，移住・避難した家族も

少なくない．そして，汚染地域でそのような保護者

が力を合わせ，自ら安心安全を確認するために放射

線測定器を片手に，地域の環境放射線を測定してま

わった．（１）また，インターネットを活用して，その

ような測定情報を収集し，マップで公開するサイト

も複数立ち上がった．（２）（３）（４）そして，震災後は，

SSHの高校や，高等教育機関の学生の実践的なモニ

タリング支援や活動も多数あったが，7 年が過ぎる

と一部の研究活動が中心となっていた． 

 今回の家庭用放射線測定器エアカウンターを活用

し，授業実践の取り組みを始めた 2013 年当時は，震

災を身近に感じている学生も多く，積極的な活動も

少なくなかった．しかし，震災から 5 年後を過ぎて

くると興味関心は薄れ，昨年の 7 年目ともなると，

当時小学校３〜４年生で震災当時のことを，あまり

思い出せない学生が増えている． 

授業の中で，原子力災害が発生した福島で起きた

当時の地域での取り組みを，風化させずに教材に組

み込み，継続する方法をとしてさらに検討した．そ

して，活動だけなく，測定値の評価も実施した．（７） 
 

2. 情報の授業における課題 

 高専の１年生全員が選択する必修科目の情報基礎

の夏休みの課題として設定し，簡易放射線測定器を

利用した測定値を，後期の表計算の科目におけるグ

ラフ化・レポートとして提出することを実施してい

る．当初，2013-2016 年までは，定点による日々の

測定のトレンドを，折れ線グラフでグラフ化させて

いた．（６）しかし，測定器の誤差の大きさや，毎日の

測定による課題の負担や，寮生による帰省などもあ

り，2017年からは，繰り返し測定による棒グラフの

みに変更した．ただし，連続測定回数を従来の 12

回測定から 18回測定に変更し，精度の向上をさせる

ことにした．そして，課題を通して，次のような学

習・復習する事柄についてまとめる． 

2.1 表計算等 

・補助線の設定，軸ラベル縦横，単位，メモリの桁

表示，凡例と位置，白黒印刷対応のパターンと枠，

ラベル数値表示，タイトル，FREQUENCY 関数，ア

ドインの分析ツール，ワードへ貼り付け，PDF保存 

2.2 情報的な事柄 

・記録（住所，座標，日付），平均，階級，度数，ヒ

ストグラム，今後：中央値，外れ値，分散，最頻値 

・紙の記録，GPSや Exif情報の日時や場所を写真で

のきちんとした記録 

・撮影し画像が読み取れるか確認，写真のファイル

名の付け方と整理の復習・提出 

・WEBからをモニタリングポスト，リアルタイム線

量計を検索し，東西南北や設置場所（教育機関，公

園，除染実施・未実施）を確認し，目的の測定値(CSV)

の入手 

・グーグルマップによる測定座標の確認 

・情報共有（集合知・共有知・継続性） 

2.3 放射線・災害について 

・放射線測定の方法と環境の影響（高さ・天候・周

辺の場所） 

・測定器の管理（電池・衝撃・汚染防止・貸出/返却・

故障の確認） 

・同じ地点で繰り返して測定をして数値の変化（誤

差・放射線の変化），低線量の測定の難しさ 

・モニタリングポスト，リアルタイム線量計の違い

（規格・目的・精度等） 

・地域を指標になるという測定の責任感 

・震災時の地域の対応について 

2.4 課題の提出物 
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測定毎に，図１のように

周辺の様子と測定終了の

表示と測定値，測定器番

号を写真に撮り，内部に

GPS のジオタグを入れて

撮影場所がわかるように

する．ファイル名は日付

と測定回数にする． 

 

図 1 座標入りで測定した写真 

また，図２のように，上段に原子炉規制委員会 HP

からデータをダウンロードしてグラフ化，下段はエ

アカウンターで計測したグラフを作る． 

 
図 2 学生のグラフの課題（例） 

 

3. エアカウンターの測定値の精度 

 エアカウンターによる測定結果が，どのような精

度になっているかを，0.06〜１μSv/h の６箇所で，

実際に約16台のエアカウンターと校正済みNaIシン

チレーターとリアルタイム線量計で，18回の繰返し

測定を実施した．（７） 

 
図 3 0.11μSv/h付近における 16台のエアカウンタ

ーによる 18回測定時の数値のバラツキ 

0.1μSv/h未満においては，若干高めの数値を表示す

るが，他の 0.1〜1.0μSv/h範囲では，繰り返し測定

の中央値では，概ね誤差±20%以内に収まっていて，

実用の範囲の値になっていることがわかった．また，

図２の学生の測定値と学生の測定した地域にあるリ

アルタイム線量計との相関を調べると，相関係数は

+0.55 になり強い相関が見られ，自宅周縁地域の放

射線の値として信頼できる結果になっていることが

わかった．（７） 
 

4. まとめ 

 図 4は，この 5 年間の測定結果をグーグルマップ

に表示させたものである．特に学校のある同市内で

は，全域にわたり詳細にマップ化され，同地域から

入学してくる学生もあり，継続的な測定ができてい

ることがわかる．現在，国の方では，リアルタイム

線量計を，撤去・一部移設を検討している状況で，

県民の中には，不安であるという声も出てきている．

リアルタイム線量計の代わりになるような授業の取

り組みにできれば良いと考える． 

 
図 4  2013-2017 年に測定したいわき市周辺の 

環境放射線のマップ 
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小型リニアアクチュエータを用いた三次元地図情報呈示装置 
 

Presentation System of Three-dimensional Information of the Map  
Using Linear Actuators  

 
本吉 達郎*1, 澤井 圭*1, 増田 寛之*1, 玉本 拓巳*1, 小柳 健一*1, 大島 徹*1 
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あらまし：小型リニアアクチュエータを用いて高さや勾配を含めた地図情報を呈示するシステムの開発

に取り組んでいる．本システムは，街路や災害情報に関するマップを視覚情報によって共有することが難

しい視覚障がい者を対象ユーザに想定しており，ユーザが平面内で装置を移動させることで，移動位置に

伴った高さ情報が指先に呈示される．本稿では試作機の概要，および試作機を用いて街路を呈示した結果

について報告する． 
 
キーワード：地図情報，3次元形状，触知，リニアアクチュエータ 

 
 
1. はじめに 
視覚障がい者が地形や形状情報を理解するために

は，形状を触覚的に把握できる装置を利用すること

がアプローチのひとつとして考えられる．我々は点

図ディスプレイを用いた図形描画・編集支援装置を

開発し，視覚障がい者がみずから数学や物理学など

の図形情報を読み取り，また，図形を作成・編集で

きることを確認した[1]．しかし，洪水ハザードマップ

や街路，フロアマップなど 3次元情報を付加したほ
うが直感的に情報を把握しやすいものは多く，点図

ディスプレイでは高さ情報を呈示できないためにこ

れらの情報呈示に対応できない．これに対して，3D
プリンタを使用して各情報に合わせた形状を作成す

る方法があるが，情報ごとに形状を用意しなければ

ならずコストもかかる． 
そこで，ロッドの変位を精密にコントロール可能

なリニアアクチュエータを用いて指先に高さ情報を

呈示する 3次元形状情報呈示システムを開発に取り
組む．本稿では，第 1段階として試作した指 2本を
平面上で動かすことによって形状情報を読み取れる

試作機の概要，および簡単な街路情報を呈示した実

験結果について報告する． 
 
2. 三次元情報提示装置 
本節では，製作した指 2本に高さ情報を呈示する

試作機の概要について記述する．  
 

2.1 リニアアクチュエータ 
本システムに使用するリニアアクチュエータは，

ロッドの変位を 1.25μm 単位で制御可能な THK 社
製 PCS-9RD2[2]である．本アクチュエータは，制御用

PCから CAN通信装置を介して変位情報を受け取る
ことで，ロッド（LMレール）を 0 – 50mmの範囲で

移動させることができる．駆動用電源は DC24V で
ある． 

 

図 1 PCS-9RD2 

 

 
図 2 試作機の概要	

2.2 試作機 
指先を載せるための指プレートをロッド（LM レ

ール）の先に取り付けたリニアアクチュエータ PCS-
9RD2 を 2 基，プレート上に垂直に設置する．この
プレートには，手のひらをのせて装置を移動させる

ための操作用ハンドル，およびペンタブレット用の
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ペンもあわせて設置している．ユーザは，人差し指，

および中指を指プレートに載せながら手のひらで操

作ハンドルを左右方向 216mm，奥行方向 135mm の
平面内で移動させることができ，移動させた位置は

プレート下に設置したペンタブレットで検出する．

PCS-9RD2 を搭載したプレートは左右および奥行方
向に移動可能なリニアガイドレール上に設置されて

おり，なめらかに移動させることができる．製作し

た試作機を図 1に示す．ユーザは，平面内で操作ハ
ンドルを移動させると，位置に応じた高さ情報を指

先で受け取ることができる． 
 
2.3 位置座標の検出 
	 ペンタブレットの位置検出モードを用いて制御用

コンピュータのカーソルとペン先の位置を連動させ，

画面内のカーソル座標をプレートの位置として検出

する．本装置のために，検出した座標に応じた動作

コマンドをアクチュエータ制御用の SEED Driverに
送信するアプリケーションを開発した． 
 
3. 街路の触知 
	 簡単な街路を触知図，および試作機を用いて呈示

し，スタートから目的地までの経路と街路の全体図

を把握できるか検証した．被験者は目隠しをした

21-23歳の晴眼者 3名である．  
 
3.1 呈示情報  
実験では触地図用，および試作機用の 2タイプの
地図を用意した．両地図ともスタート地点から目的

地までのルートや角，ルートに沿って存在する建物

の数は同一である．触地図は，図 3に示した地図を
マイクロカプセルペーパーに印刷後，立体コピー機

にかけて作成し，経路に沿って点線を描画するよう

にした．試作機を用いて地図情報を呈示する際は，

隣り合う建物の高さが異なり，かつスタート地点と

目的地の建物が周りの建物より低くなるように設定

した．被験者には，触知ができたと感じた時点で終

了してもらい，その後，街路の全体図を記入しても

らった． 

	

図	3	実験で呈示した地図	

3.2 実験結果 
各被験者の実験の所要時間，および全体図の把握

状況について 
表 1に示す． 
	 すべての被験者は，触知図，試作機のどちらを用

いた場合もスタート地点から目的地までたどり着く

ことができた．3名とも触地図を用いたほうが全体
の把握を早く完了している．一方で，街路の全体図

に関しては，形状を正しく描けたのは，被験者 C
が試作機を用いた場合のみであった．被験者 Cは
試作機を用いた場合にとくに時間をかけており，全

体図は図 4のようにほぼ正確に描けていた． 
表 1	 実験結果 

 
被験者 

触知図 試作機 
所要時間 全体把握 所要時間 全体把握 

A 174s - 190s - 
B 590s - 660s - 
C 325s - 1008s ◯ 

 

図 4 被験者が作成した全体図 

 

3.3 被験者へのインタビュー 
	 実験後の被験者へのインタビューから，「試作機は

基準位置をとれずに苦労した」「試作機は経路が高さ

の差で表されるため把握しやすい」との意見を得た． 
  
4. まとめ 
ロッドの変位を 1.25μm単位で制御可能なリニア

アクチュエータを用いて指先に高さ情報を呈示する

3 次元形状情報呈示システムを開発の第 1 段階とし
て試作して，指 2本に情報を呈示する試作機を製作
した．システムを平面上で動かすことによって，位

置に応じた高さ情報を指先に呈示し，触知に似た動

作で地図などの三次元情報を取得できるようにした．

試作機を用いて簡単な街路情報を呈示する評価実験

を実施した．触地図と比較した結果，いずれの方式

でも地図上のスタート地点から目的地までの経路を

把握することが可能であることが確認できた．また，

被験者の意見から高さの差で街路を呈示するほうが

経路を辿りやすいことがわかった． 
	 今後はアクチュエータの数を増やし 4本の指に提
示できるようにシステムを拡張する．また，被験者

からあげられた触知の基準位置をとれるようにイン

タフェースの改良に取り組む予定である． 
 

参考文献 
(1) N.Takagi, S.Morii, T.Motoyoshi: Prototype Development 

of Image Editing Systems, “Available for Visually Impaired 
People and Consideration of Their User Inter-faces”,  
Journal of Advanced Computational Intelligence and 
Intelligent Informatics(JACIII), Vol.20. No.6, pp.961-967, 
2016 

(2) THK:Seed Picsel, http://seed-solutions.net/?q_eng/node/29 

教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 164 ―



個人や集団の変容にむけた効果的な対話の場づくりの 3 要素 
 

3-factors of an effective dialogue for individuals and group transformation 
 

中村 一浩, 保井 俊之, 前野 隆司 
Kazuhiro NAKAMURA, Toshiyuki YASUI, Takashi MAENO 
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あらまし：知識の創造やコミュニティの形成、新しい事業の創出には、そこに関わる個人や集団の変容が

重要となる。本研究では、変容を起こす手法として近年注目を集めている対話（ダイアローグ）について、

より効果的な場づくりを行うための 3 要素、①対話の対象となる素材（Material）、②対話における発話の

方法（Method）、③対話の場に臨む態度（Mindset）、を明らかにし、提案した。 
キーワード：対話，ダイアローグ，知識創造，自己変容，場づくり 

 
 
1. 研究概要 
ソーシャルイノベーションの実現を目的として、

2015 年より長野県小布施町において「小布施インキ

ュベーションキャンプ (OIC)」を実施している。こ

れは全 7 セッション 4 か月からなるプログラムで、

10 名程度の参加者が対話を通じて相互に深い交流

をし、互いのビジョンを共有しながら思念を熟成さ

せ、新しい価値を持つ商品やサービスを生み出すこ

とを目標とする協創のプロセスである(1)。 
新しい商品やサービスの創出が最終目標ではある

が、起点となるのは個々人の自己変容であり、これ

は学習プロセスに他ならない。本研究では、OIC で

の実践を通じてみえてきた自己変容を促す場づくり

をするうえでの 4 要素のうち（図１参照）、その効果

が明らかになった 3 要素、①対話の対象となる素材

（Material）、②対話の方法（Method）、③対話に臨む

態度（Mindset）、を提案する。 

  
図 1 効果的な対話の場のための 4 要素 

 
2. 対話の場で扱うものとは 
対話の定義は多義にわたり、例えば、「対話とは互

いに相手に応答して話し合いながら、新たな意味を

生み出すことにある」(2)、「人間的な経験という、並

外れて広い範囲を探るプロセスである」(3)、「その後

の思考や行動を支える新たな理解や態度、またそれ

を支える文脈を探求して生み出し、協働行動を行う

ことを目指すものである」(4)など多様である。本稿

ではこれらを踏まえ、対話の定義を「応答を通じた

新たな理解と意味の探究」とする。 
ここで、対話の対象を明確にしたい。対話の定義

は明確になったものの、その対象は限定されていな

い。しかし明確でないことが、ときに対話の場に誤

解や偏見を生み、期待すべき成果を得られないこと

に繋がる。ここで、対話をする対象となる素材を図

2 に示す。 

 
図 2 対話の対象となる素材（Material） 

 
対話によって真理を見出す問答法とは、「知」を対

象とした対話であり、結果として新たな知識や知恵

を生み出すものである。また紛争解決や対立におけ

る相互理解とは、お互いの感情を分かち合い、理解

しあえた結果、生まれてくるものである。そして、

協働行動や共創に向けてのより深い共感や共鳴を起

こすのは、自分の根幹にある価値観や信念を分かち

合えた時となる。もちろん、対話の中では 3 つの領

域すべてを同時に扱うことになるが、対象に区分け

があり、違いがあることを理解しておくことで、参

加者の対話の場への理解はより豊かになり、効果を

生みやすくなる。 
 
3. 対話をどのように進めるべきか 
対話の進め方もいくつかの方法論が提示されてい

るが、OIC ではアイザックスが提唱する 4 つのふる
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まい(4)をベースにしている。①listening：聴く（邪魔

せず抵抗せず、ただ聴く）、②respecting：尊重する（誠

実さをもち全身で受け取る）、③suspecting：保留する

（評価判断せず想定を持たない）、④voicing：声を出

す（心からの真実の声をだす） 
しかし、これを参加者にそのまま伝えても、日常

の立場や一般常識、隠れた自尊心などが、素直な気

持ちや考えを表出させることに抵抗をする。したが

って、自分の気持ちや考えを自然と場に対して表出

できるようにするため、図 3 のようにその方法を規

定した（図 3）。「とりあえず」「真ん中（場）に」を

設定することで、普段の思考・行動パターンにとら

われず、また人の目や常識を気にせずに声を出しや

すくなる。また「感じたことを出す」は主観でしか

なく、他者からの評価判断を気にせずに扱いやすく

なる側面もあり、また主語を私にして話しやすくな

る、といった効果も期待できる。こうすることで、

素直な思いを、当事者として場に出すことができ、

より効果的な対話を生み出すことになる。 
 

 
図 3 対話における発話の方法（Method） 

 
4. どのような態度で対話に臨むべきか 
対話とは、専門家だけができるものではなく、世

界中の誰もができる、古来よりある普遍的な方法で

ある。しかし、その場をより効果的にするうえで、

その場に参加する一人ひとりの態度は重要である。

ここで、対話の場をより効果的にするための態度を

挙げる（図 4）。 
 

 
図 4 対話の場に臨む態度（Mindset） 

 

一番の起点となるのは、ありのままの自分自身で

いることである。そしてその根底には、自分に起き

た過去のことを含め、すべての自分をゆるすことで

ある。そのうえで、自分の内側から湧き上がるもの

に素直にいることで、自分の思いと言動が一致し、

自然で自分らしい自分で居られることになる（＝自

己一致）。 
そのうえで、思考にとらわれず、評価判断を保留

しながら、感じたものをそのまま受け止める。そう

することで、相手から出てきたものをゆがめず、と

らわれずに受け取ることができる（＝共感的理解、

無条件の肯定）。 
場を通じて起こることは、世界に起こることとの

相似形でもあり、物事は必ず変化し続けているので、

全体の中に潜む変化をとらえることで、その場その

人に必要なことを超えて、必要なものが見つかるよ

うになるのである（＝直感、全体性）。 
 

5. まとめ 
対話を用いて自己変容を生み出す学習プロセスを

促進するうえで、より効果的な場づくりをするため

に必要な 3 つの要素、①対話の対象となる素材

（Material）、②対話における発話の方法（Method）、
③対話の場に臨む態度（Mindset）、を明らかにした。

今後は、対話の場全体を規定する環境要素の構造も

明らかにしたうえで、対話全体のメカニズムのさら

に研究したい。 
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裸眼 3D 視線一致型テレビ会議システムを用いた 

高校・大学間遠隔対話型学習のデザイン 

 

Design of Active Distance Learning between High school and University  
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あらまし：本研究では女子教育の特徴を活かした異校種異年齢が混在する高大連携授業において，裸眼

3D 視線一致型テレビ会議システムを用いた双方向遠隔学習環境による多様な対話型学習を試行し，双方

向遠隔学習環境における向き不向きな学習を個々に検証し，学習効果測定を行い明らかにすることを目的

とする．対話型学習実施内容として，「競争型学習」「協調型学習」「協働型学習」「交流型学習」の 4 種類

の活動類型をもとに，女子教育であることを踏まえた対話型学習活動を考案し，9 活動を定義した． 

キーワード：視線一致，テレビ会議システム，遠隔教育，対話型学習，学習効果測定，女子教育 

 

 

1. はじめに 

近年，高校大学双方ともアクティブラーニングに

おける学習活動が推奨されている．アクティブラー

ニングとは学習者が主体となる学習方法で，本研究

では，特に遠隔環境における対話型学習を中心に，

高大連携授業をデザインする．また，学習内容は，

女子高校と女子大学が連携することから女子教育の

特徴を生かした内容を検討する． 

近年，高大連携授業の事例が多く上げられるよう

になった．しかし，継続的に実施することは，物理

的距離が近い高校と大学間に限られていることがほ

とんどである．本研究では，まず物理的距離を克服

するテレビ会議システムにおける双方向遠隔授業環

境を提案する． 

また，現行のテレビ会議システムは対話する双方

の視線が一致しないことから不自然な対話環境であ

り，対話型学習の実現は困難である．よって，本研

究では視線一致を可能とするテレビ会議システムを

用いて遠隔による対話型学習環境を実現する． 

なお，先行研究（1）では，視線一致型テレビ会議シ

ステムを用いた遠隔学習環境による教育ディベート

において，直接対面して議論することへの遠慮が軽

減され，対面時よりも，むしろ視線が一致する遠隔

環境の方が効果的であることが明らかにされている．

よって，本研究における異校種異年齢による対話型

学習においても予想される遠慮が，視線が一致する

遠隔環境では和らぎ対話型学習の効果が向上するの

ではないかと考える． 

他方，現行のテレビ会議システムは全て 2 次元平

面画像(以降 2D と称す)で，動作や所作の伝達など空

間を必要とする場合には不向きである．よって，一

定の空間を表現でき，かつ視線一致が可能な，裸眼

立体映像（以降 3D と称す）による映像通信を行う． 

以上により，本研究では女子教育の特徴を生かし

た異校種異年齢が混在する高大連携授業において，

3D 提示が可能で視線が一致した双方向遠隔学習環

境による多様な対話型学習を試行し，向き不向きな

学習などを個々に検証し明らかにすることを目的と

する． 

 

2. 裸眼 3D 視線一致型テレビ会議システム 

谷田貝ら(2)はすでに眼鏡が不要な 3D 映像で，遠隔

で対峙するお互いが視線を合わせることできるテレ

ビ会議システムを開発している．図 1 に本研究で利

用する裸眼 3D 視線一致型テレビ会議システムを示

す． 

図 1 のシステムは先行研究（1）において使用されて

いるものと同一である，3DBiz 研究会と Manage 

OnLine Corp が開発した 4K3D 液晶ディスプレイ

3DSKY-U50S（50″3840×2160dpi，レンチキュラー

方式，28 視差，視野角 145°，最適視聴距離 3～7m）

の初号機を三友株式会社の技術協力を受け導入した． 

 

3. 研究方法について 

本研究では，蒲田女子高等学校と共立女子大学文

芸学部において，遠隔環境で表 1 に示す対話型学習

を実施する．学校間の特性として，女子高と女子大

であることから，授業として取り入れられている華
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道や幼児教育などの学習内容についても盛り込む． 

 

  
 図 1 裸眼 3D 視線一致型テレビ会議システム 

 

表１ 対話型学習実施内容 

競
争
型
学
習 

討論 

高大対抗または高大混成チームで，教育ディ

ベート(3)を行う． 

競争課題 

高大対抗または高大混成チームで，競争課題

解答や競争フェルミ推定の競技を行う． 

協
調
型
学
習 

討論 

高大共通テーマに関しデスカッションする． 

調べ学習 

高大混成チームにより，特定課題に対する協

議・調査・発表を行う． 

課題研究 

高大混成チームを結成し，共同研究と発表を

行う． 

協
働
型
学
習 

伝統文化 

華道や茶道などの伝統文化に関する協働活

動． 

制作 

絵本，人形劇，手芸，調理などの協働制作． 

交
流
型
学
習 

自由会話 

自己紹介やお互いを知るために自由に会話す

る． 

コミュニケーションゲーム 

言葉遊びや対話ゲームなど行い懇親を深め

る． 

 

学習環境は，裸眼 3D 視線一致型テレビ会議シス

テムを使用し，多様な高大連携遠隔対話型学習を実

施し，その効果を，質問紙調査（学習者の主観評価）

と教育効果測定（学習者に対する客観評価）により

取得し，多変量解析手法により比較分析する．表 1

より，本研究では対話型学習を 4 つに区分し，同一

区分内および異区分間において，学習者の主観･客観

評価の違いを明らかにし，裸眼 3D 視線一致型テレ

ビ会議システムを利用した遠隔学習環境の向き不向

きを明らかにする． 

4. おわりに 

本研究では女子校間の対話型学習に焦点を当てて

いるが，所属研究室では，共学の他大学等との交流

学習も計画されている．よって，今後は，女子教育

と共学教育で差異が認められるのかについても比較

検討する価値があるものと考えられる． 
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職員と生徒の皆さんに深く感謝いたします． 
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対話型コミュニケーションにおける意識変化の調査手法に関する考察 
 

A study on survey method of changes of interest in the field of Interactive 
Communication 
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あらまし：対話型コミュニケーション（講義・セミナー形式なども広く含む）において，参加者それぞれ

の内面での関心・興味等の変化は常時起こっていると考えられるが，発言や動作などによりそれらを表出

できるのは，ごく一部であり，その全てを表出させるのは非常に困難である．せめて「どの時点で変化が

起こっているのか」を可視化・外在化するだけでも，コミュニケーション活動の改善に寄与できるのでは

ないか，という発想から考察してみる． 

キーワード：対話，コミュニケーション支援，協調学習，グループ学習，リフレクション 

 

 

1. はじめに 

対話型コミュニケーションは，複数の参加者が，

発話などの表出行動により相互に伝達を行いながら，

知見を得たり，新たな発想を創出したりするコミュ

ニケーションである． 

日常生活における対話活動はもちろんのこと（井

戸端会議なども含まれる），学習活動としてはカフェ

型コミュニケーションやディスカッション，ワーク

ショップなどの形式により，学校教育や生涯学習な

どの現場に幅広く取り入れられている．授業や講演

などの講義・セミナー形式も，質疑応答などを含め

れば，広義の対話型と捉えられる． 

これらの対話型コミュニケーションの大半は，発

話や身振りなどの表出行動により進められる．一方

で，各参加者の内面では様々な気付きや発想，思考

などが，コミュニケーション中で常時発生している

と考えられる． 

この内在的思考は，主に他の参加者による表出活

動によって引き起こされるもの（同意・反論・気付

きなど）や，主に自身の思考により導かれるもの（発

想・結論など）があると考えられるが，いずれも発

話等の表出活動が無い限り，他人に伝わることはほ

ぼ無い．しかしながら，参加者自身にとってはコミ

ュニケーション活動の成果として少なからず寄与し

ているはずであり（むしろこの割合が大勢を占める

場合もある），これらを可視化・外在化することによ

り，その活動全体の成果分析を促進するだけでなく，

リフレクションによる活動自体の活性化にも寄与で

きると考えられる． 

これらの内在的思考を全て外在化することは当然

不可能であるが，最低でも，関心や意識の変化点（気

付き・同意・反論など）をタイムライン上でプロッ

トし，活動の動画や音声など（アーカイブ）に重ね

合わせることができれば，断片的ながら，そのコミ

ュニケーション活動全体を表出活動・内在的思考を

含めて俯瞰的に捉えることが可能になるのではない

かと考えられる． 

 

2. リアルタイム型関心変化調査 

関心変化調査で最も理想的なのは，活動中にリア

ルタイムで変化点をプロットできることである．参

加者が活動に集中するためには，目線や心拍等の生

体情報を自動的に収集可能なものがあるが，それだ

けで内面的思考とリンクしていることを証明するの

は困難である．従って、意識変化点を参加自身にプ

ロットしてもらう必要が出てくる． 

2.1 能動型データの例 

参加者自身が意志を持って変化点を申告する例と

して， SNSハッシュタグを利用する例がある．講義

型に主に用いられるが，質疑応答は 1対 1になりが

ちであるところ，参加者がハッシュタグで質問や感

想を投稿，スクリーン等に映し出せば，その情報を

全員で共有でき，且つ外在化できる機会が大幅に増

える． 

類似例として，ニコニコ生放送やツイキャスのコ

メント書込み，その他 SNSのライブ放送でのいいね

ボタンなど，いわゆる同期型動画配信サービスへの

リアクションも意思表出の一つである．伊藤(2014)

はツイキャスを利用した授業実践を行っている(1)． 

また，山下ら(2010)は，参加者が他者の表出行動に

対する感情や意識などを端末からサーバに送信し，

記録として蓄積する「Sounding Board」を用いた可視

化を行っている(2)． 

後述するが，リアルタイム型では活動自体を阻害

しない程度のアクションでないと有用性に疑問が出

るので，意識変化点だけをボタンやクリッカーなど

でプロットするだけの調査も考えられる． 

2.2 受動型データの例 

能動型に対し，参加者の意志に関係なく，生体情
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報などのデータを自動的に取得し，分析に用いるこ

ともある． 

活動中の目線や心拍などの生体データを観測・記

録する方法は種々あり，従来は設備や準備等の負担

が大きかった点も，技術や機器の進化により，ウェ

アラブルデバイスや小型端末などにより，データの

取得が簡便になりつつある． 

2.3 メリットと問題点 

能動型データは，参加者の意志を比較的忠実に反

映させられる一方，活動没入への阻害要因や，誤入

力・虚偽入力のミスデータの可能性もある． 

受動型データは，活動への阻害を少なくしながら

生体情報を忠実に記録できる一方，そのデータのみ

で意識変化点を表現できる可能性はまだ低いと考え

られる． 

従って，これらの調査を併用し，アーカイブと重

ね合わせた分析によって，阻害要因を少なく抑えら

れる可能性を持っていると考えられる． 

 

3. リフレクション型関心変化調査 

リアルタイムでの調査が困難な場合，アーカイブ

を用いたリフレクション型調査が考えられる． 

3.1 リフレクションでのラベリングプロット 

活動後，個々の参加者にアーカイブを視聴させな

がら，意識変化点をプロットしてもらい，可能であ

れば，個々の変化点に「同意」「反対」「他案」「気付

き」などのラベリングを行ってもらう． 

イメージとしては，ニコニコ動画などの非同期型

動画配信サービスへの書き込みなどのリアクション

に類似する． 

中島(2008)は非同期型タイムプロットのシステム

を，クリッカーを用いて制作，タイムコード付きの

データを取得できるようにし(3)，芝崎(2014)はオープ

ンコンテンツを利用した事前学習のための視聴反応

モバイルシステムを開発している(4)． 

3.2 メリットと問題点 

リフレクション型の最大のメリットは，活動自体

に参加者が没入することが可能なことであり，調査

の有無に活動が左右されないことである． 

一方で，意識変化点も非同期入力となるため，入

力点や内容を入力者自身が操作してしまう可能性が

あり，また，活動時間の倍以上の時間拘束を参加者

に求める点も課題ではある． 

活動の内容や参加者層などにより，リアルタイム

型とリフレクション型それぞれ適したデータ取得方

法をハイブリッド的に利用することも視野に入れる

必要がある． 

 

4. 分析 

分析においては，以下の点に着目することが考え

られる． 

・ プロットの多い時間帯の前後にアーカイブ

上で何かが起こっていたか？ 

・ アーカイブ上に表出されている言動が無い

にも関わらず，プロットが多い時間帯は何が

起こっているのか？ 

・ 著しい表出言動が起こっているにも拘らず，

プロットが少ない場合は，言動が他者に伝わ

っていないということなのか？ 

・ ラベリングされている場合は，ラベルと表出

言動との関連性 

 

5. おわりに 

本調査手法の発想の端緒は，筆者が様々なコミュ

ニケーション活動に触れていくにあたり， 

・ 個々の参加者に内在的成果が出ているの

か？ 

・ 個々の活動に表出した成果が出ていなくて

も，意味ある活動として第三者にアピールで

きるのか？ 

・ 類似活動あるいは非類似活動において，表出

言動と内在的思考の変化点に何らかの関連

性が認められるのか？ 

などの疑問が生じたことから始まっている．これ

らを少しでも可視化することにより， 

・ 参加者の活動自体への関心・モチベーション

を上げられ，維持できる可能性． 

・ 成果が見えにくい活動について，他者への説

明根拠になる可能性． 

・ 活動自体の効率や濃度を上げられる可能性． 

などが期待できる所であり，実際の調査活動に取

り組んでいきたい． 
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あらまし：Web調べ学習では，学習課題について学ぶべき項目やその順序(学習シナリオ)を学習者自ら主
体的に決める必要がある．先行研究では，Web調べ学習をモデル化し，そのモデルに沿ったシステムを作
成して支援してきた．しかし，Web調べ学習では，解を用いた学習シナリオの評価が難しいという問題が
ある．そこで本研究では，DBpedia Japaneseで学習者の新たな課題への展開(課題展開)を診断することで，
学習者の主体性を損ねずに学習者の学習シナリオの診断手法を提案する． 
キーワード：Web，調べ学習，LOD，主体的学習，適応的支援 

 
1. はじめに 
近年，21世紀型スキルと呼ばれる情報活用能力が

重要視されており(1)，Web 調べ学習を繰り返し行う
ことで習得できる．Web調べ学習とは単に検索エン
ジンでキーワード検索するだけでなく，学習課題に

対する知識構築と新たな課題への展開(課題展開)を
繰り返すことで，学習課題を網羅的，体系的に学習

することである．このWeb調べ学習では，学習者が
自ら学習課題について学ぶべき項目やその順序(学
習シナリオ)を作成する必要がある．先行研究では，
Web調べ学習を支援するため，Web調べ学習モデル
を作成し (2)，このモデルに沿ったシステム iLSB 
(interactive Learning Scenario Builder)を開発した． 
一方，学習者の作成した学習シナリオは妥当なも

のとは限らないため，解となる学習シナリオ(解シナ
リオ)による評価が必要である．しかし，学習者が作
成する学習シナリオは多様なため，解シナリオを一

意に定めることは難しい．そこで本研究では，Web
上の関連データを紐付けたオープンデータである

LOD(Linked Open Data)を用いて学習者の課題展開の
妥当性を診断し，学習者の主体性を損なわずに学習

者の学習シナリオの診断を行う手法について述べる． 
 

2. Web調べ学習モデル 
本章では，Web 調べ学習モデルについて述べる．

Web 調べ学習モデルは以下の 3 フェイズから成る． 
(1) Webリソース探索フェイズ 
学習課題を端的に表すキーワードを用いて，学習

に用いるWebリソース(学習リソース)を収集するフ
ェイズである． 

(2) Navigational Learningフェイズ  
(1)で収集した学習リソースを探索し，学んだ項目
の関係付けにより知識を構築するフェイズである． 
(3) 学習シナリオ作成フェイズ 

(2)で構築した知識からさらに学びを進める項目
を選択し，部分課題として展開するフェイズである． 
	 (3)で展開した部分課題についても 3フェイズを繰
り返すことで，学習課題構造を表す木構造（学習シ

ナリオ）が作成される． 
	 本研究では，学習者の課題展開の妥当性を診断す

る． 
 

3. Web調べ学習における課題展開診断手法 
本章では，LODについて述べ，LODを用いた課題

展開診断手法の枠組みについて述べる． 
3.1 LOD (Linked Open Data) 

LODとは，Web上の関連データをリンク付けして
公開している仕組みであり，データをネットワーク

として表現できるため，データのWebと呼ばれる(3)．

本研究では，日本語版Wikipediaを LODとして表現
した DBpedia Japaneseを用いる．DBpedia Japaneseに
おけるデータは，RDFと呼ばれる主語，述語，目的
語 3要素で項目間の関係を表したデータ形式で表現
され， SPARQLというクエリ言語で取得できる．そ
のため，SPARQLを用いたキーワード間の関係やキ
ーワードに対する関連語句の取得が可能である． 
3.2 課題展開診断手法の枠組み 
課題展開の診断は，Firefoxのアドオンとして実装
した iLSB に課題展開診断機能を実装した．診断の
手順は図１に示す通りである． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A3-1 

― 171 ―



 
図 1 課題展開の診断の流れ 

学習者は iLSBを用いてWeb調べ学習モデルに沿
った学習を行い，学習者の課題展開に応じて課題展

開の妥当性診断を行う．課題展開の妥当性診断は，

DBpedia Japanese から課題間の関係や関連語句を取
得し，学習者の課題展開の妥当性を，妥当性が高い，

低い，不明の 3段階で診断し，学習者に提示する． 
 

4. 課題展開診断アルゴリズム 
本章では課題展開の妥当性診断アルゴリズムにつ

いて述べる．課題展開の妥当性は，学習シナリオに

おける根となる課題(初期課題)から見た妥当性と，
課題展開における展開元の課題(親課題)から見た妥
当性を考慮し，それぞれの課題を表すキーワード(課
題キーワード)間の関連度と類似度を算出して評価
する．以下，関連度，類似度の算出方法を述べ，課

題展開診断アルゴリズムについて述べる． 
4.1 課題キーワード間の関連度の算出方法 
課題キーワード間の関連度は，DBpedia Japaneseに

おける，2 つの課題キーワード間の距離と経路数か
ら，関連度の強いもの，弱いもの，不明なものの 3
段階で評価する 
4.2 課題キーワード間の類似度の算出方法 
課題キーワード間の類似度は，DBpedia Japaneseか

ら各課題キーワードの関連語句を取得し，形態素解

析することで，各課題キーワードに対する単語集合

を作成する．作成した単語集合の一致度から類似し

ているもの，類似していないもの，不明なものとの

3段階で評価する． 
4.3 課題展開診断アルゴリズム 
初期課題から見た関連度・類似度，親課題から見

た関連度・類似度を用いて，図 4に示すアルゴリズ
ムで課題展開の妥当性を診断する．これは展開した

学習課題が初期課題から見て妥当であるか診断し，

次に親課題から見て妥当であるか診断することで，

最終的に課題展開の妥当性を，関連度の強いもの，

弱いもの，不明なものの 3段階で評価するアルゴリ
ズムである． 

 
図４：診断アルゴリズム 

 

5. ケーススタディ 
4.3 で示した診断アルゴリズムの診断精度評価の
ため，「災害」，「インフルエンザ」，「アレルギー」の

3つの学習課題に対して，10人の学習者が作成した
学習シナリオを用意し，筆者ら 3名による人手の診
断と診断アルゴリズムの診断を比較した．その結果，

人手の診断と診断アルゴリズムの診断が一致した割

合は 50.1%であり，人手の診断結果に対する診断ア
ルゴリズムによる結果の再現率，適合率，F 値は表
１のようになった． 
表１：診断アルゴリズムの再現率，適合率，F値 

 
災害 インフル 

エンザ 
アレ 
ルギー 全体 

妥当

性が 
高い 

再現率 78.9% 42.7% 60.5% 57.7% 
適合率 60.0% 42.7% 44.8% 49.8% 

F値 0.682 0.434 0.515 0.534 
妥当

性が 
低い 

再現率 7.7% 4.3% 44.7% 15.6% 
適合率 42.9% 16.7% 44.7% 35.9% 

F値 0.130 0.068 0.447 0.218 
妥当

性が 
不明 

再現率 62.5% 78.2% 51.1% 20.6% 
適合率 46.3% 52.5% 60.8% 53.4% 

F値 0.532 0.628 0.555 0.298 
表１より課題展開の妥当性が高い展開や不明な展

開での適合率は 50%程度であり，妥当性の低い展開
での適合率は 30%程度だった．この結果から，診断
アルゴリズムによる診断結果は，ある程度信頼でき

ると考えられるが，妥当性が低い課題展開の診断に

は改善が必要である．また，妥当性が不明と診断さ

れた課題展開は DBpedia Japaneseのリソース不足が
原因とも考えられ，診断手法の再検討が必要である． 

 
6. まとめ 
本研究では，Web調べ学習における学習シナリオ
の評価は主体性を損ねるため難しいという問題に対

し，DBpedia Japanese で学習者の課題展開診断手法
を提案した． 
今後は提案手法が真に主体性を損なわずに診断可

能かを検証することや，課題展開の順序に対する診

断手法の検討が挙げられる． 
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あらまし：Web調べ学習では学習者は学習リソースを選択し，学習課題について学ぶべき項目やその学ぶ
順序（学習シナリオ）を自ら決定する．一般に適応的支援は学習者の学習成果物と解との比較に基づき行

われるが，Webのようなオープンエンドな空間では調べ学習の解を一意に定めることは困難である．本研
究では，LOD を用いることで，学習者の学習シナリオの課題展開の偏りを診断・修正し，妥当な課題展
開を促す部分課題候補の推薦手法を提案する． 
キーワード：Web，調べ学習，LOD，主体的学習, 適応的支援 

 
 
1. はじめに 
近年，教育現場では Web 上での調べ学習(Web 調

べ学習)の機会が増加している(1)．一方，Web調べ学
習はテキスト教材とは異なり，学習課題について学

ぶべき項目やその学ぶ順序が規定されていないため，

学習者は Web を探索しながら課題について学んだ
知識を構築し，さらに詳しく学ぶべき項目を部分課

題として展開して，学習シナリオを作成する必要が

ある．先行研究では Web 調べ学習モデルを提案し，
このモデルに沿った学習環境 interactive Learning 
Scenario Builder (iLSB)を開発した(2)． 
一方，Web のようなオープンエンドな空間では，

学習者が作成するシナリオの個別性は高くなり，事

前に解シナリオを用意することは困難である．その

ため，学習シナリオ作成での課題展開が不十分な場

合に，適応的な支援を施すことは容易ではない．  
本研究では，学習者の学習シナリオの課題展開の

偏りを診断し，学習者の学習シナリオ内に存在する

課題キーワードと関連が高いキーワード群をLinked 
Open Data(LOD)を用いて抽出することで，課題展開
に対する適応的な支援を実現する手法を提案する． 

 
2. Web調べ学習モデル 
本研究では，Web調べ学習プロセスを以下の 3フ

ェイズで構成されると定義し(2)，これらのフェイズ

を新たに部分課題が展開されなくなるまで繰り返す

ことで，図 1のような学習シナリオが作成されると
捉えている． 
1. Webリソース探索フェイズ 

学習課題を端的に表すキーワードを用いて学

習に用いる Webリソース群を探索・収集する． 
2. Navigational Learningフェイズ 

Webリソースを閲覧しながら，学んだ項目をキ
ーワードとして抽出し，関連付けを行い，課題

に対して学んだ知識を構築する． 
3. 学習シナリオ作成フェイズ 

さらに学習が必要な項目を学習課題の部分課

題として展開し，学習課題を構造化する． 

 
図 1	 学習シナリオ 

このモデルに基づく調べ学習では，学習シナリオ

における課題展開が不十分なまま学習を終えてしま

うことがある．本研究では，課題展開の不十分さを

学習シナリオの偏りとして診断し，展開すべき部分

課題の候補を適応的に推薦することで，学習者によ

る課題展開を促す． 
 

3. LODに基づく適応的支援 
3.1 Linked Open Data 

LODは，Web上でデータを自由に利用できるよう
共有する方法であり，主語・述語・目的語からなる

RDF形式で記述され，クエリ言語 SPARQLを用いて
検索可能である(3)．本研究では日本語版Wikipediaの
LODを扱える DBpedia Japaneseを用いる． 
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3.2 課題展開数による推薦 
ここでの推薦処理は，学習シナリオの偏り診断と，

診断結果に基づく部分課題の提示から構成される．

学習シナリオの偏り診断では，最初に学習者に与え

られた課題(初期課題)の課題展開数が十分か診断し，
次に初期課題からの深さが等しい課題を根とする部

分木同士で課題展開数を比較して偏りを診断する． 
初期課題の課題展開数の診断では，初期課題に対

する適切な課題展開数を決める必要があり，これを

決定する式を定義するため予備調査を行った．予備

調査では偏りのない学習シナリオの初期課題の課題

展開数と，DBpedia Japanese で初期課題とリンクが
相互に結ばれたキーワードの数は比例関係にあると

仮定し，「アレルギー」，「インフルエンザ」，「災害」

の 3 つの学習課題に対して 10 名の学習者に作成さ
れた学習シナリオについて，3 名の実験者により偏
りがない学習シナリオを選定し，各初期課題に対す

る課題展開数と DBpedia Japaneseで初期課題とリン
クが相互に結ばれたキーワード数を求めた．その結

果より，初期課題の適切な課題展開数を degree，
DBpedia Japanese において初期課題と相互にリンク
が結ばれているキーワード数を objectとし，式(1)を
定義した． 

degree	 = 	0.16	 × 	object	 − 	2.1	 	 (1) 
初期課題の課題展開数が， degreeの値未満であれ

ば，課題展開数を増やす部分課題候補推薦のため，

初期課題とそこから展開された部分課題の少なくと

も一方と DBpedia Japaneseで関連のあるキーワード
を取得する SPARQLクエリを作成する．初期課題の
課題展開数が十分であった場合，初期課題からの深

さの値が小さい順に，等しい深さの課題を根とする

部分木同士で課題展開数を比較する．部分木同士の

課題展開数に差があった場合，課題展開数の少ない

部分木の根からの課題展開数を増やすため，初期課

題とその部分木の根の課題キーワードの少なくとも

一方と DBpedia Japanese上で関連のある部分課題候
補を取得する SPARQLを作成する． 
学習シナリオの偏りに応じて作成したSPARQLに

より DBpedia Japaneseから取得した部分課題候補は，
初期課題および親・兄弟課題との間のリンクの有無・

双方向性により表 1の優先提示順序に従い，学習者
に提示される． 

表 1 優先提示順序 

 
 

4. 評価実験 
本研究で提案した推薦手法の有効性を検証するた

め，「インフルエンザ」，「アレルギー」，「災害」の学

習課題に対する学習者の学習シナリオに対して評価

実験を行なった．評価実験では学習者の学習シナリ

オに対して実験者 3名が課題展開の適切さを 3段階
で評価した．そして，各学習シナリオの初期課題と

部分課題候補の親・兄弟となっている課題キーワー

ドの少なくとも一方を用いてSPARQLクエリを作成
し，部分課題候補とその属する優先提示群を取得し

た．その後，学習シナリオ内で実験者により課題展

開が不適切と診断された課題を推薦してはいけない

部分課題候補，それ以外を推薦すべき部分課題候補

とし，システムが出力した部分課題候補・優先提示

群と照らし合わせた．そこから第 4優先提示群まで
を含めた場合と，第 3優先提示群までを含めた場合
の再現率・適合率・F 値を求めた．結果を表 2 に示
す． 

表 2	 再現率・適合率・F値 

 
表 2より，適合率については第 4優先提示群まで
においてアレルギー以外で 7割以上，第 3優先提示
群までにおいてインフルエンザ以外で 8割を超える．
これらは，システムが推薦する部分課題候補が妥当

に機能する可能性を示唆していると考えられる．一

方，再現率はアレルギー以外の学習課題において 6
割以下，F 値は 7 割以下になっている．現状の
DBpedia Japanese では現在取得できている以上の部
分課題候補を取得することが困難なため，再現率に

ついては DBpedia Japaneseの限界と考えられる． 
 

5. まとめ 
本研究では，Web調べ学習において，学習者の学

習シナリオの偏りを把握した上で，LODを用いて学
習シナリオ内の課題キーワードと関連するキーワー

ドを学習者に推薦する手法を提案した．評価実験の

結果，提案システムの妥当性及び有効性が示唆され

た．今後は提案システムを実装した iLSBを用いて，
学習者とのインタラクションの中で提案システムが

有効に機能するかを検証する予定である． 
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あらまし：ゲーミングでは，ファシリテーションやディブリーフィングの重要性が論じられている．一方

で，ゲーミングの結果からプレイヤの判断・行動を分析・評価するための方法論の確立は必ずしも進んで

いない．そこで本稿では，ゲーミングにおけるプレイヤの判断・行動の分析・評価を支援する枠組みを提

案する．具体的には，シミュレーション分析の方法論を取り入れる：1)ゲーミングのテーマと同型に作ら
れたエージェント・モデルを構築し，エージェントによるシミュレーション・ログの内容を類型化する，

2)人間によるプレイ・ログを，類型化した結果上にマッピングし，プレイヤのログを位置づける．このよ
うにして，ファシリテーター側にプレイヤの判断・行動をフィードバックし，分析・評価のサポートを行

う枠組みを提案する． 
キーワード：ビジネスゲーム，エージェントシミュレーション，シミュレーション分析 

 
 
1. はじめに 
ゲーミングでは，ファシリテーションやディブリ

ーフィングの重要性が論じられている(1)．一方で，

ファシリテーションやディブリーフィングは「アー

ト」と捉えられがちであり，ファシリテーターの経

験や技量に依拠するところが大きい．プレイヤの判

断・行動の分析・評価では，プレイ・ログの内容を

個別に比較・分析することが一般的である．しかし，

ログ全体の分析には困難を伴い，結果として評価の

軸が成績や勝敗に偏重してしまうという指摘がある
(2)．そこで本稿では，主にコンピュータを用いる形

式のビジネスゲームを対象とし，プレイヤの判断・

行動の分析・評価を行う．具体的には，シミュレー

ション分析の手法を援用し，1) エージェント・モデ
ル（以下，ABMとする）によるシミュレーション・
ログを類型化する，2)その上に人間によるプレイ・
ログを位置付けることでプレイヤの判断・行動を相

対化する．プレイヤ及びファシリテーターに対して，

ビジネスゲームが描き得るシナリオ・シミュレーシ

ョンパスの全体像を提示し，それら結果に対するプ

レイヤの位置付けを可視化することにより，ディブ

リーフィングを支援する枠組みを提案する． 
 
2. 関連研究 
社会的・組織的な行為や活動をゲームと捉えて，

世界を解釈し，新しいシステムのデザインに繋げる

方法として，ゲーミフィケーションが知られている 

(3)．ゲーミフィケーションを実現するためには，「現

実問題→ゲーミング→エージェントシミュレーショ

ン（ABS）→ストーリー・シナリオ作成→現実への
接地」の手順からなるループを繰り返すという接近

法が提唱されている(4). 本稿では，ABMを基礎とし
たゲーミングの分析・評価枠組みを提案する． 
 
3. 方法論 
方法論の概要を以下に示す(図 1)．ビジネスゲーム

の主題を決定し(Step 1)，それに基づく ABMを作成，
多数回のシミュレーション・ログを生成する(Step 2)．
その結果をシミュレーション分析手法により類型化

する(Step 3)．本稿では，ログクラスターを用いた分
類手法(5)を採用する．更に，作成した ABM の一部

エージェントを人間が代替できるよう拡張する

(Step 4)．類型化したシナリオ・シミュレーションパ
ス上に，人間によるプレイ・ログを重畳し(Step 5)，
ディブリーフィングのための分析を行う(Step 6)．  

 

  
図 1 本稿における方法論の概要． 
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4. 挙動確認 
4.1 ビジネスゲームの主題 
本稿では，金融機関の市場性資産への投資行動が

金融システムの安定に与える影響をテーマとした．

プレイヤは金融機関のALM運営の責任者を想定し，
証券投資に係る意思決定を行った． 
4.2 主題に基づいた ABM 
構築した ABMの概要を下図に示す（図 2）．これ

は，金融機関の連鎖的な破綻を表現するエージェン

ト・モデル(6)である．エージェントは中核的金融機

関であり，意思決定として 1)投資行動と 2)資金繰り
行動を行う．市場性資産の価格変動により財務状況

が変化し，インターバンクネットワークを介した短

期資金貸借等を通じて破綻が生じる．具体的なパラ

メタ等は(6)と同様であり，完全結合する 20社の金融
機関を対象とし，ステップ数は銀行勘定の決算期間

を想定し 125step(1step =1day)とした．  

 
図 2 金融機関の連鎖的な破綻を表現するエージェ
ント・モデル(6)．本稿では，投資行動のみに注目． 
 
4.3 シミュレーション結果の類型化 
	 4.2節のパラメタで 1,000回試行し，シミュレーシ
ョン・ログをクラスタリングした結果が(図 3)である．
市場性資産量の多寡と破綻ステップ数に応じて 3つ
のクラスターに分類されることがわかった． 
4.4 ゲーミング・シミュレータ化とプレイ・ログの重畳 

4.2節の ABMにつき，一部エージェントの意思決
定を人間が代替できるよう拡張した．ゲーム化にお

いては，簡単のため，開始 stepにおける担当金融機
関の保有市場性資産量（残高）のみを意思決定項目

とした．2 人のプレイヤによる個別試行を行い（試
行 1, 試行 2），4.3節で類型化したシミュレーション
結果上に，個別のプレイ・ログをマッピングした（図

4）．各 clusterの重心との距離から，試行 1は cluster2，
試行 2は cluster0と近い結果に分類された．  
4.5 ディブリーフィングのための分析 

(図 3)では，ABM による多数回試行により，対象
とするビジネスゲームが描き得るシナリオ・シミュ

レーション結果の全体像を得ることができた．また， 
(図 4)では，当該全体像の中で，個別のプレイ・ログ
の位置付けが示された．人間プレイヤのプレイ結果

が，エージェント・プレイヤのどのプレイ結果に類

似性が高いか，議論が可能となった． 

   
図 3 (左)：シミュレーション・ログのクラスタリ

ング結果（縦軸：エージェントの当初保有市場性資

産量，横軸：エージェントの破綻ステップ数）．市場

性資産量の多寡と破綻ステップ数に応じて 3つのク
ラスターに分類(cluster0-2)． 
図 4(右)：人間によるプレイ・ログを重畳した結果

（試行 1, 2）．各ログクラスターの重心からの距離か
ら，試行 1は cluster2と，試行 2は cluster0と近接． 
 
5. おわりに 
本稿では，ビジネスゲームにおけるプレイヤの判

断・行動を分析・評価する際の支援枠組みを提案し，

以下のフィージビリティを確認した：1) ビジネスゲ
ームで想定されるシナリオ・シミュレーションパス

の全体像を提示できること，2) 当該全体像との対比
で，個別のプレイヤのログを位置づけることができ

ること．結果として，1) ビジネスゲームの「あり得
る」結果の全体像が分かった，2) 全体像に対する各
プレイヤの結果の類似性を示し，あわせてプレイヤ

の「あり得た」他の結果も同時に提示できた．この

ようにして，プレイヤとファシリテーターの双方に

対して，ディブリーフィングの際に有用な情報を提

供することが可能であると考える． 
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あらまし：従来の初等力学の学習において誤りの気づきのために用いられてきた Error-Based Simulation で

は，学習者による概念の解答をもとにしてふるまいや実現象のシミュレーションを生成した．本研究では

初等力学の学習において，シミュレーションに加えてパラメータの情報を与えることで学習者が誤りに

気づくことができる場合に着目し，パラメータの提示を行う学習支援システムの評価を行う． 

キーワード：初等力学，学習支援システム，適応的フィードバック，Error-Based Simulation 

 

 

1. はじめに 

学習者が初等力学を学習する際に，力学的概念で

ある力・加速度・速度を既知の現象とともに正しく

対応付けて理解することは困難であり，特に学習者

が現象に対して誤った概念をもつ場合に，その修正

は容易ではないとされている．このような誤概念を

持つ学習者に対して，Error-Based Simulation（EBS）

により学習者の誤概念に対応する誤った現象をフィ

ードバックすることで，学習者が自発的に概念の誤

りに気づくことができ，誤ったシミュレーションを

もとにした試行錯誤によって正しい概念を習得する

ことが可能となる． 

筆者らは，EBS を用いた学習における自発的な誤

りの修正を促すため，EBSの生成した現象とともに

概念のパラメータを観測器や矢印を用いて提示し，

概念理解の支援を行ってきた．本稿では，これまで

のパラメータを提示する手法による学習に対して，

学習者の理解への有効性を評価する． 
 

2. Error-Based Simulation(EBS) 
力学における EBS では，現象を問題として提示し，

学習者は矢印を用いて力学的概念の解答を行う．

EBSは解答された概念に対応した現象をシミュレー

ションとして生成し学習者に提示するが，このとき

「床を貫通して物体が沈む」「宙に物体が浮かぶ」な

どの現実に起こりえない現象もシミュレートするこ

とが可能である．これにより，学習者にとって違和

感のあるシミュレーションを提示することで，学習

者自身の力学的概念の誤りを強く認識できる(1)． 

3. EBSにおけるパラメータの提示 

3.1 観測器を用いた速度・重量の可視化 

これまで EBSにおいては，学習者の概念の解答に

対応したシミュレーションを生成する際に，シミュ

レーションが正しい現象と同じ動きとなる場合や同

じ方向への運動をフィードバックする場合などにお

いて，誤りに気づくことが難しいと考えられる解答

が存在した(2)．そこで，誤りに気づくことが難しいと

考えられる解答が行われた場合に，従来，学習者に

提示していたシミュレーションに加えて物体にかか

る重量を示す重量観測器や物体の速度を示す速度観

測器によってパラメータを提示する．観測器を用い

た EBSでは，学習者は正しい現象と学習者の解答を

もとにしたシミュレーションのそれぞれにおける観

測器のパラメータの違いを通して，誤概念の解答の

修正を行うことが可能となる(3)．図 1 に重量観測器

を用いたシステムフィードバック例を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 観測器による正解・作図間の違いの提示 

3.2 パラメータ矢印の提示による概念間の理解 

従来の EBS において，学習者の入力する力・加速
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度・速度をもとに提示するシミュレーションは運動

に限定されており，運動に対応した力学的概念の理

解を行うことはできるが，力と加速度などの概念間

の関係性を直接理解することは困難であった．そこ

で，概念間の関係性を理解させるため，フィードバ

ックにおいても解答時と同様に概念の大きさを矢印

で示す手法を用いる(4)．このことで，運動からの各概

念の解答に加えて，概念をもとにした他概念の解答

を行うことが可能となる．図 2 に矢印を用いたフィ

ードバックの例を示す．上部にはある概念の正しい

状態，下部では解答を行った別の概念を正解と同じ

概念に変換した状態で，いずれもパラメータを矢印

として示している．学習者は正解および解答に対応

したフィードバックにおける矢印の大きさを見比べ

ることで解答した概念の誤りに気づくことができ，

概念間の関係性の理解を直接行うことが可能となる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 矢印を用いた力学的概念のフィードバック 

 

4. パラメータ提示 EBSにおける学習の評価 

4.1 観測器によるパラメータ提示 EBS 

シミュレーションによって誤りに気づきづらいと

考えられる解答を行った場合にシステムが速度また

は重量の観測器とともにシミュレーションを行う機

能をもつ EBSによる学習を行った実験群 9名と，通

常通りのシミュレーションを行う EBS によって学

習を行った統制群 7 名を比較する形で評価実験を行

った．EBS では，共通の学習課題を静止系 2問→運

動系 2 問の順で出題し，運動系において等速運動お

よび等加速運動の問題を扱った．学習の事前および

事後に行った共通のテストについて，平均正答率お

よび効果量分析の結果の抜粋を表 1 に示す． 
 

表 1 観測器を用いた EBSのテスト結果 

テストの正答率において，実験群および統制群の

両群において事後テストが事前テストを上回り，上

昇幅は運動系のみの結果がほぼ等しいことを除けば

実験群が高い結果となった．cohen’s d による効果量

分析の結果では，運動系においては観測器を用いる

フィードバック時の現象にも違いが現れるため差が

見られなかったが，静止系においては大きな差が見

られた．また，EBS 利用時に静止系において，誤り

に気づくことが難しいと考えられる誤答が実験群 9

名中 8名（1 名あたり 3.9回），統制群 7名中 6名（1

名あたり 10.0 回）みられ，このような誤答に対する

支援を行うことの必要性，および解答を修正する際

に観測器が有効に働いたことが示唆される． 

4.2 矢印によるパラメータ提示 EBS 

運動系の等速運動 1 問を学習課題として，運動に

対応する力・加速度・速度を解答し，3 つの関係を学

習する従来の EBS を用いた統制群 7名と，前述の運

動との 3 つの関係に加えて力・加速度・速度相互間

の解答を行い，合計 6 つの関係を学習する EBSを用

いた実験群 7 名を比較する形で評価実験を行った．

共通の問題を用いたテストの正答率と効果量分析，

および分散分析の結果の抜粋を表 2，表 3に示す． 
 

表 2，表 3 矢印の提示 EBS のテスト結果 

  
テストの正答率においてはいずれの群においても

システムを用いた学習による学習効果が見られ，分

散分析を行った結果，交互作用に有意差が確認され

た．EBS 利用前後の効果量では，統制群が効果量小

(<0.5)であったが，概念間の関係性を学習した実験群

では効果量大(>1.0)を示し，学習内容を追加したこと

によって高い学習効果を得られることが示された． 

 

5. まとめ 

本稿では，EBS における学習者の理解を促進する

ためのパラメータの提示を行う 2 つの手法について，

その評価を示し有効性を述べた．このことから，学

習者の理解状況に応じてパラメータを可視化したフ

ィードバックを行うことが，現象や概念の理解およ

び関係性の理解に対して有用であると考えられる．

そのため，今後は現象に対して提示するパラメータ

を学習者が選択することで理解を促進する学習を行

わせるために，パラメータの可視化手法として 2 つ

の手法を統合し，観測器や矢印によるパラメータ提

示を用いた学習支援システムの開発を検討する． 
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実験群 統制群 

正答率 静止系 運動系 正答率 静止系 運動系 

事前 50.0% 61.1% 38.9% 41.7% 64.3% 19.0% 

事後 87.0% 100.0% 74.1% 70.2% 85.7% 54.8% 

差分 37.0% 38.9% 35.2% 28.5% 21.4% 35.8% 

cohen's d 2.18 2.82 1.45 1.56 1.03 1.56 

変動要因 有意差 

実験群/統制群 n.s. 

事前/事後 p<.05 

交互作用 p<.05 

 実験群 統制群 

事前 36.1% 37.0% 

事後 65.5% 47.9% 

差分 29.5% 10.9% 

cohen’s d 1.70 0.47 
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あらまし：初修フランス語教育における一斉授業と自主学習支援のデジタル教材：Web〈なびふらんせ〉

の研究開発を行ってきた．本研究をさらに進め，現在は「“デジタル教科書”“デジタル教材”“e ポート

フォリオ”“教材ダウンロード”からなる教材の一体化」の検討に至っている．本検討では，アクティブ

ラーニングの諸活動および各学習者への対応での有用も視野に入れている．そこで本稿では，授業内外で

のグループ学習を活性化し得る補助システムとして「メッセージ機能」の設計と使用の概要を報告する． 

キーワード：デジタル教材，ICT活用，学習環境，語学教育，初修外国語，授業支援 

 

 

1. はじめに 

大学等の初修フランス語教育における自主学習促

進のため，デジタル教材：Web〈なびふらんせ〉の

開発を行ってきた(1)．学習者は，Web〈なびふらん

せ〉を用い，デジタル教材の各種コンテンツと“e

ポートフォリオ”の連関で学習サイクルを遂行し，

効果的かつ効率よく学習を進めることができる(2)．

さらに，授業者が，本デジタル教材に備えた「クラ

ス設定機能」を“e ポートフォリオ”と併せて授業

時に使用することで，授業外の個々の取り組みを活

性化させ，学習をより一層深めることも可能となる
(3)．このことは，授業実践や授業アンケート調査結

果から確証が得られた(4)．そこで，研究開発をさら

に進め，現在は「“デジタル教科書”“デジタル教材”

“e ポートフォリオ”“教材ダウンロード”からなる

教材の一体化(5)」の検討に至っている．本稿では，

特に Web〈なびふらんせ〉に「メッセージ機能」を

付加することで，授業内外におけるグループ学習や

課題提出に有効な補助システムとなる点について，

設計および使用の概要を報告する． 

 

2. 「メッセージ機能」の概要 

2.1 機能の必要性 

2011 年に開発を始めた Web〈なびふらんせ〉は，

随時，コンテンツの追加や機能拡張等を行い，2018

年度バージョンに至っている．現在は，「“デジタル

教科書”“デジタル教材”“e ポートフォリオ”“教材

ダウンロード”からなる教材の一体化」を目指し，

補助機能追加等の見直し段階にある．本「一体化」

の実現に向けて精査した結果，Web〈なびふらんせ〉

は，以下の支援の追加が明らかとなった． 

 

① 授業者の必要に応じてワークシート等の配布

や回収が行える 

② グループ学習において，グループのメンバー

間で情報の共有および交換ができる 

③ 上記①・②に対応する支援を“デジタル教科

書”からも利用できる 

 

上記①・②の支援を可能にするには，既存のメッ

セージ・ツールやオンライン・ストレージなどを利

用する方法が考えられる．しかし，この場合，操作

等の複雑さから利用者に負荷がかかる．また，上記

③への支援を提供するための実装面においても，セ

キュリティ等の問題が生じる． 

そこで，Web〈なびふらんせ〉に，上記①・②・

③の支援が可能となる補助システム「メッセージ機

能」の付加的搭載が有効であるとの判断に至った． 

 

2.2 機能の要件 

以下に，「メッセージ機能」の要件を示しておく． 

要件①：同一クラスのユーザー（授業者・学習者）

間でメッセージ交換と情報の共有が容易に行

える 

要件②：授業者は，グループ設定（グループ数や

メンバーの決定，グループの変更など）が柔軟

に行える 

要件③：各操作は簡易性を重視し，必要最低限の

機能に絞り込む 

 

2.3 実装方針 

2.2節で述べた要件が満たせるよう，実装方針の検

討を行った．Web〈なびふらんせ〉のユーザーIDは

電子メールアドレスでの登録となっている．そこで，

電子メールアドレスを活用し，課題のワークシート

の送付やメッセージ交換において，電子メールを用
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いることとした．さらに，「グループ設定機能」の実

装には，Web〈なびふらんせ〉の「クラス設定機能」

を活用して対応する．この「クラス設定機能」は，

授業者がクラス毎に学習者の“e ポートフォリオ”

を管理できるもので，本機能の拡張によって各クラ

スに所属の学習者に対し，柔軟に「グループ設定」

ができるよう実装を図る． 

 

3. 使用例 

「メッセージ機能」の使用例について概要してお

く． 

図 1 は，ワークシート等の配布・回収時の使用例

である．まず，授業者（教員 ID）は，「メッセージ

機能」を用いてメール送信（送信先は，「個別」・「複

数人」・「全員」の選択が可能）を行う（図 1 の①）．

学習者（学生 ID）は，各自のメールソフトで授業者

からのメールを受信する（図 1の②）．活動後のワー

クシート等を授業者に提出する際には，メッセージ

機能を用いてメール送信を行い（図 1 の③），授業者

は自身のメールソフトで学習者からのメールを受信

する（図 1の④）．なお，学生 ID からのメール送信

は，「授業者」か「自分の所属しているグループ」の

みとする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ワークシート等の配布・回収時 

 

図 2 は，グループ学習時にグループで情報交換を

行う場合の使用例である．まず，授業者は，「グルー

プ設定機能」を用いてグループを作成する（図 2 の

①）．その後，授業者はグループにメール送信処理を

行い（図 2 の②），メールは授業者とグループのメン

バーに送られる（図 2 の③）．同様に，学習者からグ

ループへのメールは（図 2 の④），授業者とグルー

プ・メンバーに送られる（図 2の⑤）． 

なお，“デジタル教科書”からの利用については，

容易にメッセージ機能にアクセスできるよう，“デジ

タル教科書”画面にメールマーク（📧）を設置する

など，工夫を行いたいと考えている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 グループ間の情報交換時 

 

4. おわりに 

本稿では，デジタル教材：Web〈なびふらんせ〉

に新たに加えて有用性を図る補助システム「メッセ

ージ機能」について，設計概要および使用例を示し

た．今後は，本機能を実装した上で，「“デジタル教

科書”“デジタル教材”“eポートフォリオ”“教材ダ

ウンロード”からなる教材の一体化」の一部として

の機能精査を行い，新たな学習支援環境の構築と充

実を目指したい． 
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あらまし：筆者らは，大学初修中国語教育のためのブレンディッドラーニング環境の構築を目指してきた

が，対面授業と連携した PC利用の eラーニングからスマートフォン利用への転換を図った．その過程で，
スマートフォンを利用した新たな学習形態である Microlearning に注目し，その設計原則に基づいてスマ
ートフォン利用復習教材の設計手法を示し，実教材の開発を進めた．本発表では，発音練習の設計手法に

ついて報告する． 
キーワード：大学初修中国語，ブレンディッドラーニング，スマートフォン利用復習教材，Microlearning 

 
 
1. はじめに 
第二外国語としての初修中国語は，特に音声面を

重視した自習が不可欠である．これに対し，我々は

ICT を活用し，通常の対面授業，授業後 e ラーニン
グによる復習，及び次回の授業に行うテスト・発展

学習からなる３段階学習プロセスのブレンディッド

ラーニング（Blended Learning；以下 BL）を提案，
実践している(1)．さらに，急速なスマートフォンの

普及につれ，短時間でも随時随所で学習できるスマ

ートフォン用教材に対する学習者の要望に対応し，

PC 利用の e ラーニングからスマートフォン利用へ
の転換を図り，スマートフォン利用復習教材アプリ

KoToToMo を開発した．実践の結果，学習意欲の継
続，復習の促進という効果が確認された(2)． 
一方，KoToToMo の発音篇に関しては，ネイティ
ブの発音動画の視聴及び録音・再生機能を利用した

基本発音練習のみとしたことに対し，リスニングな

ど練習問題の追加を求める学習者の意見が確認され

た．たしかに発音上達には，リスニング，ミニマル

ペア（類似音）の区別，応用練習が重要であり，よ

り効果的な発音学習を実現するためには，こうした

練習のコンテンツを開発し，KoToToMo を改善する
必要がある． 
このような課題に対し，我々は，以前開発した PC

利用の発音練習コンテンツを用い，スマートフォン

利用の学習形態であるMicrolearningに基づく設計を
行って，スマートフォン利用コンテンツへの転換を

図った．さらに，より効率的，動機づけの高い学習

を実現するために，KoToToMo のインターフェース
なども改善し，新たな復習教材アプリ KoToToMo＋
を開発した．本稿では，本教材の発音練習の設計手

法について報告する． 
2. ３段階学習プロセスを踏まえた復習内容 
我々が提案する３段階学習プロセス（図 1）によ

る BLでは， 復習は，授業で十分に行うことができ
ない練習を中心に行い，学習事項の定着を図ると同

時に，次回授業の発展学習につながるものである必

要がある．そのため発音篇の復習内容は，授業内容

と連携した基本発音練習，リスニング，ミニマルペ

アの区別，応用練習から構成することとする．本研

究では，これらの復習を従来の PC 利用からスマー
トフォン利用に置き換え，その設計と開発を目指す． 

 
3. スマートフォン利用復習教材の発音練習

の設計 
3.1 練習内容の設計 

KoToToMo＋の発音練習は，対面授業の学習の順
序と進度にあわせ，全部で 6回分となる（図 2）．各 

 

 
図 1 ３段階学習プロセス 
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図 2 メニュー画面 図 3 基本発音の画面 

 
回は，これまでの復習アプリ教材 KoToToMoにあっ 
た「基本発音」練習のほかに，新たに次の三つの練

習からなるドリルを追加した．即ち，(1)ミニマルペ
アを発音する「区別して発音」，(2)ミニマルペアを
聞き分ける「聞き分け」，(3)音節や文を発音する「チ
ャレンジ」であり，多様な形式をもたせているが，

練習全体として，一歩ずつ進む流れとなっている．

さらに，スマートフォン利用の学習形態である

Microlearning に対応し，各練習は短時間でも練習可
能になるようにしている（表 1）．以上により，基本
発音のほか，学習困難点である類似音及び二音節な

どの発音を上達させることが期待できる． 
3.2 練習画面の設計 
まず，メニュー画面では，これまでの PC 教材及

び前アプリ教材 KoToToMo に対し，KoToToMo＋で
は，学習者自身学習の進捗状況が一目で把握可能な

インターフェースを提供し，自律的な学習を促すよ

うにしている．また画面右に，直近 1週間における
各練習に取り組んだクラスメートの人数を提示し，

学習意欲を高めるようにしている（図 2）．  
次に，練習画面の構成は，基本発音では，上半を

動画の視聴部分，下半を学習者の発音の録音・再生

部分に分割した．ドリルでは，ヘッドに練習の進捗

状況，中間に問題文や録音・再生，フットにフィー

ドバックを配し，３分割とした．全体的にスマート

フォン端末に対応した簡潔な画面構成となるように

設計している（図 3〜図 5）． 
また，従来の PC教材に対し，本アプリ教材では，

すべての発音練習において，録音・再生ボダンを用  
 

表 1 発音練習の各コンテンツ 
形式	 想定学習時間	

基本発音：動画で基本事項を復習する 2分 
ド

リ

ル 

区別して発音：ミニマルペアを発音する 2分 
聞き分け：ミニマルペアを聞き分ける 1〜2分 
チャレンジ：二音節や文を発音する 3分 

  
図 4 聞き分けの画面 図 5 チャレンジの画面 

 
意し，学習者が自身の音声と模範音声を聞き比べで

きるようにすることで，自律的な学習を促すように

している（図 3，図 5）． 一方，聞き分け練習では，  
回答に対し，合否判定を行うとともに，賞賛や励ま

しによるフィードバックを与えることで，学習参加

への動機づけを高めるようにしている（図 4）． 
3.3 学習履歴の設計 

KoToToMo＋は，学習管理システムを利用して，
復習課題の得点や学習の進捗状況を提示し，学習者

の達成動機を刺激するとともに，得点を成績評価に

反映させることで，外発的な動機づけを与えるよう

にしている．また教員向けに学習履歴の可視化ツー

ルを提供し，躓いている学習者の発見とケア，授業

の改善などに利用することができるようにしている． 
4. まとめ 
本稿では，初修中国語 BL のためのスマートフォ
ン利用復習教材の設計として， 発音練習の設計手法
を中心に報告した．今後は，実証実験を通して設計

手法の有効性を検証する予定である． 
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あらまし：学習対象言語を日本語，媒介言語を英語として，対象言語における表現の仕方の使用例を，媒

介言語による意味表現と共に句構造で提示して比較対照させる第二言語学習支援システムを構築してい

る．システムは，テキストの句構造表示データを用意し，それに基づき表現の仕方に関する句構造コーパ

スと表現同士の関連性リンクを作成する．表現型穴埋め，作文，読解課題を作り出し，その解決を表現型

とコーパスによる使用例の検索や関連性リンクにより，表現型の使い方や表現作成，表現解読の自律学習

を支援する． 

キーワード：二言語学習支援システム，日本語教育，句構造表示，表現獲得，コーパス 

 

 

1. はじめに 

我々は，音声を含めて理解と生成のいずれの学習

も，言語の句構造に基づいて行われるという仮説に

基づき，句構造表示に導かれた第二言語学習支援の

環境を提案してきた(1)(2)(3)．本稿では学習対象言語

を日本語，媒介語を英語とし，課題を作成して，そ

の解決を，関連表現の使用例を検索して，媒介言語

による意味表現と共に句構造で提示される使用例の

比較を行わせることで，自律学習を支援する第二言

語学習支援システムを提案する． 

 

2. 対象言語表現と媒介言語表現の句構造を表

示する学習支援 

句に主辞が置かれ，それを修飾，説明する複数の

句を主辞の前あるいは後に置いて句を作ることを階

層的に繰り返すことで，あらゆる言語における文は

作られている(4)(5)．主辞には，かかられて完結する

主辞と，かかる句とかかられる主辞の間の関係を指

示する機能的な主辞がある．また，語の単位が複合

したものを主辞とすることも多い．句構造を表示す

るには，主辞を載せたパネルの上にそれにかかる句

のパネルを載せることを階層的に繰り返す(6)(2)(3)． 

言語教育は，表現意図と表現の形の使い方の間の

マッピングを訓練することであるが，対象言語の句

構造と媒介語訳文の句構造を並べて，対象言語の句

構造に対応する媒介語の句構造を対応表示すれば，

（多少の訓練により）媒介語の階層的句構造が持つ

意味へのマッピングができる学習者には，対象言語

のその部分の表現意図と表現形の対応が伝わること

なる．学習対象の日本語文に対し，英語の対訳文を

予め用意し，その構文解析結果によって生成したデ

ータを基にして，テキストの形態素/単語をその並び

のままに取り込んだパネルの階層データを作り，そ

の表示によって，両言語における句構造と言語間で

の対応を視覚的に提示する． 

 

3. 表現型の句構造マッチングに基づく句構造

コーパス 

対象言語のテキスト内に登場する表現型は先行研

究(7)(8)を基にして，使用例の句構造に関連付けて，

キーとなる表層と品詞指定をふくむ句構造として分

類定義し，XML形式のライブラリを作る仕組み，ま

た，句構造表現されたテキストへのマッチングによ

り，各表現型の使用例のテキスト句構造上の位置と

構造を XML 形式で登録した「表現型使用例句構造

コーパス」を用意する仕組みを開発した．なお，表

現型の仕分けに，主辞の品詞のほか，意味カテゴリ

が必要な場合は表現型に，手作業で付加する（たと

えば，いる/ある，を animate/inanimateで使い分ける

など）．また，普通は文法として扱われることがらも，

表現型として扱うこととした． 

 

4. 句構造コーパスによる学習支援 

学習者は句構造コーパスを用いて，テキスト中に

ある同一または関連した表現型を含む部分構造を検

索し，英語文の句構造を参照しながら日本語文の句
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構造を比較することによって帰納的に表現の作り方

と使い分けを学習できる． 

また，英語文の句構造と，日本語文を構成する主

な形態素リストを見せて，作文させる表現作成課題，

あるいは，日本語文を与えて，その上で句構造を作

らせ，含まれる表現型を指定させるような表現解読

課題については，学習者は，表現型のリストあるい

は日本語学習テキストの中の句にかかわる表現型を

選んで，その使用例をコーパスから引き，それを比

較対照することで，使うべき表現型，あるいは使わ

れている表現型を決めるための支援を学習の足場か

けとして受けることができる． 

 

  
 

      図 1 句構造コーパスを用いた検索 

 

 

図 2 句構造を用いた表現検索結果 

 

4.1 表現型の使い方の学習支援 

学習者に，テキスト中に設けられた互いに関連性

のある表現の穴を埋めさせる課題をあたえ，正解は

与えずに，穴の周辺の語や，その品詞や意味カテゴ

リ含む表現型の使用例コーパスの検索をヒントにし

て解答させ，その結果に正誤を与え，比較による帰

納的な汎化を行わせることにより，使いわけを学習

するのを支援する． 

4.2 日本語表現作成支援 

句構造表示を行なった教材テキストの中の一文を

形態素に分解し，場合によっては余分な機能形態素

も加え，それをランダムに並べて提示し，学習者は

一覧から選んで正しく文章になるように並び替える

作文課題の解答中に，チェックボタンを押すと，学

習者が並べた形態素の列の中で，句構造が原文に一

致する部分について合体させて構造表示を行なう． 

こうして出来たマクロな部品の並び替えを階層的

に行なわせることにより，再現作文を支援する． 

局所的句構造の主辞とすべき語の組み合わせある

いはその品詞や意味カテゴリで，関連表現の検索を

させ，正解は与えずに，表現使用例コーパスの比較

をヒントに，汎化させた使い分けを基にして，作成

すべき表現を判断させる． 

4.3 日本語表現解読支援 

日本語学習テキストの表現解読問題では，学習者

に，テキスト上で句構造を再現させる．そのための

支援として，正解を与えずに，語あるいはその品詞

や意味カテゴリで，表現型とその使用例コーパスを

検索比較させることで，句構造関係を見つけるのを

支援する．完結的主辞を指摘させて正しければ，そ

こに係る句の完結的主辞の全てを指摘させ，正しけ

ればその階層の句構造を再現表示する．各階層で，

対応する媒介語表現の句構造も示して意味的に支援

する． 

 

5. まとめと今後の課題 

日本語の学習環境として開発した２つのインフラ，

即ち，日本語のテキストと学習者の母語あるいは媒

介語によるその対訳を，同様な階層的句構造で並列

表示し，テキストの句構造と意味の対応を支援する

仕組みと，学習者の要求した箇所に含まれる表現型

あるいは関連した表現型の使用例コーパスを検索さ

せ，その比較により，表現の使い分けを帰納的に獲

得させる仕組みを用いて，表現穴埋め問題，表現作

文課題，表現読解を支援する学習シナリオを提案し

た．これらの支援に対する評価実験を予定している． 
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理学療法学科学生を対象とした病院見学実習事前学習教材の開発 
 

Educational Videos for the students of Physical Therapy 
to participate in an Observational Study in Hospitals 

 

山城 新吾, 柳澤 幸夫 

Shingo YAMASHIRO, Yukio YANAGISAWA 

徳島文理大学 

Tokushima Bunri University 
Email: yam@tokushima.bunri-u.ac.jp, yanagisawa@tks.bunri-u.ac.jp 

 

あらまし：入学後初めて病院見学実習に参加する理学療法学科の初年次学生を対象として、病院内での行

動、病院スタッフや患者とのコミュニケーション、リハビリテーション見学時の注意点など、実習におけ

る適切な態度を学ぶための、事前学習用映像教材を開発した。また病院見学実習の前に本教材を使用した

学習を行い、教材を使用しなかった前年度の学生と、実習態度に関する評価点の比較を行った。 

 

キーワード：理学療法，病院見学実習，事前学習教材，映像教材 

 

 

1. はじめに 

徳島文理大学保健福祉学部理学療法学科では、1

年次の学生を対象として病院見学実習（臨床実習Ⅰ）

の授業を実施している。病院などの各実習施設ひと

つにつき学生 2～3 名のグループで訪問し、5日間の

見学実習を通して、医療機関における理学療法士の

業務や役割についての基本的な理解を得ることを目

的としている。また、学生の実習態度や実習施設・

理学療法の理解について、実習先の担当者が評価を

行っている。 

病院見学実習に参加する予定の学生を対象として、

病院における振舞い方や、病院スタッフ・患者との

適切なコミュニケーション、リハビリテーション見

学時の注意点などを事前に学習する時間を設けてい

る。これまでの事前学習では、テキストの配布・確

認や、教員・先輩学生の話を聞くことを中心として

きたが、病院内の様子や具体的な振る舞い方がイメ

ージしづらい等の課題があった。 

本研究では、病院見学実習（臨床実習Ⅰ）におけ

る評価点のうち、学生の実習態度の改善に焦点を当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

てた事前学習用映像教材「病院見学実習あるある」

を開発した。 

 

2. 映像教材「病院見学実習あるある」 

 開発にあたり、病院見学実習に参加する学生に求

められる（トラブルになりやすい）実習態度につい

て、実習先における学生のトラブル事例も参考にし

ながら、11 項目のカテゴリとして整理を行った。そ

の結果を表 1 に示す。 

 11 項目のカテゴリと、それぞれのカテゴリの中で

扱う内容について学生に深く理解させるため、各カ

テゴリについて BAD編の動画（実習態度について、

実習生がおかしやすい間違い）と GOOD 編の動画

（何故間違っているかの解説と適切な行動）の 2 種

類、計 22 本の動画を作成した。また、BAD 編に登

場する実習生の行動のどこが間違っているかを考え

させて記入させるためのワークシート・および解答

例のシートもあわせて作成した。現在インターネッ

ト上で公開している本教材のアドレスを QR コード

（図 1）で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.     スタッフとの挨拶 挨拶　担当者や動き方についての情報

2.     廊下での移動 他の通行の妨げ　私語　挨拶　大きすぎる声

3.     エレベータの利用 階段優先　患者の手助け　待ち位置

4.     病室の出入り 入退室の挨拶

5.     病室での見学 見学位置　挨拶　患者についての情報の扱い

6.     訓練室での見学 見学位置　挨拶　周囲との関係

7.     休憩時間 携帯等　寝る　私語　たばこ

8.     みだしなみや自己管理 白衣の汚れ・しわ　頭髪　においや体臭　体調管理

9.     ルールの理解と順守 遅刻　指示の理解　トラブルの未報告・自己解決

10.   指導者との関係 疑問点・不明点の放置　指示された課題への対応　見学中の記録

11.   患者さんの家族への対応 挨拶

表 1 病院見学実習における学生の実習態度についての整理 
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図 1 「病院見学実習あるある」公開ページ 

 

具体的な指導方法としては、まず BAD 編の各動

画を視聴し、映像に登場する実習生の行動のどこが

問題なのか、どのように行動すれば良いのかをワー

クシートに記入、その後 GOOD 編の各動画を視聴し、

あっていたか間違っていたかを確認させる。 

BAD編の動画からのスクリーンショットを図 2に、

図 2に対応するGOOD編の動画からのスクリーンシ

ョットを図 3 に示す。 

 

 
図 2 エレベータの利用・BAD 編 2 

 

 

図 3 エレベータの利用・GOOD編 2 

 

 

3. 本教材を使用した事前指導の実施 

平成 28 年度の病院見学実習（臨床実習Ⅰ）受講生

63 名を対象に、本教材を使用した事前指導を行った。

また、実習終了時に学生の実習態度について、実習

先施設のスタッフが評価を行っている。その評価項

目は次の通りである。 

 

1.     挨拶や適切な言葉使いができる 

2.     実習施設の規則や時間を守ることができる 

3.     服装や身だしなみに配慮ができる 

4.     自分自身の健康管理ができる 

5.     職員や他の実習生と協調できる 

6.     対象者とのコミュニケーションができる 

7.     対象者のプライバシーを守る事ができる 

8.     積極性がある 

9.     指導や助言を受け入れることができる 

10.   報告・連絡・相談ができる 

 

 上記 10 項目について 1～5 の 5 段階評価、合計 50

点満点で集計を行った。 

 教材を利用した平成 28 年度 63 名の成績と、利用

していない平成 27 年度 60 名の成績を比較して教材

が成績の向上に影響を与えているか調べた。両年度

の実習生は異なっているが、実習先の病院(実習態度

の評価担当)および評価項目は同一である。2つの年

度の成績について比較した。 

 

表 2 平成 27・28年度の実習態度成績比較 

 
 

表 2 では全体的に低い点数の学生が減って、高い

点数の学生の割合が増えたことがわかり、全体的に

実習生の実習態度が改善されたように思われる。参

加した学生を対象に聞き取りを行った結果では、病

院や実習の具体的な様子が事前に理解できたため、

実習ではあわてなかったという声もあった。また実

習先からのクレームも減少した。 

平成 27 年度の実習生全体と平成 28 年度の実習生

全体との平均値の差の検定を行ったが、t 値は 1.94

となり、5%の棄却域には入らなかったため、両者の

学生について有意な差はなかった。教材自体の改善

も含めて今後の課題とする。 
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46-50点 13 21.7% 24 38.1%
41-45点 23 38.3% 22 34.9%
36-40点 14 23.3% 11 17.5%
31-35点 5 8.3% 3 4.8%
26-30点 3 5.0% 3 4.8%
21-25点 2 3.3% 0 0.0%
0-20点 0 0.0% 0 0.0%
合計 60人 63人

平成27年度(なし) 平成28年度(あり)
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教授法の有効性に関するランダム化比較試験 
－実習におけるジグソー法と e-learning 法の実践－ 

 

Effectiveness of teaching methods: a randomized controlled trial 
- Using Jigsaw Method and e-learning Method in Laboratory Training - 

 

小林 浩二*1,2, 小菅優子*1,赤澤 宏平*2 

Koji KOBAYASHI*1,2, Yuko KOSUGE*1, Kohei AKAZAWA*2 
*1北里大学保健衛生専門学院 

*1Kitasato Junior College of Health and Hygienic Sciences 
*2新潟大学大学院医歯学総合研究科 

*2Graduate School of Medical and Dental Sciences, Niigata University 
Email: k-koba@kitasato-u.ac.jp 

 

あらまし：ICT の活用やアクティブラーニングの実践が、医療職を育成する教育機関で取り組まれている。

一方、国内の臨床検査教育の分野では、これらを用いた講義結果の報告に留まり、検証的に評価した例は

少ない。今回、担当実習の理解度向上のため新たな教授法を考案し、その有用性を定量的に評価する目的

でランダム化比較試験を実施した。その結果、本研究では Moodle を用いた e-learning 法による反転学習

が、ジグソー法を使用した協同学習よりも試験成績（実技、筆記）が高く、短時間で検査報告できる学生

が多い傾向にあった。知識の定着を検討するため、後日同一の試験を実施し成績の経時的変化を評価した

結果、有意差は認めらないが e-learning を用いたクラスの成績が高い傾向にあった。 

キーワード：臨床検査，反転学習，Moodle, Jigsaw 法 

 

 

1. はじめに 
医学教育では、教師が一方向的に知識を伝達する

伝統的な講義に加え、ICT の導入、PBL、TBL やシ

ミュレーション演習を取り入れたアクティブラーニ

ングの実践が行われている。臨床検査技師を育成す

る教育分野（以後、臨検教育）においても、iPad や

LMS を利用した教授法や少人数で構成された協同

学習を取り入れ、知識の定着を図っている(1)。 

臨検教育では、講義以外に技術習得のために実習

を充実させる必要がある。担当科目の寄生虫学実習

はカリキュラムの大綱化に伴い実施時間が半減し、

試験成績の平均点が例年 70%未満で頭打ちとなって

いた。このため、新たな教授法や ICT の導入するこ

とで、限られた実習時間内で不足していた知識を補

完できると考え、平成 28 年度の寄生虫学実習に

Jigsaw 法（協同学習）と e-learning 法（Moodle）を

取り入れた実習を実践した。 

本研究は、主要評価項目を鏡検試験成績（実技）、

副次的評価項目を虫卵画像試験成績（筆記）や実習

アンケートとして、教授法の効果測定を行い、その

有用性と問題点を明確にすることが目的である。 

2. 教授法の概要 
2 群間並行ランダム化比較試験の過程を図 1 に示

した（割り付けは最小化法）。実習内容は全て寄生虫

卵及び虫体の鏡検であり、実習時間は 12 時限（1 時

限 90 分）である。受講者全員に対して、教授法比較

の研究を伴う本実習の進め方についてガイダンスを

行い、趣旨を十分に理解していただいた上で同意書

を全員から得ている。尚、本研究は事前に学内審査

申請を行い所属長による承認を得て開始した。 

図 1 2 群間並行ランダム化比較試験の過程 

2.1 ジグソー法を用いた教授法（Aクラス） 

学生自身が割り振られた寄生虫卵の専門家となり、

学生同士が教え合う教授法を以下の順で実施した。

①指定した実習前の予習課題に取り組んだ。②実習

当日、寄生虫卵を割り振った専門家チームを結成し

た。③各専門家チーム 1 名ずつからなる新たなラウ

ンドグループ（鏡検班）を作り、専門家として担当

する寄生虫卵の説明をした（図 2）。④全ラウンド終

了後、初めの専門家チームに戻りリフレクションを

した。＊本来のジグソー法とは学習行程が一部異な
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るため、図 1 ではジグソー変法と記載してある。 

 
図 2 Jigsaw 法を実践している実習風景 

2.2  Moodle を用いた教授法（Bクラス） 

実習前の予習に学習支援システム（Moodle）を利

用して、実習に取り組むことを前提とした教授法を

以下の順で実施した。①実習前日までに虫卵検出動

画を視聴し（図 3）、Web クイズに解答する。②予習

してきた知識を使い各自のペースで実習を進める。 

 
図 3 虫卵検出動画（全 29 種類、平均 1 分 30 秒） 

3. 結果 
3.1 虫卵鏡検試験（実技） 

線虫、吸虫、条虫と原虫分野から各 3 問、全 12

検体を鏡検する実技試験である。平均点は、B クラ

スが 7.3 点（95%CI：- 2.2〜16.8）高いが有意差を認

めない（p=0.13）。しかし、条虫分野の正解数は B ク

ラスが有意に高い（p=0.041）。尚、各クラス平均は、

過年度平均（67.8 点）よりも高い。 

表 1 虫卵鏡検試験集計 

 
3.2 虫卵画像試験（筆記） 

実習直後に実施した試験では、B クラスが 7.9 点

（95%CI：0.7〜15.1）有意に高い（p=0.0323）。それ

以後は有意差を認めない（図 4）。 

 
図 4 虫卵画像試験の成績推移 

3.3  Moodle アクセスログ 

予習動画へのアクセス率は平均 83%である。Web

クイズの実施率は全項目 19 人（57.6%）、5 項目 7 人

（21.2%）、4 項目以下 7 名（21.2％）であった。 

3.4 アンケート結果 

質問 1「寄生虫卵の鑑別力が身についた。」、質問 2

「総合的に満足できる実習であった」について、①

への回答割合が B クラスで 10%以上高い（表 2）。 

表 2 アンケート集計結果 

 
自由記載のテキストマイニングの結果、Aクラスは、 

予習・理解・説明・深まる、B クラスは、Moodle・

予習・スムーズ・できる、といったワードが検出さ

れた。 

3.5 検査結果を出すまでの時間 

3.1 の実技試験において、B クラスは平均 7.1 分

（95%CI：- 1.0〜15.2）早く結果を出している。決定

木解析を行った結果、1 時間以内に終了し、かつ 80

点以上の 8 名は全員 B クラスであった。 

4．考察 
B クラスの鏡検試験成績、虫卵画像試験、アンケ

ート結果から e-learning 法の有用性が示された。こ

れは、Moodle を用いた反転学習として、虫卵検出動

画による「仮想実習」と Web クイズによる確認を事

前に行っていたことが要因であり、反転学習効果と

捉えることができる。また、画像試験成績が 60 点未

満の学生は、B クラスで 0 人、A クラスで 3 人であ

ったため、底上げ効果を認めている。 

一方、4 か月後の画像試験成績は両クラスとも低

下した。これは、Shomaker(2002)らがユタ医科大学

の学生に実施した寄生虫スライド試験結果と同じ推

移である (2)。忘却曲線が示すように、時間経過と共

に習得した知識は使わなければ忘れるため、定期的

に寄生虫学に触れる機会を設定することが必要とな

る。A クラスは、専門家としての自己責任感や他者

との情報共有が有用である一方、自分の意見に確信

が持てない意見も出され、この教授法が適さない学

生がいる。今後、問題点を改善したブレンド型教授

法を検討する。 

5．結論 
2 つの教授法の有用性を定量的に評価した結果、

e-learning 法の有用性が高い傾向にある。成績の向上

だけではなく、学生自身がこの方法により実技習得

を実感できたことが最も重要である。この教授法は、

血液検査や病理検査等の画像診断力が必要な検査に

おいても、同様の効果が期待できる。 
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of computer-assisted learning in parasitology. Acad Med, 

May;77(5):446-9(2002). 

class N Mean Max Min SD SE

A 33 75.5 100 33.3 19.7 3.5

B 33 82.8 100 41.6 18.9 3.3

質問 クラス ①そう思う ②ややそう思う ③どちらともいえない ④ややそう思わない ⑤そう思わない

A 57.6% 36.4% 6.1% 0.0% 0.0%

B 75.8% 24.2% 0.0% 0.0% 0.0%

A 75.8% 24.2% 0.0% 0.0% 0.0%

B 87.9% 9.1% 3.0% 0.0% 0.0%
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2
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救急看護における看護過程学習の足場かけとなる学習支援の検討 
 

The Consideration of Learning Support as a Scaffolding of The Nursing 
Process Learning in Emergency Nursing 
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あらまし：A大学の救急看護認定看護師教育課程の研修生（臨床経験５年以上）を対象に、救急看護にお
ける看護過程学習の足場かけとなる学習支援について検討した。SBLの前に、CBLの教授方略を設計し、
CBL後のフィードバック、さらに SBLのデブリーフィング、その後のフィードバックの足場かけとなる
学習支援を行うことで、学習目標の達成が可能となることが示唆された。 
 
キーワード：CBL,	SBL,	足場かけ,学習支援,救急看護 

 
1. はじめに 
看護師は、対象となる患者の看護上の問題を明確

にし、計画的に看護を実施・評価を行なっている。

この一連の過程を看護過程と呼んでおり、看護記録

に残している。救急看護実践の場である初期診療室

（以下、初療室）においても同様に、看護過程は必

須である。また、批判的思考は、患者のアセスメン

トを正確に行い、的確な診断に基づいて計画を立案

し、適切な看護介入を行い、その評価を行うという

看護過程において不可欠なものである。そのため、

看護過程の学習効果のひとつとして、批判的思考の

学習効果について多くの先行研究が散見された。ケ

ース（シナリオ）を利用した Case Based Learning（以
下 CBL）による看護過程の学習や「Problem Based 
Learning （以下 PBL）」の能動的学習方略が有用と
されている。また、近年では、Simulation Based 
Learning(SBL)においても、その効果が示唆されてい
る 1)。 
しかし、これらの先行研究では、学習の前後比較

やコントロール群との比較によって、批判的思考の

学習効果が示されているが、看護過程の修得として

の評価はされておらず、看護過程学習の授業設計と

その評価についても明確にされていない。つまり、

看護過程における学習目標、評価基準、教授アプロ

ーチについては議論されてこなかった。学習目標が

議論の対象となっていないため、学習目標を達成す

るための教授アプローチや教授構成要素としての学

習支援について明確にされない。学習支援が明確に

ならなければ、足場かけが明確にされないため、学

習者を自立的に臨床の現場で送り出すことが難しく

なる。 
A 大学における救急看護認定看護師教育課程では、
座学、学内演習を経たのちに、臨地実習へ行き救急

看護における看護過程を修得している。その研修生

を対象に、実習前の準備段階として、学内演習にお

いて、SBL の教授方略を使って学習を行っている。
今回、事例の問題解決の経験を増やし解決策のスキ

ーマ構築を目的に、また、学習時間が限られている

こともあり、グループワークによるケースを使った

CBLを SBLの前に設計し、そこでの、足場かけとな
る学習支援について検討したので報告する。 

 
2. 研究方法 
2.1 用語の定義 

1) SBL：高機能患者シミュレーターを使用し、シ
ミュレーション後にデブリーフィングを行う学

習法である。 
2.2 対象 

1) A大学救急看護認定看護師教育課程の研修生 
臨床経験５年以上、そのうち救急領域３年以上、か

つ、教育課程の入学試験に合格した者である。また、

教育課程期間は 7 か月あり、3 か月の座学を終え、
救急看護の基礎学習を終えた研修生である。 
Ⅰ群：2016年度研修生(n=25) 

SBLによる看護過程学習 
Ⅱ群：2017年度研修生（n=29） 

a.グループワークを使った CBLによる看護過程 
学習 

b. aの学習後にフィードバック 
c. bの学習後に SBLによる看護過程学習 
d. cの学習後にフィードバック 

2.3 方法 

1) 学習後に看護過程の看護記録を提出 
2) 看護過程のルーブリックを使った評価 
3) Ⅰ群とⅡ群の各群の比較検討 
4) Ⅱ群間内の比較検討 
2.4 評価尺度 
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1) 看護過程の評価 
看護過程の評価は、ルーブリック評価を取り入れ、

入院中の患者の看護過程では、情報収集、アセスメ

ント、看護問題、看護計画、実施、評価を行うが、

初療室においては看護問題までを抽出し、その後、

病棟へ入院するため、情報収集、アセスメント、看

護問題までを評価項目とした。また、情報収集につ

いては、CBL においてケースを使用するにあたり、
事前に情報が書かれているため、評価から外すこと

とした。各項目の最高点は 3点とし、満点は 15点と
した。 
2) ルーブリック評価の信頼性 
各群のクローンバック α係数は、Ⅰ群は 0.71、Ⅱa

群は 0.80、Ⅱb群は 0.87、Ⅱc群は 0.95、Ⅱd群は 0.87
であり、内的整合性が高いことを示唆した。 
2.5 統計学的検討 
1) 看護過程評価の比較 
① Ⅰ群とⅡ群には、Dunnett による多重比較検定

を実施。 
② Ⅱ群間内の比較には、Bonferroni による多重比

較検定の実施。 
③ 80点を合格ラインとした上での、合否の比較に

は、χ2 検定を行い、有意差があるものについ
ては、残差分析を実施。 

2) 有意水準 5％未満を統計学的有意差ありとした。 
 

3. 結果 
看護過程評価の結果（表 1）では、平均値±標準偏

差は、Ⅰ群 10.20±2.20、Ⅱa 群 9.45±2.31、Ⅱb 群
11.48±2.68、Ⅱc群 12.14±3.08、Ⅱd群 14.10±1.52で
あった。Ⅰ群は、Ⅱa群、Ⅱb群の比較では有意差は
なく、Ⅱc群、Ⅱd群においては有意に低い結果であ
った。また、Ⅱ群間の比較においても、Ⅱd 群は他
の全ての群より有意に高く、Ⅱa 群はすべての群よ
り有意に低く、Ⅱb群とⅡc群間は有意差を認めなか
った。 
 Ⅱ群間内において、80点を合格（表 2）とし比較
した結果、x2(3)=53.352（p<.0１）と有意差を示し、
残差分析の結果、調整済み標準化残差が正の値で、

両側 p値が 0.05未満になったのは、「Ⅱa不合格者」
「Ⅱd 合格者」であり、負の値で、両側 p 値が 0.05
未満になったのは、「Ⅱa合格者」「Ⅱd不合格者」で
あった。 

 

4. 考察 
救急看護の看護過程学習において、SBL単独の学

習より、SBLの前に、CBLの学習を組み合わせた教
授方略が、学習効果が高いことが示唆された。また、

SBL と CBL の学習効果には有意差はなく、CBL の
フィードバック、SBLのデブリーフィング後のフィ
ードバックは、足場かけとしての学習支援の効果が

高いことを示した。学習後のフィードバックは、学

習者が何を成し遂げているかを知ることができ、自

分自身の進歩を認識するよう促すことができる。学

習者が失敗した経験から打ち勝つための支援となり、

転移を促進するのに役立つ。フィードバックは足場

かけの中心的要素であると考える。 
救急看護の看護過程学習において、80点以上の合

格を得るためには、CBLと SBLの教授方略と足場か
けとなるフィードバックの学習支援が必要であるこ

とが示された。 
これは、グループワークによる CBLによって、新
しい経験に応じてスキーマを構築させ、問題解決の

導く認知戦略を立てることができ、さらに、フィー

ドバックによる学習の強化を図ることができる。ま

た、SBLは、問題解決の過程を実例によって明示し、
既存の知識を応用して問題解決過程を学習すること

ができる。デブリーフィングによって、新たな問題

に対し、経験に応じたスキーマを構築させ、CBLの
学習を応用しつつ、意図的に分析力を高め、アセス

メントを統合、結論を導くよう促す。さらにフィー

ドバックをかけることで、事例の問題に対し、効果

的なアプローチ方法を明確に認識することができた

結果であると考える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 結論 
救急看護における看護過程学習の足場かけとなる

学習支援について検討した。その結果、SBLの前に、
CBLの教授方略を設計し、CBL後のフィードバック、
さらに SBLのデブリーフィング、その後のフィード
バックの足場かけとなる学習支援を行うことで、学

習目標の達成が可能となることが示唆された。 
 

引用文献 
(1) Robyn P. Cant, Simon J. Cooper: Use of simulation-based 

learning in undergraduate nurse education: An umbrella 
systematic review, Nurse Education Today 49, 63–71 
(2017)   
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あらまし：本研究では，VR を用いた企業研修での教材開発の手法を提案する．従来の活用法と異なり，

研修の目的に応じた学習到達度へ導く EIM（Embedded information method）は VR 映像を視聴した後の，

問いの立て方に特徴がある． 

キーワード：VR，企業研修，研修設計，学習教材，教材開発 

 

 

1. 研究の背景と先行研究 

企業研修でよく使用されている学習教材はケース

スタディやケースメソッド，ビジネスゲームなどが

知られている．ケーススタディは，文字通り様々な

ケースを学ぶことにより，知識を汎化させ，同様の

ケースに対して対応出来る力を育成することを狙い

としている（1）．ケースメソッドは学習法としてはよ

く知られているが，教材としてもケーススタディと

異なり，主人公視点で書かれている．そのことで主

人公の状況に置かれた場合の判断を行えることを目

的とし，対立的な考え方などを引き出せるような教

材となっている．ビジネスゲームでは，ビジネスに

おける多要因を比較的シンプルにして，それらの要

因間の関係を競争ゲーム下の下で分析しながら勝て

る戦略を学ぶものである（2）．教材としては要因と要

因間の関係を学習者のスキルに合わせて埋め込んで

おくことが求められている．これらのように，企業

教育の目的に沿って，教材も開発されている． 

昨今では VR（Virtual Reality：バーチャル・リア

リティ）を学習教材とした活用も始まっている．こ

の教材は，イメージしにくい見慣れない状況を学習

者に実体験させることを主眼として作成されている．

例えば、リクルート（2017）が作成した「VR ワー

キングマザー」（3）では保育園に通う小さな子供を 3

人抱えた母親の働く様を母親が置かれている仕事環

境や家庭環境を 360 度の角度で覗くことができ，そ

れらを見ることで，どのような状況で仕事をこなし

ているのかを深く理解させる内容となっている．こ

の考え方は原子力発電所における VR の使用等とも

同様で,知らないからこそ生じるトラブルを防ぐ目

的で使用されている．

 

図 1 VR ワーキングマザー（3） 

我々は，昨今増えている企業研修において当たり

前すぎて見えないトラブルを防ぐ「気づき」を目的

とした研修に VR が使えないかと研究してきた．通

常はワークショップの形式を取っている研修である

が，ファシリテーターの能力と参加者の意欲やスキ

ルによって研究効果にばらつきが多いことが体感さ

れており（4），この欠点を解消するために VR が有効

ではないかと考えている．そこで、企業研修で気づ

きを促進するための VR 教材の開発を今回の研究目

的としている。 

 

2. VR教材開発にあたっての現状認識 

2.1 VR 教材の開発の背景 

 吉川(2007)が開発したマンガ教材は，使用手順マ

ニュアルや文字資料を単なるマンガで表現したもの

1. オフィスではフリースペースを
割り当てられ，チャットで上司と
コミュニケーションをとる

2. 上司から夕方に重要な会議に
向けて急な資料作成の依頼が
飛んでくる

3. 定時には子供を迎えに行かなく
てはならない

4. 帰宅時も子供を連れ，夕食の
買い物がある

5. 夕食をやっとの思いで子供に
食べさせると，上司からの電話

6. 会議資料のダメ出しがあり，明
朝まで直すような至急の依頼

7. 子供を寝かしつけて，深夜にリ
モートPCで資料を修正

8. 朝も子供を保育園に送り届け
てから出社する

あらすじ
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とは異なり，セリフとコマ割りの中に，通常の読み

手には認知しづらい，作り手が意図した情報を埋め

込むことが出来る（5）．例として図 2 のように言語化

されていないが，大通りに面した立地から会社の経

営目的を洞察することが出来る．読み手の情報感応

度を高め，能動的に情報獲得をするためにあえてマ

ンガという表現手法を用いている．  

 

図 2 マンガ教材による情報の埋め込み（5） 

これらの教材を整理すると，縦軸のユーザーインタ

ーフェイスがデジタル，アナログ，横軸の情報獲得

が能動的，受動的とすると図 3 のように分類される．

VR はマンガ教材と同様に作り手が意図した情報を

映像に埋め込み，体験者に能動的に情報獲得をさせ

る活用可能性を秘めている．  

図 3 各種ツールの分類 

 

2.2 教材開発手法の提案 

VRを使った新たな学習教材では，教材の捉え方を

学習者が置かれる状況というVRで製作する素材と

気づきを促すための問いの2つを合わせて教材と位

置づける．VR教材では作り手が意図した情報を埋め

込み，問いを立てることによって「seen, but unnoticed

（見ているが気づいていない）」を喚起する教材に

した．素材と問いとの関係で，対象となる学習者の

レベルや作り手が意図した学習到達度へ誘うEIM

（Embedded information method：埋め込まれた情報手

法）として開発する． 

 

3. VR教材開発手法と今後の展望 

3.1 問題解決型の仕掛け 

図4にワーキングマザー（3）のケースの事例を示す．

問いのレイヤーを当事者（ワーママ）の視点から上

司である管理者へ視点を上げ，管理者の問題解決型

としたのが図5である． 

3.2 今後の展望 

現在は，試験的な施行にとどまっており，十分なデ

ータを収集出来ていない．今後，データの収集を行

いながら，VR 教材としての素材の作り方と問いの

組み合わせ方を研究する予定である． 

 

図 4 EIM による問いの立て方 
 

 

図 5 EIM による問いのレイヤー 
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能動的受動的

ケースメソッド

デジタル

アナログ

ＶＲ教材

マンガ教材

ビジネスゲーム

情報獲得

UI（ユーザーインターフェイス）

 子供のお弁当は作れていそうですか
 睡眠時間は十分に確保できていそうですか
 万が一、子供が熱が出てたらどうしますか
 十分に子育てが出来る周囲の配慮がありますか
 シゴトの割り当ては相応しいですか

ワーママ本人の気持ちを
理解を促す質問群

管理者が自身の権限で
何が出来るかを促す質問群

 リモートアクセスは就業上の問題に抵触しませんか
 彼女は万全で日々のシゴトに臨めていると思いますか
 このシゴトの割り当てで仕事が回りますか
 時短者のフリースペース利用は相応しいと思いますか
 彼女が出勤不能日にバックアッププランは立てていますか
 あなた（管理者）の権限で、会社がリスク回避できる最善策を考えてください

ワーキングマザーケースでの問いの例

業務改善に役立つツールに

気づきはアハ体験のみ
そうだよね
大変だよね
だけでは×

でどうするの？
何ができるの？
まで掘り下げる

第三者（ワーママ）の視点から
当事者（管理者）の視点へ問いを深めていく

ワーママ本人の気持ちを
理解を促す質問群

管理者が自身の権限で
何が出来るかを促す質問群

睡眠時間は十分に
確保できていそう

ですか

このシゴトの割り当
てで仕事が回りま

すか

万が一、子供が熱
が出てたらどうしま

すか

お弁当は作れてい
そうですか

あなた（管理者）の権限で、会社がリスク回避できる最善策を考えてください

彼女の出勤不能日
にバックアッププラ
ンは立てています

か

リモートアクセスは
就業上の問題に抵
触しませんか
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HMDを用いた VR型有機化学学習支援環境の開発 
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あらまし：本稿ではヘッドマウントディスプレイを用いた有機化学学習支援システムを提案する．本シス

テムでは実験環境を HMD での体験を想定した VR 空間内に構築することで，現実の環境に依存しない形で

の化学実験環境を構築できる．一方で HMD を用いることで仮想空間以外の視認が困難となるため，把持し

たコントローラのみで仮想実験を実現可能なユーザーインタフェースを実現する．実験を通じて本手法の

有効性を確認した． 
キーワード：VR，化学学習，HMD，体験学習 

 
 
1. はじめに 
高校化学の学習指導要領では実験を通じて学ぶこ

とが重要とされている(1)．しかし，化学実験では危

険な試薬や火器を扱うこともあるため学生が授業時

間以外で自由に実験を行うことは困難である．この

ような問題を解決するために我々の研究グループで

は，拡張現実感技術はバーチャルリアリティ技術を

活用した化学学習支援手法の開発を行ってきた(2, 3)．

特に林らは仮想的に炎色反応実験を行うことのでき

るシステムを開発した(3)．このシステムでは，仮想

化学実験環境内に必要な実験器具をあらかじめ全て

設置しておくことによって，ハンドトラッキングコ

ントローラの入力による「持つ」，「移動させる」，「手

放す」の 3操作のみで実験を行うことが可能となっ
ていた．しかし，このシステムのように実験に必要

な試薬や実験器具を事前に設置してある場合，多種

の実験を行う場合や 1つの実験でも多量の試薬や実
験器具を使用する実験の場合に操作が困難になる可

能性が高い． 
そこで本研究では試薬や実験器具が多量となった

場合にでも少ない操作や動作で実験を行うことがで

きる仮想実験環境を構築した．題材は高校化学の実

験のうち比較的に試薬や実験器具の種類が多い金属

イオンの沈殿反応実験を題材とする．学習者は仮想

実験環境内に設置されたメニューを操作することに

よって金属イオンの沈殿反応実験を行うことができ

る．  
 

2. システム構成 
図 1に本システムのシステム外観と仮想実験環境
を示す．図 1(a)のように学習者は HMD を装着し，
左右の手に 1つずつハンドトラッキングコントロー
ラを持つ．仮想実験環境内にはハンドトラッキング

コントローラを模した 2つの代替オブジェクト，代
替オブジェクトに付随している金属イオンを選択で

きるメニュー，試薬を選択することのできるメニュ

ー，試薬や金属イオンを投入することのできるビー

カー，ビーカー内の情報を表示するボードが設置さ

れている．（図 1(b)参照） 
 

 
(a) システム外観 

 

 
(b) 仮想実験環境 

図 1 システム外観と仮想実験環境 
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学習者はハンドトラッキングコントローラの位置

情報，角度情報，トラックパッドのタッチ座標トリ

ガーの入力，メニューボタンの入力情報を用いるこ

とで各メニューを操作する．メニューを操作するこ

とで選択した試薬あるいは金属イオンが入った試験

管を出現させることができる．この出現した試験管

にコントローラのモデルを重ねてトリガーを引き続

ける間は試験管を自由に移動させることができる．

試験管内の試薬を中央にあるビーカーを投入するた

めには，ビーカーに試験管を近づける操作を行う．

この操作によって 1つの試薬と 1つの金属イオンが
投入された状態になるとビーカー内の水溶液の色が

変化し沈殿反応を確認できる．この操作後に図 1(b)
のボードには反応によってできた沈殿の情報が表示

される．また反応しない試薬と金属イオンの組み合

わせを投入した際にはビーカー内の水溶液に変化は

起こらずボードの情報も更新されない．反応を確認

した後は試薬メニューの右下に搭載されている初期

化を選択することによって，現在出現している試験

管の消去，ビーカー内の情報の初期化，ボード表示

の初期化を行うことができ，最初から実験をやり直

すこともできる．学習者はこれらの操作を繰り返し

行うことによって仮想実験環境内で沈殿反応実験を

実行できる． 
 

3. 評価実験 
被験者は大学生（被験者 A）と大学院生（被験者

B）の二名である．被験者には提案システムの操作
方法を説明し，自由に操作を練習する時間を設けた．

実験中は選択してもらいたい試薬と金属イオンをそ

の都度指示しながら実験を行った．図 2に被験者 A
が金属イオンを選択する際に触ったトラックパッド

の座標，図 3に被験者 Bが金属イオンを選択する際
に触ったトラックパッドの座標をそれぞれ示す．検

証実験の際，2人の被験者には銀イオン，銅イオン，
アルミニウムイオンを選択するように指示した．被

験者 Aに関しては図 2のように銀イオン，銅イオン
を選択する際にはこちらが指示したイオンが表示さ

れているおおよその位置をタップして金属イオンを

選択し，選択した金属イオンの入った試験管を出現

させた．アルミニウムイオンを選択する際にはメニ

ュー表示とずれがあるように見えるがこれは金属イ

オン選択する際にトラックパッド上のタップした位

置と原点との角度を用いて判定を行っていたため境

界付近をタップしたのだと考えられ，問題なく選択

できていた．金属イオンの選択はアルミニウムイオ

ンを選択し，アルミニウムイオンの入った試験管を

出現させることができていた．被験者 Bに関しては
図 3のように銀イオン，銅イオン，アルミニウムイ
オンの全てにおいてこちらが指示した金属イオンが

表示されている位置をタップし金属イオンを選択す

ることができており選択した金属イオンの入った試

験管を出現させることができていた． 

このように被験者が仮想実験環境内でメニューを

操作することによって沈殿反応実験を行うことがで

きるということを確認できた． 
 

 
図 2 金属イオンメニュー（仮想実験環境内）と 

被験者 Aがタップした座標 
 

 
図 3 金属イオンメニュー（仮想実験環境内）と 

被験者 Bがタップした座標 
 

4. おわりに 
本稿ではハンドトラッキングコントローラで試薬

メニュー，金属イオンメニューそれぞれの操作を行

って沈殿反応実験を行うことのできる仮想実験環境

用いた学習支援システムを開発した．そして，検証

実験を行い被験者が本システムを用いて沈殿反応実

験ができるということを確認できた．今後は，拡張

現実感を活用した従来手法(2)との違いを中期的な学

習過程を通じて検証していく予定である．また，VR
型学習支援システムとしてより多様な実験への対応

可能性についても検討していく予定である．  
 

参考文献 
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教出版株式会社, pp. 49-71 （2009） 
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VR を活用した地域学習と VR修学旅行について 

 

About Regional Learning and VR School Trip with VR 
 

坪谷里咲*1, 永岡慶三*2, 米谷雄介*3, 谷田貝雅典*４ 

 

Risa TSUBOYA*1, Keizo NAGAOKA*2, Yusuke KOMETANI*3 and Masanori YATAGAI*４ 

 
*1*４共立女子大学文芸学部  

*1*4Faculty of Art and literature, Kyoritsu Women's University 
*2 早稲田大学人間科学学部 

*2School of Human Sciences, Waseda University 
*3香川大学創造工学部 

*3Faculty of Engineering and Design Kagawa University  
 Email: 15l238rt@kyoritsu-wu.ac.jp 

 
あらまし： 初等中等教育では郷土理解のために地域学習が行われ、遠隔地を知るために修学旅行が行わ

れる。これらフィールドスタディでは、教室では得られない貴重な体験的学習が行える。しかし、詳細に

郷土を知る、多数の遠隔地を見聞する学習は、時間的費用的なコストが大きい。よって、本研究では、臨

場感や没入感の高い VR システムを使い、疑似的にフィールドスタディの機会を増やすとともに、これら

の学習の事前事後指導や、地域を超えた生徒間の地域交流学習に応用できるのかを調査する。  

キーワード： VR,地域学習、修学旅行、フィールドスタディ 

 

1. はじめに 

中学校「社会」の目標として学習指導要領では、

広い視野に立って，社会に対する関心を高めること、

諸資料に基づいて多面的・多角的に考察し、我が国

の国土と歴史に対する理解と愛情を深めることが記

述⑴されている⑴。初等中等教育では郷土理解のた

めに地域学習が行われ、遠隔地を知るために修学旅

行が行われる。これらフィールドスタディでは、教

室では得られない貴重な体験的学習が行える。また、

社会科に限らず「外国語」（言語や文化に対する理解）、

「国語」（想像力を養う）、「理科」（自然の理解）、「音

楽」「美術」（鑑賞の幅広い活動）等、各教科の目標

にも示される重要な学びが行える。しかし、効果的

な学習とはいえ、多数の遠隔地を見物する、フィー

ルドスタディを複数回計画することは、経済的時間

的な制約がある。 

一方、貴重なフィールドスタディとして設定され

る中学校の修学旅行において、その学習効果を高め

るために以下のような試みがなされている。修学旅

行の学習活動にタブレット端末を活用することで、

事前の調べ学習や訪問地での体験活動における調査

記録作業を効率的かつビジュアル的に進め、学習活

動に対する生徒の興味や関心を喚起する有能な学習

ツールであることが明らかになっている⑵。 

タブレット型全天球パノラマ VR 教材を用いた自

由な探索活動ではノートテイキング同等の効果が得

られること、学習内容に対する関心や意欲を喚起す

ることが示されていた⑶。 

同一の 部屋 に全員が映像を共有できるシアター

型 VR 環境と、個別に操作可能なホーム型 VR 環境 を

設置し、児童を対象とした課外授業で、システムの

効果に関する検証を行った結果、従来の映像メディ

アでは得られない高い没入感と臨場感から マヤ文

明への興味が喚起された。また他者との相互作用が

認められたことにより同一の部屋でホーム VR 環境

を複数接続した仮想空間の共有がコミュ ニケーシ

ョン形態として成立しうることが確認されている⑷。     

児童生徒の被爆遺構 巡りによって現在と過去を

つなぐ視点獲得を支援するために、VR を用いた学習

環境を開発し試行的な学習により評価を行った結果，

自由記述で6名中4 名の児童生徒が視点を獲得した

と考えられることから，現在の街並探索との併用に

より，児童生徒の現在と過去をつなぐ視点獲得に活

用可能であることが示唆されている⑸。 

ニーズ調査に基づいて多視点型 VR 教材を開発し，

実際の授業に使った研究では、VR 授業を受けた生徒

による主観評価から、興味を持ち理解しやすかった

こと、立体視することに より没入感を得たこと、事

後テストの結果から VR 教材を用いた授業によって

「授業 内容問題 」，「応用 問題」の点数が向上した

ことが明らかになり、VR を活用した授業は空間的な

理解を深める上で有用であるとの見通しを得ている
⑹。 

以上の先行研究から VR 技術の活用により、ビジュ

アル的かつ空間認識の付加により、興味関心や学習

意欲の向上に影響を与えるものと考えられる。 

よって、本研究では、臨場感や没入感の高い VR
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システムを活用し、興味関心意欲の向上はもとよ

り、学習効果そのものの向上が期待できると考えら

れるフィールドスタディに着目し、その効果を検証

する。 
 

２．研究の概要 

２.１研究の方法 

 本研究では新潟県と東京都の中高生を対象に、双

方向性を持たせた、疑似的なフィールドスタディの

実践、実際のフィールドスタディにおける事前事後

学習、地域を超えた生徒間の地域交流学習を行う。 

以下、表 1 に本研究で計画している VR を活用した

各学習内容例を示す。各学習に対する分析評価に関

しては、表 1 に示す学習ごとに事前事後アンケート

と学習効果測定試験を行う。得られたデータをもと

に多変量解析手法により分析し、相対的にどの学習

がどのような場面や学習活動に効果的であるのかを

明らかにする。 

なお、本研究で利用する VR グラスは、写真 1 に

示すエレコム社製 P-VRGEI01BK を使用する。各

VR コンテンツは 360°カメラで撮り、編集を行う。 

 

３．おわりに 

 先行研究の結果から、VR における学習は、意欲

や関心が向上することが分かっているが、本研究に 

より、フィールドスタディそのものの学習効果の向

上に寄与することが期待できる。 
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表 1 VR を活用した各学習 

VR 修学旅行 実際には選択できなかった修学旅行の

コースおよび地域を、VR により疑似的

体験学習をする。 

修学旅行 VR 事前学習 修学旅行における見学コース選択を、

VR で疑似体験し、実際のコース選択の

検討材料とする。詳細な安全確保のた

めの参考材料にする。 

修学旅行 VR 事後学習 修学旅行後に、事後学習として VR で

復習する。また、実際に見学できなか

った箇所を VR で追加疑似見学し、実

際に行った場所の学習の関連性に活か

す。 

VR レポート 実際に見学してきた場所に関する無音

VR コンテンツに、解説音声を作成し、

未見学者への紹介 VR コンテンツを完

成させる。 

VR 郷土紹介 居住地域周辺の史跡等、遠隔地の人に

アピールできる場所を VR コンテンツ

にまとめ、発表する。  

VR 地域交換交流学習 遠隔地にいる双方の生徒が住んでいる

地域の VR コンテンツを作製し、紹介

し合う。それにより他地域と交流し、

異なる生活圏の理解に活かす。 
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VR映像を用いた課題発見型入試の設計と評価方法についての事例研究 
 

A Case Study on Problem-Finding Approach Exam Using VR-360 Videos  
 

細江 哲志 
Satoshi Hosoe 
横浜商科大学 

Yokohama College of Commerce 
Email: sat.hosoe@shodai.ac.jp 

 
あらまし：横浜商科大学の「映像型 AO入試」は VR映像（360°映像）と文章問題を組み合わせ、リア
ルな現場を題材にした問いかけを行い、問題発見力や課題解決力を測ろうとする入試である。現状では各

種の制約から VRゴーグル等の導入は困難だが、将来的にはVRメディアの特性を活かし、解答者が「そ
の場でどのような問題解決を図ろうとするか」を測る試験が実現できるのではないかとの問題提起を行う。 
キーワード：VR映像，360°映像，PBL，入試改革, 商業教育 

 
1. はじめに 
横浜商科大学では2016年度より「映像型AO入試」
と称する大学入学者選抜試験を実施している。面接

を中心とした進学意欲や教育理念の理解度を測る

AO 試験とは異なり、映像型入試では受験者はリア
ルな社会現場を題材にした 360°映像を視聴し、与
えられた課題解決型の問いかけに解答していく。こ

の入試は、文部科学省が推進する 2020年大学入試改
革に合わせ、実学とビジネスコミュニケーション教

育に力を入れる本学において「現実の社会問題に挑

むことができる人材」を選考するために開発された。

現状では技術的な限界や、入試という特殊な業務の

関係上、受験生に VR 映像を体験させながら解答さ
せるまでには至っていない。しかしながら「未来の

入試」を想定し、360°映像を代用することで、あた
かもその場にいることを前提とした問いかけを実現

している。本稿ではこの入試の概要や、設計の概要、

評価方法について事例報告する。 
 

2. VR映像(360°映像)入試の概要 
本学の映像型 AO 入試は、VR 映像（360°映像）
と、試験問題（文章問題）の組み合わせによって構

成される。360°映像には、試験の問いに関連のある
現場・シーン・状況・コミュニケーションの様子が

映し出される。解答者はこの映像を探索的に視聴し、

与えられた問いかけに答えていく。受験生には問題

用紙と 360°映像を再生するためのノート PC、マウ
ス、音声再生用イヤホンなどが与えられる。試験が

始まる前に、試験監督による試験の進め方や、PCの
操作方法、360°映像の視聴方法などが口頭にて説明
される。操作や PC に問題がないことが確認された
後、試験開始の合図が伝えられ、受験生は 40分の試
験時間の間に 3分程度の動画を何度も再生・操作し
ながら、問題用紙に解答を記述していく（図 1）。 
これまで、2016 年度と 2017 年度に合計 3 期の映
像型入試が実施され、合計 7名の受験生が受験して
いる。2018年度以降も継続が予定されている。 

 
図 1 試験を受けている様子（イメージ図） 

 
3. 問いかけの実際 
試験のなかで 360°映像として提供されるのは主
に、日常的な消費行動の様子や、実社会のビジネス

現場の様子を収録したものである。試験問題として

360°映像にて提供された動画の一部と、問いかけの
例について下記に紹介する。 

 
図 2 商業施設を題材にした映像問題 

 
図 2はある商業施設における平日と週末の客入り

の様子を収録した映像の一部である。この時の問い

かけの趣旨は「この店舗内でマーケティングリサー

チ（客層の調査）をするとしたら、どのような記録

項目を設け、平日と週末の客層にどのような違いを

見いだすか」であった。いわゆる市場調査に必要な

視点があるかどうか、また、観察力の有無を測るこ

とを目的にした試験であった。 
図 3は、スーパーマーケットの開店前の準備の様

子（店長との打ち合わせ、品出し作業、開店直後の
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購買客の誘導等）を題材にした試験の一部である。

この試験での問いかけの趣旨は「スーパーマーケッ

トでアルバイトを始めることになり事前の見学に来

たが、円滑に仕事を始めるにあたって店長にどのよ

うな質問をすると良いか」であった。これは解答者

のコミュニケーション力や質問力を問うことを目的

とした試験であった。 

 
図 3 スーパーマーケットを題材にした映像問題 
 
360°映像を用いるこれらの試験問題には、必ず
「あたかも
．．．．

この
．．
場にいると
．．．．．

仮定して解答するように」

との指示が記載される。試験問題には、提供されて

いる映像がどのような場面であるかの概要が記載さ

れ、また、解答者がどのような状況に置かれている

かの解説がロールプレイのように記述される。 
360°映像を用いた入試では、映像への一定の関与

感が生じる。静止画（写真）などを見ながら解答す

る試験や、通常の動画を視聴して解答する試験とは

異なり、マウスで動画をぐるぐると回転させながら

視聴することが求められる。360°映像を視聴または
操作している利用者の様子を観察していると「こち

らの方向には何があるのか」「別角度に写っているあ

の人は何をしているのか」といった、探索的な振る

舞いをすることがわかる。『映像のなかを探索する』

ような操作感と、『あたかもその現場にいる』ことを

仮定した問いかけを組み合わせることで、実感を伴

ったリアルな発想を求めている点に、この入試の独

自性があると言えよう。 
 

4. 採点方法と合否の判定 
映像型 AO試験は、いわゆる「一つの正解」を求
める試験ではない。解答者の視点や考え方によって、

何通りもの答えが生み出されることが想定される。

いわゆるルーブリックに該当する採点基準表を事前

に設計し、これに照らし合わせながら採点していく。

採点基準の例としては、「解答者が挙げたアイディア

や提案の数」「アイディアや提案を説明する文章の日

本語としての妥当性（いわゆる文章力）」「状況に根

ざしたアイディアや提案であるかどうか」などが挙

げられる。解答者の記述が、ルーブリックのどの基

準のどのレベルに達成度に該当するかの判断につい

ては、採点担当者による合議を通じて判断される。 
受験生は映像入試の解答後に、面接試験も受ける。

映像入試の採点結果と、面接試験の採点結果をもと

に、最終的な合否の判定が行われる。 

5. 批判 
この形式の入試をスタートした当時の 360°カメ

ラはフル HDであったが、解像度の関係で映像が一
部不鮮明だとの指摘があった。その後、4Kに対応し
た 360°カメラの導入によってこの問題は解決され
た。 
入試問題として、いわゆる「傾向と対策が立てに

くい」という批判が、試験を受けた受験生、入試職

員関係者から挙がった。これについては、オープン

キャンパスなどで説明会を実施したり、入試説明の

ためのプロモーション映像を制作することで対応を

図っている。今後は、実際の過去問題と採点基準に

ついて広く公開していくなどの対応も検討している。 
PCの操作や360°映像の視聴が円滑に行えない受
験生に不利なのではという指摘もあった。本学では

一般的な面接による AO入試も行っているため、受
験生には選択の余地が与えられている。また、実際

の入試の最中の様子を見ていると、いわゆるデジタ

ルネイティブ世代やユーチューブ世代と呼ばれる若

年層にとっては、特に難しい操作ではないように見

受けられた。 
当初想定していたように、現実の社会問題に挑む

ことが出来る学生を選考できているかとの指摘もあ

る。まだ映像型 AO入試をスタートして 2年ほどし
か経っていないため、入学した学生のその後の追跡

調査が進んでいないのが実情である。同入試にて入

学してきた一部の学生については、修学の様子や、

学内活動の様子について、簡単なヒアリングを始め

ている。例えば、ある学生は学内でオープンキャン

パスのスタッフや SA として積極的な活動をしてい
る。授業のグループワーク等でも、大きく目立つ存

在ではないものの、リーダー的な役割を担う傾向に

ある。今後は、IRとの連携なども深めながら、キャ
ンパスライフや進路選択の様子と組み合わせた分析

をしていく必要がある。 
 
6. 今後の展開 
本報告で紹介している事例は、将来的に VR のよ

うな体験型メディアが当たり前のように大学の教室

に利用されるようになった時代を想定した実践であ

る。現状ではまだ、受験者が円滑に利用できる VR
ゴーグルを用いたり、充分な没入感をもたらす VR
体験の提供は実現できていない。しかし VR を用い
た教育は、特に欧米を中心に STEM分野にて導入が
始まっており、専門性の高いスキルを要する分野（医

療行為や高度な工業技術等）における学習に効果が

あるとされている。文系教育分野や商業教育分野へ

の応用例はまだ少ないが、学習者が普段経験するこ

とができない仕事現場について関心を抱いたり、そ

の現場における問題発見能力や課題解決能力を測る

ためにも、VR のメディア特性は有効であると考え
られるだろう。 
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プログラミングによるシミュレーション 

を活用して学ぶ授業の実践例について 

 

Lessons with Simulations by Programming 
 

高木和久 

Kazuhisa TAKAGI 

高知工業高等専門学校 

Kochi college, National Institute of Technology 

Email: ktakagi@ge.kochi-ct.ac.jp 

 

あらまし：小学校や中学校でプログラミングを学んだ生徒が高等学校に進学することにより,将来的に

は全ての高校生がプログラミングの素養を身につけていることになる.本発表では,生徒がプログラム

を入力してシミュレーションを行う授業の実践例を紹介する． 

キーワード：プログラミング, 新学習指導要領, 理数探究, シミュレーション 
 
1. はじめに 

平成 32 年度より施行される次期学習指導要領で

は小学校や中学校においてプログラミング教育を行

うこととされている．その結果，将来的には高等学

校に進学する全ての生徒がプログラミングの素養を

身につけていることになり，高等学校における教育

においてもプログラミングを用いたより深い学びが

可能となる． 

また,高等学校では理数融合型の科目として「理数

探究」が新設される.「理数探究」は教科の枠にとら

われない多角的・複合的な視点で事象をとらえ,科学

的・数学的な見方や考え方を豊かな発想で活用した

り組み合わせたりしながら探究的な学習を行うもの

である.この教科では様々な自然現象を観察して数

式化することが求められる.この時に生徒のプログ

ラミングのスキルを利用してコンピュータによるシ

ミュレーションを用いるとより深い学びを実現させ

ることができる. 

また,データサイエンスを学ぶ上では正規分布を

理解することは必須であるが,この時にも生徒のプ

ログラミングのスキルを生かすことができる. 

ただし,現在の生徒についてはプログラミングの

スキルや意欲は十分なものではないので,授業の実

施にあたっては最初に動画による解説を生徒に視聴

させ,その後で一人一人にプログラムを入力させる

方式をとった. 

 

2. 教材の例 

2.1 サイクロイドの描画 

サイクロイドは数式 � 𝑥𝑥 = 𝑎𝑎(𝑡𝑡 − sin 𝑡𝑡)
𝑦𝑦 = 𝑎𝑎(1 − cos 𝑡𝑡) 

によって定義される曲線で，円が直線の上を滑らな

いように転がるときに円上の 1 点が描く軌跡である. 

従来の授業では黒板に図を書いて説明するが，円が

転がる様子をアニメーションで見せた方がより良く

理解できる．プログラムも 2 行ですむ簡単なもので，

全ての生徒が無理なく理解できていた． 

2.2 パラボラアンテナの原理 

パラボラアンテナの形状は放物面であり衛星から

の電波が反射して焦点に集まる性質を利用している．

授業では電波の進む方向を逆にして放物線𝑦𝑦 = 2√𝑥𝑥 

の焦点𝐹𝐹(1,0)から出発した電波が放物線で反射して

𝑥𝑥軸に平行に進む様子をプログラムで表現させた． 

2.3 だ円ビリヤードの原理 

縁がだ円の形をしたビリヤード台では,焦点の位

置に置かれた球を打つと球は縁で反射した後,必ず

もう一方の焦点を通る．このような球の軌跡をプロ

グラムで再現した．（図 1） 
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図 1. だ円ビリヤードにおける球の軌跡 

2.4 標準正規分布 

データサイエンスを学ぶ上で正規分布は欠かすこ

とのできない重要な分布である.これまで正規分布

に関して学生に計算をさせる時は，教科書の最後に

ある数表を使うか，あるいは表計算ソフトの統計関

数を用いるかであった． 

標準正規分布表は𝑦𝑦 = 1
√2𝜋𝜋

𝑒𝑒−
𝑥𝑥2
2 のグラフと𝑥𝑥軸に囲

まれる部分の面積の表であるから，表を用いなくて

も値をプログラムを用いて計算することができる． 

結果のみを使うのではなく計算過程をも明らかに

することで，そこから生徒をより深い学びに導くこ

とができる.なお, 𝑥𝑥軸と𝑦𝑦軸を同じ縮尺で描くとグ

ラフがつぶれて見えるため,図 2 のグラフは高さを 6

倍にしている.これも,数表を使わずにプログラムを

作って計算したことによって得られた発見であった. 

 

図 2.標準正規分布の確率密度関数 

2.5 サイクロイドの等時性 

サイクロイドの形をしたカーブを球が転がり，最

下点まで到達するまでの時間は出発点の高さによら

ず一定である．黒板に数式を記述するだけの授業よ

りも,サイクロイド曲線に沿って球が転がり落ちる

様子をアニメーションで見る授業の方が生徒の理解

が深まることは言うまでもない. 

授業では,まずエネルギー保存則を用いてサイク

ロイド曲線に沿って転がり落ちる球の運動方程式を

導き,その後で球の運動を動画で見せた.更に一人一

人にプログラムを入力させてシミュレーションを実

行させ,球が落ちるまでの時間が高さによらないこ

とを確認させた. 

 

図 3. サイクロイド曲線を転がり落ちる球の運動 

 

なお，本研究の一部は日本学術振興会の科学研究

費(課題番号 16K00993)“スマートデバイスによる動

画再生を活用する高専数学の実践的研究”の補助を

受けて行われた． 
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小学校教員養成課程におけるプログラミング教育 
 

Programming Education in Elementary School Teacher Training Courses 
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あらまし：東京学芸大学では平成 31 年のカリキュラム改訂にあたり，初等教育教員養成課程における共

通選択必修科目の中に「小学校におけるプログラミング教育」と題した授業を開設する．この授業科目の

開設に向けたプロジェクトチームにおいて議論された”小学校教員のためのプログラミング教育”の内容

を紹介するとともに，すべての小学校教員が身につけるべき計算論的思考（あるいはプログラミング的思

考）に関わる知識・技能を提案する． 

キーワード：初等教育，プログラミング教育，教員養成，情報教育 

 

 

1. はじめに 

新しい学習指導要領において小学校段階における

プログラミング学習が盛り込まれた．これに呼応す

うように，さまざまな企業・団体が子供たちを対象

としたプログラミング教育に関する本を出版したり，

子供たちが直接プログラミングを体験するワークシ

ョップや教室を開催したり，子供たちがゲーム感覚

で楽しみながら取り組むことのできるプログラミン

グ教材を提供したりするなど，その事実だけに目を

向ければ今はまさにブームの様相を呈している．し

かしその一方で，実施をせまられている小学校にお

いては，現職の教員が必ずしもプログラミングに関

する知識や経験を持つわけではなく，実際に何をど

のように教えるのかについて苦慮している．当然，

小学校教員を志す者に対して，その養成段階からプ

ログラミングに関わる基礎的な理論や学習活動にお

ける教育実践上の考え方等を身に付けさせることが

強く求められている． 

東京学芸大学では平成 31 年度の改訂カリキュラ

ムから，初等教育教員養成課程における選択必修科

目の中に「小学校プログラミング教育」と題した授

業科目を開設する．本稿では，この授業科目の開設

に向けたプロジェクトチームにおいて議論された

“小学校教員のためのプログラミング教育”の内容

を紹介するとともに，全ての小学校教員が身に付け

るべき計算論的思考（あるいはプログラミング的思

考）に関わる知識・技能を提案する． 

 

2. プログラミング時の思考過程 

諸外国では，プログラミングを含む情報科学教育

の目的について，問題をコンピュータに行わせるま

での分析，解決方法の提案，その実施と評価等の，

コンピュータサイエンティストが用いていると考え

られている一連の思考方法（計算論的思考）や知識・

技術（コンピュータサイエンス）などを学習するこ

とであるとしている（1）．あくまでプログラミングは

その中の一部であり，プログラミングを通じて，上

述のことを学ぶという位置付けである．おそらくこ

れに準じて，我が国の新しい学習指導要領でも，プ

ログラミングを通じて，コンピュータに意図した処

理を行わせるために必要な論理的思考力（プログラ

ミング的思考）を身につけさせることを目的として

掲げたものと考える（2）．アルゴリズムの考え方やそ

の表記の仕方等，より高度な内容は中学校や高校で

学習することになっているため，小学校では，コン

ピュータに何かをさせるには手順が必要なのだとい

うことに“気付かせる”ことが大事だという趣旨で

あろう．したがって，図 1 に示すような①必要な動

きを考える，②動きを命令（記号）に置き換える，

③命令（記号）をどのように組み合わせれば自分の

意図した動きになるかを考える，という 3 ステップ

を試行錯誤しながら繰り返す，という過程こそが涵

養すべき論理的思考力であると説明している（3）． 

しかし我々は開設予定の授業科目の内容を議論す

る中で，このようなプログラミング時の思考過程の

説明は不十分であり，特にゼロからプログラミング

及びその教育について学ぼうとする初学者に対して

は誤解を与えかねないとの結論に至った．コンピュ

図 1 プログラミング的思考 

（文部科学省「小学校プログラミング教育 
の手引き（第一版）」13ページの図 4を引用） 
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ータに意図した処理を行わせるために必要な論理的

思考力とは，意図する活動を実現するような命令の

組み合わせを見いだす能力であると勘違いされてし

まうと，先の図 1 は思考過程を表したものというよ

りむしろ実作業，すなわちコーディング作業過程を

表したものと理解されてしまうだろう．そのまま素

直に授業が行われると「○○というプログラミング

ツールの使い方だけを学んだだけで，何の意義があ

るのか分からなかった」といった疑問を抱いたプロ

グラミング嫌いの子供たちを増やす原因となりかね

ない（4）． 

 

3. プログラムを創るために必要な力 

プログラムを創るという観点だけに限定したとし

ても，その思考過程には一貫してアブストラクショ

ン（abstraction: 抽象化）が必要不可欠である（5）（6）．

そこで我々は小学校教員が理解しておきたい“プロ

グラムを創る思考過程”とは図 2 に示すような①問

題のモデル化と情報の表現，②処理（プロセス）の

表現，③プログラミング言語による記述，の 3 ステ

ップの試行錯誤的な繰り返しであると主張したい． 

3.1 問題のモデル化と情報の表現 

問題の解決につながるようなプログラムを考える

にあたっては，まずはその問題自体をコンピュータ

上で表現しなくてはならない．問題の解決に必要な

情報だけを抽出し，それらをデータとして数や記号

を用いて表すことが必要である． 

3.2 処理（プロセス）の表現 

どのように処理を行っていくかを考えるにあたっ

ては，まずプログラムの開始時の状態と，終了時の

状態を，一つ目のステップで定義したデータを用い

て表現しなくてはならない．その後，どのように加

工を施していけば開始時の状態を終了時の状態に変

化させられるかを考える．この時，よほど単純な問

題でない限り，細かな加工処理を順番に筋道立てて

組み合わせて考えるようなことはすべきではない．

全体として終了時の状態まで持って行ける処理を複

数の小さな処理に分割したり，処理の中に処理を包

含させたりする等して，意図した結果を導く手続き

を抽象的に考える（6）ことが肝要である． 

3.3 プログラミング言語による記述 

二つ目のステップで考えた処理を実際にコンピュ

ータに行わせるには，プログラミング言語が規定す

る記号を用いて表現しなくてはならない．一般には

この作業をコーディングと呼んでいる．特定のプロ

グラミング言語を学ぶことは小学校における教育目

的ではないし，そうあるべきでもない．しかし，ど

のような命令が使えるのか，どのような文法が許さ

れているかが，一つ目と二つ目の両ステップで考え

る表現に大きく影響するという事実には十分注意す

る必要がある． 

加えて，例えば数学において数学記号を用いて数

と数の関係を表現するように，あるいは物理学にお

いて法則という記号表現を用いて自然現象を表現す

るように，コンピュータ上での処理はプログラミン

グ言語という記号で表現するのだということを認識

させ，将来的に，その抽象世界で考えをめぐらせる

ことができるようになる素地を作ることも大事なの

ではないかと考える． 

 

4. 小学校教員のためのプログラミング教育 

未来を担う子供たちにとって“コンピュータが「魔

法の箱」ではなくなり，より主体的に活用する（3）”

ことができるようになるには，小学校段階における

プログラミング教育が“面白かった”というだけの

体験に終わってはならないし，意義の分かりづらい

コーディング作業に終始してもならない．もちろん，

プログラミング教育を拡大解釈し，コンピュータを

抜きにしたプログラミング論を展開するようなこと

があってはならない．子供たちには，身のまわりの

物事をデータとして見る力を養い，それらを自らの

目的のためにコンピュータを用いて処理させること

ができることに気付き，その思考過程を身に付ける

ことのできるようになる教育がなされるべきである． 

そのためには教員養成課程においてコンピュータ

の仕組みを学び，その上で，プログラムを創る思考

過程が理解できるようになる授業科目をカリキュラ

ムの中に適切に設けなくてはならないと考える． 
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IchigoJam用ビジュアルブロックプログラミングツールによる 
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あらまし：2020 年から小学校でプログラミング教育が必修となるので，様々なプログラミング環境が開
発されてきている．本研究では，子供向けマイコンボードである IchigoJam に着目した．IchigoJam は教
育実践や研究の事例が複数あるので，専用のビジュアルブロックプログラミングツールを開発する事で，

教材として更なる発展が望めると考えた．本稿では，開発したソフトウェアを用いて，2017 年 5 月より
実践してきた結果と今後の展望について述べる． 
キーワード：プログラミング教育，ビジュアルプログラミング，IchigoJam，小学校 

 
 
1. はじめに 

2020 年から実施される小学校でのプログラミン
グ教育必修化に向けて，プログラミング初学者向け

に様々なプログラミング体験環境が開発されてきて

いる．なかでも IchigoJam という初学者向けのマイ
コンボードは，1つ 1,500円と安価でありながら，セ
ンサやアクチュエータを簡単に制御でき，LEDを光
らせるだけのような単純なプログラムからロボット

プログラミングまで，応用の幅は広い．しかし，

IchigoJamは BASIC 言語をタイプしてプログラムを
作成するため，「キーボード操作がおぼつかない子供

にとっては，テキストベースの言語は敷居が高い」

という懸念がある(1)．そこで，IchigoJam用のビジュ
アルブロックプログラミングツール（以下，本ツー

ル）を Google Blocklyを用いて開発し，日本語で表
現された画面上の命令ブロック（以下，ブロック）

を用いる事で直感的なプログラミング体験を可能に

した． 
2017年 5月より，小学 3年生〜6年生を対象とし，
本ツールを用いてプログラミング体験教室を 4回実
施した．この詳細は(4)で報告した．本稿では作成し
たツールの概要，プログラミング体験教室の実践概

要，および今後の展望について述べる． 
小学生にテキスト入力によるプログラミングを実

践している事例もあるが(2)， プログラミングに対す
る苦手意識を与える要素を少しでも排除するために

は，日本語で表現されたブロックを用いた方法が有

効と考えている．これまでの著者らの研究グループ

での実践からも(3)，そのようなビジュアルブロック

プログラミングが小学生のプログラミング体験用教

材に適していると感じている． 
 
2. 開発したソフトウェア 
2.1 使用方法 
本ツールは，構成するファイル群をパソコン上に

ダウンロードする事で起動でき，IchigoJamへプログ
ラムを送信するために，パソコンと IchigoJam とを

USBシリアル変換ケーブルを用いて接続する． 
起動すると図 1の画面が表示される．ブロックの

カテゴリ（図 1の①），コード表示タブ（図 1の②），
プログラム送信ボタン（図 1 の③）などがある．
Scratchと同様に，カテゴリから選んだブロックをド
ラッグ＆ドロップにより繋げ合わせることでプログ

ラムを作成できる．ブロックにはそれぞれに対応し

た IchigoJamの BASICの命令文字列が設定されてお
り，ブロックから変換された BASICコードは，コー
ド表示タブをクリックすることで確認できる． 
プログラム送信ボタンをクリックすると，BASIC
の命令文字列が一文字ずつ IchigoJam に送られる．
シリアル通信をしているので，IchigoJamからは，高
速でキーボードがタイプされているように見える． 
プログラム送信後は，本ツールのボタンからプロ

グラムの実行と停止ができる．また，ブロックを並

べて作成したプログラムをファイルとしてパソコン

内に保存できる． 
 

 
図 1 本ツールの画面 

2.2 工夫点 
単に BASIC 言語の命令をブロック表現しただけ
ではなく，いくつかの工夫をしている．例えば，

IchigoJam本体のピン番号などを扱う命令は，実際に
接続するセンサやアクチュエータの名前を用いた日

本語表現にすることで、小学生でもブロックを見る

だけで直感的に理解できるようにした（図 2）．また、
変数を使わずに繰り返し制御できるようにブロック
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を用意することにより，小学生にも条件分岐や繰り

返し構造を学びやすくしている． 
 

 
図 2 日本語のみで表現したブロック 

 
3. プログラミング体験教室での実践と考察 
3.1 実施体制 
プログラミング体験教室の開催にあたっては，小

学校へちらし配布するとともに，親子向けのイベン

ト掲載サイトを使って参加者を募り，かつ保護者同

伴を必須とした．対象は小学校 3 年生〜6 年生とし
た．4回全ての実践で，2時間 30分（休憩 5〜10分）
ほどの体験時間とした．参加人数は 6〜15人で，大
学生アシスタントが1人につき2〜4人の小学生を机
間巡視した．実施内容はスライドショーを用いて著

者の鴻池が解説しながら進行した．また，スライド

ショーの資料を印刷して各小学生に配布し，各自が

自由に進められるようにした． 
3.2 実施内容と考察 

LEDやボタン，ブザーを使い，単純な反復や分岐
の処理を体験させた後，ブレッドボードを使って簡

単な電子工作を行った（図 3 の左）．各部品の接続
については，保護者やアシスタントの手を借りなけ

ればできない小学生もいたため，丁寧な図示や詳細

な手順の説明が必要と感じた．最後に画用紙とペン

を使って自由に描かせた絵を，マイクロサーボモー

タの羽に貼り付けて好きなように動かす作品を作っ

た（図 3 の右）．これにより，小学生は，資料に印
刷されたプログラムをそのまま書き写すのではなく，

創意工夫を持って取り組めていたように見えた． 

 
図 3 電子工作（左）と作品づくりの実例（右） 

 
4. 今後の予定 
本ツールはインターネット上に公開しており(5)，

著者ら以外のプログラミング教育実践にて使用され

る事で，より客観的な評価を期待している．本ツー

ルには，実践者が独自にブロックを定義・追加でき

る機能を用意してある（図 4）．今夏には，栃木工業
高等学校の教員らによる，IchigoJam互換機を使った
ロボットプログラミング実践において使って頂ける

予定である．図 5は栃木工業高等学校による独自の
ブロック追加例である．今後は更に本ツールを用い

た実践事例を増やしていく予定である． 
 

 
図 4 独自ブロック定義画面 

 
図 5 栃木工業高等学校によるブロック追加例 
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あらまし：2020 年度からの小学校でのプログラミング的思考の教育，そして，中学校，高等学校では，

プログラミングに関連する教育が重視されている．筆者らは，イギリスで開発された micro:bit を利用す

ることにより，小学校から高等学校まで，一貫して情報技術や情報科学の基礎を学ぶことができると考

えている．現在，高等学校における情報科の「情報の科学」などの教材を開発し，さらには，教員研修

用テキストの作成も行っている．本稿では，開発した教材の一部を紹介する． 
キーワード：micro:bit，プログラミング，情報科教育，教材開発，教員研修 

 
 

 はじめに 
2017 年 3 月に小学校・中学校，2018 年 3 月には高

等学校等の学習指導要領が告示された(1)． 

小学校では，情報活用能力の育成のための学習活

動には，『情報手段の基本的な操作の習得や，プログ

ラミング的思考，情報モラル，情報セキュリティ，

統計等に関する資質・能力等も含むものである』と

記述されている．中学校の技術・家庭科の技術分野

では，『…（省略）…「ディジタル作品の設計と制作」

に関する内容について，プログラミングを通して学

ぶ，制作するコンテンツのプログラムに対して「ネ

ットワークの利用」及び「双方向性」の規定を追加

している』と記述されている．高等学校の共通教科

では，必履修科目「情報 I」が新設され，プログラミ

ング，ネットワーク（情報セキュリティを含む）や

データベース（データ活用）の基礎等の内容が必修

化されるとともに，データサイエンス等に関する内

容が増えている． 

筆者らは，micro:bit を利用して学習すること，

micro:bit の特徴を生かしたプログラミング教育を実

施することによって，小学校から高等学校まで，情

報技術や情報科学の基礎を学ぶことができると考え

ている．そこで，まず，高等学校情報科における「情

報の科学」の教材を開発し(2)，教員研修用テキスト

作成している．本稿では，開発した教材の一部を紹

介する．なお，発表では教員研修についても言及す

る． 
 

 micro:bit の特徴 
micro:bit は，イギリス BBC が中学 1 年生対象に配

布した手のひらサイズのコンピュータである．

micro:bit のハードウエア機能としては， 
・25 個の LED（表示，センサー） 

・プログラムができるスイッチボタン（2個) 
・光，温度，加速度計などのセンサー 
・Bluetooth による無線通信 
・物理的に接続するための端子 

などがある．さらに， 
・ビジュアル言語で，簡単な操作で利用できる． 
・シミュレータがついている． 
・JavaScript に変換できる． 
などの特徴がある． 

 
 情報技術・情報科学の教材 
現在開発した教材は，表 1の通りである(2)． 
 

表 1 教材の概要 
分野 教材プログラムの内容 

micro:bit の概要 ・基本操作を学ぶプログラム 

・センサーの利用プログラム 

プログラミングの基

礎（繰り返し，分岐）

・LED 点灯，グラフ表示によるプロ

グラム 

・数あてゲームのプログラム 

プログラミングの応

用（関数，配列） 

・10 進数・2 進数への変換，数値・

文字の表現（文字コード） 

・論理回路と論理演算のプログラム 

・じゃんけんゲーム（論理設計） 

アルゴリズムとプロ

グラム（探索と整列）

・探索（逐次探索，二分探索）のプロ

グラム（数値，文字列） 

・整列（交換法，直接選択法）のプロ

グラム（数値，文字列） 

・自動販売機のプログラム 

ネットワーク，セキュ

リティ 

・通信の基本プログラム，ネットワー

ク通信のプログラム 

・暗号通信のプログラム 
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 整列（交換法） 
交換法のプログラム例(2)であるが，LED で棒グラ

フを表示する(図 2 参照)ため，データ（配列に格納

される 5つの数値）は，1桁の数値を使用している．  

 図 1 に，JavaScript プログラム（一部のみ）を示し

ている．なお，グラフを描いている個所は，同じプ

ログラムなので，関数 PLOT()とすることができる． 

図 2に整列結果を示している． 

 
図 1 整列（交換法）のプログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 整列前     (b) 整列後 

図 2 整列結果の表示 

 

 状態遷移図と自動販売機 
50 円と 100 円を投入して，150 円の商品(飲み物)

を購入する自動販売機の例である(2)．スイッチ A を

1 回（100 円投入）押すと 2（状態 S2）と表示され，

もう 1 回押すと商品のアイコンとお釣りのアイコン

が表示される．また，スイッチ A を 1回とスイッチ

B を 1 回（50 円投入），もしくは，スイッチ B を 3

回押すと，商品のみ表示される． 

図 3 は，この自動販売機の状態遷移図，図 4 は，

商品（飲み物）が出てきたときの結果の表示とプロ

グラムの一部である． 

 
図 3 状態遷移図 

 
図 4 結果の表示とプログラム（一部） 

 

 おわりに 
micro:bit はビジュアル言語でプログラミングでき

るため小学校から利用でき，中学校の技術・家庭科

における双方向プログラミング教材も，Bluetooth の

通信を利用して作成できる．さらに，ビジュアル言

語で書いたプログラムを JavaScript にも変換できる

ことから，高等学校の情報科教育にも利用できる． 
なお，中学校から高等学校への接続という面から

は，現状の micro:bit で十分であるが，小学校でのス

クラッチの利用も考えると，micro:bit とスクラッチ

の統合環境が整ってくることで，一貫した情報教育

のプログラミング環境として，より一層利用しやす

いものとなる． 
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奇跡を呼ぶ魔法あるいは錬金術としてのインストラクショナルデザイン 
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あらまし：本発表は、教育工学をデザイン研究の系譜で再定義する萌芽的研究の第二報として、文献研究

から 2つの視点を報告するものである。第 1の視点は「魔法」になりえる授業を外部講師招聘で実現した

実践の背景にある「映像の時代」から「魔法の時代」への時代転換である。第 2の視点は、鉛のような退

屈な情報を金のように輝く科目に変換するデザイン錬金術モデルである。錬金術モデルが従来からの設計

枠組みを踏襲していることを確認し、デザイナー養成に着手するアプローチを考えた。 

キーワード：インストラクショナルデザイン、デザイン、萌芽的研究、文献研究、魔法、錬金術 

 

1. はじめに 
本発表は、教育工学をデザイン研究の系譜で再定

義する萌芽的研究の第二報として、文献研究の一端

を報告するものである。前稿(1)では、教育工学を「科

学」でも「工学」でもない第三の伝統「デザイン」

として捉える研究動向を紹介し、「デザイン」が「ア

ート」と異なり顧客の求めに応じつつもそれを超え

る究極のこだわりを生み出す営みであると整理した。 

本稿では、学習者の期待を超える授業をデザイン

することに関連した２つの視点を紹介する。 

 

2. 「魔法」としての授業 
『企業とつくる「魔法」の授業』(2)は、外部から

の講師を教室に招聘して試みた、非日常的なイベン

ト的授業 16 事例を紹介した書籍である。「魔法」

というキーワードは、20 世紀が映像の世紀だったと

すれば 21 世紀は魔法の世紀だとするメディアアー

ティスト落合陽一の論考に依拠している。映像の世

紀が見る者とつくる者とを分断し、現実と虚構を分

け隔ててきたこととは対比的に、魔法の世紀では両

者が混在し、なぜそうなったのかが理解できないモ

ノに心が動かされていく。まるで魔法にかけられた

ような環境の中で我々は生きているし、そういう世

界を生きていく子どもたちを育てることが求められ

ている、という。「まやかし」とか「こどもだまし」

のような「魔法」の用法とは対極にある本質論であ

る。日常的な授業の「マンネリを避ける」意図で外

部講師を招聘するのではなく、そういう時代を生き

ているという自覚のもとで、ブラックボックスに魅

せられながらも思考停止しない子どもを育てていく

ことの重要性がその可能性とともに示されている。 

映像の世紀では学校の授業の日常そのものが魔法

のような輝きを放っていた。相対的な輝きが失われ

た今、学校に新しい風を持ち込むことで輝きを取り

戻すためには、学習者に魔法をかけるぐらいの驚き

をデザインする必要があることが示唆された。 

3. デザイン錬金術モデル 
Sims (3)は、デザインを「学習と指導を支援するた

めに環境を概念化し、それを実現する仕様を導き出

すプロセスである」と定義した上で、これまでの学

習指導に対する考え方を変える視点として「デザイ

ン錬金術」モデルを提唱した。錬金術とは科目を変

換する（transform）ことであり、デザイン錬金術

師（Design alchemist）とは「学習と指導について

の我々の考え方を変換する能力を有し、鉛のように

退屈な（leaden）情報やリソースをもとに金のよう

に輝く（golden）科目を創造できる人である（p.43：

筆者訳）」としている。 

デザイン錬金術の枠組みとして、教育理論、実践、

そして資源（assets）の３つを統合するモデルが示

されている（図１：詳細は表１に示す）。教育理論は、

具体的な学習理論や方略を統合し、有意義でかつ意

欲的・没入的な学習指導経験を創造することを可能

にするために必要不可欠な理論的な原理である。実

践は、学習活動、アセスメント、そしてリソースの

詳細仕様を決める枠組みとなる科目設計構造を創出

するために、デザイン錬金術師と科目関係者が共に

完成させていく５つのステップで構成されている。

資源とは、意図的な学習環境に影響を及ぼすすべて

の要因を指す。 

 
 

図１：デザイン錬金術モデルの構成要素 
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 表 1：デザイン錬金術モデルの 3 要素 

理論（Pedagogy） 
１．科目の参加者は学習活動に取り組み、モデルや物体、

アイディアなどのアーティファクトを創造する。それ

がアセスメントに用いられる。 

２．学習活動は学習者自身の文脈に、あるいは任意の文脈

に、埋め込まれている。インクルーシブな活動で彼ら

自身の個人的な特性が尊重される。 

３．学習活動はある問題、挑戦、あるいは課題に対する解

決策や対応策をつくっていくものである。協同的に行

われ、その結果としてアーティファクトが生み出され

る。 

４．アーティファクトを生み出す過程において、参加者は

現在のやり方やそれを支える原理や理論に対する代替

案を考えるように促される。統合や新しい知識の創出

が奨励される。 

 

実践（Practice） 

１．知識応用の定義として、科目の修了時に何ができる

ようになるかを記述する。それがこの科目を学ぶ必然

性を明確に示す。 

２．学習と職務上の成果を明示する。具体的にどんなスキ

ルや属性を身につけたことをどう示せばよいか、また

それが知識やスキルの応用ができることを示すことに

なることを知らせる。 

３．学習成果とアセスメント項目や基準とを合致させる。 

４．学習活動を学習成果やアセスメントと合致させる。学

習活動はアーティファクトをつくるもので、その一部

あるいはすべてがアセスメント項目として用いられ

る。 

５．学習活動のそれぞれを完成できるような学習リソース

を特定する。研究、メディア、情報、人物などが含ま

れる。 

 

資源（Assets） 

１．基準：科目の品質や統一性についての期待を踏まえ

る。国家・州・地方自治体の基準や科目を提供する組

織の基準を含む。 

２．プログラム：プログラム内のあるいは相互の関係を理

解する。プログラムを構成する科目としての位置づけ

や領域への影響など。 

３．証拠：デザインの決定に資する証拠に基づいた実践を

用いる。 

４．プロセス：デザイン活動に持続可能で継続的な改善の

要素を取り入れる。 

５．人的資源：科目の創造と実施に影響力があるあらゆる

人々を認識し活用する。 
注：Sims (2014)の本文 p.44-46を筆者が試訳して表形式

にまとめた。 

 

デザイン錬金術モデルは、理論的基盤として構成

主義的知識観に依拠している。キーワードとして、

学習者中心、インクルーシブ、アクティブ、問題基

盤型、文脈的、社会的、創造的、そして創発的であ

ることが「金のように輝く科目」に不可欠であると

主張している。一方で、実践の原則を見ると、学習

成果・評価方法・学習活動が整合していることを重

視しており、伝統的な ID のアプローチを踏まえて

いると解釈することができよう。 

表 5.3（p. 63）にはガニェの９教授事象とデザイン

錬金術モデルの対比が示されており、依拠する知識

観が変わっても学習環境の構成要素はさほど違わな

いことも読み取れる。この点は、９教授事象とメリ

ルの第一原理との対比を試みたとき(3)にも明らかに

されたことであるが、以下の点は興味深い主張であ

ろう。すなわち、 

・事象１～３の導入は、「解決すべき問題を示して学

習成果を意識させること」と「現在の経験・知識

を用いる」ことによってギャップの存在、すなわ

ち学習必要性を明らかにする点で、第一原理の「課

題」と「活性化」と同様の意図がより明確に示さ

れている。 

・事象４「新しい事項を提示する」は「リソースへ

のアクセスを提供する」となっており、教授者か

らの情報提示ではなく学習者自らがリソースを検

索・選択することが前提となっている。 

・事象６・７「練習の機会とフィードバック」は「ア

セスメントのためのアーティファクトを創造する」

活動と「アーティファクトの要素をアセスメント

基準と合致させる」ためのフィードバックと解釈

されており、事象８「学習の成果を評価する」と

一体化されている。すなわち、事象６～８は一連

の学習活動＋評価として扱われており、練習を十

分にしてから評価、という流れとは異なっている。 

 

4. おわりに 

文献からは、魔法・錬金術と用いる言葉は異なっ

ているものの、「まやかし」や「ごまかし」ではない

非日常的な驚きの要素を組み込む必要性が共通して

読み取れた。このことをどのようにインストラクシ

ョナルデザイナー養成に組み込んでいくべきか。こ

れが次の課題である。魔法や錬金術に頼ることはで

きないが、その必要性を伝えることから着手しては

どうかと考えている。 
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あらまし： 企業経営における情報技術活用を扱った二つの授業で学習者の授業評価の比較を行った．一

方の授業はネットワーク外部性と技術標準化，もう一方はイノベーションを学習主題としており，どちら

も学習主題に関するドキュメンタリービデオの視聴とレポート提出・自他レポート吟味を行う形式である．

2017 年度後期に同じ科目の中の連続するコマで授業を行い，二つの授業に対する学習者の授業評価内容

を分析した． 
キーワード：ビジネスモデル，ネットワーク外部性，技術標準化，イノベーション，ドキュメンタリービ

デオ，既有知識の活用，自他意見の比較 
 
 
1. はじめに 

近年の企業経営において情報技術の戦略的な活用

は不可欠のものとなっており，情報技術を学ぶ大学

生にとっても，技術的な内容だけでなく，その活用

形態を学ぶ意義は大きいと考えられる．本稿では，

企業における IT 活用を扱った二つの授業(1-2)に対す

る学習者の授業評価の比較を行った． 
 

2. 学習主題 

二つの授業の学習主題は，ネットワーク外部性と

技術標準化(1)，および，イノベーション(2)である． 
ネットワーク外部性は経済学の概念であり，製品

やサービスの価値が，それら自体の性能や品質では

なく，同じ製品やサービスを利用している人数に依

存する，という性質を指す(3)．例えば，電話という

サービスは，通話する相手がいなければ無価値であ

り，同じサービスを利用する人が増えるほどその価

値は増していく．このようなネットワーク外部性の

性質は，近年のコンピュータ関連の各種製品やイン

ターネット上のサービス，特にソーシャルネットワ

ーク系のサービスに顕著に見られ，サービスに多く

の集客をしてその価値を高めるプラットフォームビ

ジネス(4)という概念も生まれている．また，このよ

うな性質を成り立たせるためには，顧客が使用する

機器やソフトウェアが互いに情報をやりとりするた

めの標準化(5)の概念が不可欠となる． 
一方，イノベーションは産業における新技術開発

だけでなく，組織や社会の変化，新たな価値創造な

どを意味する非常に幅広い言葉である．情報技術の

分野では，その急速な進歩が社会に大きな影響を与

えている．これらの影響は，表面的には，新技術に

より従来の業務が格段に効率化されたり，いままで

実現が困難であった新たなサービスが出現する，と

いった形で現れてくる．しかし，その根底にはムー

アの法則と呼ばれる半導体技術の指数関数的な高性

能化や，それに端を発するネットワークの広帯域・

低価格化，ソフトウェアの高機能化，サービスの個

別化など情報技術の進化を支えるいくつかの根本的

な要素がある(6)．一方で，情報技術はソフトウェア・

データの入れ替えによって何にでも使える汎用性を

有しており，これが情報技術によるイノベーション

を予見することを困難にしている． 
 

3. 授業設計 

前章の学習主題は，複雑で抽象的な内容であり，

知識付与型の学習手法では，学習者の興味を引き出

すことが難しい．そこで，図 1 に示すドキュメンタ

リービデオとオンラインレポート提出を組み合わせ

た授業設計の枠組み(7)を共通的に適用する．学習主

題に即したドキュメンタリービデオを視聴させ，こ

れに関するオンラインレポートを課す．次の授業直

前までにレポートを集約して授業で配布し，教員が

内容を適宜紹介する．これを必要に応じて繰り返す． 
 

 

図 1  授業設計の枠組み 
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授業では複数のビデオを使用したが，主要なビデ

オは各学習主題で 1 本である．ネットワーク外部性

については，JR 東日本の Suica の開発・普及を扱っ

たものを用いた(1)．Suica は，電子決済の手段として

プラットフォームに相当し，乗車券や商品購入とい

う用途が増えるほど Suica の価値は高まっていく．

ここに間接的ネットワーク外部性が働いている．イ

ノベーションについては，カシオによるデジカメの

開発を扱ったものを用いた．デジカメはフィルムカ

メラに対する破壊的イノベーションであり，その高

性能化はムーアの法則による直接的な影響を受けて

いる．一方，開発時点でデジカメの優位性は明確で

なく，普及を予見することは困難であった(2)． 
 

4. 評価 

2017 年の後期に，情報系学科の 3 年生を対象とす

る同一の科目中で，2 つの学習主題に関する授業（計

7 コマ）を実施した．授業後に授業内容に関するア

ンケートを行った．毎回レポートを提出し，アンケ

ートに回答した学習者は 100 名であった． 
アンケート項目間の相関を表 1 に示す．この表か

ら以下のようなことがわかる． 
(1) 両学習主題で，「内容は役に立った」という項目

と，対象とした技術の使用経験に相関がある．  
(2) 両学習主題で，「内容は役に立った」という項目

と，ビデオ・レポートの使用に関する印象には相

関がある． 
(3) 両学習主題の，対象とした技術の使用経験と授

業内容の結び付きに関する項目の間に相関がある． 

(4) 両学習主題の，ビデオ・レポートの使用に関す

る印象の間には相関がある．特に，ビデオを二度

視聴することと，他の項目の間に比較的強い相関

がある． 
本授業設計は，図 1 に示したように，「学習者の既

有知識の活用」，「自他レポート吟味とビデオの再視

聴による理解促進」をねらいとしている．この評価

結果は，学習主題に依らず，本授業設計のねらいが

機能することを示唆していると考えられる．今後，

レポート・自由記述コメントを含めたより詳細な分

析を行う． 
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表 1  授業評価の相関（1~6：デジカメ，7~12：Suica ，7 件法，100 名） 

項番 質問 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 平均 
(S.D.) 

1 （以下デジカメ）内容は役に立った ― .48  .42  .43  .27  .22  .59  .31  .35  .41  .24  .12  5.92 
(0.79) 

2 
デジカメやスマホのカメラを使った経

験や知識は，授業の内容と結びついた 
＊＊ ― .08 .21 .29 .22 .30 .27 .18 .28 .16 .20 

5.19 
(1.01) 

3 
ビデオは講義の内容を実感的に理解す

るのに役に立った 
＊＊  ― .45  .37  .20  .32  .08  .26  .34  .24  .03  5.93 

(0.87) 

4 
ビデオを二度視聴したことで，より理

解が深まったと感じた 
＊＊ ＊ ＊＊ ― .31  .41  .33  .07  .29  .62  .22  .37  5.46 

(1.17) 

5 
レポート提出で授業の内容を振り返る

ことができた 
＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ ― .28  .13  .05  .31  .27  .39  .23  5.72 

(0.73) 

6 
他の人のレポートを参考に様々な観点

でビデオを視聴できた 
＊ ＊ ＊ ＊＊ ＊＊ ― .17  .12  .17  .19  .16  .26  5.59 

(0.95) 

7 （以下 Suica）内容は役に立った ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊   ― .22  .31  .27  .21  .15  5.57 
(0.82) 

8 
Suica を使った経験やサービスに関す

る知識は，授業の内容と結びついた 
＊＊ ＊＊     ＊ ― .14 .12 .24 .08 

5.63 
(0.79) 

9 
ビデオは講義の内容を実感的に理解す

るのに役に立った 
＊＊  ＊＊ ＊＊ ＊＊  ＊＊  ― .30 .35 .35 

5.94 
(0.79) 

10 
ビデオを二度視聴したことで，より理

解が深まったと感じた 
＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊＊  ＊＊  ＊＊ ― .30 .33 

5.26 
(1.19) 

11 
レポート提出で授業の内容を振り返る

ことができた 
＊  ＊ ＊ ＊＊  ＊ ＊ ＊＊ ＊＊ ― .21 

5.78 
(0.75) 

12 
他の人のレポートを参考に様々な観点

でビデオを視聴できた 
   ＊＊ ＊ ＊   ＊＊ ＊＊ ＊ ― 

5.46 
(1.03) 

＊: p < 0.05, ＊＊: p < 0.01，赤字：正の有意な相関，青字：負の有意な相関 
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あらまし：平成 30年 3月告示された新学習指導要領では,全ての生徒が履修する「情報Ⅰ」が新設されプ

ログラミング,ネットワーク（情報セキュリティ）,データベース（データ活用）の基礎等の内容が必修と

なる．今年度入学した学生を対象に実施した高等学校での情報教育の現状についての調査結果および平

成 27 年度に実施された情報活用能力調査の結果分析から,大学における情報教育の役割とそれに向けた

新たなカリキュラムへの課題を検討する． 

キーワード：授業設計・インストラクションデザイン 
 
1. はじめに 

平成 30 年 3 月告示された高等学校の新学習指導要

領１）では,全ての生徒が履修する「情報Ⅰ」が新設さ

れプログラミング,ネットワーク（情報セキュリティ）,
データベース（データ活用）の基礎等の内容が必修と

なる．また小中学校の新指導要領においてもプログ

ラミング教育を行うことが明示された．平成 25 年に

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」が発表されたもの

の諸外国に比べ情報教育の遅れが指摘され,IT 人材の

不足が予測されている現状を背景としたものと考え

られる. 
筆者は平成 24年から大学において初年次の情報科

目の必修科目の教育を担当し,授業改善を試みてきて

いるが,高等学校の情報科が必修化されたにもかかわ

らず,情報活用スキルの格差が広がり,さらにスマー

トフォンの急速な普及に伴い,PC でのメール送受信

も未経験という学生が多数存在する現状がある． 
ここでは,筆者が担当する今年度入学した 1 年生を

対象として行った高等学校での情報教育に関する調

査をもとに現状の分析を行い,さらに平成 28 年度に

発表された情報活用能力調査の分析結果から,新指導

要領施行後に入学する学生への情報教育のカリキュ

ラム開発への課題を検討する． 
 

2. 情報教育に関する調査 

2.1 調査内容と方法 

インターネット・Office アプリケーション,プログ

ラミングについて,「PC での授業があった」「座学で

の授業があった」「高校では授業がなかった」「小中学

校の授業であった」の選択肢から選択式で回答する

形式で Google フォームを利用して作成し， WEB サ

イト内に公開し回答をえた．また,自由記述による高

等学校での情報の授業内容についても,テキストマイ

ニングの手法で分析した． 

2.2 集計結果 

各項目ごとの集計結果を以下に示す． 

授業内容（N=100） 

重複回答有 

高等学校 小中学校 

PC 授業 座学 実施無し 実施 

インターネット情報閲覧 73% 9% 9% 8% 

メールの送受信 26% 17% 55% 2% 

メールへの添付ファイル 25% 12% 62% 2% 

データのダウンロード 46% 13% 36% 5% 

ホームページ作成 34% 11% 53% 2% 

表作成・編集 82% 4% 9% 6% 

SUM 関数等（基本的な関数）の設定 77% 1% 19% 3% 

IF 関数等（応用的な関数）の設定 58% 7% 32% 3% 

データベース機能（並べ替え・抽出） 62% 9% 28% 1% 

グラフを作成する 80% 6% 10% 4% 

簡単な文書作成（文字の設定等） 86% 2% 8% 5% 

文書に画像をいれる 75% 7% 14% 4% 

文書に表をいれる 75% 7% 14% 4% 

スライドの作成 78% 5% 10% 7% 

アニメーションを入れる 72% 5% 17% 7% 

スライドショーの実施 73% 6% 15% 7% 

プレゼンテーション発表 63% 4% 26% 7% 

プログラムのしくみについて 25% 13% 60% 2% 

プログラムの作成 24% 12% 63% 1% 

プログラムの実行 23% 10% 65% 2% 

個人情報の取り扱いについて 44% 42% 10% 5% 

情報セキュリティについて 45% 40% 9% 6% 

著作権等の情報に関する法規について 45% 42% 8% 6% 

SNS の活用について（注意点等） 47% 40% 8% 5% 

 
大学のカリキュラムで扱う内容をどの程度,経験して

いるかという視点で質問項目を設定したが,Office ア
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プリケーションに関しては,70～80％程度が高校で

PC を使用した授業を経験してきたことがわかる． 
しかし社会で必要とされるメールの送受信・メール

への添付ファイルについては 60％が授業では扱われ

ず,プログラミングについては,授業で行ったという

回答は 25％という結果であった．これは高等学校で

プログラミングの内容が含まれる「情報と科学」の履

修率とほぼ同様である．自由記述で「高等学校での情

報授業で覚えていること」での回答では,アプリケー

ションの操作については,教員が示した課題を完成さ

せるといった内容が多く見られた．また文字入力の

テストでは,入学前課題で 100字/1分を目標値として

いたが平均入力数は 96 文字という結果である． 
 
3. 情報活用能力調査 

平成 27 年度に文部科学省が高校 2 年生を対象に行

った情報活用能力調査 2）の結果が平成 29 年発表され

た．高等学校での情報教育が始まって以来,初めての

情報活用能力を測る調査で,結果として情報を主体的

に関連付けて考察・表現する能力が低く,課題となっ

ていることが示された．筆者が注目した分析結果は,
同時に行われた調査対象として抽出された高等学校

の校長への質問調査において「情報活用能力の育成

を意識した教育」を「ほとんどの教科行っている」と

回答した学校は「特に行っていない」とする学校より

情報活用能力の得点差が統計的に優位であった点で

ある．（この点は平成 27 年に発表された小中学校を

対象とした情報活用能力調査 3）で同様の結果が示さ

れている．）また生徒への質問調査では「問題解決へ

の取り組み」について「情報の関連付け」「情報の取

捨選択」「優先順位を付ける」「答えに対する振り返り」

をしている生徒の得点に優位差があり,いわゆるアク

ティブラーニングの手法を取り入れた教育の必要性

が示唆されている．文字入力の調査では,1 分間の文

字入力数は小学生で平均 5.9 字，中学生で平均 15.6 文

字,高校生の平均は 24.7 文字という結果であった． 

4. 新指導要領を受けて 

小学校の新学習指導要領では,総則に「情報活用能

力を各教科の特性を生かしながら育成すること」と

明記され,文字入力の指導や,各教科の指導における

ICT の活用に関して,より具体的な記載が見られる．

また,算数や理科の学習の中でプログラミングを体験

する学習に関して例示されている．中学校の技術・家

庭でも双方向性のあるコンテンツのプログラミング

についての学習内容が追加された．これらの中学校

までの経験を踏まえた形で高等学校の必修の科目

「情報Ⅰ」の学習内容の構成が明示されている． 

5. 大学の情報科目カリキュラム開発への課題 

まず,本学の情報教育に関する調査の現状分析から,
高等学校での Office アプリケーション学習内容は大

学での現行のカリキュラムと同様の内容が多く含ま

れていることが分かった．しかしながら,大学の授業

での課題の完成度,また各回授業でのリフレクション

の反応を見ると,定着度は不十分であり主体的に使い

こなせるレベルには達しておらず,中でもメールの送

受信,セキュリティに配慮したファイルの添付,ファ

イルの保存について,社会で必要とされるスキルレベ

ルには程遠い現状である． 
次に,情報活用能力調査の結果分析からは,「情報活

用能力の育成」に関して各教科の指導教員や高等学

校による格差があることがわかる．さらに文字入力

に関して,現行の学習指導要領でも小学校においては

キーボードによる文字入力,ファイルの保存,整理と

いった基本操作を確実に身につけさせると記されて

いたにも関わらず,文字入力の平均が 5.9 文字という

結果から,効果的な指導は行われていたとは言えない

現状がうかがえる． 
高等学校の普通教科「情報」が新設され必修化され

た際に,大学での情報科目の必要性,内容の検討が議

論され,指導要領も改訂を重ねてはいるものの,不要

になるどころか,社会に出る最後の教育機関として,
大学教育の基礎となる情報スキルを身につけさせる

ことが必要とされ,必修科目として現在に至っている．

新指導要領では，プログラミングの内容が追加され,
さらに情報スキルに使われる授業時間数が減るもの

と考えられる． 

6. 授業改善,カリキュラム開発へ向けて 

筆者はこれまでアクティブラーニングの手法を取

り入れ,授業ごとのリフレクションを実施し,学んだ

機能の身近な実用例を記述させている．また昨年度

は与えられた課題を完成させる試験に替えて,アンケ

ート調査結果の生データを提示し,データ抽出,クロ

ス集計,グラフ作成を行い分析コメントを追加してレ

ポートを完成させる試験を実施した．あらかじめ評

価基準,作成条件は示したが,自ら主体的に複数のデ

ータを抽出し分析を行うという正解が一つではない

試験である．学生からは,「どのデータを使って分析

をするか決めるのが難しかった．」「大量のデータを

わかりやすくまとめたいときに使用したい．」などの

感想が得られた． 
新指導要領はこれまでにない,踏み込んだ記述が多

く,ICT 機器の整備に関する計画も示されてる点でも,
情報教育の進展を期待されている．施行に伴い,ICT
機器の整備,指導する教員の育成,プログラミング教

育に向けて企業との連携も計画され,指導体制が整っ

てくる過程を注目しつつ,情報を専門としない大学で

のカリキュラムは今後どうあるべきなのか上記のよ

うな具体的な授業改善,現状調査を継続して行い経年

変化を踏まえて,検討していきたい． 
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JSiSE 全国大会の一般セッションから見た LMS 開発研究の動向 
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あらまし：LMS 開発研究に関する動向を掴むための資料を得ることを目的として，本研究では，JSiSE 全

国大会の過去 10 年分の一般セッションおよびその中で発表された研究題目を洗い出し，時系列に整理し

た．そして，セッションの題目の変遷や発表件数をもとに，研究のトレンドや今後の方向性を考察した． 
キーワード：LMS，Moodle，教育システム情報学会（JSiSE），開発研究 

 
1. はじめに 
学習支援システム（LMS）の開発や導入が大学で

本格的に始まったのが 2000 年前後であり，筆者も

2001 年から LMS の独自開発に携わってきた．現在

もなお JSiSE などの教育システム関連学会で LMS
について研究報告をしているが，年々と LMS 開発

研究が衰退している印象を受けた．それは Moodle
が LMS として確立し，プラグインも一定程度揃っ

たことや，ベンダーは独自開発から Moodle の構築・

運用支援にビジネスモデルを展開していったことな

ど，LMS＝Moodle という認識が世間に定着したと思

われるからである．AXIESが2016年に実施したLMS
の導入・利用状況の調査(1)では，Moodle の利用割合

が大学で 37.1%と最も高く，この数値からも Moodle
の利用が一般的になったことの表れと言えよう．し

かしながら，Moodle ありきの教育方法を考えるだけ

ではなく，新たな教育方法ありきで，それを具現化

する LMS の開発も継続が必要である．つまり，LMS
開発と教育方法の発展は車の両輪で行われる研究で

あり，未実装などシステムの制約が最初にあって，

その影響で教育方法が制限されるのは，ユーザにあ

らかじめ妥協を求めることを意味する． 
 そこで本研究では，筆者が衰退気味と感じている

LMS 開発研究に着目し，動向を掴むための資料を得

ることを目的とした．研究方法は，過去 10 年間の

JSiSE 全国大会で組まれた一般セッションおよびそ

こで発表された研究題目を時系列で整理し，セッシ

ョンの題目の変遷と発表件数を元に，LMS 開発研究

のトレンドや今後の方向性について考察した． 
 
2. LMS 開発研究の動向調査 
2.1 一般セッションの題目と研究発表件数 

LMS 開発研究については，以下の A～D のいずれ

かの項目を含むものと定めた． 

A LMS 等の教育システムの設計・開発 
B LMS 等の機能やインタフェース（UI）の改良 
C LMS 間のユーザ，コンテンツ等の共有・連携 

 D LMS 等を設置するインフラ環境の構築 

次に，2008 年から 2017 年までの JSiSE 全国大会

の一般セッションのうち，A～D に対応するセッシ

ョンの題目を列挙した． 

 ① LMS 
 ② e ラーニングシステム 
 ③ e ポートフォリオ 
 ④ Moodle による e ラーニング 
 ⑤ e ラーニングツールの開発 
 ⑥ プラットフォーム 
 ⑦ インフラストラクチャー 

企画セッションについては，昨年度からの継続や

研究会との連動など，学会やオーガナイザーの意図

を反映して組まれたものもあり，研究者の自由な着

想で発表される一般セッションのほうが，研究のト

レンドを強く表すと判断し，調査対象から除外した．

また，研究題目が A～D に該当したものの，「協調学

習」や「プログラミング教育」等のセッションに組

み込まれた発表も複数あったが，①～⑦と発表件数

との関連を時系列で見るために別枠で集計した． 
そして，①～⑦のなかで発表された研究題目と A

～D を再照合し，一致しなかった研究，例えば LMS
の設定を変える，使い方を工夫する，ガイドライン

など運用体制の整備，システム構築方針の提案，

LMS の利用評価などといった，開発そのものに直接

的には触れなかった研究は含めずに，各年の大会ご

とに①～⑦の発表件数を集計した（表 1）． 
2.2 非 Moodle と Moodle の研究発表件数 
表１を詳しく分析するため，前節 A～D の内訳と，

Moodle に特化した A～D の内訳を年毎に集計した

（表 2）．例えば，提案した学習法に基づいて新たな

Moodle プラグインを開発した研究は Moodle・A，既

にあるモジュールについて，不便な機能や UI を改

良した研究は Moodle・B というように分類した．こ

のように，Moodle のみを分けて求めることで，LMS
開発研究全体における Moodle の勢力を示し，それ

が研究に対してどのような影響を与える存在になっ

たのかを考察することがねらいである． 
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表１ 一般セッションにおける各年の発表件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 結果および考察 
3.1 研究のトレンド 

表１より，2008 年は LMS が一大セッションとし

て位置付いているが，その後，e ラーニングシステ

ムと e ポートフォリオに分けられ，2013 年からはプ

ラットフォームとインフラストラクチャーに移り変

わったことがわかる．発表件数の合計は 2010 年をピ

ークに減少傾向にあり，2014 年のセッションでは，

「インフラストラクチャー／プラットフォーム」と

まとめて１つに組まれていた．このように，LMS 開

発研究は 10 年間で題目を変えながら，かろうじて存

続はしているものの，年々の発表件数の減少からす

ると，トレンドから遠ざかったようにみえる． 
 非 Moodle 研究（表２A～D）の特徴について，A
が 2011 年まで多く，B は 2014 年まで継続して複数

発表されていることがわかる．これは各大学あるい

は各研究室で独自システム（例えば Web Binder，
ELECOA Player，SAMURAI-folio など）の開発また

は改良が盛んだった状況を表している．また，C で

は Sakaiや Maharaといった eポートフォリオと LMS
の連携に関する研究が挙がった． 

一方，Moodle 研究（表２Moodle・A～D）の特徴

は，2010～11 年に Moodle・B が多く発表され，2008
年と 12 年に Moodle・Cが３件ずつ発表されている．

Moodle・B はプラグインの UI や SCORM エンジン

の改良，扱えるデータの範囲を拡大するといった機

能の拡張に関する研究，Moodle・C は Moodle 間の

コンテンツ共有や，外部の API と Moodle の連携な

どが挙がった． 
3.2 LMS 開発研究の方向性 

非 Moodle の研究は，まず独自システムを設計・

開発し，その後，機能拡張や UI の改善を経て，他

LMS との連携や共有で完結するのが一通りの流れ

であると推測される．この流れが終了したのちに，

実践場面でシステムを投入し学習効果を評価する段

階に移るので，その時点での発表は開発系のセッシ

ョンよりも，実践系のセッションに位置付けられや

すい．このことは，①～⑦以外で発表された別枠の

LMS 開発研究が 10年間で計 30件あったことからも

指摘できる．さらに，2014 年から始まったインタラ

クティブ発表における LMS 開発研究の発表が，こ

れまでに計 17 件あり，開発系や実践系といった一般

セッションの枠に当てはめないことが，実は最も馴

染む発表形式かもしれない． 

表２ 非 Moodle と Moodle 研究の A～D の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Moodle の研究は，機能の拡張・改良を起点とした

研究が可能なので，独自システムを開発するより，

自身が思い描く教育に近づくように機能や UI を改

良すれば目的を達成できる．これは表２の Moodle・
A が少ないことからも言及できる．そういった点で

は，非 Moodle 研究よりも効率が良く，さらに多く

のユーザがいることから需要や注目度も高い．また，

独自システムの UI や機能を変換して，Moodle 上で

扱えるようにした研究も少なくない．例えば，CEAS
の授業支援型 UI(2)や，前述の ELECOA Player(3)など

は，何年かの発表を経て Moodle に対応している．

このように，2010 年前後までは独自システムやベン

ダーLMS（WebCT 等）が研究主体になっていたが，

徐々に Moodle の機能拡張や連携，独自システムか

らのプラグイン化が進んだ結果，Moodle に集約され

ていったと考察する．ただし，これらの機能もある

程度標準化されたことで，開発研究に新規性を見出

しにくくなり，Moodle を用いてどのような実践がで

き，どのような学習効果が期待できるかということ

に研究の方向性が変わっていったと結論づける． 
 
4. まとめ 
本研究では，過去 10 年の JSiSE 全国大会で組まれ

た一般セッションおよび発表された研究題目を対象

に，題目の変遷や発表件数から LMS 開発研究の動

向や今後の方向性を考察した． 
 その結果，LMS 開発研究は 2010 年前後をピーク

に発表件数が減り，Moodle への機能集約化が進んだ

ことで，現在は，開発だけではトレンドを掴みにく

い状況が本調査より明らかになった．ただし，「開発

込みの実践・評価」のような，一般セッションの枠

に固定しない形式がインタラクティブ発表で保障さ

れており，その中で発表を続けていくことが，LMS
開発研究を持続する一つの方法となろう． 
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あらまし：SCORM，IMS GLC等の標準化がｅラーニングの普及に果たした役割は大きく，アウトカムベ
ースの授業設計やカリキュラム設計においても，コンピテンシーや学術基準，またルーブリック等を LMS
や SIS で活用するための技術の標準化が重要である．本発表では，IMS GLC が策定し，公開している標
準規格「Competencies & Academic Standards Exchange®」について，調査し，報告する． 
キーワード：LMS，eポートフォリオ，API，データフォーマット，ルーブリック 

 
 
1. はじめに 
大学教育の質的転換とは，大学教育の行動主義や

認知主義などの従来の学習理論（教師から学生に知

識を伝達し，学生がそれを獲得する教師中心の学習）

から新しい学習理論である構成主義，社会的構成主

義（個人または社会的な営みの中で知識を構成する

学習者中心の学習）への転換と言い換えることがで

きる．この新しい学習観に基づいた学生の主体的な

学習を実現するためには，大学が「何を教えるか」

ではなく，学習者が「何ができるようになるか」と

いう観点から，コンピテンシー，ルーブリック等の

基準を示すことが必要である．そして，大学のディ

プロマ・ポリシー等の教育目標の体系の一部として

授業においても学習目標が設定されることが，大学

教育の質を保証する上で重要である． 
すでに 2017（平成 29）年 4月以降すべての大学に
対し，「入学者の受入れに関する方針」（アドミッシ

ョン・ポリシー），「教育課程の編成及び実施に関す

る方針」（カリキュラム・ポリシー），「卒業の認定に

関する方針」（ディプロマ・ポリシー）の策定と公開

が義務付けられ，大学ホームページ等でこれら 3つ
のポリシーが公開されている．しかしながら，ホー

ムページ上のこれら 3つのポリシーは，HTML形式
によるリストや表組み，PDFファイルなど様々な形
式で公開されており，人が理解可能なヒューマンリ

ーダブルなデータではあるが，機械やプログラムで

利用可能な構造化されたデータにはなっていない．

そのため，ディプロマ・ポリシーをコンピテンシー

や授業の学習目標を関連付けることや SIS や LMS
等で利用することが困難であるため，大学教育で策

定された基準の活用や実質化が追いついていないの

が現状であると考えられる． 

ヒューマンリーダブルなデータをマシンリーダブ

ルなデータとして公開するプロセスとして，データ

の二次利用や活用を促進する取り組みである総務省

による公共データの活用推進「オープンデータ」や

Tim Berners-Lee氏のサイトが参考になる(1)(2)．また，

現在のｅラーニングの普及までに SCORM や IMS 
Global Learning Consortium(以下，IMSと表記)の技術
仕様の標準化が果たした役割は大きく，今後，アウ

トカムベースの授業設計やカリキュラム設計の普及

においてもコンピテンシーや学術基準，またルーブ

リック等を LMS や SIS で活用するための技術仕様
の標準化が重要であることは言うまでもない．そこ

で本稿では，IMS が 2017 年 7 月にコンピテンシー
や学術基準，ルーブリックのやり取りの仕様をまと

め，公開した「 IMS Competencies and Academic 
Standards Exchange (CASE) Service REST/JSON 
Binding Version 1.0 (3)」とその動向について述べる． 

 
2. Competencies and Academic Standards 

Exchangeの概要 
Competencies and Academic Standards Exchange(以
下，CASEと表記)は，学習や教育に関するコンピテ
ンシーや学術基準，ルーブリック等の電子的なやり

取りを実現するために策定された技術仕様である．

CASE を実装することにより， LMS や SIS 等の教
育情報システムやアプリケーション，ツール等が容

易にコンピテンシー等の学術基準を利用することが

できる．また，コンピテンシー等の学術基準を定義

する際には，汎用的な識別子 (Universally Unique 
Identifier; UUID)を利用することにより，ツールやア
プリケーションなど異なるシステム間であっても情

報を共有することが容易に可能となる．CASE 1.0で
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は，コンシューマがコンピテンシー等を取得(get)す
る pullサービスのみが定義されている． 
2.1 サービスアーキテクチャと仕様モデル 
図１に CASE の Web サービスアーキテクチャを

示す．IMSが公開している外部ツールの利用におけ
る標準化規格 LTI(Learning Tools Interoperability)(4)で

は，外部ツールをツール・プロバイダ，外部ツール

を利用するシステムをツール・コンシューマと呼ぶ

が，CASE においてもコンピテンシー等を提供する
システムを CASEプロバイダ，コンピテンシー等を
利用するアプリケーションやツールを CASEコンシ
ューマと呼ぶ．LTI を始めとし，IMS が策定した他
の技術仕様で扱う Web 上でのデータは，XML であ
ったが，CASEでは，JSONでデータ交換を行う．こ
れは，LTI 等の他の技術仕様が，WSDL1で記述され

ていたが，CASEの技術仕様は，OpenAPI 仕様2で記

述されたことによる． 
2.2 Swaggerによる OpenAPI YAMLファイル検証 

CASE は，OpenAPI 仕様を採用したことにより，
RESTful APIの定義を JSONファイルや YAMLファ
イルでも提供されている．これらファイルを利用す

ることで Swagger Editor や Swagger UI による
RESTful API インターフェイスの編集やドキュメン
ト表示が可能である(図 2)．Swagger Codegenを利用
することで，スタブサーバの導入や APIクライアン
トの生成が可能である(5)． 
2.3 実装事例 

CASE の IMS 認証プロダクトとして登録されて
いるのは， 5製品である(2018年 6月現在)．そのう
ち 3製品は，OpenSALT(6)と OpenSALTベースのシス
テムである． OpenSALT は， Public Consulting 
Group(PCG)らによる PHPとMySQLによるオープン
ソースのコンピテンシー管理ツールであり，GitHub
にてMITライセンスで公開されている．ジョージア
州教育省は，州の学習基準を OpenSALT により
CASE準拠で公開し，現在は，PGCとともにアメリ
カ全 50 州の学習基準を公開し， 2018 年の IMS ラ
ーニングインパクトアワード・プラチナの最高賞を

受賞している(7)． 
 

3. まとめ 
アウトカムベースの授業設計やカリキュラム設計

のために重要な標準化である CASEについて調査し
た．CASEは，OpenAPI仕様を採用したことにより，
Swagger の各種ツールを利用して，CASE 準拠のア
プリケーションやツールの開発が可能である．また，

アメリカ全 50 州の学習基準が CASE 準拠で公開さ
れたことにより，今後どのように教育や学習に活用

されるのか注目し，LMS等での CASEの活用を検討
したい． 
                                                        
1 XMLベースの APIを記述する標準フォーマット． 
2 OpenAPI Initiativeが推進する RESTful APIのインターフェイ

 
図 1 CASEサービスアーキテクチャ 

(CASE 1.0より転載) 
 

 
図 2 Swagger Editor, Swagger UIによる表示 
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学習者状態を考慮したフィードバックを与える 

Moodle用クイズモジュールの開発：形成的評価 
 

Development of Moodle Quiz Module for Providing Feedback 
Considering Learner's State: Formative Evaluation 
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あらまし：受験時の学習者状態を回答する補助回答システムを持ち，その回答に対応したフィードバック

を提供できる Moodle用多肢選択クイズモジュールを開発した．これにより，問題に対する解答と学習者

状態の回答の組み合わせに応じて，受験者毎に異なるフィードバックを与えることが可能となる．本稿で

は，開発モジュールの操作性等に関して実施した形成的評価の結果と改善策の検討結果を報告する． 

キーワード：事前テスト，フィードバック，学習者状態，Moodle，プラグイン 

 

 

1. はじめに 

筆者らは，事前テスト時に学習者の状態に応じた

フィードバック（以下，「FB」）を与えることの有効

性を確認する実験をおこない，その結果，学習者状

態に応じて FB を適切に提示することによる学習効

果の向上および学習継続性の向上の示唆された（1）．

ここでの学習者状態とは，解答に対する確信度や学

習経験の有無などであり，例えば，「学習経験があり，

解答に自信がある」「未学習だが，自分なりに考えて

解答した」等である．しかし，同実験は Moodle

（Ver.1.9）の標準機能のみで実施したため，筆者ら

が意図している FB 機能を完全に満たすことができ

ていなかった．その後，Moodle の機能も拡充された

が，Ver.3 においても標準機能のみでは実現できない．

そこで，学習者状態を考慮した FB を与える機能を

付加することを目的として，Moodle 用クイズモジュ

ールを開発した（2）．本稿では，同モジュールの操作

性と有用性を把握し，改善点を明らかにするために

実施した形成的評価について報告する． 

 

2. 開発モジュール概要 

本モジュールでは，解答時の学習者状態に応じた

FB 提供を実現する．学習者は問題と共に提示される

学習者状態から該当する選択肢を選ぶことで，解答

後に学習者状態に対応したFBを得ることができる． 

筆者らが進めている事前テストでの活用を前提と

した場合，解答の正／誤と学習者状態により異なる

FB を提供するため，学習者状態の数（x）に対し，

2x個の FB を設定する（1）．しかし，学習者状態を問

う質問は自由に設定可能であることから，事前テス

トでの利用だけでなく，期末テスト（事後テスト）

等でも利用可能である．その際，利用者によっては，

何れの解答選択肢で不正解となったかで異なる FB

を与えたい場合も考えられるため，本クイズモジュ

ールでは，解答選択肢の数（y）による最大 xy個の

FB を設定可能とした．図 1 は学習者状態の数 5，解

答選択肢の数 4 の場合の入力画面例である． 

 

 
図 1 フィードバック入力画面例 

 

3. 評価概要 

被験者は 40 歳代大学教員（教育系研究科所属，大

学教員歴 6～18 年）4 名である．いずれも，e ラー

ニングによる授業実施経験はあるが，Moodleを利用

した授業実施経験があったのは 1 名のみであり，そ

の者も 1 講座での使用のみであった．また，学習者

としてのMoodle利用経験を有する者はいなかった． 

評価は，被験者が操作マニュアルに従い，実際に

Moodle 上で操作することを観察する 1 対 1 評価と，
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アンケートおよびインタビューによって行なった．

アンケートの主な質問項目は，本クイズモジュール

の各操作性（5段階評価で 5 が最も良い），有用性（5

段階評価で 5 が最も有用性が高い），および受験者

成績等，受験結果を表示する各機能の必要性（5 段

階評価で 5 が最も必要性が高い）である．また，イ

ンタビューでは，上記 5 段階評価で 3 未満の項目に

ついて改善の検討対象とし，観察結果とあわせて重

点的にその理由を調査した． 

 

4. 結果と考察 

ここでは，5 段階評価結果を「（平均: 被験者 A, 被

験者 B, 被験者 C, 被験者 D）」と示す．例えば，被

験者 A の評価が 4，被験者 B が 2，被験者 C が 3，

被験者 Dが 4の場合は，「（3.25: 4, 2, 3, 4）」となる． 

操作性では，「学習コースへのリソース（クイズモ

ジュール）の追加」および「テストの条件設定」に

ついては，評価平均 3 未満となる項目はなかった．

一方，「問題の作成」のうち「問いかけの文言（1.75: 

1, 2, 2, 2）」，「FB設定」のうち「総合 FB の設定（2.25: 

2, 3, 2, 2）」と「学習者状態付き FB の設定（2.75: 2, 2, 

2, 5）」が評価平均 3未満となった．また，受験結果

の必要性においては，「回答時間ランキング（2.75: 1, 

2, 4, 4）」が評価平均 3 未満となった． 

 「問題の作成」のうち「問いかけの文言」は被験

者全員が低く評価している．「問いかけの文言」とは，

「学習者状態を問うための質問文」を指す．しかし，

学習者状態に限らず，利用者が自由に設定できるよ

うにする意図があり「問いかけの文言」としたが，

これによりかえって分かりにくくなったと考えられ

る．被験者は，「問いかけの文言」が何であるかが理

解しづらく，何を入力してよいかを迷ったという．

また，被験者 Aからは，問題の回答選択肢にも「問

いかけの文言」が必要な意味が不明という指摘があ

った．本研究では「問題に対する回答」と「学習者

状態の回答」の２つの選択肢群が存在し，設定者の

混乱を回避するための配慮で，それぞれに「問いか

けの文言」を設定可能としたが，被験者の意見から

は，かえって分かりにくくなったことが判った．こ

の対応策としては，インタビューおよびその後のデ

ィスカッションから，デフォルト値を設定すること

と，「問いかけの文言」を「学習者状態」を設定する

同一画面で入力できるようにすること，そして，問

題の出題画面のプレビューを追加するとよいという

結論に至った． 

「総合 FBの設定（2.25: 2, 3, 2, 2）」については，

まず「総合 FB」という用語が理解しにくかったと指

摘があった．また，ここでは，Moodleに備わってい

る「正解・不正解時 FB」に加え，「回答時間」「全体

の正答率」「問題内の進捗」「正答率」から１つを選

択できるようにしているが，それぞれの意義を説明

する必要性を指摘された．対策としては，まず，「総

合 FB」という用語を「共通 FB」等のわかりやすい

名称に変更した上で，受験者全員に提示される旨の

説明と，選択可能なそれぞれの FB の意義説明をマ

ニュアルに加え，設定画面でもそれぞれの FB の意

義が説明（表示）されるようにすることがよいと考

えられる． 

「学習者状態付き FB の設定（2.75: 2, 2, 2, 5）」で

は，最大 xy個の FBを設定可能なことが「入力欄が

多くて大変そう」「面倒くさい」という印象を与える

とのことだった．また，ここでの「学習者状態付き」

が何を指すのかが分かりにくく，マニュアルで「学

習者状態」を最初に説明するとよいとの意見があっ

た．また，入力指針等がないと使いこなすのが大変

そうとの意見もあった．事前テストでの利用を考え

ている筆者らの研究においては，入力指針の準備を

別途進めているが，インタビュー後のディスカッシ

ョンでは，異なる利用場面も考慮して事例集やガイ

ドラインを用意するとよいとの意見があった．実装

としては，いくつかの利用用途に合わせて，プリセ

ットの FB ガイドラインが示されるような機能追加

が有効ではないかと考えられる． 

 受験結果画面の「回答時間ランキング（2.75: 1, 2, 4, 

4）」の必要性は，被験者により評価が大きく分かれ

た．「単に必要性を感じない」とした被験者 A, Bに

対し，被験者 C, D については，回答時間が極端に短

い場合は，正答番号を知っている場合（カンニング

等）や，考えずに適当に回答している可能性がある

こと理解していた．また，インタビューでは，タブ

表示される「全体結果」「成績ランキング」「回答時

間ランキング」「学習者状態と選択肢」「問題別の学

習者状態」それぞれの意義説明が欲しいという意見

が複数あった．これについては，前述の「総合 FB

の設定」同様，意義説明をマニュアルと設定画面に

加えることで対応可能と考えられる． 

 

5. おわりに 

学習者状態を回答する補助回答システムを持ち，

その回答に応じた FBを提供するMoodle用クイズモ

ジュールの形成的評価を行なった．未経験のクイズ

設定方法による操作上の迷いの発生が問題点として

挙がったが，マニュアル改善，設定画面での説明表

示にて対応可能なものが多い．一方，「本クイズモジ

ュールの有用性（4.25: 4, 4, 4, 5）」ついては比較的高

評価あり，今回の評価をもとにした改善によって，

より利用価値を高めることが可能であると考える． 
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中学校数学科合同証明を対象とした 
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あらまし：初等幾何の合同証明を苦手とする生徒は少なくない. この要因の 1 つとして, 教師が説明した
証明の手順を暗記することに留まり, 証明の構造についての理解ができていないことが考えられる.  そ
こで, 本研究では, 中学校数学科三角形の合同証明において「証明構造」の理解を支援する証明構造理解
支援 Web アプリを設計・開発し, その有用性について検証することを目的とする. 本稿では, これまでの
証明構造理解支援 Web アプリの評価実験の結果と課題について述べ, その結果に基づいて改良した Web

アプリについて述べる.  

キーワード： 初等幾何証明, 証明構造の可視化, 証明構造ボード, 理解支援 Web アプリ, 中学校数学 

 

1. はじめに 
中学校数学科における初等幾何証明の単元では, 

仮定や結論, 証明の根拠となることがらを踏まえて
証明の進め方を理解した後, 完成済みの証明にあけ
られた穴を学習者が埋める問題（以後,「穴埋め問
題」と呼ぶ）から, 白紙の状態から 1人で証明を行
う問題（以後,「白紙問題」と呼ぶ）に向かって穴
埋めの箇所を変更しながら証明を理解させようと試
みる指導が報告されている(1). 過去 10年間の全国
学力・学習状況調査の図形領域の平均正答率を見て
みると、「穴埋め問題」の平均正答率が 75％程度で
あるのに対して,「白紙問題」の平均正答率は 30％
程度となっている. これらの結果や質問紙調査の結
果の分析から、国立教育政策研究所(2016)は「結論
を導くために何がわかればよいかを明らかにした
り, 与えられた条件を整理したり, 着目すべき性質
や関係を見いだし, 事柄が成り立つ理由を筋道を立
てて考えたりする活動を取り入れ, 証明できるよう
にすることが大切である」と述べている(2). また, 
三角形の合同証明における学習者のつまずきの分析
を行った小関ら(1987)によると,「白紙問題」を証
明できなかった学習者の中で, 約 4 割の学習者は三
角形の合同を証明するためには 3つの条件が必要で
あることを指摘できているものの、証明の手順をつ
かめていなかった(3). その後の継続研究では, 前回
調査から 12 年後の様相を明らかにするために, 同
一の調査を前回調査の対象に近接した地域の公立中
学校を対象として行っている. 結果として, 若干で
はあるが理解度の上昇が見られたものの, 中学校で
の図形の証明学習を終えた時点で全体の約 1/4の生
徒が証明の仕組みを理解しておらず, 実際の指導上
の問題点として考えなければならないと継続して指
摘している(4). こういった現状に対して, 宮崎
(2008)は証明の学習を 9つの相に区分し 3 つに類型

化した上で, 証明の構造の学習が基盤となり, 証明
の構造を理解した上で演繹的な考察が進められてい
くと指摘している(5). したがって, 証明の構造をイ
メージとして獲得しておくことが証明を記述する上
で必要である.  

以上を踏まえて, 濵田ら(2018)は, 中学校数学科
三角形の合同証明の構造（「証明構造」）に焦点を当
てた証明構造理解支援 Web アプリを設計・開発した
(6). 本稿では, 開発された証明構造理解支援 Web ア
プリの評価結果について述べ, その改善について検
討する. 

 

2. 証明構造理解支援Webアプリの評価 
 開発した証明構造理解支援 Web アプリが「証明構
造」のイメージを獲得することに対して効果がある
かを検証するために評価実験を行った. 評価実験は
T中学校の第 2学年の生徒 23名を被験者とした. 手
順としては, (1)事前テスト, (2)証明構造理解支援
Webアプリを用いた課題の実施, (3)事後テスト, と
なっている. 事前テストは, 数学に関する意識調査
と, 基本的な証明問題の解答を問った. 証明構造理
解得支援 Web アプリを用いた課題の実施は, 4 日間
の昼休みの時間を使って実施した. 事後テストは, 
証明構造理解支援 Web アプリの機能や操作方法に関
する調査と, 事前テストと同じレベルの基本的な証
明問題を問った. 事後テストの証明問題には, 記述
による解答形式だけでなく, 本 Web アプリで可視化
している「証明構造」を使用した解答形式も用意し
た. この評価実験における事前テストと事後テスト
の結果をもとに分析した「証明構造」の理解状況の
変化を図１に示す. 図１に示すように, 本 Webアプ
リの使用によって「証明構造」のイメージを獲得し
た学習者や, そこからさらに記述による証明を可能
とした学習者が存在したことから, 本 Web アプリは
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「証明構造」のイメージを獲得することに関しては
有用であることがわかった. 一方で, 本 Webアプリ
は, 基本的な「証明構造」しか取り扱うことができ
ず, また, 学習者自身が「証明構造」を組み立てる
機能を備えていないため, 「証明構造」に焦点を当
てた支援としては不十分であるといった課題点が存
在している. これらの評価結果・課題点をもとに証
明構造理支援 Webアプリを改善する. 

  
3. 証明構造理解支援Webアプリの改善 

証明構造理解支援 Web アプリの評価実験を通して
改善した点は以下の 2 点である。 

第 1に、「証明構造」に焦点を当てた学習支援に必
要な機能として, 「証明構造ボード」作成機能を追
加した. この機能は, 基本的な「証明構造」につい
て学んだ後に使用されるものであり, 証明を構成す
る要素（仮定・合同証明・相似証明・合同な図形の
性質・相似な図形の性質・結論）をピースとして提
供し, 学習者自身が「証明構造ボード」を作成する 
機能である. Gal’perin (2012)の知的行為の多段階
形成理論では, 思考形式を獲得するための段階の 1
つとして, 実際に外的行為として検証することの重
要性が述べられている(7). また, 宮崎(2008)は, 証
明の構造を学習することにおいて, 証明を全体とし
て構成・認識した上で, 推論の中に存在する関係を
構成・認識するという階層性を指摘している(5). こ
れらの知見より, 本機能は「証明構造」内の要素間
の関係を生徒が実際に構成する環境を提供するため,
「証明構造」のイメージを獲得するという点で, よ
り有用になると推察している. また,「証明構造」の
型を固定しないことで, 生徒はより多くの証明問題
に取り組むことができるようになるため, 複雑な
「証明構造」を対象とした学習が可能になるという
点で必要な機能であると推察している. 実際に改善
した証明構造理解支援 Web アプリのインタフェース
を図２に示す. 図２は、右側の構造一覧から使用し
たい構造を選択し, 左側のエリアにドラッグするこ
とで, 学習者自身の「証明構造ボード」を作成した
様子である. 実際に使用する際には, 作成した「証
明構造ボード」の上に図形の性質となるピース（例：
対頂角は等しい）や, 図形の関係性となるピース
（例：AB=CD）をはめ込んでいくことにより, 証明を
作成する.  
 第 2に, 「証明構造」の理解から「証明の記述」
を支援するための機能を追加した. この機能は, 学
習者が「証明構造ボード」を作成後, その証明の記
述において必要な用語・記号となるピース（例：∠
ABC, =, ならば 等 ）を用いて証明の文章を作成す
る機能である. 関口(1994)は「穴埋め問題」といっ
た足場かけの仕方が, 生徒たちが証明の見つけ方や
書き方を内面化するのにどれだけ効果的であるかは

個人差があると指摘している(1). 実際に, 前述した
評価実験で, 一部の学習者は「証明構造」のイメー
ジを獲得できたものの, 記述による証明を行うこと
ができなかった. そういった学習者に対しての足場
かけとして,「証明構造」と「証明の記述」を対応さ
せながら思考する環境を本機能は提供するため, 必
要な機能であると推察している.   
 

4. おわりに 
本稿では, 中学校数学科三角形の合同証明におけ

る「証明構造」の理解を支援する証明構造理解支援
Web アプリの評価結果と, その改善案について述べ
た. 今後は, 「証明構造」を理解するための授業案
を作成・実践し, その上で改善した証明構造理解支
援 Webアプリの評価実験を行う予定である.  
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聾学校における校内画像表示装置の開発 
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あらまし：本研究では，聾学校で使用することができる校内画像表示装置の開発を行った．ネットワーク

対応 HDMI 変換ディスプレイアダプタ LDV-HDA と，Raspberry Pi を用いることで，これまでに使用され

ていた文字表示装置で指摘されていた，「入力に時間がかかる」，「台数をそろえたいが価格が高い」，「表

示が小さい」，「注意をひく仕組みがない」といった問題を解決するシステムの開発を行うことができた． 
キーワード：映像配信，特別支援教育，ネットワーク，Raspberry Pi 

 
 
1. 背景と目的 

特別支援教育の現場においても，様々な形で ICT
の活用が行われるようになってきている(1)．聴覚障

がいの子どもを対象にした学校である聾学校におい

て，ICT 活用に関するヒアリングを行ったところ，

現在校内には，図 1 に示す情報保証のための文字表

示装置が設置されているが，ほとんど使用されてい

ないことがわかった． 
理由としては，「入力に時間がかかる」，「台数をそ

ろえられない」，「表示が小さい」、「注意をひく仕組

みがない」からである．現在は，生徒への連絡は校

内放送の内容を手話や筆記等で知らせることや教員

による連絡に頼っているが，この問題を解決するた

めの ICT 機器を設置したいという要望があることが

明らかになった． 
本研究では，聴覚障がい者の情報保障の必要性と

教員の業務負担軽減の観点から，校内放送に変わる

校内画像表示装置を開発する．本装置は，校内にお

けるチャイム・音声放送を文字表示案内に切り替え，

聴覚障がい者である子どもの情報保障をリアルタイ

ムに，また速やかに実施することが可能であるもの

とする． 
本システムにより現在校内で抱ええている，「入力

に時間がかかる」，「台数をそろえたいが価格が高い」，

「表示が小さい」，「注意をひく仕組みがない」など

様々な問題を解決する．また，既存のシステムより

も費用が安く，教員が容易に操作することができる

システムの開発を目指す． 
 

 

図 1 校内文字表示装置 

 

2. 画像表示装置 
2.1 システムの概要 

本研究で作成したシステムは，聾学校において抱

えている問題を解消するものである．現在，聾学校

では校内放送の内容を教員が手話によって伝えると

いう方法をとっているが，情報保障の観点からもこ

の問題を解決するためのシステムが求められている．

本システムは，聴覚障がい者の情報保障を行うこと

を目的とする． 
本システムは，図 2 に示すように，すでに校内に

設置されている校内 LAN に職員室に設置されてい

る入力用 PC に接続されているネットワーク対応

HDMI 変換ディスプレイアダプタ LDV-HDA と，各

教室に配置しているRaspberry Piを接続することで，

職員室のディスプレイに表示されている内容を各教

室に同時に提示する仕組みを実現した． 
 

 
図 2 システムの概観 

 
各教室に設置するディスプレイは，表示が小さく

見えにくいという問題を解決するために， 31.5 型デ

ィスプレイ（iiyama ProLite X3291HS）を使用する（図

3）． 
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図 3 各教室に設置するディスプレイ 

 
また，職員室に設置する PC には，教員の「入力

が複雑である」，「入力に時間がかかる」という問題

を解決するため，PC の操作に関して熟練者でなくて

もわかる操作画面とする．具体的には，Excel VBA
を用いて作成した専用の入力インターフェースとす

ることで，教員の負担軽減を目指した． 
 
2.2 システムの機能 

本システムでは，聴覚障がい者の情報保障を可能

にするために以下の機能を実現した． 
2.2.1 時報 

授業の始業時，終業時を知らせるチャイムに変わ

り，聴覚障がい者の情報保障をする機能を実現した．

具体的には，各授業の始業時と終業時に，ディスプ

レイ上部に設置された LED を発光させることによ

り，視覚で分かるようにした． 
2.2.2 一般連絡 

聾学校での日常行われている放送機器を用いた一

般連絡の内容を文字で表示できるようにした．教員

の負担を軽減するために学年と連絡内容を入力する

専用の入力フォームを作成した（図 4）． 
 

 

図 4 一般連絡入力フォーム 

 
2.2.3 緊急連絡 

地震，火災，不審者の現在行われている緊急放送

内容を文字で表示できるようにした． 
地震発生時には，迅速に地震が発生したことを知

らせる必要があるため，地震を選択した時点で各教

室に地震発生のメッセージを表示することを可能に

した． 

火災の発生時には，火災発生場所を迅速に知らせ

るため，火災の発生場所を入力して表示することを

可能にした入力フォームを作成した．また，火災の

起こりやすい家庭科室，湯沸し室，図工室，理科室

については，それぞれのボタンを選択することによ

って表示される入力フォームを作成した． 
本研究の聞き取り調査により，不審者が来た場合

には校内で共有されている任意の言葉があることが

わかった．これは，不審者に過度の刺激を与えずに，

迅速に生徒を安全な場所へ誘導する対策である．こ

れに基づき，緊急連絡選択画面において，「不審者」

が選択された場合，表示画面は普通の連絡のように，

大きく変更せず，任意の文章を表示するようにした． 
 

 
図 5 不審者進入時表示画面 

 
2.2.4 光の点灯 

チャイムの代わりとして LED が発光する機能を

実現した．不審者が侵入した場合 LED が発光するこ

と以外に，任意にディスプレイを点灯させたり，LED
を点灯させたりすることが可能である．緊急時の対

応等あらかじめ点灯する色に意味づけすることによ

って，迅速な行動が期待される． 
 

3. まとめ 
本研究では，聾学校に設置されていた文字表示装

置で指摘されていた，「入力に時間がかかる」，「台数

をそろえられない」，「表示が小さい」、「注意をひく

仕組みがない」といった問題点を解決し，文字だけ

でなく画像も表示できるシステムの開発を行った． 
校内画像表示装置の導入を考えると，装置が高価

であったり，校内の工事の必要性があったり，運用

には専門性あるいは，メンテナンスのための費用が

必要となるが，ネットワーク対応 HDMI 変換ディス

プレイアダプタ LDV-HDA と Raspberry Pi を使用す

ることにより，特別な工事等を必要とせず設置が可

能となるシステムを構築することができた． 
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あらまし：熊本県山鹿市では，観光客誘致を目的として，山鹿市観光基本計画が策定されている．同計画

では，情報伝達ツールを活用し山鹿の魅力を伝えるという目標と「魅力的な観光資源の活用が不十分であ

る」という課題が掲げられている．しかし，観光客数は低迷し続けている．これらの背景を受け，山鹿市

の魅力を伝えること，観光施設の認知率を高めることを目的として，マンホール蓋を活用したスマートフ

ォン向けアプリを開発した．本稿ではその概要を述べ，アンケートでの評価をもとに考察を加える． 
キーワード：スマートフォン，アプリ，AR，観光，マンホール蓋 

 
 
1. はじめに† 
平成 26年の熊本県観光統計(1)によると，山鹿市の

観光客数は平成 17年から 21年にかけて年々減少し
ている．このような状況を踏まえ，山鹿市は平成 22
年に観光客誘致を目的とした山鹿市観光基本計画(2)

を策定・施行した．しかし，それ以降も観光客数は

低迷を続けており，山鹿市への観光客誘致には改善

の余地があると考えられる．また，同計画策定にあ

たり山鹿市が来訪者ニーズを調査した際の統計数値

に着目すると，回答した観光客の年齢は 50代以上が
約 6 割を占め，10代から 40 代の観光客は母数とし
て少ないことが推察される．さらに，同計画には「観

光客の多様化するニーズに対応するため，情報伝達

ツールを活用しながら，的確な内容と手段で 1人で
も多くの人に山鹿の魅力を伝えること」という目標

が掲げられている．このことから，観光客数を増加

させるための取り組みとして，10 代から 40 代の保
有率が 80％を超えるスマートフォン(3)での情報発

信が，同計画の目標にも合致し有用だと考えた．	

一方で，同計画では「魅力的な観光資源の活用が

不十分である」という課題が挙げられている．この

ことから，あまり認知されていない観光施設の認知

率を向上させることが重要だと考えた．そこで本研

究では，近年，地域の特色を表す絵柄を用いる自治

体が増加しており，「マンホールカード」でも高い注

目を集めているマンホール蓋に着目した．山鹿市も

                                                        
† 豪州グリフィス大学統合知能システム研究所・客員教授 

ユニークなマンホール蓋を複数設置しており，これ

らを観光施設付近で AR マーカーとして活用するこ
とで，話題性による山鹿市の各観光施設の認知率向

上をはじめとして，ひいては集客に繋がるのではな

いかと考えた．	

これらのことから，山鹿市の魅力を伝え，各観光

施設の認知率を高めることを目的として，話題性の

あるマンホール蓋を活用した，スマートフォン向け

のアプリを開発した．さらに，本アプリで山鹿市へ

の興味・関心を向上させ，観光客数増加の一助とす

ることを目指した．	
 

2. 研究の概要 
本研究では，山鹿市の抱える課題を解決すること

を目指し，iOS及び，Android OSに対応したスマー
トフォン向けアプリの開発を行った．	

本アプリは，アプリの利用者が山鹿市中心部豊前

街道沿いの 7箇所の観光施設を巡ることで，山鹿市
の伝統工芸品である山鹿灯籠の部品を集め，完成さ

せていくというものである．マンホール蓋を AR マ
ーカーとし，位置情報と連動したロケーションベー

ス型 AR を用いることで，観光施設に実際に足を運
んでもらうことが期待できる．	

本研究では，本アプリが山鹿市の魅力を伝え，各

観光施設の認知率を高めることに寄与したかについ

て，山鹿市を訪れた観光客にアンケート調査を行っ
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た．さらに，アプリ利用者とアプリ非利用者におけ

る山鹿市への観光に対する意識の相違を調査した．	
 

3. 開発したアプリの主な機能 
本アプリの主な機能は，ARカメラ機能，コレクシ

ョン機能，地図機能である．ARカメラ機能は各観光
施設付近のマンホール蓋を AR マーカーとして読み
取ると，山鹿灯籠の部品の 3D モデルが出現すると
いうものである．コレクション機能では AR カメラ
機能で出現する山鹿灯籠の 3D モデルを集めること
ができる．集めた 3D モデルはコレクション画面で
確認することができる．地図機能では，360 度画像
による各観光施設付近のマンホール蓋の場所や，各

観光施設の紹介を見ることができる．AR カメラ画
面とコレクション画面の一例を図 1，図 2に示す．	

	

4. アンケートによる評価及び考察 
本研究で開発したアプリの効果を明らかにするた

め，山鹿市を訪れた観光客のうち，アプリを実際に

利用した男女 8名（以下,アプリ利用者）とアプリを
利用していない男女 101名（以下，アプリ非利用者）
の計 109名に評価アンケートを実施した．設問では
5 段階評価での選択及び，記述方式により回答を得
た．7 箇所の観光施設のうち，認知率と訪問率を問
う設問に対する回答結果を表 1に示す．	
	

表 1	観光施設の認知率と訪問率	

観光施設 

認知率[％] 訪問率[％] 

利用者 
(N=8) 

非利用者 
(N=101) 

利用者 
(N=8) 

非利用者 
(N=101) 

八千代座 100 97.0 87.5 87.1 

石門 62.5 23.8 62.5 18.8 

民芸館 75 73.3 75 46.5 

あし湯 75 70.3 75 55.4 

さくら湯 87.5 76.2 87.5 55.4 

光専寺 62.5 9.0 37.5 6.9 

惣門 75 15.8 62.5 12.9 

	

まず，山鹿市中心部豊前街道沿いの 7箇所の観光
施設の認知率を測る設問では，アプリ非利用者より

もアプリ利用者の方が多くの観光施設を認知してい

ることが分かった．特に光専寺と惣門の認知率につ

いての差は顕著で，アプリ非利用者の光専寺と惣門

の認知率は 9.0％，15.8％であるのに対し，アプリ利
用者は 62.5％，75％となっていた．また，アプリ非
利用者に比べて，アプリ利用者の方が 7箇所の観光

施設を訪れている人の割合が高かった．さらに，「本

アプリの観光地紹介を通して山鹿市の観光施設に魅

力を感じられましたか」という設問に対して「はい」

と答えた人が 87.5％いた．続いて，「本アプリについ
てよかった点（複数回答可）」という設問では「ご当

地マンホールを採用していた点」という回答が 75％
であった．よって，マンホール蓋を AR マーカーと
して活用したことは，話題性があり，好意的に捉え

られたと考えられる．	

これらのことから，訪問率の低い観光施設にも観

光客が訪れる効果が高いこと，観光施設の情報発信

が有効だということが分かった．したがって，実際

に観光施設に足を運んでもらい，スマートフォンに

よる情報発信を行うことで，山鹿市の魅力を伝える

ことができたと言える．また，マンホール蓋の話題

性によってアプリが認知され，アプリを利用しても

らうことで山鹿市の各観光施設の認知率を向上させ

ることができたと言える．	

以上の結果から，本アプリによって山鹿市の魅力

を伝えること，各観光施設の認知率を向上させるこ

とができた．これらのことから，山鹿市への興味・

関心を向上させることができ，ひいては山鹿市の観

光客数増加の一助となり得ると考えられる．	
 

5. おわりに 
本研究では，山鹿市の抱える課題解決を目指し，

マンホール蓋を AR マーカーとする，スマートフォ
ン向け AR アプリを開発した．今後は引き続きアン
ケートを実施し，その結果から評価・考察を行い，

システムの改善とプロジェクト全体のフィードバッ

クを行なっていく所存である．		
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360 度カメラ活用による,バドミントン映像解析及び多目的映像記録 
 

Badminton video analysis and multipurpose video recording  
by utilizing 360 degree camera system 

 

内田知巳*1 

Tomomi UCHIDA *1 

*1羽衣国際大学放送・メディア映像学科 
*1 Faculty of Social Sciences, Hagoromo University of International Studies 

Email: t_uchida@hagoromo.ac.jp 
 

あらまし：2016 年前後より急速に普及してきた 360 度カメラによる前天球パノラマ映像をスポーツ教育

の現場での映像解析ツールとして活用していくことを目標に,バトミントン練習風景を 360 度カメラシス

テムで撮影し,様々な撮影ポイント,映像活用について検証を試みた. 

キーワード：映像記録，全天球映像，学習支援，スポーツ教育  

 

1. はじめに 

特別支援学校での学習コンテンツ開発および学習

支援サービスラーニングによる教育実践（1）の様子

を 360度カメラを用いた全周囲映像に記録し,学習成

果の記録およびポートフォリオを構築するという研

究を進めている.(2) 

その中で,ほかの分野においても 360度カメラの特

性を生かした映像記録や活用分野を模索する中 ,昨

今,映像解析技術や AI によるディープラーニングな

どのデータアナリティクスなど進展目覚ましい 

スポーツ分野での活用を模索する. 

 

 

2. 360 度カメラの発展 

本稿で扱う 360 度カメラとは,2016 年前後から製

品化され普及し始めた,上下左右全方位の 360度パノ

ラマ（以降,全天球パノラマ）の写真およびビデオ映

像が撮影できる撮影装置である.特に,フルHD/30P以

上の高画質ビデオに対応し,360 度映像という新しい

メディアが誕生した. 

 それ以前からも,全天球パノラマの映像は存在し

ていたが,映像を制作するためには,4 台から 6台,そ

れ以上のカメラを連結させたシステムが必要であっ

た.（図 1） 

 
図 1  小型カメラを 6 台連結させた前天球パノラマ

撮影システムの一例 

 

また,各カメラで撮影されたデータは PC に取り込み

「ステッチング」という統合化処理が必要で,高性能

PCでもかなり時間のかかる作業であった. 

しかし,2 年前ごろより複数レンズが一体化し,内

部処理によってステッチング済みの映像をリアルタ

イムに視聴できるようになり,天球パノラマ撮影の

敷居は格段に低くなった.また,撮影後,大掛かりな再

生用 PC を用意しなくても即,映像を検証することが

できるようになった. 

 

3. 撮影システム 

バトミントンの練習現場で使用するため,出来る

だけコンパクトに設置でき,長時間撮影も可能な機

種を選定した.(図 2) 

 
図 2  INSTA360 社製 INSTA360ONE 

 

また,動きの激しいスポーツ動作を撮影するため,フ

レームレートが高い機種が望ましい. 

 

表 1 INSTA360ONE の映像性能 

解像度 フレームレート 

3840×1920 30FPS 

2560×1280 60FPS 

2048×512（半球映像） 120FPS 

 

かつ,カメラの設置状況によっては,Wifi や Blutooth 

などの無線によるモニタリング,リモートコントロ
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ールの機能が必須要件となる. 

 

4. バドミントンの撮影における課題 

バドミントンの練習は風の影響を受けず,競技に

必要な広さと高さを備えた体育館などの室内で行う

必要がある.大きな体育館には,競技フロアより上階

に観客席が設けられており,その場所にカメラを設

置しコート全体を撮影することができる.(図 3) 

 
図 3  国際大会の撮影風景（イメージ） 

 

しかし,十分な広さの無い実施場所では,コートか

ら壁の距離が１M 程度しかなく,また競技フロアよ

り上階への出入りが制限されている場合も多い. 

従来のビデオカメラや,スマートフォン／タブレ

ットなどでこの状況を撮影するためには,コートか

ら十分に離れる必要がある. 

バドミントンのコートの全長は 13.4mなので,側面

からコート全体を撮影するためには,一般的なビデ

オカメラの広角側を 35mm カメラ換算で 28 ㎜とす

ると,およそ 11m 離れる必要がある.コートの近くか

らは,全体どころか,片面も十分に撮影できない.(図
4) 

 
図 4  iPhoneSE での撮影画面 

試合を記録した映像の多くは,図 3のように片方の

コート後方から撮影した映像が多い.このため,一度

の撮影については一方向からの撮影に限定されるた

め,手前の陣営については背中側からの視点で,視線

や体に隠れた手の動きは把握できない. 

 

5. 全方位パノラマ撮影システムを用いたバド

ミントン練習の撮影 
 

羽衣国際大学バドミントン・クラブの部員に協力

いただき,練習の様子を 360 度カメラシステムにて,

撮影し,その映像をコーチに視聴してもらうい,評価

をコメントしてもらうことで,映像の有用性や今後

の活用方法について検証した. 

 

5.1 前天球パノラマ撮影を活かしたゼロ地点撮影 

 小型で軽量である利点を活かして,コート中央の

ネットにカメラを設置することで,従来のカメラ撮

影では不可能な視点からの撮影を試みた.(図 5) 

 
図 5  ネットに設置した 360 度カメラ 

 

5.2 多視点による視聴 

図 5 のように撮影された映像を,VR 映像対応のプ

レーヤアプリにて再生する.その際に観る者が目的

に応じて,様々な視点,画角で映像を視聴することが

可能である.(図 6) 

 
図 6  目的に応じた視点による映像 

 

6. おわりに 

本システムを用いることで，従来では撮影できな

い視点での映像を記録することができた.しかし,こ

の映像をバドミントンのコーチングの中でかつよう

し,成果を検証する段階には至らなかった.今後,記録

と,有効な活用事例を検証し,選手強化の実績につな

げていきたい. 

 最後に,撮影に協力していただいた羽衣国際大学

バドミントン・クラブの部員の方々と指導者である

喜多勉先生に感謝の辞を述べたい. 
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質問ワークを用いて対話を創発する場の設計 
－大学連携で取り組む地域協働学習をケースとして－ 

 
Learning Environment Design for Dialogues using the Question Workshop: 
A Case Study of Collaborative Learning to the Local Problem by University Cooperation 

 
田中 洋一*1 *2, 山川 修*3 

Yoichi TANAKA*1 *2, Osamu YAMAKAWA*3 
*1仁愛女子短期大学 

*1Jin-ai Women’s College 
*2熊本大学大学院 教授システム学専攻 

*2Graduate School of Instructional Systems, Kumamoto University 
*3福井県立大学 学術教養センター 

*3Center for Arts and Sciences, Fukui Prefectural University 
Email: you@jin-ai.ac.jp 

 
あらまし：福井県の高等教育機関連携で地域協働学習（Project-Based Learning）を設計・実施・評価して
いるＦレックス PBLワーキンググループでは，主体的・対話的で深い学びを実現するためには，「問いを
立てる」ことと「関係性を創る」ことが重要だと考えている．この２つに大きな影響を持つのが対話

（dialogue）である．2016 年度及び 2017 年度の地域協働学習を観察していると，質問ワークを活用する
ことにより，対話を創発する場が形成されている．本授業で用いている学習理論や授業設計等を報告する．  
キーワード：質問ワーク，対話，問い，関係性，地域協働学習，Project-Based Learning 

 
 
1. はじめに 
福井県では県内の５つの高等教育機関が連携して

活動を行うプロジェクト（Ｆレックス）を 2008 年
度から実施している．連携の強みを活かし，各機関

に属する学生がチームを構成し，地域の問題解決に

取り組む地域協働学習（Project-Based Learning）型授
業を 2014年度から行っている．2015年度から福井
県立大学で本授業を単位化し，単位互換制度等を使

って，他機関の学生も単位がとれるようにした．本

授業の企画・実施・評価を担当するＦレックス PBL
ワーキンググループでは，主体的・対話的で深い学

びを実現するためには，「問いを立てる」ことと「関

係性を創る」ことが重要だと考えている（図１）． 
本授業の設計理論は，エンゲストロームの探求的

学習（①動機づけ，②方向づけ，③内化，④外化，

⑤批評，⑥統制）であるが，学生が自律的に方向づ

けを行うことは難しかった．そこで，方向づけのフ

レームを与え，「問いを立てる」ことを支援するため，

スタンフォード d.schoolが提案しているデザイン思
考のステップ（①共感，②問題定義，③創造，④プ

ロトタイプ，⑤テスト）やマインドセットを 2015
年度から取り入れた．また，「関係性を創る」ことを

支援するため，立教大学 BLPを参考に，参加者個々
にリーダーシップを意識させる最小３要素（①目標

共有，②率先垂範，③同僚支援）を 2016年度から導
入した． 

 
2. 地域協働学習のスケジュール 

2016 年度に実施した本授業のスケジュールは下記
のとおりである． 

【第１回】10/10	 事前学習＠福井県立大 
・発想法演習 
・リーダーシップの目標設定 
・デザイン思考ミニワークショップ 

【第２回】10/16	 ＠福井市殿下地区 
・共感：地域の方からの問題提起 
・共感：フィールドワーク 
・問題定義 

【第３回】10/23	 ＠福井市殿下地区 
・問題定義 
・創造 
・共感：フィールドワーク 
・プロトタイプ 
・テスト 

【第４回】10/30	 ＠福井市殿下地区 
・ストーリーテリング（寸劇発表） 

【第５回】11/13	 事後学習＠Ｆスクエア 
・ワールドカフェによる振り返り 
・質問会議によるレポートテーマの再定義 

 
3. 質問ワーク 
デザイン思考のステップ①共感において地域住民

に対してインタビューする場合，ステップ②問題定

義や③創造においてチーム内で対話する場合，学生
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が主体的に質問する（問う）ことをファシリテート

している．また，ファシリテータ役の教員は，学生

の発言やアイデアに対して，良いとか悪いとか評価

せず，質問する（問い掛ける）というルールを共有

している．そのため，教員の事前打ち合わせでは，

立教大学 BLP の質問会議を簡易化した質問ワーク
を実施している． 

2016年度地域協働学習の最終課題レポートは，自
分が現在抱えている問題に関する問題定義（ユーザ，

ニーズ，インサイトの明示）を行い，デザイン思考

の５ステップを活用した解決アイデアを述べるテー

マとした（プロトタイプは写真か画像を必ず掲載す

ること）．デザイン思考の中で，最も重要で難しいス

テップが問題定義である．そのため，多様な学生た

ちが対話することが大切である．そこで，集中講義

５日目の事後学習において，課題レポートのテーマ

を再定義する質問ワークを実施した．事後学習の設

計を担当した筆者の意図は，質問ワークによって「問

い（仮説）を立てる」ことを支援することであった

が，実際に行ったところ，対話が非常に白熱し，「関

係性を創る」ことができた．もちろん，最終日まで

の４日間にわたる対話，SBIフィードバック（どん
な状況【Situation】で相手のどんな行動【Behavior】
が自分にどのような影響【Impact】を与えたかを実
名で記入し渡す），毎日最後に記述する URシート
（リフレクションシート）が積み重なった効果もあ

るが，身の回りの問題に関する学生同士の質問ワー

クは相手の経験を追体験し共感しやすいようである． 
 

4. おわりに 
2017年度の地域協働学習では，2016年度の事後学

習を参考にして，１日目の事前学習で質問ワークを

取り入れた．テーマは，2016年度同様に，自分が現
在抱えている問題とした．また，各グループのファ

シリテータを務める教員は，2017年 9月のＦレック
ス FD 合宿研修会において，早稲田大学の日向野先
生と早稲田大学及び立教大学の学生がアクションラ

ーニングコーチを務める質問会議ワークショップを

体験した．この質問ワークを実施した時点から，や

はり「関係性を創る」ことができたようである．2018
年度は，アンケートやインタビューで質問ワークの

効果を明らかにしたいと考えている．ただし，2017
年度５日目の事後学習で実施した質問ワークはあま

り盛り上がらなかった．これは，テーマ設定及び進

行の声掛けによって，学生の動機づけに変化があり，

共感する対話が創発されにくかったことが原因だと

考えられる． 
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図１	 アクティブ・ラーニングのための問いと関係性のデザイン 
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自律的学習者育成のために必要なダイアローグの機能は何か 
 
 

What are the functions of dialogues to foster self-motivated learners 
 

 
山川 修 

Osamu YAMAKAWA 
福井県立大学学術教養センター 

Center for Arts and Sciences, Fukui Prefectural University 
Email: yamakawa@fpu.ac.jp 

 
あらまし： 自律的学習者育成を目的とした地域の問題解決型授業から出発して，対話の果たす

役割を考察した．その結果，自律的学習者育成の観点からみると，ダイアローグには，他者と

の信頼関係を創る「信頼」の機能，問いを立てメンタルモデルを変える「内省」の機能，自分

の源を探り人生に意味を与える「意味」の機能があるという仮説を提案する． 
キーワード：ダイアローグ，対話，問い，関係性，意味 

 
1. はじめに 

2014 年度から，自律的学習者の育成を目的に，複

数の高等教育機関の学生でチームを組んで，地域の

問題解決を図る PBL (Project-Based Learning) を実施

している．その中で，PBL の経験を通して深く学習

するためには，「問いを立てる（問い）」ことと「関

係性を創る（関係性）」ことが重要であると考えてい

る(1)．また，これに続いて，「問い」と「関係性」が

学習に対して，どのような役割を果たしているかに

関するモデルを提案した(2)．さらに，このモデルに

おける「問い」と「関係性」は，ダイアローグの観

点から統一的に見ることができる可能性を示した(3)．

本論文では，「問い（内省）」と「関係性」に加えて，

自律的学習者の要素として重要な，長期的な動機づ

けに関係する「アイデンティティ（複数の分野にお

ける自分の価値観の総合体）」を加えたモデルを提案

し，ダイアローグの機能に関して考察する． 
 
2. 問いと関係性の役割 

PBL において深い学習を促す場合，「問い」と「関

係性」が重要であることは(1)に示した．そして，「問

い」と「関係性」が学習に対して果たす役割に関し

ては(2)でモデル化したが，その概略図を図１に示す． 

図１ 学習における問いと関係性の役割 

ここで，①～⑤までの番号付き実線の矢印は，問い

が関与する部分であり，破線の矢印部分が，関係性

が関与する部分である．この図では，「問い」は，メ

ンタルモデルと観察との違和感から生じ，結果とし

てメンタルモデルを作り変え，より現実に即したも

のにすることに寄与する，こういった心の働きはド

ゥエックがいうところの Growth Mindset(4)に相当す

る．また「関係性」の変化は，行動の変化から派生

し，心理的安全性(5)を構築することに繋がっている． 
 
3. ダイアローグによる統合 
当初は，「問い」により Growth Mindset を獲得す

ることが，4 種類の不安・恐れ（無知，無能，ネガ

ティブ，邪魔をする人）からの自由を獲得し，その

結果，行動の変化→関係の変化とつながっていくの

ではないかと予想していた．つまり，「問い」→「関

係性」という方向性である．しかし，統合失調症の

治療方法として開発された，オープンダイアローグ

（OD）や，教育や福祉施設における問題解決の手法

として開発された未来語りのダイアローグ（AD）(6)

という手法を見てみると，関係性の変化が一人一人

の中にある問いを変え，メンタルモデルに変化をも

たらしているように見える．つまり，「関係性」→「問

い」という方向性もあるように思える．言い換える

と，心理的安全性が Growth Mindset に影響を与える

ということである．OD と AD の基礎にある思想と

して，ヴィゴツキーとバフチンの対話の概念がある．

ヴィゴツキーとバフチンの思想を補完的に組み合わ

せて，精神の社会文化的アプローチの全体像を描い

たのはワーチ(7)だが，OD と AD はこの流れを汲んで

いるといってよいだろう． 
ヴィゴツキーは，社会的（たとえば，お母さんと

子どもの間）に生じた発話という行為が，次の段階

として内的な思考になっていくという，言語の社会

的起源を提唱した．これは私たちが大人になっても

受け継いでおり，他者と外的に対話しているそのこ

問いを⽴てるプロセス 関係性を創るプロセス
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とばを，同時に内的な対話としても聴いていること

になる． 
バフチンによると，ダイアローグはアイデアを生

む培地であり，意味がつくられていくのは，その場

の人たちの間のやりとりと個別性の中においてとさ

れた．このことは，つまり，ダイアローグによって

そこに参加している人たちの関係性（意味づけ）も

変化するし，その変化を私たちは内的対話としても

聴いていることになる．このことは，対話によって，

関係性の変化と，メンタルモデル（世界の内的な意

味づけ）の変化が同時に起こっていると考えてもよ

い．図１の左半分では，「問い」によってメンタルモ

デルが変化するということを示しているが，ダイア

ローグによっても同様のことが起きている．これは，

内的に取り込まれた対話が，一種の「問い」と同等

のものとして機能していると考えられる（図２参照）． 

 
図２ ダイアローグによる問いと関係性の統合 
 

4. Identity-Based Motivation 
ここまで見てきた，問いを立てることと信頼関係

を創ることは，地域の問題解決型授業の中で抽出し

た自律的学習者を育成するための不可欠な要素であ

る．しかし，教育機関を離れた社会人に関していう

とが，彼または彼女が，社会の中での自分の役割を

明確に掴んでいる方が，学習に対して継続的にモチ

ベーションを維持することが容易になる．この状況

は Identity-Based Motivation (IBM)(8)としてモデル化

されており，IBM も含めた自律的学習者の要素を図

３に示す． 

 
図３ 自律的学習者に必要な３要素 

ここでは，自律的学習者に必要な３つの要素とし

て「内省」，「関係」，「意味」を想定している．「内省」

は図２の「問いを立てるプロセス」に相当し，「関係」

は「関係性を創るプロセス」に相当する．さらに，

「意味」が IBM に対応している．「内省」と「関係」

は，「現在」の平面内で機能しているが，「意味」は，

過去に参加した複数のコミュニティの価値観を統合

する形で「意味」または「Identity」が創られ，それ

らが未来に投影されるという形で過去から未来につ

ながっていくというイメージを表している．図２に

も「意味」ということばが見えるが，こちらは 1 対

１または一つのコミュニティにおける関係性を示し，

図３の「意味」は，複数のコミュニティの価値観を

統合した自分の意味づけを示している． 
未来に投影できるような Identity を形成する場合

には，メンターやコーチがサポートする場合も多く，

図２で示す外的対話が重要になる．また，当然外的

対話を契機として内的対話も起こっているので，

Identity や意味の形成に関しても，対話は重要な役割

を果たすと考えられる． 
 

5. まとめ 
自律的学習者育成を目的とした地域の問題解決型

授業から出発して，対話の果たす役割を考察した．

その結果，自律的学習者育成の観点からみると，ダ

イアローグには以下の機能があると考えられる． 
(1) 他者との信頼関係を創る（信頼） 
(2) 問いを立てメンタルモデルを変える（内省） 
(3) 自分の源を探り人生に意味を与える（意味） 

以上は現在のところ仮説であり，今後，ダイアロー

グを授業に取り入れ．このモデルを実証的に検証し

ていく予定である． 
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成功的教育観に基づく大学授業に対するリフレクションとその効果 
 

Reflection and its Effects on University Lessons based on the Teaching 
Outcome  
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あらまし：大学授業に対するリフレクションの重要性が近年指摘されるようになり，そのための方法論や

ツールなどの研究も盛んになってきているが，成功的教育観に基づく研究は見当たらない．本研究では，

成功的教育観に基づく授業リフレクションのスキームを Kit-build 方式概念マップに基づいて設計し，複

数年にわたって実践したところ，このスキームが有効に働くことを示唆する結果を得たので報告する． 

キーワード：成功的教育観，授業リフレクション，Kit-build 方式概念マップ 

 

 

1. 目的 

近年，教師としての成長には，実施した授業を省

察･分析し，以後の授業の改善に有用な情報を得る授

業リフレクションが重要とされ，初・中等教育機関

で実施されている(5)．その方法として，授業者が授

業活動の印象をカードに記載し，それらを分類・整

理することで授業を省察･分析するカード構造化法
(1)，対話を通して授業を省察･分析する対話・集団リ

フレクションなど(3)が提案され，授業リフレクショ

ンの知見が積み重ねられている．これらの研究は，

授業活動を意図したとおりに行うことができたかを

省察・分析することであり，意図的教育観(4)に基づ

く授業リフレクションと言える．一方，授業者が実

施した授業の成果である学習者の授業内容の理解状

態に基づき，授業者が授業活動を省察・分析する，

成功的教育観(4)に基づく授業リフレクションの研究

は十分に行われていない．  

そこで，成功的教育観に基づく授業リフレクショ

ンのスキームを設計し，大学の教員を対象に複数年

にわたり実践した結果，このスキームが有効に働き，

授業設計や授業活動の改善が行われたことが示唆さ

れたので報告する．なお，スキームの設計に際して

は，Kit-build 方式概念マップ(2)(以下，「KB マップ」

と略記)の「教師による教材理解としての概念マップ

(以下，要点マップ)」と「学習者による要点マップ

の再構成としての概念マップ(以下，学習者マップ)」

の差分の自動抽出と重畳が可能であることに注目し， 

KB マップに基づいて設計した． 

 

2. 方法と結果 

2.1 方法 

私立 A大学文学部において 2012年から 2017年ま

で 5 年間にわたり，貧困と支援というテーマのオム

ニバス型の集中授業に KB マップを導入した．授業

は，宗教学，社会学，法律学，倫理学を専門とする

教員の講義，現場支援者，地方自治体の職員の講義，

そして 2 日間のフィールドワークから構成されてい

る．毎年各教員に要点マップの作成を求め，2013 年

度は 2 名，それ以降は 4 名の教員から協力が得られ

た．授業後，受講生に要点マップの命題再認テスト

と学習者マップ作成を課した．再認テストは 2015

年度以前が各命題のノードを，2016 年度以降が各命

題のリンクを選択肢とした．受講生は 2012 年度 25

名，2013 年度 24 名，2015 年度 18 名，2016 年度 15

名，2017 年度 9 名であった． 

授業終了後に要点マップ作成協力者の教員に KB

利用の感想を求めるインタビューを行った．インタ

ビューは同意の下で録音し文字起こしを行った．イ

ンタビューの分析は，KB マップ，KB 一致率やそれ

を基にした学習者の構造的理解に関連する発言を成

功的教育観に基づく授業リフレクションとし，それ

らについて言及している箇所を抽出した．その後，7

種類のカテゴリーを生成した．ただし，後述する表

3 の学習者の理解(b)は学習者の 1 コマで理解可能な

容量，速度に関する発言であり直接 KB 一致率に関

連づいていないが，KB 一致率の低さを認知しての

発言であり，成功的教育観に基づく授業リフレクシ

ョンと判定したものである．なお本稿では，分析の

終わった宗教学を専門とする教員の 2013 年から 3

年間のデータを対象とした報告する． 

2.2 結果 

要点マップ 表 1 に示すように要点マップは

2013・2015・2016 年と変化し続けた．2013-2015 年

の変化の特徴としてリンクの削除・追加がノードに

比べ多いこと，2015-2016 年の変化の特徴としてリ

ンクの名称変更が行われたことが挙げられる．

2013-2015 年・2015-2016 年の変化は相対的に KB 一

致率の低い箇所に集中していた． 
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 KB 一致率 KB 一致率と再認テストの得点率を

表 2 に示す．KB 一致率と再認テストの得点率につ

いて年度間の差を検定するために分散分析を行った。

その結果，KB 一致率では有意な差が見られ

(F(3,25.4)=71.4, p<.001)，多重比較(Tukey-Kramer 法)

を行ったところ，2013 年<2015 年<2016 年と上昇し

ていた．同様に再認テストの得点率においても，有

意な差が見られ(F(3,26.3)=44.0, p<.001)．多重比較を

行ったところ，2013 年<2015 年,2016 年という結果

が得られた． 

 

授業リフレクション 2013 年度は学習者の構造

的理解度の分析が 43.8%と最も多く，2015 年度は改

善した授業設計の振り返りが 53.8%，2016 年度は改

善した授業活動の振り返りと KB マップの新たな活

用法の提案が 33.3%で最も多い(表 3)． 

2013 年度の振り返りは，KB 一致率の平均 0.39 の

低さ(a)に驚愕しつつ，KB 一致率が 100%の箇所につ

いては自分が語ったように理解できている(d)と述

べる一方で，KB 一致率の低さ(a)を不思議がった．

その後，上位・下位概念を関係付けるのが困難かも

しれない(a)と分析した結果，構造的理解の不充分さ

の原因が KB マップの理解不足にあるかもしれない

(a)と述べつつ，来年度の授業では構造を明確に伝え

るように授業活動(d)を改善することを示唆し，同時

に学びという観点から構造をどの程度明確に伝える

べきか戸惑い(d)も生じた．学習者の構造的理解の分

析を重ねた後に，到達目標を見直し，授業設計をや

り直してみる(e)という発言で終了した． 

2015年度は KB一致率の低さや授業内容の整理に

よる要点マップの変更，および，1 コマ 100 分とい

う限られた時間で学習者が理解可能な容量や速度

(b)を鑑みた授業内容の厳選といった授業設計の改

善について振り返った．要点マップを意識した授業

活動(d)を実施し，要点マップは教員が自分の授業設

計を，学習者マップは学習者の観点から自分の授業

設計を振り返るツール(c)であると述べている． 

2016 年度は 2015 年度に構造的理解が不充分であ

った部分を授業で強調した，要点マップを意識して

授業活動を行ったと授業活動(d)を振り返っている．

加えて，教員と学習者が互いの構造的理解を話し合

うことで，学習者が教員の教材の構造的理解を深め

ることができるのではないかといった KB マップの

新たな活用方法を提案(g)した． 

 

3. 考察 

 成功的教育観に基づく授業リフレクションが行え

たかどうかについて考察する．2013 年度においては，

リフレクションに関する発話の多くが学習者の理解

度合いに関する言及になっており，明らかに成功的

教育観に基づくリフレクションになっていたといえ

る．2015 年度においては，授業設計の改善に関する

発話が過半を占めるが，これは学習者の理解状況を

踏まえた上で行った授業設計の改善の説明となって

おり，これも成功的教育観に基づくリフレクション

が行えていたと判断できる．2016 年度においては，

学習者の理解状態を参照しつつ授業活動の変更の効

果の確認が発話に出ており，これも成功的教育観に

基づくリフレクションになっているといえる．成功

的教育観に基づく授業リフレクションによって，表

2 に示すように学習者の成績向上の結果も得られ，

また，教員らも有用な方法として受け入れているこ

とから，本実践は成功したといえる． 

 成功的教育観に基づく授業リフレクションの重要

性は指摘されているものの，その促進とその効果の

分析についての報告例は見当たらない．したがって，

本報告がその先駆的な価値を持つといえる． 
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表１ 要点マップとその変化 

 要点マップ ノード リンク 

 

 
ノード数 リンク数 削除 追加 名称変更 削除 追加 名称変更 

2013 13 13       

変化   1 2 1 3 5 0 

2015 14 15       

変化   1 2 1 2 2 2 

2016 14 15       

表 2 KB 一致率と再認テスト得点率 

 年度 人数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

KB 

一致率 

2013 24 0.39 0.14 0.15 0.62 

2015 18 0.62 0.27 0.13 1.00 

2016 14 0.93 0.08 0.73 1.00 

再認テ

スト得

点率 

2013 22 0.57 0.11 0.40 0.80 

2015 18 0.93 0.12 0.60 1.00 

2016 14 0.90 0.11 0.67 1.00 

表 3 授業リフレクションのカテゴリー変化 

 

 

(a)学習

者の 

構造的

理解 

(b)学習

者の理

解 

(c)KB

マップ 

(d)授業

活動 

(e)授業

設計の 

改善 

(f)授業設計

と活動との

相違 

(g)KB マ

ップ活用

の提案 

計 

2013 7 0 1 4 2 2 0 16 

% 43.8% 0.0% 6.3% 25.0% 12.5% 12.5% 0.0% 100.0% 

2015 2 3 3 4 14 0 0 26 

% 7.7% 11.5% 11.5% 15.4% 53.8% 0.0% 0.0% 100.0% 

2016 1 1 0 4 2 0 4 12 

% 8.3% 8.3% 0.0% 33.3% 16.7% 0.0% 33.3% 100.0% 
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あらまし：部分間の関係を考えることに焦点を当てたプログラミング学習において，非本質的な認知負荷

の影響をできる限り減らすため，カード操作方式の学習支援システムが開発されている．これは，学習課

題のフレームと学習活動のパターンを制限し，意図した学習に認知資源を集中させることを目指したプロ

グラミング学習システムのひとつの形である．著者らのこれまでの取り組みにより，カード操作方式に基

づいたプログラミング方式は教授者が意図した内容に学習者を集中させることができ，とりわけ初学者に

とってより有効な学習方法であることが確認された．また，カード操作方式に基づいたプログラミングは，

従来のコーディング主体の学習と同等の学習効果を有しながら，従来よりも学習時間を短縮できる効率的

な学習方法であることが明らかにされた．本稿では，カード操作方式に対して SIEM理論に基づいたフィ

ードバック方式を提案し，その効果を明らかにすることを目的とする． 

キーワード：プログラミング，学習支援システム，カード演習方式，部分間の関係，SIEM理論 

 

 

1. はじめに 

プログラミングは様々な能力や活動を必要とする

ため，コンピュータに不慣れな初学者にとっては学

習の負担が特に大きく，認知資源を本質的学習にう

まく配分できないと言われている(1)．プログラミン

グは本来高い内在負荷を持つため，できる限り学習

者の外在負荷を減らす必要があるとされている(2)． 

そこで，部分間の関係を考えることに焦点を当て

たプログラミング学習において，非本質的な認知負

荷の影響をできる限り減らすため，カード操作方式

の学習支援システムが開発されている(3)．これは，

学習課題のフレームと学習活動のパターンを制限し，

意図した学習に認知資源を集中させることを目指し

たプログラミング学習システムのひとつの形である．

カード操作方式は，プログラムの部分と部分の関係

を考えることに集中させることで，プログラムの構

造を意識する習慣，全体の構造を把握する力の習得

を狙いとしたものである．大学講義でカード操作方

式による学習支援システムを導入した結果，非本質

的な認知負荷(4)を減らしながら，教授者が意図した

学習活動に集中できていたこと，とりわけ初学者に

とってより有効な学習方法であることが示唆された
(3)．また，カード操作方式に基づいたプログラミン

グは，従来のコーディング主体の学習と同等の学習

効果を有しながら，従来よりも学習時間を短縮でき

る効率的な学習方法であることが明らかにされた(5)．

一方で，カード操作方式に基づく学習システムの正

誤判定は，カード順列のマッチングでのみ行われて

いる．そのため，実際のコーディングのように，命

令の並びに応じた実行結果をフィードバックとして

返すことができない．カード操作方式に基づく学習

システムをプログラミングの学習として一層活用で

きるようにするためには，カードの並びに応じて実

行結果を返答できるようにすること，加えて，自学

学習を促すために，実行結果を足場かけの機会とし

て活用可能な教材開発が必要であると考えられる． 

そこで本稿では，カード操作方式に基づく学習支

援システムに対して，カードに並びに応じて実行結

果を返答できるようなフィードバック機能を実装す

ることを目的とする．さらに，プログラムの実行結

果を足場かけの機会として利用できるようにするた

め，本稿では SIEM 理論(6)に基づいた教材を提案す

る．本稿では，その教材(提案教材)の詳細を明らか

にし，提案教材の有効性を明らかにするための具体

的な実験方法を示す． 

 

2. カード操作方式 

カード操作方式は，問題文とプログラムコードの

書かれたカードを提示し，学習者は問題文の処理に

あるようにカードを並び替える演習方式である．カ
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ード操作方式では，プログラミングを分割した後，

間接的に一部の活動を減らし，各活動に認知資源を

集中させる仕組みである．なお，このカード操作方

式は，従来のコーディング演習を完全に置き換える

のではなく，一般的な教授法とカード操作方式とを

併用した形で教育を実践することを想定している．  

図 1 にカード操作方式に基づいた学習支援システ

ムの外観を示す．本システムは，Ruby on Rails で動

作する Web アプリケーションである．カードは，マ

ウスのドラッグ&ドロップ操作で動かすことができ，

右側から左側にカードを移動させてプログラムを組

み立てる．本稿では，カードに並びに応じて実行結

果を返答できるようなフィードバック機能を実装し

た．組み立てられたコードは，JSON 形式に変換さ

れた後，C言語コンパイル用の Webインタフェース

システムを通して gcc で実行され，実行結果を受け

取り画面に表示できる．実行結果に加えて，カード

の並びに基づいて正誤を自動で判定し，学習者にフ

ィードバックできる． 

 

3. SIEM理論に基づく教材開発 

プログラムの実行結果を足場かけの機会として利

用できるようにするため，SIEM 理論の「スモール・

ステップ」に注目し，教材を開発した．SIEM 理論

とは，学習者の学習意欲を高めることを目的に，認

知心理学に基づいた学習理論によるシステマティッ

クな情報教育メゾットとして開発された教授法であ

る(6)．先行研究(6)により，SIEM 理論を導入したプロ

グラミング教育が学習意欲を高めていることが検証

され，モチベーションを高めることが教育効果を高

めることにつながったことも確認された．SIEM 理

論で示された「スモール・ステップ」とは，目標に

至るステップを細かくすることで，失敗を最小限に

抑えるような配慮をし，興味を失わせないように工

夫することである．そこで本稿では，この「スモー

ル・ステップ」を足場かけの仕組みとして教材に導

入することを試みた(図 2 参照)．そして，この効果

を明らかにするために実験を行う． 

本研究の実験では，フィードバックを受ける群を

実験群，受けない群を統制群として 2 群に分けて，

比較実験を行う．まず，学力水準が同等になるよう

に実験群，統制群の 2群に分ける．その後，実験群，

統制群ともに同じ問題を 3 問出題し，学習を行う．

トレーニング時間は，最大 30 分とする．学習後ポス

トテスト行う．なお，全ての実験が終わった後，被

験者からアンケート結果を得る．アンケートは，先

行研究(6)で使用されたアンケート内容を利用し，6

段階のリッカート尺度で評価する． 

 

4. おわりに 

本稿では，カード操作方式に基づく学習支援シス

テムにフィードバック機能を実装した．また，プロ

グラムの実行結果を足場かけの機会として活用する

ために，SIEM 理論に基づいた教材をした． 
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図 1 学習支援システムの画面 

 

 
図 2 スモール・ステップの実現方法 
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カードゲーム戦略を題材とした応用 C プログラミング演習における 
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あらまし：大学情報系の知識情報処理の応用として，ポーカー戦略の得点を競う大会形式での C 演習を

実践している．年度ごとに実施ルールを設定する．運営サーバ WinT を開発し，大会期間を設けている．

受講者は，手札や実施ルールから，効果的な手役の完成を目指して戦略を実装する．本論では， 2016 年

度と 2017 年度の最終大会の手役分布を比較し，各試行で実施している傾斜掛率の設定の教育的効果を分

析する． 
キーワード：カードゲーム戦略，応用 C プログラミング演習，得点ルール，手役分布 

 
 
1. はじめに 
本研究室では，カードゲームのポーカーの戦略を

題材とする応用 C 演習を提案している．実行環境を

提供し，大会運営サーバ WinT を運用している．予

備大会の期間を設け，受講者が作成した戦略コード

の提出を何回でも受け付ける．得点や順位を公開し，

戦略の再検討による改良とコードの継続的な修正を

促進する．各受講者の最良得点を与える戦略を最終

大会の戦略とし，その順位状況を成績に反映させる．

大学情報系学科の 3 年生を対象に，2010 年から必修

科目の授業の課題として，教育実践を行っている(1)． 
本論では，最終大会における得点ルールと提出戦

略の傾向を分析する．特に，2016 年度と 2017 年度

の実践に着目し，比較を行う．各実践における傾斜

掛率の設定の教育的効果を考察する． 
 

2. ポーカー戦略のプログラミング演習 
本演習におけるポーカーでは，手札の 5 枚を山札

と交換しながら，9 種類の手役の 1 つを作る．各手

役の配点は，実装の難度に応じて決める．そのため，

必ずしも出現確率とは対応せず，ストレートの配点

が高い．1 回のテイクでのチェンジ数を定めておく．

十分にシャッフルされた 1 つの山札でテイクを繰り

返す．可能なテイク数も決めておく．このため，終

盤では，残りの山札が予測でき，カードの内訳を考

えれば，高い手役が得られる．一方，序盤でチェン

ジを多く行うと，残り枚数が不足することもある． 
テイクごとの傾斜掛率を導入し，各テイクでの手

役の重み付きの合計点を，その山札での素点とする．

ランダムな相当数の山札での平均を戦略プログラム

の得点とする．これにより，平均的に優れた戦略が

実際に高得点となる． 

3. 大会におけるレギュレーション設定 
本演習では，実施要項として，チェンジ数とテイ

ク数，傾斜掛率のレギュレーションを，年度によっ

て変更する．受講者には，これらの規定を提示する． 
各年度のルールを表 1 に示す．2016 年度は 6 テイ

ク 5 チェンジとした．チェンジ数が少なく，終盤で

山札切れを起こしにくい．また，傾斜掛率は終盤で

大きくなる．2017 年度は 5 チェンジ 6 テイクとし

た．テイク数が多く，終盤で山札切れを起こしやす

い．また，中盤と終盤で傾斜掛率が高い部分がある． 
本研究では，通年の比較を行うために，得点を理

想得点で相対化した達成度を導入している．理想得

点とは，遺伝的アルゴリズムを用いて探索した，そ

の山札における最高点の近似値である． 
 

表 1 各年度のレギュレーション 

年度 条件
傾斜掛率 

1 2 3 4 5 6

2016 6-5 1.5 1.5 1.0 2.0 2.0 - 

2017 5-6 1.0 1.5 2.0 1.0 1.5 2.0

 
4. 各年度における演習の状況 
本論では，達成度の比較を実施する．2016 年度と

2017 年度の大会期間と参加者を表 2 に示す．各年度

ともに，一人あたり 30 件程度の提出が行われてい

る．達成度は，各年度ともに，概ね 35%付近である．

一方，2016 年度は，2017 年度に比較し，戦略数と達

成度の最大数が大きい．図 1 は，達成度の分布であ

る．2016 年度は，分布が双峰となっているが，2017
年度は，中上位陣において，ほぼ単峰である．以上

のことから，2017 年度は，2016 年度に比較して，受

講者全体で，達成度の乖離が小さいと言える． 
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表 2 各年度の演習実践の概要 
 2016 2017 

演習期間 7 週 6 週 
受講者 40 42 

戦略数 総数 1215 1272 

平均 30.4 30.3 

最大 128 84 

達成度 平均 38.5 36.1 

最大 53.4 48.0 

 

 
図 1 各年度の達成度の分布 

 
5. 最終大会における提出戦略の傾向 
最終大会における提出戦略の傾向を分析する．各

年度の手役分布を示す．最良戦略の達成度で，受講

者を 4 群に分割する(2)．本論では，手役分布から，

レギュレーション設定の教育的効果を分析する． 
図 2 は，各年度において，成績群の中でも最上位

陣である第 1 群である．2017 年度は，2016 年度に比

べ，傾斜掛率による手役分布への影響が大きい．2017
年度の上位陣の多くが，傾斜掛率の低いテイク 1, 4
を「捨てゲーム」とし，掛率の高いテイク 3, 6 で高

配点な役を成立させる戦略を採用していることがう

かがえる．一方，2016 年度は，どのテイクもほぼ同

様な手役分布であった．この年度は，山札切れを起

こしにくい設定であっため，どのテイクでも，平均

して高得点を狙う戦略が採用された可能性が高い． 
次に，成績群の中でも最下位陣である第 4 群につ

いて述べる．図 3 に示す．この陣についても，2017
年度は，傾斜掛率による影響が顕著である．第 1 群

と同様な戦略を採用していることがうかがえる．し

かし，テイク 6 では，高得点な役の成立割合が低い．

これらの群については，高得点な役を狙う関数が実

装出来なかったか，終盤で手札切れを起こし，役を

成立させることが出来なかった可能性が高い．一方

で，2016 年度第 4 群は，テイクごとの手役分布の差

異が小さく，傾斜掛率が 2 倍異なるテイク 3, 5 を比

較しても，ほぼ同様の手役分布となっている． 
これらのことから，各年度に実施しているレギュ

レーションの変更は，受講者が提出する戦略の方針

に影響を及ぼしていると考えられる． 
 

6. おわりに 
本研究室では，ポーカー戦略を題材とする応用 C

演習を提案し，実践している．実行環境を提供し，

大会運営サーバ WinT を提供している．大会期間を

設け，何度も戦略コードを提出させる．得点や順位

を公開し，継続的な改良や修正を意識づけさせる． 
本論では，各年度で設定している得点ルールの教

育的効果を分析する目的で，最終大会における手役

分布に着目した．この結果，各年度のレギュレーシ

ョンは，受講者の作成するコードに影響を及ぼすこ

とが確認できた．このことは，受講者は，高得点を

狙うほど，山札の残りや傾斜掛率を考慮しながら，

戦略を検討する必要があることを示唆している． 
また，受講者には，継続的なソフトウェア開発を

意識づけさせる必要がある．これまでの実践では，

高得点を獲得している一方，適切な関数分割が行わ

れていない，ネストが深すぎるなど，保守性の低い

コードも見受けられている．現在，受講者に対して

は，Q-ABC サイズ(3)を提示し，改善を促している． 
今後の課題として，受講者に対するコードメトリ

クスの提示手法の改善や，詳細化を検討している．

これにより，学生への自身の振舞いに対する助言お

よび教員からの個別指導に対する支援を試みる． 
 

 

    
    2016 年度           2017 年度 

図 2 各年度における第 1 群の手役分布 
 

    
    2016 年度            2017 年度 

図 3 各年度における第 4 群の手役分布 
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ム戦略を題材とする応用 C プログラミング演習の支

援と実践 ‐最終大会における手役分布による得点傾

向の分析‐", 信学技報, Vol.118, No.46, pp.17-22（2018） 
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タイピング学習支援のための機械学習による 

キー打鍵指判定器の作成と訓練用画像の収集方法 
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あらまし：一般に普及しているタイピング学習ソフトでは，押されたキーの正誤判定はできるが，押した指の正誤

判定はできない。そこで本研究では，キーを押した指を考慮したタイピング学習支援を行うために，機械学習によ

るキー打鍵指判定器の開発を行っている。現在，判定器の作成に必要となるキータイピング画像の収集を行って

おり，本稿では，画像の収集方法と判定器の作成方法，判定器の判定精度の検証結果について報告する。 

キーワード：タイピング学習，キー打鍵指，機械学習，情報リテラシー, コンピュータ操作, 情報スキル 

 

 

1. はじめに 

現在の社会では，パソコンスキルは必須であり，キー

ボードのタイピングスキルを身につけることは ICT を活

用する上で必要不可欠である．タイピングスキルを身に

つけるには動きの「型」が重要であるが，一般に普及し

ているタイピング学習ソフトでは，押されたキーの正誤

判定はできるが，押した指の正誤判定はできない．そこ

で本研究では，動きの「型」を習得するタイピング学習

支援の実現を目指し，キー打鍵指判定器の開発を行っ

ている．キー打鍵指判定器の先行研究には，田村ら(1)

によるものがあるが，これは指に貼られたカラーシール

の色の違いで識別する手法を用いている．また，カラー

シールを撮影する Web カメラとキーボードは固定されて

いる．我々が開発中のキー打鍵指判定器は，カラーシ

ールやカメラ位置の固定という制約なしに利用できる． 

 

2. キー打鍵指判定手法 

我々の提案するキー打鍵指判定手法では，キータイ

ピングを行っている手とキーボードを撮影し，その画像

を訓練用データとした機械学習（多クラスロジスティック

回帰）による判定を行う．訓練用データ作成手順を以下

に示す． 

2.1 キータイピング画像の収集 

キータイピング中の手とキーボードの撮影にはWebカ

メラを用いる．ノートパソコンに内蔵された Web カメラで

も撮影できるように，図 1 のような，キーボードを映す鏡

を作成している．ノートパソコンに鏡を取り付けるにはス

マートフォン用レンズクリップを用い，鏡の角度を自由に

変えられる外枠の作成には 3D プリンタを使用した．鏡

の角度を変えられるため，ノートパソコンのディスプレイ

も好きな角度に変えることができる．また，画像収集用

の GUI アプリも開発した．このアプリの画面に表示され

た文字をタイプすると，キーを押した瞬間の Web カメラ

の画像が記録され，押したキーと押した時刻をファイル

名とした JPEG形式が保存される． 

2.2 教師ラベル付与と画像の前処理 

収集されたキータイピング画像はファイル名でどのキ

ーが押された時の画像であるかがわかるが，どの指で

押したのかは，人の目で画像を見て判断しなければな

らない．キー打鍵指が判別できれば，その指情報を教

師ラベルとして付与する．判別できない画像は除去する． 

画像の前処理としては，キーボードの領域抽出と台

形補正，肌色検出による 2 値化，縮小（28px×28px）を

行う．前処理を行う前後の画像の例を図 2 に示す．この

28px×28pxの小さい白黒画像と教師ラベルのペアが訓

練用データとなる．訓練用データはキーごとに収集・作

成され，キーごとに打鍵指判定器が作成される． 

 

 

図 1キータイピング画像収集用の鏡 
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 →  

図 2 前処理の前後の画像（打鍵キー: y, 指: 右中指） 
 

3. 訓練用データ収集の試行と判定器の試作 

大規模な訓練用データの収集の実施に向けて，まず

は情報リテラシーに関する授業において，45 人の受講

生（理工学部の大学 1 年生）を対象に収集を試行した．

このデータ収集の試行は，授業にてタッチタイピングや

ホームポジションについて説明する前に行っている．本

学では 20年程前から BYODを導入しており，本授業も

学生は自分のノートパソコンを使って受講している．従

って，彼らにはキータイピング画像収集用 GUI アプリを

自分のノートパソコンにインストールして使用してもらっ

た．今回は, a～z のキーそれぞれから始まる 26 の英単

語をタイピングしてもらった．数字キーや記号キー，修

飾キーについては今回扱っていない．収集画像数は

12,155 枚で，そのうち 93.6%の 11,373 枚にはキー打鍵

指の教師ラベルを付与することができた．表 1 に各指の

打鍵回数を示しているが，各キーの合計欄を見れば分

かる通り，キーごとの収集画像数のばらつきは非常に大

きい．例えば b, j, w, x, z は 26単語中 1回しか出現しな

いため，収集数が非常に少なくなっている．なお，受講

生の人数と収集画像数が一致しないのは，間違ったキ

ーを押した場合も画像を収集しているためである．彼ら

の多くはホームポジションの「型」が身に付いておらず，

左右の人差し指と中指の 4本だけでタイプしている様子

が多く見られた．人差し指や中指で押すべきキーの正

解率を平均すると 65%を超えるのに対し，薬指や小指

で押すべきキーでは35%に満たない正解率となったこと

からも，薬指や小指を使いこなせていないことが伺える． 

以上の収集データを用い，a〜z の各キーで，どの指

で押したかを 10 クラス（左右の手，5 本ずつの指）で表

現するキー打鍵指判定器を試作した．判定器の判定精

度の検証は訓練用データとテスト用データをランダムに

8：2 に分割し，訓練用データで学習し判定器を作成し，

テスト用データで判定器の予測結果を検証した．これを

10 回繰り返した平均を判定器の性能（正解率，適合率，

再現率，F 尺度）とした．表 2 はキーごとの判定器の性

能を示したものであるが，紙面の都合上，正解率の上

位 5件と下位 5件のキーのみとする．ここでの性能とは，

どの程度の精度で正しく指を判定できているか（判定器

が判定した指が教師ラベルとして付与されたものと同じ

なら正解）という基準で評価している．今回は，「キーを

押した指が正しい指であるか」を判定する性能は評価し

ていない． 

 

4. おわりに 

キー打鍵指の判定器の作成に必要となるキータイピ

ング画像の収集を試行し，キーごとの判定器の性能を

検証した．訓練用データの数が少なくても高い精度が

得られているが，多様な状況に対応できるようにするた

めにも，今後はさらにキータイピング画像を収集し，デ

ータ数を増やして判定器の信頼性を高めたい．表 1 で

打鍵回数が 0となっているキーと指の組み合わせが多く

あるが，そのような押されにくい組み合わせの訓練用デ

ータをどうすべきかについても検討が必要である． 

 

表 1 各指の打鍵回数と正解率（正解指の数に下線） 

 

表 2 各キーの判定器性能（上位 5件と下位 5件） 
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キー 正解率 適合率 再現率 F尺度

r 0.981 0.989 0.989 0.989

k 0.961 0.971 0.963 0.967

t 0.980 0.983 0.940 0.960

f 0.960 0.963 0.959 0.959

w 0.964 0.978 0.942 0.957

… … … … …

c 0.959 0.972 0.846 0.899

j 0.970 0.970 0.850 0.893

i 0.991 0.991 0.830 0.891

g 0.967 0.977 0.780 0.843

b 0.910 0.914 0.625 0.731
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情報セキュリティの導入教育を目的とした出題型ハッキング競技 CTFの 
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あらまし：情報セキュリティの導入教育として，初心者を対象とする出題型の CTF の大会を開催してい

る．カテゴリごとの分野に応じて様々な問題を構築している．本論文では，解答に必要な要件から，4 つ

の難度特性に着目する．試行実践を行い，問題ごとの解答状況を分析した．その傾向から，問題難度の妥

当性を検証した．これにより，目的と対象者に応じた問題セットの編成，効果的なヒント機能の指針に役

立てる． 

キーワード：出題型ハッキング競技 CTF，セキュリティ導入教育，試行実践の結果分析，問題難度の検証 

 

1. はじめに 

ハッキング競技 CTF(Capture The Flag)は，情報セ

キュリティをテーマとする大会である．出題者がサ

ーバ上に隠した情報を旗(フラッグ)に見立て，解答

者が情報系の知識や技能を用い，その旗を見つける．  

常設で CTF の問題を公開している Web サイトも

増えてきた．国内では，ksnctf(1)や akictf(2)が有名であ

る．また「セキュリティコンテストチャレンジブッ

ク」(3)などの参考書も出版されている． 

 

2. 情報セキュリティの導入教育の CTF大会 

本研究室では，初心者を対象とする情報セキュリ

ティの導入教育として，大会運営サーバ BeeCon を

開発し，出題型(ジェパディ型)の CTF の大会イベン

トを 2011 年から提案している(4)．ゲーム感覚で，誰

でも気軽に参加できる大会を目指す．競技者は，チ

ーム単位で取り組む．  

 

3. 6つのカテゴリと分野に基づく問題区分 

BeeCon で出題する問題は，学習の段階と対象者に

応じて，図 1 のように，カテゴリを設けている(5)．

さらに，情報セキュリティおよび情報リテラシの内

容に応じて，分野を細分化している．カテゴリ 1 は，

初心者が日常的に起こす操作ミスや，便利な Tips に

関連する．カテゴリ 2 は，不審なデータや安易な操

作の危険性を実感させる．カテゴリ 3 は，情報系の

新入生が情報処理の仕組みを理解し，積極的に体験

してもらいたい問題である．カテゴリ 4 は，セキュ

リティに大きく関係する内容である． さらにカテゴ

リ 5，6 は上級者向けの内容である． 

4. 問題の 4つの難度特性と問題の配点 

BeeCon は情報セキュリティの初心者が，チーム単

位で取り組むことを念頭に置いている．これまで，

メンバ間の連携がうまくいかず全員がうまく取り組

めないなどのケースが見られた．そこで，問題の難

易度に関わる要素を吟味し，特性情報として付与す

る．これを難度特性と呼ぶ． 難度特性は，知識，計

算，技能，作業の 4 つとする．知識は，セキュリテ

ィに関する知識を要するか．計算は，2 進数などの

計算が必要か．技能は，プログラミングやセキュリ

ティに関する技能を用いるか．作業は，多くの情報

から 1 つを見つけるなどの単純作業を行うかである．

これらの難度特性から，問題の難易度を設定し，配

点も決める．各問題に対し，4 つの難度特性の必要

度を×，△，○の 3 段階で与える．難易度への寄与

度として，難度特性ごとに要素点を定める．要素点

の合計値から，各問題の難易度を A~ E の 5 段階で

設定する．さらに，問題の配点を決定するにあたり，

各カテゴリに基礎点を設定した．また，問題ごとに

設定されている難易度 A～E に対して，傾斜点を設

定し，基礎点に加算する． 

 

5. 試行実践の概要 

試行実践では，本学の情報系サークルの 1～2 年生

12 名が競技者として参加した．今回は、余興ゲーム

を行わず，個人対抗の大会とした．競技時間は，90

分とし，競技開始から 60 分後にヒントを開示した．

今回の試行実践では， カテゴリ 1 からカテゴリ 4 を

網羅するように問題を 20 問用意した． 
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6. 試行実践の考察 

大会運営サーバ上に保存されている競技者の各問

題に対する解答ログから，正答率(全体)，正答率(着

手数)，平均解答数を算出する．正答率(全体)は，競

技者 12 人に対する正答数の割合である．正答率(着

手数)は，解答を 1 回でも提出した競技者数に対する

正答数の割合である．平均解答数は，問題に対して

競技者が提出した解答数の平均値である．算出した

これらのデータを用いて，4 つの難度特性の解答状

況を分析する．分析結果を表 1 に示す． 

知識を問う問題は，着手率、正答率(全体)，正答率

(着手)が高い傾向にある．これは，用語に関する知識

を知らなかったとしても，情報検索を行うことが可

能であるからだと考える．また，平均解答数が低い．

これは，情報を検索することが可能なため，用語に

関する解釈の違いが生まれにくいからだと考える． 

次に計算を要する問題に着目した．問題番号 14 の

問題は，ブラウザで答えを検索することができるた

め，着手率，正答率がともに高かった．次の試行実

践では，検索しても答えがでないオリジナルの計算

問題を用意し，傾向を見る必要があると考える．  

次に大量の単純作業を行う問題に着目すると，平

均解答数が高い傾向にあることが分かった．これは，

ひっかけや解釈の違いによって誤答を提出しやすい

からだと考える．この結果から，問題を正しく解釈

させる，または，正答への一歩目を踏みださせるよ

うなヒントが必要になると考える． 

  問題番号 1，2 は正答率(全体)が低い．これは，作

業というよりは，ひらめきが必要な問題であるから

だと考える．以上により，難度特性ごとに解答状況

の傾向が見られた．また，技能を有する問題は着手

率，正答率(全体)が低くなることがわかった． 

 

7. おわりに 

セキュリティを意識させる情報リテラシ教育とし

て，CTF 競技を取り入れた大会イベントを提案し，

大会運営サーバ BeeCon を開発している．CTF は，

ジェパディ型で，分野と難易度に応じて，問題を 6

つのカテゴリに分類する．本論では，問題ごとの 4

つの難度特性について検証した． 

試行実践から，難度特性ごとに問題の解答状況に

傾向がみられた．技能を有する問題は，ほかの 3 つ

の難度特性を有する問題よりも，着手率，正答率が

低い傾向にあるがわかった． 

今後は，難度特性を競技者にも提示し，問題の取

捨選択や，メンバ間の分担，協力を支援し，コンテ

ストの活性化に役立てる．また，ヒントの出し方や

内容のルールを定め，競技者を適切に誘導すること

で，BeeCon の教育効果を高める． 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 問題のカテゴリと出題分野 

 

表 1 試行実践の問題と解答状況 
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カテゴリ 対象者 出題分野 

1 
一般の 

大学生 

 

理系の 

高校生 

1  キーボードのキー配置とシフト操作 

2  マウスやタブレットの操作 

3  Webページの閲覧や URL指定の構成 

4  Webブラウザと情報検索エンジンの機能 

5  セキュリティ関連の用語 

2 

1  様々なユーザ認証とパスワードの重要性 

2  圧縮ファイルや実行ファイルのバイナリ 

3  マルチメディアのファイル形式の復元再生 

4  Webページの HTML ソースの閲覧 

5  オープンな SNSからの情報入手 

6  二進数やビット列の変換と計算 

3 情報系 

新入生 

 

意欲的 

高校生 

1  文字化けのテキストと文字コードの変換 

2  合同式や素因数分解の計算 

3  簡単な暗号解読やエンコード文字列の復元 

4  悪意のある Webページへのアクセス回避 

5  PCの OSのコマンドのコマンド操作 

4 

1  文字列とハッシュ値の変換 

2  文字列の検索と正規表現の利用 

3  バイナリエディタによるビット列の走査 

4  C言語のプログラムの実行 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 
分野 

難

度 

配

点 

知

識 

計

算 

技

能 

作

業 

着手

率 

正答率

(全体) 

正答率

(着手) 

平均 

解答 

1 1-1 A 50 × × × △ 1.00 0.50 0.50 12.58 

2 1-1 B 100 × × × ○ 0.17 0.00 0.00 4.50 

3 1-3 A 50 △ × × × 1.00 1.00 1.00 1.33 

4 1-3 D 250 △ △ × ○ 0.92 0.83 0.91 3.00 

5 1-4 B 100 △ × × △ 1.00 1.00 1.00 1.25 

6 1-4 D 200 ○ × × ○ 1.00 1.00 1.00 3.67 

7 1-5 A 50 △ × × × 1.00 1.00 1.00 1.42 

8 2-1 A 50 × × × △ 1.00 1.00 1.00 1.42 

9 2-2 C 150 ○ × × △ 1.00 0.92 0.92 4.08 

10 2-2 D 200 ○ × × ○ 0.92 0.92 1.00 1.36 

11 2-3 B 100 ○ × × × 0.42 0.42 1.00 1.40 

12 2-4 D 200 ○ × × ○ 0.67 0.58 0.88 3.75 

13 2-4 D 200 ○ × × ○ 0.50 0.42 0.83 1.00 

14 2-6 D 200 ○ ○ × × 0.83 0.83 1.00 1.10 

15 3-3 C 250 ○ × × ○ 0.75 0.67 0.89 2.44 

16 3-3 D 300 ○ △ × ○ 0.58 0.00 0.00 2.57 

17 3-4 B 200 ○ × × △ 0.92 0.42 0.45 9.27 

18 4-2 B 250 △ × × ○ 0.83 0.83 1.00 1.40 

19 4-3 D 300 ○ × ○ × 0.00 0.00 0.00 0.00 

20 4-4 D 300 ○ × ○ × 0.42 0.17 0.40 5.40 
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初心者のための出題型ハッキング競技 CTF と連携する 

余興ゲームの GUI の検討 

GUI of Assistive Entertainment Games Cooperated  
with Hacking Competition CTF with Jeopardy Style  

for Preliminary Education about Information Security 
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Komei MURAYAMA*1, Makoto NAKAYA*2, Hiroyuki TOMINAGA*1 
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*2アキュトラス 

*2 Aqutras 
Email: s14t269@stmail.eng.kagawa-u.ac.jp 

 

あらまし：情報セキュリティの導入教育として，初心者を対象とする出題型ハッキング競技 CTF の大会

を提案している．大会に娯楽要素を持たせるため，CTF競技と連携した余興ゲームを導入している．大学

新入生だけでなく，教育機関などでのオープン利用を目指している．高大連携での利用に向け，取り込む

候補として，いくつかの余興ゲームを提案している．本論では，余興ゲームの機能と GUI，および大会内

での連携方法を検討する． 

キーワード：出題型ハッキング競技 CTF，セキュリティ導入教育，余興ゲームの GUI，効果的連携 

 

1. はじめに 

ハッキング競技 CTFは，旗(フラッグ)に見立てた，

サーバ側に隠された情報を，ハッカーとしての知識

や技能を総動員して，探し出すものである．インタ

ーネット上で参加できるチーム対抗の大会が多い．

世界各地で開催されていて，マスコミでも注目され

ている．日本でも SECCON（1）が開催されている．近

年は，初心者向けのイベントも行われ，参加者の裾

野が広がっている．米国では picoCTF（2）など，中高

校生を対象とした，ゲーム性の高い CTF大会も実施

されている． 

本論では，CTF大会と連携する余興ゲームについ

て，機能と GUI，および大会内での連携方法を検討

する． 

 

2. 情報セキュリティの導入教育の CTF 大会 

本研究室では，初心者を対象とする情報セキュリ

ティの導入教育として，出題型(ジェパディ型)の

CTFの大会イベントを提案している．ハッカー向け

の本格的な CTFと異なり，ゲーム感覚で楽しみなが

ら，誰でも気軽に参加できる大会を目指す．そのた

め，パソコンやインターネットの入門者でも参加で

きる内容とする．大会運営サーバBeeConを開発し，

試験的に運用している（3）．競技者は，チーム単位で

問題に取り組む．大会の進捗状況を Web で公開し，

観戦者にも広く関心を持ってもらう．大会の後は，

講評の時間を設け，復習を促す．参加が難しい入門

者には，サポータ制のように，特定の競技チームへ

の応援者という役割を与える．応援者は，競技者と

協調して取り組める余興ゲームに参加する．競技者

とともにゲームに参加することで，興味や関心を湧

かせ，次回以降の CTFへの参加を促している． 

 

3. CTF と連動する余興ゲーム 

余興ゲームとしては，CTF競技を盛り上げ，応援

団がチームをアシストできるものを導入する．CTF

と連動し，ゲームのポイントが競技の過程や結果に

影響を与えるようにする．形式としては，状況に応

じ，競技の得点に加算するもの，得点を一定倍にす

るもの，ヒントを閲覧する権利を与えるものを検討

している．これにより，応援者はチームに貢献し，

競技に間接的に参加することになる．余興ゲームの

題材としては，神経衰弱，陣取りゲーム，ポーカー，

クロスワードパズルなどを検討している（4）． 

応援者には CTF 競技に関わっている実感をもた

せる必要がある．競技者の状況が，余興ゲームに影

響を及ぼし，応援者が加勢する余地が無くなると，

意欲を削がれる可能性がある．そのため，余興ゲー

ムの進行自体は，競技者の解答状況と分離させる．

ゲームの進行を CTF競技と独立させるには，ターン

制で行われるゲームを用いるのが良いと考えている．

そこで本論では，ターン制で進行する，陣取りゲー

ムを題材として取り扱う．これは，テレビクイズ番

組「アタック 25」のパネルのようなゲームである． 
 

4. 余興ゲームの機能と GUI 

本研究で扱う陣取りゲームの詳細なルールを示す．

このゲームは，ターン制で行われる．1 ターンの時

間を決めておく．自分のターンになったら，パネル

上の空いているマスを 1つだけ，自チームのものに

する．自チームのマスで他チームのマスを挟んだ場

合，挟んだマス全てが自チームのマスとなる．図 1

上の例では，青色チームが 7番のマスを確保し，13

番のマスの色を変えている．全てのチームのターン
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が終了したら，応援者は簡単な問題を，次のターン

開始まで解く．問題はセキュリティや ITモラルに関

するトリビア問題などが複数出題される．演習の実

施時間を考慮して，問題の出題数は 5問～10問を考

えている．出題される問題は，全チームで共通であ

る．また，ターンが終了する毎に，出題する問題を

更新する．一番多くの問題を解くことができたチー

ムが，次のターンで，他のチームのマスを奪い，自

チームのものにする権利を獲得する．図 1下の例で

は，青色チームが 5番のマスを確保し，さらに，前

のターンで獲得した，他チームのマスを奪う権利に

より，21番のマスを塗り替えた．そして，挟んだマ

スすべての色を変えている． 

陣取りゲームの GUIを図 2と図 3に示す．陣取り

ゲームを行うパネル部と，手番の合間に解くクイズ

部に分けている．これにより，複数の応援者の中で，

クイズを解く人と，次の手を考える人に分担するこ

とができる．パネル部には，参加者が混乱しないよ

うに，チーム一覧と色の対応表を掲載している． 

 

5. 余興ゲームと CTF の連携方法 

本論における陣取りゲームでは，チームに得点が

加算される形式のみを採用する．これは，マスを奪

い合うというゲーム性を考慮している．得点加算形

式では，参加者は，マスの変動による得点計算が容

易である．ヒントを閲覧する権利を与える形式では，

マスを奪われる前にヒントを閲覧すれば良いため，

マスを奪われた際のデメリットが小さい．また，解

答点の倍率を上げる形式の場合，奪われた際の得点

計算が煩雑になる． 

次ターンまでの待ち時間に解くクイズでは，情報

セキュリティやトリビア問題の他にも，簡単な CTF

の問題も数問出題する．この問題は，可能な限り参

加している CTF で出題されるものと同じ問題にし

ておく．応援者に簡単な CTFの体験をさせ，次回以

降での，競技者としての参加を促す． 

 

6. おわりに 

情報セキュリティの導入教育の一環として，大学

新入生や高校生を対象とする初心者向けの CTF 大

会を提案し，大会運営サーバ BeeCon を開発してい

る．観戦者の参加意識を高めるため，競技チームに

対する応援者という立場を導入している．応援者は，

余興ゲームに参加して，競技者の得点に関与する． 

本論では，陣取りゲームを題材として，余興ゲー

ムの機能と GUI，CTF競技との連携方法を検討した．

応援者が CTF競技に関わり，かつ興味を持ってもら

えるように，ターンの間の待ち時間に簡単なセキュ

リティに関するクイズと CTF 問題を解かせること

を検討した． 

今後は，本論で検討した，陣取りゲームの実現と

CTF競技の連携を目指す．また，実際の教育実践と

して，運用実験を行い，システムの教育的効果を検

証する． 

 

 
図 1 余興ゲーム 陣取り 

 

 
図 2 陣取りの GUI パネル部 

 

 
図 3 陣取りの GUI クイズ部 
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パネル

CTF競技 陣取りゲーム

クイズ (応援者)

ランキング

得点推移

●現在チームhogehogeの手番です。次があなたのチームの手番です！

最近の動き
○ 19:45 チームfugaがパネルを自分のものにしました。
○ 19:43 チームtestes は、3分以内にパネルを選択しませんでした。手番をスキップします。

手番が来たら、白いパネルをクリックしてください。
相手の陣地を自分の陣地で挟めば、挟んだ陣地を奪うことができます！

手番 チーム 得点 陣地数

1 testes 100 1

2 fuga 50 2

3 hogehoge 50 1

4 nyan 50 1

パネル

CTF競技 陣取りゲーム

クイズ (応援者)

ランキング

得点推移

●クイズを解答する時間です。20:00から陣取りゲームを再開します。

最近の動き
○ 19:48 チームnyanがチームfugaのパネルを自分のものにしました。
○ 19:47 チームnyanがパネルを自分のものにしました。

問題 1

英語で「虫」という意味を持つ、コンピュータプログラムの誤りや欠陥を指す単語は？

カテゴリ：情報

解答

送信

正答数 0/10
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責務を意識したオブジェクト指向開発のための 
初級 Java 演習における整列算法の題材 

 
Problems about Sorting Algorithm in Java Programming Exercises based on 

Stepwise Development and Responsibility as Object-Oriented Approach 
 

石井 怜央
*1, 辻 健人

*1, 富永 浩之
*1 

Reo ISHII*1, Kento TSUJI*1, Hiroyuki TOMINAGA*1 
*1
香川大学工学部 

*1Faculty of Engineering, Kagawa University 
Email: s18g455@stu.kagawa-u.ac.jp 

 
あらまし：本研究では，Java入門に続き，責務を意識したオブジェクト指向開発手法のプログラミング演
習を提案している．整列算法を題材として，処理の構造化，機能の分割と拡張，データの抽象化など，模

範コードの穴埋めや修正を通して学習させる．本論では，課題の構成について議論する．まず，本課題で

学生に習得させたいオブジェクト指向の概念を検討する．その上で，対応した模範コードを構築し，穴埋

め箇所を検討する． 
キーワード：オブジェクト指向，初級 Javaプログラミング，段階的開発，整列算法 

 
1. はじめに 
大学情報系学科では，オブジェクト指向プログラ

ミング(OOP) として，C++/Java 言語を対象とした入
門授業が開講されている．そこでは，クラス継承，

インスタンス生成，メソッド定義など，必須な文法

事項を習得する．しかし，学生は C言語のような手
続き的な処理の記述に留まりがちである． 
本研究では，それに続く，オブジェクト指向によ

る設計と実装を実践的に行う演習を提案している

[1][2]．また，教育効果の高い問題設定と，必要機能
を提供する演習支援システム TooDex を開発して
いる(図 1)．本システムでは，実行性能テストと品質
検証テストの 2 段階のテスト手法を用いて，オブジ
ェクト指向開発の学習を支援する． 

 
2. 責務を意識した OOP の演習の概要 
本演習では，模範コードの一部を隠蔽して設問と

して出題し，チームで分担して解答する．達成度や

理解度を確認するため，システム上で実行性能テス

トと品質検証テストを実行する． 
実行性能テストは，入出力サンプルと実行結果の

照合や処理速度など，ブラックボックスへの機能要

件としての外部評価を行う．チームの各メンバが分

担したコード部分のみを模範コードに差し替えて実

行する個別テストと，チーム全体でコードを統合し

て実行する集結テストがある． 
品質検証テストは，非機能要件であるソースコー

ドの品質を問う内部評価である．凝集度や結合度な

どの観点から，コードの安全性や拡張性などを試練

コードで検証する．ソフトウェアメトリクスによる

静的解析で，冗長性や複雑度が異常な値を示すコー

ドには警告を与える． 
段階的な設問により，オブジェクトの責務を意識

させ，テスト駆動やリファクタリングを誘導する．

責務を意識したコーディングとしては，以下のよう

な項目がある． 
・ある 1つの目的のために振舞いのみを実現 
・必要な情報のみを参照し、必要な情報のみを開示する 
・不要な機能を持たず、余計な副作用は持たない 
  抽象メソッドによるインタフェースの統一 
・他のオブジェクトとは最小限のメッセージ通信のみ 
 
3. 整列算法の題材とする課題例 
本研究では，典型的な事例として，各種の整列算

法を採用する[3]．ただし，個々の算法そのものは既
習とし，開発手法の題材として扱う．したがって，

C 言語でのプログラムは予め提示しておき，オブジ
ェクト指向プログラミングの観点から，Java言語に
移植する例題となっている．以下に、開発手順を述

べる．扱うクラスやメソッドは、表 1の通りである。 
(1) データ構造の主要クラスの概略的な設計 
まず，整数を持つデータ構造を用意する．2 つの

データが正順かどうかを判定する比較メソッドも実

装する．次に，データ列のクラスを用意する．デー

タの比較メソッドによって，整列済かどうかの内部

状態を判定するメソッドを用意する．また，格納順

で標準端末に出力するメソッドや，要素を交換する

メソッドを実装する． 
(2) データ構造の生成 
データ数を与えて，整列の対象となるデータ列を

生成する抽象クラスを用意する．その下に定義され

たそれぞれの下位クラスで，抽象メソッドをオーバ

ーライドし，3 通りのメソッドを実装する．それぞ
れのクラスで、0,1,2,‥,n の整列済のデータ列，標準
端末からの入力指定によるデータ列，ある範囲の乱

数によるデータ列などを生成する．抽象クラスの具

体化，上位クラスからの継承による派生クラスの生

成などを実習する． 
(3) 仕様に沿った関連クラスの部分的な実装 
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データ列を生成する抽象クラスの下位クラスを実

装する．入力からデータ列を生成する場合，入力メ

ソッドを実装する．標準端末から文字列として与え

られたデータを，整数を持つデータクラスのインス

タンスに格納し，それをコレクションに pushしてい
く． 
(4) データの汎化と抽象クラス 
数値データのクラスを汎化した，抽象クラスを用

意する．データとしては，実数値，文字列，複数値

のベクトルなども扱う．比較メソッドもデータに合

わせてオーバーライドする．文字列ならば辞書式順

序，ベクトルならば総和や二乗平均での大小を用い

る．データ列の生成を行う下位クラスも必要な修正

を行う． 
(5) 特化クラスでの整列算法の具体実装 
まずは，単純整列算法を実現する．整列処理の抽

象クラスを用意し，整列メソッドを定義する．この

メソッドの実行後，データ列の内部状態は整列済み

になる．抽象クラスの特化クラスは，単純選択法，

単純挿入法，単純交換法の 3つで，指定範囲に対す
る独立したメソッドとして実装する．各メソッドは，

簡単なテストコードから試行的に呼び出し，単体テ

ストで確認する．問題文には，C 言語での実装例を
開示し，Java の Sequence 型および NumData 型に，
これを適応するような形で実装してもらう．この段

階では，関数分割や，比較回数や交換回数の最適化

などは問わない．ここで，結合度を抑えて凝集度を

高めるモジュール化，オブジェクトと責務の分担を

意識させる． 
(6) 単純整列算法のリファクタリング 
前段階で実装した単純整列算法の部分配列への拡

張を行う．具体的には，整列算法アルゴリズムの内

側のループをプライベートな別関数に切り分けると

いうリファクタリングを行う．これを問題として導

入している意図としては，リファクタリングによる

コードの修正を体感させるためである．最も小さい

スコープで，単純なリファクタリングの例を扱い，

受講者にリファクタリングを意識させる．内側のル

ープをプライベートな別関数に切り分けるメリット

として，各種の単純整列算法の特徴を比較しやすく

なる．再帰法への書換えが明確になる． 
(7) 例外処理 
単純整列算法のメソッドに対して，範囲外の入力

が行われたときに適切に例外処理を行うように修正

する．この問題のテストでは，範囲外の入力をあえ

て行い，例外が投げられるかどうかを検証する．例

えば，問題の要件定義で，データ列の最大長が 100
とされていると仮定する．その要件下で，列長が 150
あるデータ列をメソッドに渡たす．このとき，メソ

ッドは要件外の入力に対して，バリデーションを行

い適切な例外処理を行わなければならない． 
 
 
 

4. おわりに 
責務を意識したオブジェクト指向開発のための初

級 Javaプログラミング演習を提案している．支援シ
ステム TooDex を開発している．効果的な題材とし
て整列算法を取り上げ，課題としてのクラス設計や

開発手順を議論した．今後は，問題をシステムに登

録し，試行実践を行う． 
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クラス / メソッド 機能 
(1)	NumData	 整数データを持つデータ構造 
	 	 	 	 isOrder()	 2つのデータが正順か確認する 
(1)	Sequence	 整数データ列のデータ構造 
	 	 	 	 isSorted()	 データ列が整列済みか確認する 
	 	 	 	 output()	 データ列を標準端末に出⼒する 
	 	 	 	 swap()	 指定位置のデータを交換する 
(2)	SequenceGenerator	 データ列を⽣成する抽象クラス 
	 	 	 	 generate()	 データ列を⽣成する 
(2)	NormalGenerator	 整列済みデータ列を⽣成する 
(2)	InputGenerator	 ⼊⼒からデータ列を⽣成する 
	 	 (3)input()	 標準端末から⼊⼒を受け取る 
(2)	RandomGenerator	 乱数⽣成で乱列を⽣成する 
(2)	ShuffleGenerator	 データ列の撹拌で乱列を⽣成する 
(4)	Data	 整列するデータ構造の抽象クラス 
(5)	Sort	 整列算法の抽象クラス 
	 	 	 	 sort()	 データ列を整列する 
(5)	SelectSort	 選択ソートを⾏う 
(5)	InsertSort	 挿⼊ソートを⾏う 
(5)	ExchangeSort	 交換ソートを⾏う 

図 1 支援システム TooDexの概要 

表 1 扱うクラスやメソッドの一覧 
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機械学習を用いた 
生体情報からの学習者の心的状態のリアルタイム推定と学習支援の試み	
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あらまし：教授・学習過程において学習者の心的状態を把握することは教育効果・学習効果の観点から極

めて重要である．本研究では，機械学習を用いて，教師の発話および学習者の生理指標と心的状態の関係

の抽出を試みた．またリアルタイム学習支援のモックアップを行なった．学習者の生理指標については，

NIRS、脳波、呼吸・皮膚コンダクタンス・容積脈波計を取得した．一方，学習者の心的状態は Achievement 
Emotions Questionnaire：AEQを用いて，9つの感情状態で抽出された．本シミュレーションから，深層学
習を用いることで，高い精度で教師の発話と学習者の生体情報から心的状態の推定が可能であることが示

唆された．またモックアップの結果，本研究の目指す学習支援システムが有効である可能性が示唆された． 
キーワード：生体情報，深層学習，感情推定，AEQ，学習支援 

 
 
1. 背景と目的 
	 教授・学習過程において学習者の心的状態を把握

することは教育効果・学習効果の観点から極めて重

要である．教育工学研究においても，生体情報を学

習行為や心的状態と関係付けるための基礎的な研究

は多くの知見を蓄積している． 

	 そこで，本研究では，学習に関わる多面的情報か

ら深層学習を用いて学習者の心的状態の推定を行う

こと，またそのリアルタイムでの学習支援を検討す

ることを目的とする． 

2. 先行研究 
	 松居ら(1)は生体情報を学習行為や心的状態と関係

付けるための基礎的な研究を試みている．松居ら (1)

は，教師と学習者のインタラクションにおける教師

の発話と学習者の生理データ，および学習者の心的

状態との関係の形式化を試みている．一方，堀口ら

(2)は機械学習アルゴリズムを用いて学習者の知識・

理解状態， 心理状態の両側面を推定する機能を実装

し，適切な自動メンタリングを実現するために必要

なモデルと技術基盤を開発している．堀口ら(2)は

Ryuら(3)の定義した，細かい粒度でサンプリングし

た行動的特徴であるLLI(Low-Level Interaction)リソ

ースに基づき，それらの特徴に基づく行き詰まりの

推定システムを提案したが，ニューラルネットワー

クのトレーニングの最適化や学習者の心理状態の取

得方法の検討などの課題が残る結果となった． 

3. 学習に関わる多面的情報取得の実験 
	 被験者は個別指導塾の教師1名と，そこに通う生徒

1名であった．生徒にはRyuら(3)の定義したLLIリソー

スに倣った生体情報(容積脈派，呼吸，皮膚コンダ

クタンス， 脳血流，脳波)を計測しながら通常通り

の授業を受けてもらった．分析者が授業映像を見な

がら自作アプリケーションを用いて教師発話を

Pekrun ら(4)の定義する9種類のカテゴリ (1:説明，2:

発問，3:指示確認，4:復唱，5:感情受容，6:応答，7:

注意，8:雑談，9:その他)に分類した． 

	 心的状態を9 種類 (Enjoy，Hope，Pride，Anger，

Anxiety， Shame，Hopelessness，Boredom，Relief) の

カテゴリに分類した．生徒には後日, 授業時のビデ

オを見ながら自作アプリケーションを用いて授業時

の心的状態の内省報告を求めた．教師には実験後

に，撮影していた授業の映像を見返しながら生徒の

心的状態を自作アプリケーションを用いて予測して

もらった．その結果，生徒による内省報告と教師に

よる予測との一致率は，9感情において24．11 %であ

った． 
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4. 深層学習での分析 
	 本節では，前節で得られた学習者の生体情報と心

的状態との対応づけに用いた深層学習について述べ

る．入力は教師発話，生徒の皮膚コンダクタンス，

呼吸，容積脈派，NIRSの5つとした．出力は生徒の

心的状態(9カテゴリ)とした．実場面での応用を考慮

し，サンプリングレートの異なる各入力情報の粒度

を補完する点を除き，NIRSの帯域平均化やデータの

標準化などの加工は行わなかった．	  

	 ネットワーク構造は入力層・中間層 (4 層)・出力

層の6層からなる多層パーセプトロンであった．中間

層のユニット数は探索的に，中間層1層目のユニット

数を69，2層目を89，3層目を80，4層目を69とした．  

	 python3.5，Tensorflow(ver 0.12.1) で深層学習を実

装しそれぞれの写像関係に関する学習を70000回行

なった．活性化関数は中間層では tanh 関数を，出

力層ではソフトマックス関数を用いた．また，損失

関数にはクロスエントロピー誤差関数， オプティマ

イザーには Gradient Descent(最急降下法)を用いた．

学習率は0.08とした．データ全体の6割を学習データ，

4割を評価データとして交差検定を10回行なった． 

	 その結果，76 %の精度で生徒の生体情報から心的

状態を推定することができ，人間教師の一致率であ

る24.11 %を大きく超える結果であり．深層学習を用

いた学習支援の応用可能性が示唆された． 

5. リアルタイム学習支援モックアップ実験 
	 深層学習を用いた教師へのリアルタイム学習支援

実験の効果を予備的に調査するモックアップを行な

った．このモックアップでは教師がインターフェー

スの情報を元に教授行為を変化させるかを検証する

ことを目的とした．被験者は教師役1名と生徒役1名

とし対面の授業 (10分×4回)を行ない，各授業の終わ

りに心的状態予測インターフェースの有効性を確か

めるインタビューを行なった．リアルタイムでの生

体情報取得，分析を行なわずに， 心的状態予測イン

ターフェース(心的状態のそれぞれの深層学習の出

力値をPositive(i.e．Enjoy，Hope， Pride，Reliefの程

度の合計値) と Negative(i．e．Anger，Anxiety，Shame， 

Hopelessness，Boredomの程度の合計値) に分類し，

PositiveとNegativeの合計値を表示)とした．2.5秒毎に

インターフェースの更新を行なった(図1)． 

	 インタビューの結果，解説を行なっている際は学

習支援システムを見れないという課題があげられた

ため，推定値の変化によって振動で警告を出すとい

った工夫が必要であることがわかった．しかし教師

がインターフェースを参考に教授方略に変化を加え，

生徒の理解度向上を図ったということから， 本学習

支援システムが有効である可能性が示唆された． 

図1	 モックアップとインターフェースの様子 

6. まとめと今後の展望  
	 生体情報計測機器を用いて学習に関わる多面的情

報の取得実験を行なった．実験で取得したデータに

加工を施し，深層学習での分析を試みた．結果は 

76 %の精度で学習者の心的状態を推定ができた．モ

ックアップ実験を行なった結果，リアルタイム学習

支援の有効性の可能性が示唆された． 

	 一方，多層パーセプロトンのトレーニングの最適

化や，リアルタイムでの学習支援実験における一連

の動作を実現するにあたって課題が残る結果となっ

た． 

	 モックアップの結果，生徒への生体計測機器の簡

素化や教師への学習支援において，インターフェー

スの設置位置の最適化や，推定値の変化によって振

動で知らせるなど様々な工夫が必要であることがわ

かった． 
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あらまし：オンライン小テストの記述問題は解答が多様なため自動的に評価して，フィードバックを返すことが困難で

ある．本研究では，解答に含めるべき文が不定の自由記述問題に対して過去の解答例をもとに潜在的意味解析を用いて学

習者の解答文を自動評価できる仕組みを提案する． 

   キーワード：自動評価，フィードバック，潜在的意味解析 

 

1. はじめに 

  LMSの小テスト機能の記述式問題では解答が多

様であり，自動評価が困難で，採点者は評価に多大

な負担を要す．中島の研究(1)は，文字数制限があり

解答に含めるべき文が定まる記述問題において，複

数の採点済みの解答を学習データとし，機械学習手

法を用いて自動評価のための自動識別を試みている．

その結果，相応の識別力を確認したが，判定を失敗

する解答文があることを確認している．このように，

解答に含めるべき文が定まっていたとしても，その

自動識別は困難となっている．石岡らの研究(2)では，

新聞の社説やコラムを学習データとし，文章の構造，

論理構成，内容をもとに，小論文を自動採点するシ

ステムを開発している．このシステムは，800字から

1600字程度の小論文に対して有効であるとされ，短

文で解答するような記述式問題では，構造や論理構

成の評価ができるとは限らない．また，小論文の内

容を潜在的意味解析手法により評価しており，内容

判定の問題点として，学習データにない文章の内容

をうまく評価できないことを指摘している． 

 

2. 目的 

中島の研究では解答に含めるべき文が定まってい

ない自由な記述が許される問題設定の場合，学習デ

ータに存在しない文章を含む可能性が高く，十分な

結果が得られないと考えられる．また，石岡らの研

究では，潜在的意味解析手法による内容判定は特定

のテーマが設定された記述問題であれば，短文であ

っても判定に有効と考えられる．そこで，本研究で

は，オンライン記述問題のうち，特定のテーマ設定

がされた短文の自由記述問題に対して自動評価する

手法について提案する． 

 

3. 提案手法 

研究対象となる問題は，特定のテーマ設定がされ

た短文の自由記述問題である．次の手順によって自

動評価する手法を提案する． 

(1)研究対象とする自由記述問題の過去の答案に，評

価者がフィードバックの必要があると判定する文

(悪い文)と正解とする文(良い文)とに分類する． 

(2)評価者が良い文と判定した文章を使って単語文

書行列を作成し，潜在的意味解析手法により要約さ

れた単語文書行列 X を生成する． 

(3)評価対象となる解答文を単語文書行列と同じ手

法でベクトル V とする． 

(4)要約された単語文書行列 X の各行と評価対象と

なる解答文のベクトル V との類似度を求める． 

(5)良い文は高い類似度，悪い文は低い類似度を示す

と考えられるため，類似度をパラメータとして適切

な閾値を設定し，良い文かを判定する． 
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4. パラメータ決定の検証実験と評価実験 

特定のテーマに関する短文の自由記述問題として，

2017年 10月から 12月に開講された授業で実施され

たオンライン記述式問題の解答文を対象として検証

実験および評価実験を行った．図 1に問題文を示す． 

 

 

図 1 オンライン記述式問題の問題文 

 

図 1 に示すように，まず学習したキーワードを答え

る問題が設けられ，そのキーワードに従って自由記

述問題が設けられている．評価者が評価した結果，

キーワード W1に対して良い文 25個，悪い文 31個が

あった．これらのデータをもとに交差検証を行い，

パラメータを決定した．良い文を 5個ずつの 5組に

わけ，5組から 2つの組を選び，2組の 10個の文章

から潜在的意味解析を行った単語文書行列Xを作成

し，行列に使用しなかった 3組の良い文 15個，悪い

文 31個の中から選出した悪い文 15個の合計 30個を

テストデータとした．テストデータの 1個 1個と行

列 X の各行との類似度をそれぞれ算出し，算出され

る 10個の類似度をもとに，悪い文か，良い文かを評

価する．10個の類似度の代表値として平均値，最大

値，最小値，中央値を扱い，閾値を 0.05刻みで変化

させ，それぞれの代表値が閾値の類似度より低い場

合，悪い文と評価する．評価者が悪い文と判定した

解答文を，類似度の代表値によって悪い文と判定で

きたか否かにより精度の指標である F 値を求めた．

この F 値の算出を 5組から 2つの組を選ぶ全ての組

み合わせ(10パターン)で行い，各パターンで F 値が

最大となる代表値を扱うことにした．今回の実験で

は，最大値と中央値の両方の値を扱う場合に，各パ

ターンで F 値が最大となったので，判定の指標とし

て，類似度の最大値と中央値を扱うことにした．次

に，閾値を決定するために，最大値を指標として閾

値を 0.05刻みごとに変化させ 10パターンの F 値を

積み上げた値をプロットし，その値が最大となる

0.6 を閾値とした．また，中央値を指標とした場合

についても同様にプロットし，その値が最大となる

0.5 を閾値とした．これらの検証実験によって，評

価対象の解答文のベクトルVと単語文書行列Xの各

行との類似度から，その最大値および中央値を使い，

最大値の閾値を 0.6，中央値の閾値を 0.5 として判

定を行うこととした． 

この提案手法の有効性を確かめるために，別のキ

ーワードの解答文をもとに評価実験を行った．キー

ワード W2 をもとに解答された解答文は，良い文 15

個，悪い文 74 個であった．15 個の良い文をもとに

単語文書行列 X を生成し，その他の悪い文すべてに

対して提案手法による判定を行った．その結果を表

1 に示す．本提案手法により悪い文 74 個のうち 69

個を悪い文と判定でき，5個を判定できなかった． 

 

表 1 キーワード W2の悪い文 74個の評価 

 悪い 悪くない 再現率 

最大値と中央値 69 5 0.93 

 

5. まとめ 

テーマが設定された短文の自由記述問題に対する

過去の解答文をもとに単語文章行列を作成し，潜在

的意味解析手法により生成される新たな単語文書行

列を使って類似度を求め，類似度をもとに良い文と

悪い文を判定する手法を提案した．パラメータを決

める検証実験をもとに閾値を決定し，提案手法の妥

当性を検証する実験を行い，高い再現率を実現した．

しかし，正しく判定できなかった解答文もあり，こ

れらの解答文に対してさらに考察することで，さら

に再現率を向上することができると考えている．  
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運筆情報と画像処理を利用したデジタルペン習字学習支援システムの開発 
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あらまし：本研究では人間の「ペン習字」に注目し、字を綺麗に書ける人と書けない人でどのような違い

があるか分析・評価することで字を綺麗に書けるよう支援することを目的とした。方法としては、ペン入

力から運筆情報を取得し熟達者と比較、画像処理技術を使用して被験者が書いた字のバランス等を分析・

評価する。 
キーワード：ペン習字支援, 運筆情報, 画像処理、習字スキル   

 
1. はじめに 
ペン習字とは、ボールペンや鉛筆を用いて字を美

しく書く事を指す。字の美しさは、字の形や大きさ

や筆圧等から書き手の性格や適性が判断可能だと考

えられており（1）、履歴書などの手書き文書において、

字を綺麗に書けることは相手に好印象を与えること

に繋がる。誰しもが綺麗に書けるわけでは無く、字

が汚く、何度も書き直す、書き直してもまだ汚く満

足できないといった意見が多々ある。先行研究では、

平仮名学習において筆順アニメーションと液晶タブ

レットを用いて「見る」学習と「書く」学習を行う

研究（2）がある。本研究では、文字列のバランス診断

によるペン習字支援システムを開発する。本システ

ムは、学習者の運筆情報と画像処理技術を用いて、

文字毎の大きさや配置、間隔を分析・評価すること

で、ペン習字の上達を促す機能を実装する。 
 
2. ペン習字の支援のアプローチ 

2.1 想定環境 

近年、ペン入力に対応したタブレット端末の普及

や高性能化が進んでいる。本研究では、ペンタブレ

ットやペン入力に対応した PC での手書き文章の入

力を対象とする。 

2.2 文字の綺麗さの判断手法 

一般的に、書いた文字列が綺麗とされる項目は大

きく分けて 3 つあり、「文字の大きさにおいて漢字は

大きく、ひらがなは小さく書くこと」、「文字の中心

位置が一定であること」、「文字毎の配置間隔が一定

であること」である（3）。これらの項目を基準とし、

後述するシステムを用いて学習者のペン入力から運

筆情報を取得し、画像処理技術を用いて評価し支援

を行う。この支援の他に本研究では文字毎の綺麗さ

の評価も行う。文字中では、止める部位や払う部位

などでは筆圧や運筆速度が変わるため、熟達者との

比較を行い評価する。 
 

3. 試作システム 

3.1 目的 

本システムでは、ペン入力から学習者の運筆情報

を取得する機能と、画像処理技術を用いて、学習者

が書いた文字列の分析・評価を行う手法と、熟達者

（教師データ）との比較可能な学習環境を実装する。 

3.2 実装機能 

(1)描画機能 
ペン入力文字が、運筆時の筆圧でフォントが変更

され、PC 画面上に描画される機能である。背景に熟

達者の字画像を薄く表示する機能を備えており、学

習者が任意で表示・非表示を選択できる。また、間

違って運筆した際には、一画分戻るまたは全部削除

の機能も搭載している。 
(2) 採点機能 
運筆終了後、「採点」を押すことで、運筆情報を CSV

形式にした後、予め教材管理データベース（AWS の

S3）に登録してある熟達者の運筆データを用いて

個々の文字を比較し、画像処理ライブラリ(OpenCV)
を用いて文字ごとの大きさ、配置、間隔を取得し採

点を行う。採点終了後、結果画面が表示される。こ

の結果画面は「全体の採点結果(図 1)」と「個別の採

点結果(図 2)」が表示出来るようになっているため、

学習者が見たいものを表示できる仕様となっている。

個別の文字の結果画面では、熟達者との一画ごとの

比較再生を行える機能も実装している。 
(3)リアルタイム診断機能 
学習者が運筆中一画ごとに、熟達者の運筆時間よ 

り長過ぎる（または短過ぎる）場合にリアルタイム

でコメントを表示する。また、「参考再生」を押すこ

とで、学習者のリアルタイムの運筆画数に応じて、

背景に熟達者の運筆を一画ごとに再生する。 
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3.3 採点手法 

採点する項目は全部で 4 つである。項目内容を以

下に示す。また、採点結果にて表示される学習者が

書いた文字列を赤と青で表したもの(図 3)は、筆圧の

変化に応じて色分け表示したものであり、赤である

ほど筆圧が強く、青であるほど筆圧が弱い事を表す。 
(1) 文字毎の判定 
 個々の文字を熟達者のデータと比較し採点する。

個々の文字の採点項目は 3 つあり、それらの項目で

採点した後、全ての文字の点数の平均をこの項目の

点数とする。以下に採点項目内容を示すが、一画ご

との採点であるため、全ての画の採点が終了した後、

項目ごとにそれぞれの画の得点を合計し、画数で割

る処理を行っている。 
(a)運筆速度 
運筆時間の長さで得点を与える。 

(b)的確な位置での筆圧強弱 
まず、筆圧が強いと判断する基準は画ごとに分か

れており、学習者が運筆した中で最も筆圧が強い部

分から閾値を決め、閾値以上の部分は筆圧が強いと

判断する。筆圧が強いと判断された部分は中央値を

取り、その中央値の存在する位置が熟達者とどれだ

け近いかで得点を与える。 
(c)的確な位置での描画 
熟達者の運筆データを画ごとに一定の分割数で区

切り、区切った部分の座標(採点座標)と、学習者が

運筆した画ごとの座標の中で、採点座標と一番近い

座標がどれだけ近いかで得点を与える。 
(2) 文字の大きさ 
文字毎の大きさは、漢字は大きく、ひらがなは小

さくすることで美しく見える。そのため、漢字毎の

大きさ、ひらがな毎の大きさがそれぞれ一定かの評

価、及び漢字とひらがなで大きさが違うかの評価を

行い、得点を与える(図 4)。 
(3) 文字間隔 
 文字毎の間隔は一定である方が美しく見えるため、

文字間隔のバラつきが少ないかを評価し得点を与え

る(図 5)。 
(4) 文字の中心 
 文字毎の中心が同じ高さである、つまり、文字の

中心に串を刺したように高さが揃っている文字列は

見栄えが良くなる。従って、文字の中心の高さのバ

ラつきが少ないかを評価し得点を与える(図 6)。 

3.4 学習者への支援方法 

本システムにおける学習者の支援方法は大きく分

けて 2 つあり、前述の「採点機能」と「リアルタイ

ム診断機能」である。支援の流れは、学習者が指定

した文字列を運筆し、全部書き終えたところで「採

点」を押す。学習者は表示される文字列全体の採点

結果を閲覧し、文字毎の筆圧の変化、文字毎の大き

さ、文字毎の配置間隔、文字毎の中心の揃い具合と

文字毎の個別結果を確認する。個別結果では学習者

は、自分自身の運筆と熟達者の運筆の違い(運筆速度

や筆圧等)を確認する。学習者と熟達者の運筆を一画

毎に同時再生する機能があり、学習者は自分のペー

スで運筆の様子を確認できるため、どの部分の運筆

速度が遅い・速いかを学ぶことができる。確認後、

描画画面に戻り、リアルタイム診断機能を活用し再

度同じ文字列を書く。学習者は文字列を書いた後、

「採点」を押し再度確認する。この流れを繰り返す

ことで学習者のペン習字上達を促す。 
 

4. 今後の課題 
本システムはデジタルペン習字を対象としたが、

本学習支援が手書き文字の綺麗さ向上にどれだけ関

与するか等、評価実験を行う必要がある。想定する

評価実験の流れとしては、本システム利用の事前・

事後を比較するといったことが考えられる。 
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あらまし：近年，教育分野でも取り入れ始められている VR 技術は，集中力を維持でき，学習効果の向上

が期待されている．また，事前訓練なども容易に実現できる可能性が高いことからも期待がた高まってい

る．そこで本研究では，作業過程の効率化や指導の効果向上を目指して開発した視線追跡型 VR HMD を

用いた工学教育用実験装置の訓練システムについて報告する． 

キーワード：VR HMD, 視線追跡, 学習教材, 学生実験 

 

1. はじめに 

近年，VR 技術が急速に発展し，教育分野でも取り

入れ始められている(1)．VR とは，Virtual Reality の略

で仮想現実という意味であり，仮想的な世界をあた

かも現実世界のように体感できる技術である．体験

するには，ヘッドマウントディスプレー(以降 HMD)

と呼ばれるデバイスを頭部に装着する方法がある．

最近の教育現場に目を向けると講義形式の授業が多

く，それでは集中力を維持しにくい問題が見受けら

れる．そこで，VR 技術を取り入れると集中力を維持

でき，学習効果が高まることが知られている(2)．ま

た，VR 技術を使用すると，効果的な学習ができ，実

験機器を壊すことや怪我をする可能性もなくなる．

このことから VR 技術と実験練習は親和性が高い． 

本研究では，学生が注視しているかを把握し，そ

の視線を誘導することで実験の注意点や手順の獲得

を目指し，視線追跡型 VR HMD や三次元入力デバイ

スを用いて実際に近い実験練習を再現する．またゲ

ーミフィケーション(3)を取り入れることで目的を与

え，フィードバックを十分に行うことにより学習効

果を高くするためのシステムを提案する． 

 

2. システム構成 

本システムは視線追跡型 VR HMD の「FOVE0」，

VR 環境を構築する「Unity」，三次元入力デバイスの

「LeapMotion」で構成される．システムの構成図を

図 1 に示す．学生実験を VR で表現するために「Unity」 

   
図 1 システムの構成 

を使用している．「FOVE0」は視線情報も取得して使

用できるのが特徴である．今回はあらかじめ用意さ

れた視線追跡プログラムをそのまま利用している．

「LeapMotion」は，手のジェスチャーによって直観

的に操作ができる入力機器である． 

 

3. VR での視線情報の活用方法 

学習教材において，視線情報を利用することによ

って，学習者が教材のどこに注視しているかを把握

できる．したがって，その視線を誘導することでき

れば学習する上での注意点や作業内容等の獲得が容

易になる．例えば，どこに興味を持っているかを判

断しそれに合わせて指導内容をかえることや，見て

ほしい方向を見ていない場合矢印や言葉を表示させ

て視線誘導を行うことなど考えられる． 

今回は仮想環境内に配置している学習者に注視さ

せたいオブジェクトを実際に見ているかを判断し，

見ていない場合はシステム終了時に注意をするため

に視線情報を使用している．その内容を図 2-1，図

2-2，に示す．まず視線については FOVE0用の Unity

アセットを利用することで，VR環境内に視点オブジ

ェクトとして表示する．次に視線の確認を行うため

に，注視させたいオブジェクトに対して不可視領域

であるコライダを設定する．Unity はコライダの内

部領域にオブジェクトが侵入したかどうかで衝突判

定を行うことができる． 

図 2-1 は視線がコライダをもつオブジェクトと衝

突した場合で注視状態を表している．注視している

か偶然視野に入れたかを判断するため，事前に決め

た時間を越えてコライダ領域内に視点オブジェクト

が存在している場合に注視しているものとする．図

2-2 はコライダをもっていないオブジェクトと衝突

した場合で非注視状態を表している．この場合はコ

ライダが存在しないため，衝突判定が常に偽となる．

よって，注視していない状態として処理することが

できる． 
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図 2-1 注視状態 

 
図 2-2 非注視状態 

 

4. システムにおける動機付けの向上 

ゲーミフィケーションはゲームの考え方や要素を

ゲーム以外のものに取り入れて利用することである．

今回は学習者の意欲を向上させ，学習効果を高める

ために取り入れている．ただし今回取り入れた要素

は再現する実験内容と結びつけやすいものを選んで

いる．今回取り入れたものは３種ある．まず「ゴー

ル」は実験が成功することを指し，「ルール」は実験

手順にあたる．「フィードバック」は得点の表示，ヒ

ントの表示，アドバイスのフィードバックを行って

いる．ヒントはボタンを押すことで表示されるよう

になっている．得点の加点する条件と点数は表 1 に

示す．得点は画面の右上に常に表示していて実験が

終了したときに表示される結果画面でも表示される．

アドバイスは結果画面で表示している．内容は得点

の加点されなかった部分のアドバイスとなる． 

 

5. 開発したシステムの検証 

再現した実験の手順は①遮断器を上げる．②自動

始動器を ONにする．③入力電流計(電動機)の指針の

動きと遮断器の音に注意する．④始動が失敗した場

合はすぐに始動器を OFF にし，成功したときはその

まま続行する．という手順になっている．実際に開

発したシステムを使用している状況を図 3，4 に示

す．これは遮断機を手のオブジェクトを使用して ON

にしている状況である．このとき，右上に表示され 

表 1 加点の条件と点数

 

 
図 3 使用している状況(正面) 

 
図 4 使用している状況(側面) 

ている得点に加点されているのがわかる．そして，

1.0 秒間特定のオブジェクトを注視していていると

得点が加点されたことから注視しているかの判断が

できたことが確認できた．そのほかにも，手のオブ

ジェクトでもボタンを押すことや遮断器を ON にす

ることなどができることを確認した．また，ゲーミ

フィケーションを取り入れることができた． 

 

6. まとめ 

本研究では視線追跡型 VR HMD や三次元入力デ

バイスを用いて実際に近い実験練習を再現し，ゲー

ミフィケーションを取り入れることで，学習効果を

高くするためのシステムが実現できた．しかし，実

際に他の人がこのシステムを使用して効果が得られ

るかはわからないので，ヒントやアドバイスの内容

のわかりやすさ，集中力を維持できたかどうか，再

度利用したいかどうかを検証していかなければなら

ない．また，練習可能な実験を増やすために，この

システムを利用して他の実験にも対応させる必要が

ある．それと同時に学習者がどこに興味を示してい

るか視線を利用して判断し，適切な視線の誘導をす

ることなどの視線を活用する方法を検討していく必

要がある． 
 

参考文献 
(1) 鈴木貴大，鈴木崇弘，千葉沙由季，稲葉竹俊，松永信

介:“異なる VR 学習環境下での学習効果の差異に関

する研究”，情報処理学会第 73 回全国大会講演論文

集，pp455-456 (2011) 

(2) Beijing Bluefocus E-Commerce Co.,Ltd. Beijing 

iBokan Wisdom Mobile Internet Technology 

Training Institutions：“A Case Study–The Impact 

of VR on Academic Performance”，pp1-20 

(3) 岸本 好弘，三上 浩司：“ゲーミフィケーションを活

用した大学教育の可能性について”，日本デジタルゲ

ーム学会 2012年次総会予稿集，pp91-96 (2012) 

条件 点数

遮断機を上げる．(合計20点) 10点

入力電流計(電動機)を1.0秒見る． 30点

電源をO Nにする．

(ただし遮断機が2つとも上がってないと点数は入らない)

入力電流計(電動機)の針が定格を超えた場合，

10秒以内に電源をO FFにする．

入力電流計(電動機)の針が定格を超えなかった場合

電源をO FFにしない．

10点

40点

40点
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音読のポーズ特徴量に基づく音読流暢性アセスメントツールの設計 
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あらまし：近年，学習障碍児童を対象とした ICT を用いた学習支援機器が小学校をはじめ多くの教育機
関で普及しつつある．本研究では，読み困難を持った児童の早期発見や，その特徴抽出のための評価機器

開発を目的に，音読の流暢性自動評価ツールの開発を目指す．本稿では，ポーズ特徴量に着目した音読の

流暢性自動評価ツールの高度化及び，アセスメントツールのレイアウト設計の考察する． 
キーワード：音読，流暢性，音読時間，ポーズ,自動評価ツール 

 
 
1. はじめに 
児童は読み練習を重ねて流暢性を評価，アセスメ

ントすることで学習効率の向上を高めることが示唆

されている(1)．音読の流暢性を評価することで児童

の流暢性の向上につながることが期待される．また，

学校教育においては，読み書き困難児童の発達性デ

ィスレクシアに対する認知度が低く，特別な支援が

受けられない現状が見受けられる(2)．家庭でも保護

者は経験や専門知識が乏しく，児童に対して適切な

評価を行うことは困難である．そのため，児童の学

習効率の向上のために教師や保護者に代わって音読

の流暢性を適切に自動評価し，アセスメント等をフ

ィードバックする方法が必要であると考えた． 
 

2. 流暢性に関する先行研究 
読みの流暢性評価法として，読みの速度に着目し

た検査方法(3)や文字の読み書きの正確性を調べる検

査方法(4)がある．これらの指標を用いる際には「で

きるだけ速く正確に音読する」ことが求められるこ

とが多い．また，これらの評価法以外にも流暢性評

価の指標として，ポーズに着目したものとして日本

語の母語話者と学習者との音読中のポーズの位置比

較(5)や，ポーズと言い直し(6)の数などが提案されてい

る．一方，音読の自然さを考慮した評価指標が検討

された事例(7)がある．しかし，これらの研究では，

単一項目による評価または特殊な検査であり知識や

手間を要するなどの問題や，取得特徴が音読のアセ

スメントに活かされていない． 
本研究では，これまでに文章中に挿入されたポー

ズ情報について多面的指標(8)を用いることで，読み

の流暢性の自動評価ツールを提案してきた． 
本稿では，これらの指標取得の高度化と読みの特

徴を利用者に効果的かつ効率的にフィードバックす

る提示方法の検討を試みる． 
 

3. 既存ツール 
既存ツールでの評価指標は以下の 5つである． 
1. ポーズの平均時間 
2. 1モーラあたりの音読時間 
3. 音読中のポーズ回数 
4. 所要時間に対するポーズ割合 
5. ポーズの種類 
音読音声からこれらの 5指標を算出するためには，

音声認識エンジンが必要となる．既存ツールでは

Julius(9)を用いていた．単語(ポーズを含む)単位で認
識語とモーラ列のタイムスタンプを取得し，5 指標
を算出する．しかし，既存ツールでは，音声認識エ

ンジンの性能上 20 秒程度の音声ファイルまでの対
応であり，処理速度が入力音声に対して実時間と同

程度かかるなどの問題点があった． 
 
4. 提案ツール 
本研究では，前章に示した問題点の解決と音読ア

セスメントツールとしての拡張を目指し，以下のよ

うな方法でツールを開発した. 
4.1 評価指標の算出 
提案ツールでの音声認識エンジンには Google 

Cloud Speech API（Google社）を用いる．Google Cloud 
Speech API は音声認識クラウドサービスであり，3
時間までの音声データまで処理できる. 
提案ツールは音圧の正規化をしたwav形式の音読
音声ファイルを入力データとする．音声認識エンジ

ンでは取得できないポーズ情報は以下のように算出

した．まず音読音声から指定した音圧閾値以下の状

態が 250ms以上続いた区間を取得し，ポーズとして
タイムスタンプを記録する．その後，音声認識エン

ジンを用いて，単語単位での認識語とタイムスタン

プ，モーラを取得する．ポーズ情報を持たない認識

語群に対してポーズ位置を追加する必要がある．取
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得したポーズと認識語をタイムスタンプで比較し，

認識語群に挿入後，5指標を取得する．5指標を取得
後の表示画面を図 1に示す． 
4.2 既存ツールとの性能比較 
小学 4～6 年までの児童 5 名と大学生 1 名の計 6

名の音読音声を対象とし，提案ツールと既存ツール

の性能を比較した．手動解析の結果との差の絶対値

に対する平均値の差と標準偏差を図 2に示す．これ
らの結果を検定するために，両ルーツの結果の正規

性1に基づき Wilcoxon の符号付順位検定あるいは
Welchの T検定を実施したところ，すべての指標で
提案ツールの有意性が統計的に示された．また，1
音読あたりの実行速度は提案ツール 7.93±1.03秒，
既存ツール 20.82±0.12秒である． 
これらの結果から，提案ツールはより高速及び高

性能であり，音読音声全体を処理できることで既存

ツールに比べて高度化できたと考える.  
 

5. アセスメント用インタフェースの設計 
5 指標に基づく読みの特徴のアセスメントのため
のインタフェースを設計した．利用者は音読指導教

員を想定する．提案インタフェースを用いることで，

問題がある音読箇所の効率的な発見を目的とする． 
今回は特徴量として，1 モーラの音読時間とポー

ズ時間，およびそれらの位置を提示することとした．

提示手法は表 2に示す 6パターンである．表中の〇
は絶対値として提示することを，□は相対値として

提示することを示す．これらの提示手法では，ポー

ズを含む単語単位で各特徴量を付与する． 
図 3に提示手法の例を示す．(1)ルビ振りは，認識

文の上に 1モーラの音読時間，下にはポーズ時間を
示す．(2)読み速度は，実時間で認識文を順番に提示
する．(3)速度下線は，実時間で認識文に下線を引き
提示する．(4)分かち書きではポーズの長さに対して
対応する数の□を挿入する．(5)文字サイズ変更では，
音読時間を文字サイズに変換対応させた．(6)ヒート
マップでは，音読時間を色情報に変換対応させた．  

 
6. おわりに 
本稿では，先行研究で提案された音読評価のため

                                                        
1 Pearsonのχ2乗正規性テストで確認した． 

の 5指標の算出処理の高度化および高速化を検討し
た上で，これらの評価指標に基づくアセスメントツ

ールのインタフェース設計結果を示した．今後は実

際に使用して頂き実地での評価をする． 
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	 	 	 	 図 1  5指標提示画面	 	 	 	 	 図 2  5指標の性能比較	 	 	 	 	 図 3  読み特徴の提示方法の例 
 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

表 2 アセスメントのレイアウト評価表 

	
指標 2	

音読	

箇所	

ポーズ	

の長さ	

ポーズ	

の位置	

(1)	ルビ振り	 ◯	 ◯	 ◯	 ◯	

(2)	読み速度文字表示	 ◯	 ◯	 	 	 	 	

(3)読み速度下線表示	 ◯	 ◯	 	 	 	 	

(4)分かち書き	 	 	 □	 ◯	

(5)文字サイズ変更	 □	 ◯	 □	 ◯	

(6)ヒートマップ	 □	 ◯	 □	 ◯	
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算数計算式の構造的解釈促進を指向した工夫計算作問演習システムの 

設計開発と試験的利用 
 

Design, Development and Experimental Use of Problem-Posing System for 
Efficient Calculations Oriented to Promoting Structural Interpretation of 

Numerical Expression in Arithmetic 
 

榎本 浩義*1, 林 雄介*1, 平嶋 宗*1 
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*1広島大学大学院工学研究科 

*1Graduate School of Engineering, Hiroshima University 
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あらまし：計算の仕方を工夫することによって，素早く間違いのない計算をする算数工夫計算を，計算式

の構造的解釈が可能である学習対象として位置づけ，工夫計算作問演習をシステム化し，授業での試験的

利用を行った．工夫計算の指導にあたっては，構造的解釈を必須にするという点から作問演習が有効と考

え，作問演習を効果的に行うためのシステムを設計・実装した．開発したシステムを小学校 6年生 1時限

の算数授業で試験的に利用した結果，算数計算式の構造的解釈促進を示唆する結果が得られた． 

キーワード：算数計算式，構造的解釈促進，工夫計算，作問演習，試験的利用 

 

 

1. はじめに 

本研究では，算数計算式の構造的解釈促進を目指

して，工夫計算作問演習をシステム化し，授業での

試験的利用と利用効果の分析を行った．具体的には，

(1) 算数工夫計算を，数学文字式と同様の構造操作

が行えることから，文字式操作の導入となる学習対

象として位置づけ，(2) 工夫計算の性質を考慮した

演習法として作問演習を適用し，(3) 工夫計算作問

演習を効果的に行うためのシステムを設計開発し，

(4) 小学 6 年生算数授業での短期試験的利用を通じ

て，プレテストとポストテストの結果から，児童の

計算方法に，数式に対する構造的解釈が促進された

ことを示唆する変化がみられた． 

工夫計算とは，計算の仕方を工夫することによっ

て，素早く間違いのない計算をすることであると一

般的には認識されている（1）．例としては，「2×7×3」

を「(2×3)×7」として九九のみで計算できるように

するなどがあげられる．本研究では，計算の仕方を

工夫する際の式変形が，数式の構造的解釈を必要と

することから，高速計算手法としてではなく，算数

計算式の構造的解釈促進につながる学習対象として，

工夫計算を取り上げた． 

 

2. 算数計算式の構造的解釈 

通常，算数においては，計算式は計算の手続きを

記述したものとして教えられている．上述の「2×7

×3」では，まず「2×7=14」を計算し，次に「14×

3=42」を計算するというように，左から順番に手続

きどおりに計算すれば正解が得られる．言い方を変

えれば，手続きどおりに解く計算は，解答の計算手

順を示したものといえる．このような，計算手順と

しての計算式理解を手続き的解釈と呼ぶことにする． 

ところが，中学校に入り数学を習い始めると，手

続き的解釈ではなく，数式を構造的に解釈した上で

の数式操作が求められるようになる．例えば，「ax＋

bx＋cx=(a＋b＋c)x」は，左から順番に手続きどおり

に計算という方法では対応できず，式全体を見て，

「ax」「bx」「cx」がどのような要素から構成されて

おり，それらの間の関係は何かを理解して操作しな

ければならない．このような，関係理解に基づく操

作を構造的解釈と呼ぶことにする． 

算数と数学においては数式の解釈に大きな違いが

存在し，それが計算間違いを招くことが指摘されて

いるが，このギャップは，算数計算式における手続

き的解釈から，数学文字式での構造的解釈への移行

のギャップが大きな要因とされている（2）．このギャ

ップを緩和するには，小学生のうちに，普段の算数

学習の中において，将来必要となる構造的解釈に慣

れておくことが有効と考えられる．本研究では，工

夫計算を，算数計算式を用いて数学文字式で行うよ

うな数式操作が行える学習対象として位置づける．

例えば，「2×7×3=(2×3)×7」は「a×b×c=(a×c)×

b」，「ax＋bx＋cx=(a＋b＋c)x」は「48×3＋48×7＋48

×10＝(3＋7＋10)×48」と考えれば，工夫計算と文字

式操作を対応づけられることがわかる． 

 

3. 工夫計算作問演習システム 

以上から，工夫計算は算数計算式の構造的解釈を

促す学習対象とみなせる．しかし，算数計算式は構

造的解釈可能であると同時に解答計算手順でもある

ため，工夫せずとも正答できるので，問題を解かせ

るのみでは，必ずしも構造的解釈を促すとはいえな

い．そこで本研究では，工夫計算指導に作問演習（3）

を適用する．工夫計算の作問演習とは，その計算上
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の工夫が使える計算問題を作ることである．工夫計

算の作問演習は，解答の計算ではないため，手続き

的解釈による手順の実行では解けない．かつ，計算

上の工夫は，式の要素の関係理解に基づく操作であ

るため，構造的解釈促進が期待される指導法である． 

開発したシステムでは，(1)計算演習，(2)工夫計算

演習，(3)工夫計算作問演習，(4)工夫計算作問演習(負

例)の 4演習を設け(図 1)，システムによる例題提示，

学習者による解答入力を実施できる(図 2)．各演習で

は，学習者の解答に対してシステムにより自動的に

正誤判定が行われ，フィードバックが返される(表 1)． 
 

 
図 1 システムによる工夫計算作問演習 

 

 
図 2 演習の詳細 

 

表 1 診断とフィードバック抜粋 

演習 解答例，診断とフィードバックの例 

3 
27+6=(27+3)+(6-3)=30+3=34 

答えが正しくないです。 

3 
27+6=(27+3)+3=30+3=33 

例題の解き方通り解いていない式があるよ。 

4 
27+9 

例題の解き方が使える問題になっているよ。 

4 
27+2 

この問題は工夫して計算できないよね！ 

 

4. 授業におけるシステムの試験的利用 

システムが授業で利用可能か，学習効果があるか

を検証するため，小学校 6年生 3クラスの児童 78名

を対象に，正規カリキュラム外での試験的利用を各

クラス 1時限行った．この利用は，校長，各クラス

の主担，および数学専科の教員にシステムを利用し

てもらったうえで，話し合いを行い，短期的な利用

でも児童にとって有益であろうという合意が得られ

たうえでのものである． 

システム利用前後に約 2週間の間隔をおいて実施

したプレテスト，ポストテストでは、学習問題（演

習で使われた工夫計算が適用される問題）および転

移問題（演習では使われていない工夫計算が適用さ

れる問題）において，それぞれ筆算での解答の数が

有意に減少し（学習問題は 5%有意，転移問題は 1%

有意（ボンフェローニ補正をしたウィルコクソンの

符号順位検定）），工夫計算及び暗算の数が増加した

（有意差なし）．図 3により詳細な変化を示す．これ

らの変化は，少数の例外を除き，筆算から工夫計算，

筆算から暗算への方向で発生していた．これは，工

夫計算の学習によって期待される方向への変化であ

るため，システム利用による算数計算式の構造的解

釈促進を示唆しているといえ，本研究の工夫計算作

問演習には一定の学習効果があったと考えられる． 

また，児童に対して，システムの使いやすさ，シ

ステムによる誤りの診断・指摘，この演習の学習と

しての有用性についてアンケート調査を行ったが，

いずれの項目においても 8割以上の児童が肯定的意

見を回答していた．この回答は，授業を観察した教

員らの感想と一致するものであった． 

 
図 3 プレテストとポストテストの計算方法変化 

 

5. まとめと今後の課題 

本研究で実現した工夫計算作問演習のシステム化，

授業利用は類例がなく，これが可能なことを示せた

のは本研究の意義である．工夫計算学習による計算

式構造的解釈の促進については，試験的利用でもあ

ったため，今回の結果では十分ではない点がある．

学習効果を詳細に分析すること，および数学の学習

への貢献を検証することが今後の課題となる． 
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= 36 

演習 3 例題 
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= 30+5 
= 35 

 解答 

  27+6 
= (27+3)+(6-3) 
= 30+3 

= 33 

演習 2 例題 
  27+8 
= (27+3)+(8-3) 
= 30+5 
= 35 

 解答 
  27+9 
= (27+3)+(9-3) 
= 30+6 
= 36 
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プレゼンテーション・リハーサルにおける議論支援システムの開発 
－議論タスクの作業時間と内容に着目した支援機能の評価－ 
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-Support Functions Evaluation That Focus on Discussion Task’s Time and Substance- 

 
山田 晏司*1, 岡本 竜*1, 柏原 昭博*2 

Anji YAMADA*1, Ryo OKAMOTO*1, Akihiro KASHIHARA*2 
*1高知大学 理工学部 

*1 Department of Science and Engineering, Kochi University 
*2電気通信大学 大学院情報理工学研究科 

*2 Graduate School of Informatics and Engineering, The University of Electro-Communications 
Email: anyamada@is.kochi-u.ac.jp 

 
あらまし：プレゼンテーション・リハーサルでは，発表に対するレビュアの指摘を整理・議論し，その結

果を踏まえ，プレゼンタが改訂作業を行うことが重要である．そのため，2回以上リハーサルを行う場合
は，議論結果が改訂内容に十分反映されているかを確認することが望ましい．そこで本研究では，前回デ

ータの提示により，改訂作業の検証が可能な支援システムを開発した．本稿では，議論タスクの作業時間

と作業内容に着目した支援機能の有効性を検証した結果について述べる． 
キーワード：プレゼンテーション・リハーサル，議論支援，知識洗練 

 
1. はじめに 
プレゼンテーション・リハーサルでは，発表に対

してレビュアが作成したレビューコメントをもとに

議論し，改訂案を検討する．その後，発表者は発表

資料の改訂作業を通じて，自身の外化した知識に関

する不十分・不適切さに気付きを得ることで知識の

洗練化を行う[1]．そこで，筆者らは効果的なプレゼ

ンテーション・リハーサルのための支援環境の構築

に取り組んでいる． 
リハーサルは１回のみの実施では，発表者が行っ

た改訂内容の確認ができず，発表者の知識状態が不

十分なままの場合がある．そのため，２回目以降の

議論過程では，改訂内容の確認と，不適切な箇所の

再検討が必要である．しかし，現状の議論支援シス

テムでは，複数回のリハーサルに十分対応しておら

ず，レビュアは発表者による改訂作業の適切性の判

断が困難であるという問題があった．そこで本研究

では，レビューコメントの整理と改訂状況の検証を

目的とした新たな議論支援方式を提案し，それにも

とづく議論支援システムを開発した．本稿では，実

装した支援機能とその有用性について述べる． 
2. 複数回のリハーサルに対応した議論支援 
筆者らは，(1)	発表資料の作成・改訂，(2)	発表，

(3)	議論の各過程を繰り返し行うリハーサル・モデ

ルを提案し，既にそれにもとづくプレゼンテーショ

ン・リハーサル支援システムを構築している．初回

のリハーサルにおいては，まず発表者は発表に向け

て資料を作成する．また，２回目以降のリハーサル

の場合，１回目のレビュー結果である改訂案にもと

づき改訂作業を行う．つぎに，レビュアは発表を聴

いてレビューコメントを作成する．最後に，リハー

サル参加者全員で，レビューコメントをもとに議論

を行い，改訂方法を検討して改訂案を作成する． 

先行研究[2]では，円滑な議論進行と改訂作業の負

荷軽減を目的として，レビューコメント整理と，改

訂案や議論の経緯を保存する支援機能を提案し実装

した．しかし，前述の問題から，発表者が改訂案に

従った適切な改訂を行わず，知識改善が不十分な可

能性がある．そこで筆者らは２回目以降の議論過程

において，従来の機能に加え発表者が行った改訂作

業の確認を容易にする支援が必要であると考えた． 
3. 議論方法と議論タスク 
本研究では，２回目以降の議論過程における作業

内容を図１に示すような２つの過程として捉え，

各々の具体的な作業内容を「議論タスク」として整

理・定義した．	

図１	 提案する議論方式 
(1) アノテーションの整理過程 
まず本過程では，作成されたアノテーションの中

から１つを選択し内容を吟味する．その上で，グル

ープ化を行うためにコメント内容を表したトピック

を選択する．この際，該当するトピックがない場合

は新規に作成する．これにより，指摘内容ごとにア

ノテーションを管理することで，発表者のレビュー
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結果に対する理解の負荷軽減が望める． 
(2) 改訂案の検討過程 
本過程では，まず議題となっているトピックと前

回の議論内容の関連性を確認し，差分を認識する．

つぎに，発表者の行った改訂作業が適切であるかを

検証し，問題の明確化を行った上で，最終的に改訂

案を作成する． 
4. 議論支援システムの開発 
本研究では図１中の(1)-①，(1)-②を支援するア

ノテーションの整理・改訂案作成機能，さらに，(2)-

①〜(2)-③を支援するため，前回のリハーサルデー

タの提示機能を備えた議論支援システムを開発した． 
(1) アノテーションの整理・改訂案作成機能 
(1)-②では選択・吟味されたアノテーションの内

容を表すラベルを付与したトピックグループに分類

する．つぎに，(2)でアノテーションに記述されたコ
メントをもとに，どのような改訂を行うべきか検討

する．最後に検討内容を所属するグループに対応し

た改訂案として記録・保存する．発表者は，これら

の改訂案やコメントの整理情報をレビュー結果とし

て参照しながら改訂作業を行う． 
(2) 前回のリハーサルデータの提示機能 
(2)-①〜(2)-③の作業においては，比較するスラ

イドと口頭説明，それらの対応関係，それらに対す

るアノテーションと改訂案を提示する．これにより

前回のリハーサル結果と今回の発表資料との比較を

視覚的に行うことで，改訂作業の内容の把握と適切

性を検証できる． 
5. 評価実験 
本研究では，開発した議論支援システムの有用性

を検証するため，(2)-①〜(2)-③に関して，前回の

データを提示する機能の有無が議論の効率化にどの

ような影響を与えるかの比較実験を行った． 
5.1.  実験条件・手順 

被験者は本研究室に所属する修士課程１年生１名

と，学部４年生３名の学生 4名である．本実験では，

１人につき２件の発表を行い，他の３名がレビュア

となり各リハーサルを２回繰り返し行った．また，

２件の発表のうち一方は前回のリハーサルデータの

提示機能を使用せず，もう一方では使用して議論を

実施した．その際に，(a)トピック単位の作業時間と

して議論タスクの(1)-②の終了時から(2)-④までの

時間，(b)議論全体の所要時間，(c)前回データの提

示機能の使用回数，(d)議題に関連する前回データの

存在を忘れた回数，(e)議題となっている箇所の前回

との差分を認識できなかった回数を計測した． 
5.2.  実験結果と考察 

本実験では，作業時間と改訂案の質への影響が大

きいと考えられる前回の改訂案などの議論材料の見

落としに着目し，前回リハーサルデータの提示機能

の有用性を検証した． 
(1) 所要時間に着目した支援機能の有用性の検証 
計測内容(a)トピック所要時間の個別平均と前回

のデータの参照回数を表１に示す． 
表１	 トピック所要時間の個別平均と参照回数 

	 機能なし（秒）	 機能あり（秒）	 参照回数	

発表者 A	 182	 85	 11	

発表者 B	 114	 78	 10	

発表者 C	 34	 21	 3	

発表者 D	 47	 53	 1	

トピック単位の作業における平均所要時間は，機

能ありの場合，機能なしの場合と比較して 37.1.%短

縮された．発表者 Dのみ所要時間が増加したが，発

表者 D の議論全体の所要時間の平均値は，404.0 秒

であり，他３名の平均値 2186.8 秒と比較して大幅に

議論時間が少ないことが分かる．また被験者 Dは，

機能の有無での全体時間の差が僅か２秒であり，他

者と比べ発表資料の完成度が高かったと考えられる.
また参照回数が多ければ時間の短縮度合いも大きい

ことから，総じて提示機能が有効に作用していると

考えられる． 
(2) 議論材料の見落としに着目した検証 
本実験では，議論材料の見落としを確かめる方法

として，議論終了後に実験参加者全員で全てのトピ

ックに対して前回データの参照を行い，議論材料と

なるデータの見落としが無かったか検証した結果，

前回リハーサルデータの提示機能が有る場合は，見

落とし数は０件だったのに対して，無い場合は３件

が確認された．よって支援機能により，議論材料の

見落としを防ぐことができた． 
(3) 有用性を検証できなかった計測項目 
本実験では，議題に関連する前回データの存在を

認識できなかった回数の計測を行ったが，機能を使

用した場合，使用しなかった場合どちらも回数は０

回で検証方法として有効ではなかった．これは１回

目と２回目のリハーサルの間が２日間と短かったこ

とに起因しているのと推察される． 
6. おわりに 
本稿では，従来の議論支援システムにおける課題

を解決するために，前回のリハーサルデータを提示

する機能を備えた支援ツールの開発と評価について

述べた．今後は，今回の実験結果を踏まえて，信頼

性向上のためデータ数を充実させた実験，リハーサ

ル間の日数による有用性の変化や，未検証である整

理機能の検証などを行う予定である． 
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オブジェクト指向プログラミングの利便性に着目した学習手法 
－IDの第一原理に基づいた改善と評価－ 

 

A Learning Method for Object-oriented Programming  
Focusing on its Advantages 

-Improvement and Evaluation based on First Principles of Instructional Design- 
 

竹川 夏実*1, 仲林 清*2 

Natsumi TAKEKAWA*1, Kiyoshi NAKABAYASHI*2 
*1千葉工業大学大学院 

*1 Graduate School of Chiba Institute of Technology 
*2千葉工業大学 

*2 Chiba Institute of Technology 
Email: s1332096TH@s.chibakoudai.jp 

 

あらまし：オブジェクト指向プログラミング（以下 OOP）は，機能拡張を前提とするプログラムを開発

する際に真価を発揮する．しかし，OOP の基礎概念が抽象的であるという理由で苦手意識を持つ学習者

は少なくない．この問題を解決するため，前回の報告では，OOPと非 OOPとの比較学習を提案し，OOP

の利便性を認識させることを狙った．今回の報告では，さらに学習者の理解を促進するため，I Dの第一

原理に基づいて，比較学習を支援する事後問題の内容・配置の変更を行った． 

キーワード：オブジェクト指向プログラミング，手続き型との比較学習，利便性の理解，IDの第一原理 

 

1. はじめに 

オブジェクト指向プログラミング（以下 OOP）は，

機能拡張を前提とするプログラムを開発することに

優れた手法である．その根拠は，OOPが持つ拡張性，

保守性という，２つの利便性にある(1)．しかし，多

くの学習者はこの利便性を意識せず，クラス等の

OOP の基礎概念の振る舞いを理解することに集中

してしまう．その結果，OOPを形式的にでしか理解

することができず，OOPに対して苦手意識を持って

しまう．この問題を解決するため，本研究ではまず

OOPの利便性を実感させる．そのために，OOPと非

OOPのプログラムを比較させ，プログラミングの処

理の流れと方法の差を確認させる．さらに，OOPの

利便性と基礎概念の関係性を理解させるために，事

後問題を出題し，プログラミング課題の振り返りを

行わせる． 

 

2. 前回の考察と今回の目的 

前回の報告(2)では，OOPと非 OOPによる比較学習

を提案した．この比較学習により，多くの学習者が

OOPの利便性を実感できたことが分かった．一方で，

OOP の利便性がクラス等の OOP の基礎概念の作用

によって生じるということについて理解できた学習

者は少なかった．この原因として，課題中で，学習

者に OOP の利便性と基礎概念の関係性について意

識させるタイミングを明確にしておらず，さらに，

学習目標が OOP の基礎概念への理解度を個々に測

る内容になっていたことが挙げられる．そのため，

「OOP の基礎概念の作用によって利便性が発生す

ることを，学習者が理解できたか」という点に関し

て，明確に評価することができなかった． 

以上を踏まえ，本研究では，学習者に「OOPの利

便性が生じる理由が，OOPの基礎概念にある」とい

うことを課題の中で意識させ，人に説明ができるレ

ベルまでの理解度にさせることを狙う．これを達成

するための主な改善策として，IDの第一原理に則り

ながら，事後問題の構成の見直しを行った(3)．詳細

は，第 4章の「学習手法と学習目標」で説明する． 

 

3. 学習目標 

学習目標は，OOPの利便性の特徴とそれが基礎概

念のどのような作用から生じるかについて，基礎概

念を列挙しながら説明できるレベルまで学習者の理

解度を向上させることとする．図 1に，OOPの基礎

概念と利便性の関係性を図にしたものを示す．親ク

ラスで定義したメソッドを，継承先の子クラスでオ

ーバライドすることで多態性が実現する．この多態

性は，プログラムの書き換えの手間を省く「拡張性」

と，拡張する際に生じるバグやデバッグの手間が減

少する「保守性」を実現させる 

 

 
図 1 OOPの基礎概念と利便性の関係性 
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4. 学習手法と学習課題 

本研究では，学習者に手続き型と OOPでプログラ

ムを比較させるという手法をとる．学習者には， 

OOP と手続き型の両手法で作成した同一のデータ

構造を持つプログラムを提示し，拡張させる．その

後，それぞれのプログラムにどのような差異が生じ

たかを確認してもらう．手続き型では，データ固有

の処理を行うために if文による分岐が生じてソース

コードが複雑化するが，OOPではクラスの概念を利

用してデータ固有の処理を行うため，ソースコード

が複雑化しないという利点が生じる． 

学習課題はショッピングカートの実装である．プ

ログラムの機能要件は「商品種別ごとの割引率を変

えること」である．OOPでの実装条件は「割引計算

を商品種別ごとのクラスのメソッドのオーバライド

で実現させること」である．実験群では，この 2 点

を実現する際に，OOPと手続き型とでどのような差

異が出るかを確かめてもらう． 

今回は比較学習を支援するため，事後問題の内容

と配置の改善を行った．図 2 で示したような ID の

第一原理に則り，利便性と基礎概念の関係性を課題

の例示を使って振り返らせ，その知識を一般化させ

て説明させるという手順を踏んでいる．問題は全部

で 8問用意した．OOPと基礎概念の関係性について，

前半の問 1～5 はプログラミング課題の拡張箇所を

例に考えさせる問題，後半の問 6～8は具体例を使わ

ず自分の言葉で説明させる問題となっている． 

 

 
図 2 IDの第一原理 

5. 実験結果 

対象とした学生は，情報系学科 3 年生 7 名，4 年

生 3名の計 10名である．この 10 名を実験群・統制

群各 5 名に分けた．2 年次の java の演習授業の成績

を基準に，両群でプログラミング能力が均等になる

ようにした．実験群では，OOPと手続き型の比較学

習を行わせ，統制群では，OOPに関する課題のみを

与える．比較学習の有無が，どれだけ学習者の OOP

への理解度向上に繋がるかを確かめる． 

5.1 事後問題の評価 

事後問題の正答率は，両群の学習者ともに例示の

問題の方が統合の問題よりも高かった．また，統合

の問題のうち，問 8 に関しては，実験群の方が統制

群よりも正答率が高かった．詳細を以下に示す．例

示の問題は，具体例を用いた OOPの利便性に関する

問である．問 2に対する実験群の学習者 Aの回答例

を一部抜粋したものを表 1に示す．問 2 は，継承と

オーバライドを組み合わせて起こる作用と，それに

よる利便性について，課題を例に説明する問題であ

る．学習者 Aの回答では，問 2の(1)でオーバライド

によってメソッドの再定義を防ぐことを指摘し，(2)

でそれによって修正の手間が省けるといった趣旨の

回答が見られたため，正解とした．一方で，統合の

問題は，OOPの利便性に関して一般的な説明を促す

問である．問 6は OOPの利便性の１つである拡張性

が生じる理由を問う問題である．学習者 Aの回答例

では，拡張性が得られる事例を述べているが，それ

が得られる理由を基礎概念と結びつけて説明してお

らず，説明が抽象的であったため，誤りとした．ま

た，問 8では，OOPの利便性を実現させる基礎概念

の名称を学習者に挙げさせた．その結果，実験群の

学習者の方が，利便性の実現に直接関係する，クラ

ス，継承，多態性の概念を挙げる傾向にあった． 

 

表 1 学習者 Aの事後問題の回答例 

問 2(1) 課題中で様々なクラスを追加していく際に，

小計メソッド shoukeiや情報表示メソッド hyoujiを再定

義せずそのまま使いまわせたのはなぜか？  

回答：スーパークラス（Itemクラス）のメソッドをサ

ブクラス（Bookクラスや CDクラス等）がオーバーラ

イドしているため 

(2) (1)が実現することで得られるメリットとは？ 

回答：オーバーライドを利用することによって、修正

する箇所を少なくすることができること。 

問 6：オブジェクト指向の利便性の 1つである拡張性は

がプログラムの規模が大きくなる程得られる理由は？ 

回答：手続き型は処理ごとに品種による場合分けをし

なくてはいけないが、OOP では品種のクラスごとに処

理内容を決めることができるという部分が違うため 

 

6. 考察と今後の課題 

今回は OOP と非 OOP の比較学習を支援するため

のアプローチとして，IDの第一原理に基づいた事後

問題の内容・配置改善を行った．OOPの利便性と基

礎概念の関係性に関する学習者の理解到達度は，実

施したプログラミング課題等の具体例を用いれば，

説明ができるレベルに達していた．しかし，その具

体例を使った説明をもとに，OOPの利便性と基礎概

念の関係性について一般的な説明をさせるレベルに

達した学習者はいなかった．この点に関しては，ID

の第一理論の「応用」に対応する転移課題を用意し，

一般的な問題に取り組ませる前に転移課題で学習者

の理解を一度アウトプットする必要がある． 
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あらまし：近年，学校教育の ICT化が進んでおり，電子黒板，タブレット端末，無線 LAN環境，デジタル
教科書などが教室内に整備されつつある．本学では主に教員養成課程の学生向けに ICT環境を整備した模擬
教室を設置した．我々は教員養成課程の学生向けに電子黒板やデジタル教科書を始めとした ICT教材に関す
る説明を行い，それに関するアンケートを実施した．本稿では教員養成課程における ICT教材の体験の重要
性について報告する． 

キーワード：教員養成課程，模擬授業，ICT を活用した授業づくり 
 

1. はじめに 
文部科学省は「教育の ICT化」を掲げており，ICT

を積極的に活用した学習活動を可能にする環境を整

える計画が進んでいる(1)．教員の研修時には実践的

な授業力の一つとして ICTの活用を取り上げる都道
府県もあり，学校現場では効果的な ICTの取り入れ
方を検討している(2)． 
しかしながら，ICT 環境を整備しても授業に取り
入れるには障壁があり，なかなか使わないという報

告も多い．ICT を使った教育経験の不足，教員への
サポート体制の不足，児童生徒の監督体制の不足な

どの実際の授業に活用するまでには知識や経験の不

足，そして ICTに対する抵抗感といった心理的な障
壁も越える必要がある(3, 4）． 
教員養成課程に注目すると，ICT を使った教育方

法論の学習時間の不足という問題も挙げられる．現

在のカリキュラムでは学生が ICT活用指導力を向上
させる科目数や時間数は十分とはいえない．また，

ICT を活用することによる効果や重要性を学ぶこと
は将来的に有意義ではあるが，単に学ぶだけでは

ICT を使うことのない授業に落ち着いてしまったり，
ICT は使っていても従来と変わらない授業デザイン
であることも多い(5)． 
筆者らが所属する情報メディアセンターは本学の

教職課程課と連携し，教員養成課程の学生に対して，

ICT を活用した授業づくりができる力の向上を目指
している．その初期段階として，ICT 環境を整備し
た模擬教室を設置し，我々は以下の 3つに関する授
業支援を行っている． 

l 電子黒板やデジタル教科書などに触れ，ICT
教材を知る 

l ICT を取り入れた教育・学習における効果と
留意点について考える 

l ICTを取り入れた授業実践に挑戦する 
本稿では，このうち，ICT 教材を知る体験に関す

る実践内容と，ICT 教材の効果と留意点に関する学
生のアンケート結果を報告し，教員養成課程でも

ICT教材に触れる機会の重要性について考察する． 
 

2. 模擬教室の利用状況 
2017年度に模擬教室での支援依頼内容と，その依
頼で扱った教科，対応した授業コマ数を表 1にまと
めた． 

 
表 1	 模擬教室に置ける授業支援依頼の概要  

小
学
校
教
科
指
定
な
し 

小
学
校
社
会
・
算
数 

小
学
校
理
科 

中
学
校
教
科
指
定
な
し 

中
学
校
英
語 

中
学
校
国
語
・
社
会 

指
定
な
し 

そ
の
他 

総
計 

ICT 教材の

説明と体験 

1 2 1 2 5 1 6 
 

18 

ICT を活用
した実習 

   
3 

    
3 

模擬授業立

案時の支援 
4 

  
4 

  
1 

 
9 

模擬授業実

施時の支援 
2 

  
2 

  
3 

 
7 

教員向け模

擬教室環境

の案内 

      
2 

 
2 

その他 
       

1 1 

総計 7 2 1 9 6 2 12 1 40 

 
依頼は全 40 コマで，「ICT 教材の説明と体験」が
最も多く，18コマであった．対象者の多くが教職課
程履修生である．一部は教員養成課程の授業ではな
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く，ゼミや課外活動，大学教員向けの説明会である． 
ICT 教材を体験させる重要性を理解している大学

教員は一定数存在しており，ICT を使った模擬授業
を行う授業や，ICT 教材に触れる実習時間を十分に
確保するなどの工夫があった． 

 
3. 学生が考える ICT の良さと難しさ 
本章では「ICT教材の説明と体験」を取り上げる．

ほとんどの授業は初等教育あるいは中等教育の教員

養成課程に関わる授業，たとえば教育方法論などの

中で実施した．模擬教室に配備している電子黒板，

書画カメラ，デジタル教科書，タブレット端末と電

子黒板との画面共有機能などを説明した．単なる機

材説明にとどまらず，学生自身が授業をする側にな

ったときが想像できるように，授業場面を意識した

デモ形式で行うようにした． 
「ICT 教材の説明と体験」を受講した学生（延べ

280名強）に対し，事後アンケートを行った（有効回
答数 73）．説明を踏まえて，ICTを使った学習の良さ
と難しさについて回答させた．記述回答を分類し，

以下考察する． 
「学校現場において，ICT を活用することの良さ
について，どのように考えますか？」については，

データの集めやすさ，管理のしやすさなど「教育の

効率性」，「教材として情報が多い」，「映像や音声な

ど，教材として質が高い」などの教材の質や情報量

の豊かさ，そして学習者間や教員-学習者間での「イ
ンタラクションのしやすさ」などが挙げられた（以

上，全 84件中 42件）．これらは学校現場での実践報
告で「学校種，教科等共通の ICT活用の効果」とし
て挙げられたものに含まれる(6)．日々の授業で実践

した現場教員ほどの深い気づきではないように思わ

れるが，実際に ICT教材に触れて体験したことで活
用の可能性に気づいた様子が伺えた． 
「学校現場において，ICT を活用することの難し
さについて，どのように考えますか？」で最も多か

った回答は，「教員側の ICT 教材の取り扱いの難し
さ」で，全 76件中 24件を占めた．「教具として有効
に活用することの難しさ」も 11件と多かった．一方
で学習者側にとっての取り扱いの難しさは 5件であ
った．これは教員養成課程の学生であるという特性

の反映が大きいと思われるが，教える側が教具を使

えなかったら授業ができないのではないか，という

不安もありながら，ICT を使った新しい教具を効果
的に使うこと，使い慣れることの重要性を意識して

いると思われる．「道具としての安定性への不安（12
件）」は故障や通信トラブルなど，その場では解消で

きない問題が起きたときの対応の難しさを指摘して

いた．ほかに，ICT を使った教育環境の整備にかか
るコストを懸念する指摘が 14件あった（以上，76件
中 61件）． 

 
4. おわりに 
本稿では，模擬教室での授業支援と教員養成課程

の学生向けに行った ICT教材の体験に関する実践を
報告した．ICT 教材の効果については，従来の教育
に比べてより効率的な道具，または「主体的・対話

的で深い学び」の授業デザインへの活用可能性を言

及していたものが多かった．一方で留意点の中には，

そのような授業デザインにするためにはどのように

活用すればいいのかという教職に関連する知識の不

足への不安が見られた．これは教育方法論や教科指

導法の受講前の学生も多いことが関連すると思われ

る．全体として，教員養成課程のなかで ICT教材に
触れることへの意義はあるといえるが，より深く知

るためには他の授業との関連も含めて検討する余地

がある． 
本稿では省略したが，ICT を使った模擬授業の実
践では，ICT 教材を従来よりも効果的な活用方法の
模索に苦しむ様子もあった．先に述べたように，十

分な学習がないままでは従来と同じような授業にな

りがちである．ICT教材の単なる体験にとどまらず，
従来にはない教育方法や授業デザインを思案できる

授業へと繋げていきたい． 
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HMD を用いた大量調理シミュレータの開発 
  

Development of mass cooking simulator using HMD 
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あらまし：現在、栄養士養成施設において、大量調理実習の実施回数が少なく、学生が実習の全体像を把

握できないという問題がある。そのために、十分な理解と経験を得られない。その中で先行研究では、

Kinectセンサを用いた大量調理シミュレータを開発した。そのシミュレータでは大量調理時の基本的な動

作を学ぶことが可能であったが、実際のような臨場感が得られないといった問題があった。そこで本研究

では、Kinectセンサと HMDを用いた調理シミュレータを開発した。まず本シミュレータでは、被験者の

上半身の動きを認識し、事前に取得した教師データと比較することで、適切な体の動かし方を音声による

アドバイスを行う。さらに HMDを通して、調理時の食材の色の変化などを VR上で表現し、被験者が臨

場感を感じることを可能にする。 

キーワード：レスポンス分析, VR, HMD, シミュレータ 

 

1. はじめに 

現在、栄養士資格を取得するには、厚生労働大臣

の指定した栄養士養成施設において、法律で定めら

れた栄養士資格必修項目をすべて履修し、卒業する

ことが定められている。しかし、給食管理実習など

の集団調理実習では、作業を分担して大量の調理を

行うため、少ない実習実施回数の中で、一人の学生

が関わることのできる調理が少なく、実習の全体像

を把握できないという問題がある。また、大量の食

材と大型の調理器具を扱うため多くの経費が掛かる。

さらに、重労働となる実習の特質上、女子大学や女

子短大が非常に多い栄養士養成施設での集団調理実

習では、危険を伴う。そのため、このような実習を

含む科目である、「給食の運営」は、法律で定められ

たものであるにもかかわらず、実習による十分な理

解と経験を得られる内容でないのが現状である。 

以上を鑑みて先行研究では、Kinect を用いた大量

調理シミュレータを開発し、事前に収集した教師の

体の動きのデータと、学生の体の動きを比較して評

価を下すシステムを開発した。このシステムを用い

て実験を行った結果、客観的な評価を学生は受ける

ことができるため、実際の実習などで受ける教師の

アドバイスに近い効果があることが分かった。しか

しながら、Kinect をはじめとする様々な機材が周り

にあること、実際の調理で起こる食材の色の変化な

どがシミュレータに組み込まれていないことから、

「臨場感が足りない」といった指摘を受けた。そこ

で本研究では、Virtual Reality（以下 VR）上に調理場

を再現し調理時における変化を体験できる VR シス

テムを開発し、シミュレータの臨場感を高めること

を目的とする。 

 

2. シミュレータの概要 

本研究では、HeadMountedDisplay（以下 HMD）を

用いることで、VR 上に再現した調理場や調理時の

食材の変化を体感することができるシミュレータを

開発する（詳細は 3で説明する）。また HMDは HTC

社の HMD（図 1）を使用した。この HMDは広い空

間における人や物の動きを認識することに優れてい

るため採用した。 

 
図１ HTC社の HMD 

 

本実験におけるシミュレータの内容は、大量調理

実習の調理メニューを想定しており、回転釜で行う

「炒める」「煮る」といった作業工程を含んでいる調

理モデル（カレー調理）を設定した。 

VR 上の回転釜やスパテラと呼ばれる大型しゃも

じの抵抗感を表現するため、模擬回転釜と模擬具材

（図 2）を用意した。 

またスパテラには、スパテラの動きを VR 上に反

映させるために、HTC社の VIVEセンサ（図 3）を

装着した。このセンサは HMD に使用されている赤

外線センサに対応し、装着した対象の傾きや移動な

どの動きを反映することが可能なため採用した。 
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図 2 模擬回転釜と模擬具材 

 

 
図 3 スパテラと VIVEセンサ 

 

3. シミュレータの内容 

本シミュレータでは下図 4のように機材を配置し

実験を行う。 

 

 
図 4 システム全体図 

 

 

被験者は HMD を装着した状態で模擬回転釜の前

に立ち、VIVE センサをつけたスパテラを用いて具

材を混ぜる動作を行う。その際、スパテラの動きは

VIVEセンサを通じて HMDが認識し、VR上に反映

される。さらに、被験者の体の動きは Kinectセンサ

（3.1で説明する）が認識し、事前に取得した教師デ

ータと比較して、100 点満点の点数形式で評価を出

す。 

 

3.1 Kinect センサの内容 

Kinectセンサは体の動作をとらえるセンサの 1つ

で、被験者の上半身の体の動きをもとに教師データ

と比較して評価を下す。先行研究では、事前に取得

した教師データをもとに、上半身の体の傾け方によ

って、長時間の大量調理に耐えられる基本的な動作

が認識できた。その結果をもとに Kinectセンサとシ

ミュレータを連携して適切な音声アドバイスを行い、

点数結果とともに被験者に対して、大量調理におけ

る基本的な動作を学ぶことが可能となっている。 

 

3.2 HMD による VR の内容 

HMDによる被験者の視界に回転釜・具材・スパテ

ラ・参考動画・点数が見えるようになっている。 

調理が進むにつれて具材が過熱され色の変化が表

現される。色の変化は実際の調理と同じく段階的な

もので、視覚的に変化を実感することができる。 

スパテラの動きはリアルタイムで VR 上に反映さ

れ、現実での模擬回転釜・模擬具材の抵抗感ととも

に反応を得るため、実際に調理しているような感覚

が得られ、臨場感を感じることを可能にする。 

 

4. まとめと今後の課題 

本研究では、前提研究において開発した Kinectセ

ンサに追加して、HMDによる VRを用いたシミュレ

ータを開発した。これにより Kinectセンサだけでは

不足していたシミュレーション時の臨場感を表現す

ることが可能となり、より集中することができると

考えられる。 

今後の課題として、本シミュレータを使用した実

験を行うことで、被験者がシミュレーションで得ら

れる経験を通じて調理技術の向上が見られるか評価

実験を実施する予定である。 
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食育支援システムにおける食物提示機能の開発と評価 
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あらまし：平成 17 年 7 月に制定された食育基本法によって，子どもたちに対する食育が重視され，教育

関係者が積極的に子どもに食育を推進するように努められるようになった．しかし，平成 23 年度からの

学習指導要領の改訂により栄養素の項目が新たに加わったため，食育に関する学習が容易でないことが明

らかになった．先行研究では，食育支援システムを用いて食育授業を実施することで，食生活に対する意

識改善が見られた．それに対して管理栄養士から，栄養素等の過不足が，どの食品を摂取することで起こ

るかを提示する必要性が指摘された．そこで本研究は，参加者の選択した食品データを保存することで，

収集したデータを分類し，摂取している食物の傾向と分析が可能となるシステムを開発し評価した． 

キーワード：ポートフォリオ，食育，食生活，栄養，意識改善 

 

 

1 はじめに 

平成 17 年 7 月に食育基本法が施行され，食育は

生きるうえでの基本であり，食に関する正しい知識，

食を選択する力，健全な食生活を実践する力を身に

つけることが要求された．そして，教育関係者が積

極的に子どもに食育を推進するよう努められるよう

になった．しかし，平成 23年 4月からの学習指導要

領の改訂により栄養素の項目が新たに加わったため，

効率的かつ効果的に食育に関する学習を行うための

工夫が要求された． 

先行研究では，食育支援システムを用いて食育授

業を実施することで，食生活に対する意識改善が見

られた(1)．それに対して管理栄養士から，栄養素等の

過不足が，どの食品を摂取することで起こるかを提

示する必要性が指摘された．そこで本研究は，まず，

参加者の選択した食品をデータとして保存するよう

システムを改良する．そして，参加者ごとに栄養素

等の過不足が，どの食品を摂取することで起こるか

を明らかにする食物提示機能を追加し，機能を評価

する．さらに，収集した全データを分析し，項目別

（学年，年齢，性別，地域等）に栄養素等の過不足

から生じる食物の傾向と問題点を明らかにすること

を目的とする． 

 

2 システム概要 

日本の小学校高学年を対象とした食育用ソフト

「なにたべよう」(2)のシステムを前提に，食物提示機

能を追加し，過剰摂取時の原因食物と不足時のおす

すめ食物を表示するように改良した（以後，本シス

テムと称する）．また，選択した食品をデータとして

保存することを可能とした． 

図 1 食品設定画面   図 2 栄養評価画面 

図 3 食物提示機能（過剰摂取時） 

図 4 食物提示機能（不足時） 

 

3 評価実験 

3.1 実験方法 

実験は 2 ヵ所で行った．以下ではそれぞれの実験

対象を対象 A，対象 Bとする．対象 Aは，食物提示

機能についてアンケートを用いて評価実験を行った．

対象Bは，食物提示機能についての評価実験に加え，
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摂取食物の傾向調査を行った．なお，評価項目に関

するものは 5段階評価とした． 

 

3.2 実験対象 

【対象 A】 

学校：関東地方 S 市の栄養学を専攻する大学 

対象者：学生 142人 

【対象 B】 

学校：関東地方 H 市の公立 S 小学校 

対象者：児童 44名（小学 5 年生）と保護者 31名 

 

4 結果と考察 

4.1 アンケートの結果と考察 

対象 Aに，「食物提示機能（以後，本機能とする）

がある場合とない場合でのシステム全体に対する評

価はどうですか．」と質問した結果（図 5），“本機能

なし”より“本機能あり”の評価が優位に高かった

（t 検定で統計分析を行った）． 

 
図 5 食物提示機能の評価（対象 A） 

 

また，対象 B に「食物のとりすぎ（過剰）を表示

する画面を見て自分が何の食物をとりすぎていたか，

わかりましたか．」「食物の不足を表示する画面を見

て自分に何の食物が足りていなかったか，わかりま

したか．」と質問した結果（表 1），どちらの質問も児

童，保護者ともに平均値 4.0以上の評価が得られた． 

これらのことから，小学生から大人まで，過不足

食物が把握しやすい機能であると考えられる． 

表 1 食物提示機能の評価（対象 B） 

 

4.2 栄養素量と摂取食物の結果と考察 

データベースに保存している 14 種類の栄養素等

の中から，食事摂取基準を下回る，または上回る数

値となった栄養素等 4 種類について取り上げる（表

2）．表 2 より，特に昼食のカルシウム不足や，食塩

相当量の過剰摂取が著しいことがわかる．昼食の摂

取食物を見ると（図 6），麺類の摂取が多く，乳製品

の摂取が少ないことから，これらが原因ではないか

と考えられる． 

表 2 朝食，昼食，夕食の栄養素等摂取量 

図 6 昼食の摂取食物 

 

5 まとめと今後の課題 

本研究は，参加者の選択した食品を保存するよう

システムを改良することで，指摘された問題を解決

した．そして，食物提示機能を追加し，機能を評価

した．さらに，収集した全データを分析し，栄養素

等の過不足から生じる食物の傾向と問題点を明らか

にすることを目的とした． 

その結果，食物提示機能は子どもから大人まで理

解しやすいこと，また，収集したデータから，小学

生のカルシウム不足は，昼食に乳製品がほとんど摂

取されていないこと，さらには食塩相当量の過剰摂

取は，主に昼食の麺類に原因があることがわかった． 

今後の課題として，今回の実験では朝食，昼食，

夕食の3食を1日分の食事として収集した．今後は，

間食を含め，1 日分の食事とすることで，項目別の

違いをより明確にすることができるのではないかと

考えられる． 
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リフレクションを促す「学びのスケッチ ver.2」の開発と形成的評価 
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あらまし：本研究では，ストーリー中心型カリキュラムの中で，学習者が自分の学びを振り返る方法とし

て開発された「学びのスケッチ」の汎用化を目指し，「学びのスケッチ ver.2」を開発した．大きな変更点

の一つであるグラフの描画機能を中心に操作性に関する形成的評価を実施したところ，おおむね問題なく

操作できることが確認できたが，インストラクションの追加が必要なことがわかった． 

キーワード：学習経験，可視化，リフレクション，学びのスケッチ 

 

 

1. はじめに 

近年，学習者の深い学びを促す手法の一つとして，

リフレクション活動が注目されている．筆者らが実

践してきた熊本大学大学院教授システム学専攻にお

けるストーリー中心型カリキュラム（SCC）(1)の中

では，学習者が自分の学びを振り返る方法の一つと

して「学びのスケッチ」(2)を導入してきた．本稿で

は，「学びのスケッチ ver.2」について報告する． 

 

2. 学びのスケッチ 

2.1 学びのスケッチの概要 

「学びのスケッチ」（図 1）は，SCC における学

習の振り返りの場の提供などを目的として開発され

た．SCCで学んできた博士前期課程の学生が，各週

の学習経験を「努力：投資したエネルギー，時間，

目的を達成するための工夫」と「得られた成果：自

信，スキル，知識，ノウハウ，将来役立ちそうなこ

と」の二つの視点から週単位で振り返り，「努力」と

「得られた成果」を，0～10 の 11 段階で評価する．

さらに，評価理由のコメントを自由に付記できる．

また，各自が作成したグラフは，ツールが生成する

HTML ソースをコピーし，LMS 上の掲示板に張り

付けることで，教員や他の学生と共有できる． 

図 1 学びのスケッチ（入力画面） 

2.2 学びのスケッチ ver.2の開発 

グラフ表現による視覚的な振り返り活動によって，

学習者が主観的な学習効果や努力の変化を直感的に

把握できることは，SCCに限らず，さまざまな教育

場面で有用だと考えられる．そこで SCC専用のリフ

レクションツールとして開発された「学びのスケッ

チ」の汎用化を目指し，「学びのスケッチ Ver.2」の

開発に取り組むことにした．なお，「学びのスケッチ」

は段階的な振り返り機能等の改訂を経ているが(3)，

今回の改訂から「ver.2」と呼ぶこととする． 

ver.2 の開発にあたり，従来ツールからの主な変更

点は次のとおりである． 

(1)認証 

「学びのスケッチ」は熊本大学の統合認証基盤の

上に開発されており，熊本大学の構成員のみがログ

インできる仕様となっていた．汎用化にあたり，ソ

ーシャル認証に変更した．第一段階として，Google

認証を採用することとした． 

(2)モバイル対応 

従来ツールは PC利用を想定していたが，Ver.2で

はスマートフォン等の画面領域が小さいデバイスで

も操作・閲覧しやすいように，画面デザインを一新

した．とくにグラフ描画にあたっては，クリック入

力からグラフ上の点を指で引っ張る“スワイプ”操

作に変更した（図 2）．グラフ描画機能は，従来ツー

ルでは Google Chart API を利用していたが，ver.2で

は独自開発した．なお，ver.2 はスマートフォンアプ

リではなく，Webブラウザ上で動作するので，これ

まで同様 PCでの操作も可能である． 

(3)添付ファイル等のオプション化 

従来ツールのグラフの下には，添付ファイルがア

ップロードできる領域や，SCC で提供されるストー

リーに合わせて業務内容が表示される領域があった

が，これらの項目をオプション化し，非表示にでき

るようにした． 
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図 2 学びのスケッチ Ver.2（入力画面） 

 

3. 形成的評価 

3.1 目的 

学びのスケッチ ver.2 の操作性を確認し，改善点を

洗い出す目的で，形成的評価（一対一評価）を実施

した．なお，今回は学生ユーザが使用する機能の確

認だけに絞り，管理機能の評価は今後の課題とする． 

3.2 方法 

被験者は一般の大学生（2 名）である．趣旨説明

の後，一人ずつ操作手順書に従ってグラフ描画やコ

メント入力等の 11 項目の操作を実施してもらった．

第一著者は，被験者の近くで様子を観察した．その

後，操作性を中心としたアンケートに回答をしても

らい，簡単なインタビューを実施した． 

なお，被験者 Aには iPad Air（9.7 インチ），被験

者 Bには NEXUS（7 インチ）を縦向きで使用しても

らった． 

3.3 結果と考察 

11項目の一連の操作を，被験者 Aは 5 分，被験者

B は 12 分で終えた．被験者 A はコメント入力欄が

グラフ下に表示されることが分からない様子だった

が，すぐに解決して一連の操作を終えた．被験者 B

は，スワイプ操作でグラフを描けることが分からず

止まったため，第一著者が途中で操作説明を行った． 

操作性に関するアンケートはおむね高評価だった

が，「全体的に画面上の指示や説明は分かりやすかっ

たですか（5 件法；5 がわかりやすい）」という設問

に対し，被験者 Aは 3，被験者 Bは 2という回答だ

った．インタビューで理由を尋ねると，被験者 Aは

「コメント入力欄がわかりにくい」，被験者 Bは「グ

ラフ変更の操作がわからなかった」と答えた．両者

とも，これら以外では，簡単に操作できたと述べて

いた． 

また，インタビュー時に第一著者のスマートフォ

ン（5 インチ）でも操作をしてもらったところ，横

向きであればグラフ描画は問題ないことを確認した． 

以上から，操作自体は容易であるが，グラフ描画

やコメント入力のインストラクションを画面上に追

加する必要があると考えられる． 

さらに，インタビュー時に「自分が大学で使うと

したら学習活動の振り返りの役に立ちそうか」も尋

ねたところ，被験者 Aは「振り返る内容によっては

いいと思うが，手軽に変更できるのは抵抗がある．

紙の方がいい場合もある」，被験者 B は「まじめな

学生なら役に立つと思う（でも自分は使わない気が

する）」と回答した．このことから，一般の大学生に

向けて，本ツールを使った効果的なリフレクション

方法も合わせて提案することも今後の課題であろう． 
 

4. おわりに 

本研究では，SCC専用のリフレクションツール「学

びのスケッチ」の汎用化を目指し，「学びのスケッチ

ver.2」を開発した．形成的評価を実施し，操作性は

おおむね問題ないことが確認できた．一方で，グラ

フの描き方やコメントの入力方法について，インス

トラクションの追加が必要であることがわかった． 

今後は今回の評価で明らかになった点を改善する

とともに，管理者機能の形成的評価も実施する． 

また，小集団評価や授業実践を通じて，一般的な

大学の授業における本ツールの有用性を検討する必

要がある．とくに，リフレクション活動に不慣れな

学習者にとって，リフレクション活動のきっかけや

習慣づけにつながるかを検証したい． 
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図 1.個人成績予測システムおよび学修指導システム 

学生の成績データの特徴量抽出法 
 

Feature extraction method of student's examination data 
 

 
島倉宏典

*1
 

Hironori SHIMAKURA
*1

  
*1
新潟薬科大学 

*1
Niigata University of pharmacy and applied life sciences 

Email: shimakura@nupals.ac.jp 
 

あらまし：本研究は、学生の成績データの予測システム及び最適な学修指導を提案するシステムの開発を

目的とし、その全体像および必要な特徴量の抽出を行ったものである。学生の成績データは規格化され、

2 次元マップを描くことで可視化し、学生の成績傾向を取り出した。さらに、特徴量となる得る教科科目

の提案を行った。 
キーワード：成績解析、二次元マップ、画像解析  

 
 
1. はじめに 

大学では多くの講義、実習、演習が行われており、

一人の学生に対して、数多くの成績データが存在し

ている。これらのデータは学生の学習上のキャラク

ターを決定する可能性のあるデータであり、そのキ

ャラクター分析をより早い段階で行うことにより、

学生にあった学修指導を行っていくことができるよ

うになるこ。 
その一方で、大学における各科目の評価は、科目

の目的が異なること、科目担当教員が異なること、

科目の性質が異なることなどの理由によりそれらの

データは一見独立なものとなっており、系統的な解

析を行うことは不向きである。もちろんどの大学に

おいても、カリキュラムが設定されており、教科や

その内容、評価において一定の基準は存在している。

しかし、試験やレポートまたは態度評価など複数の

項目による評価が行われることによって、教科の垣

根を越えたユニバーサルな評価基準を設定すること

は非常に困難なものである。さらに、学生の変容に

よって成績評価結果は年度毎に実質的な変容をはら

んでいる。これは、当該年度の学生に合った講義を

行おうとすることによって生じるものであり、講義

内容が変化することにより、同一の成績評価を行っ

たとしても、それに対する学生の反応としての成績

データが実質的に変化しているという問題である。 
このように、成績データはそれ自身が独立性をは

らんでいるため、これまで大学において講義の成績

データを用いた解析やそれが基となる学生のカテゴ

ライズが行われた例は少ない。そこで、これまで、

学生の学習上のキャラクター分析を行うことを目的

とし、個人の成績予測システムおよび学修指導シス

テムの開発を行ってきた。本論文では成績予測シス

テムおよび学修指導システムの全容およびシステム

開発に必要な成績データ内の特徴量の抽出結果につ

いて報告を行う 
 

 
2. システムの全容 

図 1 に開発を行っていく個人成績予測システムの

全体図を示す。第一段階では、成績データが取得で

きたタイミング(定期試験後)で指定した解析を行う

プログラムの開発を行う。第二段階は、学修指導対

象の学生データと過去の学生のデータの類似度を検

索することによって対象学生の問題点を抽出するプ

ログラムの開発である。システム開発としては現在

第一段階と第二段階の間にあり、成績データ取得後

に必要となる解析方法の検討および成績内の特徴量

の抽出を行っている。第三段階では、データにした

がって学修指導を行った学生の指導後データと過去

の卒業生等のデータを比較することによって、学修

指導の効果を検証し、解析するべきデータや新たに

取得するべきデータを AI が提案することができる

システムの開発である。第四段階では，学修指導対

象学生が変容していく情報を随時利用し、対象学生

にとって最適な学修指導のタイミングの提案および

問題解決の方法を提案することができるシステムの

開発である。 
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3. 開発の現状：個人成績の可視化による特徴

分析 

個人の成績データは前述したような成績データの

独立性を担保するため、学修指導対象学生と既卒学

生および上級生の同一科目間の成績比較を行う。ま

た、同一科目内に起こる年度毎の独立性を担保する

ため、科目成績データはその年度の平均点で除した

値を指数とし、表 1 のような科目表にに従い、学生

1 人当たりに 1 つの指数の等高線図 (図 2) を描くよ

うにしている[1]。 

 図3にある年度のカテゴリー (1, 2, 1) 学生と(1, 
1, 2) 学生の成績比較を行った結果を示す。カテゴリ

ー分類は高学年時(4～6 年)に行われる 3 つの試験結

果により分類したものであり、ナンバー0 が成績上

位学生、ナンバー1 が平均的成績の学生、ナンバー2
が成績下位学生となるように試験毎にナンバーを付

し、その組によってカテゴリー分けを行ったもので

ある [1]。カテゴリー内の試験は先の 2 つの試験が 4
年次に行われたものであり、最後の試験が 6 年の卒

業時点での試験結果となっている。 
カテゴリー(1, 2, 1) 学生は 4 年次の試験では成績

中位および下位を示していた学生であるが卒業時点

で平均的成績となった学生であり、カテゴリー(1, 2, 
2) 学生は 4 年次までは同様の傾向を見せていたが、

6 年次の試験で成績下位となった学生である。(1, 2, 
1 ) 学生の成績傾向として図左下領域の教科科目の

成績が(1, 2, 2)学生と比べて良い傾向にあり、この科

目の成績を特徴量として成績予測を行うことができ

る可能性を示唆している。 
図 4 にカテゴリー(1, 2, 1) 学生と(1, 1, 2) 学生の

比較を示す。カテゴリー(1, 1, 2) 学生の低学年次の

成績は(1, 2, 1) 学生と比べて全体的に良い傾向にあ

るが(1, 2, 1) 学生の持つ特徴として教科座標 10~ 12
の領域の成績が低い傾向にある。この領域は実習や

演習の成績が配置されている領域であり、態度評価

などを含む成績が低い傾向にあることが示唆される。 

  

4. まとめと展望 

今回低学年次の成績マップを用いて学生の成績の

特徴量分析を行い特徴的科目の抽出を行った。今後

これらの情報をもとに学生の成績を予測していくシ

ステムおよび学修指導システムの開発を行っていく。 
参考文献 

H. Shimakura : 学生の成績評価インターフェイスの

開発, Proceedings of the 42d Annual Conference of 

Japanese Society for Information and Systems in 

Education, 77-78 

表 1. 科目表[1] 

3 年後期 教科 3SA 教科 3SB 教科 3SC 

⋮    

1 年後期 教科 1SA 教科 1SB 教科 1SC 

1 年前期 教科 1FA 教科 1FB 教科 1FC 

 

 

図 2. 指数の等高線図[1] 

 
図 3. カテゴリー[1] (1, 2, 1)学生と(1, 1, 2) 学生

の比較 

図 4. カテゴリー[1] (1, 2, 1)学生と(1, 1, 2) 学生

の比較 
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プログラミング的思考のための Web ブラウザベース学習環境の試作 
 

A Prototype of Web Browser based Learning Environment  
for Computational Thinking 
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あらまし：初等教育におけるプログラミング的思考の学習にあたっては，従来の教科教育との接続と，実

用的なプログラミングスキルへの発展の双方を考慮した学習環境が必要である．本研究では独自開発し

た Python ベースのインタプリタに基づいて，Web ブラウザ上のオブジェクトを操作しながらプログラミ

ング的思考を学ぶことができるプロトタイプ学習環境を紹介する． 
キーワード：初等教育，プログラミング思考，Web ブラウザ，学習環境 

 
 
1. はじめに 

2017年 3月に発表された新学習指導要領において

小学校段階におけるプログラミング教育の実施が明

示された．ここでのプログラミング教育とは，「子供

たちに，コンピュータに意図した処理を行うよう指

示することができるということを体験させながら，

将来どのような職業に就くとしても，時代を超えて

普遍的に求められる力としてのプログラミング的思

考などを育むこと」（1）とされている．つまり，今後

の初等教育におけるプログラミング教育では，(1) 
従来の教科教育で育まれる思考力との接続と，(2) 
将来の実用的なコーディングスキルへの基盤をいか

に実現するかが重要な課題となっている．近年では

様々なビジュアルプログラミング言語を利用した初

等教育向けのプログラミング教育の実践も精力的に

行われているが，上記の目標を達成するためには，

コーディングよりも教科に関連する課題解決の文脈

で，処理の組み合わせを試行錯誤できる学習環境が

必要不可欠であろう． 
本研究の目的は，こうした初等教育におけるプロ

グラミング的思考の学習を対象に，Web ブラウザ上

でプログラムの部品(オブジェクト)を操作しながら

課題解決を目指すことができるプロトタイプ学習環

境を提案することである．  
 

2. プログラミング的思考学習環境の要件 
初等教育におけるプログラミング的思考を対象と

した学習環境の設計・開発にあたっての要件を以下

のように整理した． 
(1) 従来の教科教育で育まれる思考力との接続 

(a) プログラムにおける基礎概念(分岐や繰り返

しなど)を教科教育における課題の中で表現

すること． 
(b) 試行錯誤を通じた課題解決ができ，処理の

組み合わせによる実行結果が表示できるこ

と． 

(2) 将来の実用的なコーディングスキルへの基盤 
(c) プログラムに対する予備知識が不要である

こと． 
(d) 実用的なプログラミング言語へのステップ

アップが容易に行えること． 
 

3. インタプリタ/コンバータ Prag 
要件(2-d)に対応するため，本研究では javascript 上

で実装した Python サブセットインタプリタ/コンバ

ータである Prag を開発した． 
Web ブラウザ上のコードや操作を JSON 経由で

Pyhton に変換するインタプリタと，Python のソース

コードを JSON 経由で Web ブラウザに展開するコン

バータ，javascript 上で処理を実行し結果を返すラン

タイムから構成される． 
これにより，近年機械学習をはじめとして様々な

分野で利用されるようになっている Python を Web
ブラウザ上のビジュアルエディタで実行することが

可能となる．さらに，変数やクラスの概念を持ちあ

わせ，ステップ実行に対応していることから，デバ

ッグ機能等の実装も容易である． 
 

4. プロトタイプ学習環境 

4.1 電子マネーを使おう 

図 1 にプロトタイプ学習環境の一つである「電子

マネーを使おう」のユーザインタフェースを示す．

ここでは，(i) 電子マネーにいくらチャージされてい

るかを確認する，(ii) 購入したい商品を決めて価格

を計算する，(iii) 電子マネーで支払いを行う（不足

する場合にはメッセージを出す），といった主に算数

に関連するサブ課題から構成されている． 
一方，要件(1-a)に対応するプログラムにおける基

礎概念としては，手続きと分岐を対象にしている．

要件(2-a)に対応するため，画面下部右側にあらかじ

め準備されている処理項目を選択して，画面下部左

側の空きスロットに Drag & Drop することで，画面
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上部の電子マネーカードを動かしたときの処理を決

めることができ，平嶋らの作問学習環境で用いられ

ているキットビルド方式に近い形式となっている(2)． 
電子マネーを操作したときに表示されるメッセー

ジは作成した手続きに従って行われるため，要件(1-
b)に対応する試行錯誤をしながら正しい処理を行う

ことができる手続きを学んでいくことが可能である． 
 

 
図 1. 「電子マネーを使おう」の UI 

 

4.2 畑の作物を収穫しよう 

図 2 にプロトタイプ学習環境の一つである「畑の

作物を収穫しよう」のユーザインタフェースを示す．

ここでは，(i) 大きい作物のみ収穫する，(ii) 畑の端

まで収穫する，といった主に家庭科に関連するサブ

課題から構成されている． 
要件(1-a)に対応するプログラムにおける基礎概念

としては，分岐と繰り返しを対象にしている．処理

の決定方法については 4.1 節と同様であるが，「ロボ

ットを動かす」ボタンを押すことによって，ロボッ

トが収穫を開始するようになっている． 
ロボットを動かしたときの動作は作成した手続き

に従って行われるため，例えば，大きさをチェック

する前に「収穫」する項目を実行すると全ての作物

が収穫され，大きさをチェックする前に「右に移動」

すると収穫が行われない等といった試行錯誤を行う

ことができる． 
つまり，児童はコードそのものを書くことを求め

られるのではなく，項目の組み合わせによって課題

を解決するという論理的な思考が要求されることと

なる．また，課題が分割されていることで，一度に

学ぶべき内容は制限されており，試行錯誤にかかる

時間も大きくなりすぎないことが期待される． 

 
図 2. 畑の作物を収穫しよう 

 
5. おわりに 
本稿では，2020 年に直面する初等教育におけるプ

ログラミング的思考のための学習環境として，Web
ブラウザ上で処理項目の組み合わせによる課題解決

を容易に体験できる学習環境を提案した．初等教育

におけるプログラミング教育の手法としてはビジュ

アルプログラミングを利用したものやロボットの動

作を目的としたものなどが注目を集めているが，提

案手法は少ない制約で教科教育における課題とプロ

グラミング的思考を組み合わせることが出来ること

の利点は大きいものと考えている． 
現時点では独自開発したインタプリタ／コンバー

タ Prag を中心として教材も自作しているが，教員が

オブジェクトを組み合わせて容易に教材を準備でき

るオーサリング環境の構築を進めている．また，児

童の試行錯誤のプロセスを管理できる機能や，他の

教員が作成したコンテンツを共有できる機能の開発

も今後の重要な課題の一つである．また，実際に提

案したプロトタイプを実際の小学校で利用すること

によって改善点を明らかにしていきたい． 
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話して・触れて・動かす人型ロボットの一般情報教育における実践報告 
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あらまし：コミュニケーションロボットが社会に広がりはじめ，身近な存在になろうとしている。しかし

ながら，多くの一般人のロボットに対する理解は極めて薄い。そこで，教養教育として位置づけられてい

る一般情報教育の授業に人型ロボット NAOを導入し，授業教材としての活用を試みた。その結果，学生

一人一人がロボットを動かすためのプログラミング学習を体験したことで，ロボットの理解が深まったこ

とが伺えた。 

キーワード：プログラミング，人とロボットとの相互作用，コミュニケーション，体験学習 

 

 

1. はじめに 

近年，インダストリー4.0に注目が集まるなか，テ

クノロジーの著しい発展が見られる。そのうちの一

つに位置づけられるロボットは，医療や介護，サー

ビス等の様々な分野で活躍をはじめ身近な存在にな

りつつある。その外観は，人と同じまたは人型であ

るものの機械的，更には，動物などを模したものが

ある。人がこれらロボットと接する機会が増えるに

つれ，人とロボットとの相互作用 Human-Robot 

Interaction（以下，HRIと言う。）に関する研究が様々

な側面から進められている。この研究・開発の定義

について今井（1）らは，人とのコミュニケーションお

よびメカニズムの探求の 2つのトピックからHRI研

究を解説している。特に，人とロボットとがコミュ

ニケーションをとることを観点に置いた林（2）は，人

がロボットを人と同じように認識する We-mode が

重要であると述べている。このことは，ロボットの

外観のみが人の認識に影響するのではなく，その振

舞いや視線等も相互作用には大きな影響を及ぼすこ

とが示されている。また，神田（3）は，人とロボット

との距離や空間配置に着目し，ロボットに対してパ

ーソナルスペースのような防衛的な距離を必要とし

ないことを示している。また，具体的な事例の一つ

に，ロボットがファシリテーター役になるには，聞

き手の視野内に入り自律的に振舞うことで自然な対

話が成り立つことを挙げている。 

ここ数年では，実際に人型ロボットが店頭に置か

れるようになり，訪れたお客が興味を惹かれてゲー

ムやその振舞いを楽しむ光景を見かけるようになっ

た。しかし一方では，使い方がわからないのか飾り

物に留まり，その場に合った能力を活かせていない

傾向が見受けられる。将来何らかの形でロボットを

操作する側の立場になった時に，マニュアル通りに

使うのではなくその場に適した柔軟な対応ができる

よう，より深くロボットを知ることが必要であろう。

このためには，ロボットが人の手の介在なしに動作

するという先入観から脱し，人の手で動いているこ

とを体験し，更には，ロボットの振舞いによって人

がどのように感じるかを学ぶことである。 ここでは，

ロボットに対する先入観や誤解を払拭する目的で，

授業に人型ロボットを活用した試みを報告する。 

 

2. 授業への取り組み 

一般情報教育に位置付けられる授業で，2017年後

期に医療系 26名および 2018年前期に文系 32名の 1

年生を対象に人型ロボットを導入した。 

2.1 人型ロボット NAO 

教材には，SoftBank Robotics（4）が開発した人型ロ

ボット NAO（以下，NAOと言う。）1台を活用した。

これは，身長 58ｃｍ体重 3.5ｋｇと小柄ながらも，

画像認識や音声認識，手足を動かす等の振舞いをし

ながら会話ができる特徴を持っている。また，ソフ

トウェア Choregraphe を使ったプログラミングによ

って，NAOへ自由に動作を与えることができる。こ

のソフトウェアは，Pythonや C++等の専門的な言語

を知らない初心者でも，部品をドラック&ドロップ

するだけで簡単にプログラミングができる。 

2.2 NAOの活用 

授業の流れは（表 1），はじめに NAOを知ること，

次に Choregraphe を使ったプログラミング，最後に

テーマに沿った作品づくりをおこなった。この作品

づくりは，話す・触れる・動かす特徴を活かした，

人と NAO との自然なコミュニケーションをテーマ

にした。医療系の学生を対象にした授業では，専門

分野で将来活躍することを前提に，癒し・学習・介

護をキーワードに，現在の NAO が人に対してどの

ような支援が可能なのか，会話や振舞い方について

その表現方法を考えるものとした。文系の場合は，1

台の NAO に対して受講人数が多く実機で繰り返し
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テストすることが難しいため，会話を中心に考える

こととした。ここでは，主に医療系を例に報告する。 

 

表 1 医療系の授業構成 

授業回数 内容 

1～2 
「話す・触れる・動かす」ことを 

デモで体験する 

3～10 

Choregrapheを使ったプログラミング 

・基本機能の使い方 

・音声認識を使った簡単な会話 

・初歩的な QiChatの使い方 

11～13 テーマに沿った作品づくり 

14 実演動画の作成 

15 作品の評価会 

 

2.3 作品づくり 

作品は，フリーで提供されているソフトウェア

Choregraphe（図 1）を使い作成した。このソフトは，

手を振る，話す等の NAO に与えたい動作が 1 つず

つボックス化されており，それらを処理手順に従っ

て線で結び付けると一つのプログラムになる。更に，

ある程度操作に慣れた段階で QiChat スクリプトを

使うことにより，初心者が取り扱う程度であっても

バリエーション豊かな会話を作ることができる。 

次に，テーマに沿って作られた作品例を紹介する。

その一つは，学習を支援することをテーマにした作

品である。これは，医療の専門知識を利用したクイ

ズ形式で作られたもので，人の関節や筋肉の部位を

NAO のボディを触り正誤を確認するといったもの

である。この作品は，NAOのボディに触れると反応

する特性を十分に理解し活用できていることが伺え

る。 

もう一つは，癒しを与えることをテーマにした作

品で，ストーリー性やユーモアのある会話と振舞い

によって，あたかも NAO に魂が宿り自律的に動い

ているかのような錯覚が芽生え愛着さえ感じさせる。

NAO に教えるという行為は，NAO と対面する人を

患者に置き換えて考えた時に，支援を受ける側の気

持ちを配慮した表現を考える一つの学びの機会にな

ったのではないかと推察する。 

 

 
図 1 Choregrapheによる作品づくりの様子 

3. 学生の反応 

今回受講した医療系学生に対してロボットに関す

る過去の経験を聞いてみたところ，10年ほど前に科

学館などの展示場で見たことがある，または，ここ

2～3 年で店頭に置かれているものを見掛けたこと

がある程度であった。今回初めて NAO を使い，話

す・触る・動かすことを経験し，人が介在すること

で柔軟な活用ができることを体験できたのではない

かと考えられる。このことは，ロボットに対するア

ンケート調査のうち，「ロボットを使うための準備や

その後の運用に対して人が関わる必要がないと思う

か」（図 2）の質問に対して，85％以上が何らかの形

で人が関わることが必要であると学びを通して理解

し，ロボットに対する先入観や誤解を払拭できたの

ではないかと推測される。 

 

 
図 2 医療系学生に対するアンケート 

 

4. おわりに 

受講後の感想を見ると，簡単な操作性が面白さを

誘発し，且つ，自分が作ったプログラムによって思

い通りに NAO を動かせることで達成感が得られて

いる様子が伺える。このように，ロボットが学生の

学びに少なからず影響を及ぼすことから，人とロボ

ットとの相互作用について情報教育の立場から探る

ことを今後の課題としたい。 
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発話内容を関数で作成できるタンジブルなプログラミングツールの開発 
 

Development of a Tangible Programming Tool 
 Creating Speak Content’s Function  

 
津田 真理子

*1, 本吉 達郎
*2, 澤井 圭

*2
，増田 寛之

*2
， 

玉本 拓巳
*2
，小柳 健一

*2
，大島 徹

*2 
Mariko TSUDA*1, Tatsuo MOTOYOSHI*2, Kei SAWAI*2, Hiroyuki MASUTA*2,  

Takumi TAMAMOTO*2, Ken’ichi KOYANAGI*2, Toru OSHIMA*2   
*1
富山県立大学大学院工学研究科知能デザイン工学専攻 

*1 Graduate School of Intelligent Systems Design Engineering, Toyama Prefectural University 
*2
富山県立大学工学部知能ロボット工学科 

*2 Department of Intelligent Robotics, Toyama Prefectural University 
Email: t754013@st.pu-toyama.ac.jp 

 
あらまし：本研究では，発話内容を関数として呼び出すことによって，サブルーチンの概念を習得できる

プログラミングツール P-CUBE2を開発している．ターゲットユーザはプログラミング初学者や視覚障が
い者である．ユーザは，マットにブロックをはめ込むという簡単な操作で「順次・条件分岐・繰り返し」

に加え，「サブルーチン」を用いたアルゴリズム構造を体験できる．本稿では，システムの概要と発話関

数を導入したプログラム内容について述べる．	

キーワード：プログラミングツール，サブルーチン，アルゴリズム構造，タンジブル 
 
1. はじめに 
平成 28 年に発行された文部科学省が提唱してい

る中等教育一貫の技術分野の教科書に「サブルーチ

ン」の概念が紹介されている（1）．サブルーチンとは，

同じ内容のプログラムをまとめ，呼び出すことでプ

ログラムを効率よく記述できる手法である．近年，

ソビーゴ（2）や Scratch（3）といったプログラミングツ

ールにもサブルーチンが導入されている．しかし，

これらのツールは出力結果が PC 上のオブジェクト
であることから，視覚障がい者が使用者から暗に排

除されてしまう． 
そこで本研究では，サブルーチンの学習が可能で

あり，視覚障がい者をターゲットユーザに含めたタ

ンジブル（4）なプログラミングツール P-CUBE2（5）

の開発に取り組んでいる．本ツールに関数マット，

関数ブロック，ひらがなブロックおよび簡単なワー

ドを音声として出力可能なデバイスを導入し，発話

内容を関数として設定できるようにした．本稿では，

システムの概要，および関数を導入したプログラム

内容について報告する． 
 

2. P-CUBE2 
本ツールはプログラムマットにブロックを並べる

という簡単な操作で，制御対象の発話内容を制御す

ることができる．本節では，システム構成について

述べる． 
2.1 システム構成 
本ツールは関数マット，メインマットからなるプ

ログラムマット，およびプログラミングブロックか

ら構成されている．図 1にシステムの構成を示す．
本システムでは，プログラミングブロックの判別に

RFID（Radio Frequency Identification）システムを採

用している．本システムは，バッテリ不要なパッシ

ブタグ（RFIDタグ）が，リーダライタ（RFIDリー
ダ）から送られてくる搬送波を反射することで通信

を行う．マット内部には RFIDリーダ 19基が組み込
まれており，各プログラミングブロックの側面には

RFIDタグが付与されている．リーダとタグを一対一
対応させることで，プログラムマット上に置かれた

ブロックの配置情報を読み取ることができる．読み

取ったブロックの配置情報は転送用 PC から

Bluetoothを介して，制御対象のマイクロコンピュー
タである Arduino に転送される．ユーザはプログラ
ム作成後，転送用マットに転送ブロックをかざすこ

とで，プログラムを転送・実行させられる． 
 

 
図 1 システムの構成 

 
2.2 プログラミングブロック 
 プログラミングブロックは 4種類ある．図 2にプ
ログラミングブロックの外観を示す．ブロックに精

密機器は内蔵されておらず，子供の乱雑な扱いに対

して，ロバスト性があると考える． 
ひらがなブロックはデバイスの発話内容を制御す

るブロックである．形状は六角柱，質量は約 10gで
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ある．CUD（Color Universal Design）を取り入れ，
色覚障がい者にも判別可能なデザインを心がけた． 
発話関数ブロックは発話内容を関数として定義す

るためのブロックである．形状は立方体であり，質

量は約 25gである．試作段階のデザインから改良し，
側面に唇を模倣したオブジェクトを付与した． 発話
関数を 4段階まで設定できるように，各面取り部分
に点字，および各側面下部にシリコンによる凸情報

を付与した． 
条件分岐ブロックは発話内容を分岐させるために

用いる．このブロックは制御対象に取り付けられた

スイッチの ON/OFF制御に対応する．本ブロックは，
条件分岐の始点を意味する「IF START」と，終点を
意味する「IF END」の 2 種類ある．質量は「IF 
START」が約 80g，「IF END」が約 40gである. 
繰り返しブロックは発話内容を繰り返し制御する

ために用いる．1 対のブロックとして用いることを
示すため，ブロック同士を紐で接続してある．質量

は約 200g（1個 100g）である． 
 

 
図 2 プログラミングブロック 

 
3. プログラム例 
本節では発話関数を導入したプログラム例を紹介

する． 
3.1 順次 
	 図 3に発話関数を用いた順次のプログラム例を示
す．関数マットに，はつわ 1「ぶどう」，はつわ 2「り
んご」という発話関数を定義する．例えば，メイン

マット内で順に 2個ずつ配置すると，「ぶどう」「り
んご」を 2回ずつ発話するプログラムを作成できる． 
 

 
図 3 順次のプログラム例 

3.2 条件分岐・繰り返し 
図 4に条件分岐・繰り返しのプログラム例を示す．

ユーザは，制御対象のスイッチを押すか/押さないか
で出力結果が変わるプログラムを作成できる．具体

的には，関数マットに，はつわ 1に「ぶどう」，はつ
わ 2に「りんご」という発話関数が定義し，メイン
マットで条件分岐，繰り返しブロックと併用するこ

とで，制御対象がスイッチを押されていない間は，

はつわ 2の「りんご」を発話し続け，押されている
間は，はつわ 1の「ぶどう」を発話し続ける． 

 

 
図 4 条件分岐・繰り返しのプログラム例 

 
4. まとめ 
発話内容を関数として呼び出すことによって，サ

ブルーチンの概念を習得できるプログラミングツー

ル P-CUBE2 を開発した．対象者はプログラミング
初学者や視覚障がい者である．マットにブロックを

はめ込むという簡単な操作でプログラミングの基本

的な学習要素の習得を目指している．本ツールでは

「順次・条件分岐・繰り返し」に加え，「サブルーチ

ン」といったアルゴリズム構造を導入した．本稿で

は，システムの概要と発話関数を導入したプログラ

ム内容について述べた． 
今後は，視覚障がい者に向けたワークショップや

実験を通して，ツールの操作性および学習効果が得

られるかを検証していく． 
 

参考文献 
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数式曖昧入力変換方式による 
数式入力インタフェースのスマートデバイス向け UIの試作 

Prototype Mathematical Input Interface for Smart Devices 
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あらまし：我々は，数学 eラーニングを対象とした数式入力インタフェースを開発してきた．本インタフ
ェースは，数式曖昧入力変換方式を利用し，キーボードにより数式を普段読むように入力し，表示された

変換候補から所望の数式を選択することにより，数式入力ができる．近年，eラーニング学習環境は，情
報通信技術の発展およびモバイル端末の普及により，スマートフォンやタブレットなど多様化している．

本研究では，数式入力環境を広げるため，スマートデバイス向け UIを試作したので報告する． 
キーワード：数学 eラーニング，数式入力インタフェース，スマートデバイス 

 
 
1. はじめに 
近年，情報通信技術の進展により，多くの教育機

関で学習管理システム（Learning Management System, 
以下，LMS）を活用した eラーニングが導入されて
いる．LMSの基本機能のひとつに，学生の理解度の
確認や演習を行うためのオンラインテスト機能があ

る．従来のオンラインテストは，多肢選択や空所補

充などが主流で，理数系科目の演習で必要な数式を

解答形式としたテストは難しかったが，数式の自動

採点を可能とした数学オンラインテストシステムの

登場により，実現できるようになった．現在では，

STACK(1)，MATH ON WEB(2)，Maple T.A.(3)といった

数学オンラインテストシステムが活用されている．

一方，課題もいくつかあり，その一つに数式入力の

負担が挙げられる(4)．現在，数学オンラインテスト

で利用されている数式入力方式は数式の正誤判定に

利用している数式処理システム（Computer Algebra 
System, 以下，CAS）の文法に従って入力するテキ
ストベース入力方式と Word の数式入力エディタの
ようなGUIを用いた構造ベース入力方式の 2種類が
ある．例えば，4 2と入力する場合，テキストベー
ス入力方式では，“4*sqrt(2)”のように CAS の文法
に従って入力しなければならず，初学者のつまずき

の原因となっている．一方，構造ベース入力方式も

数式構造を把握し，適切なテンプレートを選択する

必要があり，初学者にとって負担が大きい． 
さらに，学習環境の多様化に伴い，従来の PC 環

境に加え，スマートフォンへの対応も検討する必要

がある．数式入力については数字と記号が混在する

ため，スマートフォンで入力をする際は，キーボー

ド画面の切り替えが多発し(5)，入力時の負担が大き

くなると考えられる．本研究では，スマートデバイ

スにおける数式入力環境を改善するために，数式曖

昧入力変換方式(6,7)によるスマートデバイス向けの

数式入力インタフェースを試作したので報告する． 
 

2. 数式曖昧入力変換方式 
数式曖昧入力変換方式とは，数式を読むように曖

昧な文字列を入力し，算出された変換候補から所望

の数式を選択することで数式入力ができる方式であ

る．「数式曖昧文字列」とは，数式に表示されていな

い記号は入力せず，数式要素に対応するキーワード

を読む順番に入力することを指す．例えば，表１の

ように，	4 2の場合は，“4root2”と，4と 2の間の
表示されない積記号は入力しない．また，分数では

CASのような区切り括弧も不要である（表 1）． 
本方式を実装した数式入力インタフェース

MathTOUCH(6)による数式入力手順を図 1 に示す．
Step 2に示す変換候補の算出には機械学習による予
測アルゴリズムを使って最適候補を提示している(7)． 

 
表 1 数式曖昧文字列の例 

数式例 数式曖昧文字列 CASの例 
4 2 4root2 4*sqrt(2) 

𝑥 + 3
𝑥 + 1

 x+3/x+1 (x+3)/(x+1) 

sin+ 𝑥 sin3x sin(x)^3 
 

 
図 1 MathTOUCHによる数式入力手順 

Step 2

数式結果の出力

Step 3Step 1

数式曖昧文字列を入力 候補から所望の数式を
選択し，確定
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3. スマートデバイス向け UIの開発 
前章で述べた数式曖昧入力変換方式を実装した数

式入力インタフェース MathTOUCHのスマートデバ
イス向け提案インタフェースを図 2に示す．本イン
タフェースは，スマートデバイスの機種に依存しな

いよう JavaScript で実装を行った．使用するデバイ
スを判定し，PCの場合は従来通り図 1に示すインタ
フェースが，スマートフォンやタブレットの場合は

図２の提案インタフェースが表示される． 
提案インタフェースは，キーボード上部の変換候

補エリア，左側の標準キーボードエリア，中央のキ

ータイプエリア，右側の基本操作エリア，そして下

部の特殊文字キーボードエリアの 5つのエリアから
構成される．候補選択はキーボードの右側の列に配

置される Nextか矢印をタッチするか，候補リストか
ら所望の数式を直接タッチすることで，入力できる． 
キーボードは，標準キーボードが 3種類とギリシ

ャ文字や数学記号専用のキーボードが 8種類を用意
した．前章で述べたように，MathTOUCH は数式要
素に対応するキーワードを入力すれば，それに紐づ

く変換候補を算出してくれる．この数式曖昧入力変

換方式と変換アルゴリズムの特徴により，一般的な

数式は標準キーボードより入力ができるため，一章

で述べたキーボード画面の切り替えの多発による入

力効率の低下を防ぐことができると期待できる．し

かし，ギリシャ文字や数学記号の読み方（キーワー

ド）がわからない場合もあるため，ギリシャ文字や

数学記号専用のキーボードから入力ができるよう工

夫した．例えば，αと入力したい場合は，図 3 に示
す標準キーボードの“a”あるいは図 4のギリシャ文
字キーボード（キーボード下部の“π”記号のアイ
コンより起動）から直接“α”記号を指定すること
で入力できる． 

 

 
図 2 スマートデバイス向け UI 

 
図 3 標準キーボード 

 

 
図４ ギリシャ文字キーボード 

 
 

4. まとめと今後の課題 
本研究では，スマートデバイスにおける数式入力

環境を改善するために，数式曖昧入力変換方式によ

るスマートデバイス向けインタフェースの試作を行

なった．今後は，数式入力タスクのパフォーマンス

比較実験により提案インタフェースの効果・効率・

満足度の検証を行う予定である． 
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あらまし：吹奏楽の練習では楽器ごとの奏者達によるパート練習や個人単位での練習が行われる．これら

の練習には指導者が常に付き添うことができず，演奏者自身が演奏の評価を行うが初学者には適切な評価

ができない．この問題を解決するため，本研究では熟達した指導者の知見に基づき演奏を評価する，少人

数向けの吹奏楽練習支援システムの開発を目指している．今回は前段階として指導者の知見に基づいた評

価は行わず，音高の可視化を行い，演奏者の練習を支援するプロトタイプシステムを開発した．本稿では

そのプロトタイプシステムを試験的に運用した結果と評価について述べる． 

キーワード：吹奏楽，基礎練習，ロングトーン練習，練習支援システム，音高検出，可視化 

 

1. はじめに 

吹奏楽部などでは管楽器演奏のための様々な形態

の練習が行われる．パート練習や基礎練習について

は，演奏者らがパートや個人に分かれて別々の場所

で独立して行うため，指導者不在の状況で，適切に

練習できているかを演奏者自身が評価する必要があ

る．しかし，部活動では管楽器演奏の初心者も多い

ため，自身で適切な評価を行うことは困難である． 

この問題を解決するため，本研究では熟達した指

導者の知見に基づき基礎練習の支援を行う，初学者

向け吹奏楽練習支援システムを開発している(1)．研

究の第一段階ではチューナーを開発したが音高の経

時的変化を捉える事ができない．本稿では，研究の

第二段階として開発した，ロングトーン練習におけ

る音高の経時的変化の把握を支援するプロトタイプ

システムを試験的に運用した結果と評価を述べる． 

2. プロトタイプシステムの概要 

基礎練習には様々な種類の練習がある．その 1 つ

であるロングトーン練習は，「ドレミファソラシド」

のような音階の各音について，音高と音量を一定に

保ちつつ数秒間吹き続ける練習である．本研究では

まずロングトーン練習における音高の正確性と安定

性に着目したプロトタイプシステム（以下，本文中

では本システムと表記）を開発した(2)． 

2.1 プロトタイプシステムの要件 

ロングトーン練習における音高に関する評価項目

として，「理想的な音高と演奏音の音高の差異の大き

さ」と「演奏音の音高の経時的変化（ぶれ）の大き

さ」を設定した．これらの項目についての評価を初

学者自身で行うことを支援するために，本システム

の要件を以下の通り定めた． 

 理想的な音高と演奏音の音高の差異を演奏者

が把握できること 

 演奏における音高のぶれを演奏者が把握でき

ること 

 上記 2要件を演奏中・演奏後ともに満たすこと 

2.2 プロトタイプシステムの構成 

本システムには，「練習モード」と「振り返りモー

ド」の 2 つのモードが存在する． 

(1) 練習モード 

練習モードでは，1 分間に 65 拍のテンポで 1音を

8 拍（約 7.3秒間）演奏し続けた後，2拍（約 1.8秒

間）の休みをはさんで次の音の演奏に進むという手

順を 8 音分繰り返すという練習を行う．①の演奏す

べき音の音符が，演奏中は青色，休みでは黄色で，

拍にあわせて点滅する． 

演奏中は画面下部に，演奏音の音高変化がリアル

タイムにグラフとして表示される．グラフの縦軸は

音高を示しており，中央（(A)）が理想的な音高を示

す．横軸は時間軸で左から右に経時的変化を記録す

る．このグラフによって，常に理想的な音高と演奏

音の差を視覚的に把握でき，演奏者が演奏音の修正

を試みることができる． 

 

 

図 1 プロトタイプシステムの画面構成 

 

(2) 振り返りモード 

練習モードが終了すると，振り返りモードに遷移
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する．振り返りモードでは，練習モードで演奏した

ときの音とグラフを，任意の音符 1 つ分および 1 回

の練習全体について再現する．この機能により，演

奏後に自分の演奏音とグラフを確認しながら，演奏

を評価できる． 

3. 試験運用 

2018年 2 月に A校の吹奏楽部員（クラリネット 1

名，コルネット 2名，トランペット 2名），2018年 5

月に B校の吹奏楽部員（クラリネット 3名，トラン

ペット 2 名）を対象に本システムの試験運用を行っ

た．本システムを利用者が使用する端末として

Apple iPad を用いた．また，周囲の雑音や周辺で練

習する他者の演奏音を収音することを防ぎ，音高の

分析精度を高めるため，音入力デバイスには楽器本

体を挟み込む形状のコンタクトマイクを使用した． 

試験運用においては練習モードで演奏音を収音し

てもらい，収音後，教員立会いの下で振り返りモー

ドで演奏者自身に演奏の振り返りをしてもらった．

その後，本システムの使用感について，座談会形式

で意見を聞いた．4 章では，ここで得られた意見か

ら，本システムの評価・考察を行う． 

4. 評価・考察  

以下の意見より，本システムの要件をある程度満

たすことができたと考えている．演奏中については，

瞬間的な音高を提示するチューナーを用いた同様の

練習と比較して，本システムが提示するグラフの方

が音高の変化を把握しやすいことを示唆する意見が

得られた．また，演奏後にグラフ上で振り返りがで

きることによって，自分の演奏音が持つ課題に気づ

くことができ，次の練習に意欲的に取り組もうとす

る様子がみられた． 

 グラフとして音高が描画されるのが面白かっ

た．音高の揺れがしっかりと見えるため，自分

がどこで失敗したかとかが見えるから． 

 チューナーと比べるとわかりやすい．チューナ

ーだとピッチが描いてないから難しい．見返し

たりできないから直しにくい． 

 面白くて，わかりやすくていいけど，ピッチが

できなかった所を見返したり，直せたりできる

のがいいと思った． 

 いつも出してる自分の音の大きさや，今出てる

音がどれくらいの高さ，音程があっているかと

いうのがわかってよかったです． 

 自分がピッチの時だと揺れてるのはわかるけ

ど，どれくらいの大きさで揺れてるのかがわか

りづらいところがあったので，グラフだとより

わかりやすくなったのがよかった． 

 練習でその音が出ないともう 1回練習してみよ

うって気持ちになれる． 

 自分が苦手だった音を振り返るときにこの後

自分の練習にどういう風につなげていくかと

か，重点的に練習するとか，次の練習につなげ

られるのでいいなぁと思いました． 

一方，本システムの改善を期待する意見も寄せら

れた．まず，要件を満たす以前に練習を行う上で本

質的な問題となる，以下の意見があった． 

 吹き始めるスタートの拍が取りづらい．メトロ

ノームが動いているのだけでも見えるとわか

りやすい． 

 音符の点滅が青色と黄色で見にくい．パッと見

てわかるようにしてほしい．明るい色とかのほ

うが見やすい．赤とか． 

これらの意見より，拍を演奏者に提示する方法を

再検討する必要があることが分かった． 

他に，要件に関わる以下の意見が挙げられた． 

 自分の一か月前の記録とかも聞けたほうがい

い．上達したのかがわからない． 

 メモとかできるようにしてほしい．どこが悪 

かったとか． 

 楽器によって出やすい，ピッチが下がりやすい

音と上がりやすい音とかがあるんで，楽器によ

って切り替わった方がいいかなと思う． 

1 つ目の意見について，システムでは過去の練習

についても記録しているため，例えば一か月前の練

習を確認することも可能である．しかし，今回の試

験運用は各校 1 日ずつ実施したため，過去の記録を

確認できなかった．今後，継続的に運用を行い，演

奏の形成的評価に対する寄与について確認する必要

がある．2 つ目の意見について，演奏音やグラフに

加えて演奏者の感想などを記録することが，より精

緻な振り返りに寄与する可能性があるため，機能の

実装を検討する．3 つ目の意見について，楽器の特

性に合わせた音高検出や可視化を行うことは，多様

な楽器が用いられる吹奏楽では重要な課題である． 

5. まとめ 

本稿では，開発した本システムを試験的に運用し

た結果と利用者から得られた評価について述べた．

利用者の意見から，システムの要件をおおよそ満た

すことが分かった．また，今後の課題として，拍の

提示方法の再検討や，継続的運用による演奏の形成

的評価へのシステムの寄与についての確認を行う必

要があることが明らかになった． 
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あらまし：本研究は，博物館の来館者が展示物を閲覧する際に，スマートフォン・アプリを想定した電子

ガイドサービスに資するユーザモデルを提案する．まず，来館者の行動からニーズを把握するために，5

名の大学生を対象にエスノグラフィ手法である行動観察とインタヴュー調査を実施し，行動分析を行った．

それらの結果から来館者の情報取得行動と利用環境をモデリングし，大学生来館者の潜在的ニーズを抽出

し，要求仕様策定のための基礎資料を得た． 

キーワード：博物館，エスノグラフィ，潜在的ニーズ，ユーザモデリング 

 

1. はじめに 

近年，情報機器の小型化により，博物館において，

電子ガイドとして情報端末を来館者に貸し出すサー

ビスが行われている．しかし，現状の博物館では，

音声ガイドサービスが多く，ビデオや画像の利用が

ある場合でも，単にそれらを提示するだけにとどま

るものが多い． 

展示物を閲覧しながらの視覚メディアは，来館者

の顕在的・潜在的ニーズに合わせたタイムリーかつ

適切に提供されることが望ましい．このような来館

者のニーズを把握する一つの手段として，ユーザの

日常的な実践の場で生起する現象から得られる情報

をその場でリアルタイムに取捨選択しながら編集記

述する手法，およびその記述体を意味するエスノグ

ラフィが用いられる(1)． 

本研究では，博物館来館者による情報提示システ

ム（電子ガイド）の利用状況および見学行動の把握，

それらにもとづく要求仕様から新たな情報提示シス

テムの構築を目的として，エスノグラフィ手法から

得られるデータから，Holtzblatt らのコンテクスチュ

アル・デザインに基づくユーザモデリングを行う．  

 

2. ユーザ中心設計におけるエスノグラフィ 

ユーザ中心設計（UCD）プロセスの初期フェーズ

で，エスノグラフィを援用したユーザの行動記述と

モデル化手法が潜在ニーズ抽出には効果的であると

される．特に，ユーザのニーズによってインタフェ

ースを最適化させることに注意を払って設計を行う，

UCD では，エスノグラフィは，人工物の設計やそれ

らが導入された現場の設計に示唆を与えるものとし

て期待されている．しかし，元々，人類学分野で発

達してきたエスノグラフィは，時間と人的コストが

かかるだけでなく，調査者が調査対象を記述する経

験度合が要求される．そもそも，人類学におけるエ

スノグラフィの目的とは異なり，エスノグラフィ作

成プロセスにおける未編集のデータも含めて複数の

関係者間で共有を行うことが目的なのである． 

したがって，当該分野に合わせる形で様々なエス

ノグラフィの試みがなされている．このため，従来

のエスノグラフィを簡略化して応用できるようコン

テクスチュアル・デザイン(2)等の高速化手法が提案

されている． 

 

3. 博物館来館者の状況把握 

本研究では，関西大学の学生 5 名をインフォーマ

ントとして，国立民族学博物館（以下，民博）にて，

次のようなフィールドワークを実施した．民博では，

プレイステーション・ポータブル（以下，PSP）を

利用した電子ガイドが導入されている． 

3.1 方法 

まず初めに，PSP 端末を携帯する 1 人のインフォ

ーマントに対し，1 人の調査者が数メートル後をつ

けて行動観察を行った．調査者は ICレコーダとカメ

ラを持参し，適宜，ICレコーダに気づいたことを音

声記録するとともに，カメラでインフォーマントが

どこで何をどのようにしているのかを把握するため

写真撮影した．従来のコンテクスチャル・デザイン

におけるコンテクスト調査に加え、行動観察を導入

し，複数の調査データを折衷させることで，調査の

妥当性と信頼性が保証されると考えたからである．

なお，調査の前には，事前に 5 つのモデルに関する

概念知識を与え，モデルに関連する写真撮影を行う

よう指示した． 

3.2 分析 

IC レコーダに記録した音声からインフォーマン

トの行動に関する情報を時系列に並べたイベント表

を作成した．  

その結果，経過時間とともに 1 点の閲覧時間が短

くなり，2 時間を過ぎたあたりからほとんど閲覧せ

ずに通り過ぎてしまっていた．博物館全体の展示構
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造や展示量の情報が提供されていないため，来館者

が見学計画を立てられないまま見学していることを

示唆している。また、PSP 端末を使用した電子ガイ

ド最初の数回のみの使用で，その後は全く使用され

ていなかった。このことは、電子ガイドのコンテン

ツがビデオ映像主体で，展示閲覧とコンテンツ視聴

の両立が困難であることが考えられる． 

これらの結果から，電子ガイドの課題として，1)

重量，2)ユーザインタフェース，3)映像コンテンツ

に対する疑問が浮かび上がった．また，展示場の課

題として，コースナビゲーションや見学プランニン

グの提供が求められていることが示唆されている(3)． 
 

4. ワークモデルの作成 

調査終了後にコンテクスト調査を実施して，コン

テクスチュアル・デザインに基づく 5 つのワークモ

デル（表 1）にしたがい，図 1 や図 2 のようなワー

クモデルを作成した．ワークモデルは，ユーザの利

用状況を視覚化したものであり，設計チーム間でユ

ーザの現状に関する共通理解を得ることができる．

チーム間で問題点や解決策を議論する際の重要な土

台となるとともに，来館者の潜在的ニーズを抽出し，

要求仕様策定のための基礎資料の一つとなる． 

 

表 1  5 つのワークモデル 

【モデル 1】 シーケンスモデル 

 タスクがどのような手順で行われたかを時系列で表現 

【モデル 2】  物理モデル 

  ユーザがタスクを行う物理的な環境についての記述 

【モデル 3】  アーティファクトモデル 

 タスクを行うなかでユーザが使用する人工物に関する記述 

【モデル 4】  文化モデル 

 ユーザの行動に影響を与える人やルール、その影響範囲を表現 

【モデル 5】  フローモデル 

  活動の構成要素を見いだし、アクター間の情報の流れを記述 

 

5. おわりに 

エスノグラフィックなアプローチによるユーザ利

用状況の調査から得られた資料をもとに，ユーザモ

デリングをした結果，来館者が展示物を閲覧する際

における閲覧方法の課題を抽出することができた．

今後，情報提示システムの設計のための要求仕様を

策定するための知見を得た． 

次のフェーズでは，来館者の行動をシナリオとし

て一つのドキュメントとして結晶化する作業へと移

行する．それを作成するためには，来館者が見学中

に体験した個々のストーリーを適切な順序と言葉で

記述していく必要があり，これを経た上で、プロト

タイプ設計へとつなげていく予定である． 
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情報系学部における消費者教育を含む技術者倫理教育 
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中西 通雄 

Michio NAKANISHI 
大阪工業大学情報科学部 

Faculty of Information Science and Technology, Osaka Institute of Technology 
Email: Nakanishi.Michio@gmail.com 

 
あらまし：大学での消費者教育が義務化されたので、情報系学部における技術者倫理教育の授業内容に

消費者教育の視点を組み入れたモデルカリキュラムの策定を行っている。また、そのカリキュラムに沿

った教材開発を進めているので、この特徴と開発の現状を報告する。消費者教育は、被害を受けないた

めの知識を習得することが中心と考えられるが、本研究では情報系の専門家として消費者を守る立場

も重視した内容をめざしている。実際に一部を筆者の授業のなかでとりあげているところなので、本稿

には間に合わなかったが、受講学生の反応も口頭発表で紹介したい。 
キーワード：技術者倫理教育、消費者教育 

 
 

1. はじめに 
2013 年度から大学において消費者教育が義務化

されたが、大多数の大学においては具体的な教育が

行われていないようである。消費者庁の「消費者教

育推進のための体系的プログラム研究会」で作成さ

れた「消費者教育の体系イメージマップ」では、大

学での教育について、「情報提供や啓発にとどまらず、

学生へのキャリア教育としての位置づけにおいても

消費者教育を多面的にとらえ」としている。筆者は、

この考え方に沿って、消費者教育の視点を取り入れ

た技術者倫理教育の実現をめざしている。 

現状では、技術者倫理をも念頭においた消費者教

育のモデルカリキュラムは、筆者の知る限り無い。

山口は大学における技術者倫理教育の実践例および

授業効果についてサーベイしているが、2000 年頃か

ら 2010 年頃までを対象としているので、時期的に考

えて当然かもしれないが、消費者教育の視点を含む

ものは無い(7)。 

金光は技術者教育の新しい視点として志向倫理

(aspirational ethics)が導入されてきており、「技

術者のあるべき姿、より良い意思決定と実践を目指

すアプローチ」であり、「技術と社会の関係に対する

感受性、自然への尊重、公共善への参加などが含ま

れる」と紹介している(6)。消費者教育の一部にも語

られるフェアトレード（Fair Trade : 公平貿易）の

ように、地球的視点で消費を考えるアプローチとい

う点で、考え方が共通している。 

本稿では、めざすカリキュラム像と、それに沿っ

た内容の授業実践で得たものを紹介する。 

 

2. 本研究のめざすもの 
本研究では、情報系学部における消費者教育の内

容を検討し、消費者教育を含んだ情報系学部として

のモデルカリキュラムと教材を作成することを目的

とする。とくに消費者として被害を受けないことや

ビジネス・環境への配慮のためだけの教育ではなく、

消費者に対してサービスや製品を提供する立場で、

技術者としての倫理も含めた教育内容を組み立てる。

また、サイバーセキュリティ法などの法制を含む情

報セキュリティ面で消費者への啓発方法や教材の開

発も行う。さらに、作成した教材を実際に授業で試

用することで、研究の評価を行う予定である。 
消費者教育に関しては、まだ駆け出しであるが、

大阪府消費者センターや関西消費者協会で現状を聞

くなどしてきた。特に社会的責任まで含めて批判的

に考える一級市民としての「消費者市民」を目指す

ことと、技術者倫理教育との共通点を強く確信した

（前述のフェアトレードもその一つである）。さらに

この点を 2013 年度の教育システム情報学会におい

てミニディスカッションを行ってきた(3)。 
全ての分野の学部に共通する教育内容を考えるこ

とも課題ではあるが、まず各専門の学部・学科レベ

ルで教育内容を策定すべきと考える。従って、情報

系学生に対する教育内容について研究することにし

た。情報系学生を対象として、次の特徴をもつ消費

者教育と技術者倫理を含むモデルカリキュラムと学

習教材を作成することをめざしている。 
1) 情報系学部の独立した授業科目として置く形だ

けでなく、関係する複数の専門授業科目の中にマイ

クロ・インサーションの形で消費者教育の要素を組

み入れる形も考える。 
2) 授業内容は、被害を受けないための教育という

より、むしろ学生が卒業後にサービスや製品を提供

する側に立つことを意識したものとする。従って、

技術者倫理教育と密接に関連した内容となる。 
情報系の学部・研究科におけるテーマとしては、

知的財産権（著作権、特許等）、個人情報、プライバ

シー、情報セキュリティなどが挙げられる。 
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3. 科学研究費としての研究推進 
本研究では、2015 年度より科学研究費を得て研究

分担者と協力して研究を進めており、これまでに成

果の一部として、モデルカリキュラムを発表した(5)。

具体的な内容については本稿では省略するが、この

モデルカリキュラムでは、グループ討議に全 15 回の

うち 5 回程度を充てることにしている。 
受講者にグループで討議・発表させることが、課

題の理解や解決に有効であることは、多くの文献で

共通して主張されている。筆者の十数年にわたる技

術者倫理教育の経験でも実感しているので、作成す

る教材には討論の技法や具体的な問題の論点の例を

含める予定である。 
 

4. 授業実践例と受講生の評価 
上述のモデルカリキュラムの教材候補として考え

た内容の一部を、筆者の担当する大阪大学大学院情

報科学研究科の授業科目「情報技術と倫理」で取り

入れてみた。本科目は 15 回で構成され、うち 5 回を

筆者が担当している。残りは各回をそれぞれ一人の

教員が担当するオムニバス形式であり、各教員の専

門分野における倫理的問題を取り上げている。授業

内容には、集積システム設計と知的所有権、製造物

責任、内部統制、ヒューマンエラー、営業秘密、プ

ライバシー保護、失敗学などを含む。 
受講者に対して、学部時代の受講経験について質

問したところ次のとおりであった。有効回答者数 67。 
 

 2 単位の学部専門科目を履修した： 
16 人・24%  [46 人・66％]（37 人・56％） 

 学部科目の中で、90 分×２回以上技術者倫理・工学

倫理の内容を受講した： 
7 人・10%   [2 人・3%] （7 人・11％） 

 学部科目の中で 90 分×1 回程度あった： 
7 人・10%   [3 人・4%] （7 人・11％） 

 履修したことはない： 
37 人・55%  [19 人・27％]（15 人・23％） 

なお、[ ] 内は 2016 年度で有効回答者数 70、また ( )
内は 2014 年で有効回答者数 66 である。2018 年度は

学部専門科目で学習したことのない院生が増えてい

る。この理由は、学部カリキュラムの変更があった

ものと推測できるが、調査はしていない。 
本研究の対象は学部専門教育であるが、今年度の

受講者については、学部で履修した者は院生が過半

数なので、授業実践の結果は学部教育とほぼ同じよ

うに捉えてよいと考えている。 
今年 6 月の授業では、オンラインの会員登録など

で個人情報を収集する際に、収集の目的や規約を消

費者に理解してもらうための方策について、グルー

プ討論させた。その結果のレポートは本稿執筆時点

でまだ提出締切日が来ていないので、口頭発表で報

告したい。 
このほか、特に内部告発を中心として、倫理綱領

および公益通報者保護法と関づけて構成しているが、

「内部告発は最後の手段であり、そうしなくてもよ

いような組織風土づくり、組織内で議論を行いやす

くすることが必要である」いう基本線で扱っている。 
また、教員からの一方的な講義は減らして、実際

の事例や仮想事例をとりあげて、グループ討議をす

ることで、学生の理解度・倫理意識が高まるように

している。グループ討議で異なる専攻の学生同士が

議論できるようにグループを編成している。これは

学生に好評である。 
毎回の宿題は、すべて大阪大学学務情報システム

Koan のアンケート機能を利用して、テキストベース

で意見を書いてもらった。提出された意見は CSV 形

式で取り出せるので、内容にコメントを付けて、あ

るいは着目した記述に黄色マーカで示す、Excel 
VBA を用いて文章中に現れたキーワードに色付け

するなど加工して、翌週の授業時には、授業支援シ

ステム（ベースは Blackboard 9）上に開示した。1 つ

の設問に対して 300 字であっても 70 人分になると

かなりの分量になるが、「他のグループの議論結果や

個人の課題の解答が見られたことも，様々な考え方

を知る上で良かった」というコメントもあり、結構

見てくれている受講生もいたようである。また、グ

ループ討議で作成してもらった資料も同様に開示し

ている。 
毎回の授業で実施したグループ討議に関しては、

学生から「討議や発表の時間がもう少し必要」とい

う意見が数多くあり、さらに改善する必要がある。

また、倫理綱領を調べさせる課題や、研究者倫理に

関する仮想事例は、大学院生を対象とするこの授業

で適切という声が多かった。 
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あらまし：機械学習を利用し動作の識別を自動的に行うような動作解析手法では，動作の特徴量を考慮す

る必要がない反面，学習内容のブラックボックス化による教育支援への弊害という欠点がある． 

本研究では，モーションセンサデバイスである Kinect により得られる関節座標データと，時系列データ

の特徴量を自動的に学習することができる RNN（Recurrent Neural Network）によって行われる動作識別

の結果を利用して，学習した動作の推測・可視化できるかの検証を目的とする. 

キーワード：学習結果，動作識別，機械学習，特徴量，Kinect，RNN 

 

 

1. はじめに 

人の動作を指導する際，そのアドバイスは抽象的

になることが少なくない．動作解析によって動作を

定量的に評価しアドバイスを行えば，初心者の動作

習得を容易化できると考えられる．動作識別をする

際は，学習支援に繋がる動作モデルを考え，そのモ

デルを表現する特徴量を定義する必要がある（1）．動

作認識の精度はそのモデルや特徴量に対応可能なも

のに限定される．そのため，識別対象の動作を変更

あるいは増やすと，その度に特徴量の抽出方法を見

直す必要性があり動作識別が容易ではない． 

そこで本研究は，機械学習の一種であり時系列デ

ータから特徴量を自動的に学習可能な RNN

（Recurrent Neural Network）に着目し，Depth センサ

搭載型カメラデバイスの Kinectにより得られる人体

関節座標データに対して RNN を適用し，リアルタ

イム識別を可能とするシステムを試作した．我々は

ラジオ体操の 5 パターンを対象に RNN を適用し，

高い識別精度からその有効性を示したが(2)，学習支

援の観点では，学習内容がブラックボックス化され

るため，識別判断の基準となる動作特徴量が把握で

きず，学習内容が動作指導に利用できないなどの弊

害を持つ欠点がある．RNN の学習内容の可視化を行

うツールを用いて RNN の隠れ層の反応を見る手法
（3）があるが，このツールが対応するのはテキストデ

ータのみで座標データは対応できない．本発表では，

本システムの動作識別結果を分析して，学習者の誤

り行動を解析できるかを検証する． 

 

2. 動作識別手法 

提案手法は，動作データの取得（2.1），入力・出力

データの構築（2.2），RNN による学習（2.3），の 3 つ

の手順で構成する．以下に各手順の詳細を記す． 

2.1 動作データの取得 

動作データの取得手順を以下に記す．「動作データ」

とは，Kinect から単位フレーム（30fps）あたりに送

られる人体 25 関節の各 3 次元（x,y,z）座標値（3×

25=75 種類の座標値），その時のフレーム番号，教師

ラベルをまとめた時系列データを指す． 

手順（1）高さ 115cm の所に Kinect を設置し，Kinect

から 230cm 離れた場所に被験者が立つ． 

手順（2）識別対象の全種類の動作データを 1 ファイ

ルにまとめて取得するために，任意の時間毎に動作

と教師ラベルを共に変更しながら順番に動作データ

を取得する．「教師ラベル」とは，RNN で動作パタ

ーンを識別するための指標である．例えば，動作 1

種類目の時は教師ラベルが「1」，動作 2 種類目の時

は教師ラベルが「2」というような数値で表される． 

手順（3）取得した動作データを csv 形式で保存する． 

2.2 入力・出力データの構築 

入力・出力データの構築手順を以下に記す．ここ

でいう「入力データ」とは，動作データ上の動作種

類毎に一定フレーム数で分割していき，フレーム番

号と教師ラベルの列を取り除いた関節座標のみのデ

ータ群を指し，単位入力データ（学習用データ 1 個）

は分割フレーム数分の時系列データとなる．また，

「出力データ」とは，単位入力データに対する教師

ラベルの値 1 つのみのデータを指す． 

手順（1）2.1 節で保存した動作データを読み込む． 

手順（2）入力・出力データの構造となるように整形

し，入力・出力データ群にまとめて構築する． 

2.3 RNNによる学習 

動作学習手順を以下に記す．尚，本研究では RNN

において長い時系列データの扱いが可能な LSTM

（Long Short-Term Memory）という手法を利用する． 
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手順（1）2.3 節で構築した入力・出力データを用い

て RNN で動作学習を行う． 

手順（2）学習が完了したら，学習結果を保存する． 

上記の学習モデルを図 1 に示す． 

 

3. 試作システム 

3.1 リアルタイム動作識別システム 

2.3 節で保存した学習結果を利用して新たなデー

タに対してリアルタイムに動作識別を可能とするシ

ステムを開発した．「新たなデータ」とは，2.1，2.2

節と同様にして新たに構築した入力・出力データを

指し，認識率などを求める際は学習の際に使用した

動作データに含まれない被験者から取得する．ユー

ザインタフェースを図 2 に示す．識別結果としては，

識別したい動作種類の数（教師ラベルの数）に対応

する確率の値を，Softmax 関数によりリアルタイム

に表示する．図 2 は動作 2 についての出力の例であ

り，この場合は新たな入力データが動作 2 のデータ

に一番近いと機械が判断していることになる． 

3.2 認識分布を利用した動作解析 

一般的な機械学習の研究ではその認識精度が重要

となるが，学習者をユーザとする場合，誤認識の要

因には学習者の動きに誤った動きが含まれているこ

とが想定できる．つまり，学習支援を対象とする場

合は，分類器の精度の他に学習者に起因する精度低

下の要因を分析することが重要となる．学習支援シ

ステムとしては，その要因を明らかにすることで学

習者への指導が可能となる． 

本研究では，認識結果における認識結果の分布に

着目する．図 3 は，ラジオ体操の 5 パターンについ

て学習したシステムにおいて，動作 4 の動きに対し

て，正しく認識できた場合と誤った場合の認識分布

である．誤って認識した場合には動作 1 ならびに動

作 3 として認識した割合が高くなっており，これは

各動作の類似性が関与していると考えられる． 

 

 
 

図 1 RNN（LSTM）による動作学習モデル 

 
 

 

図 2 リアルタイム動作識別システム 

 

 
図 3 認識パターンの分布 

 

4. おわりに 

本研究では Kinectにより得られる関節座標データ

と RNN を利用した動作識別とその結果を利用した

動作解析について述べた．今後の課題として，機械

学習内部の重みやデータに対する反応を見るための

手段を考える必要があることや，動作識別後に行う

定量的な動作指導の方法や学習者の動作特徴の可視

化手法を考案する必要がある．  
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あらまし：災害時の避難行動を簡便に導き出すために有用とされる行動選択フローにおいて，とるべき行

動を選択するだけでなく，避難行動について学習者が主体的に判断できる素養を身につけるための逆思考

問題を用いた学習支援方式が提案されている．本研究では，紙媒体で提示されていた従来の行動選択フロ

ーを，タブレット端末で利用可能な学習支援環境アプリとして実装し，逆思考問題を取り入れた場合の有

用性をユーザ評価によって検証した． 

キーワード：防災学習，逆思考問題，発話思考法，避難行動指針，学習支援アプリ 

 

 

1. はじめに 

災害時の避難行動（安全確保行動）には，「立退き

避難」と「屋内安全確保」の 2 種類あり，災害状況

や所在地の階数など様々な条件を考慮して選択する

必要がある．避難行動の選択を支援するツールとし

て，前提条件の確認手順をフローチャート形式で表

現した行動指南型ハザードマップ（以下，選択フロ

ー）が提案されている(1)．選択フローでは，とるべ

き避難行動を簡便に選択することが重視され，それ

以外の行動はなぜ選択すべきでないかについて検討

することは想定されていない．しかし，自然災害へ

の対応では行政に過度に依存することなく，住民自

らの判断で行動する必要があるとされている(2)．そ

のため，適切な避難行動の選択に必要な情報を災害

状況から読み取り，適切/不適切な避難行動を見極め

る情報解釈能力を高めることが重要となる(1)． 

避難行動選択のための情報解釈能力を向上させる

方法として，逆思考問題を用いた学習支援方式(3)が

提案されている．先行研究(3)では，フローチャート

全体を俯瞰できるように A3 用紙に印刷した選択フ

ローを用いて，提案方式の効果を確認していた．こ

の方式を誰もがいつでも学べる支援環境として提供

するには，タブレット端末など個人で利用可能な学

習支援アプリとして実現し，先行研究と同等の効果

を達成することが不可欠となる．本研究では，選択

フロー利用時に過剰な情報を表示することなく，選

択状況を適宜確認できるトレース表示を用いた学習

支援アプリを開発し，タブレット端末を用いたユー

ザ評価によってその有用性を検証した． 

 

2. 避難行動指針の学習支援アプリ 

紙媒体で A3 サイズとなる選択フロー全体をタブ

レット端末の画面上に表示すると細部が読み取りに

くくなる．一方，フローの一部を適度な大きさで表

示すると，フローに沿ってどのような選択を行った

か一覧することが難しくなる．筆者らが開発した学

習支援アプリでは，所与の問題において考慮すべき

前提条件を限られたスペースで表示するために，確

認済の項目と次に考慮すべき項目を選択経過のトレ

ースとして表示する． 

本システムはウェブアプリとして実装され，アプ

リ画面には災害状況を記述した問題文，選択フロー

のトレース，ハザードマップ画像が表示される．選

択フローのトレース表示（図 1）には，災害の種類

から順に前提条件の入力欄が操作中に逐次に追加さ

れ，学習者が入力した内容に基づいてとるべき避難

行動が提示される． 

本アプリでは，選択フローに基づく入力に対して

結果を提示するだけでなく，関連項目間の関係性に

ついて確認を促すことによって逆思考問題の設問形

式を実現している．提示された避難行動と所与の前

提条件を関連付けて改めて確認する機会を与えるた

めに，浸水の程度・住居の階数・とるべき避難行動

の原則的な関係を図示したイラストが提示される．

それによって，入力を求められた前提条件だけでな

く，とるべき行動として示された避難行動に該当し

ない条件（居住階数や浸水深）について学習者が考

えを深めることができるようにしている．最後に，

提示された避難行動とその前提条件の相互関係につ

いて上記イラストに基づいた補足説明が示される． 
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3. ユーザ評価 

トレース表示が逆思考問題を用いた選択フローの

学習支援に有用であることを確認するために，情報

系学部の学部生 6名（うち女性 3 名，平均年齢 24.3

歳）の協力を得て学習支援アプリのユーザ評価を実

施した．評価手法としては，課題遂行中に考えたこ

とを声に出すように求める発話思考法を用いた．評

価課題には先行研究(3)と同様に学習課題（逆思考問

題）7 問，確認課題（順思考問題）4問を用いた． 

学習課題によって情報解釈能力が向上したかどう

かを確認するため，確認課題では学習支援アプリを

使用せずに協力者自身の判断によって避難行動を選

択するよう求めた．なお，ハザードマップ記載項目

の説明はアプリ内で随時参照可能であるが，閲覧し

やすさを考えて別途資料を配布した．このハザード

マップ説明資料には，被害想定区域（浸水想定区域，

土砂災害警戒区域など），避難所種別の概要説明，ハ

ザードマップに記載される凡例記号の意味を示した． 

ユーザ評価では，最初に各協力者に発話思考法の

実施要領について説明した後，発話思考法に慣れて

もらうために防災と異なる分野の練習課題（1 問）

に解答するように求めた．練習課題終了後，逆思考

問題の評価課題（7 問）に取り組むように求めた．

学習課題終了後，直後再生効果が確認課題の解答に

影響しないようにするため，5 分間の遅延課題とし

て防災と異なる分野の動画を視聴するように求めた．

その後，確認課題として順思考問題（4 問）を提示

した．確認課題には，外水はん濫による浸水を前提

とした単一災害課題（2 問），3 種類の災害（外水は

ん濫・内水はん濫・土砂災害）から 2 種類の災害が

同時に発生した場合を想定した複数災害課題（2問）

を用いた． 

 

4. 結果と考察 

協力者6名の確認課題の平均正答率は 75%（18/24）

であり，先行研究(3)の 70.8%（17/24）と同等であっ

た．発話内容については，“有効な発話”と“有効で

はない発話”に区分して検討した．有効な発話とは，

所在地の浸水の程度や所在地と土砂災害警戒区域と

の位置関係などに言及するもので，避難行動選択時

に考慮する必要がある所在地と前提条件間の関係に

関する発話である．一方，有効ではない発話とは，

避難行動選択時に考慮する必要がない前提条件や所

在地周辺に言及する発話である．分類の結果，有効

な発話の割合は 96.9%（63/65），有効ではない発話

は 2 件であった．先行研究(3)では有効な発話 94.5%

（87/92），有効ではない発話は 5 件で，有効な発話

の割合も先行研究とほぼ同等であった． 

さらに，学習支援アプリを用いて行った学習課題

における有効な発話の総数は 141 件であった．特に，

災害状況のイラストと補足説明を入念に確認する発

話が確認された協力者 4 名については，有効な発話

が 112件，確認課題の正答率も 93.7%（15/16）と高

かった．一方，イラストと補足説明を意識する様子

が確認されなかった協力者 2 名では，確認課題の正

答率が 37.5%（3/8）と低く，学習課題での有効な発

話件数も 29 件と少なかった． 

5. おわりに 

ユーザ評価の結果，平均正答率と有効な発話の割

合が先行研究と同等以上であったことから，選択フ

ローのトレース表現を用いた本アプリは，災害時の

情報解釈能力の向上について紙媒体を用いた先行研

究に劣らない効果があったと考えられる．特に，と

るべき避難行動が提示された後に示されたイラスト

と補足説明を，時間をかけて確認した協力者では，

逆思考問題に特徴的な相互関係の追認が行われ，高

い正答率を示したと考えられる． 

今回の評価では発話思考法を用いたため，課題遂

行中の発話によって思考が活性化され，正答率の向

上につながった可能性も考えられる．今後は，発話

思考法によらない実際的な学習状況で，より多くの

実験参加者の協力を得てユーザ評価を実施し，本ア

プリの有効性を定量的に検証していく予定である． 
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あらまし：本研究では、非常に教育効果が高いとされる作問学習において、学習者が作成した問題の難易

度を自動的に推定するシステムの開発、検証を行った。本学で実施された「プログラミング基礎」科目に

おいて、過去三年間に作成された約 300本の問題文をベクトル化し、一つ一つの問題に対し三段階の難易

度を割り振り、これらの学習データをナイーブベイズ(NB)、サポートベクターマシン(SV)、ニューラルネ

ットワーク(NN)の分類アルゴリズムを用いて学習させた。全データの内 80%を学習、20%をテストデータ

に用いて適合率と再現率を求めた結果、NB と NN はほぼ同じ結果だったが、SV は高難易度の問題を全

く識別できなかったことが分かった。 

キーワード：機械学習、文書分類、Python, scikit-learn 

 

1. はじめに 

作問学習は学習者が作成した問題を他の学習者に

回答させることで、学習者同士で互いに教え合いを

促す手法である。この学習手法を用いた科目は、既

に創価大学などで導入されており、教育的に大きな

成果を挙げている(1)。良い問題を作成するためには、

その科目を理解していることが必要なため、問題の

作成を行うだけでも教育効果があると考えられる。

さらに、学習者が多ければ多い程問題の難易度がバ

ラエティに富んだものになるため、アダプティブ・

ラーニングを行う上でも大きな利点になる。 

しかし、作問学習では大量に問題が作成されるた

め、問題の難易度を判定するにあたり、非常に労力

と時間がかかることになる。もちろん学習者が作問

同様自ら、もしくは互いに問題の難易度を評価する

のであれば労力も分散できるが、やはり学習者によ

る評価には妥当性に不安が残る。 

そこで我々は、問題の難易度を機械学習によって

自動的に推定することを考えた。これにより、学習

者が作成した問題の難易度を、労力をかけることな

く瞬時に判別することが可能になり、作問学習の有

用性がさらに向上すると考えられる。 

 

2. 先行事例 

機械学習による学生の成果物からの成績推定の先

行事例として、塚原と山岸は 2016年に「ミニッツペ

ーパーによる学生の成績予測」において、機械学習

によって学生が授業終了後に 1～2 分程度の時間で

書けるミニッツペーパーから、対象の生徒最終成績

を予測するシステムの構築を行っている(2)。この研

究では最終的にミニッツペーパーによる成績の予測

精度は 40%程度にとどまっており、期待していた予

測精度に満たなかった。 

このように低い予測精度になったのは学習用の教

師データが不足していたことと、ミニッツペーパー

の内容と成績の関連性が想定していたよりも低かっ

たから、と考えられる。本研究で予測するのは問題

とその難易度であり、ミニッツペーパーと成績の関

係よりも関連性の深いものになっていると考えられ、

精度の高い予測が期待できる。 

 

3. 本研究の概要 

3.1 実験環境 

本研究は機械学習用ライブラリの scikit-learn 

0.18.1 (3)、形態素解析ライブラリの Janome 0.3.5 (4)、

文書をベクトルに変換するためのツールとして

gensim 3.1.0 (5)を利用するため、Pythonを用いて開発

を行っている。 

 

3.2 実験方法 

学習およびテスト用データとして 2017年、16年、

15年の過去三年間の内に本学で実施された「プログ

ラミング基礎」において作成された問題合計 328問

を用いる。しかし、問題文のままでは学習用データ

として利用できないため Janomeと gensimで辞書を

作成した後に、それを用いて文書をベクトル化し、

教師用データとして用いた。この時、問題文中に含

まれるソースコードが形態素解析で正常に分割でき

ないことが予想されていたため、一部の C言語の命

令を名詞としてユーザー定義辞書に追加したものも

一緒に用意した。ラベルには問題が実際に出題され

た際の平均点に応じて Easy、Normal、Difficult の三

段階の難易度を割り振った。それぞれの問題数は

126,130,72となる。 
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分類器アルゴリズムには SciKitLearn に搭載され

ているナイーブベイズ(NB)、サポートベクターマシ

ン(SV)、ニューラルネットワーク(NN)の三種類のア

ルゴリズムを用いた。NNと SVのそれぞれのアルゴ

リズムでは、ハイパーパラメータを算出するためグ

リッドサーチを行った。これら一連のシステムのブ

ロックダイヤグラムを図 1に示す。 

図 1 ブロックダイヤグラム 

 

4. 結果、考察 

4.1 実験結果 

それぞれの分類器で全データの 80%を学習、20%

をテストデータとして適合率（該当するラベルを識

別した結果の内、正しくそのラベルを識別できたデ

ータの割合。精度と同義）、再現率（該当するラベル

の付いた全てのデータの内、正しくそのラベルを識

別できたデータの割合）および F値（適合率と再現

率の調和平均）を求めた。結果を表 1～3に示す。 

 

表 1 ナイーブベイズ(NB)の結果 

難易度 適合率 再現率 F値 

Easy 0.46 0.62 0.52 

Normal 0.53 0.35 0.42 

Difficult 0.36 0.36 0.36 

平均/合計 0.46 0.45 0.45 

 

表 2 サポートベクターマシン(SV)の結果 

難易度 適合率 再現率 F値 

Easy 0.44 0.77 0.56 

Normal 0.41 0.27 0.33 

Difficult 0 0 0 

平均/合計 0.34 0.41 0.35 

 

表 3ニューラルネット(NN)の結果 

難易度 適合率 再現率 F値 

Easy 0.49 0.65 0.56 

Normal 0.47 0.31 0.37 

Difficult 0.36 0.36 0.36 

平均/合計 0.45 0.45 0.44 

 

いずれも適合率すなわち精度は 50%を超えない結

果となった。最も高い精度だったアルゴリズムはNB

だが、誤差の範囲と思われる。SVは”Easy”の再現率

は高いが、”Difficult”の難易度の問題を識別できてい

ないことがわかった。 

 

4.2 考察 

三種類の分類器とも、先行研究の結果はやや上回

ったものの、決して精度は高いとは言えない結果と

なった。この結果になった要因としては、やはりま

だデータが不足していることが考えられる。また、

ハイパーパラメータやユーザー定義辞書の構成も最

適化されているか再検討する必要があると思われる。 
 

5. まとめ 

今回利用した三種類の学習モデルは、そのどれも

が実用には適さない予測精度となった。しかし、同

等数のデータを用いた先行研究での精度を上回って

いるため、やはり機械学習ではミニッツペーパーよ

り問題の方が特徴を抽出しやすいのではないかと考

えられる。今後は他のクラスの同科目でも同様に作

問学習を行うことで、学習およびテスト用のデータ

を増やすことを考えている。 

また、本研究では「畳み込みニューラルネット

(CNN)」や「再帰型ニューラルネット(RNN)」といっ

た、いわゆる「深層学習」といったアルゴリズムを

採用していない。このような新しい機械学習アルゴ

リズムを用いれば、精度が高まるのではないか、と

期待できる。 
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あらまし：全国の小学校では，新聞を教材として活用する取り組み，NIE（Newspaper In Education）が実

施されている．しかし，NIEの教材準備によって教師の負担が増加するという問題も生じている．本研究

では，小学校教師の教材準備に関する負担を軽減し，NIEを継続的に実践できる環境を提供するため，NIE

に活用しやすい Web ニュースを地域学習の教材集として推薦するシステムの構築を目的とする．本稿で

は，NIE教材に適したWebニュースを SVM（Support Vector Machine）を用いて判定する手法を検討する． 

キーワード：NIE，Webニュース，SVM，小学校教師，教材推薦，記事推薦 

 

 

1. はじめに 

NIE（Newspaper in Education）は，新聞を教材とし

て活用する取り組みのことであり，小学校や中学校

を中心に，幅広い教育機関で実施されている(1)．各地

域の NIE 推進協議会は，NIE 実践報告書(2)を毎年発

行している．小学校での実践報告によると，地元や

周辺地域に関する記事を用い，地域学習として NIE

を実践している例が多い．また，NIE を継続的に行

うことで，児童の読解力・語彙力や社会への興味関

心が向上したと述べられている．さらに，物事を多

角的にとらえる力などの育成に効果があることも確

認されている． 

小学校での NIEでは，各新聞社が発行している紙

媒体の新聞やWebニュースを使用している．しかし，

これらの記事には，児童が学習していない漢字や，

理解することが困難な表現などが使われており，児

童にとって難解な文章であることが多い．そのため，

日々発行される膨大な記事の中から，児童自身が自

分の興味や課題に適した記事を探し出すことが困難

という課題がある．また，教師にとっては，NIE に

適した記事を探すことや，記事に関する教材研究に

よって，教材準備の負担が増加するといった課題が

ある．したがって，記事の推薦や難解な言葉の言い

換えなど，児童に対する支援と，NIE に活用しやす

い記事や関連・補足資料の検索・選択など，教師に

対する支援が必要になる．そのため，新聞記事に関

する読解支援(3)や児童に対する記事推薦(4)などの研

究が行われている． 

本研究では，NIE を実践する教師向けの支援に注

目し，NIEに活用しやすいWebニュース記事を地域

学習の教材集として推薦するシステムの構築を目的

とする．NIE 教材としての価値が高い記事を推薦す

ることで，教師が記事を探す負担を軽減し，NIE を

継続的に実践するための支援が可能と考える． 

本稿では，NIE教材に適した記事を SVM（Support 

Vector Machine）で判定する手法について検討する． 
 

2. 先行研究 

我々の先行研究(5)では，NIE 教材に適した記事を

判定する基準を検討するため，特定の新聞社が補助

教材として提供しているNIEワークシートに注目し，

採用されている記事のカテゴリと読解難易度の傾向

を分析した．その結果，地域学習の NIEでは，地元

に関連する生物や行事，農作物などに関連する記事

が採用されやすいこと，ワークシートに設定されて

いる対象学年によって，採用されている記事のリー

ダビリティスコア(6)の傾向が異なること確認した．

また，読解難易度に基づく記事判定手法を初期検討

した結果，Bag of Words（BoW）に対し，リーダビリ

ティスコアと習得済み漢字割合を素性に加えること

で，判定性能の向上を確認した．表 1に結果を示す． 

 

表 1．先行研究での実験結果 

 
R:：読解難易度素性，K：習得漢字率素性 

 

初期検討では，記事内容を表す素性が BoW のみ

であったため，記事カテゴリの分析結果が活かせて

いない．そこで，本稿では，SVMの素性に形態素の

カテゴリ情報を追加し，その有効性を確認する．形

素性 presicion recall f-measure

BoW 0.815 0.786 0.795

BoW+R+K 0.822 0.809 0.810
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態素のカテゴリ情報を用いることで，より記事内容

を踏まえた判定が行えるようになり，また，地域特

有語に対する汎化性能が向上することを期待する． 

 

3. 記事判定 SVMの素性検討 

3.1 形態素カテゴリ情報の取得 

形態素のカテゴリ情報は，Juman++(7)の出力に含ま

れる名詞の意味カテゴリ 22種を利用する．Juman++

の意味カテゴリ一覧を表 2に示す． 

 

表 2．Juman++の意味カテゴリ 

 
 

3.2 形態素カテゴリ素性 

形態素カテゴリ素性には，以下を組み合わせたも

のを用いる． 

・記事中の形態素カテゴリごとの出現有無 

・記事中の形態素カテゴリごとの出現形態素数 

・記事中の各形態素カテゴリが含まれる文数 

・記事中の 2 種類の形態素カテゴリ（231 通り）

が含まれる文数 

 

4. SVMを用いた記事判定手法 

記事判定は，記事が NIE教材に適しているか，い

ないかの 2値分類であるため，先行研究(5)と同様，2

値分類で高い性能を持つ SVMを用いる． 

本稿では，SVMの素性として，先行研究(5)で最適

な結果を得た，ベース素性，読解難易度素性，習得

漢字率素性に加えて，形態素カテゴリ素性を組み合

わせて，記事判定の性能を確認する．なお，予備実

験の結果から，形態素カテゴリ素性には，4 つを組

み合わせたものを利用する． 

実験データには，先行研究(5)と同じ，NIEワークシ

ートから任意抽出した正例（NIE 教材に適している

記事）122記事と，負例 122記事を用いる． 

本稿では，判定結果の正確性を重視し，precisionを

最優先の評価指標とし，10分割交差検証により，判

定性能を評価する． 

4.1 実験結果と考察 

素性の組み合わせを変え，10分割交差検証により，

記事の判定実験を行った結果を表 3に示す．表 3の

precisionに着目すると，SVMの素性としてベース素

性に読解難易度素性と形態素カテゴリ素性を加えた

場合との判定性能が最も高いことがわかる．ベース

素性のみと比較し，precision が 2.3 ポイント向上し

ている．また，先行研究で最も判定性能が良かった

組み合わせと比較しても 1.6ポイント向上している． 

さらに，形態素カテゴリ素性を追加した組み合わ

せと，追加していない組み合わせを比較すると，ど

の組み合わせでも判定性能が向上している．このこ

とから，形態素カテゴリ素性が，NIE 教材に適した

記事の判定に有効な素性であると考えられる． 

 

表 3．実験結果 

 
R:：読解難易度素性，K：習得漢字率素性， 

C：形態素カテゴリ素性 

 

5. おわりに 

本稿では，NIE 教材に適した記事を SVM で判定

する手法について検討した．SVMの素性として，先

行研究(5)で用いられた，ベース素性，読解難易度素性

に，形態素カテゴリ素性を加えることで，先行研究

の素性よりも，precision が 1.6 ポイント向上するこ

とを確認した． 

今後は，判定精度のさらなる向上を目指し，ベー

ス素性を BoW から，word2vec などの分散表現への

変更や，記事文章の読みやすさを示す指標として，

日本語教育語彙表(8)を用いることを検討している．

また，判定した記事を教師に対して推薦するシステ

ムの設計・構築を行う． 
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素性 presicion recall f-measure

BoW 0.815 0.786 0.795
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BoW+R 0.817 0.794 0.800

BoW+R+C 0.838 0.784 0.807

BoW+K 0.809 0.801 0.801

BoW+K+C 0.830 0.784 0.803

BoW+R+K 0.821 0.801 0.806

Bow+R+K+C 0.828 0.784 0.803
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あらまし：学習者のユニバーサル化に伴い，各種学習者特性に合わせた教育が求められている．これまで，

数年にわたり同一授業に対し，相互評価，振り返り学習，積極的アプローチ，授業の同時録画と公開など

の様々な手法を試行してきた．今回は，2017 年に試行したビデオ同時収録と公開と，2016 年に実施した

通常タイプの演習の比較を行う．これらから，ビデオ同時収録と公開が学習者の課題への取り組みに与え

た影響について考察する． 
キーワード：アダプティブラーニング，積極的アプローチ，アウトリーチ型支援，ビデオ映像 

 
 
1. はじめに 
学習者のユニバーサル化に伴い，各学習者特性に

合わせた教育や学習者対応が求められている．しか

し学習者特性が，事前に明らかであることは少ない．

また学習者特性は，学力以外の精神面や身体能力，

学習能力，認知面等，様々な特性を持っている場合

がある 1-3)．例えば質問をしない・できない学習者も

多く，これら学習者に対する支援も重要視されてい

る 2)．エビデンスベースで，様々な専門家が連携し

た支援として，アウトリーチ型支援による成果報告

もある 3)．我々も，授業クラス内における学習者支

援として，クラス内アウトリーチ型学習者支援(OSS
E: Outreach Style Support Env. in campus & classro
om)として積極的アプローチ(AS: ActiveSupport)も
試行している 7)．これら学習者対応は，早期かつ適

切で柔軟な対応が重要である． 
これまで我々は，学習者の学習への取り組みの改

善に向け，様々な手法の試行に取り組んできた 4-9)．

相互評価，振り返り学習など，様々な手法を導入・

試行し，効果検証に取り組んできた．いずれの手法

も全体的に改善傾向が見られた．しかし，改善につ

ながらない学習者もいた．これまでの評価や分析は，

各手法別に行ってきた．そのため，各手法による効

果や，特性の比較が難しかった．そこで共通する分

析方法で再分析し，各手法の特性や改善傾向につい

て比較と，効果的な手法について検討したい． 
本稿では，2017年度後期に実施した，授業のビデ
オ同時録画と公開が，学習者の課題取り組み状況に

与えた影響について，報告する． 
 

2. これまでの取り組み 
これまで授業実践を行なった授業は，Web 制作

(HTML, CSS, JavaScript)を学ぶ授業である．授業では，
最初に解説を行い，その後，制作技法や操作スキル

を演習，次に課題への取り組みを通した実践力や応

用力の修得に取り組んできた． 
授業では LMS/CMS(moodle)を用い，資料配布，課
題の回収や採点・返却，小テスト，出席管理などを

行なった．授業資料はmicrosoft PowerPointで作成し，
iSpringで flash形式に変換した資料を，moodleに掲
載．学習者はこれら資料を，いつでも閲覧できる．

さらに授業資料を印刷し，学習者に配布．課題の締

め切りは，翌授業回の前日とし，課題評価は，授業

日の朝に評価している．評価結果の全体的な解説と

コメントは，授業開始時に全体向けに解説．一部の

課題を除き，再提出や，締め切り後の提出を推奨し

ている．学習者への個別対応は，学習者からの質問

対応を基本とし，授業への取り組みが，目立って芳

しくない学習者に対し，声かけをしている． 
各手法の実践方法と時期は，表 1の通りである．
全ての年度で，第 3回講義まで通常スタイルで授業
を実施．第 4回または第 5回講義以降で，対応手法
を変えた．また適用手法による効果の比較検証のた

め，各手法を適用しない授業を 2011年度と 2016年
度に実施．なお，今回の分析対象である 2016年度と
2017年度は，学期を通し同手法で実施した． 

表 1，各手法実施時期 9) 

 
 
3. ビデオ同時収録と公開 
今回は試行のため，現環境で実施できる方法で実
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施した．実践授業では，コンピュータを用いた演習

である．そのため解説に用いるコンピュータの画面

と，解説音声を同時録画し，moodle に掲載した(図
1)．解説音声の集音は，サンワサプライ MM-MC23
を用いた．画面と音声の収録は，AG-デスクトップ
レコーダー10)を用い，入力装置(マウス操作，キー入
力)の強調表示は ORAKUIN11)を利用．録画期間は，

授業の中で説明している時間とした．一つの解説は，

ファイルサイズの都合で，５分程度とした．説明終

了後，手作業でmoodleに掲載．掲載後，学生に口頭
でアナウンスした．なお 2017年度のみ，全ての講義
の最初にタイピング練習を 5分程度取り組んだ． 

  
図 1,解説用コンピュータと画面 

 
4. 結果 
まず，提出分に対する課題評点の平均値を分析し

た(図 2)．結果より，1期(Fst-Lst)は n(16)(2016年度)
と n+v(17)(2017年度)の双方で，5%水準の有意差(ウ
ェルチ T 検定)があった．Fst(1 期-2 期)は，n+v(17)
のみ，5%水準の有意差があった．以上より，1 期
(Fst-Lst)で共通した特性を確認できた．2期は，いず
れの手法でも，1 期より改善傾向がみられる．比較
すると，n(16)より n+v(17)が，改善傾向は高く，
n+v(17)のみ有意差を確認した． 

 
図 2,課題評点 

表 2,アクセス数(中央値) 

 
次に，moodleのアクセスログから，学習者別に各

掲載情報に対する閲覧傾向を分析した(表 2)．アクセ
ス数は n(16)より n+v(17)の方が低い傾向にあった．
課題に対するアクセス数は，授業内では，n+v(17)

が大きく減少傾向であった．しかし，授業外では，

n+v(17)で少し増加傾向がみられる．ビデオの閲覧回
数は，授業内外共に同値であり，全学習者が各期間

内で２回程度の閲覧をしていることがわかる． 
 

5. まとめ・展望 
今回，2017年度に実施したビデオ同時収録と公開

が，学習者の課題への取り組みに与える影響につい

て分析を行った．2016年度の通常授業の分析結果と
の比較から，授業中に解説画面と解説音声を録画し，

直後に公開した方が，学習者の課題への取り組みに

おいて，様々な改善傾向が見られた．ビデオの閲覧

回数は，授業内外共に同様の回数であった．今回は

学習者の閲覧目的や印象の調査をしていないため，

閲覧目的は確認できない．今後，閲覧者に対する閲

覧目的を，アンケート調査など行う必要があると考

えている．2017年度の方が全体的に，閲覧件数は低
いが，課題評点は改善傾向が強いこともわかった．

これらより，学習の質が高まっている印象もある．

さらに，授業外における課題閲覧件数が，他掲載情

報と比較して高い傾向も確認できた．今後，さらに

詳細な分析を行い，どの学習者群に，効果的に影響

を与えたのか，分析する必要があると考えている． 
 

参考文献 
(1) 松髙,大学生の不登校に関する要因の検討,広島
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技能五輪全国大会出場選手の技能獲得概念モデル 

National Skills Competition concept model of skill acquisition for players 
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あらまし：本報では，アンケート調査から明らかになった技能五輪全国大会で実施されている競技種目の

パフォーマンス（成績）へ影響する共通の要因について述べる．アンケートは，熟達研究の知見から「選

手」「指導者」「訓練環境」の三要因からパフォーマンスに影響する 42 項目について問いかけたものであ

る．アンケート分析では，42 項目を選手・指導者の受賞有無の二群に分けて統計検定から技能獲得概念

モデルを構築した．指導者は，技能獲得概念モデルから選手が受賞するための学習方略を知ることができ

る． 

キーワード：技能競技大会，熟達研究，職業訓練，技能科学 
 
1. はじめに 

技能五輪全国大会は，青年技能者の技能レベルの

日本一を競う競技大会である．ここでは，人の感覚

や経験に頼るアナログ的なパフォーマンスが競われ

る．技能五輪全国大会は，2 年毎に開催される国際

技能競技大会への派遣選手選考会をかねた大会でも

ある．筆者らが所属する職業能力開発総合大学校は，

厚生労働省の所管であり，全 40 職種中 14.8 職種（過

去 4 年平均）の競技委員を努めている(1)． 
これまで多くの技能研究がなされてきた(2)．しか

しながら，技能五輪競技大会を対象とした技能研究

は少ない．例えば，「認知負荷」と「認知方略」の二

つの視点での訓練法の提案などがなされてきた(3)．

これまでの技能研究は選手のみを分析対象とするも

のであり，選手を取り巻く環境要因までを含めた分

析はなされていない． 
本報では，技能五輪全国大会で実施されている競

技種目のパフォーマンス（成績）へ影響する共通の

要因から構築した技能獲得概念モデルを述べる． 
 

2. アンケート調査 

2.1 アンケート作成 

本調査で利用したアンケート作成手順については，

技能科学研究誌(4)で述べた．本節では，その要約を

述べる． 
アンケート作成では，まず測定対象となる構成概

念を過去の文献などから確認した．ここでは，卓越

したパフォーマンスについてスポーツや音楽領域の

熟達研究から調査した．パフォーマンスの定義は，

人が持つ潜在的な能力とする場合もあれば，ある場

面に発揮された能力とする場合もある．本アンケー

トではパフォーマンスを後者の立場で使用する． 
技能競技大会出場選手の技能獲得の仮説概念は，

「選手」，「指導者」，「訓練環境」の三要因で示す．

そして，選手の技能は，「指導者」と「環境」とそれ

らの相互作用により，「選手」の技能を最大化する方

向に作用しながら獲得されていくものと定義する．   
その結果，「選手」の詳細要因として，「技能向上

への熱意」，「経験年数」，「作業への注意力」，「作業

の最適化」，「睡眠時間」などを設定した．また「指

導者」の詳細要因として，「競技参加回数」，「ノウハ

ウの蓄積」，「訓練計画」，「適切な訓練指導」などを

設定した．また，「訓練環境」の詳細要因として，「練

習時間の配慮」，「設備などの充実」，「会社や学校か

らの期待」，「入賞後の優遇」，「育成選手数」などを

設定した．設定した要因は 42 項目である． 
この仮説概念を基に指導者用と選手用の２種類の

アンケートを作成した．アンケートの設問数は指導

者が 44 個，選手が 58 個である．アンケートの設問

の種類は，単一選択型，複数選択型，リミテッドア

ンサー型，自由回答/自由選択型，順位型である． 

 

2.2 郵送アンケートの回収率 

 アンケートは，第 55 回技能五輪全国大会にお

ける「機械組立て」，「抜き型」，「精密機器組立て」，

「機械製図」，「電気溶接」，「電子機器組立て」，「家

具」，「建築大工」，「移動式ロボット」の 9 職種で

実施した．指導者向けアンケートの回収率は

73.6％（回答数 143 件/発送数 193 件），選手向け

アンケートの回収率は 79.4％（回答数 297 件/発送

数 374 件）であった．郵送アンケート調査の回収

率は概ね 30%前後と言われている．郵送アンケー

トの回収率向上のために，当校の教員が主査を務

めている職種に絞って実施した．また，調査目的

と調査結果を公開する趣旨の手紙も同封した． 
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受賞経験がある指導者は 143 人中 80 人であっ

た．受賞経験のある指導者の割合は，55.9%であ

った．一方，受賞した選手は 297 人中 99 人であ

った．受賞の内訳は，金賞，銀賞，銅賞，敢闘賞，

職業能力開発総合大学校長特別賞がある．受賞し

た選手の割合は，33.3％であった． 

 
3. アンケートの分析 

図１に技能五輪出場選手の技能獲得概念モデルを

示す．技能獲得概念モデルは，「選手」「指導者」「訓

練環境」の三要因からパフォーマンスに影響すると

考えられる 42 項目に対して，選手・指導者の受賞の

有無の二群から統計的な検定から構築する．☆をつ

けた選手側の「競技の成績」と指導者側の「指導選

手の成績」のそれぞれで二群に分けて統計的な検定

を行った．環境要因は選手側のアンケートに含めた．

**は１%有意差，*5%有意差を示している．また，

10%の有意差を†として参考に示した． 
図１の左上の「選手」の要因を説明する．受賞へ

は課題練習時間が大きく影響する．選手の時間的な

リソースは限られるため企業側からの訓練時間の優

遇がなければ課題練習時間の確保が難しい．また受

賞選手は，練習法として，「作業細部への注意」→「作

業の評価」→「改善点の把握」のセルフモニタリン

グを確立している． 
次に，図１の右上の「指導者」の要因を説明する．

練習の質と量が選手のパフォーマンスに影響するた

め，指導者は，技能五輪に特化した練習メニューや

作業テクニックや技能データの蓄積がなければ練習

の質の担保が難しい．また，技能を学ぶ上で基礎と

なる「適切な身体の位置や動き」，「優れたメンタル 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の持ち方」を教えることも大切である．また，きめ

細やかな指導を実現するためには，「選手の特性に合

わせた指導」も大切となる． 
最後に，図１の中央下の「訓練環境」の要因を説

明する．訓練環境の「訓練体制」として，「多くの競

争相手」が受賞に関係している．多くの選手がいな

ければ，選手の選抜会もなく，ライバルも生まれに

くい．更に，モチベーションの維持も難しい．また，

企業側から訓練時間の優遇があればそれだけ練習時

間の確保ができるため受賞の確率が高まる． 
 
4. おわりに 

 本報では，技能五輪全国大会出場選手の技能獲得

概念モデルを述べた．本研究の特色は，選手を取り

巻く環境要因までを含めた分析をしている点にある．

指導者は，技能獲得概念モデルにより，選手が受賞

するための学習方略を知ることができる． 
 今後，効果量（Effect Size）の多い要因の重回帰分

析を行う．また，統計的な外れ値の選手を対象に練

習環境のヒアリングを実施して補完要因についても

明らかにしていく． 
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カキの食害を学習するための PBL教材について 
 

Teaching Materials for Project Based Learning of Feeding Damage in Oyster  
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あらまし：広島湾は養殖業者により多くのカキ筏が設置され全国一のカキ生産量である．また，栽培漁業

も盛んであり，種苗が計画的に育成放流されてきた．そのような魚の一種で，かつて高級魚だったクロダ

イがカキ養殖業者から害魚扱いされている．この問題は養殖漁業の盛んな地域ならではの課題である．地

域課題は教育現場で取り上げられることも多いが，何をどのように学ばせたらよいか難しい問題である．

本稿では，地域課題の学習モデルを提案し，クロダイの食害を主体的に学ぶための PBL教材を検討する． 

キーワード：養殖漁業，栽培漁業，食害，主体的学習，地域課題，水中映像 

 

 

1. はじめに 

地域課題を題材にした演習授業は，学習効果を期

待して現地の野外活動を取り入れることが多い．野

外活動は事前学習が重要であるが，限られた授業時

間のため学習者頼みにならざるを得ず，学習が不足

しがちになる．しかし，演習を通じて学習するには，

課題を十分理解し，問題が何であるかしっかりわか

る必要がある．一方，情報化が進展し，知識情報の

共有や再利用が容易になった．インターネットや検

索エンジンのおかげで情報の探索コストは無視でき

るほど小さくなった．それとともに批判的思考や主

体的行動の機会が減っているように思える．もちろ

ん，検索結果を鵜呑みにせず，納得できるまで探索

することは可能である．しかし，同じようなことを

疑問に思う人はいるもので， Yahoo 知恵袋や教えて

goo のように Q&Aの形で提供され，グーグル先生と

いわれるように検索サイトが答えを教えてくれる．

そうなると，「それは本当だろうか」だとか「どうし

てそういえるのだろうか」，「これで十分なのだろう

か」など，批判的な思考や主体的な行動を期待する

のも難しい．しかし，高等学校の学習指導要領にお

いても批判的な考察や主体的に社会の形成に参画す

る意欲と態度を養うことが重視されており，新しい

教科情報にはデータサイエンスや AI なども取り上

げられようとしている．まだ答えがない地域課題は

このような要請に対して有用な題材と考えられる． 

本稿では，地域課題を対象とした主体的で批判的

な思考を引き出す学習モデルを目指し，具体的に広

島湾のカキとクロダイの水産資源における課題の学

習を支援するための PBL教材について検討する． 

 

2. カキの食害 

広島は川も多く，広島湾には森林から豊富な栄養

分が流れ込んでいる．そのため昔からカキの養殖が

盛んでその生産量は全国一である．カキ養殖業は広

島の主要産業のひとつであり，カキは重要な水産資

源である．広島漁連(1)によればカキができるまでの

過程は，約 2 週間海中を浮遊するカキの幼生をホタ

テ貝に付着させる採苗，その幼生が付着したホタテ

貝の採苗連を干潟の棚に移動して環境変化への抵抗

力を付ける抑制，そのあと採苗連から約 40 枚のホタ

テを針金に移し替えて筏に垂下連とし吊るし，沖合

で養殖する．筏の大きさは約縦 10m横 20m，ひとつ

の筏に約 700 本吊るし，収穫まで 12～13 ヶ月を要す

る．筏は魚にとって餌も多く格好の住処である．養

殖業者にとっては毎年の幼生の付着状況や育成状況

の良し悪しが重大な問題である． 

広島湾は栽培漁業も盛んで，稚魚の育成から放流

まで計画的に取り組まれてきた．クロダイ，あるい

はチヌと呼ばれる魚は，かつてそのような魚の一種

だった．高級魚として市場価値も高く漁師にとって

漁獲対象であると同時に，色は黒いがタイ科のクロ

ダイは引きも強く釣り人にとっても魅力的な魚だっ

た．クロダイは，かつて漁獲量が減ったことがきっ

かけで種苗放流が 2008 年まで続いた(2)．その間，漁

獲量は 500～600 トン前後を推移していた．2000 年

代に入った頃からクロダイがカキを食べているとい

うことでカキ養殖業者から害魚扱いされている．実

際，魚類のカキ種苗への影響の調査(3)や食害の実態

のアンケート(4)が行われた．しかし，内臓物からク

ロダイだけでなくフグなどほかの魚もカキを食べて

いるなど，水揚げとの相関は得られていない．それ

でも放流事業のあり方や養殖業への影響を考慮すべ

きと考察されている．2009 年からクロダイの放流は

行われなくなった．クロダイがカキを食べているの

を養殖業者が筏の上から見たことがきっかけだった

らしい．クロダイはカキだけでなく，ノリやアサリ

に対しても食害の犯人として新聞に取りあげられて
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いる．近年，栽培漁業の是非も取りざたされている
(5)．クロダイは臭いといったイメージなどから市場

価値が下がり，利益がなければ漁獲対象とならない

のは当然ではあるが，大事な水産資源のひとつであ

り，排除や防御でなく両立する必要がある． 

 

3. 学習目標と PBL教材の設計 

地域課題の学習目標は，その課題をよりよく知る

（わかる）ようになることとする．演習効果をあげ

るには現場での活動はいうまでもなく，事前にしっ

かりと目的意識を持つことが重要である．何のため

の活動か，何を知りたい（得たい）のか，そのため

現地で活動しなければわからない何を体験するのか，

などを明確にしておく必要がある．綿密な実施計画

の策定など主体的に取り組むことが重要である．そ

して地域課題解決に向けてアイデアを出し合えるよ

うになることが望まれる． 

3.1 PBL教材 

学習グループがチームを組み，役割やミッション

をプロジェクトとして設定する．事前準備や現地活

動，活動後のまとめなど，学習活動全般で振り返り

や見直し，不十分であれば随時改善する．この主体

的な活動を支援するための教材を PBL 教材と呼ぶ．  

3.2 学習モデル 

想定する地域課題の学習モデルを図 1 に示す．課

題の解決，あるいは学習目標の達成は，まず，課題

の理解からはじまる．ここでは，地域課題をより広

くかつ深く理解するため，「わからない」ことを明確

にし，それらを「わかる」よう主体的に取り組み納

得することを理解ととらえる．ブレインストーミン

グや KJ 法は集めたデータの整理分類や文章化だけ

でなくその全プロセス，すなわち事前準備，野外調

査，事後整理で活用する．例えば，事前準備で見つ

けた文献資料の理解，野外調査中にデータを確認し

て追加が必要な項目の発見，事後整理で発想に利用

するなどである．野外調査に先立ち地域課題への目

的意識を主体的かつ体験的に持たせる PBL 教材は，

疑問を持たせる言明集と地域課題の事例集の知識ベ

ースと対象地域の課題を仮想的に体験できるシステ

ムからなる．言明は，例えば，「クロダイはカキの養

殖業者にとって害魚である」や「クロダイの捕食と

カキの生産量に相関はない」などである．事例は水

産業や農業の地域課題への取り組み事例である． 

 

 
図 1 地域課題の学習モデル 

例えば，農林水産業の 6 次産業化で世羅高原 6 次

産業ネットワークや萩大島船団丸の例などである．

仮想体験システムは，例えば，身体動作に連動した

映像を提示するシステムなどである． 

3.3 水中撮影システム 

広島県水産海洋技術センターによれば，カキ筏に

いるクロダイの数などを調査する手段はスキューバ

ダイビングである．実際に，潜って目視により確認

している．そこで，まず，ICT を利用した図 2 に示

すような自動撮影システムを構築する．全天球カメ

ラで定点からできるだけ広範囲かつ長時間の映像コ

ンテンツを収集し，仮想体験システムに組み込む．

長時間撮影するためには，1 日や 1 ヶ月，1 年（季節）

の潮の変化，カメラの電源や防水などを考慮する必

要がある．また，筏の下は，潮の流れが緩いと濁っ

て透明度が低く，深くなるほど青かぶりするといっ

た問題も考慮しなければならない．さらに，映像は

遠隔でも確認できることが望ましい． 

 

 
図 2 水中撮影システム 

 

4. おわりに 

地域課題の学習モデルを提案し，水産資源におけ

る地域課題を題材に PBL教材を検討した．今後，水

中撮影システムによるコンテンツ収集とともに仮想

体験システムを構築し，さらにクロダイの個体数カ

ウントの（半）自動化を目指す予定である． 
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MOOCs 学習者のサポート設計 
－初学者の学習経験から－ 
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あらまし：MOOCsはオープンアクセスで誰にでも公開されている性質から,学習者の前提知識やテクノロ

ジーのスキルが個人により異なる.このようなオンライン環境では,学習支援を担うサポートシステムが重

要だ.一方,現状のMOOCsのサポートシステムはコース提供者によって様々である.また,近年MOOCsプロ

バイダーは高校生向けの講座を広く提供するなど,新たな学習者層を集めている.こうした MOOCs を取り

巻く環境では、初めて MOOCs を受講する学習者や,多様な学習者が効果的に学習を進めるためのサポー

ト設計が求められている.本研究は,MOOCsに参加した初学者の経験分析と,現状の MOOCs の分析から,効

果的学習のためのサポート設計について考察する. 

  

キーワード：MOOCs(Massive Open Online Courses)，学習支援，サポートシステム 

 

 

1. はじめに 

近年日本国内でも ,大規模公開講座 MOOCｓ

(Massive Open Online Courses）は,様々な学習者から

関心を集めている.誰でもが受講可能なオープンア

クセスという性質上,受講者の学習ニーズや背景,コ

ンピュータを用いてオンライン受講するための技術

的な習熟度も様々である.MOOCs 設計においては,

個々によって前提知識やスキルが異なる学習者が円

滑で効果的な学習ができるようなサポートシステム

の構築が求められる.本稿は,そのための第一歩とし

て,初めて MOOCｓを受講する学習者がどのような

サポート必要とするのか,学習者の受講経過の観察

とアンケート,インタビューから調査した. 

 

2. MOOCs と受講者 

MOOCs は初めて MOOCs 受講を体験する,いわゆ

る初学者を惹きつけて,その学習者は広がり続けて

いる.現在の形態のMOOCsがアメリカのスタンフォ

ード大学で始められてからの 6 年間で,9 万４千コー

スが提供され,コース登録した学習者は 8,100万人に

のぼる（Class Central, 2018）.2017年一年間だけでも,

新たに 2,300 万人が,彼らにとって初めての MOOCs

を受講した .近年では ,アメリカやヨーロッパの

MOOCs プロバイダーは高校生向けの講座を多数展

開しており,受講者層はさらに広がっている.このよ

うな初学者や若年の受講者層の広がりは ,初めて

MOOCs にアクセスする学習者でも円滑で効果的に

学習を進められる設計を必要とするだろう.そこで,

本稿は,初学者のMOOCs受講者がどのようなサポー

トを必要としているのか,MOOCs登録,受講の一連の

過程で,何に困り,どのように対処したのかを調べ,サ

ポートシステム設計への示唆を得ようと試みた.初

めてMOOCsを受講する参加者の学習経験を観察し,

調査を行った.  

 

3. 調査方法 

大学入学直後の 1 年生の前期授業で MOOC の講

座を紹介し,受講経験を調査した. 

大学 1 年生のコンピュータリテラシーの実習授業

で,JMOOCが提供する講座,「コンピュータのしくみ」

を紹介し ,受講方法を説明した .授業内で全員に

JMOOCと,目的の講義の登録方法を教え,コンピュー

タを利用したMOOCs受講登録の実習を行った.その

後のオンラインによる講義の受講は学習者の自己主

導で行うよう,必修ではなく学習者の選択とし,全 4

単元のうち,学習内容が授業と関連する第２単元ま

でを勧めた.受講した学生は,単元終了ごとにテスト

の結果を提出し,学習経験についてのアンケートに

答えた.受講しなかった学生には,登録までの手続き

についての経験と学習を継続しなかった理由を問う

た.さらに,インタビューで学習経験を調査した. 

 

4. オンライン学習におけるサポートと設計 

MOOCs の学習者サポートについての研究は,学習

データを個人の特性に合わせた個別化への適応への

調査報告などはあるものの,包括的な設計へのフレ

ームワークは乏しい.一方,既存のオンライン学習に

おけるサポートについては,McLouhlin (2002) は,教

授設計の主要な要素として,構成主義のアプローチ

から,学習過程とアウトカムの足場架けをもたらす

設計要素をまとめた.その中のひとつに,「アクセスで

きる」ことを挙げ,モデレーターや FAQ などが”Just-

in-time”, タイミングよく必要な時にサポートを提
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供できることを求めた. 

また,Jung と Hong（2014）はアジアの学生がオン

ライン学習で成功を生み出すためのサポートシステ

ムのアプローチとして,「システム的サポート」,「認

知的サポート」,「リフレクションのサポート」,「情

緒的サポート」,「ジェンダーサポート」の 5つの要

素をまとめた.その中で著者らは,「認知的サポート」

の最も重要な要素として,学習者の自己主導を支え

るために,学習コンテンツに入る前の導入段階での

オリエンテーションプログラム,オンディマンドミ

ーティング,アドバイスセッションなどを提案した.

これらは,学習コンテンツをプレビューし,整理し,復

習するストラテジー構築のための重要な要素だとし

た.また,「システム的」ドメインには,ユーザーフレン

ドリーで,24 時間アクセスできる環境の構築を必須

とし,さらに,ソーシャルネットワーキングシステム

を用いた,学習者の相互支援と学習経験の共有を挙

げた.「情緒的サポート」には,講師や学習者の「ソー

シャルプレゼンス」,つまり,コミュニケーションを介

在した存在感や帰属意識の構築を重要視した. 

これらのサポートを包括的に設計するための指標

として,鈴木（2006）は eラーニングの質を 5つにま

とめた.低次レベルから,最も根底に,1) アクセス環

境や学習環境を挙げ,2) 内容や情報の中身と効率的

提供,その上に , 3)情報デザインの要件 ,4) 学習効

果,5) 魅力の要件とした. 

本研究では,学習者が調査で答えたトラブルや問

題点から,MOOCs での設計課題がどこにあるのかを

分析する手がかりとして,これらを理論的フレーム

ワークに用いることとする. 

 

5. 結果 

 参加者のMOOCs受講は,現状では進行中でありデ

ータは集積途中である.詳細は受講終了後,分析の上,

発表予定である. 

5.1 参加者の MOOCs 学習経験 

調査に参加したのは,2018 年 4 月に大学に入学し,

コンピュータ利用の基礎を学ぶリテラシー科目を受

講した大学 1年生 45 人で,受講前の調査では,すべて

の学生がこれまで MOOCs の学習経験はな

く,MOOCs の存在を知らなかったと答えた.e ラーニ

ングの学習経験をたずねたところ,およそ 40％の学

生が,経験があるとこたえた.95.5%が自宅にインタ

ーネットにつながる PC を所持しているが ,一方

で,MOOCsを学習する予定の端末として,とコンピュ

ータ答えたのは77.3％でおよそ20％の学生はスマー

トフォンと答えた. 

5.2 MOOCs と講座登録 

参加者が受講したMOOCsは JMOOCが 2018年 4

月から開講した理系基礎科目「コンピュータのしく

み」で,Fisdom プラットフォームで提供された.登録

手続きと,受講準備確認までを大学の授業の実習で

行った. 

講座に登録するためには JMOOC にまずログイン

し,その後改めて Fisdom に会員登録し受講する必要

があった.実習を観察したところ,二段階の登録画面

があることに戸惑う学生も見られた.また,目的の講

座をプラットフォームの講座リストから見つけられ

ない学生が複数いた.これはページ内をスクロール

する必要があることに気づかないことが要因だった.

半角,全角入力の切り替えが原因でログインできな

いなどの,コンピュータ利用の基本的なスキルに起

因するトラブルもあった. 

5.3 受講者の MOOCs 学習経験 

講座の受講は現在進行中で,調査データは集積中

である.受講登録から3週間経過した段階のアンケー

トでは,自己主導で学習を進めている学生と,登録後

一度も受講していない学生が混在している.受講し

た学生は,単元終了時にMOOCsが提供している単元

確認テストを提出するとともに,アンケートに答え

た. 

これまで受講者が答えたアンケートから,学習者

が経験した問題の一部を抜粋する. 

 

表 1  MOOCs受講中の問題や感想 

経験した問題,感想 その時の対応 

探しているコースが見つ

けられなかった. 

自力で探し出した. 

ビデオで口頭説明では言葉

がわからない. 

動画の字幕機能を

使った. 

専門用語がわからない. 対応していない. 

最初の講義を見て続きを見

ようとは思わなかった. 

対応していない. 

 

6. まとめ 

これまでの観察や学習者アンケートにあがった問

題点は,鈴木(2006)のモデルで最も根底レベルである,

アクセス環境や学習環境に関わる.現在行っている

調査と共に,インタビューデータを分析し,サポート

設計への考察を発表する予定だ. 
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双方向授業支援システム， e ラーニングと小テスト付きレポート返却システ

ムの連携による教育効果向上の試み

Attempt to improve educational effect by cooperation of audience response 
system, e-learning and report return system with small test
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あらまし：双方向授業は学習効果と学びの深化という点で効果が高いが，講義での知識を伝える時間が

減るというデメリットがある．演者らは、双方向授業支援システムと e ラーニングおよび小テスト付き

レポート作成により教育効果の向上を目指した，本発表では、複数の教員の連携による教育方法の運用

方法と合わせて、授業と自習の連携方法について報告する．

キーワード：双方向授業支援システム，eラーニング，レポート返却システム

1. はじめに
酪農学園大学ではクリッカー型の双方向授業シス

テム， e ラーニング LMSおよび Webでのレポート

返却システムの試行的利用を重ね，教育システム開

発とは関わりの低い一般教員に利用範囲が拡大する

状況になっている． 一般教員への拡大にあたって

は，利用開始時の障壁を低くするとともに，利用目

的・方法についての試行とその情報共有が重要な段

階でもある．本研究では これらのシステムについ

て 大学内の広い範囲の教員 が システムを 利用でき

る体制の整備と，それぞれの教員がシステムを利用

した目的および方法を報告する．

2. 対象とする教育支援システム
教育支援システムとしては，表 1 に示す 2 種のシ

ステムを対象とした．といかけ君と飛ぶノート出雲

は酪農学園大学で開発され，民間会社が製品として

販売している．といかけ君はスマートフォンを利用

するクリッカー類似の双方向授業支援システムで，

学生の回答を自動分類してその場で採点し，個人別

に成績を通知できることを特徴とする．飛ぶノート

出雲は，手書きのレポート内に印刷されたマークシ

ートに基づいて，提出者個々に Web 上でレポート

を返却するシステムである．

表 1 本研究で対象とする教育支援システム

教育システム 機能・分類 提供形態

といかけ君 双方向授業支援 クラウドサーバー

飛 ぶ ノ ー ト 出 雲

(Moodle)
手 書 き レ ポ ー ト

Web 返却

学内サーバー・ス

キャナー

3. 利用体制の準備
2 つのシステムについて，一般の教員が特段の準

備を必要とせず実施できるよう準備を行った．

3.1 といかけ君

といかけ君(図 1)を利用するための準備は，学生

用スマートフォンの機種選定，学内 LAN への接続，

サーバーのセキュリティー要件への対応およびマニ

ュアルの整備等多岐について行った．その際，受講

者全員に回答保証を整備することも目標とした．

2017 年に実施されたクラウドサーバーへの接続

試験の結果から，受講生はキャリア回線でといかけ

君サーバーに接続した．回答保証のため，予備スマ

ートフォンも用意された．これらの準備を行うこと

により，教員は特段の準備なくといかけ君の利用を

開始できるようになった．

図 1  といかけ君の概要
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3.2 飛ぶノート出雲(Moodle)
手書きレポートを Web 上で返却するための飛ぶ

ノート出雲については，学生が塗りつぶすマークシ

ートの認識データに基づいて，提出学生を特定して

専用 Web スペースに返却する．学生の個人別 Web
スペースには，全科目のレポートが返却されるため，

レポートについてのポートフォリオが実現される．

レポート用紙は，基本のマークシート欄と所属氏名

欄を除いては個々の教員がデザインを決めることが

できる．スキャンとスキャン結果の登録は教員が行

うこととなっている．学生の閲覧は，酪農学園大学

の教育系ポータルの UNIPA か標準 LMS である

Moodle からログインして閲覧する方法がとられて

いる．これらの設置，管理およびマニュアル類の整

備は教育センターの教務 1 課が担当している．その

ため，飛ぶノートの利用環境整備は，教育センター

から教員への告知を通じて行われた．

4. 実際の利用

4.1 といかけ君
といかけ君のライセンス形態は，50人１ヶ月3980

円という設定である．受講者 200 人の講義を半期利

用すると講義当たりの負担が大きくなるため，開講

日，時間帯の異なる複数の講義でライセンスを共有

した(図 2)．

図 2 といかけ君の共有設定画面

講義での利用では、学生が 1 問目でログイン後，

教員画面に表示される回答番号欄で回答の登録を確

認することができる(図 3)．といかけ君での講義で

の利用では，アクセスが集中した場合のスマートフ

ォンのフリーズが散見されたが，再ログインで解決

するため，全員回答を義務付けることができた．

利用教員の提示した設問の一例を示す．

表 といかけ君で利用された設問の例

教員 設問 設問の意図
遠藤 10Gy 全身照射された場

合の影響

学習した多数の

項目から可能な

変化を抽出する

高橋 知的好奇心のための動物

実験に対する意見

説明前後の受講

者の意見の変化

を確認する

森田 前搾り乳を採り、乳房炎

を発見する道具の名称

学習した知識の

確認

小糸 複利計算を理解するため

の 1＋利子率の計算

学習した知識の

応用能力の確認

設問は下記のパターンに分類された。

1 単純に知識を確認する

2 講義での説明を元にして，講義とは異なる側面

を問う

3 講義のテーマに関し学生の変化を確認する

出題はプリントまたは口頭で提示された．設問は

講義前に作成される場合が多いが，回答は単語でも

可能なため，学生の理解度に応じて講義中に作成さ

れる場合もあった．講義では、しばしば講義計画通

りに理解が進まない場合があるため，即興で作成さ

れる設問は理解の推進に有効性を示した．

4.2 飛ぶノート出雲(Moodle)
飛ぶノート出雲は，教員が飛ぶノート用シートに

レポートをデザインして学生に記入させる形式で利

用された．デザイン例を図 3 に示す．

図 3 飛ぶノート出雲のデザイン例

自由度の高さと教員の手間の少なさから，飛ぶノ

ートの利用件数は増加傾向にある(図 4)．2018 年度

から小テストへのサポートも実現したため，今後，

利用のさらなる拡大が予想される．

図 4 飛ぶノート出雲の利用件数

5. まとめ
教員の自由度の高さ，準備の手間の少なさと学生

の回答を保証することにより，利用率の高いシステ

ムが実現した．
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あらまし：本稿では救命救急センターにおける多職種連携教育の取り組みを報告する。救急初期診療で

は多職種が携わっているが、暗黙知が多く、経験の浅い看護師や薬剤師にとっては勤務上の不安要素と

なっている。一方、医師もその他の職種が救急初期診療の場面でどのように考え行動しているかを把握

しきれていない。そこで症例をベースに経験のある医師、看護師、薬剤師が日頃救急初期診療において

考えていることを可視化し、共有できるような多職種連携セミナーを実施した。その結果、本セミナー

後には現場での実践において他の職種との協働や連携を意識した行動が見られるようになった。 

キーワード：多職種連携教育，グループウェア，診療の標準化，救急医療  

 

1. はじめに 

救命救急センターにおける多職種連携には暗黙知

となっている部分が多い。経験のある医療従事者同

士では上手く機能するが、経験の浅いメンバーが加

わると機能しない部分が出てくるためその都度教育

する必要性があった。一方、経験の浅いメンバーや

新人からは「救急初期診療に関わりたいがどう動け

ばよいかわからず不安」「医師の考えていることがよ

くわからない」「どこまでの知識が求められるのかわ

からないため学習が進まない」などの声もあった。

医師間では、チーム医療を支援するため、以前より

救命救急センター医師の間で合意を得た診療ガイド

となる診療プロトコルを作成し、研修医を含め若手

医師のジョブエイドとして有効活用している。この

診療ガイドを基盤に救急初期診療で協働する医療従

事者が知識や考えていることを共有する機会を持つ

ことで前述した問題が解決されるのではないかと考

えた。結果として医療チームの質が向上し、初期治

療室で働く若手医療職の不安を払拭できるのではな

いかと推察された。また 2016年には医療保健福祉分

野の多職種連携コンピテンシーも公表され(1)、卒前

における多職種連携教育の必要性も報告されている
(2)。しかし救急医療の現場での多職種連携の重要性

は言われているが（3）、その教育方法についての報告

は殆ど見られない。そこで今回グループウェアを活

用し、ブレンド型の多職種連携教育を試みたため報

告する。 

 

2. 目的 

医師間で共有している診療プロトコルと症例問題

を用いながら、他の職種の考えを共有し、ベストな

パフォーマンスについて検討することでその後の現

場での行動が変化するかどうかについて調査するこ

とを目的とした。 

 

3. 方法 

受講者は看護師 3 名（救急初期診療の経験 10 年

以上）と薬剤師 3名（それぞれ救命救急センター、

ICU、HCU勤務）、救命救急センター医師 3名（救急

初期診療の担当者）とした。 今回のセミナーは外傷

症例の初期診療をテーマとした。事前資料として内

容の少しずつ異なる症例を３つ提示し、それぞれに

関連する診療プロトコルをグループウェアである

Microsoft teams を用いて共有した。３症例は同職種

内３名に一つずつ割り当てた。事前学習の課題とし

て以下の２つを提示した。1)診療プロトコル内の用

語で説明できないものは自分で調べ、グループウェ

ア内で共有しておく、2)症例提示では病院前の救急

隊情報が含まれるが、予想される外傷と準備、最善

のゴールを考え、掲示板に記載する、こととした。

対面でのセミナーでは、まず、事前学習 2)を踏まえ、

職種毎に３症例におけるベストな対応は何か、その

際には他の職種に望むことは何かを考えてもらった。

その上で、症例毎に各職種から選出されたメンバー

（多職種チーム）でそれぞれの立場でベストな対応

を検討、共有し、意見を出し合った。他の職種の意

見を聞いた上で、今回セミナー終了後にアンケート

調査を行った。 

 

4. 結果 

ディスカッションでは、指示を出すタイミングは

看護師、薬剤師の動きを予想しながら出すべきだ、

看護師、薬剤師については医師が作成した診療プロ

トコルを基に知識を増やすことができた、何を考え

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

C4-2 

― 303 ―



ているかが明確になったという意見があった。事前

アンケートでは多職種が集まって自分や他の職種の

業務について検討する機会について尋ねたところ、

全員がなかったと回答していた。 

セミナー直後と１ヶ月後アンケートは受講者９名

を対象に行った。前者の結果は表１に示す。満足度

は高く、今後もセミナー参加を希望する人が多かっ

た。また症例をベースにした討論を多職種で行うこ

とが有意義であったという意見が多く寄せられた。

自由記述では他職種の思考プロセスを知ることで自

らの行動を振り返ることができた、事前課題をグル

ープウェアで共有化したことにより自分の考えを深

めることができ、他の人々が考えていることも共有

できた、などの意見が得られた。一方、セミナー１

ヶ月後アンケートでは、医師から現状での診断、今

後の処置の方向性を確認するようになった、一緒に

いたスタッフと救急初期診療での症例を振り返るよ

うになった、先を読んで準備するようになった、な

ど行動に変化が現れてきていることが示された。 

 

5. 考察 

多職種連携は救命救急センターの業務において非

常に重要であるが、その教育方法については明確な

ものはない。当センターでも方略が立てられず、実

践に踏み切れていなかった。今回の参加者もこのよ

うな多職種が集まるセミナーの受講経験は全くなか

った。そのため本セミナーに期待する点として、他

の職種の考え方を知り、自分達ができることを考え

直したい、救急初期診療チームの質向上につなげた

い、などが挙げられた。セミナー終了後のアンケー

ト調査では、セミナーの満足度は高く、参加者のニ

ーズに応えられる企画となったと評価できる。松井

ら（４）の報告では，病院職員は，専門職種に対する理

解が不十分であったと感じていたが、職種間の理解

や情報共有によって連携が上手くいったと感じてい

たとしている。そこで職種間の相互理解がチーム医

療の実践においては重要であると指摘されており、

これは本セミナーでも同様の結果であった。 

一方、診療プロトコルに関しては、症例に対しど

のようにして医師が活用しているかを知ってもらう

と同時に、他の職種がそれぞれの場面で何を考え、

行動しているかを見える形とすることができた。チ

ームへの教育ツールとしても有用で、指導側の効率

性も上がる可能性が示唆された。 

今後の展開として、初療業務において自分の職種

の必要な準備や予測すべきことを医師の診療に合わ

せたジョブエイドがあれば自分のパフォーマンスは

向上すると思うかどうかをアンケートで尋ねたとこ

ろ強く同意する意見が多かった。そのため今回のセ

ミナーを踏まえ、同職種内で外傷初期診療における

各職種のベストな対応を考え、それを形式知化し、

外傷初期診療における各職種の診療ガイドを作成、

実際の現場で共有する予定としている。これを職種

毎に合意を得ることができれば、経験の浅い者が救

急初期診療に携わることになっても、それらを教材

に学習することも可能となるのではないかと考えて

いる。このサイクルを繰り返し、多職種連携可能な

診療プロトコルが作り上げられれば、診療チームの

質向上だけでなく、効率的な職場内学習につながる

ことが期待できる。 

 

6. 結語 

チーム医療の質向上には、合意が得られた診療ガ

イドとなるプロトコルが重要な要素であり、多職種

連携教育においても非常に有用であった。 

 

 
図 1 事前資料として使用した診療プロトコル例 

 

表 1 事後アンケート結果（n=9） 

（1:全く同意できない⇔5:強く同意する） 

質問 平均 

セミナーの満足度は？ 4.11 

セミナーの目標設定は妥当であった？ 3.78 

事前課題は難しかった？ 3.22 

同職種同士の討論は有意義であったか？ 4.44 

他職種同士の討論は有意義であったか？ 4.56 

診療をチームで実践したくなったか？ 4.44 

今後こうしたセミナーに参加したいか？ 4.78 
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あらまし：医学生を対象として、実臨床と同じく症候から疾患を鑑別し治療方法を考えさせるシナリオ型 e ラーニング

教材を開発している。オープンソースの教材制作システム「Xerte」を使用し、設問の選択肢のボタンから次の設問に進

ませ、選択した項目により次の段階へ進めたり再考を要したりする教材形態とした。学習履歴を取得・分析し、得られた

データから学生の理解が不十分な点を授業・実習における教育の改善に結び付けていく。  
キーワード：e ラーニング，シナリオ型教材, Xerte, 臨床実習 
 
1. はじめに 

医学生は系統講義で大量の知識を習得して臨床実

習に臨む。その知識を実際の臨床でどのように使用

するのか、なぜこの知識が必要なのかを理解させ、

かつ PC 上で臨床症例を疑似体験できるシナリオ型

教材の開発を行っている。制作には簡単に電子教材

を作れるオープンソースの Xerte(1)を用いる。実際

の医療現場を想定した設定の設問で、患者が搬送さ

れて来たところから始まり、処置・検査等を経て診

断を行い救命に至る一連の流れをコンピュータ上で

行う。画像等の媒体を多く使用できるため臨場感あ

ふれる教材となる。また、学習履歴を取得できるメ

リットを利用し、学生の理解度および間違えやすい

点を客観的データで判断し、講義および実習におけ

る指導に反映させていく。実際に臨床実習前と臨床

実習中の使用状況を比較し、学習状況の変化を見る。 
 

2. 方法 
シナリオ型教材を e ラーニング上で作成し、e ラ

ーニング上の臨床実習のコースに掲載して学生が自

由に学習できるようにした。実際に使用したデータ

をもとに、使用された時期を実習前と実習中に分け、

学生の正解まで要する回答回数および学習内容に差

が見られるか統計学的に検討を行った。 
 

3. 教材制作の流れ 
シナリオ型教材の制作はテーマの設定とシナリオ

の原稿制作を担当教員によって行った。テーマの設

定は学生が必ず経験すべき症候を選択した。初年度

は「意識障害」「循環不全Ⅰ（循環血液量減少性ショ

ック）」「循環不全Ⅱ（心原性ショック）」「循環不全

Ⅲ（血管作動性ショック）」「呼吸不全Ⅰ型」「呼吸不

全Ⅱ型」の 6 テーマを選定した。各教材は同じ構成

とし、患者が搬送された時点の情報から始まるシナ

リオ型教材、解説、復習用練習問題の 3 部構成であ

る。教材が形になった時点で、診療科内でピアレビ

ューを行い教材の内容の精査と質を担保した。また、

学生の意見を聞き、操作性および理解しやすさの点

で改善を行った。SCORM で制作することにより学習

履歴を取得でき、得られたデータより学生の学習行

動、最も選ばれた選択肢、間違いやすい点などを抽

出した。 

システム上では、教材原稿に基づいて教材の流れを

ページ毎にまとめ、教材制作システムの Xerte にペ

ージ毎に教材原稿を埋め込んでいった（図 1）。 

 各ページでは選択肢ごとにリンク先を設定し、学生

の選択によって得られる情報と次に取る行動を選択

する画面に移動する。シナリオ型教材は、多肢選択

問題などと異なり、選択肢が正解不正解に分かれな

いことがある。正解ではないものの「可」の選択肢

には次のシナリオが準備されており、遠回りであっ

ても正解へ進んで行ける。また、正解であっても正

しい手順を踏んでの選択でなければ不正解になる選

択肢があり、通常の選択問題にはないが臨床では遭

遇する状況が盛り込まれており、判断力・対応能力

等を要する構成になっている。設定が複雑かと思わ

れるが、Xerte の Multiple Choice Connector の機

能を使用すると簡単に設定できる。 

シナリオ型教材で最終的に患者を救命でき「正解」

となると解説ページあるいは復習用練習問題に進め

る。解説はシナリオの途中にも関連箇所からリンク

で飛べるようにしてある。また復習用練習問題は教

材内容に関連したものでさらに知識を試験するもの

であり、意識障害の教材では意識レベルの評価を行
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う動画付きの小テストを準備した。他の教材にも詳

細な解説付きの小テストを設定している。 

 

 
図 1 Xerte 編集画面（上）と教材の画面（下） 
 
4． 結果 

臨床実習のコースに設定したシナリオ型教材から

ログを取得し、学生学習履歴を追跡した。今回対象

とした「意識障害」の教材 Q1 から Q3 までの 3問で

構成されており、それぞれの設問で学生の回答の傾

向を得られる。学生が教材を使用した時期から実習

前と実習期間中の 2 群に分け、修了までの要した選

択肢の選択回数に差が見られるか統計的に検討した

が、クロス集計によるクラメールの連関係数にてや

や強く関連が見られたものの、今回の結果からは検

出できる差は認められなかった。 

まとめ用の解説および練習問題を使用した学生は

実習中に使用した学生より実習前に使用した学生の

方が多い傾向にあった。しかし、統計学的な差は認

められなかった。履修時間にも各群の間に差は見ら

れなかった。 
 

4. 考察 
医学生は系統講義で疾患を学び、その症状、治療

方法を学習する。しかし、臨床実習からは、患者の

症状から検査等を選択し、疾患の鑑別、そして治療

方法の選択に至る。この座学と実際の臨床の橋渡し

をする自習型教材として、かつ、臨床実習で必修と

思われる症例を PC 上で経験できる実習の補助教材

として今回のシナリオ型教材の制作を開始した。東

京医科大学では授業資料、小テストなどで e ラーニ

ングを使用することが日常化されているため、学生

への導入はスムーズであった。また、制作された教

材は eラーニングポータル「e自主自学」に掲載し、

該当のコースに掲載した。学生は実習で救急・災害

医学を回った際、この教材を副教材として使用でき

た。 

作業に関しては、制作の原案を作るのには時間を

要するが、教材制作システム Xerte への入力は、フ

ォーマットに記入するだけの作業で簡単にできた。

また、ピアレビューおよび学生からの意見を受けて

修正する場合も記入したフォーマットの内容の修正

をするのみで費用も時間もかからない。   

今回実習前に使用した学生と実習中に使用した学

生の 2 群間の使用状況に関する統計学的に差はみら

れなかったが、学習履歴からは、学生が選択しやす

い処置・検査、理解が十分でない知識などが描出さ

れる。それらは今後の実習で教育することが必要で

あり、実習前の座学の学生への講義も改善させたい。

今回はまだ使用数が少なかったため分析が容易であ

ったが、今後学習履歴の数が増えれば、分析するた

めのプログラミングが必要となっていく。 

今回のシナリオ教材の制作と使用で最も問題にな

ったのは学生のスマートフォン使用の多さである。

シナリオ型教材を制作するにあたり、教材制作シス

テム Xerte が完全にはスマートフォン対応でないこ

とから、情報および設問、選択肢がスマートフォン

の画面内におさまるようにコンパクトに設計する努

力をした。しかし、完全に対応するように設定はで

きていない。スマートフォン多用の傾向は e ラーニ

ングの使用全体にも見られており、資料および小テ

ストを掲載する時もスマートフォンでの見え方を確

認することが必要となっている。学生の使用してい

るスマートフォンの仕様に合わせて e ラーニングも

電子教材もデザインして行かなければいけないのが

現状である。 
 

5. 結語 
e ラーニングの技術を活用し、座学と臨床実習の

橋渡しとして、学生が主体的に学べる教材であるシ

ナリオ型教材を開発している。シナリオ型教材は通

常の教材からは得られない症例の疑似体験を得られ

ると考えられる。今後の教材数を増やして行き、学

生の経験数を増やしていくことも目標としている。

同時に取得される学習履歴も学習状況の客観的デー

タとなることが期待される。 

しかし、ほとんどの学生が使用しているスマートフ

ォンへの対応には問題があり、これを解決できれば、

さらに効率的に指導可能になると考える。 

6. 参考 
(1) https://www.nottingham.ac.uk/xerte/ 
アクセス日: 2017 年 10 月 19 日. 
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あらまし：英文読み合いは，英語のコミュニケーション能力向上に不可欠な活動であるが，対人文脈を要

するため，恥ずかしさ等による心理的抵抗感や，人間関係，習熟度の差などがネガティブに影響し，効果

的に読み合いが行われていない．そこで本研究では，学習者と読み合いを行うロボットを用いて，対人に

おけるネガティブな影響を軽減する手法を提案する．本稿では，本手法の有効性評価のための予備実験の

結果，及び考察を報告する． 
キーワード：学習パートナーロボット，英語学習，英文読み合い 

 
 
1. はじめに 
 近年，社会の急速なグローバル化の進展の中で，
英語力の育成が非常に重要視されている．中でも，
英語を用いたコミュニケーション能力の育成が文部
科学省においても注目されており，英語教育の更な
る改善に向けて「発音・語彙・文法等の間違いを恐
れず，積極的に英語を使おうとする態度を育成する
ことと，英語を用いてコミュニケーションを図る体
験を積むことが必要である．」と述べられている[1]． 
 このようなコミュニケーションの体験を積む試み
として，教師や他の学習者とペアになって“英文読
み合い”を行う方法がある．英文読み合いを行うこ
とで，コミュニケーションの感覚が向上し，意欲的
に音読学習に取り組むとの知見が得られている[2]． 
しかし，英文の読み合いを効果的に実践できてい

ない日本人学習者が多く存在する[2, 3]．その主な要
因として，2 つ挙げられている．まず，“読み合い”
という対人文脈の活動であるが故に生じるネガティ
ブな影響がある．その影響として，第二言語を話す
恥ずかしさや，他人から冷やかされることへの恐れ
等による，英語で読むことへの心理的抵抗感や，人
と接するのが苦手な学習者である場合に生じる対人
苦手意識・恐怖心・不安や，ペア同士の人間関係，
読みの実力差などが挙げられる．これらのネガティ
ブな影響により，効果的な読み合いが行えないこと
が指摘されている． 
もう一つは，初等教育・中等教育の英語授業の学

習環境では，個々の学習者の読みのレベルを考慮し
ないまま，全員に同じ音読方法を用いて練習させて
いるため，あまり効果的ではない．その上，読むこ
とに焦点を当てすぎているため，コミュニケーショ
ン能力の育成には不可欠な対人文脈が貧弱なものと
なっている． 
また，タブレットなどによる学習支援環境におい

ても，対人文脈の真正さが低く，コミュニケーショ
ン能力の育成には効果的でないと考えられる． 
そこで，本研究では読み合いにおけるネガティブ

な要因を軽減すると共に，対人文脈の真正さを保つ
ことを狙いとして，ロボットを用いた英文の読み合
い支援手法を提案する．  

 
2. 英文読み合い支援システム 
学習パートナーロボットとして，SHARP 製の

RoBoHoN[4]を用いている．RoBoHoN は人型ロボッ
トであり，発話によるコミュニケーションや身振り
手振りなどを用いて，豊かなインタラクションが可
能である．  
学習パートナーロボットを用いた英文読み合い支

援の枠組みを図 1 に示す．本システムでは，読み合
い方法を初級・中級の 9 レベルに分け，学習者の読
みのレベルに応じて徐々に読み合い方法のレベルを
高くする適応的な読み合い支援を可能にしている． 
ロボットと通信している PC 上に読み合いのテキ

ストは表示しており，それを見ながら学習者とロボ
ットで読み合いを行う．ロボットの読み合いや会話
の動作は，予めプログラムしたシナリオに沿って実
行されるため，予め用意した範囲内での会話や読み
合いしかすることができない．すなわち，人間の教
師のように，臨機応変な会話や質疑応答をすること
が出来ないため，それらのような自由な発言は制限
している．しかし，このように文脈を制限すること
で，インタラクティブな読み合いが実現可能である．  
また，学習者とロボットで読み合いを行う際，ロ

ボットは学習者の読みを音声認識し，その結果を PC

 

図 1 英文読み合い支援の枠組み  
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上に表示する．学習者の読みに誤りがあれば赤字で
ハイライトする．そしてロボットは，学習者の読み
のレベルを判定し， そのレベルに応じた読み合い方
法を選択し，次はその方法で読むように促すフィー
ドバックを返す． 

 
3. 予備実験 
本実験では，前章で述べた支援システムを用い，

ロボットにより対人における様々なネガティブな影
響を軽減できるかどうか，また学習効果として実験
前後での読みのレベルの変化と，読み合いによる英
文の定着度を調べるための予備実験を実施した． 

3.1 実験方法 

本実験では，英文読み合いを積極的に行う上で大
きく影響する要因として，英語コミュニケーション
能力への自信，対人苦手意識・対人恐怖心，および
自己呈示規範を考慮し，それらを測るアンケート調
査を事前に行った．また，事前テストとして，実験
で扱う単元(今回は to 不定詞)に関する読みのレベル
を測る音読テスト(10 問)を行い，音読速度(WPM に
換算した数値)と語認識精度(正しく読めた単語の割
合)を測定した． 
英文読み合いでは，10 文の会話文を，一文交代読

み，役割読みという読み方でそれぞれ 5 回ずつ，計
10 回の読み合いを行わせた．  
実験後には，読み合いへの集中度合い，被験者が

感じた読み合いへの恥ずかしさや気まずさ，相手と
の実力の差，読み合いを続けていけばコミュニケー
ション能力が向上するという自己効力感の得られた
度合をアンケート調査した． 
また，実験後に，実験前後での読みのレベルを測

る音読テスト(5 問)，人間と読み合いをした場合とロ
ボットと読み合いをした場合での，英文の定着度の
差を調べる暗唱問題(実験で実際に読み合いを行っ
た文章から 4 問)， to 不定詞の定着度の差を調べる
ための並べ替え問題(5 問)からなる事後テストを実
施した． 
被験者は大学生及び大学院生 10 名とし，読み合い

相手の順序によって，2 群に分けた．群 1 に 5 名，
群 2 に 5 名配置し，被験者内実験を行った．群 1 は
ロボット，人間の順で読み合いを行い，群 2 は人間，
ロボットの順で読み合いを行った． 

3.2 結果と考察 

表 1 に，事前テスト・事後テストの結果を示す．
実験前後で，読みのレベル(語認識精度と WPM)に大
きな差は見られなかった．これは，今回のような短
期的な実験では明確な差が表れなかったが考えられ
る．しかし，人間と読み合いをした場合とロボット
と読み合いをした場合の事後テスト結果を比較する
と，暗唱問題の正解数の全体平均の差に有意差が確
認できたことから（片側検定：t(10)＝0.0261，†p<.05），
ロボットとの読み合いは英文の定着度が高くなるこ
とが示唆された． 
次に，表 2 にアンケート結果を示す．１×２直接

確率計算を行った結果，問 2 の回答数の間に有意差
（片側検定：p＝0.0010，†p<.01）が，問 5 の回答数
の間に有意差（片側検定：p＝0.0107，**p<.05）が見
られた．なお，問 1，3，5，6 において人間を選択し
た被験者は全員，事前アンケートの結果から対人苦

手意識が低いことがわかっている．そのため，人間
相手でも積極的に読み合いができたと考えられる． 
以上の結果から，ロボットにより，読み合い時の

恥ずかしさや気まずさを軽減することができ，読み
合いに集中できることが示唆された． 

 
4. まとめ 
本研究では，英文読み合いを効果的に行うために，

学習パートナーロボットを用いた適応的な英文読み
合い支援を行う手法を提案した．予備実験から，ロ
ボットと読み合いをすることにより，恥ずかしさな
どの心理的抵抗感を軽減することができ，読み合い
に集中することができたことが伺えた．今回は，被
験者とロボットとの実力の差を埋めるような機能は
実装していないため，ロボットの方が実力の差を感
じる結果になったと考えられるため，今後はロボッ
トが読み間違えたり，読めなかったりするような機
能を実装することで，実力の差を埋められるように
する必要がある． 
 

参考文献 
(1) 文部科学省:“今後の英語教育の改善・充実方策につ
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育研究, Vol. 39, pp. 37-56, （2016） 

(3) スワレス アーマンド, 田中 ゆき子: “日本人学習者
の英語発音に対する学習態度について”, 新潟青陵大
学紀要, Vol. 1, pp. 99-111, （2001） 
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表 1 事前テスト・事後テスト結果 

 
表 2 アンケート結果 

 

事前テスト 人間と読み合い後の
テスト

ロボットと読み合い後の
テスト

群
被
験
者

語認識
精度
の平均

WPM
の平均

語認識
精度
の平均

WPM
の平均

暗唱
問題
の

正解数

並び替
え問題
の

正解数

語認識
精度
の平均

WPM
の
平均

暗唱
問題
の

正解数

並び替
え問題
の

正解数

群1

A 97.1 120 92.5 113 3 4 96.5 117 3 5
B 84.0 104 91.3 90.4 0 4 86.2 98.3 1 4
C 89.0 105 86.1 88.0 1 5 79.1 84.8 3 5
D 92.1 110 87.8 94.7 0 3 74.6 88.7 1 4
E 82.6 93.6 83.9 89.3 0 5 77.8 89.7 3 5

群2

F 90.00 73.4 82.5 116 2 3 84.5 104 2 5
G 81.2 85.9 90.0 94.7 0 3 89.6 86.9 0 4
H 93.3 96.3 92.8 86.7 3 5 97.1 103 4 5
I 80.6 93.9 87.7 98.5 1 3 86.0 101 4 4
J 87.6 90.7 89.6 91.5 2 5 94 97.6 3 5

群1の
平均 89.0 107 88.3 95.1 0.8 4.2 82.8 95.7 2.2 4.6

群2の
平均 86.5 88.0 88.5 97.5 1.6 3.8 90.2 98.5 2.6 4.6

全体の
平均 87.8 97.2 88.4 96.3 1.2 4 86.5 97.1 2.4† 4.6

質問 人間(人) ロボット(人)

問1.読み合いをしやすいと感じた方 3 7

問2. 恥ずかしさや気まずさを強く感じた方 0 10

問3. 読み合い相手として親しみを感じた方 3 7

問4. 実力の差を感じた方 2 8

問5. 読み合いに集中できた方 1 9

問6. 自己効力感が得られる方 3 7

†
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あらまし：我々はこれまでに，IP ネットワーク構築演習における協調演習を可能とする協調学習者ロボ

ットを開発してきた．協調学習者ロボットは，学習者と共に演習を行う．また，学習者の質問に応答する．

さらに，学習者に質問を行い，応答文を判別する．これにより，本システムは学習者の説明モデルの獲得

を支援する．本稿では，協調学習者ロボットの概要と利用評価実験について述べる． 

キーワード：ネットワーク教育，協調学習，AI，コミュニケーションロボット 

 

 

1. 序論 

大学の授業には，技能の習得を目的とした実習型

がある．実習型の授業として，本校では IPネットワ

ーク構築演習が開講されている．この授業ではネッ

トワーク技術者の養成を目的として，複数の学習者

が共同でルータとスイッチを使ったネットワークを

構築する協調演習を実施している．協調演習の目的

は，少人数のグループで目標に向けた作業を通して，

口頭の質問応答による知識の言語化と説明モデルを

獲得することである．しかし，コマンドを理解して

いない学習者でグループを作ると，コマンドの誤っ

た説明モデルを獲得する場合がある． 

これまでに我々は，IPネットワーク構築演習にお

ける協調演習を可能とする協調学習者ロボット (1)

（以下，本システム）を開発してきた．協調学習者

ロボットには，ヴイストン株式会社の Sota(2)を使用

する．本システムでは，学習者の進捗に合わせた協

調演習のために，学習者が発行したコマンドと同一

のコマンドを発行する．また，コマンドを理解して

いない学習者を支援するために，学習者の質問を取

得して，質問を基に応答文を検索し，発話する．さ

らに，説明モデルの獲得を支援するために，Sotaが

学習者に質問し，ディープラーニングを用いて学習

者の応答文を判別する． 

本稿では，本システムの概要と利用評価実験の結

果について述べる． 

2. 研究概要 

本システムの構成を図 1に示す．音声認識サーバ

は，ヴイストン株式会社のクラウドサーバを用いる．

質問応答サーバ（以下，サーバ）は，学習者の質問

を解析した結果を基に応答文を検索して，その応答

文を Sotaに送信する．また，ディープラーニングを

用いてSotaからの質問に対する学習者の応答文が正

しいかを判別する． 

学習者は新規に開発したコンソール（以下，Web

コンソール）をブラウザから操作して，ルータを設

定する．Raspberry piは，学習者がブラウザからアク

セスしてきた場合，Webコンソールを表示する．Web

コンソールには，コマンドを入力できるコマンド入

力部と質問や応答文をテキストで表示するチャット

表示部がある（図 2）．学習者は，コマンド入力部か

らコマンドを発行する．コマンドは，Raspberry pi

を経由して，ルータに発行される．Webコンソール

の特徴は，学習者の発行したコマンドを記録して，

 

図 1 システム構成図 

 

図 2 Webコンソール 
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学習者の設定状況を把握できることである．さらに，

把握した設定からSotaに適切な指示を送信できるこ

とである． 

2.1 本システムの演習想定 

学習者は課題番号を Sotaに発話して，演習を開始

する．次に，コマンド入力部から課題に沿ったコマ

ンドを発行する．Raspberry piは，学習者の発行して

きたコマンドを Sotaに送信する．Sotaは，発行され

たコマンドを基に設定コマンドを参照する．逆質問

しない場合，設定コマンドを Raspberry pi に送信す

る．逆質問する場合，Sotaはコマンドを送信する前

に，学習者に対して設定コマンドに関する質問を発

話する．Sotaは音声認識を用いて学習者の応答文を

取得して，サーバに送信する．サーバは，ディープ

ラーニングのモデルである Recurrent Convolutional 

Neural Network を用いて，質問に対して正しい応答

文であるか否かを判別する．そして，判別結果を Sota

に送信する．応答文が正しい場合，Sotaは設定コマ

ンドを Raspberry piに送信する．Raspberry piは，Sota

が設定するネットワーク機器に対して，設定コマン

ドを発行する． 

学習者は Sotaに「質問」と発話した時，質問する

ことが可能となる．Sotaは音声認識を用いて学習者

の質問を取得して，サーバに送信する．サーバは

Yahoo!テキスト解析 API(3)を用いて，キーワードを抽

出する．そして，キーワードを基に検索したWebサ

イトの結果を応答文として取得して，Sotaに送信す

る．Sotaは受信した応答文を発話する． 

これらを繰り返すことで，Sotaは学習者と共に協

調演習を行い，説明モデルの獲得を支援する． 

3. 実験および考察 

説明モデルの獲得を支援できるかを確認するため

に，本学で開講しているシスコネットワーキングア

カデミー修了生9名を対象に IPネットワーク構築演

習を実施した．また，Sotaの有用性の評価を目的に，

アンケート調査を実施した．最初に，コマンドに関

するテストを修了生に実施してもらった．次に，SP

表を用いてテストの結果を分析した．そして，分析

結果を基に修了生が理解できていないコマンドを 8

個抽出した．その後，抽出した結果から演習課題を

作成した．修了生には，学習者同士で演習を行う群

（4名）と本システムで演習を行う群（5名）に別れ

てもらい，演習課題を実施してもらった．演習後，

理解できていない 8個のコマンドに関するテストを

修了生に実施してもらった．テスト後，アンケート

評価を修了生に実施してもらった． 

説明モデルの獲得を支援できるかを確認するため

に，テストの平均点の比較と演習動画の分析を実施

した．テストの平均点（表 1）に対して t検定を行な

った結果，P(T<=t)=0.03<0.05 で有意差が認められ，

本システムを用いた方が，平均点が高いことが分か

った．学習者同士の演習を分析した結果，理解でき

ていないコマンドの意味に関して，学習者は質問し

ないことが分かった．一方，本システムを用いた演

習を分析した結果，Sotaから逆質問された場合，学

習者が知識を基に答えていることが分かった．さら

に，逆質問に答えられなかった学習者が Sotaに質問

して，応答文を聞いて自身の知識を修正し，逆質問

に答えていることが分かった．このことから，本シ

ステムを用いた協調演習の方が，自分の理解できて

いない箇所に気づき，正しい知識を得ることができ

るため，説明モデルの獲得を支援できると考える． 

Sotaの有用性の調査を目的にアンケートを実施し

た．アンケートは各質問項目に対して， 4が最も良

く，1 が最も悪いとした 4 段階評価のアンケートと

自由記述形式のアンケートを実施した．学習者同士

で演習した後のアンケートから，「学習者同士で質問

しあうのは得意ですか」と「初対面の学習者でも質

問し合うことができますか」という質問で平均 2.5

であることが分かった．平均が低い理由として，自

由記述の内容から，学習者同士だと質問しあうより

演習後に検索する学習者が多いこと，初対面だと相

手に気を遣って質問できないことが要因だと考える．

一方，Sotaを用いた演習後のアンケートから，「学習

者に質問する時と比べてSotaとの質問のやりとりは

抵抗感なくできましたか」という質問で平均 3.8 で

あることが分かった．平均が高い理由として，自由

記述の内容から，初めてでも気を遣うことなくしゃ

べりやすかったこと，質問しあっても抵抗感なく演

習できたことが要因だと考える．このことから，Sota

を用いた協調演習の方が，相手に気を遣うことなく，

建設的相互作用を促すことが可能になると考える． 

4. 結論 

本研究では，IPネットワーク構築演習における対

話による説明モデルの獲得を支援する協調学習者ロ

ボットを開発した．本システムでは，Sotaが学習者

の質問に対して応答する．さらに，Sotaが学習者に

質問し，ディープラーニングを用いて応答文を判別

する．これにより，説明モデルの獲得を支援する． 

今後は，Sotaが学習者と共にネットワーク機器の

設定が正しいかを確認する到達性確認機能とフィー

ドバック機能を実装する． 
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表 1 各群のテストの平均点と標準偏差 

 平均 標準偏差 

学習者同士 4.5 1.11 

本システム 6.8 1.17 
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ロボットによる学習者に適応的な色情報を活用した教授行動の検討 
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あらまし：学習者の（理解/心的）状態に適応的な教授行動を行うことは有効である．近年，生体情報な

どを取得し，心的状態をリアルタイムに取得する研究が盛んに行われているが，心的状態に適応的な教授

行動を即時に生成することは人間には容易ではない．本研究ではロボットを用いた教育を想定し，ロボッ

トが持つ独自の行動である色提示によるインタラクションが学習者の状態に与える影響を調査し，適応的

な教授行動について検討する． 

キーワード：感情推定，ロボティクス，色彩感情，学習活動の評価，教授行動 

 
 

1. はじめに 

著者らは，先生，TA，学生の役割を持った三体の

ペッパーを用いた新しい教育のモデルを検討してい

る．特に，ロボット独自のインタラクションとして

発色機能を用いたコミュニケーションに着目し，ロ

ボットの行動に色を用いた際に学習者の心的状態に

与える影響を調査するための実験を行った(1)．実験

により，ロボットの目の発色ごとに，発言に対して

異なる印象を与えられることが確認できた．しかし，

これまでは学習者の個別の特徴は考慮せずに，分析

を行ってきた．学習者のメンタリングを考えた場合，

個々の学習者に適応的なインタラクションを行うこ

とが重要である．そこで，本稿では学習者の個別性

として学習に対する考え方（調整スタイル）を導入

し，調整スタイルと色と発言の関係を分析する． 

2. 学習者の個別性 

西村ら(2)は自律性の程度を示す動機によって表現

される調整スタイルという下位概念を想定し，外的

調整，取り入れ的調整，同一化的調整，内的調整，

の 4つにより動機付け概念を細分化している．外的

調整は報酬の獲得や罰の回避，従来の外的動機づけ

に相当する．取り入れ的調整は，自己拡張や他社比

較による自己価値の維持，消極的ではあるがその活

動の価値を部分的に内在化している特徴を持つ．同

一化的調整は，活動を行う価値を認め自分のものと

して受け入れている状態を表す動機づけである． 

このような学習に対する考え方の個別性は，外部

から同じ発言・行動を与えられた場合でも，異なる

印象を抱くことに影響すると予想される．たとえば，

学習そのものに楽しさを見出す内的調整タイプは，

他の学習者が理解したり困惑することで楽しみを増

大させたり，逆に目的ベースの同一化調整タイプは

他の学習者のリアクションに興味がない（あるいは

邪魔と感じる）などと考えられる．そこで本研究で

は，学習者の学習に対する考え方としての調整スタ

イルと，インタラクションに色情報を提示した場合

の学習上での印象を調査する． 

3. 印象調査の実験概要 

ペッパーの色を用いた発言と学習者の印象を調査

するために，以下の手順で実験を行った． 

3.1 実験手順 

ペッパーには，先生，TA，学生の 3つの役割を与

え，個々の役割ごとに発言を設定した．先生として

は”重要”であることを示す発言，TAとしては”注意”

を与える発言，学生としては”困惑”している様子を

示す発言と”理解”した様子を示す発言の合計 4 種類

を用意し，各発言時にペッパーの目の色を無点灯，

赤点灯，緑点灯の 3種類に光らせながら提示した． 

さらに，実験では無点灯は無感情，赤点灯は怒り

や強い気持ちを表し，緑点灯は喜びや弱い気持ちを

表すことを事前に被験者に伝えた． 

3.2 質問紙 

ペッパーの発言に対する，学習上での感情を調査

するために Achievement Emotions Questionnaire（AEQ）

と呼ばれる質問紙を用いた(3)．AEQでは，学習に対

する 8感情として「退屈」，「自信」，「怒り」，「不安」，

「楽しそう」，「大切」，「満足」，「困っている」とい

う項目が用意され，7段階で評価してもらった． 

3.3 色に対する学習者の印象 

先行研究(1)では，AEQの評定平均値が高い項目と

低い項目の中から標準偏差が低いもののみを抽出し

た．これにより，多くの学習者が抱きやすい印象を

特定した．しかし，標準偏差が高い項目は個別性が

現れやすい項目であるといえ，この個別性が適応的

なインタラクションにおいては重要であると考える． 
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4. 学習者の個別性に関する分析 

4.1 評価式の構築 

学習者の個別性を調べるために，3 章の被験者に

対して調整スタイルに関するアンケートに回答して

もらい，4 つの調整に対する値を算出した．この調

整スタイルの数値と，AEQの 8感情の数値の相関を

取ることで，学習者の個別性に応じた結果を得るこ

とができる．一方で，あるインタラクションにおい

て，「大切」と感じるが，「満足」はしないなど複合

的な結果になることも予想される．このような個別

の感情はより深い適応的なふるまいを行う上では有

益であるが，同時に個別の感情だけを学習者に伝え

ることはできないため，今回は学習者の感情につい

て総合的に評価するための評価式を導入した． 

ある色 c を伴う発言 i に対する各調整スタイル S

の評価式𝐸𝑐,𝑖,𝑠は，「自信」，「楽しそう」，「大切」，「満

足」というポジティブの項目(p=1~4)の場合は 1，「退

屈」，「怒り」，「不安」，「困っている」というネガテ

ィブの項目(n=1~4)の場合は-1とし，各項目と各調整

スタイルの相関の値(𝑟𝑐,𝑖,𝑠,𝑛または𝑟𝑐,𝑖,𝑠,𝑝 )にかけあわ

せ，その後合計値を算出することでとした． 

𝐸𝑐,𝑖,𝑠 = ∑(−1)𝑟𝑐,𝑖,𝑠,𝑛

4

𝑛=1

+∑𝑟𝑐,𝑖,𝑠,𝑝

4

𝑝=1

 

個別性が存在しない場合，相関の値は低くなるため

評価式は 0に近づく．ある調整スタイルに対してポ

ジティブの項目に対して正の相関が高く，ネガティ

ブの項目に対して負の相関が高い場合，評価式は+

の値をとり，逆の場合は－の値をとる．そのため，

評価式の値が高いとき，そのスタイルと相性が良く，

低いときはスタイルとの相性が悪いとなる． 

4.2 評価結果 

表 1 評価式に基づくインタラクションの個別性 

 
調整スタイル 

発言 

点灯 重要 注意 困惑 理解 

無 

内的調整 0.99 -0.16 -1.02 -2.02 

同一化調整 -1.64 -1.84 -1.11 -0.77 

取り入れ調整 -1.20 -0.08 -1.15 -0.48 

外的調整 -1.92 -2.97 -1.19 0.50 

赤 

内的調整 -0.61 -0.03 0.12 2.74 

同一化調整 -1.94 -1.48 -2.37 0.30 

取り入れ調整 0.45 -1.17 -1.62 0.16 

外的調整 0.28 0.62 -1.51 -0.62 

緑 

内的調整 0.76 1.26 2.39 2.79 

同一化調整 0.78 2.46 -1.10 -1.46 

取り入れ調整 0.29 0.55 -0.49 -0.54 

外的調整 1.19 0.71 -2.41 0.70 

 

表 1 にある色 cを伴う発言 i に対する各調整スタ

イル Sの評価式𝐸𝑐,𝑖,𝑠の数値をまとめた結果を示す．

特に数値の絶対値が 1以上である箇所は太字下線，2

以上である箇所は背景色を付けて表示した．ここで

はこの表のうち興味深い箇所に絞り，考察する． 

先生ペッパーが重要であることを伝えたい場合，

緑点灯が全体的に（特に外的調整タイプには）効果

的であり重要であることを伝える場合は，緑点灯が

良い．ただし，取り入れ調整スタイルの学習者には

やや赤点灯の方が効果的である．一方，同一化調整

スタイルの学習者には赤点灯は用いるべきではない． 

TA ペッパーが注意する場合も緑色が全体的に効

果的である．特に内的調整と同一化調整スタイルの

学習者には効果的である．一方，怒りや強い感情を

示す注意は，外的調整スタイル以外には不評であっ

たが，外的調整スタイルの学習者にはやや好評であ

った．これは，外的調整スタイルが注意されること

が学習動機に繋がりやすいタイプであることが原因

だと推測する． 

学習者ペッパーが困惑や理解を提示する場合，内

的調整スタイルの学習者には緑提示が効果的（理解

については赤も効果的）であるが，同一化調整スタ

イルの学習者にはこのような提示は逆効果である．

これは，内的調整スタイルが「楽しさ」を重要視し

学習するため，共に理解し，迷っている様子を緑点

灯で楽しそうに表現することで学習に対する印象が

向上するのではないかと考える．一方で，同一化調

整は目的指向であるため，このような空気を好まな

い可能性がある． 

5. おわりに 

本稿では，ペッパーによる色情報を伴うインタラ

クションに対して，学習者の個別性を元に分析した．

その結果，学習者の調整スタイルに応じて適切なイ

ンタラクションが異なることが分かり，これにより

個々の学習者に適応的なインタラクションの可能性

が検討できた．しかし，これまでの実験ではペッパ

ーの発言に対する印象の調査を行っているにすぎず，

ペッパーの発言前後の印象の変化の調査は行えてい

ない．今後は，事前の学習者の状態（理解状態，心

的状態）を測定し，インタラクションの提示前後の

印象の差を調査し，個別性に応じた検討を行う予定

である． 
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あらまし：数学で学習者が自身の解答や考えについて能動的に誤りを修正できるような学習環境の構築

を目指し，先行研究で，数学の記号表現を図的にフィードバックする手法について提案した．本稿では，

学習者が記号と図の関係性について理解を深めるために，各解答文に対応したフィードバック機能や学

習者が意図する解答を表現できるテンプレート機能を有したシステムを実装したため，その評価を行う． 

キーワード：誤りからの学習，誤り可視化，学習支援システム，数学表現 

 

 

1. はじめに 

近年の数学学習における問題点として，学習者が

考える解答を言葉や文にして表現できないことが挙

げられている．その理由として，通常の授業や独学

等では，学習者の考えに対して，ここが不自然，な

ぜ誤っているのか等フィードバックしてくれる環境

がないためであると著者らは考える．数学の解答は，

結果やその導出過程も含めて重要であるため，学習

者の解答についてフィードバックが十分に得られな

い環境下では，参考書にある例題の解答順を覚える

のみの学習となってしまう．このことから，解答文

の意味を全体としてのみ捉え，一文(単文)が指す意

味の理解までを深めようとする学習者は多くはない． 

上記から著者らは，数学学習で学習者が自身の解

答や考えについて能動的に誤りを修正できるような

学習環境の構築を目指し，先行研究では，数学の記

号表現を図的にフィードバックする手法を提案した．

本稿では，学習者が記号と図の関係性について理解

を深めるために，全体の解答ではなく各単文に対応

した図形フィードバックと学習者が意図する解答を

表現するテンプレート機能を実装し，そのシステム

についての学習効果を検証する評価実験を行った．  

 

2. 記号表現を基にした図形フィードバック 

本研究では，学習者が記述する解答(記号)や図形

といった表現を他方の表現へ変換する学習支援シス

テムの開発を目指している．著者らの先行研究では，

学習者の記述した解答文をシステムが図形表現へ変

換し，その内容を学習者へフィードバックする仕組

みを提案した(1)．これにより学習者が誤った解答を

記述した場合におかしな要素を持った図が生成され

ることとなるため，学習者が内発的に誤りに気づく

ことが期待される．さらに，単に図を生成し提示し

ただけでは，学習者は，たまたまそのような図にな

ったのか，その図は確定的に書かれたのか知ること

ができない．本研究ではこの表現の変換機能に加え，

生成した図を学習者の記述した文の内容に合わせ，

操作できる機能を提案した．提案した 2 つのフィー

ドバック機能(表現の変換，図形操作)をもとに，シス

テムの開発を行い，上記の機能を実現した． 

 

3. システム概要 

 

図 1 システム画面 

システムには，2 章で挙げたフィードバック機能

の他に，学習者が意図する解答を表現するためのテ

ンプレート機能や解答文の各単文に対応した模範解

答図が用意されている(図 1)．学習者の解答をシステ
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ム上により正確に反映するよう，テンプレート機能

は解答構築時に利用し文の内容の一部(図形の変化

が伴う数値や語句)を空白にし，学習者が文を選択後，

空白部分に内容を記述することができる．さらに，

構築した解答文の各単文が意味する図形を学習者が

より捉えやすくする目的で，解答を行う文の内容が

意味する図形を提示する模範解答図がある． 

 

4. 評価実験 

4.1 目的 

本システムの数学学習への妥当性・有効性を評価

するため，初日のテスト(事前・事後)と 4 週間後に

遅延事後テストを実施した．その評価内容と結果に

ついて報告する． 

4.2 方法 

数学Ⅱの学習経験者の工学部大学生 12名(実験群:7，

統制群:5)を被験者とした．実験の流れは，事前テス

ト(問 1:1分，問 2:4分，問 3:5 分，問 4:5 分)解答後，

統制群は解答フィードバックの無いシステム，実験

群は本システムによる学習(30 分)を行う．その後，

両群に事前と同じ内容で事後テストを解答してもら

う．さらに 4 週間後に遅延事後テストを実施し，初

日と同様の内容のテストを実施し，後にアンケート

(6 件法，6:高評価～1:低評価)の回答を行ってもらう．

テストの内容は事前・事後・遅延事後で同様の内容

であり，問 1 が提示された文と図の関係が一致して

いるかを問う矛盾評価問題，問 2 が提示された単文

に対して図示する問題，問 3 が空欄補充問題，問 4

が記述問題である．システム上の問題については，

座標算出問題を 1題，軌跡問題を 2 題扱った． 

4.3 テスト結果 

表 1 テスト結果の平均点 

 実験群(7 名) 統制群(5 名) 

問 事前 事後 遅延 事前 事後 遅延 

問 1 2.86 3.86 3.00 2.80 2.40 2.60 

問 2 2.29 3.86 2.86 2.00 2.00 1.80 

問 3 1.00 2.71 2.29 1.40 1.80 1.80 

問 4 0.86 3.14 2.00 1.00 2.20 1.00 

計 7.00 13.57 10.14 7.20 8.40 7.14 

初日のテストから遅延事後テストまでの結果を表

1 に示す．表 1より，初日のテスト(事前→事後)では，

各問に対して，実験群で 1 点以上の得点向上が見ら

れ，統制群では問 4 以外見られないことが確認でき

る．遅延事後テストを含む結果からは，実験群では

事前テストよりも得点が向上しており，統制群では，

実験群ほどの得点の向上が見られなかった． 

表 2 には実験群のシステム上の活動の一部を提示

している．特に解答の誤りが多かった計算式や結果

は，学習者が誤った自身の解答図や模範解答図の操

作から誤りを修正しようとする活動がみられた． 

表 2 各図の平均操作回数(問 2:軌跡) 

平均操作回数 学習者解答図 模範解答図 

点の定義 1.78 1.89 

既出情報 2.00 0.89 

条件式 2.11 2.00 

計算式 2.11 1.33 

結果 3.89 3.11 

結論 0.67 0.67 

また表 1 の結果に対して ANOVA を適用したとこ

ろ，両群の個人内に有意な差が認められた(p<.01)．

その後，単純主効果から実験群の事後で有意な差が

認められ(p<.01)，多重比較から，実験群の事前→事

後，事後→遅延，事前→遅延で有意な差が認められ

た(p<.01)．この結果から，本システムによる数学学

習が，学習者の理解に繋げられることがわかった． 

表 3 では，本システムの学習に関する実験群から

の評価を提示している．学習者が解答の各文につい

てテンプレートを使用して構築し，各文が図的にど

のような状況を生成するか意識しながら学習するこ

とができたことが表 1 のテスト結果や表 3 の学習者

の評価から推測できる．このように数学で記述する

文を図に置き換える能力や活動，文を細かく見てい

くことの重要性について，機能の評価や本研究の手

法が学習者に受け入れられていることから，システ

ムの妥当性・有効性を実証できる結果となった． 

表 3 アンケート結果(実験群) 

No 項目 評価 

(1) 解答テンプレートを用いて自身の意

図した内容を表現できたか 

4.56 

(2) 記号から図形に変換できる能力は数

学理解において重要だと感じたか 

5.22 

(3) 記号から図形に変換する”活動”は数

学理解において重要だと感じたか 

5.06 

(4) 単文毎に解答へのフィードバックが

得られるのは理解に繋がったか 

4.67 

 

5. おわりに 

本稿では，数学において学習者が自身の解答や考

えについて能動的に誤りを修正できるような学習環

境の構築を目指し，学習者の記述する文を図形に変

換しフィードバックするシステムについて評価した．

システムの数学学習への妥当性・有効性を図るため

の評価実験を実施し，事前・事後・遅延事後テスト

とアンケート結果から評価を行った．その結果，本

稿で開発したシステムの機能の妥当性，数学理解の

有効性が示唆された．  
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自己調整学習スキルの学びを促進するための 
ミラーエージェントへのメンタリングを用いた学習環境の構成 

 
Designing Learning Environment to Promote Learning of Self-Regulated 

Learning with Mentoring Mirror Agent 
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あらまし：自己調整学習スキルの学習は，自己調整学習に加えて，自己調整学習を管理・調整するための

メタ認知活動が必要であり，初学者にとっては認知的負荷が高く困難である．本研究では，診断された学

習者自身の弱点が反映された擬似エージェントのメンタリングを行う学習環境を設計することで，学習

者の認知的負荷を緩和し，自己調整学習スキルの汎化を促進する．本稿では，設計・開発を進めている学

習環境の構成について論じる．  
キーワード：自己調整学習，メンタリング，メタ認知，学習環境 

 
1. はじめに 
学びを自分で調整できる学習者になるために求め

られるスキルは自己調整学習（以下,SRL）スキル(1)

と呼ばれる．例えば，二次方程式の解法を例題から

学ぶとき，解くことに加えて，解いたプロセスを振

り返り，二次方程式の解法をどの程度理解できてい

るのか，その理解度を向上するにはどうすればいい

のか，より俯瞰的に，学習目標（方程式の解法）と

理解度文脈で自分の学び方は適切なのか，より適切

な学び方に改善するにはどうしたらよいのか，とい

ったことを考えるスキルが SRL スキルにあたる．	

我々は，SRL スキルを習得する上で学習者が直面

する困難性として，次の二種類の認知的特性に着目

している．第一は，課題レベルの学習活動（問題解

決・学習の遂行）に集中しすぎるために，メタレベ

ルでの学習調整の認知（SRL のメタ認知活動）に意

識が向けられなくなる傾向があることである．第二

には，たとえ，意識が向いたとしても，ベースレベ

ルの認知的負荷が高いために，SRL のメタ認知活動

に認知的リソースを投入する余地がなくなる傾向が

あることである．	

本研究では，学習者の学習の調整を外化し，学習

の調整に対するメタ認知に集中させることで学習者

の認知的負荷を緩和し，SRL スキルの汎化を促進す

る学習環境を設計・開発する．	
 
2. メンタリングを通じた SRLスキルの学び 
メンタリング活動は，他者の学習調整をメタ認知

する活動である．この点に着目すると，学習者はメ

ンタリングを通じて，他者に課題レベルの学習活動

を委任し，メタレベルでの SRL スキルの学びに集中

させることが可能になり，SRL スキルの学びの障壁

（上述の２つの認知的特性）を軽快化できると考え

られる．	

さらに，メンタリングを通じた SRL スキルの学び

には，暗黙性の高い学習内容（メタ認知）の明示性

を高めることも期待できる．本研究では，学習者が

得る情報の表現（メンティからの状態表現）と学習

者が生成する情報の表現（メンティに与える助言の

表現）を，SRL のメタ認知活動の認識を促すために

教育的にデザインすることを試みる．	

	

3. ミラーエージェントの要件 
課題レベルでの学習を委任し，メンティーとして

学習者にメンタリングタスクを提供するエージェン

トを本稿ではミラーエージェント(MA)と呼ぶ．学習

者は，教材としての MAに対するメンタリングに取り

組み，それを通じて SRL スキルを学ぶことを学習目

標とする．MAが満たすべき主要な要件を以下のⅠ～

Ⅳに示している．	 	

Ⅰ	教材の十分性：教育目的とする SRL スキルを体系

化し，それを学ぶ上で必要な教材（学習調整上の改

善すべき課題）を実装すること．	

Ⅱ	メタ認知を促す表現：教材に基づいて MAが学習

者に与える相談内容・学習の問題・助言の表現が，

SRL の重要概念への気づきを促す語彙で構成される

こと．	

Ⅲ	助言への反応：学習者からの助言を SRL スキルの

習得状態に反映させ，それに基づく変化を学習者に

示すこと．	

Ⅳ	SRL 弱点のミラー性：学習者の SRL 弱点の初期診

断をエージェント初期値とし，セッションの進行に

伴って学習者の真の SRL 弱点に漸近する仕組みを備

えること．	

Ⅰ～Ⅲには，基本的な学習目標である SRL スキル

への気づきを，メタレベルに関心が向いていない

“人の振り見て我が振りなおす”的に達成するため

に必要な要件として設定している．Ⅳは，MAへのメ
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ンタリングを通じた MA の SRL スキルの認知が，学

習者自身の SRL スキルに反射する可能性を高めるた

めの要件である．エージェントのミラー性をより直

接的に求める要件であり，本研究において解決した

いと考えている主たる研究課題である．Ⅳの要件を

満たすためには，初期診断の精度を高める方法，そ

れを，適切に相談内容に反映する方法，真の弱点に

漸近する方法などについて，実証的な研究が必要と

考えている．	

	

4. 学習環境の構成 
学習環境の全体像を図１に示している．左にメン

ターとしての学習者，中央にメンティとしてのミラ

ーエージェント，右に学習環境を配置している．こ

こでは，図１を参照しながら，4.1で学習者の活動，
4.2で学習環境の機能の概要を説明する． 
4.1 学習活動 
SRL スキルは，状態を分析する行為のモニタリン

グスキルと，状態を変える行為のコントロールスキ

ルから構成される．１回の学習セッション(C6,C13)

では，それぞれのスキルに気づかせるように，二つ

のスキルの発現段階を明確にしながら以下のように

進める．なお，異なる複数の課題に対して学習セッ

ションを繰り返すことで，スキルの気づきを深める

ことを想定している．	

モニタリングスキルへの気づき（C1→C6→C7）：学

習者は MAからの相談内容（例：点数が上がらない！）

を分析し，SRL の問題点（例：教科の特性を考えずに

学習効果の発現を求めている）を同定する．ここで

学習者には，MAの教科内容から独立のメタレベルの

問題点の表現（例：教科特性の知識の欠落）が問題

点選択肢として提示され(C5)，その中からMAの問題

に該当するものを選ぶことを求める．この学習活動

には，MAの教科依存の相談内容と SRL スキルの汎化

表現を結びつけるメンタリング活動を通じて，問題

点の文脈埋め込みの度合いと暗黙性の高いモニタリ

ングスキルへの気づきを促す教育意図が込められて

いる．	

コントロールスキルへの気づき（C8→C13→C14）:学

習者は同定した SRL の問題点を改善するための助言

(例：その教科の点数が上がった人にどのくらいで上

がったか聞いてみましたか？)について検討する．こ

の学習活動には，モニタリングスキルと同様に，SRL

の概念（例：教科特性の知識獲得活動の促し）と結

びつけることで，コントロールスキルへの気づきを

促すという教育意図が込められている．	
 
4.2 学習環境の機能 
学習環境の主要な機能は以下の３つである．()内

には，図１の対応箇所と 2章で述べた要件のうち関

係が深いものの番号を示している．	

A）弱点の診断（A1～A5,	Ⅲ・Ⅳ）：学習者の SRL 特

性を質問により診断する．学習者による質問への回

答(A1)とプロファイル情報(A2)について，診断知識

(A3)を用いて SRL 弱点を同定し(A4)，それを MA の

SRL 弱点として設定する(A5)．	また，１回の学習

セッションの終了ごとに学習者の助言による変
化を反映させる(D)．	

B）相談内容の生成(B～B4,Ⅰ,Ⅱ）：SRL 弱点(A5)に

基づいてメンタリング知識(B2)の中から適応的に相

談内容を選び(B3)，	学習者に提示する(B4).メンタ

リング知識には教育目標とする SRL スキルに応じた

相談内容（テキストテンプレート）が構造化されて

実装される．	

C）メンタリング支援(C1〜C14，Ⅱ）：メンターに対

し，MAの問題点・MAへの助言の選択肢を提示するこ

とで SRL スキルの学習への足場かけを提供する．問

題点・助言選択肢は，メンタリング支援モジュール

が，行動レベル表現(C2・C9)から生成(C3・C10)する．

行動レベル表現には，SRL のメタ認知を促進するた

めに SRL 概念に基づく選択肢が相談内容に応じて構

造化されて実装されている．	
 
5. まとめ 
本稿では，MAのメンタリングに専念させることに

より課題レベルの学習活動を外化することで，SRL

のメタ認知の認知的負荷を緩和し SRL の学びに集中

させる学習環境の構成を示した．今後の課題は，メ

タレベルに関心の向いていない MA の学習活動が表

現された相談内容と，SRL の重要概念への気づきを

促す語彙で構成される問題点・助言選択肢の体系化

し，教育意図を実現するための学習環境の頑健性を

高めることである．	
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図１．学習環境の全体像 
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あらまし：本研究では，歌声の響きに関連する周波数特性の強度や割合の定量化を検討し，歌声評価指標

として提案することを目的としている.本稿では，複数人の女性オペラ歌手を対象に本研究における評価

指標を適用し，これまでの音響特徴量の瞬間的定量化から，時間変化をとらえる可視化を試みる．これら

の結果から，声種が同じ異なる複数の女性プロ歌手が同一区間を歌唱した場合の各音響特徴量の時系列比

較から得られた成果を述べる． 

キーワード：歌声，周波数特性，歌唱評価指標，音響特徴量，女性オペラ歌手，聴感的印象，Singer’s formant 

 

 

1. はじめに 

歌声研究分野において，歌唱力と音響特徴量の関

係について長年に渡って検討がなされている．物理

的に良い声とされている条件に関する研究など歌唱

の習熟度と音響特徴量の関係した研究が数多くある
(1)．しかし，これらの研究はプロ歌手を対象とした

ものが多く，声楽初学者の歌唱指導と各音響特徴量

の関係についてまだ議論が十分にされていない． 

本研究では，歌声の響きに関連する周波数特性の

強度や割合の定量化を検討し，歌声評価指標として

提案することを目的としている．これまでに，この

音響特徴量を評価するための声楽初学者に特化した

歌唱評価指標として Singer’s formant の割合である

SFR（歌声の 4.0kHz までの範囲のうち 2.4～4.0 kHz

の帯域内の値の合計値の割合）と Singer’s formant の

強度（Q 値）の定量化を行ってきた(2)．SFR は値が

大きいほどSinger’s formant領域に倍音成分が集中し

ていることを表す．Q 値は大きいほど周波数成分が

狭い範囲に集中していることを表す．SFRの定義と

算出式を図 1，Q値の定義と算出式を図 2 に示す． 

本稿では，これらの成果をふまえプロの女性オペ

ラ歌手を対象に同一区間歌唱に対する各音響特徴量

の時系列比較から得られた成果を述べる． 

 

2. 複数女性オペラ歌手の歌声の時系列比較 

本章では SFRと Q 値の 2つの指標を用いて，女性

オペラ歌手の歌声の時系列変化を対象に分析する．

これにより，本研究で用いる評価指標の時系列での

変化が女性オペラ歌手の歌声の特徴を表すことがで

きるかを検討する． 

本解析における被験者は 5 名（以下，被験者 A，

B，C，D，Eと称す）である．この 5名の被験者は，

全員演奏キャリアが十分にある女性ソプラノ歌手で

ある．本分析で使用する楽曲は，オペラ「Aida」よ

り「Ritorna vincitor」とした．被験者の歌唱は，オペ

ラ出演中の CD 音源を使用した．これはサンプリン

グ周波数 44.1 kHz，量子化ビット数 16 bit へ変換後，

分析する．また，評価対象区間は楽曲冒頭部分の歌

詞「Ritorna vincitor」区間とした． 

 

 
図 1  SFRの定義と算出式 

 

 

Q =  
𝑓𝑎

𝑓𝑏 − 𝑓𝑐
 

図 2  Q 値の定義と算出式 
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ここでは，分析結果の時系列上での指標成分の傾

向を明確にするため，カルマン平滑化を適用する．

また，それぞれの評価対象区間には歌唱時間に差が

あり，データ数が異なる．分析の結果の公平性を保

つため，全てのデータ数を統一する処理を行った． 

 

3. 分析結果 

図 3は SFR，図 4は Q 値を表す．いずれのグラフ

も横軸が時間軸であり，縦軸は SFRまたは Q 値であ

る．各被験者の凡例は，グラフに示す通りである．

ここでは，SFRより Q 値のほうが時間的な変化が大

きく見られた． 

 

4. 考察 

評価対象区間の歌声に対する聴感的印象と 3 章の

分析結果の Q値との対応から，複数の女性オペラ歌

手の音響特徴量について考察する． 

聴感的印象評価では，4 名の声楽指導者（以下，

T1,T2,T3,T4）に評価対象区間を聴取させ，自由記述

方式で印象を表現させた．印象評価の結果を表 1 に

示す．指導者からの印象を歌声の鳴りと歌声の響き，

その他の 3 項目に分類した．肯定評価が多い項目は

網掛けで表す． 

表 1の結果から，歌声の鳴りは被験者 E のみが肯

定的な印象であった．また，被験者 C，D，E は歌声

の響きに肯定的な記述が多い．この 3 名は，図 4 の

結果において高い Q値を維持する傾向にある．この

ことから，歌声の響きと Q値には関係があることが

示唆される．一方，歌声の響きへの肯定的な評価が

ない被験者 Aと Bは Q 値が低くなる傾向にある． 

また，特に Q 値が低い被験者 Aの周波数スペクト

ルとその他の被験者の周波数スペクトルを比較した．

その結果，被験者 A には 4kHz 以上の周波数成分が

多く含まれていた．この傾向は，他の被験者にはな

かった．高周波数成分の存在はQ値に影響を与える．

今後はこのことを考慮した意義を検討したい． 

 

5. おわりに 

本稿では，複数の女性オペラ歌手に対して SFRと

Q 値の時系列比較を行った．その結果，女性オペラ

歌手の Q値の特徴には個人差がより強く表れた．聴

感的印象評価の結果から，歌声の響きと Q値との関

係が示唆された． 

今後は，習熟度の異なる被験者間での比較を通し

て，本評価指標と歌声の鳴り・響きとの関係をさら

に詳細に分析していく．また，本評価指標と声楽指

導現場で用いる指導用語等との対応についても分析

していく． 
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表 1  印象評価の結果 

被験者 歌声の鳴り 歌声の響き その他 

A 

・発声が良いとは言えない，強く鳴らし

た声(T1) 

・喉鳴りの声(T2) 

 ・中声域や低声域では，生声(T3) 

・地声，喉を詰めている声(T4) 

・声帯の強さ(T2) 

B 
・鳴りも良い(T1) 

・頭声の響きより地声が多い(T3) 

・響きが少し暗い(T4) ・深みのある声(T1,T2) 

・声帯に圧力(T4) 

C 
 ・豊かな響きのある声(T1) 

・中声域，高声域に声の響き(T3) 

・ヴィブラートが気になる声(T2) 

・中声域，高声域に声の太さ(T4) 

D 

・声の強さが物足りない(T4) ・自然な響き(T4) ・透明感のある声(T1) 

・オーソドックスで美しい声(T2) 

・ヴィブラートの幅が少ない声(T3) 

E 

・声の鳴りと響きのバランスの良い声(T1) 

・声帯の鳴りも良く，まろやかな響きの

あるバランスの取れた声(T2) 

・声に深みがあり，良く鳴っている声(T4) 

・声の鳴りと響きのバランスの良い声(T1) 

・声帯の鳴りも良く，まろやかな響きの

あるバランスの取れた声(T2) 

・低声域は地声，中声域は地声と

頭声，高声域は頭声を使用し，

歌声を作る技術が高い(T3) 

 

 
図 3  SFRの結果 

 
図 4  Q 値の結果 
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Kinectを利用したドラム奏法の識別手法 
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あらまし：ドラム演奏において安定した演奏を達成するためには，適切な奏法の修得とその使い分けが必

要である．我々は演奏時の関節の動きに着目し，それらの関係から奏法を識別する手法を提案する．本稿

では，Kinectを利用した識別手法の概要と試作システムの実装について述べる． 

キーワード：身体知，学習スキル，可視化，センサーデバイス 

 

 

1. はじめに 

我々は，ドラムセット（以下，ドラム）を使用し

た演奏を対象とする学習支援システムの研究を行っ

てきた(1)．ドラムセットは，大小様々な打楽器が配

置されたものであり，安定したリズムの習得にはそ

れらに対する適切な奏法の習得とその使い分けが必

要である．我々は演奏時の関節の動きに着目し，そ

れらから奏法を識別する手法を提案する．関節の動

きを Kinect で取得し，提案手法を実装した試作シス

テムの妥当性を検証することを目的とする．試作シ

ステムを動作させた結果，Kinect の骨格検出を利用

した場合肩と肘が動くかで，3 種類に奏法を識別で

きることがわかった．本稿では提案する奏法識別手

法のアプローチと，その動作検証について述べる． 

 

2. ドラム奏法の動作モデル 

ドラムの演奏動作は，両手に持ったドラムスティ

ックで複数の打面を叩くことを基本とするが，その

動作モデルには以下の要素が挙げられる． 

（要素 1）叩打面の選択 

一般的なドラムにおいてはバスドラム，スネア，

ハイハットという 3 種類の楽器が基本セットとなり，

演奏で多用される．これらに加えて複数のタムタム，

シンバル類を配置するという様式でドラムを構成す

ることが多い．ハイハットはスティックとペダルを

両方使用する．その他スネア，タムタム，シンバル

はスティックを使用して演奏する．ドラム演奏では

これらのどの打面を選択するかの判断が必要となる． 

（要素 2）叩打腕の選択 

両腕からどちらを使って音を鳴らすかによっても

奏法を分類できる．一般的にドラムの譜面には叩打

腕については記載されておらず判断が必要である． 

（要素 3）叩打腕の動作選択 

腕やスティックをどのように動かして叩打するか

によって奏法を分類される．尺度としては，スティ

ックや，腕の関節の動きの大きさや向きや軌跡など

があげられる．ここではスティックを用いてドラム

を叩くことをショットと呼ぶ．ショットは腕のどの

関節を支点にするかで分類することができる．手首

を動かさず，指関節を支点にすることでドラムステ

ィックを弾ませることをフィンガーショットという．

同様に，手首，肘，肩を支点にした場合，順にリス

トショット，アームショット，ショルダーショット

と呼ばれる．ショットの支点をコントロールするこ

とで，音量とリズムを調整でき，安定した演奏がで

きる．すなわち，安定した演奏のためにショットの

使い分けを習得することが重要である(2)． 

 

3. ドラム奏法の識別アプローチ 

3.1 研究目的 

前章で述べた個々の要素を適切に行えているのか

を自己確認することは，特に初心者にとって困難だ

と考える．そこで，これらの動作モデルの要素を識

別し診断するシステムが実装できれば，ドラム演奏

の学習を促進する効果が期待できる． 

3.2 想定環境 

本研究では電子ドラムの利用を前提とし，支援対

象としては両腕の動きとする（脚の動きは除外する）．

そして Kinect を利用して，両腕とスティックの動き

を識別する手法を採用する．そこで図 2 のようにド

ラム演奏者の前方上部に Kinect を設置する．このよ

うな環境でドラム奏法を識別し，例えば熟達者の奏

法と比較することで，自身の演奏動作の判断を支援

できるシステムを構築することを目指している． 

3.3 叩打面の識別(要素 1への対応) 

電子ドラムの MIDI メッセージから叩打タイミン

グと叩打面の種類を取得する． 

3.4 叩打腕の識別(要素 2への対応) 

本研究では叩打腕の識別を最終目的とするが，本

稿では次に述べる叩打動作識別が可能かを検証する
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ことを主眼とする．叩打腕識別に関しては便宜上，

左右どちらか一方の腕で叩いたと仮定する． 

3.5 叩打動作の識別(要素 3への対応) 

ショットの支点を識別するには，図 1 に示すよう

に，腕の関節の動作から判定する．腕の各関節の時

系列データから，まず肩に注目する．このとき，肩

が動いたと読み取ることができればショルダーショ

ットだといえ，動いていないとみなせればショルダ

ーショットではないということがいえる．これと同

様なことを肘，手首と順番に行えば，支点によるシ

ョットの識別を行うことができる． 

 

 
図 1 ショット識別手順 

 

3.6 関節の動作判定方法 

関節座標は Kinect で取得し，各関節の動作判定に

ついては，判定する関節に対して関節角度を計算す

る．関節角度は注目する関節と，それと隣り合う関

節の 3 点がなす角である．関節角度の値が，叩いた

瞬間直前の一定間隔に一定以上変化していれば，そ

の関節が動いたと判定する．すなわち，関節の屈曲

運動をみる．叩いた瞬間直前の一定間隔は，叩く動

作が一定時間内以上に終わることを利用して実験的

に求めることができる．関節角度の変化量の閾値も，

実験的に求めることができる． 

 

4. 試作システムの実装 

4.1 システム構成 

システム構成を図 2 に示す．電子ドラムの前方上

部に Kinect v2 を設置する．これによりドラム演奏者

の腕関節の動きを追跡しショットを識別する． 

 

 
図 2 システム構成 

4.2 実装方法 

電子ドラムの MIDI メッセージによりドラムが叩 

かれたタイミングを取得する．次に Kinect からその

タイミング直近の区間の関節角度データを取得する．

肩が動いたか，肘が動いたかで判断し，ショルダー

ショット，アームショット，リスト・フィンガーシ

ョットを識別するようにした．リスト・フィンガー

ショットの場合，手首の動きを識別することになる．

Kinect から得られる手首の関節角度では判定するに

は精度が悪いため，これらは識別していない．手首

の場合，回外・回内によるショットも可能なため，

関節角度から動きの情報を得られない場合がある． 

4.3 実行結果 

ショットの識別結果を図 3 に示す．グラフの上の

波形が肩，下の波形が肘の関節角度を表している．

図中の“S”，“A”，“点”は識別したショットのタイ

ミングと種類を表している．“S”はショルダーショ

ット，“A”はアームショット，“点”はリスト・フ

ィンガーショットを表す．図の左から順番に各ショ

ットを叩打した結果を示す．  

 

   
 

 

 

図 3 ショット識別結果 

 

5. おわりに 

本稿では，ドラム演奏動作を客観的に確認できる

ように，関節の動作を動作パターンから 3 種類の奏

法に識別できる手法を提案した．試作システムでは

リアルタイムに腕の関節の動かし方を識別できるこ

とが確認できた．今後の課題として，両手を同時に

使用して演奏した場合にも奏法を識別できるように

して，識別対象を広げることを挙げる． 
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あいまいさを含む授業状況の可視化とウェブブラウザ上での映像探索支援 
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あらまし：これまでに映像からの授業状況を 5 つのカテゴリに分類する機械学習の手法を提案し，平均

75%で正しく状況を分類できることを示した．その後の分析により，授業中には 2 つ以上の分類にまたが

るようなあいまいさを含む状況が存在することが明らかになった．本研究ではこのあいまいさを含む状況

を可視化する方法を提案し，さらに，ウェブブラウザ上に映像と可視化結果を同時に提示することで授業

映像の探索を支援する． 
キーワード：ラーニングアナリティクス，授業改善，アクティブラーニング，可視化，映像解析 

 
1. はじめに 
アクティブラーニング型授業ではディスカッショ

ン，グループワーク，プレゼンテーションなどが多

く取り入れられる．授業での実施に関しては，経験

的または理論的な知識が共有されてきてはいるもの

の，自身で実施した授業の成否を客観的に把握する

ことは難しい．授業改善のための映像を閲覧するこ

とはビデオリフレクション(1)やビデオエスノグラフ

ィ(2)と呼ばれる．人間の高次な文脈理解を介するこ

とで，詳細な授業展開の解析ができる．しかしなが

ら，客観的な定量化は難しく，また，多くのデータ

を得ようとすると熟達の講師に時間と労力を求める

ことになる．これらのことはラーニングアナリティ

クスが対面授業を対象にするときの障壁となる． 
本研究では，授業映像を機械学習によって解析・

定量化・可視化して，授業映像閲覧を効率化するこ

とを目的とする．本研究の貢献は以下の 3 点である． 
A. 授業状況のあいまいさの可視化 
B. 汎用ウェブブラウザ上での授業情報提示  
C. 映像探索タスクへの二種類の可視化結果提示

の有効性の検証 
 
2. あいまいな授業状況の可視化 
我々はこれまでに授業状況を 5 つのカテゴリ(グ

ループワーク(GW)，各自作業，解説，発表，移動)
に分けて，映像から機械学習によって認識を行い，

可視化する研究を進めてきた(3)(4)．学習段階では各時

刻で正解カテゴリを手動で与える．認識対象となる

時刻とその前後 15 秒ずつで，映像の時間差分量・環

境音の音量・マイク音の音量・人物の姿勢変化量を

並べたベクトルをその時刻の特徴量と定義して，特

徴量と正解の組をデータベース化しておく．実行段

階では，新たな授業映像の対象時刻に対して，同様

の特徴量を計算する．学習データのうち，得られた

特徴量に近い k 個のサンプルをデータベースから探

索して，多数決を取ることによってカテゴリを推定

する(k-NN 法)．さらに，授業状況はそれほど頻繁に

切り替わらないものと考えられるので，認識結果に

対して再度の投票を行って状況を平滑化する処理を

行った． 
平均して約 75%の精度で正しいカテゴリに推定す

ることができた．推定結果は図 1(a)および図 1(b)の
各上段に示す遷移図として描画でき，90 分の授業全

体での時間配分や状況の推移を一目でおおまかに把

握するのに利用できる． 
ここでさらに，認識カテゴリに多くの誤りがある

時間帯のうち，細切れの活動時間が多く含まれてい

る部分に着目した．この部分は前述した認識結果に

(a) グループワークと各自作業があいまいな例

(分類精度 70.1%) 

(b) グループワークと発表があいまいな例 

(分類精度 58.6%) 

図 1 同講師が実施した 2つの授業状況の認識結果
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対する再度の投票によっても解決されなかった．詳

細にみると，複数の認識カテゴリで投票数が拮抗し

ており，時刻によって最大投票を得るカテゴリが頻

繁に切り替わっていることが分かった．図 1(a)と図

1(b)の各下段に k 個の投票を各時刻で積み上げたも

のを示す．図中の各色の大きさが投票数の多さを示

す．図 1(a)では GW と各自作業で投票数が拮抗する

時間帯があり，つまりこれは，GW と各自作業のど

ちらとも近い特徴を持つ，あいまいな時間帯である

ことを示している．図 1(b)には，GW と発表であい

まいな時間帯が見られた． 
これらの図は各時刻の投票数を示すものであるが，

各認識カテゴリの尤もらしさを示すものであると見

ることもでき，離散的な認識カテゴリを示した元の

図よりも多くの情報量を含む図となっている．そこ

で，我々はこの新たな図を尤度図と呼び，状態遷移

図と同時に提示することで，授業のより詳細な状況

遷移を示すこととした． 
 

3. ウェブブラウザ上での情報提示と効果検証 
映像と可視化図を同時に提示し，現在再生中の映

像が図のどこにあたるのかを示すことのできるシス

テムを構築した．図 2 に画面例を示す．映像は画面

上の操作で任意の時刻のものにすることができる．

HTML5 により記述しており，複雑な設定なしに汎

用ブラウザで利用することができる． 
このシステムを用いて，授業カテゴリを可視化し

た図が映像探索に有用であるかを調べた．利用者は

授業を実施する講師や，授業に参加する観察者と想

定して，授業内容を聞いて理解できる大学生および

大学院生 9 名に実験に協力してもらった． 
同じ講師によるの10分間の授業映像3本を用意し

た．実験協力者には，(I)特定の話題に関するグルー

プワークの開始・終了時刻を答える，(II)講師の作業

内容をすべて書き出す，という 2 つのタスクを行っ

てもらった．映像のみ，映像と遷移図，映像と遷移

図と尤度図を提示した場合で，タスクに掛かる時間

に差があるかを調べた．各協力者には，異なる映像・

異なる条件・異なるタスクで 3 回の試行を行っても

らった．実験の前には十分な時間を取り，実験には

用いない映像と各種の図で，画面を操作する練習を

してもらった．表 1 に結果を示す． 
 

表 1 タスクに掛かった時間の平均 (秒) 
タスク 映像 映像・遷移図 映像・遷移図・尤度図

I 390.6 321.5 316.4 
II 675.3 502.3 585.5 

 
2 つのタスクに掛かる時間について，映像のみを

提示するときよりも，映像・遷移図を提示するとき

の方が有意にタスクに掛かる時間が短いことが確か

められた(タスク I は p<0.10，タスク II は p<0.05)．
その他の時間については，有意差は確かめられなか

った．また，各タスクに対する回答内容についても，

提示内容ごとで取り立てて差は見られなかった． 
この結果から，遷移図が映像を効率的に見るのに

有用であることは示された．遷移図に尤度図を加え

たときに，タスクに掛かる時間をさらに短縮する効

果は確認されなかった． 
多くの実験協力者は「遷移図によってカテゴリの

切り替わりのタイミングを見つけた」とコメントし

ており，尤度図を主に利用した協力者は少数であっ

た．「映像のみが提示されたときには，講師の位置や

発言，学生の顔の向きを参考にカテゴリの切り替わ

りのタイミングを調べた」とのコメントがあり，こ

れらの情報を特徴量に加えることによって，認識結

果を向上させる可能性が示唆された． 
今後，尤度図に示される授業のあいまいさの情報

が，授業の詳細把握や特徴分析に貢献できるかどう

かを検証したい． 
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あらまし：本稿では，相互評価中のプロセスログを取得し，１回の授業において連続評価を実施した時の

評価行動に与える影響を分析した．連続評価の実施により評価に対する動機付けに影響を与える可能性が

あるという仮説のもと，「評価にかけた時間」について分析を行った．結果として，連続評価により「評

価にかけた時間」が単純に短くなることはないこと，評価者によって評価にかける時間が長い場合や短い

場合があることが明らかになった．  
キーワード：相互評価，評価行動，Learning analytics 

 
 
1. はじめに 
近年のアクティブ・ラーニング型の授業の普及に

伴い，学習者にプレゼンテーションをさせ，学習者

同士で相互評価させるという形式の授業が増えてい

る．しかし，この学習者による相互評価は信頼性・

妥当性・公平性などの問題が懸念されている(1)． 
多くの従来研究では基本的に相互評価の評点に着

目して議論されることが多い．例えば，信頼性は学

習者同士の評点の一致度，妥当性は教員による評点

と学習者による評点の一致度で議論されている(2).こ
れに対し本研究では，相互評価のプロセスデータを

取得し，各評価項目の評価タイミングに着目して分

析を行うことを提案し，相互評価の質保証に対する

有効性を検討してきた． 
相互評価の質の議論においては，学習者の詳細な

評価行動を分析した研究はほとんど存在しない．一

方で，社会調査の分野においては，Web調査の普及
に伴い，アンケートの回答にかけた時間や中断とい

った回答行動の履歴を取得し，調査の回答の質の検

証に用いる研究が始まっている(3)．そして，例えば，

「短時間に回答する行動」は，調査が継続していく

のに伴って正確に答える動機が欠如していくことの

表れである(4)，という知見が蓄積している． 
本稿では，ある１回の授業において連続した相互

評価を実施した時の評価行動に与える影響を分析す

る．前述の通り，アンケートの回答行動の研究では，

アンケート調査の継続に伴い，回答者の動機づけの

低下が観察された．このため，相互評価においても

連続評価の実施により，評価に対する動機付けに影

響を与える可能性があると推測されるためである． 
 

2. 方法 
2.1 開発 
相互評価中の各評価項目の評点と評価タイミング

を取得するため，相互評価用ツールを開発した．こ

れはオンラインフォームであり，評価項目のリスト

と評点に対応したラジオボタン（1点－5点），送信
ボタンを備える．評価者は送信ボタンを押すまで何

度でも評価を変更可能であり，評点の選択，変更，

送信ボタンの押下をトリガーとして，履歴がサーバ

に送られる．取得した主なログ項目は，評価日時，

評価者学生番号（記入者），被評価者学生番号（発表

者），評価項目番号，評点である．  
2.2 実験 
上記のツールを用いて実験を実施し，相互評価の

履歴を取得した．被験者は上智大学開講の全学共通

科目「情報リテラシー（情報検索）」受講者のうち，

被験者として同意を得た者とした．実験対象回では，

プレゼンテーション作成の演習を行い，その発表に

対し相互評価を課した．プレゼンテーションは発表

10分，質疑応答 4分からなり，グループ A〜Fの計
6グループが発表を行なった．実験実施日は 2017年
7月 10日，被験者は 72名であった． 

 
3. 結果と考察 
3.1 仮説１：「『評価にかけた時間』は，連続して評

価を行うことにより短くなっていく」 
繰り返し相互評価を実施することにより、評価に

対する動機付けに影響を与える可能性があるという

推測をもとに，「『評価にかけた時間』は、連続評価

を行うことにより短くなっていく」という仮説を立

てた．これを検証するため，「評価にかけた時間」を

以下のように定義し，各評価者について算出した． 
評価にかけた時間(ET: Evaluation Time)：最初の
評価項目のラジオボタンをクリックしてから最後

の評価項目をクリックするまでの時間 
図１(a)は，6 グループに対する評価における ET の
推移を可視化したものである．小点は各学習者の ET
を表し，下側の大点は平均，上側の大点は当該グル
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ープのプレゼンテーションの長さを表す．図１(a)は，
一見，連続して評価を行うと ET が短くなっている
ように見える．しかし，プレゼンテーションの長さ

を表す点に着目すると，ETの傾向は、プレゼンテー
ションの長さの際の影響を大きく受けていることが

わかる．この影響を除いて ET を議論するために，
各グループのプレゼンテーションの長さに対する

ET の比を算出し，可視化したのが図１(b)である．
図１(b)では，図１(a)で見られた連続した評価に伴う
下降傾向が消滅している．以上より，仮説に反した

以下の２つの結果が得られた．すなわち，(1)「評価
にかけた時間(ET)」はプレゼンテーションの長さの
際の影響を大きく受け，また，(2)ET は連続して評
価を行ってもクラス全体として単純に短くなってい

くことはなかった．この結果より，相互評価におい

てはアンケートへの回答行動の場合と異なり，連続

した相互評価の実施が評価に対する動機付けを単純

に低下させることはない可能性が示唆された． 

 
(a) 評価にかけた時間(ET) 実数値 

 
(b) プレゼンテーションの長さに対する ET 
図１ 評価にかけた時間(ET)の推移 

 
3.2 仮説２：「『評価にかけた時間』の傾向は，評価

者ごとに異なる」 
前節では，仮説に反し，評価にかける時間(ET)は

連続して評価を行っても単純に短くなっていくこと

はないことが明らかになった．このため，「『評価に

かけた時間』の傾向は，評価者ごとに異なる」とい

う仮説を立てた．これを検証するため，各評価者の

ET 推移グラフに対して時系列クラスタリングを行
い，その結果に基づき 4クラスタに分類した．図２
は図１(b)をクラスタ別にプロットしたものである．
図２より，全体的に評価に時間をかけるクラスタ，

全体的に評価に時間をかけないクラスタ，最後のグ

ループを短時間で評価するクラスタ，最初のグルー

プを短時間で評価するクラスタに分けられたことが

分かる．これより，評価者によって評価にかける時

間が長い場合や短い場合があることが明らかになっ

た．また，授業の最初や最後のグループについては

何らかの原因により，評価にかける時間が短くなる

評価者が現れることも明らかになった． 

 
図２ クラスター別の評価にかけた時間(ET) 

 
4. 結論 
本稿では，連続して相互評価を実施することによ

り，評価に対する動機付けに影響を与える可能性が

ある，という仮説のもと，「評価にかけた時間」につ

いて分析を行った．結果として，相互評価において

はアンケートへの回答行動の場合と異なり，連続し

た相互評価の実施により「評価にかけた時間」が単

純に短くなることはないことが明らかになった．ま

た，評価者によって評価にかける時間が長い場合や

短い場合があることが明らかになった．今後は，評

点や評価タイミングのばらつきなど評価に対する動

機付けを表すと考えられる他の特徴量や授業条件と

の関係の解析を進めたい． 
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あらまし：本研究では大学入学後に中退しそうだったが中退しなかった学生、中退しなそうだったが中退

してしまった学生に焦点を当て，学生が中退する状態から変化するモデルを作成する．中退をしそうな学

生は高校時の成績等の入学前の情報や授業への出席等の入学後の情報を通して予測をすることができる．

しかしながら，中退をしそうな状態から状態変化をし，中退しない状態になる学生がいる．本研究ではい

つ、何人の学生が状態変化をするのかを教学データから明らかにしてする． 
キーワード：中退予備状態，学生の状態モデル化, ロジスティック回帰モデル 

 
 
1. はじめに 
本研究では大学入学後に中途退学（中退）しそう

な学生に焦点を当て，学生が中退する状態から変化，

または通常の状態から中退する状態に変化するモデ

ルを作成する． 
大学における中退率は各大学の状況によって大き

く異なるが，中退率の高さは大学の学生募集や教育

の質に大きい負の影響を与えるだけではなく, 学生
にとっても時間や資金を浪費してしまうことになる．

読売新聞社によって毎年行われている調査において

も中退率は大きな注目点となっており, 大学の評価
においても中退率は大きな指標となってきている． 
大学では中退しそうな学生には教員やカウンセラ

ー等から指導を行うことが多いが，その多くの指導

は教職員の直感や勘に左右されるところが多い．ま

た，教職員の数に比べ，学生数が多いため，どの学

生にどの程度対応するべきなのか，どの程度，教学

リソースをかければいいのかは恣意的になりがちで

ある． 
本研究ではどの程度の学生がどの段階でつまずく

といった学生の状態変化をデータから明確化してい

く．学生の状態変化が数値で明らかにすることで教

職員のリソースをどの程度配分するべきかが明らか

になり，どの教学施策やイベントが効果的に学生に

効いており，どの場でより学べているのかを判断で

きる． 
 

2. 関連研究 
中退を予測し，原因を抽出していく研究はこれま

でに多くなされてきている．中退に影響を及ぼす変

数群としては日本では性別(1)や教員学生比率，偏差

値(2)，大学規模，経済的な要因(3)があげられている．

また，以上の変数等を説明変数として中退を予測す

る研究も広く行われている．近藤(4)によれば当該年

度前のデータ（性別，学部，入試区分，出席率等）

を用いることで 3年次当初における中退予測が可能

だとしている．Bingham 達(6)は親の学歴や民族によ

って在学率は異なることをロジスティック回帰モデ

ルによって説明している．  
さらに，どの段階でどの程度学生の状態が変化し

ているといった研究も存在している．近藤(5)はベイ

ジアンネットワークを用いて教学で利用される変数

を確率的に関連付け学生の修学状態をモデル化して

いる．また，修学状態のモデルを用いることで中退

を予測することが可能であるとしている．一方で，

どの程度の学生がどの段階で状態変化を起こしてい

るのかを明らかにしている研究は少ない． 
 

3. 研究手法 
3.1 利用したデータ 
学生の状態を推定するために利用した変数は下記

である．今回は A大学の 2012年度と 2013年度に入
学した学生 719名のデータを利用した． 

 
変数-1（入学時に取得できるデータ） 
・性別（男性=1，女性=0） 
・留学生（留学生=1，not留学生=0） 
・高校時欠席日数（数値） 
・高校タイプ（普通校，その他） 
・高校評定平均 
変数-2（入学後，各学期終了後に取得するデータ） 
・春学期修得単位：数値 
・秋学期修得単位：数値 
 

3.2 状態推定方法 
以上の変数を利用して学生の状態を 3種類に分類

する．1つ目は通常状態，2つ目は中退予備状態，3
つ目は中退状態である．通常状態と中退予備状態は

目的変数として退学したという変数（退学した=1/
していない=1），説明変数として 3.1で用いた変数を
利用する．手法としてはロジスティック回帰モデル

を用いて中退に分類する確率を導出し 50％を超え
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た場合を中退予備状態，50％未満の場合を通常状態，
すでに退学した状態の場合を退学状態とした．以上

の状態推定を各学期終了後に変数を利用して求めた． 
3.3 状態の推移 

3.2で用いた方法を用いて，前学期から当該学期に
状態が変化した推移を抽出することで，主に 2つの
状態推移のパターンを導出した．1 つ目は通常状態
から中退予備状態になった悪い状態変化のパターン，

2 つ目は中退予備状態から通常状態になった良い状
態変化のパターンである． 

 
4. 結果と考察 

3 章で述べた方法を用いて各状態の学生人数を学
期ごとに表したものが表 1である．中退予備状態の
学生は 1年目から 3年目までが多い．通常状態の学
生数は 3年目春以降に安定する．中退予備状態の学
生数は 1 年目から 2 年目までが多く，3 年目秋から
減少をしていく．総じて 3年目春学期まで 100名以
上（20%程度）の学生が常に中退リスクを持ってい
る学生だということができる． 

1 年目春学期終了時に中退予備状態になっている
学生（128名：17.8%）は大学の開始時から大学に来
ない，もしくは欠席が非常に多い場合が多数であり，

この状態を減らす方法としては高大接続，つまり入

試段階，もしくは入学前教育の段階で学生にアプロ

ーチする必要がある． 
 

表 1 各状態における人数 
学期 通常状態 中 退 予 備

状態 

中退状態 

1年目_春 591 128 0 

1 年目_秋 552 154 13 

2 年目_春 546 153 20 

2 年目_秋 531 133 55 

3 年目_春 514 110 95 

3 年目_秋 510 96 113 

4 年目_春 514 44 161 

4 年目_秋 515 30 174 

 
3 章で述べた 2 つの状態の推移パターンと学期ご

との人数を表したものが表 2である． 
1 年目春から 1 年目秋に通常状態から中退予備状

態になっていく学生（57名）は大学という環境にな
れていないパターンが多く，初年次での面談や初年

次教育での学習習慣をつけることが求められる． 
1 年目秋から 2 年目春に通常状態から中退予備状

態になる学生（33名）や 2年目春から 2年目秋に通
常状態から中退予備状態になる学生（29名）は専門
科目への導入がうまくいっていない．専門科目を学

ぶ前の基礎的な学習を行わせることや，専門科目と

自分の興味を結びつける等の施策が必要になってく

る． 
一方で中退予備状態から通常状態に変わる良い状

態変化を起こした学生の数に注目する．悪い状態変

化を起こした学生数に比べて数が少ないことから更

に中退予防施策を行っていく必要があることがわか

る． 
 

表 2 状態変化する人数 

  

通常 -> 

中退予備状態 

中退予備状態 ->

通常 

1春->1 秋 57 18 

1 秋->2 春 33 27 

2 春->2 秋 29 15 

2 秋->3 春 31 14 

3 春->3 秋 10 7 

3 秋->4 春 4 9 

4 春->4 秋 1 5 

 
5. まとめ 
本研究では大学入学後に学生が中退する状態から

通常の状態に変化，または通常の状態から中退する

状態に変化する状態変化をデータから明らかにした．

今後は以上のデータから導き出された状態変化がど

のような教学施策を結びつけることでどの教学施策

を作っていくべきか，どの教学施策が効果をあげて

いるのかを明らかにしていく． 
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時間遅れと感情の持続モデルを考慮した 

生体情報からの学習者の心的状態推定の試み 
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あらまし：学習時における学習者の心的状態を推定することは教授学習過程において重要である．本研究

では，これを学習者の生体情報を用いて実現の可能性を検討している．特に，今回は生体情報の時間遅れ

と感情の持続モデルを学習器への入力情報に反映させることにより，心的状態の推定精度が向上すること

を確認した．また，この成果をリアルタイムに学習支援に導入することについての可能性にも言及する．  
キーワード：教心的状態の推定，生体情報の時間遅れ，感情の持続モデル，DNN，リアルタイム支援 

 
 
1. はじめに 
学習時における教師の行動や発言と学習者の心的

状態，あるいは心的状態の変化に関する要因との関
係の形式化は重要な課題であり，その成果は学習支
援システムへの学習者の心的状態の推定機能の実装
のための基礎的な知見を与えることも期待される． 
著者らは，教師と学習者のインタラクションにお

いて教師の発話と学習者の生理データ，および学習
者の心的状態との関係の形式化を試みてきている
(1)．本研究では，学習に関わる多面的情報から深層
ニューラルネットワーク（Deep Neural Network
（DNN））を用いて学習者の心的状態の推定の可能
性を検討した．特に，次元解析による時間遅れ，心
的状態の持続モデルを考慮することによる推定精度
の向上の可能性を検討した．さらに，心的状態のリ
アルタイム提示の有効性に関する検討を行った． 

 
2. 学習に関わる多面的情報の取得 
学習に関わる多面的情報の取得を目的として生体

計測機器を用いた計測を中心に実環境での実験を行
った．被験者は個別指導塾（教師 1 名，学習者 1 名
の個別学習）に通う中学生 1 名であった．使用した
機材は NIRS（日立 WOT-100），呼吸・皮膚コンダク
タンス・容積脈波計（NeXus）であった．被験者に
は上記の機材を全て装着してもらい，通常通りの授
業を受けてもらった．各計測機器は計測時間を対応
させるために計測開始，終了時にマーカーを付与し
た．実験中の様子は 3 か所から 3 台のビデオカメラ
で撮影した．被験者には後日実験で得られた映像を
見ながら学習時の心的状態の内省報告を求めた．  

 
3. ニューラルネットワーク（NN）を用いた

心的状態推定の試み 
今回分析の対象としたのは，約 60 分授業の中で教

師と学習者のインタラクションが比較的多く確認で

きた 63 秒（開始後 19 分 37 秒から 20 分 40 秒まで）
であった．心的状態を表すカテゴリは，Achievement 
Emotions Questionnaire(2)で使用されている 9 感情に
ついての尺度を用いた．被験者には授業時の心的状
態の内省報告を求めた．教師の発話を表すカテゴリ
は，先行研究で使用されていたカテゴリを一部修正
した 9 種類のカテゴリを用いた．教師の発話へのカ
テゴリの付与に関しては，分析者が授業映像を見な
がら分析者の視点で行った． 
3.1 3 層 NN の場合の推定精度 

入力データは，①NIRS によって取得した脳血流量
（5Hz），②呼吸（32Hz），③皮膚コンダクタンス
（32Hz），④教師の発話（9 カテゴリのうち 5 カテゴ
リ）であった．出力データは，⑤内省報告（9 感情）
であった．なお，①②③は粒度を統一するために，
粒度の荒いデータに関しては，粒度の最も細かいデ
ータの粒度に合わせて線形補完を施した．その結果，
最終的な対象データ数は，2024 行×5 となった．ネ
ットワーク構造は 3 層ニューラルネットワークとし
た．中間層のユニット数はシミュレーションの結果
19 とした（活性化関数等の詳細は(3)を参照）．10 回
の交差検定（6:4 Cross-Validation，学習回数 5,000 回）
の結果，早い段階で学習が収束し，Accuracy 値は，
「0.900, 0.917, 0.910, 0.917, 0.910, 0.914, 0.915, 0.899, 
0.912, 0.905」となった．このことから，非常に高い
精度で生体情報から心的状態の推定が行われている
ことがわかる． 
3.2 時間遅れを考慮した場合の推定精度 

3.1 に加えて次元解析の手法を用いて，各生体情報
を時系列データとして捉え，その自己相関性が最も
高くなる場合の時間遅れと，システムとしてもつ次
元を考慮した 4 層の DNN（中間層 1 のユニット数は
19，中間層 2 のユニット数は 20）を用いた（詳細は
(3)）．①NIRS は 2 次元，②呼吸は 1 次元，③皮膚コ
ンダクタンスは 4 次元，④教師の発話を DNN の入
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力データとした（合計 1530 データ）．出力データは
⑤内省報告とした． 10 回の交差検定（ 6:4, 
Cross-Validation, 5,000 回）を行った結果，早い段階
で学習が収束し，Accuracy 値は，平均 0.894，標準
偏差.0087 となった．このことから，次元解析による
時間遅れとシステムの次元を考慮した結果，次元解
析を行わない時間遅れを考慮した場合と比較してよ
り高い精度精度で生体情報から心的状態の推定が可
能であるとの結果を得た． 
3.3 感情の持続モデルを考慮した場合の推定精度 

一般に人間の心的状態は時間経過に従って変化す
るとされている．特に，ある刺激に対して生起した
感情（心的状態）は，時間の経過に対して指数関数
的に減衰するとの知見が報告されている(4)．そこで，
④教師による発話と⑤学習者の心的状態に対して減
衰関数を適用した（詳細は(3)）．3.2 と同様の DNN
でシミュレーションを行った結果，Accuracy 値は
0.950 程度の高い値に収束した（心的状態の持続モデ
ルを考慮しない場合の値（0.890 程度）と比較しても
高い値）．さらに，3 層 NN と 4 層の DNN との場合
を比較すると，DNN の方が NN に比較して，Loss
値の収束が顕著に早いことがわかった．この結果は，
アプティマイザーによらず同様の結果となった．ま
た，学習係数の値の増加に伴って，この傾向はより
顕著になるとの結果も得た． 
 以上より，計測データをより実現象を近似するデ
ータに加工することの有効性を知見として得ること
ができた． 
 
4. 心的状態のリアルタイム提示の有効性 
著者らは学習中の心的状態の推定をシステムによ

って支援し，教師と学習者のより豊かな教授・学習
活 動 を 促 進 す る こ と を 目 的 と し ， Intelligent 
Mentoring System（IMS）(5)の開発を行ってきている．
このシステムは，学習者の注意履歴や課題得点を基
にした従来の Intelligent Tutoring System に加えて，マ
ウス速度や顔の動き，生体情報などの学習中の何気
ない動作から抽出される情報を用いて，学習者の心
的状態を推定し，学習中の行き詰まりなどを推定す
る心的状態推定モデルからなる．心的状態推定モデ
ルでは，学習中の学習者から取得された生体情報や
教師の発話といった教授行為を入力として，その際
の学習者の心的状態をリアルタイムに出力する．こ
の入出力の関係は深層学習などの機械学習によって
抽出する．本システムが実現されることによって期
待される効果は大きく二点ある．一点目は教師に対
しての効果，つまり教育支援における効果である．
本システムが推定した心的状態を教師に提示するこ
とで，特にシステムと教師で推定した状態が異なる
場合において，学習者の心的状態推定過程を見直す
機会を教師に提供する．これによって教師にとって
も自らの心的状態推定の方略を改善することが期待
される．二点目は，学習者に対しての効果，つまり
学習支援における効果である．学習者の心的状態を
より適切に推定することができるようになれば，学
習者の学習意欲の維持・喚起の足掛かりとなること
が期待できる．これによって学習者の意欲的学習を
促進することが期待される． 

この学習器は，学習者の脳血流・呼吸といった生
体情報と，説明や発問などの教師による発話を入力
として，その時の学習者の心的状態を出力する．現
在，学習中の学習者の感情９つに対する人間教師と
本モデルの予測結果を比較した場合，本モデル（約
76%）は人間教師（約 24%）の予測結果を大きく上
回る結果となった．また，学習者がポジティブな状
態なのかネガティブな状態なのかに関しても予測し
た結果，本モデルでは高い予測精度が得られた（シ
ステム：約 84%，人間教師：約 62%）． 
一方で，本システムのような心的状態の推定支援

を行うシステムの有効性を検証するために，リアル
タイム処理を想定して，システムの結果を逐次的に
手作業で教師にフィードバックする疑似システム
（図 1）を用いたところ，教師は学習者の心的状態
がネガティブな状態であるとフィードバックされた
際に「問題が簡単すぎると感じたためである」と解
釈するという場面が観察された．このことから，シ
ステムが教師に気づきを与えるという点で有効性が
期待される． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 心的状態のリアルタイム提示のイメージ 

 
5. 今後の課題 
今回は被験者 1 名から得られたデータに基づいて

議論を行っている．この知見の一般性に関しては今
後の重要課題である． 
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自己調整学習における学習計画の比較研究 －Self-Regulator 活用法の考察－ 
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あらまし：本研究は，学習者自身が計画を立て，さらに，その計画を守ることを支援する機能を備えたシ

ステム Self-Regulator の使用方法の違いが，学習者にどのような影響を与えるのかを検討するものであ

る．具体的には，受講スケジュール登録期間と受講可能期間の設定が異なる３種類の授業において，学生

の受講スケジュール登録時期や受講時期などを比較し，設定の相違が受講スケジュールの分布や受講行動

に与えた影響から，システムの設定に合わせた支援方法を探る． 
キーワード：自己調整学習，計画フェーズ，駆け込み受講，登録忘れ，受講忘れ 

 
 
1. はじめに 
非同期分散型の e ラーニングやモバイルラーニン

グは，学習者が自己都合に合わせて受講できるが，

一方で，受講を継続するには，自己調整学習のスキ

ル，特に適切な学習計画の立案とその遵守が重要で

ある(1)．報告者らは自己調整学習のうち，計画フェ

ー ズ の 活 動 支 援 を 目 的 と し た シ ス テ ム ，

Self-Regulator （以下，SR）を開発し，駆け込み受

講減少や学習の習慣化などの可能性を確認した(2)(3)． 
本研究では，SR に受講予定を登録できる期間と実

際に受講できる期間の設定に着目し，両期間が重複

する程度が，計画登録行動と受講活動にどのような

影響を与えるかについて考察する． 

2. 研究対象・方法 
2.1 研究の目的・方法 

本発表では，SR の設定に応じて，学習者の計画登

録行動や，登録される計画自体にどのような差異が

生じるかを分析し，教員が SR をどのように用いる

べきかを考察する．ここで受講計画のデータを検討

する観点は，以下の A，B の 2 点であり，念のため

C も確認する． 
A）いつ計画したか 
学習者が受講計画を登録した時期の違いである． 

B）どのような計画を立てたか 
学習者が登録した計画の特徴である． 

C）どの程度計画を守ったか 

2.2 Self-Regulator 

SR は，学習者自身が計画を立て，さらに，その計

画を守ることを支援する機能を備えたシステムであ

り，自己調整学習の成功だけでなく，学習者の自己

調整力育成も目的にしている．学習者の具体的な操

作手順は，以下のようになる． 

（１）受講計画登録 
教員が設定した期間内に自らの受講予定時間を登

録する．受講予定を登録しなければ受講できない． 
（２）リマインドメール設定 
学習者自身に受講設定した時間を知らせる e メー

ルを自動送付する時間を設定する．受講予定の何時

間前にメールを送付するかを1時間刻みで24時間ま

で設定できる．事前通知が不要と考える学習者は，

この機能を使わなくてよい． 
（３）スケジュール確認・変更 
登録された受講スケジュールを確認できる機能で

ある．修正が必要な場合，受講予定時間の前であれ

ば，1 回だけスケジュールを修正できる． 
（４）受講 
登録した予定時間から 60 分以内に受講開始する．

あるいは，リマインドメールを受け取ってから 60
分以内にも受講開始できる． 

2.3 授業・SR の設定 

SR の設定の違いがもたらした影響を 3 授業のロ

グの分析結果から検討する．授業 A は，関東地方の

公立大学で 2017 年度前期に，授業 C は，同大学で

2018 年度前期に開講された必修科目であり，どちら

も 1 年生 24 名が受講した．授業 B は，中国地方の

国立大学における教職科目の集中講義で 2017 年の 2
月中旬に 1 週間開講され，1 年生から 4 年生までの

27 名が受講した．どの授業も同一教員が担当した． 
e ラーニングコンテンツはいずれも一本 15 分から

20 分程度の長さの VOD 教材で，反転形式を取って

いる授業の予習用として作成・配信された．授業 A
において SR を使用した e ラーニングコンテンツは

15 本であり，スケジュール設定可能な期間が受講可

能な期間のうち最初の 1 週間に限定されていたのに 
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表 1 SR を用いた授業 

授

業 

開講 

時期 

受講 

者数 

教材 

数 

計画登録と 

受講期間 

A 2017 前期 24 16 受講期間序盤が

登録期間 

B 2 月集中 27 10 完全重複 

C 2018 前期 24 18 両期間は別 

 
対して，授業 C ではコンテンツ 18 本で，登録可能

期間の後に受講可能期間が配置されていた．授業 B
の受講期間は授業開始（2 月 12 日）までの約 1 か月

に設定され，登録可能期間と同じであった（表 1）． 

3. 結果 
3.1 計画を登録した時期 

各授業はスケジュール登録可能期間が異なるので，

まず，図 1 に登録可能期間をそれぞれ 4 分割した分

布をまとめた．次に，スケジュール登録から実際に

受講した時間までの間隔をみると，図 2 のようにな

った．なお，授業 C は開講中であるため，前半 7 本

のみの集計である． 
授業Aは最後にまとめてスケジュールを登録する

割合が高く，授業 B は思い立った時にスケジュール

登録して，そのすぐ後に受講するケースが多い．授

業 C は受講スケジュール登録から，実際の受講まで

の間隔が空いているコンテンツが多い． 

3.2 登録された計画 

学習者を，①均等型（定期的に受講していく），②

先行逃げ切り型（受講可能期間の前半に 4 分の 3 以

上受講する），③駆け込み型（受講可能期間の第 4
四半期に 4 分の 3 以上受講する），④不定型（決まっ

たパターンがない）に分類し，そのうち②と③の割

合を比較したところ，授業 A で②が 27%，③が 2％
であったのに対して，授業 B では②が存在せず，③

が 63%となり，駆け込み型が多くを占めていた． 

3.3 受講状況 

計画忘れもしくは受講忘れで，SR 経由の受講がで

きなかったコンテンツ数と，のべコンテンツ総数に

対するその割合，実人数をまとめたのが，表 2 であ

る．登録期間と受講期間の重複が減るにつれて，登

録忘れは減り，反対に受講忘れが増える傾向がある． 

4. 考察・今後の課題 
以上の結果から，スケジュール登録可能期間と受

講可能期間の重複度合いが低下するにしたがって，

駆け込み受講が減り，スケジュール登録忘れが減る

傾向がみとめられる一方で，受講自体を忘れる割合

が増える傾向がみられた．したがって，今後はこの

ような現象の原因を探ると同時に，設定ごとの情報

提供内容や学習者支援方法についてガイドラインを

作成し，効果的な SR 活用を進めたい． 
 

 
図 1 スケジュール登録時期の分布（Q: 四半期） 

 

 
図 2 スケジュール登録時間と受講時間の差分 

 
表 2 スケジュール登録忘れ・受講忘れ状況 

 コンテンツ数※ 人数 
授業 登録忘 受講忘 登録忘 受講忘 
A 48 7 7 2 

17% 2% 29% 8% 
B 42 14 6 4 

16% 5% 22% 15% 
C 7 47 1 14 

4% 28% 4% 58% 
※コンテンツ割合の母数は，人数×コンテンツ数 
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あらまし：大学などの教育機関では，LMS，各種 ePortfolioなど，様々な教育支援システムが運用されて

いる．今日の大学における教学活動は，これら教育支援システムの存在なくして円滑な運営は困難である．

一方，災害復旧や減災の観点からクラウドの利活用が活発となっている．しかし，教学活動継続の障害と

なる危機は自然災害だけではない．起こりえる脅威の種類に応じた減災戦略の選択が重要である．本稿で

は，マルチクラウドを活用した教育支援環境の減災フレームワークを提案する．特に，緊急速報をトリガ

ーとするマルチクラウドの適応的利用について検討する．  

キーワード：マルチクラウド，教育支援システム，危機管理，緊急速報，適応的減災 

 

 

1. はじめに 

2011 年 3月に発生した東日本大震災と津波は，東

北地方を中心に甚大な被害をもたらした．2016 年 4

月に発生した熊本地震は震度 7 の地震が 2 度連続で

発生するなど，観測史上初めての地震であった．我々

が拠点を置く四国地方は，南海地震の発生が予測さ

れている．土木学会は南海地震発生後 20年間の経済

的被害が 1,410 兆円に上る国難レベルの災害になる

との推計を発表している（１）． 

自然災害は地震と津波だけではない．2017年 7月

に発生した九州北部豪雨では，福岡県朝倉市の 24

時間雨量で 545.5mmを記録した．これは，気象観測

史上 1 位の観測値を記録するとともに，周辺地域に

多大な土砂災害と洪水被害をもたらした．集中豪雨

や洪水など，我々が日常的に遭遇する確率の高い自

然災害においても激甚化が進んでおり，従来の想定

を超えるシステム減災の枠組みが求められている． 

災害に対する備えは必要不可欠である．東日本大

震災以降，情報システムの災害復旧（Disaster 

Recovery, DR）と事業継続計画への取り組みが進ん

でいる．これは教育支援システムなくして教学活動

継続が困難な大学も例外ではない．特に，反転授業

のための学習教材が e ラーニングで提供され，学習

履歴から学習者のふるまいを紡ぎ出すラーニングア

ナリティクス実践のためには，LMSを含む教育支援

環境の保全は必須課題と言える． 

一方，DR 環境実現のため大学においても e ラー

ニングへのパブリッククラウド適用が推進されてい

る（２）．現時点で適用されるクラウド基盤は IaaS ベ

ースのものが主流であり，LMSを単に仮想マシンと

して実装する事例が多い．これは，オンプレミスで

構築されていた教育支援環境を，仮想マシン群で再

構築したに過ぎない．Amazon Web Servicesなどクラ

ウド事業者が提供するデータセンターレベルや地域

レベルでの冗長化により，提供されるクラウド基盤

の可用性は高い．しかし，クラウドは万能ではない．

特定クラウド事業者への教育支援環境の移行は，新

たな単一障害点を生むことにつながる． 

加えて東アジアでは安全保障に関する危機が危惧

されている．2017年 8月及び 9月，朝鮮半島から発

射された飛翔体は北海道上空を通過した．明確な意

図の有無に関わらず，都市圏の情報通信網と送電網

に重大な損害が発生した場合，クラウド事業者に構

築したシステム自体が消失する危険性を孕む．つま

り，パブリッククラウドへの教育支援環境の集中的

移行自体が，当該環境損失のリスクとなり得る． 

これまで我々は，クラウドを活用した e ラーニン

グ環境のシステム減災の枠組みを提案してきた（３）．

そのなかで，スマートフォンで受信した緊急速報を

トリガーとするマイグレーションの枠組みにつき検

証を続けてきた．危機の多様化にともない DR の枠

組みも変化しつつある．教育支援環境の減災には，

脅威の種類に対応した適応的な減災戦略の実行が不

可欠になったと言える． 

そこで本稿では，マルチクラウドによる LMS 減

災フレームワークを提案する．特に，緊急速報と連

動したシステム減災ポリシーの選択により，検知し

た危機に対応した減災戦略により，適応的なシステ

ム減災の実現を目指す．プロトタイプシステムの概

要を示し，評価実験結果について述べる． 

 

2. 統合的危機管理フレームワーク 

図 1 に，提案する LMS の適応的危機管理フレー

ムワークの概要を示す．本フレームワークは，自大
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学及び連携大学に構築されるプライベートクラウド

基盤と，クラウド事業者が提供するパブリッククラ

ウドサービスから構成される．LMSを含む教育支援

環境は，基本的に自大学に構築されるプライベート

クラウド基盤にて構築運用される． 

 
図 1 危機管理フレームワーク 

 

プライベートクラウド基盤に実装される減災ポリ

シー選択サービスには，スマートフォンを経由して

緊急速報のメッセージ ID が通知される．メッセー

ジ ID により，受信された緊急速報が自然災害関連

か国民保護情報関連か判定できる．自然災害に関連

する脅威の場合，主としてクラウド事業者によるパ

ブリッククラウドへの移行を減災ポリシーとして選

択する．これは，自然災害に対する DR戦略として，

クラウド事業者が構築するデータセンター冗長化が

有効に機能すると判断するためである．また，巨大

地震など壊滅的災害に被災した場合，自大学に構築

したプライベートクラウド基盤そのものが消失する

可能性が高い．この点からも自然災害への減災ポリ

シーとしてパブリッククラウド移行が有効と考える． 

一方，国民保護情報への危機対応として，連携大

学のプライベートクラウド基盤への移行をポリシー

として選択する．連携大学が大都市圏ではない前提

で，国民保護情報の対象となる脅威に対して，都市

圏のデータセンターへ環境を移行しない方が，稼働

確率を向上できると考えるためである． 

これら，危機管理の対象となる脅威の種類に応じ，

減災ポリシーを適応的に選択することで，学習履歴

なども含む教育支援環境の保持を実効的に担保でき

ると考える． 

 

3. プロトタイプシステム 

図 2 に，評価のため構築したプロトタイプシステ

ムの構成を示す．プロトタイプシステムは，教育支

援環境を保持するプライベートクラウド基盤と，パ

ブリッククラウド事業者が提供するクラウドストレ

ージサービスから構成される．プライベートクラウ

ド基盤は，2 つのプライベートクラウドファブリッ

クから構成され，それぞれ自大学と連携大学のプラ

イベートクラウド基盤を想定して運用される．減災

ポリシーを制御するためのコントローラがプライベ

ートクラウド基盤に接続され，気象庁もしくは内閣

官房から送信される緊急速報を受信するためのスマ

ートフォンが接続される． 

 
図 2 プロトタイプシステム構成 

 

4. 実験と考察 

提案するフレームワークの有効性を検証するため，

評価実験を行った．表 1 にプライベートクラウド基

盤を構成するノードコンピュータの仕様を示す． 

表 1 ノードコンピュータ仕様 

CPU 
AMD Opteron 3250 HE 

(Quad Core) 

DRAM容量 16 Gbytes 

HDD容量 250Gbytes (SATA600) 

OS 
Ubuntu Server 18.04 LTS 

64bit edition 

緊急速報及び J-ALERT通知メッセージは，スマー

トフォン内にて ETWS（Earthquake and Tsunami 

Warning System）のメッセージを擬似的に生成し，

危機発生のトリガーとした．この結果，プロトタイ

プシステム内で教育支援環境の保持が可能であるこ

とを確認した．  

 

5. おわりに 

 本稿では，マルチクラウドによる適応的な教育支

援環境減災フレームワークの提案を行った．プロト

タイプシステムを構築し，システム減災ポリシーに

よる減災フレームワークの有効性を確認した．今後

はシステム減災ポリシー選択アルゴリズムの洗練を

行う． 
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数式オンラインテストの標準仕様 MeLQS に基づく問題実装 
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あらまし：我々は昨年，多様な数学ｅラーニングシステム間での問題共有を実現するための数学オンライ

ンテストの問題データ標準仕様MeLQSを提案した．今回，問題仕様書から実際に数式オンラインテスト
システムへの実装を行うことで問題仕様書に基づく実装過程での課題を確認するとともに，実装仕様の

構成要素や実装仕様書作成ツールの仕様を検討した．特に，問題生成や解答の正誤判定のアルゴリズムの

記述ツールとして Blocklyをベースとしたツールを開発することとし，アルゴリズムの記述に必要な数学
的処理ブロックの選定を行い，実際にアルゴリズムの記述が可能であることをサンプルで確認した． 
キーワード：数学オンラインテスト，標準仕様，コンテンツ共有 

 
1. はじめに 
我々は昨年，多様な数学ｅラーニングシステム間

で問題共有を実現するため，数学オンラインテスト

用問題データの標準仕様として，問題仕様(Concept 
Design)と実装仕様(Implementation Design) の 2 層で
構成される MeLQS を提案し，問題仕様に準拠した
仕様書作成ツールを Moodle 上で開発した（1）．問題

仕様は出題の意図や正誤判定・誤り内容判定の数学

的判断基準をデータ化するものであり，実装仕様は

問題仕様に基づいた出題と採点を多様なシステムに

実装できるようにするため，問題仕様書の内容を手

順化して記述するものである．2つの仕様の違いは，
想定する読み手が，問題仕様は数学教員，実装仕様

はシステムへの実装作業者，という点にある．この

ため実装仕様では，多数の類題を生成するための乱

数化の手順や入力された解答に対する採点アルゴリ

ズムの具体的かつ明確な記述が要求される． 
本発表では，（1)問題仕様書に基づく実装過程での
課題を確認するため実際に問題仕様書から数式オン

ラインテストシステム(今回は STACK（2）を使用)への
実装を行なった検証結果，および（2)実装仕様書作
成ツールの仕様策定，の 2点について報告する． 

 
2. 問題仕様書からの実装 
問題仕様書作成ツールで作成された問題仕様書

（図 1）だけでどこまで STACKへの実装できるか，
STACK の習熟度が違う複数名にて実験を行なった． 
2.1 STACK未習熟者の数学教員による実装 

STACK未習熟者の数学教員の場合，問題仕様書に
は記述されていない，問題をランダム化した場合の

問題提示や解答判定のアルゴリズムを構築するのは

難しくなかったが，STACK特有の問題作成の作法や

細かい設定に戸惑いが多くみられた．結果として問

題作成にはかなりの時間を要した．この教員は，こ

の問題仕様書の作成者であり，普段から STACK 以
外の数式オンラインテストで問題を作成している． 

 

 
図 1 問題仕様書：平面の法線ベクトルを問う問題 
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2.2 STACK習熟者の非数学教員による実装 
非数学教員の STACK 習熟者が上記の教員と同じ

問題を作成した場合，ランダム化のアルゴリズム構

築は難しく，問題仕様書通りの固定化された問題の

みの作成にとどまった．しかし，作成に要した時間

は数分と非常に短い時間で作成することができた．  
 

3. 実装仕様の構成要素 
実装仕様書の主たる構成要素は「問題変数の設定

と生成手順」，「問題文のテンプレート」，「解答欄と

解答変数の設定」，「採点アルゴリズム」である． 
「問題変数の設定と生成手順」では，後述の「問

題文のテンプレート」において，乱数による類題生

成のために問題文に埋め込まれる変数（以下「問題

変数」）と各問題変数に代入される数値や数式の生成

手順を問題仕様を満たすように指定する．指定の方

法としては，与えられた変数値のリストからのラン

ダム選択や指定条件を満たすランダム生成があるが，

各問題変数の値を定めるための具体的手順がアルゴ

リズムとして与えられる． 
「問題文のテンプレート」では，問題変数の位置

指定を含む問題文のレイアウトを指定する．上述の

生成手順に従って生成された問題変数の値が問題文

のテンプレートに埋め込まれ，学習者に問題文とし

て提示される． 
「解答欄と解答変数の設定」では，解答欄のレイ

アウトおよび各解答欄に入力された値を格納する変

数名（以下「解答変数」）が設定される． 
「採点アルゴリズム」では，問題変数と解答変数

の値を入力データとし，評価点と学習者へのフィー

ドバックメッセージを出力とする手順が記述される． 
 

4. 実装仕様書作成ツールの開発に向けて 
実装仕様書作成ツールの開発にあたり，アルゴリ

ズムの記述部分に関しては，ビジュアルプログラミ

ングエディタ構築用ライブラリ Blockly（3）をベース

としたツールを開発することにした． 
Blockly によるアルゴリズム記述の可能性を検証
するため，既存の線形代数の問題仕様書の内容を分

析し，新たに追加が必要な数学的処理を表すブロッ

クの確認を行なった．さらに，追加されたブロック

により，実装仕様書で利用されるようなアルゴリズ

ムの記述が可能か，実際の問題仕様書に基づき検証

を行った．図 2は，図 1の問題仕様書におけるフィ
ードバックの項目の内容を，Blocklyを用いて記述し
たものである．図 2 では，平面の方程式𝑎𝑎𝑎𝑎 + 𝑏𝑏𝑏𝑏 +
𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑑𝑑に対して，ベクトル(𝑎𝑎, 𝑏𝑏, 𝑐𝑐)を coef，右辺の定
数𝑑𝑑を constという問題変数で表し，解答変数（ベク
トル値）を ans で表している．実装仕様書では，問
題仕様書において数学的に記述された条件を，具体

的に CAS に何をどのように計算させてどう判定さ
せるかが明確になるようにアルゴリズムとして記述

される．図 1，図 2の例では，問題仕様書（図 1)で
のフィードバック No.1 の条件のうち「解答(ans)が

𝑥𝑥, 𝑦𝑦, 𝑧𝑧の係数を並べたベクトル(𝑎𝑎, 𝑏𝑏, 𝑐𝑐)に平行」が，実
装仕様（図 2)では coef=(a,b,c)として「ベクトル coef
とベクトル ansを合わせて作られる2 × 3行列の階数
（ランク)が 1 と等しい」とブロックを用いて記述
されている． 

 
図 2 Blocklyによる採点アルゴリズムの記述例 

 
5. まとめ 
問題仕様書からの実装については，問題仕様書が

あることによって，数学教員ではなくとも数分で問

題を作成することができたが，ランダム化のように

数学的知識を用いて実装するには問題仕様書だけで

は困難であった．数学教員の場合は手順の確立に問

題はなかったが，実際のシステムの作法上の混乱は

多くみられた．このことからランダム化を含む手順

を明確に記載した実装仕様書，および各システム固

有の特徴に依存しないデータ変換（エクスポート）

機能の必要性がより明確になった． 
また，実装仕様書の構成要素の確認と作成ツール

の仕様策定を行った．特にアルゴリズムの記述に関

して，Blocklyをベースとするツールの有効性を，実
際の例で記述し確認した．今後はこの結果に基づき，

実装仕様書作成ツーおよび問題エクスポート機能の

開発を進めて行く予定である． 
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あらまし：近年，LA(Learning Analytics)と呼ばれる学習行動履歴情報を活用した学習データ分析技術が注

目されている．これまで LA は，LMS や CMS に蓄積された情報の分析が中心で，講義コンテンツを用い

た学習における学習者の視聴行動については，ほとんど分析されていない．本論文では，学習到達度測定

法が学習者の講義コンテンツの視聴行動に与える影響と，小テスト誤答場面における講義コンテンツの

視聴行動について調査した結果について述べる．  

キーワード：e-Learning，講義コンテンツ，視聴行動，学習到達度 

 

 

1. はじめに 

近年， LA(Learning Analytics)と呼ばれる学習行動

履歴情報を活用した学習データ分析技術が注目され

ている．これまで LA は，LMS(Learning Management 

System)や CMS(Course Management System)に蓄積さ

れた情報の分析が中心で，講義コンテンツを用いた

学習において，学習者が講義コンテンツのどの部分

をどのように視聴したかどうかなどの詳細な分析は，

ほとんどおこなわれてこなかった．我々は，学習者

の講義コンテンツの視聴を支援する講義コンテンツ

視聴システムを開発した．（高田ほか 2016，図 1）
(1)．  

 

 

我々が開発したシステムは，視聴履歴を取得する

視聴履歴取得機能(2)を有している． 講義コンテンツ

視聴システムの視聴時間取得機能により，学習者が

講義コンテンツのいつどの部分を視聴したかという 

情報が取得できる． 

大学の講義は，一般的にシラバスに基づいて実施

される．これは，講義コンテンツを用いた e-Learning

でも同様である．学習到達度とは，シラバスに記載

された到達目標を学生が達成しているかどうかを判

断するための指標である．e-Learning で用いられる

学習到達度測定法として，知識，理解，問題解決能

力などを測定する小テスト（客観試験や論述試験）

と，解析力，叙述力，論理性などを測定するレポー

トがある(3)． 

本研究では，講義コンテンツ用いた学習における

学習者行動分析をおこなった．本論文では，学習到

達度測定法が学習者の講義コンテンツの視聴行動に

与える影響と，小テスト誤答場面における講義コン

テンツの視聴行動について調査した結果について述

べる． 

 

2. 講義コンテンツ視聴行動調査の概要 

講義コンテンツ視聴行動調査は，2017 年 10 月か

ら 2018年 1月に被験者 15名で実施した．被験者は，

2 種類の講義コンテンツを視聴し，それぞれにおい

て異なる学習到達度測定法（小テスト，レポート）
図 1 講義コンテンツ視聴システム 
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を用いて学習到達度を測定する．講義コンテンツ視

聴行動調査で使用する講義コンテンツは，それぞれ

15 分程度の講義コンテンツである．図 2 は，本研究

で用いた講義コンテンツを示している．被験者は講

義コンテンツの内容に関する知識を事前にできるだ

け保有していないことが望ましいため，講義コンテ

ンツに関する背景知識を有していない被験者を選別

して調査を実施した．講義コンテンツ視聴による学

習終了後，被験者を対象に視聴に対するヒアリング

調査をおこなった． 

  

3. 講義コンテンツ視聴行動調査の結果 

学習到達度測定法として，小テストを用いた場合

とレポートを用いた場合に，視聴行動に大きな違い

はみられなかった．しかし，学習到達度測定法の小

テストを実施する前後で，学習者の視聴は 2 つの視

聴パターン（視聴パターン 1 と視聴パターン 2）に

分類できることがわかった．被験者 15名中9名（60％）

は，小テストで誤答した箇所に関する場面（誤答場

面）の再視聴をおこなった（視聴パターン 1）．図 3

は，視聴パターン 1 に該当する被験者（A さん）の，

講義コンテンツ視聴履歴を示している． 図 3 の視聴

履歴において，赤丸で囲まれた部分は，学習者の小

テスト誤答場面を示している． 

被験者 15 名中 6 名（40％）は，小テストで誤答し

た箇所があっても誤答場面の再視聴をおこなわなか

った（視聴パターン 2）．図 4 は，視聴パターン 2 に

該当する被験者（B さん）の講義コンテンツ視聴履

歴を示している．図 4 の視聴履歴においても，赤丸

で囲まれた部分は，学習者の小テスト誤答場面を示

している．このことから視聴パターン 2 に該当する

学習者は，講義コンテンツ内の誤答場面を再視聴し

ていないことがわかる．被験者を対象に実施したヒ

アリング調査の結果，視聴パターン 1，パターン 2 の

どちらの学習者も，小テスト誤答場面の再視聴は重

要であると考えているが，講義コンテンツ内から誤

答場面を探索し，再視聴をおこなうことが負担とな

っており，誤答場面の見直しができていない学習者

がいるという実態が明らかになった． 
 

4. おわりに 

本論文では，学習到達度測定法が学習者の講義コ

ンテンツの視聴行動に与える影響と，小テスト誤答

場面における講義コンテンツの視聴行動について調

査した結果について述べた．現在，学習者に講義コ

ンテンツの再視聴を促すシステムの開発を検討して

いる． 
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あらまし：本研究では，全ての科目が eラーニングで開講されるオンライン大学において，初年次必修科

目の受講ペースの類似性に基づいた学習者分類と，その後の修学状況との関連について分析を行った．各

学生が各回の期限から何日先行して受講したかの履歴を用いて，k-means 法によるクラスタリングを行っ

た．そして，対象学生の 2 年経過後の修学状況と GPA を集計し，成績によらず受講ペースのみで分類し

たクラスタ別に傾向を確認した．その結果，初年次科目の受講ペースは，その後のドロップアウトや成績

不振を予測する上で有用な判断材料となりうることが確認された． 

キーワード：eラーニング，通信教育，自己調整学習，学習履歴分析，学習者分類，機械学習 

 

1. はじめに 

本研究では，オンライン大学における初年次必修

科目の受講ペースと，その後の修学状況との関連を

分析する．まず，初年次必修科目の学習履歴から各

学生がどのような受講ペースで履修したかに着目し

て受講ペース別にクラスタリングを行う．そのクラ

スタごとに 2 年経過後の取得単位数および

GPA(Grade Point Average)を集計する．この結果を基

に，初年次科目の受講ペースからドロップアウトや

成績不振が見込まれる学生を予測し，効率的な履修

指導や学習支援に活用することを目指す． 

 

2. eラーニング実践概要と今回の分析対象 

2.1 eラーニング実践の概要と分析対象科目 

著者の所属するサイバー大学(以下，本学)は全て

の科目が e ラーニングで開講される通信制大学であ

る．2018 年 5月現在，約 2,500 名の学生が在籍し，

開講科目は 130 を超える．今回，学習履歴を取得し

た科目は，初年次の専門基礎科目「IT のための基礎

知識」である．本学の専任教員がオムニバス形式で

担当する全 15回の講義科目である．内容は情報工学

基礎からプロジェクトマネジメントや経営分野など，

本学の専門分野全体の基礎となっている．本学での

e ラーニングによる学習習慣を身に付けるためのリ

テラシー的な位置づけであるため，2・3年次編入生

も含め全学生の必修科目とし，入学初学期の履修を

強く指導している．本科目の開講スケジュールは学

期開始時に全授業回が一斉に配信される形式で，各

回の受講期限前であればいつ受講してもよい．各回

の受講期限後も期末試験が終了するまでは「遅刻」

での受講(課題実施までを含む)が可能となっている．

「遅刻」の場合は，各回に設置された課題の得点か

ら 10%減点が課せられる．春学期の場合，4 月 1 週

目に全 15 回が開講され，学生は期末試験終了の 8

月第 1週まで期間内に，各自のペースで受講する． 

2.2 分析する学習履歴データ 

今回は 2016年度春学期の「ITのための基礎知識」

履修者のうち，1 度でも課題を実施した学生 390 名

から 2016 年度春学期入学の正科生(編入学含む)272

名を対象として分析を行った．受講ペースによる学

習者分類を行うために，「各回の課題実施日が受講期

限より何日先行していたか」という値を用いる．例

えば，第 1 回実施が受講期限より 10 日早い場合は

+10，5日遅れた場合は-5となる．なお，期末試験終

了まで課題が未実施の場合は，一律 -120 で計算し

た．各学生につき，全 15回の課題および期末試験の

実施日と受講期限との差分の値が 16個求まる．この

16 個の値を各学生の受講ペースのベクトルとして，

この受講ペースの類似度により学生を分類する．  

 

3. 受講ペースによる学習者クラスタリング 

3.1 クラスタリング結果 

前述の受講ペースベクトルについて，統計解析ツ

ール Rで実装されている k-means法によるクラスタ

リングにより分類を行った．クラスタ数は 8 つに指

定して実行した結果，特徴的な傾向がみられた．以

下に 8 クラスタの特徴と分類された人数(カッコ内

は全体に占める割合)を示す． 

(A) ハイペース加速型：受講期限より常に 14 日以

上先行して進め，次の回まで 1週間開けずに受講

するためリードが拡がる．15 名(5.5%) 

(B) ハイペース安定型：10日～14日程度のリード

を維持するし，中盤以降は毎回 1週間間隔で受講

する．33 名(12.1%) 

(C) 平均ペース型：受講期限 5 日～7 日程度前の

受講を維持する．89名(32.7%) 
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(D) 締め切り間際型：毎回，受講期限ギリギリで

受講する．途中，何度か遅刻するなどペースが不

安定な受講も含まれる．85名(31.3%) 

(E) 中弛み型：序盤は受講期限内で受講するが，

中盤に遅刻が増える．終盤には再び受講期限に間

に合わせる．7名(2.6%) 

(F) 終盤追い込み型：序盤は未受講で，中盤以降

になって受講を開始する．最終的に期末試験まで

到達しない場合もある．5名(1.8%) 

(G) 中盤脱落型：序盤は受講するが，中盤～終盤

に未受講になる．18名(6.6%) 

(H) 序盤脱落型：早々に未受講になる．20 名(7.4%) 

 

3.2 クラスタリング結果と先行研究との比較 

 これまでにも e ラーニング学習者の受講ペースに

基づいた学習者分類は多く行われている．従来の研

究(1)(2)では，締め切り直前に受講する先延ばし行動や

締め切り重視のタイプが 80%近く占めるという報告

もされている一方で，竹生ほか(3)では通信課程と通

学課程で開講する e ラーニング科目において，社会

人を主とする通信生が，通学課程の学生に比べて集

中的に受講するタイプが多かったことが報告されて

いる．本学も，学生の多くが社会人であるため，竹

生らの分類による集中型に近い A,Bや，締め切りよ

りも余裕を持って受講するCのようなタイプの割合

が高くなっており，A～Cで約 40%を占めている． 

 

4. 受講ペースと修学状況との関連 

次に，対象 272 名の入学から 2 年経過時点(2017

年度秋学期終了時)での単位取得状況と GPA を集計

し，各クラスタの修学状況の傾向を分析した． A～

H のクラスタ別の「学期当たり平均単位取得数」と

「GPA」の分布(箱ひげ図)を図 1, 2 に示す．図で箱

の上端，下端がそれぞれ第三・第一四分位点で，箱

内の横線が中央値である．また，箱の高さは全デー

タの半数が含まれる区間となる．○印は外れ値であ

る．図 1に示すように，ハイペース型の A,B は平均

取得単位数の中央値が共に 15.5 単位で，GPA も 3.8

台と順調に履修を継続している．本学は 2 学期制と

なっており，学期当たり平均 16 単位の取得ペースが

4 年内卒業の目安といえる． Cの「平均ペース」型

89 名は，GPA 中央値が 3.5 と高く，取得ペースは 8

単位～16 単位に幅広く分布している．このクラスタ

は各自の履修計画に基づき 4 年～6 年卒業ペースで

履修し，おおむね順調といえる．全体の 3 割を占め

る D の「締め切り間際」型 85 名については，平均

取得単位数の中央値 12.3 単位，クラスタの半数が 6

～16 単位内で幅広く分布している．GPA 分布は C

と比較しても箱が全体的に下に伸びており，GPA不

振の学生が多い．D では履修する科目数は多いもの

の，不合格になっている科目も多い傾向がみられる．

E, F, G, H になるといずれも平均取得単位の中央値

が 8 単位以下，GPA も 2.0 以下と低くなっており，

やはり不合格の科目が多くなっている．今後，本科

目の受講ペースが D～H に分類される学生には履修

指導や学習方法に関する指導を早い段階で行う必要

がある． 

 

 
図 1 クラスタ別平均取得単位分布(学期当たり) 

 

 
図 2 クラスタ別 GPA分布 

 

5. まとめ 

今回は分析対象科目の受講ペースの履歴のみで，

成績データは用いていないが，初年次科目の受講ペ

ースごとに 2 年後の修学状況に傾向があることが確

認できた．今後は，全体の約半数が分類される D～

H のクラスタについて，学生の属性やその他の科目

の学習履歴データなどから詳細に分析を行い，学生

の特性や分類に応じた履修指導や学習支援を検討す

る必要がある． 
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あらまし：学生が履修科目を選択する際に，従来のシラバス情報だけでなく，学生自身の特性と科目の特

性とのマッチングをもとにした情報が示されれば，より充実した科目選択支援が可能になると考えられる．

本発表では，そのような情報を示すための基礎研究として，自己管理学習のレディネス尺度 SDLRSに基

づき機械学習の手法を用いて授業の成績を予測することを考える．実際のいくつかの授業における実験結

果から，適当なアルゴリズムを用いれば一定の性能をもった予測ができる可能性が示唆された． 

キーワード：科目選択支援，自己管理学習，SDLRS，成績予測，機械学習 

 

 

1. はじめに 

大学における履修科目選択は，多くの場合一定の

自由度のもとで，学生の自己決定によりなされる．

とくに初年次は一般に教養系の科目が多く，科目選

択の幅が広いことが多い．学生個々に応じた適切な

履修科目選択のためには適切な支援が必要であると

考えられるが，履修指導の方法や質が大学によって

大きく異なるなど，学生は不十分あるいは不適当な

情報に基づいて，十分な検討を経ずに履修選択を行

っていることも多いと考えられる． 

これについて松田らは，学生の自己管理学習

（Self-Directed Learning, 以下 SDL）を支援するとい

う観点から，SDL の Readiness Scale である SDLRS

を用いて学生の科目選択支援を行うためのシステム

について検討している(1)．ここでは，学生の有する

SDL レディネスと授業が求める SDL レディネスと

のマッチング情報，および成績分布や単位修得可能

性などを提示することが学生の履修科目選択におい

て有用であることが示唆されている(1)． 

本稿ではこれらをふまえ，科目選択支援のために

SDLRS をもとにした成績予測を行うことについて

考える．成績予測には機械学習の手法を使用し，実

際のいくつかの授業におけるデータを用いた実験の

結果をもとに，その適用可能性について考察する． 

2. 科目選択支援と SDLRS 

2.1 SDLRS 

SDLRSはGuglielminoにより開発された SDLのレ

ディネス尺度として知られる(2)．SDLRSの日本語版

は松浦らによって開発され，信頼性と妥当性も検討

されている(3)．日本語版 SDLRS は 58 項目から構成

され，7 因子が抽出されている．各項目は，その内

容が「全くあてはまらない」から「いつでもあては

まる」の 5 段階で回答されるものとなっている．本

研究では，先行研究(1)(4)と同様に，各因子に該当する

質問項目のうち因子負荷量の高い項目をそれぞれ 1

～3項目抽出した合計 16項目を用いる．表 1に具体

的な項目を示す．ここで，因子Ⅰ～Ⅶは，Ⅰ：学習

への愛着，Ⅱ：基礎学習技法の活用能力，Ⅲ：学習

に対する自己責任の受容，Ⅳ：探究心，Ⅴ：学習に

おける主体性，Ⅵ：エネルギッシュな自己イメージ，

Ⅶ：将来に対する前向きな姿勢，と命名されている． 

2.2 SDLRSに基づく科目選択支援と成績予測 

1 で述べたように，学生の科目選択等の支援を行

うための要件として，SDLレディネスについての学 

 

表1 本研究で用いたSDLRSの項目（*は逆転項目） 
因子 項目（番号は質問紙における順番を示す） 

Ⅰ ①学ぶことが好きだ 

⑫学べば学ぶほど，世界はおもしろくなる 

⑬学習は楽しい 

Ⅱ ②自分一人ではうまく学習できない(*) 

③他の多くの人達よりもうまく自己学習ができる 

⑯クラスの中でも自分一人の時でも，効果的な学習ができる 

Ⅲ ④自分が学ぶことについて責任を負うのは，自分以外の何者でも 

ない 

⑥もし私が学習しなくても，自分のせいではない(*) 

⑮自分の学習に責任を負うのは，自分であり他人ではない 

Ⅳ ⑪うまくいくかどうかわからない学習状況は好きではない(*) 

⑭いつも新しい方法を試すよりは，よく知られた学習方法どおり 

やる方がよい(*) 

Ⅴ ⑤学習しようと決めたことがあれば，たとえどんなに忙しくても， 

そのための時間を作ることができる 

⑦知る必要があることは，ほぼ何でも勉強することができる 

Ⅵ ⑧私は，何事にも好奇心がおう盛だ 

⑨私は，何をするにもユニークな方法を考え出すのが得意だ 

Ⅶ ⑩将来について考えるのが好きだ 
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生と授業のマッチング情報や，単位修得可能性など

を表示することが科目選択において有用であること

が示唆されている(1)．これに関連して，SDLRS と成

績の関係についての調査も行われている(4)． 

本稿では，SDLRSに基づく質問紙調査の回答をも

とに，履修前の時点における科目の成績予測がどの

程度可能であるかを検討する．具体的にはこれを成

績の高低を判別するパターン分類問題とみなし，い

くつかの機械学習のアルゴリズムを用いたときのふ

るまいを検証する． 

3. 数値実験 

3.1 予測モデルの設定と実験環境 

本実験では，予測モデルの説明変数として表 1 で

示した 16の項目を，目的変数として授業の成績を用

いた．授業の成績は，成績の素点（100 点満点）を

ある閾値によって High/Low の 2 値に離散化するも

のとした．本稿ではこの閾値を 60 点，70 点，80 点

と 3種類設定し，それぞれについて調べた． 

実験はWeka 3.6.10(5)を用いて行い，機械学習のア

ルゴリズムには代表的なものを複数用いた．本稿で

はそのうちサポートベクターマシンとロジスティッ

ク回帰の結果について示す． 

本実験は，ある大学の授業 A，別の大学の授業 B

の 2 つの授業を対象とした．授業 A は 2015 年度後

期および 2016 年度後期（N=57），授業 B は 2016 年

度前期および 2017 年度前期（N=41）のデータをそ

れぞれ用いた．授業 A，B はいずれも授業ごとに例

年同一の内容で実施されている． 

3.2 実験結果 

分類性能は 5-fold cross validation により評価した．

評価指標は，誤分類しない割合である適合率と，正

解が正しく分類されている割合である再現率を用い

た．表 2～5に実験結果を示す． 

紙面の都合上一部しか示せないが，機械学習のア

ルゴリズムによって結果は大きく異なる．また授業

によっても予測結果が異なる．これは授業によって

求められる SDLレディネスが異なり，また成績評価

基準が異なることから当然に予想される結果である． 

High/Low を分ける閾値の設定によっても分類性

能は変化する．たとえば閾値が高くなるほど High

クラスの適合率・再現率はともに低くなる一方，Low

クラスの適合率・再現率は高くなる傾向にある．逆

に閾値が低ければ Highクラスの適合率・再現率は高

く，Lowクラスの適合率・再現率は低くなる傾向が

ある．ただしその傾向に外れる結果もあり，たとえ

ば表 3 においては閾値を 60点にしたとき，適合率は

High クラスで 0.933，Low クラスで 0.500 となって

いる．つまり，Highと予測すればほぼ正解，Lowと

予測すれば半数は正解することになる． 

サンプルサイズが小さいため引き続き検証が必要

であるが，適当なアルゴリズムと閾値を用いれば，

成績の高低を一定の性能をもって予測可能であるこ

とが示唆される． 

表 2 予測結果（授業 A，サポートベクターマシン） 

閾値 

Highクラス Lowクラス 

N 適合率 再現率 N 適合率 再現率 

60点 48 0.870 0.979 9 0.667 0.222 

70点 44 0.772 1.000 13 0.000 0.000 

80点 35 0.673 0.943 22 0.750 0.273 

 

表 3 予測結果（授業 A，ロジスティック回帰） 

閾値 

Highクラス Lowクラス 

N 適合率 再現率 N 適合率 再現率 

60点 48 0.933 0.875 9 0.500 0.667 

70点 44 0.860 0.841 13 0.500 0.538 

80点 35 0.649 0.686 22 0.450 0.409 

 

表 4 予測結果（授業 B，サポートベクターマシン） 

閾値 

Highクラス Lowクラス 

N 適合率 再現率 N 適合率 再現率 

60点 37 0.902 1.000 4 0.000 0.000 

70点 32 0.789 0.938 9 0.333 0.111 

80点 24 0.590 0.958 17 0.500 0.059 

 

表 5 予測結果（授業 B，ロジスティック回帰） 

閾値 

Highクラス Lowクラス 

N 適合率 再現率 N 適合率 再現率 

60点 37 0.914 0.865 4 0.167 0.250 

70点 32 0.828 0.750 9 0.333 0.444 

80点 24 0.684 0.542 17 0.500 0.647 

 

4. おわりに 

本稿では，科目選択支援のための基礎調査として，

SDLRS を用いた機械学習による成績予測について

実験的に検討した．信頼性を高めるため今後さらに

検証を進めるとともに，授業の求めるレディネスと

予測性能との関連などについても検討を進めたい． 
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 大学情報リテラシーのためのルーブリック評価表と 
その支援ツールの開発 
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あらまし：本実践研究では，大学情報リテラシーのためのルーブリック評価表を独自に開発し，実際の授

業において，それを用いて学生に自己評価を実施させた．実施結果に基づき，教員がルーブリック評価表

を作成でき，学生による自己評価とアンケートの実施，集計を行える機能群を有する Web ベースルーブ
リック評価支援ツールを開発した．本ツールを用いたルーブリック評価の実施結果から本支援ツールの有

効性を示す． 
キーワード：ルーブリック，情報リテラシー，支援ツール，テンプレート 

 
1. はじめに 
実習系の授業においては，学生の技能を試験によ

り数量的に評価するだけでは，不十分である．この

ため，学生の技能をより詳細に把握するために，ル

ーブリックにより質的に評価するアプローチが行わ

れている．ルーブリックは，学生が習得すべき技能

をいくつかの評価項目に分け（行），さらにその項目

を到達度合いに分けて（列），示される評価表である

[1]．ルーブリックの作成において，評価項目数や学
生数が多い場合，その作成，教師または学生による

評価の実施，集計が困難になる．支援ツールがあれ

ば，ルーブリックの作成・実施・集計はもとより，

評価項目の変更，複数回の実施，集計および学生へ

の返答も容易となる． 
本実践研究では，筆者はこれまでに大学において

学生の情報リテラシーを評価するためのルーブリッ

ク評価表の作成・実施・集計を行なってきた[2]．こ
の取り組みでは，ある大学における複数の学部の一

年生を対象にルーブリック評価を行ったが，上記の

事項が課題となった．今回，Webベースのルーブリ
ック評価支援ツールを開発した．本ルーブリック評

価支援ツールは，ルーブリックの作成・編集機能，

アンケート作成・編集機能，利用学生の登録・削除

機能，ルーブリック評価のためのフローチャート表

示機能，利用学生によるルーブリック評価回答機能，

利用学生によるアンケート回答機能，回答されたル

ーブリック評価集計機能，回答されたアンケート評

価集計機能を有する． 
本稿ではこれまでに行った大学情報リテラシーの

ためのルーブリック評価表の取り組みとその成果，

および，本ルーブリック評価支援ツールについて述

べる．発表では，本ツールを用いたルーブリック評

価の実施結果から本支援ツールの有効性を示す． 
 

2. 大学情報リテラシーのためのルーブリック
評価表 

2.1 ルーブリック評価表の作成 
昨年度，筆者は他大学の情報教育を担当する教員

らとのディスカッションを複数回行い[4, 5]，学生が
最低限身に付けるべき ICT活用能力群を示した情報
教育ルーブリックを作成した[2]．作成された情報教
育ルーブリックは表 1に示される．作成手順は以下
の通りである． 
（作成手順 1）知識集の作成 
（作成手順 2）知識集に基づくルーブリックの作成 
（作成手順 3）作成されたルーブリックの改善 
（作成手順 1）では，筆者は大学一年生が主に履 
修する従来型リテラシー（コンピュータおよび

Office の基本操作や情報倫理）の教育内容を知識集
として，大・中・小項目の 3段階，全 62項目に分類
した．知識集は表 2（本稿最後のページ）に示され
る．学生がルーブリックの説明内容を理解しやすい

ように，知識集には関連キーワードが含まれる． 
（作成手順 2）では，知識集から重複または従属 
する知識を取り除き，評価項目は構成された． 
（作成手順 3）では，評価する者の負担を考慮し，
数回の評価項目の見直しが行われ，最終的に情報教

育ルーブリックは全23項目4段階の到達度合いを評
価するものとした． 
さらに，学生が本ルーブリックを用いて PC や

Office 操作および情報倫理の理解について自己評価
しやすいようにするために，以下 3つの工夫が行わ
れた． 
（工夫 1）学生が判断しやすい 4段階表現と数値化 
（工夫 2）評価用フローチャートの用意 
（工夫 3）平均点の算出と直感的理解を促す目安の 
設定 
（工夫 1）では，実際の演習における学生同士の 
やりとりの状況を鑑み，4 段階は以下の通り表現・
数値化される． 
・他人に教えられるくらいスゴイ = 3点 
・自分一人で解決できる = 2点 
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・他人のサポートがあれば解決できる = 1点 
・他人のサポートがあっても解決できない = 0点 
（工夫 2）では，学生が視覚的に評価内容を判断 
して，Yes/Noにより迅速に評価を行えるようにする
ため，筆者は評価内容をフローチャートに置き換え

た（図 3）． 
（工夫 3）では，学生による評価結果の数値は全 
て足し合わされ，項目数で割られた平均点が算出さ

れる．この平均点に基づき，教員は学生に彼ら一人

一人の能力を以下の通り目安として説明する． 
・3点に近い場合 = 情報系 
・2点周辺 = 情報系を除く理工・医・看護系 
・1点周辺 = 文系 

2.2 ルーブリック評価の実施と公開 
これまでに，作成した情報教育ルーブリックを用

いて，ある大学のコ・メディカル分野（理学療法・

作業療法・スポーツ）においてルーブリック評価を

行った．情報系科目（コンピュータ実習 1）の期末
に実施した結果は，平均が 1.4 であった．また，ア
ンケートを通じて，ルーブリック評価により学生の

内発的動機づけにつながる可能性を示した． 
さらに，作成されたルーブリック評価表を他の教

育機関でも利用可能とするためにインターネット上

に公開した． 
 

3. ルーブリック評価支援ツールの開発 
本システムは Web ベースのルーブリック評価支

援ツールである．ルーブリック評価の実施に当たっ

ては，ルーブリック評価表とアンケートの作成，評

価実施のためのユーザ管理と関連ファイルの表示，

ルーブリックとアンケートの回答集計が行われる．

このため，これらの要件を必要十分に満たすために，

本システムは以下の機能群を有する． 
認証・ロール機能：教員，学生がシステムにログイ

ンでき，ユーザのロールに基づく画面遷移を行える． 
パスワード変更機能：教員，学生がシステムにログ

インするためのパスワードを変更できる． 
ルーブリックの作成・編集機能：教員が科目のルー

ブリックを作成・編集できる．評価段階を 3-5 に設
定できる．評価項目を複数設定できる． 
アンケート作成・編集機能：教員が科目のアンケー

トを作成・編集できる．設問は自由記述のみである． 
利用学生の登録・削除機能：教員がルーブリックと

アンケートに回答できる学生を登録・削除できる． 
添付ファイル表示機能：教員がルーブリック評価の

ためのフローチャートが記載された PDF ファイル
を表示できる． 
利用学生によるルーブリック評価回答機能：学生が

教員により示されるルーブリック評価に回答できる． 
利用学生によるアンケート回答機能：学生が教員に

より示されるアンケートに回答できる． 
回答されたルーブリック評価集計機能：教員が回答

された評価の平均値，個々の回答を確認できる． 

回答されたアンケート評価集計機能：教員が回答さ

れた個々のアンケート内容を確認できる． 
本システムの基本的なデータベーススキーマおよ

びシステム画面キャプチャは図 1, 2に示される．実
装のためにプログラミング言語として PHP，リレー
ショナルデータベースとして PostgreSQL，CSS3 ラ
イブラリとして Bootstrapを用いた． 
開発したシステムは小規模のゼミ等で利用され，

ユーザからコメントをもらい，適宜改善が図られて

いる． 

 
図 1 基本的なデータベーススキーマ 

 

 
図 2 システム画面キャプチャ 

 
4. まとめと今後の課題 
教員がルーブリック評価表を作成でき，学生への

自己評価とアンケートの実施，集計を行える機能群

を有する Web ベースルーブリック評価支援ツール
を開発した．本ツールを用いたルーブリック評価の

実施結果から本支援ツールの有効性を示す． 
今後，開発したシステムを他教育機関でも利用可

能とし，逐次，機能改善を図る． 
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大学の産学連携型ＰＢＬ科目におけるルーブリック評価の開発 
－学生の「振り返り」に着目して－ 
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あらまし：本稿では，産学連携型ＰＢＬ科目を実施している大学の教員への聞き取り調査によって，振り

返りに着目したルーブリックを開発した。そして、その過程において，教員が考える「学生の良い振り返

り」を明らかにした。そして，開発したルーブリックを使って，授業評価を行った。 

キーワード：リフレクション，ルーブリック，グループワーク評価 

 

 

1. 問題と目的 

近年，大学教育において地域や企業と連携をし，

体験を通じて学ぶ教育方法の重要性が高まっている。

これらの教育方法は，学生の学習意欲の向上や，目

的意識を持った自立的な学習者の育成につながる

（河井・木村 2013）という点で大学教育に導入する

意義が大きい。高橋ら（2015）は，学生の学習意欲

の向上について，授業外学修時間や学生の意識と行

動の変化をアンケート調査によって明らかにしてい

る。しかし，目的意識を持った自立的な学習者の育

成につながったかどうかを検証しているとは言えな

い。そこで，本稿では，１年次前期の正課の授業で

企業と連携して実施しているＰＢＬ科目（以下，産

学連携型ＰＢＬ科目）を調査対象として，学生の振

り返りに着目したルーブリックを開発し，目的意識

を持った自立的な学習者の育成につながっているか

どうかの検証を行う。 

 

2. 調査対象のカリキュラムについて 

調査対象の産学連携型ＰＢＬ科目は，「自分から動

く自立的・主体的な力を養うこと」を授業目標に掲

げている。そのカリキュラムは，図表１の通りであ

る。学生が５～７人でチームを組み，前半と後半で

二つの企業から出される課題に取り組む。一つの企

業から提示される課題に，６週間（６コマ）で取り

組み，最終回では課題解決策を，チーム毎に企業に

プレゼンテーションする。また，二つめの企業でチ

ーム変えをして，自分の力を自覚するために複数の

役割を経験させている。最終プレゼンテーション後

には振り返りの時間を十分に取る。常に自分の考え

を言語化・意識化させ，チーム内で共有することに

よって，学びをより深めることを狙っている。１５

コマ目の授業では，学部のシラバスを説明し，この

授業で取り組んだような課題解決力を身に付けるた

めには，どのような科目を履修すればよいか，実践

力を補強する知識を学べる科目はどの科目であるか

を伝えて，２年次以降の履修イメージを持たせるよ

うにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 調査方法および結果 

１年次前期の正課の授業で，産学連携型ＰＢＬ科

目を実施している首都圏の私立Ａ大学の教員に，非

構造化面接（インタビュー）１時間半程度を３回行

った。ルーブリックの作成は手間がかかることから，

調査協力者の負担軽減を図るため，次のような手順

で進めた。１回目は，授業の目的，到達目標，振り

返りの内容と方法について，ヒアリングと進め方の

打ち合わせを行った。その後，学生の振り返りレポ

図表１ カリキュラム 

【授業目標】自分から動く自立的・主体的な力を養うこと 

 ｺﾏ 企業参加 内容 

 １  マインドセット・ビルディングﾞ 

企 

業 

事 

例 

Ａ   

２ ○ 企業Ａからの課題提示 

３  グループ活動（情報収集） 

４ ○ 中間発表（企業への一次提案） 

５  グループ活動（議論） 

６  グループ活動（準備） 

７ ○ プレゼンテ―ションと講評（企業Ａ） 

 ８  前半の振り返り・チーム再編 

企 

業 

事 

例 

Ｂ 

９ ○ 企業Ｂからの課題提示 

10  グループ活動（情報収集） 

11 ○ 企業への一次提案 

12  グループ活動（議論） 

13  グループ活動（準備） 

14 ○ プレゼンテ―ションと講評（企業Ｂ） 

 15  全体の振り返り 
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ートのデータ（※個人情報を消去，整理番号と回答

データのみ）を提供していただき，筆者の方で整理・

分析を行った。２回目は，学生の振り返りレポート

（図表２）３０件のデータ分析を参考にしながら，

教員から「学生の良い振り返り」のヒアリングを行

った。そして，ヒアリングで書き起こしたテキスト

データを参考にして，ルーブリック（案）を作成し

た。３回目は，作成したルーブリック（案）をもと

に，評価観点と評価基準を中心に教員からインタビ

ューを行った。 

このようなプロセスによって，「学生の良い振り返

り」と「そうでない振り返り」を評価するルーブリ

ック（図表３）を開発した。なお，ルーブリックの

作成は，スティーブンスとレビ（2014）を参考にし

た。 

作成したルーブリックから，振り返りレポートを

見て，授業での学びについて抽象的概念化ができて

いるか，その学びを今後の学生生活に生かそうと考

えているかを評価していることがわかる。つまり，

目的意識を持った自立的な学習者の育成につながっ

ているかどうかは，学生が経験学習サイクルを回す

ことができているか」がポイントでなる。 

今年度の授業について，開発したルーブリックで

授業を評価すると，授業での学びについて，「具体的

な状況や体験を書いて，そこから他の場面でも応用

できる教訓を明確に言語化できている」学生は６人，

「抽象化した学びを，新しい具体的な状況に適用し

ようとしている」学生は５人，「適用する場面が，大

学内だけでなくそれ以外にも広がっており，かつ，

具体的な状況が書けている」学生は１人であった。

図表４は、３つの評価観点でレベル３と評価された

学生のレポートである。 

 

4. 今後に向けての課題 

教員，SA等がどのような関わり方をすることが，

学生の「経験を学びに変換すること」に有効なのか，

を明らかにしていきたい。 

なお，開発した振り返りルーブリックは，能動的

な学習の評価ツールとして，他の授業での活用も示

唆される。具体的には、地域の課題に取り組むＰＢ

Ｌでの活用やインターンシップの振り返りの授業等

での活用が考えられる。それ以外の授業においても，

グループ活動における振り返りの支援ツールとして

使うことが考えられる。 
 

参考文献 
(1)ダネル・スティーブンス，アントニア・レビ (2014)，『大

学教員のためのルーブリック評価入門』玉川大学出版部 

(2)河井亨，木村充（2013），「サービス・ラーニングにお

けるリフレクションとラーニング・ブリッジングの役

割：立命館大学「地域活性化ボランティア」調査を通じ

て」『日本教育工学会論文誌』36（4）， pp.419-428. 

(3)高橋勇二，井上英史，平山 恭子（2015），「応用生命科

学分野における「産学協同 PBL 講座」初年次教育実施

の試み」『東京薬科大学研究紀要第 18号』，pp.43-49. 

(4)山川肖美（2004）「経験学習－D・A・コルブの理論を

めぐって」『生涯学習理論を学ぶ人のために』世界思想

社，2004 年，pp.141-169. 

 

 

 

 

図表３ 振り返りルーブリック 

【定義】学生の授業での学び（振り返りレポートに書かれている内容）を評価するルーブリック 

評価観点 レベル３ レベル２ レベル１ 

①授業での学びについて，
抽象的概念化ができて
いるかどうか。（教訓を
引き出せているか） 

授業での学びについて， 
具体的な状況や体験を書
いて，そこから他の場面で
も応用できる教訓を明確
に言語化できている。【６】  

授業での学びについて， 
具体的な状況や体験を書
かずに，抽象化している。
他の場面では応用が効か
ない個別性の高い教訓に
留まっている。【２２】 

授業での学びについて， 
具体的な状況や体験しか
書けていない。感想，思い
出レベルの記述である。
【２】 

②抽象的概念化した学び
を，新しい状況に適用し
ようとしているかどう
か。 

抽象化した学びを，新しい
具体的な状況に適用しよ
うとしている。    
【５】 

抽象化した学びを新しい 
状況に適用しようとして
いるが，その状況が具体的
でない。【２１】 

抽象化した学びを新しい 
状況に適用しようと考え
ていない。【４】 

③新しい状況に適用しよ
うと考えている範囲の
広さと内容が具体的か
どうか 

適用する場面が、大学内だ
けでなくそれ以外にも広
がっており、かつ、具体的
な状況が書けている。【１】 

適用する場面が、大学内だ
けでなくそれ以外にも広
がっているが、具体的な状
況は書けていない。【１３】 

適用する場面は、大学内の
みである。    【１６】 

※【】内の数字は，学生の振り返りレポートをレベル別に集計した評価した結果である。 

図表２ 振り返りレポート 
Ｑ１. この授業で学んだことは何ですか？ 
Ｑ２. それは、あなたにとってどのような意味があるのですか？ 
Ｑ３. この授業で学んだことを、今後、どのように生かしたいですか？ 

図表４ 学生のレポート（３つの評価観点がすべてレベル３） 
Ａ１：班の活動において、協調性が人間関係にどれだけ重要かを学びました。 
Ａ２：協調性に関して、周りの人を理解することで視野が広がり、新しい価値観を知ることができると思います。 

Ａ３：グループ活動で生かしていきたいです。とりあえずやってみようという前向きな気持ちをグループの人達にも影響を 
与える取り組み方をしていきたいです。また、授業内だけでなくアルバイトの人間関係においても、この授業で学んだ 
協調性を生かして、良い人間関係を築いていきたいです。 
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KPT日報を活用した PBL振り返りの実践 
 

Practice of PBL Reflection Based on KPT Daily Report 
 

岩見 建汰*1, 伊藤 恵*2, 大場 みち子*2 
Kenta IWAMI*1, Kei ITO*2, Michiko OBA*2 
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*1Future University Hakodate, Graduate School of Systems Information Science 

*2公立はこだて未来大学 
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あらまし：本研究は PBL（Project Based Learning）における振り返りをより良くすることを目的とする．
そのために，学生らが記述した KPT（Keep：良かったこと，Problem：良くなかったこと，Try：挑戦し
たいこと）日報を分析し，その結果を振り返り時に提示する．振り返り時に提示する情報は何が効果的な

のかを探るために，KPT 日報を活用した振り返りを実践した．その結果，学生らが発見に苦労している
未解決の Problemや未実践の Tryを探すことを支援しつつ，自身の記述と関連付けを行い，派生して物事
を考えるきっかけを与える仕組みが効果的である可能性が高いことがわかった．なお，本研究は 2016，
2017年度に渡って実施しており，それらのうち 2017年度の結果を本稿にて報告する． 
キーワード：PBL，振り返り，KPT 

 
 
1. はじめに 

PBLは実践的教育として注目されており，様々な
大学で取り組まれている．特に，「振り返り」が重要

視されている．今日までに PBLにおける振り返りや
学習者のテキストデータを分析した研究が盛んに行

われてきた．前者に関して，松原らは「KPT」と問
題解決のための解析手法である「なぜなぜ分析」を

組み合わせ，新たな振り返りである「KWS」を提唱
している(1)．後者に関して，小柳津は学習者に振り

返りミニレポートを記述してもらい，プロジェクト

の経験を重ねるごとに意識がどのように変化してい

ったのかを把握することを行っている(2)． 
本研究は，学生らのテキストデータを分析し，そ

こから得られた情報を振り返りに活かすことを行い，

振り返りにおける新たな手段の提案を目指す． 
本稿では，著者らが以前に行った学生らが KPTに

ついてどのような認識を持っているか，自身の KPT
を認識しているかを把握することを狙いとした個人

振り返り(3)を実施した後のより詳細な調査の結果報

告をする． 
 

2. 研究対象 
2.1 プロジェクト学習 
本学のプロジェクト学習の目的は，実社会で役立

つ力を養成することである．対象は学部 3年生であ
る．異なる学科・コースの学生が混じり合ってチー

ムを形成し，問題の発見，解決，報告に通年で取り

組む必修科目である．活動は週 2回の計 6時間実施
する． 
2.2 プロジェクト学習における週報とその実態 
その週の活動報告として図1に示す「週報」をLMS

（Learning Management System）に提出する．週報の

記述は「活動内容」「教員からの指示アドバイス」「次

週の課題」の 3項目に基づいて行う．週報の提出は
義務付けられているが成績には直結しない．記述内

容の量や質だけでなく提出に関しても明確なルール

が存在せず，伊藤ら(4)も述べているように形骸化し

ていると言える． 
2.3 被験者 
被験者は 2017 年度にプロジェクト学習を受講し
た学部 3年生のうち 3 チーム 14名（うち 2 チーム
は各 5名，他 1チームは 4名）であった． 

 

 
図 1 週報 

 
3. 週報の改善 

2.2で述べた既存週報の問題を改善するため，KPT
に着目した日報の様式を導入した．その様式を図 2
に示す．KPTに着目したのは，活動日ごとに小さな
振り返りを行うことができ，継続して改善活動を自
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ら行えるといった理由からである．図 2 の様式を
Googleスプレッドシート上に作成し，被験者に対し
て，日報の記述は KPTに基づいて記述してもらうよ
うにプロジェクト学習の開始時期に著者がアナウン

スした．Google スプレッドシートを活用したのは，
データを効率的に収集することができる，フィード

バックコメントの把握が容易になるといった理由か

らである．なお，図 2では KPTはそれぞれ 2つ，ア
ドバイスは 1つのみ記述しているが，記述量を制限
することはしていない． 
 

 
図 2 KPT日報 

 
4. 振り返り 
著者らが以前に実施した個人振り返り(3)で得られ

た，未解決の Problemや未実施の Tryを学生らはあ
まり把握できていないという結果をさらに調査する

ため，新たに振り返りを実施した．振り返りはチー

ムごとに分かれて 1.5 時間取り組んでもらった．振
り返りの流れは下記の通りである．なお，1 で書き
出す付箋には自身の名前を，2 では他メンバーが書
き出した付箋の中で，「自身の KPT日報へ記述せず，
把握していなかったもの（以下，パターンα）」「自

身の KPT 日報へ記述はしなかったが把握していた
もの（以下，パターンβ）」に印と名前を併せて記述

してもらった．把握済みの付箋に関しては印を付け

ないようにアナウンスした． 
1 学生ら自身の KPT 日報へ記述した Problem や

Try の中で，未解決や未実施の内容を付箋に書
き出す．（個人作業） 

2 1で書き出した付箋をチームで共有する． 
 
5. 結果と考察 
振り返りを実施し，付箋に記してもらったパター

ンαおよびβを集計した結果を表 1に示す．全チー
ムともに概ね把握している結果となった．また，振

り返り後のアンケートでは「他メンバーが書き出し

た付箋から新たな気づきを得ることができたか」，

「未解決の Problemを探すのが大変だったか」「未実
践の Try を探すことが大変だったか」を聞いた．そ
の結果，他メンバーが書き出した Problemから新た
な気づきを得ることができたのは約 43%，Try から
は約 29%となった． 
上述した結果から，学生らは他メンバーが書き出

した未解決の Problemや未実践の Tryは概ね把握す
ることができていると考えられる．そこで，把握で

きていない印が多く付けられた順に書き出された付

箋を調査してみたところ個人的な内容が多かった．

しかし，個人的な内容とは言え，そこから派生して

考えることができるものが多く含まれていた．アン

ケートや以前に実施した個人振り返り(3)の結果と併

せて，学生らは他メンバーの個人的な内容から派生

して考えることまでは取り組めていない可能性があ

る．また，学生自身が Problemや Tryを把握しきれ
ていないため，振り返り時に出される内容は網羅度

が低い可能性がある． 
網羅度を高めるためにはその学生特有の未解決の

Problem や未実践の Try を探す支援を行うことが効
果的であると考えられる．また，自身の記述と関連

付けを行うことで派生して物事を考えるきっかけを

与えることができると考えられる． 
 

表 1 付箋の割合（N=14） 
チーム パターンα パターンβ 印なし 

A 35% 55% 10% 
B 23% 36% 41% 
C 23% 55% 22% 

 
6. おわりに 
本学のプロジェクト学習を受講していた学部 3年
生 14 名を対象に日報の収集およびそれを活用した
振り返りを行った．結果として，学生らは他メンバ

ーが記述した未解決の Problemや未実践の Try から
派生して何かを考えるまでは取り組めていない可能

性が示唆された．今後は，学生らが発見に苦労して

いる未解決の Problemや未実践の Tryを探すことを
支援しつつ，自身の記述と関連付けを行い，派生し

て物事を考えるきっかけを与える仕組み作りを行っ

ていく． 
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学習目標に基づく学習者の気づきの評価手法に関する研究 
 
A Study on the Assessment Method in Awareness Based on Learning Goals 
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*1青山学院大学附置情報メディアセンター  

*1 Institute of Information and Media, Aoyama Gakuin University 
Email: uchida.h@aim.aoyama.ac.jp 

 
あらまし：ケースメソッドは，学習者が自らの知識を活用して思考を深める教育手法である．教師は学習

者の気づきに合わせて徐々に問いを深めていく．しかしながら，学習者の気づきが学習目標を達成したも

のであるかを評価する客観的な手法は確立されていない．本研究では，学習者の気づきを学習目標に基づ

いて評価するという観点で従来手法と比較検討したうえで，コンジョイント分析の適用を提案する． 
キーワード：学習評価，気づき，ケースメソッド，コンジョイント分析  

 
 
1. はじめに 
ケースメソッドは，ケース（事例）の読解や討論

を通して，実践的な問題解決力を育成する教育手法

である．唯一の答えを得るような知識獲得型の学習

ではなく，自らの知識を活用して思考を深める学習

であり，学習者によって異なる多様な気づきを許容

する．一方で，教師は授業の目的に合う教材を選び，

ある程度の方向性を定めてファシリテーションする

ことから，学習者が得た気づきは，教師が定めた学

習目標と照らして評価されるものである． 
しかしながら現在のところ，学習者が気づきを得

て，それがどのようなものであったのかを評価する

方法は確立されていない． 
本稿ではケースメソッドにおける学びの評価手法

をまとめ，その要件を整理し，気づきの評価手法と

してコンジョイント分析を提案する． 
 

2. 学習目標に基づく気づきの評価 
学習者はケースに基づいて議論を重ね，どのよう

な問題があるのかを読み解き，意思決定を下し，思

考を深める．その中で得た気づきは，発言内容やレ

ポートなどから教師が評価することが多い．それを

踏まえて，ファシリテーションやデブリーフィング

をデザインする．そのために教師は，学習者の気づ

きが学習目標の達成に関わるものであるかどうかを

評価したい．しかし，直接的に尋ねると誘導的にな

り，また学習者の発言や記述に基づく評価は，教師

の主観評価による難しさがある．あらかじめ定めた

学習目標に基づいて，評価手法の設計も事前に定め

たものであれば，客観的な評価につながる． 
気づきは，学習者によって多様であることを許容

しつつも，学習者が得た気づきの特徴を知ることが

できればよい．学習目標から評価項目に落とし，ど

の項目に着目したのかを評価したい． 
測定項目から直接的に評価する方法として，行動

観察や発言，記述からのルーブリック評価があるが，

それらは次の問題点が挙げられる(1, 2, 3)． 

 
l 評価者（教師）が異なる場合，評価者間で評価

がばらつき，信頼性の問題がある 
l 発言・記述しなかった事柄は欠損データとなり，

評価できない 
l 自由会話，自由記述の場合，学習目標と照合し

た分析に限界がある 
 

客観的な評価として，行動データや意思決定など

を統計的に分析する方法が挙げられるが，次の難し

さがある(4, 5)． 
 

l 取得していないデータからは分析できない，故

にあらかじめ分析対象は定めておく必要があ

る 
l 行動データから複雑な学びを評価するモデル

構築の難しさがある 
 
 

3. コンジョイント分析の提案 
2 章で述べた問題点に対し，本研究ではコンジョ

イント分析を提案する．コンジョイント分析は，心

理測定手法として開発され(6)，現在はマーケティン

グ調査で広く応用されている．統計分析の本質は分

散分析や重回帰分析と同質であるが，手順や設計は

心理測定の手法に倣っている特徴を持つ． 
コンジョイント分析では要因とその水準を組み合

わせたもの（カード状のものが多く，コンジョイン

トカードと呼ばれる）を被験者に配付し，被験者は

カードに対して全体評価する．手順は次のとおりで

ある(7)． 
 

1. コンジョイントカードの作成 
2. コンジョイントカードへの評点 
3. 評点から心理モデル式への変換 
4. 変換後の数値を目的変数として分散分析など

で要因分析する 
5. 要因効果を推定する 
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多くの場合，要因数が多くなるので，直交表に基

づいて要因を配置する．直交表を利用すると要因間

の直交性は失わずに，コンジョイントカードの数を

大幅に減らすことができる．直交表は要因と水準の

数によって適切なものを選ぶ必要がある．また直交

表の特性により，要因間の交互作用が表れる列があ

るため，要因の配置に注意する． 
本研究で提案するコンジョイント分析は学習者個

人を対象にする．一般にコンジョイント分析は被験

者群全体の認識を捉えることを目的としている．本

研究では学習者個々に異なる気づきを対象とし，学

習目標の範囲内での気づきの特徴を，コンジョイン

ト分析における要因効果の特徴で捉える．コンジョ

イント分析を学習評価手法として応用するにあたっ

ては，次の特徴を備えるものとする． 
 

l 評価者は学習目標を定める者（教師や教材開発

者）とともに学習評価に関わる項目を定める 
l 評価者は各項目からコンジョイント分析での

要因と水準を定める 
l コンジョイントカードのデザインは学習者の

気づきを反映するものになるように，教師や教

材開発者とともに定める 
l 要因効果は量的な数値で示されるが，順位測度

として扱う 
 
最後の順位測度については，図 1にあるように，

要因効果は量的に示されるが，要因間での比較にも

っとも重要な点は要因の選び方である．まず，学習

目標を達成した気づきであるかを評価するために，

学習目標にかかわる要因のほかに，学習目標にかか

わらない要因を含める．次に，各要因には 2つ以上
の水準を設け，学習目標の達成として望ましい水準

と望ましくない水準の両方を混ぜておく．さらに，

回答誤差を測る要因として，コンジョイントカード

には表れないが直交表では確保する列を 1つ以上用
意する．学習者はこの列に効果が表れるように意図

的に評点することはできない．この列の要因効果を

基準にすることにより，要因効果の大きさを統計的

に評価可能になる． 
 

4. おわりに 
本稿では，ケースメソッドにおける学習者の気づ

きの特徴を捉えるにあたって，従来手法の問題点を

挙げた．コンジョイント分析を提案し，学習評価手

法に応用するにあたっての特徴を挙げた．学習目標

を達成した気づきであるかを統計的手法によって評

価できる可能性を示した． 
本研究では学習目標に基づく気づきを重視し，教

師が想定しなかった学習者の気づきは評価対象とな

らない．その限界はあるものの，学習者の気づきを

客観的に評価することが可能になれば，学習者の気

づきに合わせて何をフィードバックするべきかを設

計することに繋がる．今後は，経験学習におけるデ

ブリーフィングにも貢献が期待される． 
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図 1	 要因効果の例 
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あらまし：我々は，LMS の活用を促進する試みの一つとして，シラバスに記載される授業計画に沿った雛

形コースの提供を試みている．本稿では，自動的に構成されたコースの活用分析を行う際に必要な，比較

対象となる既存コースの分析を行う．具体的には，過去の既存コースの構成やアクセス数などの情報を収

集する．  

キーワード：Moodle，授業計画，コース構成，システム連携 
 
 
1. はじめに 

LMS の活用を促進する試みの一つとして，我々は

雛形コースの提供を試みている．日本の大学で採用

実績の高い Learning Management System (LMS)の一

つである Moodle（1）では，「コース」と呼ばれる空間

上に，シラバスの授業計画に従って「リソース」や

「活動」と呼ばれるコンテンツを登録する．すなわ

ち，教員はコース上に講義資料や演習課題などのコ

ンテンツを配置することで，教授や学習に関する情

報を具体的に提示することになる． 
我々は，大学における講義，実験・演習といった

学習・教育活動の際に活用される LMS を対象に，

コースの自動作成（2）に加えて，シラバスデータを用

いた雛形コースの自動構成を検討（3）してきた．本稿

では，自動的に構成されたコースの活用分析に向け

た，既存コースの分析について報告する． 
 
2. Moodle におけるコース作成支援 

Moodle の標準機能では，コース作成を行った直後

は，コンテンツが存在しない空のコースが作成され

る．教員は，過去に作成したコースデータから，新

年度でも再利用できるものを選択し，コンテンツを

新コースに登録できる．Moodle の活用経験が豊富な

場合は，Moodle を用いた授業計画が出来上がってお

り，シラバス上の授業計画にもその内容が反映され

たものになっていると思われる． 
しかし，Moodle の活用経験のない教員においては，

空のコースからどの程度コンテンツを登録し，シラ

バス上の授業計画を具体化するのか？という点にお

いて戸惑いを持つことも多い．また，シラバスシス

テムに入力した授業計画が存在するにも関わらず，

授業計画を反映したコースを，教員自ら構成すると

いった煩わしさを感じる教員も少なくない．そこで，

シラバスデータとのゆるい連携を図り，教員がコー

ス作成を行う際の負担を軽減するために，図 1 に示

すようなコース作成支援を，オリジナルプラグイン

開発（4）（5）を含めて検討してきた． 

図 1: 自動作成ツールの動作概要（文献（3）図 5 より

引用） 

 図 2:トピックの利用分布（トピック 0 を除く） 
 
3. 既存コースの構成調査 

Moodle のデータベース(mdl_course_sections)を直
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接参照し調査を行った．調査対象は，2017 年度（2017
年 3 月から 2018 年 2 月まで）に飯塚キャンパス用に

新規作成された 238 コース（278 コース中のコンテ

ンツが存在）とした． 
図 2 に各コースのトピック構成とコンテンツ（リ

ソース・活動の配置の調査結果を示す．最も多いコ

ースの構成は，トピックを 1 つだけ利用するもので

あり，22 コースは単独のコンテンツ登録（resource, 
assign, folder, page, data）であった．資料提示(resource)
や課題回収(assign)，ファイル提供(folder)が行われて

いるようである．残りの 12 コースは，トピック 1
に複数のコンテンツを登録している．なお，本稿で

は Moodle のデータベース(mdl_modules)で定義され

たモジュール名をそのまま表記として用い，コース

作成時に自動挿入されるトピック 0 のフォーラムは

調査対象から除外した． 
 表 1 と表 2 に，トピック構成が 11 のコンテンツ登

録例を示す．表 1 に示すコースは，トピック数と授

業計画を合わせたコンテンツ登録を行っている．コ

ンテンツ登録がないトピックはテストや祝日などに

合わせていると思われる．また，表 2 は各トピック

に複数のコンテンツを登録し，資料提示や課題回収

を積極的に取り入れているコースの例である． 
 

表 1:トピック構成 11 のコンテンツ登録例 1 
 コース 2525 コース 2634 

01 resource,resource,resource assign 
02 resource,resource,resource assign 
03 resource,resource assign 
04 resource assign 
05  assign 
06 resource assign 
07 resource assign 
08 resource assign 
09 resource assign 
10  assign 
11 resource assign 
12 resource  
13 resource  

 
表 2:トピック構成 11 のコンテンツ登録例 2 

 コース 2266 
01 resource,resource,url,resource,label,assign,assign

,label,assign,assign 
02 resource,resource,resource,resource,resource 
03 assign,assign,assign,label,assign,assign,label,res

ource,resource,resource,page,resource 
04 assign,assign,assign,label,resource,resource,reso

urce,resource,resource,page,page,resource,resour
ce,page,resource,resource,resource,page 

05 assign,assign,assign,label,resource,page,page,res
ource,page,page 

06 assign,assign,label,resource,resource,page,page,p
age,page,page,page,page,page,resource,page 

07 label,assign,assign,resource,label,resource 
08 label,assign,label,resource,resource,resource,reso

urce 
09 assign,label,assign,assign,assign,assign 
10 assign,assign,assign,assign,assign,assign,assign,a

ssign,assign 
11 resource,assign,resource,assign 

 
4. 既存コースの活用 
過去の報告（3）では，教員が作成したコース構成を

目視により調査し，科目名や担当教員における活用

傾向を調査した．本報告では，Moodle のデータベー

スを参照することで，過去の活用傾向を自動的に収

集できるようになった．既存コースの構成やアクセ

ス数，シラバスデータなどの複数の情報から，雛形

コースの構成の判定精度の向上が見込める．なお，

雛形コースの自動構成の評価については，紙面の都

合で口頭発表にて報告する． 
 

5. まとめ 
我々は，Moodle を対象に，シラバスデータを用い

た雛形コースの自動構成を検討してきた．本稿では，

Moodle のデータベースを参照することで，既存コー

スの構成やコンテンツの登録状況などを自動的に収

集・分析する流れを構築した．その結果，Moodle の

活用経験の豊富な教員のコース構成や類似科目のコ

ース構成などを収集できるようになった．今後は，

自動的に構成されたコースの活用分析と評価を進め

る予定である． 
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actor：誰が

どのクラスか
端末は何を使っているか

いつ復習を行ったのか

いつ学習履歴がサーバに保存されたか

復習したのは誰か

verb：どうしたか アプリ上でどの操作をしたのか

object：何を アプリ上のどの問題を復習したのか

result：結果は？

問題に正解したか

どのくらいの時間復習したか

復習は完了したのか

前回の続きから復習したか

動画のどの部分を再生したのか

どの音声ファイルを再生したのか

extension：追加

復習

その他の情報

初修外国語学習における断続的な学習活動を対象とした 

学習履歴記録・可視化システムの開発 
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あらまし：初修外国語を対象とした 3段階ブレンディッドラーニングにおいて，授業後の復習に利用する

スマートフォン教材による学習の履歴を学習ログとして記録・可視化するシステムを開発した．本システ

ムはマイクロラーニングに基づいて断続的に実施される学習を xAPI形式で記録し，閲覧目的に応じて異

なる多様な視点を切替えて可視化を行うことで，学習者やクラスごとの学習状況の確認を可能としている． 

キーワード：ブレンディッドラーニング，可視化，学習履歴，Webアプリケーション 

 

 

1. はじめに 

我々はこれまでに，初修外国語を対象とした 3 段

階学習プロセスによるブレンディッドラーニングの

実践を行ってきた(1)．また現在，この 3 段階学習プ

ロセスにおける，授業後の復習教材として利用する

スマートフォン用学習教材についても開発を進めて

いる(2)． 

 そこで本研究では，我々が開発中のスマートフォ

ン学習教材において，授業を行う教員が，受講生の

学習状況の把握や授業の改善を行う際に必要となる，

さまざまな視点から学習ログの確認を可能とする可

視化の方法と，その可視化のために必要となる，マ

イクロラーニングに基づき断続的に実施される学習

者のさまざまな学習活動を記録する方法について検

討し，そのプロトタイプシステムを設計，実装した．  

 

2. 学習履歴記録・可視化システムの概要 

2.1 学習ログの活用における課題 

一般に何らかの学習ツールを利用した学習履歴は，

学習者の学習行動や学習状況を示す情報として有用

なデータである一方，これらを記録したログは単純

な時系列データであり，これをそのまま確認しただ

けでは学習状況の把握は困難である．このため，デ

ータマイニングツールなどの汎用的なデータ分析ツ

ールを利用した分析の試みも多いが，このような分

析ツールを教員が直接利用することも困難である． 

これに対し，特定の学習状況を確認するために，

専用の分析ツールを提供する試みも多い．しかしな

がら，特定の用途に限定された分析ツールでは，対

象とする学習状況以外の確認を行えないだけでなく，

教員による何らかの気づきがあったとしても，そこ

から探索的な分析を行えないという課題がある． 

2.2 学習行動を含めた学習履歴の記録 

我々はこれまで，学習ログを確認する際に，複数 

 

の異なる目的に応じて確認を行えるよう，閲覧目的

ごとに異なる多様な視点を切替え可能な可視化を行

い，教員に提示するシステムを提案している(3)． 

一方，このような複数の視点を切替えながら学習

状況を探索的に確認しようとした場合，単純に学習

への取り組み状況や練習問題の成否を記録しただけ

では不十分であり，いつ，どの学習をどのくらい取

り組んだのかなど，学習者の詳細な学習行動を確認

できることが望まれることも確認された． 

そこで，学習者がスマートフォン学習教材内で行

表 1 「音読」において記録する学習者の操作内容 

図 1 xAPI 形式に基づく学習ログの記録 

記録する操作内容 操作に付随して記録する内容

動画の再生開始

動画の一時停止 一時停止時の動画の再生位置

動画の巻き戻し 巻き戻し時の動画の再生位置

動画の早送り 早送り時の動画の再生位置

動画の再生完了 動画の総視聴時間

録音の開始

録音の完了 音声の総録音時間

録音した音声の再生
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う個別の操作ごとに学習ログを記録することとし，

今年度から授業で利用するために開発を進めている

スマートフォン学習教材KoToToMo Plusに実装する

こととした． 

KoToToMo Plus の学習形式には，「音読」，「リスニ

ング」，「文型練習」，「力試し」の 4 種類がある．そ

こで本研究では，それぞれの学習形式ごとに，想定

される操作を定義した．表１に「音読」において想

定される操作を示す．このように，個別の操作ごと

に学習ログを記録することで，学習履歴の可視化を

行う際に，学習の有無や学習時間だけでなく，学習

者の学習行動に基づく多様な視点を提供可能となる

と考えられる． 

2.3 学習履歴記録・可視化システムの設計 

本研究で開発する学習履歴記録・可視化システム

では，前述した方式でスマートフォン学習教材から

取得した学習ログを xAPI 形式でネットワーク上の

サーバに保存する．その際，図 1 に示すように，学

習者がどの学習形式や問題に対して，どのような操

作をして，その結果はどうだったのかに加え，学習

者を識別するクラス IDや端末 ID，時刻を記録する． 

このように記録された学習ログに対し，教員は，

想定される利用目的として予め設定されたメニュー

から，用途に応じた可視化方法を選択し，確認する．

また，このとき，必要に応じて探索的な可視化を行

えるよう，確認したいデータの種別（以降，パラメ

ータ）を設定できるようにする．これにより，学習

データ分析の知識を持たない教員でも，容易に多様

な視点からの学習ログの閲覧を可能とする． 

2.4 学習履歴記録・可視化システムの実装 

2.3 節の設計に基づき実装を行なった学習履歴記

録・可視化システムを図 2に示す． 

教員が Web 画面上で閲覧目的を選択すると，選択

した閲覧目的を達成可能と考えられるパラメータ群

が表示される．表示されたパラメータ群の中から閲

覧したいパラメータを選択すると，横軸に各学習者，

縦軸に選択されたパラメータの値を表すグラフを描

画する．例えば，パラメータに「総復習時間」を選

択した場合，学習者ごとの総復習時間を算出して棒

グラフで描画する． 

パラメータの切替えはグラフの描画内容にも即時

に反映され，教員は必要に応じてパラメータを切替

えながら様々な視点で学習ログを閲覧する．加えて，

横軸のスケールの切替えや，グラフに表示するクラ

スの条件，グラフに表示する学習形式の条件なども，

ボタンやチェックボックスの操作のみだけで切替え

可能であり，特定の学習形式・クラスにおける取り

組み状況の表示や，複数の学習形式間・クラス間の

取り組み状況の比較も容易に実行可能である． 

 

3. おわりに 

初修外国語を対象とした 3 段階ブレンディッドラ

ーニングにおける，復習用スマートフォン学習教材

の学習ログ記録・可視化システムを設計，開発した． 

今後，実利用における具体的な分析を支援するた

めに，フィルタ機能などの詳細を設計するとともに，

成績評価支援機能などについても設計，実装する予

定とし，その上で，提案システムの実践を通じた有

効性評価を行うことを計画している．  
 

参考文献 
(1) 趙秀敏，冨田昇，今野文子，朱嘉琪，稲垣忠，大河雄

一，三石大: “第二外国語としての中国語学習のための

ブレンディッドラーニングにおける e ラーニング教

材設計指針の作成と実践”，教育システム情報学会誌，

p.132-146（2014） 

(2) 児玉雅明，今野裕太，趙秀敏，大河雄一，三石大:“学

習状況の視覚的な提示により持続的な学習を可能と

する初修外国語教育用スマートフォン学習教材”，教

育システム情報学会全国大会（発表予定）（2018） 

(3) 今野裕太，児玉雅明，趙秀敏，大河雄一，三石大:“学

習履歴の閲覧意図に応じて異なる複数の視点を切り

替え可能なログデータ可視化手法の検討,” 教育シス

テム情報学会研究報告, Vol.32-5, pp.141-148 (2018) 

図 2 学習履歴記録・可視化システムのインタフェース 
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あらまし：初修外国語教育を対象としたブレンディッドラーニングにおいて，持続的な復習活動を促進す

るために，マイクロラーニングに基づく学習が可能なスマートフォンアプリケーションの開発を進めて

いる．本研究では，空き時間等を利用した断続的な学習を継続できるよう，現在の学習状況を視覚的に提

示するとともに，中断した学習の再開や，次に学習すべき項目の選択を容易とする UIを備えたアプリケ

ーションを設計，実装した． 

キーワード：ブレンディッドラーニング，マイクロラーニング，スマートフォン，UI，語学学習 

 

 

1. はじめに 

我々の研究グループでは，これまで，初修外国語

教育を対象とした対面授業と eラーニングによる復

習を組み合わせたブレンディッドラーニングにおけ

る復習用として，マイクロラーニングに基づくスマ

ートフォン学習教材アプリケーションKoToToMoの

開発を行ってきた(1)．ここでは，学習内容を独立な小

さな単位に分割することで，各学習内容を短時間で

学習可能とし，これにより空き時間などを利用した

断続的な復習を継続的に行うことを目指している． 

しかし，実装したアプリケーションを使用した実

践の結果，単純に学習内容を細分化して提供しただ

けでは，取り組むべき学習内容の選択や中断した学

習の再開に課題があり，結果的に学習者の持続的な

復習活動を妨げる要因となっている可能性があると

いった問題が確認された． 

そこで本研究では，これらの問題を解決し，マイ

クロラーニングに基づく断続的な復習を継続できる

よう，ブレンディッドラーニングとして実施される

授業の進捗に合わせた復習の進捗や，これまでの学

習状況に応じた学習内容の選択，ならびに中断した

学習の容易な再開を可能とするユーザインタフェー

ス（以下，UI）を備えた新しいスマートフォン学習

教材アプリケーション KoToToMo Plusを提案し，そ

の設計，実装を進めてきた．本稿では，我々が提案

する KoToToMo Plusの設計と実装について報告する． 
 

2. 既存の KoToToMoの問題 

マイクロラーニングに基づくスマートフォン学習

教材アプリケーションとして実装した既存の

KoToToMo を使用したこれまでの実践の結果から，

既存の KoToToMoでは，学習者が自身の学習状況を

容易に把握可能な UI が備えられていない上，各学

習内容が授業で使用する教科書と対応付けられては

いるものの，現在実施中の授業がアプリケーション

上のどの学習内容と対応しているのかの判断が容易

ではなく，次に学習すべき学習内容の選択に課題が

あることが確認された． 

加えて，学習内容を選択する際も，上位のメニュ

ーから順番にメニューを辿る必要がある上，前回中

断した学習の再開を支援する機能も備わっていない

ため，学習を始めるまでの操作が煩わしいといった

課題も確認された． 

その結果，学習者が当該アプリケーションにより

復習しようとした場合に，すぐには学習を開始する

ことができず，結果的に，目的とするマイクロラー

ニングに基づく断続的な学習の継続を妨げる要因に

なっていた可能性が予想される． 

 

3. KoToToMo Plusの設計と実装 

3.1 マイクロラーニングの継続のための要求要件 

既存の KoToToMoで確認された問題を解決し，ブ

レンディッドラーニングにおける復習としてのマイ

クロラーニングによる断続的な学習を継続可能とす

るためには，学習者が自身のそれまでの学習状況と

照らしながら，授業の進捗に応じて取り組むべき学

習内容を特定でき，また，中断と再開を繰り返しな

がら学習を進捗できる必要がある．そこで本研究で

は，このような学習活動を実現するためのスマート

フォン学習教材アプリケーションが備える必要のあ

る要求要件の検討を行ってきた(2)．以下に，検討結果

として得られた要求要件を示す． 

 異なるシステムやアプリケーションを使用せず，

当該アプリケーション上で学習状況を確認でき

ること 

 授業の進捗に合わせ，取り組むべき学習内容を選

択できること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A5-3 

― 355 ―



 学習状況を確認する際に，問題ごとだけでなく，

単元ごとや，単元に含まれる問題形式ごとなど，

異なる階層での確認が可能であること 

 必要に応じて中断した学習を再開できるよう，前

回の学習内容を容易に選択できること 

3.2 KoToToMo Plusの設計と実装 

前節で定義した要求要件に基づき，本研究では，

既存の KoToToMoに替え，新しいスマートフォン学

習教材アプリケーション KoToToMo Plusを開発した．

図 1に，今回開発した KoToToMo Plusの(a)トップ画

面と(b)問題選択画面を示す． 

(1) アプリケーション内での学習状況確認 

KoToToMo Plusでは，学習項目の選択画面で，各

学習項目の学習状況を併せて提示する．これにより，

学習内容を選ぶ際に，直接学習状況を把握でき，学

習者は次に取り組む学習内容の選択の参考とできる．  

(2) 対面授業に合わせた復習実施の支援 

授業の進捗に合わせて復習を進捗できるためには，

現在の授業の進捗状況をアプリケーション上でも確

認できるとよい．しかし，そのためには，毎回の授

業の進捗に合わせて進捗状況を更新する必要があり，

担当教員がこれを行うことは現実的ではない．そこ

で本アプリケーションでは，同じクラスの他の学習

者の多くが一定期間内に取り組んだ単元を視覚的に

提示することとした．これにより，他の学習者が集

中的に取り組んでいる単元が確認でき，現在の授業

の進捗状況を概ね予想することができる． 

(3) 問題ごとの学習状況の視覚化 

学習状況を短時間で把握するため，問題の正否状

態（正解/不正解/未着手），記憶度，学習量（学習回

数/学習時間）の 3つを学習状況として提示する．こ

こで記憶度とは，学習直後に高く，時間経過ととも

に指数関数的に低下，低下中に再び学習を行った場

合は再び高くなり，かつ低下速度が緩やかになる値

とする．正否状態が分かることで，学習者は既に正

解した問題，まだ取り組んでいない問題，間違えた

ままになっている問題が一目で把握できる．記憶度

から問題の定着度が分かるので，繰り返し学習すべ

き問題がどれか判断する際に役立つ．学習量は，学

習者が自身の学習活動の実績を確認し，達成感や満

足感を感じる一助になると考えられる． 

実装では，正否状態は色で視覚化している．直感

的に状態を判断できるよう，正解が青色，不正解が

赤色，未着手が灰色とし，正解にはチェックマーク，

不正解にはバツ印も表示している．記憶度は，正否

状態と同時に確認できるよう，正否状態の色の濃淡

で視覚化した．また学習量は，ブロックの色と，個

数または長さで視覚化している． 

(4) 学習形式ごと・学習単元ごとの進捗の視覚化 

KoToToMo には複数の学習形式があり，それらを

満遍なく学習することが望ましい．また学習単元も

複数あり，授業の進捗に遅れずに学習を完了する必

要がある．そのため，学習形式ごと，学習単元ごと

に学習状況を視覚化する場合は，それぞれ，その学

習形式の各問題の学習状況を累積したもの，その学

習単元の各学習形式の学習状況を累積したものを提

示する．実装では，各問題の正否状態と記憶度の色

を累積したバーを表示している．またトップ画面の

各学習単元の開閉ボタンを押すことで，その単元の

全学習形式の進捗を並べて確認可能にした． 

(5) 中断していた学習の再開 

中断前に学習していた問題を選択する手間を抑え

るため，中断前に学習していた問題を視覚化すると

ともに，アプリケーション起動時にその問題を必ず

画面内に提示する．トップ画面，問題選択画面の双

方にある「前回の学習」と書かれた橙色のラベルが，

中断前に学習していた問題または単元を示している．

また，アプリケーション起動時と画面遷移時に，こ

のラベルの位置まで自動スクロールすることで，中

断前に学習していた問題を画面内に提示可能とした． 
 

4. おわりに 

マイクロラーニングに基づく持続的な学習を可能

とするために，既存の KoToToMoに替え，新しいス

マートフォン学習教材 KoToToMo Plusの開発を行っ

た．現在，初修中国語授業の学習者約 200名を対象

とした実践を行っており，今後，アプリケーション

の利用状況の分析と印象評価を行い，提案アプリケ

ーションの有効性評価を行う予定である． 
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報学会研究報告, Vol.32-5, pp.133-140 (2018) 
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図 1 開発した KoToToMo Plusの実行画面 
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あらまし：本研究の目的は, 学校での正課授業での利用を想定した IoT教材基盤の構築である. これまで
に, 学校において計測を伴う実験・実習において利用される教材の機能を整理し, IoT化するための要件定
義を行なった. また, それらの教材を統合管理する情報基盤の設計およびプロトタイプ構築を行った. 本
稿では, 中学校および小学校理科での授業を想定した IoT教材の具体化と, 教材管理のための情報基盤の
設計成果について述べる. 
キーワード：IoT，教材開発，教材管理基盤，小中学校理科，IoT教材 

 
1. はじめに 

IoT(Internet of Things)への注目が高まり, 観光や医
療をはじめとする様々な分野への IoT活用が進んで
いる. IoTとは身の回りの様々な「モノ」がインター
ネットに繋がることで「モノ」自体が情報発信の主

体となる仕組みである. 
教育分野への IoT 活用事例もある. 自治体の取り

組みとしてN県 I市では, 自治体が教育分野での IoT
活用を推進している. 在校生の人数の違いによる学
習格差を IoTで解決しようとする取り組みである(1). 
さらに教育分野では, 収集した情報の共有や再利用
も注目されている. 文部科学省の教育の情報化の推
進(2)では, 初等中等教育において必要な情報を活用
して新たな価値を創造していくために必要となる情

報活用能力の育成の必要性を提唱している. 総務省
の教育クラウドプラットフォーム(3)では, クラウド
を利用した学習の高度化および効率化を図っている. 
本研究では, 学校において計測を伴う実験・実習

向けの IoT 教材およびその管理基盤の開発をし, 教
育の高度化と効率化を狙うことを目的とする. 本稿
では, 小中学校理科での授業を想定した IoT 教材の
概要と, 教材管理基盤の設計成果について述べる. 
 
2. 教材管理基盤の設計 
図１左に設計した基盤のモデル図を示す. 太赤枠
内が教材管理のための情報基盤である. 本稿で提案
する教材管理基盤は, シラバス, ポートフォリオ, 
デバイスマネージャから構成される. 以下に図１左
の太赤枠内のオブジェクトについて説明する.  
2.1 シラバス 
シラバスでは, 単元で扱う実験を管理する. 年度, 

クラス毎の管理が可能である. 
2.2 デバイスマネージャ 
デバイスマネージャは, 実験で扱う計測機器の管
理をする. 計測機器にクラウドの格納先ノード名を
属性として付与することでデータストアから特定の

データを抽出することができる. その結果を利用し
てグラフ等の可視化を実現させた. 
2.3 ポートフォリオ 
ポートフォリオはシラバスで登録された実験に対

して, デバイスマネージャで登録された計測機器を
用いて得られたデータの管理をする. 実験時に生徒
が利用するオブジェクトである. 実験時は計測機器
で得られたデータをリアルタイムで可視化し, 任意
のタイミングでデータを記録・保存する. 実験後は
記録・保存されたデータの参照ができる. 
 
3. IoT 教材の具体化 
教材管理基盤を評価するにあたり, 中学校理科

 

図 1 IoT教材管理基盤モデル図(左)と実験器具(右) 
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「状態変化」単元を対象とした教材開発を行った. 
3.1 提案教材の概要  
本当該単元では, 計測を伴う実験を行う. 計測実

験中, 生徒は以下の役割を分担することがある. 
• 30秒ごとの時間計測 
• 指定時間間隔での温度の読み取り 
• 読み取り温度をグラフ用紙にプロット 
• 物質の状態変化の様子の観察 
上記の 4 つの役割を分担して実験を行う場合, 生

徒の 3/4 が物質の状態変化の様子の観察に集中出来
ない. また, 沸点直前は温度変化量が大きくなるた
め, 時間計測がずれると読み取り温度に差が生じる. 
さらに実験後に作成されたグラフは, グラフ用紙に
手書きで書かれる場合が多く, 複数グループの結果
を比較するのが容易ではない. 
これらの問題を解決するような IoT教材の設計・

開発を行った. 具体化した IoT 教材は, 一定の時間
間隔で温度センサの計測結果を記録する.  
提案教材は, 温度・時間を計測するシステム(以下, 

計測システム)と, 計測されたデータを可視化, 管理
するサイト(計測サイト)から構成される. 図１左の

太赤枠内が計測サイト, 枠外が計測システムである. 
3.2 計測システム 
計測システムは, Arduino LeonardoにWi-Fiモジュ

ールと 7 セグ表示器搭載シールドを用いる. 温度計
測には, 理科実験での利用に適した長さのケーブル
の先に温度センサ(DS18B20)を取り付けたものを使
用する. 図 1右に実験器具と計測システムを示す. 
図 2 に計測システムのシーケンス図を示す. 温度
計測を行い, 指定された時間が経過したら計測温度
をクラウドのデータストアへ格納する. 7 セグへの
温度表示は, 計測温度を逐次リアルタイムで表示す
る手法と, クラウドへ計測温度を送信したタイミン
グで表示温度を更新する手法の 2つがある. 
3.3 計測サイト 
計測システムによって計測された温度を計測サイ

トで記録・保存した結果を図 3 に示す. 複数のグル
ープや異なる実験で得られた計測結果を同時に参照

でき, 重ね合わせ表示することができる. 
 

4. 提案基盤の拡張性 
本提案基盤は 3章に示した例以外の単元向けの教

材へも適用可能である. その際には, 図 1 左の枠外
のセンサとデバイスを変更する. 枠内のオブジェク
トへの変更は必要なく, 可視化方法(図１左中のグ
ラフ画像生成())を変更することで適用可能である. 
例えば, 生物の育成に関連する単元での二酸化炭
素濃度センサ・酸素濃度センサ・照度センサの利用

や, 家庭科の住環境の快適さに関連する単元での室
内温度の多地点計測, 保健体育の身体に関する単元
での心拍計や脈波計の利用など, 様々なセンサを用
いての観測, 実験, 授業のための運用が可能である
と考える. 

 
5. おわりに 
本研究の目的は, 学校の正課授業において計測を

伴う実験・実習向けの IoT教材基盤の構築である. 本
稿では設計した教材管理のための情報基盤の成果を

述べ, IoT教材の具体化として「状態変化」単元を対
象とした教材について述べた. 今後は異なるセンサ
を用いて, 異なる単元へ具体化をし, 教材基盤とし
て精査していく. 
 
謝辞:本研究は JSPS科研費 22300286と 16H03074の
助成を受けた. 
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図 2 計測システムのシーケンス図 

 

  
図 3 計測結果の重ね合わせ表示画面 
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CBTを活用した反転授業モデルの提案とプログラミング実習科目での評価 
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あらまし：本研究では, CBT（Computer Based Training & Test）を活用した反転授業モデルを提案し，プロ

グラミング教育に適用して本モデルの教育的効果の評価を目的とする. 提案するモデルでは, 複数週の授

業で段階的に到達できる学習目標の設定を前提とする．予習においては，理解度別の段階に分けた学習教

材を用いて段階的・反復的な学習を可能とする．授業のはじめのテストにおいて，その学習成果としてそ

の理解度の段階を確認できる．これを複数回繰り返すことで最終的な到達目標を達成できる仕組みである． 
本モデルを大学のプログラミング実習科目に適用した結果を元に評価する. 
キーワード：反転授業，IRT，LMS 

 
 
1. はじめに 

近年，日本の高等教育では主体的・対話的で深い

学びを実現するための教育改革が求められている. 
こうした学びを促す効果が期待されるアクティブラ

ーニングの一手法として，反転授業(1)が注目されて

いる．反転授業では, 授業時間内で行っていた教授

内容の解説を演習問題や動画形式による e ラーニン

グ教材として予習化することで, 授業時間にはグル

ープワークやプロジェクト学習を通じた主体的・対

話的で深い学びの時間の確保が期待される. 一方で, 
予習を前提とした反転授業の課題を, 中野(2)は「宿

題にしている予習をしてこない学生がクラスの３分

の１にも達すると反転授業は成り立たなくなってし

まう」と指摘している. また, 山内(3)が分類する反

転授業のタイプに, 全員が一定以上の理解を得るこ

とを目指す完全習得学習(Bloom(4))がある. Bloom が

提唱した完全習得学習（Mastery Learning）は, 個々

人の学習ペースを考慮し, 形成的テストを用いて目

標達成度合いを測ることで個々人に応じた学習を進

めることを提唱している. 本研究は, これらの背景

を踏まえ, CBT（Computer Based Test & Training）を

活用した反転授業モデルを提案し，そのモデルをプ

ログラミング教育に適用して知識定着の教育的効果

を評価することを目的とする. 
 

2. 提案モデル 
本モデルでは，反転授業に基づき，授業前には予

習として学習教材を提示する．授業では始めにテス

トを行い，その学習成果を確認する．学習成果の確

認では，授業で扱う知識の理解度を測る．知識毎の

学習教材を理解度別に段階化して整備し，学習成果

の確認においてもこの段階を提示する．理解度別の

教材を通じて，自身の理解度に応じて，次の段階の

教材を学んだり，前の段階を振り返ったりといった

学習が可能となる．この授業を複数回繰り返すこと

で最終的な到達目標を達成できる仕組みとした．こ

の仕組みを実現するために，予習・テストに CBT を

活用することとし，一元化された情報システムのも

とで授業内外での学習を行えることとした． 

 
図 1 提案モデル 

 
2.1 想定する授業案 
全体の授業設計では, 全 15 週に渡って週 2 コマ

(180 分)で知識を積み上げながら学べることを想定

する. 体系化された知識に基づいて, 複数週の学習

期間で予習・復習を反復的に行えることを狙った学

習目標を設定する. 知識修得を理解・活用・応用の 3
段階に分類し, 各段階は各週の目標設定に呼応させ

た. 1 週目は知識の用語・概念を理解できる, 2 週目は
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知識を活用して標準的な問題を解ける, 3 週目は知

識を応用して問題を解ける, とした. 
 

2.2 学習教材 
各学習目標と関連づけた演習教材で学べることと

した. 各演習教材は CBT で活用する 7 段階に分類し

て構造的に配置した. 整備した教材数は, C 言語を

対象としてそれぞれの知識の各レベルに 10 問を目

安として教材を用意しており, 執筆時点では計 432
問である. 

 
2.3 形成的テスト 
設定された学習目標に対して, 学習者の達成状況

を確認し, 自己の学習改善につなげることを目的と

する形成的テストとして Computer Based Test を授業

の開始時に行う. 
 

3. システム 
システムが有する機能は, 予習時に利用するトレ

ーニング機能と形成的テスト時に利用するテスト機

能である. 
 

3.1 トレーニング機能 
整備した学習教材を用いて授業時間外に主体的に

学習者が予習・復習を行うことができる. 当該学問

領域における知識体系を意識した学びが重要である

ため, 辻ら(5)の可視化された知識体系を介して知識

修得を図ることができる知識マップを活用すること

とし, トレーニング機能を介して学習者が構造化さ

れた学習教材を取り組めるようにした. 
 

3.2 テスト機能 
テスト問題の正誤判定から能力値を測る項目反応

理論を活用することで, 達成状況として学習者の能

力値を 7 段階で確認できるようにした. 毎回実施す

るテストでは, 提示された演習問題群から個々の学

習者の予習状況に応じて問題が出題される.  
 

4. 評価と結果 
本研究の実証フィールドは，本学における C 言語

の基礎内容（変数, 関数, ポインタ等）を実習形式で

学ぶ 2 年次必修科目『C プログラミング』とした. 
2016 年度は，通常の予習を伴わない授業形態であり，

2017 年度に本研究提案の授業モデルを適用した. C 
プログラミングの受講者数は 86 名である. 授業で

は，受講者が予習（レベル別の演習問題を取り組む）

を行なっている前提で開始時に Computer Based Test 
を行い，受講者は自身のレベルを確認する. 終了後，

教員は受講者全体のレベルの分布を把握し, グルー

プワーク・個人ワークのプログラミング実習課題を

提示した. 
 
 

4.1 本モデルの有用性 
本モデルの全体の有用性の評価の観点として, 導

入前後での知識定着度合いに差異があるかを調べた. 
導入前後の比較として, 今回は導入前の2016年度と

導入後の 2017 年度での中間・期末試験の結果比較を

用いることとする. 筆記による中間・期末試験（穴

埋め形式の問題：知識理解を確認する試験）を行な

った. 2016 年度に実施したものと同じであり. 今年

と昨年の試験結果を比較した. 2 郡の差の検定には

対応のない t 検定を行った. 中間・期末試験の平均点

と標準偏差を表 1 と表 2 に示す. 本年度は昨年度と

比較して平均点が 7.9 点上昇し, 標準誤差が減少し

て全体として高い点数に推移したことが確認でき

た. 

表 1 中間試験の結果 

 平均点 標準偏差 
2016 年度 80.3 12.5 
2017 年度 84.6 10.7 
有意差あり（t=-2.331,	df=148,	p<.05） 

表 2 期末試験の結果 

 平均点 標準偏差 
2016 年度 72.6 17.6 
2017 年度 80.1 15.3 
有意差あり（t=-2.743,	df=142,	p<.05） 
 
5. 考察 

中間試験及び期末試験の結果から，本提案の授業

モデルに基づく授業形態を通じて，知識の定着に関

する能力が全体的に向上していることが確認できた. 
CBT に関するシステムの評価は発表当日に報告す

ることとする． 
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あらまし：本研究の目的は，相互評価機能を持ったブロック型プログラミング環境の設計と開発を行うこ

とである．プログラミング未経験者や入門者が抵抗なく取り組めるプログラミング環境として，Scratch
などといったブロック型プログラミング環境がよく用いられている．このブロック型プログラミング環境

を活用し相互評価を取り入れることで，多くの児童・生徒が相互評価を取り入れた協調学習を行うことが

期待できる．そこで Google が提供しているライブラリである Blockly を用い，ユーザ同士が相互に評価
を行えるブロック型プログラミング環境およびデータを介するサーバを構築した．このシステムを用いる

ことで，プログラミング未経験者や入門者も相互評価を取り入れた協調学習が可能となる． 
キーワード：プログラミング教育，Blockly，相互評価，協調学習，プログラミング的思考 

 
 
1. はじめに 
文部科学省「学びのイノベーション事業」では，

ICT 活用や協働学習などを用い，従前行われていた
教育をさらに深める実践が多数報告されており(1)，

協調学習を取り入れ，従前の学習内容をより深く理

解する活動を展開することは重要である．Laal, M. & 
Ghodsi, S. M.は，協調学習は，問題解決や課題解決
を行うことに対し，教授方法としても学習方法とし

ても有望なアプローチであると指摘している (2)．

Kollar, I. & Fischer, F.は，グループにおける相互評価
は，協調学習を活性化するために最も効果的な方法

の 1 つであるとしている(3)．つまり，相互評価を取

り入れた協調学習を行うことにより，従前の学習内

容をより深く理解させることが期待できる． 
一方，2020年から義務教育課程においてプログラ

ミング教育が必修化されることとなり，プログラミ

ング教育においても，協調学習を取り入れることは

重要な方略の一つであると考えられる．例えば，加

藤らは，初学者が協調プログラミングを行える学習

支援システム”Checo Pro”を開発し，Javaを用いた実
践について報告している(4)．北らは，Peer Reviewを
取り入れたプログラミングの授業支援ツールを開発

し，そのツールを用いた C言語を用いた実践を通し
て，ツールの有用性について報告している(5)．しか

し，これらを含めたプログラミングの学習で協調学

習を行うことを扱った先行研究では，実際にプログ

ラミング言語を用いて協調学習で行うことを目的と

して開発されているものがほとんどであり，義務教

育段階におけるプログラミング教育で身につけるこ

とが期待されている「プログラミング的思考」を育

成しうるものであるかどうかは定かではない．義務

教育段階においては，Scratch(6)などのブロック型プ

ログラミング環境がよく用いられており，プログラ

ミング的思考の育成のためにブロックを組み上げて

いく，ブロック型プログラミング環境の活用を行っ

ていくことで，いわゆるテキストベースのコーディ

ングを必須としないプログラミング教育を推進する

ことが可能となる．また，単にブロック型プログラ

ミング環境を活用するだけでなく，相互評価を取り

入れた協調学習を行うことで，従前のプログラミン

グ教育より，深い学習を行えるようにすることが求

められる．ブロック型プログラミング環境では，命

令がブロック化され，一つの単位として可視化され

ている．そして，違ったブロック(リソース)を提供
することで，同じ結果を得る場合であっても，違っ

た組み立てをすることとなる．平嶋らは，異なるリ

ソースに基づいて異なる指示を組み立てることが，

単なる手段ではなく，プログラミング的思考が求め

られる理由であると述べている(7)．異なったリソー

スを提供し，与えられたリソースを用いてプログラ

ミングを行うことを取り入れることで，従前のブロ

ック型プログラミング環境を用いるだけでは得られ

ない深い学習を行うことができ，テキストベースの

プログラミング言語を用いたときには行えない，認
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知構造の違いに着目した深い学習が期待できる． 
本研究では，以上のことを実現するための第一歩

として，相互評価機能を持ったブロック型プログラ

ミング環境の設計と開発を行った． 
 

2. 相互評価機能を取り入れたプログラミン
グ環境の設計および開発 

2.1 本システムの概要 
本研究では，相互評価機能を取り入れたブロック

型プログラミング環境を提案する．本システムは，

Block Assembly System，Browsing System，Serverの 3
つのプログラムから構成されており，前者の 2つは
Google が提供するライブラリである Blocklyを用い
た (8)．Server の開発には Python を用いた．Block 
Assembly Systemを図 1に示す．この図では，例とし
て JavaScriptを動かしている．Block Assembly System
は，左側の領域にブロックを組み上げる部分，その

下にコードを表示する Display ボタン，プログラム
を実行する Run ボタンが配置されている．そして，
右側の領域に，課題となる問題，他ユーザからのフ

ィードバック，レーティングが表示されている．次

に，Browsing Systemを図 2に示す．Browsing System
では，Block Assembly Systemの組み上げたブロック
を閲覧することができ，それに対してコメントやフ

ィードバック，レーティングを行うことができる．

それぞれのシステムの関係について図 3に示す．つ
まり，クライアント Aが Block Assembly Systemで組
み上げたブロックを，他のクライアント B,C,...は
Browsing Systemの画面で閲覧することができる．そ
して，クライアント B,C,...は，クライアント Aが組
み上げたブロックを見て，コメントや評価，レーテ

ィングなどが行うことができる．このシステムを用

いることで，従前のプログラミングの学習をさらに

深めることが期待できる． 
 

3. まとめと今後の展望 
本稿では，相互評価機能を取り入れたブロック型

プログラミング環境の設計を行い，その第一歩とし

て，ブロック型プログラミング環境で相互評価を行

うためのシステムの機能およびサーバを開発した． 
今後，自身のコードと他者のコードの比較を行え

る機能，その相違点を指摘させる機能の実装を行う．

また，学習段階に応じて，学習者にどちらのコード

が正しいか，より適切かなどといったことを選ばせ

るような機能を実装し，従前のプログラミング教育

では実現できなかった，深い理解を促すプログラミ

ングの学習の方略を模索する必要があろう． 
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あらまし：中央教育審議会の「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について」の答申によると、奉仕活動・体験

活動を推進する意義として「①社会人に移行する時期に、地域や社会の構成員としての自覚や良き市民としての自覚を、

実社会における経験を通して確認することができる。②青年期の比較的自由でまとまった時間を活用して、例えば、長期

間の奉仕活動等に取り組んだり、職業経験を積んで再度大学等に入り直したりなど、実体験によって現実社会の課題に触

れ視野を広げ今後の自分の生き方を切り開く力を身に付けることができる。」と指摘し、特に短期大学などにおいては、

「学生が行うボランティア活動等を積極的に奨励するため、正規の教育活動として、ボランティア講座やサービスラーニ

ング科目、NPO に関する専門科目等の開設やインターンシップを含め、学生の自主的なボランティア活動等の単位認定等

を積極的に進めることが適当である。」としている（1）。そこでビジネス系短大生を対象とした「地域連携型授業」の導

入により「社会人基礎力」育成のためのプログラムの展開実験を進めてきた。2013 年度より学科単位で必修履修とする

ことになったことを受けて、複数のテーマに分散させることを目的として、「社会人基礎力」の項目により決めた「選択

パターン」を設定したうえでの運用を開始した。さらに、2014 年度からは、学びの場としての『街なか・サテライト（ア

クティブ・キャンパス）』を学外などにも求め本学科各コース専修者としてふさわしい専門性の保証と学生個人の能力ア

ップを目指した『生活学科アクティブラーニングプロジェクト』を展開し始めた（1）～(6)。本プログラムの目標は「社会

人基礎力」の育成である。その成果を見極めるためにプログラムを開始する前の履修者の社会人基礎力の実態を把握した。 

キーワード：短大教育，協働型サービスラーニング，社会人基礎力育成、地域連携型授業 

 

 

1. はじめに 

教科『地域貢献演習（入門・基礎・実践・応用）』

は、短期大学での正課の授業として「社会人基礎力」

を育むための実践的な取り組みにリンクした形で

2013 年度よりの新カリキュラムで設定したもので

ある。1 年次の 2 セメスタは必修科目として短期大

学部生活学科（情報ビジネスコース、フードマネジ

メントコース、ファッションデザインコース）の全

学生が全員履修する（定員 100 名）。 

教科『地域貢献演習』を「協働型サービスラーニ

ング」の場としていく目的と期待されるその効果と

しては、 

(1) 短大の 1、2年生を対象に実施することで、学

生一人ひとりが自らにとって将来必要な学習の意味

を確認し、地域や社会問題への関心を広げ、グルー

プでの協同学習で基礎的な力をつける。 

(2)実践的な情報技術教育への導入教育としてモ

チベーションを高めるとともに、ＩＴ環境への理解

を深め、より実践力の高い専門職養成を図る。 

(3)大学と地域団体との連携によるコミュニケー

ション教育プラットフォームを構築することで、効

果的な協働型サービスラーニングのプログラム開発

および評価体制を構築する、ことなどがある（2）。 

学生は入学後まもなく行われる「地域貢献演習」

のガイダンスへの参加を経て 11 種類のプロジェク

トの中から 1 つを選択し、1 年間その授業に参加す

る。2018 年度入学生 115 名に対し「社会人基礎力」

の各能力に対する関心度を調査した。 

 

2. 教科『地域貢献演習』の目的は「社会人基礎

力」の育成 
教科『地域貢献演習』の目的は、「社会人基礎力」

の育成である。それを踏まえて、2013 年度からは、

「社会人基礎力」をもとにした 3 つの選択パターン

を設定し、運用を開始した。学生に選択を促した 3

つのプロジェクトは 

①前に踏み出す力（アクション）を育むことを目

標とする「セルフ・セレクト・プロジェクト」（地域

貢献活動参加型サービスラーニング） 

②考え抜く力（シンキング）を育むことを目標と

する「オリジナル・プランニング・プロジェクト」

（教員協働型サービスラーニング） 

③チームで働く力（チームワーク）を育むことを

目標とする「春待ち小町プロジェクト」（地域団体協

働型サービスラーニング）である。 

③のプロジェクトでは、発信力、傾聴力、柔軟性、

情況把握力、規律性、ストレスコントロール力とい

った、「チームで働く力」を身に付けさせ、評価は、

協働する地域団体が行う。「春待ち小町プロジェクト」

で習得を目指す社会人基礎力の「チームで働く力」

（チームワーク）（多様な人とともに、目標に向けて

協力する力）は、職場や地域社会等では、仕事の専

門化や細分化が進展しており、個人として、また組

織としての付加価値を創り出すためには、多様な人
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との協働が求められ、自分の意見を的確に伝え、意

見や立場の異なるメンバーも尊重した上で、目標に

向けともに協力することが必要である、ということ

から、次の 6つの能力要素が設定された（3）。 

(1)「発信力」は、自分の意見をわかりやすく伝える

力で、自分の意見を整理した上で、相手に理解して

もらうように的確に伝える能力である。 

(2)「傾聴力」は、相手の意見を丁寧に聴く力で、相

手の話しやすい環境をつくり、適切なタイミングで

質問するなど相手の意見を引き出す能力である。 

(3)「柔軟性」は、意見の違いや立場の違いを理解す

る力で、自分のルールややり方に固執するのではな

く、相手の意見や立場を尊重し理解する能力である。 

(4)「情況把握力」は、自分と周囲の人々や物事との

関係性を理解する力で、チームで仕事をするとき、

自分がどのような役割を果たすべきかを理解する能

力である。 

(5)「規律性」は、社会のルールや人との約束を守る

力で、状況に応じて、社会のルールに則って自らの

発言や行動を適切に律する能力である。 

(6)「ストレスコントロール力」は、ストレスの発生

源に対応する力で、ストレスを感じることがあって

も、成長の機会だとポジティブに捉えて肩の力を抜

いて対応する能力である。 

 

3．「チームで働く力」に対する状況 

調査対象は、「地域貢献演習」を履修予定する 1

年生 115 名である。 

「チームで働く力」については 

「少しあると思う」51％、「あると思う」36％、「あ

まりないと思う」10％、「全くないと思う」3％ 

(1)「発信力」 

全体「あまりないと思う」55％、「少しあると思う」

31％、「全くないと思う」11％、「あると思う」3％ 

(2)「傾聴力」 

全体「少しあると思う」58％、「あると思う」21％、

「あまりないと思う」18％、「全くないと思う」3％ 

(3)「柔軟性」 

全体「少しあると思う」55％、「あると思う」29％、

「あまりないと思う」13％、「全くないと思う」3％

(4)「情況把握力」 

全体「少しあると思う」63％、「あると思う」23％、

「あまりないと思う」11％、「全くないと思う」3％ 

(5)「規律性」 

全体「少しあると思う」63％、「あると思う」24％、

「あまりないと思う」10％、「全くないと思う」3％ 

 (6)「ストレスコントロール力」 

全体「少しあると思う」55％、「あると思う」16％、

「あまりないと思う」22％、「全くないと思う」7％ 

 「チームで働く力」については、13％がない（2017

年度 8％）と答え、特に弱い能力要素は、「発信力」

と「ストレスコントロール力」である。 

 

4．おわりに 

「チームで働く力」について、身に付けたい能力と

しては、 

「チームで働く力」について 

全体「身に付けたい」72％、「少し身に付けたい」

28％、「あまり身に付けたくない」0％、「全く身に付

けたくない」0％ 

と意欲はあり、すべての能力要素については全員が

「身に付けたい」とし、次のような順となっている。 

①規律性（80％）②「発信力」（78％）③「ストレス

コントロール力」（77％）④「情況把握力」（74％）

⑤「柔軟性」（73％）⑥「傾聴力」（66％）。 

協働団体での主な評価基準は次のとおりである（3）。 

(1)「発信力」 

・発言する。提案する。説明する。自分の意見。 

(2)「傾聴力」 

・人の話を聞く。質問する。改善する。 

(3)「柔軟性」 

・会話を続ける。進んで話しかける。落ち着いて行

動する。方法の見直し。 

(4)「情況把握力」 

・様子を見て話しかける。素早く対応する。状況を

見ながらの行動。状況説明。 

(5)「規律性」 

・敬語が使える。話し方のマナー。報告や連絡をす

る。ルールを守る。 

(6)「ストレスコントロール力」 

・やり遂げる。再チャレンジ。くじけない。相談す

る。 

調査結果に基づき各個人が身に付けたい能力要素

を身に付けることができるよう授業展開していく必

要がある。また、学生が「社会人基礎力」を発揮で

きる場面や環境を提供する必要がある。 
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看護師特定行為研修における e-learning環境の自己評価 
－筑波大学附属病院の場合－ 

 

Self-Evaluation of e-Learning System for Nurse Designated Procedures 
-Case of University of Tsukuba Hospital- 

 

讃岐 勝*1, 天野 勝利*2, 石塚 孝子*3 

Masaru SANUKI*1, Katsutoshi AMANO*2, Takako ISHITSUKA*3 
*1, *2 筑波大学医学医療系臨床医学域 

*1, *2 Department of Clinical Medicine, Faculty of Medicine, University of Tsukuba 
*2, *3筑波大学附属病院総合臨床教育センター 

*2, *3 Center for Medical Education and Training, University of Tsukuba Hospital 
*3 筑波大学附属病院看護部 

*3 Nursing Department, University of Tsukuba Hospital 
Email: sanuki@md.tsukuba.ac.jp 

 

あらまし：筑波大学附属病院にて構築した看護師特定行為研修の e-learningシステムの評価を行う．本院

では，内部で構築したサービスと外部で提供されているサービスを併用しており，各種のメリット・デメ

リットについても述べる． 

キーワード：看護師特定行為研修，e-learning，システム評価 

 

 

1. はじめに 

2014年 6月に看護師特定行為研修制度が厚生労働

省より創設された．一般住民の高齢化に伴い，急性

期から在宅医療等において医療現場を支える特定行

為を安全に実施出来る看護師の育成が求められ

2025年までに全国 10万人という目標がある(1)．  

筑波大学附属病院（以下，本院）では，2016年 10

月より看護師特定行為研修事業を開始し，半年ごと

に研修生を受け入れている(2)．受講資格は看護師の

実務経験が 5 年以上であり，本院における研修生は

年齢層が 30 歳～50歳程度と幅広い．2017年 9 月に

第 1 期の卒業生の輩出し，以降も半年ごとに修了生

を輩出している．本研修を受講する研修生のモチベ

ーションは非常に高い． 

本研修は e-learning による自宅での座学と病院で

の演習・実習を行う．研修自身は共通科目と区分別

科目の 2 つに分かれている．共通科目修了後，本院

では 14科目の区分別科目の受講が可能である（2018

年 6月現在）． 

 本稿では，e-learningシステムを紹介し，システム

の利用状況およびトラブル等を報告する．この結果

に基づくシステムの評価は大会にて報告する．看護

師の e-learning システムは様々な開発および研究が

なされているが(4), (5)，社会人が利用することもあり

ICT 利用のスキルも個々に異なるため，導入するシ

ステムは熟慮する必要がある． 大きく分けると新人

の技術向上か新しい技術の習得を目的としたシステ

ムであり，本稿では後者を扱う． 

 

2. e-learningシステム 

本院では，共通科目のコンテンツは S-QUE 研究会
(3)による e-learning教材を利用し，それ以外の共通科

目の演習および区分別科目のすべてのコンテンツは

本院で構築した LMS にて提供する． LMS として

moodle を利用し，コンテンツ作成やシステム改修な

どは本院で行っている．またコンテンツの提供のみ

ならず，レポートの提出およびオンライン添削でき

るよう実習・演習の実技以外はすべてシステム上で

できるよう構築した．システムは次で構成される． 

 

表 1 S-QUE 研究会のシステム 

LMS 独自開発 

動画コンテンツ視聴後，小テスト

を実施（全 300 コンテンツ以上） 

方式 MP4 配信 (Adobe Flash) 

 

表 2 moodle をインストールしたサーバ 

OS CentOS 7 64bit 

メール 

Web 

DataBase 

Postfix 2.10 + dovecot 2.2 

httpd 2.4 + php 7.1 (5.6)+mod_ssl 

MariaDB 5.6 

LMS Moodle 3.4 (3.2) 

① 動画コンテンツ( c)を参照)＋

小テスト 

② レポート提出（アップロード）

およびオンライン添削 

 

括弧内の数字は構築時のバージョンであり，現運用

のバージョンではない． 

 

 本システムの特徴等は次の通りである． 

A) サービスとして提供するのは，web メールと

LMS のみで，ブラウザ操作による． 

B) レポートの提出は作業中にセッションが切れ

る可能性を考慮し，MS word や PDF など電子フ
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ァイルの upload のみで提出させることにした．

そのレポートは moodle3.0 以上の機能であるオ

ンライン添削を利用した．  

C) 動画コンテンツの配信は，医学系と病院で利用

している Mediasite Server を利用し，MP4 によ

る配信を行っている． 

D) moodle およびメールサービスの認証のため，

Windows 2012 server に Active Directory を構築

した． 

 

2.1 操作研修（オリエンテーション時） 

入校時初日に 1～2時間 e-learningシステムの利用，

およびメールの読み方・転送方法に関する操作演習

を行っている． 受講中のトラブルなどはすべてメー

ルを通して対応を行っている． 

 

3. 利用状況 

事業を開始した 2016 年 10 月 1 日～2018 年 5 月

31 日までのアクセスログについて解析を行った．S-

QUE 研究会のコンテンツへのアクセスログは入手

できなかったため本院のサーバへのアクセスのみの

解析であり，検索エンジンからのアクセスを抜いて

いる．次のグラフ 3, 4 はアクセス数に関する値であ

り，サイト内の遷移はカウントしていない． 

 

グラフ 3 月ごとのアクセス数 

 
 

グラフ 4 曜日ごとのアクセス 

 
 

月ごとにアクセスが増えているのは，研修生の数が

増えているからであり，2017年 4月以降に増加した

のは院内での演習・実習が増え，moodle にレポート

を upload するためである．そのため，それ以前のア

クセス数はメールを見るためにwebメールにアクセ

スした回数であり，研究生はよくメールを見ていた

ことがわかる． 

 

4. システムの評価 

実際に構築した際の課題や問題点について報告す

る．解析したデータ等については大会で報告する． 

4.1 認証システム 

動画配信システムMediasite Serverおよびシステム

拡張があった場合の認証連携のため、別のサーバの

上に Active Directoryを構築したが，連携のためのハ

ードルがあり moodle でサポートされている LTI 

(Learning Tools Interoperability)を採用した． 

4.2 S-QUE研究会のコンテンツ 

当初は Adobe Flash による配信を行っていたが，

ブラウザ依存を含む視聴トラブルを数回報告した後，

MP4配信へと変更となり，ブラウザ依存のトラブル

はなくなった． 

動画コンテンツを視聴履歴の管理は数十秒おきに

対象サーバへ接続することで保証しているが，数回

接続が確立できないと動画は配信されているにも関

わらず履歴が残らないトラブルが多発した．こちら

も報告後にはサーバ間のコネクションの確認の方法

を変えてもらいトラブルを回避した．2018年 6月現

在，大きなトラブルは報告されていない． 

4.3 異なるサービスを利用する利点とそうでない点 

本院でも 100 以上の多くのコンテンツを作成した

が，編集作業は困難を極めた．その点，外部のコン

テンツを利用するメリットは非常にあるが，回線に

よるネットワークトラブルは避けられない． 

 

5. 拡張と今後 

研修のため LMS を導入したが，修了後のコミュ

ニケーションをとるためにも使用を開始した．操作

研修は一切なく導入できたので，機能の多い moodle

を採用したのは正しいかった． 

研修生の端末については，PC のほか ipad なども

あり，オンラインでのテキスト入力の要望があった．

こちらについては，検討中である． 
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077.html （2018.6.12） 
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小学校における遠隔合同授業で身に付ける力と態度の整理について 
 

Organization of the Competency and Attitudes Acquired  
by Remote Joint Lesson in Elementary School 
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あらまし：急速に進む人口構成の変化に伴い，特に地方において学校の小規模化が進んでいる．小規模校

では，児童生徒が「多様な意見や考え方に触れる機会が少ない」，「人間関係や役割が固定化されがちであ

る」，「切磋琢磨する環境が作りにくい」などの課題を抱えている．これらの課題を解決する一つの方法が，

ICTを活用した合同授業（以下，遠隔合同授業）である．以前から遠隔教育は進められてきているが，学

校を結んだ授業に対して，児童生徒の思考活動や協働活動の支援，さらに遠隔の児童生徒にも指導する教

師への授業支援の連動が強く意識された支援環境の開発や実践研究は少ない．そこで本稿では，遠隔合同

授業支援環境の開発やその環境を活用した授業における学習指導の形態や方法の開発を含めた総合的な

遠隔合同授業モデルを開発するために，遠隔合同授業を通して身に付けさせたい力や態度を整理する． 

キーワード：遠隔合同授業，人口構成の変化，学校の小規模化，身に付けさせたい力や態度，ICT活用力 

 

1. はじめに 

ICT を活用した遠隔合同授業に関して，文部科学

省の「人口減少社会における ICT の活用による教育

の質の維持向上に係る実証事業（学校教育における

ICT を活用した実証事業）」が平成 27年度から３か

年で実施された．この事業では，人口過少地域にお

ける小規模校の教育上の課題を克服するために，

ICT で学校をつないで協働学習などを継続的に実施

することを通して，指導方法やカリキュラムの開発

及び学習効果の検証が行われてきた．遠隔合同授業

では，既存のテレビ会議システムや協働学習ツール

等が活用されているが，教師は通常の授業展開や自

学級側の個別指導だけでなく，相手学級側の児童生

徒の状況や思考活動の確認と指導，さらにカメラな

どの操作も求められるなど負荷が高く，授業支援機

能が必要不可欠である． 

さらに，遠隔合同授業では，コミュニケーション

力や学習内容を深める力だけでなく，「共に学び合う

必要性や良さを感じることができる」などの遠隔合

同授業へ参画する態度を培うことも重要となる．上

記の事業では，これらの力や態度は単元の中に位置

づけられているが，教科等横断的な視点は含まれて

いない．この力や態度を整理した上で学校種・学年・

教科・単元等と対応させ，接続性を踏まえたモデル

カリキュラムを作成することは，遠隔合同授業の質

向上として必要となる． 

また，小規模校・少人数学級では，複式学級への

対応も見越して，児童生徒が自立して学べる力を継

続的に育てることに取り組んでいる．この取り組み

のなかに，ICT を児童生徒の成長のための道具，学

びを変革していく道具として意識づけ活用させるこ

と，つまり児童生徒の ICT 活用力を習得させること

は，学びの質の向上につながると考えられる． 

これらの研究背景を鑑み，本研究では，小規模校・

少人数学級の小学校と中学校を対象にして，そこに

在籍する児童生徒の学びの質を向上させるために，

遠隔合同授業支援環境を活用した授業実践を通して

学習効果及び授業支援効果を検証し，学習指導の形

図 1：遠隔合同授業における学習環境 
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態や方法，学習評価の方法を整理して総合的な遠隔

合同授業モデルを開発することを目的とする．本稿

では，遠隔合同授業における学習環境について概観

し，遠隔合同授業を通して身に付けさせたい力や態

度を整理する． 

 

2. 遠隔合同授業における学習環境 

合同授業では，小規模校では味わうことのできな

い人数の多い授業の展開，役割の固定化を解消でき

る他者との関わりや自身が合同授業のメンバーにな

っていることの実感，さらに，他者の多様な考え方

や解き方に触れる経験やその良さを感じ取ることが

できる学習環境を提供することが重要である．した

がって，ICT を活用した遠隔合同授業では，これら

の合同学習の良さを保証するために，クラス間や

個々をつなぎ，教師がそこでのやりとりをみとるこ

とができる学習環境を整備することが必要となる． 

そこで，本研究では，図 1 に示すように遠隔合同

授業において 2 種類のつながりを学習環境として整

備することにした．一つ目は，物理的に離れている

複数の教室をテレビ会議システムの活用によって一

つの教室にする「学級として」のつながりの保障で

ある．二つ目は，物理的に離れている教室の児童生

徒の協働学習・活動を実施するために，タブレット

端末上に「個人作業空間」「協働作業空間」「他方の

児童生徒とのビデオコミュニケーション空間」を整

備してペア・グループ学習を進められる「個として」

のつながりの保障である．本研究では，「個としての

つながり」として，協調学習支援ツールである「つ

ながる授業アプリ」の開発を行い，公立小学校にお

ける授業実践で試行的に活用して頂いた． 

 

3. 授業を通して身に付けさせたい力や態度 

遠隔合同授業実践への参観と授業映像データの分

析から，身に付けたさせたい力として，学習内容を

広げる・深める力とコミュニケーション力（対話力），

その態度として，遠隔合同授業に対して主体的に参

加できる態度の 3つの観点に整理した． 

学習内容を広げる・深める力として，他者の考え

を理解して納得し，自分の考えと他者の考えを分類

や比較，関連づけを通して吟味し，根拠を持って再

構成するためのスキルが必要となる．また，コミュ

ニケーション力として，自分の考えを伝えるだけで

なく，上手に説明したいというニーズに基づき話し

方や表現，道具の利用を工夫する力，他者の考えを

聴くために決められた話型，話型への要素追加，対

話プランニングができることが求められる．さらに，

参加する態度として，つながり共に学びあう必要性

や良さを感じることができること，ICT を活用して

つながり共に学びあうときの特徴を理解すること，

相手意識をもって積極的に関わり合い主体的に交流

してよりよい学びを創ろうとすることができること

の 3つの段階で身に付けていくことが求められる． 

 

4. おわりに 

本稿では，遠隔合同授業における学習環境につい

て概観し，遠隔合同授業実践への参観とデータ分析

から身に付けさせたい力や態度を整理した．今後の

課題として，学習内容を広げる・深める力とコミュ

ニケーション力の観点から遠隔合同授業を通して身

に付ける力を細分化するとともに，遠隔合同授業に

対して主体的に参加できる態度を養うための段階を

整理することが挙げられる． 

なお，本研究の一部は，JSPS 科研費 JP18H01053

の助成を受けたものです． 

 

参考文献 

(1) 文部科学省:“学校教育—人口減少社会における ICTの

活用による教育の質の維持向上に係る実証事業（学校

教育における ICT を活用した実証事業 ) ” , 

http://jouhouka.mext.go.jp/school/population/school.html

（参照 2018.06.12） 

(2) 東山利仁:“算数科の学習活動における思考スキルの

整理と思考ガイドに関する研究，平成 29 年度山口大

学教育学部数理情報コース卒業論文，2018． 

図 2：遠隔合同授業で身に付ける力と態度 
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高等教育における ICTの活用についての一考察 
 

A Study on Utilization of ICT in Higher Education 
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Email: kato.yasuhisa@internet.ac.jp 

 
あらまし：近年，インターネットやスマートフォンの普及により，教育分野においても ICT の活用が浸

透しつつある．初等教育では 2020 年よりデジタル教科書の利用が可能となっている．高等教育において

は MOOC やネットを利用した通信制の大学もあり，先進的な事例もいくつかあるが，特に国内において

は利活用が遅れていると考える．本研究では，国内外の高等教育における ICT 活用の調査研究を外観し，

今後の方向性について考察する． 
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1. はじめに 

過去 200 年間，人の寿命は伸び続けており，人生

100 年時代を迎えるとも言われており，日本では

2007年に生まれた子供の50％が107歳まで生きると

言われている（1）．政府が「人生 100 年時代構想会議」

を 2017 年にスタートさせ，何歳になっても学び直し

ができるリカレント教育の推進や，新しい高等教育

の形態，新卒一括採用だけではない人材採用の多元

化等の検討を既に始めている（2）．首相官邸のサイト

には以下のスローガンが掲げられている．「一億総活

躍社会実現，その本丸は人づくり．子供たちの誰も

が経済事情にかかわらず夢に向かって頑張ることが

できる社会．いくつになっても学び直しができ，新

しいことにチャレンジできる社会．人生 100 年時代

を見据えた経済社会の在り方を構想していきます．」 

このような時代背景の中，高等教育も変革を余儀

なくされており，ICT が果たせる役割も大きくなっ

ている．本稿は，ICT を活用した高等教育の調査研

究を俯瞰することで，今後の高等教育における ICT

利活用の方向性を考察することを目的とする． 

 

2. MOOC 
インターネットとコンピュータ技術の進展により，

2001 年頃から MIT は，授業映像・教材をインター

ネットで公開する取組である，OCW (Open Course 

Ware)を開始し，2010 年代から始まった MOOC 

(Massive Open Online Courseware) は，米国を中心に

進展し，高等教育機関のコンテンツを中心として，

現在では，全世界で 8 千万人の学習者，800 を超え

る大学，9 千を超えるコースが提供されている(3)． 

一方，国内では，2013 年に設立された JMOOC（日

本オープンオンライン教育推進協議会）が中心とな

り，累計約 200 コース，約 80 万人の学習者数に達し

ているが，多くの大学に普及するのはまだまだこれ

からである． 

 

3. 学び直しの場としての高等教育 

4 年制大学への 25 歳以上の入学者の割合を OECD

加盟国の平均 16.6%と比較すると，日本は 2.5%と非

常に低く，社会人の学び直しの場としての高等教育

機関が役割を果たせていない現状が見られる(2)．特

に時間や場所についての制約が大きい，社会人の学

び直しの機会の提供については，インターネットを

含む通信制の大学が大きな役割を果たせるはずであ

るが，日本においては通信制の学士を提供する大学

は 44 で，全大学の約 6％，学生数は約 24 万人で，

全大学生の約 8％にとどまっている(4)．一方，米国で

は，通信制だけでコースを取得した学生が 14%，1

単位以上通信で取得した学生を含めると 30%に及ん

でいる．また，米国では，2015 年の通学制の学生数

は 2012 年と比べて減少している一方，通信制の学生

数は増加している(6)． 

 

4. ホライズンレポート 

米国の New Media Consortium が 2004 年から毎年

発行しているレポートで，K-12 から高等教育や博物

館等，幅広い教育分野において，テクノロジーの観

点から調査し，レポートを発表している．高等教育

のレポートでは，今後 1 年以内に，今後 2～3 年のう

ちに，今後 4～5 年のうちに，それぞれ影響を与える

であろうと思われる技術のトレンドについて，世界

各国の専門家や有識者等の意見を収集し，報告書に

まとめている． 

4.1 ホライズンレポートから見る技術トレンド 

ホライズンレポートに挙げられている技術トレン

ドを年代別に表 1 に示した．表 1 を見ると，トレン

ド予測通りに推移している技術や，途中で消えたも

のなど，いくつか特徴が見られる． 

4.2 ホライズンレポートにおける頻出専門用語 

各年のレポート内で使われている専門用語を抽出

し，抽出語のランキングとその推移をまとめた．専

門用語の抽出には KH Coder(7)，Term Extract(8)を利用

した． 
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表 1 ホライズンレポートの技術トレンド 

発行年 1 年以内 2～3 年以内 4～5 年以内 

2004 
学習ｵﾌﾞｼﾞｪ

ｸﾄ, SVG 

ﾗﾋﾟｯﾄﾞﾌﾟﾛﾄ

ﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ,ﾏﾙﾁ

ﾓｰﾀﾞﾙ 

ｺﾝﾃｸｽﾄ･ｱｳｪｱ,

知識 Web 

2005 
拡張学習, 

ﾕﾋﾞｷﾀｽ無線 

知的探索, 

教育的ｹﾞｰﾑ 

ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｸ，

知識 Web 

2006 

ｿｰｼｬﾙｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾃｨﾝｸﾞ, 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ放送 

ﾎﾟｹｯﾄ電話,

教育的ｹﾞｰﾑ 

 AR,  ｺﾝﾃｸｽ･

ｱｳｪｱ･ﾃﾞﾊﾞｲｽ 

2007 
UCC, ｿｰｼｬ

ﾙﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ 

携帯電話, 

仮想世界 

新学術出版形

態, 多人数参

加型教育ｹﾞｰﾑ 

2008 
草の根 V, 

ｺﾗﾎﾞ Web 

ﾓﾊﾞｲﾙ BB, 

ﾃﾞｰﾀ MU 

集合知, 

ｿｰｼｬﾙ OS 

2009 
ﾓﾊﾞｲﾙ, 

ｸﾗｳﾄﾞ 

何でもｼﾞｵ, 

ﾊﾟｰｿﾅﾙ Web 

ｾﾏﾝﾃｨｯｸｳｪﾌﾞ,

ｽﾏｰﾄｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ 

2010 
ﾓﾊﾞｲﾙ, 

ｵｰﾌﾟﾝｺﾝﾃﾝﾂ 

電子書籍, 

簡易 VR 

ｼﾞｪｽﾁｬｰｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾃｨﾝｸﾞ, 視覚

ﾃﾞｰﾀ分析 

2011 
電子書籍, 

ﾓﾊﾞｲﾙ 

VR, 

ｹﾞｰﾑ型学習 

ｼﾞｪｽﾁｬｰｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾃｨﾝｸﾞ, LA 

2012 
ﾓﾊﾞｲﾙｱﾌﾟﾘ, 

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ 

ｹﾞｰﾑ型学習, 

LA 

ｼﾞｪｽﾁｬｰｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾃｨﾝｸﾞ, IoT 

2013 
MOOC, 

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ 

ｹﾞｰﾑとｹﾞｰﾐ

ﾌｨｹｰｼｮﾝ,LA 

3D ﾌﾟﾘﾝﾀｰ, 

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ 

2014 
反転教室, 

LA 

3D ﾌﾟﾘﾝﾀｰ, 

ｹﾞｰﾑとｹﾞｰﾐ

ﾌｨｹｰｼｮﾝ 

定量化された

自己, ﾊﾞｰﾁｬﾙ

ｱｼｽﾀﾝﾄ 

2015 
BYOD, 

反転教室 

ﾒｰｶｰｽﾍﾟｰｽ, 

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ 

適応学習, 

IoT 

2016 
BYOD, LA 

適応学習 

AR/VR, 

ﾒｰｶｰｽﾍﾟｰｽ 

感情ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨ

ﾝｸﾞ, ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ 

2017 

適応学習技

術，ﾓﾊﾞｲﾙ学

習 

IoT, 

次世代 LMS 

AI, 

NUI 

2018 
分析技術, 

ﾒｰｶｰｽﾍﾟｰｽ 

適応学習技

術，AI 

MR, 

ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ 

 

5. 考察 

表 1 を見ると，「モバイル」に関連する技術は順調

に推移し，現在でも普及・活用が進んでいる．一方，

例えば、2007 年に登場した，「仮想世界」について

は，当時，Second Life 等の仮想空間で英会話等を行

う実験的なサービスもいくつか現れていたが，その

後急速にブームが去り，現在提供されているサービ

スはほとんどない．また，2017 年に 4 年～5 年以内

であった，AI（人工知能）が，2018 年には，2 年～

3 年以内の技術として取り上げられている．国内で

は、様々な分野におい，AI がブームになりつつある

が，まだまだ教育分野への適用は端緒についたばか

りであり，特に LA（学習分析）がさらに進展し，

学習履歴の蓄積が進まないと，AI を活かすデータが

集まらず，活用が進まなくなる可能性もある． 

また，専門用語の年次推移を見ると，やはり，2004

年から”mobile”を含む用語が頻出している．この 14

年で最もインパクトを与えたのはモバイルに関連す

る技術であり，現在も今後も教育分野での ICT 活用

には不可欠なものとなっている． 

 

6. おわりに 

MOOC や通信制大学についての内外の動向を調

査し，ホライズンレポートを中心に，高等教育での

IC 活用に影響を与える技術トレンドの年次推移と

各レポートにおける専門用語の抽出を行って，高等

教育における ICT の活用について定性的に分析を行

った．技術のトレンド予測は当たり外れもあるが，

今後の高等教育における ICT の利活用を推進する上

では非常に参考になると考える．米国でのトレンド

がそのまま国内に通用するわけではないが，一つの

指針にはなると考える．例えば，2015 年にホライズ

ンレポートのトレンドに現れた「BYOD」について

は，2017 年に，大学 ICT 推進協会が国内大学の調査

を行っている(9)．国内の高等教育機関ではまだまだ

ICT の利活用が浸透しているとはいえないが，2020

年からは初等教育のデジタル教科書導入が始まり，

本格的な人生 100 年時代をもうすぐ迎える前に，十

分な ICT 環境を高等教育に整え，学び直しの機会提

供を考える必要がある．また，オンライン大学もリ

カレント教育の役割を今後果たしていくであろう． 
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あらまし：高等教育の教場として通信教育のニーズは年々高まっている．近年の ICT 環境の整備を受け，

通信教育も大人数の学習者を対象に，多様かつ個々の要望に応じた教育，更にはオンラインで学位の取得

も可能になった．本稿では東京通信大学における通信教育，特に配信期間内にオンデマンドで受講可能な

映像講義の構成と学習支援体制，初年度第 1 学期における学生の履修と学習の動向について述べ，今後の

課題と展望について考察する． 
キーワード：映像教材，e ラーニング，MOOC，EdTech，Instructional Design 

 
 
1. はじめに 

『高等教育機関等における ICT の利活用に関する

調査研究』では，教育環境における ICT の利活用の

現状は，先進諸国と比較し，我が国の高等教育にお

ける ICT の教育的な利活用が抜本的に遅れていると

指摘されている(1)．しかし近年の ICT 環境の整備を

受け，通信教育も大人数の学習者を対象に，多様か

つ個々の要望に応じた教育，更にはオンラインで学

位の取得も可能になってきている． 
本稿では東京通信大学における通信教育，特に配

信期間内にオンデマンドで受講可能な映像講義の構

成と学習支援体制，初年度第 1 学期における学生の

履修と学習の動向について述べ，今後の課題と展望

について考察する． 
 

2. 大学通信教育の変遷 

大学通信教育は，昭和 22 年に学校教育法によって

制度化されてから，向学心を持ちながらも，地理的，

時間的制約などがあって，その実現に困難を伴う人

たちの期待に応えられる正規の大学教育課程として

実施されている．現在，44 大学，27 大学院，11 短期

大学が門戸を開放しており，全国でおよそ 24 万人が

それぞれの学習動機に合わせて学んでいる(2)． 
大学通信教育の学習方法は「印刷教材等による授

業」「面接授業（スクーリング）」「放送授業」「メデ

ィアを利用して行う授業」と規定され，授業のほか

学習指導も行われる．古くは郵便による通信を用い

ていたが，IT インフラの整備に伴い，インターネッ

トを活用できるようになり，スクーリングの代替と

して，動画配信での講義や双方向通信でのディスカ

ッション，専用ソフトウェアを用いた演習や試験を

実施する，e ラーニングによる「オンライン授業」で

の通信教育を行なう大学が増加している． 
また通信技術の進歩は，通信教育で学べる学問領

域の拡充にも寄与している．従来では人文科学系・

社会科学系などの文科系の分野が中心だったが，近

年では情報科学関係科目や自然科学関係科目，健康

福祉学，社会福祉学などの専攻も増えてきている． 
単位認定に関しても ICT による変遷がある．従来

はレポートの送付やスクーリングの出席を受験の条

件とし，幾つかの試験会場で行われる単位修得試験

に合格して，その科目の単位が得られた．近年では

科目によっては，スクーリングの代わりに動画配信

講義の視聴とオンライン上での小テストや掲示板で

の発言等をもって出席とし，単位修得試験も試験会

場へ赴かずオンライン上での受験が可能となった． 
大学通信教育は通学教育と比べて，学習者が孤独

な学習に陥りがちで，学習プランの構築や学習意欲

の維持に，学習者個々が問題を抱えることがある．

大学は積極的に学習指導や相談を行なうが，その方

法も，対面での指導のほか e メールや学部や科目専

用の BBS や SNS，Skype 等を用いた面接指導など，

学生の状況やニーズに合わせた多様な手法が用いら

れるようになった． 
 

3. 東京通信大学における通信教育 

東京通信大学(3)（以下，本学）は 2018 年に開学し

た，メディア授業を中心とした通信制大学である．

いつでもどこでも学べる「学びの機会」を開放し，

現代社会で活躍できる「教養ある職業人」を育てる

ため設立された．社会的ニーズの高まりが予測され

る情報技術人材と福祉人材の育成を目指して，情報

マネジメント学部と人間福祉学部の 2 つの学部を開

設し，両分野における実践的な学びや，現代社会の

課題を広範囲にカバーする教養科目で，知識とそれ

を活用する「智恵」を習得し世代を問わず生涯を通

じて活躍できる優秀な人材を育てることを目的とす

る． 
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3.1 授業構成と LMS 

本学の教育課程は 4年間の修業年限で，4学期制，

単位制の卒業要件を満たし審査の上，卒業を認めら

れた者には学士の学位が授与される． 
各授業科目は 1 単位を 45 時間以上の学修を必要

とする内容で構成されている．1 授業回を 8 回受講

し，単位認定試験を受験し，総合的に合格点を取る

ことにより 1 単位が認定される．授業出席や試験の

受験に際して，なりすまし防止を図るため，顔認証

システムを導入している．授業は一部科目のスクー

リングによる演習・実習を除き，動画配信を中心と

して行う「メディア授業」で構成されている．メデ

ィア授業の 1 授業回は，約 15 分の映像教材を 4 講

受講した後に，小テストを受験することを基本とす

る．科目によっては小テスト以外に，演習課題のレ

ポート，ディスカッションへの参加等が課せられる． 
本学の学生が学修を進めるために必要な手続き等

はオンラインキャンパス「＠CAMPUS」を通じて行

われる．またそこからアクセスするオンライン学習

支援システム「＠ROOM」がメディア授業受講の場

となる．＠ROOM は履修中の授業を受講する LMS 
(Learning Management System）と，日々の学修状況や

活動，履修登録や成績管理，単位修得状況などを確

認できる e ポートフォリオの 2 つの機能で構成され

ている．＠ROOM は PC の Web ブラウザのほか，専

用アプリをインストールすることでスマートフォン

などのモバイル端末での受講も可能である． 
 
 

 
 

図１＠ROOM での映像教材の一例（PC） 
 

 
 

図２＠ROOM で単位認定試験の一例（PC） 

 

3.2 初年度第 1 学期の学生の動向 

開学初年度となる平成 30 年度は両学部合わせて

800 名強，科目等履修生・特修生等と合わせると 1000
名を超える学生が入学した． 
本学では卒業までの道筋を想定・理解しやすいよ

うに，履修モデルを設け，4 学期制を取っているが，

いずれも 1 年次 1 学期では 8～12 単位の履修を推奨

しており，また 1 年間の履修登録上限（キャップ

（CAP）制）は 46 単位，1 学期毎の履修登録できる

科目もシステム上 15 単位に制限している．結果 1 学

期では 9 科目履修者が最も多く全体の 17.6％，次い

で 10 科目が 17.5％となり，平均は 9.4 標準偏差は

0.68 であった．なお 15 科目履修者は全体の 2.1％で

あった． 
国家試験の受験資格取得に直結する科目となる

「相談援助演習Ⅰ」と「精神保健福祉援助演習Ⅰ」

の人間福祉学部の履修者は合わせて 296 名であった． 
1 学期の単位認定試験の受験状況について述べる．

本学での単位認定試験の受験資格は「全授業回の 2/3
の出席」である．1 学期開講の 43 科目における正科

生の延べ受講者数 8,147 名に対し受験資格者数は

5,948 名で 68.7％，必修科目である「学術研究の本質」

の受験資格者の比率は 79.8％であった．履修登録し

た全ての科目において単位認定試験まで進んだ学生

は全体で 499 名で，全学生の 57.5％，全く単位認定

試験まで到達しなかった学生は 145 名，16.7％であ

った．なお予稿提出の時点では，単位認定試験の得

点及び科目の成績評価は確定していない． 
 
4. 課題と展望 

 大学通信教育は，ICT の教育的な利活用によって，

大人数の学習者を対象に，多様かつ個々の要望に応

じた教育が可能となった．開学したばかりの本学の

学生の学習意欲は高く，また多くの学生が目標を立

てて履修計画を遂行していることは，1 学期の動向

からも推察できる．学生の学習意欲の維持し卒業ま

で導くため，指導や相談の体制を充実し，オンライ

ンキャンパス「＠CAMPUS」とオンライン学習支援

システム「＠ROOM」の機能を改修して，教員の授

業準備や学生の学修活動の支援に柔軟に対応してい

くことが，今後の課題となる．本学の取組が今後増

加する可能性があるオンライン学習環境での学習支

援に関する知見の一部となることを期待する． 
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あらまし：地震に対しては普段から防災意識を高めておく必要があるが，人工的に地震を起こして体験す

ることができる施設は大掛かりで，国内にも数えるほどしか施設がないために，利用は難しい．このため，

今までの防災学習はテキストや映像での学習がほとんどで体験学習がない．また，すでに知識を持ってい

ることから新たに震災について体感的に学習しようという意識も低い．本研究では，AR を用いて体験で

きるシステムを構築した．構築したシステムを使って学習することで学習効果，意欲の向上を目的とする．

学習者は，部屋内に AR マーカを配置し，AR 表示されて家具の挙動を，タブレット端末を用いて視覚的に

シミュレーションして体験できる．シミュレーションに用いた地震は実際に起こった地震のデータを使用

してシステムを構築している．シミュレーションでは，部屋の方角や家具の配置などを自由に選択して設

定でき，表示している家具に対して，学習者の現在地が危険であるか安全であるかを判断してアドバイス

を提示している．AR マーカとタブレット端末は持ち運びが容易なので，学習者の自宅でも利用が可能で

あり，自宅で地震時の家具のシミュレーションを行うなどして防災意識を高めることに利用が期待される．

評価実験を行いシステムの優位性を検証した． 

キーワード：AR，学習支援，地震，Unity，家具 

 

 

1. はじめに 

震災は，日本人の生活にとって一番身近な災害と

いえる．そのため，日本において震災学習は必要不

可欠であり，様々な施設や地域などで，震災学習は

行われている．しかし，今までの震災学習はテキス

トや映像での学習がほとんどで体験学習が少ない．

また，すでに知識を持っていることから新たに震災

について学習しようという意識も低い． 

 

2. 先行研究の概要と問題点 

先行研究には，「実際の地震動の AR シミュレーシ

ョンを用いた震災学習支援システム」がある．先行

研究では，地震動の AR シミュレーションによって，

震災学習のキーワードである「自然理解」「想像力」

「対応能力」の 3 つについて学習支援を行えていた．

しかし，先行研究には「アドバイス」がなく AR シ

ミュレーションを見たあと，何をすればいいのか分

からないという状況に陥ることがあった． 

 

3. 研究目的 

先行研究を踏まえて，本研究では地震をイメージ

する力だけでなく，その後どのように行動をすべき

かまでイメージすることのできる学習支援システム

の設計と構築を行う． 

 

4. システム構成 

本システムは AR 技術を用いて震災を疑似的に体

験させ学習の支援を行うシステムを構築した．本シ

ステムは AR で等身大の家具を Android 端末上に表

示させ，地震が発生した際の家具の挙動を AR シミ

ュレーションで見ることができる． 

4.1 学習環境 

システムは Android 端末上で動作するため，学習

には Android 端末と AR マーカを 6 畳の学習スペー

スに設置して学習を行う． 

4.2 システムの特徴 

先行研究の地震動を変更できる，家具の配置を自

由に設定できるという機能に加え，本システムでは

新たに，図 1 に示すように 

・安全・危険を判断するためのアドバイス 

・部屋の方角を 15 度間隔で変更できる 

機能を追加した．これらの機能を駆使し，学習に自

由度を与える．実際のシステムの動作画面は図 2 に

示すとおりである． 

 

5. 評価実験 

評価実験は，被験者を，本システムを使用して学

習を行う実験群と，従来の学習方法であるビデオで

学習を行う統制群の 2 つのグループに分けて実験を

行う．2 つのグループの学習の向上値を比較し，本

システムの有用性を検証する．実験は事前テスト，

それぞれの学習方法で学習，事後テスト，アンケー

トという流れで行う． 
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図 1 アドバイス表示・部屋方角変更機能 

 

 

 

 
 

 
 

図 2 実際のシステム動作画面 

 

 

テスト項目は， 

・地震知識四択問題 

・地震の揺れ方の特徴筆記問題 

・家具配置問題 

・地震発生前・中・後に取るべき行動問題 

の 4 つである．それぞれ事後テストの平均点から事

前テストの平均点を引いたものを向上値とし，評価

を行う．実験群・統制群それぞれのテスト項目ごと

の向上値を表 1，表 2 にまとめた． 

 

 

表 1 知識四択問題と揺れ方特徴筆記の 

向上値と P 値 

 知識四択 揺れ方特徴筆記 

実験群 25 0.2 

統制群 15 0.05 

P 値（片側） 0.169 0.169 

 

表 2 家具配置問題と取るべき行動問題の 

向上値と P 値 

 家具配置 取るべき行動 

実験群 5.442 0.9 

統制群 2.002 0.6 

P 値（片側） 0.011 0.217 

 

 すべての項目において，実験群が統制群を上回っ

た．しかし，知識四択問題は 1 問 10 点での計算であ

るため，統制群との差はあまり出ていない．テキス

トなどの学習が効果的となる地震知識を，いかにシ

ステムに取り入れていくかが今後システムを改善す

る際において一つの指標となる．また，家具の配置

問題は大きな向上が見られたため，正しい行動をす

るためには，家具をどのように配置すれば良いのか

というところまでイメージする力がついていると考

えられる． 

 

6. まとめ 

AR 技術を用いて，震災時の家具の挙動を疑似体

験させることによる震災学習支援環境の構築を行っ

た．評価実験の結果，本システムは地震の揺れ方の

特徴，対応能力，想像力について，能力の向上を確

認することができた．また，アンケートより，学習

意欲の向上にも本システムは有用であることが分か

った． 
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あらまし：恐竜を学習する際，骨の標本の観察や，図鑑のイラスト等が利用されている．恐竜の学習では，

その大きさを知ることが大切な学習事項の一つである．しかし，骨の標本の観察を行うためには，それを

展示している博物館に足を運ぶ必要があり，住んでいる場所によっては容易ではないし，実物大の標本を

展示している博物館は全国でも数える程しかない．また，イラストでは大きさを体感することが難しい．

そこで，大きさの体感に効果がありなおかつ身近な手法の実現を目指し，ロケーションベース ARを用い

て野外で恐竜を提示し，その周りの様々な場所からタブレット端末で観察できるシステムを構築した．本

システムが，イラストでの学習と比べて，大きさの体感に有効であるかを確認するため実験を行った． 

 

キーワード：拡張現実，大きさの体感，GPS，恐竜，学習支援 

 

1. はじめに 

一般的には，学習者が恐竜の大きさを体感するた

めに，骨の標本や模型を観察して学習する方法と，

イラストや CG を見て学習する方法がある．標本を

用いた学習は大きさの体感に効果的である反面，そ

の大きさや管理の難しさから身近な学習方法とは言

えない．また，イラストを用いた学習は，身近な学

習方法である反面，大きさの体感に効果的とは言え

ない． 

そこで，本研究では，恐竜の大きさを体感できる，

身近で効果的な学習方法の実現を目指す．システム

利用者が自分の足で歩き回りながら，実際の場所や

身近な建物と，恐竜の 3D モデルの比較を行い恐竜

を観察する，タブレット端末上で動作するロケーシ

ョンベース AR システムの構築を目指す． 

 

2. システムの構成 

本システムは iPad上で動作するアプリケーション

として構築する．アプリケーションはゲームエンジ

ンの Unity を使って開発を行う．端末の iSight カメ

ラで撮影した映像と，Unity内の恐竜の 3D モデルを

組み合わせて表示することで，恐竜の観察システム

を実現する．（図１） 

端末の GPS情報を Unity内カメラの位置，端末の

ジャイロセンサーの情報を Unity 内カメラの傾きと

して設定することで，iSight カメラに映る風景と，

恐竜の 3D モデルの動きを同期させる．この仕組み

により，ロケーションベース AR システムが実現す

る． 

2.1 GPS による表示モデルの調整 

端末の GPS情報を用いて，現実での端末の動きと，

恐竜の 3D モデルの動きを同期させることで，シス

テム利用者の移動に合わせた表示モデルの調整が行

われる．例えば，恐竜との距離が近いと 3D モデル

が大きく，遠いと 3D モデルが小さく表示される． 

GPS 情報を用いるに当たって，Unity 内の単位に

実際の距離感を設定する必要がある．経度１度あた

りの距離は地球１周が約 40,000kmであることから，

約 111.11kmだとわかる．また，経度１度あたりの距

離は，北緯 34 度線[1]1 周が約 33,000km であること

から，約 91.6kmだとわかる．恐竜を観察する際の移

動距離として，最大で数十メートルを想定する．そ

こで，GPSの値を106倍し，さらに，経度方向の GPS

の値を 0.82倍することで，Unity内の緯度経度方向 1

単位あたりの移動距離を 11cmとして設定する． 

 

 

 

 

図 1. システムの動作イメージ 
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2.2 ジャイロセンサーによる表示モデルの調節 

端末のジャイロセンサーの情報を，Unity内カメラ

の傾きとして設定することで，端末の向きに合わせ

た表示モデルの調整が行われる．また，Unity内カメ

ラの傾きを追随する映像投影用スクリーンに iSight

カメラの映像をテクスチャとして設定することで，

現実の映像と恐竜の 3D モデルを組み合わせた映像

を作成する．(図１) 

 

 

図 1 現実の映像と恐竜の 3Dモデルを組み合わせた映像 

 

3. 評価実験 

本研究の目的である「恐竜の大きさを体感できる

身近な手法の構築」のために，本システムで恐竜の

大きさを体感できるか，また，本システムが手軽に

利用できるかを調査した． 

21歳から 58歳の被験者 10名を被験者として，シ

ステムを利用する実験群，書籍資料を利用する統制

群に分けて実験を行なった．システムまたは，書籍

資料での学習を行なった前後の，恐竜の理解度と恐

竜の大きさの理解度を調査する．学習前，学習後の

理解度，アンケート内容の比較から，システムと書

籍資料での学習効果を検証する． 

調査問題は数値による問題ではなく，図の日買う

として出題した．人型のロボットと恐竜が描かれた

図が 4つあり，ロボットの身長を 170cmとしたとき，

ロボットと恐竜の大きさの比率が最も正しい項目を

選ぶ問題となっている． 

 

表 1.恐竜の大きさに関する問題の正答数 

実験群        

被験者 A B C D E 平均 分散 

事前調査 4 2 1 4 5 3.2 2.16 

事後調査 7 6 7 6 6 6.4 0.24 

向上値 3 4 6 2 1 3.2 2.96 

 

 

       

統制群        

被験者 F G H I J 平均 分散 

事前調査 2 4 1 3 1 2.2 1.36 

事後調査 6 6 7 4 4 5.4 1.44 

向上値 4 2 6 1 3 3.2 2.96 

 

4. 実験結果 

恐竜の大きさの調査では，スコアの向上値が実験

群と統制群で同じ結果となった．（表 1）また，恐竜

の大きさの比較に関しても，実験群と統制群ともに

完全な正解者の数が増加しているにも関わらず，そ

の数に大きな差はない．このことから，恐竜の大き

さに対する理解について，本システムが書籍資料よ

りも効果があるとは言えない．しかし，システムの

問題点として「GPSが不安定だった」という意見が

散見された．この問題により，本システムの歩き回

りながら恐竜を観察するという機能が十分に機能せ

ず，大きさの理解に対する効果が薄れてしまったと

考えられる． 

アンケートによる学習の身近さを問う問題では，

書籍資料を用いた学習よりも，システムを用いた学

習の方が高い評価となっており，統制群の被験者に

よる，書籍資料での学習が身近な手法だとは「あま

り思わない」という意見の理由として「紙媒体で資

料を揃えないといけないため」というコメントがあ

った．このことから，近年の電子端末の普及を背景

に，紙媒体よりも，資料データやアプリケーション

など，電子媒体を用いた学習方法の方が，身近に利

用できる手段であると推測できる． 

 

5. まとめ 

本研究では，恐竜の大きさを体感できる身近で効

果的な学習方法として，iPad を用いた 

ロケーションベースの恐竜観察 AR システムが恐

竜の大きさの学習において，書籍資料を用いた学習

よりも効果があるとは言えなかった．しかし，本シ

ステムは身近な学習方法として，紙媒体を用いる方

法よりも，より身近な手法であることがわかった．

今後は，GPS の精度を高めるなど，AR システムと

しての改良が必要である． 
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あらまし：筆者らは単文を取捨選択，組み立てることにより問題を作成することのできる単文統合型の作

問学習を提案している．これまでシステムはタブレットや PC上で動作するものであり，多くのカードを
用いて探索的に問題を作ったり，カードの交換などによる協調的な活動に転用することは困難であった．

本研究では ARを用いることで現実空間の単文カード情報を読み取り，システム側で診断できるシステム
を設計・開発した．システムを試験的に利用した結果も報告する． 
キーワード：Augmented Reality，協調学習，作問，三文構成モデル 

 
 
1. はじめに 
筆者らは算数文章題を対象として，与えられた単

文カードを組み立てることにより対象の構造を学習

できる，単文統合型の作問学習支援システム「モン

サクン」を開発している（1）．本提案システムでは，

学習者は，量的概念を示す最小単位である単文（り

んごが３こあります，など）をカードとして複数提

示され，これを取捨選択し，組み立てることで問題

やその構造を，問題の構成要素を意識しながら学習

することができる．システムは，通常学級だけでは

なく特別支援学級でも，算数文章題の構造を理解す

るために有効であることが示されている． 
一方で，モンサクンは個人で演習するためのシス

テムであり，また，与えられた制約を満たす問題を，

与えられたカードから作成することで対象の構造を

理解する演習となっている．本研究ではこの演習の

次のステップとして，(a)演習を個人ではなく共同で
実施可能に，(b)ある制約を満たす問題の作成ではな
く，学習者が作成可能な問題を作成可能，とするこ

とが考えられる．これには，単文カード交換や共同

学習の場の提供などの機能の提供や，多くのカード

を用意できる空間が必要となる． 
そこで本研究では，作問を単文カードを用いて現

実空間で行い，Augmented Realityにより現実空間で
作成された問題がどういう意味を持つのかの情報提

示（診断）が可能なシステムを作成した．この現実

空間の作問の実現により，(a)様々な協調的な演習の
実現，(b)多くのカードを用いた演習の実現が可能な
システムを開発したため，その紹介と，協調学習に

おける利用結果を報告する． 
 

2. モンサクンの実現可能な演習の拡張 

2.1 演習方法の拡張 
従来システムは与えられた制約を満たす問題を作

成する形式であり，個別学習が可能なシステムであ

った．よってカードの交換や，複数人で協力して作

問学習を行うようなシステムにはなっていない．し

たがって，システムは複数人が協力して様々な作問

ができるよう，所与のカードの分配，学習者ごとの

可視化（ある学習者は見れるがある学習者は見えな

い，など）ができる必要がある． 
2.2 学習内容の拡張 
学習対象は１回の加減算で計算できる算数文章題

を対象である．従来システムでは，学習者は「”3-2”
で計算できる”あわせていくつ”のお話を作ろう」の
ように，演算式と物語を制約として与えられ，これ

を満たす問題を作成していた．これにより，制約を

満たす問題の構造を考え，その問題を学習者自身が

作成することで，対象構造について，構成要素とそ

の関係を学習させている． 
対象となる算数文章題は，図 1に示すように，一

つのカードから複数の物語を推測することができる．

例の場合，中心に添えた「りんごが５こあります」

は，「合併」，「増加」，「減少」，「比較（多い，少ない）」

のすべての物語に利用可能である．このように，あ

るカードから作成できる物語，あるいは問題を推測

するという演習は，学習者の理解している構造から

適切な構造を取り出す活動となる．そのため，上記

の演習ができる学習者にとっては，物語ごとの構造

を探索的に確認できる演習となるため，より深く問

題の構造を理解する上で有効であるといえる． 
しかしこのような演習を行うために，カードの枚

数は最低でも図 1に示す 10枚が必要であり，より多
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くのダミーカードを追加したり，別のオブジェクト

の問題，あるいは乗除算も加えると，カードの枚数

は更に増加する．従来システムでは 9枚程度でカー
ドが重なってしまっているため，このような演習を

実現するには演習空間が非常に狭くなり，実際には

演習が不可能となる．よって，より多くのカードを

用いた作問が可能なシステムを開発する必要がある． 
 

 
図 1 １回の加減算の算数文章題における 

同一存在文から作成可能な物語 
 

3. モンサクン AR 
図 2にモンサクン ARのプロトタイプのインタフ
ェースを示す．学習者はこのシステムにおいて，紙

で作成されたマーカー付き単文カードを用いて，現

実空間で作問を行う．モンサクン AR はこのマーカ
ーをカメラで読み取ることで，現実空間で作成され

た問題を認識する．システムは Augmented Reality 
SDKとして Vuforiaを用いており，開発環境は Unity
で，C#により開発している． 
現行システムは図 1のすべての物語において，順

思考問題，逆思考問題の両方の種類の問題を作成で

きるようにしており，合計 14枚の単文カードを認識
できるように作成している．これは対象となる算数

文章題のすべての種類の問題となる．学習者は紙の

単文カードを図 2に示すように並べ，システムで撮
影する（答え合わせボタンを押す）ことで，作成し

た問題の診断ができる．なお，カードのマーカーを

システムが認識していると，図 2のようにマーカー
上にブロックが表示される． 

  
図 2 モンサクン AR演習画面 

また，インタフェース上部のボタンを押せば，作

成済みの問題の種類や，作成した問題のログも確認

することが可能である． 
 

4. 試験的利用 
システムを協調学習に利用した結果について述べ

る．被験者は工学系の大学生 12名である．これを 3
人ずつのグループに分け，グループごとに利用して

もらった．演習は，14枚のカードを一人 4-5枚ずつ
配布し，場にカードを一枚ずつ出し，作問するとい

うものである．お互いのカードは確認できないが，

出したカードについて議論をすることや，出したカ

ードを戻すことはできる．この演習で，すべての種

類の問題を作成してもらった．この演習の議論を通

じて，作成する問題の構造を理解してもらうという

課題設定になっている． 
この試験的利用では，アンケートとフローテスト

（2）から，小学生にもシステムを用いた協調学習的演

習が実施可能か，また，大学生にとっては演習負荷

が高すぎないかについて調査した．なお，本演習は

問題解決が可能な大学生にとっても，構造を改めて

理解するものであるため，ある程度難易度の高い演

習になっている．よって，演習が簡単すぎるため，

評価にならないということはない． 
アンケートからは，プロトタイプのためやや使い

づらいインタフェースだが，演習方法と使い方さえ

説明されれば，提案演習は実現可能という意見が得

られた．また，フローテストを用いた没入感テスト

では，ゲーム（パックマン）以上の没入感が得られ

（ 5.75>5.21），必修の授業以上の重要性認知
（4.22>3.45）が得られるという結果であった．この
ことから目的のシステムは開発できており，演習自

体の負荷は高すぎない（没頭できるレベルである）

こと，演習が学習上有用であることが確認できた． 
 

5. まとめ 
本研究では単文統合型の作問学習支援システムを，

個人から共同での学習に利用可能であり，探索的な

作問のような，カードを多く用いる作問ができるよ

うに，AR を用いて現実の作問を診断可能なシステ
ムへと改良した．演習結果からは，システムが小学

生にも利用できることや，演習に没入できるもので

ある可能性が示された．今後はシステムのインタフ

ェースの改良によるシステムの完成や，オーサリン

グシステムの開発に取り組む． 
 

参考文献 
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援システムモンサクン Touch の開発と実践利用”, 
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2440-2451 (2013) 
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moderators of challenge-skill balance”, Motivation and 
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���	�
���


���	
�
���


�����

������

�����

 ����

�������	
�����
���


���������
�
����


���	
�
���


���������
�
!��


���	
�
���


���	
�
���


教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 378 ―



�"D��:#��7)�������������OR
�

 
AR*-J;9�����N$ 

 
AR based Learning Support System and Evaluation for Mental Rotation  

with Subjective "Operation" 
 

�Q ICP*1, >' L.*1, 0= &*1, 1? % *1 
 

Midori NAKANO*1, Yukihiro MATSUBARA*1, Msaru OKAMOTO*1, Noriyuki IWANE*1 
*1
423H,-6+F-EGF 

*1 Graduate School of Information Sciences, Hiroshima City University 
Email: lnakano@lake.info.hiroshima-cu.ac.jp 

 
����TP�Ò�x,´/.-�£!lĮ�"ľ�ĈĊ!Q]í��¿^	
�ĈĊ!Â� ��-Ď

�Ĳ§0Ļ'ľ�Ĉ�ñ 
�N�-��/.-ĿMÄľüı�£!�Ĺ0ę��'!Čp���ľüı

ğóČp)DK;HIL=L9EKČp
ĉ�+.-ĿËôû�":BL>?3K� ARBL40è��ľ
�ĈĊčĥ
BL40¿^�ľDK;HIL=L9EKġĹ0�Ĉ��-9:=C0×Ā�-ĿºÔ9:

=C�"ý]í� ARBL40è�-�� *��ľ�ĈĊ!Q]í�¿^0�ä��Ŀ�ĈĊ"ý]í
�BL40:BL>?3K!4DF�¾¤�ľêķ ĭëđö�.-�£0Ė�
+ý]í�BL40�

Ħ��-���ľ�%�%�Ę 	+�£0õğ�-��
��-ĿÕĝ�ĺ ���ľ�£!£ãµ»


�)�����®Ė(�,ľ�ĈsÑ
đ.-yČ«0õğ��Ŀ 
 
�����TDK;HIL=L9EKľAugmented Realityľüı�£ 

 
 
1. ��
	 
üı�£!�Ĺ0ę��' ¨ĕ�Čp���ľ

üığóČp)DK;HIL=L9EK(1)Čp��


ĉ�+.-ĿDK;HIL=L9EKČp"ľ�

ĈĊ
�Ĵ ú&Ê)@I<5��!ý]í�â]

0¿^�-��0\���Ĉ0Đ����ĥ �


-��
��-Ŀ�ĈĊ *-Q]í��¿^	"ľ

�ĈĊ!Â� ��-Ď�Ĳ§0Ļ'ľ�Ĉ�ñ 


�N�-��/.��-(2)�'ľ�¿^	0\��

Ĉ0Đ����ľDK;HIL=L9EKČp!�

N��Ĉ�ñ !�N
ĖĨ%.-Ŀ�	�ľ�Ĵ

!Áċä��"ľ�ĈĊ!¿^0\��Ĉ"Đ/.

�����}
��Ŀ 
���ľËôû�"�ĈĊčĥ
BL40¿^�

�üı�£0�Ĉ��-9:=C0×Ā�-ĿË9

:=C�":BL>?3K�ý]í� AR BL40
è�-�� *,ľ�ĈĊ!Q]í�¿^0�ä�ľ

�%�%�Ę 	+�£0Ė-��0yČ ��Ŀ 
ËĢÃ ����Q]í�	¿^�"ľ�ĈĊ


č+³0t	�ľ�Ĉ0Ī'-��0·�Ŀ�!�Q

]í�	¿^0Đ����ľDK;HIL=L9E

KČp!�N0ĖĨ'-�ĉ��Ŀ 
 
2. 8@���� 
ºÔ9:=C(3)"ľ:BL>?3K� AR BL4

	+×±�.-ĿºÔ9:=C!�ė�9:=Cê

ķ0� 1 ö�Ŀ�ĈĊ"9:=C	+kĹ�.�
�Ĺ ��ľAR BL40¿^���£0õğ�,ę
ÿ0��Ŀ� 2 8K>ILHBL4!¿^`0ö

�Ŀ� 2!�d"�Ħn!ã°�ľ�ĈĊ
8K>
ILHBL40�³ ¶���-Ŀ�!��ľ�ª

�-�£
8K>ILHBL4 ĭëđö�.��

-Ŀ�!¥ľ³0�P!òvÄ� ļ{	+� �

	��Ľ�Ħ��-���ľ� 2!{d!*� ľ
ĭëđö�.��-�£(�P!òvÄ� ļ{	

+� �	��Ľ�Ħ���-��
l	-Ŀ�!

��	+ľ� 2 ö�*� ľ�ĈĊ"8K>IL
HBL40�Ħ��-���ľY­æ�j!Y­â

]0�Ħ��-��
��-Ŀ 
�ĈĊ
�Ĺ Ûę���}"�!�Ĺ#!ęÿ

0ăS�ľÚ!�Ĺ#�Ĉ0Ī'-ĿOÛę!�}

"ľT­!fp#²-Ŀ�!*� ľ�ĈĊ
8K

>ILHBL40è��ľč+³0t	�ľâ]!

£ã)kĹ�.��Ĺ ��-ęÿ0õğ�-��

�ľ�ĈĊ"Q]í��¿^	0\���Ĉ0Đ�

��
yČ��-�ĉ��Ŀ 

 
� 1 ºÔ9:=C!�ė�9:=Cêķ 

 

����

�����
��

��	
���
��

	
����


���

��

���
���
���

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

D5-4 

― 379 ―



 
� 2 8K>ILHBL4!¿^` 

 
3. AM/S 
Õĝ�ĺ�"ľºÔ9:=C0è��Q]í�¿

^0\���Ĉ0Đ����DK;HIL=L9E

KČp
�N�-	õğ�-�'ľºÔ9:=C0

_���Ĉ0·ö�Ğa0Đ��ĿĒĺĊ"åā!

��çľ��ĳç 15V( A ~ O) ��,ľ15V0 3
6HLA l
��ĺ0Đ��Ŀ|6HLA!Ēĺ

Ċ
è��9:=C!ÍZ ���đ 1 ö�ĿĒ
ĺĊ A ~ E! 5V0ľºÔ9:=C0è�-6HL
A 1ľĒĺĊ F ~ J! 5V0ľ�Ĺ!ºö�ęÿ!Û
Ġm�!&0Đ�9:=C0è�-6HLA 2ľĒ
ĺĊ K ~ O! 5V0ľ·�êķ0:J2A��â]
0¿^�-����Ĉ0Đ�6HLA 3���Ŀ6
HLA 3!ĒĺĊ
è�-9:=C!êķ0� 3 
ö�Ŀ�ĈĊ"êķ đö�.��-�Ĺ�êķN

!Y­â]0õğ��
+ęÿ0Đ�Ŀ�ĈĊ"ê

ķN!Y­â] Ě.ľt	���Ä� ·0ß+

�-?G<5¿^ *��Y­â]0�Ħ��-�

�
kÎ-Ŀ 
Õĝ�ĺ"ľ%�Un1K7L>�Un=:>0

�Å�ľ6HLAı�����
k��*�6HL

Al
0Đ��Ŀ�!¥ľ|6HLA o,¢��

9:=C0è���Ĉ0Đ/�ľU¥=:>���ľ

Un=:>�~Ø!�Ĺ0ę	��Ŀ�!¥ľU¥

1K7L>0Đ��Ŀ 
� 4 6HLA��!U¥=:>!��c0Ĝ�Ŀ

|6HLAj�Un=:>�U¥=:>!��Ûÿ

Â ��� t Õ�0Đ��ĄÑľ6HLA 1 �6H
LA 3 ���"È®�
õğ���Ŀ*��ľQ
]í�¿^0\��Ĉ"DK;HIL=L9EKġ

Ĺ!ÛÿÂ!�q Ès��-��
l	��ĿM

Ä�ľ6HLA 2�"È®�
õğ�.�	��Ŀ
%�ľU¥=:> �
-ÛÿÂ
6HLAı�� 
 

 
� 3 6HLA 3!ĒĺĊ
_è�-9:=C!êķ 

đ 1 |6HLA!ĒĺĊ
è��9:=C!ÍZ 
6HLA �Ĺ! 

ºö 
â]! 
¿^ 

ÛĠm� 
!ºö 

1 ○ ARBL4 ○ 
2 ○ ― ○ 
3 ○ · ○ 

 
� 4 6HLA��!Un=:>�U¥=:>! 

��c 
 


�-	Üħ��
ľÈ®�"Ė+.�	��Ŀ�

!��	+ľAR ):J2A¿^0è���Ĉ0Đ
���
ľ�Ĉ!�� "�+���ě�-Ŀ 
U¥1K7L>�"ľ�Ĉ!�)��)¿^« 

���ęÿ��9:=C0_è��¯­��0Ĝĩ

��-1K7L>0Đ��Ŀ1K7L>�"6HL

A 3	+"¿^!Ķ��
·½�.�
ľ6HLA
1 	+"9:=C0_è�-����£!£ã0­
e�)�����®Ė
k��'ľºÔ9:=C!

$�
ľ*,�Ĉ�)��9:=C��-�ě�-Ŀ 
 
4. ��
�!5
OR 
Ëôû�"ľ�ĈĊ!Q]í�¿^0ïí��ľ

ý]í� AR BL40è��DK;HIL=L9E
KġĹ!�ĈÀ¼9:=C0×Ā��Ŀý]í�AR
BL40è��Y­üıj!üı�£0¿^yČ�

���� *,ľ�ĈĊ!Q]í�¿^0�ä��Ŀ

Õĝ�ĺ�"Q]í�¿^0\���Ĉ0Đ���

"ľDK;HIL=L9EKČp0�N��-yČ

«
�-�����
õğ���ĿX¥!ġĹ��

�"ľkĹ�.-�£!�ĦĘ ��Ĉ#!¤ĸ�

!ðĲ0Çõ �-��)ľąĆí�Õĝ0Đ�ľ

İÉí �Ĉ0Đ����!�Ĉ#!¤ĸ0õğ�

-��
¸�+.-Ŀ 
��ľËôû!Mī"ù�ôûģĔrį�îôû

C(No.15K01084) *-Ŀ 
 

(K<B 
(1) ��bľP�øRľP�ē©ľÙéÞMľÏwWľ�

à�çľĻı¡zŀAIUi� þ 2áľhýká ļ2003Ľ 
(2) ÊwēĂľďÌ÷�ľÐ¦Ýŀ“�ĈĊ!Q]«�N

0ïí���¹Ö�Ĥ”ľÆËÁċ¬��[ĢÃĵľ
Vol. 29, pp. 408-409 ļ2013Ľ 

(3) PĮćìĬľÏwĐ�ľ�ÓiRľ�Ëuŀ“AR0è
��DK;HIL=L9EKġĹ!�ĈÀ¼9:=

C”ľþ 42 �Áċ9:=C¬��[g��[ľpp. 
151-152 ļ2017Ľ 

������
���

	�
�



��

������
���

	�
�



��

	����
��

�
��
���

�
��

0

5

10

15

20

1 2 3

�




[�
]

����

	���� 	����

∗:!<0.05

教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 380 ―





Watson Visual Recognitionの一般情報教育での活用 
 

General Information Education useing Watson Visual Recognition 
 

新井 正一*1, 小川 真里江*2 

Masakazu  ARAI*1, Marie OGAWA*2 

目白大学 

Mejiro University 
Email: m.arai@mejiro.ac.jp 

 
あらまし：文系学生を対象とした一般情報教育での活用を探る目的で，IBM Cloud 上に提供されている画

像認識サービス Watson Visual Recognition を検討した。このサービスは学習者自身が機械学習を体験でき

ること，また，通信に REST APIの利用が可能であることから，指導目的に沿ったインタフェースを構築

することで単なるオブジェクト認識ツールだけでなく，授業支援ツールとして活用の可能性は高い。 

 

キーワード：一般情報教育，Watson，画像認識，授業支援 

 

1. はじめに 

大学における教養としての情報教育で何をどう教

えるかの問題は，情報技術が一般社会に広がり始め

た 1980年代中頃から議論され始めている。コンピュ

ータスキル，情報スキルと呼ばれる単なる操作技術

の習得から，情報を総合的な視点に立って考えるこ

とのできる知識・技術を意味する情報リテラシーの

習得，さらには，必要なときに適確に IT 技術を選択

し駆使できる IT フルーエンシーなど，技術の進歩や

社会環境の変化と共に，新たな課題が生まれている。

近い将来，AI スキル，AI リテラシーなる言葉が，

現実味を帯びる時代も到来するのではないかと思え

る。 

2016年 3 月，日本学術会議から情報学について大

学教育の分野別質保証のための参照基準が公表され

た。（１） 参照基準では，情報学を諸科学の基盤とし

ての役割を担ったメタサイエンスと位置づけ，その

重要性を述べている。一般情報教育については，一

人一人が単に情報システムを使えるだけでなく，基

盤となっている技術にも目を向け，その上で情報社

会の制度や倫理に関する見識を身に付ける教育を求

めている。岡部は（２）一般情報教育の全国調査の結

果を基にその在り方を論じ，一般情報教育をメタサ

イエンスとしての情報学を背景に持った情報社会に

おける一般教育の柱としている。 

一般情報教育で扱う内容については，各大学の状

況を配慮してか，参照基準でも自主性・自律性に委

ねるとしており，それぞれの大学に見合った取り組

みが必要になる。 

文系学部および医療系学部を持つ本学の一般情報

教育は，情報技術の理解と習得の上に立ち，情報あ

るいは技術が社会に及ぼす影響を中心課題とし，社

会情報学的観点に重点を置く必要があると考えてい

る。この意味から，新しい情報技術の導入を積極的

に図り，知識としての学習に留まることなく，可能

な限り体験を伴った学習を目指している。 

本報告は，今後，社会へ浸透することが予想され

る機械学習をテーマに，画像認識システムを授業で

扱うことの可能性について検討した。 

 

2. Watson Visual Recognition 
Watson は IBM が開発した拡張知能と呼ばれるシ

ステムで，2011 年に米国のクイズ番組に人間と対戦

し勝利したことで話題となった。その後，クイズへ

の参加を目指して開発が進められてきた自然言語処

理技術を音声認識，音声合成，画像認識，機械学習

へと広げ，現在ではさまざまなビジネス分野で実用

化されるまでに至っている。（３） 

2-1. IBM Cloud 

本報告で活用を検討する Visual Recognition は，

Watson Cognitive Services と呼ばれ，IBM が開発提供

しているサービス群の一つで，画像認識機能を提供

している。（４）利用にあたっては，IBM Cloud と呼ば

れるクラウドプラットフォームを活用する。このシ

ステムには，REST APIが用意され，一般的に使われ

るブラウザーが使える環境さえあれば，デスクトッ

プ PC に限らずスマートフォンやタブレット端末か

らの利用も可能である。また，学習目的に応じたイ

ンタフェースを Webサーバ上に構築する事で，授業

支援システムとして柔軟な運用が可能である。 

図１は，著者らが機械学習に触れることを目的に

構築したブラウザー画面である。事前学習から分類

 

図１メニュー画面 

 

図２レスポンスの詳細 

左のメニュー画面 2.学習状
況の確認を選択すると表示
される 
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までの一連の手続きに必要なコマンドは全て隠蔽し，

機械学習に集中して学べるよう作られている。 

図２は，必要に応じてシステムからのレスポンス

を表示する機能で，データ構造などさらに進んだ学

習を可能にしている。また，システムへのリクエス

トを可視化する機能を追加することで，プログラミ

ング学習への発展的な活用が可能である。 

2-2. 画像認識システム 

認識システムは事前学習済みで，認識結果は階層

化され提供される。たとえば，バナナの写真に対し

ては，“植物/草本/バナナ”とスコアーと呼ばれる信

頼指数と共に送信される。また，このシステムには

一般的な分類機能の他に，顔認識に特化したものも

含まれ，複数の人が写っている写真から，顔の位置，

性別，年齢を推定する。さらに，現在，開発途上の

ベーター版として，不適切画像の分類や情景の中に

含まれる文字の抽出などの機能も提供されている。 

これらの他に，ユーザーが独自に分類したいクラ

スを追加し，分類する機能が提供されている。新た

にクラスを追加するためには，事前に該当するクラ

スの画像を収集し学習させる必要がある。この分類

機能を活用するためには多くの労力が必要となるが，

選択した学習用画像によって分類結果にどう影響す

るのか，教育的な観点から機械学習を体験する意味

は大きい。 

 

3. 試験運用 

授業での試験運用は，一般情報教育の選択科目で

ある情報活用基礎演習と情報活用特別演習でおこな

った。基礎演習は 1年生，特別演習は 2，3年生が履

修している。 

情報スキルの学習に重きを置いた基礎演習では，

顔写真を用いた性別の分類のみを課題として，学習

用画像の収集と分類を体験する程度に留めている。

一方，ICT フルーエンシーを目的にしている特別演

習では，性別の分類からはじめ，この分類器をどん

なことに応用できるか，各自のアイデアを基にその

プロトタイプを作成することを課題としている。 

受講生は全員文系学部に所属し，学生の多くは科

学的な内容を嫌い避ける傾向が極めて強い。このた

め，如何に授業への興味関心を惹きつけ，体系的に

継続した学習を促す教材を提供するか，大きな課題

となっている。 

図３は，性別分類のテーマが終了した時点で実施

したアンケートで『AI の言葉の意味を知っていまし

たか』の質問に対する結果で，図４は『この授業で

あなたの AI に対する認識は変わりましたか』に対

するものである。回答者数は 46 名である。 

アンケート調査を実施した時点で，学生が AI と

呼ばれる言葉をどう捉えているか明確ではないが，

70%の学生は知っていると答えている。その一方で，

この授業によって AI に対する認識の変化があった

と答えたものは 70%に達し，学生の AI に対する認

識の薄さが伺われると共に，自らシステムを操作す

ることによる教育効果があったものとも考えられる。 

自由記述からは，『ロボット=AI の認識だったが，

違うことがわかった。』，『AI は最初から頭が良く，

何でもできる印象だったが，この授業から教え方が

重要であることがわかった。』など，きわめて初歩的

なことを改めて実感できている様子が伺われる。ま

た，記述には『驚いた』，『はじめて』，『新鮮』，『貴

重な経験』，『楽しい』，『嬉しい』など，肯定的な記

述が多く見られ，パソコンを使う演習に良く見られ

る『面倒』の語句は皆無であった。 

この結果から，機械学習を学生自ら操作し試行錯

誤できるシステムの利用は，学生の興味関心を惹き

つけ，講義による知識の提供と比べて，実感を伴っ

た効果的な体験学習を可能にしている。さらに，画

像認識システムを学生各自の専門分野にリンクした

テーマを扱うことで，一般情報教育から専門基礎教

育へと発展させた活用も期待される。 
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図４この授業で AI に対する認識は変わりましたか 
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図３ AI の言葉の意味を知っていましたか 
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就活選考におけるＡＩ導入に関する学生の意識と対策 
 

Student's Consciousness in Recruitment Selection by AI 
 

木 川 裕 

Yutaka KIGAWA 

日本大学 法学部 

Nihon University College of Law 
Email: taro_kyoiku@example.ac.jp 

 

あらまし：ＡＩの普及により，採用選考にＡＩによる面接を導入することを検討する企業が増えている．

就職支援においても試験的にＡＩ面接を導入する大学も出てくるなど，今後の学生の就職活動に少なから

ず影響を与えることも考えられる．すでに就職活動におけるＡＩ利用と学生の意識の乖離についての調査

結果も公表されているが，具体的な対策面についての大学側での支援の必要性も高まっている．そこで，

本稿ではあらためて大学生に対し調査を実施し，今後の就職活動に対する必要な支援について検討した． 

キーワード：AI 面接，就職支援，SHaiN，キャリア教育 

 

 

1. はじめに 

平成 29年版情報通信白書1によれば，AI と IoT の

普及は 2030 年の実質 GDP が 132 兆円押し上げる効

果があることが試算された（図１）． 

 

 
図１．2030 年までの IoT・AI の経済成長へのインパクト

（実質 GDP） 

 

このような AI（Artificial Intelligence）の普及によ

り，これまで人間が行ってきた様々な業務が代替さ

れつつある．これは単なる定型的な業務のみならず，

非定型的な業務にも今後代替が及ぶものと思われる． 

こうした背景の中，大学生の就職採用面接に AI

の導入を検討する企業も増えている．AI を使った面

接には賛否はあるものの，採用業務効率の向上を始

めメリットも多く，実際に導入する企業の増加も見

込まれる． 

就職支援においても試験的にＡＩ面接2を導入す

                                                        
1 平成 29年度情報通信白書第 3章第 5節 p161,162． 
2『大学初！就職指導で AI（人工知能）と教職員

がタッグを組む』, 帝京大学 Press Release TPR17- 

001, 2018/1/23. 

る大学も出てくるなど，今後の学生の就職活動に少

なからず影響を与えることも考えられる． 

ところで，このような就職活動におけるＡＩ選考

に対し，就活生の過半数が否定的であるとの調査結

果3も株式会社ディスコより公表されているが，現実

的には，具体的な対策面についての大学側での支援

の必要性が高まっているのは事実である． 

そこで，本稿では AI を利用した採用に対する就

職活動への大学側での必要な対応とは何かについて

検討する． 

 

2. AI面接サービス（SHaiN） 

世界初の AI 面接サービス，SHaiN（Strategic Hiring 

AI Navigator）は，talent and ASSESMENT が開発した

サービスであり，24時間 365 日いつでも，世界中ど

の場所でも面接することを可能なサービスである． 

受験者の母数が最も多い「１次面接」を，音声認

識機能を持った SHaiN が代わりに面接し，評価を行

う． 

2.1 AI面接（SHaiN）と一般面接との違い 

talent and ASSESMENT のサイト4によれば，SHaiN

は，採用企業のリソースを全く使わずに一括面接が

できるソリューションであり，面接時間，時間帯，

面接場所において，学生にメリットがあるとしてい

る． 

通常，一般の面接では，面接時間は 10 分から 15

分ほどであるが，SHaiN では 60 分から長い場合は

90 分ほどになる．音声で読み上げられた質問に対し

                                                        
3 キャリタス就活 2019, 「3月 1日時点の就職活

動調査（2019年卒 Vol.04）」学生モニター調査結

果 p10, 2018年 3月発行, 株式会社ディスコ, 

http://www.disc.co.jp/uploads/2018/03/2019monitor_

201803.pdf.（2018/6/15現在） 
4 talent and ASSESMENT社SHaiN紹介サイトより，

https://www.taleasse.co.jp/shain/，（2018/6/15現在） 
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て受験者が口頭で回答し，面接を進めていき，答え

方が抽象的で具体的ではない場合は，人間と同じよ

うに回答の趣旨を理解するまで掘り下げて質問を続

ける． 

カメラによる映像分析も同時に行われる．端末の

カメラで面接の開始時と終了時の表情を撮影するほ

か，面接中にもランダムで撮影し，表情や態度の変

化も記録していく． 

面接の時間帯や場所についても，通常の面接では

時間や場所が決められてしまうのが一般的であるが，

SHaiN では 24 時間 365日いつでも，どこからでも受

験可能である． 

2.2 AI面接（SHaiN）のメリット 

AI 面接導入のメリットには，それぞれ企業側と受

験者側で考えられる． 

まず企業側のメリットでは以下の 3 点5が挙げら

れる． 

① 採用業務効率の向上 

② 採用機会損失の減少 

③ 採用基準の統一 

ところで，最近では人間が行う面接そのものをリ

スクと捉える考え方も出てきており，たとえば，受

験者に圧迫面接と受け取られ，ブラック企業との風

評を広めてしまうケースも考えられる． 

受験者側のメリットとしては，地方の学生が都市

圏での受験する場合の交通費等の費用の軽減や，面

接官の好み等に左右されない公平性などが挙げられ

る． 

 

3. AI面接に対するアンケート 

AI 面接に対する意識について，大学生を対象に意

識調査を実施した．被験者数は 228 名，調査時期は

2018年 5 月である． 

3.1 AI面接に対する学生の意識 

AI に対する意識については，概ね前述のディスコ

の調査と同様に否定的な意見が半数を超えた． 

 

 
図２．AI 面接に対する学生の意識 

                                                        
5 前掲 SHaiN紹介サイトより 

概ね，好ましく感じている学生は 31.58％（とても好

ましい，少し好ましいの合計）であり，好ましくな

いと感じている学生が 50.44％（とても好ましくない，

あまり好ましくないの合計）であることと比べると

AI に対しての漠然とした不安感の存在が感じられ

る． 

3.2 AI面接に対する学生のコメント 

 調査では，AI 面接に対してフリーコメント欄を用

意した．否定的な面では，単純に「AI なんかに大事

なことを決められたくない」や，「AI は信用できな

い」など比較的感情的なコメントが多かった． 

AI 面接に肯定的なグループでは，「自分は対人の

面接が苦手なので，時間を掛けて十分に自分を知っ

てもらえる AI 面接のほうが好ましい」との意見や，

「面接官の好き嫌いで決まってしまう面接より，公

平な基準のある AI 面接のほうがいい」等のコメン

トがあった．肯定派の意見はどちらかと言えば理論

的な見解が多くみられた． 

 

4. 大学での対策例（帝京大学） 

アンケート調査では，否定的な意見は多かったも

のの，実際に導入されれば対策も必要となってくる

だろう．大企業のみならず，行政も採用を検討6して

いるとなれば，十分な支援体制の構築も課題となる． 

ところで，この点に関して先んじているといえる

のは帝京大学の試み7であろう．帝京大学では科学的

根拠に基づく AI 面接サービスと大学が持つデータ

や経験則を合わせ，進路決定の精度を上げる試みを，

全国の大学に先駆けて始めている．将来的には，AI

に大学が持つデータをより多く学習させ，キャリア

教育にも生かす方針である． 

今後は帝京大学の例を参考に，多くの大学で対策

が検討されるであろう． 

 

5. 今後の課題 

今までの面接では，面接官の人数にも限りがあり，

大量の受験者を捌くには 1 人当たりの面接時間を短

くするしかなかった．しかし，短い時間で決められ

てしまうのは，採用側にとっても，もちろん受験者

にとっても本意ではない．AI による面接やエントリ

ーシートの評価を導入することで，採用担当者はよ

り多くの時間を，自社にとって魅力的な学生発掘に

費やすことができるようになる． 

今後は大学側も，基本に戻り，今まで以上に真に

魅力的な人材の育成を目指す必要があるだろう． 

                                                        
6 talent and ASSESMENT山崎俊明社長インタビュ

ー記事, 「採用現場で「AI面接官」は普及するの

か」, ITmediaビジネスオンライン 2017年 11月 22

日より, 

http://www.itmedia.co.jp/business/articles/1711/22/ne

ws010.html. （2018/6/15現在） 
7 前掲注２ 帝京大学 Press Releaseより 
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キーボード文字入力速度が情報基礎科目の成績に与える影響 

 

The Effect of Keyboard Character Input Speed 

on a Results of Information Basic Subjects. 
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あらまし：キーボードによる文字入力速度はキーボードに触れている時間にある程度比例し，コンピュー

タ操作の習熟度を簡易的に測ることができると前提して入学４月時点で 10 分入力を行い，10 年以上入力

文字数のカウントを実施してきた．だが入学時の入力文字数とその後の成績との関係については，これま

で調査を行っていない．本発表では入力文字速度が情報基礎科の成績に影響を与えているのか，その関係

性を明らかにすることを試みる． 

キーワード：キーボード，文字入力，成績 

 

 

1. はじめに 

情報基礎科目を担当し MS-Word の操作方法を学

生に教える際，学生間で文字入力速度の程度が大き

く異なり，入力速度の遅い学生は説明を聞き漏らし

ている可能性があると推察される． 

これまでキーボードによる文字入力速度はキーボ

ードの習熟度を簡易的に測れると前提し，2006 年よ

り大学入学時点における文字入力速度の調査を実施

し，2017 年度においても同様の調査を行った． 

その結果，高校の教育現場における情報教育にお

ける取り組みが様々であるためか，入学時点におけ

る学生のキーボード文字入力速度にはばらつきがみ

られ，二極化の傾向にあった．この入学時点におけ

る入力速度の差が，その後の成績にどのような影響

を与えているのか，これまで追跡調査を行っていな

い．そこで 2017 年度の入学時点の文字入力速度のデ

ータと春学期1および秋学期2の成績データを用いて

その関係を明らかにすることを試みた． 

 

2. 日本語入力速度と成績との関係 

2-1. 10分間入力文字数の分布 

次の図 1 の分布図は短大のみデータである．10 分

間に 400 文字を超える入力数の学生がいる一方で，

250 文字に未満の学生もいた．以上の結果から 2006

年の調査で明らかになった二極化傾向は，2017 年の

時点においても，解決されているとは言えないこと

がわかった． 

                                                         
1 春学期は Wordと PowerPointの修得を目指している 
2 秋春学期は Excelの修得を目指している 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 文字入力数の分布 短大生 

調査対象：短大生（n=108）3 

測定日時：2017 年 4 月 17 日・18 日 

使用ソフト：MS-Word 

入力時間：10 分間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 10 分間入力文字数の分布（2006 年） 

3 測定日時．使用ソフト．入力時間は図 1 と同じ 

y 軸変数は人数の割合 
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図 3 10 分間入力文字数の分布（2010 年） 

 

2-2. 入力文字数と成績の関係 

 入学時点における 10 分間文字入力速度と春学期

成績を使い散布図を作成したが 2 変数の間に相関

（図 4）は見られなかった（r2=0.1194），次に春学期

の成績を Word の成績のみと入れ替えて 2 変数との

間に相関（図 5）があるかを確認したが，やはり相関

は見られなかった（r2=0.108）．続いて秋学期の成績

でも散布図を作成し，相関（図 6）の有無を確認した

が相関は見られなかった（r2=0.0626）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 文字入力数と春学期成績4との相関 

調査対象：短大生（n=102） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 文字入力数と春学期成績(Word のみ)との相関 

調査対象：短大生（n=102） 

                                                         
4 Wordと PowerPointおよび筆記の総合評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 文字入力数と秋学期成績5との相関 

調査対象：短大生（n=92） 

 

3. 考察 

大学入学時点における入力文字数とその後の成績

との間には春学期と秋学期のいずれにおいても相関

は見られなかった． 

今回の調査結果から入学時点において学生間の文

字入力速度に差があったとしても，成績には影響を

与えていないことがわかった．つまり入学時点にお

いて文字入力速度に差があっても，それは学生の情

報基礎科目の修得にほとんど影響を与えていないこ

とを意味しており，文字の入力速度は入学の学生の

努力により挽回可能であることを示している． 

ただし挽回可能とするためには，入学後に学生の

成長を待ち・促すような教育指導が必要であるとも

言える． 

 

4. おわりに 

今回の調査では入学時点における文字入力速度が

成績に影響を与えていない結果となったが，今後も

継続して調査を行い，より詳細は報告を行う予定で

ある． 
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ARCSモデルを用いたインフォーマルな 
プログラミング教育の導入としてのワークショップ・デザインの検討 
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あらまし：本稿では，プログラミング学習への動機付けのために ARCS モデルを用い，高校生を対象と
した，インフォーマルなプログラミング教育の導入としてのワークショップをデザインし，評価を行った．

その結果，本稿にて提案する，ARCSモデルを用いたワークショップ・デザインの有効性を確認した． 
キーワード：プログラミング教育，ワークショップ，学習環境デザイン，ARCSモデル，導入教育 

 
 
1. はじめに 
内閣府によって提唱された Society 5.0（超スマー

ト社会）の実現に向け，日本国内においては

STEM/STEAM 教育，とりわけプログラミング教育

に関する様々な研究が盛んに行われている．筆者ら

も，これまで，プログラミング教育に関するワーク

ショップや学習環境デザインに関する研究を行って

きた(1)．また，2017年 3月に公開された学習指導要
領(2)には，小学校からのプログラミング教育の必修

化が明記され，中学・高校においても順次必修化・

充実化が図られ，フォーマルな学習環境下でプログ

ラミング教育が実施される見通しである．教育にお

ける，導入部分での学習に対する動機付けは，継続

的な学習という点において，非常に重要な要素の一

つである．本研究は，学習者への動機付けに焦点を

当て，プログラミング教育の導入として実施するワ

ークショップ・デザインについて検討・評価し，効

果的なプログラミングの導入教育の指針を明らかに

することを目的とする．本稿では，プログラミング

学習への動機付けのために ARCS モデル(3)を用い，

高校生を対象とした，インフォーマルなプログラミ

ング教育の導入としてのワークショップをデザイン

し，ワークショップを実施した上で評価を行った． 
 

2. 研究の方法 
ワークショップは，有志の高校生を対象として，

半年程度の期間でスマートフォンアプリ開発のスキ

ルを身につけるという目標を掲げた，インフォーマ

ルな教育プログラムの導入部分として実施した．ワ

ークショップは同一内容のものを 4回実施し，合計
50名の高校生が参加した． 
2.1 ワークショップのアクティビティと目的 
ワークショップでは，ボール型ロボットの

Sphero(4)をブロック・プログラミング・アプリTickle(5)

にて制御するアクティビティを通して，プログラミ

ングの基本的な考え方（逐次処理・条件分岐・繰り

返し・変数・リスト・比較演算など）を理解させる

ことを目的として実施した．ワークショップ 1回あ
たりの時間は，説明や休憩等の時間を含め，7 時間
程度であった． 
2.2 ARCSモデルとワークショップのデザイン 

Keller によって提唱された ARCS モデルとは，学
習意欲に関する問題と対策を，注意（Attention）・関
連性（Relevance）・自信（Confidence）・満足感
（Satisfaction）の 4 要因に整理した枠組みと，それ
ぞれの要因に対応した動機付け方略，および動機付

け設計の手順を提案するものである．表 1 は ARCS
モデルの下位分類を示したものである． 
注意（Attention）については，「A-2 探究心の喚起」

に焦点を当て，ワークショップ内でプログラミング

の重要性を理解させる内容の映像を視聴してもらう

こととした．関連性（Relevance）については，「R-2
動機との一致」に焦点を当て，プログラミングと実

社会の関係性をイメージしやすくなるよう，具体物

であるロボットをプログラミングによって動かして

もらうアクティビティを，ワークショップの中心に

据えることとした．自信（Confidence）については，
「C-2 成功の機会」および「C-3 コントロールの個
人化」に焦点を当て，ゴールを明確にするため，学

習用テキストにはプログラミングの回答例を掲載し，

さらにアクティビティへの取り組みは各グループ

（基本的には 2人で 1組）の自由なペースで進めら
れるようなワークショップ・デザインを採用した．

満足感（Satisfaction）については，「S-1 内発的満足
感」および「S-2 外発的な報酬」に焦点を当て，学
習用テキストの例題や応用問題は，それまでの例題
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や応用問題で得た知識をベースに解くことが可能と

なるようなものとした．さらに，学習者に助言を行

うメンターには，問題が解けた際に，積極的に褒め

たり，問題が解けたことを一緒に喜んだりようにす

るなど，学習者の達成感をより高めるような関わり

方をするよう指示を行った． 
 

表 1 ARCSモデルの下位分類 
学習意欲の概念 概念の分類 

注意 
（Attention） 

A-1 知覚的喚起 
A-2 探究心の喚起 
A-3 変化性 

関連性 
（Relevance） 

R-1 目的指向性 
R-2 動機との一致 
R-3 親しみやすさ 

自信 
（Confidence） 

C-1 学習要求 
C-2 成功の機会 
C-3 コントロールの個人化 

満足感 
（Satisfaction） 

S-1 内発的満足感 
S-2 外発的な報酬 
S-3 公平さ 

 
3. アンケートによる評価結果と考察 
本稿での評価は，提案するデザインでのワークシ

ョップを実際に行い，注意（Attention）・関連性
（Relevance）・自信（Confidence）・満足感（Satisfaction）
それぞれについての評価を含むアンケートを通して

実施した．全ての質問の回答形式はリッカート尺度

法（6 段階評価）であり，回答にあたっては，回答
値に「1：全くそう思わない」「6：とてもそう思う」
のみを提示し，当てはまる数字の中から最も近いも

のを選択するよう指示した． 
また，それぞれの概念に関する質問については，

注意（Attention）に関する質問として「8. プログラ
ミングの重要性を感じたか？」，関連性（Relevance）
に関する質問として「9. 今回学んだ内容が将来役に
立つと思うか？」，自信（Confidence）に関する質問
として「10. 目標やゴールは明確であったか？」「6. 
ワークショップにメリハリはあったか？」，満足感

（Satisfaction）に関する質問として「12. 学んだこと
をそれ以降の例題や応用問題の解決に活かすことが

できたか？」「13. 問題が解けたとき，達成感を感じ
たか？」という質問項目を設けた．なお，各質問の

前に付されている番号は，アンケートにおける質問

番号である．表 2はこれらの質問に対する，50名の
高校生のワークショップ参加者の回答について，回

答値ごとの人数をまとめたものである． 
表 2より，注意（Attention）・関連性（Relevance）・
自信（Confidence）・満足感（Satisfaction）のそれぞ
れの概念に関する全ての質問において，「5」もしく
は「6」と回答した人数の割合が 80%を超えている
ことから，提案する ARCSモデルを用いたワークシ
ョップのデザインは，プログラミング学習への動機

付けに有効なものであると考えられる． 
 

表 2 アンケートの回答結果 
概
念 

質問 
番号 

回答値ごとの人数[人] 
1 2 3 4 5 6 

(1: 全くそう思わない) (6: とてもそう思う) 
A 8 0 

(0%) 
0 

(0%) 
1 

(2%) 
2 

(4%) 
11 

(22%) 
36 

(72%) 
R 9 0 

(0%) 
0 

(0%) 
1 

(2%) 
4 

(8%) 
15 

(30%) 
30 

(60%) 

C 
10 0 

(0%) 
0 

(0%) 
0 

(0%) 
7 

(14%) 
24 

(48%) 
19 

(38%) 
6 0 

(0%) 
0 

(0%) 
0 

(0%) 
4 

(8%) 
26 

(52%) 
20 

(40%) 

S 
12 0 

(0%) 
0 

(0%) 
0 

(0%) 
6 

(12%) 
19 

(38%) 
25 

(50%) 
13 0 

(0%) 
1 

(2%) 
1 

(2%) 
0 

(0%) 
12 

(24%) 
36 

(72%) 
 
4. まとめと今後の課題 

ARCS モデルを用いたデザインのワークショップ
を通して，多くの生徒のアンケート結果が肯定的な

ものであったことから，本稿にて提案した，プログ

ラミング学習への動機付けを意図したARCSモデル
を用いたワークショップのデザインは，有効なもの

であったと考えられる． 
しかし，本稿ではアンケート評価をワークショッ

プ終了後に 1回実施したのみであるため，アクティ
ビティやデザインと，学習意欲の概念との関連性や

因果関係については明らかにできていない．また，

本稿でのアンケートはリッカート尺度法により実施

したため，それぞれの生徒ごとのわずかな回答の差

や違いについては分析が不可能であり，また，回答

の偏りも否定できない．今後は，ワークショップの

アクティビティやデザインと動機付けの因果関係や，

ワークショップの定量的な評価方法についても検討

を続けていく予定である． 
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あらまし：本稿では，インフォーマルなプログラミングの学習機会を有志の高校生に提供し，提案するナ

レッジコミュニティを利用しながら，継続的なプログラミング学習に取り組んでもらった．その結果，一

部の生徒については，ナレッジコミュニティが，情報の獲得や動機付けなどの良い影響を与えた可能性が

考えられるが，改善の余地が大きいと考えられる結果となった． 
キーワード：プログラミング教育，インフォーマル学習，学習環境デザイン，学習支援システム，ナレッ

ジコミュニティ 
 
 
1. はじめに 
筆者らの研究グループは，これまでに，科学コミ

ュニケーション(1)の一環として，高校生を対象とし

た ICT利活用に関するワークショップや学習環境に
関する研究を行ってきた(2)(3)．しかしながら，これら

に参加した高校生のコミュニティは，単発のワーク

ショップ当日のみで閉じてしまい，参加した高校生

に科学コミュニケーションの場を提供することこそ

可能であったものの，継続性という点で問題があっ

た．そこで，各ワークショップの参加者を，クラウ

ド上に構築した科学コミュニティと学習支援システ

ムの両方の側面を持つ「ナレッジコミュニティ」に

招待することで，継続性を担保することができるの

ではないかと考えた． 
本研究は，インフォーマルな学習環境下で，継続

的なプログラミング学習への取り組みを支援するた

めの，学習環境デザインの要素について明らかにす

ることを目的とする．本稿では，実際にインフォー

マルなプログラミングの学習機会を有志の高校生に

提供し，提案するナレッジコミュニティを利用しな

がら，プログラミング学習に取り組んでもらった際

の，ナレッジコミュニティの有効性や課題について

検討する． 
 

2. 研究の方法 
提案するナレッジコミュニティを用いた学習期間

は，2017年 8月から，2018年 2月ごろまでのおよそ
半年間であった．なお，ナレッジコミュニティの利

用前には，有志の高校生を対象に，導入教育として

プログラミング・ワークショップを実施した．また，

継続的なプログラミング学習には，HTML5 によっ
て，ハイブリッドアプリ開発が可能なMonaca(4)を採

用した．学習の目標には，スマートフォンアプリを

開発し，完成させたアプリやそのアイディアを競う

コンテストに参加することを設定した． 
図 1は本稿で提案するナレッジコミュニティとそ

の周辺システムおよび関係者の関係図である．ナレ

ッジコミュニティは，①高校生や大学生間で，情報

科学や最新の ICT 技術に関するトピックについて，
自由なコミュニケーションができる「雑談スペース」，

②研究実施者（スタッフ）が情報科学や最新の ICT
技術だけでなく，大学イベント等の話題提供を行う

「スタッフブログ」，③高校生や大学生間で，プログ

ラミング学習を進める上での疑問点や質問を投稿し

たり，投稿された疑問点や質問に答えたりすること

ができる「Q&A」という，3 つの機能を主としてい
る．さらに，周辺システムとして，②のスタッフブ

ログとは別の内容の情報（例えば最新の ICTニュー
スの解説）を提供するとともに，ナレッジコミュニ

ティへの導線作りのため，毎週金曜日に「メールマ

ガジン」を送信することとした． 
 

 
図 1 ナレッジコミュニティに関する関係図 
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3. アンケートによる結果と評価 
アンケートは，ワークショップに参加した 50名の

高校生のうち，受験や就職活動等でプログラミング

学習の継続が難しかったと思われる，高校 3年生 10
名を除いた 40名を対象に行った．なお，本実践で，
最終的な目標としていたコンテストへの作品提出を

達成したのは 2名のみであった．また，完成が間に
合わず，開発途中だったと回答した生徒は 11名であ
った． 
3.1 継続的なプログラミング学習の取り組み 
継続的なプログラミング学習については，13名が

取り組み，27名が取り組んでいないと回答した．そ
の 27 名に，取り組めなかった理由を選択式の質問
（複数回答可）で尋ねたところ，「学校や塾の勉強・

課題が多かったから（17名）」「取り組める環境がな
かったから（11名）」「部活動で忙しかったから（11
名）」などの理由が上位となった．また，継続的なプ

ログラミング学習を行うために有効だと思う方法に

ついて，選択式の質問（複数回答可）で尋ねたとこ

ろ，「授業で取り組む（20 名）」「部活の活動として
取り組む（14名）」「大学生などに定期的に教えに来
てもらう（8名）」などが上位となった． 
以上より，継続的なプログラミング学習に取り組

む生徒を増やすことが急務であり，そのためには，

高校や高校教諭との密な連携の必要性や，ナレッジ

コミュニティ（サイバー空間）上だけでない，対面

（フィジカル空間）でのコミュニケーションの必要

性が示唆される結果となった． 
3.2 ナレッジコミュニティへのアクセス 
ナレッジコミュニティのアクセスについては，37

名がアクセスしたと回答し，3 名がアクセスしてい
ないと回答した．また，その 37名に，アクセスの頻
度について尋ねたところ，およそ 8 割にあたる 31
名が「月に 1〜2 回」と回答した．さらに，この 37
名に，ナレッジコミュニティにアクセスした理由に

ついて，選択式の質問（複数回答可）で尋ねたとこ

ろ，「雑談スペースを見るため（15 名）」「スタッフ
ブログを見るため（14名）」「他の人の回答を見るた
め（13 名）」などの受動的なものが上位であるのに
対し，「質問や回答をするため（4名）」「雑談スペー
スに書き込むため（2名）」のような，能動的なもの
は下位となった． 
以上より，ナレッジコミュニティへのアクセス頻

度を増加させることが急務であり，また，生徒がナ

レッジコミュニティを能動的に利用することができ

るような仕組み作りの必要性が示唆される結果とな

った． 
3.3 周辺システム 
本稿での取り組みでは，毎週金曜日にメールマガ

ジンを送信していた．これについては，「ほぼ毎回読

んだ（5名）」「半分くらい読んだ（3人）」「数回だけ
読んだ（18人）」「全く読んでいない（8人）」「メー

ルの存在を知らなかった（6名）」という結果となっ
た．少なくとも数回以上読んでいた 26名に，読んで
いた理由を，選択式の質問（複数回答可）で尋ねた

ところ，「メールの通知が来たから（12 名）」「たま
たま届いているメールに気付いたから（6名）」が上
位となった． 
また，40名全員に，ナレッジコミュニティのスタ

ッフからの連絡手段として，見逃す心配がない，も

しくは好ましいものについて，選択式の質問（複数

回答可）で尋ねたところ，「LINE（28名）」「メール
（14名）」「スマホの通知（12名）」「Twitter（11名）」
が上位となった． 
以上より，周辺システムとしては，メールよりも

LINE の方が生徒のニーズにマッチしているという
結果が明らかとなった． 

 
4. まとめと今後の課題 
本稿にて提案するナレッジコミュニティは，一部

の生徒にとっては，情報の獲得や動機付けなどの面

での良い影響を与えた可能性は考えられるが，改善

の余地は大いにあると考えられる． 
今後は，まず継続的なプログラミング学習に取り

組む生徒数を増やす，またはプログラミング学習に

継続して取り組んでいる生徒の学習頻度・学習時間

を増やすための仕組みについて，ナレッジコミュニ

ティ内外で，いかに動機付けを行うかを含めて検討

する必要がある．また，ナレッジコミュニティへの

アクセス頻度を増加させるための，周辺システムを

含めた仕組みのデザインや，より生徒のニーズや生

活スタイルに合致した周辺システムの構築という点

についても並行して検討し，改善を行っていく予定

である． 
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教材提示比較実験による学習者の理解に影響を与える要因の検討 
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あらまし：本研究では， 教材提示と説明音声の同期／非同期，および，提示する文字量を変化させた比

較実験を行い，それらの要因が学習者の理解に与える影響を調べた．その結果，板書形式に特有である提

示と同期した説明が，理解に好ましい影響を与える可能性が示唆される結果を得た．また，多くを提示し

て説明したほうが，必ずしも理解しやすいとは限らない場合があることを，実験的に明らかにした．これ

らの結果は，提示手法の特性に基づいて教材の提示手法を検討するための基礎となるものである． 

キーワード：教材提示，提示手法，板書，スライド，説明音声 

 
 
1. はじめに 

授業における教材の提示手法として，スライドや

板書が多く用いられている．それぞれの提示形式に

は特徴があり，授業を行う教員は，自らの経験や知

識・技能に基づく判断で，教材の提示形式を選択し

ているが，その使い分けのための特徴分析は十分行

われていない． 
本研究では，これまでの研究(1)(2)を踏まえ，教材提

示の際の説明音声のタイミングと，提示される文字

量に着目した実験を行い，それらの要因が学習者の

教材理解に対する影響を調べる． 
 

2. 提示要因を変化せた教材提示実験 
本実験では，説明が教材提示と同期して行われる

場合と，教材提示の後に説明音声が行われる場合（非

同期），また，提示する文字の量を変化させることが，

学習者に与える影響について，課題の得点と被験者

の主観評価において比較する． 

2.1 実験方法 

今回の実験は，2018 年 1 月 17 日，1 月 18 日に

行った．対象は，佐賀大学理工学部の学生男女 18 名
で，一回当たりの実験時間は約 45 分であった．被

験者への教材提示として，三角関数と内接円の問題

（数学），浮力の問題（物理）の二題を出題した．二

つの問題それぞれに対して，計算式や説明まですべ

て書いているもの（完全版）と，数式や説明を一部

削除したもの（省略版），計 4 種類の課題を作成した．

それらの課題に対して，提示と音声のタイミングを

変化させ，説明が提示と同期したものと，提示した

後に説明を行う非同期の二つのパターンを作成した．

すなわち，課題内容，提示する文字量，説明のタイ

ミングの異なる 8 種類の提示課題を作成したことに

なる．音声は全て同じである．手書き過程を提示す

る動的提示の課題の作成には，本研究室で開発中の

HPT(Handwriting Presentation Tool) を用いた．また，

音声の録音には，フリーの波形編集ソフト Audacity
を，提示教材と音声の合成には，Movavi 社の Movavi 
Video Suite を用いた．図 1 は被験者へ提示した二つ

の教材の完全版である． 
実験計画法に基づいて，被験者を四つのグループ

に分類して，提示課題を割り当てた．被験者には，

一つの教材提示が終わった後に，類似問題を解いて

もらい，その後アンケートに回答してもらう．それ

を，二種類の提示に対して行った後，全体のアンケ

ートに回答してもらった． 
 

 
 

 
 
図 1 提示された教材例（上：数学，下：物理） 

2.2 実験結果 

表 1 に課題ごとの各グループの平均点を示す． 
説明音声のタイミング（同期／非同期）が学習者

に与える効果を分析するために，課題１（数学）で
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は，グループ 1 とグループ 3，グループ 2 とグルー

プ 4，課題２（物理）に関しては，グループ 3 とグ

ループ 4，グループ 1 とグループ 2 を比較する．教

材提示と説明音声が同時に行われている方が，点数

がよい可能性を示唆する結果がうかがえる． 
提示する情報量が学習者に与える効果を分析する

ために，課題１（数学）においては，グループ 1 と

グループ 2，グループ 3 とグループ 4，課題２（物理）

においては，グループ 3 とグループ 1，グループ 4
とグループ 2 を比較する．提示する情報量が一部削

減され少ないほうが，点数が良くなっている場合が

あることがわかる． 
今回の実験では，式変形過程の一部が省略されて

いるが，省略されたほうが，直後に行われた同様の

式変形過程において，誤りが少ない傾向にあること

が示された． 
被験者自身による主観アンケートでは，問題の説

明が分かり易かったかという質問に対しては，ほと

んど差は見られなかった．一方で，音声による説明

が同期した教材提示の後に非同期の教材提示を見た

グループ 2 では，同期の方が音声のタイミングが適

切だったと感じている傾向があり，音声による説明

が非同期の教材提示の後に，同期の教材提示を見た

グループ 3 でも，同様な結果になっている．このこ

とより，主観評価においては，同期している方が好

ましく思われる傾向がうかがえる． 
全体を通じて，音声による説明の必要性を尋ねた

ところ，94%が必要であると回答した．その理由と

して，図へ記入する際に，説明音声がなければ何を

意味しているかがわからなくなるためや，読むだけ

ではなく，耳で聞くことで，情報が二重で入ってく

るため分かりやすいということが挙げられた． 

2.3 考察 

確認テストおよびアンケート結果の分析から，視

覚的な提示と同期して音声による説明が行われた場

合の方が，理解にとって好ましい傾向にあることが

示された．このことは，たとえ視覚からの情報と聴

覚からの情報が同じであっても，それらの情報が同

期することにより，計算式の意図や図への補足など

指導者が伝えたい解法プロセスやその着眼点を，具

体的に学習者に与えることができるためではないか

と推察される．このことは，板書型の提示は，提示

に時間がかかるという問題点があるものの，容易に

思考過程の一部を具現化して提示できることに加え

て，その提示と同期して説明を行うことが容易に可

能であり，理解に対して好ましい特性を持つといえ

る． 
今回の実験では，詳しくすべて提示するよりも，

要点を示したほうが理解しやすかったことを示唆し

ている．直感的には，詳しく示して説明を行ったほ

うが理解しやすいように思われるが，必ずしもそう

はならないことは興味深い．プロセスを詳しく示す

ことにより一見分かりやすく思われるが，詳しい提 

表 1 課題テストの平均点（100 点満点） 

 
 

示を見ることによって理解できたつもりになりやす

く，一方で，一部が省略された場合には，被験者自

身によってその部分を補間する必要があり，自然と

プロセスを自らの頭で再構築して確認していくこと

になるため，理解しやすい傾向になるのではないか

と推察される． 
今回の実験は，被験者の数が少なく，統計的デー

タを示すには至っていないが，板書形式・スライド

形式それぞれの教材提示方式の基本的特性の違いを

調べることにより，それぞれの教材提示手法の優位

性条件を明らかにするための，基礎をつくることが

できたと考えている． 
 

3. おわりに 
本研究では，板書形式とスライド形式という一般

的な教材の提示形式に着目し，教材提示と説明音声

の同期／非同期，および，文字の提示量を変化させ

た比較実験を行い，学習者への理解への影響を調べ

た．その結果，提示と同期した説明が好ましい影響

を与える可能性が示唆された．また，必ずしも多く

を提示して説明したほうが，理解しやすいとは限ら

ない場合があることを，実験的に示した． 
今回の実験の結果は，分析対象教材の数も，また，

実験における課題の種類，および，被験者の数も限

られている．多様な教材に対しても同様の傾向にあ

るのかを調べることと，実験データを統計的に扱え

るように被験者の数を多くした実験を行い，分析を

行うことは，今後の課題である．また，本研究では

視覚的教材提示と説明音声のタイミング（同期／非

同期）と提示する教材の量を変化させているが，説

明音声の量に着目した分析を行うことも，今後の課

題である． 
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数学 数学 (計算ミス不問) 物理 物理 (計算ミス不問)

グループ1 85 100 60 64

グループ2 56 56 45 45

グループ3 38 56 35 55

グループ4 65 80 32 48

全体 63 75 44 54

同期 + 完全版 非同期 + 完全版

同期 + 省略版 非同期 + 省略版
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あらまし：情報倫理デジタルビデオ小品集を留学生に向けて利用することについて検討を進めている．そ

の一環で，英語化したビデオ教材 2種類（字幕版もしくは吹替え版）を，一般情報教育の授業を英語で受

講している北海道大学の留学生に対して視聴させた．2017 年度に試行した結果，字幕版の評価が比較的

高く，吹替え版はあまり必要とされていないことが示された．本結果に関する考察を報告する． 

キーワード：情報倫理，留学生，教材，ビデオ，字幕，吹替え 

 

 

1. はじめに 

情報倫理教育は，情報社会を生きる私たちにとっ

て不可欠の教育である．大学段階においては，個人

情報やプライバシー，情報セキュリティ，知的財産

権，情報格差など，情報化が社会にもたらす様々な

影響を理解し，より善い社会を創出するための検討

を，授業の一環として検討することも必要になると

考える．人や立場，状況により，一つの事象に対し

ても，相反し得る価値判断を行う場合は多くあり，

学習者は，ほかの多様な背景を持つ学習者の中で，

意見交流を行いながら，情報倫理の能力を深化する

ことが望まれる． 

大学においては，多様な背景を持つ学習者として

留学生を想定することが可能である．ある事柄に対

し，日本人学生と留学生とで，同じような価値判断

をするのか否か，異なる価値判断をする場合がある

とすれば，それはどのような背景からか，等，実際

のケースを想定し，対応の同異を明らかにすること

は意味があると考える．そのためには，ケース学習

として，日本人学習者にも留学生の学習者にも同じ

題材を示し，それについて検討してもらうことが必

要である． 

本稿では，大学生が主人公に自己投影可能な教材

として，ビデオ教材（情報倫理デジタルビデオ小品

集(1)）を活用することを想定し，日本人向けに開発

された本教材を，留学生に対して適切に適用するた

めに，どのような教材化が適切であるかを検討する

ことを目的とする． 

 

2. 情報倫理デジタルビデオ小品集の英語化 

情報倫理デジタルビデオ小品集は，大学 ICT 推進

協議会(2)が企画・制作し，著者らが継続的に開発し

てきた教材である．物語と解説に分かれており，物

語で何らかの問題が起き，解説でその問題が起きた

背景や理由，対処方法などを示す．大学生を想定し

た役者が主人公であり，物語は大学生の生活を基に

した映像で構成されており，学習者の自己投影がし

やすい教材となっている． 

2.1 解説フリップの英語化 

解説編の映像では，起きた問題の解説を行うため，

日本人学生に向けて，図や用語として日本語が表記

されている．英語化する場合には，この部分を，英

語表記に変換する．図 1に一例を示す． 

 

 
図 1 解説フリップの英語化の例 

 

2.2 セリフの英語化 

学生同士のやり取りや解説者の解説内容は，日本

語で行われている．英語化するためには，字幕をつ

ける場合と吹替えを行う場合が考えられる．費用の

観点からは，字幕の方が，吹替えに比して安価であ

る．字幕では，その内容の変更も容易である．一方

で，解説が長いなど，字幕の量が多くなる状況が生

じ，提示時間が短くなる場合には，字幕の方に不都

合が生じる場合があると考える．予算の関係で，吹

替えを行ったクリップは，後述する「ランサムウェ

ア」と「電子署名」の 2種類に留まる． 

 

3. 一般情報教育における教材の適用 

北海道大学では，グローバル人材育成を目的とし

た留学生向け教育プログラムが 2015 年度から始ま

った．「現代日本の社会や文化に関心を持つ留学生を

広く世界に求め，十全な英語能力と極めて高い学力
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を有する留学生に対して，徹底した日本語教育を実

施し，同時に現代日本の社会や文化に関する理解を

深めるための教育」を行うとされる(3)．本学生は入

学時には日本語を要さず，情報教育も英語にて行っ

ている．これら 20名程の留学生に対し，本ビデオ教

材の英語化教材を視聴させ，フィードバックを得た． 

3.1 結果 

2017年度前期の一般情報教育の授業において，ほ

ぼ毎週，情報倫理ビデオを 1-2 種類視聴させた．こ

のうち殆どは字幕化された英語教材を用いた．後半

2 回のみ用意した吹替えのビデオ教材を視聴させた． 

これら英語化教材に対する評価は，第 15 回（最終

授業日）に行った．結果を図 2，図 3に示す． 

 

 
図 2 各クリップにおける理解のしやすさ 

 

 
図 3 各クリップにおける吹替えへの要望 

 

図 2 より，電子署名のビデオ以外は，難易度はほ

ぼ同じで，8 割以上の学習者が容易に理解できるレ

ベルであることが分かった．図 3 は，字幕で用意さ

れたビデオクリップに対し，吹替え版が必要か否か

を聞いたものであり，殆どの学生は字幕のみで十分

と回答した． 

 

4. 考察 

3.1の結果より，留学生はビデオ教材の英語化にお

いて，吹替え版はあまり必要としていないことが明

らかになった．吹替えのビデオに対する自由意見で

は，吹替え音声と字幕とのズレや，口の動きと音声

が合っていないことを指摘するものがあった．ビデ

オそのものに対しての評価は高いものの，映像や字

幕と，吹替え音声のズレがあるのであれば，字幕の

ままで十分であると感じた可能性がある．つまり，

今回試行した学習者に対しては，音声を吹き替える

ことなく，日本語音声に英語字幕がある形の英語化

教材が望まれていることがわかった． 

但し，これは，今回の対象となる学習者が日本文

化を学ぶことを目的とした留学生であることが影響

している可能性も考えられる．日本語を重点的に学

んでいるために，日本語音声を望んでいる可能性が

ある．今後は，対象となる学生の所属を変えて調査

すること，同じクリップの字幕教材と吹替え教材を

両方視聴させ，評価させるなどで，結果が変化する

か否かを確認したいと考えている． 

 

5. まとめ 

本稿では，多様な背景を持つ学習者集団において，

情報倫理教育を行う可能性を鑑み，日本人向けに作

成された情報倫理教材を英語化し留学生に適用した．

学習者は，解説を伴う画面の英語化は必要であるも

のの，音声は日本語のままで字幕を付せば問題ない

旨の評価を得た．学習者の属性の影響については今

後更なる調査を行う． 
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あらまし：大学の⼀般情報教育科目での情報倫理教育において，情報倫理の啓発を目的としたプレゼンテ

ーションを制作して学習者間で相互評価することで，情報倫理全般への理解を深めるような協調的学習を

実践した．学習効果として，情報倫理への主観的理解が深められることが確認できたが，情報倫理的な判

断や行動への効果は十分とはいえなかった．本発表では，より情報倫理的な判断および行動の促進をねら

い行った，実践方法の変更点や相互評価に用いるルーブリックの改善について報告する． 

キーワード：情報倫理教育，プレゼンテーション制作，相互評価，協調的学習，ルーブリック 

 

 

1. はじめに 

情報社会の進展により，情報社会特有のトラブル

や犯罪の被害に遭ったり，場合によっては加害者の

立場になることが問題視されている． 

そのため，学校教育における情報モラルあるいは

情報倫理教育の重要性は増している．大学では初年

次の一般情報教育科目において情報倫理教育が実践

されること多いが，ソフトウェアの利活用やアカデ

ミックスキルの修得が中心の授業内容のために，概

説や限定的な話題しか扱うことができない． 

本研究ではこれまで，一般情報教育科目への効果

的な情報倫理教育の導入を目指し，情報倫理の啓発

を題材としたプレゼンテーション制作とルーブリッ

クを用いた相互評価による協調的学習の実践に取り

組んできた(1)．その成果として，実践全体を通して

情報倫理全般への主観的理解度が深まり，とくに制

作活動が効果的であった(2)．さらに，不適切な利用

や不正行為を行わないための情報倫理に関する望ま

しい判断や行動(3)については，自己都合を優先する

ような行為に対しては情報倫理的な判断や行動をと

ることが促進されたが，他者への迷惑行為やマナー

違反行為には効果は確かめられなかった(4)． 

これまでの実践で用いたルーブリックは，主に，

デザインやレイアウトなどのスライド作成の技術，

プレゼンテーション全体の構成などを評価しており，

情報倫理に関しては注意点などの解説といった項目

しか評価していなかった．そこで本稿では，今年度

予定している実践について，情報倫理に関する判断

や行動の変容を促すようなルーブリックの改善，ま

た，実践方法での変更点について述べる． 

 

2. これまでの実践 

2.1 実践のねらい 

一般情報教育科目でのプレゼンテーションの演習

では，授業計画など時間的な制約があり，学習者全

員が成果物を発表する機会を設けることは難しい． 

そこで，制作ソフトの機能を活用し，自動再生す

るプレゼンテーションを映像作品と捉えて，テレビ

CM のような短時間で視聴できる動画として制作し，

LMS 上に公開して誰もが視聴できるようにした． 

2.2 実践の概要 

一般情報教育科目の全 15週のうち，アプリケーシ

ョンソフトの活用を終えた後の 4 週分（第 12～15

週）で，全体のまとめの演習として実践した． 

情報倫理の啓発を目的として，情報倫理の特定の

トピックに関するプレゼンテーションを映像作品と

して制作した．学習者と同世代の若者を対象に，被

害者または加害者になる事例を「起承転結」のスト

ーリー形式で紹介し，関連する注意点や対処法を解

説する構成とした． 

さらに，情報倫理全般への理解を深めるために，

LMS 上に公開された作品の相互評価を実施し，その

結果をもとに作品を改善することとした． 

2.3 実践のながれ 

トピックの選択：情報倫理に関するトピック（8つ）

について，教員から概要を説明された後，自由に 1

つ選択する． 

作品の制作：Microsoft PowerPoint 2016 を用いて，指

定された構成にしたがって，約 1 分間で自動再生す

る映像作品として制作する． 

作品の公開：制作した作品を動画ファイル（MP4形

式）に出力し，LMS 上に設置された各トピックの掲

示板に投稿して，クラス内に公開する． 

相互評価：制作時に提示されたルーブリックにした

がい，自分の作品の自己評価，8 つのトピックから

各 1 作品ずつ自由に選択・視聴して他己評価をクラ

ス単位で実施する．自己評価と他己評価の詳細は

LMS 上の報告フォームで報告する． 

作品の改善：集約した評価結果をもとに，個人ごと

にフィードバックされた評価結果を踏まえて，作品

を改善して再提出する． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

G5-2 

― 395 ―



3. 実践の改善 

2018年度の授業実践に向けて，以下の変更と改善

を予定している． 

3.1 作品の構成の変更 

これまでの作品は，「事例紹介」と「注意点や対処

法の解説」という構成で，事例での登場人物がとる

べき判断や行動を指摘していない．そのため，実践

後の学生からは「インターネットは怖い」などの情

報社会に対するマイナスイメージにつながる感想が

多かった． 

情報通信技術の活用や情報社会への参画に対して

前向きに捉えるには，望ましい判断や行動ができた

り代替案を考えたりすることが重要といえる．そこ

で，登場人物が被害を避けたり加害行為を起こさな

いように対策をとった「別ルート」をプレゼンテー

ションの最後に提示させる． 

3.2 ルーブリックの改善 

相互評価で用いたルーブリックは，以下の 6 つの

評価項目について評価するものであった． 

 項目 1：フォントや配色などデザインの統一 

 項目 2：文字や図形のレイアウトの見やすさ 

 項目 3：アニメーション効果の適切さ 

 項目 4：事例の内容とテーマの一致性 

 項目 5：解説部分のわかりやすさ 

 項目 6：視聴者に対する全体的な役立ち度 

つまり，スライド作成の技術（項目 1～3）や全体

的構成と内容（項目 4～5）といったプレゼンテーシ

ョン制作に関しては評価していたが，情報倫理に関

しては１項目でしか評価していなかった．さらに，

項目 4～6 に対しては評価しづらいという実践後の

学生からのルーブリックに対する評価があった． 

事例では，原因となる何らかの判断や行動によっ

て被害・加害という結果が生じることになる．さら

に，被害や加害の深刻さや影響の範囲を知っておく

ことも判断や行動の結果を予想するためには必要で

ある．そこで，情報モラル指導法の「３種の知識」

における合理的判断の知識(5)を参考に，項目 4 と項

目 6 に換えて，被害・加害の原因や結果が明確に示

されているか評価させる．また，前節で提案した作

品の構成に追加された対策の提示も評価させる．以

上のルーブリックの改善部分を表 1 に示す． 

 

4. まとめ 

本稿では，情報倫理教育を組み込んだプレゼンテ

ーション制作の演習における協調的学習について，

情報倫理に関する望ましい判断や行動の促進をねら

った実践の改善として，実践方法の変更とループリ

ックの改善について述べた．本稿の執筆後に改善し

た今年度の実践を行うため，これまでの実践との学

習効果の比較，情報倫理的な判断・行動の変容につ

いては大会発表にて報告する予定である． 
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大会講演論文集，pp.89-90 （2013） 

(2) 河野稔：“協調学習を取り入れた情報倫理教育におけ

る主観的理解度に影響を及ぼす諸要因”，日本情報科

教育学会第 9回全国大会講演論文集，pp.57-58 （2016） 
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表 1 ルーブリックの改善部分 

評価項目 
基準 1 

ほとんどできていない 

基準 2 

あまりできていない 

基準 3 

ほぼできている 

基準 4 

よくできている 

被害や加害につなが

る行動・判断がスト

ーリー上で表現され

ているか？ 

（被害・加害の原因） 

どのような行動や判

断をしたことで被害

や加害が生じたのか，

わかりづらい． 

どのような行動や判

断をしたことで被害

や加害が生じたのか，

あまりはっきりと表

現されていない． 

どのような行動や判

断をしたことで被害

や加害が生じたのか，

はっきりと表現され

ている． 

どのような行動や判

断をしたことで被害

や加害が生じたのか，

具体的でわかりやす

く表現されている． 

被害の深刻さや加害

による影響がストー

リー上で示されてい

るか？ 

（被害・加害の影響） 

誰がどのような被害

を受けたか，誰にどの

ような加害を加えた

か，わかりづらい． 

誰がどのような被害

を受けたか，誰にどの

ような加害を加えた

か，あまりはっきりと

示されていない． 

誰がどのような被害

を受けたか，誰にどの

ような加害を加えた

か，はっきりと示され

ている． 

誰がどのような被害

を受けたか，誰にどの

ような加害を加えた

か，深刻さがわかりや

すく示されている． 

被害にあわない・加

害を起こさないため

の行動や手段が示さ

れているか？ 

（対策の提示） 

被害を避けたり加害

を起こさないための

行動や手段が，ほとん

ど示されていない． 

被害を避けたり加害

を起こさないための

行動や手段が示され

ているが，少しわかり

づらい． 

被害を避けたり加害

を起こさないための

行動や手段が，ストー

リーの内容に沿って

示されている． 

被害を避けたり加害

を起こさないための

行動や手段が，具体的

でわかりやすく 2つ

以上示されている． 
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あらまし：青少年のネットリスク低減の手段の一つに情報リテラシーやモラル教育があるが，新しいサー

ビスや利用状況に教材や教育方法，教員や保護者の知識が追いつききれない問題がある．本稿では，筆者

らが 2018年 3月に台湾教育省にて実施したヒアリング調査およびWebで提供されている教材について報
告するものである．台湾では教育政策と法案の両方でネット安全教育を進めつつ，教員および児童・青少

年・家庭・一般向けに対し多様な教材やマニュアルをWebで提供している状況であった． 
キーワード：情報リテラシー，情報モラル，教材，青少年，ネットリスク 

 
 
1. はじめに 
インターネットの利用開始時期は年々低年齢化し

ており，10代がインターネットを利用する時間も長
くなっている．総務省の調査によれば，2016年時点
で 10 代は平日一日あたり 164 分スマートフォンで
インターネットを利用しており，その利用時間の大

半である 58.9 分を SNS の読み書きに費やしている
という(1)．一方で，2017年の警察庁の発表によれば，
出会い系サイトの被害児童は 13人で 2008年以降減
少傾向にあるのに対し，コミュニティサイトに起因

する被害児童は 919人で増加傾向にある．さらに，
被害児童の 86.1%はスマートフォンを使用してコミ
ュニティサイトにアクセスしている(2)． 
このようなインターネット利用に伴うリスクを低

減させるには，生徒および家庭への教育が必要であ

るものの，新しいアプリケーションを次々利用する

コミュニケーションの形は，保護者や教員世代の想

定するものとは限らず，現状に沿った実効的な教材

を提供する難しさがある(3)(4)． 
筆者らは，インターネット上で提供および取得が

可能なウェブサイトやアプリなどの教材に着目し，

国内外の事例の調査を行っている．本稿では，その

一環として，2018年 3月に実施した台湾の調査事例
について報告する． 
 
2. 調査概要 
	 2018年 3月 20日，筆者らは共同研究者とともに
台湾のMinistry of Educationを訪問し，青少年のイン

ターネット利用の現状および具体的な施策について

ヒアリングを行った． 
 
2.1 台湾の青少年利用状況 
	 2017年時点において，台湾では小学生から高校生
までの 90%がインターネットをしており，タブレッ
トやスマートフォンの利用率は小学校高学年では

68.7%だが，中学生は 91.7%， 高校生は 99.0%と非
常に高い．主な利用目的は，ソーシャル・ネットワ

ーキング・サービス(SNS)，インスタントメッセージ
ング（IM），動画，ゲームであり，特に SNSや IMは
人間関係の構築に利用されているとのことであった．

インターネットの利用にあたっては，特にネット依

存が懸念されており，保護者は未成年の端末には	

網路守護天使(Network Guardian Angels)(5)のアプリを

インストールし，使用時間の制限をしているとのこ

とであった． 
インターネット利用における安全教育については，

教育政策と法案の両方で進めており，特に就学前児

童の保護者が意識することが必要とのことであった．

義務教育の小学校および中学校では，Information 
Education，高校では  Introduction to Information 
Technologyと扱いであり，2019年から正式に教科と
なるとのことである．ただし，すべての教員がイン

ターネット利用の安全教育に詳しいわけではない

（例えば情報セキュリティなど）．そのため，インタ

ーネットに関する教育は専門家が担当する状況との

ことであった． 
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3. ネット安全教材 
本節では，台湾教育省がWebサイトで提供してい

る教育関連のコンテンツについて紹介する． 
 

3.1 教員向け教材・教育法サイト 
中小學路素養興認知(teacher.edu.tw)は，教員向けの

Webサイトである(6)．教材は学年別に作られており，

2001 年から 2017 年までに作成された，動画やゲー
ムなどの多様な教材が 84 点（2018 年 3 月時点）掲
載されている．それぞれの教材には，「教學指引」と

いう手引が電子ファイルでリンクされており，教育

目標，対象，時間（40〜45分など），児童・生徒の背
景や身につけるべき事柄が詳細に書かれており，さ

らに授業内での時間ごとの教育内容についても記載

されている．また，教材のほか，教員向けの情報提

供や，児童・生徒向けのポスター画像も掲載されて

おり，このサイトの情報を用いることで一通りの情

報リテラシー教育を行うことが可能となる． 
 

 
図 1中小學路素養興認知(teacher.edu.tw) 

 

 
図 2 クイズ・動画の教材例(teacher.edu.twより) 

 
3.2 一般・家庭・向け教材サイト 
「全民資安素網素養興認知」(iSafe)は，全国民を対

象としたネットリテラシーの学習サイトである(7)．

教材は児童，青少年，家長（家庭），大衆（一般）向

けにそれぞれ分かれている．いずれのカテゴリにお

いても，「文章」「マンガ」「動画」「ポスター」の 4種
類の教材が用意されている． 
児童版はマンガや動画の教材のみであるが，青少

年版からは文章の教材も加わる．教材を表示すると，

内容に応じたミニクイズも表示され，クリックして

解答することで正誤も分かる．家庭版では，ハンド

ブックがGoogle Driveから PDF形式で提供もされて
いる． 

 
図 3	 全民資安素網素養興認知(iSafe) 

 

 
図 4	 青少年版の教材例 (iSafeより) 

 
4. おわりに 
	 本稿では，台湾の若年層のインターネット利用状

況をふまえて，教育省がWebサイトで提供している
教材について概観した．サイトはシンプルな構成で，

教材のサムネイルが表示された上で目的・対象別に

教材を探しやすいものであり，閲覧する際にも特別

なインストールや準備は不要であった．インターネ

ット利用時間が多い青少年からは，気軽にアクセス

ができると考えられる． 
	 今後は，日本の文部科学省をはじめ各府省が公開

している教材や素材の現状とも比較し，より実効的

な教材の提供について検討を進める予定である． 
 

謝辞：本研究の一部は、JST RISTEX 「未成年者のネット
リスクを軽減する社会システムの構築」の支援によるもの
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あらまし：大学初年次に身に付けるべき情報活用能力としてプレゼンテーション能力が求められている．

そこで大学入学次における ICT 環境とプレゼンテーションに対する習熟度との関連性を調べた結果，有

意な関連性は見られなかった．一方でプレゼンテーションを実施し，相互評価とビデオによる振り返りを

行った結果，習熟度の意識に変化が見られた． 

キーワード：プレゼンテーション，ICT 環境，高等教育，初年次教育 

 

 

1. はじめに 

中央教育審議会は「学士課程教育の構築に向けて

（答申）」(1)において，「各専攻分野を通じて培う学士

力～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～」

として，「知識・理解」「汎用的技能」「態度・志向性」

「統合的な学習経験と創造的思考力」の 4 つを示し

た．「汎用的技能」は，「コミュニケーション・スキ

ル」「数量的スキル」「情報リテラシー」「論理的思考

力」「問題解決力」の 5 つで構成されている．続いて，

「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向

けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する

大学へ～（答申）」(2)の中で，「能動的学修（アクティ

ブ・ラーニング）への転換」の必要性について，言

及している．具体的な方法として，「ディスカッショ

ンやディベートといった双方向」の授業への転換が

求められた． 

一方で，高度化，複雑化，多様化してきた管理栄

養士の養成においては，栄養改善学会が示した，「管

理栄養士養成課程におけるモデルコアカリキュラム

2015」(3)で，4 年間の教育「Ⅰ．全学年を通じて学ぶ」

項目として，「3．表現力を高める」を挙げている．

その一般目標では，「管理栄養士に必要なコミュニケ

ーション能力やプレゼンテーション能力の向上を図

る．情報の収集と情報交換の手段として不可欠な情

報リテラシーを習得する．」とあり，初年次から情報

機器の活用や，それを用いたプレゼンテーション能

力の育成が求められている． 

そこで本研究では，大学 1 年次におけるプレゼン

テーションに対する意識や技能が大学入学前の ICT

の環境や興味・関心とどのように関連しているのか，

調べた． 

 

2. 情報機器に対するアンケート調査 

2.1 アンケート調査 

大学入学段階での，情報機器やアプリケーション

習熟度についてアンケート調査を 2014 年から 2017

年の 4 年間実施した． 

その結果，自宅でのパソコン所有率は 90％を超え

ており，また，約 80％が小学校以前にパソコンを使

い始めたことが分かった．一方で，97％がスマート

ホンを所持しており，特に 2016・2017 年は 100％で

あった． 

アプリケーションの具体的な操作については，「イ

ンターネット情報の検索」は 95％以上が「できる」

「まあできる」と回答している．文書処理について

は，「文字の入力」は約 90％，「文字の拡大やアンダ

ーラインをつける」ことは約 70%，「表やグラフの挿

入」は約 60％が「できる」「まあできる」と回答して

いる一方で，プレゼンテーションについては，「スラ

イド（資料）の作成」が約 60%だったものの，「図解・

フレーズ化などの工夫」，「人前でのプレゼンテーシ

ョン」は「できる」「まあできる」の割合が 40%を下

回っている（図 1）． 

図 1．パソコンでの操作 

 

2.2 ICT環境とプレゼンテーション習熟度 

パソコンの所有状況および使用開始時期とプレゼ

ンテーションの習熟度についての関連性について

Fisher 検定を行った（表 1）．その結果，すべてにお

いて，有意水準 5％で有意な関連性は見られなかっ

た．このことから，プレゼンテーションの習熟度を

高めていくためには，ICT の環境を整えて，操作技

術を上げることも必要ではあるが，プレゼンテーシ

ョンの機会を多く設定し，経験を積ませることの方
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が重要であると考えられた． 

 

表 1 ICT 環境とプレゼンテーション習熟度 

 
 

3. プレゼンテーションの振り返り 

3.1 プレゼンテーション 

授業内において，PowerPoint を用いてプレゼンテ

ーションを実施した．プレゼンテーションを実施す

るにあたり，授業の 1 回目でインターネット情報の

検索と著作権について説明し，2 回目から 5 回目ま

でで Word の操作方法について，説明した．その上

で「私がすすめる料理・食材・食品など」をテーマ

にその内容をプレゼンテーションするということを

前提に Word のレポート課題を課した．6 回目から 8

回目まで PowerPoint の操作方法について説明し，9

回目・10 回目の 2 回に分けて一人 5 分で履修者全員

のプレゼンテーションを実施した．プレゼンテーシ

ョンの実施に先立ち，お互いに評価しあうことを事

前に伝え，その評価の観点を示した．さらにプレゼ

ンテーションの様子はビデオで撮影し，事後に学生

の評価結果およびコメントを参考にしながら自身の

プレゼンテーションを振返ってもらうことを伝えた． 

 

3.2 事後評価 

先行研究(4)において，プレゼンテーションの，ビデ

オを用いての振り返り効果の有効性について，95％

以上で役に立っており，さらに人が評価すること及

び人の評価をすることの振り返り効果についての有

効性が 100％近いことを示した． 

そこで，2016・2017 年の 2 年間でプレゼンテーシ 

図 2 スライド（資料）の作成 

図 3 図解・フレーズ化などの工夫 

 

図 4 人前でのプレゼンテーション 

ョンの事前と事後における習熟度についての比較を

行った． 

その結果，「スライド（資料）の作成」については

回答者の約 96％が，「図解・フレーズ化などの工夫」

では約 85％が「できる」「まあできる」となり，苦手

意識が低減されている（図 2，3）．「人前でのプレゼ

ンテーション」についても，約 7 割が「できる」「ま

あできる」と回答している一方で，「できない」との

回答が 4％あった（図 4）．「できない」と回答した中

には，ビデオと他者の評価が緊張感をより増幅させ

てしまい，それを映像で確認した結果，思うような

プレゼンテーションができていなかったと感じてい

る者もいたが，他の者はビデオでの振り返りの結果，

理想としていたプレゼンテーションには及ばず，今

後も積極的に取り組みたいという姿勢がみられる回

答であった． 

 

4. まとめ 

今回の調査では，ICT 環境とプレゼンテーション

習熟度について関連性を調べたが，有意な関連性は

見られなかった．一方で，実際にプレゼンテーショ

ンを実施し，相互評価とビデオによる振り返りで習

熟度に関する意識は高まった．そのため，「管理栄養

士養成課程におけるモデルコアカリキュラム 2015」

にもあるように，全学年を通じてプレゼンテーショ

ンの能力の向上をはかる教育を実施していくカリキ

ュラムや授業方法の改善を図っていくことが必要で

ある． 
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できる できない p値 できる できない p値 できる できない p値
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自分専用で所持 22 6 14 14 8 20

所持していない 5 6 4 7 4 7

小学校以前 56 38 0.216 39 55 0.704 28 66 0.536

中学・高校 16 6 11 11 9 13

大学 0 1 0 1 0 1
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動画から顔の動きを抽出する試み 
―対話解析・修学行動評価への適用を目指して― 

 

Extraction of Facial movement from movie 
 

伊藤 敏*1,  大塚容子*2,  鷲野 嘉映*3 

Satoshi ITOU*1, Yoko OTSUKA*2, Kaei WASHINO*3 
*1岐阜聖徳学園大学経済情報学部 

*1Fac. Economics and Information, Gifu Shotoku University 
*2岐阜聖徳学園大学外国語学部 
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*3岐阜聖徳学園大学看護学部 
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あらまし：会話解析をするためのツールとして，動画から顔検出をし，顔の特徴点，顔の向きなどの情報

を抽出することで会話解析に必要と思われる，うなずきや発話状態を取り出す手法開発を試みた．また，

カメラ 1台で複数者の会話中の正面動画を取得する方法を提案した．その結果，会話中の聞き手や話者の

顔を中心とした行動を抽出し，目視による結果と良く一致することを示した． 

キーワード：会話，録画，顔検出，うなずき 

 

 

1. はじめに 

対面による教育活動は，言語及び視覚的行動によ

り行われている．講義や講演における聴衆の反応（う

なずきや疑問を示す行動）や，あるいはグループ活

動での討論，数名での会話などにおける聞き手の言

語活動以外の行動（ノンバーバルコミュニケーショ

ン）が，話者にとって「話しやすさ」などに関係す

ると思われる(1)． 

そこで，会話時のノンバーバルコミュニケーショ

ンのうち「うなずき」の検出をする試みがなされて

いる．会話者の頭部に慣性センサを取り付け，動き

を検出する試みや(2)，カメラを用いて動画から検出

する試みがある(3)． 

我々は学習者にセンサを装着して，学習者の行動

を観測する試みを行ってきた(4)．課題中の頭部の動

きや，脈波，呼吸数を取得することで負荷の状態な

どを推測した．しかし，検出装置を装着することに

よる学習者への身体的・精神的負担は測定に影響を

及ぼす．よって，非接触で学習負荷時の行動を記録・

解析する方法の検討も重要であると考える． 

学習者の行動情報を非接触で取得する手段として，

ビデオカメラによる観測が考えられる(3)．これは，

学習者に装置を装着するのではなく，非接触で行動

を観測可能であり，学習者への負荷が少ない．一方

で，記録された動画を目視により解析した場合，解

析者に大きな負担がかかる． 

本稿の目的は，会話行動を動画観測する支援ツー

ルを提供することである．動画より，顔を検出し，

顔の位置，特徴点座標を取得する．それらより，顔

の位置変動および特徴点変動から顔の向き推定を行

う．会話による実験時間は数分間とした． 

本稿では，2 章で動画録画の方法と顔検出の方法を

記述し，3 章で応用例として，二者対話での会話を

録画し，行動の抽出を試み，4章でまとめる． 

 

2. 方法 

会話をカメラで録画して，その動画から顔を検出

し，顔の特徴点座標を得た．それらの特徴点座標よ

り (1) 顔の中心(鼻の頂点) (2) 口の開閉 (3) 

顔の向き を計算することで，会話中の行動を抽出

した． 

2.1 録画方法の工夫 

会話の録画に汎用のカメラを用いた場合，対話で

は，聞き手の動画を撮影した．会話研究には聞き手

だけでなく話し手の動きも知る必要がある．そのた

め全会話参加者の動画を撮影するために，全天球

360 度カメラを用いた．一般に会話は 2 名の場合対

面で，3 名以上の場合疑似的な円陣で行われる．そ

れらの場合，各会話参加者の正面を録画するために

複数のカメラが必要であり，各カメラの同期を取る

必要がある．これらの煩雑さを避けるため，全天球

360 度カメラ 1 台を用い，会話参加者にはカメラを

正面に見るように伝えた．得られた動画を平面に展

開することで全会話参加者が正面動画として得られ，

画像解析が可能になる． 

 

2.2 顔情報の抽出と数値化 

動画からフレーム毎に機械学習ライブラリである

dlib(5)を用いて顔検出と顔の特徴点 68 点を検出した．

得られた顔器官の両目じり，鼻の頂点，両口角，顎

最下部の 6 点を用いて 2 次元座標から向きの算出な

どの行列演算を行い，や画面表示には OpenCV のラ
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イブラリ(6)を用いた．顔の向きは，yaw，pitch，roll

として求めた(7)． 

図 1 に，用いた顔の特徴点 6 点を赤色で，唇の中

央上下を黄色で表示した．顔の向きを鼻の頂点から

の青色の線分で表した様子，yaw, pitch, roll を示す．

これらより得られた座標は動画の 1 フレーム毎

(30fps)に数値として保存され，会話の分析に用いら

れた． 

 

3. 会話中の行動分析への適応 

人は会話中に話者は口を動かし，聞き手はうなず

くなど様々な行動をする．うなずき行動は会話の制

御に寄与すると言われる(1)．「うなずき」を顔の短時

間での上下運動とみなし，顔の中心部に位置する鼻

頂点の上下動と顔の向きの pitch の変動から推測す

る． 

3.1 対話へ 聞き手の行動 

二者による会話の聞き手のみを録画して，目視に

よる「うなずき」検出と，鼻の頂点座標，および顔

の向き pitch からの自動検出した結果の比較をした．

図2に鼻の座標移動と顔の向きpitchの変動の時間経

過を示す．各グラフの頂点の時刻と目視により観測

した時刻の比較を図 3 に示す．ほぼ一致する結果が

得られた． 

対話中に体を前後の大きく揺らす聞き手の場合も，

目視と顔座標変動において同じ傾向を示した． 

3.2 二者の対話 

二者の対面による会話を全天球 360 度カメラで録

画し平面へ展開した一例を図 4 に示す．展開により

前述の手法を顔検出などに利用可能である．二者は

横軸座標値で区別可能であり，話者と聞き手の区別

は唇の上下距離から推測が可能であった． 

 

4. まとめ 

会話時間が数分という制限下では，動画の顔検出

解析より，鼻の位置などから得たうなずき行動は目

視による観測と良い一致を示した．また，カメラ 1

台の利用で，複数者の正面動画を取得可能であるこ

とを示した．これらの結果より，本方法は会話分析

のツールとして利用可能であると考える．  
本研究の一部は科研費（16K01083）の助成を受けたものである． 
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図 2．聞き手の鼻の位置と pitchの変化，目

視によるうなずき位置 

  

図 1．顔検出と特徴点の座標，顔の向き 

 

図 3．顔座標の変動と目視による比較 

    

図 4．全天球カメラ撮影の二者による会話 
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瞬目センサによるアクティブラーニングの教育効果測定の試み 
 

Measurement of educational effect by blink sensor 
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*1東海大学情報教育センター 
*1ICT Education Center, Tokai University 
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あらまし：眼鏡型の瞬目センサーによって，話者に注目しているか提示資料を読んでいるのかの峻別や，

心理的動揺の有無などが計測可能であることがわかった(第 42回全国大会で発表)．それら結果を受けて，
実際に反転学修，電子黒板による説明などの各種アクティブラーニング手法・支援機器利用を，瞬目セン

サを装着した被験者に実施してもらい，その効果を測定した．受講時のリアルタイムデータの分析により，

従来の質問紙調査ではわからない教育効果が見られた。今回の結果から，今後，様々なアクティブラーニ

ング的な教授法の評価に本センサの活用が期待される． 
キーワード：瞬目， 学習行動， アクティブラーニング， 主体的学修 

 
 
1. はじめに 
これまで我々は，脳波センサーや近赤外光脳イメ

ージング装置，唾液アミラーゼモニターを使用して，

アクティブラーニングに分類される教育手法が学生

の学修行動にどのような影響を与えているのかを測

定しようとしてきた．生体情報による学習行動測定

は，アンケート調査と比べて，時々刻々の状態を測

定できる利点と，タテマエの回答のような理性の介

入がしにくいため感じたままの反応を捉えることが

できるという利点がある．一方で，これまで我々が

使用してきた脳波センサーや近赤外光脳イメージン

グ装置は，頭部に装置を装着するため，痛みはない

が，無装着時と比べると違和感があることや，頭部

の動きがある程度制限されるなどの制約がある．ま

た，唾液アミラーゼモニターは唾液の採取時に舌下

にチップを 30秒程度挿入する必要があるため，集中
を妨げないタイミングを選んで測定しなければなら

ないなどの制約があった． 
昨年度より，我々が使用しているセンサーは，通

常の眼鏡とほぼ同様の外観・重量で，瞬目と同時に

頭部の動きを検出できるものである．このセンサー

は，コンタクトレンズ利用者であっても使用可能で，

眼鏡またはサングラスの装着経験のある被験者であ

れば，使用中の違和感はない．また，60分〜90分の
模擬授業時間中連続して装着しても不快感はない． 
瞬目と認知状態に関連があることは，これまでの

研究から明らかにされつつあり，集中や疲労などの

人間の内部状態を推定するといった研究も行われて

いる．一般に，瞬目回数が多いと強く感情が動いて

いる状態，瞬目回数が少ないと落ち着いている状態，

であると言われている．一方，これまでの研究事例

では，外的注意の状態（対象物を見て操作している

状態）と内的注意の状態（心に描いた対象物をイメ

ージ内で操作している状態）では，瞬目振幅が変化

することが示されている．スポーツにおいても瞬目

の研究は行われており，卓球ラリー中と剣道対峙中

では瞬目回数に差があることが示されている．これ

ら先行研究から，一般に考えられているような瞬目

回数と集中との関連は，実際には単純でないことが

予想される． 
授業中の学習行動は，実験環境やスポーツと異な

り，教員や提示された講義資料を見つつ，心の中で

イメージを作ったり，過去の知識や経験と結びつけ

たりなど，非常に複雑な行動をしているといえる．

昨年度の測定結果から，集中している場面や主体的

に学修している場面でも，その集中対象や主体的学

習の種類によって瞬目の傾向が異なることが示され

た． 
本研究は，昨年度実施した基礎実験の結果を応用

し，反転授業における予習動画の効果，電子黒板を

用いた授業の効果をそれぞれ眼鏡型瞬目センサで測

定しようと試みたものである．  
 

2. 眼鏡型瞬目センサ 
使用した眼鏡型瞬目センサーは，JINS Inc．社製の

J!NS MEME ESを使用した．このセンサーは，３点
式眼電位センサー・3軸加速度センサー・3軸ジャイ
ロセンサーを内蔵した眼鏡型で，通常の眼鏡と同様

の装着方法で使用可能である．また，データは

Bluetoothによる無線通信で，顔を動かすなどの動作
は自由に行うことができる．閉眼時に眼球が上転す

るベル現象を電極によって検出することで，瞬目を

検出している． 

 
図 1 眼鏡型瞬目センサー 
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表 1 眼鏡型瞬目センサ―の仕様 

3点式眼電位センサー 

電極ステンレス(SUS316L) 
測定レンジ±1500[μV] 
感度 1．37[LSB/μV] 
サンプリング 100[Hz] 

3軸加速度センサー 
測定レンジ 
±2， ±4， ±6， ±16 [g] 
サンプリング 100[Hz] 

3軸ジャイロセンサー 

測定レンジ 
±250， ±500， 
±1000， ±2000 [deg/s] 
サンプリング 100[Hz] 

データ転送方式 Bluetooth Low Energy 
バッテリー持続時間 最長 16時間 
重量 約 36g（含ダミーレンズ） 

 
3. 測定実験と結果・考察 
3.1 心的安定と瞬目強度変化 
被験者にクレペリン検査（隣接する１桁の数字の

加算作業を繰り返し行う職業適性検査の一種）を実

施してもらい，その間のデータを示したものが図 2
である．他の被験者も同様に，加算作業中は瞬目頻

度とともに瞬目強度（眼球のベル現象の大きさ）が

低下することがわかった．一方、図 3は同一被験者
にホラーゲームのリプレイ動画を視聴させた場合の

瞬目強度のデータである．図 2の計算作業中と比較
して明らかに瞬目強度が大きいことがわかる．どち

らのケースも，対象を注視した状態であることから，

心が安定した状態では瞬目強度が小さくなり，興奮

や緊張など心が動的に変化している状態では瞬目強

度が大きくなると推定される． 
 

 
図 2 加算作業中の瞬目強度の変化 

 

 
図 3 ホラー動画視聴中の瞬目強度の変化 

 

3.2 予習動画の講義への影響 
予習動画・講義・復習動画の順に受講する群と，

予習動画を見ずに講義・復習動画を受講する群の 2
群に被験者を分け，反転学習における予習動画視聴

が，講義受講に対する影響を測定した． 
図 3が予習動画を見た被験者，図 4が予習動画を

見なかった被験者である．生体データは人による差

があるため値を単純に比較することはできないが，

予習動画を見た群の瞬目強度が高い傾向にあること

がわかった．予習動画を見て授業に臨む方が，教員

の講義に対して心的なインパクトが大きくなること

が示唆される． 
 

 
図 3 予習動画を見た被験者の瞬目強度 

 

 
図 4 予習動画を見なかった被験者の瞬目強度 

 
3.3 電子黒板利用の講義への影響 
プロジェクタに資料を投影しての講義と電子黒板

を利用した講義の比較実験では，電子黒板利用時の

瞬目頻度が高くなる傾向が見られた． 
 

4. 今後の展望 
今後，さまざまな教授法をこの眼鏡型瞬目センサ

を用いて評価することが期待できる． 
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Exploring Self-perceived Development of Cultural Intelligence 
(CQ) in a Blended Learning Environment 
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Abstract This paper reports on the self-perceived notions of cultural intelligence (CQ) as expressed by groups of students enrolled 

in an intercultural learning course at a Japanese university. Utilizing a previously constructed instructional design framework (7)(8)(9), 

a blended-learning format that included experiential learning activities in a face-to-face setting was employed. Learner responses, 
expressed in terms of cultural competence indicators, such as knowledge, strategies, attitudes and self-perceived intercultural skills 

were recorded in a series of online feedback surveys. We present a selection of qualitative results to explore learner’s notions of self-

perceived skill development with regard to cultural intelligence (CQ). Developing a global mindset in higher education is discussed.                                                                                                        

Keywords blended learning; global mindset; cultural intelligence (CQ); instructional design; experiential learning 
 

1. Introduction 
Graduates today are expected to possess a range of 

personal skills that may go well beyond their academic 

qualifications. The recent idea of a global mindset has 

emerged as a term to describe what might be required from 

the modern global workforce.  To meet these expectations, 

Japanese universities have been tasked by the Ministry of 

Education, Culture, Sports, Science and Technology 

(MEXT) (1) to increase efforts to internationalize higher 

education.  

A global mindset can be cultivated through improving 

an individual’s intercultural skills, or cultural intelligence 

(CQ) (3).  CQ is a four-factor concept that describes a 

flexible personal capability that can be enhanced by multi-

cultural experiences, travel, education, training and self-

awareness programs.  It is the capacity to function 

effectively across a variety of cultural contexts that includes 

ethnicities, generations and organizations. (5) 

A global mindset connects three overlapping areas: (1) 

mastery over technology, information systems and 

telecommunications; (2) an understanding of the socio-

political factors of the different countries in which 

organizations operate; and (3) an appreciation of the role of 

culture and cross-cultural issues that impact decision-

making. (2) 

Perhaps still due to historical isolation and linguistic 

barriers, intercultural learning at Japanese universities have 

yet to see the benefits of cosmopolitan campuses evident in 

many other countries. To investigate, and partially address 

this problem through technological means, we developed 

and implemented an undergraduate intercultural learning 

course, using a blended-learning format. Blended learning 

has become a popular form of instruction, as it has been 

shown to effectively combine the socialization 

opportunities of the classroom with online technologies. (6) 

 

 

 

2. The study 
As part of a broader project concerned with developing 

CQ through applications of instructional design (ID) (7)(8)(9), 

this study reports on utilizing a blended learning format to 

support the development of CQ in a group of Japanese 

undergraduates. Learner response patterns, expressed in 

terms of cultural competence indicators, such as 

knowledge, strategies, attitudes and self-perceived 

intercultural skills were recorded through a series of online 

feedback surveys. We present a selection of qualitative 

results to explore learners’ notions of self-perceived skill 

development with regard to cultural intelligence (CQ).  

 

2.1 Methods and Procedures 
The blended learning format was incorporated into a 

previously developed framework (7)(8)(9), which integrates 

three relevant fields: instructional design (ID), experiential 

learning and CQ theory. Drawing on the framework’s 

embedded theories, we designed a 15-week course for a 

face-to-face (F2F) environment equipped with PC’s and 

WiFi. The course included significant portions of 

synchronous and asynchronous activities. 
 

The blended learning format thus incorporated three 

areas important to an ID application: (1) a focus on relevant 

learning content, (2) formative and summative 

assessment/evaluation and (3) the generation of data for 

research purposes. We focus here on the qualitative 

feedback gleaned from the ‘free comment’ sections of the 

formative assessments. We reasoned that this reflective 

type of feedback could be suggestive of changes in learners’ 

notions of self-perceived intercultural skill development 

and thus also compatible with increases in CQ, possibly 

providing additional support for our broader project.  
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2.2 Results 

For current purposes, we refer to the selection of self-

perceived intercultural skills as indicated in light blue (Fig. 

1.) Results of the qualitative analysis indicate a total of 33 

instances (approximately 14% of the total 244 coded 

comments) from the four online reviews (N=30).  

Figure 1. Learning Feedback Analysis 

 

To allow for a closer look at the contents of this section 

of the feedback, we also performed a word frequency 

analysis (top 50 words), depicted in a word-cloud (Fig. 2). 

Figure 2. Learning Feedback Analysis: Word-cloud 

 

A further analysis of the feedback comments that were 

coded as potential indicators of self-perceived intercultural 

skill developments was conducted, but for the sake of 

brevity we report only the main themes forthwith. Themes 

were categorized as standing in relation to: (1) personal 

values and beliefs; (2) cultural knowledge; (3) cross-

cultural communication; (4) personal behavior (self and 

others); and (5) conflicts. 

 
3. Findings 
 
(1) Feedback shows at least five clear emergent themes 

related to self-perceived intercultural skill 

developments. The identified themes stand in direct 

relation to the learning contents and further connects 

well with the four-factor model of the CQ concept.  

(2) In addition, these emergent themes overlap with and 

supports recorded instances of cultural knowledge 

increases that could, in turn, be linked to CQ increases. 

These findings will need additional ratification but 

does indicate potential for further inquiry and 

comparison with other tools of measurement. 

4. Conclusion 

As part of a broader project to apply ID thinking to 

the development of CQ, this study reports the results of a 

blended learning course. Qualitative findings, as seen in 

learner-reports of their self-perceived intercultural skills, 

links well with, and provide support for our framework that 

hosts the CQ model. Given the theorized connection 

between CQ and the notion of a global mindset, the current 

model holds promise for further investigations in this area.  
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あらまし：本研究は，Scratchプログラムを収集し，Scratchプログラミングのカテゴリ理解度を糸口に授
業改善基礎データを自動的に集計するシステムを開発することが目的である．児童に課題を出し，作品を

完成させるために使用するプログラム部品が属する Scratchのカテゴリを答案用紙に記入させ，実際に作
品を作成させる．作成された作品プログラムファイルを解析し，使用されたブロックのカテゴリを識別す

るプログラムを開発した．これにより，児童の Scratchに関するカテゴリ理解度を評価することを効率化
し，より効率的な授業改善を行うことが可能となった． 
キーワード：プログラミング教育，情報教育，Scratch，授業改善 

 
 
1. はじめに 
現在，コンピュータやネットワークの普及により

コミュニケーションや情報のやり取りの形態が変化

しつつある．情報化社会の進展の中で，情報教育も

プログラミング教育や情報リテラシー演習など多様

化してきた．特にプログラミング教育は論理的思考

力や情報コミュニケーション技術（Information and 
Communications Technology：ICT）を活用する力の育
成にも役立つと考えられている．また，2020年 4月
から施行される小学校学習指導要領では，「児童がプ

ログラミングを体験しながら，コンピュータに意図

した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身

につけるための学習活動」を実施することになって

いる(1)．しかし，論理的思考力を身につけるための

授業デザインが現時点で確立されていない．また，

初等教育でのプログラミング教育の授業改善の方法

論が確立されていないこと問題がある．本研究は

Scratch プログラミングのカテゴリ理解度を糸口に
授業改善基礎データを自動的に集計するシステムの

開発を目的とする。 
 

2. Scratch 
日本の初等教育の段階では，プログラミングを組

むために必要な英語力が十分に備わっておらず，ま

た教師のプログラミング教育に関する経験と知識が

少ない傾向にあることがプログラミング教育を実施

するにあたり，ボトルネックとなっている．このボ

トルネックを解消するためにビジュアルプログラミ

ング言語が注目され，Scratchやプログラミンなどを
用いた授業実践が数多く報告されている． 

Scratchは，マサチューセッツ工科大学（MIT）の
メディアラボ（Media Lab）のライフロングキンダー
ガーテングループ（Lifelong Kindergarten Group）が
開発したビジュアルプログラミング言語ツールであ

る．Web上でプログラムの作成，実行が可能である
他，オフラインエディターを使用することにより，

インターネットに接続しなくともプログラムを組む

ことができる．日本語で表示されたブロックを組み

合わせてプログラムを組むことから，初心者にとっ

て学習しやすいという特徴があり，Scratchを用いた
授業実践では児童にプログラミングへの興味・関心

を持たせる動機づけの点で成功を収めている(2)(3)． 
Scratch では，スプライトと呼ばれる部品に対し，

動き・見た目・音・ペン・データ・イベント・制御・

調べる・演算・その他の 10種類のカテゴリに分類さ
れた計 130個以上のプログラム部品を組み合わせる
ことによって，プログラミングができる．コンピュ

ータに意図した処理を行わせるためには、これらの

プログラム部品の機能を理解し、それらを組み合わ

せるスキルが必要となる。教師がこれらの修得度を

確認するためには，児童らが作成したプログラムの

実行結果を見るだけではなく，児童らがどのような
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意図で，どのブロックを使用したのかを確認する必

要がある． 
川手らは，Scratchの理解度とスキルの評価方法と

して、以下の方法を提案している(4)(5)．児童に対し基

本仕様を定めた課題を出題し、児童には作品を完成

させるために使用するプログラム部品が属する

Scratchのカテゴリを答案用紙に記入させる．さらに，
自分が作成しようとしている作品の独自仕様を自由

記述方式で記入させる．その後，自由に作品を作ら

せ，Scratchプログラムを提出させる． 
教員は，実際に使用するカテゴリと児童が作成前

に必要と考えたカテゴリを比較することにより，児

童の各カテゴリに関する理解度を把握できる．また，

児童の作品に使われているプログラム部品をカテゴ

リ別に分類し，正しく使用されていれば，そのカテ

ゴリのプログラム部品を使いこなすスキルがあると

みなすことができる。これらをカテゴリ理解度およ

びカテゴリスキル度と呼ぶことにする。 
Scratchでは，背景やスプライトを自由に追加でき，

その全てにプログラムを組み込むことが可能である．

これらのプログラムは通常 Scratch のエディット画
面で一つ一つチェックしなければならない．このた

め，教師がすべてのプログラムをチェックすること

は，チェック漏れの可能性があるだけでなく，時間

と労力がかかりすぎる問題がある． 
 

3. カテゴリ理解度とカテゴリスキル度 
本研究では，作成された Scratchプログラムを読み

込み、使用されたブロックのカテゴリを自動的に抽

出集計するプログラムを開発した． 
Scratchプログラムは sb2ファイルとして保存可能
である．sb2 ファイルには，使用されたスプライト
の背景・コスチュームなどの画像(PNG, SVG)，音
(WAV)の他に各種設定の書かれた JSON ファイルが
含まれている．図１のようなスクリプトが作成され

た場合，図２のようにブロックの位置，使用された

ブロックの名称およびパラメータが，ブロックの並

び順で JSON ファイルに追加される．複数のスプラ
イトにスクリプトが作成された場合であっても，ス

プライトごとに JSON ファイルにスクリプトの記述
が追加される．このように JSON ファイルに記述さ
れたスクリプトのカテゴリを識別することにより，

児童が実際に使用したブロックを評価することがで

きる． 
このようにして抽出したスクリプトに使用された

ブロックのカテゴリと，児童が事前に回答した使用

するブロックとを比較することによりカテゴリ理解

度を短時間に求めることが可能となった．児童らの

カテゴリ理解度が明らかになることにより，学習が

不十分なカテゴリを見つけることができ，授業改善

の糸口となると考えられる． 
 
 

 
図 1 Scratchプログラム例 

 

 
図 2 JSONファイル該当部分 

 
4. まとめと今後の課題 
本研究は，Scratchプログラムを読み込み、使用さ

れたブロックのカテゴリを自動的に抽出集計するプ

ログラムを開発した．これにより Scratchのカテゴリ
理解度を短時間に求めることが可能となり，授業改

善の糸口となりえる． 
本研究で開発したプログラムでは，使用すると回

答したカテゴリに含まれるブロックをスクリプトエ

リアに置くだけで，実際に意図した動きとは関係が

なくとも，“使用した”と判定してしまう．このため，
教師が一度は Scratch プログラムの動きを確認する
必要がある．この時，実際の動きが児童の意図した

動きと一致するかをどのように判定するかは，今後

検討する必要がある．また，Scratchプログラムを手
動でダウンロードする必要があり，Scratchの教員ア
カウントで使用できるクラス機能を使用したとして

も時間がかかってしまう問題がある．このため，

Scratch ActionScript やスクレイピングなどの利用に
より，児童の作成した Scratchプログラムを自動的に
収集するシステムの構築に取り組む予定である。ま

た，カテゴリ理解度を測定するためには，児童らが

使用すると回答したブロックのカテゴリと比較する

必要がある．この児童が作成する回答の収集，集計

方法も今後検討が必要である． 
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あらまし：プログラミングではソースコード全体が果たす機能のみならず，その全体を構成する個々の機

能を部品として認識することで，他のプログラムへの部分的な再利用が望める．こういった構造的理解を

目的として，著者らはこれまでに部品の段階的拡張手法を提案し，システムを用いて支援を試みてきた．

本稿ではさらに，本手法による効果とシステムのフィードバックによる効果を調査するためにシステムを

用いて実験を行い，その結果を報告する． 
キーワード：プログラミング学習，部品の段階的拡張手法，構造的な理解，学習支援システム 

 
 
1. はじめに 
プログラミングでは if文や for文などの構文を組
み合わせて入力データを操作し，期待する出力を行

わせることができる．しかし「入力 Aと入力 Bを足
して出力する」ということを行う極めて単純なプロ

グラムでも，「足す」構文と「出力する」構文の２つ

が必要となる．より複雑なプログラムになれば，よ

り多くの構文を要することは自明である．では，複

雑なプログラムを記述する時に熟達したプログラマ

が構文を一つずつ考えながら記述しているかという

ことについては，そうではない(1)．例えば，熟達し

たプログラマがある配列を並べ替えたいと考えた時

には，2重 for文を容易に呼び出すことができる．こ
れは，熟達したプログラマが配列の並べ替えに必要

な連続した構文を並べ替えの機能と関連付けて理解

し，それを再利用してきたからである．プログラミ

ングにおいては，連続した構文を機能として理解す

ることで他のプログラムに再利用することが可能と

なり，さらに，複雑な構文からなるプログラムを複

数の機能として理解することが可能になる．本研究

では，こういった機能として有意味な連続した構文

を部品と定義している． 
学習者が部品を獲得するためには，連続した構文

を明示的に部品として再利用することが有用である．

これにより，学習者は部品の機能が何であるかを注

意深く考えながらプログラムする必要が生じる為，

部品の機能としての理解が促進される．しかし，通

常のプログラミング教育においては機能と連続した

構文を結びつけた部品的な教示は行われるものの，

学習者に明示的に部品を再利用させる機会は少ない． 
よって，著者らはこれまでにプログラムを部品と

して獲得することを目指して学習手法を提案し，支

援システムの開発を行い有効性の検証をしてきた(2), 

(3)．しかし，提案手法が有効であったのか，システ

ムのフィードバック（以降，FBと表記）が有用であ
ったのかは明らかではない．よって本稿では，シス

テムのFBの有無による学習効果の違いを調査した． 
 

2. 部品の段階的拡張手法とシステム 
1 章では，機能を持つ連続した構文を部品として

理解することで他のプログラムに再利用して活用す

ることができたり，複雑なプログラムを読解する助

けになったりするという利点を主張した．そこで本

章ではこれまでに著者らが提案してきた連続した構

文を部品として獲得するための部品の段階的拡張手

法を説明し，本手法を用いたシステムを紹介する(2)． 
本手法では，まず，学習者に作るべき機能が提示

され，学習者はプログラムにおける１行ずつの構文

から有意味な塊ごとに部品の構築を行う．その後，

以前に作った機能を包括した機能が作るべき機能と

して提示されるので，学習者は既に自身が構築した

部品を再利用し，そこに新たな構文や既存の部品を

加えることでより大きな部品に変化させる．こうし

て自身が構築した部品を再利用するには，その部品

の機能が何であるかを注意深く思考する必要がある．

また，部品を変化させることを繰り返し，部品の構
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造を段階的に拡張することで，学習者に部品の機能

的な理解だけでなく，部品同士の関係性を理解させ

ることを促すことができると著者らは考えた． 
開発したシステム（図 1）は，本手法に沿ってよ

り小さい機能から段階的に課題を提示する．また本

システムは解答時の正誤判定機能や最上流の誤り箇

所を指摘する機能，その正答を提示する機能といっ

た FB 機能を 3 種類持っている．本稿は本システム
のFB機能の有無による学習効果の違いを検証した． 

 

 
図 1 システムインタフェース 

 
3. 評価実験 
これまで本研究では，本システムに学習効果があ

ることを検証し(2)，紙教材学習との比較では有意な

学習効果が得られている(3)．しかし，提案手法を用

いた構造化の作業が有効であったのか，もしくはシ

ステムが行った FB が有効であったのかは明らかで
はない．よって本実験では，システムにおいて FB
の有無による学習効果の違いを調査した． 
3.1 実験概要 
被験者はプログラミングの講義で 3年間プログラ

ミングを学んだ大学生 15 名であり，for 文，if 文な
ど基本的な構文や，配列の並び替えなどのアルゴリ

ズム，関数の学習については修了しているものであ

る．また，本実験の対象言語は C言語を基にポイン
タや関数マクロの概念を省略したものとなっている． 
事前では，系列的に発展が可能な問題を記載した

テストを 3種類実施した．テストはそれぞれ，学習
範囲の問題 11問を 10分間，学習範囲から転移が可
能な問題 9問を 10分間，学習範囲とは異なる範囲の
問題 4問を 5分間で行った．テストを行う際には，
各問で関数化など構造化を行い他の問題やテストで

再利用するよう指示を与えた．これらの評価は手順

が正しいかを評価した手順点と，関数化など構造化

を行い他の問題で再利用できているかを評価した構

造化点の 2種類にて 1問 1点として評価した． 
事前テストの後，学習教材として FB 有りの既存

システムを使う FB 有群 8 名と，既存システムから
FB機能を削除したシステムを使う FB無群 7名に分
かれて 30分間学習を行った． 
事後では事前と同じテスト，評価基準で評価した． 

3.2 テスト結果と考察 
手順点と構造化点で評価した 3種類のテストの合

計点の平均点と効果量を表 1に示す．表 1から両群
ともに手順点，構造化点が向上していることがわか

る．よって，より詳細に効果を確かめるために分散

分析を行った結果から手順点，構造化点共に両群間

に有意差はなく事前事後でどちらも有意に向上して

いることが分かった（p<0.005）．この結果から，提
案手法が有効に働いていると考えられる． 
また，FB の有無についての影響を調べるために

Cohen's dを用いて効果量を分析した．その結果，手
順点，構造化点共に両群において効果量の目安が大

となった．しかしながら両群を比較すると，FB有群
のほうが手順点においては 28ポイント，構造化点に
おいては 48ポイント高い結果となった．これにより，
FBが有効に働いていることがわかった． 

 
表 1 テスト 3種の合計点における分析結果 

 手順点 構造化点 

 事前 事後 効果量 事前 事後 効果量 
FB有群 5.25 10.00* 1.44(大) 1.00 5.13* 1.47(大) 
FB無群 4.29 7.29* 1.16(大) 1.00 3.71* 0.99(大) 

*: p (< 0.005) 
 

4. おわりに 
本研究ではこれまでにプログラムを部品として獲

得するための提案手法及び支援システムの開発を行

い，学習における一定の有効性を示してきた(2), (3)．

しかし，システムの効果が提案手法によるものかシ

ステムのフィードバックによるものかは定かではな

かった．そこで本稿では，フィードバックの有無に

よって学習効果に差が出るかを検証した．検証の結

果，少なくとも実施した 3種類のテストの合計点に
おいては提案手法が有効に働いていることが示唆さ

れた．またフィードバックの有無においてはどちら

も一定の効果が見られたが，フィードバックを有し

たシステムがより効果が高いことがわかった．今後

は，問題と学習範囲の関係がテストごとに異なるこ

とからそれらを詳細に分析する必要があると考える． 
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あらまし：プログラムの手順を学習するシステムを構築するには，ソースコードから手順を自動的に生成

することが必要となっている．本研究では，ソースコードから手順を生成するために，LSTM を用いてソ

ースコードとそれに対応するコメントを学習することにより，新たなプログラムに対応するコメントを生

成する．また，様々な難度の日本語文章を学習させることにより，使用者の日本語習熟度に応じたコメン

トを生成する． 

キーワード：アルゴリズム学習，手順生成，ニューラルネットワーク, LSTM 

 

 

 

1. はじめに 

近年，情報化社会が発展している中で小・中学校

及び高等学校の授業でプログラミング関連の内容の

授業を行うことが必修化される．この背景から高校

生プログラミングの学習をより多く取り組むように

なると考えられる． 

プログラム学習のルーブリック(1)が提案されてい

るが，その中のでもプログラムの理解と記述の段階

が重要になってくると考えられる．特に，プログラ

ムを学ぶ段階でのプログラムの理解を補助する仕組

みが必要と考えられ，プログラムの各行の意味や，

if 文，for 文，複数文のブロック単位での意味を理解

する必要があり，その補助としてコメントを自動で

付けること等が必要である． 

一方，ニューラルネットワークの機械学習を利用

した日本語や英語などの翻訳の学習が可能である．

RNN(Recurrent Neural Network)のモデルから長期依

存を残しつつ学習を行うことを可能にした

LSTM(Long Short Term Memory，以下 LSTM)(2)が開

発されている． 

本研究では，手順生成として，ソースプログラム

のプログラム部分とコメントを分離した後，プログ

ラム部分とコメント部分を対訳データとして LSTM

を用いて学習を行い．次にコメントを学習した

LSTM を用いて新規のコメント無しソースプログラ

ムからコメントへ生成を行っている．また，留学生

などの日本語の学習状況を考え，やさしい日本語へ

の変換も行っており，手順生成とやさしい日本語変

換の適用個所についても調査を行った．なお，本研

究では，大学の情報系学科１年生での講義に使われ

た例や課題のプログラム 53 件を利用している． 

図 1 LSTM によるコメントの学習 

 

2. 手順生成システム 

プログラムコードの手順生成システムは，３つ変

換処理を組み合わせている． 

2.1 LSTM によるソースプログラムからの手順生

成 

(1) コメントの付されたプログラムからコメントを

抽出しソースプログラムとコメントに分割し，それ

ぞれを単語に分割する． 

(2) ソースプログラムとコメントをそれぞれ単語単

位に分割し，1 行ごとに単語のつながりの関係性を

学習する．単語に分割したソースプログラムを 1 単

語ずつ LSTM に入力し，文脈情報を蓄積する．その

後コメントを 1 単語ずつ LSTM に入力し，文脈情報

を蓄積しながら単語を生成して学習を行う．入力単

語𝑥𝑖に対しては，中間層の出力ℎ̅𝑖を保持しておき，

出力単語𝑦𝑡と𝑥𝑖の類似度を正規化し𝛼𝑡とする．この

𝛼𝑡とℎ̅𝑖を使い文脈ベクトル𝑐𝑡を作り，線形作用素W

で重みをつけて活性化関数tanhにより𝑦𝑡に対する中

間層の出力ℎ̃𝑡を作る．中間層の出力ℎ̆𝑡に線形作用素
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Wで重みをつけ,softmax関数により𝑦̅𝑡を作る. 

 
図 2 コメント変換とやさしい日本語変換の組合せ 

 

(3) (2)で行った学習をもとに新たなプログラムに対

するコメントを生成する．プログラムを単語ごとに

分割して LSTM に入力していき，最後まで入力を行

った後に文脈情報をもとにコメントの 1 単語目を出

力し，出力された単語と文脈情報をもとに次の単語

を生成する． 

2.2 やさしい日本語への変換 

やさしい日本語への変換は，文献(3)に加え，プロ

グラムのコメント変換用に合わせたやさしい日本語

変換ルールに従って変換を行う．やさしい日本語へ

の変換ルールを次に示す． 

(1)難しい言葉をわかりやすく変換する．例えば，「最

大値」は「いちばん大きい値」．専門用語や固有表現

は変換しない．また，1 文の情報を少なくする．場

合によっては 2 文に分ける． 

(2)学年別漢字配当表の難易度を利用して，難易度の

高い漢字はひらがなに置き換える． 

(3)文末を，ですます調に統一する． 

2.3 手順の生成とやさしい日本語変換の組合せ  

手順の生成とやさしい日本語変化の組合せについ

ては，やさしい日本語を適用する箇所による組み合

わせがある．本稿では，比較的結果が良い組み合わ

せについて述べる (図 2)．  

(1)学習時に，コメント付きソースプログラムをプロ

グラム部分とコメント部分に分割し，プログラムの

１行ごとのコメントの対訳データを生成する． 

(2)コメント部分を，2.2 のやさしい日本語への変換

を利用してやさしい日本語のコメントに変換する．

また，プログラムの１行ごととやさしい日本語のコ

メントの対を対訳とする． 

(3)プログラムの１行ごととやさしい日本語のコメ

ントの対訳に対して，2.1 の LSTM によるソースプ

ログラムからの手順生成の学習を行う． 

 

3. 生成された手順の評価 

 コードとコメントの対訳を学習した場合とコード

とやさしい日本語に変換したコメントの対訳を学習

した場合の 2 つの手順の生成例を表 1 に示す． 

 

表 1 コメントの生成例(代表的な例を選択) 

行 プログラムコード 

コードとコメ

ントの対訳を

学習した場合 

コードとやさ

しい日本語に

変換したコメ

ントの対訳を

学習した場合 

1 #define MAX 100 
最大 値 を 定義 

づける 

一番  大きい  値 

を 決め ます 

2 int main void { 
main 関数 の 宣

言 

main 関数 を 宣

言 し ます 

3 
char str1[MAX] 

={ ¥0 } 

文字 列 型 変数 

を 宣言 する 

文字 列 を 使う 

変数 を 宣言 し 

ます 

4 scanf ("%s" str1) 
文字  列  の 

入力 を 行う 

する の 文字 

列  を  代入 

し ます 

5 scanf("%d”,&vx) 整数 の 入力 
整数 の 入力 

を し ます 

6 
printf(“整数を入力
“) 

入力 を 促す 

文章 を 表示 

入力 を する 

よう に うな

がす 文章 を 

表示 し ます 

7 If (vx == vy){ 
０  以上  か 

どう か 

vx が 0 以上 

か  の  判定 

を し ます 

8 

printf(“%d は%d と

等しいです．¥n" 

vx vy) 

文章 を 表示 
文章 の 表示 

を し ます 

9 }else{ 
の  場合  の 

結果 を 表示 

文字  列  を 

代入 し ます 

1

0 

printf("%d は%d と

等しくありませ

ん．¥n" vx vy”) 

文章 を 表示 
文章 の 表示 

を し ます 

 

表 1 の 1 行目は，生成したコメントが良好な例で

ある．元コメントを学習した場合では，「最大値」と

出力されていた部分が「一番大きい値」と分かりや

すくなっている．しかし，9 行目はコメント生成自

体がうまくいっていない．これは，対訳データの条

件分岐 else に対するコメントが多様なため収束して

いないと考えられる． 

 

4. 今後の課題 

通常のコメント生成とやさしい日本語のコメント

生成の改善としては，対訳学習データの改善や構造

情報の追加などの方法を考えている．また，attention

を導入した encoder decoder モデルを利用しておりモ

デルの改良を行いたい． 
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あらまし：ICT 活用型避難訓練（ICTBED）は，携帯情報端末に提示される仮想的な災害状況に対する判

断を伴う現実世界での避難訓練である．ICTBED では振り返りを重視しており，参加者の避難訓練ログを

2次元のデジタルマップ上に可視化することで振り返りを支援している．本研究では，新しい振り返りの

手法として，参加者が“避難経路を現実世界で再度辿りながら避難を振り返る”という Reflection After 

Reflection（RAR）を着想した．そして，RAR 支援として，避難訓練ログから他者の避難の様子を 3次元

マップ上に可視化する機能を，携帯情報端末用アプリとして試作した． 

キーワード：ICT活用型避難訓練，避難訓練ログ，可視化，3次元マップ，振り返り，防災教育 

 

 

1. はじめに 

近年， ICT 活用型防災教育 (ICT-based Disaster 

Education: ICTDE)が注目されている (1)．例えば，

Virtual Reality を活用した避難訓練では，Computer 

Graphics や Head-Mounted Displayで災害状況をリア

ルに表現し，安全な環境下でインタラクティブ性の

高い避難疑似体験を可能にする (2)．著者らは，ICT

活用型避難訓練として ICT-based Evacuation Drill

（ICTBED）を提案・開発し，地震・津波避難を主

な対象として教育実践に取り組んできた(3)．ICTBED

は Geo-fencingの枠組みを採用し，避難場所へ向かう

途中（シーンと呼ばれる緯度経度で設定された領域）

で携帯情報端末に仮想の災害状況を提示する．参加

者には，その災害状況に対してどのように判断（対

応）するかを考え，制限時間内に避難場所に到着す

ることが求められる．さらに，ICTBED では振り返

りを重視しており，参加者の避難訓練ログ（避難経

路や災害状況への対応）を 2 次元マップ（Google マ

ップ）上に可視化することで，振り返りを支援して

いる．例えば，可視化された複数の避難訓練ログを

参照しながら，「なぜそのように判断したのか？」な

どについて参加者全員で議論するようにしている． 

本研究では，避難訓練ログの活用に着目し，より

効果的な ICTBEDの実現をめざしている．その中で，

新しい振り返り手法として，参加者が“避難経路を

現実世界で再度辿りながら避難を振り返る”という

Reflection After Reflection (RAR)を着想した．そして，

RAR 支援として，3次元マップを用いて避難訓練ロ

グから他者避難を可視化する． 

 

2. Reflection After Reflection (RAR) 
RARは，避難訓練の振り返りの成果（気づいたこ

とや疑問）について現実世界（屋外）で体験的に振

り返る学習活動といえる（図 1）．参加者は避難訓練

ログに沿って避難訓練を再体験することで，災害状

況や参加者の訓練時の状態（疲労や感情など）を想

起した上で，より深い振り返りにつなげることがで

きる．例えば，推奨避難経路が通行不可という災害

状況において，避難場所をめざして，広い回り道で

はなく，狭い近道を通行すると判断した場合， 

(1) 振り返りを通じて，その判断が適切であったか

について考える 

(2) 判断の適切さを確認するため，避難経路に沿っ

てシーン（判断した場所）を訪問する 

(3) シーン（周囲の状況）の観察を通じて，狭い道

で遭遇しうる危険性などを考慮して，判断の適

切さを確認する 

といった学習活動が期待される．(2)と(3)が RAR に

該当する． 

 

3. 3次元マップによる避難訓練ログの可視化 

RARでは，現実世界で避難経路を再度辿ることに

なるため，参加者に携帯情報端末用アプリを提供し

て RARを支援する． 

3.1 試作アプリ 

試作アプリは，サーバから避難シナリオと避難訓

練ログを取得して RAR支援を実行する（図 2）． 

試作アプリは，RAR支援機能のひとつとして，参

加者自らの避難訓練ログを 3 次元マップ上に可視化

する（図 3-a）．参加者はアバタで表現され，三人称

視点でマップに配置される．避難経路はマップ上に

赤色で示されており，参加者はこの表示に沿って避

難経路を辿る．シーンでの災害状況提示や判断は，

マップ上に看板オブジェクトを配置して表示する． 

 
図 1 RAR の概要 
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図 2 試作アプリの構成 

 

    
(a) 参加者の避難   (b) 他者の避難 

図 2避難訓練ログの 3 次元マップによる可視化 

 

3.2 他者避難の可視化 

試作アプリは，同じ避難シナリオの複数の避難訓

練ログを取得して，他者避難を 3 次元マップ上に可

視化する（図 3-b）．具体的には，参加者アバタとデ

ザインの異なる他者アバタをマップ上に配置し，避

難訓練ログに基づいて避難経路を移動するアニメー

ションとして表示する．携帯情報端末を左右に動か

せば，それに追従して三人称視点の方向が変わる． 

他者避難の可視化により，他者がどのような経路

をどれくらいのスピードで避難したか知ることがで

き，参加者の判断の適切さを避難経路やスピードの

観点から確認することが期待される．また，他者避

難の可視化により避難スピードの差が強調され，避

難訓練の緊迫感を高める効果も期待できる． 

 

4. 試用実験 

RAR の有効性や試作アプリのユーザビリティを

検証するために，小規模な試用実験を実施した． 

4.1 実験手順 

被験者は，防災教育実践に従事した経験のある情

報系大学生および大学院生 12 名であった（防災への

関心・意識が高かったといえる）．被験者は， 

(1) ICTBEDによる避難訓練に参加した後 

(2) 被験者全員で 2 次元マップに可視化された避難

訓練ログを見て避難訓練を振り返り（従来の振

り返り） 

表 1 アンケート結果 

質問 従来 RAR 両方 

Q1．振り返りが実際の災
害時に役立つと思う 

0 12 0 

Q2．災害状況を十分に思
い出せる 

1 6 5 

Q3．アプリは使い易い（未
回答 1） 

1 6 4 

 

(3) 試作アプリ（8 インチタブレットにインストー

ル）を用いて，他者避難の可視化を含む RARに

取り組み 

(4) 最後にアンケートに回答した． 

 

4.2 アンケート結果 

アンケートでは，各質問に対してもっとも該当す

る回答を選択させた．表 1 にアンケート結果（回答

数）を示す．Q1 について，被験者全員が従来の振り

返りではなく，RARが役立つと回答していることか

ら，現実世界で体験的に避難訓練を振り返る RAR

の有効性が示唆される．しかし，Q2の回答を見ると，

災害状況を想起できたかについては RAR に特化し

た効果であるとはいえない．Q3については，ユーザ

ビリティに大きな問題はないと考えられる． 

今回の試用実験では，RAR および試作アプリにつ

いて十分に検証できていない．特に，他者避難を視

認できない被験者がいたため，他者避難の可視化に

ついては検証できていない． 

 

5. おわりに 

本稿では，ICTBED による避難訓練を振り返った

後に現実世界で訓練を再体験する RAR を概説し，

RAR 支援として避難訓練ログの可視化について述

べた．試作アプリでは，参加者ならびに他者の避難

を 3 次元マップで可視化している．小規模な試用実

験から，RARの有効性などが示唆された． 

他者避難の可視化は，RAR だけでなく，ICTBED

による避難訓練にも適用可能と考えられる．また，

Augmented Realityによる他者避難の可視化も実装し

ていく． 
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H.264 コーデック遠隔会議システムを利⽤した海外⼤学との 
単位互換授業の構想 
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あらまし：⼭⼝⼤学⼤学院技術経営研究科では、H.264 コーデック遠隔会議システムを活⽤した海外⼤
学との単位互換授業の実現に向けて、インドネシア、マレーシア、タイならびにベトナムの⼤学と共同
し、枠組みの構築を平成 27（2015）年度から取り組んできた。この度、各⼤学における H.264 コーデ
ック遠隔会議システムの導⼊をほぼ完了し、本格的な単位互換授業の実現に向けて、カリキュラムマッ
プをベースした授業単位の互換マトリクスの開発に着⼿した。本発表では、これまでの成果と今後の⾒
通しを報告する。 
キーワード：遠隔講義、海外⼤学、コースシェア、単位互換 

 
 

1. はじめに 
⼭⼝⼤学⼤学院技術経営研究科は社会⼈⼤学院⽣

を対象にした技術経営専⾨職⼤学院であり、平成 17
年度に設置されて以来、アクティブラーニングなど
の学習⽅法を取り⼊れた課題解決型学習を推し進め、
技術経営教育の実績を積み上げてきた。 

これまで培ってきた技術経営教育の裾野を拡げ、
グローバルに活躍できる⼈材の育成を⽬指し、平成
27 年度から、ASEAN 各国の有⼒⼤学との連携の下、
国境・学術分野・産学の壁を越えてオープンイノベ
ーションを推進する⾼度専⾨職業⼈を育成する教育
拠点として、アジアイノベーションセンターを設置
し、⼭⼝⼤学⼤学院技術経営研究科の教員が中⼼と
なってグローバル MOT 教育の普及を図った。 

今回の発表では、マレーシア、インドネシア、タ
イならびにベトナムの⼤学と協働し、遠隔シスムテ
を利⽤した国際講義の枠組みを構築した経緯と講義
を⾏うためのツールとして導⼊した H.264 コーデッ
ク遠隔会議システムについて報告する。 

 

2. 背景 
今後、⽇本の持続的な成⻑のためにはイノベーシ

ョンが不可⽋である。それは国内で完結するイノベ

ーションではなく、海外、とりわけ成⻑が著しい
ASEAN 諸国を中⼼としたアジア地域で広く受容さ
れるようなイノベーションを創出する必⽤がある。 

イノベーションは単なる技術⾰新ではなく、社会・
経済・⽂化のコンテクストを踏まえながら事業とし
て成功する「創新」を意味している。 

このようなイノベーションを駆動できる⼈材には、
技術と経営の複眼的な視点で物事を捉えることがで
き、⽂化･社会の多様⽣を理解しながらアジア経済圏
の⼈々と協働してお互いに有益なビジネスモデルを
⽣み出す能⼒が求められている。 

⼭⼝⼤学では、このような⼈材を育成するために
国境を越えたグローバル技術者を養成する教育プロ
グラムを実施する（グローバル MOT 教育事業）こ
とを⽬的に、「アジアワイドな実践的イノベーション
教育拠点」としてアジアイノベーションセンターを
開設した。 

 

3. 海外の⼤学との連携 
3.1 グローバル MOT 教育コンソーシアム 

グローバル MOT 教育事業を実施するための協⼒
⼤学として、インドネシア・バンドン⼯科⼤学ビジ
ネススクール、マレーシア⼯科⼤学マレーシア⽇本
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国際⼯科院、マラ⼯科⼤学ビジネススクール、タイ・
チェンマイ⼤学ビジネススクール、ベトナム・ダナ
ン科学技術⼤学ビジネススクールとの連携を図り、
グローバル MOT 教育に関するコンソーシアムを形
成した。 
 
3.2 通信コミュニケーション⼿段の検討 

本グローバル MOT 教育事業では、⼭⼝⼤学と各
⼤学とを接続するための通信コミュニケーション⼿
段として、H.264 コーデックベース遠隔会議システ
ムの導⼊を図った。 

⼭⼝⼤学では、H.264 コーデックベース遠隔会議
システムを利⽤して、これまで学内における遠隔講
義や複数キャンパスにおける遠隔研修などの実績を
積み上げてきた。H.264 コーデックベース遠隔会議
システムの特⻑は、明瞭な講師像と⾳声ならびにパ
ソコンの映像を配信することが可能であることにあ
る。インターネット通信環境さえ整っていれば、国
内外を問わず、如何なる場所とも接続することがで
きる。また、H.264 コーデックベース遠隔会議シス
テムは、専⽤のハードウェアを設置するため、受信
機の電源を⼊れて相⼿局を呼び出すだけで容易に接
続を確⽴できる。本事業では、通信に関する専⾨知
識を有していない教員や学⽣が、容易かつ安定に相
互コミュニケーションできることを重要視した。 

 
3.4 海外とのテレコミュニケーション接続 
 平成 30 年 5 ⽉、⼭⼝⼤学とダナン科学技術⼤学を
接続し、H.264 コーデックベース遠隔会議システム
による遠隔講義のデモンストレーションを⾏った。
図 1 に遠隔会議システムによる遠隔講義を実施する
ための機器配置と接続図を⽰す。このデモンストレ
ーションは、⽇本側（⼭⼝⼤学）を配信局、ベトナ
ム側（ダナン科学技術⼤学）を受信側として講義を
開始した。講義の途中でベトナム側の学⽣から質問
を受けたり、またお互いにカメラを学⽣ビューに切
り換えて⽇本とベトナムの学⽣同⼠の討議を⾏うな
ど、インターラクティブなビデオ中継講義を実施す
ることができた。発表の当⽇は、デモンストレーシ
ョンの様⼦を紹介する。 
 
4. おわりに 

⼭⼝⼤学では、グローバル MOT 教育事業を実施
するためにアジア諸国の⼤学と連携し、H.264 コー
デックベース遠隔会議システムの導⼊を図ってきた。
この度、H.264 コーデックベース遠隔会議システム
によるデモストーレション講義を成功裏に終了した
ことを受けて、今後、コードシェア講義の実施、さ
らには単位互換授業の実施に向けて、カリキュラム
の設計に着⼿する。 

 
図 1 スクーリングモードに対応した機器の配置と接続 
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不登校状態の経験を有する児童生徒のための 
学習導入ツール『とんとん走れ』の提案 

A proposal of the learning introduction tools for school children and 
students had been a non-attendance condition on the past 
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あらまし：本稿は不登校状態となった児童⽣徒を受け⼊れる⼋王⼦市⽴⾼尾⼭学園のために、地域
の昔話を題材に開発した学習導⼊ツール『とんとん⾛れ』を紹介するものである。同ツールは「⽬
標設定シート（A4）」と「タブレットPC⽤デジタルゲームアプリ『とんとん⾛れ』」、「報酬スタ
ンプ（３種）」で構成される。学習者は⾃習の前に⽬標を設定し、集中⼒向上を⽬的として１〜２
分ほどゲームアプリを楽しんだ後、⾃習に取り組み、到達した場合、希望する報酬スタンプを得る�
キーワード：不登校，学習導⼊，学習ツール、ソーシャルデザイン�

１　研究の背景と目的 
東京都⼋王⼦市館町に所在する市⽴⾼尾⼭学園は、
不登校状態（⼼理的、情緒的、ないしは社会的な何
らかの要因で年間30⽇以上⽋席）となった市内⼩・
中学校の児童⽣徒（⼩４〜中３）の受け⽫として、
2004年に設⽴された⼩中⼀貫校である。同校には、
転⼊学希望者が⼊級する適応指導教室「やまゆり」
が併設されている。その⽬的は、集団学習の経験が
不⾜する児童⽣徒を指導し、学園への円滑な転⼊学
をはかることにある。�
同教室の重要課題の⼀つに「学習習慣の獲得」が
ある。⻑期の不登校状態は児童⽣徒から段階的な知
識習得の機会を奪い、結果として学習に対する意欲
と継続⼒を低下させるからである。そこで、同教室
では⼀⼈ひとりの状態に対応するべく、１⽇１・２
回の⾃習時限を設け、複数の指導補助員と学⽣サポー
ターが⽀援にあたっている。しかし、現実問題とし
て、⾃習の継続時間が数分に満たず、かつ改善傾向
がみられない者が少なからずおり、⾃習を⽀援する
学習導⼊ツールの必要性が指摘できる。�
以上を踏まえ、本稿では上記適応指導教室「やま
ゆり」に⼊級する児童⽣徒を対象とした学習導⼊ツー
ルを提案する。�
２　既往研究と実地調査 
中村の論⽂「集中⼒を⾼める学習環境の設定につ
いて」（１）によれば、若年学習者の集中⼒向上に
は、１）⾒通しがもてる⽬標設定、２）準備や実施
が簡単、３）毎⽇できる、４）簡単で分かりやすい、
の４つが効果的とのことであった�
また、筆頭発表者（⾼橋）は2017年５⽉初旬より、
上記「やまゆり」の学⽣サポーターを務め、現状を
把握した（2018年度も継続予定）。その結果、上記
のとおり、学習意欲や継続時間に極めて⼤きな問題

を抱える児童⽣徒が確認された。その⼀⽅、好きな
ことや興味関⼼を寄せるもの、例えばゲームなどに
ついては、⼀般的な集中⼒を発揮することを理解し
た。�
３　学習導入ツールの概要 
本稿で提案する学習導⼊ツールは、⼋王⼦市に居
住する児童⽣徒にとって⾝近な昔話集である『とん
とんむかし』（２）の⼀話（紹介事例は『天狗の
湯』）を題材とするもので、以下の３つの個別ツー
ルによって構成される。�
①�５回分の⾃習の⽇付と⽬標を記⼊できる「⽬標記
⼊シート」（図１、A4⽤紙１枚、後述するツール
③の押印欄あり）�

②�学習者の集中⼒向上を狙い、⾃習前の１〜２分間
に使⽤するタブレット型PC⽤の横スクロールア
クションゲーム「とんとん⾛れ」（図３）�

③�⾃習後の⽬標達成に対する報酬として前述の「⽬
標設定シート」に押印するための「スタンプ」（図
２）�
これらの内容と使⽤⼿順は以下のとおり。まず、
学習者が⾃習の⽬標を設定し、⽇付を含めてツール
①に記⼊する。�
次に、ツール②をプレイする。同アプリは前述の
集中⼒向上に寄与するとされる４つの要素を踏まえ
て開発している。基本構造は図３に⽰したとおり、
物語の主⼈公があらすじを踏まえた背景画⾯を⾛破
するものである。画⾯右から上中下の３つのコース
を流れてくるストッパー（主⼈公の障害物）を、そ
れらに紐付けられた消去ボタン（画⾯下部の３つの
丸型）を押して順番に消去していくことで、主⼈公
が前進（背景がスクロール）し、ゴールに近づく。
消去が間に合わない場合、ストッパーはメインキャ
ラ上に設けた⼲渉ポイント（不可視）に停滞する。
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この停滞中は背景スクロールが停⽌する（主⼈公は
前進 できない）。スクロールの途中には、物語の
重要場⾯がイベントイラストとして表⽰される。同
アプリの⽬的は学習導⼊であり、ゲームとしての難
易度は極めて低く設定してある。�
ツール②のクリア後、学習者は持参の教材をもち
いて⾃習に取り組む。ツール①で設定した⽬標を達
成すると、物語のサブキャラがスタンプとなったツー
ル③から好みのものを⼀つを選び、ツール①の押印
欄に押印することができる。�
図４に⽰したとおり、ツール②と③は、児童⽣徒

が『とんとんむかし』から物語を選定し、イラスト
を描くことで種類を増やすことができる。すなわち
児童⽣徒がツール制作に主体的に関わるのである。�
４　さいごに 
今回の提案内容については関係者の協⼒のもと、
「やまゆり」で検証予定であり、その成果は発表時
に報告したい。�

参考文献 
（１）� 中村美和：「集中⼒」を⾼める学習環境の設定に

ついて、奈良県⽴教育研究所、pp.3-6（2005）�
（２）� 菊池正：とんとんむかし、ふこく出版（1996）

消去ボタンのキャラクターが報酬のスタンプになる

イベント１
天狗におにぎりをあげる

イベント２
おばあさんが倒れてる

イベント３
鹿の湯をもらう

イベント５
おばあさんがお湯で温まり
助かる

イベント４
湯をこぼした吾平を天狗が
助けてくれる

ਤ̏ɹֶशಋೖΞϓϦʮͱΜͱΜ૸Εʯͷجຊߏ଄ʢྫ�ͱΜͱΜΉ͔͠ʰఱۡͷ౬ʱʣ

ਤ̐ɹࣇಐɾੜె͕ඳ͘ߏ੒ཁૉʢྫɿh ఱۡͷ౬ ʣɦ

イベントイラスト

メインキャラ

消去ボタン：3種類あり、アイコンと
　　　　　　なったサブキャラと紐付
　　　　　　いたストッパーを消去す
　　　　　　る。

干渉ポイント：右から移動してきたストッパーが
　　　　　　　このラインで停滞すると背景のス
　　　　　　　クロールが停止する。

メインキャラ：上下に動き、走りを表現する。背景：ストッパーを消去するこ
　　　とで左方向にスクロール
　　　する。
　　　（横 :4048px　縦 :500px）

ストッパー：メインキャラの障害物で、
　　　　　　サブキャラに紐づくもの
　　　　　　が数種類、計 150個ある。
　　　　　　背景のスクロールよりや
　　　　　　や早く移動する。

背景要素

キーストッパー：イベントイラストの表示の鍵
　　　　　　　　となるストッパー。
　　　　　　　　（１場面 1つ以上）

ストッパー

消去ボタンアイコン

ਤ̎ɹࣗशޙͷใुελϯϓʢ��ʷ��ʷ��NNʣ

目標記入欄

スタンプ押印欄

ਤ̍ɹ໨ඪهೖγʔτʢ"̐ʣ

日付け記入欄

場面１の野菜 場面２の家

場面５の温泉

羽団扇

兜巾 下駄

鹿の角

お湯の樽

お婆さんの眼鏡

お婆さんの髪

背景とイベントの関係

天狗 鹿 お婆さん

吾平

イベント１ イベント２ イベント３ イベント４ イベント５

背景
第１場面 第２場面 第３場面 第４場面 第５場面
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初年次 PBL科目「プロジェクト演習」の設計と授業実践 
 

Design and Practice in the Course of "Group Project Practice" 
 

高井 久美子*1, 荒井 正之*1, 蓮田 裕一*1,水谷 晃三*1,佐々木 茂*1,渡辺 博芳*1 
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Shigeru SASAKI*1, Hiroyoshi WATANABE*1 

*1帝京大学 
*1Teikyo University 

Email: kumiko@ics.teikyo-u.ac.jp 
 

あらまし：汎用的スキルをつけるための教育を模索する中で， 各学年に PBL 科目を配置し，初年次に

PBL の入門となる必修科目「プロジェクト演習」を配置した．初年次には，今後の PBL において身につ

ける汎用的スキルを意識して活動できるようにすることに重点をおくべきと考えた．そのための工夫とし

て演習の各フェーズにおいて自分が目標とすることをあらかじめシートに書き出し，それに沿って振り返

りを行うようにした．本発表では授業の概要と実践した結果を報告する． 

キーワード：高等教育，アクティブラーニング，PBL，授業実践 

 

 

1. はじめに 

帝京大学理工学部情報電子工学科では，カリキュ

ラムにおいてコアとなる必修科目をコア科目群とし

て位置づけ，複数名の教員が共同で授業設計してチ

ームティーチングで授業を実施し，実践結果を共有

して PDCAサイクルを回すといった協働的教授モデ

ルによる教育改善活動を行なっている[1]． 

コア科目群の一部として各学年に課題解決型科目

を導入している．典型的な課題解決型授業には少人

数のグループで課題を解決するプロジェクトを完遂

させる過程を通して学ぶPBL(Project Based Learning)

がある．各学年に配置した各科目で重視する部分を

それぞれ変えることで，課題解決に必要な力を年次

更新で積み上げることを狙った．PBLの入門となる

初年次の科目の設計においては，上級学年の PBL授

業で適用できるような PBL 型授業のモデルを作成

したいと考え，上級学年の授業担当者も含めて検討

した．初年次には，身につける汎用的スキルを意識

して活動できるようにすることに重点をおくための

工夫をいくつか取り入れた． 

我々は，基礎的・汎用的能力を身につけることを

目的とした PBL の方法を提案したいと考えている．

本発表では，授業の概要と実践した結果を報告する．  

 

表 1 科目全体のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 対象授業と概要 

対象とする授業は，帝京大学情報電子工学科にお

いて 1 年次後期に開講されている必修科目「プロジ

ェクト演習」である．この科目の学習目標は，チー

ムでプロジェクトを遂行する力を身につけることで

ある．そのために，分析・行動・チームワークの力

といった社会人基礎力を意識した能力とともに，コ

ミュニケーション力，調査力，プレゼンテーション

技術,グループディスカッションの経験等の獲得も

目指している． 

表 1 に全体のスケジュールを示す．2017 年度は，

前半 7 回分で調査・提案を主とするプロジェクト，

後半 8 回分でものづくりを主とするプロジェクトに

取り組む全 15 回の授業を実施した．1 回の授業は，

1 コマ 90 分の 2 コマ連続である．前半は健康管理を

テーマとし，後半はロボット開発，ウェブページ作

成のいずれかのテーマを選択することとした．履修

者は約 80 名で，チームメンバーは原則 3 名である．

担当教員は 5 名で，2～3 教室に分かれて実施した． 

プロジェクトの成果報告は，前半は，小グループ

に分かれて全員が自チームの成果を口頭で発表した．

その後，個人で提案書を作成し学生全員でピアレビ

ューを行なった．後半は，全員参加のポスターセッ

ションで，チームの活動成果を発表した． 

 

3. 学習活動における主な工夫点 

PBL型授業のモデルを作成するにあたっては，鈴

木の書籍[2]を参照した．PBLの全体的な流れ，ゴー

ルシート・フェーズシート・提案書の作成，ポート

フォリオに蓄積するものの検討，ピアレビューの方

法など，多くの点で参考にした．プロジェクト演習

における主な工夫は以下の 3 点である． 

 (1)プロジェクトの目的や目標を学生たちが決め，

ゴールシートに記入する 

前半後半ともに，第 1 回の授業でチームごとに「プ

授業回 活動内容
前半 1 チーム分け，課題設定，活動計画作成

2～5 解決策の検討と提案，プレゼン準備
6 プレゼンテーション
7 提案書のピアレビュー

後半 1 チーム分け，課題設定，活動計画作成
2～7 解決策の検討と提案，プレゼン（ポスター）準備
8 ポスター発表，振り返りレポート作成

試験時 振り返りレポート返却
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ロジェクトの目的，プロジェクトのゴール」を決め，

シートに書き込むこととした．ゴールが明記された

シートを折に触れて見直すことで，立案した活動計

画や作業進捗がゴールを目指したものになっている

かを確認することを期待した． 

(2)プロジェクトの各フェーズで自分が身につけ

たい力をあらかじめフェーズシートに記入する 

プロジェクト演習の基本のフェーズとして，前半

では「課題設定」「活動計画」「解決策の検討と提案」

「プレゼン準備」「プレゼンテーション」「提案書の

作成」「提案書のレビュー」「成長確認」を示し，前

半後半ともに，第 1 回の授業で一人ひとりが，それ

ぞれのフェーズで身につけたいと考える力を記入す

る．記入にあたっては，その活動を通して身につく

と考えられる力の一例を別紙に示した．たとえば，

「活動計画」のフェーズでは「すべきことをイメー

ジする，戦略的に計画する，優先順位を決める，時

間を的確に配分する」などを挙げ，学生がそのフェ

ーズですべきことや身につけられる力を想起するの

を助けた． 

(3)ポートフォリオを蓄積し，再構築して成長報告

書を作成する 

ポートフォリオは，学修の振り返りや自己評価に

使用することを目的とした．全員にクリアブックを

配布し，ポートフォリオとして「調査内容，議論内

容，検討結果，成果物，プレゼンテーション用資料，

提案書，授業で配布した書類など」を保管するよう

に指示した．紙ベースの保管を基本とし，電子的な

データが大量にある場合は主要なものを印刷して保

管することとした． 

成長報告書は，自分の成長を自覚し，今後も自分

で自分を成長させる意志をもって活動に取り組める

ようになることを目的としたもので，前半・後半そ

れぞれのプロジェクトの終了時に作成する．成長報

告書には a,b,c の三種類がある．cに記した各回の振

り返りを基に b を記し，b に記した自分の成長した

点を厳選して aをそれぞれ記す． 

・成長報告書 c：ポートフォリオなどを見ながら

プロジェクトの各回の演習で行なったこと，各回の

活動を通して自分が身につけたことを記す．  

・成長報告書 b：プロジェクト全体を通して自分

が成長した点や気づき，視点の変化など，どの時点

でどのように成長したかを箇条書きにする． 

・成長報告書 a：プロジェクトを通して身につい

た力のベスト 3 とその力を生かしたい場面を記す．

また，自分が最も身につけたかった力について，演

習の初回と現在の満足度，その力をさらに伸ばすた

めにすべきことを書く． 

 

4. 授業実践の結果と考察 

後半のプロジェクトとしてウェブページ作成を選

択した学生に対して，授業終了後にアンケートを実

施した．回答者は 40名（回答率 89%）であった． 

身につけたい力を意識して学習活動を行ったか，

身につけたい力がついたかという質問への回答状況

を図 1に示す．「どちらかというと」も含めると 90％

の学生が，身につけたい力について，意識して学習

活動を行なった，力がついたと感じていた．  

プロジェクトの目的や目標を記入するゴールシー

ト，および自分が身につけたいと考えている力をあ

らかじめ記入するフェーズシートについては，自由

記述に「自分の目標に向かって活動ができたので良

かった」「身につけたい力を明確にすることで，それ

に向けて行動することができた」と述べられていた． 

ポートフォリオについては，どのようなときに使

っているかという質問の回答から，成長報告書や各

種シートの作成時，グループ活動中やプレゼン準備

など多くの場面で使っていることがわかった．自由

記述には，「作業の状況などが参照しやすい」「振り

返りやすかった」「ポートフォリオを活用することで

班員と協力することができた」との回答があり，ポ

ートフォリオが役に立っている様子がうかがわれる． 

成長報告書からは，学生がそれぞれ，自分の目標

とする点に対して振り返っている様子が読み取れる． 

これらから，身につけたい力を意識して活動する

ための工夫やポートフォリオを活用した振り返りな

どが，プロジェクト演習の学習目標に対して有効に

機能していたことがうかがえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 身につけたい力についてのアンケート結果 

 

5. おわりに 

本稿では，基礎的・汎用的能力を身につけること

を目的として設計した授業の概要と授業実践の結果

について述べた．PBLのしくみとして取り入れた工

夫点が機能して全体的には授業の目的が一応は達成

できたようである．学生による自己評価以外の方法

で力が向上したかどうかを評価することと，ポート

フォリオをどのように蓄積して活用を促すかが今後

の課題である． 
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地域貢献プログラムにおける質保証の検討 
 

Consideration of quality assurance in community contribution program 
 

川田 博美 

Hiromi  KAWADA
 

 

名古屋女子大学短期大学部 

College of Nagoya Women's University 

 

あらまし：短大生を対象とした「協働型サービスラーニング」の手法の導入による「社会人基礎力」育成のためのプロ

グラムを 2013 年度より学科単位で必修履修として展開してきた。「協働型サービスラーニング」の多くが、「学内での学

び」を基にして、学生の「自発性」と「ボランティア精神」による「学外での学び」を保証する取り組みであるが、本学

科のプログラムの特徴は、学外での活動における協働型サービスラーニングの実践ではなく、それを学内で主催実施する

イベントにより実践している点である。履修者全員に、年度ごとに実践の場を継続して提供できる点に意義があり、イベ

ント実施やプログラムのノウハウなどを学内に蓄積することができる。しかし、学科全体を対象とするため、1つのイベ

ントでは収容しきれず、複数のテーマに分散させることを目的として、「社会人基礎力」の項目によるプロジェクトの「選

択パターン」を設定したうえで運用してきた。社会人基礎力の各テーマに基づいた選択パターンのうち、特に「チームで

働く力」を養うプロジェクトの内容に基づいた質保証のためにルーブリックを検討した。 
キーワード：短大教育，質保証，ルーブリック，地域貢献プログラム、社会人基礎力 

 

 

1. はじめに 

平成 16 年度から始まった第三者評価制度により、

大学は文部科学大臣の認証を受けた機関（認証評価

機関）による評価（認証評価）を受けることが義務

付けられたが、私立短期大学のほとんどが評価を受

ける短期大学基準協会の学習成果に関する評価基準

では、基準Ⅰとして「建学の精神と教育の効果」を

基準Ⅱ として「教育課程と学生支援」を定め、それ

ぞれ次の項目によりなる（1）。 

基準Ⅰ：教育の効果、学習成果、教育の質の保証。

基準Ⅱ：学習成果の査定（アセスメント）。 

特に教育の質の保証の評価基準の詳細は、学習成

果を焦点とする査定（アセスメント）の手法を有す

ることとし、それは、 

(1) 学科・専攻課程の教育課程の学習成果に具体

性がある。 

(2) 学科・専攻課程の教育課程の学習成果は達成

可能である。 

(3) 学科・専攻課程の教育課程の学習成果は一定

期間内で達成可能である。 

(4) 学科・専攻課程の教育課程の学習成果に実際

的な価値がある。 

(5) 学科・専攻課程の教育課程の学習成果は測定

可能である。 

ことにより査定される。 

本学科では本来の教育プログラムに資格取得、地

域貢献などのプログラムを加えてさらなる特徴づけ

を展開している
（2）～（9）

。なかでも学科所属の全教

員により 3つのパターンで展開する地域貢献プログ

ラムでも質保証は求められ、目標とする社会人基礎

力の育成に基づく学習成果や評価基準を検討する必

要性がある。 

2. 「春待ち小町プロジェクト」で身に付ける『チ

ームで働く力』 
地域貢献プログラムのうち、「春待ち小町プロジェ

クト」で習得を目指す社会人基礎力の「チームで働

く力」（チームワーク）（多様な人とともに、目標に

向けて協力する力）は、職場や地域社会等では、仕

事の専門化や細分化が進展しており、個人として、

また組織としての付加価値を創り出すためには、多

様な人との協働が求められ、自分の意見を的確に伝

え、意見や立場の異なるメンバーも尊重した上で目

標に向けともに協力することが必要である、という

ことから、次の 6つの能力要素が設定された（8）。 

(1)「発信力」は、自分の意見をわかりやすく伝える

力で、自分の意見を整理した上で、相手に理解して

もらうように的確に伝える能力である。 

(2)「傾聴力」は、相手の意見を丁寧に聴く力で、相

手の話しやすい環境をつくり、適切なタイミングで

質問するなど相手の意見を引き出す能力である。 

(3)「柔軟性」は、意見の違いや立場の違いを理解す

る力で、自分のルールややり方に固執するのではな

く、相手の意見や立場を尊重し理解する能力である。 

(4)「情況把握力」は、自分と周囲の人々や物事との

関係性を理解する力で、チームで仕事をするとき、

自分がどのような役割を果たすべきかを理解する能

力である。 

(5)「規律性」は、社会のルールや人との約束を守る

力で、状況に応じて、社会のルールに則って自らの

発言や行動を適切に律する能力である。 

(6)「ストレスコントロール力」は、ストレスの発生

源に対応する力で、ストレスを感じることがあって

も、成長の機会だとポジティブに捉えて肩の力を抜

いて対応する能力である。 
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3．「地域貢献演習」のルーブリック 

地域貢献プログラムの質保証の目安として「地域

貢献演習」の到達目標達成度評価表（ルーブリック）

を作成した。それは次の内容である。 

領域１ 地域貢献実務の知識・スキル・態度と実務

実践力の領域 

■地域貢献の理解 

①地域貢献とは何かを理解し、地域貢献の様々な活

動と連携して捉えることができる。 

②地域貢献活動のプロセスの中で必要な倫理や法規

に沿った基本活動を理解している。 

■地域貢献活動での情報活用スキル 

③学内のルールや情報活用マナーに従って情報通信

環境を活用して情報収集・発信ができる。 

④パソコンによるデータの加工、レポート作成、資

料作成ができる。 

■地域貢献実務実践 

⑤地域貢献活動の意義と内容、取組手順（PDCA)を個

人活動および協働活動で実践するための基本知識と

実践方法を理解している。 

⑥地域貢献活動で必要な話し方・言葉遣い・応対、

メモ・報告・連絡・相談・ビジネス文書作成・記録・

保存・廃棄などの一連の実務を実践できる。 

領域２ 地域貢献活動を支える学修の基礎能力と教

養の領域 

■働く基礎能力 

⑦地域貢献の学修に、基礎能力（基礎知識・理解力・

考察力・表現方法など）を活かした活動ができる。 

⑧正課内外の学修活動で協働意識を持って行動し、

成果を振り返り、改善点を明確にできる。 

■社会と自分を知る力 

⑨市民社会や組織の一員としての自覚をもって現実

を理解し、問題を誠実に調べ、省察し、分析できる。 

⑩他者への思いやりや責任感をもって学修課題を議

論し、仲間とともに課題解決に向けた活動を行うこ

とができる。 

領域３ 総合的課題解決と学修継続力の領域 

■実務実践力 

⑪ビジネス実務の基礎知識・スキルを活用する総合

的演習を通して創意工夫をして結果を出す活動の価

値に気づくことができる。 

⑫実践学修における失敗・活動低下・崩壊の兆しな

どに対応し、多様な人と関わる活動に取り組んでい

る。 

■実践学修に取り組む力 

⑬大学の基礎教育や専門分野で学んだ学修成果（知

識・スキル・態度）を総合的実践の場で活用するこ

とができる。 

⑭学修した地域貢献の基礎知識・スキルを深める方

法を活かし、社会変化をふまえて学びを継続する価

値に気づいている。 

この内容に基づきこのテーマを担当する教員が所

属学生（31 名）を評価する。 

4．おわりに 

「地域貢献演習」で選択可能な 3 つのプロジェク

トは①前に踏み出す力（アクション）を育むことを

目標とする「セルフ・セレクト・プロジェクト」（地

域貢献活動参加型サービスラーニング）②考え抜く

力（シンキング）を育むことを目標とする「オリジ

ナル・プランニング・プロジェクト」（教員協働型サ

ービスラーニング）③チームで働く力（チームワー

ク）を育むことを目標とする「春待ち小町プロジェ

クト」（地域団体協働型サービスラーニング）である。 

今回設定したルーブリックは、そのうち「③チー

ムで働く力を育むプロジェクト」での構成をもとに

しつつ、9 つのテーマで展開する②考え抜く力（シ

ンキング）を育むことを目標とする「オリジナル・

プランニング・プロジェクト」（教員協働型サービス

ラーニング）にも適用可能なものを目指した。③の

テーマを含めた合計 11 のテーマは、内容が異なって

おり、その中で共通したルーブリックにするために

さらに精度を上げなければならない。さらに目標と

して育成する「社会人基礎力」が異なるため、こう

した共通のルーブリックに加えて目標とする社会人

基礎力の各項目に応じたルーブリックの設定も必要

であり、今後の課題と言える。 
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PBL 授業における課題の協働作業への GoogleDrive の活用 
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あらまし：PBL 授業で実施するさまざまな課題の多くはグループワーク等によって，多人数で協働作業

としてあたっていく．最終的には１つのレポートやデータ，プレゼンテーション資料等を作っていくこと

になるが，それを上手く共有させ，授業時間外にも作業できるように準備する必要がある．そのための一

番簡単な手段として GoogleDrive を活用し，協働でレポート等を作成させた授業について紹介し，そのメ

リットとデメリットについて解説する． 
キーワード：PBL 授業，クラウドサービス活用 

 
1. はじめに 

現在，導入が進められている新学習指導要領「生

きる力」では，「主体的・対話的で深い学び (1)」を

キーワードとして，アクティブラーニングの視点か

らの授業改善の推進が求められている．この推進を

図るという立場から，さまざまな初等中等教育，高

等教育において実践研究がされている．あわせて，

学校教育法の一部を改正する法律(2)で，教科書の内

容をデジタル教科書化したものがある場合は通常の

紙の教科書に代えて使用できるようになされ，著作

権法の一部を改正する法律(3)によって，教育の情報

化に対応した権利制限規定等の整備がなされた．こ

れらによって，教育へのアクティブラーニングの導

入と ICT 活用環境が整えられた． 
このアクティブラーニングには，実施の一形態と

して PBL（Project Based Learning）型授業がある．こ

れは授業の学習内容に則したプロジェクトを課題と

して課し，それを学習者達が協働して推進し，学習

開始から修了時点までのさまざまな時点で，いろい

ろな成果物を作成し，それを持って学びを深めてい

くものである．PBL 型授業自体は，協働作業による

課題解決を促していくものであり，ICT 活用自体は

必須ではない．しかし，今後，教育への ICT 活用が

なされた時，協働作業のとりまとめのために ICT を

活用することが必須となることは明白だろう．既に，

大学を始めとする高等教育機関においては，PBL 型

授業に限らず，レポートやデータ取りまとめ，プレ

ゼンテーション資料等作成及びプレゼンテーション

実施については，パソコン上で行うことが，ほぼ前

提となっている． 
前段の社会的背景も含めて，本研究では，PBL 型

授業における課題の協働作業を題材として，その課

題を効率的に実施していくための ICT の効果的な活

用の１つの方策として，GoogleDrive を活用した．本

稿では，その活用方法についての紹介し，メリット

デメリットについて検討する． 

2. GoogleDrive を活用する PBL 型授業 

本研究では，金沢大学養護教諭特別別科の 2018
年度前期「情報機器の操作」の後半 8 回分の授業に

おいて GoogleDrive を活用することとした．その前

段として，2017 年度金沢大学共通教育 GS（Global 
Standard）科目「統計学で未来を見る」でも試験的

に活用した． 
「情報機器の操作」の授業は，将来，養護教諭を

目指す学生に対して，情報機器の取扱い方法につい

て習得させることを目的としている．そこで，取扱

う情報機器に関してパソコンを設定し，授業期間中

にグループワークとして実施する課題として「アン

ケート調査作業」を設定している．授業の流れは表

1 の通りで，アンケート調査作業を行うことによっ

て，文章作成，表計算，プレゼンテーション用の各

ソフトウェアの使用方法を学ぶとともに，アンケー

ト調査のやり方について学習する．なお，統計的な

解析作業については，SPSS を用い，その使い方を学

習している． 

表 1 授業回と授業内容 

 
「統計学で未来を見る」の授業では，RESAS を活

用して地域の状況の分析などを行い，統計データの

活用方法を学んでいくことを目的としている．そこ

ではグループワークとして特定の地域の適当な課題

を提示し，その解決方法について検討をする． 
 

  

授業回 内容 
9，10 回 調べるべき対象，事項，方法，内容について検

討，調査用紙作成（文章作成） 
11 回 実際の調査・調査結果の集計とデータ化 
12 回 集計したデータの解析（表計算） 
13，14 回 調査結果のとりまとめ（表計算） 
15 回 調査結果報告（プレゼンテーション，文章作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B6-3 

― 423 ―



3. GoogleDrive の活用と 2 つのメリット 

金沢大学では，学生に付与するメールとして

Gmail を用いており，そのため金沢大学として G 
Suite を利用している．その結果，学生に付与した

Gmail を ID として，GoogleDrive を活用できる．ま

た，金沢大学では学生全員にノートパソコンを準備

させていて，その利用環境は整っている． 
授業では，グループワークで作成するさまざまな

成果物を，協働で作業するため，グループ毎にフォ

ルダを共有化させる．この中で作業することで，全

ての作業がグループで共有されることになる．また，

共有に際して，教員である森のメールアドレスも登

録させることで，個別に作業状況を把握できるよう

になる． 
この GoogleDrive の活用には，2 つのメリットが存

在する．1 つ目が，GoogleDrive がクラウド上のサー

ビスであることから得られる，1 つのファイルを複

数人で同時編集できることである．これ自体は，

GoogleDrive 上のドキュメント（文章作成），スプレ

ッドシート（表計算），スライド（プレゼンテーショ

ン）というソフトウェアに，古くからついている機

能で，これによって，学生が使用しているそれぞれ

のパソコン画面を見ながら，1 つのファイルに同時

にアクセスし，ディスカッションをしながら，合わ

せて編集することが可能である．これはインターネ

ットを通じて行う機能であるため，夜，自宅などか

らでも作業可能である．レポート等を作成する際に，

ファイル内の別の部分の内容を手分けして作成した

り，1 カ所をグループ内で推敲しながら作成したり

できる．2 つ目が，マイクロソフト Office 等の製品

の代替である．金沢大学では，マイクロソフト社と

の包括ライセンス契約を結ぶことで，学生は卒業す

るまでマイクロソフト Office 製品を使用することが

できる．しかし卒業後までも勘案したときに，マイ

クロソフト Office 製品を使用しつつけることができ

るとは限らない．そこで，状況に応じていろいろな

ソフトウェアを使用できるようになっておく必要も

あるだろう．無料でも使用可能な GoogleDrive はそ

のための方法として，一番容易な方法である． 
 

4. 実際の授業での活用とデメリット 

「情報機器の操作」の授業では，成果物の作成に

GoogleDrive を使用した．具体的には，ドキュメント

を使ってアンケート調査用紙を作成，スプレッドシ

ートを使ってアンケート調査結果をデータ化，解析

作業の後グラフ作成，スライドを使って調査内容を

取りまとめて発表を行うという一連の作業をプロジ

ェクト学習として実施した． 
大まかな操作方法は，マイクロソフト Office 製品

との類似性から，大抵の学生はこなすことができて

いた．ただ，授業における学習内容自体が「プロジ

ェクト課題」と「ソフトウェアの取扱い」の 2 つが

平行して行われるため，学生の学習活動の焦点にブ

レを生じさせていた． 
GoogleDrive の活用によって発生したデメリット

として，学生のディスカッションが深まりにくい点

が挙げられる．これは「統計学で未来を見る」の授

業でも見られた事象であったが，同時に編集できる

というメリットが，成果物作成時の内容の推敲等に

生かされるのではなく，単なる作業の分担に収束し

てしまうのだ．教室におけるディスカッションにお

いても協働作業による内容の深化ではなく，単なる

作業の分担の割りふりに偏りがちであった．これは

単なるファシリテートの失敗とも取れるが，ICT の

教育活用が教育の深化へ与える不利な要素となりえ

る事項とも取れる．そしてこの点は，GoogleDrive
を活用した際の固有の現象とは言えないため，対応

方法の検討が必要となる事案だろう． 
また，GoogleDrive がクラウド上のサービスである

こと自体も活用のデメリットと捉えられる可能性が

ある．これは，作成したデータが，ある特定の企業

がサービスとして提供しているシステムへ保存され

ていることそれ自体が，データの種類によっては問

題とされる可能性である．研究データや個人情報等

が，こういった特定の企業のシステムに保存されて

いる状況が許せないとなれば，活用ができないこと

になる． 
 

5. まとめ 

PBL 型授業の課題の協働作業への GoogleDrive の

活用を行った．マイクロソフト Office 製品以外の

GoogleDrive のようなサービスを十全に活用できる

ようにすることは，Office 系ソフトウェアを普遍的

に活用するために必要な方策の 1 つだろう．一方で，

PBL 型授業の協働作業の課題を行うための方策とし

ては，そのサービスそのものがメリットとデメリッ

トを表裏で与えてしまうことが分かり，メリットを

活かしつつ，デメリットおさえるための対応を検討

しなくてはならないだろう．発表においては，対応

について試行した結果についても紹介したい． 
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アジャイル人材育成プログラムの専門職大学院修士課程への導入 
 

Introducing an Agile Software Development Engineers Education Program 
to the Master Course Curriculum in AIIT 
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Yoshihide CHUBACHI*1, Hiroshi KOYAMA1 
*1産業技術大学院大学 

*1Advanced Institute of Industrial Technology 
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あらまし：2013 年度から開始された enPiT において，産業技術大学院大学ではアジャイル開発人材育成

のための教育プログラムを開発した．アジャイル開発で必要となる能力を，マインドセットとスキルセッ

トの観点から学習する体系的な教育パッケージとなっている．本学では，2017 年度より修士課程の授業

科目にこれを導入し，継続的に実施している．本発表ではこの取り組みについて述べる． 

キーワード：アジャイル開発，アジャイル開発人材育成，PBL，enPiT 

 

 

1. はじめに 

ソフトウェア開発方法論としてのアジャイル開発

は，近年産業界への普及が著しく，この新しい方法

論をマスターした人材（アジャイル開発人材）が求

められている．大学においても，ソフトウェア開発

技術者教育の一貫としてアジャイル開発人材の育成

が急務である． 

2013年度より開始した「分野・地域を越えた実践

的教育協働ネットワーク（通称：enPiT エンピット）」

では全国の 15大学が中心となり，修士課程在籍学生

を主たる対象として実践的 IT 人材の育成プログラ

ムを実施した．また，2017 からは主に学部 3～4 年

生を対象にしたプログラムとしてこれを継続してい

る（enPiT2）． 

産業技術大学院大学（以下，AIIT）では enPiT 開

始当初よりアジャイル開発に注目し，大学における

PBL型教育においてアジャイル開発人材育成のため

の教育手法について検討し，実施してきた(1)．毎年，

教育内容の改善を行い，よりよい教育パッケージを

目指して開発してきた． 

本発表では，AIITにおいてこの 5年余り開発に取

り組んできた，大学におけるアジャイル開発人材育

成のための教育パッケージについて紹介し，修士課

程の授業科目として継続的に実施していることにつ

いて述べる． 

 

2. アジャイル開発人材育成の教育 

従来のウォーターフォール型開発では，上流工程

から下流工程へ至る定められたプロセスが定義され

ている．これに対して，アジャイル開発には，その

ような定式化されたプロセスはない．アジャイル開

発の一手法（フレームワーク）であるスクラムでは，

役割やイベントなどの用語についてある程度定義さ

れているものの， 実際にどのように実施すればよい

かについては言及されていない． 

アジャイル開発には，開発チーム自らがより良い

手法を考えて振る舞い（自己組織化），常に課題とそ

の解決策を発見し（継続的な改善），互いを尊重して

協調する（心理的安全）といった概念が組み入れら

れている．これらを通して，チームとしての生産性

の向上を図り，より上手にソフトウェア開発ができ

るようになることが，アジャイル開発人材には求め

られている． 

これらの能力は，単に教科書を学習しただけで得

られるものではない．実際に開発プロジェクトを実

施し，その場において学習者が得る経験によって深

く身につくものである． 

アジャイル開発人材が実践的な能力を獲得するに

は，このようなアジャイルの概念を学んだ上で，実

際にアジャイルに振る舞えるようになる必要がある．

そのための教育方法として，従来型の講義や，シナ

リオのある演習では難しい． 

そこで，AIIT はアジャイル開発を実施する PBL

（Project Based Learning）と，その準備としての事前

学習からなるアジャイル開発人材育成パッケージを

開発した．このパッケージでは，アジャイル開発で

学ぶべき内容を「マインドセット」と「スキルセッ

ト」に大別し，それらを体系的に学ぶことのできる

内容となっている． 

以下，これらの概要を述べる 

2.1 アジャイル開発マインドセットの学習 

アジャイル開発では，チームの生産性を向上させ

るために，常にチーム自体を改善する．改善は一度

限りで終わるものではなく，繰り返し継続的に行う．

このためには定期的かつ頻繁な振り返りの機会を設

け，改善点を発見し，改善策を考えられるようにな

らない． 

そこで，学習者に対しては振り返りの方法と，振

り返りの結果から実際にチームの活動を改善する一

連の流れを経験させ，改善を実施するためのマイン

ドセットが身に着くようにする． 

これを実施するには，短いタイムボックス（5 分
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～1 時間）を設け，タイムボックスの間で何らかの

チーム作業を行い，タイムボックスが経過したら振

り返りを実施して，次のタイムボックスでのチーム

作業を行うというワークショップが効果的である． 

このようなワークショップの例として，「紙飛行機

を作成する」ワークショップがある(2)．これは，課

せられた制約（ルール）のもとで，チームメンバー

が協力してできるだけ多くの，よく飛ぶ紙飛行機を

作成するというものである． 

紙飛行機を作成するタイムボックスは任意である

が，例えば 5分で当初 2～3機しか成功しなかったチ

ームが，繰り返し（5回程度）改善を行うことで 20

機以上も成功できるようになる，といったことが発

生する．このようなことを実際に体験することで，

振り返りの意義や，具体的な改善方法について体得

できる． 

また，振り返りの具体的なやり方として「KPT

（Keep Problem Try）」を紹介し，演習において実際

に実施してもらう．これも複数回繰り返すことによ

って，課題を発見し，解決に導くための能力の向上

を図る． 

アジャイル開発はソフトウェア開発の方法論では

あるものの，人が構成するチームが協調し，チーム

としてより上手にものづくりができるようになるこ

とが本質である．これには，単に技術的知識を知る

のではなく，ある種の「心構え」を身につけること

が重要だ．そのために，ワークショップを中心にア

ジャイル開発のマインドセットを学ぶ科目として構

成している． 

 

2.2 アジャイル開発のスキルセット 

アジャイル開発において重要なマインドセットを

学ぶと共に，実際にチームで円滑に開発作業が実施

できるようになるためのスキルセット（技術）につ

いても学習する必要がある． 

ソフトウェア開発のためのプログラミング言語の

習得はもちろん必要であるが，一方で，チーム開発

を円滑にするためのツールについても学ぶ必要があ

る．複数人からなるチームがソースコードを共同で

編集する場合，編集内容のマージや，同一箇所を変

更した場合のコンフリクトの解消などが必要となる． 

そこで，近年，ソースコードのバージョン管理シ

ステムとしてデファクトスタンダードとなっている

Git と，クラウド型 Git サーバである GitHubを用い

たコラボレイティブなソフトウェア開発のためのス

キルを身に着けておくと，チーム開発が円滑になる． 

これらを身につけるため，チームで実際に小規模

なソフトウェア（簡単な静的Webページでよい）を

作成する演習を用意した．チーム開発は一人で学習

することはできないため，このような場を提供する

ことで，チーム開発におけるスキルセットを身につ

けることができる． 

 

2.3 アジャイル開発 PBL 

以上のマインドセット及びスキルセットの学習を

踏まえ，PBLを実施する．PBLはチームごとに開発

するアプリケーションを企画し，スクラムによって

実際に実装する． 

この PBLで最も重要なのは，定期的なレビューと

振り返りである．レビューでは顧客の視点で，開発

したプロダクトについてコメントする．また，振り

返りの結果としての課題や改善策についてクラスル

ームで共有する． 

これを繰り返すことで，チーム自体が改善され，

より良い成果物が生まれるようになる． 

 

3. 修士課程科目としての導入 

ここまで述べた enPiT で開発した教育プログラム

を，AIIT では 2017 年度より修士課程の授業科目と

して設置している．PBLに関しては，本学は開学以

来修士課程 2年生の必修科目として実施しているの

で，PBLの事前学習科目として以下の 3科目を用意

した． 

「アジャイル開発特論」では，アジャイル開発の

マインドセットについて取り扱う．講義と演習（ワ

ークショップ）を通して，アジャイル開発のチーム

メンバーとしてどのように振る舞えばよいかを学ぶ． 

「コラボレイティブ開発特論」では，チームによ

る共同作業を実施するために Git/GitHubの使い方を

学び，クラウド環境で実行できる簡単なWebアプリ

ケーションをチームで開発する． 

「フレームワーク開発特論」では，本格的なWeb

アプリケーション開発に利用できるアプリケーショ

ンフレームワークについて取り扱う．Ruby on Rails

を題材に，実用的なフレームワーク開発について深

く学習する． 

 

4. おわりに 

本学において 2013年度より開発してきた enPiTの

教育プログラムは 2017 年度より修士課程の科目と

して導入し，アジャイル開発技術者育成の取り組み

を勧めている． 

enPiT のような期限のある教育プロジェクトは，

予算措置が終了した後に同様の教育を継続すること

が難しい．本学では，これを修士課程の授業科目と

して設置し，継続的に実施できるようにした．今後

とも，更によい教育プログラムとなるよう改善をし

ていく． 

 

 

 

参考文献 
(1) http://enpit.aiit.ac.jp/ 

(2) https://agilefaq.wordpress.com/activities-and-games-for-le

arning-agile/paper-plane-game/ 
(3) https://github.com/ 

教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 426 ―



導入的ネットワーク教育における IchigoJam を利用した実験 
 

Experiment with IchigoJam for Introductory Computer Network 
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あらまし：コンピュータネットワークに関する専門教育の中で，導入段階での基礎的な内容の理解は重要

である．本研究では，体験的な学習を促す一人１台の実験環境を実現させるために IchigoJam による実験

を採用した教育プログラムを提案し，特に物理層とデータリンク層の学習に焦点を絞った２年間の実践を

行った結果，物理的な通信への理解に一定の効果が確認されたことを報告する． 
キーワード：ネットワーク教育，専門教育，技術者教育，協調学習，高等教育，社会人教育 

 
 
1. はじめに 
情報通信技術の高度化と普及により，IT人材育成

のための教育が注目されている(1)．しかし，大学で

のコンピューターネットワーク教育では，LAN構築
と TCP/IP理論に関する学習が中心となっており，注
目が集まる IoT機器の設計にも重要となる物理層に
おける通信を扱うことは少ない．そこで著者らは，

大学生を対象とした通信実験の実践 (2)を参考に，ボ

ードコンピュータ IchigoJam(3)を用いて，一人１台の

実験環境を実現し，物理層から上位層までの総合的

な CN の体験的理解を促すことを目的とした教材開
発に取り組んでいる(4)．本研究では，２年目実践で

の変化点と，２年間の実践結果について報告する．  
 

2. 提案する教育プログラム 
本研究では，物理層およびデータリンク層の２階

層に注目して検討を行った．この理由として，日常

生活では物理的なネットワーク接続を意識しなくて

済むこと，テキスト(5)での扱いが少ないことの２点

がある． 
実験内容は，物理的な通信の重要性を体験するた

めの機器接続及び確認と，同期信号の重要性を体験

するための通信確認から構成される．活動は，「生産

的失敗」(6)のデザイン原則を参考に，実験を通した

探究活動を先に行い，その後の解説によって知識定

着を図るものとした．実験では，入出力ポートが標

準で整っている IchigoJam を２台使用し，一方の出
力ポートをもう一方の入力ポートに接続し，それぞ

れ送信機と受信機として扱う．教育プログラムの評

価は，最終試験での「不具合と階層の対応を問う問

題」への，物理的接続と同期に関する記述の出現有

無で行なった．１年目実践(4)に対する２年目実践の

変更点は，課題設問の変更，実験手順の変更，実験

設備の変更，の３点である． 
課題設問は，教育プログラムの目的を下位分解し，

CN の機能と階層の関係をイメージできることを評
価するために，不具合と階層を関連付けるものを出

題した．１年目実践では，物理層と TCP/IPアプリケ
ーション層で考えられる不具合を問うものになって

おり，検討対象が限定的になっていた．そこで，設

問を「（２台のコンピュータが接続されている状況

で）データの送受信において，以下の不具合が発生

した時に考えられる問題と解決策を階層と関連付け

て５つ述べよ．（１）クライアントからの要求に対し

て，サーバーからの応答がない，（２）クライアント

からの要求に対するサーバーからの応答データに異

常がある」とし，階層名も学習者が回答するように

変更した． 
実験手順は，１年目と同様に，学習者が実験中に

様々な問題に遭遇するようにデザインした（図１）．

ただし，手順②は正常な通信であることを明示する

形に変更した．さらに，考察の時間を確保するため，

通信実験に使用する数字を 10 種類から３種類へ減
らした．また，多様な検討を促すために，「問題」と

しての手順②と手順③の比較を取りやめて「考察」

のフェーズを設けた． 
実験設備は，コンポジット接続モニターとキーボ

ードの利用を取りやめ，シリアル通信モジュールを

利用してコンピュータから制御する方法を採用した．

１年目の実験設備ではコンピュータから IchigoJam
の制御ができないため，授業後に実験の経験が活用

しにくいことの解決を目指した． 
なお，提案する教育プログラムは．本研究の目的

である「物理層から上位層までの総合的なネットワ

ークの理解」を目指して，IchigoJamを用いた「課題
ア」とネットワークプログラミングを行う「課題イ」

との２部構成の演習の一部として実施された． 
 

①実験機器の接続と LED点灯による動作確認 
②サンプルプログラム２を用いた数字「９」「６」「０」

の通信実験（正常な受信を確認する） 
③サンプルプログラム３を用いた数字「９」「６」「０」

の通信実験（異常な受信を確認する） 
④考察	 ※②と③のプログラムと実行結果の比較を促す 
図１	 提案教育プログラムにおける課題と設問 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

C6-2 

― 427 ―



3. 実践 
実践は，専門職大学院の情報系専攻において，基

礎科目の一部として行った．当該専攻は，在籍者の

約９割が社会人であり，カリキュラムを社会人対象

に構築していることを特徴としている．実践を行っ

た科目は TCP/IP を中心としたネットワークの基礎
的知識を習得するための授業で，１年目実践の受講

者数は37名，２年目実践の受講者数は34名である．
図２の通り，実験の前に，受講者のプログラミング

経験を調査し，ペア内で経験差が大きくならないよ

うにした．また，一人１台の実験環境を整備するた

めに，両年ともクラス全体を Aと Bの２チームに分
割し，課題アと課題イを交代して行った．実験は，

全 15回の授業のうち，１年目は第 10回と第 12回，
２年目は第９回と第 11回で実施した．２年間の授業
スケジュールを表１にて示す． 
なお，本研究では，実験と最終試験への参加者の

うち各種データの研究利用への同意者 58名（１年目
実践 27名，２年目実践 31名）を分析対象とする．  
	

 
図２	 受講者のプログラミング経験 

 
表１	 授業スケジュール 

授業の内容 
１年目

の 
授業回 

２年目

の 
授業回 

ネットワークの基礎知識の講義 
（階層モデル，IPアドレスなど） １〜７ １〜７ 

TCP/IPプロトコルの講義 ８〜９ ８ 
実験（１）※Aチームが課題ア 10 ９ 
TCP/IPプロトコルの講義 11 10 
実験（２）※Bチームが課題ア 12 11 
TCP/IPプロトコルの講義 13〜15 12〜15 

 
4. 結果と考察 
最終試験での「不具合と階層の対応を問う問題」

への，物理的接続と同期信号に関する記述の出現有

無を集計したものが表２である．物理的接続に関す

る記述の出現割合は，１年目実践から若干の上昇を

確認した．このことから，信号の伝達に関する物理

的な通信に関しては，提案プログラムにより体験的

な理解を促すことができたと考えられる．一方で，

同期信号に関する記述は増加しなかった．この理由

として，授業時間内に同期信号無の通信確認を行う

手順③まで終了したペアが少なかったこと，「考察」

フェーズにおいて手順②と手順③の比較が充分に行

われなかったことが考えられる．  
最終試験時に行った実験の効果を問うアンケート

では，図３の通り「とても役に立った」「役に立った」

の割合が２年目では減少した．２年目実践の回答で

は，「あまり役に立たなかった」理由として「不具合

が多い」という書き込みが確認され，一部の学習者

にトラブル解決の探求プロセスの中で学ぶという授

業デザインが伝わっていなかったことが示唆された． 
一方で，２年目実践では，実験回授業の振り返り

レポートに「抽象化されて便利になって（中略）簡

単に実装できるようになった」といった書き込みも

見られ，階層関係への気付きを促すことへの可能性

が確認された．さらに，個人で実験環境を準備して

学習を継続する発展的学習者も確認された．今後の

実践に向けて，レポートの分析のほか，課題の検討

などを進める予定である． 
 

表２	 最終試験での解答出現数 
 １年目実践 ２年目実践 
物理的接続 63％(17名) 71％(22名) 
同期信号 15％(4名) 10％(3名) 

 

 
図３	 アンケート結果 
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設計書の作成に重点をおいた電子タグを用いたシステム開発授業の実践 
 

Educational Practice of System Development Using Electronic Tag Focused 
on Writing System Design Documentation 
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あらまし：本稿では，大学 2年生を対象としたシステム設計書の作成に重点をおいたシステム開発を行な

う演習授業の実践を報告する．ブロック形状の電子タグである MESHタグと MESHアプリを用い，簡易

なシステムを構築し，システム設計書の作成と実演発表することを課した．発表会後の「今後の方針」「感

想」では，MESHの使用に関する記述が多く，システム設計書に関する記述は少数であった． 

キーワード：情報技術教育，システム開発，設計書，電子タグ 

 

 

1. はじめに 

情報システム開発は，要件定義，外部仕様設計，

内部仕様設計，プログラム作成，テスト，納入・運

用という流れで実施される．このうち，要件定義や

外部仕様設計は，仕様書や設計書などの書類を何度

も取り交わし，開発者と利用者（顧客）との間で合

意がなされなければ，プログラム作成を行なうこと

はできない(1)．このような情報システム開発上の制

約は，これまで座学で取り上げることが多く，演習

形式の授業で体験することは少なかった．そこで本

稿では，大阪産業大学デザイン工学部 情報システ

ム学科の学生を対象として実施したシステム設計書

の作成に重点をおいたシステム開発を行なう演習授

業の実践を報告する． 

 

2. 授業実施方法 

2.1 授業内容 

本稿でとりあげる授業は，2 年生を対象とした演

習授業で実施された6つの演習のうちの 1つである．

この演習授業は「体験を通して専門知識の理解を深

める」ことを目的としている．受講学生は 20名前後

の 6 つの班に分かれ，異なる 6 つの演習を順に受講

する．1 つの演習に対する受講時間は，2 コマ（90

分）×2週の計 360分である．本報では，3 班 56名

の学生を対象とした． 

著者らが担当したシステム開発の演習では，(1) 

電子タグを用いたシステムを設計・実装・テストし

問題解決するためのシステムを開発する(2) グルー

プワークで課題解決していくための力をつける，と

いう 2 つの目的を学生に示し，授業を進めた．学生

は 2-3名のグループに分けた． 

システム開発のツールとして，ブロック形状の電

子タグである MESH タグを使用した．MESH タグは

“明るさ”や“動き”などを測ることができるセン

サを内蔵した 8種類の電子タグである．MESH アプ

リをインストールしたスマートフォンやタブレット

端末で，直感的な操作でプログラムを作成できる．

さらに，スマートフォンやタブレット端末が有する

カメラ，マイクなどの機能，タイマーや And 条件な

どのロジック機能，Gmail や LINE などのインターネ

ットサービスをアプリ上でタグとして利用できる． 

授業の実施スケジュールを表 1 に示す．練習とし

て基礎的・具体的な内容（例えば，メールが届いた

ら LED が光るシステムを構築せよ）の演習を 3 題，

応用として自由度の高い演習を 1 題（例えば，あな

たのお母さんが困っていることを解決するシステム

を構築せよ）を与えた．応用演習では，グループ内

で議論と試作を進めると共に，図 1 に示すシステム

設計書を仕上げるように指示した．システム設計書

は学生が仕上がったと感じた時点で教員の確認を受

け，教員はシステム設計書の記入内容の不備を指摘

した．このやり取りを数回行い，システム設計書の

内容が仕上がった時点で，システム設計書の清書を

行なわせた．その後，全てのグループが清書および

発表・実演練習を終えた時点で，発表会を実施した．

発表はグループ間で相互評価を行なわせた． 

2.2 授業理解度の調査方法 

学生個人の自己評価と授業の理解度を調査するた

め，①授業開始直後，②授業目的・内容の説明後，

③発表会終了後に学習シートを記入するよう指示し

た．学習シートに記入させた項目を表 2に示す． 

 

3. 実践結果 

表 3 に「あなたのお母さんが困っていることを解

決するシステムを構築せよ」という応用演習を実施

したあるグループが作成したシステム設計書の外部

仕様を示す．第一稿では，要件定義や外部仕様に記

入すべき内容が整理されておらず，思ったままを記

述している様子が見て取れた．これに対し教員から，

それぞれの項目で指定されている内容に沿って記述

すること，全ての要件を書きもらすことがないよう

に設計を具体化して書き出すことを指示した．第二
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稿では，外部仕様の使用方法の記述が煩雑であった

が，第三稿では同箇所が箇条書きになり，分かりや

すさが増した．同様の試行が全てのグループで実施

され，複数回の修正を経た後，清書に進んでいた． 

発表会終了後に学習シートに記述された「今後の

方針」と「感想」内容として多かった上位 3 件を表

4 に示す．「今後の方針」では『機会があれば MESH

を使ってみたい』といった MESH の使用に関する記

述が多かった．「感想」では『MESH を使ってみるこ

とができて良かった』のような MESHの体験に関す

る記述が多かった．授業で重点をおいて教授したシ

ステム設計書に関しては，「今後の方針」で『文章能

力を高めたい』が 1 件，「感想」で『誤解なく人に伝

わる文章を書きたい』が 2件の計3件のみであった． 

 

表 1 授業実施スケジュール 

大項目 教員の実施内容 学生の実施内容 

動機付け 学生をグループ

分け 

授業の目的・内

容を説明 

学習シートを記入 

 

必要であれば学習シ

ートを修正する 

基礎知識

の習得 

システム開発に

ついて説明 

MESH の使い方の動

画鑑賞と MESH ア

プリの設定 

演習  

設計書の作り方

の説明 

 

設計書の内容の

確認と修正指示 

基礎の演習（3課題） 

応用の演習（1課題） 

・課題のすり合わせ 

・解決策の提案 

・設計書作成 

・MESH を使った 

システム作成 

結果発表  ・発表・実演 

・相互評価 

まとめ  学習シートの記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 システム設計書 

 

表 2 学習シートの記入項目 

記入の時期 記入項目 

①授業開始直後 ・演習の目標 

・自分の目標 

②授業目的・内容の 

説明後 

授業目的・内容の説明を聞い

て，修正が必要と思えば 

・演習の目標 

・自分の目標 

③発表会終了後 ・自分の達成度 

・今後の方針 

・感想 

 

表 3 システム設計書の作成例 

 外部仕様（使用方法） 

第

一

稿 

指定した時刻にアラームが鳴り始め，ベッド

から退く（センサーから外れる）ことで，ア

ラームが鳴り止む． 

第

二

稿 

時間の指定をされたタイマーが人を感知する

と作動し，アラームが鳴り出す．人を感知し

なくなると，アラームは鳴り止み，人を感知

すると再びアラームが鳴り出す． 

第

三

稿 

(1) タイマー起床時間（7:00～10:00）にセッ

ト 

(2) その時間内に人を感知するとアラームが

鳴り出す 

(3) ベッドから出ればアラームは止まる 

(4) 時間内にベッドに戻ると再びアラームが

鳴り出す 

 

表 4 学習シートの記述内容 

 内容 回答割合(%) 

今後の

方針 

MESH の使用 26.8 

コミュニケーション力 23.2 

システム開発の知識／ 

提案力 
14.3 

感想 

MESH の体験 26.8 

楽しかった 25.0 

課題が上手くできた 17.9 

 

4. おわりに 

MESH を使用し，システム設計書の作成に重点を

おいたシステム開発演習を実践した．全てのグルー

プが複数回に渡ってシステム設計書の記述の修正を

行なっていた．発表会後に記述させたの「今後の方

針」「感想」では，MESH の使用に関する記述が多く，

システム設計書に関する記述は少数であった． 

 

参考文献 
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課題
〇〇〇が困っていることを

解決するシステムを構築せよ

問題点
何ができないのか？　何を困っているのか？

要件定義
問題点を解決するために何ができるシステムを作るのか？

外部仕様 （補足資料として図などを作成してもよい）

システム構成 何を使うのか

使用条件 だれが何を使うのか、どこに設置するのか

使用方法

どういうテストをして、システムが動くことを確認したか

システム設計書

テスト

いつだれがどういう操作をするのか、その結果システムはどう

動くのか
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ヒト型エージェントの表情動作速度の非典型性が 
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あらまし：教師エージェントと学習者とのインタラクションを考える上で，教師エージェントに感情表現，

中でも表情を付与することは重要な課題である．ところが，表情動作を実装する上で，その動作が典型的

な人間の表情動作と異なる（e.g.動作速度が遅い）場合は否定的な感情を誘発することが示唆されている．

本研究では，CG描写されたヒト型エージェントの表情動作速度の非典型性が人間の表情認知にどのよう

な影響を与えるか実験的に検討する． 

キーワード：教師エージェント，表情，不気味の谷，表出速度 

 

1. はじめに 

学習エージェントに対する表情などの感情的側面

の実装は，教師エージェントの大きな課題の一つで

ある(1)．近年では，人間の豊かな表情表現を用いるた

めに，教師エージェントの顔もより人間に近い形態

のものを用いる例も見られるようになってきている．

ところが，このような教師エージェントの顔をより

ヒトの顔に近づけた際に，設計者が意図した表情が

意図したとおりに学習者に伝わるか，という点は極

めて重大な課題となる． 

ヒト型エージェントに表情などの動作を実装する

にあたっては，その動作速度に十分配慮することが

必要である．ヒト型のロボットにおいて笑顔の表情

を見せようとしてもその動作速度がゆっくりとした

ものであれば，その笑顔は受け手にとって薄気味悪

く捉えられる可能性が示唆されている(2)．このよう

な例は CG 描写されたヒト型エージェントにおいて

も観測される可能性があるが，既往研究ではこの点

を実験的に検討した例が見られない．そこで本研究

では，ヒト型エージェントの表情表出速度が，観測

者である人間の表情認知にどのような影響を与える

のかを実験的に明らかにすることを目的とする． 

 

2. 先行研究 

極めて人間に酷似したロボットの身体動作に対し

て否定的な印象を抱くことがある点については，不

気味の谷現象(3)として指摘されてきた．Saygin ら(4)

は，アンドロイド，人間，ロボットの各身体動作を

被験者に提示し，その際の脳活動を，fMRI を通して

計測した．この結果，アンドロイドの動作を観察し

ている際に特異的な脳活動が見られることを実験的

に明らかにしている．Saygin ら(4)は，この特異的活

動を「予測誤差」検出，すなわち，人間の外見から

予測される典型的な動作形態と知覚される動作形態

が異なるという異常検出の枠組みから説明している． 

3. 仮説 

予測誤差検出の枠組みに立てば，表情動作におい

ても，非典型的な表情動作は観察者に否定的な印象

を与えることが示唆される．本研究では，表情動作

における様態に関わるパラメータのうち，動作速度

に着目し，次の仮説を検証することを目的とする．

すなわち，「人間の典型的な表情表出速度と異なる，

非典型的な表情動作を観察する際，観察者はヒト型

エージェントに対して否定的な印象を抱く」． 

 

4. 実験 1：使用するエージェントの選定 

4.1 実験刺激・手順 

表情動作を実装するにあたり，用いるエージェン

トの選定を行った．本研究では，エージェントの表

情動作の時間的側面（i.e.表出潜時）を可能な限り人

間の表情動作に近づけるため，高い時間分解能でエ

ージェントの動作を作成することが可能なソフトウ

ェア Poser 11（http://www.e-frontier.co.jp/）を用いた．

このソフトウェアにプリインストールされているエ

ージェントのうち，本実験で用いるエージェントの

選定を下記の手順で行った． 

まず，レンダリングを行った際に，眼が全体的に

白く黒目が見られない，エイリアンなど非人間の形

態をしているエージェントや子どものエージェント

等を除外した．この結果，残った 12種類の CG エー

ジェントに対し，「違和感がある」「親和感がある」

を評価観点とした一対比較法を行った．尚，提示に

あたっては，顔の左右差を含めた2 × 𝐶212 = 132組の

顔画像を提示した．顔画像は先行研究(5)における顔

画像提示の方法を参考に，図 1 のように顔部分のみ

を切り抜いて提示した．選定実験に先立ち，選定実

験には用いない顔画像 2 枚を用いてテスト実験を行

い，抜き取られた顔刺激画像という刺激の性質自体

による評価への影響を極力排除した． 
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図 1 刺激提示の例（画像はテスト試行のもの） 

 

4.2 結果 

実験には早稲田大学学生 10 名（うち女性 6名）が

参加した．得られた結果からそれぞれ「違和感」「親

和感」に関する選択行列を作成し，選択確率に対す

る標準正規分布の累積確率密度関数の逆関数の値を

求めることで，各尺度値上に各顔刺激を位置づけた．

尚，選択確率が 0 あるいは 1 であった刺激において

は逆関数の値が求められないため，0.0001，0.9999 の

確率で選択されたとして，尺度値を近似的に計算し

た．図 2 に，各顔刺激の尺度値に関する散布図を示

す．横軸は違和感に関する尺度値，縦軸は親和感に

関する尺度値を表しており，各点は各顔刺激を表し

ている．この結果，刺激 9 は違和感が高く，親和感

が低いエージェント（外見からネガティブな印象を

与える傾向にあるエージェント），刺激 11 は違和感

が低く，親和感が高いエージェント（外見からポジ

ティブな印象を与える傾向にあるエージェント）と

して抽出された．また，刺激 3 は違和感も親和感も

中程度（外見からニュートラルな印象を与えるエー

ジェント）であったことから，これら 3 種類の顔画

像を次の表情動作実験に用いる刺激として選定した． 

 
図 2 各エージェントに対する尺度値の分布 

 

5. 表情表出速度の決定 

エージェントに実装する表情動作は，(1)典型的な

表出速度の表情動作，(2)(1)を踏まえた非典型的な表

出速度の表情動作の二点が必要である．典型的な表

情表出速度に関しては，山田らの自発的表情におけ

る表出速度を，高速度カメラを用いて計測した実験

結果(5)を用いる．この結果，自発的な喜びには表出に

724ms，自発的な嫌悪には表出に 836ms かかること

が明らかになっている．本研究では，60fps で動画像

を作成するため，フレーム換算でそれぞれ 43frame，

50frame で典型的な喜びと嫌悪表情の動作が完了す

るように表情を作成した．非典型的な表情表出速度

に関しては，蒲池の表情の変化速度と表情認知に関

する知見(6)で用いられていた Fast, Medium, Slow 条

件間の速度比率を用いて決定する．表 1 に蒲池らの

知見を基に決定した本研究の表情の表出速度を示す． 
 

表 1 エージェントの表情表出速度（60fps） 

表情 Fast Medium Slow 

喜び 10 frame 43 frame 169 frame 

嫌悪 12 frame 50 frame 195 frame 

  

6. まとめと今後の課題 

選定実験から，外見によって観察者に対してポジ

ティブ・ネガティブ・ニュートラルな印象を与える

エージェントがそれぞれ１体ずつ選定された． 

今後は，選定されたエージェント 3 体に対して，

前節で定義した各表情動作速度（3条件）を実装し，

被験者に，それぞれ「違和感」「快-不快」の程度を 7

件法のリッカート尺度を用いて評価してもらう．ま

た同時に，エージェントの表情動作観察中の視線を

計測し．典型／非典型性と生体反応の関係について

実験的に検討する予定である． 

本実験によって，CG 描写されたヒト型エージェ

ントにおける表情動作速度の非典型性とエージェン

トに対する印象との関係が明らかになることが期待

される． 
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あらまし：これまで基礎知識の差により協働作業が苦手な学習者に対し，事前に基礎学習を支援する実

験・実習ナビゲーションシステムを開発，運用してきた．一方で，実験考察時に，測定器の選択ミスや測

定値の異常値や測定ピーク値の特徴点の取りこぼしに気づき，再実験とつながっていた．そこで，本研究

では，実験の目的から測定器の選択や実験後の検証時に実験結果を活用できる実験・実習ナビゲーション

システムの構築を行う． 

キーワード：拡張現実，RFID，学生実験 

 

 

1. はじめに 

本校のカリキュラムでは，学際領域で必要とされ

ているメカトロニクス分野などの学習が組まれてい

る．筆者らも，メカトロニクス分野において問題解

決能力を向上させるための学生実験装置を開発し，

学生実験に導入してきた．学生実験時の学習者たち

の協働作業を観察すると，知識や技能不足の学習者

は協働作業が苦手で，実験に対して消極的であるこ

とがわかった．そこで，このような学習者を支援す

るため『ペアプログラミング手法に基づいた実験・

実習ナビゲーションシステム』の開発，運用を行っ

てきた(1) (2) (3)．これを実験前の事前学習に学習者が

使用し，学習させることで，他の学習者との協働作

業を円滑に行えるようになった．しかし，学生実験

をさらに観察していると，実験考察時に必要となる

事柄が測定しきれていない場合が多く見られ，実験

終了後に再度実験をやり直すことがあった．これは，

学習者のモチベーションの低下につながり，実験を

通して学習した内容の理解への妨げとなっている． 

そこで，本研究では学習者が実験考察時に測定結

果を活用できるよう，要点の確認や測定漏れなどを

実験中に促すナビゲーションシステムの開発を行う． 
 

2. 学生実験の流れ 及び 学生実験の問題点 

 本校電気工学科 4 年の学生実験では，試行錯誤型

実験と計測型実験が行われている．これらの実験の

流れは次の通りである． 

① 実験で使用する機材や計測器の選択 

② 機材や計測器の配線 

③ 測定開始 

④ 測定結果を元に考察・検討 

 この学生実験の支援のために，これまで開発して

きたナビゲーションシステムでは，事前学習および

工程 2 の支援を行ってきた．しかし，学習者の実験

の様子を観察すると次のような問題点がわかった． 

 計測主体の実験では，実験テーマ毎に配線の組

み換えや測定器の変更がある．そのため，工程

1 の作業が，実験時間の大部分を占めている．

この時に，測定器の取り違えが生じやすい． 

 工程 3では，多数の計測器を同時に測定する場

合がある．また，一人の学習者が，複数の計測

器の測定をすることもある．そのため，測定値

の取りこぼしがある． 

 計測器を適切な測定箇所で使用していても，工

程 4で初めて，測定ピーク値などの特徴点が測

定されていないことに気付くことがある． 

 これらの問題点は，検討考察に悪影響を及ぼし，

再実験へとつながる．この原因は，多くの学習者が

実験指導書を深く理解しないまま実験に取組んでい

るためである．そのため，工程 4 の時に，学習者が

目的や理論を見直した結果，測定に不備が生じてい

ることがわかり，再実験となる場合が多かった．こ

れが学習者の実験に対するモチベーションの低下へ

とつながる要因となる． 

 そこで，これらの問題点を改善するため，学習者

に実験の目的から，計測器の選択や測定データなど

を考察・検討時に活用できるよう実験作業を支援す

るナビゲーションシステムの開発を行う．これは，

これまで開発してきたペアプログラミング手法に基

づいた実験・実習ナビゲーションシステムを基に開

発をする．次に，基になるシステムの説明をする． 

 

3. ペアプログラミング手法に基づいた実験・

実習ナビゲーションシステム 

協働作業を有する実験において，消極的な学習者

を支援するため，ペアプログラミング手法に基づい
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た実験・実習ナビゲーションシステムの開発・運用

をしてきた．このナビシステムには，かざす情報表

示機能がある．この機能は，実験装置に取り付けら

れている AR マーカーにタブレット端末をかざすと，

タブレット端末上で表示されている実機の画像上に

実体配線図が重ねて表示される．この機能により，

配線が苦手な学習者に配線作業のサポートすること

が可能となる． 

 

4. RFID と AR により実験作業を支援する実

験・実習ナビゲーションシステム 

4.1 実験作業の支援 

これまで述べてきたシステムを基に，実験作業を

支援するシステムを構築する．学生実験に取組んで

きたここ数年の学習者は，実験指導書に書かれてい

る意味を十分に理解しないまま実験に取組んでいる

ことがよく見られた．そこで，学習者が実験の目的

や理論に沿った計測をし，実験考察に取り掛かれる

よう実験作業の支援を行う必要がある．この支援で

は，学習者に実験の重要ポイントを気付かせること

が重要となる．学習者が支援システムを通して，こ

れらのポイントに気付かせることができれば，実験

理論の特性を実験中に理解させることが可能となり，

検討考察に役立たせることができる．次に，実験作

業を支援するための機能を説明する． 

4.2 実験テーマ適応型測定器ガイド機能 

 実験では，実験テーマ毎に同じ計測器を使い配線

を組み替えることが多い．この時，実験テーマが変

われば，使用する計測器が同じでも学習者が注意し

なければならない測定範囲も多い．しかし，学習者

はそれに気づかない場合があった．そこで，本機能

では，実験テーマで使用する計測器の目的や注意す

べき測定範囲などの情報を提示させる．図 1は本機

能のイメージ図ある．ここで，この機能には，RFID

と ARを用いる．RFIDタグと ARマーカーの取り付

け場所や内部情報は表 1の通りである．このように，

それぞれの情報を合わせることで，図 1 の様に同じ

計測器を使用しても，その実験テーマに合った計測

器の情報や測定ポイントなどのアドバイス内容を表

示できる．合わせて，タブレット端末上に表示され

ている実体配線図上には，注視すべき計測器を CG

で強調させて表示させる．これにより，学習者は考

察時に必要となる測定値などに気付き，考察に反映

させることができる． 

4.3 実時間ビジュアライゼーション機能 

 これまで挙げてきた問題点の 1 つに測定ピーク値

などの特徴点の取りこぼしがあった．これは，学習

者が実験指導書から注視すべき事柄を読み取れず，

一定間隔で測定していた．そこで，本機能では，タ

ブレット端末上でリアルタイムに測定値をグラフ化

し表示させる．この時，その実験テーマの理論値の

グラフを重ねて表示させ，測定値の特徴点の取りこ

ぼしを防ぐ．図 2は，本機能のイメージである． 

 

5. 学生実験導入に向けて 

本システムは，本校電気工学科 4 年の学生実験に

導入予定である．この導入に向けて，実験テーマ適

応型測定器ガイド機能で，AR マーカーにタブレッ

ト端末をかざすと，従来の実体配線図に加えて，注

視すべき計測器を強調させた表示をさせることがで

きた．また，実時間ビジュアライゼーション機能の

簡易的なグラフ作成画面を作成し，リアルタイムで

グラフ化をさせることができた．今後は，RFIDタグ

の情報を読み取り，それぞれの実験テーマに合った

情報をタブレット端末上に表示機能の実現を目指す． 
 

6. おわりに 

本研究では，RFIDと ARにより実験作業を支援す

る実験・実習ナビゲーションシステムの開発を行っ

た．これまでの学生実験の実験作業について，問題

点をいくつか取り挙げた．その問題点を改善するた

め，実験テーマ適応型測定器ガイド機能と実時間ビ

ジュアライゼーション機能を提案し，試作を行った．

1 つ目の機能の試作として，実体配線図上で注視す

べき計測器の協調表示を可能にした．2 つ目の機能

の試作として，リアルタイムで測定値を簡易的にグ

ラフ化させ表示させることができた． 

今後は，後期学生実験への導入に向けて，それぞ

れの機能を製作，改良を行っていく予定である． 
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 取り付け場所 内部情報 

RFIDタグ 各計測器 計測器名など 

ARマーカー メイン装置 実験テーマなど 

図 1 実験テーマ適応型

測定器ガイド機能 

図 2 実時間ビジュアライ

ゼーション機能 

表 1 RFIDタグと ARマーカーの情報一覧 
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あらまし：物理学の実験では，物理量はそのままでは人間の目に見えないので，目の前で起きていること

に興味が持てず，学習意欲が低下する者も多い．この問題に対し，我々は，マイコン，加速度センサー，

無線モジュール等を搭載し，ARマーカーを付与したカード型の装置を含む物理実験教材を開発している．
このシステムでは，装置にかかる力を加速度センサーで測定し，リアルタイムに PCに無線送信する．PC
では AR技術用いて，カメラ映像上に力のベクトルや力学的エネルギーをリアルタイムに可視化する． 
キーワード：マーカー型 AR，加速度センサー，物理実験，実験教材，物理量の可視化 

 
 
1. はじめに 
理工系の教育においては，現実のモノを扱う実験

が重視されており，学習者は現実の現象を体験する

ことによって実践的な理解を深めることが期待され

る．しかしながら，物理学の実験では，力・エネル

ギー・電流・電圧などの物理量はそのままでは人間

の目に見えないので，目の前で起きていることに興

味が持てず，学習意欲が低下する者も多い．  
そこで，我々は AR（Augmented Reality，拡張現実
感）技術とセンサーを利用した教材（1）（2）の開発を進

めている．このプロジェクトは，学習者が図 1のよ
うにコンピュータを通して実験装置を見ると，実験

装置や器具に取り付けられたセンサーの測定値およ

び AR マーカーで認識される配置状態から，物理量
が分かりやすく可視化され，リアルタイムに映像に

合成されて表示されるというものである． 
本稿で述べる力学（力と運動）実験への適用では，

加速度センサーを搭載した装置に AR マーカーを付
与し，センサーの測定値から力のベクトルや力学的

エネルギーを計算してカメラ映像に合成表示する．

また，回路実験への適用では，マーカー型 AR によ
って回路の状態を認識し，センサーの測定値ととも

にカメラ映像に合成して表示する（図 2）．  
これらによって，学習者の物理現象に対する興味

と理解を促進する実験教材の実現を目指している． 

2. 関連研究 
AR を用いた化学実験の安全技能学習システムと
して ost4ce（3）がある．このシステムは，ARマーカ
ーを貼付した実験器具を用い，ユーザの模擬実験の

様子を真上からカメラで撮影して認識し，プロジェ

クタを通してテーブル上に化学実験で起こり得る危

険に注意を喚起するメッセージを投影する．  
電子回路の学習と AR を組み合わせた子供向けの

知育教材としては，LightUp（4）等が開発されている．

これは，回路素子の組み込まれたパーツを組み立て

ることで電子回路の学習ができる知育玩具である．

さらに，スマートフォンで回路を撮影すると，パー

ツの模様と形状から素子の接続が認識され，電気を

流した場合のシミュレーションが表示される． 
センサーを利用した力学教材の例としては，Wii

リモコンを用いた実験教材（5）も提案されている．こ

れは Wiiリモコンに各種センサーが搭載されている
ことに着目し，それを力学台車に乗せることで，斜

面を下る台車の位置，速さ，加速度をリアルタイム

に解析・表示することができるシステムである． 
 

3. 本研究のシステム 
本プロジェクトの最初のシステム（1）では，Arduino
を用い，加速度センサーと Bluetoothモジュールを内
蔵した簡易的な力学台車といえるセンサーボックス

図 1 本プロジェクトが想定する利用方法 図 2	 AR回路実験支援システム 
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を作成し，それに ARマーカーを付与した．その後，
最低限の機能を持つ Arduino 互換の回路を自作する
ことで，大幅な小型化を実現した（2）（図 3）．これを
カードケースに入れることで，図 4のようにラジコ
ンの車などにも取り付けられるようになった． 
この装置を斜面等に置くと内蔵された加速度セン

サーの測定値が無線で PCに送信される．PC側では
Processing と NyAR4psg で開発された可視化ソフト
ウェアによって，装置にかかる力の 3次元ベクトル
と力学的エネルギーが計算され，その図解が AR で
マーカー上にリアルタイムに表示される． 
学習者は図 1 のように PC に取り付けたカメラを
通して実験装置を見ると，図 5のように，現在撮影
されている実験環境の映像に合成されて，現実にそ

の装置にかかっている力や力学的エネルギーが図示

される．これによって，学習者が物理量をより具体

的にイメージする助けになると考えている． 
力の可視化では，ニュートンの第 2 法則	𝐹 = 𝑚𝑎	
に基づき，加速度を測定することで力の値を算出し

ている．また，これを斜面の水平方向と垂直方向に

分解した力のベクトルも同時に可視化することで，

力の分解と合成の学習につなげることも狙っている．

斜面の傾きは，AR マーカーを斜面の側面に付与す
ることによって，その向きから取得する．  
さらに，物体が持つ力学的エネルギーの可視化も

試みた．その際，力学的エネルギーの保存則へ学習

を促すために，運動エネルギーと位置エネルギーを

同じ円グラフを用いて可視化している．運動エネル

ギーの算出に必要な速度は，最初のシステムでは車

輪の回転量，小型化した装置では加速度の積分から

の取得を試みたが，どちらも十分に正確とはいえな

いので課題である．位置エネルギーを求める際の位

置の基準点は，ARマーカーによって示す． 
 

4. おわりに 
本稿では，AR 技術とセンサーを用いて物理実験

を支援するプロジェクトのうち，特に力と運動に関

する実験を支援するシステムについて述べた．加速

度センサーを搭載したカード型の装置にマーカーを

付与し，センサーの出力値から計算した力や力学的

エネルギーを ARで映像に合成して表示する． 
現在は，回路実験教材とのシステムの共通化，AR

による可視化方法の考案，装置のさらなる小型化，

マーカーの認識技術の改善などに取り組んでいる．

今後，改善を進めた上で現実にユーザに利用しても

らった上での評価が必要であると考えている． 
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あらまし：環境問題や再生可能エネルギーの可能性を検討する場合に，整備案を具体的な形にする｢３Ｄ

モデル｣は，現実に出来るであろう｢整備案｣を分かりやすく周知し，関係者の合意形成に役立ち，「環境ま

ちづくり｣を支援する．しかし，整備案の３Ｄモデルを作成するには３次元ＣＧソフト等を用いて，多大

の労力と時間が必要である．筆者らは，これまでの研究で，電子地図上の建物境界線（建物ポリゴン）を

長方形の集まりまで分割･分離し，各長方形の上に BOX 形状の建物本体，上から見て長方形形状の屋根

を載せて，建物３Ｄモデルを自動生成する手法を提案した．本研究では，｢整備案の３Ｄモデル｣を構成す

る，３次元建物モデルが建てられる整備した地形となる｢３次元地形モデル」を外周線などのキー等高線

から自動生成するシステムの研究・開発を目的とする． 

キーワード：３Ｄモデル，可視化，環境教育，ストレートスケルトン手法，地理情報，自動生成，整備案 
 

 

1. はじめに 

再生可能エネルギーを利用した低炭素・循環型社

会の構築を図る「環境まちづくり」の計画，あるい

は，巨大地震対策のために安全地区への移転の検討

を，行政や専門家は地図上で行う．そのとき，例え

ば，｢地区に隣接する丘陵地と一体的な整備｣等の整

備案を地図と共に提案する．ここで，図-１右に示す

ような整備案を具体化する｢３Ｄモデル｣は，現実に

出来るであろう｢整備案｣を分かりやすく周知し，合

意形成に役立ち，｢環境まちづくり｣を支援する．し

かし，整備案の３Ｄモデルを作成するには，３次元

ＣＧソフト等を用いて，多大の労力と時間が必要で

ある． 

筆者らは，これまでの研究で，図-１右の建物の３

Ｄモデルが示すように，電子地図上の建物境界線(建

物ポリゴン)を長方形の集まりまで分割･分離し，各

長方形の上に Box 形状の建物本体，上から見て長方

形形状の屋根を載せて，建物３Ｄモデルを自動生成

する手法を提案した．本研究では，｢整備案の３Ｄモ

デル｣を構成する整備した地形の元になる｢３次元地

形モデル｣を自動生成するシステムの研究・開発を目

的とする．そのために，計算幾何学で注目されてい

る｢ストレートスケルトン(Straight Skeleton)手法｣を

用いて，キー等高線から等高線群を自動的に描き，

それらに基づいて，地形３Ｄモデルを自動生成する

手法を提案する． 

GIS Application 
(ArcGIS) 

*電子地図やオルソ画像の蓄積・

管理 

*地形モデルを生成する外周線
（キー等高線）の描画 

*高さ，等高線点群の密度，地形
モデルへのテクスチャマッピング
用イメージコードなどの｢属性情

報｣(左下) 

図-1 ３次元都市モデルの自動生成システムの構成と 3D モデルの自動生成のプロセス 

 

CG Module 
(MaxScript) 

 
*造成平面，街路，公園等

の各フィーチャの点群

に対して三角面の割り

当てとフィーチャ毎に

個々のテクスチャマッ

ピング 
 
*これまでの研究成果で

自動生成した建物の３

Ｄモデルの地形モデル

への配置 
 
*土石流数値実験のための
境界条件となる整備案の
３Ｄモデルの設定， 
様々な設定の流体物

の生成 

GIS Module 
(Python & Visual Basic) 
 
* ArcPy(ArcGIS)をインクル

ードした Pythonによる電子

地図上のキー等高線の頂点

情報の取得 

 

*ストレートスケルトン手法

による等速度線群の生成 

 

*等速度線点群からのBスプ

ライン曲線の生成 

 

*点群に対してドローネ三角

形分割 

 

*分割された三角形群を法面

や造成平面などのフィーチ

ャの境界線に基づいて，分類 

自動生成した 3 次元都市モデル 
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2. ストレートスケルトン手法 

本研究では，高さデータを持たない平面図上のキ

ー等高線(地形を囲む外周線)から，それに囲まれる

｢盛り上り」である３次元地形モデルを自動生成する

ことを目指した．そのとき，外周線内部に３次元地

形モデルの元になる等高線を描くには，外周線とな

るポリゴンにおいて，ポリゴンの各辺がポリゴン内

部に後退して行くとき，交差判定や辺消失判定を行

いながら，縮小ポリゴンを描いていくストレートス

ケルトン手法が有効であると考え，当手法によって，

３次元地形モデルを自動生成する手法を提案する．

Straight Skeleton は一定速度でのポリゴンの縮小プ

ロセスにおいて，各頂点が辿る頂角の二等分線

(angular bisector)と以上の２つのイベントを経て生

じるノード(線分と線分をつなぐ頂点)の集まりとし

て形成される．図-2(a)は，縮小処理が進み，Reflex

頂点からの二等分線が伸びて，分割イベントが発生

する直前の縮小ポリゴンを示す．図-2(b)では，二等

分線と対向する辺がノード(node4)で交差して，分割

イベントが発生し，ポリゴンは分割される，図-2(c)

では，分割されたポリゴンで，さらに，分割イベン

トが発生し，２つのポリゴンに分割，図-2(d)では，

等速度で縮小するポリゴン群を全て表示し，辺消失

イベントと分割イベントによるトポロジーの変化を

表示している．図-2(d)の状態では，等高線を形成す

るための頂点(ノード)が少ないので，この頂点を制

御点とする B-スプライン曲線を生成する．B-スプラ

イン曲線はなだらかな起伏の地形モデルを生成する

にはふさわしい自由曲線である．この B-スプライン

曲線上の点群に対して，ドローネ三角形分割を行っ

た結果を図-2(e)で示す． 

本システムでは，点群をドローネ三角形分割する

機能がないため，図-１のＧＩＳモジュールにおいて，

ドローネ三角形分割を行うプログラムを Visual 

Basic.NET で開発した．生成された点群をドローネ

三角形分割し，分割された三角形群に三角面を割り

当て，キー等高線に関連付けられた属性情報に基づ

いて，三角面群にテクスチャマッピングして自動生

成した３次元地形モデルを図-2(f)で示す． 

 

3. まとめ 

環境を意識したまちづくり等の整備案を｢具体的

な形にする３Ｄモデル｣は，現実に出来るであろう

｢整備案｣を分かりやすく周知し，合意形成に役立つ．

この整備案では，造成した地形が示されることが多

い．この｢造成する地形｣は，これから作るものであ

り，ドローン等による３次元計測をするものではな

い．この｢造成する地形｣は，等高線から生成できる．

本研究では，この３次元地形モデルの基になる等高

線群を１本のキー等高線から自動作図するシステム

を提案した．本システムは非常に効率よく整備案と

なる３次元地形モデルを自動生成する． 

図-２ 等高線生成のためのポリゴンの縮小プロセスと分割イベント，生成された点群にドローネ三角形分割，

三角形群に三角面の割り当て，テクスチャマッピングして自動生成した３次元地形モデル 

ed2 

ed1 

 

(b) 分割イベントが発生して，ポリゴンは

２つのポリゴン(poly1 と poly2)に分割 

(a) 分割イベント発生直前の縮小ポリ
ゴン，辺消失イベントで生じたノー
ド：node1～node3 

(c) 分割されたポリゴンで，さらに，分割イベ

ントが発生し，２つのポリゴン(poly3 と poly4)

に分割 

  

(e) 縮小ポリゴンからBスプライン曲線を生

成し，B-スプライン曲線上の点群に対して

ドローネ三角形分割 

(f)点群より生成されたドローネ三角形に３次元

ＣＧソフトで三角面を割り当て，テクスチャマッ

ピングして自動生成した３次元地形モデル 

(d) 一定速度で後退する全ポリゴ

ン：辺消失イベントと分割イベント

(pink)が生じてトポロジーが変化：B

スプライン曲線(pale pink)生成 

  

縮小ポリゴン 

node1 

node2 

node3 

node1 

node2 

node3 

 

node4 

 

poly2 

 

poly1 

 

poly1 

 

 

poly3 

 

poly4 
 

node5 

node1 

node2 

node3 

 

node4 
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あらまし：小学校におけるプログラミング教育の必須化が始まるが，多くの教員はプログラミングが未経

験である．そこで，実践事例の多い Scratch を用いてプログラミングの実習を体験した教員が，どのよう

な授業展開を想起できるかを明らかにするための予備調査を行った．その結果，算数数学の教員では，最

低 5 時間の講習により授業構想が発案できること，授業スタイルも講義型やアクティブラーニング型など

の指導案作成ができるなど，今後の調査項目の設計に有用な知見が得られた． 

キーワード：プログラミング，プログラミング教育，ビジュアルプログラミング，Scratch，教師教育 
 
 
1. はじめに 
新学習指導要領[1]における小学校におけるプロ

グラミング教育が必修化となり，様々な実践が行わ

れている．新学習指導要領の本格実施である 2020
年まであと 2 年あることから，プログラミングのス

キルがある教員が実践しているものが多い． 
一方，教員へのプログラミングに関する研修は，

各自治体の教員研修や校内研修にゆだねられている．

新学習指導要領や，それを踏まえて文部科学省が発

表した「小学校プログラミング教育の手引き（第一

版）[2]」によれば，「プログラミング的思考などを

育むことが目的であり，コーディングを覚えること

ではない」とされている．しかし，教員自らがプロ

グラミング的思考および簡易なプログラミングのス

キルがない状態で，授業カリキュラムを設計するこ

とは難しい． 
したがって，各自治体の集中研修会ではプログラ

ミングの講座が多数開講されている．さらに民間企

業による教員のためのプログラミング講座は定員を

超える応募がある[3]． 
以上のような状況において，どのような研修内容

で，何時間研修の時間が必要かを定量的に調査する

必要がある．現在でも多忙を極める教員において，

教科の指導に加えて，プログラミングスキルを身に

つけるための時間を確保するのは非常に困難である．

従って，最低限の研修時間とその効果の測定を定量

的なデータとして得ることは，各自治体などの教員

研修で行う際の基礎データとして有用である． 

また，プログラミングのスキルを身につけた教員

は，教科指導の中でどのようにプログラミング教育

を展開していくか，どのように教育カリキュラムを

想起するかを調査した研究が必要とされている． 
本稿では，プログラミング研修の内容の検討およ

び研修時間の定量的な調査に実施するための，予備

調査の概要と結果について述べる． 
 
2. 目的と方法 

2.1 調査の目的 

本研究の目的は 2 つある．1 つ目は，教員に対す

るビジュアルプログラミング言語であるスクラッチ

（Scratch）によるプログラミング実習の実習内容の

順番性の確認および最低必要時間数を明らかにする

ことである．2 つ目は，プログラミング実習を受け

た教員が想起する小学校における算数科内でのプロ

グラミング教育の授業案の分類である． 

2.2 調査対象と期間 

対象教員の選定方法は，学習指導要領の解説で算

数の単元が例示されていたこと，プログラミング的

思考の一部にアルゴリズムが入っていることから，

算数数学の教員を調査対象としている． 
調査期間は 2017 年 4 月から 2 月までで，教育学研

究科の情報科学講義，同演習の講義内で 2 回行った．

受講者を 2 つのグループに分け，実習順序を変えて

比較検討を行った．受講者の構成は，1 回あたり現

職教員 2 名，大学院生 8 名であった． 
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2.3 調査の方法 

データの収集方法は，上記の講義全 15 回において

各回の聞き取り調査および，提出のプログラミング

作品および指導案を対象として収集した．調査の初

期段階（8 回分）では，研究の趣旨の説明を行わな

い単盲検法で行い，後半では趣旨を説明し，指導案

検討を行っている．本研究が行う予定の本調査（予

定では現場の教員 200 名以上への質問紙調査）では，

二重盲検法により，バイアスの除去を行う予定であ

る． 

2.4 実習順序と時間の算出の方法 

実習の内容は，筆者らの Scratch に関する著書[4]
で扱っている内容をもとに行った．具体的には，プ

ログラミングの基礎からコンピュータサイエンスで

必須のアルゴリズムまでを扱った． 
実習順序とは①概論，②Scratch のブロックの説明

と例題の練習，③プログラムの制御構造，④自由課

題実習の順において，一つのグループでは①②③④

の順の実習中心型で行った．一方は①③②④の順の

プログラミングの理論中心型で行った． 
最低実習時間の算出方法は，上記の④までを行っ

た状態で指導案の作成を課題として出したが，受講

者間で授業実践に行えると判断できる内容までに指

導案を考え出せるために，必要な実習時間を追加し

ている．つまり基本 4 時間＋何時間必要かを検討し

た．また，授業スタイルの検討は単元構成や講義型

から学びあい，探求学習などを考慮しながら行った． 
 
3. 結果 
基本講習時間の 4 時間を終えて，学習指導案の完

成度をお互いに発表し評価を行った結果，最低 5 時

間必要であった．さらに，Scratch の実習を通して，

プログラミングの良さや限界，教科の中での活用方

法がイメージできるようになったことがうかがえた．

5 時間の実習において作成された作品の一例を図 1
に示す．これは第 3 学年で行うそろばんの指導にお

けるそろばんシミュレータである．当初は教員がそ

ろばんの指導において利用することを念頭において

作成していたが，その仕組みを児童に考えさせる場

面も想定して，プログラムの一部をあえて未完の状

態で提示することも考慮されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 Scratch 作品の例 

実際に作成された指導案の一部を図 2 に示す．単

元の内容とともに，想定されうる児童のプログラム

の様子が記載されている．具体的な場面を想定して

教育カリキュラムの設計がなされていることが分か

る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 指導案の例 
 
4. 考察 
実習時間検討および授業案の分類を行った．実習

時間が最低 5 時間であることは，算数数学の教員に

おいてプログラミングは比較的取り組みやすい内容

であることが考えられる．また，学習スタイルも学

びあいが適しているとの合意が得られたのも，伝達

型の授業スタイルでは，プログラミングの良さであ

る「試行錯誤が容易である点」を活かせないことが

原因であると考えられた． 
 
5. おわりに 
本稿では，プログラミング研修の内容の検討およ

び研修時間の定量的な調査に実施するための，予備

調査の概要と結果について述べた．Scratch による実

習において，算数数学の教員では最低 5 時間の講習

により授業構想が発案できることが推察された． 
今後，本調査の結果を基に調査項目を設計し，研

修内容の検討および研修時間の定量的な調査を行う

予定である． 
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SDN技術理解のためのアンプラグドな演習の設計 
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あらまし：新しいネットワーク技術である SDN(Software Defined Networking)技術では，パケットヘッダに
よる条件処理が中心であることから，制御ソフトウェアにおいてデータフロー的な要素を考慮する必要が

ある．本研究では，パケットをデータフローと扱うことを体験的に学ぶため，SDN によるパケット制御
を人間が処理するアンプラグドな演習を設計・実践した． 
キーワード：演習，アンプラグド，ネットワーク技術，SDN 

 
 
1. はじめに 

SDN(Software Defined Networking)技術は，2008年
頃に提唱された新しいネットワーク技術である．従

来のネットワーク技術が，OSI 参照モデルに代表さ
れるよう，通信機能を階層構造に分割して実装して

いたのに対し，ネットワークのトラフィックをすべ

てソフトウェアで制御する技術であり，Google のバ
ックエンドネットワークの制御に用いられる(1)など，

実ネットワークへの導入も進んでいる． 
我々も，SDN 技術習得のための演習システム (1)

を開発し，実際の授業への展開を行ってきた．しか

し，SDNは，従来のネットワーク技術とソフトウェ
ア技術が融合した技術であり，その理解には，２つ

の技術の違いについて理解する必要がある． 
そこで，SDNの制御ソフトウェア開発を行う前段
階として，ソフトウェアによる制御と，パケット転

送がどのように分離されているかを理解するための

演習の設計を行った．今回は，SDN技術に実装例で
ある OpenFlow によるパケット制御を対象とした． 

 
2. OpenFlow の学習における問題点 
2.1 OpenFlowの動作 

OpenFlow によるネットワーク制御は，コントロ
ーラとスイッチの２つの機能により行われる． 
まずスイッチは，従来のネットワーク技術におけ

るスイッチが，各々の通信階層における制御に基づ

いてパケット転送を行っていたのに対し，OpenFlow 
のスイッチは，パケットヘッダにおける部分一致に

よる条件設定(Match)と，条件に一致した際に行う動
作(Action)及び優先順位からなるフローエントリを
複数持つ．この複数のエントリを保持するものをフ

ローテーブルと呼ぶ．スイッチは，受信したパケッ

トのヘッダに一致する Match を持つフローエント

リを優先順位順に検索し，最初に一致したエントリ

の Action を実行するという方法でパケット転送を
行う． 
フローテーブルに一致するエントリがない場合に

は，そのパケットをコントローラに送り，コントロ

ーラは制御ソフトに従って新たなフローエントリを

生成し，スイッチに送信する． 
2.2 問題点 
前節で述べたとおり，スイッチ内における処理は，

指定された条件に一致した場合にパケットに対する

処理を行うものであり，データフローとして処理を

考案する必要がある．これに対し，コントローラで

は，制御構造をもつソフトウェアによりフローエン

トリが生成される． 
このように，Openflow におけるパケット処理は，

「制御構造をもつソフトウェアによるフローエント

リ生成」と「フローエントリ群によるデータフロー

的なパケット処理」の，パラダイムの異なる２つの

処理方式により実現されている． 
このため，学習者が作成するソフトウェアは，制

御構造を持つプログラミング言語により作成される

が，このソフトウェアはフローエントリの生成のみ

で実際のパケットの制御は行わないことから，作成

するソフトウェアと実際のパケット処理に乖離が生

ずることになる． 
 

3. 演習設計 
3.1 方針 
問題点で述べたとおり，コントローラのソフトウ

ェアがパケットを直接操作するのではなく，フロー

テーブル経由での制御となる．しかし，演習におい

てはコントローラのソフトウェア開発が中心となり

パケットの処理をイメージすることが困難である． 
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そこで，まずパケットの流れに着目させる演習を

検討した．このような演習のためのパケットの可視

化については先行研究(2)があるが，従来のネットワ

ーク技術が対象であることや，SDN向けに改変する
にはコストがかかることから，実現が容易で，かつ，

体験的に学ぶことが可能なアンプラグド教材として

設計することとした． 
3.2 演習構成 
演習は，図 1に示すようなループ状のスイッチ接

続をもつネットワークを想定する．従来のネットワ

ーク技術では実現困難であり，SDN技術の理解に適
していると判断した．また，各機能の分離が明確に

なるよう，少なくとも１人が１つのスイッチを担当

し，コントローラ役 1 名，端末役 2-3 名を含めて 7
名程度でのグループワークとする． 
3.3 端末 
演習は，端末役の学習者間で ping を打つ場合の
パケットの流れを再現することとする．ping では 
ARP要求，ARP応答，ICMP echo 要求，ICMP echo 応
答の 4パケットのやり取りがなされる．そこで，図
2 に示すような 4 パケットのヘッダ部だけ記入す
るテンプレートを用意し，このパケットシートのや

り取りで，パケットの流れを体験することとした． 
3.4 スイッチ 
スイッチ役の学習者は，図 3に示すようなフロー

テーブルシートを保持し，端末役から受け取ったパ

ケットシートを，フローテーブルに従って処理する．

また該当するフローエントリがない場合，後述のコ

ントローラにパケットシートを送り，指示されたフ

ローエントリを手書きで記入する． 
3.5 コントローラ 
今回は，パケットの流れに着目することを目的と

し，制御ソフトウェアはこちらで提供することとす

る．そこで，コントローラ役の学習者には，図 4 に
示す，コントローラのソフトウェアを示したシート

を配布する．これには，スイッチ役の学習者への指

示が容易になるよう，図 3 のフローテーブルシート
と同様な形式で制御ソフトウェアが記述されている．  

 
4. 試行 
本提案の有効性を確認するために，長野県工科短

期大学校の演習にて提案手法の試行を行った． 
演習の結果，全グループで，ping を打つ場合のパ
ケットの流れが再現でき，フローテーブルの情報も

正しく記載されたことから，SDNの動作原理につい
ては，概ね，理解が進んだと思われる． 
しかし，最初にコントローラの制御ソフトの解説

をしたことから，スイッチ役の学習者がコントロー

ラの指示なくフローエントリを記入してしまうこと

や，グループワークとしたため，端末役とスイッチ

役が相談しながら処理を進めてしまい，役割分担が

不明瞭になってしまう点が見受けられた． 

 
図 1 演習対象のネットワーク 

 

 
図 2 パケットシート 

 

 
図 3 フローテーブルシート 

 

 
図 4 コントローラシート 

 
5. まとめ 
本提案により，SDN技術の動作原理の理解が進む
であろうことが確認できた．今後は，パケット制御

部分だけの演習にとどまっていることや，役割分担

が不明瞭である等の問題点の解決を図っていく． 
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工程表を活用した学習管理手法へのゲーミフィケーション導入の試み 
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あらまし：これまで総合学科高等学校の選択科目にて，工程表を活用した自主学習の管理を行う授業方法
を提案し実践してきた．さらに生徒の意欲向上をねらって，この授業方法にゲーミフィケーションを取り
入れる方法を提案する．深田の g-デザインブロックに基づいて検討し，利用している工程表管理ツール
に機能拡張を行った．2018 年 7 月までに提案する手法による授業実践を行い，評価を行う予定である． 
キーワード：授業設計，学習管理，工程表，ゲーミフィケーション，初等中等教育 

 
1. はじめに 
変化の激しい現代を生きるために，新たなことを
自ら学習する力が重要である．一方で，総合学科高
等学校において，設定した学習達成目標に対して，
自ら計画的に学習を継続することの苦手な生徒が少
なくない．そこで，このような生徒に継続的な自主
学習を促す授業手法について検討を進めてきた． 
これまで，生徒が自主学習を行う際，学習予定，
実績を確認しながら学習を進めることができるよう
に，工程表を活用した学習管理法を提案し，授業を
実践する中で，主体的な学習量の増加，家庭学習の
意識づけに一定の効果がみられた[1]．さらに効果を
高め，自ら目標へ向かい，自発的な学習の取り組み
を目指す．本研究では，工程表を活用した学習管理
法へのゲーミフィケーション導入手法を提案する． 
ゲーミフィケーションの導入には，クエスト授業

[2]があるが，本手法は深田の g-デザインブロック[3]
に基づいてゴールを達成するために目標や活動の可
視化するアプローチをとる． 
2. 工程表による学習管理 
2.1 工程表を活用した授業 
工程表による学習管理を取り入れた授業を実践し
てきた．主なポイントは次の 5つである． 
① 学習管理に工程表の導入 
② 学習活動の記録にワークシートを利用 
③ 進捗管理は授業時間を通して実施 
④ 演習の中に自主学習を導入 
⑤ リクエスト講義を受け付け，教え合いを推奨 
生徒が主体的に学習できるような進め方を考え，
講座と自主学習がつながる流れを取り入れた．週 4
時間の講座は，「講義・演習」，「リクエスト講義と演
習」，「進捗会議と演習」の内容を 1週間で 1サイク
ルとなるように実施する． 
2.2 工程表の活用方法 
(1) 自主学習の管理に工程表を活用 
生徒ごとの自主学習管理に電子的な工程表を利用

する．電子データは，コンピュータ室サーバ上の共
有ディスクへ配置しており，変更が生じた場合の修
正を随時行う． 
(2) 当初の計画は予め教員が作成したものを配布 
工程表の初期計画は教員が作成し，それをテンプ
レートとして各生徒へ配布する．生徒はカリキュラ
ム全体の把握や各工程の時間見積が困難だからであ
る．生徒は進捗に合わせて，計画を修正しながら学
習を進める． 
(3) １週間ごと学習実績を記録し進捗会議を実施 
進捗管理のための進捗会議は，授業時間中に教員
と生徒にて週に 1度行う．その中で当日までの学習
状況を振り返り，次週の学習計画を考え，調整を行
うための話し合う場とする． 
(4) 会議後，予定変更が生じる時は修正 
進捗の状況が良好でない生徒においは，遅れの理
由を明確にし，これからの見通しを再確認し，目標
達成のための動機づけを行う． 
2.3 ツールの利用 
学習者である生徒が簡単にデータを入力し，自ら
の学習管理を行うために利用するツールとして，図
1に示すMS Excelによる工程表を利用する．予定日，
実施日を入力し，学習計画の進捗を視覚的に確認で
きるものである．生徒の自主学習管理を支援するた
め，演習問題数・正解数，理解度も入力し工程表へ
各項目を表示する． 

 
図 1 MS Excelによる工程表 
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図 2 g-デザインブロック[3] 

 
3. ゲーミフィケーションの導入 
3.1 ゲーミフィケーションとは 
ゲーミフィケーションとは，ゲームの要素をゲー
ム以外の領域で活用していくことを指し，楽しみな
がら利用者の継続性を維持するノウハウやテクニッ
クや要素を言う[3]．単に，バッジ・ポイントやレベ
ルなどの要素を入れる表面的なことではなく，ゲー
ムの要素が利用目的とつながり，利用することで得
たい価値を得られるようにすることが大切である． 
3.2 取り入れたゲーミフィケーション要素 
本研究では図 2 に示す深田の「g-デザインブロッ
ク」[3]に基づいてゲーミフィケーションの導入を図
る．９つのブロックのうち，次の５つのブロックに
関して既に我々が提案した学習管理法へゲーミフィ
ケーションの要素の導入を試みる． 
「ゴール」：ゴールは，利用者が最終的に得たいと考
えている価値を指す．本研究では生徒の学習習慣が
身につくことをゴールと設定した． 
「可視化」：可視化では，ゴールの達成に向けた行動
に関して数値として表現できるもの選んで記録する．
本研究では継続的な学習をゴールとするため，記録
可能な学習日数を指標として用いる． 
「目標」：目標は可視化する指標について達成すべき
値である．本研究では 1週間サイクルで学習管理を
行うので，1週間の学習日数を目標として設定する． 
「オンボーディング」：オンボーディングは，設定し
たゲーミフィケーションへ利用者を参加しやすくす
るための工夫である．本研究では授業の最初に工程
表ツールの操作方法や後述するバッジ表示ルールを
説明し，学習習慣の必要性をわかりやすく説くこと
で対応する． 
「世界観」：各自の目標を達成し，仲間といっしょに
学習習慣を身に付けようとする世界観を形成する．
その方法として，バッジを使う．同じ目標を持った
生徒たちが同じ達成感を持つことを目指す． 
3.3 ツールの機能拡張 
図 3にツールの機能を拡張した画面を示す． 
学習日数の目標入力機能(１～７日)  

1週間ごとの学習日数の目標を設定する．時間割 

 
図 3 学習日数データ確認画面 

 
をもとに，木曜日から水曜日までを 1週間とする．
変更がなければ以前の目標を継続する． 
学習実績確認機能 
 図 3の学習日数データ確認画面を設け，次の機能
を実装する． 
(1) 目標(1週間の学習日数)と，学習実績(1週間の学
習日数，連続学習日数，累積学習日数)を表示する． 
(2) 次のバッチを表示する． 

a) 目標達成バッジ 
b) 連続学習日数バッジ 
c) 学習日数累計バッジ 

(3) 「前週」をクリックすることで，過去の実績デー
タを表示する．． 
4. 授業実践 

2018年度前期，総合学科高等学校 3年生 8名を対
象に，以上で述べた授業実践を行う．対象とする授
業は，コンピュータ理論，コンピュータ技能の向上
を目指す週各 2単位の演習授業で，「プログラミング
技術」「コンピュータシステム技術」である．基礎・
基本技能の体系的習得，時間数，難易度，実態を考
慮し，「情報技術検定試験」合格を目指す． 
実践期間は，従来の工程表管理ツールを使い 4月

～5 月，ゲーミフィケーション要素の導入した工程
表管理ツールを使い 6月～7月で実施する． 
5. おわりに 
工程表を活用した学習管理法へのゲーミフィケー
ションの導入方法を提案した．今後，その手法を適
用した授業を実践し，効果を検証していきたい．  
謝辞 本研究は科研費(16K01077)の助成を受けたも
のである． 

参考文献 
(1) 志賀栄文,渡辺博芳: “総合学科高等学校の選択科目に

おける工程表を用いた学習管理の実践と評価”,情報
処理学会研究報告 ,Vol.2016-CE-133, No.15, pp.1-8 
(2016) 

(2) 藤本徹: “ゲーム要素を取り入れた授業デザイン枠組
の 開発と実践”，日本教育工学会論文誌，Vol. 38, No. 
4, pp. 351–361 (2015) 

(3) 深田博嗣：“ゲームにすればうまくいく<ゲーミフィケ
ーション>9つのフレームワーク”，NHK出版（2012） 

教育システム情報学会 　JSiSE2018

2018/9/4-9/6第43回全国大会

― 444 ―
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あらまし：本研究では，歴史的地方都市を対象として，我々が開発中の地域ハザードマップ作成支援シス

テムを用いて，住民自身が集めた地域ハザード情報について，その内容の検討を行う．実際にまち歩きで

集めた情報の妥当性や網羅性について，地域住民が集まって意見交換を行いながら評価を行うとともに，

情報を集約して地域全体で共有してくための方策について検討を行う． 
キーワード：地域防災，ハザード情報，歴史的地方都市，地域住民 

 
 
1. はじめに 

我々は，江戸時代からの古い町並みが残る歴史的

地方都市を対象にした，地域ハザードマップ作成支

援システムの研究・開発を行ってきている（1）．一般

的な，大雨による水害や地震を想定したハザードマ

ップは，道路拡幅・改良や河川改修などを目的とし

たものが多い．しかし，歴史的地方都市では，町並

み保存などの観点からそれらの目的達成は容易でな

い．加えて，建物の老朽など，通常のハザードマッ

プ作成における基準では浮かび上がらないところに

実際の課題があることも多く，そうした課題を住民

目線で浮き彫りにする必要がある．これまでに我々

は，実際に，地域住民自身に開発したシステムを利

用して地区ごとにまち歩きを行っていただき，対象

地域のハザード情報を，地区ごとに収集している（2）． 
本研究では，こうして集めた地域のハザード情報

について，地域住民が集まって意見交換を行うこと

によって，我々が開発を行っている地域ハザードマ

ップ作成支援システムを使用して，住民目線のハザ

ード情報を集めることができているのか，情報を網

羅的に集めることができているか，あるいは，集め

られた情報の妥当性について，地域住民による相互

評価を行うとともに，こうした情報を集約して地域

全体で共有して，地域防災に生かすための方策につ

いて検討を行う． 
 

2. 地域ハザード情報検討会 

2.1 概要 

2018 年 4 月 19 日（木）に，対象地域としている

佐賀県鹿島市肥前浜宿の浜公民館において行った．

参加者は，地域住民 5 名，市役所職員 1 名，佐賀大

学関係者 3 名（教員 1 名，学生 2 名）の計 9 名で，

実施時間は午前 10 時から約２時間であった．地域住

民は地域の自主防災活動をされている方々で，市役

所職員は，対象地域である鹿島市の都市建設課所属

の職員である． 

2.2 実施方法 

地域全体を A0 サイズの用紙にマッピングした縮

尺 1/1250 の大判地図（ゼンリン）を用意した．タブ

レットの画面，あるいは，そのスクリーンへの投影

によりデータを確認することは可能だが，数人で情

報を共有しながら話し合うためには，全体を見渡る

ことができ，また，地図への貼付けや書き込みなど

情報に対する操作も容易であり，かつ，他の参加者

も確認しやすいことから，紙の地図を用いて実施し

た． 
今回の検討会では，これまでに集めた六つの地区

の 50のハザード情報のうち，危険度が 3（最も危険）

と 2 と判断された計 23 箇所の情報を対象とした．事

前に，すべての情報に識別のための ID を付与し，

システム上では吹き出しとして提示される個々のハ 
 

 
図 1 配布した情報シートの例 
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ザード情報とあわせて A4 一枚の用紙にまとめた情

報シートを印刷し，参加者に配布した（図 1）． 
また，地図上には，その ID 番号の位置に数字シ

ールを事前に貼り，その場所が分かるようにした． 
参加者全員で，一か所ずつ順番に，その位置と写

真，および，そのハザード情報を確認し，意見交換

を行った． 
 

3. 結果と考察 
個別の情報に対して，その危険性を今回の検討会

以前から知っていたか，という問いに対する回答結

果を図 2 に示す． 
約八割のハザード情報が，以前から住民間で知ら

れていたものであることが分かり，地域のハザード

情報を住民目線で集めることができたと考えられる． 
今回の検討会で初めて知った約二割の情報は，自

分とは違う地区の情報で知らなかったものがあった

ものであり，これまでの方法では，一部のハザード

情報が十分に周知されていないことも分かった．ま

た，すべての情報を検討した後で，もう一度まち歩

きをすることによって，新たな危険箇所情報が得ら

れるかという問いに対しては，否定的であった．地

区の防災担当者が，自分の担当地区を回って入力し

ているため，その網羅性は高いと考えられる． 
住民が投稿時に判断した危険度（３段階，３が最

も危険）について，危険だと思うかという問いに対

する回答結果を図 3 に示す．情報投稿時に付与する

危険度については，その明確な基準がなく，投稿者

の主観に任せており，これまでにもその基準を示す

意見も聞かれている．危険度３と判断された情報の

約 84%が，また，危険度２と判断された情報の約 66%
が危険であると認識されているものの，危険度３に

対して約 15%，危険度２に対して約 33%が，その危

険性を認識できないと判断されており，これまでの

住民の主観評価による危険度の判断の限界を示すこ

ととなった． 
危険度の妥当性という観点では改善が必要である

と考えられる一方で，一部の住民が日頃から危険だ

と感じている箇所の情報が集められ，共有されるこ

とには意義がある．住民が危険だと思っていた箇所

が，実はすでに対策が取られていて危険性が軽減さ

れていたり，危険性が高いように見えないところで

も，過去に災害が起きていた．しかも，そのことが

あまり知られていないなどの事例が，今回の検討会

で明らかになった．こうしたことから，住民全体で

ハザード情報の共有を行う段階で，複数の視点で

個々のハザード情報の根拠となる事柄の検討を行い，

一定の信頼性をもつ情報を提供していく仕組みを作

ることが求められると考えられる． 
 

4. まとめと今後の課題 
本研究では，江戸時代からの古い町並みが残る歴

史的地方都市を対象として，地域住民自身が実際に

まち歩きで集めた情報の妥当性について地域住民と 

 
図 2 ハザード情報を以前から知っていたか？ 

 

 
 

図 3 主観評価に基づく危険度の妥当性 
 

ともに，大判の地図を用いて検討会を行った． 
その結果，地区ごとのハザード情報の網羅性は高

く，住民目線で地区のハザード情報を集めることが

できたことが分かった．また，検討会で情報を共有

することにより，これまで知らなかった他の地区の

ハザード情報も新たに知ることができ，地区全体で

ハザード情報を吟味しながら共有することができた．

また，これまでの住民個人の主観評価による危険度

については，必ずしも一致した評価は得られず，そ

の限界が示された． 
今後は，ハザード情報の信頼性を高めるための仕

組みを作り，実際に運用を行うとともに，こうして

集めた地域のハザード情報を地域住民に分かりやす

く伝え地域全体で共有することにより，災害時に備

えた行動につなげていくことが今後の課題である． 
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あらまし：モバイル機器を用いたインターネット接続が普通になり，ソーシャルメディア利用の機会も増

えている．初等・中等教育でもマナーやモラル教育についてさまざまな取り組みが行われているが，トラ

ブルが後を絶たない．ソーシャルメディアを扱う上で，心理的な影響を排除できない．本稿ではマナー・

モラル教育で取り上げるべき事項についてまとめ，安全なソーシャルメディア利用について考察する． 
キーワード：ソーシャルメディア，モラル，リテラシー 

 
 
1. はじめに 
スマートフォン保有率が 2016 年には 56.8％に達

し，またスマートフォンを支える高速通信回線（LTE）
契約数も 1 億 219 万契約に上るなど，常時インター

ネットに接続できる環境がかなり整ってきている．

スマートフォンの特徴として，携帯可能なことは当

然として，画面が大きく，画像や動画撮影ができ，

それらを視聴しやすいことが挙げられる．また，パ

ソコンによるインターネット利用時間がそれほど変

化していないのに対し，モバイル機器によるインタ

ーネット利用が増加している．しかしながら，自宅

でモバイル機器を利用する割合は増加しているが，

職場や学校，移動中などそれ以外の割合はそれほど

大きな変化は見られない（H29 情報通信白書）．同時

に，ソーシャルメディアを利用する割合も増加して

きている．ICT 総研の発表によると，2015 年末の日

本におけるソーシャルメディア利用者数は 6,500 万

人に達し，2018 年には 7,500 万人に達する見込みで

あると報告されている（2016 年度 SNS 利用動向に

関する調査）．世代ごとにみると 20 代では 70％以上

がソーシャルメディアを利用している．30 代になる

と 65％，40 代では 55％，50 代では 40％となる（H28
情報通信白書）．このように，ソーシャルメディアの

利用は若者が主流となっている． 

 

スマートフォンのネット利用時間についても，全

年代で「SNS を見る・書く」割合が高く，特に 10 代

～20 代では 3 割以上の利用時間を SNS に費やして

いることがわかる． 
以前の研究で，ソーシャルメディア利用の現状に

ついて確認し，情報リテラシー教育の中で情報マナ

ーや情報モラル教育がどのような役割を果たすこと

ができるかについての確認を行なった．現在大学に

在籍している学生は，インターネットを使用し，ス

マートフォンが身近に存在するのが当たり前の世代，

所謂「デジタルネイティブ」である．何か分からな

いことがあっても，インターネット上の検索窓にキ

ーワードを打ち込めば，即座に何らかの回答が得ら

れるようになっている．携帯電話やスマートフォン

も高等学校在学中にはすでに手にしていて，仲間内

で連絡を取り合うときには LINE などのソーシャル

メディアを用いることが自然になってきている．一

方で親や教師側は，情報モラル教育が後手に回って

いるとも言える．学生達がソーシャルメディアの特

性を理解し，安全に活用するには，保護者や教員側

の理解が重要であると考えることがわかった． 
さまざまな背景を持ち，それぞれ別々の考えを持

つ個人がソーシャルメディアを利用している．一方

でソーシャルメディアを中心として『世論』が形作

られることもある．特定のキーワードをきっかけと

して従来のメディアを巻き込んだうねりを巻き起こ

すこともある．逆にソーシャルメディアに触れるこ

とにより，行動に影響を及ぼされることもある．ソ

ーシャルメディアに書かれていることが事実ばかり

と限らないため，結果的に誤った情報に踊らされて

しまうこともある．近年のフェイクニュース問題な

どはその一端であるといえよう． 
そこで本研究ではソーシャルメディアが仕組みと

して抱えている問題点について明らかにする．そし

てソーシャルメディアを利用する上で必要となる情

報マナーや情報モラル教育の現状確認を行ない，ど

のような改善が可能かについての検討を行なう． 
 

全年代
(N=2140)

10代
(N=208)

20代
(N=420)

0% 50% 100%

図 スマートフォンのネット利用時間（2016年項目別）
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ブログやウェブサイト
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動画投稿・共有サイト
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オンデマンド型の動画

配信サービスを見る

オンラインゲーム・

ソーシャルゲームをす

るネット通話を使う

その他のインターネッ

ト利用
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2. 研究概要 
ソーシャルメディアが仕組みとして抱えている問

題についての確認は，さまざまな論文や，文献，ニ

ュースなどを中心に調査を行なった．またソーシャ

ルメディアを利用することにより生じたと考えられ

る事件などを分析し，トラブルを回避するために取

るべき手段について検討する．次に公開されている

ものを中心に，ソーシャルメディア利用にまつわる

マナー・モラル教育の現状を，初等・中等・高等教

育機関について検証するという方法で行なう．その

結果を受けて改善の方策について検討を行った． 
始めに，前年実施したのと同じように，本学の短

期大学部学生を対象に SNS 利用状況に関するアン

ケートを実施する．同時に SNS を利用する上で，知

っておくべき特性についての確認を行ない，現状の

確認を行なった． 

 
SNS を使用する上で必要となる SNS の特性につ

いての基本的な知識については，総務省「社会課題

解決のための新たな ICT サービス・技術への人々の

意識に関する調査研究」（平成 27 年）での調査項目

を参考に質問項目を設定する．参考に同調査結果と，

本学学生の傾向を比較した．アンケート実施時期の

違いや対象人数が少ことなど直接の比較はできない

が，2018 年度入学生は，2017 年度入学生に較べて，

SNS の特性に関する知識が高いことが読み取れた．

今年度の学生に限ることなのか，リテラシー教育が

実を結んだのか，この理由についても考察を加える

必要がある． 
 

 
3. ソーシャルメディア利用の注意点 

認知度が高く，利用者の多いソーシャルメディア

として，Facebook，Twitter，Instagram，LINE などが

ある．それぞれに特徴があり，ユーザーはそれを理

解して使い分けている．しかし近年では「SNS 疲れ」

となり，ソーシャルメディアの利用を避けるユーザ

ーも増えつつある．SNS 利用者の 4 割が「SNS 疲れ」

を経験したことがあるとする報告もある．その理由

として人間関係を挙げるユーザーが多い．比較的閉

じた SNS である LINE や Instagram ではあまり見ら

れないが，Twitterなどでは互いに攻撃し合う「炎上」

が生じることがある．またリアルな人間関係を SNS
に持ち込むことを厭う傾向も見られるようになり，

実名登録が前提の Facebook では若年層のユーザー

が減少傾向にあることも報告されている． 
ソーシャルメディアを利用する際に注意したいこ

ととして，人は「自分にとって都合の良いことしか

見ない（認知バイアス）」ことと，「集団の中では同

調しようとする（リスキーシフト）」という傾向があ

ること知っておく必要があるということである．そ

してモバイル端末を通して情報を読み取った結果，

誤解が生じ，客観的な視点で観察できなくなり，他

者との間でトラブルを生じたり，他者に対して攻撃

的になったりすることになる．日常対面での対話で

は回避されるようなことが，ソーシャルメディアを

介すると大ごとになりやすいのだ． 
人間の特性を踏まえたソーシャルメディア利用に

おけるマナー教育を行うことがこれからの社会にお

いて，ソーシャルメディアを有効に扱うことに繋が

ると考える．本研究を継続し、情報モラル教育の発

展に繋げたい。 
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図 留意すべきSNSの特性への認知度（年代別）

20代以下(n=400) 30代(n=400) 40代(n=400)
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（平成27年版情報通信白書より）
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図 留意すべきSNSの特性への認知度

（本学学生の比較 '17－'18）

本学学生'17（n=48) 本学学生'18（n=37)

表 認知度に関する質問項目 
(1) SNS によっては投稿に位置情報が付くことがある 
(2) SNS によっては，他人がメールアドレスで自分のアカウ

ントを検索できる 
(3) SNS によっては，投稿の公開範囲を設定できる機能があ

る 
(4) SNS での発言は，匿名で行っていても本人が特定される

ことがある 
(5) SNS では他人の投稿に自分の名前がタグ付けされると，

そこから自分のプロフィール情報等を確認される場合

がある 
(6) SNS によっては設定変更しないと，プロフィールに登録

した情報等が全てのユーザーに公開される場合がある 
(7) SNS では，過去の発言を遡ることで趣味や嗜好などが知

られてしまうことがある 
(8) SNS では，自分の発言を限定公開していても他人に共有

（リツイート等）されると公開される場合がある 
(9) SNS で一度発言した内容は，インターネット上から削除

されないことがある 
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授業の補完としての学内ネットワークシステムの効果 
 

Effect of Supplementary Information Distributed on the Intra-School Network 
 

岩田 建*1 

Ken IWATA*1 
*1鎌倉女子大学家政学部 

*1 Faculty of Family and Consumer Sciences, Kamakura Women’s University 
Email: k-iwata@kamakura-u.ac.jp 

 
あらまし：最近，特に厚生労働省が管轄する資格に関連する科目などにおいて，授業に出席していた学生

のみならず授業を欠席していた学生についても，授業内容の確実な浸透が求められる傾向が強くなって

きている．この問題を解決するための基礎的な情報として，学内ネットワークシステムで予習・復習に相

当する資料・課題を配信し，どの程度の活用が期待できるのかを確認した．さらに，それが実際の成績に

反映されるのかどうかを検討した． 

キーワード：インターネット配信，LMS活用，サマリー配信，課題配信 

 

 

1. はじめに 

大学での授業において，特に厚生労働省が管轄す

る資格に関連する科目などでは，学生の履修を担保

するうえで，授業に出席していた学生のみならず，

授業を欠席していた学生についても，授業内容の確

実な浸透が求められる傾向が強くなってきている．

しかしながら，授業に出席しなかった学生に対して

情報を提供することには，多大な時間と労力を要す

ることも事実であろうと思われる．これを解決する

手段として，学内ネットワークシステムを活用し，

授業の概要を情報として配信し，その理解を確認す

るために小テストを実施する方法が有効ではないか

と考えられた１-４）． 

昨年の本大会で，実際の授業で実験的に学内ネッ

トワークシステム Communication Networking Service

（CNS）を用い，授業終了後に授業内容を確認する

ための情報として“授業概要”を配信し，さらに CNS

上で“小テスト”を実施して，学生の“授業概要”の活

用状況や“小テスト”への取り組み方などついて取得

した基礎的なデータを報告した． 

今回，昨年に議論いただいた内容を踏まえ，本年

度の授業では，“授業概要”を予習に用いることがで

きるように事前に配信し，“授業概要”がどのように

活用されるのか，また，それが成績にどのように反

映されるのかについての基礎的なデータの取得を試

みた．この結果を報告する． 

 

2. 実施概要 

基盤となった授業は学部の 1 年を対象にした必修

科目で，受講 132 名に対し 3 クラスに分かれ，毎火

曜日の午前 1 限から昼休みを挟んで午後 3 限までの

連続した 3コマで実施された．CNS で事前に配信し

た“授業概要”は授業で示す内容とほぼ同じで，図や

解説，発展事項などを除いて 10 行～30 行程度にま

とめたもので，「授業概要の利用と成績とは一切関係

ない」ことを通知し，内容の“確認”の返信を義務と

しなかった．また，“小テスト”は，授業に関連した

問題（毎回 10問，各 10 点満点）で，「小テストの得

点を成績に反映させる」ことを通知し， “回答”の返

信を義務とした．それぞれ返信があった場合にのみ

返信日時が記録された．配信は，2017年 10月 10 日

（授業 2 回目）～2018 年 1 月 30 日（授業 14 回目）

の計 13 回実施し，定期試験（小テストの類似問題，

60問，正答率を 100点満に換算）は 3クラス合同で．

2 月 10日に実施した． 

 

 

 
 

 

“授業概要”は，クラスや祝祭日などに関係無く，

受講者全員に一律に授業 1 週間前（前週の火曜日）

の午後 4 時に配信し，“小テスト”は同様に授業日（火

曜日）の午前 8時 30 分（最初のクラスの授業が始ま

る直前）に配信した．“授業概要”の内容の確認や“小

テスト”の回答の返信期限は，祝祭日などに関係無く

配信 5日後（日曜日）の 23時 55 分であった（図 1）． 

今回，データの使用に同意が得られた 131 名のも

のに限定して，配信から返信までにかかった時間，

“小テスト”の得点，定期試験の得点などを集計した

結果をまとめた．本研究は，鎌倉女子大学学術研究

所助成研究「講義収録・教材コンテンツシステムを

利用した授業の実践と教育効果の検証（平成 27年度

図 1 学内ネットワークシステムによる 

授業概要と小テストの配信 
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～平成 29 年度）」に基づき，その基礎データの収集

を目的とし，学内の倫理審査による承認を受けてい

る（鎌倫-14021）．  

 

3. 結果と考察 

CNS で配信した“授業概要”と“小テスト”について，

それぞれ内容「確認」の返信と，「解答」の返信時間

を集計した結果を表 1 に示した．受講生のおよそ 3

分の 2 が，特に返信を強要しなかった授業概要の内

容の「確認」を返信したのに対し，成績に反映する

と通知した小テストの「解答」の返信率は 93％程度

と，配信当日も含めて 6 日間の解答期間があったに

もかかわらず，100％に近い返信率とはならなかった． 
 

 

 
 

 

授業概要の内容「確認」の返信時間について，授

業概要は，本来，予習に用いてもらう目的で授業の

1 週間前に配信した（配信 160 時間後に最初のクラ

スの授業が始まる）ものであったが，返信時間の平

均が 135.7 時間と遅すぎるように感じた．そこで，

授業概要の内容「確認」の返信時間がどのような分

布になっているのか，図 2にまとめた． 

 

 

 
 

 

図 2からわかるように，配信翌日（終日で 11.7％）

と日曜日（終日で 17.1％）に返信率が高く，配信の

意図どおり，授業概要を予習に用いられているもの

と推察できた．しかし，授業中ではないかと推察さ

れる授業開始直後の 8 時間の返信率が 15.8％と最も

高かった．この時間はまさに授業時間であり，授業

中に授業概要を確認しつつ授業を受けているのでは

ないかと推察された．また，授業終了後にも授業概

要の内容「確認」の返信があり（授業翌日以降に

46.5％が返信），これは小テストを解答する際に授業

概要を利用していることが推察された． 

これらの授業概要の利用方法の違いが学生の特質

によるものかどうか，また定期試験の成績と関係し

ているかどうかを確認するため，授業概要の内容「確

認」の返信状況で学生の分類を試みた．全 13回配信

した授業概要について，内容の「確認」を半数の 7

回以上を授業日の前日までに返信した学生を「予習」

グループ，これ以外で 7 回以上「確認」を返信した

学生を「活用」グループ，これら以外を「無視」グ

ループとして，それぞれのグループで授業概要の返

信回数と定期試験の成績を集計した．結果を表 2 に

示した． 

 

 

 
 

 

表 2 に示したように，「予習」グループと「活用」

グループが，ほぼ毎回，内容の「確認」を返信する

のに比べ，「無視」グループでは，ほとんど返信しな

いことがわかった．しかし，定期試験の成績では，

グループ間に差がないこともわかった． 
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表1 授業概要「確認」と小テスト「解答」の返信 

 

 

 

 

 

授業概要配信160時間後に授業を開始，授業開始8時

間後に小テストを配信，小テスト配信128時間後に返

信の締切り． 

図 2 授業概要「確認」の返信時間の分布 

返信時間は 8時間ごとに集計．図の授業開始は，

最初のクラスの開始時間（1 限・8時 40分）で，

最後のクラスは 3限・14時 10 分に終了． 

表2 授業概要「確認」返信のグループと定期試験成績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予習：授業の前日までに確認を7以上返信，活用：確

認を7回以上返信したが予習に属さない，無視：確認

の返信が7回未満． 
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学習成果に基づいた修了認定のために 
デジタルバッジシステムへ実装されている機能に関する事例調査 
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あらまし：デジタルバッジとは，学習成果に基づいて修了認定を行うことができる仕組みであるが，学習

活動に対するインセンティブとしてのみ活用されている場合が多く，本来期待されていたデジタルバッジ

の活用ができていないという現状がある．本研究では，欧米で展開されているデジタルバッジシステムの

事例調査を実施し，学習成果に基づいた修了認定を可能とするための機能の実装状況を明らかにした．調

査の結果，発行基準の明示，専門家による成果物チェック，専門家によるコメント付与，学習成果物の付

随といった機能が，標準的に実装されており，さらにそうした機能を効率的に活用できるようにする工夫

が各サービスで実現されていることがわかった．	

キーワード：デジタルバッジ，修了認定，習得主義  
 
1. はじめに 
近年，教育プログラムの修了を認証する仕組みと

してデジタルバッジの活用へ注目が集まっており，

欧米を中心に多くのプロバイダがデジタルバッジを

発行するサービスを提供している．デジタルバッジ

とは，アイコンとしてのバッジに，学習目標や評価

基準，学習成果物へのリンク等を付随させ，学習者

が何をできるようになったのかを示すことができる

スキル習得の証である(1)．こうした機能を持つデジ

タルバッジは，従来型の教育のように，教室で時間

を過ごしただけ，動画教材を閲覧したことだけを根

拠に合格認定してしまう実態を改善し，学習者が目

標を達成したことを確認した上で，教育プログラム

の修了認定を行う，つまり習得主義に基づく教育を

実現するツールとして活用できると思われる．しか

しながら，いわゆる「バッジ」は，オンラインゲー

ムでの活動に対するインセンティブとして活用され

るように，学習目標達成を保証する情報と紐付いて

いないバッジを発行するシステムが提供される場合

も多い．そのため，本来デジタルバッジシステムと

して，どのような機能を実装すべきかを提示する必

要があると考えられる． 
そこで，本研究では，欧米を中心としたデジタル

バッジシステム開発の先進事例を対象として，学習

成果に基づいた修了認定を可能とする機能として何

が実装されているかを調査することとした． 
 

2. 調査方法 
2.1 調査対象 
	 調査にあたっては，教育における ICT活用分野の
国際標準化団体である IMS Globalが策定した Open 
Badges v2.0(2)の認証を受けたサービスを対象とした． 

各サービスで実装されている機能を把握するために，

各運営会社のホームページでの記述や無料トライア

ル版を利用した．Open Badges v2.0に認証されたサ
ービス(3)で，ホームページ上でシステムの機能に関

する情報を公開している 6つのサービスが調査対象
となった（表１）． 
2.2  調査の観点 
	 学習成果に基づく修了認定を証拠とともに示すた

めには，何をどんな基準で，どのように達成したの

かについて，専門家がチェックし，理由とともに示

すことが有効であると考えられる．そこで事例調査

の観点として，以下の４点を採用することにした． 
 
①発行基準の明示 
②専門家による成果物チェック 
③専門家によるコメント付与 
④学習成果物の付随 

 
3. 結果 
調査の結果を表２に示す．6 社中４社のサービス

で４つの観点を満たす機能を実装していることがわ

かった．次に，各観点で特徴的な機能を述べる．	

3.1 発行基準の明示 
MyMantl では，発行基準を複数登録することがで

きる．教師は，バッジ発行の際に，それぞれの基準

が満たされているかについて，オンライン上のチェ

ックボックスでクリックして，チェックリストのよ

うに活用する．チェックの際に未達成の項目がある

場合には，ユーザーに再提出の要求がなされる． 
3.2 専門家による成果物チェック 
	 すべてのシステムで，専門家がユーザーからの申

請を確認した上でデジタルバッジを発行する機能が
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設けられていた．Credlyと Open Badge Academyでは，
発行作業を効率化させるために，対象者を一覧化し

た CSV ファイルの一括登録によるバッジ発行機能
が搭載されていた．	

3.3 専門家によるコメント付与 
	 Credly では，バッジ発行の際に，Testimonial（推
薦状）として，ユーザーがなぜ単位取得に値するか

を，発行者が記述できる箇所が設けられている．ま

た，発行者がバッジにファイルを添付することも可

能となっており，ユーザーの目標達成を発行者が積

極的に承認する仕組みが導入されている． 
3.4 学習成果物の付随 
	 MyMantlと Credly，Badgr，Open Badge Academy
では，リンクの付与だけではなく，書類やビデオ，

画像，音声等，多様な様式での成果物の提出を可能

としていた．この機能により，ユーザーが自身の学

びを表現するための多様な方法を提供できる． 
 
4. 考察とまとめ 
欧米を中心としたデジタルバッジシステムの事例

を調査したところ，多くのシステムで，専門家によ

る学習成果のチェックに基づく修了認定を可能とす

る機能が導入されていることがわかった．さらに，

それぞれの目標到達度のチェックやバッジ授与を効

率化させたり，専門家がユーザーの目標達成を積極

的に承認したりする工夫が取り入れられていること

がわかった．これらを踏まえると，デジタルバッジ

システムでは，学習成果に基づく修了認定を可能と

する機能は標準的に実装され，さらにそうした修了

認定の作業を効率的に実施する機能を取り入れるこ

とが近年の動向であると思われる．	

本研究は，単独のデジタルバッジシステムがどの

ような機能を有するかを調査したが，実際には LMS

や e ポートフォリオ等，教育現場で日常的に活用さ

れている ICT と連携して用いられる場合が多いと考

えられる．今後は，他のツールと連携するために，

どのような機能が実装されているかを調査し，習得

主義に基づく教育を実現するためのデジタルバッジ

システムの活用へつなげていきたい． 
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表１	 調査対象 
システム名 対象 特徴 

MyMantl(4)	 すべての学年の学生，

企業教育，大学	

学校での学びや職務での成果を，それらのエビデンス付きのデジタルバッジを用いて，求人企

業へアピールすることができる．バッジ同士の関係を階層的に地図化する機能もある．	

Acclaim(5)	 企業教育	 IBM やマイクロソフトなどの，IT ベンダーとパートナーを組み，主に技術者資格の認定プログ
ラムで，労働者のスキルを証明するために活用．	

Credly(6)	 すべての学年の学生，

企業教育，大学	

資格認定業者や認定プログラムを構築している専門家コミュニティをパートナーとして，デジ

タルバッジのプラットフォームを展開している．米国で最も普及している．	

Badgr(7)	 中高生，企業教育，	
大学	

バッジを収集し，授与することができるオープンソースのシステム．CANVAS	LMS と連携して活
用できる．	

Open Badge 
Academy(8)	

中高生，企業教育，	

大学	

主にインフォーマルな学びを認証するためのシステム．コミュニティによって設定されたタス

クに対して，ユーザーは証拠とともに，自分の学びを主張．専門家や教師が証拠に基づいて評
価し，バッジを評価する．	

iQualify 
LMS(9)	

中高生，企業教育，	

大学	

コースの作成やコンテンツの提供，コースで要求される課題に対する専門家からのフィードバ

ック等の LMS に実装されている機能がシステムに内蔵されている．特に，ユーザー同士で成果
物を相互評価できる機能を充実させている．	

 
表２	 デジタルバッジシステムの機能比較 

システム名 発行基準の明示の有無 
専門家による成果物チェッ

クの有無 
専門家によるコメント付与

の有無 
学習成果物の付随の有無 

MyMantl ○	 ○	 ○	 ○	

Acclaim ○	 ○	 ☓	 ☓	

Credly ○	 ○	 ○	 ○	

Badgr ○	 ○	 ○	 ○	

Open Badge 
Academy ○	 ○	 ○	 ○	

iQualify LMS ○	 ○	 ☓	 ☓	 
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精神障がい者との共生社会を目指す映像教材の開発  
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あらまし：精神障がい、とりわけ統合失調症に悩む患者数は 100 人に一人いると言われている。この回復

期にある人たちとの共生社会を実現するには、まず統合失調症という病気を理解し、統合失調症の人を知

ることが重要である。そこで筆者らは、当事者や医師の思いを正しく伝え、共生に寛容となる意識変化に

効果のある映像教材を開発したので報告する。	
 

キーワード：精神障がい，統合失調症，映像教材，共生社会  
 
1.   はじめに  
文部科学省は、障がいの有る・無しに関わらず、

誰もが相互に人格と個性を認め合える全員参加型の

共生社会の実現が、わが国において最も積極的に取

り組むべき重要な課題であると述べている 1）。しか

しながら、障がいの程度によって、周囲の理解や助

けの必要度が異なり、特に精神障がいへの理解は乏

しく、敬遠や阻害へと繋がる傾向にある。 
厚生労働省の調査から、平成 26年度における障が

い者数は、身体障がい者 393万 7千人、知的障がい
者 74万 1千人、精神障がい者 392万 4千人で 2）、精

神障がい者数の割合が極めて多いことがわかる。 
メンタルヘルスを高め、ストレスを柔軟に跳ね返

す力が必要であるが、その度合いが過ぎるとうつな

どの精神疾患を引き起こす。そのため、適度に発散

するための教育が重要な鍵となる。精神障がいの大

部分を占める統合失調症患者は全国に 67万人いて、
およそ 100人に 1人とされている 3）。発症原因には

脳による機能異常や心理的ストレスなどの相互作用

が関係すると考えられ、薬や心理社会的な介入によ

る治療法の普及によって、社会参加をめざしたリハ

ビリテーションも進歩している。早期の適切な治療

が多くの患者を回復させるが、どのように社会参加

を支援していくかが今後の課題となっている 4）。 
筆者らは、精神障がい、とりわけ統合失調症の患

者に対する理解を深め、心ない偏見を無くしていく

ため必要な教育を効果的に実践するため、映像教材

の制作を行った。本稿は、その制作上の工夫につい

て整理し、その考え方や効果について考える。 
 
2.   本取組みの経緯  
精神障がいに対する理解を深めることは、不要な

警戒心を解き、生活や学校、職場において共生社会

を実現する第一歩である。新しい薬や治療法の開発

が進んだことにより、近年では多くの患者が長期的

回復を期待できるようになっている。ストレスが原

因で発症する説が有力であるが、それが故に誰でも

発症する可能性があり、適正に関わりあう方法を見

つけることは意義深いと考えられる。 
近年、スポーツが症状を緩和し、中には社会生活

できるまでに回復した事例もあり、そのような体験

談を紹介することは、病気を理解する上で重要とな

る。より分かりやすく、より能動的に理解を促すに

は、コンパクトに情報を整理して伝える必要があり、

そのためには視聴覚に訴えることのできる映像が奏

功する。 
筆者らは、学生や地域住民に精神障がい者への理

解を深めてもらうため、統合失調症について解説し、

当事者へのインタビュー、スポーツを活かした取り

組み等を紹介する映像教材を制作した。 
 
3.   本取組みの実践  
	
 精神障がいへの理解を深めるための普及啓発プロ

グラム開発をテーマとして、精神看護学、精神医学、

公衆衛生看護学、医療福祉情報学などの専門家 9名
が DVD 制作委員会を組織し、映像の構成を複数に
わたって検討した。その結果、①統合失調症の解説、

②当事者による講話、③スポーツの効果を解説する

講演、④フットサルによる交流事例、⑤共生社会の

実現に向けて、という構成とすることを決定した。 
 
①	
 統合失調症の解説 
	
 統合失調症について、「脳のさまざまな働きをまと

めることが難しくなる病気です」というタイトルの 
 

  
図 1	
 統合失調症を説明するフリップ 
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下に簡単な説明を加え、幻覚、妄想をフリップで示 
して説明。次に発症の原因、患者数の実態、「気長に

病気とつきあっていくことが大切です」というタイ

トル下に、症状と対処法を簡潔に説明した。 
 
② 当事者による講話 
本人の同意が得られた、精神状態の安定している 

障がい者に、同意撤回の可能性を考慮して 3名に依
頼することとした。A 氏は対面でのインタビューが
できた。顔出し OK とのことだったが、後で気が変
わったときには、正面から手元、側面から手振りを

クロップできるようにし、同時に背後から後ろ姿を

撮影した。音声はガンマイクで収録した。B 氏は当
事者が書いた手書きの文面を撮しながら自身が読み

上げる形となった。また、C 氏からはワープロ打ち
した手紙文が届いたことから、冒頭のみをナレーシ

ョンで読み、その後は要旨を解説する形とした。 
 

 	
 	
 

 
 

図 2	
 当事者による講話 
（A氏は顔出しを了承し、映像には出ているが、本誌上では敢え

て半画面のみを掲載した） 
 

③	
 スポーツの効果を解説する講演会 
	
 フットサルを通じて精神障がい者と交流を図り、

複数の患者を社会復帰させた経験を持つ精神科病院

の岡村医師に、学生向けの講演を依頼した。収録し

た 90分に及ぶ講演から、主旨に沿うシーンを抜粋し、
映像が伝えたい柱となる事例や意味の解説を組み入 
 

 
図 3	
 スポーツの効用を説明する講演 

 
れた。講演では、感情が表に出ない人が、フット

サルでシュートが入ると笑顔が出てくるといった

症状の改善が見られるなど、具体的事例で視聴者

の共感を得られるようにした。 
 

④	
 フットサルによる交流事例 

精神障がい者が学生と笑顔でフットサルを行う姿

を収録し、継続、希望、やりがいなどのキーワー

ドで印象付けた。そして、挫折があるから希望を

持ち、希望を持つため物語を作る。仲間がいれば

真似をすればよく、負ければ勝つための物語を作

ればいいというフレーズを聞きながら、フットサ

ルに懸命になる様子を表現した。 

 
図 4	
 フットサルによる交流の様子 

 
⑤	
 共生社会の実現に向けて 
	
 視聴者に対し、自分の周りに精神障がい者がいた

ら、その人ができることを一緒に見つけてあげてく

ださいと伝え、仲間と出会い、希望が湧き上がるこ

とをイメージできるよう、未来に向けたシュートを

放つというエンディングとした。 
 

4.   本取組みの成果  
筆者らは、大学生 219名に対して、本映像の視聴

前と視聴後でアンケート調査を実施したところ、視

聴後には精神障がい者に対する好意的態度が増す結

果を得た 5）6）。このことから、本映像は、精神障が

い者に対する理解の向上に、一定の効果があったと

考えられる。 
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e ラーニングに用いる映像教材制作と学習効果に関する一考察 
 

A Study about the Production of Video Teaching Materials for 
e-Learning and the Learning Effect  
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あらまし：近年，情報インフラ関連の環境整備を受け高等教育における ICT を用いた教育システムの需

要と供給は非常に高まっている．特に MOOC や SPOC といったマルチメディア教材やテストをオンライ

ンコースに有し，修了認定まで行う教育システムの利活用の高まりはめざましいものがある．本稿ではオ

ンライン教育システムにおける映像教材に着目し，これまでの「教材の提供」としての映像教材と「教育

そのものの提供」としたときとの映像教材の役割の違いを論じ，学習効果と教材制作における課題につい

て考察する． 
キーワード：映像教材，e ラーニング，MOOC，EdTech，Instructional Design 

 
 
1. はじめに 

近年の ICT 環境整備を受け高等教育における ICT
の利活用，特に MOOC や SPOC の需要と供給は年々

増している．しかし『高等教育機関等における ICT
の利活用に関する調査研究』では，教育環境におけ

る ICT の利活用の現状は，先進諸国と比較し，我が

国に高等教育における ICT の教育的な利活用が抜本

的に遅れていると指摘されている(1)．本稿ではオン

ライン教育システムにおける映像教材に着目し，そ

の役割と教材制作における課題について考察する． 
 

2. 映像教材の需要と役割の変遷 

教材としての動画コンテンツ利用は IT インフラ

の整備に伴い急増している．日本における映像教材

として，テレビによる学校放送は 1953 年のテレビ放

送開始と同時に開始された．映像教材は知識の伝達

において「わかりやすく学習効果が高い」教材とさ

れていた．古くから社会構成主義的学習観に基づく

「共に育つ学習」(2)について考えられてきたが，ICT
の確立した近代においては，LMS 等の機能との複合

で，学習の双方向性を有した e ラーニングにより自

律学習の実現が可能となった．またオンライン教育

においては，教場での講義になり替わる役割を担う

こととなり，その位置づけはマルチメディア教材か

ら，マルチセンスの教育へと変遷していったともい

える． 
 

3. MOOC と SPOC 

MOOC（Massive Open Online Courses：大規模公開

オンラインコース）は，web 環境を基にした教育プ

ラットフォームである(3) ．MOOC には多数のプロ

バイダが存在し，いずれも無償で誰でも，開講中な

らば時間を問わずいつでも ICT 環境を利用して，主

に高等教育レベルの内容を受講できる特徴を持つ．  
対して SPOC（Small Private Online Course：小規模非

公開オンラインコース）は，大学や企業内といった

限られた利用を対象としており，MOOC の対義語の

ように用いられるが，仕組自体は同じであり，現最

近では MOOC と SPOC を組み合わせた例もある(4)． 
MOOC を SPOC として用いる学習コースの中に

は，対面授業と複合的に扱うことで教育効果を高め

るブレンデッド・ラーニングの要素として活用され

ているものもあり，反転授業や学習改善の機会とし

ても用いられている（以下 MOOC に記述を統一）． 
ICT の教育的な利活用のひとつとして MOOC を

有効に用いるにあたり，その制作手法など学習コー

ス提供までの研究が利活用の促進にとっては重要で

ある．しかし現状では LIYANAGUNAWARDENA ら

が述べるようにその研究は盛んではなく，取り組ま

れ始めたばかりの段階である(5)． 
SAROHINI は MOOC の制作手法に関する研究が

進みづらい理由として，高度化した現代的な ICT の

教育における利活用や実践に求められる「インスト

ラクショナルデザインに必要な基本的な知識や能力

は明確にはなっていない」と指摘している(6)． 
 

4. MOOC における教材制作の現状 

LIYANAGUNAWARDENA らや SAROHINI の指摘

からでは MOOC に関するデザイン手法が確立され

ておらず，学習コースの制作は停滞・混迷している

ようにも読み取れる．しかし，実際には 2017 年の段

階で，MOOC は世界中で 1 万コース近く公開されて

いる(7)．つまり基本的な知識や能力が明確ではない

にもかかわらず，MOOC は制作されているといえる． 
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4.1 フォーマットの利便性と弊害 

多くの MOOC プロバイダでは参加校が学習コー

スを作成するための webコンテンツを構築するフォ

ーマットを用意している．フォーマットは自由度が

高いが，デフォルトのものに学習内容を入れ込むだ

けで学習コースとして完成することもできる．その

ため，web コンテンツ制作についての知識や技術を

備えていない教授者でも，ある程度の完成度を持っ

た MOOC コースを容易に作成可能である． 
しかし，利便性とは別の方向から捉えればこのフ

ォーマットは，学習コースの基本的な要因について

デザインし，その能力を獲得する機会を，多くの実

践者から奪っているともみなせる．MOOC の利活用

を推進するためのフォーマットだが，それに依存し

MOOC を制作することで，ICT の教育に必要な「知

識や能力」の在り方を覆い隠していると考えられる． 
 

4.2 動画表現のテンプレート化 

 フォーマットの利便性の高さによりコンテンツの

デザインがテンプレート化する状況は，MOOC の根

幹を構成する動画に関しても同様に見られる．動画

表現のあり方を調査した結果(8)では，Talking head ス

タイル，つまり教授者の上半身を映し出し授業スラ

イドなどを背景に講義を行なうスタイルが一般的で，

74%を占めていた．東京通信大学の映像教材コンテ

ンツにおいても Talking head スタイルは，1 年次 1 学

期 45 科目 8回授業、全 1140の映像教材のうち 94.1％
を占めた．この結果は，本来定型を取る必要のない

動画の表現スタイルが，撮影の行いやすさ等の理由

で Talking head スタイルを事実上 MOOC 用動画のテ

ンプレートデザインとしていると言え，それにより

ICT の教育に必要な「知識や能力」を覆い隠してい

ると推察できる． 
 

  
 

図 1 Talking head スタイルの一例 
 
 コンテンツのデザインをテンプレート化すること

は，MOOC 制作に関する専門知識の乏しい状態にあ

る人材であっても，ある程度の整った学習コースを

作成することを可能にする．その結果，多数のコー

スが MOOC として提供されており，テンプレートは

ICT を利活用や教育環境の拡充と促進に寄与してい

る．一方で，動画表現の示す状況からもわかるよう

に，テンプレート化したデザインはコンテンツの制

作方法やあり方を固定化し，発展を阻害している． 
MOOC のコンテンツ制作は，効率性を重視しテン

プレート化したデザイン用いているが，本来教材制

作は学習の効率性に重きを置くべきであり，学習コ

ンテンツによって，フォームやテンプレートを適切

かつ柔軟に適用すべきと考える．テンプレートはそ

れ自身の価値を持っているが，そこへの依存から脱

却し，それを発展させていく，つまりコンテンツを

内容に合わせて展開しデザインしていく能力を育成

する必要がある(9)．教育者が学習効率を考慮し，テ

ンプレート化したデザインを応用的に活用できるよ

うになることこそ，ICT の教育的な利活用に含まれ

る「知識や能力」の獲得である． 
 

5. 課題 

ICT の教育的な利活用に，短期的には制作の効率性，

つまり撮影の行ないやすさを優先した動画制作が有

効である．しかし長期的には動画などコンテンツの

あり方における学習効果の差異を検討と，そこに裏

付けされたデザイン能力の育成が必要であり，能力

育成の方法を明らかにしていくことが課題と考える．  
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学習者同士が教え学び合う過程における両者の脳活動の特徴 

―大学生を対象としたタングラム課題実験を通して― 
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あらまし：本稿の目的は，学習者同士の教え学び合う活動に着目し，教える側と学ぶ側の役割交替におけ

る脳活動の特徴を解明することである．「教える側」と「学習する側」を，交互に入れ替わるという「タ

ングラム課題」を開発し，大学生の被験者 6 組（計 12 名）に対して，脳活動の同時計測を実施した．そ

の後，実験場面の動画を視聴させ，各時間帯における両者のやり取りが課題解決にどのように影響したの

かを明確化し，脳活動を分析した． 

キーワード：図形課題，脳活動計測、教え学び合う 

 

1. はじめに 

脳科学の教育学への応用は，学校現場での実際の

学習場面に近い環境での脳活動計測実験の段階に入

りつつある．今後は，実験室レベルから，学校現場

の教室レベルに，また，単独被験者による統制され

た実験環境・実験タスクから，複数被験者による自

由度が確保された実験環境・実験タスクへとシフト

していくことが期待される(1)． 

本研究の目的は，実際の授業場面で理論的・経験

的に活用されてきた，学習者同士の「教え－学び合

い」過程に着目し，教える側と学ぶ側の役割交替に

よる教育効果を，脳生理学的に解明することである．

役割交替の教育効果を，行動観察やインタビュー等

に加え，生理学的視点からそのメカニズムを分析し，

より効果的な役割交替のあり方や，学習者が教える

という行為の教育的意義，教師の適切な学習者間へ

の関与の仕方について検討する． 

本稿では，教える側と学ぶ者側の双方に着目し，

「教え－学び合い」過程における脳活動の特徴を明

らかにすることを目的とした．すなわち，同一被験

者が，一つの問題解決過程の中で「教える側」と「学

ぶ側」の異なる役割を担った際に，どのような脳活

動の特徴が生じるかについて検討した． 

 

2. 方法 

2.1 実験概要 

視線移動計測実験の概要は，以下のとおりである． 

実験期間：2018 年 4 月～5 月 

実験場所：京都教育大学実験室 

被験者：大学生 6 組 12 名（平均年齢 21.1 歳） 

計測方法：近赤外線による脳活動計測装置 OEG-16

（スペクトラテック社製）を用いて，2 名ずつ

計測した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 タングラム実験課題 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 右：課題解決者，左：課題観察者 

 

2.2 実験課題・環境設定 

実験課題は，7 つのピースを全て用いて指定され

た形を構成するタングラム課題 4 試行を設定した

（図 1）．実験は 2 名 1 組で実施し，「教える側（課

題解決者）」と「学習する側（課題観察者）」を，一

定の時間（15 秒間毎）で交互に入れ替わるという条

件のもと実施した．タングラムを双方の被験者（A，

B）に 1 セットずつ用意し，最初 15 秒間被験者 A（課

時間
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題解決者）が課題に取り組み，その間，被験者 B（課

題観察者）はその様子を観察した．その後 15 秒間被

験者 B が課題に取り組み，被験者 A はその様子を観

察した（図 2）．これを交互に繰り返し，制限時間を

180 秒間とした． 

 

3. 結果 

3.1 行動観察データ 

正答率，所要時間，標準偏差について計測，分析
を行った（表 1）．正答率では，試行②が最も高く，
試行①が最も低い結果となった．平均所要時間は，
180 秒間で完成しなかった場合は 180 秒間とし，180

秒間以内で完成した場合は実時間を用いて算出した．
その結果，試行②が最も短く，試行①が最も長い結
果となった．標準偏差は，試行①，試行②が小さく，
試行③，試行④が大きい結果となった． 
 試行①は最初の問題であったため，15 秒おきに役
割が変わることへの戸惑いなども影響して，正答率
が低く，所要時間が長かったとのではないかと考え
られる． 
 

表 1 正答率，平均所要時間，標準偏差 
 
 
 
 
 

3.2 脳活動計測データ 

 各被験者とも計測部位は前頭前野の 16 カ所とし
て，各実験課題時の oxyHb と deoxyHb を計測した．
図 3 が 16 カ所のデータであり，本分析では，最もノ
イズが少なく安定的にデータ取得ができ，左右対称
な位置の比較の議論も可能である，ch7（右前額部）
と ch10（左前額部）に着目して分析を行った． 

 
 
 
 
 
 

図 3 前頭前野 16 カ所の脳活動データ 

図 4 は，試行③における被験者 A と被験者 B の

ch7 と ch10 の oxyHb の時系列データである．赤色線

とピンク色線が被験者 A のそれぞれ ch7 と ch10 の

部位のデータ，緑色線と薄緑色線が被験者 B のそれ

ぞれ ch7 と ch10 の部位のデータである．図の上部に

A，B，A，B，・・・と付しているのが，その時間帯

に課題解決を行っている被験者である．この試行で

は，171 秒で正答に至った． 

脳活動データより，被験者 A，B ともに，総じて

課題解決時の方は，oxyHb が上昇傾向にあり，課題

観察時の方が下降，もしくは均衡傾向にあることが

わかる．すなわち，被験者間を同一時間帯で比較す

ると，oxyHb は逆の向きに変化していることとなる．

試行全体としては，試行の初期の上下変動を除くと，

時間が経つにつれ緩やかに上昇してする傾向にある． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 試行③の被験者 A，被験者 B のデータ 

図 5 は，試行③における被験者 A と被験者 B の
ch7 と ch10 の oxyHb の時系列データである．この試
行では，68 秒で正答に至った．脳活動データより，
被験者 A，B ともに，総じて課題解決時と，課題観
察時の差異があまりなく，均衡状態が続いているこ
とがわかる．試行全体としても，時間経過による上
下変動はあまり見られない． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 試行②の被験者 A，被験者 B のデータ 

 

4. 結語 

 同一の被験者が，「教える側（課題解決者）」と「学
習する側（課題観察者）」を交互に交替することによ
り，脳活動に変化が見られた．具体的には，「学習す
る側（課題観察者）」よりも，「教える側（課題解決
者）」の時間帯の方が，より脳が賦活(oxyHb が増加)

する傾向にあることが明らかになった．一方で，「学
習する側（課題観察者）」の時間帯では，脳活動が下
降，均衡になるということが明らになった．両者の
役割を効果的に転換することで，一人の学習者が，
様々な生理学的体内の状況を作り出すことができ，
そのことが，学習に好影響をもたらすのではないか
と予想される． 
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脳波の過渡的応答によるスキーマ獲得状態抽出の可能性 
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あらまし：人間の身体動作は，円滑な身体動作をおこなうために「スキーマ」と呼ばれる一種の回路が

作られ，それが機能している考えることができる．身体動作を伴うスキルの実体がスキーマであるとす

ると，人間の行動とスキーマの活動の関係性を捉えることができれば，スキルの修得状態をより精密に

捉えることができる可能性がある．事象関連電位などの脳波の過渡的な応答を分析すれば，スキーマの

活動を抽出できる可能性がある．  
 
キーワード：事象関連電位，スキーマ，スキル学習  

 
1. 序 
人間の活動には身体動作が不可欠であるが，個別

の手の動き，指の関節一つ一つの動きを思考せずに

動かすことができるのは，円滑に指令を出す「回路」

が脳に作られていると考えることができる．このよ

うな回路は「スキーマ」と呼ばれる．スキーマは階

層的に構成されており，人間の活動における認知・

行動の多くの部分を円滑に機能させる役割を担って

いると考えることができる． 
脳にどのような「スキーマ」が獲得されているか，

など，精密な情報を得ることができれば，身体動作

を伴うスキルの習得においては非常に有益な情報と

なりうる．また，スキーマがどのような過程を経て，

形成されるかについても多くの情報を得ることがで

きる可能性がある．しかし，スキーマは脳内に形成

される回路であると考えられるため，非侵襲な方法

で観察することは非常に困難である．一方で，脳波

がある外部状況の変化（事象）に対して過渡的な応

答を調べる「事象関連電位」などを用いれば，スキ

ーマの活動を捉えることができる可能性が高いと考

えられる． 
 
2. スキーマモデル 
認知や身体運動のスキルの実体が何であるかを考

えると，脳の神経ネットワークが作る一定の機能を

果たす回路であると考えられる．このような抽象的

な機能単位である「スキーマ」が脳内に形成されて

いるという仮説は哲学的な文脈でも古くから検討さ

れてきたが，SchmidtやM.A.Arbibにより，特に脳
神経回路網が作り出す具体的な機能単位としてのス

キーマの研究が進められてきた． 
これらの「スキーマ理論」では，ある一定の行動

やパターン認識などにおける習熟においては，脳内

に「スキーマ」と呼ばれる回路のようなものが形成

されると考える．行動の意図に応じて特定のスキー

マが活性化された状態となり，活性化されたスキー

マがトリガーされることで実際のアクションが実行

される．さらに人間や動物の連続した複合的な行動

においては，このようなスキーマが階層化されるこ

とで，適当なタイミングで適当な行動に対応したス

キーマがトリガーされると考えられる．このように

様々な人間や動物などの行動をスキーマとして捉え

ることで習熟した行動については，ほとんどそれを

意識せずに正確に実行できるという「自動性」を説

明できる． 
 
3. 脳波計測について 
脳は，数百億ともいわれる神経細胞が構成するネ

ットワークが電気化学的インパルスのやりとりをお

こなうことで情報処理をおこなうとされている．「脳

波」はこのような神経細胞集団の活動の片鱗を頭皮

上に設置した電極により検出するというものであり，

数十μVの微弱な信号が得られる．標準的な電極配
置としては国際 10-20法があり，21個の電極が用い
られる．一般的によく知られる脳波の利用方法とし

ては，その信号の周波数成分を分析するというもの

で，脳の活動状況や覚醒状況が分類できるとされる． 
周波数成分以外の脳波の分析方法として，知られ

るものに「事象関連電位」（ERP：Event Related 
Potential）がある．事象関連電位は，知覚的な刺激
に対して，過渡的に脳波がどのように振れるかとい

う応答を分析するものである．一般的には刺激に対

して脳波がどのように振れるかを多数回（100 回以
上）記録計測し，その加算平均を取ることにより，
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ノイズとなる背景脳波を取り除き，事象と一定の時

間関係を持った信号を抽出し，その事象関連電位を

同定する「加算平均法」が用いられる． 
このような ERPを用いることで，脳波のイベント

に対する応答を精密に観察できる，電位や潜時とし

て計測可能な量により，客観的に扱うことができる，

一般の認知実験と異なり，認知過程を変えることな

く実験を実施して脳の応答から調べることができる，

リアルタイムに計測することができる，意識に上ら

ない閾下刺激に対しても計測が可能である，などの

利点が知られている．既によく研究されている ERP
としては，P300などが知られる．P300は，内因性
の応答として知られ，刺激に対する比較，評価，判

断，選択的注意などに関与しているとされる． 
一方で ERP は基本的に人間に与えられる刺激な

どを起点として，その後に脳波がどのように変動す

るかを調べるものであるが，我々が調べようとする

脳波変動は，身体行動に先立つスキーマの発火など

に対応する脳波変動であるので，起点を行動が実行

された時点に置かなければならない．そういう意味

では，従来，ERPとして研究されてきたものとは異
質なものになるので，行動に対する脳波変動という

意味で ARP（Action-Related Potential）と呼ぶこと
としたい．起点が異なるため，ARPには，ERPとし
て分析されていた応答も含まれることになると考え

られる． 
 
4. スキーマと脳波過渡的応答における仮説 
現時点で，我々が考えるスキーマと ERP/ARPに

よる脳波の過渡的応答に関わる仮説として，以下の

５点を考えている． 
 
(1) スキルの有無の差はスキーマの有無に連動

している．  
(2) スキーマが構築されていない状況では，個々

の身体動作において，高次の判断をおこなう

必要がある． 
(3) スキーマが構築されると，個々の動作におけ

る高次の判断は不要となる． 
(4) 人間の高次の判断は，脳波の過渡的応答

(ERP/ARP)から，推察することができる． 
(5) 脳波の過渡的応答(ERP/ARP)から，スキーマ

が構築されていないかどうかを推察するこ

とができる． 
 

5. 結論 
本稿では，人間が持つ「スキル」について，脳波

の過渡的応答である ERP/ARPを通じて，客観的に
その有無を調べることができる可能性について論じ，

その仮説について述べた． 
「スキル」の有無だけであれば，もちろん，パフ

ォーマンスによっても推定することができるが，脳

波の過渡的応答である ERP/ARPを用いることでス
キルの構成要素であるスキーマたちの状態や，スキ

ーマ形成の前段階に迫ることができる可能性がある．

スキルの獲得において，より精度を高めた制御や練

習方法をとることができる可能性がある． 
今後，これらを元に幾つかの予備実験を経て，実

験計画を作っていきたい．対象とするスキルとして

は，実験などのしやすさから，タッチタイピングな

どのスキルが有望であると考えている． 
また，本研究は一種の BMI(Brain Machine 

Interface)の研究として捉えることも可能である．ス
キル獲得の要素を考慮することができれば，BMIと
しても興味深い． 
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MAI 仮訳版による大学初年次学生のメタ認知測定の試み 
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あらまし：情報基礎科目を履修する初年次学生を対象として，質問紙形式によるメタ認知の測定を試みた．

質問紙は学習場面での代表的な測度 Metacognitive Awareness Inventory (Schraw & Dennison, 1994) の 52項

目を翻訳したものである．209 名の回答データを因子分析し，知識面 2 因子と行動面 3 因子を抽出した．

当該科目の学習成果との関係を調べたところ，二つの因子において弱い正の相関がみられた．また，五つ

の因子得点をもとにクラスター分析を行ったところ，学生が４群に分かれた．メタ認知得点が全因子にお

いて高い群，低い群，中間的な群，そして因子によって傾向が異なる群である． 

キーワード：メタ認知，高等教育，初年次学生 

 

 

1. まえがき 

学習過程において，自分の知的な働きを一段上か

ら理解したり，調整したりするメタ認知 1) はきわめ

て重要な能力である．また，ある程度領域を越えた

メタ認知技能の向上は，学修成果として卒後の主体

的学習を促進するためにも不可欠である．このメタ

認知については，最近では OECD が 2030 年に向け

た教育の在り方を議論する枠組みとして推進する

Education 2030 事業のキーコンピテンシーの一つと

しても取り上げている 2)． 

学習場面での一般的メタ認知測度の著名なものと

して，Schraw & Dennison が成人向けに開発した

Metacognitive Awareness Inventory (MAI) 3) がある．こ

れは，知識面 17項目（宣言的知識・手続きの知識・

条件の知識）と行動面 35項目（プランニング・情報

管理方略・モニタリング・修正方略・学習評価）の

8 下位尺度，計 52項目からなる．ただし，因子分析

では各下位尺度の因子的妥当性は乏しく，大きく知

識面と調整面の2因子解が採られている 3)．このMAI

を邦訳し，その信頼性・妥当性を検討したのは阿部・

井田 4) のみのようで，単純構造を求めて最終的にモ

ニタリング（11 項目）・コントロール（9 項目）・メ

タ認知的知識(8 項目)の 3因子 28項目としている． 

以前の研究において，著者らはこれら 28項目 4) を

用いて，長崎大学の初年次学生のメタ認知を測定し

た．回答データを因子分析した後，各因子と調査対

象学生が受講する情報基礎科目の授業における学習

履歴（学習項目別習熟意識，課題提出状況，成績評

価に用いる総合点等）との関係を調べたが，予測さ

れるような相関はみられなかった 5)． 

その一因として，尺度が十分メタ認知を捉えてい

ない可能性も考えられたことから，本研究では，原

尺度である MAI の各項目について，日本の大学にお

ける授業内外の学びの場面を想定して解釈し，かつ

下位尺度の分類が変わらないように注意を払って翻

訳した．この仮訳版 MAI を使って，あらためて長崎

大学の初年次学生を対象としてメタ認知を測定した．

本稿では，回答データの探索的因子分析による因子

の抽出，調査対象学生が受講する情報基礎科目の成

績評価に用いた総合点との関係，および抽出因子に

基づいた学生の分類結果について報告する． 

 

2. メタ認知の測定と因子分析 

第一著者が担当する情報基礎科目の受講生に協力

を依頼し，2017 年 8月に仮訳版 MAI の 52項目を配

置した質問紙を使って，６件法で自己評価してもら

った．回答データを学習活動との相関分析に利用す

る計画があるため記名式とした． 

253 名から回答が得られ，うち全項目に有効に回

答した初年次学生 209 名を分析対象とした．対象者

は教育学部の学生 97名(男性 15 名，女性 82名)と経

済学部の 112名(同 66名と 46名)で構成されている．

彼らの年齢は 18～20 歳で，その平均値：18.44 歳，

標準偏差：0.55 歳である．各選択肢に 6(肯定)～1(否

定)を割り当てると，その合計は 130～274に分布し，

平均値：204.6，標準偏差：23.56，歪度：0.11，平均

値の 95%信頼区間：[201.57，207.65]，Cronbach のα

係数：0.93であった． 

ここで，因子分析を行うに際して標本数 209 は項

目数 52 に対して十分とはいえないため，知識面 17

項目と行動面 35 項目を別々に因子分析することと

した．その結果，固有値の減衰状況，プロマックス

回転後の因子負荷量，項目内容等から，知識面を 2

因子，行動面を 3 因子とするのが適当と判断した．
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これら 5因子間の Pearson相関係数は.31**～.71**で

あった．以下に，それぞれの因子名と代表的な項目

（因子負荷量＞0.6）を列挙する． 

知識面の第 1 因子は「方法の有用性の知識」と命

名した．分類された項目は「知的な活動において，

自分の強みを使って苦手な部分をカバーしている」，

「自分が用いる手法は，それぞれ特定の目的をもっ

て使っている」である．第 2 因子は「学習の促進要

因の知識」とした．項目は「内容に関心があるとき

の方が，自分の学習は深まる」と「内容について何

か自分の知っていることがあると，学習はよりよく

進む」である． 

行動面の第 1 因子を「モニタリングと評価」とし

た．項目は「学習した後には，学んだ内容の要約を

作る」，「問題を解いた後，全ての可能性を考慮した

かどうか自問する」，「問題を解いているとき，全て

の可能性を考慮したかどうか自問する」，「課題が終

わった時点で，最大限の学びができたかどうか自問

する」である．第 2 因子を「理解難の際の調整」と

した．項目は「うまく理解できないときは，一旦止

まって読み直す」，「新しく出てきた事柄がよく理解

できない場合には，一旦止まって見直す」である．

第 3 因子を「プランニング」とした．項目は「自分

の目標を達成するために，予定をしっかりと組む」，

「課題に取り組む前に指示をよく読む」，「勉強する

ときには，小さいステップに分けて取り組むように

する」である． 

 

3. 情報基礎科目の学習成果との関係 

当該科目は情報リテラシーを学ぶ初年次必修科目

で，ねらいを情報とコンピュータの基礎知識および

その活用能力の修得，情報セキュリティや情報倫理

の理解としている．この科目の成績評価に用いた総

合点と各因子との相関を調べた．なお，総合点 𝑆 の

分布は歪度が−1.66と負に大きく歪んでいたため，

次式(1)を用いて補正したところ，歪度は−0.31に改

善した． 

𝑆𝑆𝑄 = 1 − √1 − 𝑆 (1) 

補正した総合点 𝑆𝑆𝑄と各因子得点との Pearson 相

関係数を表 1 に示す．知識因子「学習の促進要因の

知識」および行動因子「理解難の際の調整」と学習

成果との間に，弱い正の相関がみられることがわか

った． 

表 1 因子得点と学習成果の関係 

因 子 相関係数 

方法の有用性の知識 .03 

学習の促進要因の知識 .19** 

モニタリングと評価 -.03 

理解難の際の調整 .22** 

プランニング .05 

（∗∗ 𝑝 < .01）  

4. 学習者の分類 

二つの知識因子と三つの行動因子の得点を使って，

Ward 法によるクラスター分析を行ったところ，４群

に分類された．群１～群４に分類された学生数はそ

れぞれ 85 名，53 名，36 名，35 名である．図 1 は，

各群について因子ごとのメタ認知得点の平均値をプ

ロットしたものである．群２(破線◇)はすべての因

子において高い値をもち，群４(一点鎖線○)はすべ

て低い値，そして群１(実線△)は中間的な値をもっ

ている．一方，群３(点線□)は，因子によって傾向が

異なっていることがわかる． 

 

図 1 因子ごとのメタ認知得点 

補正した総合点 𝑆𝑆𝑄の平均値が，群により差があ

るかどうか調べた．分散分析の結果は有意ではなか

ったが (𝐹(3, 205) = 2.50, 𝑝 = .06)，探索的に Tukey

法による多重比較を行ったところ，群３と群４の間

で有意確率 𝑝 = .09，群２と群４の間で 𝑝 = .15，が

得られたが，他は 𝑝 > .31 であった． 

 

5. あとがき 

MAI の日本語版尺度を確立するための基礎デー

タ収集を目的として，大学初年次学生を対象として，

仮訳版を用いたメタ認知測定を実施した．本稿では，

因子分析およびクラスター分析の結果を報告した． 

今後は，基礎データの収集を継続し，学習過程と

の関係を調べる等，日本語版メタ認知尺度を洗練し

ていく予定である． 
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ボードゲームを題材としたアルゴリズム教育の実践 
 

A Practice of Algorithmic Education 
Using Board Game as Teaching Materials 
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Kotaro YAMADA 

比治山大学現代文化学部 

Faculty of Contemporary Culture, Hijiyama University 
Email: kyamada@hijiyama-u.ac.jp 

 

あらまし：文系大学生を対象に，論理的思考力の涵養やプログラミングへの動機付けを行う目的で数理パ

ズルを使ったアルゴリズム教育を実践している．前回はハノイの塔や石取りゲームといった数理パズルよ

りもボードゲームの方が好まれる傾向にあることを報告した．そこで今回は，前進ゲームやペグ・ソリテ

ィア，三目並べ，リバーシなどのボードゲーム使った授業実践を行ったので，その成果と課題を報告する． 

キーワード：ボードゲーム，アルゴリズム，数理パズル，情報教育，プログラミング 

 

 

1. はじめに 

筆者は文系の大学生を対象にプログラミング教育

やアルゴリズム教育を行っているが，総じて「正し

い順序で操作を進める力」が弱くなっていると感じ

ている．そこでハノイの塔や石取りゲーム，ジェル

ゴンのトランプマジックなど，いくつかの数理パズ

ルを導入してアルゴリズム教育を行ったところ，学

習者の興味関心が集まる題材はハノイの塔のような

知育玩具遊びでもトランプマジックでもなく，将棋

に似た盤面上でコマを進める前進ゲームであること

が昨年度のアンケート結果から明らかとなった(1)(2)．

前進ゲームはボードゲームの一種であり，見た目も

ルールも将棋に近いことから，教育効果を上げるた

めには学習者の既知のゲームに近いボードゲームの

利用が有効であると考え，今年度は前進ゲームに加

え，ペグ・ソリティアや三目並べ，リバーシなどの

ボードゲームを主たる題材として授業を展開した． 

 

2. ボードゲーム 

ボードゲームには，使う道具(コマやカードなど)

やプレーヤーの人数によって様々な種類があるが，

本講演では「碁盤の目状の盤面とコマを使い，1 人

または 2 人で行うゲーム」のことを指すものとする．

教育実践で使った主なゲームを以下に述べる． 

2.1 前進ゲーム（Northcott's game） 

前進ゲームは図 1 に示すコマの配置でスタートし，

2 人が交互に自分のコマを右または左に移動させて

相手の全てのコマが移動できない状態まで追い込む

と勝ちとなるゲームである(3)．コマの移動は相手の

コマを飛び越えない限りは 1 度に移動できるセル数

に制限はない．ただし，1 度に移動できるコマは 3

つのうちの何れかひとつだけである． 

 
図 1 前進ゲームの初期配置 

前進ゲームは一般にノースコットのゲーム

(Northcott's game)と呼ばれるものであり，m×n の盤

面上で対戦を行う(4)．このゲームの必勝法は各行で

自分のコマと相手のコマとの間の空白セルを数え，

その数を全ての行について排他的論理和を取り，そ

れがゼロになるようにコマを移動させる，というも

のである．例えば図 1 の初期配置では，空白セル数

の排他的論理和が 3⊕5⊕7=1 となっているため，先手

が何れかのコマを 1 セル分だけ相手方向に移動させ

ることで排他的論理和の総和がゼロになる．そして

その後も，相手のコマの移動に応じて排他的論理和

がゼロとなるようにコマを移動させれば，自動的に

相手を追い込むことができ，先手は必ず勝てる． 

2.2 ペグ・ソリティア 

ペグ・ソリティアは図 2 に示すように，33 個のセ

ルからなる盤面に 32 個のコマ（●）を配置した状態

でスタートし，コマを移動させながらコマの数を減

らしていく一人遊びゲームである(5)．コマの移動は

縦方向または横方向のみ可能で，空白セルに隣接す

る連続した 2 つのセル内にコマ存在するときのみ許

される．移動できるコマは空白セルから遠い側のも

のであり，それを空白セルへ移動させるとともに空

白セルの隣にあったコマを取り除く．そして最終的

にどのコマも移動ができない状態（以下，この状態

を「手詰まり状態」と呼ぶ）になると終了となる． 

 

図 2 ペグ・ソリティアの初期配置(左)と移動(右) 
 

ペグ・ソリティアはコマを 1 回移動させるごとに

1 つのコマを取り除くため，理想的には 31 手目に 1

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ●

●
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つのコマが残った状態で終了することになるが，多

くの場合，いくつかのコマを残したまま手詰まり状

態に陥る．この状態には一見規則性がないように見

えるが，図 3 のように盤面に A, B, C の文字を割り

振り，コマの移動を排他的論理和として記述すると

規則性が見えてくる． 

 

図 3 文字を割り振った盤面 

 

図 3 では盤面の中央を A とし，それ以外は縦また

は横方向のどの3つの連続したセルについてもA, B, 

C の 3 文字が必ず含まれるようになっている．この

ようにしておくと，例えばゲームの一手目で中央列

の下から 2 番目(B)のコマを中央(A)に移動させ，そ

の間(C)のコマを取り除くという操作は排他的論理

和を使って B⊕C=A のように表すことができる．そ

の他の移動についても同様にA⊕B=CやC⊕A=Bと表

すことができるため，結局 A⊕B⊕C=0 と書ける．従

って初期配置でコマが置かれている全てのセルにつ

いての排他的論理和は A であり，その後どのように

コマを移動させてもコマが置かれているセルについ

ての排他的論理和は保存されるため，手詰り状態で

コマが残っているセルについての排他的論理和を調

べると，ゲームの途中で間違った移動をしていない

かどうかを簡単に確認することができる．この仕組

みは，情報通信における誤り検出の理解にも役立つ

と思われる． 

2.3 三目並べ・リバーシ 

三目並べとリバーシはゲームとしてではなく局面

の推移を考察するために使った．その目的は総当た

り法で全ての局面を漏れなく調べ尽くすことであり，

例えば「三目並べで 2 手目の局面は何パターンある

か」という問題を考えさせた(答えは 12)．このとき

回転対称や反転対称の関係にあるものは 1 パターン

として数える．なお三目並べはコマを使わないゲー

ムであるが，〇と×の記号を広義のコマとしてボー

ドゲームに分類した．リバーシは本来 8×8 の盤面で

行われるものであるが，パターンが膨大になるため

4×4 の盤面を使った． 

 

3. 実践結果 

実践結果については，頁の都合で前進ゲームを中

心に記し，その他は講演で述べることにする． 

前進ゲームは学生同士で対戦させるよりも，ルー

ルだけを示して教員が対戦相手になると効果的であ

る．理由は，学生同士で対戦させると必勝法がなか

なか見出せず，先手と後手のどちらが有利なのかさ

え掴めないままゲームへの興味関心を失い，学習意

欲の低下を招く危険性があるためである．教員が相

手であれば学生に先手を取らせても対戦の途中でほ

ぼ必ず教員側が必勝法に持ち込める局面が来るため，

学生の挑戦を何度か退けているうちに勝ちパターン

に気付く学生が現れる．筆者は盤面をホワイトボー

ドに投影し，掲示用のカラーマグネットをコマにし

て全ての履修者が対戦を観戦できるようにしたとこ

ろ，普段は教室の後方の席で受講している学生が一

番前の席まで移動して対戦に参加し，負けると手元

で攻め方を振り返ったり新たな戦略を練るなど，授

業への積極的な参加行動が見られた．また戦略に行

き詰まりそうな雰囲気となったときは，対戦しなが

ら「今なら貴方が勝てます」や「今，私に勝ちが移

りました」など，一手ごとに実況を加えることで教

室全体が活性化し，活発な学習活動が展開された．

そしてその結果，相手コマとの間のセル数を(1, 2, 3)

の組合せ（排他的論理和 1⊕2⊕3=0）に持ち込むと勝

てることを学生自らが見出し，その後(1, 4, 5)の組合

せも見つけることができた． 

ただ，その組合せが必ず勝ちに結びつくことを確

かめるには，全ての移動の可能性を総当たりで調べ

る必要があるが，全ての移動を漏れなく列挙できな

かったり，場当たり的な思いつきだけで列挙する学

生が存在している．このことは三目並べやリバーシ

の局面を調べる問題でより顕著に表れている． 

 

4. まとめ 

本稿執筆時点では授業実践を行っているところで

あるため，詳細な結果は講演で紹介するが，現在の

とこを概ね以下のような結果と課題が得られている． 

ボードゲームの導入によって学習意欲の向上が見

られたが，その一方で「局面を系統的に調べる力の

不足」という課題が見えてきた．このことは条件分

岐を考える際に，全ての条件を網羅し尽くせないこ

とを意味している．アルゴリズム教育やプログラミ

ング教育において試行錯誤は不可欠であるが，それ

が系統的か場当たり的かは結果に影響するため，試

行錯誤の質も考慮する必要があると考えている． 
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テキスト・プログラミング混在型学習環境の開発と実践 
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あらまし：本研究では，Webベースのプログラミング学習環境を開発して，学校内での柔軟な開発環境構
築と運用を可能し，さらに授業において学習内容に注力しやすいシステムの実現を目的としている．本シ

ステムではテキスト内に埋め込まれたテキストエディタとコンパイル・実行環境を用いて，シームレスな

学習を行うことができる．テキストの記述にはMarkdownを採用して，授業中での編集を簡便に行えるた
め，臨場感のある授業展開が可能になる． 
キーワード：プログラミング学習，開発環境，電子テキスト，Markdown 

 
 
1. はじめに 
プログラミング基礎レベルの学習において，複雑

なソフトウェア開発環境の操作に慣れるために費や

す労力と時間は，アルゴリズム習得等のプログラミ

ング学習内容への注力を低下させる一因になってい

る． 
本研究では，授業での活用に適したソフトウェア

開発環境を作成して，授業での限られた時間内で，

学習者が本来のプログラミングに注力できる環境を

提供することを第一の目標とした．  
第二の目標として，電子テキストとプログラミン

グ環境の混在できるようにして，解説と実習をシー

ムレスに繋ぐ環境を目指した．オンライン文書中に

ソースコード編集および実行環境を埋め込み， この
文書記述にMarkdown（1）を採用することで，電子暦

ストの編集を容易にして，さらに授業中におけるラ

イブコーディングに対応できるようにした．システ

ムの基本設計については，第 41回教育システム情報
学会全国大会で発表を行った（2）．今回はシステム実

装の詳細と実践事例について報告する． 
 
2. プログラミング環境の検討 
大学のプログラミング授業での開発環境では，統

合開発環境（IDE），またはテキストエディタとコマ
ンドライン環境（CLI）が多く利用されている．これ
らの環境は，プログラミング初学者にとって，表Ⅰ

に示す問題点を生じやすい． 
 

表 1	 従来の IDE利用時の主な欠点 
機能 欠点 
プロジェクト管理 基礎学習には不要な手順 
コード編集 過剰な入力サポート 
ビルド・実行環境 複雑なデバッグ環境 
ファイル管理 保存場所の指定ミス 
 

IDE の操作を習熟することは，研究や業務におい
ては必須であるが，基礎レベルの学習では，アルゴ

リズムの理解や言語記述へ注力したい場合に，阻害

要因となりうる． 
本研究では，上記の問題点を解決して，授業利用

に適したプログラミング環境を構築するために，次

の機能を持たせることにした． 
 

(1) Webサーバでのシステム運用 
学内で授業用システムを新規に用意するには多く

の制約を伴う．本システムは技術面での対策として

オンプレミス，クラウド両対応させるために，Web
サーバを用いたシステムの管理を採用した． 
また，Git（分散型バージョン管理システム）（3）を

用いて，マルチユーザでのソースコード保管・履歴

管理を可能した． 
 

(2) Webベースのクライアント環境 
学習者が用いるクライアント環境も Web ベース

にして，各端末へのインストールを不要にした．公

開サーバの場合は，学習者が自宅からでも利用可能

なため，反転学習にも使える 
また，ソースコード編集は，Atomエディタをベー

スにしたインライン環境にすることで．編集しやす

い環境を整えた． 
 

(3) 幅広いプログラミング言語への対応 
	 ソースコード編集環境と，ビルド・実行環境を独

立させて Web サーバ上でプログラム処理を担当さ
せることで，サーバ上に入れたプログラミング言語

を学習者のクライアント環境で利用可能にした． 
 
これらの機能によって授業担当者は，Webサーバ

上にシステムを設置して，学習者に対して URLを伝
えてユーザー登録させるだけで利用できるようにな

る．  
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3. 電子テキストの記述とソースコード提示 
プログラミング授業において，従来はテキストを

紙または電子的に提供して，それを見ながら解説を

聞いてノートを取り，開発環境で実習を進めるスタ

イルがとられてきた（図 1の(a)）．  
 
 
 

 
 
 

(a)	 既存の授業形態 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(b)	 本システムを利用した授業形態 
図 1	 授業形態 

 
従来のスタイルでは，実際に作成したプログラム

と，テキストおよびノートの内容は離れて存在して

おり，学習者と授業担当者のやりとりは，LMSなど
別の手段を必要とする． 
本システムでは，電子テキストの記述に，軽量マ

ークアップ言語 Markdown を用いることで，HTML
よりも簡単な文法で書ける上に，開発環境の画面を

統合しているので，解説と実習を密な関係で結んで

学習を進めることが可能になる（図 1の(b)）． 
また準リアルタイムでレンダリングした文書を表

示可能になるので，授業中の内容変更にも対応でき

る（図 2および図 3）．  
 
- 文字は，英数字モードで入力して下さい． 

- 入力完了したら，*保存*, *コンパイル*, *実行*の

順番で作業を進めましょう． 

 

```cpp 

#include <iostream> 

using namespace std; 

 

int main() 

{ 

  cout << "Hello!" << endl; 

 

  return 0; 

} 

``` 

図 2	 Markdownソースコード 

 

 
図 2	 Markdownレンダリング出力 

 
さらにコメント機能により，教材単位での教員と

学習者の双方向性を持たせている． 
 

4. 期待される効果 
授業担当者の立場から見ると，Markdown による

シンプルな文書記述を用いることで，教材の共有と

変更がしやすくなる．さらに準リアルタイムでのレ

ンダリングが可能なことから，解説しながら説明文

やソースコードサンプルの追加を行い，ライブ感の

ある授業進行ができる． 
学習者の立場から見ると，テキストとソースコー

ドが一体化していて，その中でビルドと実行できる

ので，解説と実習のつながりを実感しやすい．また，

Markdown の文法は簡単なので，自ら文書を改編し
てノートとしての利用も可能である． 
両者共通の利点としては，授業毎にWebサイトを

用意した場合，ファイル管理が容易で，実習結果や

コメントの共有がしやすい点がある． 
これらの特徴から，本システムをプログラミング

基礎レベルの授業で利用することで，アルゴリズム

やソースコードの理解に注力した学習を期待できる． 
 
 

参考文献 
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http://daringfireball.net/projects/markdown/（2016） 
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数式曖昧検索技術を用いた数学学習環境の構築に向けて 
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あらまし：本研究の目的は，近年世界の潮流となりつつある STEM 教育に資する，同教育を構成する全

科目のインフラストラクチャーである数式に対して検索技術を提供し，その応用として，同技術を核とし

た数学学習環境を構築することである．このような実用性の高い数学学習環境を Web アプリケーション

として構築し，常に学習者に利用可能なサービスを提供することで，理系学部の学生のみならず，数式を

扱う全学習者の数学教育に資することを目指す． 

キーワード：数学学習環境，数式検索，正規表現，公式検索，数式変形，証明問題 

 

 

1. はじめに 

本研究の目指すものは STEM教育の全科目に関わ

るインフラストラクチャーと言ってよい数式に対し

て検索技術を提供し，その応用として同技術を核と

した数学学習環境を構築することである．具体的に

は，世界で未だ途上段階と言わざるを得ない，曖昧

検索を含めた数式検索技術の確立を行い，今後普及

することが確実視される電子書籍などにおける数式

検索の利便性を向上させ，理科系科目学習の根本で

ある数式に対するサービスを押し上げる．また，数

式検索技術の応用として，初学者に対し，与えられ

た数式が含む学習項目要素を提示することで学習へ

の足掛かりを与える．さらに数式変形問題や数学証

明問題において関連する公式や等式を自動表示する

ことで学習の停滞防止をサポートする．以上のよう

な実用性の高い数学学習環境を Web アプリケーシ

ョンとして構築することで，理系学部の学生のみな

らず，数式を扱う全学習者の数学教育に資すること

も本研究の副次的目的である． 

 

2. 現状の課題 

 近年，Google をはじめとした検索エンジンにおい

て，文字検索機能だけでなく，画像検索，動画検索，

音声検索など，マルチモーダルな検索技術が開発さ

れている．これに対し，数式の検索技術は未だ研究

開発段階にあり，特にパターンマッチングに基づく

曖昧検索技術は実用性を鑑みれば克服しなければな

らない技術でありながら，部分的な機能の実装の域

を出ていないように見受けられる．正規表現を用い

ると，柔軟に多彩なパターンを記述することができ

るようになるため，本研究では数式検索にも実現さ

せることを想定している．先行研究には，与式の部

分的情報をベクトル化して数式間の類似度を計算す

るものなども存在するが，数学学習機能として考え

ると，実用性に乏しいと言わざるを得ない．加えて，

数式は抽象化された記号を用いて一般的には構成さ

れることを考慮すると，式中に出現する特定の変数

や演算などが，その文脈の中でどのような意味で使

われているのかを判別する，いわゆる語義曖昧性解

消技術などは必須と考えられる．しかし，実用レベ

ルで数式の持つ情報に対して同技術を駆使している

実装例は研究事例としてもほとんど見当たらない． 

 

3. 数式検索技術を核とした数学学習環境 

数式の曖昧検索技術を基礎技術として開発し，さ

らに同技術を核とした，学習者のための数学学習環

境を構築することが本研究のテーマである．これが

実現すると，その応用として，数学学習環境として

の種々の学習援用機能が考えられ，(1) 初学者に対

し，与えられた数式が含む学習項目要素を提示する

ことで学習への足掛かりを与える学習項目抽出機能，

(2) 与えられた数式の一部を矩形選択することでそ

の変形候補を提供する数式変形援用機能，(3) 教育

現場の教員が数学の証明図を構造的に作成するのを

助ける数学証明図作成援用機能，などを実装し，数

学や STEM学習者に資する環境を足場かけとして提

供する．特に，(1), (2) については，学習者の学習傾

向を分析するために LA（Learning Analytics）に資す

る各種学習履歴データを取得している．これら応用

機能の成否には，(4) 検索する数式やデータ内の抽

象化された記号に対する語義曖昧性解消や機械学習

の技術も重要な役割を担うと考えられ，もともと自

然言語の分野で開発・発展して得られた知見を数式

データに適用を試みることで自然言語と数式の融合
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領域に踏み込む．図 1は数式検索 Web アプリケーシ

ョンのインタフェースであり，α部は正規表現の説

明，下の角丸四角形内はいわゆる“相加・相乗平均

（の不等式）”の一般形の検索式を表す． 

 

 
 

図 1 数式検索 Web アプリケーション 

 

4. 公式検索ならびに依拠公式表示機能 

上記で説明した数式検索システムは，正規表現を

組み合わせることで，様々なパターンの数式を一般

に検索させることができる．これを応用したものが

公式検索である．パターン化された公式を，数式検

索システムで実装されている正規表現を用いて表現

する．これを利用することで，数式変形が特定の公

式適用に依拠していることを学習者に提示すること

ができるようになる．公式例を表 1 に示す． 

 

表 1登録されている公式に対応するクエリの例 

加法定理（正弦） 

 

log 底の変換公式  

ド・モアブルの定理 

 

ピタゴラスの定理  

 

5. 数式変形サポート機能 

数式変形サポート機能は 2 つの画面で構成される．

数式変形画面（図 2）には変形の対象となる数式が

表示され，学習者はマウスのドラッグアンドドロッ

プにより数式中の変形したい部分を矩形選択する．

矩形選択が完了すると選択された部分がハイライト

され，適用可能な変形候補の一覧が表示される．学

習者が一覧から変形候補を選択すると，対象となっ

ている数式に適用されて変形が行われる．学習者は

矩形選択と変形候補選択を繰り返して数式変形を進

める．変形履歴画面（図 3）には学習者が行った変

形の履歴が数式をノードとする樹形図で表示される． 

 

 
図 2 数式変形画面 

 

 
図 3 変形履歴画面 
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